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(注)１．(イ)本書において記載されているユーロから日本円への換算は、１ユーロ＝148.70円（株式会社三菱UFJ銀

行が発表した2023年６月１日の対顧客電信直物売買相場の仲値）の換算率により行われ、１円単位まで

四捨五入されている。ユーロの計数の表示単位（百万ユーロ又は千ユーロ）が異なる場合、同じユーロ

の数値でも円換算額が異なる場合がある。

 

(ロ)本書におけるユーロの計数には、計数の合計値が総合計に合致するように、切上げ又は切捨てを行うこ

とによる一定の調整をした上で、１ユーロ単位にしているものがある。しかしながら、日本円及び他の

数値への換算に関してはかかる調整は行われてはいない。総合計が計数の算術的合計と必ずしも一致す

るとは限らない。

　

２．本書において別段の記載がある場合を除き、「エネル」又は「当社」は、エネル・エスピーエーを指し、

「エネルグループ」、「エネル・グループ」又は「当グループ」は、エネル・エスピーエー及びその連結子

会社を指す。

　

３．本書は将来的な記述を含んでいる。本文書中の「追求する」、「意図する」、「見積もる」、「計画す

る」、「企画する」、「目標とする」、「予想する」、「予定である」、「可能性がある」、「確信す

る」、「見込まれている」、「企図されている」等の用語及び類似の表現は、将来的な記述を示すことを意

図している。

本書中の将来的な記述は、当グループに関するリスク、不確実性及び仮定を前提としている。当グループの

実際の業務成績は、とりわけ「第一部－第３－２ 事業等のリスク」に記載したリスク要因の結果として、

将来的記述とかなり異なる可能性がある。当グループは、本文書の日付け以後に発生する新情報の結果であ

るか、将来の事実の結果であるか又はその他であるかを問わず、いかなる将来的な記述をも更新又は改訂し

て公表する義務を負わない。これらのリスク、不確実性及び仮定に照らし、本書において記載されている将

来的な出来事は発生しないことがありうる。

当社は、将来的な記述において開示された計画、意図又は予想を実際に達成又は実現しない可能性があり、

今後投資する者は、過度にそれに依存すべきでない。当社の活動及び業務の実際の成績が、かかる将来的な

記述中の予想と著しく異ならないという保証はし得ない。かかる予想と異なる実際の成績をもたらし得る要

素には、以下の事項をはじめ、「第一部－第３－２ 事業等のリスク」に記載の事項が含まれるが、これに

限らない。

・　エネルが多額の債務を負っているという事実

・　エネルが受諾可能な条件で金融債券市場にアクセスする能力は、債務レベルを理由に見直しを受けるに至っ

た信用格付けに一部依存しているという事実

・　最近買収した複数の実質規模の企業を統合する必要性から、エネルがリスク及び支出に迫られているという

事実

・　エネルが、自身が事業を行う複数の国において異なる規則制度に従うという事実、及びこれらの規則制度が

エネルの不利に改定され得るという事実

・　エネルが現在の世界的不況の継続又は進行による電力需要低下の影響を受けやすいという事実

・　エネルが燃料費の増加のリスク又は燃料供給の崩壊のリスクにさらされているという事実

・　エネルはこれまで、エネルの定時株主総会において取締役の過半数を任命するのに十分な議決権を有しかつ

他の株主の利益と異なる利益を享受することができる、イタリア経済財務省（MEF）により支配されている

という事実

上記は、かかる将来的な記述中の予想と著しく異なる実際の成績をもたらし得る要素の完全なリストではな

く、「第一部－第３－２ 事業等のリスク」に記載の事項をはじめ、本書中の他の注意記述と合わせて読ま

れるべきものである。

 

４．当社の事業年度は暦年と一致する。
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第一部【企業情報】

 

第１【本国における法制等の概要】

 

１【会社制度等の概要】

 

(1)【提出会社の属する国・州等における会社制度】

 

　当社を支配する法制度はイタリアの法令で構成されており、当社はイタリアにおける株式会社である「ソシエタ・ペル・ア

ジオニ」又は「エスピーエー」として設立されている。イタリアのエスピーエーはイタリアの法律に基づき組織される法的主

体であり、当該エスピーエーの所有者である株式の保有者から分離された１つの法人として行為する。エスピーエーの最低株

式資本金は50,000ユーロである。エスピーエーは１又は複数の種類の株式を発行することができ、それらは普通株式、優先株

式及び貯蓄株式からなる。イタリア法に従い、無額面株式、連動株式又は損失負担がある場合に支払が延期される株式といっ

た新たな種類の株式を発行することも認められている。普通株式の保有者はエスピーエーの株主総会で議決権を行使すること

ができ、１株につき１議決権を有する。優先株式の保有者は株主総会で議決権を行使することができる。貯蓄株式は上場会社

のみが発行することのできる特別な型の優先株式であり、議決権がない。議決権のない、議決権の制限された、又は一定の条

件に従って議決権のある株式は、エスピーエーの資本金総額の２分の１を超えてはならない。非上場会社は、保有者に複数議

決権を永久付与する複数議決権付株式を発行することができる。かかる株式は、規制市場にその後上場する場合、維持される

ことができるが、反対に、現在上場している会社はそれらを発行することはできない。上場会社はまた、長期保有者が議決権

を増やせるロイヤルティ株式を発行することができる（１株式につき２議決権を上限とする。）。通常、エスピーエーの株主

は、そのエスピーエーの資本金に拠出した額を超えて当該エスピーエーの債務について個人的責任を負わない。

　エスピーエーの経営については、専ら取締役が責任を負い、会社の目的を達成するために必要な全ての行為を取締役が行

う。イタリア民法（法令第6/2003号及び法令第37/2004号により改正）によれば、エスピーエーは、３つの選択的な経営及び監

査のシステムを採用することができる。定款に別途定めない場合には、エスピーエーは、取締役会又は単独取締役（経営を担

当）及び法定監査役会（監査を担当）という伝統的なシステムを採用することとなり、これらは全て株主総会で選任される。

代替システム（いわゆる「一元型」又は「ワン・ティアー」システム及びいわゆる「二元型」又は「ツー・ティアー」システ

ム）は、会社の定款に明示的に規定されなければならない。かかる場合、会社の経営及び監査は、（イ）二元型システムの場

合には、業務執行取締役会（監査取締役会により選任される。）及び監査取締役会（株主総会により選任される。）によりそ

れぞれ担当され、（ロ）一元型システムの場合には、取締役会（株主総会により選任される。）及び経営監査のための委員会

（取締役会により選任され、品格、専門性及び独立性といった固有の要件を満たす取締役により構成される。）により、それ

ぞれ担当される。当社は伝統的なシステムを採用している。

　取締役の員数及び任期は定款により定められる。定款により、取締役の員数又は任期が定められていない場合、株主総会に

より決定される。イタリアの法律においては、エスピーエーの取締役の最低数は１名であり、最長任期は３年間である。取締

役はイタリア国民である必要はなく、またそのエスピーエーの株主である必要も必ずしもない。株主により取締役会会長が選

任されない限り、取締役会によりその構成員のうち１名が会長に選任される。定款でより大きな数を規定しない限り、取締役

会の定足数は現任取締役の過半数である。定款で別途定めない限り、取締役会決議は出席取締役の絶対過半数により採択され

る。取締役は代理人により投票することはできない。

　一般に、伝統的制度を採用しているエスピーエーにおいては、取締役会はエスピーエーの経営の責任を負っており、非常に

広汎な権限と裁量を有する。定時株主総会の権能は以下のものに限定されている。

　（a）エスピーエーの年次財務書類の承認。

　（b）取締役の選任及び解任、法定監査役の選任並びに外部監査役を設置している場合には、法定監査役会による理由を記載

した提案の上での外部監査役の選任。
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　（c）定款で別途定めのない場合における取締役及び法定監査役の報酬の決定。取締役会の提案の上、上場会社の定時株主総

会はまた、財務書類の承認のために招集された同総会において、報酬方針及び支払報酬の報告書についての決議を行

う。当該報告書は２つの異なるセクションに分かれている。（ⅰ）第１セクションでは、（a）少なくとも、招集され

た同株主総会が承認を行う財務書類の対象年度の翌年度についての、取締役会の構成員、ジェネラル・マネージャー、

戦略的責任を有する役員及び法定監査役会の構成員の報酬に関する当社の方針の説明並びに（b）かかる方針の採用及

び実施に使用される手続が記載されている。定時株主総会は、拘束力のある決議により当該セクションを決議する。

（ⅱ）第２セクションでは、招集された同株主総会が承認を行う財務書類の対象年度についての、取締役会及び法定監

査役会の構成員、ジェネラル・マネージャー及び戦略的責任を有する役員（後者については集合形式）に対して支払わ

れる報酬の説明が記載されている。定時株主総会は、拘束力のない決議により当該セクションを決議する。

　（d）取締役及び法定監査役の責任に関する事項。

　（e）配当の分配。

　（f）法律により株主の承認を要するとされるその他の事項に関する決議、及び定款の規定により取締役の行為について授権

を要するとされている場合には、当該授権に関する決議。

　（g）株主総会に関する規則が設けられている場合にはその承認。

　エスピーエーの定時株主総会は、最低毎年１回、財務書類を承認するため、定款に定められた期間内で、かつ、いかなる場

合においても少なくとも事業年度終了後120日以内に開催されなければならない。かかる期間は、エスピーエーの定款に規定を

設けた場合、当該会社が連結財務書類を作成することが法律により義務付けられている場合又は当該会社の構造若しくは目的

に関する特定の状況により必要となった場合、事業年度終了後180日間まで延長することができる。2020年３月17日付け法令第

18号第106条（2020年４月24日付け法律第27号により改正の上で法律に変換された。）（その後2021年12月30日付け法令第228

号により改正（2022年２月25日付け法律第15号により改正の上で法律に変換された。））に従い、2022年７月31日までに招集

される株主総会は、株主の物理的な出席がなくても（例えば、会社の選択により、電子参加、電子投票、郵便による投票又は

会社が任命した代表者に代理権を付与することによって）開催することができる。臨時株主総会は、定款変更、清算人の選

任、交替及び権能並びに法により臨時株主総会の機能とされているその他の全ての事項に関する決議の採択のため要求され

る。

　上場されているエスピーエーは３名以上の正規の構成員及び２名以上の補欠の構成員からなる法定監査役会を設置すること

を要し、かかる構成員は株主総会により選任される。かかる法定監査役の任期は３事業年度である。法定監査役は、当社が

（ⅰ）適用ある法律及びその定款を遵守していること、（ⅱ）正しい管理運営の原則を尊重していること、（ⅲ）適切な組織

構成、内部統制並びに管理運営及び会計制度を維持し、かかる仕組みが会社の業務事項を正確に表すために信頼できるもので

あること、（ⅳ）会社の開示義務に関連する情報を会社に伝達するよう子会社に適切な指示を出していること、並びに（ⅴ）

企業がその遵守を公表している規制市場の管理会社又は事業者団体が立案した行動規範によって定められたコーポレート・ガ

バナンス規則を正しく実施していることを証明する義務がある。具体的には、組織構造、内部統制、事務管理システム及び会

計システムの適切性に関して、法定監査役会はとりわけ次の内容を監査する。すなわち、（ⅰ）財務報告の過程、（ⅱ）内部

統制システム、内部監査及び会社リスク管理の有効性、（ⅲ）年次及び連結会計の監査、並びに（ⅳ）社外監査役の独立性

（とりわけ監査証明業務以外の業務）につきそれぞれ監督するものとする。加えて、エスピーエーの会計監査は、外部監査役

により行われており、一方、株式を上場しておらず、かつ、連結財務書類を作成する義務がない会社も、法定監査役に会計を

確認してもらうことを選択できる。また、監査に関しては、法令第39/2010号第16条第２項に従い、上場会社、銀行及び保険会

社等の公益法人、公益法人の子会社、公益法人を支配する会社並びに公益法人との共同支配の対象となる会社においては、法

定監査役会による法定監査を実施することができない。

　エスピーエーは、実際に取得し、かつ当該エスピーエーの正式に承認された財務書類に計上された利益からのみ、配当を支

払うことができる。
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(2)【提出会社の定款等に規定する制度】

 

　当社の会社制度は、第一に、その定款及び株主総会規則に規定されている。その要約及びこれに関連する事項を以下に記載

する。ここでは、主に上記「第一部－第１－１ 会社制度等の概要－(1)提出会社の属する国・州等における会社制度」に記載

した一般的に適用される法律の規定に追加すべき事項及び一般的に適用される規定の適用を修正する事項を述べる。株主の権

利に関する事項についても以下に記載する。

（a）株主総会

　定時及び臨時株主総会は、通常、当社の本店が所在する市町村にて開催されるものとする。開催地がイタリア国内であれ

ば、取締役会は別途決定することができる。

　定時株主総会は、最低毎年１回、財務書類を承認するため事業年度終了後120日以内若しくはエネルは連結財務書類の作

成を義務付けられているので180日以内に、又はいかなる場合においてもエネルの構造及び目的に関し特別な要求があると

きに招集されなければならない。

　株主総会に出席し、議決権を行使する資格は、議決権を有する者のために通知により証明され、権限を有する仲介機関に

よりエネルに送付され、株主総会開催日の７取引日前の日（基準日という。）までに直近の会計記録に基づき発行されなけ

ればならない。総会において議決権を有する者は、法律の規定に従い、書面による委任状により、その者のために行為する

代理人を指名することができる。また、株主は、議題における全て又は一定の事項において、エネルにより任命された代理

人に、議決権の代理行使を委任する権限を有する。かかる委任は、（ⅰ）議決権の代理行使権限が付与された議事について

のみ有効であり、また（ⅱ）株主総会の開催日の２取引日前の日までにエネルにより任命された代表者に送付されなければ

ならない。当社及び当社の子会社の従業員並びに効力ある規定に定める要件を満たす株主協会の会員である株主からの委任

状の回収を円滑に進めるため、法定代理人とのその都度の合意に基づく条件及び手続によって、株主協会が通信及び委任状

回収をするための仕組みが設けられている。

　株主は、株主総会前でも議題における項目について質問することができ、総会招集通知には、株主総会前の質問が当社に

到達しなければならない期限が明記されている。

　当社の定款において別段の定めがなされている場合を除き、総会は法律により認められる全ての議題について決議するも

のとする。

　株主総会の招集は１日のみ、又は取締役会が適切であると判断しかつ招集通知に当該理由が明記された場合は複数日で開

催され、定時及び臨時株主総会の定足数及び議決権の過半数（いずれの場合も法律により規定され、当社の付属定款の第

20.3条に特に規定されている過半数に影響を与えない。）を要する。

 

（b）取締役及び取締役会

A．定　員

　当社は、３名以上９名以下の構成員からなる取締役会により運営される。株主総会は、上記の制限の範囲内で取締役の

員数を決定する。取締役会の任期中であっても、株主総会は上記に記載の制限の範囲内で取締役会の員数を変更し、選任

手続を進めることができる。このようにして選任された取締役の任期は、現任取締役の任期の終了と同時に終了する。

B．選任及び任期

　取締役会の任期は最長３事業年度までであるが、取締役は再任されうる。

　取締役は、株主及び任期満了となる取締役会が提示する候補者名簿の中から株主総会によって選任される。各名簿にお

いて、候補者は順位をつけられて記載される。

　各候補者名簿には、法律の規定する独立性要件を満たす候補者が２名以上含まれ、名簿においてはそのような候補者で

あることが明示して記述され、かつ、そのうち１名については最初に記載されていなければならない。

　候補者名簿は、株主総会の日の25日以上前に本店に提出され、かつ、株主総会の日の21日以上前に当社の本店、当社

ウェブサイト（www.enel.com）及び「eマーケット・ストレージ」(www.emarketstorage.com)と呼ばれる、正式に認可さ

れた、規制対象の情報を一元的に保存する仕組みにおいてエネルにより公開される。

　いずれの株主も２つ以上の候補者名簿を提示することはできない。また、いずれの候補者も２つ以上の候補者名簿に記

載されることはできず、これに違反した場合被選任資格を失う。
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　単独又は他の株主と共同して、適用ある法規により規定された株式資本の最低保有割合（エネルの現在の時価総額を考

慮して、少なくとも株式資本の0.5%に相当する割合。）以上を表章する株主のみが候補者名簿を提出することができる。

　エネルの定款の関係する規定に従って、３名以上の候補者を含む候補者名簿は、取締役会の構成がジェンダー・バラン

スに関して適用ある法律を遵守することを確保するために、株主総会の通知に記載されたとおり、異なる性別の候補者を

含むものとする。

　候補者名簿の提出に必要とされる株式の保有は、候補者名簿が当社に提出される日において、株主の名義で登録されて

いる株式に従って数えられる。権限ある仲介機関により振り出される当該証明書はまた、候補者名簿提出後に準備され

る。ただし、どのような場合であっても株主総会の日の21日前までに提供されうる。

　各名簿とともに、立候補を受け入れ、自己の責任において、不適格性又は兼職禁止の原因がない旨及び当該役職に関し

て適用ある法律及び定款に定められた要件を満たしている旨を宣言する各候補者の宣誓書が提出されなければならない。

　選任された取締役は、不適格性又は兼職禁止事由が発生した場合、及び前段落末尾に記載の要件を喪失した場合、遅滞

なく取締役会に通知しなければならない。

　議決権を有する者は、１つの名簿に対してのみ投票することができる。

　取締役の選任手続は、以下のとおりである。

a）　選任される取締役の10分の７（端数は切り捨てる。）は、株主からの得票数が最も多い候補者名簿（以下「多数派名

簿」という。）の中から、名簿に記載されている順に選任される。

b）　残りの取締役は、他の候補者名簿（以下「少数派名簿」という。）の中から選出される。このために、候補者名簿の

得票数は、選任される取締役の数に従って、１、２、３その他と、整数で順次除される。こうして得られた数が、当

該名簿に記載されている順に候補者に与えられる。複数の候補者名簿中の候補者に与えられた数は、１つの表で大き

い順に並べられ、最も大きい数を得た候補者が取締役となる。

　複数の取締役が同じ数を得た場合、未だ取締役が選任されていない候補者名簿又は選任された取締役の数が最も少

ない候補者名簿中の候補者が取締役に選任される。

　いずれの候補者名簿も未だ取締役が選任されていない場合又は各名簿から同数の取締役が選任された場合、最も得

票数の多い候補者名簿中の候補者が取締役に選任される。当該候補者名簿から既に選任されている数も候補者名簿の

得票数もどちらも同じ場合、株主総会において再度投票が行われ、単純過半数の票を得た候補者が取締役に選任され

る。

b-2) 多数派名簿に、上記a)に従って選任されるべき取締役の人数を達成するために十分な人数の候補者が記載されていな

い場合には、全ての候補者は、記載された累積的な順に候補者名簿から選任される。上記b)に従って少数派名簿から

その他の取締役を選任した後で、かかる候補者名簿に用意された枠の数（合計の10分の３に等しい。）に従い、候補

者名簿の容量との関係で少数派名簿の中でも最も多くの票数を得た少数派名簿（以下「第一少数派名簿」という。）

から、多数派名簿によってカバーされなかった枠について、残りの取締役が選任される。候補者名簿の容量が不十分

であるならば、残りの取締役は、同じ手順で次点の候補者名簿から選任され、得票数や候補者名簿の容量によって、

もし必要であれば、さらに次点の候補者名簿から選任される。最後に、多数派名簿と少数派名簿を合わせて、提出さ

れた候補者名簿の中の全ての候補者の人数が、選任されるべき取締役の人数を下回る場合には、残りの取締役は、下

記d)に従って株主総会決議によって任命される。

c）　選任の対象となる取締役を認定する目的において、候補者名簿において指名されている候補者で、獲得した投票数の

割合が当該候補者名簿を提出するために必要な割合の半分に満たなかった者は、考慮に入れないものとする。
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c-2) 決議及び上記の手続後、ジェンダー・バランスに関して適用ある法律が遵守されていない場合、様々な候補者名簿に

おいて選任されるはずであった候補者は、上記b)に示された票数システムを遵守して形成された、単一の減少順位表

において処理される。かかる順位表における、より多くの代表を送り出しているジェンダーに属する候補者のうち、

票数が最も少なかった者は、したがって、本来選任されないはずであった、同じ候補者名簿における代表の少ない

ジェンダーに属する最初の候補者に取って代わられる。かかる候補者名簿において、ほかの候補者がいない場合、以

下のd)に基づき規定されたとおり、取締役会における少数株主の比例代表の原則を遵守して、上記の交代は、法律に

定められた株主総会の過半数をもって実行される。票数が同じである場合、交代は、最多の票数を獲得した候補者名

簿から選任された候補者に有利なように行われる。当該順位表における、より多くの代表を送り出しているジェン

ダーに属する最も票数の少なかった候補者の交代によっても、いずれにせよ、ジェンダー・バランスに関して適用あ

る法律が規定する最低基準に到達しない場合、上記の交代手続が、より多くの代表を送り出しているジェンダーに属

する候補者であって票数が２番目に少ない者について等、上記順位表の末尾から開始して、実行される。

c-3) 株主総会の議長は、上記手続の末に、選任された者を宣言する。

d）　理由の如何を問わず、上記の手続によって選任されない取締役の任命は、法に基づいた過半数の賛成により株主総会

が決定するものとし、いずれの場合も株主総会は、法律の規定する独立性要件を満たす取締役が必要な人数存在し、

またジェンダー・バランスに関して適用ある法律が遵守されることを確保しなければならない。候補者名簿制度は取

締役全体が選任される場合にのみ適用される。

　イタリア法の適用ある規定に従って、少なくとも取締役１名は、株主からの得票数が最も多い、少数株主からの名簿か

ら選任されるものとし、得票数により第１位となった候補者名簿を提出し又はかかる名簿に投票した株主との関係を持た

ないものとする。

C．取締役会

　取締役会は、会長又は（会長が職務を遂行できない際には）副会長が必要と認めたときに、招集通知で指定された場所

において随時開催される。また、取締役会は、法定監査役会又はその構成員それぞれにより招集されることがある。

　取締役会は、２名以上の取締役（取締役が３名の場合は１名の取締役）が、当該取締役が特に重要であると考える当社

の経営に関する特定の事項について決議することを書面により要請した場合にも招集されなければならない。

D．定足数

　取締役会の定足数は、現任取締役の過半数とする。

E．議決権

　決議は、出席取締役の絶対多数決により採択される。賛否同数の場合は、議長が決定投票権を有する。

F．取締役会の権限

　当社の経営は、取締役の排他的な責任である。取締役は、会社の目的達成のために必要な行為を行うものとする。

　法律により与えられた権限の行使に加え、取締役会は下記の事項に関する決議を採択する権限を有する。

a）法律に規定される場合における、吸収合併及び会社分割

b）支店の設立及び閉鎖

c）当社の代表権を有する取締役の選任

d）１人又は複数の株主が減少した場合の資本の減少

e）法律の条項と調和させるための定款の改正

f）イタリア国内における本店の移転

　取締役会は、イタリア民法の制限の範囲内で、その構成員のうち１名に対して、委任の内容、制限及び行使の手続を定

めて権限を委任することができる。取締役会は、会長の提案と最高経営責任者の同意を得た上で、他の構成員に特定の行

為又は一連の行為をなす権限を委任することができる。

　最高経営責任者は、与えられた権限の範囲内で、当社の従業員又は第三者に特定の行為又は一連の行為をなす権限を委

任し、再委任する権限を与えることができる。
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G．当社を代表する法的権限

　当社を代表し又は当社を代理して文書に署名する法的権限は、取締役会会長と最高経営責任者の双方に付与されてい

る。取締役会会長が職務を遂行できないときは、副会長（選任されていれば）がこの権限を行使する。副会長の署名は、

第三者に対して会長が欠けていることを証明するものとする。

　上記法的代表者は裁判所における権限も含め、会社を代表する権限を第三者に委任することができ、かかる第三者はさ

らに他の者へ委任する権限を有する。

H．報　酬

　取締役会の構成員は、株主総会により決定される額の報酬を受け取る権利を有する。一旦採択された決議は、別途株主

総会が他の決議を行わない限りその後の事業年度中も有効である。

　定款により特定の業務を受託した取締役の報酬は、取締役会により、法定監査役会の意見を受けた後、決定される。

　取締役会は、取締役会自体の内部において設置された所管の委員会の提案のもと、報酬方針及び支払報酬の報告書の承

認を行う。当該報告書は２つの異なるセクションに分かれており、以下を記載している。

・ 第１セクションでは、（ⅰ）少なくとも、招集された同株主総会が承認を行う財務書類の対象年度の翌年度について

の、取締役会の構成員、ジェネラル・マネージャー、戦略的責任を有する役員及び法定監査役会の構成員の報酬に関

する当社の方針の説明並びに（ⅱ）かかる方針の採用及び実施に使用される手続が記載されている。定時株主総会

は、拘束力のある決議により当該セクションを決議する。

・ 第２セクションでは、承認のために株主総会に提出された財務書類の対象年度についての、取締役会及び法定監査役

会の構成員、ジェネラル・マネージャー並びに戦略的責任を有する役員（後者については集合形式）に支払われる報

酬の説明が記載されている。定時株主総会は、拘束力のない決議により当該セクションを決議する。

 

（c）法定監査役

　株主総会は、３名の正規の監査役から構成される法定監査役会を選任し、その報酬を決定する。補欠の監査役３名もま

た、株主総会により選任される。

　法定監査役会の正規監査役及び補欠監査役は、株主により提示され、候補者が順位をつけられて記載された名簿をもとに

株主総会で選出される。正規監査役の少なくとも１名は、少数株主（より多くの投票を得た候補者名簿を提出又はそれに投

票した株主と直接的又は間接的な関係を持たない。）により提示された候補者名簿から選任されなければならず、法定監査

役会の議長は、少数株主により提示された候補者名簿から選任された正規監査役であるものとする。候補者名簿の提出、提

示及び掲載についての手続は、取締役選任に適用されるものと同じであり、かつ適用ある法律の規定及びジェンダー・バラ

ンスに関して適用ある法律に適合している。

　ジェンダー・バランスに関して適用ある法律を遵守して、両方のセクションを考慮して、３名以上の候補者を含む候補者

名簿は、正規監査役に関する候補者名簿のセクションの最初の２席及び補欠監査役に関する候補者名簿のセクションの最初

の２席の双方において、異なるジェンダーに属する候補者を含むものとする。２名の正規監査役及び２名の補欠監査役は、

最多の票数を獲得した名簿から、各セクションにおいて付けられた順番により選任される。残りの正規監査役及び残りの補

欠監査役は、取締役の選任について上記に記載された手続及び定款第14.3(b)条に規定された、他の候補者名簿が区分され

る各セクションに個別に適用される手続に従って、他の候補者名簿から選任される。

　最多の票数を獲得した候補者名簿から選任された監査役のうち１名が代替される場合、かかる職務には、同じ候補者名簿

から選任された補欠監査役のうち筆頭の者が就く。上記の手順を通じてかかる交代が実行されると、ジェンダー・バランス

に関する適用ある法律を遵守した法定監査役会を形成しえない場合、かかる交代は、同じ候補者名簿の２番目の補欠監査役

を対象としてなされる。その後、最多の票数を獲得した候補者名簿の他方の正規監査役について交代が必要となる場合、当

該正規監査役の職務は同じ候補者名簿の補欠監査役によって交代される。選任された人数が監査役会の員数に満たない場

合、株主総会は、上記の手続によらず、法律により規定された多数に従って決議するものとするが、いかなる場合であって

も、法定監査役の構成が2000年３月30日付け法務省令第162号の第１章第１項の規定並びに少数株主の代表の原則及びジェ

ンダー・バランスに関して適用ある法律に従うことを確保する方法で行うものとする。

　任期満了となった法定監査役は、再任することができる。
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（d）会社財務及び株式に関する事項

　本書提出日現在における当社の資本金額は10,166,679,946ユーロに相当し、１株当たりの額面金額１ユーロの普通株式

10,166,679,946株からなる（「第一部－第５－１ 株式等の状況－(3) 発行済株式総数及び資本金の推移」を参照のこ

と。）。株式は記名式とし、１株につき１議決権が保有者に付与される。

　当社の事業年度は、毎年12月31日に終了する。各事業年度の終了時に、取締役会は、法律の定めるところにより、当社の

財務書類を作成する。

　当社の株主は、中間配当又は年次配当を受ける資格を有する。普通株式１株を保有する株主の配当受領権はそれぞれ同順

位である。

 

２【外国為替管理制度】

 

　一般に、現行のイタリアの為替管理規制の下では、当社による日本の居住者に対する金員の支払に関する制限はない。

 

３【課税上の取扱い】

 

　所得に対する租税に関する二重課税の回避のための日本国とイタリア共和国との間の条約(以下「本租税条約」という。)の

規定は、当社株式に関して日本国居住者に対して支払われる配当金に対する源泉徴収税及びかかる株式の日本国居住者による

譲渡によって実現した利益に対する源泉徴収税に関して効力を有する。以下は、イタリアにおいて恒久的施設を有さない日本

の居住者に対して適用される税について簡潔に述べたものである。この項は株主に関係するイタリアの税に関する事項の全て

を網羅的に記載することを意図したものではない。潜在的投資家は当社株式の取得、保有及び処分又は無償譲渡による税効果

に関して税務顧問に相談することを勧める。この項において「日本国居住者」及び「恒久的施設」とは、本租税条約において

定義される意味を有するものとする。

(1) イタリアにおける課税上の取扱い

　(a) イタリアにおける配当金に係る源泉徴収税

　イタリアの会社によってイタリアの居住者でない株主に対して支払われる配当金に対して、イタリアの法律は26%の源

泉所得税を課している。

　イタリアの法律によれば、普通株式を保有する非居住者は、イタリアの課税当局に対して、少なくとも返還を請求し

ている額と同額の税金を、当該非居住者が居住している国において配当金に係る所得税として全額支払済みであるとい

う証拠を提示することによって、配当金に対して源泉徴収された額の26分の11を上限として返還を受けることができ

る。イタリアの課税当局からのかかる支払を求める非居住保有者は、長期の遅延及び費用負担を経験している。

　代替として、26%の源泉徴収税は、イタリアと非居住者が居住する国との間の所得税に関する条約に従って減額される

可能性がある。日本とイタリアの間の条約では、適用ある源泉徴収税率は15%に低減されている（又は、配当受領者が条

約に規定される参加資格を有する場合には、10%に低減される。）。

　かかる規定は、日本国居住者である配当受領者が、イタリア国内に、配当された株式の保有と実質的関連を有する恒

久的施設を有している場合には、適用されない。その場合には、配当金はイタリアにおいて、なお課税対象となる。
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　現行のイタリアの法律によれば、イタリアにおける上場会社の全株式（普通株式を含む。）は、イタリア国家証券委

員会（以下「CONSOB」という。）によって認可された集中決裁制度により保有されなければならない。適用される税規

定によれば、モンテ・ティトーリ・エスピーエーが運営する集中決済制度（イタリアにおいて現在認可されている唯一

の制度である）を通じて普通株式が保有される場合、配当金に対する当社による源泉徴収税は適用されない。源泉徴収

税の代わりに、代用税（インポスタ・ソスティトゥティーバ)が普通株式の非居住保有者に対する配当金分配に対して、

源泉所得税と同率で適用される。代用税は、普通株式の預託を受け、かつ（直接に、又はモンテ・ティトーリの制度に

参加する外国の集中決済制度を通じて）モンテ・ティトーリの制度に参加している居住又は非居住の仲介機関により適

用される。普通株式が預託されている仲介機関が適用ある所得税条約に従って低減された税率を適用するために、非居

住者保有者が従うべき手続は、次のとおりである。仲介機関は次の書類を受領しなければならない。（ⅰ）当該非居住

保有者を確認する資料及び当該所得税条約の適用を受けるために必要な全ての条件が存在すること及び適用ある源泉徴

収に関する約定率の決定について示す資料を含んだ申告書、並びに（ⅱ）非居住保有者の居住国の税務当局による、当

該保有者が所得税条約の目的上その国の居住者であり、かかる当局が知る限り、当該保有者はイタリアにおいて恒久的

施設を有さないとする証明書（かかる証明書は提出の翌年の３月31日まで効力を有する）。普通株式が非居住仲介機関

に預託されている場合、かかる仲介機関はイタリアにおいて、次の者を財務代理人として任命しなければならない。す

なわち、イタリアの居住者たる銀行若しくは投資サービス会社、非居住者たる銀行若しくは投資サービス会社のイタリ

アにおける恒久的施設、又は代用税の適用及び管理に関する全ての義務を実行する、集中預託及び決済制度の運営のた

めのライセンスを有する会社。

　(b) イタリアにおける当社株式の売却に係る所得税

　本租税条約によれば、日本における居住者である当社株式の実質的保有者は、かかる株式の売却によって実現された

利益に関して、通常イタリアの所得税に服さない。ただし日本の企業がイタリアにおいて有する恒久的施設の事業用資

産の一部を形成するために行った株式譲渡によって得た利益を除く。

(2) 日本における課税上の取扱い

　日本の個人又は法人の所得が上記(1)の(a)及び(b)に関する記述に述べられたイタリアの租税の対象となる場合、かかる

租税は、適用ある租税条約、所得税法、法人税法、相続税法及びその他の現行の関連法令に従い、その制限の範囲内で、

当該個人又は法人が日本において支払うこととなる租税の計算上税額控除の対象となる場合がある。

 

４【法律意見】

 

　当社のイタリアにおける法律顧問であるチオメンティ・ストゥディオ・リガーレより、大要下記の趣旨の法律意見書が関東

財務局長宛てに提出されている。

（ⅰ）当社は、イタリア法に基づく株式会社（ソシエタ・ペル・アジオニ）として適法に設立されかつ有効に存続している会

社である。

（ⅱ）本書の「第一部－第１ 本国における法制等の概要」、「第一部－第２－３ 事業の内容－規制及び料金問題」（イタリ

アの規制に関するものについて）及び「第一部－第５－３ コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガ

バナンスの概要」の記載は、イタリア共和国の法令の要約である部分につき、あらゆる重要な点において、適正にその

内容を表示し、適正にかかる法令を要約している。
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第２【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

 

部門開示における修正及び変更

 

a）修正再表示

2021年12月31日現在における比較数値の修正再表示

非継続事業

2021年度の連結損益計算書及び連結包括利益計算書は、「IFRS第５号 売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」の要

求に従い、非継続事業の再表示を考慮し調整されている。

 

セグメント報告

エネルＸ事業ラインの2021年12月31日現在の数値は、「ホールディング、サービス及びその他」に表示されている一部の純

資産並びに関連する収益及び費用の新しい事業ラインであるエネルＸ・ウェイへの移転を考慮して調整されている。かかる変

更はセグメントの報告に影響を及ぼし、様々な事業ラインにおいて数値の再分類が行われたものの、グループ全体の数値に変

更はない。2022年12月31日現在の連結財務諸表のコメント及び注記の表に記載された数値は、相互に統一され、比較可能であ

る。

 

2020年12月31日現在における比較数値の修正再表示

現物決済を伴うコモディティ契約の再分類

損益を通じて公正価値で測定される（IFRS第９号の範囲に属する）、現物決済を伴うコモディティの購入又は売却契約（自

己使用の例外に適格しないもの）の再表示について見直しを行うために、当グループは、2021年に連結財務諸表の表示を変更

した。

具体的には、2020年に、

・報告日時点で残存するエネルギー商品の売却契約に係る未実現の公正価値損益は、「販売及びサービスからの収益」に表

示されていた。

・報告日時点で残存するエネルギー商品の購入契約に係る未実現の公正価値損益は、「電力、ガス及び燃料」並びに「サー

ビス及びその他原料」に表示されていた。

2021年に、報告日時点で残存するエネルギー商品の購入又は売却契約に係る未実現の公正価値損益は、「コモディティ契約

から生じた純損益」の項目の下で純額ベースで認識された。

この新しい表示方法は、「IAS第８号－会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」に従った会計方針の変更である。

したがって、比較のためにのみ過年度の損益計算書残高を修正再表示する必要があり、それにより純利益又は株式資本に対

する影響は生じなかった。

 

ブラジルの譲与契約（IFRIC第12号）に関連する資産の公正価値による再測定の再分類

損益において、ブラジルのIFRIC第12号の適用範囲の譲与契約に関連する金融資産の公正価値による再測定の再表示について

見直しを行うため、2021年に、契約資産の公正価値による再測定に言及していることから、収益は、金融収益から顧客との契

約から生じる収益（IFRS第15号）に再分類された。

つまり、以下の表は、2020年12月31日現在の比較数値を修正再表示するために、原価、収益、コモディティ契約から生じる

純損益及び金融収益の再分類を報告している。
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2019年12月31日現在における比較数値の修正再表示

連結財務書類の注記における記述及び表の中で表示されている情報は、統一性があり、比較可能である。この点で、現物決

済を伴う非金融項目の売買契約のうち、自己使用の例外に適格しないものであり、そのため損益を通じて公正価値で測定され

る（IFRS第９号の範囲に属する）ものに関して、当グループは、損益計算書の２科目間の費用の単純な再分類により2020年に

係る項目の認識を若干修正した。その結果、費用と収益の相関の近接性とより適切な情報を可能とした。かかる再分類により

当年度の利益又は株式資本に対する影響は生じなかった。

より具体的には、非金融項目の取引の以前の会計処理は2019年に以下の認識が記載されていた。

・売却契約の公正価値の変動に加えて決済日時点の関連する収益並びにデリバティブ資産及び負債の認識中止による損益へ

の影響の「その他の収益」における認識

・購入契約の公正価値の変動の「その他の営業費用」における認識に加えて、決済日時点の関連する費用並びにデリバティ

ブ資産及び負債の認識中止による損益への影響の「電力、ガス及び燃料」又は「サービス及びその他原料」における認識

非金融項目の取引の現在の会計処理は、代わって以下の認識が記載されている。

・売却契約の公正価値の変動に加えて決済日時点の関連する収益並びにデリバティブ資産及び負債の認識中止による損益へ

の影響の「その他の収益」における認識

・購入契約の公正価値の変動の「電力、ガス及び燃料」又は「サービス及びその他原料」における認識

・決済日時点の関連する費用並びにデリバティブ資産及び負債の認識の中止による損益への影響の「電力、ガス及び燃料」

又は「サービス及びその他原料」における認識

その結果、2019年の再分類に関する比較対象である２年度間の唯一の差異は、までの、非金融項目の購入契約の公正価値の

変動が「その他の営業費用」から「電力、ガス及び燃料」又は「サービス及びその他原料」における認識となったことであ

る。

加えて、当年度において、ラテンアメリカにおいて発電会社により管理された大口顧客に起因する部分がエンドユーザー市

場事業ラインに再配分されたという2020年３月31日から有効となった事象を考慮して、いくつかの調整が2019年の損益計算書

の数値にもなされた。

かかる変更は、報告セグメントに影響を生じさせたが、再分類が様々な事業ラインにおいてなされたものの、当グループの

全体的な数値には変更を生じさせなかった。

 

2018年12月31日現在における比較数値の修正再表示

財務書類に対する注記の記載及び表に含まれる数値は、2018年及び2019年の間で一貫性があり、比較可能である。

なおIFRS第９号に従い、損益を通じて公正価値で計算され、現物引渡しにより決済される非金融項目の売買契約の認識する

ための新たな会計方針が導入されたことを踏まえ、数値の一貫性及び比較可能性を確保するため、2018年の比較残高について

も同様の再分類を行っている。これらの再分類は、利益及び株主資本に影響を及ぼさなかった。詳細については2019年度の連

結財務書類注記4.3を参照のこと。

事業セグメントの開示については、2019年９月30日の決算を始まりに、エネル・グループはIFRS第８号の規定に基づき、第

一及び第二の報告区分を変更している。具体的には、2019年に、セグメントへ分配される資源に関する意思決定を行い、その

結果の測定及び評価を行うことを目的とした事業上の最高意思決定レベルだと理解されている経営陣が、事業分野別の業績の

報告を開始したことを踏まえ、当グループは以下の報告区分を採用している。

第一区分：事業分野

第二区分：地理的領域

したがって事業分野は、エネル・グループの経営陣によって行われる分析及び決定において主要な判別式であり、結果は最

初に事業分野毎に測定及び評価され、その後初めて国毎に分類されるため、これらの目的のために作成された内部報告書と完

全に一致する。

新しい事業構造は、火力発電及び取引、エネル・グリーン・パワー、インフラストラクチャー及びネットワーク、エンド

ユーザー市場、エネルＸ、サービス並びに親会社／その他で構成される。

最後に、2019年９月から有効で、エネル・グリーン・パワー事業分野に関連するラテンアメリカ地域には、以前は北米及び

中米の地理的領域（現在は北米と改名され、米国、カナダ及びメキシコで構成される。）で報告されていたパナマ、コスタリ

カ、グアテマラ、エルサルバドル及びニカラグアも含まれることに注意すべきである。
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IFRS第８号の開示目的のための第一及び二次報告区分の新たな内訳並びにエネル・グリーン・パワー部門に属する国の再配

分を踏まえて、ここで記載されている数値の完全な比較可能性を確保するため、2018年の比較数値は適切に調整されている。

 

b）部門開示における変更

 

2021年12月31日現在のセグメント表示における変更

事業ライン別の業績表示は、上述のとおり採用している運用モデルを考慮し、検討対象の２年間における当グループの業績

を監視する上で経営陣が使用する手法に引き続き基づいている。

事業セグメントに関する開示については、経営層が事業ライン別に業績を報告していることから、当グループは以下の報告

セクターを採用している。

・第１セグメント：　事業ライン

・第２セグメント：　地理的領域

したがって、事業ラインは、エネル・グループの経営陣が行う分析及び決定における主要な判別要素であり、結果はまず初

めに事業ライン毎に測定及び評価され、その後国別に分類されるため、これらの目的のために作成された内部報告書と完全に

一致している。

組織は引き続き、事業ライン（火力発電及び取引、エネル・グリーン・パワー、エネル・グリッド、エンドユーザー市場、

エネルＸ、サービス並びにホールディング／その他）及び地理的領域（イタリア、イベリア、欧州、中南米、北米、アフリ

カ、アジア及びオセアニア、中央／ホールディング）のマトリックスに基づいている。

 

2020年12月31日現在のセグメント表示における変更

2020年、本書に記載された事業ライン別の業績の表示は、上述のとおり当グループが採用している運用モデルを考慮し、検

討対象の２年間における当グループの業績を監視する上で経営陣が使用する手法に基づいている。

事業セグメントの開示に関して、事業分野別の業績に関する経営報告のとおり、当グループは、それゆえに以下の報告部門

を採用した。

・第１セグメント：事業ライン

・第２セグメント：地理的セグメント

事業ラインは、それゆえ、エネル・グループの経営陣が行う分析及び決定における主要な判別要素であり、また、業績は各

事業ラインに関して最優先で測定及び評価されて、その後に国別に分類されるため、かかる目的のために作成された内部報告

と十分に整合している。

組織モデルは、引き続き区分の基盤に基づくものであるが、形式的には火力発電会社に帰属する大規模な水力発電事業の機

能的な割当てを含めて、地理的セグメントによる様々な区分への、エネル・グリーン・パワー事業ラインの様々な企業の統

合、及び地理的セグメントの定義（イタリア、イベリア半島、ヨーロッパ、ラテンアメリカ、北米、アフリカ、アジア及びオ

セアニア並びに中央／ホールディング）を規定する。加えて、事業構造は以下のとおり整理される。火力発電及び取引、エネ

ル・グリーン・パワー、インフラストラクチャー及びネットワーク、エンドユーザー市場、エネルＸ、サービス並びにホール

ディング／その他。

様々な事業ラインの業績の表示を改善するために、2020年３月31日から、南米及びメキシコにおける発電会社により管理さ

れている大口顧客に関するデータは、エンドユーザー市場事業ラインに再分配された。その結果、検討対象の２年間について

数値の十分な比較可能性を確保するために、2019年の比較数値は適切に調整された。

 

2019年12月31日現在のセグメント表示における変更

2019年、本書で記載された事業分野別の業績の報告は、上記の当グループにより採用された事業モデルを考慮して、検討さ

れている２事業年度についての当グループの業績管理において経営陣によって用いられたアプローチに基づいている。

事業セグメントの開示については、2019年９月30日の決算を始まりに、エネル・グループはIFRS第８号の規定に基づき、第

一及び第二の報告区分を変更している。具体的には、2019年に、経営陣が事業分野別の業績の報告を開始したことを踏まえ、

当グループは以下の報告区分を採用している。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

  13/1075



・第１セクター：事業ライン

・第２セクター：地理的領域

したがって事業分野は、エネル・グループの経営陣によって行われる分析及び決定において主要な判別式であり、結果は最

初に事業分野毎に測定及び評価され、その後初めて国毎に分類されるため、これらの目的のために作成された内部報告書と完

全に一致する。

特に、新たな組織は、引続き、事業ライン（火力発電及び取引、エネル・グリーン・パワー、インフラストラクチャー及び

ネットワーク、エンドユーザー市場、エネルＸ、サービス並びにホールディング／その他）及び地理的領域（イタリア、イベ

リア半島、ヨーロッパ及び欧州地中海業務、ラテンアメリカ、北米、アフリカ、アジア及びオセアニア並びに中央／親会社）

の基盤に基づいている。

最後に、2019年９月から有効で、エネル・グリーン・パワー事業ラインに関連するラテンアメリカ地域には、以前は北米及

び中米の地理的領域（現在は北米と改名され、米国、カナダ及びメキシコで構成される。）で報告されていたパナマ、コスタ

リカ、グアテマラ、エルサルバドル及びニカラグアも含まれることに注意すべきである。

IFRS第８号の開示目的のための第一及び第二の報告区分の新たな内訳並びにエネル・グリーン・パワー部門に属する国の再

配分を踏まえて、ここで記載されている数値の完全な比較可能性を確保するため、2018年の比較数値は適切に調整されてい

る。

 

2018年12月31日現在のセグメント表示における変更

　2018年、本書で記載された事業分野別の業績の報告は、上記の当グループにより採用された事業モデルを考慮して、検討さ

れている２事業年度についての当グループの業績管理において経営陣によって用いられたアプローチに基づいている。

　経営アプローチについてのIFRS第８号の規定を考慮して、2018年３月31日から、新たな「エネルⅩ」という事業部門は、当

グループの業績及び財務状態の報告及び分析だけでなく、報告体制も修正した。より具体的には、本書で報告された事業分野

別の業績は、第一の報告区分として地域及び国を指定することにより決定される。加えて、同様にIFRS第８号のもとで規定さ

れた重要性の判断基準と関連して開示の単純化が考慮に入れられたため、

・「火力発電」並びに「取引及びアップストリーム」は、それらの間における相当な相互作用及び相互依存とともに表示され

た。

・「その他、消去及び調整」の項目は、セグメント間取引の消去からの影響だけでなく、親会社であるエネル・エスピーエー

についての統計も含む。

　新たな組織は、引き続き事業部門の土台を基盤としているが、現在、地理的領域別の多様な事業部門（機能的に、大規模水

力発電事業（形式的には今なお火力発電会社の下で営業されている。）を含む。）におけるエネル・グリーン・パワー・グ

ループの様々な会社の統合並びに地理的領域の配置（すなわち、イタリア、イベリア半島、ヨーロッパ及び欧州地中海業務、

南米、北米及び中米、アフリカ、アジア及びオセアニア、中央／親会社）を要求している。加えて、新たな事業構造は、火力

発電及び取引、インフラストラクチャー及びネットワーク、エネル・グリーン・パワー、エネルⅩ、リテール、サービス、並

びにホールディングに分けられる。

　財務書類に対する注記の記載及び表に含まれる数値は、2017年及び2018年の間で一貫性があり、比較可能である。比較開示

の修正再表示はなされなかった。
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　「第一部－第６－４ 日本と国際財務報告基準における会計原則及び会計慣行の相違」を参照のこと。

 

 12月31日に終了した事業年度  
 2022年

 (百万ユーロ)  (十億円)

連結損益計算書 （ただし、１株当たりの金額を除く。） 
　    

営業収益 135,653  20,172

株式売買取引による収益 -  -

営業費用:    

 減価償却費、償却費及び減損損失 8,725  1,297

 その他 122,964  18,285

営業費用合計 131,689  19,582

コモディティリスク管理からの純利益／（損失） 2,365  352

営業利益 11,193  1,664

金融収益 8,287  1,232

金融費用 10,743  1,597

持分法による投資利益／（損失） 4  1

税控除前利益 8,741  1,300

法人税 3,523  524

継続事業からの利益 5,218  776

非継続事業からの利益 (2,298)  (342)

純利益（少数株主持分控除前) 2,920  434

１株当たり利益(1)（ユーロ／円） 0.15  22

発行済株式数（百万株） 10,167   

 

 12月31日現在

 2022年

 (百万ユーロ)  (十億円)

連結貸借対照表    

　    

有形固定資産（純額） 88,521  13,163

流動資産 66,063  9,824

資産合計 219,618  32,657

流動負債(2) 51,071  7,594

短期負債(3) 21,227  3,156

長期負債(4) 68,191  10,140

株主資本 28,657  4,261

 

 12月31日に終了した事業年度

 2022年

 (百万ユーロ)  (十億円)

連結キャッシュ・フロー計算書    

　    

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,674  1,290

投資／清算活動によるキャッシュ・フロー (13,626)  (2,026)

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,369  1,096
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 12月31日に終了した事業年度

 2020年  2021年

 (百万ユーロ)  (十億円)  (百万ユーロ)  (十億円)

連結損益計算書 （ただし、１株当たりの金額を除く。）

　        

営業収益 63,642  9,464  81,900  12,179

株式売買取引による収益 -  -  -  -

営業費用:        

 減価償却費、償却費及び減損損失 8,448  1,256  9,682  1,440

 その他 49,002  7,287  71,009  10,559

営業費用合計 57,450  8,543  80,691  11,999

コモディティリスク管理からの純利益／（損失） (99)  (15)  2,523  375

営業利益 8,455  1,257  7,551  1,123

金融収益 5,424  807  5,403  803

金融費用 8,175  1,216  8,147  1,211

持分法による投資利益／（損失） (299)  (44)  571  85

税控除前利益 5,463  812  5,378  800

法人税 1,841  274  1,620  241

継続事業からの利益 3,622  539  3,758  559

非継続事業からの利益 -  -  99  15

純利益（少数株主持分控除前) 3,622  539  3,857  574

１株当たり利益(1)（ユーロ／円） 0.26  38.66  0.31  46

発行済株式数（百万株） 10,167    10,167   

 

 12月31日現在

 2020年  2021年

 (百万ユーロ)  (十億円)  (百万ユーロ)  (十億円)

連結貸借対照表        

　        

有形固定資産（純額） 78,718  11,705  84,572  12,576

流動資産 33,137  4,927  65,132  9,685

資産合計 163,453  24,305  206,940  30,772

流動負債(2) 31,466  4,679  58,421  8,687

短期負債(3) 9,513  1,415  17,337  2,578

長期負債(4) 49,519  7,363  54,500  8,104

株主資本 28,325  4,212  29,653  4,409
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 12月31日に終了した事業年度

 2020年  2021年

 (百万ユーロ)  (十億円)  (百万ユーロ)  (十億円)

連結キャッシュ・フロー計算書        

　        

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,508  1,711  9,915  1,474

投資／清算活動によるキャッシュ・フロー (10,117)  (1,504)  (10,875)  (1,617)

財務活動によるキャッシュ・フロー (3,972)  (591)  3,931  585

 

 12月31日に終了した事業年度

 2018年  2019年

 (百万ユーロ)  (十億円)  (百万ユーロ)  (十億円)

連結損益計算書 （ただし、１株当たりの金額を除く。）

　        

営業収益 75,575  11,238  80,327  11,945

株式売買取引による収益 -  -  -  -

営業費用:        

 減価償却費、償却費及び減損損失 6,451  959  10,826  1,610

 その他 59,756  8,886  61,890  9,203

営業費用合計 66,207  9,845  72,716  10,813

コモデティティリスク管理からの純利益／（損

失） 532  79  (733)  (109)

営業利益 9,900  1,472  6,878  1,023

金融収益 4,361  648  3,953  588

金融費用 6,409  953  6,397  951

持分法による投資利益／（費用） 349  52  (122)  (18)

税控除前利益 8,201  1,219  4,312  641

法人税 1,851  275  836  124

継続事業からの利益 6,350  944  3,476  517

非継続事業からの利益 -  -  -  -

純利益（少数株主持分控除前) 6,350  944  3,476  517

１株当たり利益(1)（ユーロ／円） 0.47  70  0.21  31

発行済株式数（百万株） 10,167    10,167   

 

 12月31日現在

 2018年  2019年

 (百万ユーロ)  (十億円)  (百万ユーロ)  (十億円)

連結貸借対照表        

　        

有形固定資産（純額） 76,631  11,395  79,809  11,868

流動資産 35,887  5,336  36,703  5,458

資産合計 165,424  24,599  171,426  25,491

流動負債(2) 33,365  4,961  33,162  4,931

短期負債(3) 6,983  1,038  7,326  1,089

長期負債(4) 48,983  7,284  54,174  8,056

株主資本 31,720  4,717  30,377  4,517

 

 12月31日に終了した事業年度

 2018年  2019年

 (百万ユーロ)  (十億円)  (百万ユーロ)  (十億円)

連結キャッシュ・フロー計算書        

　        

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,075  1,647  11,251  1,673

投資／清算活動によるキャッシュ・フロー (9,661)  (1,437)  (9,115)  (1,355)

財務活動によるキャッシュ・フロー (1,636)  (243)  306  46
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 12月31日現在

 2018年  2019年  2020年  2021年  2022年

営業に係る情報          

純発電容量(GW) 85.6  84.3  84.0  87.1  84.6

純発電量(TWh) 250.3  229.1  207.1  222.6  227.8

エンドユーザーに対する電力販売量(TWh) 295.4  322.0  298.2  309.4  321.1

電力供給量総計(TWh) 484.4  507.7  485.2  510.6  507.7

エンドユーザーに対する天然ガス販売量

(十億立方メートル) 11.2  10.8  9.7  9.9  10.2

従業員数 69,272  68,253  66,717  66,279  65,124

(1) 未行使ストック・オプションの希薄効果を調整し、またIAS第33.64号を遵守して、その年度の普通株式の平均数に基づき

計算された。2022年12月31日現在、当グループの普通株式をMEFが約23.585%を保有していた。2022年12月31日現在、当グ

ループの株式資本の総額は10,166,679,946ユーロであり、額面金額を１ユーロとして10,166,679,946株に分割されてい

る。

(2) 短期負債を除く。

(3) １年内返済予定長期負債を含む。

(4) １年内返済予定長期負債を除く。
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２【沿革】

 

　当社は、イタリアの約1,250社の民間電力会社の国有化の一環として、国営企業のエンテ・ナツィオナーレ・ペル・レネルギ

ア・エレットリカとして1962年12月に設立された。1992年、当社は、イタリアの法律に基づいて、株式会社としてエネル・エ

スピーエーとなり、その株式は、イタリア政府がイタリア経済財務省を通して所有した。

　現行の法令又は当社の定款に基づき、エネルは、2100年12月31日まで存続し、株主総会の決議により１又は複数回存続期間

を延長することができる。当社は、主にイタリアで事業を展開しているが、その他にスペイン、スロバキア、ルーマニア、ブ

ルガリア、ラテンアメリカ、北米、ロシア、フランス及びギリシャでも事業を行っている。当社の登記上の本店の所在地は、

イタリア共和国　ローマ市　ヴィアレ　レジーナ　マルゲリータ　137である。

 

当社事業の発展における重要な事柄

 

a）自由化及びその後の発展

　1999年４月１日にベルサーニ法令が施行されるまでは、イタリアの電力市場は厳しく規制されていた。ベルサーニ法令に

よって、発電会社が請求するエネルギー価格を市場で自由に決定することが可能となる、イタリアの電力市場の自由化が始

まった。ベルサーニ法令及びその他自由化改革は、以下を含む当グループの事業における重要な変更を要求した。

・当グループの主要事業を分離し、別個の関連子会社に割り当てた（1999年10月開始）。

・イタリアの国有送電網の経営及び管理並びに送電業務をMEFの完全子会社であるGRTN（その後の名称は、ジェストーレ・デ

イ・セルヴィッツイ・エレットリシ（GSE））に譲渡した。続いて、イタリアの送電網の90%超を保有する当社の旧完全子会

社テルナの株式の94.88%を売却した。その結果、テルナは2005年９月15日付けで連結対象外となった。

・３つの発電会社（当グループの発電容量のうち約15,000MWを供給）及びいくつかの地方配電会社を売却した。

 

民営化

　MEFもまた、自由化改革によって当社に対する持分を減少させねばならなくなった。1999年11月、MEFは当社の新規株式公開

において当社の株式資本の32%を売却した。かかる新規株式公開の一環として、当社の米国預託株式（ADS）は、ニューヨーク

証券取引所に上場され、当社の株式は、イタリア証券取引所によって運営されるイタリアの電子取引市場であるメルカート・

テレマティコ・アッツィオナーリオに上場された。MEFは、かかる新規株式公開の後にも2003年、2004年及び2005年に、国内外

の機関投資家及び／又はイタリア国内における一般投資家に対して当社株式の募集を何度か行った。MEFの直接保有は、これら

募集によって21.1%にまで減少した。2003年、MEFは、MEFが70%の持分を保有するカッサ・デポジーティ・エ・プレスティー

ティ（以下「CDP」という。）に対して当社株式資本の10.35%を売却し、当社株式のCDPを通じた間接保有を増加させた。2009

年５月６日及び５月28日の決議に基づく当社の増資の全額引受け後、MEFによる直接所有は当社の株式資本の13.88%となり、

CDPによる所有は当社の株式資本の17.36%となった。2010年11月中に、MEFは、その子会社であるCDPから、17.36%のエネル・エ

スピーエーの株式資本を取得し、その直接保有は13.88%から31.24%に増加した。2015年２月に、MEFにより保有されたエネル株

式は、イタリアの適格機関投資家（CONSOB第11971/1999号の34-ter. comma 1, let. Bに定義される。）及び国内外の機関投資

家に対する短期間で行うブックビルディングによりMEFから売却された後、MEFの保有割合は31.24%から25.50%に減少した。

　2007年12月、当社は、ニューヨーク証券取引所における上場を廃止し、2008年３月に証券取引委員会（SEC）への登録及び関

連する1934年証券取引法に基づく報告義務を終了した。当社の普通株式はテレマティコ（現在の名称は、ユーロネクスト・ミ

ラノ証券取引所）に上場を継続する。このイタリア証券取引所は当社の普通株式の主な取引市場である。
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当グループの再編及び事業の多角化

　エネルギー市場の自由化及び当社の主要事業の必然的な縮小の結果、当グループは事業の多様化を図る戦略及び新規市場

（電気通信事業部門を含む。）の拡大に注力した。とりわけ以下に注力した。

・当社は事業持株会社となり、その部門は特定の事業部門に注力する電力会社に転換された。かかる枠組みにおいて、その他

の会社としてエネル・プロデュツィオーネ及びエネル・ディストリブッツィオーネが設立された。発電、送電及び配電活動

の経営目的上、分離化を追求するとともに、エネルギー取引、発電所の建設及び環境サービスの供給等の新たな事業分野が

設定された。

・ドイツ・テレコムによるウィンド（1997年に当社、フランス・テレコム及びドイツ・テレコムにより設立された電気通信会

社）の株式の処分並びに当社及びフランス・テレコムによる当該株式の取得を受けて、2000年に当グループは、ウィンドの

保有株式を増加させた。

・2002年、当社はインフォストラーダ（その後、イタリアで主要な電気通信会社の１つを設立するためにウィンドに併合され

た。）の100%買収に関して、ボーダフォンと契約を締結した。ただし、当グループはその後この事業から撤退した。

 

国際化及びエネルギー事業への注力

　上記のベルサーニ法令に従って行われた事業の多角化及び組織再編のプロセスの後、当社は方針を変え、再度当グループの

中核のエネルギー事業（電力及びガス）に注力する新たな戦略に着手した。

 

b）過年度における重要な事象

・当グループは、2002年のスペインの発電及び電力供給会社ヴィエスゴ（その後エーオンに売却された。）の買収並びに2003

年にはブルガリアの発電会社エネル・マリッツァ・イースト・スリーの買収を通じて、2002年以降国外における電力事業の

拡大に乗り出した。かかる買収に続き、北米及び中南米において再生可能資源に特化している発電会社の買収も行い、ま

た、スペインに合弁企業であるエネル・ユニオン・フェノーサ・レノバブルズを設立した。その後数年間にわたり、数多く

の追加の買収を完了させた。

・2005年２月、当社は、2006年より有効となる、スロバキアで最大規模を誇る発電会社であるスロベンスケ・エレクトラーネ

の株式66%を取得する契約に署名した。取引価格は約840百万ユーロであった。

・2005年４月、当社は総額対価約112百万ユーロで、エレクトリカ・バナト・エスエー（その後の名称は、エネル・ディストリ

ビューティ・バナト・エスエー（以下「ディストリビューティ・バナト」という。））及びエレクトリカ・ドブロジャ・エ

スエー（その後の名称は、エネル・ディストリビューティ・ドブロジャ・エスエー（以下「ディストリビューティ・ドブロ

ジャ」という。））の株式51%を取得した。

・2006年12月、中核のエネルギー事業に注力する目的に従い、当社はウィンドの持株会社であるウェザーの保有株式26.1%（当

時）の譲渡をしたため、電気通信事業部門でのプレゼンスがなくなった。2008年６月４日、当社は、ウェザー・インベスト

メンツⅡエスエーアールエルから、ウィンドの残存する持分の売却価格1,962百万ユーロの最終的な分割分として、1,025百

万ユーロを受領した。

・2007年４月、当社及びスペインのパートナーであるアクシオーナは、スペインの主導的な電力会社エンデサの株式100%に対

し、共同株式公開買付けを行った。成立した公開買付けの終了及び決済の後、当社はエンデサ株式の67.05%を保有した。

2009年６月、当社及びアクシオーナは、アクシオーナが直接的又は間接的に所有するエンデサ株式の25.01%のエネル・エナ

ジー・ヨーロッパ（EEE）に対する移転について2009年２月に締結した新たな契約を実施した。かかる取引の後、当社は、エ

ネル・エナジー・ヨーロッパ（EEE）を通じて、その後エンデサの92.06%の持分を所有し、同社の完全な支配権を有すること

となった。

・2007年６月、当社及びルーマニアの民営化機関であるAVASの完全子会社エレクトリカは、ブカレストの配電網を所有し運営

しているエレクトリカ・ムンテニアの過半数株式の民営化契約に署名した。取引価格は820百万ユーロであった。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

  20/1075



・2007年６月21日より開始され、2007年10月26日に終了したいくつかの株式買付けにおいて、当社は、ロシアの発電会社であ

るOGK-5の37.15%を取得した。OGK-5はロシアの６大火力発電会社の１つであり、国内の様々な地域に４つの火力発電所（総

発電容量約8,700MW）を有していた。2008年、当社はOGK-5の全株式の公開買付けを行い、かかる会社の支配持分の58.80%を

取得し、ロシアの電力市場では初の垂直統合を経た外国会社となった。当社がその子会社であるエネル・インベストメン

ト・ホールディング（EIH）を通じて行った公開買付けにより、EIHのOGK-5に対する持分は59.80%となった。その後の処分及

び会社経営陣からの少数株式の購入により、2010年12月31日現在のEIHのOGK-5に対する持分は、約56.43%相当であった。

・2008年４月25日、当社は、エレクトリカ・ムンテニアの50%の持分を395百万ユーロの対価でエレクトリカから取得した。同

時に、エレクトリカ・ムンテニアの株主により、425百万ユーロの当社割当増資が承認された。これらの取引により、当社の

持分割合は64.4%に上昇した。かかる取得に関連して、当社は、３年間有効なプット・オプションをエレクトリカに付与し

た。当該オプションは、エレクトリカに対して、同社が引き続き保有している株式の13.6%以上、及び民営化に際してエレク

トリカ・ムンテニアの株式資本の10%を上限として引受権をエレクトリカ・ムンテニアの従業員に与える仕組みの一環として

従業員に対して売却されなかった株式を売却する権利を与えるものである。その結果、オプションの対象となりうる株式

は、最低で約13.6%から最大で23.6%（従業員が株式引受権を行使しなかった場合）の間で変動することが想定された。エレ

クトリカ・ムンテニアは、エネル・エネルジー・ムンテニアとエネル・ディストリビューティ・ムンテニアの２社に分割さ

れた。当社又はエレクトリカが保有していない各社の12%の持分は、フォンダル・プロプリエタテ・エスエーが保有した。

・2008年10月30日、エニ、当社及びガスプロムは、既存の協力関係を一層推し進めていくことで合意した。セヴェレネルジア

及びその子会社の発展に関する契約並びに2007年の契約で想定されていたガスプロムへのセヴェレネルジアに対する持分の

付与に関する契約に全当事者が署名した。当該付与は2009年５月15日を効力発生日として実行された。当社及びエニは同

日、セヴェレネルジアの株式資本に対する51%の持分をガスプロムに売却する旨の契約をガスプロムと締結した。セヴェレネ

ルジアは、アルクティック・ガス、ウレンゴル及びネフテガステクノロギアの全株主資本を保有していた。本取引は2009年

９月に完了し、セヴェレネルジアに対する当社の持分は40%から19.6%に減少し、エニの持分は60%から29.4%に減少した。

・2009年４月29日の当社臨時株主総会において、最大で合計８十億ユーロ（プレミアムを含む。）の複数回の増資を行う権限

が取締役会に与えられた。かかる権限は、2009年１月１日から、配当権の付された１株当たりの額面価額１ユーロの普通株

式の発行を通じて、遅くとも2009年12月31日までに、１回又は複数回に分けて行使され、この普通株式は、当社の株主へは

優先的に付与されるものであった。かかる権限の下、取締役会は増資の手続及び条件を策定する権限、特に次の事項を決定

する権限を有した。すなわち、（ⅰ）実際の増資額、（ⅱ）プレミアムを含む株式の引受価格（同様の取引の予約権割当及

び市場慣行に先立って、当社の株価及び市況が考慮される。）並びに（ⅲ）発行する新株の数及び関連する優先引受割合で

ある。増資の決定において、2009年７月９日、CDPは、直接付与された権利及び経済財務省に付与された権利（同省からCDP

への権利の移転に従う。）の両方を行使し、当社の発行株式の約31.24%及び当社の新株式資本の約10.69%に等しい

1,005,095,936株の新規発行の当社普通株式を引き受け、その総額は2,492,637,921.28ユーロとなった。それゆえ、当社の増

資の完全な引受け及び取引の完了に伴い、CDPは、当社の株式資本の約17.36%を保有した。一方で、同省は約13.88%の株式を

直接保有した。結果的に、ジョイント・グローバル・コーディネーター及びジョイント・ブックランナーであるバンカIMI、

JPモルガン及びメディオバンカにより調整及び管理がなされる引受分については、株式の引受けを行う必要がなかった。

2010年11月中に、MEFは、その子会社であるCDPから、17.36%の当社の株式資本を取得し、その直接保有は13.88%から31.24%

に増加した。

・2010年３月16日、エンデサは、エンデサ・ヘラスの売却について、パートナーのミティリネオス・ホールディングとの間で

合意に達した。かかる取引は、いくつかの許可を取得することを条件としており、2010年７月１日付けで完了した。具体的

には、ミティリネオスは、エンデサが有するエンデサ・ヘラスの持分50.01%を140百万ユーロで取得することについて合意し

た。そして、当社は、合計15MWの発電容量の水力発電所及び風力発電所（稼働中及び建設中を含む。）を20百万ユーロでミ

ティリネオスから取得した。
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・2010年６月18日、エネル・グリーン・パワー・エスピーエー（EGP）は、イタリア証券取引所に、電子証券取引所（メルカー

ト・テレマティコ・アッツィオナーリオ（MTA））において株式を取引できるよう認可を求める申請を提出し、公募のための

目論見書の公開及び株式上場の承認をCONSOBに求めた。2010年10月30日、当社は、ジョイント・グローバル・コーディネー

ター及びジョイント・ブックランナーらと協議の上、１株当たり1.60ユーロの最終募集価格を設定した。この最終価格は、

公募及び機関投資家向け私募とも同じ設定で、とりわけ、イタリア及びイタリア国外の金融市場の状況、機関投資家からの

関心表明の量及び質、並びに公募において受け取る申込数を考慮して設定された。

・2010年７月１日、エンデサは、レッド・エレクトリカ・デ・エスパーニャ（REE）と、エンデサの完全子会社であるエンデ

サ・ディストリビュシオン・エレクトリカが所有していた送電ネットワークを、REEの子会社に売却することにつき合意し

た。かかる売却は、REEを送電業務を実施する唯一の企業として指定する法律第17/2007号の規定に従って、実施された。か

かる契約は、稼働中の資産及び建設中の資産両方について言及していた。約1.4百万ユーロの支払を要求するかかる契約は、

必要な行政上の許可を取得することを条件として、効力が発生するものであった。2010年12月13日、かかる売却は完了し、

エンデサ・ディストリビュシオン・エレクトリカは、売却された電力供給網の維持管理についての支払として66百万ユーロ

を追加で受領した。

・2011年６月28日に、オランダの子会社であるエネル・インベストメント・ホールディング・ビーヴイ（EIH）は、コンターグ

ローバル・エルピー（以下「コンターグローバル」という。）と、2011年３月14日に合意した契約を履行し、オランダで登

録された会社であるマリッツァ・イースト・スリー・パワー・ホールディング及びマリッツァ・オーアンドエム・ホール

ディング・ネザーランドの全株式資本のコンターグローバルへの売却についての取引を終了した。これらの会社はそれぞ

れ、発電容量908MWの褐炭燃料発電所の所有者であるブルガリアの会社のエネル・マリッツァ・イースト・スリー（以下「マ

リッツァ」という。）の73%並びにマリッツァの発電所の稼働及び維持管理について責任を有するブルガリアの会社であるエ

ネル・オペレーションズ・ブルガリアの73%を所有していた。株式売却についてコンターグローバルにより支払われた合計価

格は、230百万ユーロであった。

・2013年３月28日に、当社のチリにある子会社であるエネルシス・エスエーの増資が首尾よく完了し、発行された新規普通株

式16,441,606,297株全てが引き受けられ、その合計は約６十億米ドルに相当するところ、そのうち約2.4十億米ドルは現金で

支払われた。かかる取引の完了の結果、子会社のエンデサは、直接的に、また完全子会社であるエンデサ・ラティノアメリ

カ・エスエーを通じて、エネルシス・エスエーの株式資本の約60.6%を引き続き保有した。エネルシス・エスエーは、電力の

生成、配送及び販売のための南米における当グループの唯一の投資ビークルとなった（エネル・グリーン・パワーにより保

有された資産及びかかる地理的領域の再生可能エネルギー分野においてエネル・グリーン・パワーが将来展開する資産を除

く。）。

・2014年７月30日に、エネル・エスピーエーの取締役会は、イベリア半島及びラテンアメリカにおける当グループの運営を再

編成するための計画を承認した。かかるプロジェクトの主な目的は以下のとおりであった。

－当グループの会社体系を新たな組織体系に合わせること、ラテンアメリカで運営を行っている会社の支配チェーンを簡素

化すること及び当グループのキャッシュ・フローを最適化するための条件を設定すること。

－既存の事業基盤の展開並びにスペイン及びポルトガルにおける事業競争力の活用に焦点を当てた新たな事業計画の手法に

より、イベリア半島におけるエネルギー市場の主導的な会社としてのエンデサの運営に注力すること。

・2014年11月25日に、機関投資家向け公募を取り扱う銀行コンソーシアムを代表して安定操作代理人として活動するクレ

ディ・スイス・セキュリティーズ（ヨーロッパ）リミテッドは、募集価格１株当たり13.50ユーロのエンデサ株式合計

30,270,000株につきグリーンシューオプションを全て行使した。グリーンシューオプションが行使されると、エネル・エナ

ジー・ヨーロッパ（その後の名称は、エネル・イベロアメリカ）が開始したグローバル・オファリングにより、合計

3,132,945,000ユーロの対価でエンデサ株式232,070,000株（株式資本の21.92%に相当する。）が売却された。グリーン

シューオプションの行使をもって、安定操作期間（当初は2014年12月15日に終了する予定であった。）は終了した。クレ

ディ・スイス・セキュリティーズ（ヨーロッパ）リミテッドは、エンデサ株式の安定操作取引を実行しなかった。
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2016年における重要な事象

・2016年３月上旬、2015年12月31日から「売却目的保有」として分類されていたコムポスティーリャ・アールイーの処分が完

了した。売却価格は101百万ユーロ（同社は約111百万ユーロの流動資産を所有していた。）であり、約19百万ユーロの利益

が発生した。

・2016年５月１日に、米国において風力発電セクターに従事している企業であるドリフト・サンド・ウィンド・プロジェクト

の65%を処分した。売却価格は72百万ユーロであり、売却益約２百万ユーロと残りの35%の公正価値による再評価による約４

百万ユーロの利益が発生した。

・2016年７月13日、アップストリーム・ガス・セクターにおけるイタリアの資産（21の海上及び陸上ガス田の権益の申請及び

探査の認可）を保有していたエネル・ロンガネージの処分が完了した。この売却の対価は最大で30百万ユーロであり、この

うち約７百万ユーロは直ちに回収され、残額の受取権利（分割払い）については、2019年に予定されたエミリア＝ロマー

ニャ州にあるロンガネージ・ガス田での生産開始及びガス市場における価格開発といった多くの条件に左右された。かかる

価値は既に見積実現可能価額に調整されているので、損益を通じた資本損失は認識されなかった。

・2016年７月28日、スロベンスケ・エレクトラーネ（以下「SE」という。）の66%を保有しているスロヴァク・パワー・ホール

ディング（以下「SPH」という。）の50%の処分が完了した。具体的には、エネル・プロデュツィオーネ及びイーピー・スロ

バキアの間で2015年12月18日に調印された契約の締結により、エネル・プロデュツィオーネは、エネルゲティツキー・ア・

プルミスロヴィ・ホールディング（以下「EPH」という。）の子会社であるイーピー・スロバキアに対するSPHの50%の売却を

完了した。２つのフェーズで支払われた対価の総額は750百万ユーロ相当（このうち150百万ユーロは直ちに現金で支払われ

た。）であったが、金額については一定の調整方法が適用され、かかる金額は外部の専門家が計算し、SEの財務状態の動

向、スロバキア市場でのエネルギー価格の動向、契約に規定されたベンチマークに基づき測定されたSEの業務の効率性並び

にモホフチェ第３号基及び第４号基の事業価値を含む一連のパラメーターに基づいて、第２フェーズの完了時に適用され

る。したがって、かかる処分によって発生した債権は、損益を通じた公正価値で測定された。上記と同様のパラメーター

が、SPHジョイント・ベンチャーの利益の回収可能価額の決定に使用された。

・2016年10月１日、従前持分法を使用していたディストリビュイドラ・エレクトリカ・デ・カンディナマルカ（以下「DEC」と

いう。）の支配権の取得が、DECをコデンサ（既に株式の49%を保有していた。）に併合させることにより完了した。

・2016年11月21日に、政府の取り決めの変更に従い、米国における再生可能エネルギー発電プロジェクトのディベロッパーで

あるエネル・グリーン・パワー・ノース・アメリカ・リニューアブル・エナジー・パートナーズ（EGPNA REP）について、株

式１%を12百万ユーロで売却することにより、支配権を喪失した。それ以降、EGPNA REPは、持分法適用会社となった。かか

る取引は、２百万ユーロの利益の認識及びEGPNAにより引き続き保有されていたEGPNA REPの50%の公正価値による再測定によ

る収益95百万ユーロの認識を含む。

・2016年11月30日に、フランスの火力発電会社であるエネル・フランスの100%をほぼ無対価で処分し、４百万ユーロの損失と

なった。

・2016年12月20日に、エネル及びCDPエクイティ（以下「CDPE」という。）によるエネル・オープン・ファイバー（その後の名

称はオープン・ファイバー（OF））の増資により（その後はエネル及びCDPEがOFの同等の持分を保有している。）、OFの支

配権を喪失した。これによりOFは持分法適用会社となった。

・2016年12月28日に、シマロン及びリンダール風力発電所をEGPNA REPジョイント・ベンチャーへ売却した。資本集約を抑える

「建設、売却及び運営」のアプローチに基づく新たな産業成長戦略のスタート地点であり、国際レベルでのプロジェクト・

パイプラインの開発加速を意図している。支配権の喪失により、37百万ユーロの利益が生み出された。

・2016年12月30日に、ベルギーにおける火力発電会社であるマルシネル・エネルジーの100%を総額36.5百万ユーロで処分した

（全額支払済）。2016年に、マルシネルの純資産価値は、51百万ユーロの減損損失の認識に伴う推定実現可能価値に調整さ

れた。売却価格は、アーンアウト条項を含む顧客価格の調整により決定された。
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上記の連結範囲の変更に加えて、以下の取引は、かかる取引は支配権の獲得又は喪失を含むものではないが、当グループが

保有する投資先会社の持分の変更を生じさせた。

・2016年２月29日、イタリアで水力発電セクターを運営している企業であるハイドロ・ドロミティ・エネルの残りの持分を処

分した。売却価格は、当初335百万ユーロと見積もられていた。その後、最終的な処分価格に基づいて更新された契約価格式

を適用した価格調整（マイナス22百万ユーロ）の決定を受けて、124百万ユーロの売却益が認識された。

・2016年３月31日、エネル・グリーン・パワーの非比例会社分割が行われた。この会社分割はその一環としてエネル・エス

ピーエーによる増資を伴うものであったが、会社分割を受けて当グループの同社における持分は68.29%から100%へと増加

し、その結果として非支配持分が減少した。

・2016年５月３日、イタリアにおいて風力発電セクターに従事している企業であるマイコール・ウィンドの残りの40%を獲得

し、単独株主となった。

・2016年７月27日、エネルの完全子会社であるエネル・グリーン・パワー・インターナショナルが、エネル・グリーン・パ

ワー・エスパーニャ（以下「EGPE」という。）の60%を、既に残りの40%を所有しているエンデサの子会社であるエンデサ・

ジェネラシオンに売却し、エンデサ・ジェネラシオンはEGPEの単独株主となった。連結財務書類において、かかる取引によ

り、この時点から、当グループの持分を減少（88.04%から70.10%）させた。

・2016年12月１日に、エンデサ・アメリカス及びチレクトラ・アメリカス（いずれもエネルシス、エンデサ・チリ及びチレク

トラの会社分割によって設立された会社である。）がエネル・アメリカスに併合された。当該取引の株式交換比率及び両社

の株主による解約権の行使という複合的な影響により、エネル・アメリカスが直接的又は間接的に保有する両社の持分割合

は変化した。

 

2017年における重要な事象

・2017年１月10日に、米国に本部を置き、ソフトウェア・ソリューション及びスマート電力貯蔵システムを専門に扱うディマ

ンド・エナジー・ネットワークスの100%を取得した。

・2017年２月10日に、再生可能エネルギー部門で事業展開するメキシコ企業であるマス・エネルジアの100%を取得した。

・2017年２月14日及び2017年５月４日に、ブラジルのゴイアス州で事業展開する送配電企業のエネル・ディストリビューソォ

ン・ゴイアス（旧CELG-D）の94.84%及び5.04%（合計99.88%）をそれぞれ取得した。

・2017年５月16日に、電力貯蔵部門で事業展開する英国企業であるタインマス・エナジー・ストレージの100%を取得した。

・2017年６月４日に、アベリノ地方に風力発電所を２基所有するアメック・フォスター・ウィーラー・パワー（その後の名称

は、エネル・グリーン・パワー・サンニオ）の100%を取得した。

・2017年８月７日に、前株主に対するEGPNAの提案の承諾に従いエナノック・グループの100%を取得した。

・2017年10月25日に、電気モビリティ管理システムで事業展開する米国企業であるイーモーターワークスの100%を取得した。

・2017年12月に、エネル・グリーン・パワー・ノース・アメリカは現物株契約を用いて子会社であるEGPNA・ロッキー・キャ

ニー・ウィンドのクラスA株式80%を処分した。取引の合計金額は233百万米ドルであり、４百万ユーロの資本利得を生んだ。

 

上記の連結範囲の変更に加えて、以下の取引は、かかる取引は支配権の獲得又は喪失を含むものではないが、当グループが

保有する投資先会社の持分の変更を生じさせた。

・2017年10月５日に、株式市場取引において、エネル・ディストリビュシオン・ペルーの7.7%を80百万米ドルで取得した。
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2018年における重要な事象

・2018年３月12日に、ドイツに本社を置く地熱発電所を開発する会社であるエルドワルム・オベルランド・ゲーエムベーハー

の86.4%を処分した。取引の合計金額は、0.9百万ユーロ（実現資本利得１百万ユーロ）であった。

・2018年４月２日に、エネル・ジェネラシオン・チリの少数株主持分の33.6%を取得し、それによりエネル・チリが保有するエ

ネル・ジェネラシオン・チリ持分は93.55%に増加した。加えて、同日に、再生可能エネルギーの会社であるエネル・グリー

ン・パワー・ラテンアメリカ・エスエーのエネル・チリへの併合が実施された。

・2018年４月３日に、エネル・グリーン・パワー・エスパーニャを通じて、パルケス・エオリコス・ヘスティンベー・エスエ

ルユー及びパルケス・エオリコス・ヘスティンベー・ジェスティオン・エスエルユーの100%を57百万ユーロ（うち15百万

ユーロは既存債務引受け）で取得することが完了した。

・2018年６月７日に、エネル・スデステは、当初株主として参加した後で、ブラジルの配電会社であるエネル・ディストリ

ビューソォン・サンパウロ（旧名称エレトロパウロ・メトロポリターナ・エレトリシダッド・デ・サンパウロ・エスエー）

の支配権を取得した。株式100%を目指した公開買付けは、2018年７月４日に終了した。2018年９月30日に、当該会社は、当

グループにより95.88%保有されていることに基づき連結された。

・2018年７月25日に、子会社であるエンデサ・レッドを通じて、北アフリカのセウタ自治都市内で配電及び電力販売を行って

いる会社である、エンプレサ・デ・アルンブラド・エレクトリカ・デ・セウタ・エスエーの94.6%を取得した。

・2018年９月28日に、長期にわたる機関投資家であるケース・ドゥ・デポ・エ・プラスメント・ドゥ・ケベック（以下

「CDPQ」という。）及び主要なメキシコの年金基金の投資ビークルであるシーケーディー・インフラストラクチュラ・メキ

シコ・エスエー・デ・シーヴイ（以下「CKD IM」という。）に対する、メキシコで稼働中又は建設中の８基の発電所を所有

する８の特別目的事業体の80%を売却した。取引終了後、エネル・グリーン・パワー・エスピーエーはその株式資本の20%を

保有した（それらの会社はその後持分法を用いて計算された。）。

・2018年10月18日に、エネル・グリーン・パワー・エスピーエーがフィナーレ・エミリアのバイオマス発電所を処分した。

・2018年12月14日に、エネル・グリーン・パワー・エスピーエーは、その完全所有子会社であるエネル・グリーン・パワー・

ウルグアイ・エスエーを処分し、一方、セロラルゴに50MWのメロウィンド風力発電所を保有するエストレラダ・エスエーを

保有した。

 

上記の連結の範囲の変更に加えて、以下の取引は、買収又は管理能力の欠如にかかわる取引ではないが、当グループが保有

する投資先会社の持分の変更を生じさせた。

・エネル・チリを通じて93.55%の直接保有（以前の持分は59.98%であった。）を達成するために、エネル・ジェネラシオン・

チリの非支配持分の取得を含むチリの「エルキ」事業の企業再編成を行った。エネル・グリーン・パワー・ラテンアメリ

カ・エスエーのエネル・チリへの併合によりエネル・グリーン・パワー・チリの保有持分は減少した（グループレベルで

100%から61.93%へ）。エネル・チリの保有割合は60.62%から61.93%に増加した。

・2018年７月３日に、エネルは、エネルⅩ・インターナショナルを通じて、ユフィネット・インターナショナルの100%が譲渡

されたビークルカンパニー、ザカパ・トプコ・エスエーアールエルの約21%を150百万ユーロで、シックスス・シンヴェン・

ファンド（国際的なプライベート・エクイティ会社シンヴェンにより管理されたファンド）によって管理されている持株会

社から取得した。ユフィネットは、南米での主要な光ファイバーネットワーク運営会社である。シックスス・シンヴェン・

ファンドはまた、ザカパ・トプコ・エスエーアールエルの79%を保有していた。

・2018年12月27日に、エネル・グリーン・パワー・エスピーエーは、エネル・グリーン・パワーの完全所有子会社であるマル

テ・エスアールエルを通して保有している、ジョイント・ベンチャーであるEFソラーレ・イタリア・エスピーエー（以下

「EFSI」という。）の50%の持分を、ジョイント・ベンチャーの他のパートナーであるF2i SGRエスピーエーに214百万ユーロ

で売却した。販売契約書の条項に基づき、イタリアで稼働中の太陽熱発電所の購入及び運営を行っているEFSIは、約1.3十億

ユーロ（うち約430百万ユーロは資本、うち約900百万ユーロは負債）の企業価値を譲渡された。当該売却は、65百万ユーロ

のキャピタル・ゲインをもたらした。

・2018年12月、エネル・エスピーエーは、エネル・アメリカスの持分を最大５%を上限として増加させるために金融機関と締結

した２件の株式交換契約の条項に基づき、持分を2.43%増加させた。
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2019年における重要な事象

・2019年３月１日に、過去にメルキューレ・バイオマス発電所から構成される事業ユニット及び関連する法的関係を移転した

会社である、メルキューレ・エスアールエルの100%を処分した。かかる取引価格は168百万ユーロであった。

・2019年３月14日に、エネル・グリーン・パワー・エスピーエーは、米国の再生可能エネルギー子会社であるエネル・グリー

ン・パワー・ノース・アメリカ（以下「EGPNA」といい、その後「エネル・ノース・アメリカ」に名称変更された。）を通じ

て、EGPNAが50%、ジェネラル・エレクトリック・キャピタルズ・エナジー・ファイナンシャル・サービシズが50%を所有する

合弁会社であるエネル・グリーン・パワー・ノース・アメリカ・リニューアブル・エナジー・パートナーズ（以下「EGPNA

REP」という。）から、稼働中の再生可能エネルギー発電所を所有する13社の100%を買収した。

・2019年３月27日に、エネル・グリーン・パワー・エスピーエー（以下「EGP」という。）は、米国の再生可能エネルギー子会

社であるEGPNAを通じて、カンザス州のレネックサに拠点を置く再生可能エネルギー・プロジェクト開発会社であるトレード

ウィンド・エナジーを買収した。EGPは、トレードウィンドの開発プラットフォーム全体を統合し、これには米国にある13GW

の風力、太陽光及び貯蔵プロジェクトが含まれていた。この契約は、６月に行われたトレードウィンドの完全所有子会社で

あるサルヴォンの売却を規定していた。

・2019年４月30日、エネルＸ・イタリアは、エネルギーサービス部門で事業を行い、大規模電力消費者に支援を提供するイタ

リアの会社のユーセイブ・エスピーエーの100%を買収した。

・2019年５月31日、再生可能エネルギー子会社であるエネル・グリーン・パワー・ブラジル・パルティチパソエス・エル

ティーディーエーを通じて、ブラジルの３基の再生可能エネルギー発電所の100%の処分を完了した。かかる取引価格は約2.7

十億レアル（約603百万ユーロ相当）であった。

・2019年11月14日に、エネルＸ・エスアールエルは、顧客に日常生活を円滑にする金融サービスを提供する認可された支払機

関であるペイティッパーの55%を買収した。かかる契約には、残りの45%のプット・オプションが付されていた。

 

上記の連結の範囲の変更に加えて、以下の取引は、支配権の獲得又は喪失にかかわる取引ではないが、当グループが保有す

る投資先会社の持分の変更を生じさせた。

・2019年中にエネル・エスピーエーは、金融機関と締結した２件の株式交換契約の条項に基づき、エネル・アメリカスの持分

を5.74%増加させ、また子会社の非比例増資により、当グループの持分は59.97%となった。

・2019年３月25日、エネルⅩ・インターナショナルは、エナノック・ジャパン・ケーケーの40%を取得し、これにより持分は

100%となった。

・2019年９月５日、エネル・グリーン・パワー・ディベロップメントはイージーピー・インディアの23.44%を取得し、これに

より持分は100%となった。

・2019年11月21日、エネル・ブラジルは、エレトロパウロ・メトロポリターナ・エレトリシダッド・デ・サンパウロ・エス

エーの4.1%を約93百万ユーロで取得した。

・2019年12月５日、エネル・エスピーエーは、エネル・チリ・エスエーの持分を最大３%を上限として増加させるために金融機

関と締結した２件の株式交換契約の条項に基づき、エネル・チリの持分を0.11%増加させた。

 

2020年における重要な事象

・2020年１月に、トレードウィンドにより100%保有されていたワイルド・プレインズ・プロジェクト・カンパニーが売却され

た。かかる売却は、損益に影響を及ぼさなかった。

・2020年５月11日に、エンデサ・エネルジアは、エンデサ・ソリュションズの80%を21百万ユーロで売却した。かかる持分は、

以前は比例連結であったが、その後持分法を用いて会計処理された。

・2020年７月７日、エネル・グリーン・パワー・エスパーニャは、パルケ・エオリコ・ティコ・エスエルユー、ティコ・ソー

ラー・１・エスエルユー及びティコ・ソーラー・２・エスエルユーの100%を合計40百万ユーロで取得した。
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・９月14日に、エンデサ・ジェネラシオン・ポルトガルは、サジェスション・パワー（ユニペッソール）エルディーエーの

100%を合計６百万ユーロで取得した。

・2020年９月17日に、エネルⅩ・インターナショナルは、ヴィヴァ・ラボズ・エーエスの60%を合計３百万ユーロで取得した。

・エネル・グリーン・パワー・パナマは、2020年にハグイト・ソーラー及びプログレソ・ソーラーの100%を合計２百万ユーロ

で取得した。

 

上記の連結の範囲の変更に加えて、以下の取引は、支配権の獲得又は喪失にかかわる取引ではないが、当グループが保有す

る投資先会社の持分の変更を生じさせた。

・エネル・ノース・アメリカの水力発電事業ポートフォリオに含まれていた複数の50%所有ジョイント・ベンチャーが2020年に

売却された。2019年12月に、ポートフォリオ全体が、IFRS第５号に従って売却目的保有として分類された。損益に認識され

た利益は２百万ユーロであった。

・2020年に、エネル・エスピーエーは、金融機関と締結した株式交換契約の条項に基づき、エネル・アメリカスの持分を5.03%

に増加させた。その結果当グループの合計持分は65%となった。

・エネル・エスピーエーは、金融機関と締結した２件の株式交換契約の条項に基づき、エネル・チリの持分を2.89%増加させ

た。その結果当グループの合計持分は64.93%となった。

 

c）2021年における重要な事象

・2021年１月８日、タインマス・エナジー・ストレージの100%が１百万ユーロで売却された。この売却は、損益に重要な影響

を及ぼさなかった。

・2021年１月20日、エネル・グリーン・パワー・ブルガリアの100%が合計35百万ユーロで売却された。この売却は、損益に重

要な影響を及ぼさなかった。

・2021年３月10日、エネル・グリーン・パワー・イタリアは、170.11MWの認可容量を持つ太陽光発電プロジェクトを所有する

イー・ソーラー・エスアールエルの100%を2.7百万ユーロで取得した。

・2021年３月29日、エネルⅩ・エスアールエルは、消費者が民間及び公的機関との数々の種類の取引を行うことを可能とする

フィジカル及びデジタルの両方のチャネルを通じた決済サービスの利用を消費者に提供するイタリアの企業である、シティ

ポスト・ペイメント・エスピーエーの100%を取得した。

・2021年第１四半期に、企業内のガバナンス体制の変更により以前は持分法適用会社であったオーストラリアの再生可能エネ

ルギー関連会社を追加持分の取得を伴わずに完全連結とすることに連結範囲が変更された。2021年12月に取得価格の配分手

続が完了し、約９百万ユーロの減損処理を含む取得済純資産の帳簿価額が実質的に確認された。

・2021年５月13日、イージーピー・ソーラー・１・エルエルシーは合計約４百万ユーロで売却された。

・2021年の最初の９ヶ月間にエネル・グリーン・パワー・エスパーニャは、再生可能エネルギー企業30社の100%を合計86百万

ユーロで取得した。

・2021年９月８日、ジェナビリティはエネルⅩ・ノース・アメリカにより約６百万ユーロで売却された。

・2020年９月17日にエネルⅩ・インターナショナルが取得したヴィヴァ・ラボズ・エーエスの取得価格の配分手続は９月に完

了し、その後、取得日に認識された帳簿価額が確認された。

 

d）2022年における重要な事象

・2022年１月３日、エネル・プロドゥツィオーネ・エスピーエーは、設備容量約527MW、年間出力約1.5TWhの発電所を所有する

イーアルジー・ハイドロ・エスアールエル（その後、エネル・ハイドロ・アッペンニーノに改称し、2022年12月１日にエネ

ル・プロドゥツィオーネ・エスピーエーに合併）の100%を約1,267百万ユーロの対価を得て買収し、2022年12月には取得資産

及び負債の公正価値の特定が完了し、約349百万ユーロののれんが認識されている。

・2022年２月17日、エネル・グリーン・パワー・エスパーニャは、太陽光発電システムの開発及び建設のために取得したライ

センスを表す約14百万ユーロでストーンウッド・デサロロス・エスエルユーの100%を取得した。かかる買収が損益に与える

影響はない。

・2022年３月３日、エネルＸ・ジャーマニーは、クレムゾウ・ケージー及びクレムゾウ・ファヴァルトングの全株式を約12百

万ユーロで売却した。
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・2022年６月30日、エネル・グリーン・パワー・エスピーエーは、南アフリカで設備容量約740MWの６社の間接所有者である

イージーピー・マティンバ・ニューコ・１・エスアールエルの株式の50%をエーアイ・レイアン・ホールディング・エルエル

シー（カタール投資庁が管理）に約108百万ユーロで売却し、全額支払済みである。

・2022年７月25日、エネルＸ・エスアールエルは、エネルＸ・ファイナンシャル・サービシズ、シティポスト・ペイメント、

ペイティッパー並びにジュニア・インシュランス及びその子会社の全株式を、金融債権の形で決済し、約140百万ユーロで

ムーニー・エスピーエーに売却した。

・2022年８月24日、エネル・アメリカスの子会社であるエネル・ブラジル・エスエーは、CGTF-セントラル・ジェラドラ・テル

ムエレトリカ・フォルタレザ・エスエーの全株式をイーエヌイーヴイエー・エスエーへ約89百万ユーロの対価で売却を完了

した。かかる取引は、資産の減損損失73百万ユーロ、資本損失135百万ユーロ及び売却に関連する取引費用２百万ユーロを含

む、約210百万ユーロのマイナスの影響を損益に及ぼした。

・2022年の最初の９ヶ月間で、エネル・グリーン・パワー・ルーマニアは、プロウィンド・ウィンドファーム・ボグダネス

ティ、パワーウィンド・ウィンドファーム・デレニ、プロウィンド・ウィンドファーム・イヴェスティ及びプロウィンド・

ウィンドファーム・ヴィイソアラの100%を総額約35百万ユーロで取得した。

・2022年10月12日、エネルは、ピージェーエスシー・エネル・ロシアの全株式（同社株式資本の56.43%相当）をピージェーエ

スシー・ルコイル及びクローズ型投資信託「ガスプロムバンク・フレジア」に総額137百万ユーロで売却することを決定し

た。かかる取引は、主に為替変動の影響を反映し、報告されたグループ利益に対して約1.5十億ユーロのマイナスの影響を及

ぼした。

・2022年12月９日、エネル・チリ・エスエーは、チリの上場送電会社エネル・トランスミシオン・チリ・エスエーの株式資本

の99.09%全株を、インヴェルシオネ・グルポ・サイサ・エルティーディーエーが支配するソシエダッド・トランスミソラ・

メトロポリターナ・エスピーエーに約1.3十億ユーロで最終売却することを決定した。かかる取引により、約1.1十億ユーロ

のキャピタル・ゲインが発生した。

・2022年12月22日、エネルは、完全子会社であるグリッドスペルタイズ・エスアールエルの50%の割当てを、国際的なプライ

ベート・エクイティ・ファンドであるシーヴイシー・キャピタル・パートナーズ・ファンド・Ⅷに総額約300百万ユーロで売

却を完了した。かかる取引は、損益に約520百万ユーロのプラスの影響を与えた。

・2022年12月23日、エネル・グリーン・パワー・インディア・プライベート・リミテッドはノーファンドと最終合意し、ノー

ファンドはアヴィキラン・スーリヤ・インディア・プライベート・リミテッドに対して、同社が発行した株式（払込済み株

式資本の49%）を引き受けることで投資を行った。かかる取引は、損益に約４百万ユーロのマイナスの影響を与え、そのうち

２百万ユーロは残余持分の公正価値での再測定によるもので、２百万ユーロは資本損失であった。

・2022年12月29日、エネル・アメリカス・エスエーの子会社であるエネル・ブラジル・エスエーは、ブラジルの配電会社セル

グ・ディストリビューソォン・エスエー―セルグ・ディー（エネル・ゴイアス）の全株式（同社株式資本の約99.9%に相当）

をエクアトリアル・エネルジア・エスエーの子会社であるエクアトリアル・パルティチパソエス・エ・インヴェストメント

ス・エスエーに売却することを決定し、総額約1.5十億ユーロ（うち、持分部分は約269百万ユーロ、会社間融資の返済とし

て約1.2十億ユーロ）で売却した。かかる取引は、損益に約１十億ユーロのマイナスの影響を及ぼした。

 

e）グループの再編成

　2016年４月８日、エネル・グループは、エネル・グリーン・パワーの統合に関し部分的に、新たな組織構造を承認した。よ

り具体的な主たる組織変更は以下を含む。

（ⅰ）当グループの地理的プレゼンスの革新は、世界各国で新たなビジネス機会を示す国々に重点を置くものであり、当グ

ループの位置づけは、エネル・グリーン・パワーによって確立された。当グループは、そのため４つの地理的領域の基

盤から６つの地理的領域の基盤へと移行した。この構造は国としての「イタリア」並びに「イベリア半島」及び「ラテ

ンアメリカ」地域を保持しており、一方東欧地域は「ヨーロッパ及び北アフリカ」地域に拡大された。「北米及び中

米」及び「サブサハラ・アフリカ及びアジア」の２つの新たな地理的領域もまた開発された。これらの６つの地域は、

位置づけを保持し続け、また、地方レベルで事業を統合し、バリューチェーンにおける全てのセグメントの発展を促進

する予定である。地理的レベルで、当グループが伝統的及び再生可能な発電事業の双方を行っている国々では、カント

リー・マネージャーの地位は統一される予定である。
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（ⅱ）再生可能エネルギー事業分野における水力発電事業全体の収束。

（ⅲ）全ての再生可能エネルギー発電所及び火力発電所の配電の統合的管理は、国際取引部門が定めるガイドラインに従っ

て、エネルギー・マネジメントにより国レベルでなされる。

 

　より具体的には、エネル・グループの構造は以前と同様に組織され、以下の基盤からなる。

（ⅰ）事業ライン（エネル・グリッド、グローバル・エネルギー及びコモディティ管理、エネル・グリーン・パワー及び火力

発電、エネルＸ・グローバル・リテール並びにエネルⅩ・ウェイ）は、当グループが事業を行う様々な地域において、

資産の管理及び開発並びにそのパフォーマンス及び使用した資本に対する収益の最適化に対して責任を負っている。

さらに、安全、保護及び環境に関する方針及び規制を遵守した上で、管理するプロセスの効率を最大化し、最善の国際

実務を適用し、EBITDA、キャッシュ・フロー及び収益に対する責任を各国と共有することを課せられている。

当グループは、投資委員会(1)の活動も活用し、様々な事業ラインのプロジェクトについて、集中的な産業ビジョンから

利益を得ている。各プロジェクトは、財務的なリターンに基づいて評価されるだけでなく、グループレベルで利用可能

な最良の技術との関連でも評価されており、これは、我々の財務戦略にSDGsを明確に統合し、低炭素ビジネスモデルを

推進するという、採用した新しい戦略方針を反映している。さらに、各事業ラインは、エネルギー移行及び気候変動と

の闘いにおけるエネルのリーダーシップを導くことに貢献し、関連するリスク及び機会をその得意分野で管理する。

 

(1)当グループの投資委員会は、事務管理、財務及び統制、イノバビリティ、法務及び会社業務、グローバル・プロキュ

アメントの長、並びに地域及び事業ラインの長により構成される。

 

新しい国際eモビリティ事業ラインが最近発足したが、これは電気モビリティ市場、充電ソリューション及びゼロエミッ

ション自動車への電力供給のための関連プラットフォームの世界的な拡大に伴う活動に焦点を当てるために設立され

た。eモビリティは、e-モビリティ分野に関連するバリューチェーン全体における技術的な進化及び成長を加速させたい

という願いから生まれ、公共及び民間部門向けの充電ソリューション及びソフトウェアの体系的なポートフォリオで現

在及び将来のユーザーのニーズに応え、パートナーシップ及び戦略的提携を通じて電気モビリティの成長を促進し、エ

ネルが現在大規模かつ信頼できる国際企業として認知されている充電技術における革新の道を歩み続けていく。

（ⅱ）地域及び国（イタリア、イベリア半島、ラテンアメリカ、ヨーロッパ及び北アフリカ、北米及び中米、サブサハラ・ア

フリカ及びアジア）：当グループが関わる各国々における、公的機関及び規制当局との関係の管理並びに電力及びガス

の販売、また一方、事業ラインへのスタッフ及びその他サービスサポートの提供にも責任を負う。また、それぞれの担

当領域において、脱炭素化を推進し、低炭素なビジネスモデルへのエネルギー移行を指導する役割を担っている。

 

　以下の機能がエネルの事業運営をサポートしている。

（ⅰ）国際サービス機能（プロキュアメント及びICT）：当グループレベルで情報及び通信技術業務の管理及びプロキュアメン

トについて責任を負い、グローバルな顧客関係活動を管理する。

（ⅱ）ホールディング・カンパニー機能：当グループレベルで統制手続の管理について責任を負う。事務管理、財務及び統制

部門は、気候変動との戦いにおいて重要な活動であるエネルギーミックス及びエネルギー需要の電化を推進するための

シナリオ分析の集約並びに戦略計画プロセス及び財務計画プロセスの管理も担当している。

　新たな組織構造によって、報告の構造並びに当グループの業績及び財務状態の分析が変更され、2016年９月30日以降の連結

業績の表示は修正された。その結果、本連結財務報告において、事業セグメントの業績は、新たな組織的な取決めに基づき記

載され、また「管理アプローチ」に関するIFRS第８号の規定が考慮される。

　当グループの事業ライン及びその活動に関する追加情報については、「第一部－第２－３ 事業の内容」を参照のこと。当グ

ループの経営成績及び業績の詳細については、「第一部－第３－３ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析」を参照のこと。
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３【事業の内容】

 

エネルの組織モデル

 

エネル・グループの構造は、以下から構成される基盤により組織されている。

 

・国際事業ライン：

国際事業ラインは、当グループが事業を行う様々な地理的領域において、資産の管理及び開発、パフォーマンスの最適化並

びに投下資本利益率について責任を負う。さらに、安全、保護及び環境に関する方針並びに規制を遵守し、かかる事業ライ

ンは管理するプロセスの効率を最大化すること及び最善の国際的なプラクティスを適用し、EBITDA、キャッシュ・フロー及

び収益に対する責任を各国と共有することも課されている。

当グループは、投資委員会（注１）の取組みにも描かれているように、様々な事業ラインのプロジェクトの集中化した産業

的ビジョンから利益を上げる。各プロジェクトは、その財務リターンのみでなく当グループレベルで利用可能な最善の技術

に基づき評価され、それは、採用された新たな戦略的ライン、具体的には当グループの財務戦略内にSDGsを統合すること及

び低炭素ビジネスモデルを促進することを反映している。さらに、各事業ラインは、エネルギー移行及び気候変動問題にお

けるエネルのリーダーシップを導くことに貢献し、その適性分野において関連するリスク及び機会を管理する。

新しい国際eモビリティ事業ラインは、世界的な電気モビリティ市場の拡大、充電ソリューション及び排出ゼロ自動車への電

力供給に関するプラットフォームに関係する活動に焦点を当てるため、最近設立された。eモビリティは、eモビリティセク

ターに関連するバリューチェーン全体の技術的進化及び成長を加速させたいという願いから誕生しており、公共部門及び民

間部門向けの充電ソリューション及びソフトウェアの構造的ポートフォリオによって、現在及び将来のユーザーのニーズに

応え、パートナーシップ及び戦略的提携を通して電気モビリティの成長を促進し、エネルが現在大規模かつ信頼できる国際

企業として認められている充電技術における革新への道を継続している。

 

（注１）当グループの投資委員会は、事務管理、財務及び統制、イノバビリティ、法務及び会社業務、グローバル・プロ

キュアメントの各責任者並びに地域及び事業ラインの各責任者により構成されている。

 

・地域及び国：

地域及び国は、当グループが在中するそれぞれの国において、公的機関及び規制当局との関係を管理し、また、電力及びガ

スを販売すること、その一方で、事業ラインへのスタッフ及びその他サービスサポートを提供することにも責任を負う。地

域及び国はまた、それぞれ責任を有するエリアにおける脱炭素化の促進及び低炭素ビジネスモデルへのエネルギー移行の推

進についても進めている。

 

以下の機能がエネルの事業活動を支えている。

 

・国際サービス機能：

国際サービス機能は、当グループレベルで情報及び通信技術活動並びにプロキュアメントの管理並びにグローバル顧客関係

の活動の管理について責任を負う。

国際サービス機能はまた、とりわけエネルギー移行及び気候変動への取組みに向けた実現技術の開発を支援するためのサプ

ライチェーンの管理及びデジタルソリューションの開発において、持続可能な開発目標の達成を可能とする施策を責任を

もって採用することについても重点的に取り組む。

 

・ホールディング・カンパニー機能：

ホールディング・カンパニー機能は、当グループレベルでガバナンス・プロセスの管理について責任を負う。事務管理、財

務及び統制部門はまた、気候変動への取組みにおいて重要な活動であるエネルギーミックスの脱炭素化及びエネルギー需要

の電力化の促進を目指して、シナリオ分析を集約すること並びに戦略及び財務計画プロセスを管理することについても責任

を負う。
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規制及び料金問題

 

　ヨーロッパの規制枠組み

復興・強靭化ファシリティ－リパワーEU

ロシアのウクライナ侵攻を受け、2022年５月、欧州委員会は、エネルギー供給を多様化し、EUのロシアの化石燃料に対する

EUの依存を下げるための新たな対策への資金提供を定めたリパワーEU計画を提示した。

この法案は、復興・強靭化ファシリティをリパワーEUの下で導入されるイニシアチブのための戦略的枠組みとすることを目

的としている。この計画で利用可能な資源を利用するためには、加盟国は既存の復興・強靭化計画に、化石燃料への依存の低

下を早め、同時に移行期間中のコストと社会経済的影響を軽減するために実施する改革と新規投資を記載したそのためのチャ

プターを追加しなければならない。

欧州委員会は、リパワーEUの目的を達成し、ロシアからの化石燃料の輸入を徐々に撤廃するために2030年までに必要な投資

を約300十億ユーロ（2027年までに210十億ユーロ）と見積もっている。このうち約95%は、エネルギー移行の加速（住宅部門に

おける再生可能エネルギー設備容量、エネルギー効率及びヒートポンプの増加、産業部門のエネルギー効率及び脱炭素化、送

電網、配電及び蓄電の整備、持続可能なバイオメタン及びバイオマスの増産等）のために充当される。

５月に始まった立法プロセスは、欧州理事会と欧州議会がリパワーEU規則案について暫定的な合意に達し、12月に終了し

た。この規則は、欧州委員会が提案した主要要素を確認することに加え、以下の利用を含むこの計画の資金調達方法を定めて

いる。

・復興・強靭化計画でまだ使用されていない融資225十億ユーロ。自由裁量で使える資金を既に全て使っている国（イタリ

ア、ルーマニア、ギリシャ）であっても、まだ権利のある各国が申請書を提出した後に残る資金を利用することができ

る。

・イノベーション・ファンドとETS排出権オークションの前倒しの両方から調達する20十億ユーロの資金。これらの資金は、

結束政策、加盟国の化石燃料への依存及び投資価格の上昇を考慮した割当のかなめに基づき、各国に分配される予定であ

る。

・エネルギー価格上昇の影響を特に受ける中小企業や脆弱な世帯を支援するために、ブレグジット調整準備金（BAR）からの

任意の移転とこれまでの多年度財政枠組み（2014-2020）からの未使用の結束資金による追加財源。

復興・強靭化ファシリティに関して、2022年、欧州委員会及び欧州理事会は、国家復興・強靭化計画の見直し作業を継続

し、下半期に最後の２ヶ国、ハンガリー及びオランダの復興・強靭化計画を承認した。

この年、EUは、活動の事前融資を要請した加盟国や、復興・強靭化計画に示されたマイルストーンや目標に到達した加盟国

に対して、引き続き資金を供与した。2022年末時点で、EUが支出した資金の総額は約139十億ユーロ（助成金94十億ユーロ、融

資45十億ユーロ）にのぼった。

 

「Fit for 55」及びリパワーEU法案の展開

 

エネルギー及び気候目標

2021年７月に欧州委員会が提示した「Fit for 55」法案では、2030年までに温室効果ガス排出量を55%削減し、2050年までに

気候中立を達成するという、より野心的な気候目標を支持し、EUの2030年目標の引き上げを提案した。

2021年に始まったエネルギー危機は、2022年のウクライナ危機によってさらに悪化したため、経済成長を強化し、エネル

ギー供給を確保し、欧州の気候目標に関するコミットメントを保つための短期及び中期の追加策を見出す必要が出てきた。

リパワーEU戦略は、欧州委員会のレスポンスであり、以下を提案している。

・2030年の「Fit for 55」目標を40%から45%に引き上げ、「EUソーラー戦略」を発表し、再生可能エネルギーの普及を加速

させる。

・エンドユーザーによる天然ガス需要を削減し、「Fit for 55」法案で設定された2030年までのエネルギー効率目標を当初

定められた９%から13%に引き上げる等、長期的なエネルギー効率対策を強化する直接電化ソリューションの拡大を推進す

る。

・特に短期的なガス供給の多様化対策を通じて、エネルギー供給の多様化を図る。
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・電力グリッドのインフラを近代化及びデジタル化する。

・ソーラー・ルーフトップ・イニシアチブに基づき、2026年から始まる新たな公共・商業施設や新築住宅へのソーラーパネ

ル設置の法的義務を推進する。

2022年、欧州機関は「Fit for 55」法案に含まれる様々な書類をめぐる議論を行い、リパワーEUが導入した変更に適応させ

た。その中でも特に重要なのは、再生可能エネルギー指令（RED III）、エネルギー効率指令（EED）、建物のエネルギー性能

指令（EPBD）、EU排出量取引制度指令（EU ETS）及び自動車の二酸化炭素排出規制を定める規則の改正である。

 

欧州産業戦略

2020年３月10日、新しい産業戦略が発表された。その目標は、欧州の産業が国際的な競争力を維持するための支援、2050年

までに欧州を気候的に中立にする、欧州のデジタルな未来を形成する、というものである。この戦略では、大企業から中小企

業、研究センター、スタートアップに及ぶ、欧州の全ての産業参加者を支援するための一連の法的及び法的以外のイニシアチ

ブが提案されている。これらには、エネルギー集約型産業の近代化と脱炭素化、持続可能でスマートなモビリティ産業の支

援、エネルギー効率の促進、低炭素エネルギーの競争力のある価格での確実かつ十分な供給の確保のための包括的な措置が含

まれる。また、産業戦略では、産業の脱炭素化を加速し、産業界のリーダーシップの地位を維持するために、クリーン水素に

関する欧州のアライアンスといった一連の新しいアライアンスを締結することを提案しており、低炭素産業、産業クラウドと

プラットフォーム、原材料に関するアライアンスもこれに続く。欧州委員会は、水平的な行動及び特定の技術の促進を目的と

した行動の両方といった広範な行動に加え、様々な産業エコシステムのリスクとニーズを体系的に分析する。分析の実施にあ

たり、欧州委員会は、当初2020年９月までに設立される予定であった包括的でオープンな産業フォーラムと緊密に連携してい

く予定である。

 

デジタル技術

2022年６月３日、欧州データガバナンス法（規則（EU）第2022/868号）が採択された。これは、より競争力のある欧州デー

タ経済を構築するために、EU内でのデータ共有を組織化し、奨励することを目的としている。また、米国との新たなデータ・

プライバシー・シールドに関する交渉は、2022年12月13日にEU-USデータ・プライバシー・フレームワークの妥当性判断の採択

プロセスが公表され、終了した。このプロセスが正式に採択されれば、EUから移される個人データに対して米国が適切なレベ

ルの保護を保証することが承認される。

さらに、2022年には、欧州連合内で運営されるオンラインマーケットやその他のオンラインプラットフォームを含む全ての

デジタルサービスに適用される規則を導入するデジタルマーケッツ法（DMA）とデジタルサービス法（DSA）の２つの規則が採

択された。DMAは、大規模なオンライン・プラットフォームをいわゆる「ゲートキーパー」として認定するための、厳格に定義

された一連の客観的基準を設定する。DSAは、違法な、また有害なコンテンツに関するオンライン・プラットフォームの責任に

ついて、新しい基準を定める。これにより、インターネット・ユーザー及びその基本的権利をより良く保護するとともに、域

内市場で単一のルールを定義し、中小規模のプラットフォームの成長を支援する。データ利用に関しても、欧州委員会は、

データ共有の義務、データの収益化、データアクセス等のデリケートな問題に触れる規制であるデータ法の法案を2022年２月

23日に発表し、現在、欧州レベルで議論が行われているところである。

サイバーリスクに関する懸念の高まりに促され、リスクやインシデントの管理、基幹業務への協力体制の強化を目的とした

ネットワーク及び情報セキュリティ指令（NIS2）の改正に関する議論が早々にまとまり、2022年12月27日に新しい指令（EU）

第2022/2555号が官報に公示された。この新指令は、セクターの法律、特に同じく指令（EU）第2022/2555号と同日に公表され

たデジタル・オペレーショナル・レジリエンス法（DORA）と整合性を取り、法的な明確性を持たせ、NIS2との整合性を確保す

るために行われた。

2022年９月28日、欧州委員会は、EUのデジタル戦略と人工知能に関連する２つの新しい提案を発表した。その主な目的は、

責任ルールをデジタル時代、循環経済、グローバルバリューチェーンの影響に適合させることである。

Ⅰ.製造物責任指令の改正。人身傷害、損害、データの損失に対する公正な補償を得るために、欠陥製品の責任に関する既存

の規則を近代化する。
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Ⅱ.不法行為から生じる損害に対する責任に関する国内規則の調和を図り、損害賠償の受給を容易化し、因果関係の推定に基

づく責任追及の権利を企業に与えることを目的とした、契約外の民事責任規則を人工知能（AI）に適応させるための新し

いAI責任指令。

両指令は現在、欧州レベルで検討されており、2023年を通して続くと予想されている。

 

　モビリティ

2019年に公表された「欧州グリーン・ディール」及び2020年に公表された「スマートかつ持続可能なモビリティ戦略」を受

けて、欧州委員会は2021年７月、「Fit for 55」一括法案を発表した。この一括法案には輸送手段、及び輸送セクターにおけ

る二酸化炭素排出量の削減、並びに排出量ゼロの移動手段への移行の加速に関する多数の提案が含まれている。

2022年下半期において、欧州議会及び理事会は、「Fit for 55」立法の諸々の側面について分析を進めた。

・乗用車とバンの2030年までの排出削減目標を引き上げ、2035年から販売される全ての新型軽自動車をゼロエミッション車

とすることを義務付ける、乗用車とバンに対する二酸化炭素基準の改正（最終決定待ち）

・代替燃料の供給のための公共インフラ（充電ポイント、水素供給ステーション等）の整備を目的とした、現在機関間交渉

（トリローグ）段階にある、代替燃料インフラ規制（AFIR）

・住宅への充電ポイント設置を促進するための建物のエネルギー性能に関する欧州指令（EPBD）の改正

・欧州レベルで航空輸送、道路、鉄道及び海運のネットワークインフラを相互接続することにより、地域、経済及び社会の

格差を解消することを目的とした欧州横断輸送ネットワーク（TEN-T）規則の改正

・道路交通分野及び他の交通手段とのインターフェースにおける高度道路交通システムの配置を規制するための、高度道路

交通システム（ITS）指令の改正（現在トリローグ段階）

・トリローグ段階での「ReFuelEU Aviation」と「FuelEU Maritime」の取り組みは、航空輸送と海上輸送における温室効果

ガス排出の削減を目標とし、船舶と航空機の排出制限をより厳しく設定し、再生可能燃料又は低炭素燃料を促進する措置

を想定している。

2022年11月10日、欧州委員会は、軽自動車と大型車による大気汚染の低減と大気の質の改善に向けた新しいユーロ７基準に

関する提案を発表した。

 

水素・脱炭素ガス市場パッケージ

2021年12月15日、欧州委員会は、ガス市場の脱炭素化に向けた政策パッケージ、水素を含む再生可能・低炭素ガスのシステ

ムへの普及を可能にする枠組みの定義、並びにインフラ面を含めてこの分野の市場及び組織を規律する規則を公表した。本

パッケージには、温室効果ガス排出量の70%削減を確実にする低炭素ガス認証基準が含まれている。

本パッケージはまた、再生可能・低炭素ガスの利用及び料金削減を促進する。目立つ特徴としては、水素セクターにおける

垂直的及び水平的アンバンドリング並びにネットワークの利用に関する規則があり、2030年まではより緩やかな適用となるほ

か、既存及び新規の地理的に限定された水素ネットワークに対する適用除外がある。また、欧州委員会提案は、ガス、電力及

び水素の各インフラを別個の規制資産ベース（RAB）と規定する一方で、規制当局の承認を条件として、水素ネットワークに資

金を提供するためのインフラ間の財政移転（負担はガス及び電力の最終消費者に転嫁される。）を許容している。最後に、本

パッケージの想定では、ガス輸送事業者（TSO）は国境において５%までのガス・水素混合物（いわゆるブレンディング）を受

け入れなければならず、コスト配分の手続は、ネットワーク事業者間で合意に達しない場合に規制当局の介入を規定してい

る。

議会と理事会によりトリローグで交渉する最終的な立場は、まだ決まっていない。少なくとも初期段階では、水素に関する

規制の枠組みをより緩やかにすることを提案することが見込まれる。
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再生可能水素の定義

2018年の再生可能エネルギー指令が要求するとおり、欧州委員会は、電力から生産される水素を再生可能とみなすことがで

きるための基準を定める委任法を公布する責任を負う。欧州委員会は正式に利害関係者協議を開始しており、同法は現在、採

択に先立つ審査の段階にある。上述の基準は、電解槽に電力を供給する再生可能発電所に係る追加性原則、並びに電解槽と再

生可能発電所との空間的及び時間的相関関係に関するものである。

欧州議会は、改正後の再生可能エネルギー指令に対する見解を示す中で、厳しすぎると判断した規則への反対を表明した。

 

　エネルギーシステム統合に関するEU戦略

水素戦略と並行して、2020年７月８日、欧州委員会はエネルギーシステム統合に関するEU戦略を発表した。この戦略の目的

は、各セクター（運輸、産業、ガス、建物）が孤立したコンパートメントとなっている現在のエネルギーシステムを変革し、

新たなセクター横断的なリンクを生み出し、技術進歩を活用して、2050年までに気候中立を最小限のコストで達成することに

ある。この戦略は、より統合されたシステムを実現するための38の行動を定めており、３つの柱に基づいている。エネルギー

効率次第である、より循環型のエネルギーシステム、エンドユーズセクターの直接電化の拡大、電化が困難なセクターに対す

る再生可能水素や持続可能なバイオ燃料やバイオガス等のクリーン燃料の推進である。

 

公正な移行ファンド

公正な移行ファンド（JTF）は、気候中立への移行に伴う社会経済的影響を軽減することで加盟国への支援を行うことを目的

とした、公正な移行メカニズム（JTM）の資金調達手段である。共同体レベルでJTFに割り当てられた財源合計（2021-2027年）

は17.5十億ユーロ（2018年の金額）であり、そのうち2021-2027年のEU多年度財政枠組みに7.5十億ユーロ、次世代EUに10十億

ユーロが割り当てられる。

JTFは、グリーン・トランスフォーメーションにおける労働者、企業、地域当局を支援し、ブラウンフィールドの再生と除

染、再生可能エネルギーとエネルギー効率への投資、スキルアップとリスキリング、持続可能な輸送等、特定の活動に対して

資金を提供する予定である。

2022年12月にイタリアとスペインの国家移行計画が承認され、それぞれ1.2十億ユーロと869百万ユーロ（現在の金額）の資

金が割り当てられた。

イタリアでは、スルチス・イグレシエンテ地域とターラント県において、企業や個人の再生可能エネルギー比率の向上、地

域の発電システムの多様化、社会的影響や雇用への影響の軽減等、移行の影響に対処するためのプロジェクトに投資すること

を計画している。

スペインの計画では、アストゥリアス州、ア・コルーニャ、テルエル、レオン、パレンシア、アルメリア、カディス及びコ

ルドバの各県と、マヨルカ島のアルクディア周辺の自治体が対象である。この計画では、エネルギー効率、循環型経済、再生

可能エネルギー資源（太陽光、洋上風力、再生可能水素）、国内産業の「グリーン・トランスフォーメーション」に投資する

予定である。

 

サステナブル・ファイナンス

欧州タクソノミーに関しては、特定の経済活動が気候変動との戦い（適応と緩和）に実質的に貢献しているかどうかを判断

するための技術的な審査基準を定めた最初の委任法が、2022年１月１日に発効した。さらに、2022年２月に、欧州委員会は、

ガス及び原子力エネルギー業務の基準を定めた補完的委任法を提示し、欧州議会及び理事会で承認され、2023年１月１日に施

行された。

2022年下半期、欧州議会と欧州理事会もグリーンボンド基準規則の最終案に合意するための機関間交渉（トリローグ）を

行った。しかし、主に欧州議会が提案した、サステナビリティ連動債を含む他のサステナブルボンドへの開示義務の拡大につ

いて、共同立法者は合意に至らなかった。

2022年に、欧州議会と理事会はまた、企業サスティナビリティ報告指令について合意し、2023年１月に施行された。

また、2022年下半期には、欧州委員会が2022年２月に提示した大企業を対象とした企業サステイナビリティ・デューデリ

ジェンス指令案について、理事会がその見解を採択した。しかしながら、欧州議会が作業を完了せず、機関間交渉は2023年に

延期された。
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最後に、2022年９月、欧州委員会は、強制労働により作られた製品を、欧州で作られた「国産品」とEU外からの輸入品の両

方で禁止する規制案を提示した。欧州議会と欧州理事会は、2023年にそれぞれの立場を明確にする予定である。

 

新国家補助規則

2022年１月27日、気候、環境及びエネルギーに関する国家補助についての2022年の新しい規則である気候、環境及びエネル

ギーに関する国家補助ガイドライン（CEEAG）が施行された。CEEAGは、今後数年間の脱炭素化への投資支援の指針となるもの

であり、エネルギー・セクターとエネル・グループにとって非常に重要なものである。この新規制には、再生可能かつ低炭素

エネルギーの生産補助を含む温室効果ガス排出削減の補助、高効率コジェネレーションを含むエネルギー効率の補助、水素補

助、貯蔵及びバッテリーの補助、並びに産業プロセスからの排出の削減又は防止の補助を専門とするセクションが含まれてい

る。１章全体がサステナブル・モビリティに充てられ、船舶セクターを含む電気モビリティと充電インフラの補助について規

定している。電気自動車のバッテリーや充電を含め、建造物の省エネ対策も規制されている。また、提案されたルールは、自

然又は合法的な独占的電力網への融資が国の補助に相当しないことを公式に認めている。最後に、原子力技術及び化石燃料の

補助はガイドラインの範囲から除外されており、一方、温室効果ガス排出削減の補助に関するセクションで認められている技

術のうち独立型システムを含むあらゆる種類の貯蔵が含まれている。

2022年に、包括的一括適用免除規則（GBER）の改正案のための作業が引き続き行われた。これには、エネルギー危機に備え

た、届出基準のアップデートを含む、気候、環境保護及びエネルギーに関連するセクションへの重要な変更が含まれている。

GBERは、一定の条件下で欧州連合の機能に関する条約（TFEU）に適合する国家補助の特定のカテゴリーを定義し、これらのカ

テゴリーを委員会への事前届出及びその承認の義務から除外する。この規制案では、加盟国が資金を提供する範囲を、二酸化

炭素排出量削減、サステナブル・モビリティ及び充電インフラ等、様々な種類のグリーン・プロジェクトに拡大することを提

案している。また、大規模なエネルギー集約型企業が軽減税率やシステム料金の支払免除といった形で援助を受けるために満

たさなければならない新しい環境条件、バッテリーを含む蓄電、持続可能な水素、及び再生可能エネルギー・コミュニティー

も導入される。この新規制は2023年の早い時期に発表される予定で、長期的にはこれらの主要なセクターでより大きな柔軟性

を認めることになる。

欧州共通利益重要プロジェクト（IPCEI）を支持して、国家補助に関する改正規則が2022年１月１日から施行された。この立

法は、市場の失敗を是正し、主要なセクターにおける最先端のイノベーションと技術・インフラへの投資を可能にする国境を

越えたIPCEIへの加盟国の援助を、EU経済全体へのプラスの波及効果とともに欧州委員会が評価する基準を示すものである。

欧州委員会は、改正地域援助ガイドラインの枠組みの中で、2022年１月１日から2027年12月31日まで地域援助を供与するた

めのマップをイタリア及びルーマニアについては2021年12月に、ギリシャについては2022年１月に、スペインについては2022

年３月に承認した。

2022年５月12日、欧州委員会は、COVID-19に関する国家補助暫定枠組み（COVID-19暫定枠組み）を段階的に終了することを

決定した。COVID暫定枠組みは、2020年５月19日に採択され、2021年11月18日に最終改正されたもので、国家復興・強靭化計画

（NRRP）の資金及びプロジェクトを対象としている。暫定枠組みに規定された措置のほとんどは、2022年６月30日に失効し

た。加盟国に対する投資及び支払能力支援措置の実現可能性は、2022年12月31日に失効した。しかし、2023年６月30日まで

は、債務を他の形態の援助に転換するための柔軟な移行が保証されている。我々は、COVID-19暫定枠組みで、不利な条件下で

も雇用を促進することを目的とした国の措置に対する援助の支出に取り組んでいる。

2022年３月23日、欧州委員会は、ウクライナ情勢に端を発した現在の地政学的危機の影響による電力・ガス価格の上昇に対

処することを目的とした、危機暫定枠組み（TCF）を承認した。TCFは2022年７月20日に改正され、リパワーEU計画に沿って、

再生可能エネルギーの導入加速と産業プロセスの脱炭素化の促進に関する新しい措置が盛り込まれた。2022年10月には、再生

可能エネルギーの開発をさらに簡素化し、TCFをエネルギー危機に対応した緊急措置（例えば、需要削減策）と整合させ、電力

取引市場における流動的な担保に政府保証を含めるための追加改正が承認された。TCFが承認されて以来、2022年末までに約

672十億ユーロが支出された。具体的には、承認された国家補助の53%はドイツ、24%はフランス、７%はイタリアが通知してい

る。

2022年10月19日、欧州委員会は研究、開発及びイノベーションに関する国家補助フレームワークの改訂版を発表した。
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国家補助の事例

欧州共通利益重要プロジェクト（IPCEI）である水素技術（カルレンティーニ）プロジェクトの一環として、当社は、欧州委

員会競争総局（市場の失敗補助）からの情報の要請に対する解答に貢献し、また、当プロジェクトがブリュッセルにおける最

終通知段階で選定されるよう、積極的評価に貢献した。2022年７月15日にIPCEI水素技術プロジェクトが承認された。これと並

行して、2022年９月21日に承認されたIPCEI水素産業又はIPCEI Hy2Useで実施するプロジェクトの選定作業が開始された。

2022年、我々は、COVID-19暫定枠組み及び危機暫定枠組みに関連して、欧州委員会が当グループにとって重要な国に対して

認可した資金を引き続き監視した。

2022年６月８日、欧州委員会は、化石燃料発電所の発電コストを引き下げ、イベリア市場の卸電力価格を引き下げることを

目的とした、スペインとポルトガルによる8.4十億ユーロの国家援助を承認した。

2022年７月26日、欧州委員会は、ウクライナ危機の影響を受けた中小企業・中堅企業を直接助成金で支援するイタリアの700

百万ユーロのスキームを承認した。これと並行して、ウクライナ危機の状況下でセクターを超えた企業を支援するためにイタ

リアが提案した10十億ユーロの融資保証スキームも承認した。

2022年９月５日、欧州委員会は、電力貯蔵施設の投資及び運営支援のための補助金を提供する341百万ユーロのギリシャのス

キームを承認し、一部は復興・強靭化ファシリティから提供されることとした（事例SA.64736）。

2022年９月30日、欧州委員会は、危機的状況にある天然ガスと電力の取引信用リスクの再保険（SACE）のための２十億ユー

ロのイタリアのスキームを承認した。

2022年10月５日、欧州委員会は、ポスト・イタリエンヌの充電インフラ構築を支援する21.1百万ユーロのイタリアの施策を

承認した。

2022年11月15日、欧州委員会は、環境性能の低い船舶をクリーンなゼロ・エミッションの船舶に置き換えるため、新船舶の

取得や既存船舶の改修に直接補助金を提供する500百万ユーロのイタリアのスキームを承認した。

2022年12月20日、欧州委員会は、ウクライナ危機を背景とした企業支援のため、最大23十億ユーロの予算増額を含むイタリ

アの既存の保証制度の改正を承認した。なお、同措置の全体予算は33十億ユーロを超えることはない。

NRRPに基づく当グループの優先プロジェクトの国家補助の側面に関する評価に、2022年も引き続き支援を行った。

 

市場収入上限

2022年10月、理事会はエネルギー価格低減のための緊急措置に関する規則を承認した。同規則には、インフラマージナル発

電事業者（再生可能エネルギー、原子力発電等）の市場収入の上限を180ユーロ/MWhとすることが盛り込まれている。この閾値

を超える収益は、2022年12月から2023年６月まで90-100%の税率でクローバック税が課され、エネルギーコスト負担を助けるた

めに顧客に再分配される予定である。このEUが課した閾値は、多くの加盟国で記録されているインフラマージナル発電の平均

価格よりも高い。多くの加盟国は、さらに厳しい措置を採用している。

 

連帯税

原油、天然ガス、石炭及び精製部門で活動する欧州連合の企業及び恒久的施設によって生み出される余剰収益は、加盟国が

同等の国内措置を制定していない限り、強制的な一時的連帯拠出の対象となる。加盟国は、制定された同等の国内措置が同様

の目的を共有し、規則に基づく一時的な連帯拠出のためのものと同様の規則の対象となり、連帯拠出のための見積もりと同等

かそれ以上の収益を生み出すことを保証しなければならない。原油、天然ガス、石炭及び精製部門で活動するEU企業及び恒久

的施設（単に税務上の連結グループに属するものを含む。）に対する一時的連帯拠出は、2022事業年度及び／又は2023事業年

度において並びにその全期間について、国内税法に基づいて決定される課税利益であって、2018年１月１日以後に始まる４事

業年度の国内税法に基づいて決定される平均課税利益の20%増を上回るものを対象に計算するものとする。これら４事業年度の

課税利益の平均がマイナスの場合、一時的連帯拠出の計算上、平均課税利益はゼロとする。
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事業ライン別の規制枠組み

 

火力発電及び取引

 

イタリア

 

発電及び卸売市場

スルチス発電所、ポルトフェッラーイオ発電所及びアセミニ発電所は、2022年及び2023年についても費用補償制度の対象で

あると宣言された。ポルト・エンペードクレ発電所は、2025年まで長期費用補償の対象であり、その一方で、さらに小さな島

に所在する発電所は、それらの発電所にとって必要不可欠であると宣言された全ての年（2022年及び2023年を含む。）につい

て自動的に費用補償の対象となる。費用補償制度への参加により、上記の発電所の運営費用の補償範囲が保証される（投下資

本利益率を含む。）。発電費用の補償（発電所の収益差引後）は、エネルギー、ネットワーク及び環境規制当局（ARERA）に

よって認められており、事業者により提出された申請に基づき、後払い及び最終的なバランス支払が認められる。

2022年及び2023年について、残りの必要不可欠な発電容量は代替契約に基づいて契約が行われ、かかる代替契約は、付属

サービス市場（ASM）において、固定のプレミアムについてARERAが設定した手法を用いて定められた価格を上回らない／下回

らない価格に増額／減額することを提示する義務を規定した。

2022年、ARERAは、天然ガスの費用構成要素に加え、費用補償制度の対象で代替契約に基づく重要な発電所について生じる排

出量取引システム（ETS）の義務に関連する料金につき、ベンチマーク価格の変動が高まる環境下でこれらの料金の基礎となる

商品のスポット価格をより正確に反映するために、評価基準を改定した。

具体的には、決議第452/2022/R/eel号により、ARERAは、天然ガスの費用に関連する評価基準を改定し、2022年10月１日よ

り、従来の四半期毎のインデックスメカニズム及びTTFプラットフォーム上で記録されていた関連価格に代わる、国内調整市場

で記録される週次の価格インデックスを導入した。

これらの規則は、決議第532/2022/R/eel号により2023年に確認され、これによりARERAは、ETSの義務における費用構成要素

を算出するために、2023年に月次から週次のインデックスへと移行することを定めた。

2022/2023サーマルイヤー（2022年10月１日から2023年９月30日）にかけてのガス供給問題に対処するため、法令第14/2022

号（いわゆる「ウクライナ令」）により、エコロジー移行省（以下「MiTE」という。）は、テルナに対し、非ガス代替燃料を

動力源とした300MW超の発電能力を有する発電所による火力発電及びバイオ燃料による発電を最大化するよう要求することが認

められた。同法令には、管轄機関が、発電量が最大化される発電所の運営に必要となり得る環境に関する権利放棄書の発行に

ついて協力し、かかる発電所のための供給規則の制定及び措置の実行に伴い生じる費用の補償をARERAに対して要請する措置が

含まれている。

2022年９月１日付けのMiTEのガイドラインにより、MiTEはテルナに対し、1.8十億立方メートル相当のガスの節約を可能に

し、環境に関する権利放棄書の行使を最小化するため、2022年９月19日から2023年３月31日の期間にガスに代わる発電最大化

計画の策定及び実行を要請した。

テルナは、参加する発電所を指定し、９月19日に発電量最大化計画を開始した。これには、エネルのスルチス発電所、フ

シーナ発電所、トーレヴァルダリガ・ノード発電所及びブリンディジ発電所が含まれている。

決議第430/2022/R/eel号により、ARERAは、以下を策定した。

・　費用補償制度の対象となる重要な発電所と既にみなされている発電所（スルチス発電所）については、既存の供給及び発

電に係る費用補償の規則が引き続き適用される。

・　その他の発電所について、事業者は、テルナが発表した最大化計画に関連する入札を、エネルギー市場における最低技術

価格及びASMにおける各発電所単位で認識された変動費用（RVC）で提示する必要がある。テルナは、エネルギー市場価格

とRVCとのプラスの差額の一切を事業者に支払うが、RCVよりも高い場合には、テルナはASMで販売するための入札が認めら

れた事業者に対して、先行日の市場ゾーン価格を支払う。収益が最大化期間に生じた固定費用をカバーするのにさえ不十

分な場合には、事業者はARERAに対し、これらの費用補償を請求することができるが、最大化手続の開始以前についての、

報酬及び発電所に投下された資本の償却は除外される。

決議第433/2021/R/eel号により、ARERAは、2022年の費用補償の対象となる重要な発電所に対する投下資本報酬率を、2021年

の決定と同じ７%のままに据え置いた。
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決議第532/2022/R/eel号により、ARERAは2023年から、費用補償制度の対象となる電力システムの安全性に不可欠な発電所へ

の設備投資に対する名目報酬率を決定する方法を改定した。新たな方法においては、決議第614/2021/R/com号（TIWACC）に基

づくインフラ・サービスの報酬に関する現行規則に基づいて実質WACCを算出し、さらに該当年のECBによるインフレ予想に基づ

く名目WACCに換算する。より具体的には、WACCは、配電付加価値（0.4）と等しく設定された特定のリスク（ベータ資産）を除

外し、送電指標を適用することで得られる。これには、費用補償制度の対象となる重要な発電に関連した追加の料金及びリス

クを考慮するための0.2%のアドオンも含まれている。かかる決議は、新たな方法を用いて2023年の名目WACCを11.9%と定めてお

り、かかる数値は、算出に用いられた金融指標の変化に基づき毎年調整される予定である。

2019年６月28日、経済開発大臣は、容量報酬の仕組み（容量市場）を管理する最終的な規則を承認する法令を発表した。

2019年11月６日及び11月28日に、それぞれ2022年及び2023年についての２つのオークションが行われた。エネルは、いずれの

年の容量も落札した。多くの事業者及びセクター別の事業者団体は、ロンバルディアの地方行政裁判所に対して、同法令及び

２つのオークション結果に異議を唱えた。

２事業者がまた、EU裁判所においてイタリアのかかる仕組みを承認した欧州委員会の決定に対する異議を申し立てた。2022

年９月７日付けの２件の判決において欧州一般裁判所は訴えを退け、申立人である２事業者は、EU司法裁判所に控訴しないこ

とを決定し、したがって、訴訟は終結した。ロンバルディアの地方行政裁判所においては、これらの訴訟は未だ係争中であ

る。同裁判所は、これらの訴訟につき予備的な問題があるとして、EU裁判所の判決が出るまで、2021年４月に訴訟を延期して

いた。

2021年10月28日付けの環境移行大臣令（MiTE）により、新たな容量市場規制が承認された。それは、2024年以降に行われる

オークションに適用される予定である。この法令の施行後、テルナは、2024年についてのオークション手続を開始し、かかる

オークションは2022年２月21日に実施された。エネルは、2024年に供給する約10.4GWの既存容量についての年間契約、及び

2024年から2038年の15年間につき約1.5GWの新規容量契約を落札した。同法令に従って、2024年についてのオークションの結果

は、2025年についてのオークションを開催するかどうかを判断する基準として使用される。

2021年12月、２事業者が、ロンバルディアの地方行政裁判所に、2021年10月28日付けMiTE省庁間法令、テルナの2021年容量

市場規則、及び2024年（及びおそらく2025年）に関する容量オークションの実施枠組みを規定するARERA決議について、２件の

異議を申し立てた。2022年５月、同社らは、テルナが公表した2024年に関する主なオークションの結果の詳細レポートについ

ても、異議を申し立てた。

2022年３月、ARERAは、容量市場の基準価格の計算方法を変更する緊急措置について決定した、決議第83/2022/R/eel号を公

表した。この決議は、最近数ヶ月間に見られた市場の異常な変動性に対処するために採択されたもので、ガス費用に関係する

要素及び基準価格の計算に含まれる発行手数料を毎日物価にスライドさせるメカニズムを導入した。新たな手法は、基準価格

を月１回物価にスライドさせることを規定する現行の方式に取って代わるものである。変更は2022年３月５日から実施され、

その後ARERAが別の措置を公表するまで適用される。

決議第523/2021/R/eel号により、2022年４月１日以降、EU規制枠組みを実施する際の不均衡について規定したルールが変更

されて「単一料金」メカニズムが拡大され、付属サービス市場（ASD）について承認されたものを含め、全てのユニットの不均

衡に値を割り当てることとなった。この改革により、ASDについて承認されたユニットに従前適用され、より費用の高かった二

重料金メカニズムが廃止される。新たな規制は同時に、システム費用の増加につながるおそれのある不均衡を抑制するため、

ASDについて承認されたユニットのマクロゾーンの非裁定料金を拡大適用し、ディスパッチ命令の不遵守に対する違反費用の体

系を改定する。

2021年11月末に、再生可能資源からのエネルギーの使用の促進に関する指令第2018/2001号を実施する法令第199/2021号が、

官報に掲載された。この法令は、自家消費及び再生可能エネルギー・コミュニティの構成についての規定も含んでいる。自家

消費及び再生可能エネルギー・コミュニティについては、イタリアでは既に、法律第8/2020号（「ミレプロローゲ」オムニバ

ス拡張法令である法令第162/2019号の批准）により導入された実験的規則及びその後の実施措置（ARERA決議第318/2020/R/eel

号及び経済開発省の2020年９月16日付け省令）により規定されている。2022年12月27日、法令第199/2021号の施行に伴い、

ARERAは、エネルギー・コミュニティ及び分散型自家消費の配置のための新たな規制枠組みを定める、連結分散型自家消費法

（TIAD）を承認した。環境・エネルギー安全保障省（MASE）は実験的規則に規定されている共同自家消費の配置又は再生可能

エネルギー・コミュニティに含まれる再生可能エネルギーの発電所に対するインセンティブ・メカニズムを更新しなければな

らない予定である。MASEが実施措置を採択するまでは、移行規則が適用される予定である。
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2022年３月28日付け法律第25号により承認された2022年１月27日付け法令第４号は、再生可能エネルギーを動力源とし、エ

ネルギー会計を通じてインセンティブを受領する発電所、並びに再生可能エネルギーを動力源とし、インセンティブを受領し

ておらず、かつ、2010年１月までに運転を開始した全ての発電所について、補償制度を導入した。発電事業者は、市場価格、

又は先物売りの契約価格と、当該法令において各市場ゾーンにつき特定された参照価格との差分を補償しなければならない

（平均60ユーロ/MWh）。このメカニズムの実施手続については、ARERAが決議第266/2022/R/eel号において明示している。2022

年９月21日付けの法律第142号により承認された2022年８月９日付けの法令第115号は、当初2022年２月から12月であった適用

期間を2023年６月まで延長し、かつ垂直的に統合されたグループに対し、グループ会社（発電事業者以外を含む。）がグルー

プ外のその他の自然人又は法人と締結した契約のみが適格であると定めることにより、１月の措置に対するいくつかの改定を

加えた。2022年12月１日、ロンバルディアの地方行政裁判所は、複数の事業者から提起された異議申立てを認め、決議第

266/2022/R/eel号及び技術基準を無効とした。2023年１月18日、国務院はARERAから提出された予防的要請を認め、決議第

266/2022号を復活させる命令を公布した。最終的に、EU規則第1854/2022号に代わる2023年予算法（2022年12月29日付け法律第

197号）は、補償制度を2022年１月27日付け法令第４号で網羅されない発電所に拡大し、180ユーロ/MWhの上限を設定してい

る。

2022年３月１日付けの法令第17号第21条は、国内備蓄を利用可能容量の最低90%まで満たすために、特殊な備蓄条件、可変的

な備蓄スペースへの割当て方法及びそれに対応する注入義務も通じて、ガス注入サイクルの最適化を要請している。

実施規制の公布にあたり、決議第110/2022/R/gas号を通じ、ARERAは、可変的な備蓄容量を割り当てる際の全ての手続に係る

準備費用をゼロに設定することにより、ガス備蓄の充填を促進することを企図した。同決議はまた、ガス圧縮及び処理プラン

トの技術的消費に関連する費用は、備蓄利用者に請求しないことを定めている。

また決議第165/2022/R/gas号により、ARERAは、ガス備蓄の充填をさらに促進させるためのメカニズム（いわゆる「ストッ

ク・ボーナス」）を導入した。より具体的には、かかるメカニズムは、注入段階の終了時におけるガス備蓄量に基づき、備蓄

プレミアムを利用者に支払うことを要請している。

 

イベリア半島

 

ウクライナ戦争の経済的及び社会的影響に対する国家対応計画の一環として緊急措置を採択した３月29日付け法令第6/2022

号並びにウクライナ戦争の経済的及び社会的影響に対応し、ラ・パルマ島の経済的及び社会的な脆弱性及びその回復に対処

するための一定の措置を採択し延長する６月25日付け法令第11/2022号

2022年３月30日、ウクライナ戦争の影響に対する国家対応計画の一環として複数の措置を承認する３月29日付け法令第

6/2022号が、スペイン政府官報に掲載された。この法律は、エネルギー部門を対象とした様々な措置を含み、その一部は６月

25日付け法令第11/2022号により2022年12月31日まで、10月18日付け法令第18/2022号及び12月27日付け法令第20/2012号により

2023年12月31日まで、延長された。最も重要な措置のいくつかは、以下のとおりであった。

・　９月14日付け法令第17/2021号が排出ゼロ発電所に対して定めた支払義務は、天然ガス価格の価値が卸売電力価格に組み込

まれた後にこれらの発電所が得ていたと推定される利益の増加分に比例して、2022年12月31日まで延長される。2022年３

月31日以前に価格を固定した先物契約でヘッジされた電力は、このメカニズムの適用を免除される。期間が１年以上で、

2022年３月31日以降の固定価格が67ユーロ/MWh以下のヘッジ商品は除外される。同一事業グループ内の発電事業者と小売

業者との間の双務契約の場合、ヘッジ価格は売主が最終消費者に転嫁する価格とし、この場合、除外される固定価格は、

当該部門の平均マーケティング・マージンに67ユーロ/MWhを加算した値となる。

・　例外として、再生可能資源、コジェネレーション及び廃棄物発電所の報酬パラメーターは、2021年下半期の市場価格と二

酸化炭素の先物価格を考慮して、法令の発効から２ヶ月以内に省令により更新される予定である。さらに、2023年以降、

これらの発電所によるエネルギーの先売りを促進するため、市場価格からの乖離に対する調整メカニズムが廃止される。

しかし、５月13日付け法令第10/2022号により、市場価格からの乖離に対する調整メカニズムが復活し、想定価格に関連し

た先物基準が組み込まれた。

・　新規の再生可能エネルギー発電所又は建設中の発電所、75MW以下の風力発電所、及び150MW以下の太陽光発電所（接続線が

15kW未満の場合）について、承認手続の合理化を進めるために策定された具体的かつ簡素化された手続。
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・　アクセス入札に関しては、法令の公表から２年間、容量入札が行われたノードにおいて、利用可能な予約容量の10%が自家

消費用の（送電網又は配電網に接続された）再生可能エネルギー発電所に解放されることになる。

・　例外的に、2023年から2025年の間、配電会社は、再生可能資源による電力供給及び自家消費を可能にするために、ネット

ワークの容量を増やす具体的な行動を投資計画で定めなければならず、それは毎年制度によって支払われる報酬の対象と

なる投資の最低10%を占めなければならず、主に再生可能エネルギーのアクセス能力が不足している地域を対象としていな

ければならない。

・　戦略的な天然ガス備蓄は20日分から27.5日分の消費量に増加され、柔軟性が増す見込みである。

 

卸売電力価格を引き下げるため一時的な発電費用調整制度を策定する５月13日付け法令第10/2022号

2022年５月14日、５月13日付け法令第10/2022号がスペイン政府官報に掲載された。これは、卸売電力価格を引き下げるため

一時的な発電費用調整制度を策定するものである。この措置により、利益がほとんど出ない化石燃料技術の発電費用を調整す

る制度が確立された。卸売市場の決済価格を2023年５月31日まで調整額と同額引き下げることが狙いである。

この制度に基づく調整は、火力発電所が消費するガスの基準価格（６ヶ月間は40ユーロ/MWh、その後１ヶ月毎に５ユー

ロ/MWhずつ70ユーロ/MWhまで増加する。）と、スペインで設立されたガス市場（MIBGAS）のスポット価格との差額に基づく。

この制度は、規制報酬枠組みの対象に含まれない複合サイクル、石炭及びコジェネレーションの発電所に適用される。調整金

額は、卸売市場価格と直接関連する価格でエネルギーを購入している、又は卸売価格設定制度の有益な効果を既に考慮した契

約を締結又は更新しているという理由で、直接恩恵を受けるイベリア半島の需要の一部に分配される。後者に関しては、蓄電

池や揚水設備等の貯蔵設備や、補助的な発電サービスのための供給設備は、この制度の費用の支払が免除される。

この制度の発効には欧州委員会の承認を要したが、これは2022年６月８日に下された。これを受けて環境移行・人口問題省

は、（６月15日の市日に関する）この制度の適用開始日を2022年６月14日と定めた６月８日付け命令第TED/517/2022号を承認

した。また、この法令には以下が含まれる。

・　新たな自主的な小売消費者価格（PVPC）エネルギーコスト計算式の適用を2023年初めから開始できるよう、製品バスケッ

ト（年間、四半期及び月間）に基づく価格要素と日次及び日中の市場価格要素を組み込んだ先物市場価格への参照を導入

する指令が出された。したがって、同省は、PVPCエネルギーコスト計算式を修正し、日次及び日中の市場価格要素に加え

て製品先物バスケットを組み込むための命令の作成に関する聞き取りを開始した。さらに、参照市場の運営者による社会

料金の資金調達コストが、PVPCに組み込まれる。命令の草案は、PVPCの適用範囲も修正し、契約容量が10kWを超えない居

住顧客及び零細企業に適用される見込みである。最後に、半島外地域の規則にも変更がなされた。

・　再生可能、コジェネレーション及び廃棄物の施設の導入に関する制度は、市場価格からの乖離に対する調整メカニズムを

再導入し、価格予測に価格バスケットを取り入れるよう修正され、日々の市場と先物基準（年間、四半期及び月間）の両

方が、異なるウェイトで含まれることになる。

 

エネルギー分野の緊急措置として、コジェネレーションの発電所の報酬システムの適用並びにEU圏内における特定燃料の移

送、輸入及び獲得に適用される付加価値税（VAT）の料率の一時的な引き下げを採択した９月20日付け法令第17/2022号

2022年９月21日、９月20日付け法令第17/2022号が公布され、エネルギー分野における複数の緊急措置が盛り込まれ、一部は

その後、12月27日付け法令第20/2022号により延長された。採択された措置は、以下のとおりであった。

・　５月13日付け法令第10/2022号が定める発電費用に対する調整メカニズムを支持し、コジェネレーションの発電所が規制報

酬枠組みを一時的に放棄する選択肢。

・　システム運営者により管理される入札を通じた、新たな積極的需要対応サービスの創設。

・　ネットワーク送電容量の決定における柔軟性の向上、及び再生可能エネルギー・プロジェクトに関する合理的かつ簡潔な

手続。

・　2023年12月31日までの、天然ガス、ペレット、練炭、薪の供給に対するVATの料率の21%から５%への引き下げ。

・　2022事業年度における収益と費用の間の一時的な不均衡及び一過性の乖離をカバーするための、2021年の剰余金の全額充

当。
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エネルギー消費者の保護を強化し、「エネルギー安全保障高度化プラン (+SE)」の適用に伴う天然ガスの消費削減に貢献す

るための措置に加え、公共部門従事者の報酬に関する措置及び干ばつの影響を受けた季節農業従事者を保護するための措置

を承認した10月18日付け法令第18/2022号

2022年10月19日、法令第18/2022号が公布され、「エネルギー安全保障高度化プラン(+SE)」に含まれる措置のいくつかを実

施している。最も重要な特徴は以下のとおりである。

・　９月14日付け法令第17/2021号により導入された、国際市場における天然ガス価格の高騰により生じた電力市場の過剰報酬

を削減するためのメカニズムを2023年12月31日まで延長すること。

・　半島外地域における燃料の供給のためのオークションを規制する命令が承認されるまで、送電の効率向上と過剰な費用の

削減を図るため、月次計算に基づく新たな動的送電価格システムが、半島外地域に適用される予定であること。

 

大規模資産に対する一時的な連帯税を創設し、一定の税制を改正することにより、信用機関及び金融信用機関に対する一時

的なエネルギー賦課金及び税を定める12月27日付け法令第38/2022号

2022年８月30日、社会党議員グループ及び与党は、エネルギー部門及び銀行部門に一時的な賦課金を課す法案を提出した。

同法は、スペイン議会により承認された後、2022年12月28日にスペインの官報において公布された。

この法律に基づくエネルギー賦課金の主な特徴は、以下のとおりである。

・　2023年及び2024年において、前暦年度にスペイン国内で行われた活動から生じた純売上高に対し、1.2%の一時的な賦課金

が課され、その支払義務は、当該暦年の初日から発生する。

・　純売上高には、仕入税として支払われるか又は発生した、炭化水素税、カナリア諸島の石油由来燃料に対する特別税、セ

ウタ及びメリリャにおける燃料及び石油製品に係る追加徴収金に関連する収益を含まない。また、規制価格（電力に対す

るPVPC並びにガス、ボトルLPG及びパイプLPGに対するラストリゾート料金（TUR））による供給といった規制活動に関連す

る売上高、電力及び天然ガスの送配電網の規制収益、そして本土以外における規制報酬及び追加報酬を伴う発電の場合に

は、市場及び配電サービスから受領した一切の収益をも含む全ての発電所収益も除外される。

・　エネルギー部門における主要事業者とみなされる個人又は企業は、2019年の年間の純売上高が1,000百万ユーロを超えるか

又は2017年、2018年及び2019年における適格活動による純売上高が当該年の純売上高総額の50%を超える場合に、賦課金が

適用されることとなる。また、主要事業者には、スペインにおいて原油、天然ガスの生産、石炭採掘、石油精製に関連す

る活動を行い、さらに賦課金の支払義務が生じる前年において売上高の最低75%を抽出、採掘、石油精製又はコークスの製

造に関する経済活動から生み出した、一切の企業又は個人が含まれることも定めている。

・　連結ベースで課税される税グループに属する会社の純売上高は、グループ全体に基づいて算出される。

・　かかる税は、法律上、公共性を有する租税ではない賦課金として分類され、法人所得税に関する控除や、顧客又は第三者

への転嫁はできない。

 

ウクライナ戦争の経済的及び社会的影響への対応措置並びにラ・パルマ島の再興及びその他の脆弱性に対する支援措置に関

する12月27日付け法令第20/2022号

2022年12月28日、12月27日付け法令第20/2022号が公布され、同法令は、以下の最も重要な特徴を有する。

・　５月13日付け法令第10/2022号により導入された適用除外範囲には、2013年以前に承認された50MWから100MWの発電容量を

有する廃棄物由来エネルギー発電所が含まれており、これによりかかる発電所は、コジェネレーションの発電所が現在許

可されているのと同様に、特定の規制報酬枠組みへ組込まれることの一時的な免除が認められている。

・　再生可能エネルギー部門における投機的操作を防止し、管理プロセスへの負担を回避するため、容量入札のために留保さ

れたノードに関して申請されたいくつかの手続は、18ヶ月間停止する。

・　再生可能エネルギー発電所に対するプロセス承認手続の簡素化及び迅速化が向上した。

・　自家消費用エリアにおいて、自家消費に用いられる太陽光発電システムがグリッドに近接しているとみなされる距離が、

1,000メートルから2,000メートルに延長され、これらは、屋上に加えて、工業用地や発電を主たる目的としない構造物の

上にも設置されることがある。
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・　送電に関し、2023年３月31日までに政府は、エネルギー転換を促進し、産業バリューチェーンの発展を可能にさせる重点

施策を盛り込むために、送電網の整備計画の修正に着手する予定である。例外的に、かかる施策は再生、変革及び回復計

画により一部資金提供されることがあり、送電会社の投資制限の対象とはならない。

・　天然ガス価格の上昇を相殺するため、ガス多消費型企業は、支援を受けられるようになる。

・　最後に、天然ガスの供給契約をより柔軟にするために制定された数々の措置は、2023年12月31日まで延長された。

 

再生可能エネルギーオークション

再生可能エネルギーの経済体制の下で行われた１回目のオークションの規則を定め、2020年から2025年にかけての指示予定

表を定めた12月４日付け命令第TED/1161/2020号の規定に基づき、2022年７月28日に、2022年７月18日付け決議が公布され、再

生可能エネルギーの経済体制の下で行われる３回目のオークションが公表された。2022年10月25日に行われたオークションで

は、合計380MWが割り当てられた。同様に、2022年８月５日に公布された2022年８月２日付け決議は、４回目のオークションを

公表し、2022年11月22日に行われたオークションでは、3,300MWが落札のために割り当てられた。

さらに、2022年には、様々な省令が承認され、構造物に対する報酬パラメーターの一部を更新し、2023年から始まる６ヶ月

の規制期間のパラメーターを更新するための取組みが開始された。

 

送電網の一部ノードのアクセス容量の入札

2022年６月10日、環境移行・人口問題省は、送配電網へのアクセス及び接続（総容量5,844MW）に関する12月29日付け法令第

1183/2020号の規定に従い、送電網の一部ノードのアクセス容量の入札を行うための命令案の作成を開始した。

さらに、2022年８月９日には、送電網の一部ノードのアクセス容量の追加の入札を実施する決定が盛り込まれた、2022年８

月３日付けエネルギー省長官決議が公布された。

 

半島外地域における燃料令

2022年12月30日、半島外地域における燃料供給のオークションを規制する必要性及びその他の技術的側面についての2021年

11月16日付けスペイン最高裁判所判決1337/2021を履行する、命令第TED/1315/2022号が公布された。

同命令は、２年毎に開催され、発電所に導入される製品（又はバレアレス諸島からのガスの場合は原料）を対象とした燃料

オークションの実施手順について定めている。かかるオークションは、オークションが開催されるか、又はオークションが行

われない若しくは取りやめになるまで適用される、基準価格を10%（天然ガスの場合は３%）引き上げた値である開始価格に基

づくリバース・オークションとなる。2022年１月27日以降、天然ガスの基準価格は、イベリアガス市場（MIBGAS）における価

格となり、一方その他の燃料については、一連の国際指標に基づいて決定され、適用ある場合はプレミアムが付加される。同

命令はまた、製品を発電所へ配送する際の流通費用も認識しており、これは３年毎に修正され得る。

加えて、同命令は、カナリア諸島及びメリリャにおいては天然ガスを、カナリア諸島においてはLPGを、その他の低汚染燃料

とともに使用することについても規定している。

 

ヨーロッパ

 

ルーマニア

エネル・グリーン・パワー・ルーマニア

同社の財政状態は、2021年11月以降に課されているエネルギー移行の連帯基金により影響を受けた。2022年１月から８月の

期間において90ユーロ/MWhを超える収益の約80%、及び2022年９月から12月の期間において90ユーロ/MWhを超える収益の100%が

徴収された。調整費用及び金融取引費用は、最大90ユーロ/MWhまで負担しなければならず、これにより、様々な取引を通じて

契約上又はヘッジング若しくはカバレッジの要件を満たすため調整エネルギーを購入しなければならなかった発電事業者の収

益性にマイナスの影響をもたらした。発電事業者は、現物商品又は金融商品を通じて取引業者と取引される電力についてエネ

ルギー移行基金に支払うための拠出金を差し引かねばならない。
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エネル・トレード・エナジー

取引業者、取引に従事する供給者及び電力又はガスを販売する集積事業者は、有効となる2022年９月１日から2023年８月ま

で、エネルギー移行基金への新たな拠出金の支払を要請されている。かかる業者らは、取引活動について２%の売上利益を認め

られ、利益の差額は基金に払い込まれる。

 

ロシア

電力及び容量市場

2022年４月13日付け政府令第238号は、長期容量供給契約期間（DPM）の終了後、2022年１月１日から長期容量オークション

（KOM）を通じて容量販売を開始する発電事業者の規制容量料金に対して7.4%の指数化率を規定した。

 

ラテンアメリカ

 

チリ

料金改定－一時的な電力価格安定化措置の導入

2019年11月２日、エネルギー省の法律第21.185号が公布され、料金規制の対象となる顧客のために一時的な電力価格安定化

措置が導入された。その結果、2019年下半期に規制顧客に適用される価格は、2019年上半期に適用された価格（法令第

20T/2018号）に引き下げられ、「規制顧客向け安定価格」（PEC）と定められた。

2021年１月１日からこの措置が終了するまでの間、適用される価格は、電力法第158条に基づき６ヶ月毎に設定される価格と

なり、消費者物価インフレを調整した上記のPECのレベルを超えてはならない。

安定化措置の適用により請求された額と、様々な配電会社と合意した契約条件に従って適用されたであろう価格を考慮して

請求されうる理論上の額との差額は、2023年まで1,350百万米ドルを上限として発電会社に発行される請求に対する債権として

会計処理される予定である。これらの差額は米ドルで認識され、2025年末まで利息は発生しない。発電会社に有利な不均衡

は、2027年12月31日までに回収されなければならない。基金の上限は、2022年１月に達した旨に留意されたい。

2022年８月２日、エネルギー省は法律第21.472号を公布し、料金安定化基金及び料金規制下の対象となる顧客のための一時

的な電力価格安定化に関する新たな措置を制定した。同法は、電力サービス一般法に準拠する公共配電サービスの事業権保有

者によって供給される価格規制の対象となる顧客のために、法律第21.185号の規定を補完して、エネルギー価格を安定させる

暫定顧客保護メカニズム（TCPM）を制定するものである。TCPMの目的は、配電会社がエネルギー要素及び電力要素に対して最

終顧客に請求する額と、電力供給についての発電会社への支払に相当する額の間で生じる差額を支払うことである。TCPMの運

用に充てられる財源は、1,800百万米ドルを超えることはできず、その利用可能期間は、法の適用に由来する残高が無くなるま

で延長される。2023年以降、国家エネルギー委員会は、2032年12月31日を超えない日までの６ヶ月毎に残余最終勘定の支払総

額を見積もらなければならない。

 

アルゼンチン

料金改定－新決議

アルゼンチンの発電セクターは、自家発電所を所有する企業で成り立っている。発電会社は、発電エネルギー及び保有容量

を、市場規制当局であるCAMMESSAにより設定された価格で市場において販売する。CAMMESAは、その後の料金調整又は割引につ

いても同様に行う。

決議SE第826/2022号により、エネルギー事務局は、2023年国家予算において想定されたインフレ予測に沿って、2023年は発

電会社に対し、合計引上げ率が60%に上る２回の料金引上げを承認した。

前述の決議が対処する主な点は、以下に要約される。

・　2023年の報酬引上げ

―　2023年２月＝25%

―　2023年８月＝28%

・　さらに、2022年の引上げが遡及的に承認された。すなわち、９月から20%増、12月から10%増である。

・　火力発電のピーク時に利用可能な電力に対する報酬の定義に変更がなされ、ピーク時に利用可能な電力に対する報酬が、

より一般的に参照されるようになった。

・　提供保証の利用可能性（DIGO）違反が生じた際でも、報酬額は今後、火力部門の報酬による影響を受けない。

・　CAMMESAは、発電機の効果的な運用効率を確保するために、発電所の稼働状況について監視しなければならない。
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ブラジル

水力発電所の物的保証の通常改定

11月30日、鉱業・エネルギー省は、５年毎に実施される、全国連携システム（SIN）における集中配電水力発電所の物的保証

の通常改定を伴う、省令第709/2022号を公布した。カショエイラ・ドゥラダ及びヴォルタ・グランデの水力発電所は、現状の

物的保証を各々374.6MWmed及び219.1MWmedと５%削減した。これらの水力発電所についての見直しは、当グループが既に想定し

ていた措置であった。

 

エネル・グリーン・パワー

 

イタリア

2019年７月４日付け省令は、太陽光発電システムを含む設備容量及び技術グループに応じて、オークション及び登記に基づ

く競争手続を規定した。特に、2021年10月までに以下により７つの手続が行われた。

・　容量が１MW超の発電所に係るオークション。

・　容量が１MW未満の発電所に係る登記。

これまでの法令と異なり、2019年７月４日付け省令は、落札者がゾーン価格とオークション価格との間のプラスの差異を返

還するという差異についての双方向契約を通じて再生可能資源を支援するための新しい方法を規定している。

2022年３月31日現在、インセンティブ措置が終了となる上限が5.8十億ユーロであるのに対して、指標となる累計年間費用は

約731百万ユーロであった。

2021年11月30日、再生可能資源からのエネルギーの利用促進に関するEU指令第2018/2001号を国内法化した2021年11月８日付

け法令第199号（REDⅡ法令）が官報に掲載された。

この法令は、2019年７月４日付け省令に言及されたオークション手続において割り当てられなかった容量は、今後５年間の

新たなオークションの予定が公表されるまで、2022年のその後の手続においてオークションにかけられると定めている。かか

る新たな予定が決定されるまでの間、2022年には３つの追加のオークション手続が公表された。

さらに、容量が１MWを超える発電所についても同様のオークション制度が認められ、容量が10MWを超える発電所について

は、認可プロセスを完了していなくても、この制度を利用できる例外が定められた。

一方、容量１MW未満の発電所は、特別な入札を通じて補助金を利用することができる革新的技術を持つ発電所を除いて、イ

ンセンティブを直接利用することができるようになる。

 

イベリア半島

 

再生可能エネルギー

2022年３月29日付け法令第6/2022号は、以下を含む再生可能エネルギー・セクターにおける複数の措置を定めている。

・　特定の再生可能エネルギー・プロジェクトの準備に向け、簡素化及び短縮された手続の策定。

・　法令第413/2014号に記載された再生可能エネルギーに対する報酬制度の一部アップデート。

・　2021年に確立された減額措置の延長、並びに基準価格を67ユーロ/MWhとすること（これについては一部の双務契約又は会

社間契約を免除することが想定されている。）。

・　配電会社が行う投資の10%以上を再生可能エネルギー発電所に接続する新たなアクセス容量の構築に向ける義務。

2022年５月13日、閣僚会議は、「イベリア半島のガス価格を抑制し電力価格を引き下げる制度」を承認した。この制度の期

間は１年で、PVPCの顧客向けに価格を引き下げることを目的としている。

2022年６月25日に公表された法令第11/2022号により、電力に対する付加価値税は引き下げられ、特別電力税の減税は維持さ

れ、発電に係る生産額に対する課税は一時停止される。

2022年10月18日に公表された法令第18/2022号により、法令第17/2021号に規定された措置が2023年12月31日まで延長され

た。
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2022年12月27日付け法令により、電力に対する付加価値税の引下げ（５%に設定）及び発電に係る生産額に対する７%の課税

の一時停止が2023年12月31日まで延長された。

さらに、これらの法令には再生可能エネルギー発電プロジェクトの策定をより迅速かつ容易にするための措置が含まれてい

る。

 

ヨーロッパ

 

ギリシャ

 

ギリシャ議会は、2022年５月27日に公表された法律第4936/2022号を可決した。当該法律の第37条は、卸売市場（FiT制度及

びFiP制度下のRESを除く。）に参加する発電事業者の総収益に係る超過収益に対して特別遡及税を導入した。かかる措置は、

電力料金の高騰が消費者に与える影響を緩和することを目的として、電力料金を割り引くものであり、2021年10月１日から

2022年６月30日までの間90%の水準で適用される。正確な計算方法は、省議決定により2022年10月に導入された。規制当局は、

FEGに対する影響を1.8十億ユーロと見積もっている。

2022年７月７日に公表された省議決定第70248/2434/2022号により、エネルギー危機に対応した一時的なエネルギー市場制度

が導入された。かかる新たな制度では、発電事業者の収益に上限額を課すものであり、かかる上限額は技術毎に異なる。卸売

市場は通常、クロスボーダーの取引価格の混乱を避けるために規制されている。卸売市場価格と上限額の差額は、エネルギー

移行ファンドに支払われ、消費者の電力料金の補助に使用される。卸売市場で営業する再生可能エネルギー発電事業者に対す

る上限額は、85ユーロ/MWh（水力発電については112ユーロ/MWh）に設定されている。褐炭及び天然ガスにより発電を行う企業

に対する上限額は、毎月計算され、公表される。これらの発電事業者に対する上限額の算出に用いられる計算式は、発電コス

トをカバーし、発電事業者が合理的な利益を得られるように、様々なパラメーターを加味するものである。かかる制度は、

2022年７月に発効し、2023年７月まで運用されると考えられる。

2022年７月７日に公表された省議決定第66576/5877/2022号により、競争的手続を通じてオークションにかけられるRES発電

所の設備容量、年間オークション開催数、オークション開催の日程表及びその他の関連事項が決定された。かかるオークショ

ン支援体制は、2024年末まで有効となる予定である。

2022年８月13日に公表された省議決定第84014/7123/2022号により、グリッド・マネージャー及びシステム・マネージャーに

より規定されるRES発電所及び貯蔵に係る拘束力のあるグリッド接続条件（グリッドの飽和領域を含む。）を付与するための優

先的な枠組みが構築された。優先クラスターには、FEGGHのBESS+RESプロジェクトも含まれている。エネル・グリーン・パ

ワー・ヘラスは、そのパイプラインにおいて（共同開発契約に基づき）約1.42GW RES+2.46GW BESS（54プロジェクト）を有し

ているため、この開発は非常に重要である。

 

ルーマニア

 

電力及び天然ガス市場における末端顧客に対して2022年４月１日から2023年３月31日までの間に適用される措置を含んだ緊

急命令第27/2022号の適用は、2022年におけるエネル・グリーン・パワー・ルーマニアの事業に影響を及ぼした。CEGは、全て

の発電事業者に対して、エネルギー移行ファンドへの拠出を義務付けている。つまり、電力販売に係る平均月間正味価格と基

準価格の450ルーマニアレイ/MWh（約91ユーロ/MWh）との差額として発電事業者が得た追加収益は100%（一部の月は80%）で課

税される。不均衡の費用の５%しか考慮されず、また一部の月については融資契約に関連する費用さえも含まれない。さらに、

2022年12月以降、卸売市場で電力取引を行う発電事業者は、市場リスクをヘッジするための長期契約に関係して居住者／非居

住者から得た収益について、エネルギー移行ファンドに対して源泉徴収及び納税することが義務付けられている。
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ドイツ

 

ドイツ政府は、再生可能エネルギー、原子力エネルギー並びに石油、廃棄物及び褐炭による一定の価格（技術によって異な

る）を超える発電を行う発電事業者の収益に対して90%の課税を導入したが、これは2022年12月１日から開始され、2023年６月

まで続くと見込まれ、2024年４月30日まで延長される可能性がある。かかる税金から得た収益は、天然ガスの卸売価格の高騰

に対応してドイツが採用した200十億ユーロのパッケージの中核をなす電力、ガス及び暖房価格にブレーキをかけるための財源

に充てられる予定である。政府の支援を受けているRES発電所は、行使価格を超える収益に、30ユーロ/MWhのマージン及び市場

収益の10%を加えた金額に対して課税される予定である（ドイツでは差金決済取引は一方的なものである。）。その他のRES発

電所は、100ユーロ/MWhを超える収益に、30ユーロ/MWhのマージン及び市場収益の10%を加えた金額に対して課税される予定で

ある。

 

北米

 

米国

 

太陽光発電のサプライチェーンにおける強制労働

2021年６月、米国税関当局は、労働力搾取の疑いがあるとして、企業、ホシャイン・シリコン・インダストリー（以下「ホ

シャイン」という。）とその子会社に関する報告書に応じる形で、これらの企業が製造するシリコンベースの製品について

「違反商品保留命令」（WRO）を下した。WROは、ホシャイン製のポリシリコン製品の米国への輸入を制限する。

米国の太陽光発電産業への影響は、米国税関による太陽電池モジュールの出荷停止であり、その結果、エネルを含むエンド

ユーザーへの太陽光発電設備の納入が遅れた。

全ての太陽光発電設備の製造業者は、米国税関の要件を満たすために自社のサプライチェーンに関する明確な文書を作成す

る必要があった。この文書では、輸入された太陽光発電製品に含まれる金属グレードシリコンの具体的な起源を証明し、採鉱

又は製造工程のどの部分にもホシャイン製品が存在しないことを証明する必要があった。

エネルの倫理規定及び会社手続は、グループの供給業者又は下請業者による労働者の搾取を許さない。それでもなお、エネ

ルはサプライチェーンを見直し、税関職員によるWROの実施を監視する等、その管理を強化している。

これとは別の動きであるが、関連性のある展開として、2021年12月に、バイデン大統領は、「ウイグル強制労働防止法

（UFLPA）」に署名した。UFLPAは、米国の税関当局に対し、新疆ウイグル自治区で「全部又は一部を採掘、生産又は製造され

た」物品は強制労働により生成されたものであり、したがって、米国への輸入が禁止されるという推定を適用するよう義務付

けている。

この推定の対象となる物品は、輸入者が以下を証明しない限り、輸入することができない。

・　政府のガイドライン及び規制を十分に遵守していること。

・　米国税関からの全ての照会に十分かつ実質的に対応したこと。

・　物品が強制労働によって生産されたものではないことを「明確でかつ説得力のある証拠をもって」判断したこと。

ポリシリコンは、WROの適用が注目が置かれている３つの産業のうちの１つであり、新疆ウイグル自治区で採掘された原材料

が含まれている可能性のある太陽光発電設設備にまでその注目は及んでいる。

この法律の施行は、2022年２月から進められている行政規制の手続に沿って行われる予定であり、2022年６月までに施行さ

れた。

UFLPAの重要な規定である反証可能な推定は、2022年６月21日に施行された。今後、新疆ウイグル自治区で全部若しくは一部

を採掘、生産若しくは製造された物品の輸入、又は新たなUFLPA事業者リストに掲載された事業者からの輸入は、強制労働によ

り生成されたものとみなされ、米国内への持ち込みを禁止される。物品の受渡しを米国税関に差し止められないようにするに

は、輸入者は、輸入物品（又はその構成部分）が新疆ウイグル自治区で抽出、生産若しくは製造されたか否か、及び／又は輸

入物品をUFLPA事業者リストに掲載された供給業者から購入したか否かを証明しなければならない。
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輸入者がUFLPAを遵守すれば、ホシャインが製造する金属グレードシリコンを含む一切の太陽光設備の輸入を差し止める現行

の違反商品保留命令（WRO）をも確実に遵守していることになる。

米国税関により課された差止めの私的性質は、UFLPAの適用について監視することを困難にしている。報道によると、2022年

６月、米国税関はUFLPAに基づき特定の太陽光設備の米国への輸入を差し止め、設備供給チェーンにおいて珪岩の原産地を証明

する証拠書類を要求した。

 

輸入太陽光設備に対する米国関税

2022年２月、バイデン政権は、輸入太陽光パネルに適用される関税を延長する決定を公表した。この決定により、関税の徴

収がさらに４年間延長される一方、年間税率はごくわずかに引き下げられる（輸入太陽光パネルに対する関税は毎年0.25%ずつ

引き下げられる）。バイデン政権の決定により、エネルが米国における実用規模のプロジェクトに使用している太陽光パネル

の主要タイプである両面受光型の太陽光モジュールに対する関税免除が正式に認められることは、注目に値する。

 

輸入中国製品に対する米国関税

2018年、米国通商代表部（USTR）は、第301条に係る調査を実施し、技術移転、知的財産及びイノベーションに関連する中国

の行為、政策及び慣行が非合理的かつ差別的であることを明らかにした。

その結果、５つのリスト（リスト１、２、３、4A及び4B）が公表され、それぞれに異なる関税の対象となる異なる中国製品

が特定されている。エネルにとって最も関心が高いリストは、風力及び太陽光プロジェクトに使用されている中国製部品及び

バッテリーが含まれるリストである。

2022年９月、USTRは、301条に係る関税が経済及び米国の消費者に与える影響を理解し、他に取り得る手段を特定することを

目的として、当該関税の有効性に関するパブリックコメントを求めていることを公表した。USTRが新たな除外プロセスの開始

を検討するために当該コメントを利用するかどうかは明らかではない。

 

米国におけるクリーンエネルギーのための連邦ローン及び優遇措置

2021年11月、バイデン大統領は１兆ドルのインフラ投資・雇用法（IIJA）（通称超党派インフラ法）に署名し、道路、橋、

水路、ブロードバンドに新たに支出するための資金を確保した。この新しい法律には、国の電力網の拡大を後押しし、既存及

び新規のクリーンエネルギー技術を支援する規定も含まれている。同法には、既存の原子力発電所及び水力発電所を支援し、

放棄された鉱泉や放棄された採鉱地を浄化し、クリーンエネルギー生産に必要な重要鉱物の入手を容易にする規定も含まれて

いる。エネルにとって潜在的な関心があるものとして、2022年上半期には以下のプログラムが公表された。

・　クリーン水素：エネルギー省（DOE）は、米国内に６から10の「クリーン水素ハブ」を開発するため８十億ドルを受け取っ

ている。それぞれのハブは、クリーン水素の発電事業者、潜在的な顧客、及び近接する接続インフラのネットワークで構

成される構想である。DOEは、申請書を受け付けており、2023年４月までに記入及び送付する必要がある。資金調達に選ば

れたプログラムは、2023年夏に公表される予定である。

・　全米電気自動車インフラ・フォーミュラ・プログラム（NEVI）により、５年間にわたって５十億ドルの資金が調達され、

全50州に分配された。この計画は、バッテリー駆動の自動車の開発を促進することを目的とし、ドライバーが常に自動車

を充電できる場所を確保するというものである。

かかる資金調達は、EV充電ステーション及び関連するインフラ（太陽光及び貯蔵システムを含む。）の費用をだけでな

く、５年間の運営費用及びメンテンナンス費用もカバーしている。

・　電気自動車充電インフラ：米国エネルギー省（DOE）及び米国運輸省（DOT）は、連邦高速道路局を通じて、州間高速道路

沿いに公共の電気自動車充電設備のネットワークを構築する５十億ドルの計画を公表した。この資金は５年間にわたって

全50州で分配される予定である。この計画は、バッテリー駆動の自動車の開発を促進し、ドライバーが常に自動車を充電

できる場所を確保することを目的としている。これとは別に、DOTは、連邦交通局を通じて、「低エミッション又は非エ

ミッション・ビークル・プログラム」のために、州及び地方交通機関への助成金として5.3十億ドルを分配する計画を公表

した。「低エミッション又は非エミッション・ビークル・プログラム」は、輸送機関がバッテリー等の技術を使った低エ

ミッション又は非エミッション・バスやその他の輸送ビークルを購入する又はリースすることを支援するものである。
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・　送電網の強化及び送電の拡大：５年間で2.5十億ドルの政府補助金のプログラムは、代替燃料回廊に設置される予定の一般

に利用可能なEV充電インフラ及びその他のインフラを戦略的に配置するために導入された。この資金の少なくとも50%は、

個人の駐車場の少ない農村地域及び低所得・中所得地域におけるEV充電及び代替燃料インフラへのアクセスを拡大するプ

ロジェクトのために利用されなければならない。

・　電気スクールバス：既存のディーゼル搭載のスクールバスをクリーンなゼロ・エミッション・スクールバスに置き換える

ために５年間で５十億ドルが分配された。資金の半分が電気式のゼロ・エミッション・バスに使用され、残りの半分が代

替燃料を搭載したゼロ・エミッション・バスに使用される予定である。補助金により、既存のスクールバスの置き換え並

びに充電及び給油ステーションの設置に係る費用の最大100%をカバーすることができる。米国DOTによる今後５年間で5.75

十億ドルの追加計上（そのうち５%は車両を維持及び管理に関する運輸労働力のトレーニングに充てられる。）により、

IIJAは1,000台を超える輸送車両（バスを含む。）をクリーンな電気自動車に置き換える予定である。

 

2022年インフレ削減法

2022年８月16日、バイデン大統領は、新たなクリーン・エネルギー技術プロジェクト、再生可能エネルギー発電、交通シス

テムの電気化及び気候変動に配慮した農業を支援するため、今後10年間で415十億ドルを補助金、税額控除及び投資の形で確保

するインフレ削減法（IRA）に署名した。かかる措置により、2030年までに米国における炭素排出量を40%近く削減し、2031年

には米国のGDPが0.2%引き上げられると見込まれている。かかる資金は以下のとおり分配される。

・　エネルギー（税額控除の延長（場合によっては増額）のため：263十億ドル）

・　気候（排出量削減の加速及び低所得地域の支援のため：48十億ドル）

・　発電（太陽光パネル、風力タービン及びバッテリーの国内製造を奨励するため：48十億ドル）

・　環境（環境の質的インセンティブを創出するため：27十億ドル）

・　交通（消費者に対する税額控除の提供を通じて：24十億ドル）

・　水（干ばつ救済プログラムを通じて：５十億ドル）

米国財務省は現在、新たな一連の税額控除に必要なガイダンスに取り組んでいる。様々な税額控除は、以下のうち遅い方の

時期から段階的に縮小される。

・　2032年12月31日、又は

・　発電による米国の温室効果ガス排出量が2022年の排出水準を25%下回った年

建設されるインフラの状況によっては、2032年以降も税額控除を利用できる可能性がある。以下は、エネルにとって最も関

心の高いIRAの条項である。

クリーンエネルギーに対する連邦の税額控除の延長及び拡大：IRAは、生産税控除（PTC）（2021年12月31日より後に建設を

開始したプロジェクトについては26.5ドル/MWh）を延長し、また2025年から新たな特定の技術に依らないクリーン電力に係る

税額控除を導入する。また、投資税控除（ITC）（2021年12月31日より後に建設を開始したプロジェクトについては30%）を延

長し、2025年から新たな特定の技術に依らないクリーン電力に係るITCを導入する。太陽光発電の開発事業者は現在、ITCに代

わってPTCを請求することができる。しかしながら、全額控除の対象となるには、全建設期間（及びおそらくメンテナンス活動

の一部の期間）において、現行賃金及び実習要件を満たさなければならない。これらを遵守することができなかったプロジェ

クトの所有者は、罰金を支払うか、又は税額控除が20%（５ドル/MWhのPTC又は６%のITC）に引き下げられる。IRAはまた、太陽

光発電についての要件に沿った独立型のエネルギー貯蔵プロジェクト及びマイクログリッド制御装置（特に４kWから20MWの間

のシステム用）をITCの適格技術として追加した。

IRAは、国内部品調達要件又はエネルギー・コミュニティ要件を満たす場合のボーナス税額控除を創設した。低所得地域に位

置する太陽及び風力発電施設（並びに接続された貯蔵システム）については、別の新たなボーナス税額控除が利用可能であ

る。

2022年12月31日より後に生産される水素については、新たに10年間のクリーン水素PTC（１キログラムあたり３ドル）が利用

可能である。プロジェクトが適格となるには、建設の開始が2033年１月１日より前でなければならない。
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電気自動車に対する連邦税控除及び融資の延長並びに拡大：運輸セクターの電化を奨励するため、IRAは新規及び以前から所

有していた電気自動車及び商業用電気自動車（バスを含む。）に対して様々な税額控除を拡大し、またEV充電設備の購入を補

填するために税額控除を拡大している。

IRAは、大型のクラス６及び７の商業用自動車（例えば、スクールバス、公共交通バス、ごみ収集車）をゼロ・エミッション

自動車に置き換えるために１十億ドル並びに米国郵政公社が新たな配達用電気自動車及び充電ステーションを購入するために

３十億ドルを割り当てている。

 

新たな先進的製造への生産税控除：IRAは、太陽光のPVセル、PVウエハー、PVモジュール、風力タービン、ナセル、インバー

ター、バッテリーセル及びモジュール及び他多数のような風力、太陽光及びバッテリープロジェクトの部品の製造に対して新

たなPTCを創設している。税額控除の金額は、部品、製造コスト及び特定の容量要素によって異なる。適格となるためには、米

国の納税者によって製造された部品でなくてはならない。控除は、2023年から2032年に販売された部品に対して年間ベースで

利用することができる（2030年からは徐々に減額される。）。

 

税額控除に適用可能な新たな直接支払及び一部の税額控除の譲渡性：IRAは、一部のセクターの運営者に対して、直接支払又

は税額控除の譲渡を選択できるオプションを創設しており、これはプロジェクトの開発方法の変更とプロジェクトを開発する

産業の数が拡大を意味している。エネルは、新たな先進的PTC及び新たなクリーン水素PTCに対する直接支払に特に関心を持っ

ている。

 

連邦政府の所有地／公有地における再生可能エネルギー開発

バイデン政権は、2025年までに公有地において25GWの再生可能エネルギーを承認することを目標としている。かかる目標を

達成するため、当該政権は連邦当局に対して、５つの新たな再生可能エネルギー調整局を設立することで公有地における生産

のためのクリーンエネルギー・プロジェクトの精査を加速させるよう命じ、また公有地における太陽光及び風力プロジェクト

に対する賃料並びに手数料を50%超減額した。

 

クリーンエネルギー技術の国内生産

2022年６月２日、バイデン大統領は、以下の５つの主要エネルギー技術の国内生産を加速するため、国防生産法（DPA）を活

用する権限を米国エネルギー省（DOE）に与える決定を行った。

・　太陽光

・　変圧器及び電力網部品

・　ヒートポンプ

・　絶縁体

・　電解槽、燃料電池及び白金族金属

DPAを適用する動きは、家計のエネルギー費用を軽減し、国防を強化し、化石燃料の需要を減らし再生可能エネルギー発電の

開発を支援する等、米国のエネルギーの持続的な自立を達成するための、バイデン政権の計画の一環である。

 

気候に関する情報

米国証券取引委員会は、提出書類及び年次報告書において登録者がどのような気候に関連する情報を開示する必要があるか

についての規則を最終決定している。かかる情報には、温室効果ガスの排出量、特定の気候に関連する財務指標及び重大な気

候リスクに関連するデータが含まれる予定である。当該規則は、2022年度末までに公布される予定であったが、公表日は延期

された。
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個々の州の政治行動

カリフォルニア州、クリーンエネルギーの取り組みに対して多額の資金を計上：2022年末において、カリフォルニア州は、

約100十億ドルの余剰予算を有しており、このためクリーンエネルギーを含む、様々なプログラムに対して多額の資金を割り当

てた。中でも、必要に応じてグリッドを支援するためのゼロ・エミッション又は低エミッションの資源に対する分散型バック

アップ電力資産の支援に550百万ドルを一括で計上し、また極度のストレスが生じる期間にグリッドに係る負荷を軽減させるた

めの需要側のグリッドへの支援に200百万ドルを一括計上した

州知事はまた、交通システムの電気化を加速するために６年間で10十億ドルを割り当てた。

 

メリーランド州、重要な気候法を承認：気候ソリューション法は、2022年６月に発効した。この法律は、温室効果ガス排出

量を2031年までに2006年比で60%削減するよう、州の目標を引き上げるものである（2030年までの従前の削減目標は40%であっ

た。）。また、経済全体で温室効果ガスの排出をネット・ゼロにする期限を2045年と定めている。この法律は、建築物のエネ

ルギー・パフォーマンスについて新たな基準を設け、2025年から排出量を報告しなければならないとした。建築物は、2030年

までに、排出量を2025年比で20%削減していなければならない。この法律は、排出削減措置としてエネルギー貯蔵の利用及びグ

リッド・インフラのアップグレードを認めているが、「検証可能な二酸化炭素の削減」が達成されると証明できる場合に限

る、としている。

 

マサチューセッツ州、ゼロ・エミッション自動車基準及びエネルギー貯蔵取り組みを導入：州知事チャーリー・ベイカー氏

は、2035年以降、州内で販売される全ての新車をゼロ・エミッション自動車とすることを義務付ける気候変動法案に署名し

た。かかる法律はまた、2025年12月31日までに、1,000MWhのエネルギー貯蔵目標を達成するために公益事業省がエネルギー貯

蔵に対するインセンティブ・プログラムを制定することを規定している。

 

ニューヨーク州知事、電気バスに関する予算合意に達する：ニューヨーク州知事キャシー・ホウクル氏は、州内のスクール

バスの全車両を電気自動車にするという歴史的な計画を含む政策を公表した。この計画は、2027年以降に新たに購入するス

クールバスの全車両を電気自動車に、州の公用車両については2035年までに電気自動車にすることを求める。同州は学校に対

し、充電インフラを含めた電気バスの購入又はレンタル費用を援助する予定である。

 

カナダ

 

クリーン燃料基準

カナダでは、COVIDの危機を契機に大幅に遅れていた低炭素燃料の基準「クリーン燃料基準」を発表した。この政策は何年も

前に発表されたもので、2023年の実施に向けたルールが最終決定された。クリーン燃料基準（CFS）は、2030年までに温室効果

ガス排出量を2005年比で30%削減するというカナダ政府の公約の中心をなすものである。また、ジャスティン・トルドー首相が

掲げる「2050年までにネット・ゼロ・エミッションを達成する」という公約においても、この規制案は重要な役割を担ってい

る。

CFSは、ガソリン、軽油、灯油等の液体燃料の供給業者に対し、製品に含まれる炭素量を段階的に削減するよう求めている。

炭素原単位の削減目標は燃料毎に設定され、2022年から2030年まで毎年増加する予定である。2023年の施行後、ガソリンと軽

油の供給業者は、製品のライフサイクルにおける炭素原単位を削減するために、より厳しい要件を満たすことが求められるよ

うになる。これは、生産・精製過程での排出量を減らすことと、排出量の少ない燃料の生産者から排出権を購入することの両

方によって可能になる。すなわち、この法律は、バイオ燃料や電気自動車の充電等新興セクターの支援に役立つはずである。

 

炭素排出量削減のための資金の再構成

2022年、炭素排出量削減措置のために割り当てられた資金の大部分は計上された。これには以下が含まれる。

・　低炭素交通事業プログラム：2.75十億ドルの取り組みで、保有車両の電化を進めているカナダ全土の公共交通機関及びス

クールバス事業者を支援する。ゼロ・エミッション交通基金は、今後５年間で5,000台のゼロ・エミッション・バス購入に

貢献するという連邦政府の公約を支える。この投資は、カナダ・インフラストラクチャー・バンクの３年成長計画の一環

として、ゼロ・エミッション・バスに1.5十億ドルを投資するという公約と連携して行われる。
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・　ゼロ・エミッション車インフラ・プログラム（ZEVIP）：2027年までの680百万ドルの取り組みで、地域での充電・水素補

給の機会を増やすことで、ゼロ・エミッション車導入の大きな障壁となっているカナダ国内の充電・給油ステーション不

足に対処することを目的としている。資金は、充電・給油の需要拡大に対応するためのプロジェクトに対して、費用分担

の拠出契約を通じて提供される。この資金により、2035年までに全ての車の乗用車と小型トラックをカーボン・ニュート

ラルにするというカナダの義務的な目標が強化され、2040年までに100%にするという従来の目標が加速する。

・　スマート再生可能エネルギー及び電化経路プログラム（Smart Renewables and Electrification Pathways Program；

SREPs)：964百万ドルのプログラムで、電力網の最新化とスマート再生可能エネルギー・プロジェクトに４年間で922百万

ドルを提供するものである。このプログラムは、化石燃料で発電された電力を、必要不可欠なグリッド・サービスを提供

できる再生可能資源に置き換えることを奨励し、カナダの電化経済への円滑な移行を支援することにより、温室効果ガス

の排出を大幅に削減する。

 

クリーン電力基準の導入

2022年３月、政府はカナダにおけるクリーンな電力の基準「クリーン電力基準（CES）」を策定し、2035年までにゼロ・エ

ミッション電力網への進展を推進するための協議を開始した。クリーン電力の拡大は、2030年までに2005年比で40～45%、2050

年までにネット・ゼロ・エミッションという意欲的でかつ達成可能なカナダの排出量削減目標を達成する上でも、重要な鍵と

なる。カナダは既に世界で最もクリーンな電力網の１つを有しており、使用電力の82%が非エミッション資源から供給されてい

る。

クリーン電力基準の策定は、連邦政府、州、準州、先住民族グループ、電力会社、産業界、及び一般的なカナダ国民が協力

して行うプロセスである。この包括的なアプローチは、州や準州がそれぞれ送電網を計画・運用するための明確な根拠を提供

するとともに、カナダ国民に信頼できる電力を提供し続け、家庭や企業のコストを手頃な水準に維持することで、経済の競争

力を支えることを目的としている。

 

エネルギー供給及びエネルギー貯蔵に係るアルバータ州法

2022年電気法令改正法は、アルバータ州の電気システムの最適化及び公共規模のエネルギー貯蔵システムの導入を可能にす

るための支援パッケージを含んでいる。

当該法律は、新技術及びイノベーションをアルバータ州の電気システムに統合し、エネルギー貯蔵、輸出を伴う無制限の自

家発電並びに電気自動車、再生可能資源及びその他の分散型エネルギー資源の配電システム計画への支援を可能にする。この

法令は、より具体的には以下のとおりとなっている。

・　アルバータ州の法令及び規制枠組みにエネルギー貯蔵に関する正式な定義を含める。

・　配電業者及び送電業者が、特定の条件下でエネルギー貯蔵資産を所有及び/又は運用することを認める。

・　市場参加者から配電及び送電サービスを調達するために競争的モデルを使用することを認める。

 

アフリカ、アジア及びオセアニア

 

インド

2022年12月５日、偏差決済制度及び関連事項規則（Deviation Settlement Mechanism and Related Matters Regulation）

（2022年DSM規制）が発効した。かかる規則は、中央電力規制委員会（CERC）により公表され、2014年DSM規制に代わるもので

ある。新しい規制は風力発電所や太陽光発電所を有する独立系発電事業者（IPP）にマイナスの影響を与えた。基本的に、超過

注入（すなわち、申告した発電量を超えるグリッドへの注入）は、５%までの乖離については契約レート、また５%から10%の過

剰注入については契約レートの90%で補償される。10%を超える過剰注入については支払が行われない。これに代えて、2014年

DSM規制では、過剰注入は契約レートの低下率に基づき報酬が支払われることが規定されており、発電事業者にとってはより高

い報酬を確保されていた。15%までの過剰注入は契約レートの100%、15%から25%までは契約レートの90%等といったように報酬

が支払われていた。また、注入不足（発電量が予定を下回った場合）についての条件も悪くなっている。予定発電量からの乖

離幅が狭い場合は容認され、ペナルティは2014年版の条件より大きくなる。10%までの注入不足の場合、IPPはさらなるペナル

ティを与えることなく、契約レートに従って購入者に償還しなければならない。10%を超える注入不足の場合、IPPは乖離に付

随する費用に加え、前日市場の平均価格（すなわち、決済価格）の10%を支払わなければならない。
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かかる新DSM規制は、（ⅰ）偏差10%を超える過剰注入については支払が行われないこと及び（ⅱ）注入不足について乖離手

数料が増加したことにより、収益に影響を及ぼす。

 

エネル・グリッド

 

イタリア

第５規制期間（2016-2023年）の料金は、エネルギー、ネットワーク及び環境規制当局（ARERA）決議第654/2015/R/eel号に

より規定される。同期間は８年間で、４年ずつの２つのサブ期間に分けられている（2016-2019年をNPR1、2020-2023年を

NPR2）。

NPR2期間については、ARERAは決議第568/2019/R/eel号を公表し、これによりARERAは2020-2023年の期間に実施される送電、

配電及び計測サービスの料金を更新し、新たな統合文書を公表した。

2022-2027年の期間のWACCの決定方法は、決議第614/2021/R/com号により更新され、配電及び計測について5.2%の数値が設定

された。かかる規則では、2025-2027年の数値を更新し、また、特定の財務指標によってWACCが少なくとも50ベーシスポイント

変動した場合には、さらに毎年（2023年及び2024年）更新する可能性を定めている。

配電及び計測料金については、ARERAは、2020年の貸借対照表の更新データを考慮して計算される2021年の確定参照料金（決

議第153/2022/R/eel号）及び2021年の貸借対照表の暫定データに基づく2022年の暫定的参照料金（決議第193/2022/R/eel号）

を承認した。2022年の確定参照料金は、決議第154/2023/R/eel号により承認されている。

ARERAは、決議第271/2021/R/com号により、「ROSS」（支出とサービス目的の調整）と呼ばれるインフラ・サービスのコスト

を認識するための新しい方法を2024年から導入する手続を開始した。2022年に、対応する協議文書第317/2022/R/com号及び第

655/2022/R/com号が公表された。ARERAはまた、決議第527/2022/R/com号により、「完全ROSS」バージョン（各社が策定し、

ARERAにより認証される事業計画の分析に基づくもの）を2026年から導入する手続を開始した。

2022年を通じて、ARERAは、四半期毎の更新を行う際に、全てのタイプの顧客向けの一般システム料金を取り消し、社会料金

を強化するという異例の措置を講じた。この措置は、電力部門の値上げの影響を抑えるため、政府が分配した財源により可能

となったものである。これらの措置とは別に、政府はまた、社会料金の受給資格となるISEE（等価経済状況指標）の基準を引

き上げた（2022年は12千ユーロまで、2023年は15千ユーロまで）。結果として、ARERAは、2022年に予定されていた規制条項を

実施し、2023年の規制条項を準備しているところである。

2022年に、ARERAは、無効エネルギーに関する料金規制を完成させ、注入された無効エネルギーの料金の2023年４月１日まで

の発効と、引き出された無効エネルギーの配電業者向け料金の更新を規定した。

サービスの質に関して、ARERAは、決議第646/2015/R/eel号（改定後）により、電力の配電及び計測サービスについて出力

ベースの規制（2016-2023年の規制の原則（TIQE2016-2023）を含む。）を定めた。決議第566/2019/R/eel号により、ARERAは

2020-2023年の期間についてのTIQEの更新を完了し、気候変動の影響と同様にグリッドへの介入を実施するために必要な時間を

考慮した、国内の様々な地域間に存在するサービスの質の格差を埋めるための手法を提案した。

ARERAは決議第622/2022/R/eel号により、配電サービスに対する出力ベースの規制に関連付けられる報償と処罰及び2021年の

革新的機能を規定した。

決議第722/2022/R/eel号により、ARERAは、決議第668/2019/R/eel号の規定の下で想定されている報償処罰メカニズムに適格

な2021年イー・ディストリブッツィオーネによって完了する耐性化介入の報償を規定し、これにより極端な気象事象に由来す

る負荷への抵抗に関して配電網の耐性を高めるための投資のインセンティブ・メカニズムを導入した。

配電業者及び取引業者間の関係については、2021年１月１日に決議第261/2020/R/eel号により新しい電気輸送グリッドコー

ドが施行され、販売業者の債務不履行による輸送契約の終了に要する時間の短縮により、配電業者の信用エクスポージャーが

減少した。その結果、提供した輸送サービスをカバーするため、全販売業者が配電業者に提供しなければならない保証の価値

が低下した（取引業者の売上高の３ヶ月から５ヶ月の範囲から、２ヶ月から４ヶ月の新しい範囲に移行した。）。

ARERAは、決議第119/2022/R/EEL号により、既存の仕組みを統一し合理化するため、不履行を起こした販売業者が回収しな

かったシステム一般料金及びネットワーク料金の払戻しを行う単一の仕組みを配電会社に導入した。
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さらに具体的に言えば、決議により、ネットワーク料金に関連するクレジットの認識につき２つの控除項目の適用が確認さ

れる。これは、一方では、配電業者によるクレジットの効率的な管理へのインセンティブとなり、他方では、料金システムに

よって既に補償されているものを除外するためのものである。この決議は、年１回払戻請求が行われ、同年中に払戻されるこ

とを規定する。

 

エネルギー効率化－ホワイト証書

2021年５月21日付け環境移行省令は、2018年５月10日付け経済開発省令によって既に改正されている2017年１月11日付け省

令を改正した。この措置は、2021年から2024年までの電力・ガス供給業者の国内量的目標を設定した。省令はまた、配電会社

が義務を履行する方法、及び関連費用の補償を受ける方法も改訂した。

2022年５月３日付け省令により、環境移行省は、ホワイト証書制度に基づいて、プロジェクトの特定、定義及び提案を促進

するために運営指針を承認した。

 

イベリア半島

 

2022年の電力料金

2021年12月22日、スペインの国家市場競争委員会（CNMC）の2021年12月16日付け決議第TED/1484/2021号がスペイン政府官報

に掲載された。これは、2022年１月１日から適用される送配電ネットワークへのアクセス料金を定め、2021年６月１日と比較

して平均5.4%の引下げを規定している。

2021年12月30日、2021年12月28日付け命令第TED/1484/2021号がスペイン政府官報に掲載された。これは、2022年１月１日か

ら適用される電力システム料金を定め、2022年の電力システムの様々な規制コストを設定するものである。2022年の新料金

は、2021年６月１日に承認された料金と比較して、平均約31%の引下げとなる。

さらに、2022年３月29日付け法令第6/2022号では、2022年１月１日に施行された値と比較して36%の料金引下げが承認され

た。

 

2023年の電力料金

2022年12月22日、国家市場競争委員会（CNMC）の2022年12月15日付け決議がスペイン政府官報に掲載された。これは、2023

年１月１日から適用される送配電ネットワークへのアクセス料金を定め、2022年１月１日と比較して平均1.0%の引下げを規定

している。

2022年12月29日、2022年12月23日付け命令第TED/1312/2022号がスペイン政府官報に掲載された。これは、2023年１月１日か

ら適用される電力システム料金を定め、2023年の電力システムの様々な規制コストを設定するものである。2023年の新料金

は、2022年１月１日に承認された料金と比較して、平均約40.0%の引下げとなる。

 

2022年の天然ガス料金

2021年12月25日、エネルギー政策及び鉱山局（DGEPM）の2021年12月22日付け決議が公布された。これは、2022年第１四半期

に適用される天然ガスのラストリゾートの料金（TUR）を定めたもので、９月14日付け法令第17/2021号の規定を考慮し、ラス

トリゾートの料金１（TUR 1）、ラストリゾートの料金２（TUR 2）及びラストリゾートの料金３（TUR 3）についてそれぞれ約

5.4%、約6.8%、約7.5%の引上げ目安を定めている。

2022年３月31日、DGEPMの2022年３月28日付け決議が公布された。これは、2022年４月１日から適用される天然ガスのTURを

定めたもので、TUR 1、TUR 2及びTUR 3についてそれぞれ約5.9%、約7.2%、約7.9%の引上げ目安を定めている。

2022年６月29日、DGEPMの2022年６月27日付け決議が公布された。これは、2022年７月１日から適用される天然ガスのTURを

定めたもので、TUR 1、TUR 2及びTUR 3についてそれぞれ約6.4%、約7.8%、約8.4%の引上げ目安を定めている。

2022年９月29日、DGEPMの2022年９月28日付け決議が公布された。これは、2022年10月１日から適用される天然ガスのTURを

定めたもので、TUR 1、TUR 2及びTUR 3についてそれぞれ約5.9%、約7.2%、約7.9%の引上げ目安を定めている。
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同様に、2022年５月25日、国家市場競争委員会（CNMC）は、2023年のガス年度（2022年10月１日から2023年９月30日まで）

の輸送ネットワーク、ローカル・ネットワーク、再ガス化のアクセス料金を定め、平均約13.2%の引下げを規定した2022年５月

19日付け決議をスペイン政府官報に掲載した。

2022年10月19日、10月18日付け法令第18/2022号が公布され、「エネルギー安全保障高度化プラン(+SE)」の適用において、

エネルギー消費者の保護を強化し、天然ガス消費の削減に寄与するための措置並びに公共部門労働者の報酬に関する及び干ば

つの影響を受けた季節農業労働者を保護するための措置を承認している。天然ガス部門においては、原材料のコストの増加に

関して四半期毎の限度である15%を2023年12月31日まで延長する。これはまた、コストを削減するために、50,000kWh/年を超え

て消費する住宅所有者組合（若しくは住宅所有者グループ）又はエネルギーサービス会社について、2023年12月31日まで有効

な新しいTURを設定する。ガスに関するこれらの措置に係るコストは一般国家予算（GSB）で賄われることになる。

最後に、2022年９月29日、2023年度（2022年10月１日から2023年９月30日まで）のガスのシステム料金並びに基本的な地下

貯蔵設備の報酬及び手数料を定める９月27日付け命令第TED/929/2022号が公布された。

 

2023年の天然ガス料金

2022年12月28日、エネルギー政策及び鉱山局の2022年12月22日付け決議が公布された。これは、2023年１月１日から適用さ

れる天然ガスのTURを定めたもので、９月14日付け法令第17/2021号の規定を考慮し、TUR 1、TUR 2及びTUR 3についてそれぞれ

約7.7%、約9.0%、約9.5%の引上げ目安を定めている。これらとは別に、10月18日付け法令第18/2022号により導入された住宅所

有者組合に適用されるTURは約2.0%引き下げられた。

 

配電事業への報酬

2022年８月３日、７月27日付け命令第TED/749/2022号が公布され、2016年の配電ネットワーク内の損失削減の達成へのイン

センティブ又は処罰が承認され、数社の配電会社に対する2016年の基本報酬を改訂し、2017年、2018年及び2019年の配電会社

の報酬を承認した。この省令は国家市場競争委員会（CNMC）の以前の報告を考慮し、2017年から2019年までの報酬の値を設定

するものである。

さらに、2022年12月16日、CNMCは2020年の報酬を設定する決議案の準備を開始した。

 

ヨーロッパ

 

ルーマニア

ルーマニアでは、配電システム運営会社（DSO）側では、卸売市場から、グリッド損失をカバーするために必要な電力を購入

する必要がある。国家エネルギー規制当局（ANRE）は、かかる購入の費用の割当を前払いし、年度中に回収した配電料金を通

して賄うようにしている。エネルギー危機という状況下において、エネルギー調達のコストは、前払いした金額を何倍にも上

昇し、DSOの財政状態に深刻な影響を及ぼしている。

2022年に、配電料金は、卸売市場のエネルギー価格の推移とは関係なく、2023年４月中に一次法により設定された。

2022年９月、当局は、一次法（対応する二次法がこれに続く。）を通じて、支払われた前払いのコストを上回ってDSOが支

払った追加コストについて資産計上のメカニズムを導入した。この資産計上から生じる資産は５年にわたり回収されるべきで

あり、補償は分析対象年度に適用される規制収益率の半分に相当する。

加えて、当局は、市場事業者（OPCOM）により管理され、これに基づき生産者がグリッド損失をカバーするためにDSOとの契

約を超えて電力を450ルーマニア・レウ/MWh（約91ユーロ/MWh）の固定価格で販売する、集中取得メカニズムを導入した。それ

により、DSOへの財政上の圧迫が緩和された。

 

ラテンアメリカ

 

チリ

2020年から2024年までの配電料金の決定

2022年12月23日、免除決議第908号により、国家エネルギー委員会は、2020年から2024年までの期間の配電付加価値合計の構

成要素を計算するための技術報告を承認した。
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ただし、2020年から2024年までの期間の料金決定のプロセスは現在進行中である。当面の間、料金は2016年から2020年まで

の期間に実施された手法に従って引き続き適用される。

 

アルゼンチン

料金改定

確定的な正規料金の改定が承認されるまで、規制当局であるENREは、サービス提供の安定性を確保するために、暫定的な料

金調整を設定する権利を有する。

この関連で、2021年中に、料金の枠組みに対して３つの変更が承認された。うち２つは顧客に適用される電力価格に関連

し、１つは配電付加価値合計に関連する。後者の結果、2021年４月30日付けの21.8%の料金調整をもたらし、最終顧客にとって

は約９%の料金の引上げになった。2022年中に、もう１つの変更が承認され、2022年３月１日から８%の料金の引上げとなった

が、これも、全額料金再交渉手続の開始を待ってている。

 

ブラジル

エネル・ディストリビューソォン・セアラ社の料金改定

エネル・グループに属するブラジルの各配電会社で承認された最新の全額料金改定は、2018年（エネル・ディストリビュー

ソォン・リオデジャネイロ社について）及び2019年（エネル・ディストリビューソォン・セアラ社及びエネル・ディストリ

ビューソォン・サンパウロ社について）に遡る。次回の料金改訂は2023年に予定されている。

最新の料金調整の概要は以下のとおりである。

 
    平均増加率

会社名  料金調整日  高電圧  低電圧

エネル・ディストリビューソォン・リオデジャ

ネイロ

 2022年３月  +15.38%  +17.39%

エネル・ディストリビューソォン・セアラ  2022年４月  +24.16%  +25.09%

エネル・ディストリビューソォン・セアラ

（RTE）

 2022年７月  -2.96%  -3.02%

エネル・ディストリビューソォン・サンパウロ  2022年７月  +18.03%  +10.15%

 

2022年１月７日、ブラジルでの配電の分野における規制の更新に関して、法令第14300/2022号が公布され、国内の分散型電

源（DG）について参照の法的枠組みを定められている。当該法令は、新しいDGシステムのネットメータリングシステムへの段

階的な変更を規定し、既に稼働中又は今後12ヶ月以内に稼働予定の発電所に対しては2045年まで現行規則を適用することを保

証している。

加えて、当該法令は、2023年１月７日から2023年７月７日までの間にグリッドに接続する新しいDGの発電所には移行期間を

設けている。移行期間後、DGの消費者は、DGにより生じたシステムの利益を差し引いたネットワークの輸送コスト（配電網の

使用に適用される料金）の100%を支払う必要がある。これは、当該法令の公布後18ヶ月間に規制当局が計算しなければならな

い。

 

別の事業者に割り当てられたCIEN事業権

2022年12月、CIENブラジル-アルゼンチン間（ガラビ・Ⅰ及びガラビ・Ⅱ）の事業権は、以前エネルに割り当てられていた事

業権の期間満了に伴い、入札にかけられた。

2023年３月31日からは、新しい事業者であるTAESAが引き継ぐことになる。

そのため、新しい事業者は2023年３月31日に新しい契約に署名し、エネルは約150百万ユーロの補償を受領した。

 

コロンビア

エネルギー及びガス規制委員会（CREG）は配電網の報酬手法を定める。配電料金は５年毎に決定され、生産者物価指数

（IPP）に基づき毎月更新される。
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料金改定

2020年の決議第122号により、CREGは、2018年から2023年までの期間のコンデンサの配電料金を設定した。

2022年９月、エネルギー価格高騰に関する全国的な議論を経て、CREGは、決議第101-027号、第101-028号、第101-029号及び

第101-031号を公布した。それらには、（ⅰ）インフレ指数が料金から生じる電力の送配電の構成要素に及ぼす大きい影響を軽

減すること、（ⅱ）制約に係るコストを削減するために火力発電所の稼働開始及び閉鎖コストの最適化を確立すること、

（ⅲ）エンドユーザー、販売業者及び生産者にサービスを提供する販売業者が、電力双務契約の価格、期間及び比率を再交渉

するための交渉を行うための任意のメカニズムを開始すること、（ⅳ）卸売市場で、販売会社が送電業者とグリッド運営者へ

の支払いを延期できるメカニズムを構築することを目的とする措置が含まれる。

2022年12月、通信規制委員会（CRC）は、2023年から2024年までの期間に対する規制アジェンダを公表した。これは、（ⅰ）

福祉、消費者及び公共の権利、（ⅱ）市場及び競争、（ⅲ）革新及び規制上の改善、（ⅳ）バリューグループ管理、（ⅴ）機

関の強化という５つの戦略的な柱を中心に構成される26のイニシアチブ（規制上のプロジェクト、活動及び研究から構成され

る。）を含んでいる。

 

ペルー

ペルーでは、４年毎に配電料金を決定するプロセスが踏まれ、「配電付加価値設定」（ADVD）と呼ばれる。例外的に、前回

の料金サイクルでは、期間が５年に設定された。そのため、2018年には、2018年から2022年までの期間のADVDを決定するプロ

セスが完了した。2022年から2026年までの期間についての手続が現在進行中である。

ペルーの法令は、モデル企業の規制スキームに従っていることに留意するべきである。このため、各料金プロセスにおい

て、コンセッション地域の需要を満たすために必要な投資、運営及びメンテナンスのコストが設定され、エネルギー工業投資

監督庁（Osinergmin）により定められた係数及び基準に従い、各配電会社により認識されることになる。ADVDは、５万人を超

える顧客を有する配電業者毎に個別に決定される。

 

エンドユーザー市場

 

イタリア

電力部門における規制価格の撤廃プロセスを規定する現行の規制枠組み（NRRPを実施する（法律第233/2021号により承認さ

れた）法令第152/2021号により最近改正された法律第124/2017号―競争法―）は、価格保護の撤廃を段階的に延期することを

規定しており、小規模事業者は2021年１月１日まで、零細企業は2023年１月１日まで、国内顧客は2024年１月までとされてい

る。

設備容量が15kW未満である零細企業及び非居住顧客向けのラストリゾートサービスの開始日が技術的な理由により延期され

たため、2022年11月、エネルギー、ネットワーク及び環境規制当局（ARERA）は、既にサービスを提供している顧客に対し、強

化された保護サービスの財務条件が2023年３月31日まで継続して適用することを定めた。

ガス分野に関しては、居住顧客及びマンションを対象に、2024年１月に価格保護の撤廃が予定されている。

電力部門の小規模事業者に対する価格保障措置の終了（2021年１月１日）の期限に関しては、経済開発省が競争法を施行す

る法令を2020年12月31日に公布し、一定の基準とガイドラインに基づいて、自由市場への移行を管理する方法を定めることを

ARERAに委任している。決議第491/2020/R/eel号により、ARERAは、供給業者のいない中小企業向けのラストリゾートサービス

（「段階的保障サービス」）を設定し、３年間の地域ベースのオークションに割り当てた。各供給業者に割り当て可能な市場

シェアの上限は35%に設定された。

2021年３月、エネル・エネルジアとセルヴィツィオ・エレットリコ・ナツィオナーレは（エネル・イタリアとともに）、反

トラスト法の上限を35%とすること、及び顧客喪失後に生じたセルヴィツィオ・エレットリコ・ナツィオナーレの債務の残存費

用を補償するための措置（例えば社会条項）を規定していないことにつき、ラツィオの地方行政裁判所に省令の不服を申し立

てた。後者の点に関しては、2021年３月、セルヴィツィオ・エレットリコ・ナツィオナーレとエネル・イタリアが、ロンバル

ディの地方行政裁判所での不服申立てにおいて、決議第491/2020/R/eel号に不服を申し立てた。現在のところ、これらの不服

申立てに関する審理はまだ行われていない。
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ARERAは、決議第208/2022/R/eel号（改訂後）により、自由市場契約を選択しなかった設備容量が15kW未満である零細企業及

び非居住顧客に供給するもう一つのラストリゾートサービス（「段階的保障サービス」）を設定し、2023年４月１日（決議第

586/2022/R/eel号に基づく技術的事由により延長された。）より開始される。零細企業のための段階的保障サービスは、一定

の技術的及び財政的要件を満たす全ての事業者に開かれたシングルバイヤーにより開催される入札を通じて選ばれ、その地域

にサービスを提供する事業者により４年間提供される。４年が経過した後、別の事業者と契約を締結しない限り、顧客は自由

市場条件の下で同じ事業者によるサービスを継続的に受ける。

小規模事業者のための価格保護撤廃を規制する措置とともに、エネル・エネルジア及びセルヴィツィオ・エレットリコ・ナ

ツィオナーレは、反トラスト法の上限を35%とすること、及び決議の影響で顧客を喪失した後に生じたセルヴィツィオ・エレッ

トリコ・ナツィオナーレの債務の残存費用を補償するための措置（例えば社会条項）を規定していないことにつき、2022年７

月にロンバルディの地方行政裁判所に、零細企業に適用される決議第208/2022/R/eel号の不服申し立てを行った。2022年10

月、同企業はラツィオの地方行政裁判所に対し、同様の理由に基づき、零細企業のための段階的保障サービスの実施法を定め

たMiTE法令についても不服を申し立てた。

ロンバルディの地方行政裁判所は、裁定第18/2021号で、セルヴィツィオ・エレットリコ・ナツィオナーレとエネル・エネル

ジアによる不服申立てを認め、決議第279/2017/R/com号を無効とした。この決議は、規制市場の顧客向けに電子請求書の使用

を増加するためのインセンティブ・メカニズムを確立し、販売者に補償を行う条件を顧客に認められた割引と回避コストとの

差が一定基準に達した場合とした。その結果、ARERAは決議第477/2021/R/com号により、過去数年の金額の回収に関する規則を

2022年から改正した。

 

電力

決議第402/2021/R/eel号により、2022年の保護強化サービス（RCV）の事業者のマーケティング費用をまかなう料金構成及び

電力マーケティング費用をまかなう手数料（PCV）のレベルの更新は、2022年３月（決議第604/2020/R/eel号により設定された

RCV手数料及びPCV手数料は、第１四半期においても有効であった。）に延期された。

ARERAは、決議第146/2022/R/eel号により、2022年４月１日から2023年３月31日までのRCVの構成を更新し、同時に2022年１

月以降の更新の遅れによる影響を考慮してその価値を調整した。同措置により、自由市場の販売業者の参照価格を示すPCV費用

のレベルも更新した。

電力価格の上昇による最終顧客への影響を緩和するため、決議第463/2022/R/eel号によりARERAは、2022年第４四半期のRCV

レートを更新し、2022年第３四半期の実質卸売市場価格及び当該期間における更新のために使用された推定値との間における

正差分の回復率であった前四半期の水準を維持した。同時に、ARERAは、2022年末までに、エネルギー及び環境サービス基金

が、第３四半期末に計算された最良見積もり回収額相当をRCV事業者に支払い、調達費用をまかなう手数料（PED）からの収益

という形で第４四半期において最終顧客から回収することも発表した。必要な実施措置は、決議第558/2022/R/eel号及び決議

第743/2022/R/eel号に含まれる。

近年における非時間ベース計測から使用時間ベース計測への大幅な切替えの影響により、RCV事業者が資金ギャップに直面し

たため、ARERAは同様に、決議第473/2022/R/eel号を発行し、2022年上半期における負荷構成を均一化することを目的とした臨

時セッションを2022年12月末までに前倒しすることを求めた。また、自由市場の事業者は、2022年末のキャッシュ・ポジショ

ンに影響を与えないために、対応する債務状況を2023年１月までに決済する機会を当該措置の下与えられた。

電力部門の料金を滞納しているエンドユーザーのための補償制度に関して、ARERAはTIV（統合販売コード）の第18条によ

り、保護強化サービスの事業者が電力の不正使用に関して徴収できなかった金額に対する補償の仕組みについて規定してい

る。

ARERAは、決議第32/2021/R/eel号により、自由市場及びセーフガード市場において販売会社が配電会社に支払ったがエンド

ユーザーから回収できなかった一般システムチャージに関して、延滞金を払い戻す仕組みを構築した（セーフガード市場で

は、これは接続を断つことのできる顧客にのみ適用される）。

保護市場で切断できない顧客については、回収不能料金の払戻しの仕組みは、統合販売法（TIV）の第44条に規定されてい

る。
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ガス

決議第603/2020/R/gas号により、2021年のQVDコンポーネントのレベルが更新され、その後、TIVG（統合ガス販売法）の第

7.2条の規定にもかかわらず、決議第401/2021/R/gas号により2022年３月31日まで延期された。

決議第147/2022/R/gas号により、QVDコンポーネントのレベルを2022年４月１日から更新した。仕様においては、2022年１月

１日からの更新の遅れによる影響を考慮している。ARERAは、決議第137/2023/R/gas号によりQVDコンポーネントを更新した

（2023年４月１日より開始）。

ガス部門で料金を滞納しているエンドユーザーのための補償制度に関して、ARERAは、統合ガス販売法（TIVG）の31条５項及

び37条１項b号により、配電網におけるラストリゾートサービス及びデフォルトサービスのプロバイダーに対する延滞金の償還

のための具体的なメカニズムを規定している。

 

反トラスト法訴訟PS12461-価格条件の変更

2022年12月13日、競争当局は、エネル・エネルジア・エスピーエー及び他６社（ヘラ、エー２エー、アチェア、エニ・プレ

ニチュード、エンジー、エジソン）に対し、消費者法の特定の条項及び2022年９月21日付け法令第142号で批准された2022年８

月９日付け法令第115号（いわゆる2022年８月10日付「第二次援助法令」）の第３条の違反を係争するものとして、不正な商慣

行に関する訴訟が開始されたことを通知した。当該法令は、2022年８月10日から2023年４月30日（その後Milleproroghe法令第

198/2022号により2023年６月30日まで延長された。）までの間、法令の発効（2022年８月10日）以前に既に行われたものを除

き、配電会社による供給価格の変更及び関連する通知の双方を行うことを認める契約条項の有効性を停止するものである。訴

訟開始の通知に伴い、競争当局はまた、新たな価格変更の通知を禁止し、既に送付された通知の訂正を命じた。

イレンによって提出された上訴の一部として発行された2022年12月22日付け命令により、国務院は、契約更新（期限切れの

申し出を更新するもの）をius variandiの対象とは区別し、法令第３条の適用を除外した。この原則は政府によっても認識さ

れており、2022年12月29日付けMilleproroghe法令により、電気及び天然ガス供給会社が契約上の通知条件に従い、取引相手の

撤回権を侵害することなく、契約上の財務条件を契約満了時に更新することを認める契約条項に第二次援助法令第３条は適用

されないことが定められた。2022年12月30日、国務院の判決及び上記の明確な法的介入を受けて、競争当局はエネル・エネル

ジアに対し、訴訟開始時に発行された一部を容認する注意勧告措置の通知を行い、財務条件の期限が明記されていない又は確

定できない契約については、実施される予定及び既に実施された財務条件の更新を停止し、以前有効であった供給条件を承認

すること、及び更新通知後に撤回した顧客に連絡を取り、以前の条件に戻る可能性があることを通知することを要請した。

2023年１月16日、エネル・エネルジアは注意勧告措置を受けてコンプライアンス報告書を作成し、第３条が有効であった期

間は以前適用されていた価格条件の満了時に単に更新を行うのみに制限されていたことを競争当局に報告した。エネル・エネ

ルジアは、ラツィオの地方行政裁判所に対し競争当局の注意勧告措置について上訴したが、判決については保留となってい

る。

 

イベリア半島

 

エネルギー効率

成長、競争及び効率のための緊急措置を含む10月15日付け法律第18/2014号は、エネルギー効率目標を達成する一助として、

国家エネルギー効率基金を創設した。

2022年３月23日、2022年の国家エネルギー効率基金への拠出額を確定する３月16日付け命令第TED/220/2022号が、スペイン

政府官報に掲載された（エンデサの拠出額は26百万ユーロであった。）。

かかる命令では、エンデサが2023年に国家エネルギー効率基金へ49百万ユーロを拠出し、そのうち少なくとも30百万ユーロ

（40.0%）を拠出しなければならないことを規定している。残る義務についてはエネルギー効率化証書（EEC）を提出すること

により満たされる。
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消費者保護措置：社会ボーナス

2022年３月30日、ウクライナ戦争による経済的及び社会的影響に対する国家対応計画の枠組み内で緊急の措置を承認する３

月29日付け法令第6/2022号が、スペイン政府官報に掲載された。とりわけエネルギー部門においてこの法令には、いくつかの

措置が含まれており、その一部は６月25日付け法令第11/2022号により2022年12月31日まで延長され、10月18日付け法令第

18/2022号及び12月17日付け法令第20/2022号により2023年12月31日まで延長された。社会ボーナスの主な措置は以下のとおり

である。

・　電力社会ボーナスによる割引率を、脆弱な消費者については25%から60%に、非常に脆弱な消費者については40%から70%に

拡大し、かかる措置は2022年12月31日まで延長された。

・　社会ボーナスの適格基準におけるその他の側面についても変更された。具体的には、社会ボーナスは２年毎に自動的に更

新される。同様に、脆弱な消費者のカテゴリーを定義するための新しい基準が設けられ、現在は、夫婦、同棲するパート

ナー、二親等以内の血縁関係、親族関係、養子又は同様の関係によって同じ家に同居する人々からなる世帯を単位とする

概念に基づいている。基準額は、14回払いに分割される多重効果公的所得指標（IPREM）の1.5倍に設定され、同居世帯の

成人が一人増える毎に0.3倍、未成年者が一人増える毎に0.5倍される。最低生活費受給者も、社会ボーナスの受給者グ

ループを構成する一部である。上記の基準額は、特定の場合（重度の依存症、ジェンダーに基づく暴力、テロ等）では１

の値だけ増額され、非常に脆弱な消費者については50%減額される。

・　2022年の国家予算（GSB）では、暖房用社会ボーナスの適用範囲拡大の財源として75百万ユーロの融資が承認された。

・　社会ボーナスの資金調達に係る新たなメカニズムが確立された。この新しいメカニズムにより、社会ボーナスは、電力市

場の全ての関係者（発電、送電、配電及び供給並びに直接消費者）により、各業務に設定される一元的な拠出額に基づい

た各業務の非課税売上高合計に従ってまかなわれる。拠出でまかなわれる額が実際の資金需要より20%低い場合、国家市場

競争委員会（CNMC）により新たな拠出額が提案される。CNMCが、2022年の最終的な一元的拠出額を提案し、７月22日付け

命令第TED/733/2022号により承認されるまでは、2022年３月29日付け法令第6/2022号により一元的な拠出額が暫定的に設

定された。最終的に、参照供給者により拠出され、決定により認識された社会ボーナスのための財源は、新たな納税者が

引き受けることを定めた。2022年12月29日、2023年における社会ボーナスの財源となる一元的な拠出額の案を作成する作

業が開始された。

2022年10月19日、10月18日付け法令第18/2022号が公布され、「エネルギー安全保障高度化プラン(+SE)」を適用したエネル

ギー消費者保護の強化及び天然ガス消費の削減に寄与する措置を承認し、さらに公共部門労働者の報酬に関する措置及び干ば

つの影響を受けた季節農業の労働者を保護する措置が承認された。これらは、社会ボーナスに関する以下の措置を定めてい

る。

・　受給者の割引率を、2023年12月31日まで、脆弱な消費者については60%から65%に、非常に脆弱な消費者については70%から

80%に引き上げた。同様に、同期間において、割引が適用されるエネルギー制限を15%引き上げた。

・　同じように、同期間において、IPREMの1.5倍から２倍の収入があるPVPCの対象となる労働者世帯に対して、新たに40%の割

引が設けられ、成人が一人増える毎に0.3倍、未成年者が一人増える毎に0.5倍される。

・　暖房用社会ボーナスは、GSB拠出額を２倍にすることで強化された。

 

消費者保護措置：電力サービスの保証

ウクライナ戦争の経済的及び社会的影響に対応するための措置、ラ・パルマ島の再建を支援するための措置及び脆弱な消費

者や社会ボーナスに関するその他の脆弱な状況に対応するための措置についての12月27日付け法令第20/2022号は、脆弱、非常

に脆弱又は社会的排除の危機にある顧客に対する電気、水道及びガスのサービス停止の禁止を2023年12月31日まで延長した。
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消費者保護措置：税制対応

ウクライナ戦争の経済的及び社会的影響に対応し、社会的及び経済的な困窮に対処し、またラ・パルマ島の経済的及び社会

的な回復を促進するための措置を採択し、いくつかの措置を延長する６月25日付け法令第11/2022号とともに、ウクライナ戦争

の経済的及び社会的影響に対する国家対応計画の一環として特定の措置を採択する３月29日付け法令第6/2022号は、10kW未満

の契約容量を有する顧客又は社会ボーナス受給者に対するVATを削減した。かかる削減は、2022年６月30日まで21%から10%へ引

き下げられ、2022年12月31日まで５%へ引き下げられた。

同様に、電力特別税が0.5%まで引き下げられ、電力生産量に対する課税の一時的な停止についても延長された。

ガソリン、ディーゼル、液化石油ガス（LPG）、液化天然ガス（LNG）、圧縮天然ガス（CNG）、バイオメタン、バイオディー

ゼル等主要なエネルギー製品には、2022年12月31日まで0.20ユーロ/kg（0.20ユーロ/L）の特別ボーナスが導入されている。

コジェネレーション発電所の報酬制度及びEU内における特定燃料の配送、輸入及び取得に適用される付加価値税（VAT）の税

率の一時的な引き下げの適用において、エネルギー分野における緊急措置を採択する９月20日付け法令第17/2022号では、天然

ガス、ペレット、ブリケット及び薪の供給に対するVATを2023年12月31日まで21%から５%に引き下げる。

「エネルギー安全保障高度化プラン(+SE)」を適用したエネルギー消費者保護の強化及び天然ガス消費の削減に寄与する措置

を承認し、さらに公共部門労働者の報酬に関する措置及び干ばつの影響を受けた季節農業の労働者を保護する措置を承認す

る、10月18日付け法令第18/2022号では、エネルギー効率の向上及び再生可能エネルギーへの投資に対するインセンティブを導

入又は延長する。

ウクライナ戦争の経済的及び社会的影響に対応するための措置、ラ・パルマ島の再建を支援するための措置及びその他の脆

弱な状況に対応するための措置についての12月27日付け法令第20/2022号では、ガス及び電力に対するVATを５%まで削減し、電

力に対する特別税を0.5%まで削減し、電力生産量に対する課税の一時的な停止（うち最後のものについては、請求に係る収益

及び費用の均衡が保たれるよう、電力システムは同等額で補償される。）を2023年12月31日まで延長する。

 

ヨーロッパ

 

ルーマニア

当局は、電力供給者に対し、毎月のエネルギー消費量に応じた固定小売価格を課していた。基本的な法令により、供給者

は、実質供給費用とエンドユーザーの固定価格から供給利益及び規制された送配電費用を差し引いた差額を州から回収するこ

とで、１MWh当たりの固定利益を得ることが認められている。かかる回収額は不完全であり、遅延している。

・　ANREは、電力供給者に対する決済が州予算から支払われることに基づく加重平均電力の最大値を計算し、具体的には１MWh

当たり1,300ルーマニア・レウとなる。かかる上限は2022年９月１日より有効である。

・　消費者に請求される最終価格の上限：顧客の種類（世帯及び非世帯）によって異なる価格上限の規定が適用される。現

在、ルーマニアにおける全ての小売価格は法律によって定められており、１MWh当たり1,300ルーマニア・レウが上限であ

る。

・　当局は、市場運営者（OPCOM）によって管理される一元取得メカニズムを導入し、これは生産者がグリッド損失をまかなう

ためにDSOと契約した電力を超える電力を１MWh当たり450ルーマニア・レウ（１MWh当たり約91ユーロ）の固定価格で販売

し、それにより供給者が供給費用の総額を１MWh当たり1,300ルーマニア・レウの上限下に抑えられることをわずかに後押

しする仕組みに基づいている。
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ラテンアメリカ

 

自由市場

南アメリカにおける全ての国では、配電会社は規制された基準で顧客に電力を供給することができるが、顧客が一定の限度

を超えた場合においても、自由市場条件のもとで供給を行うことができる。

国別の自由市場の制限は以下のとおりである。

 
国 kW上限値

アルゼンチン >30kW

ブラジル >1,000kW又は>500kW(1)

コロンビア >100kW又は55MWh/月

コスタリカ 該当なし(2)

グアテマラ >100kW

パナマ >100kW

ペルー >200kW(3)

 

(1) 500kWを超える場合は、再生可能エネルギーを利用して発電された電力を利用した場合に適用されるもので、国から料金割

引の補助を受けている。

(2) コスタリカでは、自由市場という概念は適用されない。

(3) DS 018-2016-EMは、次のように定めている。

・　規制市場及び自由市場のどちらかを選択できる顧客（200kWから2,500kWの容量）の設備容量は、各供給地点にて測

定される。

・　各供給地点での容量が2,500kWを超える顧客は、自由市場型顧客となる。
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４【関係会社の状況】

 

(1)親会社

 

　該当なし。

 

(2)子会社及び関連会社

 

　2022年12月31日におけるエネルグループの子会社、関連会社及びその他重要な株式投資

 

　2006年７月28日のCONSOB通知第DEM/6064293号及び1999年５月14日のCONSOB決議第11971号126条に従い、イタリア民法典第

2359条に準じた、2022年12月31日におけるエネル・エスピーエーの子会社、関連会社及びその他重要な株式投資の一覧表が以

下に記載されている。エネルは全ての投資について完全な権原を有する。

　各会社毎にその名称、本社、資本金、資本金が表示されている通貨、事業セグメント、その会社の株を所有する会社、その

所有率及び当グループの所有率が記載されている。

 

会社名称 本社 国 資本金 通貨 セグメント 所有する会社

所有率

%

グループ

所有率

%

　         

親会社:         

　         

エネル・エスピーエー(Enel SpA) ローマ イタリア 10,166,679,946.00 ユーロ グループ・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

  100.00%

　         

子会社:         

　         

25・マイル・クリーク・ウィンド

ファーム・エルエルシー(25 Mile

Creek Windfarm LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

25ローズファームス・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

25・マイル・ピーピーエー・エルエル

シ(25 Mile PPA LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エージーピー・ノース・アメリカ・

ピーピーエー・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

25ローズファームス・ホールディング

ス・エルエルシー(25RoseFarms

Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・25ローズ

ファームス・ホールディングス・エル

エルシー

100.00% 100.00%

　         

３エスユーエヌ・エスアールエル(3SUN

Srl)

カタニア イタリア 1,000,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

96.74%

 

3.26%

100.00%

　         

３エスユーエヌ・ユーエスエー・エル

エルシー(3Sun USA LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

400・マンレイ・ソーラー・エルエル

シー(400 Manley Solar LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ

 

エネルⅩ・プロジェクト・エムピー・

ホールディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

4814・インベストメンツ・エルエル

シー(4814 Investments LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エービーシー・ソーラー・11・エス

ピーエー(ABC Solar 11 SpA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 1,000,000.00 チリペソ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・チリ・エ

スエー

100.00% 64.93%

　         

エービーシー・ソーラー・３・エス

ピーエー(ABC Solar 3 SpA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 1,000,000.00 チリペソ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・チリ・エ

スエー

100.00% 64.93%

　         

エーブルス・スプリングス・ソー

ラー・エルエルシー(Ables Springs

Solar LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

 

　         

エーブルス・スプリングス・ストレー

ジ・エルエルシー(Ables Springs

Storage LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%
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アブ・リニューアブルズ・インディ

ア・プライベート・リミテッド(Abu

Renewables India Private Limited)

グルグラム インド 100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

エース・ハイ・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Ace High Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エイスト・リニューアブルズ・ヒドゥ

ン・ヴァレー(アールエフ)(ピー

ティーワイ)エルティーディー(Aced

Renewables Hidden Valley (RF)(Pty)

Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・アールエ

スエー・２(アールエフ)(ピーティー

ワイ)エルティーディー

55.00%

 

 

27.50%

　         

エースファット・エーアイイー

(Acefat AIE)

バルセロナ スペイン 793,340.00 ユーロ エネル・グ

リッド

イー・ディストリビュシオン・レデ

ス・ディジタレス・エスエルユー

14.29% 10.02%

　         

アダムズ・ソーラー・ピーヴイ・プロ

ジェクト・トゥー(アールエフ)ピー

ティーワイ・エルティーディー(Adams

Solar PV Project Two (RF)(Pty)

Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 10,000,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ（ピーティーワイ）エル

ティーディー

60.00% 60.00%

　         

アドリア・リンク・エスアールエル

(Adria Link Srl)

ゴリツィア イタリア 300,297.00 ユーロ 取引 エネル・プロデュツィオーネ・エス

ピーエー

50.00% 50.00%

　         

アファーカット・ウィンド・ファーム

(Aferkat Wind Farm)

ベンスリマン モロッコ 389,600.00 モロッコ

ディルハム

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・モロッ

コ・エスエーアールエルエーユー

100.00% 100.00%

　         

アガシズ・ビーチ・エルエルシー

(Agassiz Beach LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00% 51.00%

　         

アガトス・グリーン・パワー・トリ

ノ・エスアールエル(Agatos Green

Power Trino Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ソー

ラー・エナジー・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

アグイロン・20・エスエー(Aguilón20

SA)

サラゴサ スペイン 2,682,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

51.00% 35.76%

　         

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー(Alba Energia Ltda)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 16,045,169.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

アルバニー・ソーラー・エルエルシー

(Albany Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

アリアンス・エスエー(Alliance SA) マナグア ニカラグア 6,180,150.00 ニカラグア

コルドバ

エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー 99.90% 19.48%

　         

アルペ・アドリア・エネルジア・エス

アールエル(Alpe Adria Energia Srl)

ウディネ イタリア 900,000.00 ユーロ 取引 エネル・プロデュツィオーネ・エス

ピーエー

50.00% 50.00%

　         

アルタ・ファームズ・アズーレ・ラン

チランド・ホールディングス・エルエ

ルシー(Alta Farms Azure Ranchland

Holdings LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

アルタ・ファームズ・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅱ・エルエルシー(Alta

Farms Wind Project II LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・25ローズ

ファームス・ホールディングス・エル

エルシー

100.00% 100.00%

　         

アルヴォラーダ・エネルジア・エス

エー(Alvorada Energia SA)

ニテロイ ブラジル 22,317,415.92 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

アンプラ・エネルジア・エ・セルヴィ

ソス・エスエー(Ampla Energia e

Serviços SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 4,138,230,386.65 ブラジル

レアル

取引

エネル・グ

リッド

エンドユー

ザー市場

エネル・ブラジル・エスエー

 

99.82% 82.12%

　         

アナンデール・ソーラー・エルエル

シー(Annandale Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

アピアカス・エネルジア・エスエー

(Apiacás Energia SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 14,216,846.33 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%
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アキーリャ・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Aquilla Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

アラゴネサ・デ・アクティヴィダデ

ス・エネルジェティカス・エスエー

ユー(Aragonesa de Actividades

Energéticas SAU)

テルエル スペイン 60,100.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 100.00%

 

70.12%

　         

アラノート・デザロロス・エスエル

ユー(Aranort Desarrollos SLU)

マドリード スペイン 3,010.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

アラバリ・スルヤ(プロジェクト１)・

プライベート・リミテッド(Aravalli

Surya (Project 1) Private Limited)

グルグラム インド 31,630,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

アルカディア・パワー・インク

(Arcadia Power Inc.)

ワシントン

ディーシー

米国 - 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 0.14% 0.14%

　         

アレナ・グリーン・パワー・１・エス

エルユー(Arena Green Power 1 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

アレナ・グリーン・パワー・２・エス

エルユーArena Green Power 2 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

アレナ・グリーン・パワー・３・エス

エルユーArena Green Power 3 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

アレナ・グリーン・パワー・４・エス

エルユーArena Green Power 4 SLU)

セビリア スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

アレナ・グリーン・パワー・５・エス

エルユーArena Green Power 5 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

アレナ・パワー・ソーラー・11・エス

エルユー(Arena Power Solar 11 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

アレナ・パワー・ソーラー・12・エス

エルユー(Arena Power Solar 12 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

アレナ・パワー・ソーラー・13・エス

エルユー(Arena Power Solar 13 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

アレナ・パワー・ソーラー・20・エス

エルユー(Arena Power Solar 20 SLU)

セビリア スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

アレナ・パワー・ソーラー・33・エス

エルユー(Arena Power Solar 33 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

アレナ・パワー・ソーラー・34・エス

エルユー(Arena Power Solar 34 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

アレナ・パワー・ソーラー・35・エス

エルユー(Arena Power Solar 35 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

アロー・ヒルズ・ソーラー・プロジェ

クト(Arrow Hills Solar Project)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

アソシアシオン・ヌークリア・アス

コ・ヴァンデリョス・Ⅱ・エーアイ

イー(Asociación Nuclear Ascó-

Vandellós II AIE)

タラゴナ スペイン 19,232,400.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

85.41% 59.89%

　         

アテカ・レノバブルズ・エスエル

(Ateca Renovables SL)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

ベイリオ・ソーラー・エスエルユー

デヘサ・デ・ロス・グアダルーペ・

ソーラー・エスエルユー

セグイドレス・ソラレス・プランタ・

２・エスエルユー

19.72%

14.93%

 

15.35%

 

35.06%
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アソネット・フランス・エスエーエス

ユー(Athonet France SASU)

パリ フランス 50,000.00 ユーロ エネルⅩ アソネット・エスアールエル 100.00% 16.00%

　         

アソネット・エスアールエル(Athonet

Srl)

トリエステ イタリア 68,927.57 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・エスアールエル 16.00% 16.00%

　         

アソネット・ユーケー・エルティー

ディー(Athonet UK Ltd)

バトル、イース

ト・サセックス

英国 250,001.00 英国ポンド エネルⅩ アソネット・エスアールエル 100.00% 16.00%

　         

アソネット・ユーエスエー・インク

(Athonet USA Inc.)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネルⅩ アソネット・エスアールエル 100.00% 16.00%

　         

アトランティコ・フォトボルタイク・

エスエーエス・イーエスピー

(Atlántico Photovoltaic SAS ESP)

バランキヤ コロンビア 50,587,000.00 コロンビア

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

100.00% 47.18%

　         

アットウォーター・ソーラー・エルエ

ルシー(Atwater Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー(Aurora

Distributed Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ソーラー・ホールディング

ス・エルエルシー

74.13% 74.13%

　         

オーロラ・ランド・ホールディング

ス・エルエルシー(Aurora Land

Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

オーロラ・ソーラー・ホールディング

ス・エルエルシー(Aurora Solar

Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・インク 100.00% 100.00%

　         

オーロラ・ウィンド・ホールディング

ス・エルエルシー(Aurora Wind

Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

オーロラ・ウィンド・プロジェクト・

エルエルシー(Aurora Wind Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ウィンド・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

オータム・ヒルズ・エルエルシー

(Autumn Hills LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00% 51.00%

　         

オータム・ワルツ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Autumn

Waltz Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

アヴィキラン・エナジー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

(Avikiran Energy India Private

Limited)

グルグラム インド 100,000,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

アヴィキラン・ソーラー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

(Avikiran Solar India Private

Limited)

ニューデリー インド 253,659,580.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

アヴィキラン・スルヤ・インディア・

プライベート・リミテッド(Avikiran

Surya India Private Limited)

グルグラム インド 200,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

51.00% 51.00%

 

　         

アヴィキラン・ヴァユ・インディア・

プライベート・リミテッド(Avikiran

Vayu India Private Limited)

グルグラム インド 100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

アズーレ・ブルー・ジェイ・ホール

ディングス・エルエルシー(Azure

Blue Jay Holdings LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

アズーレ・ブルー・ジェイ・ソー

ラー・ホールディングス・エルエル

シー(Azure Blue Jay Solar Holdings

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・アズー

レ・ブルー・ジェイ・ソーラー・ホー

ルディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

アズーレ・スカイ・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Azure Sky

Solar Project LLC))

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

アズーレ・ブルー・ジェイ・ソー

ラー・ホールディングス・エルエル

シー

100.00% 100.00%
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アズーレ・スカイ・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー(Azure Sky

Wind Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

アズーレ・スカイ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Azure Sky

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

アズーレランチⅡ・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

アズーレ・スカイ・ウィンド・スト

レージ・エルエルシー(Azure Sky

Wind Storage LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

アズーレランチⅡ・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

(AzureranchII Wind Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・アズーレ

ランチⅡ・ウィンド・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

バイカル・エンタープライズ・エスエ

ルユー(Baikal Enterprise SLU)

パルマ・デ・

マヨルカ

スペイン 3,006.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

バレアレス・エナジー・エスエルユー

(Baleares Energy SLU)

パルマ・デ・

マヨルカ

スペイン 4,509.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

バーンウェル・カウンティ・ソー

ラー・プロジェクト・エルエルシー

(Barnwell County Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ベイリオ・ソーラー・エスエルユー

(Baylio Solar SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

ビーヴァー・フォールズ・ウォー

ター・パワー・カンパニー(Beaver

Falls Water Power Company)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ビーヴァー・ヴァレー・ホールディン

グス・エルエルシー

67.50%

 

67.50%

　         

ビーヴァー・ヴァレー・ホールディン

グス・エルエルシー(Beaver Valley

Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

ベイジン・テクナトム・ニュークリ

ア・パワー・セーフティー・テクノロ

ジー・サービシズ・カンパニー・リミ

テッド(Beijing Tecnatom Nuclear

Power Safety Technology Services

Company Limited)

北京 中国 280,000.00 ユーロ 火力発電 テクナトム・エスエー 100.00% 31.56%

　         

ブジャド・ソーラー・プラント

(Bejaad Solar Plant)

カサブランカ モロッコ 10,000.00 モロッコ

ディルハム

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・モロッ

コ・エスエーアールエルエーユー

ミセス・リベロス・ペレス・ポーラ・

クリスティーナ

99.00%

 

1.00%

99.00%

　         

ベルテイル・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Belltail Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ベロメチェツカヤ・ダブリューピーエ

ス(Belomechetskaya WPS)

モスクワ ロシア連邦 3,010,000.00 ロシア

ルーブル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルス・リ

ミテッド・ライアビリティ・カンパ

ニー

100.00% 100.00%

　         

ビージュー・ヒルズ・ウィンド・エル

エルシー(Bijou Hills Wind LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

バイオエナジー・キャセイ・ジェロー

ラ・エスアールエル(Bioenergy Casei

Gerola Srl)

ローマ イタリア 100,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

         

バイソン・メドース・ストレージ・プ

ロジェクト・エルエルシー(Bison

Meadows Storage Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

バイソン・メドウズ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー

(Bison Meadows Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ブレア・ソーラー・Ⅰ・エルエルシー

(Blair Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%
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ブルー・ジェイ・ソーラー・Ⅰ・エル

エルシー(Blue Jay Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

アズーレ・ブルー・ジェイ・ソー

ラー・ホールディングス・エルエル

シー

100.00% 100.00%

　         

ブルー・ジェイ・ソーラー・Ⅱ・エル

エルシー(Blue Jay Solar II LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ブルー・スター・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(Blue Star Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ブルーレ・エムエー(BluRe MA) サン・ホセ ルクセンブルク 7,092,970.00 ユーロ 取引 スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス

5.00% 1.65%

　         

ボゴタ・ゼットイー・エスエーエス

(Bogotá ZE SAS)

ボゴタ コロンビア 186,361,690.00 コロンビア

ペソ

エネルⅩ コロンビア・ゼットイー・エスエーエ

ス

 

100.00%

 

47.18%

　         

ボールド・エルク・ウィンド・リミ

テッド・パートナーシップ(Bold Elk

Wind Limited Partnership)

カルガリー カナダ 100.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.01%

 

99.90%

100.00%

　         

ボンディア・エネルジア・エルティー

ディーエー(Bondia Energia Ltda)

ニテロイ ブラジル 2,950,888.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

ブーン・スティーブンス・ソーラー・

Ⅰ・エルエルシー(Boone Stephens

Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ボサ・デル・エブロ・エスエル(Bosa

del Ebro SL)

サラゴサ スペイン 3,010.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

51.00% 35.76%

　         

ボトム・グラス・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Bottom Grass

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ブーダー・ウィンド・ファーム

(Boujdour Wind Farm)

カサブランカ モロッコ 300,000.00 モロッコ

ディルハム

エネル・グ

リーン・パ

ワー

ナレヴァ・エネル・グリーン・パ

ワー・モロッコ・エスエー

90.00% 45.00%

　         

ボルダークーム・ソーラー・ファー

ム・トラスト(Bouldercombe Solar

Farm Trust)

シドニー オーストラリア 10.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ボルダー

クーム・トラスト

100.00% 100.00%

　         

ボルダークーム・ソーラー（ピー

ティーワイ）エルティーディー

(Bouldercombe Solar (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ボルダー

クーム・ホールディング（ピーティー

ワイ）エルティーディー

100.00% 100.00%

　         

ボックス・キャニオン・エナジー・ス

トレージ・プロジェクト・エルエル

シー(Box Canyon Energy Storage

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ビーピー・ハイドロ・ファイナンス・

パートナーシップ(BP Hydro Finance

Partnership)

ソルトレーク

シティ

米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

エネル・カンザス・エルエルシー

24.08%

 

75.92%

100.00%

 

 

　         

ブランドンビル・ソーラー・Ⅰ・エル

エルシー(Brandonville Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ブラボー・ドーム・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Bravo Dome

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

         

ブラサトルタス・220・レノバブル

ズ・エスエル(Brazatortas 220

Renovables SL)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

ベイリオ・ソーラー・エスエルユー

フラテナ・ソーラー・１・エスエル

ユー

16.98%

16.98%

23.81%

　         

ブラゾリア・ウェスト・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Brazoria

West Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ブラゾス・フラット・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー

(Brazos Flat Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー(Brick

Road Solar Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ブロンコ・ヒルズ・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Bronco

Hills Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ブラッシュ・カウンティ・ソーラー・

プロジェクト・エルエルシー (Brush

County Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

バック・キャニオン・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Buck Canyon

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

バックシューテム・ソーラー・Ⅰ・エ

ルエルシー(Buckshutem Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

バックシューテム・ソーラー・Ⅱ・エ

ルエルシー(Buckshutem Solar II

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

バッファロー・デューンズ・ソー

ラー・プロジェクト・エルエルシー

(Buffalo Dunes Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

バッファロー・デューンズ・ウィン

ド・プロジェクト・エルエルシー

(Buffalo Dunes Wind Project LLC)

トピカ 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・ディベロップ

メント・ホールディングス・エルエル

シー

75.00% 75.00%

　         

バッファロー・ジャンプ・エルピー

(Buffalo Jump Lp)

アルバータ カナダ 10.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

バッファロー・スプリット・ウィン

ド・プロジェクト・エルエルシー

(Buffalo Spirit Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ブンガラ・ワン・フィンコ(ピー

ティーワイ)エルティーディー

(Bungala One Finco (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 1,000.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブンガラ・ワン・プロパティ・トラス

ト

 

100.00% 51.00%

　         

ブンガラ・ワン・オペレーション・

ホールディング・トラスト(Bungala

One Operation Holding Trust)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ブンガラ

(ピーティーワイ)エルティーディー

50.00% 50.00%

　         

ブンガラ・ワン・オペレーションズ・

ホールディング(ピーティーワイ)エル

ティーディー(Bungala One

Operations Holding (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ブンガラ

(ピーティーワイ)エルティーディー

51.00% 51.00%

　         

ブンガラ・ワン・オペレーションズ

(ピーティーワイ)エルティーディー

(Bungala One Operations (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 1,000.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブンガラ・ワン・オペレーションズ・

ホールディング(ピーティーワイ)エル

ティーディー

100.00% 51.00%

　         

ブンガラ・ワン・オペレーションズ・

トラスト(Bungala One Operations

Trust)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブンガラ・ワン・オペレーションズ・

ホールディング(ピーティーワイ)エル

ティーディー

100.00% 51.00%

　         

ブンガラ・ワン・プロパティ・ホール

ディング(ピーティーワイ)エルティー

ディー(Bungala One Property

Holding (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ブンガラ

(ピーティーワイ)エルティーディー

51.00% 51.00%

　         

ブンガラ・ワン・プロパティ・ホール

ディング・トラスト(Bungala One

Property Holding Trust)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ブンガラ

(ピーティーワイ)エルティーディー

50.00% 50.00%

　         

ブンガラ・ワン・プロパティ（ピー

ティーワイ）エルティーディー

(Bungala One Property (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 1,000.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブンガラ・ワン・プロパティ・ホール

ディング（ピーティーワイ）エル

ティーディー

100.00% 51.00%

　         

ブンガラ・ワン・プロパティ・トラス

ト(Bungala One Property Trust)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブンガラ・ワン・プロパティ・ホール

ディング(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 51.00%
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ブンガラ・トゥー・フィンコ(ピー

ティーワイ)エルティーディー

(Bungala Two Finco (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブンガラ・トゥー・プロパティ・トラ

スト

100.00% 51.00%

　         

ブンガラ・トゥー・オペレーション

ズ・ホールディング(ピーティーワイ)

エルティーディー(Bungala Two

Operations Holding (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ブンガラ

(ピーティーワイ)エルティーディー

51.00% 51.00%

　         

ブンガラ・トゥー・オペレーション

ズ・ホールディング・トラスト

(Bungala Two Operations Holding

Trust)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ブンガラ

(ピーティーワイ)エルティーディー

50.00% 50.00%

　         

ブンガラ・トゥー・オペレーションズ

(ピーティーワイ)エルティーディー

(Bungala Two Operations (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブンガラ・トゥー・オペレーション

ズ・ホールディング(ピーティーワイ)

エルティーディー

100.00% 51.00%

　         

ブンガラ・トゥー・オペレーション

ズ・トラスト(Bungala Two

Operations Trust)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブンガラ・トゥー・オペレーション

ズ・ホールディング(ピーティーワイ)

エルティーディー

100.00% 51.00%

　         

ブンガラ・トゥー・プロパティ・ホー

ルディング(ピーティーワイ)エル

ティーディー(Bungala Two Property

Holding (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ブンガラ

(ピーティーワイ)エルティーディー

51.00% 51.00%

　         

ブンガラ・トゥー・プロパティ・ホー

ルディング・トラスト(Bungala Two

Property Holding Trust)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ブンガラ

(ピーティーワイ)エルティーディー

50.00% 50.00%

　         

ブンガラ・トゥー・プロパティ(ピー

ティーワイ)エルティーディー

(Bungala Two Property (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブンガラ・トゥー・プロパティ・ホー

ルディング(ピーティーワイ)エル

ティーディー

100.00% 51.00%

　         

ブンガラ・トゥー・プロパティ・トラ

スト

(Bungala Two Property Trust)

シドニー オーストラリア 1.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブンガラ・トゥー・プロパティ・ホー

ルディング(ピーティーワイ)エル

ティーディー

100.00% 51.00%

　         

バーガンディ・スプルース・ソー

ラー・エルピー(Burgundy Spruce

Solar LP)

カルガリー カナダ 100.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ソーラー・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

ビジネス・ベンチャー・インベストメ

ンツ 1468(ピーティーワイ)エル

ティーディー(Business Venture

Investments 1468 ((Pty)) Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 100.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ（ピーティーワイ）エル

ティーディー

100.00% 100.00%

　         

バタフライ・メドウズ・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Butterfly

Meadows Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

シーアンドシー・カステルヴェーテー

レ・エスアールエル(C&C

Castelvetere Srl)

ローマ イタリア 100,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

シーアンドシー・ウノ・エナジー・エ

スアールエル(C&C Uno Energy Srl)

ローマ イタリア 118,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

カクタス・メサ・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Cactus Mesa

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

カンポス・プロモトレス・レノバブル

ズ・エスエル(Campos Promotores

Renovables SL)

エルチェ スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

25.30% 17.74%

　         

カナストータ・ウィンド・パワー・エ

ルエルシー(Canastota Wind Power

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

フェンナー・ウィンド・ホールディン

グス・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

　         

キャニー・リヴァー・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Caney River

Wind Project LLC)

オーヴァーラン

ド・パーク

米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ロッキー・キャニー・ウィンド・エル

エルシー

100.00% 10.00%
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キャニオン・トップ・エナジー・スト

レージ・プロジェクト・エルエルシー

（Canyon Top Energy Storage

Project LLC）

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

キャッスル・ロック・リッジ・リミ

テッド・パートナーシップ(Castle

Rock Ridge Limited Partnership)

アルバータ カナダ - カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

 

100.00%

　         

カタラナ・ディンシアチブ・エスシー

アール・エスエー(Catalana d’

Iniciatives SCR SA)

バルセロナ スペイン 30,862,800.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 0.94% 0.66%

　         

キャトル・ドライブ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Cattle

Drive Wind Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

シーシーピー・アールオー・ブカレス

ト・エスエー(CCP.RO Bucharest SA)

ブカレスト ルーマニア 79,800,000.00 ルーマニア

レイ

ファイナンス エネル・ルーマニア・エスエー 9.52% 9.52%

　         

シーデック－シック・エルティー

ディーエー(Cdec - Sic Ltda)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 709,783,206.00 チリペソ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・チリ・エ

スエー

6.00% 3.90%

　         

セダー・ラン・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Cedar Run Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

セントラル・ドック・スード・エス

エー(Central Dock Sud SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 1,231,270,567.54 アルゼンチ

ンペソ

火力発電

取引

エネル・アルジェンティーナ・エス

エー

インヴェルソラ・ドック・スード・エ

スエー

0.24%

 

71.78%

 

33.94%

　         

セントラル・ジェラドラ・フォトヴォ

ルタイカ・ボム・ノム・エルティー

ディーエー(Central Geradora

Fotovoltaica Bom Nome Ltda)

サルバドル ブラジル 4,979,739.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

セントラル・ジェラドラ・フォトヴォ

ルタイカ・サンフランシスコ・エル

ティーディーエー(Central Geradora

Fotovoltaica São Francisco Ltda)

ニテロイ ブラジル 268,128,917.00 ブラジル

レアル

エネルⅩ エネル・ブラジル・エスエー

エネルⅩ・ブラジル・エスエー

 

0.00%

100.00%

82.27%

　         

セントラル・ハイドラウリカ・グエハ

ル・シエラ・エスエル(Central

Hidráulica Güejar-Sierra SL)

セビリア スペイン 364,213.34 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

33.30% 23.35%

　         

セントラル・テルミカ・デ・アンリャ

レス・エーアイイー(Central Térmica

de Anllares AIE)

マドリード スペイン 595,000.00 ユーロ 火力発電

取引

エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

33.33%

 

23.37%

　         

セントラル・ブエルタ・デ・オブリガ

ド・エスエー(Central Vuelta de

Obligado SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 500,000.00 アルゼンチ

ンペソ

火力発電

取引

サービス

セントラル・ドック・スード・エス

エー

エネル・ジェネラシオン・コスタネ

ラ・エスエー

エネル・ジェネラシオン・エル・チョ

コン・エスエー

6.40%

 

1.30%

 

33.20%

20.93%

　         

セントラレス・ヌクレアレス・アルマ

ラズ－トリロ・エーアイイー

(Centrales Nucleares Almaraz-

Trillo AIE)

マドリード スペイン - ユーロ 火力発電

取引

エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

24.18% 16.95%

　         

セントラム・プレ・ヴェドゥ・ア・

ヴィスクム・エスアールオー(Centrum

Pre Vedu A Vyskum SRO)

カルナ・ナッ

ド・フロノム

スロバキア 6,639.00 ユーロ サービス スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス

100.00% 33.00%

　         

シーイーエス・１・プライベート・カ

ンパニー(CES 1 Private Company)

アテネ ギリシャ 500.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.20% 0.20%

　         

シーイーエス・２・プライベート・カ

ンパニー(CES 2 Private Company)

アテネ ギリシャ 501.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.20% 0.20%

　         

シーイーエス・３・プライベート・カ

ンパニー(CES 3 Private Company)

アテネ ギリシャ 501.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.20% 0.20%
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シーイーエス・４・プライベート・カ

ンパニー(CES 4 Private Company)

アテネ ギリシャ 501.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.20% 0.20%

　         

シーイーエス・５・プライベート・カ

ンパニー(CES 5 Private Company)

アテネ ギリシャ 501.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.20% 0.20%

　         

シーイーエス・６・プライベート・カ

ンパニー(CES 6 Private Company)

アテネ ギリシャ 501.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.20% 0.20%

　         

シーイーエス・７・プライベート・カ

ンパニー(CES 7 Private Company)

アテネ ギリシャ 501.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.20% 0.20%

　         

シーイーエス・８・プライベート・カ

ンパニー(CES 8 Private Company)

アテネ ギリシャ 501.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.20% 0.20%

　         

シーイーエスアイ－チェントロ・エ

レットロテクニコ・スペリメンター

レ・イタリアーノ・ジャチント・モッ

タ・エスピーエー(CESI - Centro

Elettrotecnico Sperimentale

Italiano Giacinto Motta SpA)

ミラノ イタリア 8,550,000.00 ユーロ サービス エネル・エスピーエー 42.70% 42.70%

　         

シャンパーニュ・ストレージ・エルエ

ルシー(Champagne Storage LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)

100.00%

 

100.00%

　         

チェッカーボード・プレインズ・ソー

ラー・プロジェクト・リミテッド・

パートナーシップ(Checkerboard

Plains Solar Project Limited

Partnership)

カルガリー カナダ - カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ソーラー・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

シャイアン・リッジ・Ⅱ・ウィンド・

プロジェクト・エルエルシー

(Cheyenne Ridge II Wind Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

シャイアン・リッジ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Cheyenne

Ridge Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

シーエイチアイ・ブラック・リ

ヴァー・エルエルシー(Chi Black

River LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー(Chi Minnesota

Wind LLC)

ウィルミントン

 

米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

シーエイチアイ・オペレーションズ・

インク(Chi Operations Inc.)

アンドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

シーエイチアイ・パワー・インク(Chi

Power Inc.)

ネイプルズ 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

シーエイチアイ・パワー・マーケティ

ング・インク(Chi Power Marketing

Inc.)

ウィルミントン 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

シーエイチアイ・ウェスト・エルエル

シー(Chi West LLC)

サンフラン

シスコ

米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

チナンゴ・エスエーシー(Chinango

SAC)

サンミゲル ペルー 295,249,298.00 ペルーソル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ジェネラシオン・ペルー・エ

スエーエー

80.00%

 

55.02%

　         

チサゴ・ソーラー・エルエルシー

(Chisago Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

チショルム・ビュー・Ⅱ・ホールディ

ング・エルエルシー(Chisholm View

II Holding LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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チショルム・ビュー・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅱ・エルエルシー

(Chisholm View Wind Project II

LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

チショルム・ビュー・Ⅱ・ホールディ

ング・エルエルシー

62.79% 62.79%

　         

チショルム・ビュー・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Chisholm

View Wind Project LLC)

ニューヨーク 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・アールイー

ピー・ウィンド・ホールディングス・

エルエルシー

100.00% 10.00%

　         

シマロン・ベンド・アセッツ・エルエ

ルシー(Cimarron Bend Assets LLC)

ウィルミントン

 

米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シマロン・ベンド・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅰ・エルエルシー

シマロン・ベンド・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅱ・エルエルシー

シマロン・ベンド・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅲ・エルエルシー

エネル・カンザス・エルエルシー

49.00%

 

49.00%

 

1.00%

 

1.00%

100.00%

　         

シマロン・ベンド・Ⅲ・ホールドコ・

エルエルシー(Cimarron Bend III

HoldCo LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・シマロ

ン・ベンド・ウィンド・ホールディン

グス・Ⅲ・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

シマロン・ベンド・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Cimarron

Bend Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

シマロン・ベンド・ウィンド・ホール

ディングス・Ⅰ・エルエルシー

(Cimarron Bend Wind Holdings I

LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シマロン・ベンド・ウィンド・Ⅱ・

ホールディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

シマロン・ベンド・ウィンド・ホール

ディングス・Ⅱ・エルエルシー

(Cimarron Bend Wind Holding II

 LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シマロン・ベンド・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

シマロン・ベンド・ウィンド・ホール

ディングス・Ⅲ・エルエルシー

(Cimarron Bend Wind Holdings III

LLC)

アンドーヴァー

 

米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

シマロン・ベンド・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー(Cimarron

Bend Wind Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

シマロン・ベンド・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅰ・エルエルシー

(Cimarron Bend Wind Project I LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シマロン・ベンド・ウィンド・ホール

ディングス・Ⅰ・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

シマロン・ベンド・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅱ・エルエルシー

(Cimarron Bend Wind Project II

LLC)

ウィルミントン

 

米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シマロン・ベンド・ウィンド・ホール

ディングス・Ⅰ・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

シマロン・ベンド・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅲ・エルエルシー

(Cimarron Bend Wind Project III

LLC )

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シマロン・ベンド・ウィンド・ホール

ディングス・Ⅲ・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

シンチ・トップ・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Cinch Top Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

サイファ・ソーラー・プロジェクト・

エルエルシー(Cipher Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

シティポスト・ペイメント・デジタ

ル・エスアールエル(CityPoste

Payment Digital Srl)

テーラモ イタリア 10,000.00 ユーロ エネルⅩ シティポスト・ペイメント・エスピー

エー

100.00% 50.00%

　         

シティポスト・ペイメント・エスピー

エー(CityPoste Payment SpA)

テーラモ イタリア - ユーロ エネルⅩ ムーニー・グループ・エスピーエー 100.00% 50.00%

　         

クリア・スカイ・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(Clear Sky Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00%

 

100.00%

　         

クリントン・ファームス・バッテ

リー・プロジェクト・エルエルシー

(Clinton Farms Battery

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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クリントン・ファームズ・ウィンド・

プロジェクト・エルエルシー(Clinton

Farms Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

クラウドウォーカー・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Cloudwalker

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

コジェイン・サンニオ・エスアールエ

ル(Cogein Sannio Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

コジェネラシオン・エル・サルト・エ

スエル(清算中)(Cogeneracion El

Salto SL in liquidation)

サラゴサ スペイン 36,060.73 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

20.00% 14.02%

　         

コジェニオ・イベリア・エスエル

(Cogenio Iberia SL)

マドリード スペイン 2,874,621.80 ユーロ エネルⅩ エンデサⅩ・セルヴィシオス・エスエ

ルユー

20.00% 14.02%

　         

コジェニオ・エスアールエル(Cogenio

Srl)

ローマ イタリア 2,310,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・イタリア・エスアールエル 20.00% 20.00%

　         

コフナ・ソーラー・ファーム(ピー

ティーワイ)エルティーディー(Cohuna

Solar Farm (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・コフナ

(ピーティーワイ)エルティーディー

100.00% 100.00%

　         

コフナ・ソーラー・ファーム・トラス

ト(Cohuna Solar Farm Trust)

シドニー オーストラリア 1.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・コフナ・

ホールディングス・トラスト

100.00% 100.00%

　         

コロンビア・ゼットイー・エスエーエ

ス(Colombia ZE SAS)

ボゴタ コロンビア 5,503,986,000.00 コロンビア

ペソ

エネルⅩ エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

100.00% 47.18%

　         

コマンチェ・クレスト・ランチ・エル

エルシー(Comanche Crest Ranch LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

コメルシアリザドラ・エレクトリカ・

ディ・カディス・エスエー

(Comercializadora Electrica de

Cadiz SA)

カディス

 

スペイン 600,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンデサ・レッド・エスエーユー 33.50%

 

23.49%

 

　         

コンパニア・ポルト・ディ・チヴィタ

ベッキア・エスピーエー(清算中)

(Compagnia Porto di Civitavecchia

SpA in liquidation)

ローマ イタリア 14,730,800.00 ユーロ 火力発電 エネル・プロデュツィオーネ・エス

ピーエー

25.00%

 

25.00%

　         

コンパニア・エネルジェティカ・ド・

セアラーコエルチェ(Companhia

Energetica do Ceara - Coelce)

フォルタレザ ブラジル 1,085,346,885.76 ブラジル

レアル

エネル・グ

リッド

エンドユー

ザー市場

エネル・ブラジル・エスエー 74.05% 60.92%

　         

コンパニア・デ・トランスミシオン・

デル・メルコスス・エスエーーシー

ティーエム(Compania de Transmision

del Mercosur SA - CTM)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 2,025,191,313.00 アルゼンチ

ンペソ

エネル・グ

リッド

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・シーアイイーエヌ・エスエー

エネル・エスピーエー

74.15%

25.85%

0.00%

82.27%

　         

コンパニア・エネルジェティカ・ヴェ

ラクルス・エスエーシー(Compania

Energetica Veracruz SAC)

サンミゲル ペルー 2,886,000.00 ペルーソル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ペルー・エスエーシー 100.00% 82.27%

　         

コンパニア・エオリカ・ティエラス・

アルタス・エスエー(Compania Eolica

Tierras Altas SA)

ソリア スペイン 13,222,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

コンパニア・エオリカ・ティエラス・

アルタス・エスエー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

5.00%

 

35.63%

26.29%

　         

コンパス・ローズ・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Compass

Rose Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

コンチェルト・エスアールエル

(Concert Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ 火力発電 エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

コンチョ・ソーラー・Ⅰ・エルエル

シー(Concho Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

コンコード・ヴァイン・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Concord

Vine Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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コンソリデイティッド・ハイドロ・サ

ウスイースト・エルエルシー

(Consolidated Hydro Southeast LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

コンソリデイティッド・パンプト・ス

トレージ・インク(Consolidated

Pumped Storage Inc.)

ウィルミントン 米国 550,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

81.83% 81.83%

　         

コンザ・グリーン・エナジー・エス

アールエル(Conza Green Energy Srl)

ローマ イタリア 73,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

コッパー・ランディング・ソーラー・

プロジェクト・エルエルシー(Copper

Landing Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

コーポラシオン・エンプレサリアル・

デ・エクストレマデュラ・エスエー

(Corporación Empresarial de

Extremadura SA)

バダホス スペイン 44,538,000.00 ユーロ サービス エンデサ・エスエー 1.01% 0.71%

　         

コーポラシオン・エオリカ・デ・サラ

ゴサ・エスエル(Corporación Eólica

de Zaragoza SL)

ラ・プエブラ・

デ・アルフィン

デン

スペイン 271,652.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

25.00% 17.53%

　         

カントリー・ローズ・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Country

Roads Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

カウ・クリーク・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(Cow Creek Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

クレディト・ファシル・コデンサ・エ

スエー・カンパニア・デ・フィナンシ

アミエント(Crédito Fácil Codensa

SA Compañía de Financiamiento)

ボゴタ コロンビア 32,000,000,000.00 コロンビア

ペソ

エネルⅩ コロンビア・ゼットイー・エスエーエ

ス

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネルⅩ・コロンビア・エスエーエ

ス・イーエスピー

0.00%

 

48.99%

 

0.00%

23.12%

　         

クロケット・ソーラー・Ⅰ・エルエル

シー(Crockett Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

クロス・トレイルズ・エナジー・スト

レージ・プロジェクト・エルエルシー

(Cross Trails Energy Storage

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

クロス・トレイルズ・ジーイーエスエ

ス・エルエルシー(Cross Trails GESS

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ガンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

デイリー・メドウズ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Dairy

Meadows Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

デイジー・パッチ・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Daisy Patch

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ダナックス・エナジー(ピーティーワ

イ)エルティーディー(Danax Energy

(Pty) Ltd)

サンドトン 南アフリカ 100.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ（ピーティーワイ）エル

ティーディー

100.00% 100.00%

         

ダップルド・コルト・ストレージ・プ

ロジェクト・リミテッド・パートナー

シップ(Dappled Colt Storage

Project Limited Partnership)

カルガリー カナダ - カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ストレージ・イ

ンク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

ダラ・ソーラー・インベストメント・

エスアールエル(Dara Solar

Investment Srl)

ブカレスト ルーマニア 14,392,400.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

ドーフィン・ソーラー・Ⅰ・エルエル

シー(Dauphin Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%
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デ・ロック・イントゥル・エスアール

エル(De Rock Int’l Srl)

ブカレスト ルーマニア 5,629,000.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00%

 

0.00%

100.00%

　         

デシマルフィギュア―ユニペソアル・

エルティーディーエー(Decimalfigure

- Unipessoal Ltda)

ペゴ ポルトガル 2,000.00 ユーロ 火力発電 テージョ・エネルジア―プロダクシオ

ン・エ・ディストリビュシオン・デ・

エネルジア・エレクトリカ・エスエー

100.00% 30.68%

　         

デヘサ・デ・ロス・グアダルーペ・

ソーラー・エスエルユー(Dehesa de

los Guadalupes Solar SLU)

セビリア スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

デヘサ・ピーヴイ・ファーム・03・エ

スエルユー(Dehesa PV Farm 03 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

デヘサ・ピーヴイ・ファーム・04・エ

スエルユー(Dehesa PV Farm 04 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

デリヴェックス・エスエー(Derivex

SA)

ボゴタ コロンビア 715,292,000.00 コロンビア

ペソ

ファイナンス エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

5.00% 2.36%

　         

デサリョーリョ・デ・フエルザス・レ

ノバブルズ・エス・デ・アールエル・

デ・シーヴイ(Desarrollo de Fuerzas

Renovables S de RL de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 33,101,350.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

キノ・ファシリティーズ・マネー

ジャー・エスエー・デ・シーヴイ

99.99%

 

 

0.01%

100.00%

　         

デザート・ウィロー・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Desert

Willow Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

DITNE－ディストレット・テクノロジ

コ・ナツィオナーレ・スル・エネルジ

アーソシエタ・コンソルティレ・ア・

レスポンサビリタ・リミタータ

(DI.T.N.E. -Distretto Tecnologico

Nazionale sull’Energia - Società

Consortile a Responsabilità

Limitata)

ローマ イタリア 444,206.61 ユーロ サービス エネル・プロデュツィオーネ・エス

ピーエー

1.73% 1.73%

　         

ダイアモンド・ヴィスタ・ホールディ

ングス・エルエルシー(Diamond Vista

Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ダイアモンド・ヴィスタ・ソーラー・

プロジェクト・エルエルシー(Diamond

Vista Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ディスパッチ・リニュアブル・エナ

ジー・ソシエテ・アノニム(Dispatch

Renewable Energy Societe Anonyme)

イラクリオン、

クレタ島

ギリシャ 440,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.00% 0.00%

　         

ディストリビュイドラ・デ・エネルジ

ア・エレクトリカ・デル・バジェス・

エスエー(Distribuidora de Energía

Eléctrica del Bages SA)

バルセロナ スペイン 108,240.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー

ハイドロエレクトリカ・デ・カタルー

ニャ・エスエルユー

55.00%

 

45.00%

70.12%

　         

ディストリビィドラ・エレクトリカ・

デル・プエルト・デ・ラ・クルス・エ

スエーユー(Distribuidora Eléctrica

del Puerto de la Cruz SAU)

サンタ・

クルス・デ・

テネリフェ

スペイン 12,621,210.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 100.00% 70.12%

　         

ディストリレック・インベルソラ・エ

スエー(Distrilec Inversora SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 497,612,021.00 アルゼンチ

ンペソ

サービス エネル・アメリカス・エスエー 51.50% 42.37%

　         

ドッジ・センター・ディストリビュー

ディッド・ソーラー・エルエルシー

(Dodge Center Distributed Solar

LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

ドロレス・ウィンド・エスエー・デ・

シーヴイ(Dolores Wind SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 200.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

0.50%

 

 

99.50%

100.00%
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ドミニカ・エネルジア・リンピア・エ

スエー・デ・シーヴイ(Dominica

Energia Limpia SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 2,070,600,646.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

テネドラ・デ・エネルジア・レノバブ

ル・ソル・イ・ヴィエント・エスエー

ピーアイ・デ・シーヴイ

60.80%

 

20.00%

　         

ドルセット・リッジ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Dorset

Ridge Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00%

 

 

100.00%

　         

ドーヴァー・ソーラー・Ⅰ・エルエル

シー(Dover Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ドラゴンフライ・フィールズ・ソー

ラー・プロジェクト・エルエルシー

(Dragonfly Fields Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ドリフト・サンド・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー(Drift

Sand Wind Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 50.00% 50.00%

 

　         

ドリフト・サンド・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Drift Sand

Wind Project LLC )

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ドリフト・サンド・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 50.00%

　         

ドワルカ・ヴァユ・１・プライベー

ト・リミテッド(Dwarka Vayu 1

Private Limited)

グルガオン インド 100,000.00 インドル

ピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

イーエスシーオー・コミュニ・エス

アールエル(E.S.CO. Comuni Srl)

ベルガモ イタリア 1,000,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・イタリア・エスアールエル 60.00% 60.00%

 

　         

アースリー・リフレクションズ・ソー

ラー・プロジェクト・エルエルシー

(Earthly Reflections Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イーストウッド・ソーラー・エルエル

シー(Eastwood Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

エベネーザ・ソーラー・Ⅰ・エルエル

シー(Ebenezer Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エコソーラー２・プライベート・カン

パニー(Ecosolar2 Private Company)

グレヴェナ ギリシャ 1,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.10% 0.10%

　         

エドガータウン・デポ・ソーラーⅠ・

エルエルシー(Edgartown Depot Solar

1 LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ

 

エネルⅩ・エムエー・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

イー・ディストリビュシオン・レデ

ス・ディジタレス・エスエルユー

(Edistribución Redes Digitales

SLU)

マドリード スペイン 1,204,540,060.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 100.00% 70.12%

　         

イー・ディストリビューティ・バナ

ト・エスエー(E-Distribuţie Banat

SA)

ティミショアラ ルーマニア 382,158,580.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リッド

エネル・エスピーエー 51.00% 51.00%

　         

イー・ディストリビューティー・ドブ

ロジャ・エスエー(E-Distribuţie

Dobrogea SA)

コンスタンツァ ルーマニア 280,285,560.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リッド

エネル・エスピーエー 51.00% 51.00%

　         

イー・ディストリビューティ・ムンテ

ニア・エスエー(E-distribuţie

Muntenia SA)

ブカレスト ルーマニア 271,635,250.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リッド

エネル・エスピーエー 78.00% 78.00%

　         

イー・ディストリビュツィオーネ・エ

スピーエー(e-distribuzione SpA)

ローマ イタリア 2,600,000,000.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エネル・イタリア・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

イーエフ・ディベスチャー・エルエル

シー(EF Divesture LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

イフィチエンチャ・エスアールエル

(Efficientya Srl)

ベルガモ イタリア 100,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・イタリア・エスアールエル 50.00% 50.00%
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イージーピー・オーストラリア(ピー

ティーワイ)エルティーディー(EGP

Australia (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 10,000.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

イージーピー・バイオエナジー・エス

アールエル(EGP Bioenergy Srl)

ローマ イタリア 1,000,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・プーリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

イージーピー・フォトヴォルタイカ・

ラ・ロマ・エスエーエス(清算中)(EGP

fotovoltaica La Loma SAS in

liquidation)

ボゴタ コロンビア 8,000,000.00 コロンビア

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

100.00% 47.18%

　         

イージーピー・ジェロニモ・ホール

ディング・カンパニー・インク(Egp

Geronimo Holding Company Inc)

ウィルミントン 米国 1,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・１・エル

エルシー(EGP HoldCo 1 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・10・エル

エルシー(EGP HoldCo 10 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・11・エル

エルシー(EGP HoldCo 11 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・12・エル

エルシー(EGP HoldCo 12 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・13・エル

エルシー(EGP HoldCo 13 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・14・エル

エルシー(EGP HoldCo 14 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・15・エル

エルシー(EGP HoldCo 15 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・16・エル

エルシー(EGP HoldCo 16 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・17・エル

エルシー(EGP HoldCo 17 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・18・エル

エルシー(EGP HoldCo 18 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・２・エル

エルシー(EGP HoldCo 2 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・３・エル

エルシー(EGP HoldCo 3 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・４・エル

エルシー(EGP HoldCo 4 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・５・エル

エルシー(EGP HoldCo 5 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・６・エル

エルシー(EGP HoldCo 6 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・７・エル

エルシー(EGP HoldCo 7 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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イージーピー・ホールドコ・８・エル

エルシー(EGP HoldCo 8 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ホールドコ・９・エル

エルシー(EGP HoldCo 9 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・マグダレナ・ソー

ラー・エスエー・デ・シーヴイ(Egp

Magdalena Solar SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 691,771,740.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

ハイドロエレクトリシダッド・デル・

パシフィコ・エス・デ・アールエル・

デ・シーヴイ

99.00%

 

1.00%

100.00%

　         

イージーピー・マテンバ・ニューコ・

１・エスアールエル(EGP Matimba

NewCo 1 Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

50.00% 50.00%

　         

イージーピー・マテンバ・ニューコ・

２・エスアールエル(EGP Matimba

NewCo 2 Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ネバダ・パワー・エル

エルシー(Egp Nevada Power LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ノース・アメリカ・

ピーピーエー・エルエルシー(EGP

North America PPA LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ソルトウェルズ・ソー

ラー・エルエルシー(EGP SaltWells

Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピー・サン・レアンドロ・マ

イクログリッド・Ⅰ・エルエルシー

(Egp San Leandro Microgrid I LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ソーラー・サービシ

ズ・エルエルシー(EGP Solar

Services LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

イージーピー・スティルウォーター・

ソーラー・エルエルシー(EGP

Stillwater Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・スティルウォーター・エルエ

ルシー

100.00% 100.00%

　         

イージーピー・スティルウォーター・

ソーラー・ピーヴイ・Ⅱ・エルエル

シー(Egp Stillwater Solar PV II

LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

スティルウォーター・ウッズ・ヒル・

ホールディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

イージーピー・ティンバー・ヒルズ・

プロジェクト・エルエルシー(Egp

Timber Hills Project LLC)

ロサンゼルス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

パドマ・ウィンド・パワー・エルエル

シー

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・１・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 1 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・10・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 10 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・11・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 11 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・12・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 12 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・13・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 13 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・14・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 14 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・15・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 15 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・16・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 16 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・17・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 17 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・18・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 18 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・19・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 19 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・２・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 2 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・20・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 20 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・21・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 21 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・22・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 22 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・23・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 23 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・24・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 24 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・25・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 25 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・26・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 26 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・27・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 27 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・28・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 28 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・29・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 29 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・３・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 3 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・30・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 30 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・４・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 4 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・５・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 5 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・６・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 6 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・７・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 7 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・８・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 8 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2020・ホール

ドコ・９・エルエルシー(EGPNA 2020

HoldCo 9 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・１・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 1 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・10・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 10 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・11・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 11 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・12・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 12 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・13・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 13 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・14・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 14 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・15・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 15 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・16・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 16 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・17・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 17 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・18・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 18 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・19・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 19 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・２・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 2 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・20・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 20 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・３・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 3 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・４・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 4 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・５・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 5 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・６・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 6 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・７・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 7 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・８・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 8 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・2023・ホール

ドコ・９・エルエルシー(EGPNA 2023

HoldCo 9 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・ディベロップ

メント・ホールディングス・エルエル

シー(EGPNA Development Holdings

LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・ディベロップメント・エル

エルシー

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・ハイドロ・

ホールディングス・エルエルシー

(EGPNA Hydro Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・プリファー

ド・ウィンド・ホールディングス・

Ⅱ・エルエルシー(EGPNA Preferred

Holdings II LLC)

ウィルミントン

 

米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・プリファー

ド・ウィンド・ホールディングス・エ

ルエルシー(EGPNA Preferred Wind

Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・プロジェク

ト・ホールドコ・１・エルエルシー

(EGPNA Project Holdco 1 LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・プロジェク

ト・ホールドコ・２・エルエルシー

(EGPNA Project Holdco 2 LLC)

ドーヴァー

 

米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・プロジェク

ト・ホールドコ・５・エルエルシー

(EGPNA Project Holdco 5 LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・プロジェク

ト・ホールドコ・６・エルエルシー

(EGPNA Project Holdco 6 LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・プロジェク

ト・ホールドコ・７・エルエルシー

(EGPNA Project Holdco 7 LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・リニューアブ

ル・エナジー・パートナーズ・エルエ

ルシー(EGPNA Renewable Energy

Partners LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・アールイー

ピー・ホールディングス・エルエル

シー

10.00% 10.00%

　         

イージーピーエヌエー・アールイー

ピー・ホールディングス・エルエル

シー(EGPNA REP Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・アールイー

ピー・ソーラー・ホールディングス・

エルエルシー(EGPNA REP Solar

Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

イージーピーエヌエー・アールイー

ピー・ウィンド・ホールディングス・

エルエルシー(EGPNA REP Wind

Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・リニューアブ

ル・エナジー・パートナーズ・エルエ

ルシー

100.00% 10.00%

　         

イージーピーエヌエー・ウィンド・

ホールディングス・１・エルエルシー

(EGPNA Wind Holdings 1 LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・アールイー

ピー・ウィンド・ホールディングス・

エルエルシー

100.00% 10.00%

　         

イージーピーエヌエー・エスピー・セ

ブン・カウボーイ・ホールディング

ス・エルエルシー(EGPNA-SP Seven

Cowboy Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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エルコガス・エスエー(清算中)

(Elcogas SA in liquidation)

プエルトリャノ

（シウダード・

レアル）

スペイン 809,690.40 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

エネル・エスピーエー

40.99%

 

4.32%

33.06%

　         

エルコメックス・ソーラー・エナ

ジー・エスアールエル(Elcomex Solar

Energy Srl)

ブカレスト ルーマニア 4,590,000.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00%

 

0.00%

100.00%

　         

エレクガス・エスエー(Elecgas SA) ペゴ ポルトガル 50,000.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・ポルトガ

ル・エスエー

50.00% 35.06%

　         

エレクトラ・キャピタル(アールエフ)

(ピーティーワイ)エルティーディー

(Electra Capital (RF)(Pty) Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 10,000,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ（ピーティーワイ）エル

ティーディー

60.00% 60.00%

　         

エレクトリカ・デ・ハフレ・エスエー

(Eléctrica de Jafre SA)

バルセロナ スペイン 165,876.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー

ハイドロエレクトリカ・デ・カタルー

ニャ・エスエルユー

52.54%

 

47.46%

70.12%

　         

エレクトリカ・デ・リハー・エスエル

(Eléctrica de Lijar SL)

カディス スペイン 1,081,821.79 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 50.00% 35.06%

　         

エレクトリカ・デル・エブロ・エス

エーユー(Eléctrica del Ebro SAU)

バルセロナ スペイン 500,000.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 100.00% 70.12%

　         

エレクトリシダッド・デ・プエルト・

レアル・エスエー(Electricidad de

Puerto Real SA)

カディス スペイン 4,960,246.40 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 50.00% 35.06%

　         

エレクトロメタルジカ・デル・エブ

ロ・エスエル(Electrometalúrgica

del Ebro SL)

バルセロナ スペイン 2,906,862.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

0.18% 0.12%

　         

エレクトロテスト・インスタラシオネ

ス・モンタヘス・イ・マンテニミエン

トス・エスエル(Electrotest

Instalaciones Montajes y

Mantenimientos SL)

プエルトレアル スペイン 10,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エプレサ・エネルジア・エスエー 50.00% 17.53%

　         

エレクトロパウロ・メトロポリター

ナ・エレクトリシダッド・デ・サンパ

ウロ・エスエー(Eletropaulo

Metropolitana Eletricidade de São

Paulo SA)

サンパウロ ブラジル 3,079,524,934.33 ブラジル

レアル

エネル・グ

リッド

エンドユー

ザー市場

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エリニ(Elini) アントワープ ベルギー 76,273,810.00 ユーロ サービス スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス

4.00% 1.32%

　         

エメラルド・クレセント・ソーラー・

リミテッド・パートナーシップ

(Emerald Crescent Solar Limited

Partnership)

カルガリー カナダ 100.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ソーラー・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

エマージング・ネットワークス・エル

サルバドル・エスエー・デ・シーヴイ

(Emerging Networks El Salvador SA

de Cv)

サンサル

バドル

エルサル

バドル

2,000.00 米ドル エネルⅩ エマージング・ネットワークス・グア

テマラ・エスエー

リヴィスター・ラタム・エスエルユー

1.00%

 

99.00%

19.50%

　         

エマージング・ネットワークス・グア

テマラ・エスエー(Emerging Networks

Guatemala SA)

グアテマラシ

ティ

グアテマラ 742,000.00 グアテマラ

ケツァル

エネルⅩ リヴィスター・ラタム・エスエルユー

ユフィネット・グアテマラ・エスエー

99.99%

0.01%

 

19.50%

　         

エマージング・ネットワークス・ラタ

ム・インク(Emerging Networks Latam

Inc.)

ウィルミントン 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

アイエフエックス・ネットワークス・

エルティーディー

100.00% 19.50%

　         

エマージング・ネットワークス・パナ

マ・エスエー(Emerging Networks

Panama SA)

パナマシティ パナマ 300.00 米ドル エネルⅩ アイエフエックス／エニ－エスピー

シー・パナマ・インク

100.00% 19.50%

　         

エミンテグラル・サイクル・エスエル

ユー(Emintegral Cycle SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エンプレサ・カルボニフェラ・デル・

スール―エンカスール・エスエーユー

(Empresa Carbonífera del Sur -

ENCASUR SAU)

マドリード スペイン 18,030,000.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

100.00%

 

70.12%
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エンプレサ・デ・アルムブラド・エレ

クトリコ・デ・セウタ・ディストリ

ビュシオン・エスエーユー (Empresa

de Alumbrado Eléctrico de Ceuta

Distribución SAU)

セウタ スペイン 9,335,000.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンプレサ・デ・アルムブラド・エレ

クトリコ・デ・セウタ・エスエー

100.00% 67.61%

　         

エンプレサ・デ・アルムブラド・エレ

クトリコ・デ・セウタ・エネルジア・

エスエルユー(Empresa de Alumbrado

Eléctrico de Ceuta Energía SLU)

セウタ スペイン 10,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンデサ・エネルジア・エスエーユー 100.00% 70.12%

　         

エンプレサ・デ・アルムブラド・エレ

クトリコ・デ・セウタ・エスエー

(Empresa de Alumbrado Eléctrico de

Ceuta SA)

セウタ スペイン 16,562,250.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンデサ・レッド・エスエーユー 96.42% 67.61%

　         

エンプレサ・デ・ジェネラシオン・エ

レクトリカ・ロス・ピノス・エスエー

(Empresa de Generación Eléctrica

Los Pinos SA)

サンミゲル ペルー 7,928,044.00 ペルーソル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ペルー・

エスエーシー

エネルジェティカ・モンゾン・エス

エーシー

100.00%

 

0.00%

82.27%

　         

エンプレサ・デ・ジェネラシオン・エ

レクトリカ・マルコナ・エスエーシー

(Empresa de Generación Eléctrica

Marcona SAC)

サンミゲル ペルー 3,368,424.00 ペルーソル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ペルー・

エスエーシー

エネルジェティカ・モンゾン・エス

エーシー

100.00%

 

0.00%

82.27%

　         

エンプレサ・ディストリビュイドラ・

スール・エスエー－エデスル(Empresa

Distribuidora Sur SA - Edesur)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 898,585,028.00 アルゼンチ

ンペソ

エネル・グ

リッド

エネルⅩ

エンドユー

ザー市場

エネルⅩ

・ウェイ

ディストリレク・インヴェルソラ・エ

スエー

エネル・アルジェンティーナ・エス

エー

56.36%

 

43.10%

59.33%

　         

エンプレサ・エレクトリカ・ペフエン

チェ・エスエー(Empresa Eléctrica

Pehuenche SA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 175,774,920,733.00 チリペソ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ジェネラシオン・チリ・エス

エー

92.65% 56.27%

　         

エンプレサ・プロピエタリア・デ・

ラ・レッド・エスエー(Empresa

Propietaria de la Red SA)

パナマシティ パナマ 58,500,000.00 米ドル エネル・グ

リッド

エネル・エスピーエー 11.11% 11.11%

　         

イーエヌ・ソーラー・７・シングル・

メンバー・プライベート・カンパニー

(En. Solar 7 Single Member Private

Company)

マルーシ ギリシャ 1,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

100.00% 100.00%

         

エンデサ・キャピタル・エスエーユー

(Endesa Capital SAU)

マドリード スペイン 60,200.00 ユーロ ファイナンス エンデサ・エスエー 100.00% 70.12%

　         

エンデサ・コメルシアライゼーソォ

ン・デ・エネルジア・エスエー

(Endesa Comercialização de Energia

SA)

ポルト ポルトガル 250,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンデサ・エネルジア・エスエーユー

 

100.00%

 

70.12%

　         

エンデサ・エネルジア・レノバブル・

エスエルユー(Endesa Energía

Renovable SLU )

マドリード スペイン 100,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンデサ・エネルジア・エスエーユー 100.00%

 

70.12%

　         

エンデサ・エネルジア・エスエーユー

(Endesa Energía SAU)

マドリード スペイン 14,445,575.90 ユーロ 取引

エネルⅩ

エンドユー

ザー市場

エンデサ・エスエー 100.00%

 

70.12%

　         

エンデサ・フィナンシアシオン・フィ

リアレス・エスエーユー(Endesa

Financiación Filiales SAU)

マドリード スペイン 4,621,003,006.00 ユーロ ファイナンス エンデサ・エスエー 100.00% 70.12%

　         

エンデサ・ジェネラシオン・Ⅱ・エス

エーユー(Endesa Generación II SAU)

セビリア スペイン 63,107.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エンデサ・エスエー 100.00% 70.12%

エンデサ・ジェネラシオン・ニューク

リア・エスエーユー(Endesa

Generación Nuclear SAU)

セビリア スペイン 60,000.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

100.00% 70.12%

　         

エンデサ・ジェネラシオン・ポルトガ

ル・エスエー(Endesa Generación

Portugal SA)

リスボン ポルトガル 50,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

火力発電

エンデサ・エネルジア・エスエーユー

エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

0.20%

99.20%

0.60%

70.12%
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エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー(Endesa Generación SAU)

セビリア スペイン 1,940,379,735.35 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

火力発電

取引

エンデサ・エスエー 100.00%

 

70.12%

　         

エンデサ・インジェニエリア・エスエ

ルユー(Endesa Ingeniería SLU)

セビリア スペイン 965,305.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 100.00%

 

70.12%

　         

エンデサ・メディオス・イ・システマ

ス・エスエルユー(Endesa Medios y

Sistemas SLU)

マドリード スペイン 89,999,790.00 ユーロ サービス エンデサ・エスエー 100.00%

 

70.12%

　         

エンデサ・オペラシオネズ・イ・セル

ヴィシオス・コメルシアレス・エスエ

ルユー(Endesa Operaciones y

Servicios Comerciales SLU)

マドリード スペイン 10,138,580.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンデサ・エネルジア・エスエーユー 100.00% 70.12%

　         

エンデサ・レッド・エスエーユー

(Endesa Red SAU)

マドリード スペイン 719,901,723.26 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・エスエー 100.00% 70.12%

　         

エンデサⅩ・セルヴィシオス・エスエ

ルユー(Endesa X Servicios SLU)

マドリード スペイン 60,000.00 ユーロ エネルⅩ

エネルⅩ

・ウェイ

エンデサ・エスエー 100.00% 70.12%

　         

エンデサⅩ・ウェイ・エスエル

(Endesa X Way SL)

マドリード スペイン 600,000.00 ユーロ エネルⅩ

・ウェイ

エンデサⅩ・セルヴィシオス・エスエ

ルユー

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル

49.00%

 

51.00%

85.36%

　         

エンデサ・エスエー(Endesa SA) マドリード スペイン 1,270,502,540.40 ユーロ カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エンデサ・エスエー

エネル・イベリア・エスアールエル

ユー

0.02%

70.10%

70.12%

　         

エネル・アルバータ・ソーラー・イン

ク(Enel Alberta Solar Inc.)

カルガリー カナダ 1.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

100.00% 100.00%

　         

エネル・アルバータ・ストレージ・イ

ンク(Enel Alberta Storage Inc.)

カルガリー カナダ 1.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

100.00% 100.00%

　         

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク(Enel Alberta Wind Inc)

アルバータ カナダ 16,251,021.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

100.00%

 

100.00%

　         

エネル・アメリカス・エスエー(Enel

Américas SA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 15,799,498,544.85 米ドル カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エネル・アメリカス・エスエー

エネル・エスピーエー

0.00%

82.27%

82.27%

　         

エネル・アンド・シクン＆ビヌイ・イ

ノベーション・インフララブ・エル

ティーディー(Enel and Shikun&binui

Innovation Infralab Ltd)

エアポート

シティ

イスラエル 38,000.00 イスラエル

シェケル

サービス エネル・グリッド・エスアールエル 50.00% 50.00%

　         

エネル・アルジェンティーナ・エス

エー(Enel Argentina SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 2,297,711,908.00 アルゼンチ

ンペソ

カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エネル・アメリカス・エスエー

エネル・ジェネラシオン・チリ・エス

エー

99.92%

0.08%

82.25%

　         

エネル・ベラ・エナジー・ストレー

ジ・エルエルシー(Enel Bella Energy

Storage LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)

100.00%

 

100.00%

　         

エネル・ブラジル・セントラル・エス

エー(Enel Brasil Central SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 49,440.00 ブラジル

レアル

サービス エネル・ブラジル・エスエー

エネルⅩ・ブラジル・エスエー

20.23%

79.77%

82.27%

　         

エネル・ブラジル・エスエー(Enel

Brasil SA)

ニテロイ ブラジル 38,070,269,190.10 ブラジル

レアル

カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エネル・アメリカス・エスエー

エネル・ブラジル・エスエー

エネルジア・イ・セルヴィシオス・サ

ウス・アメリカ・エスピーエー

99.56%

0.44%

0.00%

82.27%

　         

エネル・チリ・エスエー(Enel Chile

SA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 3,882,103,470,184.00 チリペソ カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エネル・エスピーエー 64.93% 64.93%
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エネル・シーアイイーエヌ・エスエー

(Enel CIEN SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 285,044,682.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リッド

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

82.27%

　         

エネル・コリナ・エスエー(Enel

Colina SA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 82,222,000.00 チリペソ エネル・グ

リッド

エネル・チリ・エスエー

エネル・ディストリビュシオン・チ

リ・エスエー

0.00%

100.00%

64.34%

　         

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー(Enel Colombia SA ESP)

ボゴタ コロンビア 655,222,312,800.00 コロンビア

ペソ

カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エネル・アメリカス・エスエー 57.34% 47.18%

　         

エネル・コスタリカ・シーエーエム・

エスエー(Enel Costa Rica CAM SA)

サン・ホセ コスタリカ 27,500,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

100.00% 47.18%

　         

エネル・コーヴ・フォート・Ⅱ・エル

エルシー(Enel Cove Fort II LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

エネル・コーヴ・フォート・エルエル

シー(Enel Cove Fort LLC)

ビーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ジオサーマル・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

エネル・ディストリビュシオン・チ

リ・エスエー(Enel Distribución

Chile SA)

サンティアゴ・

デ・チリ

 

チリ 177,568,664,063.00 チリペソ

 

エネル・グ

リッド

エネルⅩ

エンドユー

ザー市場エネ

ルⅩ・ウェイ

エネル・チリ・エスエー 99.09% 64.34%

　         

エネル・ディストリビュシオン・ペ

ルー・エスエーエー(Enel

Distribución Perú SAA)

サンミゲル ペルー 638,563,900.00 ペルーソル エネル・グ

リッド

エネルⅩ

エンドユー

ザー市場

エネル・ペルー・エスエーシー 83.15%

 

68.41%

　         

エネル・エネルジア・エスピーエー

(Enel Energia SpA)

ローマ イタリア 10,000,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エネル・イタリア・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・エネルジア・エスエー・デ・

シーヴイ(Enel Energia SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 25,000,100.00 メキシコ

ペソ

取引

エンドユー

ザー市場

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

100.00% 100.00%

　         

エネル・エネルジー・ムンテニア・エ

スエー (Enel Energie Muntenia SA)

ブカレスト ルーマニア 37,004,350.00 ルーマニア

レイ

取引エネルⅩ

エンドユー

ザー市場

エネル・エスピーエー 78.00% 78.00%

　         

エネル・エネルジー・エスエー(Enel

Energie SA)

ブカレスト ルーマニア 140,000,000.00 ルーマニア

レイ

取引

エネルⅩ

エンドユー

ザー市場

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・エスピーエー 51.00% 51.00%

　         

エネル・エナジー・オーストラリア

(ピーティーワイ)エルティーディー

(Enel Energy Australia (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 200,100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

エネル・エナジー・ノース・アメリ

カ・イリノイ・エルエルシー(Enel

Energy North America Illinois LLC)

アンドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・エナジー・ノース・アメリ

カ・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネル・エナジー・ノース・アメリ

カ・オハイオ・エルエルシー(Enel

Energy North America Ohio LLC)

アンドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・エナジー・ノース・アメリ

カ・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネル・エナジー・ノース・アメリ

カ・ペンシルベニア・エルエルシー

(Enel Energy North America

Pennsylvania LLC)

アンドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・エナジー・ノース・アメリ

カ・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネル・エナジー・ノース・アメリ

カ・テキサス・エルエルシー(Enel

Energy North America Texas LLC)

アンドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・エナジー・ノース・アメリ

カ・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネル・エナジー・ノース・アメリ

カ・エルエルシー(Enel Energy North

America LLC)

アンドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%
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エネル・エナジー・サウス・アフリカ

(Enel Energy South Africa)

ウィルミントン 南アフリカ 100.00 南アフリカ

ランド

エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

100.00% 100.00%

　         

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)(Enel Energy Storage Holdings

LLC (formerly Egp Energy Storage

Holdings LLC))

アンドーヴァー 米国 100.00 米ドル 火力発電

エネルⅩ

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

エネル・ファイナンス・アメリカ・エ

ルエルシー(Enel Finance America

LLC)

ウィルミントン 米国 200,000,000.00 米ドル ファイナンス エネル・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・ファイナンス・インターナ

ショナル・エヌヴイ(Enel Finance

International NV)

アムステルダム オランダ 1,478,810,371.00 ユーロ ファイナンス

 

エネル・ホールディング・ファイナン

ス・エスアールエル

エネル・エスピーエー

75.00%

 

25.00%

100.00%

　         

エネル・フォーチュナ・エスエー

(Enel Fortuna SA)

パナマシティ パナマ 100,000,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル

50.06%

 

23.62%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#１・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #1 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#10・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #10 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#11・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #11 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#12・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #12 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#13・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #13 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#14・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #14 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#15・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #15 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#16・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #16 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#17・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #17 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#18・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #18 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#19・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #19 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#２・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #2 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#20・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #20 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#３・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #3 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#４・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #4 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%
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エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#５・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #5 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#６・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #6 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#７・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #7 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#８・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #8 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・フューチャ・プロジェクト・

2020・#９・エルエルシー(Enel

Future Project 2020 #9 LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・ジェネラシオン・チリ・エス

エー(Enel Generación Chile SA)

サンティアゴ・

デ・チリ

 

チリ 552,777,320,871.00 チリペソ

 

エネル・グ

リーン・パ

ワー

火力発電

取引

エンドユー

ザー市場

エネル・チリ・エスエー 93.55% 60.74%

　         

エネル・ジェネラシオン・コスタネ

ラ・エスエー(Enel Generación

Costanera SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 701,988,378.00 アルゼンチ

ンペソ

火力発電 エネル・アルジェンティーナ・エス

エー

75.68% 62.25%

　         

エネル・ジェネラシオン・エル・チョ

コン・エスエー(Enel Generación El

Chocón SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 18,321,776,559.00 アルゼンチ

ンペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルジェンティーナ・エス

エー

ハイドロインベスト・エスエー

8.67%

 

59.00%

54.07%

　         

エネル・ジェネラシオン・ペルー・エ

スエーエー(Enel Generación Perú

Saa)

サンミゲル ペルー 1,538,101,266.24 ペルーソル エネル・グ

リーン・パ

ワー

火力発電

取引

エンドユー

ザー市場

エネル・ペルー・エスエーシー 83.60% 68.78%

　         

エネル・ジェネラシオン・ピウラ・エ

スエー(Enel Generación Piura SA)

サンミゲル ペルー 73,982,594.00 ペルーソル 火力発電

取引

エネル・ペルー・エスエーシー 96.50% 79.39%

　         

エネル・ジェネラシオン・エスエー

デ・シーヴイ(Enel Generación SA de

Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 7,100,100.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

100.00% 100.00%

　         

エネル・ジオサーマル・エルエルシー

(Enel Geothermal LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

エネル・グローバル・サービシズ・エ

スアールエル(Enel Global Services

Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ サービス エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グローバル・トレーディン

グ・エスピーエー(Enel Global

Trading SpA)

ローマ イタリア 90,885,000.00 ユーロ 取引 エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・25ローズ

ファームス・ホールディングス・エル

エルシー(Enel Green Power

25RoseFarms Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・アルジェ

ンティーナ・エスエー(Enel Green

Power Argentina SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 463,577,761.00 アルゼンチ

ンペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アメリカス・エスエー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

エネルジア・イ・セルヴィシオス・サ

ウス・アメリカ・エスピーエー

99.86%

0.00%

 

0.14%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・アロエイ

ラ・01・エスエー(Enel Green Power

Aroeira 01 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 134,518,400.90 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・アロエイ

ラ・02・エスエー(Enel Green Power

Aroeira 02 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 134,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・アロエイ

ラ・03・エスエー(Enel Green Power

Aroeira 03 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 134,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・アロエイ

ラ・04・エスエー(Enel Green Power

Aroeira 04 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 134,638,500.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・アロエイ

ラ・05・エスエー(Enel Green Power

Aroeira 05 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 134,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・アロエイ

ラ・06・エスエー(Enel Green Power

Aroeira 06 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 134,511,000.90 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・アロエイ

ラ・07・エスエー(Enel Green Power

Aroeira 07 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 134,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・アロエイ

ラ・08・エスエー(Enel Green Power

Aroeira 08 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 134,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・アロエイ

ラ・09・エスエー(旧名称：エネル・

グリーン・パワー・サン・ゴンサロ・

パルティチパソエス・エスエー)(

Enel Green Power Aroeira 09 SA

(formerly Enel Green Power São

Gonçalo Participações SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア(ピーティーワイ)エルティー

ディー(Enel Green Power Australia

(Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア・トラスト(Enel Green Power

Australia Trust)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・アズー

レ・ブルー・ジェイ・ソーラー・ホー

ルディングス・エルエルシー(Enel

Green Power Azure Blue Jay Solar

Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・アズー

レ・ランチランド・ホールディング

ス・エルエルシー(Enel Green Power

Azure Ranchland Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・アズーレ

ランチⅡ・ウィンド・ホールディング

ス・エルエルシー(Enel Green Power

AzureranchII Wind Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ボア・

ヴィスタ・01・エルティーディーエー

(Enel Green Power Boa Vista 01

Ltda)

サルバドル ブラジル 3,554,607.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ボア・

ヴィスタ・エオリカ・エスエー(Enel

Green Power Boa Vista Eólica SA

リオ

デジャネイロ

ブラジル 42,890,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

 

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・ボルダー

クーム・ホールディング(ピーティー

ワイ)・エルティーディー(Enel Green

Power Bouldercombe Holding (Pty)

Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ボルダー

クーム・トラスト(Enel Green Power

Bouldercombe Trust)

シドニー オーストラリア 10.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア・トラスト

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ブレジョ

ランディア・ソーラー・エスエー

(Enel Green Power Brejolândia

Solar SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ブンガラ

(ピーティーワイ)エルティーディー

(Enel Green Power Bungala (Pty)

Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ブンガ

ラ・トラスト(Enel Green Power

Bungala Trust )

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・カベカ・

デ・ボイ・エスエー(Enel Green

Power Cabeça de Boi SA)

ニテロイ ブラジル 270,114,539.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・カショエ

イラ・ドゥラダ・エスエー(Enel

Green Power Cachoeira Dourada SA)

カショエイラ

・ドゥラダ

ブラジル 64,339,835.85 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

取引

エンドユー

ザー市場

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・カショエ

イラ・ドゥラダ・エスエー

99.61%

0.15%

82.07%

　         

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク(Enel Green Power Canada

Inc.)

モントリオール カナダ 85,681,857.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・セラド・

ソーラー・エスエー(Enel Green

Power Cerrado Solar SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・チリ・エ

ルティーディーエー(Enel Green

Power Chile Ltda)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 842,121,530.67 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・チリ・エスエー

エネル・エスピーエー

99.99%

0.01%

64.93%

　         

エネル・グリーン・パワー・シマロ

ン・ベンド・ウィンド・ホールディン

グス・Ⅲ・エルエルシー(Enel Green

Power Cimarron Bend Wind Holdings

III LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・コフナ・

ホールディングス(ピーティーワイ)エ

ルティーディー(Enel Green Power

Cohuna Holdings (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 3,419,700.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・コフナ・

トラスト(Enel Green Power Cohuna

Trust)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア・トラスト

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・コヴ・

フォート・ソーラー・エルエルシー

(Enel Green Power Cove Fort Solar

LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・クリスタ

ル・エオリカ・エスエー(Enel Green

Power Cristal Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 87,784,899.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・クリスタ

ル・エオリカ・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

98.63%

0.00%

 

1.37%

 

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・クマル・

01・エスエー(Enel Green Power

Cumaru 01 SA)

ニテロイ ブラジル 204,653,590.90 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.00%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・クマル・

02・エスエー(Enel Green Power

Cumaru 02 SA)

ニテロイ ブラジル 237,601,272.90 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・クマル・

03・エスエー(Enel Green Power

Cumaru 03 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 225,021,296.24 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・クマル・

04・エスエー(Enel Green Power

Cumaru 04 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 230,869,708.24 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・クマル・

05・エスエー(Enel Green Power

Cumaru 05 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 180,208,000.90 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.94%

0.00%

82.22%

　         

エネル・グリーン・パワー・クマル・

パルティチパソエス・エスエー(Enel

Green Power Cumaru Participaço

es SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・クマル・

ソーラー・01・エスエー(Enel Green

Power Cumaru Solar 01 SA)

リオ

デジャネイロ

 

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・クマル・

ソーラー・02・エスエー(Enel Green

Power Cumaru Solar 02 SA)

リオ

デジャネイロ

 

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ダマスセ

ナ・エオリカ・エスエー(Enel Green

Power Damascena Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 83,709,003.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.16%

0.84%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・デル

フィーナ・エー・エオリカ・エスエー

(Enel Green Power Delfina A Eólica

SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 284,062,483.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・デル

フィーナ・ビー・エオリカ・エスエー

(Enel Green Power Delfina B Eólica

SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 93,068,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・デル

フィーナ・シー・エオリカ・エスエー

(Enel Green Power Delfina C Eólica

SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 31,105,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・デル

フィーナ・ディー・エオリカ・エス

エー(Enel Green Power Delfina D

Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 105,864,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・デル

フィーナ・イー・エオリカ・エスエー

(Enel Green Power Delfina E Eólica

SA)

ニテロイ ブラジル 105,936,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー(Enel Green Power

Desenvolvimento Ltda)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 61,617,590.35 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネルジア・イ・セルヴィシオス・サ

ウス・アメリカ・エスピーエー

100.00%

0.00%

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ディベ

ロップメント・エスアールエル(Enel

Green Power Development Srl)

ローマ イタリア 20,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ダイアモ

ンド・ヴィスタ・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(Enel Green

Power Diamond Vista Wind Project

LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ダイアモンド・ヴィスタ・ホールディ

ングス・エルエルシー

100.00% 100.00%
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エネル・グリーン・パワー・ドイス・

リアチョス・エオリカ・エスエー

(Enel Green Power Dois Riachos

Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 83,347,009.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・エジプ

ト・エスエーイー(Enel Green Power

Egypt SAE)

カイロ エジプト 250,000.00 エジプト

ポンド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・エルサル

バドル・エスエー・デ・シーヴイ

(Enel Green Power El Salvador SA

de Cv)

エルサル

バドル

エルサル

バドル

22,860.00

 

米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

エネルジア・イ・セルヴィシオス・サ

ウス・アメリカ・エスピーエー

99.96%

 

0.04%

 

99.99%

 

　         

エネル・グリーン・パワー・エルク

ウォーター・ウィンド・リミテッド・

パートナーシップ(Enel Green Power

Elkwater Wind Limited Partnership)

アルバータ カナダ 1,000.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

1.00%

 

99.00%

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・エルムス

ソープ・ウィンド・エルピー（Enel

Green Power Elmsthorpe Wind LP）

カルガリー カナダ 1,000.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・エミリ

アーナ・エオリカ・エスエー(Enel

Green Power Emiliana Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 97,191,530.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

エネル・グリーン・パワー・エミリ

アーナ・エオリカ・エスエー

98.35%

1.65%

 

 

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー(Enel Green

Power España SLU)

マドリード スペイン 11,152.74 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

100.00% 70.12%

　         

エネル・グリーン・パワー・エスペラ

ンサ・エオリカ・エスエー(Enel

Green Power Esperança Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 99,418,174.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.89%

1.11%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・エスペラ

ンサ・ソーラー・エスエー(Enel

Green Power Esperança Solar SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・エストニ

アン・ソーラー・プロジェクト・エル

エルシー(Enel Green Power Estonian

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ファゼン

ダ・エスエー(Enel Green Power

Fazenda SA)

ニテロイ ブラジル 264,141,174.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・フェン

ス・ポスト・ソーラー・ホールディン

グス・エルエルシー(Enel Green

Power Fence Post Solar Holdings

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・フラッ

ト・ロックス・ワン・ホールディング

ス(ピーティーワイ)エルティーディー

(Enel Green Power Flat Rocks One

Holding (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピー・オーストラリア(ピー

ティーワイ)エルティーディー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・フラッ

ト・ロックス・ワン・ホールディン

グ・トラスト(Enel Green Power Flat

Rocks One Holding Trust)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア・トラスト

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・フォンテ

ス・ドス・ヴェントス・２・エスエー

(Enel Green Power Fontes dos

Ventos 2 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 183,315,219.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・フォンテ

ス・ドス・ヴェントス・３・エスエー

(Enel Green Power Fontes dos

Ventos 3 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 221,001,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・フォンテ

ス・Ⅱ・パルティチパソエス・エス

エー(Enel Green Power Fontes II

Participações SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・フォンテ

ス・ソーラー・エスエー(Enel Green

Power Fontes Solar SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ガナー

ド・ソーラー・ホールディングス・エ

ルエルシー (Enel Green Power

Ganado Solar Holdings

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ジャーマ

ニー・ゲーエムベーハー(Enel Green

Power Germany GmbH)

ベルリン ドイツ 25,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ジルガー

ル・ホールディングス(ピーティーワ

イ)エルティーディー(Enel Green

Power Girgarre Holdings (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ガー

ガー・トラスト(Enel Green Power

Girgarre Trust)

シドニー オーストラリア 10.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア・トラスト

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・グローバ

ル・インベストメント・ビーヴイ

(Enel Green Power Global

Investment BV)

アムステルダム オランダ 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ハドロ

ス・ウィンド・リミテッド・パート

ナーシップ(Enel Green Power Hadros

Wind Limited Partnership)

- カナダ 1,000.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

1.00%

 

99.00%

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー(Enel Green Power Hellas

SA)

マルーシ ギリシャ 40,187,850.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

サプライ・シングル・メンバー・エス

エー(Enel Green Power Hellas

Supply Single

Member SA)

マルーシ ギリシャ 600,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

ウィンド・パークス・サウス・エヴィ

ア・シングル・メンバー・エスエー

(Enel Green Power Hellas Wind

Parks South Evia Single Member SA)

マルーシ ギリシャ 141,569,641.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

100.00%

 

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヒルトッ

パー・ウィンド・エルエルシー(旧名

称：ヒルトッパー・ウィンド・パ

ワー・エルエルシー)(Enel Green

Power Hilltopper Wind LLC

(formerly Hilltopper Wind Power

LLC))

ドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ヒルトッパー・ウィンド・ホールディ

ングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ホリゾン

テ・エムピー・ソーラー・エスエー

(Enel Green Power Horizonte MP

Solar SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 431,566,053.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.01%

 

99.99%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド(Enel

Green Power India Private Limited)

ニューデリー インド 200,000,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ディベ

ロップメント・エスアールエル

100.00% 100.00%
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エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル(Enel Green

Power Italia Srl)

ローマ イタリア 272,000,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

取引

エネル・イタリア・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・イチュ

ヴェラヴァ・ノルテ・ソーラー・エス

エー(Enel Green Power Ituverava

Norte Solar SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 219,806,645.67 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

ボンディア・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・ブラジ

ル・パルティチパソエス・エルティー

ディーエー

0.08%

 

99.92%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・イチュ

ヴェラヴァ・ソーラー・エスエー

(Enel Green Power Ituverava Solar

SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 227,810,333.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

ボンディア・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.00%

 

100.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・イチュ

ヴェラヴァ・スル・ソーラー・エス

エー(Enel Green Power Ituverava

Sul Solar SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 408,949,643.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

ボンディア・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.00%

 

100.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ジョア

ナ・エオリカ・エスエー(Enel Green

Power Joana Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 90,259,530.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

98.33%

1.67%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ケニア・

リミテッド(Enel Green Power Kenya

Limited)

ナイロビ ケニア 100,000.00 ケニア

シリング

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ(ピーティーワイ)エルティー

ディー

99.00%

 

1.00%

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・コレア・

エルエルシー(Enel Green Power

Korea LLC)

ソウル 大韓民国 5,665,000,000.00 ウォン エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

ド・ソル・01・エスエー(Enel Green

Power Lagoa do Sol 01 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

ド・ソル・02・エスエー(Enel Green

Power Lagoa do Sol 02 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

ド・ソル・03・エスエー(Enel Green

Power Lagoa do Sol 03 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

ド・ソル・04・エスエー(Enel Green

Power Lagoa do Sol 04 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

ド・ソル・05・エスエー(Enel Green

Power Lagoa do Sol 05 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

ド・ソル・06・エスエー(Enel Green

Power Lagoa do Sol 06 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

ド・ソル・07・エスエー(Enel Green

Power Lagoa do Sol 07 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

ド・ソル・08・エスエー(Enel Green

Power Lagoa do Sol 08 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

ド・ソル・09・エスエー(Enel Green

Power Lagoa do Sol 09 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

Ⅱ・パルティチパソエス・エスエー

(Enel Green Power Lagoa II

Participações SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

Ⅲ・パルティチパソエス・エスエー

(Enel Green Power Lagoa III

Participações SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラゴア・

パルティチパソエス・エスエー(旧名

称：エネル・グリーン・パワー・プロ

ジェトス・45・エスエー)(Enel Green

Power Lagoa Participações SA

(formerly Enel Green Power

Projetos 45 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・リリー・

ソーラー・ホールディングス・エルエ

ルシー(Enel Green Power Lily Solar

Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・マニソ

バ・エオリカ・エスエー(Enel Green

Power Maniçoba Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 90,722,530.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.20%

0.80%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・マティン

バ・エスアールエル(Enel Green

Power Matimba Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

50.00% 50.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・メテハ

ラ・ソーラー・プライベート・リミ

テッド・カンパニー(Enel Green

Power Metehara Solar Private

Limited Company)

- エチオピア 5,600,000.00 エチオピア

ブル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ソー

ラー・メテハラ・エスピーエー

80.00% 80.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ(Enel Green Power México S de

RL de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 662,949,966.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

100.00%

 

0.00%

 

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・モデロ・

Ⅰ・エオリカ・エスエー(Enel Green

Power Modelo I Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 70,842,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・モデロ・

Ⅱ・エオリカ・エスエー(Enel Green

Power Modelo II Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 63,742,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・モロッ

コ・エスエーアールエルエーユー

(Enel Green Power Morocco SARLAU)

カサブランカ モロッコ 639,000,000.00 モロッコ

ディルハム

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ディベ

ロップメント・エスアールエル

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

0.00%

 

100.00%

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・モロ・

ド・シャペウ・Ⅰ・エオリカ・エス

エー(Enel Green Power Morro do

Chapéu I Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 248,138,287.11 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・モロ・

ド・シャペウ・Ⅱ・エオリカ・エス

エー(Enel Green Power Morro do

Chapéu II Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 206,050,114.05 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・モロ・

ド・シャペウ・ソーラー・01・エス

エー(旧名称：エネル・グリーン・パ

ワー・サン・ゴンサロ・Ⅲ・パルティ

チパソエス・エスエー)(Enel Green

Power Morro do Chapéu Solar 01 SA

(formerly Enel Green Power São

Gonçalo III Participações SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・モーロ・

ノルト・01・エスエー(Enel Green

Power Morro Norte 01 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・モーロ・

ノルト・02・エスエー(Enel Green

Power Morro Norte 02 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・モーロ・

ノルト・03・エスエー(Enel Green

Power Morro Norte 03 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・モーロ・

ノルト・04・エスエー(Enel Green

Power Morro Norte 04 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・モウラ

ン・エスエー(Enel Green Power

Mourão SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 25,600,100.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ナミビア

(ピーティーワイ)エルティーディー

(Enel Green Power Namibia (Pty)

Ltd)

ウィントフック ナミビア 10,000.00 ナミビア

ドル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・ディベロップメント・エル

エルシー(Enel Green Power North

America Development LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク(Enel Green Power

North America Inc.)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴァ・

オリンダ・01・エスエー(Enel Green

Power Nova Olinda 01 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴァ・

オリンダ・02・エスエー(Enel Green

Power Nova Olinda 02 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴァ・

オリンダ・03・エスエー(Enel Green

Power Nova Olinda 03 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴァ・

オリンダ・04・エスエー(Enel Green

Power Nova Olinda 04 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴァ・

オリンダ・05・エスエー(Enel Green

Power Nova Olinda 05 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴァ・

オリンダ・06・エスエー(Enel Green

Power Nova Olinda 06 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴァ・

オリンダ・07・エスエー(Enel Green

Power Nova Olinda 07 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴァ・

オリンダ・08・エスエー(Enel Green

Power Nova Olinda 08 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・ノヴァ・

オリンダ・09・エスエー(Enel Green

Power Nova Olinda 09 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴォ・

ラパ・01・エスエー(Enel Green

Power Novo Lapa 01 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴォ・

ラパ・02・エスエー(Enel Green

Power Novo Lapa 02 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴォ・

ラパ・03・エスエー(Enel Green

Power Novo Lapa 03 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴォ・

ラパ・04・エスエー(Enel Green

Power Novo Lapa 04 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴォ・

ラパ・05・エスエー(Enel Green

Power Novo Lapa 05 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴォ・

ラパ・06・エスエー(Enel Green

Power Novo Lapa 06 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴォ・

ラパ・07・エスエー(Enel Green

Power Novo Lapa 07 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ノヴォ・

ラパ・08・エスエー(Enel Green

Power Novo Lapa 08 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・オー＆エ

ム・ソーラー・エルエルシー(Enel

Green Power O&M Solar LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・パラナパ

ネマ・エスエー(Enel Green Power

Paranapanema SA)

ニテロイ ブラジル 162,567,500.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・パルテシ

パツィオーニ・スペシャリ・エスアー

ルエル(Enel Green Power

Partecipazioni Speciali Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00%

 

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・パウ・

フェッロ・エオリカ・エスエー(Enel

Green Power Pau Ferro Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 74,124,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

エネル・グリーン・パワー・パウ・

フェッロ・エオリカ・エスエー

97.92%

2.08%

 

 

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ペドラ・

ド・ジェロニモ・エオリカ・エスエー

(Enel Green Power Pedra do

Gerônimo Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 119,319,527.57 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

98.25%

1.75%

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ペルー・

エスエーシー(Enel Green Power Perú

SAC)

サンミゲル ペルー 1,291,373,507.00 ペルーソル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アメリカス・エスエー

エネルジア・イ・セルヴィシオス・サ

ウス・アメリカ・エスピーエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・プリマ

ヴェラ・エオリカ・エスエー(Enel

Green Power Primavera Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 95,674,900.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

98.50%

1.50%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・プーリ

ア・エスアールエル(Enel Green

Power Puglia Srl)

ローマ イタリア 1,000,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00%

 

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・アール

エー・エスエーイー(清算中)(Enel

Green Power RA SAE (in

liquidation))

カイロ エジプト 15,000,000.00 エジプト

ポンド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エジプ

ト・エスエーイー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ラットル

スネイク・クリーク・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(旧名称：

ラットルスネイク・クリーク・ウィン

ド・プロジェクト・エルエルシー)

(Enel Green Power Rattlesnake

Creek Wind Project LLC (formerly

Rattlesnake Creek Wind Project

LLC))

デラウェア 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ラットルスネイク・クリーク・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ロードラ

ンナー・ソーラー・プロジェクト・

ホールディングス・Ⅱ・エルエルシー

(Enel Green Power Roadrunner Solar

Project Holdings II LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ロードラ

ンナー・ソーラー・プロジェクト・

ホールディングス・エルエルシー

(Enel Green Power Roadrunner Solar

Project Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

 

　         

エネル・グリーン・パワー・ロードラ

ンナー・ソーラー・プロジェクト・

Ⅱ・エルエルシー(Enel Green Power

Roadrunner Solar Project II LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ロードランナー・ソーラー・

プロジェクト・ホールディングス・

Ⅱ・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

 

　         

エネル・グリーン・パワー・ロックヘ

ブン・ランチランド・ホールディング

ス・エルエルシー(Enel Green Power

Rockhaven Ranchland Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル(Enel Green

Power Romania Srl)

ブカレスト ルーマニア 2,430,631,000.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00%

 

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ローズラ

ンド・ソーラー・エルエルシー(Enel

Green Power Roseland Solar LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

25ローズファームス・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・アールエ

スエー(ピーティーワイ)エルティー

ディー(Enel Green Power RSA (Pty)

Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピー・マティンバ・ニュー

コ・１・エスアールエル

100.00% 50.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・アールエ

スエー・２(アールエフ)(ピーティー

ワイ)エルティーディー(Enel Green

Power RSA 2(RF)(Pty) Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 120.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・アールエ

スエー(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 50.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ルス・リ

ミテッド・ライアビリティ・カンパ

ニー(Enel Green Power Rus Limited

Liability Company)

モスクワ ロシア連邦 60,500,000.00 ロシア

ルーブル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・パルテシ

パツィオーニ・スペシャリ・エスアー

ルエル

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

1.00%

 

 

99.00%

 

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー(Enel Green Power SpA)

ローマ イタリア 272,000,000,000 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エスピーエー 100.00%

 

100.00%
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エネル・グリーン・パワー・サルト・

アピアカス・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・ダマスセナ・

エオリカ・エスエー)(Enel Green

Power Salto Apiacás SA(formerly

Enel Green Power Damascena Eólica

SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 274,420,832.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サンニ

オ・エスアールエル(Enel Green

Power Sannio Srl)

ローマ イタリア 750,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00%

 

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ア

ブラオ・エオリカ・エスエー(Enel

Green Power São Abraão Eólica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 91,300,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーンーパワー・サン・シ

リオ・01・エスエー(Enel Green

Power São Cirilo 01 SA)

リオ

デジャネイロ

 

ブラジル 1,000.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーンーパワー・サン・シ

リオ・02・エスエー(Enel Green

Power São Cirilo 02 SA)

リオ

デジャネイロ

 

ブラジル 1,000.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーンーパワー・サン・シ

リオ・03・エスエー(Enel Green

Power São Cirilo 03 SA)

リオ

デジャネイロ

 

ブラジル 1,000.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・01・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・10) (Enel Green Power São

Gonçalo 01 SA (formerly Enel Green

Power Projetos 10))

テレジーナ ブラジル 74,960,396.92 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.00%

 

100.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・02・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・11) (Enel Green Power São

Gonçalo 02 SA (formerly Enel Green

Power Projetos 11))

テレジーナ ブラジル 82,268,018.57 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.00%

 

100.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・07・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・42・エスエー)(Enel Green Power

São Gonçalo 07 SA (formerly Enel

Green Power Projetos 42 SA))

テレジーナ ブラジル 114,522,004.82 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・08・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・43・エスエー)(Enel Green Power

São Gonçalo 08 SA (formerly Enel

Green Power Projetos 43 SA))

テレジーナ ブラジル 109,281,818.16 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・10・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・15)(Enel Green Power São

Gonçalo 10 SA (formerly Enel Green

Power Projetos 15))

テレジーナ ブラジル 82,871,484.32 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・11・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・44・エスエー)(Enel Green Power

São Gonçalo 11 SA (formerly Enel

Green Power Projetos 44 SA))

テレジーナ ブラジル 114,475,154.82 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・12・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・22・エスエー)(Enel Green Power

São Gonçalo 12 SA (formerly Enel

Green Power Projetos 22 SA))

テレジーナ ブラジル 108,022,914.82 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・14(Enel Green Power São

Gonçalo 14)

テレジーナ ブラジル 147,279,287.77 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・15(Enel Green Power São

Gonçalo 15)

テレジーナ ブラジル 120,057,468.67 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・17・エスエー(Enel Green

Power Sao Goncalo 17 SA)

テレジーナ ブラジル 122,007,042.67 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・18・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・ヴェントス・

デ・サンタ・アンジェラ・13・エス

エー)(Enel Green Power São Gonçalo

18 SA(formerly Enel Green Power

Ventos de Santa Ângela 13 SA))

テレジーナ ブラジル 120,981,744.40 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・19・エスエー(Enel Green

Power São Gonçalo 19 SA)

テレジーナ ブラジル 122,467,788.77 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・21・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・16)(Enel Green Power São

Gonçalo 21 SA(formerly Enel Green

Power Projetos 16))

テレジーナ ブラジル 89,994,200.26 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.00%

 

100.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・22・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・30)(Enel Green Power São

Gonçalo 22 SA(formerly Enel Green

Power Projetos 30))

テレジーナ ブラジル 89,787,960.25 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.00%

 

100.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・３・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・12)(Enel Green Power São

Gonçalo 3 SA(formerly Enel Green

Power Projetos 12))

テレジーナ ブラジル 75,324,686.12 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.00%

 

100.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・４・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・13)(Enel Green Power São

Gonçalo 4 SA(formerly Enel Green

Power Projetos 13))

テレジーナ ブラジル 82,925,257.61 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.00%

 

100.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・５・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・14)(Enel Green Power São

Gonçalo 5 SA(formerly Enel Green

Power Projetos 14))

テレジーナ ブラジル 82,230,525.15 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.00%

 

100.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ゴ

ンサロ・６・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・19・エスエー)(Enel Green Power

São Gonçalo 6 SA(formerly Enel

Green Power Projetos 19 SA))

テレジーナ ブラジル 183,602,691.38 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・ブラジ

ル・パルティチパソエス・エルティー

ディーエー

0.00%

 

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・

ジュダス・エオリカ・エスエー(Enel

Green Power São Judas Eólica SA)

ニテロイ ブラジル 82,674,900.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

98.26%

1.74%

 

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・サン・ミ

カエル・01・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・サン・ゴンサ

ロ・９・エスエー)(Enel Green Power

São Micael 01 SA (formerly Enel

Green Power São Gonçalo 9 SA))

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.10%

 

99.90%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ミ

カエル・02・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・サン・ゴンサ

ロ・13)(Enel Green Power São

Micael 02 SA (formerly Enel Green

Power São Gonçalo 13 ))

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.10%

 

99.90%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ミ

カエル・03・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・サン・ゴンサ

ロ・16・エスエー)(Enel Green Power

São Micael 03 SA (formerly Enel

Green Power São Gonçalo 16 SA))

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アルバ・エネルジア・エルティー

ディーエー

エネル・ブラジル・エスエー

0.10%

 

99.90%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ミ

カエル・04・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・サン・ゴンサ

ロ・20・エスエー)(Enel Green Power

São Micael 04 SA (formerly Enel

Green Power São Gonçalo 20 SA))

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サン・ミ

カエル・05・エスエー(Enel Green

Power São Micael 05 SA)

テレジーナ ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・サービシ

ズ・エルエルシー(Enel Green Power

Services LLC)

ウィルミントン 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・エスエイ

チユー・エスエーイー(清算中)(Enel

Green Power SHU SAE (in

liquidation))

カイロ エジプト 15,000,000.00 エジプト

ポンド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エジプ

ト・エスエーイー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・シンガ

ポール・ピーティーイー・エルティー

ディー(Enel Green Power Singapore

Pte Ltd)

シンガポール シンガポール 8,000,000.00 シンガポー

ルドル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ソー

ラー・エナジー・エスアールエル

(Enel Green Power Solar Energy

Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ソー

ラー・メテハラ・エスピーエー(Enel

Green Power Solar Metehara SpA)

ローマ イタリア 50,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ソー

ラー・ンゴニェ・エスピーエー(旧名

称：エネル・グリーン・パワー・アフ

リカ・エスアールエル)(Enel Green

Power Solar Ngonye SpA (formerly

Enel Green Power Africa Srl))

ローマ イタリア 50,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピー・マティンバ・ニュー

コ・２・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ（ピーティーワイ）エル

ティーディー(Enel Green Power

South Africa (Pty) Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ・３（ピーティーワイ）エル

ティーディー(Enel Green Power

South Africa 3 (Pty) Ltd)

ハウテン 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・スタン

ピード・ソーラー・ホールディング

ス・エルエルシー(Enel Green Power

Stampede Solar Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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エネル・グリーン・パワー・スウィフ

ト・ウィンド・エルピー(Enel Green

Power Swift Wind LP)

カルガリー カナダ 1,000.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・タカイ

コ・エオリカ・エスエー(Enel Green

Power Tacaico Eolica SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 50,034,360.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

97.87%

2.13%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・テフヌ

ト・エスエーイー(清算中)(Enel

Green Power Tefnut SAE (in

liquidation))

カイロ エジプト 15,000,000.00 エジプトポ

ンド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エジプ

ト・エスエーイー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ター

キー・エネルジー・ヤティリムラリ・

アノニム・シルケティ(Enel Green

Power Turkey Enerji Yatirimlari

Anonim Şirketi)

イスタン

ブール

トルコ 37,141,108.00 トルコリラ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ユービー

33・ゲーエムベーハー・アンド・

コー・ケージー(Enel Green Power

UB33 GmbH & Co. KG)

ベルリン ドイツ 75,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ジャーマ

ニー・ゲーエムベーハー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・１・エ

スエー(Enel Green Power Ventos de

Santa Angela 1 SA)

テレジーナ ブラジル 182,273,006.17 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・10・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・21)(Enel

Green Power Ventos de Santa Angela

10 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 21))

テレジーナ ブラジル 122,100,849.07 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・11・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・23)(Enel

Green Power Ventos de Santa Angela

11 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 23))

テレジーナ ブラジル 132,786,606.48 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・14・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・24)(Enel

Green Power Ventos de Santa Angela

14 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 24))

テレジーナ ブラジル 198,554,956.48 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・15・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・25)(Enel

Green Power Ventos de Santa Angela

15 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 25))

テレジーナ ブラジル 125,100,849.07 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・17・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・26)(Enel

Green Power Ventos de Santa Angela

17 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 26))

テレジーナ ブラジル 152,022,288.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・19・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・27)(Enel

Green Power Ventos de Santa Angela

19 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 27))

テレジーナ ブラジル 95,587,248.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

EDINET提出書類
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有価証券報告書
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エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・２・エ

スエー(Enel Green Power Ventos de

Santa Angela 2 SA)

テレジーナ ブラジル 299,922,006.17 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・20・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・28)(Enel

Green Power Ventos de Santa Ângela

20 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 28))

テレジーナ ブラジル 92,895,408.95 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・21・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・29)

(Enel Green Power Ventos de Santa

Ângela 21 SA (formerly Enel Green

Power Projetos 29))

テレジーナ ブラジル 41,179,409.72 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・３・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・４)(Enel

Green Power Ventos de Santa Ângela

3 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 4))

テレジーナ ブラジル 99,786,606.48 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・４・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・６)(Enel

Green Power Ventos de Santa Ângela

4 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 6))

テレジーナ ブラジル 100,732,205.24 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・５・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・７)(Enel

Green Power Ventos de Santa Ângela

5 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 7))

テレジーナ ブラジル 84,786,606.48 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・６・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・８)(Enel

Green Power Ventos de Santa Ângela

6 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 8))

テレジーナ ブラジル 83,786,606.48 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・７・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・９)(Enel

Green Power Ventos de Santa Ângela

7 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 9))

テレジーナ ブラジル 81,245,805.55 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・エスペラン

サ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・８・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・18)(Enel

Green Power Ventos de Santa Ângela

8 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 18))

テレジーナ ブラジル 91,786,606.48 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・９・エ

スエー(旧名称：エネル・グリーン・

パワー・プロジェトス・20)(Enel

Green Power Ventos de Santa Ângela

9 SA (formerly Enel Green Power

Projetos 20))

テレジーナ ブラジル 118,786,606.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー

100.00%

0.00%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・エー

シーエル・12(旧名称：エネル・グ

リーン・パワー・プロジェトス・36)

(Enel Green Power Ventos de Santa

Ângela ACL 12 (formerly Enel Green

Power Projetos 36))

テレジーナ ブラジル 94,727,364.09 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・エー

シーエル・13・エスエー(旧名称：エ

ネル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・17・エスエー)(Enel Green Power

Ventos de Santa Ângela ACL 13 SA

(formerly Enel Green Power

Projetos 17 SA))

テレジーナ ブラジル 77,496,725.02 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・エーシ

－エル・16・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・38・エスエー)(Enel Green Power

Ventos de Santa Ângela ACL 16 SA

(formerly Enel Green Power

Projetos 38 SA))

テレジーナ ブラジル 89,917,563.24 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・アンジェラ・エーシ

－エル・18・エスエー(旧名称：エネ

ル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・47・エスエー)(Enel Green Power

Ventos de Santa Ângela ACL 18 SA

(formerly Enel Green Power

Projetos 47 SA))

テレジーナ ブラジル 86,496,703.24 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・08・

エスエー(旧名称：エネル・グリー

ン・パワー・プロジェトス・34・エス

エー)(Enel Green Power Ventos de

Santa Esperança 08 SA (formerly

Enel Green Power Projetos 34 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 173,154,500.67 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・１・

エスエー(旧名称：エネル・グリー

ン・パワー・フォンテ・ドス・ヴェン

トス・１・エスエー)(Enel Green

Power Ventos de Santa Esperança 1

SA (formerly Enel Green Power

Fonte dos Ventos 1 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・13

(旧名称：エネル・グリーン・パ

ワー・プロジェトス・33・エスエー)

(Enel Green Power Ventos de Santa

Esperança 13 (formerly Enel Green

Power Projetos 33 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 221,832,010.12 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・15・

エスエー(Enel Green Power Ventos

de Santa Esperança 15 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 292,888,027.82 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・16・

エスエー(旧名称：エネル・グリー

ン・パワー・プロジェトス・35・エス

エー)(Enel Green Power Ventos de

Santa Esperança 16 SA (formerly

Enel Green Power Projetos 35 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 252,240,012.65 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00

0.00%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・17・

エスエー(旧名称：エネル・グリー

ン・パワー・プロジェトス・31・エス

エー)(Enel Green Power Ventos de

Santa Esperança 17 (formerly Enel

Green Power Projetos 31 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 252,240,012.65 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・21・

エスエー(旧名称：エネル・グリー

ン・パワー・プロジェトス・37・エス

エー)(Enel Green Power Ventos de

Santa Esperança 21 SA(formerly

Enel Green Power Projetos 37 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 276,814,829.93 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・22・

エスエー(旧名称：エネル・グリー

ン・パワー・プロジェトス・39・エス

エー)(Enel Green Power Ventos de

Santa Esperança 22 SA (formerly

Enel Green Power Projetos 39 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 274,625,153.91 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・25・

エスエー(旧名称：エネル・グリー

ン・パワー・プロジェトス・40・エス

エー)(Enel Green Power Ventos de

Santa Esperança 25 SA (formerly

Enel Green Power Projetos 40 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 171,324,007.59 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・26・

エスエー(旧名称：エネル・グリー

ン・パワー・プロジェトス・41・エス

エー)(Enel Green Power Ventos de

Santa Esperança 26 SA (formerly

Enel Green Power Projetos 41 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 344,251,125.91 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・26・

エスエー(旧名称：エネル・グリー

ン・パワー・プロジェトス・41・エス

エー)

100.00%

0.00%

 

 

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・３・

エスエー(Enel Green Power Ventos

de Santa Esperança 3 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・７・

エスエー(旧名称：エネル・グリー

ン・パワー・ラジェド・アルト・エス

エー)(Enel Green Power Ventos de

Santa Esperança 7 SA (formerly

Enel Green Power Lagedo Alto SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サンタ・エスペランサ・パル

ティチパソエス・エスエー(旧名称：

エネル・グリーン・パワー・クマル・

06・エスエー)(Enel Green Power

Ventos de Santa Esperança

Participações SA (formerly Enel

Green Power Cumaru 06 SA))

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サント・オレステス・１・エ

スエー(Enel Green Power Ventos de

Santo Orestes 1 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サント・オレステス・２・エ

スエー(Enel Green Power Ventos de

Santo Orestes 2 SA)

リオ

デジャネイロ

 

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・01・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 01 SA)

テレジーナ ブラジル 383,436,550.79 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・02・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 02 SA)

テレジーナ ブラジル 369,758,650.79 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・03・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 03 SA)

テレジーナ ブラジル 112,576,700.90 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・04・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 04 SA)

テレジーナ ブラジル 379,980,530.79 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・05・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 05 SA)

テレジーナ ブラジル 212,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・06・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 06 SA)

テレジーナ ブラジル 112,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・07・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 07 SA)

テレジーナ ブラジル 112,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・08・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 08 SA)

テレジーナ ブラジル 337,473,758.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・11・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 11 SA)

テレジーナ ブラジル 318,740,450.79 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・13・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 13 SA)

テレジーナ ブラジル 112,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・16・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 16 SA)

テレジーナ ブラジル 353,284,550.79 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・17・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 17 SA)

テレジーナ ブラジル 298,952,100.79 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・18・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 18 SA)

テレジーナ ブラジル 332,473,758.81 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・19・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 19 SA)

テレジーナ ブラジル 112,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・22・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 22 SA)

テレジーナ ブラジル 112,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・26・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 26 SA)

テレジーナ ブラジル 112,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴェント

ス・デ・サン・ロック・29・エスエー

(Enel Green Power Ventos de São

Roque 29 SA)

テレジーナ ブラジル 112,501,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%
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エネル・グリーン・パワー・フェア

ヴァルトゥング・ゲーエムベーハー

(Enel Green Power Verwaltungs

GmbH)

ベルリン ドイツ 25,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ジャーマ

ニー・ゲーエムベーハー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ベトナ

ム・エルエルシー（コン・ティーワ

イ・ティーエヌエイチエイチ・エネ

ル・グリー・パワー・ベトナム）

(Enel Green Power Vietnam LLC

(Công ty TNHH Enel Green Power

Viêt Nam))

ホーチミン ベトナム 2,431,933.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーンパワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴィロレ

シ・エスアールエル(Enel Green

Power Villoresi Srl)

ローマ イタリア 1,200,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

51.00% 51.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ヴォル

タ・グランデ・エスエー(旧名称：エ

ネル・グリーン・パワー・プロジェト

ス・Ⅰ・エスエー)(Enel Green Power

Volta Grande SA (formerly Enel

Green Power Projetos I SA))

ニテロイ ブラジル 565,756,528.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

取引

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ザンビ

ア・リミテッド(Enel Green Power

Zambia Limited)

ルサカ ザンビア 15,000.00 ザンビア

クワチャ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ディベ

ロップメント・エスアールエル

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ（ピーティーワイ）エル

ティーディー

1.00%

 

99.00%

 

100.00%

　         

エネル・グリーン・パワー・ゼウス・

Ⅱ－デルフィーナ・８・エスエー

(Enel Green Power Zeus II -

Delfina 8 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 77,939,980.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ゼウス・

エスユーエル・１・エルティーディー

エー(Enel Green Power Zeus Sul 1

Ltda)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 6,986,993.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネル・グリーン・パワー・ゼウス・

エスユーエル・２・エスエー(Enel

Green Power Zeus Sul 2 SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

99.90%

0.10%

82.27%

　         

エネル・グリッド・エスアールエル

(Enel Grids Srl)

ローマ イタリア 10,100,000.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・グアテマラ・エスエー(Enel

Guatemala SA)

グアテマラシ

ティ

グアテマラ 67,208,000.00 グアテマラ

ケツァル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アメリカス・エスエー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

0.00%

100.00%

47.18%

　         

エネル・ホールディング・ファイナン

ス・エスアールエル(Enel Holding

Finance Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ ファイナンス エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・イベリア・エスアールエル

ユー(Enel Iberia SRLU)

マドリード スペイン 336,142,500.00 ユーロ カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

 

　         

エネル・イノベーション・ハブス・エ

スアールエル(Enel Innovation Hubs

Srl)

ローマ イタリア 1,100,000.00 ユーロ サービス エネル・エスピーエー 100.00%

 

100.00%

 

　         

エネル・インシュランス・エヌヴイ

(Enel Insurance NV)

アムステルダム オランダ 60,000.00 ユーロ サービス エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・インベストメント・ホール

ディング・ビーヴイ(Enel Investment

Holding BV)

アムステルダム オランダ 1,000,000.00 ユーロ サービス エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・イタリア・エスピーエー

(Enel Italia SpA)

ローマ イタリア 100,000,000.00 ユーロ カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 106/1075



 

エネル・カンザス・ディベロップメン

ト・ホールディングス・エルエルシー

(Enel Kansas Development Holdings

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・カンザス・エルエルシー(エ

ネル・カンザス・エルエルシー)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

エネル・ランド・ホールドコ・エルエ

ルシー(Enel Land HoldCo LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エネル・ロジスティクス・エスアール

エル(Enel Logistics Srl)

ローマ イタリア 1,000,000.00 ユーロ サービス エネル・イタリア・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・ミネソタ・ホールディング

ス・エルエルシー(Enel Minnesota

Holdings LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピー・ジェロニモ・ホール

ディング・カンパニー・インク

100.00% 100.00%

　         

エネル・ネヴカン・インク(Enel

Nevkan Inc.)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

エネル・ノース・アメリカ・インク

(Enel North America Inc.)

アンドーヴァー 米国 50.00 米ドル カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・オペレーションズ・カナダ・

エルティーディー(Enel Operations

Canada Ltd)

アルバータ カナダ 1,000.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

100.00% 100.00%

　         

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル(Enel Panamá CAM Srl)

パナマシティ パナマ 3,001.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アメリカス・エスエー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

0.03%

99.97%

47.19%

　         

エネル・ペルー・エスエーシー(Enel

Perú SAC)

サンミゲル ペルー 5,361,789,105.00 ペルーソル カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エネル・アメリカス・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・プロデュツィオーネ・エス

ピーエー(Enel Produzione SpA)

ローマ イタリア 1,800,000,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

火力発電

取引

エネル・イタリア・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・レノバブル・エスアールエル

(Enel Renovable Srl)

パナマシティ パナマ 10,100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル

0.99%

 

99.01%

 

47.19%

　         

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ(Enel Rinnovabile SA

de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 100.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・グローバ

ル・インベストメント・ビーヴイ

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

99.00%

 

1.00%

100.00%

　         

エネル・ロードランナー・ソーラー・

プロジェクト・ホールディングス・

Ⅱ・エルエルシー(Enel Roadrunner

Solar Project Holdings II LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ロードラ

ンナー・ソーラー・プロジェクト・

ホールディングス・Ⅱ・エルエルシー

 

100.00% 100.00%

　         

エネル・ロードランナー・ソーラー・

プロジェクト・ホールディングス・エ

ルエルシー(Enel Roadrunner Solar

Project Holdings LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ロードラ

ンナー・ソーラー・プロジェクト・

ホールディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネル・ルーマニア・エスエー(Enel

Romania SA)

ブフテア ルーマニア 200,000.00 ルーマニア

レイ

カントリー・

ホールディン

グ・カンパ

ニー

エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・ソルト・ウェルズ・エルエル

シー(Enel Salt Wells LLC)

ファロン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ジオサーマル・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

エネル・サウジアラビア・リミテッド

(Enel Saudi Arabia Limited)

アルコバール サウジアラビア 1,000,000.00 サウジ

リヤル

エネル・グ

リッド

イー・ディストリビュツィオーネ・エ

スピーエー

60.00% 60.00%
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エネル・セルヴィッシ・コミューネ・

エスエー(Enel Servicii Comune SA)

ブカレスト ルーマニア 33,000,000.00 ルーマニア

レイ

サービス イー・ディストリビューティ・バナ

ト・エスエー

イー・ディストリビューティ・ドブロ

ジャ・エスエー

50.00%

 

50.00%

 

51.00%

　         

エネル・ソール・エスアールエル

(Enel Sole Srl)

ローマ イタリア 4,600,000.00 ユーロ エネルⅩ エネル・イタリア・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・ソリュソエス・エネルジェ

ティカス・エルティーディーエー

(Enel Soluçoes Energéticas Ltda)

リオ

デジャネイロ

 

ブラジル 42,863,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

エネル・ソリュソエス・エネルジェ

ティカス・エルティーディーエー

100.00%

0.00%

 

 

0.00%

 

82.27%

　         

エネル・スティルウォーター・エルエ

ルシー(Enel Stillwater LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ジオサーマル・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

エネル・サプライズ・ヴァレー・エル

エルシー(Enel Surprise Valley LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

エネル・テクスカン・インク(Enel

Texkan Inc.)

ウィルミントン 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・パワー・インク 100.00%

 

100.00%

　         

エネル・トレード・エナジー・エス

アールエル(Enel Trade Energy Srl)

ブカレスト ルーマニア 2,437,050.00 ルーマニア

レイ

取引 エネル・ルーマニア・エスエー 100.00% 100.00%

　         

エネル・トレード・セルビア・ディー

オーオー・ベオグラード(清算中)

(Enel Trade Serbia doo Beograd in

liquidation)

ベオグラード セルビア 300,000.00 ユーロ 取引 エネル・グローバル・トレーディン

グ・エスピーエー

100.00% 100.00%

　         

エネル・トレーディング・アルジェン

ティーナ・エスアールエル(Enel

Trading Argentina Srl)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 14,011,100.00 アルゼンチ

ンペソ

取引 エネル・アメリカス・エスエー

エネル・アルジェンティーナ・エス

エー

55.00%

45.00%

82.26%

　         

エネル・トレーディング・ブラジル・

エスエー(Enel Trading Brasil SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 5,280,312.00 ブラジル

レアル

取引 エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・トレーディング・ノース・ア

メリカ・エルエルシー(Enel Trading

North America LLC)

ウィルミントン 米国 10,000,000.00 米ドル 取引 エネル・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

エネル・ウルグアイ・エスエー(Enel

Uruguay SA)

モンテヴィデオ ウルグアイ 20,000.00 ウルグアイ

ペソ

取引

エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネル・ヴァユ(プロジェクト２)プラ

イベート・リミテッド(Enel Vayu

(Project 2) Private Limited)

グルグラム インド 45,000,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

エネル・ウィンド・プロジェクト(ア

ンバーイー)プライベート・リミテッ

ド(Enel Wind Project (Amberi)

Private Limited)

ニューデリー インド 5,000,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・アドバイザリー・サービシ

ズ・ノース・アメリカ・インク(Enel

X Advisory Services North America

Inc.)

ボストン 米国

 

- 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・アドバイザリーサービシ

ズ・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・アドバイザリー・サービシ

ズ・エスアールエル (Enel X

Advisory

Services Srl)

ローマ イタリア

 

- ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・アドバイサリー・サービシ

ズ・ユーケー・リミテッド(Enel X

Advisory Services UK Limited)

ロンドン 英国 502.00 英国ポンド エネルⅩ エネルⅩ・アドバイザリー・サービシ

ズ・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・アドバイザリー・サービシ

ズ・ユーエスエー・エルエルシー

(Enel X Advisory Services USA LLC)

ボストン 米国

 

- 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%
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エネルⅩ・アレシボ・エルエルシー

(Enel X Arecibo LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ピーアール・ホールディン

グス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・アルジェンティーナ・エス

エーユー(Enel X Argentina SAU)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 127,800,000.00 アルゼンチ

ンペソ

エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・アスプテック・アべ

ニュー・プロジェクト・エルエルシー

(

Enel X Asputeck Ave. Project LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・ファイナンス・パート

ナー・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・オーストラリア・ホール

ディング(ピーティーワイ)エルティー

ディー(Enel X Australia Holding

(Pty) Ltd)

メルボルン オーストラリア 28,424,578.00 豪ドル エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・オーストラリア(ピー

ティーワイ)エルティーディー(Enel X

Australia (Pty) Ltd)

メルボルン オーストラリア 7,209,880.00 豪ドル エネルⅩ エナジー・レスポンス・ホールディン

グス(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・バッテリー・ストレージ・

リミテッド・パートナーシップ(Enel

X Battery Storage Limited

Partnership)

オークビル カナダ 10,000.00 カナダドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・カナダ・ホールディング・

インク

エネルⅩ・カナダ・エルティーディー

0.01%

 

99.99%

100.00%

　         

エネルⅩ・ブラジル・ジェレンチアメ

ント・デ・エネルジア・エルティー

ディーエー(Enel X Brasil

Gerenciamento de Energia Ltda)

ソロカバ ブラジル 5,538,403.00 ブラジル

レアル

エネルⅩ エネルⅩ・アイルランド・リミテッド

エナノック・ユーケー・Ⅱ・リミテッ

ド

0.00%

100.00%

100.00%

　         

エネルⅩ・ブラジル・エスエー(Enel

X Brasil SA)

ニテロイ ブラジル 471,725,892.00 ブラジル

レアル

エネルⅩ エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

エネルⅩ・カナダ・ホールディング・

インク(Enel X Canada Holding Inc.)

オークビル カナダ 1,000.00 カナダドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・カナダ・エルティーディー 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・カナダ・エルティーディー

(Enel X Canada Ltd)

ミシサガ カナダ 1,000.00 カナダドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・チリ・エスピーエー(Enel

X Chile SpA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ

 

3,341,831,929.00 チリペソ エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・チリ・エスエー 100.00% 64.93%

　         

エネルⅩ・カレージ・アベニュー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Enel X

College Ave. Project LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・エムエー・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・コロンビア・エスエーエ

ス・イーエスピー(Enel X Colombia

SAS ESP)

ボゴタ コロンビア 50,368,000.00 コロンビア

ペソ

エネルⅩ エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

100.00% 47.18%

　         

エネルⅩ・フェデラル・エルエルシー

(Enel X Federal LLC)

ボストン 米国 5,000.00 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ファイナンス・パート

ナー・エルエルシー(Enel X Finance

Partner LLC)

ボストン 米国 100.00 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ファイナンシャル・サービ

シズ・エスアールエル(Enel X

Financial Services Srl)

ローマ イタリア 1,000,000.00 ユーロ エネルⅩ ムーニー・グループ・エスピーエー 100.00% 50.00%

　         

エネルⅩ・ジャーマニー・ゲーエム

ベーハー(Enel X Germany GmbH)

ベルリン ドイツ 25,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ヘイデン・ロー・ストリー

ト・プロジェクト・エルエルシー

(Enel X Hayden Rowe St. Project

LLC)

ボストン 米国

 

100.00 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・エムエー・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00%

 

 

100.00%

 

 

　         

エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル(Enel X International

Srl)

ローマ イタリア 100,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・アイルランド・リミテッド

(Enel X Ireland Limited)

ダブリン アイルランド 10,841.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

100.00% 100.00%
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エネルⅩ・イタリア・エスアールエル

(Enel X Italia Srl)

ローマ イタリア 200,000.00 ユーロ エネルⅩ エネル・イタリア・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ジャパン・ケーケー

(Enel X Japan KK)

東京 日本 1,030,000,000.00 円 エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ケーオーエムアイピー

オー・ソーラー・リミテッド(Enel X

KOMIPO Solar Limited)

ソウル 大韓民国 8,472,600,000.00 ウォン エネルⅩ エネルⅩ・コレア・リミテッド

 

80.00% 80.00%

　         

エネルⅩ・コレア・リミテッド

(Enel X Korea Limited)

ソウル 大韓民国 11,800,000,000.00 ウォン エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ラス・ピエドラス・エルエ

ルシー(Enel X Las Piedras LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ピーアール・ホールディン

グス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・エムエー・ホールディング

ス・エルエルシー(Enel X MA

Holdings LLC)

ボストン 米国 100.00 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・ファイナンス・パート

ナー・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・エムエー・ピーヴイ・ポー

トフォリオ・１・エルエルシー(Enel

X MA PV Portfolio 1 LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・エムエー・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・エムエー・ピーヴイ・ポー

トフォリオ・２・エルエルシー(Enel

X MA PV Portfolio 2 LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・プロジェクト・エムピー・

ホールディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・エムエー・ピーヴイ・ポー

トフォリオ・３・エルエルシー(Enel

X MA PV Portfolio 3 LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・ファイナンス・パート

ナー・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・メキシコ・エス・デ・アー

ルエル・デ・シーヴイ(Enel X México

S de RL de Cv)

メキシコシティ メキシコ 39,921,546.00 メキシコペ

ソ

エネルⅩ

 

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

0.00%

 

 

100.00%

100.00%

　         

エネルⅩ・モビリティ・エスアールエ

ル(Enel X Mobility Srl)

ローマ イタリア 100,000.00 ユーロ エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・イタリア・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・モリッセイ・ブールバー

ド・プロジェクト・エルエルシー

(Enel X Morrissey Blvd. Project

LLC)

ボストン 米国

 

100.00

 

米ドル

 

エネルⅩ エネルⅩ・エムエー・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

 

　         

エネルⅩ・ニュージーランド・リミ

テッド(Enel X New Zealand Limited)

ウェリントン ニュージーラン

ド

313,606.00 豪ドル エネルⅩ エナジー・レスポンス・ホールディン

グス(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク

(Enel X North America, Inc.)

ボストン 米国 1,000.00 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ノルウェー・エーエス

(Enel X Norway AS)

ポルスグルン ノルウェー 11,000,000.00 ノルウェー

クローネ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ペルー・エスエーシー

(Enel X Perú SAC)

サンミゲル ペルー 12,005,000.00 ペルーソル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・ペルー・エスエーシー 100.00% 82.27%

　         

エネルⅩ・ポルスカ・エスピー・ゼッ

トオーオー(Enel X Polska Sp.

zo.o.)

ワルシャワ ポーランド 12,275,150.00 ポーランド

ズロチ

エネルⅩ エネルⅩ・アイルランド・リミテッド 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ピーアール・ホールディン

グス・エルエルシー(Enel X Pr

Holdings LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・ファイナンス・パート

ナー・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・プロジェクト・エムピー・

ホールディングス・エルエルシー

(Enel X Project MP Holdings LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・プロジェクト・エムピー・

スポンサー・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・プロジェクト・エムピー・

スポンサー・エルエルシー(Enel X

Project MP Sponsor LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

 

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 110/1075



 

エネルⅩ・ルーマニア・エスアールエ

ル(Enel X Romania Srl)

ブカレスト ルーマニア 7,044,450.00 ルーマニア

レイ

エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

エネルⅩ・エスアールエル

99.97%

 

0.03%

100.00%

　         

エネルⅩ・ルス・エルエルシー(Enel

X Rus LLC)

モスクワ ロシア連邦 8,000,000.00 ロシア

ルーブル

エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

99.00%

 

99.00%

　         

エネルⅩ・エスアールエル(Enel X

Srl)

ローマ イタリア 1,050,000.00 ユーロ エネルⅩ エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・サービシズ・インディア・

プライベート・リミテッド(Enel X

Services India Private Limited)

ムンバイ

シティ

インド 45,000.00 インド

ルピー

エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク

100.00%

 

0.00%

100.00%

　         

エネルⅩ・シンガポール・ピーティー

ワイ・エルティーディー(Enel X

Singapore Pte Ltd)

シンガポール シンガポール 1,212,000.00 シンガポー

ルドル

エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・タイワン・シーオー・エル

ティーディー(Enel X Taiwan Co.

Ltd)

台北市 台湾 76,100,000.00 台湾ドル エネルⅩ エネルⅩ・アイルランド・リミテッド 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ユーケー・リミテッド

(Enel X UK Limited)

ロンドン 英国 32,628.00 英国ポンド エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ(シャンハイ)シー

オー・エルティーディー(Enel X Way

(Shanghai) Co. Ltd)

上海 中国 3,500,000.00 米ドル エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ・ブラジル・エス

エー(Enel X Way Brasil SA)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 3,045,337.00 ブラジルレ

アル

エネルⅩ・

ウェイ

エネル・ブラジル・エスエー

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル

20.00%

80.00%

96.45%

　         

エネルⅩ・ウェイ・カナダ・ホール

ディング・エルティーディー(Enel X

Way Canada Holding Ltd)

バンクーバー カナダ - カナダドル エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ・チリ・エスピー

エー(Enel X Way Chile SpA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 11,229,030,071.00 チリペソ エネルⅩ・

ウェイ

エネル・チリ・エスエー

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル

49.00%

51.00%

82.81%

　         

エネルⅩ・ウェイ・フランス・エス

エーエス(Enel X Way France SAS)

パリ フランス 2,901,000.00 ユーロ エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ・ジャーマニー・

ゲーエムベーハー(Enel X Way

Germany GmbH)

ベルリン ドイツ 25,000.00 ユーロ エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ・イタリア・エス

アールエル(Enel X Way Italia Srl)

ローマ イタリア 5,000,000.00 ユーロ エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ・ノース・アメリ

カ・インク(Enel X Way North

America Inc.)

サンカルロス 米国 0.10 米ドル エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ・ペルー・エスエー

シー(Enel X Way Perú SAC)

リマ ペルー 1,561,900.00 ペルーソル エネルⅩ・

ウェイ

エネル・ペルー・エスエーシー

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル

20.00%

80.00%

96.45%

　         

エネルⅩ・ウェイ・ルーマニア・エス

アールエル(Enel X Way Romania Srl)

ブカレスト ルーマニア 12,778,740.00 ルーマニア

レイ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル

(Enel X Way Srl)

ローマ イタリア 6,026,000.00 ユーロ エネルⅩ・

ウェイ

エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ・スウェーデン・

エービー(Enel X Way Sweden AB)

ストックホルム スウェーデン 50,000.00 スウェーデ

ンクローナ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ・ユーケー・リミ

テッド(Enel X Way UK Limited)

ロンドン 英国 1.00 英国ポンド エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウェイ・ユーエスエー・エ

ルエルシー(Enel X Way USA LLC)

サンカルロス 米国 - 米ドル エネルⅩ・

ウェイ

エネルＸ・ウェイ・ノース・アメリ

カ・インク

100.00% 100.00%

　         

エネルⅩ・ウッド・ストリート・プロ

ジェクト・エルエルシー(Enel X Wood

St. Project LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ファイナンス・パート

ナー・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

　         

エネルⅩ・ウッドランド・ソーラー・

プロジェクト・エルエルシー(Enel X

Woodland Solar Project LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ファイナンス・パート

ナー・エルエルシー

100.00%

 

100.00%
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エネルパワー・コントラクター・アン

ド・ディベロップメント・サウジアラ

ビア・エルティーディー(Enelpower

Contractor and Development Saudi

Arabia Ltd)

リヤド サウジ

アラビア

5,000,000.00 サウジ

リヤル

サービス エネルパワー・エスアールエル 51.00% 51.00%

　         

エネルパワー・ド・ブラジル・エル

ティーディーエー(Enelpower do

Brasil Ltda)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 5,689,000.00 ブラジル

レアル

 

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネルジア・イ・セルヴィシオス・サ

ウス・アメリカ・エスピーエー

100.00%

0.00%

82.27%

　         

エネルパワー・エスアールエル

(Enelpower Srl)

ミラノ イタリア 2,000,000.00 ユーロ サービス エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

エネルジェティカ・モンゾン・エス

エーシー(Energética Monzón SAC)

サンミゲル ペルー 6,463,000.00 ペルーソル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ペルー・

エスエーシー

エネルジア・イ・セルヴィシオス・サ

ウス・アメリカ・エスピーエー

100.00%

 

0.00%

82.27%

　         

エネルジア・ベース・ナチュラル・エ

スエルユー(Energía Base Natural

SLU)

バレンシア スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エネルジア・セウタ・ⅩⅩⅠ・コメル

シアリザドラ・デ・レフェレンシア・

エスエーユー(Energía Ceuta XXI

Comercializadora de Referencia

SAU)

セウタ スペイン 65,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンプレサ・デ・アリュンブラド・エ

レクトリコ・デ・セウタ・エスエー

100.00% 67.61%

　         

エネルジア・エオリカ・アブレゴ・エ

スエルユー(Energía Eólica Ábrego

SLU)

マドリード スペイン 3,576.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エネルジア・エオリカ・ガレルナ・エ

スエルユー(Energía Eólica Galerna

SLU)

マドリード スペイン 3,413.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エネルジア・エオリカ・グレガル・エ

スエルユー(Energía Eólica Gregal

SLU)

マドリード スペイン 3,250.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エネルジア・グローバル・デ・メキシ

コ(エネルメクス)エスエー・デ・シー

ヴイ(Energía Global de México

(Enermex) SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 50,000.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

99.00%

 

99.00%

　         

エネルジア・グローバル・オペラシオ

ネス・エスアールエル(Energía

Global Operaciones Srl)

サンホセ コスタリカ 10,000.00 コスタリカ

コロン

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コスタリカ・シーエーエム・

エスエー

100.00%

 

47.18%

　         

エネルジア・リンピア・デ・アミス

タッド・エスエー・デ・シーヴイ

(Energía Limpia de Amistad SA de

Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 33,452,769.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

テネドラ・デ・エネルジア・レノバブ

ル・ソル・イ・ヴィエント・エスエー

ピーアイ・デ・シーヴイ

60.80%

 

20.00%

　         

エネルジア・リンピア・デ・パロ・ア

ルト・エスエー・デ・シーヴイ

(Energía Limpia de Palo Alto SA de

Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 673,583,489.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

テネドラ・デ・エネルジア・レノバブ

ル・ソル・イ・ヴィエント・エスエー

ピーアイ・デ・シーヴイ

60.80% 20.00%

　         

エネルジア・リンピア・デ・プエル

ト・リベルタド・エス・デ・アールエ

ル・デ・シーヴイ(Energía Limpia de

Puerto Libertad S de RL de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 2,953,980.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

0.01%

 

 

99.99%

100.00%

　         

エネルジア・マリーナ・エスピーエー

(Energía Marina SpA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 2,404,240,000.00 チリペソ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・チリ・エ

スエー

25.00% 16.23%

　         

エネルジア・ネタ・サ・カセタ・リュ

グマジョー・エスエルユー(Energía

Neta Sa Caseta Llucmajor SLU)

パルマ・デ・

マヨルカ

スペイン 9,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エネルジア・ⅩⅩⅠ・コメルシアリザ

ドラ・デ・レフェレンシア・エスエル

ユー(Energía XXI Comercializadora

de Referencia SLU)

マドリード スペイン 2,000,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンデサ・エネルジア・エスエーユー 100.00% 70.12%
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エネルジア・イ・ナチュラレザ・エス

エルユー(Energía y Naturaleza SLU)

バレンシア スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エネルジア・イ・セルヴィシオス・サ

ウス・アメリカ・エスピーエー

(Energía y Servicios South America

SpA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 12,120,575.70 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アメリカス・エスエー

 

100.00%

 

82.27%

　         

エネルジアス・オルターナティヴァ

ス・デル・スール・エスエル

(Energías Alternativas del Sur SL)

ラス・パルマ

ス・デ・グラ

ン・カナリア

スペイン 546,919.10 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

54.95% 38.53%

　         

エネルジアス・デ・アラゴン・Ｉ・エ

スエルユー(Energías de Aragón I

SLU)

サラゴサ スペイン 3,200,000.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 100.00% 70.12%

　         

エネルジアス・デ・グラウス・エスエ

ル(Energías de Graus SL)

バルセロナ スペイン 1,298,160.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

66.67% 46.75%

　         

エネルジアス・エスペシアレス・デ・

カレオン・エスエー(Energías

Especiales de Careón SA)

サンチャゴ・

デ・

コンポステラ

スペイン 270,450.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

97.00%

 

68.01%

　         

エネルジアス・エスペシアレス・デ・

ペナ・アルマダ・エスエーユー

(Energías Especiales de Peña

Armada SAU)

マドリード スペイン 963,300.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

エネルジアス・エスペシアレス・デ

ル・アルト・ウリャ・エスエーユー

(Energías Especiales del Alto Ulla

SAU)

マドリード スペイン 9,210,840.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

エネルジアス・エスペシアレス・デ

ル・ビエルゾ・エスエー(Energías

Especiales del Bierzo SA)

トッレ・デル

・ビエルゾ

スペイン 1,635,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

50.00%

 

35.06%

　         

エネルジアス・リンピアス・デ・カル

モナ・エスエル(Energías Limpias de

Carmona SL)

セビリア スペイン 7,000.00

 

 

ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エンヴァシオス・プロモシオン・Ⅰ・

エスエルユー

エンヴァシオス・プロモシオン・Ⅱ・

エスエルユー

エンヴァシオス・プロモシオン・Ⅲ・

エスエルユー

6.25%

 

6.25%

 

6.25%

13.15%

　         

エネルジアス・レノバブルズ・ラ・マ

タ・エスエー・デ・シーヴイ

(Energías Renovables La Mata SA de

Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 656,615,400.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

99.00%

 

 

1.00%

100.00%

　         

エネルジー・エレクトリック・デ・タ

ハダルト・エスエー(Energie

Electrique de Tahaddart SA)

タンジェ モロッコ 306,160,000.00 モロッコ

ディルハム

火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

32.00%

 

22.44%

　         

エネルゴ・ソネ・エスアールエル

(Energo Sonne Srl)

ブカレスト ルーマニア 31,520.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00%

 

100.00%

　         

エネルゴテル・エーエス(Energotel

AS)

ブラチスラヴァ スロバキア 2,191,200.00 ユーロ サービス スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス

20.00% 6.60%

　         

エナジー・ハイドロ・ピアヴェ・エス

アールエル(清算中)(ENergy Hydro

Piave Srl (in liquidation))

ベルーノ イタリア 800,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・プロデュツィオーネ・エス

ピーエー

100.00% 100.00%

　         

エナジー・ポディウム・プライベー

ト・カンパニー(Energy Podium

Private Company)

カテリーニ、ピ

エリア

ギリシャ 4,001.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.02% 0.02%

　         

エナジー・レスポンス・ホールディン

グス(ピーティーワイ)エルティー

ディー(Energy Response Holdings

(Pty) Ltd)

メルボルン オーストラリア 35,128,517.00 豪ドル エネルⅩ エネルⅩ・オーストラリア・ホール

ディング(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00%

 

100.00%

　         

エナノック・ゲーエムベーハー

(EnerNOC GmbH)

ミュンヘン ドイツ 25,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%
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エナノック・アイルランド・リミテッ

ド(EnerNOC Ireland Limited)

ダブリン アイル

ランド

10,589.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・アイルランド・リミテッド 100.00% 100.00%

　         

エナノック・ユーケー・Ⅱ・リミテッ

ド(EnerNOC UK II Limited)

ロンドン 英国 21,000.00 英国ポンド エネルⅩ エネルⅩ・ユーケー・リミテッド 100.00% 100.00%

　         

エニグマ・グリーン・パワー・１・エ

スエルユー(Enigma Green Power 1

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

エンテック(チャイナ)インフォメー

ション・テクノロジー・シーオー・エ

ルティーディー(Entech (China)

Information Technology Co. Ltd)

深圳 中国 140,000.00 米ドル エネルⅩ エナノック・ユーケー・Ⅱ・リミテッ

ド

50.00% 50.00%

　         

エンテック・ユティリティ・サービ

ス・ビューロー・インク(Entech

Utility Service Bureau Inc.)

ルーザービル 米国 1,500.00 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

エンヴァシオス・プロモシオン・Ⅰ・

エスエルユー(Envatios Promoción I

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エンヴァシオス・プロモシオン・Ⅱ・

エスエルユー(Envatios Promoción II

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エンヴァシオス・プロモシオン・Ⅲ・

エスエルユー(Envatios Promoción

III SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エンヴァシオス・プロモシオン・Ⅹ

Ⅹ・エスエルユー(Envatios

Promoción XX SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エオリカ・ヴァレ・デル・エブロ・エ

スエー(Eólica Valle del Ebro SA)

サラゴサ スペイン 3,561,342.50 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

50.50%

 

35.41%

　         

エオリカ・ゾピロアパン・エスエー・

デ・シーヴイ(Eólica Zopiloapan, SA

de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 1,877,201.54 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・グリーン・パワー・パルテシ

パツィオーニ・スペシャリ・エスアー

ルエル

56.98%

 

 

39.50%

96.48%

　         

エオリカス・デ・アガエテ・エスエル

(Eólicas de Agaete SL)

ラス・パルマ

ス・デ・グラ

ン・カナリア

スペイン 240,400.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

80.00%

 

56.09%

　         

エオリカス・デ・フュエンカリエン

テ・エスエー(Eólicas de

Fuencaliente SA)

ラス・パルマ

ス・デ・グラ

ン・カナリア

スペイン 216,360.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

55.00%

 

38.56%

　         

エオリカス・デ・フュエルテヴェン

チュラ・エーアイイー(Eólicas de

Fuerteventura AIE)

プエルト・デ

ル・ロザリオ

スペイン - ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

40.00%

 

28.05%

　         

エオリカス・デ・ラ・パタゴニア・エ

スエー(Eólicas de la Patagonia SA)

ブエノス

アイレス

アルゼン

チン

480,930.00 アルゼンチ

ンペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

50.00%

 

35.06%

　         

エオリカス・デ・ランサローテ・エス

エル(Eólicas de Lanzarote SL)

ラス・パルマ

ス・デ・グラ

ン・カナリア

スペイン 1,758,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

40.00%

 

28.05%

　         

エオリカス・デ・テネリフェ・エーア

イイー(Eólicas de Tenerife AIE)

サンタ・

クルス・デ・

テネリフェ

スペイン 420,708.40 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

50.00%

 

35.06%

　         

エオリコス・デ・ティラハナ・エスエ

ル(Eólicos de Tirajana SL)

ラス・パルマ

ス・デ・グラ

ン・カナリア

スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

60.00% 42.07%

　         

エンプレサ・エネルジア・エスエー

(Epresa Energía SA)

カディス スペイン 2,500,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンデサ・レッド・エスエーユー 50.00% 35.06%

　         

エルミス・２・エナジアキ・プライ

ベート・カンパニー(Ermis 2

Energeiaki Private Company)

グレヴェナ ギリシャ 1,002.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.10% 0.10%
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イー―ソーラー・２・エスアールエル

(E-Solar 2 Srl)

ローマ イタリア 2,500.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

イー・ソーラー・エスアールエル(E-

Solar Srl)

ローマ イタリア 2,500.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

エッサウイラ・ウィンド・ファーム

(Essaouira Wind Farm)

カサブランカ モロッコ 300,000.00 モロッコ

ディルハム

エネル・グ

リーン・パ

ワー

ナレヴァ・エネル・グリーン・パ

ワー・モロッコ・エスエー

70.00% 35.00%

　         

ユーロピアン・エナジー・エクスチェ

ンジ・エージー(European Energy

Exchange AG)

ライプツィヒ ドイツ 40,050,000.00 ユーロ 取引 エネル・グローバル・トレーディン

グ・エスピーエー

2.38% 2.38%

　         

エヴァキュアシオン・カルモナ・400-

220・ケーヴィ・レノバブルズ・エス

エル(Evacuación Carmona 400-220 kV

Renovables SL)

セビリア スペイン 10,003.00

 

ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エンヴァシオス・プロモシオン・Ⅰ・

エスエルユー

エンヴァシオス・プロモシオン・Ⅱ・

エスエルユー

エンヴァシオス・プロモシオン・Ⅲ・

エスエルユー

3.13%

 

3.13%

 

3.13%

6.58%

　         

エボリューション・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Evolution

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エウィヴァ・エスアールエル(Ewiva

Srl)

ミラノ イタリア 1,000,000.00 ユーロ エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 50.00% 50.00%

　         

エクスペディション・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Expedition

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エクスプローラー・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Explorer

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エクスプローラー・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Explorer

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エクスプロタシオンズ・エオリカス・

デ・エスクーチャ・エスエー

(Explotaciones Eólicas de Escucha

SA)

サラゴサ スペイン 3,505,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

70.00% 49.08%

　         

エクスプロタシオンズ・エオリカス・

エル・プエルト・エスエー

(Explotaciones Eólicas El Puerto 

SA)

サラゴサ スペイン 3,230,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

73.60% 51.61%

　         

エクスプロタシオンズ・エオリカス・

サント・ドミンゴ・デ・ルナ・エス

エー(Explotaciones Eólicas Santo

Domingo de Luna SA)

サラゴサ スペイン 100,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

51.00% 35.76%

　         

エクスプロタシオンズ・エオリカス・

サソ・プラノ・エスエー

(Explotaciones Eólicas Saso Plano

SA)

サラゴサ スペイン 5,488,500.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

65.00% 45.58%

　         

エクスプロタシオンズ・エオリカス・

シエラ・コステラ・エスエー

(Explotaciones Eólicas Sierra

Costera SA)

サラゴサ スペイン 8,046,800.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

90.00% 63.11%

　         

エクスプロタシオンズ・エオリカス・

シエラ・ラ・ヴィルゲン・エスエー

(Explotaciones Eólicas Sierra La

Virgen SA)

サラゴサ スペイン 4,200,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

90.00% 63.11%

　         

ファリアー・ステーション・エナ

ジー・ストレージ・プロジェクト・エ

ルエルシー(Farrier Station Energy

Storage Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ファイエット・ソーラー・Ⅰ・エルエ

ルシー(Fayette Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%
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ファゼンダ・アロエイラ・エンプレエ

ンディメント・デ・エネルジア・エル

ティーディーエー(Fazenda Aroeira

Empreendimento de Energia Ltda)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 2,362,045.90 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

フェンス・ポスト・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー(Fence

Post Solar Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・フェン

ス・ポスト・ソーラー・ホールディン

グス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

フェンス・ポスト・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Fence Post

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・ディベロップメン

ト・ホールディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

フェンナー・ウィンド・ホールディン

グス・エルエルシー(Fenner Wind

Holdings LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

フィールド・デイ・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Field Day

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

フィノッキアーラ・ソーラー・エス

アールエル(Finocchiara Solar Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

フィンセック・ラブ・エルティー

ディー(Finsec Lab Ltd)

テルアビブ イスラエル 100.00 イスラエル

シェケル

エネルⅩ エネルⅩ・エスアールエル 30.00% 30.00%

　         

フラッグペイ・エスアールエル

(Flagpay Srl)

ミラノ イタリア 10,000.00 ユーロ エネルⅩ ペイティッパー・エスピーエー 100.00% 50.00%

　         

フラット・ロック・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Flat Rock

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・イン

ク.

100.00% 100.00%

　         

フラット・ロックス・ガーガー・コフ

ナ・フィンコ（ピーティーワイ）エル

ティーディー(Flat Rocks Girgarre

Cohuna Finco (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 120.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

コフナ・ソーラー・ファーム・トラス

ト

フラット・ロックス・ワン・ウィン

ド・ファーム・トラスト

ガーガー・ソーラー・ファーム・トラ

スト

33.33%

 

33.33%

 

33.33%

100.00%

　         

フラット・ロックス・ワン・ウィン

ド・ファーム(ピーティーワイ)エル

ティーディー(Flat Rocks One Wind

Farm (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・フラッ

ト・ロックス・ワン・ホールディング

(ピーティーワイ)エルティーディー

100.00% 100.00%

　         

フラット・ロックス・ワン・ウィン

ド・ファーム・トラスト(Flat Rocks

One Wind Farm Trust)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・フラッ

ト・ロックス・ワン・ホールディング

(ピーティーワイ)エルティーディー

100.00% 100.00%

　         

フラット・トップ・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Flat Top

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

フリント・ロック・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Flint Rock

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

フローレンス・ヒルズ・エルエルシー

(Florence Hills LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00% 51.00%

　         

フローイング・スプリング・ファーム

ス・エルエルシー(Flowing Spring

Farms LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

フォンチボン・ゼットイー・エスエー

エス(Fontibón ZE SAS)

ボゴタ コロンビア 392,420,000.00 コロンビア

ペソ

エネルⅩ ボゴタ・ゼットイー・エスエーエス 100.00% 47.18%

　         

フォートンズ・デ・サント・アンキエ

タ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー(Fótons de Santo

Anchieta Energias Renováveis SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 577,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

フォトヴォルタイカ・ユンクリジョ

ス・エスエルユー(Fotovoltaica

Yunclillos SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%
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フォーマイル・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Fourmile Wind

Project LLC)

アンドーヴァー

 

米国

 

1.00

 

米ドル

 

エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・イン

ク.

 

100.00%

 

100.00%

 

　         

フォックス・ラン・エナジー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Fox Run

Energy Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

フランクリンタウン・ファーム・エル

エルシー(Franklintown Farm LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

 

　         

フリーダム・エナジー・ストレージ・

エルエルシー(Freedom Energy

Storage LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)

100.00% 100.00%

　         

フロント・マリティム・デル・ベソ

ス・エスエル(Front Marítim del

Besòs SL)

バルセロナ スペイン 9,000.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

61.37% 43.03%

　         

フロンティアズマン・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー

(Frontiersman Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

エフアールヴイ・コルチトス・Ⅰ・エ

スエルユー(FRV Corchitos I SLU)

マドリード スペイン 75,800.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

エフアールヴイ・コルチトス・Ⅱ・

ソーラー・エスエルユー(FRV

Corchitos II Solar SLU)

マドリード スペイン 22,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

エフアールヴイ・ヒバルビン・ヘレ

ス・エスエルユー(FRV Gibalbín ‒

Jerez SLU)

マドリード スペイン 23,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

エフアールヴイ・タリファ・エスエル

ユー(FRV Tarifa SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

エフアールヴイ・ビジャロビロス・エ

スエルユー(FRV Villalobillos SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

エフアールヴイ・サモラ・ソーラー・

１・エスエルユー(FRV Zamora Solar

1 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

エフアールヴイ・サモラ・ソーラー・

３・エスエルユー(FRV Zamora Solar

3 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

エフアールダブリューエフ・ステー

ジ・１(ピーティーワイ)エルティー

ディー(FRWF Stage 1 (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア 100.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

ファンダメンタル・レコグナイズト・

システム・エスエルユー(Fundamental

Recognized Systems

SLU)

アンドラ スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

フラテナ・ソーラー・１・エスエル

ユー(Furatena Solar 1 SLU)

マドリード スペイン

 

3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

ガナド・ソーラー・ホールディング

ス・エルエルシー(Ganado Solar

Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ガナド・

ソーラー・ホールディングス・エルエ

ルシ

100.00%

 

100.00%

 

　         

ガナド・ソーラー・エルエルシー

(Ganado Solar LLC)

アンドーヴァー

 

米国

 

- 米ドル

 

エネル・グ

リーン・パ

ワー

ガナド・ソーラー・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

 

　         

ガナド・ストレージ・エルエルシー

(Ganado Storage LLC)

アンドーヴァー

 

米国

 

1.00

 

米ドル

 

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%
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ギャロブ・ウィンド・ファーム(アー

ルエフ)(ピーティーワイ)エルティー

ディー(Garob Wind Farm (RF)(Pty)

Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 100.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・アールエ

スエー・２(アールエフ)(ピーティー

ワイ)エルティーディー

55.00%

 

27.50%

　         

ガス・イ・エレクトリシダッド・ジェ

ネラシオン・エスエーユー(Gas y

Electricidad Generación SAU)

パルマ・デ・

マヨルカ

スペイン 213,775,700.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

100.00%

 

70.12%

　         

ゴーリー・ハイドロ・エルエルシー

(Gauley Hydro LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ジーアールピーピー・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 50.00%

　         

ゴーリー・リヴァー・マネジメント・

エルエルシー(Gauley River

Management LLC)

ウィリソン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

ジェネラドラ・デ・オクシデンテ・エ

ルティーディーエー(Generadora de

Occidente Ltda)

グアテマラ

シティ

グアテ

マラ

16,262,000.00 グアテマラ

ゲツァル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネル・グアテマラ・エスエー

99.00%

 

1.00%

47.18%

　         

ジェネラドラ・エオリカ・アルト・パ

コラ・エスアールエル(Generadora

Eólica Alto Pacora Srl)

パナマシティ パナマ 10,100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル

0.99%

99.01%

47.19%

　         

ジェネラドラ・モンテクリスト・エス

エー(Generadora Montecristo SA)

グアテマラ

シティ

グアテ

マラ

3,820,000.00 グアテマラ

ケツァル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネル・グアテマラ・エスエー

100.00%

 

0.00%

47.18%

　         

ジェネラドラ・ソーラー・オーストラ

ル・エスエー(Generadora Solar

Austral SA)

チリキ パナマ

 

10,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル

 

100.00% 47.19%

　         

ジェネラドラ・ソーラー・デ・オクシ

デンテ・エスエー(Generadora Solar

de Occidente SA)

パナマシティ パナマ

 

10,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル

100.00% 47.19%

　         

ジェネラドラ・ソーラー・エル・プエ

ルト・エスエー(Generadora Solar El

Puerto SA)

チリキ パナマ

 

10,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル

100.00% 47.19%

　         

ジェネラドラ・ソーラー・トレ・エス

アールエル(Generadora Solar Tolé

Srl)

パナマシティ パナマ 10,100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル

0.99%

 

99.01%

47.19%

　         

ジオテルミカ・デル・ノルテ・エス

エー(Geotérmica del Norte SA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 326,577,419,702.00 チリペソ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・チリ・エ

スエー

84.59% 54.92%

　         

ギブソン・ベイ・ウィンド・ファーム

(アールエフ)(ピーティーワイ)エル

ティーディー(Gibson Bay Wind Farm

(RF)(Pty)Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ(ピーティーワイ)エルティー

ディー

60.00% 60.00%

　         

ガーガー・ソーラー・ファーム(ピー

ティーワイ)エルティーディー

(Girgarre Solar Farm (Pty) Ltd)

シドニー オーストラリア - 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ガー

ガー・ホールディングス(ピーティー

ワイ)エルティーディー

100.00% 100.00%

　         

ガーガー・ソーラー・ファーム・トラ

スト(Girgarre Solar Farm (Pty)

Ltd)

シドニー オーストラリア 10.00 豪ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ガー

ガー・トラスト

100.00% 100.00%

　         

グラス・トップ・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Glass Top Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

グローバル・コモディティーズ・ホー

ルディングス・リミテッド(Global

Commodities Holdings Limited)

ロンドン 英国 4,042,375.00 英国ポンド 取引 エネル・グローバル・トレーディン

グ・エスピーエー

4.68% 4.68%

　         

グローバイト・エスエー(Globyte SA) サンホセ コスタリカ 900,000.00 コスタリカ

コロン

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コスタリカ・シーエーエム・

エスエー

10.00% 4.72%

　         

グロスター・ソーラー・Ⅰ・エルエル

シー(Gloucester Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%
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ジーエヌエル・チリ・エスエー(GNL

Chile SA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 3,026,160.00 米ドル 取引 エネル・ジェネラシオン・チリ・エス

エー

33.33%

 

20.25%

　         

グッドウェル・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Goodwell Wind

Project LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オリジン・グッドウェル・ホールディ

ングス・エルエルシー

100.00% 10.00%

　         

グースネック・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Gooseneck Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ゴロナ・デル・ヴィエント・エル・イ

エロ・エスエー(Gorona del Viento

El Hierro SA)

サンタ・

クルス・デ・

テネリフェ

スペイン 30,936,736.00 ユーロ 火力発電 ユニオン・エレクトリカ・デ・カナリ

ア・ジェネラシオン・エスエーユー

23.21%

 

16.28%

　         

グランド・プレーリー・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Grand

Prairie Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

グリッドパーティス・イベリア・エス

エル(Gridspertise Iberia SL)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リッド

グリッドパーティス・エスアールエル 100.00% 50.00%

　         

グリッドパーティス・インディア・プ

ライベート・リミテッド

(Gridspertise India Private

Limited)

グルグラム インド 100,000.00 インドル

ピー

エネル・グ

リッド

グリッドパーティス・エスアールエル 100.00% 50.00%

　         

グリッドパーティス・ラタム・エス

エー(Gridspertise Latam SA)

サンパウロ ブラジル 2,010,000.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リッド

エネル・ブラジル・エスエー

グリッドパーティス・エスアールエル

0.00%

100.00%

50.00%

　         

グリッドパーティス・エスアールエル

(Gridspertise Srl)

ローマ イタリア 7,500,000.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エネル・グリッド・エスアールエル 50.00% 50.00%

　         

グリッドパーティス・エルエルシー

(Gridspertise LLC)

ドーヴァー 米国 160,000.00 米ドル エネル・グ

リッド

グリッドパーティス・エスアールエル 100.00% 50.00%

　         

ジーアールピーピー・ホールディング

ス・エルエルシー(GRPP Holdings

LLC)

アンドーヴァー 米国 2.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・アールイー

ピー・ホールディングス・エルエル

シー

50.00% 50.00%

　         

ガダランケ・ソーラー・４・エスエル

(Guadarranque Solar 4 SL)

セビリア スペイン 3,006.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エンデサ・ジェネラシオン・Ⅱ・エス

エーユー

100.00%

 

70.12%

　         

グアイェポ・ソーラー・エスエーエス

(Guayepo Solar SAS)

ボゴタ コロンビア 1,000,000.00 コロンビア

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

100.00%

 

47.18%

　         

ギール・ウィンド・ファーム(Guir

Wind Farm)

カサブランカ モロッコ 10,000.00

 

モロッコ

ディルハム

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・モロッ

コ・エスエーアールエルエーユー

ミセス・リベロス・ペレス・ポーラ・

クリスティーナ

99.00%

 

1.00%

99.00%

　         

ガルフスター・パワー・エルエルシー

(GulfStar Power LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ガスティ・ヒル・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(Gusty Hill Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ジーヴイ・エネルジー・リジェネラビ

リ・イタルロ・エスアールエル(GV

Energie Rigenerabili ITAL-RO Srl)

ブカレスト ルーマニア 1,145,400.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00%

 

0.00%

 

100.00%

　         

ハドレー・リッジ・エルエルシー

(Hadley Ridge LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00%

 

51.00%

　         

ハミルトン・カウンティ・ソーラー・

プロジェクト・エルエルシー

(Hamilton County Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ハンズブロー・ヴァレー・ソーラー・

プロジェクト・エルエルシー

(Hansborough Valley Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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ハーモニー・プレインズ・ソーラー・

Ⅰ・エルエルシー(Harmony Plains

Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ヘイスティングス・ソーラー・エルエ

ルシー(Hastings Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

ハートランド・ファームズ・ウィン

ド・プロジェクト・エルエルシー

(Heartland Farms Wind Project LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ハイドロエレクトリカ・デ・カタルー

ニャ・エスエルユー(Hidroeléctrica

de Catalunya SLU)

バルセロナ スペイン 126,210.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 100.00%

 

70.12%

　         

ハイドロエレクトリカ・デ・オウロ

ル・エスエル(Hidroeléctrica de

Ourol SL)

ルゴ スペイン 1,608,200.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

30.00% 21.04%

　         

ハイドロエレクトリシダッド・デル・

パシフィコ・エス・デ・アールエル・

デ・シーヴイ(Hidroelectricidad del

Pacífico S de RL de Cv)

コリナ メキシコ 30,890,736.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

99.99% 99.99%

　         

ハイドロフラミセル・エスエル

(Hidroflamicell SL)

バルセロナ スペイン 78,120.00 ユーロ エネル・グ

リッド

ハイドロエレクトリカ・デ・カタルー

ニャ・エスエルユー

75.00%

 

52.59%

　         

ハイドロインヴェスト・エスエー

(Hidroinvest SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 55,312,093.00 アルゼンチ

ンペソ

サービス エネル・アメリカス・エスエー

エネル・アルジェンティーナ・エス

エー

41.94%

54.76%

79.55%

　         

エイチアイエフ・エイチ２・エスピー

エー(HIF H2 SpA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 6,303,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・チリ・エ

スエー

50.00% 32.46%

　         

ハイ・シャパラル・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(High

Chaparral Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国

 

- 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ハイ・ロンサム・ストレージ・エルエ

ルシー(High Lonesome Storage LLC)

アンドーヴァー 米国

 

1.00

 

米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー

 

100.00% 100.00%

　         

ハイ・ロンサム・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー(High

Lonesome Wind Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ハイ・ロンサム・ウィンド・パワー・

エルエルシー(High Lonesome Wind

Power LLC)

ボストン 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ハイ・ロンサム・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ハイ・ヌーン・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(High Noon Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国

 

- 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ハイ・ストリート・コーポレーション

(ピーティーワイ)エルティーディー

(High Street Corporation (Pty)

Ltd)

メルボルン オーストラリア 2.00 豪ドル エネルⅩ エネル・グリーン・パワー・オースト

ラリア(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00%

 

100.00%

　         

ヒルトッパー・ウィンド・ホールディ

ングス・エルエルシー(Hilltopper

Wind Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 1,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ヒスパーノ・ジェネラシオン・デ・エ

ネルジア・ソーラー・エスエル

(Hispano Generación de Energía

Solar SL)

ヘレス・デ・

ロス・

カバジェロス

スペイン 3,500.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

51.00% 35.76%

　         

ハニー・ストーン・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Honey Stone

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

ハニービー・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Honeybee Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%
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ホープ・クリーク・エルエルシー

(Hope Creek LLC)

クレスト

ビュー

米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00%

 

51.00%

　         

ホープ・リッジ・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(Hope Ridge Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00%

 

100.00%

　         

ホース・ラン・ソーラー・Ⅰ・エルエ

ルシー(Horse Run Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

　         

ホース・ラングラー・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Horse

Wrangler Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

ハブジェクト・イーローミング・テク

ノロジー（シャンハイ）シーオー・エ

ルティーディー(Hubject eRoaming

Technology (Shanghai) Co. Ltd)

上海 中国 12,668,015.70 中国人民元 エネルⅩ ハブジェクト・ゲーエムベーハー 100.00% 12.50%

　         

ハブジェクト・ゲーエムベーハー

(Hubject GmbH)

ベルリン ドイツ 65,943.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 12.50% 12.50%

　         

ハブジェクト・インク(Hubject Inc.) サンタモニカ 米国 100,000.00 米ドル エネルⅩ ハブジェクト・ゲーエムベーハー 100.00% 12.50%

　         

アイシーイー・トゥデラ・エスエル

(ICE Tudela SL)

ポスエロ・デ・

アラルコン

スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

5.12% 3.59%

　         

イダリア・パーク・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Idalia Park

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国

 

- 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イドロスシシリア・エスピーエー

(Idrosicilia SpA)

ミラノ イタリア 22,520,000.00 ユーロ サービス エネル・エスピーエー 1.00% 1.00%

　         

アイエフエックス・ネットワークス・

アルジェンティーナ・エスアールエル

(IFX Networks Argentina Srl)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 2,260,551.00 アルゼンチ

ンペソ

エネルⅩ アイエフエックス／エニ－エスピー

シー・Ⅴ・インク

マイノリティ・ストック・ホールディ

ング・コープ

99.85%

 

0.15%

19.50%

　         

アイエフエックス・ネットワークス・

コロンビア・エスエーエス(IFX

Networks Colombia SAS)

ボゴタ コロンビア 18,951,211,000.00 コロンビア

ペソ

エネルⅩ アイエフエックス・ネットワークス・

パナマ・エスエー

アイエフエックス／エニ－エスピー

シー・Ⅲ・インク

リヴィスター・ラタム・エスエルユー

48.43%

 

34.60%

 

16.97%

19.50%

　         

アイエフエックス・ネットワークス・

エルエルシー(IFX Networks LLC)

ウィルミントン 米国 80,848,653.00 米ドル エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー 100.00% 19.50%

　         

アイエフエックス・ネットワークス・

エルティーディー(IFX Networks Ltd)

トルトラ ヴァージン

諸島

50,001.00 米ドル エネルⅩ アイエフエックス・ネットワークス・

エルエルシー

100.00% 19.50%

　         

アイエフエックス・ネットワークス・

パナマ・エスエー(IFX Networks

Panama SA)

パナマシティ パナマ 26,460.00 米ドル エネルⅩ アイエフエックス／エニ－エスピー

シー・パナマ・インク

リヴィスター・ラタム・エスエルユー

79.37%

 

20.63%

19.50%

　         

アイエフエックス／エニ－エスピー

シー・Ⅲ・インク(IFX/Eni - SPC Ⅲ

Inc.)

トルトラ ヴァージン

諸島

100.00 米ドル エネルⅩ アイエフエックス・ネットワークス・

エルティーディー

100.00% 19.50%

　         

アイエフエックス／エニ－エスピー

シー・Ⅳ・インク(IFX/Eni - SPC IV

Inc.)

トルトラ ヴァージン

諸島

100.00 米ドル エネルⅩ アイエフエックス・ネットワークス・

エルティーディー

100.00% 19.50%

　         

アイエフエックス／エニ－エスピー

シー・パナマ・インク(IFX/Eni - SPC

Panama Inc.)

トルトラ ヴァージン

諸島

100.00 米ドル エネルⅩ アイエフエックス・ネットワークス・

エルティーディー

100.00% 19.50%

　         

アイエフエックス／エニ－エスピー

シー・Ⅴ・インク(IFX/Eni - SPC V

Inc.)

トルトラ ヴァージン

諸島

100.00 米ドル エネルⅩ アイエフエックス・ネットワークス・

エルティーディー

100.00% 19.50%
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アイアイケー・エネルジア・デ・ドセ

ムル・エスエー・デ・シーヴィ(IIK

Energía de Dzemul SA de Cv)

メキシコシティ メキシコ 6,479,172.00 メキシコペ

ソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

0.00%

 

 

100.00%

100.00%

　         

アイアイケー・エネルジア・デ・テル

チャック・エスエー・デ・シーヴイ

(IIK Energía de Telchac SA de Cv)

メキシコシティ メキシコ - メキシコペ

ソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

0.00%

 

 

100.00%

100.00%

　         

インフラストラクチュラ・デ・エヴァ

キュアシオン・ペニャフロー・220・

ケーヴィ・エスエル(Infraestructura

de Evacuación Peñaflor 220 kV SL)

マドリード スペイン 3,500.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

41.14% 28.85%

　         

インフラストラクチュラ・プエルト・

サンタ・マリア・220・エスエル

(Infraestructuras Puerto Santa

María 220 SL)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

プエルト・サンタ・マリア・エネルジ

ア・Ⅰ・エスエルユー

プエルト・サンタ・マリア・エネルジ

ア・Ⅱ・エスエルユー

50.00%

 

50.00%

70.12%

　         

インフラストラクチュラ・サン・セル

ヴァン・220・エスエル

(Infraestructuras San Serván 220

SL)

マドリード スペイン 12,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・・エスエルユー

 

30.80%

 

21.60%

　         

インフラストラクチュラス・サン・セ

ルヴァン・セット・400・エスエル

(Infraestructuras San Serván Set

400 SL)

マドリード スペイン 90,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

アラノート・デザロロス・エスエル

ユー

ベイリオ・ソーラー・エスエルユー

フラテナ・ソーラー・１・エスエル

ユー

6.41%

 

6.41%

6.41%

13.48%

　         

インコラン・インフォルマシオン・

イ・コーディナシオン・デ・オブラ

ス・エーアイイー(Inkolan

Información y Coordinación de

Obras AIE)

ビルバオ スペイン 84,141.68 ユーロ エネル・グ

リッド

イー・ディストリビュシオン・レデ

ス・ディジタレス・エスエルユー

14.29%

 

10.02%

　         

インスペクトレス・イ・コンサルトレ

ス・イベルカル・エスエルユー

(Inspectores y Consultores Ibercal

SLU)

ビスカヤ スペイン 3,100.00 ユーロ 火力発電 テクナトム・エスエー 100.00% 31.56%

　         

インスタラシオネス・サン・セルヴァ

ン・Ⅱ・400・エスエル

(Instalaciones San Serván II 400

SL)

マドリード スペイン 11,026.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

アラノート・デザロロス・エスエル

ユー

ベイリオ・ソーラー・エスエルユー

フラテナ・ソーラー・１・エスエル

ユー

7.94%

 

7.94%

7.94%

16.69%

　         

インターナショナル・マルチメディ

ア・ユニバーシティ・エスアールエル

(清算中)(International Multimedia

University Srl)(in bankruptcy)

- イタリア 24,000.00 ユーロ サービス エネル・イタリア・エスピーエー 13.04% 13.04%

　         

インヴェルソラ・ドック・スード・エ

スエー(Inversora Dock Sud SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 828,941,660.00 アルゼンチ

ンペソ

サービス エネル・アメリカス・エスエー

 

57.14%

 

47.01%

　         

イプソマタ・ディーピージーユー・プ

ライベート・カンパニー(Ipsomata

DPGU Private Company)

イラクリオン、

クレタ島

ギリシャ 5,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.02% 0.02%

　         

アイリス・ブルーム・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Iris Bloom

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

アイアン・ベルト・エナジー・スト

レージ・プロジェクト・エルエルシー

(Iron Belt Energy Storage Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

アイアン・ブル・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Iron Bull Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

イサム・イケダ・エネルジア・エス

エー(Isamu Ikeda Energia SA)

ニテロイ ブラジル 16,474,475.77 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

82.27%
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イタルジェスト・エナジー(ピー

ティーワイ)エルティーディー

(Italgest Energy (Pty) Ltd )

ヨハネスブルグ 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

ジャック・リヴァー・エルエルシー

(Jack River LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00% 51.00%

　         

ジェイド・エネルジア・エルティー

ディーエー(Jade Energia Ltda)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 4,107,097.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ハグイト・ソーラー・10・エムダブ

リュ―・エスエー(Jaguito Solar 10

MW SA)

パナマシティ パナマ

 

10,000.00

 

米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル

100.00%

 

47.19%

 

　         

ジェシカ・ミルズ・エルエルシー

(Jessica Mills LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00% 51.00%

　         

ジュリア・ヒルズ・エルエルシー

(Julia Hills LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00% 51.00%

　         

ジュニア・インシュランス・エスアー

ルエル(Junia Insurance Srl)

モシャーノ・サ

ンタンジェロ

（ティーイー）

イタリア 100.00 ユーロ エネルⅩ ムーニー・グループ・エスピーエー 100.00% 50.00%

　         

ジュニパー・キャニオン・エナジー・

ストレージ・プロジェクト・エルエル

シー(Juniper Canyon Energy Storage

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

キニーズ・クリーク・ソーラー・Ⅰ・

エルエルシー(Keeneys Creek Solar I

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ケン・リニューアブルズ・インデ

イァ・プライベート・リミテッド(Ken

Renewables India Private Limited)

グルグラム インド 12,100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

カーバ・リニューアブル・エナジー・

プライベート・リミテッド(Khaba

Renewable Energy Private Limited)

グルグラム インド 18,100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00%

 

100.00%

　         

キドラート・リニューアブル・エナ

ジー・プライベート・リミテッド

(Khidrat Renewable Energy Private

Limited)

グルグラム インド 78,100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

キング・ブランチ・ソーラー・Ⅰ・エ

ルエルシー(King Branch Solar I

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

キングストン・エナジー・ストレー

ジ・エルエルシー(Kingston Energy

Storage LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)

100.00%

 

100.00%

　         

キノ・コントラクター・エスエー・

デ・シーヴイ(Kino Contractor SA de

Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 100.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノバビル・エスエー・デ・

シーヴイ

99.00%

 

 

1.00%

100.00%

　         

キノ・ファシリティーズ・マネー

ジャー・エスエー・デ・シーヴイ

(Kino Facilities Manager SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 2,933,340.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノバビル・エスエー・デ・

アールエル・デ・シーヴイ

100.00%

 

 

0.00%

 

100.00%

　         

コッキナリ・ディーピージーユー・プ

ライベート・カンパニー(Kokkinari

DPGU Private Company)

イラクリオン、

クレタ島

ギリシャ 15,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.01% 0.01%

　         

コングル・エネルジー・サナイ・

ヴェ・ティカレット・アノニム・シル

ケティ(Kongul Enerjí Sanayí Ve

Tícaret Anoním Şírketí)

イスタン

ブール

トルコ 14,537,500.00 トルコリラ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ター

キー・エネルジー・ヤティリムラリ・

アノニム・シルケティ

100.00% 100.00%
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コポリー・ダブリューピーエス・エル

エルシー(Koporie WPS LLC)

レニングラード

州

ロシア連邦 21,000,000.00 ロシア

ルーブル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルス・リ

ミテッド・ライアビリティ・カンパ

ニー

100.00% 100.00%

　         

コリア・ライン・コーポレーション

(Korea Line Corporation)

ソウル 大韓民国 122,132,520,000.00 ウォン 取引 エネル・グローバル・トレーディン

グ・エスピーエー

0.25% 0.25%

　         

クコス・エナジー・プライベート・カ

ンパニー(Koukos Energy Private

Company)

アテネ ギリシャ 4,002.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

0.05% 0.05%

　         

クロムスクレーダー・エスエー

(Kromschroeder SA)

バルセロナ スペイン 627,126.00 ユーロ サービス エンデサ・メディオス・イ・システマ

ス・エスエルユー

29.26%

 

20.52%

　         

レイク・エミリー・ソーラー・エルエ

ルシー(Lake Emily Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

レイク・プラスキ・ソーラー・エルエ

ルシー(Lake Pulaski Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

ランド・ラン・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Land Run Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ランド・ラン・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Land Run Wind

Project LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

サンダンス・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ランタン・トレイル・プロジェクト・

エルエルシー(Lantern Trail Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ラタムソーラー・エネルジアス・レノ

バブルズ・エスエーエス(Latamsolar

Energías Renovables SAS)

ボゴタ コロンビア 8,000,000.00 コロンビア

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

100.00%

 

47.18%

　         

ラタムソーラー・フォトヴォルタイ

カ・フンダシオン・エスエーエス

(Latamsolar Fotovoltaica Fundación

SAS)

ボゴタ コロンビア 8,000,000.00 コロンビア

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

100.00%

 

47.18%

　         

ラスロップ・ソーラー・Ⅰ・エルエル

シー(Lathrop Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ラヴァ・ソーラー・プロジェクト・エ

ルエルシー(Lava Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ローレンス・クリーク・ソーラー・エ

ルエルシー(Lawrence Creek Solar

LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

レバノン・ソーラー・Ⅰ・エルエル

シー(Lebanon Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

レガシー・ブロッサム・ストレージ・

プロジェクト・リミテッド・パート

ナーシップ(Legacy Blossom Storage

Project Limited Partnership)

カルガリー カナダ - カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ストレージ・イ

ンク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

レモネード・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Lemonade Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

リバティ・エナジー・ストレージ・エ

ルエルシー(Liberty Energy Storage

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)

100.00% 100.00%
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リビアン・イタリアン・ジョイント・

カンパニーーアジエンダ・リビコーイ

タリアーナ(エーエルアイ)(Libian

Italian Joint Company - Azienda

Libico-Italiana (A.L.I.))

トリポリ リビア 1,350,000.00 ユーロ サービス エネルパワー・エスアールエル 0.33% 0.33%

　         

ライト・シラス・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Light Cirrus

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

リリー・ソーラー・ホールディング

ス・エルエルシー(Lily Solar

Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・リリー・

ソーラー・ホールディングス・エルエ

ルシー

100.00% 100.00%

　         

リリー・ソーラー・エルエルシー

(Lily Solar LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・ディベロップメン

ト・ホールディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

リンダル・ウィンド・ホールディング

ス・エルエルシー(Lindahl Wind

Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・プリファー

ド・ウィンド・ホールディングス・エ

ルエルシー

100.00% 100.00%

　         

リンダル・ウィンド・プロジェクト・

エルエルシー(Lindahl Wind Project

LLC )

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

リンダル・ウィンド・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

リトル・エルク・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー(Little

Elk Wind Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

リトル・エルク・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(Little Elk Wind

Project LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

リトル・エルク・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

リトル・ソルト・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Little Salt

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

リタス・エナジー・ストレージ・エル

エルシー(Litus Energy Storage LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージホール

ディングス・エルエルシー

(旧名称：イージーピー・エナジー・

ストレージ・ホールディングス・エル

エルシー)

100.00% 100.00%

　         

リヴィスター・チリ・エスピーエー

(Livister Chile SpA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 11,843,107,407.00 チリペソ エネルⅩ リヴィスター・ラタム・エスエルユー 100.00% 19.50%

　         

リヴィスター・ラタム・エスエルユー

(Livister Latam SLU)

マドリード スペイン 2,442,066.00 ユーロ エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー 100.00% 19.50%

　         

リャノ・サンチェス・ソーラー・パ

ワー・ワン・エスアールエル(Llano

Sánchez Solar Power One Srl)

パナマシティ パナマ 10,020.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル

0.20%

 

99.80%

 

 

47.19%

　         

ローン・パイン・ウィンド・インク

(Lone Pine Wind Inc.)

アルバータ カナダ - カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

10.00%

 

10.00%

　         

ローン・パイン・ウィンド・プロジェ

クト・エルピー(Lone Pine Wind

Project LP)

アルバータ カナダ - カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

10.00%

 

10.00%

　         

ルーカス・ソステニブル・エスエル

(Lucas Sostenible SL)

マドリード スペイン 1,099,775.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

35.29% 24.74%

　         

ルミナリー・ハイランズ・ソーラー・

プロジェクト・エルエルシー

(Luminary Highlands Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ルズ・デ・アングラ・エネルジア・エ

スエー(Luz de Angra Energia SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 4,062,085.00 ブラジル

レアル

エネルⅩ エネルⅩ・ブラジル・エスエー 51.00% 41.96%

　         

ルズ・デ・カルアル・エネルジア・エ

スエー(Luz de Caruaru Energia SA)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 21,027,600.00 ブラジルレ

アル

エネルⅩ エネルⅩ・ブラジル・エスエー 51.00% 41.96%
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ルズ・デ・ジャボアタン・エネルジ

ア・エスエー(Luz de Jaboatão

Energia SA)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 21,114,200.00 ブラジルレ

アル

エネルⅩ エネルⅩ・ブラジル・エスエー 51.00% 41.96%

　         

ルズ・デ・マカパ・エネルジア・エス

エー(Luz de Macapá Energia SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 24,338,000.00 ブラジル

レアル

エネルⅩ エネルⅩ・ブラジル・エスエー 51.00% 41.96%

　         

マイコール・ウィンド・エスアールエ

ル(Maicor Wind Srl)

ローマ イタリア 20,850,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

マラスピナ・エナジー・エスシーエー

アールエル(清算中)(Malaspina

Energy Scarl in liquidation)

ベルガモ イタリア 100,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・イタリア・エスアールエル 100.00% 100.00%

　         

マンサー・リニューアブル・エナ

ジー・プライベート・リミテッド

(Mansar Renewable Energy Private

Limited)

グルガオン インド 100,000.00 インドル

ピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

メイプル・カナダ・ソリューション

ズ・ホールディングス・エルティー

ディー(Maple Canada Solutions

Holdings Ltd)

- カナダ - カナダドル エネルⅩ エネルⅩ・カナダ・エルティーディー 20.00% 20.00%

　         

メイプル・エナジー・ソリューション

ズ・エルピー(Maple Energy

Solutions LP)

- カナダ - カナダドル エネルⅩ エネルⅩ・カナダ・ホールディング・

インク

20.00% 20.00%

　         

メープル・ラン・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー

(Maple Run Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

マルテ・エスアールエル(Marte Srl) ローマ イタリア 6,100,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

マルダール・ウィンド・エナジー・プ

ライベート・リミテッド(Marudhar

Wind Energy Private Limited)

グルグラム インド 100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

マス・エネルジア・エス・デ・アール

エル・デ・シーヴイ(Más Energía S

de RL de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 61,872,926.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

ハイドロエレクトリシダッド・デル・

パシフィコ・エス・デ・アールエル・

デ・シーヴイ

99.99%

 

 

0.01%

 

100.00%

　         

メイソン・マウンテン・ウィンド・プ

ロジェクト・エルエルシー(Mason

Mountain Wind Project LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

パドマ・ウィンド・パワー・エルエル

シー

100.00%

 

100.00%

　         

マトリジェニクス(ピーティーワイ)エ

ルディーディー(Matrigenix (Pty)

Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

マティ・エネルジア・エスアールエル

(Maty Energia Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

エムシー・ソーラー・Ⅰ・エルエル

シー(MC Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

マックブライド・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(McBride Wind

Project LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

メディダス・アンビエンタレス・エス

エル(Medidas Ambientales SL)

ブルゴス スペイン 60,100.00 ユーロ 火力発電 テクナトム・エスエー 50.00% 15.78%

　         

メリット・ウィンド・プロジェクト・

エルエルシー(Merit Wind Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

メトロ・ウィンド・エルエルシー

(Metro Wind LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00% 51.00%
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メキシカーナ・デ・ハイドロエレクト

リシダッド・メキシドロ・エスアール

エル・デ・シーヴイ(Mexicana de

Hidroelectricidad Mexhidro S de RL

de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 181,728,901.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

99.99%

 

99.99%

　         

ミブガス・エスエー (Mibgas SA) マドリード スペイン 3,000,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンデサ・エスエー 1.35% 0.95%

　         

ミデル・ウィンド・ファーム・エス

エー(Midelt Wind Farm SA)

カサブランカ モロッコ 145,000,000.00 モロッコ

ディルハム

エネル・グ

リーン・パ

ワー

ナレヴァ・エネル・グリーン・パ

ワー・モロッコ・エスエー

70.00% 35.00%

　         

ミングラニージャ・レノバブルズ・

400・ケーヴィ・エーアイイー

(Minglanilla Renovables 400 kV

AIE)

バレンシア スペイン - ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネルジア・ベース・ナチュラル・エ

スエルユー

エネルジア・エオリカ・アブレゴ・エ

スエルユー

エネルジア・エオリカ・ガレルナ・エ

スエルユー

エネルジア・エオリカ・グレガル・エ

スエルユー

エネルジア・イ・ナチュラレザ・エス

エルユー

4.79%

 

7.98%

 

9.31%

 

9.31%

 

4.79%

25.36%

　         

ミニセントラレス・アセキア・シン

コ・ヴィラス・エーアイイー

(Minicentrales Acequia Cinco

Villas AIE)

エヘア・デ・ロ

ス・カバジェロ

ス

スペイン 3,346,993.04 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

5.39% 3.78%

　         

ミニセントラレス・デル・カナル・

デ・ラス・バルデナス・エーアイイー

(Minicentrales del Canal de las

Bárdenas AIE)

サラゴサ スペイン 1,202,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

15.00% 10.52%

　         

ミニセントラレス・デル・カナル・イ

ンペリアル・ガリュール・エスエル

(Minicentrales del Canal Imperial-

Gallur SL)

サラゴサ スペイン 1,820,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

36.50% 25.59%

　         

マイノリティー・ストック・ホール

ディング・コープ(Minority Stock

Holding Corp.)

トルトラ ヴァージン

諸島

100.00 米ドル エネルⅩ アイエフエックス・ネットワークス・

エルティーディー

100.00% 19.50%

　         

ミラ・エナジー(ピーティーワイ)エル

ティーディー(Mira Energy (Pty)

Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 100.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ(ピーティーワイ)エルティー

ディー

100.00% 100.00%

　         

ミランダ・プラタフォルマ・ロジス

ティカ・エスエー(Miranda

Plataforma Logística SA)

ブルゴス スペイン 1,800,000.00 ユーロ 火力発電 ヌクレノール・エスエー 0.22% 0.08%

　         

エムオー・ランド・ホールディング

ス・1358・エルエルシー(MO Land

Holdings 1358 LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

モエビウス・テクノロジア・イーエ

ム・インフォマチカ・エスエー

(Moebius Tecnologia em Informatica

SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 150,000.00 ブラジルレ

アル

エネルⅩ ユフィネット・ブラジル・テレコミュ

ニカソォン・エルティーディーエー

100.00% 19.50%

　         

モンテ・レイナ・レノバブルズ・エス

エル(Monte Reina Renovables SL)

マドリード スペイン 4,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エフアールヴィ・サモラ・ソーラー・

１・エスエルユー

20.58% 14.43%

　         

モントローゼ・ソーラー・エルエル

シー(Montrose Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

ムーンビーム・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Moonbeam Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ムーニー・グループ・エスピーエー

(Mooney Group SpA)

ミラノ イタリア 10,050,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・エスアールエル 50.00% 50.00%

　         

ムーニー・エスピーエー(Mooney SpA) ミラノ イタリア 87,833,331.00 ユーロ エネルⅩ ムーニー・グループ・エスピーエー 100.00% 50.00%

　         

ムーニー・セルヴィツィ・エスピー

エー(Mooney Servizi SpA)

ミラノ イタリア 8,549,999.00 ユーロ エネルⅩ ムーニー・グループ・エスピーエー 100.00% 50.00%
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モーガン・ブランチ・ソーラー・Ⅰ・

エルエルシー

(Morgan Branch Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

マウント・プレザント・エナジー・ス

トレージ・１・エルエルシー(Mount

Pleasant Energy Storage 1 LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

マウントレイル・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(Mountrail Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エムピージー・ソーラー・Ⅰ・エルエ

ルシー(MPG Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ムチョ・ヴィエント・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Mucho

Viento Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ミュール・ビット・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Mule Bit

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

マスキーゴン・カウンティ・ソー

ラー・プロジェクト・エルエルシー

(Muskegon County Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

マスキーゴン・グリーン・ウィンド・

プロジェクト・エルエルシー

(Muskegon Green Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

マスタング・ラン・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Mustang Run

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ナブ・ソーラー・Ⅰ・エルエルシー

(Nabb Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ナポレオン・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Napolean Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ナレヴァ・エネル・グリーン・パ

ワー・モロッコ・エスエー(Nareva

Enel Green Power Morocco SA)

カサブランカ モロッコ 98,750,000.00 モロッコ

ディルハム

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・モロッ

コ・エスエーアールエルエーユー

50.00% 50.00%

　         

ネゴシオス・イ・テレフォニア・ネデ

テル・エスエー(Negocios y

Telefonía NEDETEL SA)

グアヤキル エクアドル 4,773,525.00 米ドル エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー 70.00% 13.65%

         

ネット・ボタニック・インターネッ

ト・インテリジェンテ・エスエー(Net

Botanic Internet Inteligente SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 450,000.00 ブラジルレ

アル

エネルⅩ ユフィネット・ブラジル・テレコミュ

ニカソォン・エルティーディーエー

100.00% 19.50%

　         

ネトラ・リニューアブル・エナジー・

プライベート・リミテッド(Netra

Renewable Energy Private Limited)

グルグラム インド 100,000.00 インドル

ピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

ネヴカン・リニューアブルズ・エルエ

ルシー(Nevkan Renewables LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ネヴカン・インク 100.00%

 

100.00%

　         

ニューヨーク・ディストリビュー

ティッド・ストレージ・プロジェク

ツ・エルエルシー(New York

Distributed Storage Projects LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00%

 

100.00%

　         

ンゴニェ・パワー・カンパニー・リミ

テッド(Ngonye Power Company

Limited)

ルサカ ザンビア 10.00 ザンビア

クワチャ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ソー

ラー・ンゴニェ・エスピーエー(旧名

称：エネル・グリーン・パワー・アフ

リカ・エスアールエル)

80.00% 80.00%
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ノジョリ・ウィンド・ファーム(アー

ルエフ)(ピーティーワイ)エルティー

ディー(Nojoli Wind Farm (RF)(Pty)

Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 10,000,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ(ピーティーワイ)エルティー

ディー

60.00% 60.00%

　         

ノース・イングリッシュ・ウィンド・

プロジェクト・エルエルシー(North

English Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ノース・ロック・ウィンド・エルエル

シー(North Rock Wind LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ノースランド・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Northland Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ノーススター・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Northstar Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレード・ウィンド・エナジー・イン

ク

100.00% 100.00%

　         

ノーサンバーランド・ソーラー・プロ

ジェクト・Ⅰ・エルエルシー

(Northumberland Solar Project I

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ノースウェスト・ハイドロ・エルエル

シー(Northwest Hydro LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ウェスト・エルエル

シー

100.00%

 

100.00%

　         

ノボリティオ・レキュペラシオン・

デ・バテリアス・エスエル(Novolitio

Recuperación de Baterías SL)

ポンフェラーダ スペイン 180,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

45.00% 31.55%

　         

ヌクレノール・エスエー(Nuclenor

SA)

ブルゴス スペイン 102,000,000.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

50.00% 35.06%

　         

ヌオヴェ・エネルジー・エスアールエ

ル(Nuove Energie Srl)

ポルト・

エンペドクレ

イタリア 5,204,028.73 ユーロ 取引 エネル・グローバル・トレーディン

グ・エスピーエー

100.00% 100.00%

　         

ヌキュバ・ウィンド・ファーム(アー

ルエフ)(ピーティーワイ)エルティー

ディー(Nxuba Wind Farm (RF)(Pty)

Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・アールエ

スエー・２(アールエフ)(ピーティー

ワイ)エルティーディー

51.00% 25.50%

　         

エヌワイシー・ストレージ(353チェス

ター)エスピーイー・エルエルシー

(NYC Storage (353 Chester) SPE

LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

オクラナ・ア・ベツペクノスト・エス

イー・エスアールオー(Ochrana A

Bezpecnost Se SRO)

カルナ・ナッ

ド・フロノム

スロバキア

 

33,193.92 ユーロ サービス スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス

100.00% 33.00%

　         

オレイサ・ソーラー・Ⅰ・エルエル

シー(Olathe Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

オリヴム・ピーヴイ・ファーム・01・

エスエルユー(Olivum PV Farm 01

SLU)

マドリード スペイン

 

3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

オミップ－オペラドール・ド・メルカ

ド・イベリコ・(ポルトガル)エスジー

ピーエス・エスエー(OMIP - Operador

do Mercado Ibérico (Portugal) SGPS

SA)

リスボン ポルトガル 2,610,000.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・ポルトガ

ル・エスエー

5.00% 3.51%

　         

オープン・レンジ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Open Range

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

オペラドール・デル・メルカド・イベ

リコ・デ・エネルジアーポロ・エスパ

ニョール・エスエー(Operador del

Mercado Ibérico de Energía - Polo

Español SA)

マドリード スペイン 1,999,998.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エンデサ・エスエー 5.00% 3.51%
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オラビツァ・パワー・パーク・エス

アールエル

(Oravita Power Park Srl)

ブカレスト ルーマニア 2,000.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

オーキッド・アクレス・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Orchid

Acres Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 -米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

オリジン・グッドウェル・ホールディ

ングス・エルエルシー(Origin

Goodwell Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・ウィンド・

ホールディングス・１・エルエルシー

100.00% 10.00%

　         

オリジン・ウィンド・エナジー・エル

エルシー(Origin Wind Energy, LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オリジン・グッドウェル・ホールディ

ングス・エルエルシー

100.00%

 

10.00%

　         

オセージ・ウィンド・ホールディング

ス・エルエルシー(Osage Wind

Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 50.00% 50.00%

　         

オセージ・ウィンド・エルエルシー

(Osage Wind LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オセージ・ウィンド・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 50.00%

　         

オシニング・エナジー・ストレージ・

１・エルエルシー(Ossining Energy

Storage 1 LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00% 100.00%

　         

オヴァシック・エオリコ・エネル

ジー・エレクトリック・ユーレチム・

ヴェ・ティカレット・アノニム・シル

ケティ(Ovacik Eolíko Enerjí

Elektrík Üretím Ve Tícaret Anoním

Şírketí)

イスタン

ブール

トルコ 2,925,900.00 トルコリラ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ター

キー・エネルジー・ヤティリムラリ・

アノニム・シルケティ

100.00% 100.00%

　         

オクサゲーサ・エーアイイー(清算中)

(Oxagesa AIE in liquidation)

アルカニス スペイン 6,010.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

33.33% 23.37%

　         

オイスター・ベイ・ウィンド・ファー

ム(アールエフ)(ピーティーワイ)エル

ティーディー(Oyster Bay Wind Farm

(RF)(Pty) Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・アールエ

スエー・２(アールエフ)(ピーティー

ワイ)エルティーディー

55.00% 27.50%

　         

パドマ・ウィンド・パワー・エルエル

シー(Padoma Wind Power LLC)

エリダ 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

ペインテッド・ローズ・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Painted

Rose Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

パロ・アルト・ファームズ・ウィン

ド・プロジェクト・エルエルシー

(Palo Alto Farms Wind Project LLC)

ダラス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

パンピヌス・ピーヴイ・ファーム・

01・エスエルユー(Pampinus PV Farm

01 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

パラダイス・クリーク・ウィンド・プ

ロジェクト・エルエルシー(Paradise

Creek Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

パラヴェント・エスエル(Paravento

SL)

ルゴ スペイン 3,006.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

90.00% 63.11%

　         

パルク・エオリク・ラ・トサ－ラ・モ

ラ・デン・パスカル・エスエル(Parc

Eòlic La Tossa-La Mola d'en

Pascual SL)

マドリード スペイン 1,183,100.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

30.00% 21.04%

　         

パルク・エオリック・ロス・アリガル

ス・エスエル(Parc Eòlic Los

Aligars SL)

マドリード スペイン 1,313,100.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

30.00% 21.04%
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パルコ・エオリコ・モンティ・シカ

ニ・エスアールエル(Parco Eolico

Monti Sicani Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

パルケ・アミスタット・Ⅱ・エス

エー・デ・シーヴイ(Parque Amistad

II SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 1,413,533,480.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

0.50%

 

 

99.50%

100.00%

　         

パルケ・アミスタット・Ⅲ・エス

エー・デ・シーヴイ(Parque Amistad

Ill SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 931,692,540.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

0.50%

 

 

99.50%

100.00%

　         

パルケ・アミスタット・Ⅳ・エス

エー・デ・シーヴイ(Parque Amistad

IV SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 1,489,508,400.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

0.50%

 

 

99.50%

100.00%

　         

パルケ・エオリコ・ア・カペラダ・エ

スエルユー (Parque Eólico A

Capelada SLU)

ア・コルーニャ スペイン 5,857,704.33 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

パルケ・エオリコ・ベルモンテ・エス

エー(Parque Eólico Belmonte SA)

マドリード スペイン 120,400.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

50.17% 35.18%

　         

パルケ・エオリコ・ビーアール・１・

エスエーピーアイ・デ・シーヴイ

(Parque Eólico BR-1 SAPI de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ - メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・リノヴァビル・エスエー・

デ・シーヴイ

0.50%

 

 

25.00%

25.50%

　         

パルケ・エオリコ・カッレテラ・デ・

アリナガ・エスエー(Parque Eólico

Carretera de Arinaga SA)

ラス・パルマ

ス・デ・グラ

ン・カナリア

スペイン 1,603,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

80.00% 56.09%

　         

パルケ・エオリコ・デ・バルバンザ・

エスエー(Parque Eólico de Barbanza

SA)

ア・コルーニャ スペイン 3,606,072.60 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

パルケ・エオリコ・デ・バルバンザ・

エスエー

75.00%

 

0.00%

 

52.59%

　         

パルケ・エオリコ・デ・サン・アンド

レス・エスエー(Parque Eólico de

San Andrés SA)

ア・コルーニャ スペイン 552,920.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

82.00% 57.50%

　         

パルケ・エオリコ・デ・サンタ・ルチ

ア・エスエー(Parque Eólico de

Santa Lucía SA)

ラス・パルマ

ス・デ・グラ

ン・カナリア

スペイン 901,500.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

パルケ・エオリコ・デ・サンタ・ルチ

ア・エスエー

65.67%

 

1.00%

46.51%

　         

パルケ・エオリコ・フィンカ・デ・

モーガン・エスエー(Parque Eólico

Finca de Mogán SA)

サンタ・

クルス・デ・

テネリフェ

スペイン 3,810,340.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

90.00% 63.11%

　         

パルケ・エオリコ・モンテス・デ・ラ

ス・ナヴァス・エスエー(Parque

Eólico Montes de las Navas SA)

マドリード スペイン 6,540,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

75.50% 52.94%

　         

パルケ・エオリコ・ムニエサ・エスエ

ルユー(Parque Eólico Muniesa SLU)

マドリード スペイン 3,006.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

パルケ・エオリコ・パルマス・ドス・

ヴェントス・エルティーディーエー

(Parque Eólico Palmas dos Ventos

Ltda)

サルバドル ブラジル 4,096,626.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・グリーン・パワー・デセン

ヴォルヴィメント・エルティーディー

エー

100.00%

 

0.00%

82.27%

　         

パルケ・エオリコ・パンパ・エスエー

(Parque Eólico Pampa SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 477,139,364.00 アルゼンチ

ンペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

パルケ・エオリコ・プンタ・デ・テ

ノ・エスエー(Parque Eólico Punta

de Teno SA)

サンタ・

クルス・デ・

テネリフェ

スペイン 528,880.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

52.00% 36.46%
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パルケ・エオリコ・シエラ・デル・マ

デロ・エスエー(Parque Eólico

Sierra del Madero SA)

マドリード スペイン 7,193,970.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

58.00%

 

 

40.67%

　         

パルケ・サリトリリョス・エスエー・

デ・シーヴイ(Parque Salitrillos SA

de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 100.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

テネドラ・デ・エネルジア・レノバブ

ル・ソル・イ・ヴィエント・エスエー

ピーアイ・デ・シーヴイ

60.80%

 

 

20.00%

　         

パルケ・ソーラー・カウチャリ・Ⅳ・

エスエー(Parque Solar Cauchari IV

SA)

サンサルバドル

・デ・フフイ

アルゼンチン 500,000.00 アルゼンチ

ンペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・アルジェ

ンティーナ・エスエー

エネルジア・イ・セルヴィシオス・サ

ウス・アメリカ・エスピーエー

95.00%

 

5.00%

82.27%

　         

パルケ・ソーラー・ドン・ホセ・エス

エー・デ・シーヴイ(Parque Solar

Don José SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 100.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

テネドラ・デ・エネルジア・レノバブ

ル・ソル・イ・ヴィエント・エスエー

ピーアイ・デ・シーヴイ

60.80% 20.00%

　         

パルケ・ソーラー・ビジャヌエヴァ・

トレス・エスエー・デ・シーヴイ

(Parque Solar Villanueva Tres SA

de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 306,024,631.13 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

テネドラ・デ・エネルジア・レノバブ

ル・ソル・イ・ヴィエント・エスエー

ピーアイ・デ・シーヴイ

60.80% 20.00%

　         

パルケ・タリネー・オリエンテ・エス

エー(Parque Talinay Oriente SA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 66,092,165,170.93 チリペソ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・チリ・エ

スエー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

60.91%

 

39.09%

78.64%

　         

パスティス－セントロ・ナツィオナー

レ・ペル・ラ・リセルカ・エ・ロ・ス

ヴィルッポ・デイ・マテリアリ・エス

シーピーエー(清算中)(Pastis -

Centro Nazionale per la ricerca e

lo sviluppo dei materiali SCPA (in

liquidation))

ブリンディジ イタリア 2,065,000.00 ユーロ サービス エネル・イタリア・エスピーエー 1.14% 1.14%

　         

ペイネスヴィル・ソーラー・エルエル

シー(Paynesville Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューディッ

ト・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

ペイティッパー・ネットワーク・エス

アールエル(PayTipper Network Srl)

カシーナ イタリア 40,000.00 ユーロ エネルⅩ ペイティッパー・エスピーエー 100.00% 50.00%

　         

ペイティッパー・エスピーエー

PayTipper SpA)

ミラノ イタリア 3,000,000.00 ユーロ エネルⅩ ムーニー・グループ・エスピーエー 100.00% 50.00%

　         

ピーディーピー・テクノロジーズ・エ

ルティーディ(PDP Technologies Ltd)

イスラエル イスラエル 1,129,252.00 イスラエル

シェケル

サービス エネル・グリッド・エスアールエル 5.72% 5.72%

　         

パール・スター・ウィンド・リミテッ

ド・パートナーシップ(Pearl Star

Wind Limited Partnership)

カルガリー カナダ 100.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバーター・ウィンド・イ

ンク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

ペブル・ストリーム・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Pebble

Stream Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ペゴプーエネルジア・エレクトリカ・

エスエー(Pegop - Energia Eléctrica

SA)

ペゴ ポルトガル 50,000.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・ポルトガ

ル・エスエー

エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

0.02%

 

49.98%

35.06%

　         

ピーエイチ・チュカス・エスエー(PH

Chucas SA)

サンホセ コスタリカ 100,000.00 コスタリカ

コロン

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネル・コスタリカ・シーエーエム・

エスエー

24.69%

40.31%

30.67%

　         

ピーエイチ・ドン・ペドロ・エスエー

(PH Don Pedro SA)

サンホセ コスタリカ 100,001.00 コスタリカ

コロン

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コスタリカ・シーエーエム・

エスエー

グローバイト・エスエー

33.44%

 

66.54%

18.92%

　         

ピーエイチ・リオ・ヴォルカン・エス

エー(PH Río Volcán SA)

サンホセ コスタリカ 100,001.00 コスタリカ

コロン

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コスタリカ・シーエーエム・

エスエー

グローバイト・エスエー

34.32%

 

65.66%

19.29%
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パイボールド・ヒル・エナジー・スト

レージ・プロジェクト・エルエルシー

(Piebald Hill Energy Storage

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

パイク・デン・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Pike Den Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

パイルズグローブ・ソーラー・Ⅰ・エ

ルエルシー(Pilesgrove Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ピンチャー・クリーク・エルピー

Pincher Creek LP)

アルバータ カナダ - カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

51.00%

 

1.00%

51.00%

　         

パイン・アイランド・ディストリ

ビューティッド・ソーラー・エルエル

シー(Pine Island Distributed Solar

LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

ポイント・ライダー・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Point Rider

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ポメラード・エナジー・ストレージ・

エルエルシー(Pomerado Energy

Storage LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)

100.00% 100.00%

　         

ポトク・パワー・パーク・エスアール

エル(Potoc Power Park Srl)

ブカレスト ルーマニア 2,000.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

パワークロップ・マチアレッデュ・エ

スアールエル(PowerCrop

Macchiareddu Srl)

ボローニャ イタリア 100,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

パワークロップ・エスピーエー(旧名

称：パワークロップ・エスアールエ

ル)

100.00% 50.00%

　         

パワークロップ・ルッシ・エスアール

エル(PowerCrop Russi Srl)

ボローニャ イタリア 100,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

パワークロップ・エスピーエー(旧名

称：パワークロップ・エスアールエ

ル)

100.00% 50.00%

　         

パワークロップ・エスピーエー(旧名

称：パワークロップ・エスアールエ

ル)(PowerCrop SpA.(formerly

PowerCrop Srl))

ボローニャ イタリア 4,000,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

50.00% 50.00%

　         

プレーリー・ローズ・トランスミッ

ション・エルエルシー(Prairie Rose

Transmission LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

プレーリー・ローズ・ウィンド・エル

エルシー

100.00% 10.00%

　         

プレーリー・ローズ・ウィンド・エル

エルシー(Prairie Rose Wind LLC)

アルバニー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・アールイー

ピー・ウィンド・ホールディングス・

エルエルシー

100.00%

 

10.00%

　         

プリマヴェーラ・エネルジア・エス

エー(Primavera Energia SA)

ニテロイ ブラジル 36,965,444.64 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

82.27%

　         

プロダクティブ・ソーラー・システム

ス・エスエルユー(Productive Solar

Systems SLU)

アンドラ スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

プロドゥクトラ・デ・エネルジアス・

エスエー(Productora de Energías

SA)

バルセロナ スペイン 60,101.22 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

30.00% 21.04%

　         

プロドゥクトラ・エレクトリカ・ウル

ジェレンサ・エスエー (Productora

Eléctrica Urgellenca SA)

レリダ スペイン 8,400,000.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・エスエー 8.43% 5.91%

　         

プログレソ・ソーラー・20・エムダブ

リュ―・エスエー(Progreso Solar 20

MW SA)

パナマ

シティ

パナマ

 

10,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・パナマ・シーエーエム・エス

アールエル

100.00% 47.19%
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プロモシオネス・エネルジェティカ

ス・デル・ビエルゾ・エスエルユー

(Promociones Energéticas del

Bierzo SLU)

マドリード スペイン 12,020.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

プロモトレス・ムデジャ・400・ケー

ヴィ・エスエル(Promotores Mudéjar

400 kV SL)

サラゴザ スペイン 3,000.00

 

 

ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

リノバブルス・ラ・ペドレラ・エスエ

ルユー

レノバブルズ・メディアヴィラ・エス

エルユー

24.75%

 

6.75%

 

5.69%

26.08%

　         

プロヴェドラ・デ・エレクトリシダッ

ド・デ・オクシデンテ・エス・デ・

アールエル・デ・シーヴイ

(Proveedora de Electricidad de

Occidente S de RL de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 89,708,835.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

99.99%

 

99.99%

　         

プロウィンド・ウィンドファーム・ボ

グダネスティ・エスアールエル

(Prowind Windfarm Bogdanesti Srl)

ブカレスト ルーマニア 118,460,800.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーンパワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

プロウィンド・ウィンドファーム・デ

レニ・エスアールエル(Prowind

Windfarm Deleni Srl)

ブカレスト ルーマニア 202,009,300.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーンパワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

プロウィンド・ウィンドファーム・イ

ンヴェスティ・エスアールエル

(Prowind Windfarm Ivesti Srl)

ブカレスト ルーマニア 720,455,300.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーンパワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

プロウィンド・ウィンドファーム・

ヴィソアラ・エスアールエル(Prowind

Windfarm Viisoara Srl)

ブカレスト ルーマニア 142,540,400.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーンパワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

プロイェクトス・ユニヴェルシタリオ

ス・デ・エネルジアス・レノバブル

ズ・エスエル(Proyectos

Universitarios de Energías

Renovables SL)

アリカンテ スペイン 27,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

33.33%

 

23.37%

　         

プロイェクトス・イ・ソリュシオーネ

ス・レノバブルズ・エスエーシー

(Proyectos y Soluciones Renovables

SAC)

サンミゲル ペルー 1,000.00 ペルーソル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・パルテシ

パツィオーニ・スペシャリ・エスアー

ルエル

エネルジア・イ・セルヴィシオス・サ

ウス・アメリカ・エスピーエー

99.90%

 

 

0.10%

99.98%

 

 

　         

ピーエスジー・エナジー・プライベー

ト・リミテッド(PSG Energy Private

Limited)

ハイデラバード インド 100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

ピーティー・エネル・グリーン・パ

ワー・オプティマ・ウェイ・ラタイ

(PT Enel Green Power Optima Way

Ratai)

ジャカルタ インドネシア 10,002,740.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

90.00% 90.00%

　         

プエルト・サンタ・マリア・エネルジ

ア・Ⅰ・エスエルユー(Puerto Santa

María Energía I SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

プエルト・サンタ・マリア・エネルジ

ア・Ⅱ・エスエルユー(Puerto Santa

María Energía II SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

ピュリダ・エナジー(アールエフ)

(ピーティーワイ)エルティーディー

(Pulida Energy (RF)(Pty) Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 10,000,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ(ピーティーワイ)エルティー

ディー

52.70% 52.70%

　         

パンプキン・ヴァイン・ウィンド・プ

ロジェクト・エルエルシー(Pumpkin

Vine Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

クアティアラ・エネルジア・エスエー

(Quatiara Energia SA)

ニテロイ ブラジル 13,766,118.96 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

82.27%

　         

クイーンズ・エナジー・ストレージ・

エルエルシー(Queens Energy Storage

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)

100.00% 100.00%
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ラレー・ソーラー・Ⅰ・エルエルシー

(Raleigh Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ランチランド・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Ranchland Solar

Project LLC)

アンドーヴァー

 

米国

 

1.00 米ドル

 

エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00%

 

100.00%

 

　         

ランチランド・ウィンド・ホールディ

ングス・エルエルシー(Ranchland

Wind Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ランチランド・ウィンド・プロジェク

ト・Ⅱ・エルエルシー(Ranchland

Wind Project II LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

アズーレランチⅡ・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ランチランド・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Ranchland Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ロックヘブン・ランチランド・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ランチランド・ウィンド・ストレー

ジ・エルエルシー(Ranchland Wind

Storage LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ラットルスネイク・クリーク・ホール

ディングス・エルエルシー

(Rattlesnake Creek Holdings LLC)

デラウェア 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ラウシュ・クリーク・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Rausch

Creek Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

アールシー・ウィンド・エスアールエ

ル(RC Wind Srl)

ミラノ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

0.50% 0.50%

　         

アールイー・アロヨ・エルエルシー

(RE Arroyo LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

リークトルテスト・エスアールオー

(Reaktortest SRO)

トルナヴァ スロバキア 66,389.00 ユーロ サービス スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス

49.00% 16.17%

　         

リビルディング・アジェンテ・リハ

ビィテーダー・エスエル(Rebuilding

Agente Rehabilitador SL)

マドリード スペイン 250,000.00 ユーロ エネルⅩ エンデサⅩ・セルヴィシオス・エスエ

ルユー

50.00% 35.06%

　         

レッド・カーディナル・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Red

Cardinal Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

レッド・セントロアメリカーナ・デ・

テレコミュニカシオネス・エスエー

(Red Centroamericana de

Telecomunicaciones SA)

パナマシティ パナマ 2,700,000.00 米ドル サービス エネル・エスピーエー 11.11% 11.11%

　         

レッド・ダート・ウィンド・ホール

ディングス・Ⅰ・エルエルシー(Red

Dirt Wind Holdings I LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00% 100.00%

　         

レッド・ダート・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー(Red Dirt

Wind Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

レッド・ダート・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(Red Dirt Wind

Project LLC)

ドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

レッド・ダート・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

 

100.00%

 

100.00%

　         

レッド・フォックス・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Red Fox

Wind Project LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

レッド・スタッグ・エナジー・スト

レージ・プロジェクト・エルエルシー

(Red Stag Energy Storage Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

レッド・トップ・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Red Top Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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レデス・イ・テレコミュニカシオーネ

ス・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴィ(Redes y Telecomunicaciones, S

de RL de Cv)

サン・

ペドロ・

スーラ

ホンジュラス 82,395,000.00 ホンジュラ

スレンピラ

エネルⅩ リヴィスター・ラタム・エスエルユー 95.00% 18.53%

　         

リーガル・ライジング・ソーラー・プ

ロジェクト・リミテッド・パートナー

シップ(Regal Rising Solar Project

Limited Partnership)

カルガリー カナダ - カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ソーラー・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

レン・ウェーブ・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Ren Wave Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

レノバブルズ・アンドラ・エスエル

ユー(Renovables Andorra SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

レノバブルズ・ブロヴァレス・400・

ケーヴィ・エスエル(Renovables

Brovales 400 kV SL)

セビリア スペイン 5,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

ベイリオ・ソーラー・エスエルユー

デヘサ・デ・ロス・グアダルーペ・

ソーラー・エスエルユー

エミンテグラル・サイクル・エスエル

ユー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

フラテナ・ソーラー・１・エスエル

ユー

セグイドレス・ソラレス・プランタ・

２・エスエルユー

6.24%

6.24%

 

16.99%

 

22.20%

 

6.24%

 

6.24%

44.98%

　         

レノバブルズ・デ・グアテマラ・エス

エー(Renovables de Guatemala SA)

グアテマラ

シティ

グアテマラ 1,924,465,600.00 グアテマラ

ゲツァル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネル・グアテマラ・エスエー

100.00%

 

0.00%

 

47.18%

　         

レノバブルズ・ラ・ぺドレラ・エスエ

ルユー(Renovables La Pedrera SLU)

サラゴサ スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

レノバブルズ・マンサナレス・400・

ケーヴイ・エスエル(Renovables

Manzanares 400 kV SL)

マドリード スペイン 5,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

ストーンウッド・デサロロス・エスエ

ルユー

27.86%

16.12%

30.84%

　         

レノバブルズ・メディアヴィラ・エス

エルユー(Renovables Mediavilla

SLU)

サラゴサ スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

レノバブルズ・テルエル・エスエル

ユー(Renovables Teruel SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

リビナ・レノバブルズ・400・エスエ

ル(Ribina Renovables 400 SL)

ポスエロ・デ・

アラルコン

スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

39.24% 27.51%

　         

リヴァーベンド・ファームズ・ウィン

ド・プロジェクト・エルエルシー

(Riverbend Farms Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

リヴァービュー・エルピー(Riverview

LP)

アルバータ カナダ - カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

51.00%

 

1.00%

 

51.00%

　         

リヴァービュー・ソーラー・Ⅰ・エル

エルシー(Riverview Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ロードランナー・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Roadrunner

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ロードランナー・ソーラー・

プロジェクト・ホールディングス・エ

ルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ロードランナー・ストレージ・エルエ

ルシー(Roadrunner Storage LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ロシェル・ソーラー・エルエルシー

(Rochelle Solar LLC)

コーラルスプリ

ングス

米国

 

1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー

 

100.00%

 

100.00%
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ロック・クリーク・ウィンド・ホール

ディングス・Ⅰ・エルエルシー(Rock

Creek Wind Holdings I LLC)

ドーヴァー

 

米国

 

100.00

 

米ドル

 

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

 

100.00%

 

100.00%

 

　         

ロック・クリーク・ウィンド・ホール

ディングス・Ⅱ・エルエルシー(Rock

Creek Wind Holdings II LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ロック・クリーク・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ロック・クリーク・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー(Rock

Creek Wind Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・プリファー

ド・ウィンド・ホールディングス・

Ⅱ・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ロック・クリーク・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Rock Creek

Wind Project LLC)

クレイトン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ロック・クリーク・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

 

100.00% 100.00%

　         

ロック・プレーリー・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Rock

Prairie Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ロックヘブン・ランチランド・ホール

ディングス・エルエルシー

(Rockhaven Ranchland Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ロックヘブン・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Rockhaven Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ロックヘブン・ランチランド・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

 

　         

ロッキー・キャニー・ホールディング

ス・エルエルシー(Rocky Caney

Holdings LLC)

オクラホマ

シティ

米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 10.00% 10.00%

　         

ロッキー・キャニー・ウィンド・エル

エルシー(Rocky Caney Wind LLC)

アルバニー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ロッキー・キャニー・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 10.00%

　         

ロッキー・リッジ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Rocky Ridge

Wind Project LLC)

オクラホマ

シティ

米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ロッキー・キャニー・ウィンド・エル

エルシー

100.00% 10.00%

　         

ロドニコヴスカヤ・ダブリューピーエ

ス(Rodnikovskaya WPS)

モスクワ ロシア 6,010,000.00 ロシア

ルーブル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルス・リ

ミテッド・ライアビリティ・カンパ

ニー

100.00% 100.00%

　         

ロハ・リニューアブルズ・インディ

ア・プライベート・リミテッド

(Roha Renewables India Private

Limited)

グルグラム インド 100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

ローリング・ファームズ・ウィンド・

プロジェクト・エルエルシー(Rolling

Farms Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00

 

米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ロージー・レンジ・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Rosy Range

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ルスエネルゴスビト・エルエルシー

(Rusenergosbyt LLC)

モスクワ ロシア連邦

 

18,000,000.00 ロシア

ルーブル

エンドユー

ザー市場

エネル・エスピーエー 49.50% 49.50%

　         

ルスエネルゴスビト・シベリア・エル

エルシー(Rusenergosbyt Siberia

LLC)

クラスノヤルス

クシティ

ロシア連邦

 

4,600,000.00 ロシア

ルーブル

エンドユー

ザー市場

ルスエネルゴスビト・エルエルシー 50.00%

 

24.75%

　         

ルストン・リッジ・エルエルシー

(Ruthton Ridge LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00% 51.00%

　         

エス４エムエー・ディベロップメン

ツ・スポルカ・ジー・オグラニクゾ

ナ・オドパウイエドジアルノシア

(S4ma Developments Spółka

Z Ograniczoną Odpowiedzialnością)

ワルシャワ ポーランド 5,000.00 ポーランド

ズロチ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

100.00% 100.00%

　         

サブロイ・エスエー(Saburoy SA) モンテヴィデオ ウルグアイ 100,000.00 ウルグアイ

ペソ

エネルⅩ アイエフエックス・ネットワークス・

エルエルシー

100.00% 19.50%

　         

サクメ・エスエー(Sacme SA) ブエノス

アイレス

アルゼンチン 12,000.00 アルゼンチ

ンペソ

エネル・グ

リッド

エンプレサ・ディストリビュイドラ・

スール・エスエー－エデスル

50.00% 29.66%
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サドル・ハウス・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Saddle House

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ソルト・スプリングス・ウィンド・プ

ロジェクト・エルエルシー(Salt

Springs Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

サルト・デ・サン・ラファエル・エス

エル(Salto de San Rafael SL)

セビリア スペイン 462,185.98 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

50.00%

 

35.06%

　         

サン・フランシスコ・デ・ボルハ・エ

スエー(San Francisco de Borja SA)

サラゴサ スペイン 60,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

66.67% 46.75%

　         

サン・フアン・メサ・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅱ・エルエルシー(San

Juan Mesa Wind Project II LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

パドマ・ウィンド・パワー・エルエル

シー

 

100.00%

 

100.00%

　         

サノサリ・エナジー・プライベート・

リミテッド(Sanosari Energy Private

LimitedC)

グルグラム インド 100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

サント・ロストロ・コジェネラシオ

ン・エスエー(清算中)(Santo Rostro

Cogeneración SA in liquidation)

セビリア スペイン 207,340.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

45.00% 31.55%

　         

サーディ・グリーン・ハイドロゲン・

エスアールエル(Sardhy Green

Hydrogen Srl)

サッロク イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

50.00% 50.00%

　         

サウグス・リヴァー・エナジー・スト

レージ・エルエルシー(Saugus River

Energy Storage LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)

100.00% 100.00%

　         

サバンナ・パワー・ソーラー・10・エ

スエルユー(Savanna Power Solar 10

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

サバンナ・パワー・ソーラー・12・エ

スエルユー(Savanna Power Solar 12

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

サバンナ・パワー・ソーラー・13・エ

スエルユー(Savanna Power Solar 13

SLU)

セビリア スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

サバンナ・パワー・ソーラー・４・エ

スエルユー(Savanna Power Solar 4

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

サバンナ・パワー・ソーラー・５・エ

スエルユー(Savanna Power Solar 5

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

サバンナ・パワー・ソーラー・６・エ

スエルユー(Savanna Power Solar 6

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

サバンナ・パワー・ソーラー・９・エ

スエルユー(Savanna Power Solar 9

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

エスイー・スルズビー・インジニエル

スキ・スタヴィエブ・エスアールオー

(Se Služby Inžinierskych Stavieb

SRO)

カルナ・ナッ

ド・フロノム

スロバキア 200,000.00 ユーロ

 

火力発電 スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス

100.00% 33.00%

　         

セクシオナドラ・アルモドヴァル・レ

ノバブルズ・エスエル(Seccionadora

Almodóvar Renovables SL)

マラガ スペイン 5,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

37.50% 26.29%

         

セグイドレス・ソラレス・プランタ・

２・エスエルユー(Seguidores

Solares Planta 2 SLU)

マドリード スペイン 3,010.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%
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セルヴィツィオ・エレットリコ・ナ

ツィオナーレ・エスピーエー

(Servizio Elettrico Nazionale SpA)

ローマ イタリア 10,000,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

エネル・イタリア・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

セット・カルモナ・400・ケーヴィ・

レノバブルズ・エスエル(Set Carmona

400 kV Renovables SL)

セビリア スペイン 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

16.00% 11.22%

　         

セティル・エスアールエル(Setyl

Srl)

ベルガモ イタリア 100,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・イタリア・エスアールエル 27.50% 27.50%

　         

セブン・カウボーイ・ピーピーエー・

エルエルシー(Seven Cowboy PPA LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピー・ノース・アメリカ・

ピーピーエー・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

セブン・カウボーイ・ウィンド・プロ

ジェクト・ホールディングス・エルエ

ルシー(Seven Cowboy Wind Project

Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

セブン・カウボーイ・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅱ・エルエルシー(Seven

Cowboy Wind Project II LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

セブン・カーボーイ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Seven

Cowboy Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

セブン・カーボーイ・ウィンド・プロ

ジェクト・ホールディングス・エルエ

ルシー

100.00% 100.00%

　         

セブン・カウボーイズ・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Seven

Cowboys Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

シャーク・パワーアールイーエヌ・

10・エスエルユー(Shark Power REN

10 SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

シャーク・パワーアールイーエヌ・

４・エスエルユー(Shark Power REN 4

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

シャーク・パワーアールイーエヌ・

５・エスエルユー(Shark Power REN 5

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

シャーク・パワーアールイーエヌ・

６・エスエルユー(Shark Power REN 6

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

シャーク・パワーアールイーエヌ・

７・エスエルユー(Shark Power REN 7

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

シャーク・パワーアールイーエヌ・

８・エスエルユー(Shark Power REN 8

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

シャーク・パワーアールイーエヌ・

９・エスエルユー(Shark Power REN 9

SLU)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

シャーク・パワー・エスエルユー 100.00% 70.12%

　         

シャーク・パワー・エスエルユー

(Shark Power SLU)

セビリア スペイン 143,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

シェファード・パス・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Shepherd

Pass Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

シアワッシー・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Shiawassee Wind

Project LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

シールド・エナジー・ストレージ・プ

ロジェクト・エルエルシー(Shield

Energy Storage Project LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)

100.00% 100.00%
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シカール・スルヤ（ワン）プライベー

ト・リミテッド(Shikhar Surya (One)

Private Limited)

グルグラム インド 340,100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

エスアイイーティー－ソシエタ・イン

フォルマツィオーニ・エスペリエン

ツェ・テルモイドラウリケ・エスピー

エー(SIET - Società Informazioni

Esperienze Termoidrauliche SpA)

ピアチェンツァ イタリア 697,820.00 ユーロ サービス エネル・イノベーション・ハブス・エ

スアールエル

41.55% 41.55%

　         

シルト・ソーラー・Ⅰ・エルエルシー

(Silt Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

シルバー・ドラ―・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Silver

Dollar Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

 

　         

シルバーウェア・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Silverware

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

シネルジア・ジーピー６・エスアール

エル(Sinergia GP6 Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

 

　         

シネルジア・ジーピー７・エスアール

エル(Sinergia GP7 Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

 

　         

システマ・エレクトリコ・デ・コネク

シオン・ヴァルケール・エスエル

(Sistema Eléctrico de Conexión

Valcaire, SL)

マドリード スペイン 175,200.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

28.13% 19.72%

　         

システマス・エネルジェティコス・マ

ニョン・オルチゲイラ・エスエー

(Sistemas Energéticos Mañón

Ortigueira SA)

ア・コルーニャ スペイン 2,007,750.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

96.00%

 

67.31%

　         

スカイビュー・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Skyview Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

スカイビュー・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Skyview Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

エスエル・エナジー・エスエーシー

(SL Energy SAC)

リマ ペルー 1,000.00 ペルーソル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ペルー・

エスエーシー

エネル・ペルー・エスエーシー

99.90%

 

0.10%

82.27%

　         

スリープ・ハロウ・ソーラー・Ⅰ・エ

ルエルシー

(Sleep Hollow Solar I LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ブリック・ロード・ソーラー・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

スロヴァク・パワー・ホールディン

グ・ビーヴイ (Slovak Power Holding

BV)

アムステルダム オランダ 25,010,000.00 ユーロ サービス エネル・プロデュツィオーネ・エス

ピーエー

50.00% 50.00%

　         

スロベンスケ・エレクトラーネ・エネ

ルジェティケ・スルズビー・エスアー

ルオー(Slovenské elektrárne-

Energetické Služby SRO)

ブラチ

スラヴァ

スロバキア 4,505,000.00 ユーロ エンドユー

ザー市場

スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス

100.00% 33.00%

　         

スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス(Slovenské electrárne AS)

ブラチ

スラヴァ

スロバキア 1,269,295,724.66 ユーロ 火力発電

取引

エンドユー

ザー市場

スロヴァク・パワー・ホールディン

グ・ビーヴイ

66.00% 33.00%

　         

スロベンスケ・エレクトラーネ・セス

カ・リパブリカ・エスアールオー

(Slovenské elektrárne Česká

Republika, SRO)

モラフスカー・

オストラヴァ

チェコ 295,819.00 チェコ

コルナ

エンドユー

ザー市場

スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス

100.00% 33.00%

　         

スモーキー・ヒル・ホールディング

ス・Ⅱ・エルエルシー(Smoky Hill

Holdings II LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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スモーキー・ヒルズ・ウィンド・

ファーム・エルエルシー(Smoky Hills

Wind Farm LLC)

トピカ 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・プロジェク

ト・ホールドコ・１・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

　         

スモーキー・ヒルズ・ウィンド・プロ

ジェクト・Ⅱ・エルエルシー(Smoky

Hills Wind Project II LLC)

レネックサ 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

イージーピーエヌエー・プロジェク

ト・ホールドコ・１・エルエルシー

 

100.00%

 

100.00%

　         

スノーウィー・クノール・ウィンド・

プロジェクト・エルエルシー(Snowy

Knoll Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

スナイダー・ウィンド・ファーム・エ

ルエルシー(Snyder Wind Farm LLC)

ハームリー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

テクスカン・ウィンド・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

ソシーベ・エネルジア・エスエー

(Socibe Energia SA)

ニテロイ ブラジル 12,969,032.25 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00%

 

82.27%

　         

ソシエダッド・アグリコラ・デ・カメ

ロス・エルティーディーエー

(Sociedad Agrícola de Cameros

Ltda)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 5,738,046,495.00 チリペソ ファイナンス エネル・チリ・エスエー 57.50%

 

37.33%

　         

ソシエダッド・エオリカ・デ・アンダ

ルシア・エスエー(Sociedad Eólica

de Andalucía SA)

セビリア スペイン 4,507,590.78 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

64.75% 45.40%

　         

ソシエダッド・エオリカ・エル・プン

タル・エスエル(Sociedad Eólica El

Puntal SL)

セビリア スペイン 1,643,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

50.00%

 

35.06%

　         

ソシエダッド・エオリカ・ロス・ラン

セス・エスエー(Sociedad Eólica Los

Lances SA)

セビリア スペイン 2,404,048.42 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

60.00%

 

42.07%

　         

ソシエダッド・パラ・エル・デサ

リョーリョ・デ・シエラ・モレナ・コ

ルドベサ・エスエー(Sociedad para

el Desarrollo de Sierra Morena

Cordobesa SA)

コルドバ スペイン 86,063.20 ユーロ サービス エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

1.82% 1.27%

　         

ソシエダッド・ポルチュアリア・セン

トラル・カルタゲナ・エスエー

(Sociedad Portuaria Central

Cartagena SA)

ボゴタ コロンビア 89,714,600.00 コロンビア

ペソ

火力発電 エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネルⅩ・コロンビア・エスエーエ

ス・イーエスピー

94.94%

 

5.05%

 

47.17%

　         

ソシエタ・エレットリカ・トリニョ・

エスアールエル(Società Elettrica

Trigno Srl)

トリヴェント イタリア 100,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00%

 

100.00%

 

　         

ソエットウォーター・ウィンド・

ファーム(アールエフ)(ピーティーワ

イ)エルティーディー(Soetwater Wind

Farm (RF)(Pty) Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・アールエ

スエー・２(アールエフ)(ピーティー

ワイ)エルティーディー

55.00%

 

 

27.50%

　         

ソラナ・レノバブルズ・エスエル

(Solana Renovables SL)

マドリード スペイン 5,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

49.84% 34.95%

　         

ソラス・エレクトリシティ・エスアー

ルエル(Solas Electricity Srl)

ブカレスト ルーマニア 17,740,000.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00%

 

100.00%

　         

ソリロキ・リッジ・エルエルシー

(Soliloquoy Ridge LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00%

 

51.00%

　         

ソナ・エネルジー・ユレティム・アノ

ニム・シルケティ (Sona Enerjí

Üretím Anoním Şírketí)

イスタン

ブール

トルコ 50,000.00 トルコリラ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ター

キー・エネルジー・ヤティリムラリ・

アノニム・シルケティ

100.00% 100.00%

　         

ソナック・ソーラー・プロジェクト・

エルエルシー(Sonak Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ソタヴェント・ガリシア・エスエー

(Sotavento Galicia SA)

サンティアゴ・

デ・

コンポステラ

スペイン 601,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

36.00%

 

25.24%
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サウス・イタリー・グリーン・ハイド

ロゲン・エスアールエル(South Italy

Green Hydrogen Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

50.00% 50.00%

　         

サウス・ロック・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(South Rock Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

サウス・ウィンド・エナジー・エス

アールエル(South Wind Energy Srl)

ブカレスト ルーマニア 2,000.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00%

 

100.00%

　         

サウスウェスト・トランスミッショ

ン・エルエルシー(Southwest

Transmission LLC)

シダー・ブラフ 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

　         

サウスウェスタン・レイズ・ソー

ラー・プロジェクト・エルエルシー

(Southwestern Rays Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

スパータン・ヒルズ・エルエルシー

(Spartan Hills LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00%

 

51.00%

　         

スピナツォーラ・エスピーヴイ・エス

アールエル(Spinazzola SPV Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

スプリング・ウィート・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Spring

Wheat Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

スクエア・ダンス・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Square

Dance Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

スリージャ・インフラストラク

チャー・プライベート・リミテット

(Sreeja Infrastructure Private

Limited)

ハイデラバード インド 100,000.00 インドル

ピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

ステイブル・ブルック・ストレージ・

プロジェクト・リミテッド・パート

ナーシップ(Stable Brook Storage

Project Limited Partnership)

カルガリー カナダ - カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ストレージ・イ

ンク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

スタンピード・ソーラー・ホールディ

ングス・エルエルシー(Stampede

Solar Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・スタン

ピード・ソーラー・ホールディング

ス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

スタンピード・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Stampede Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・ディベロップメン

ト・ホールディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

スター・キャッチャー・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Star

Catcher Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

スター・エナジー・シングル・メン

バー・ピーシー(Star Energy Single

Member P.C.)

マルーシ ギリシャ 28,010.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

エスエー

100.00% 100.00%

　         

ステーション・テールズ・ソーラー・

リミテッド・パートナーシップ

(Station Tales Solar Limited

Partnership)

カルガリー カナダ 100.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ソーラー・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

スターリング・アンド・ウィルソン・

エネルⅩ・イーモビリティ・プライ

ベート・リミテッド(Sterling and

Wilson Enel X e-Mobility Private

Limited)

ムンバイ インド 90,000,000.00 インドル

ピー

エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ウェイ・エスアールエル 50.00% 50.00%

　         

スティルマン・ヴァレー・ソーラー・

エルエルシー(Stillman Valley Solar

LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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スティルウォーター・ウッズ・ヒル・

ホールディングス・エルエルシー

(Stillwater Woods Hill Holdings

LLC)

ウィルミントン 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

スティパ・ナヤア・エスエー・デ・

シーヴイ(Stipa Nayaá, SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 1,811,016,348.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイ

エネル・グリーン・パワー・パルテシ

パツィオーニ・スペシャリ・エスアー

ルエル

55.21%

 

 

40.16%

95.37%

　         

ストックヤード・ソーラー・プロジェ

クト・エルエルシー(Stockyard Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ストーンウッド・デザロロス・エスエ

ルユー(Stonewood Desarrollos SLU)

マドリード スペイン 4,053,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

ストーリー・プレインズ・ウィンド・

プロジェクト・エルエルシー(Storey

Plains Wind Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ストーミー・ヒルズ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Stormy

Hills Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ストリーンズタウン・ソーラー・Ⅰ・

エルエルシー(Strinestown Solar I

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

スアヴェ・エネルジア・エス・デ・

アールエル・デ・シーヴイ(Suave

Energía S de RL de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 1,000.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・メキシ

コ・エス・デ・アールエル・デ・シー

ヴイエネル・リノヴァビル・エス

エー・デ・シーヴイ

0.10%

 

99.90%

100.00%

　         

サブリュナリー・トレーディング

(アールエフ)(ピーティーワイ)エル

ティーディー(Sublunary Trading

(RF)(Pty) Ltd)

ブライアン

ストン

南アフリカ 13,750,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ(ピーティーワイ)エルティー

ディー

57.00% 57.00%

　         

シュガー・パイン・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Sugar Pine

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

サジェスチョン・パワー・ウニペソア

ル・エルティーディーエー

(Suggestion Power Unipessoal 

Ltda)

パソ・デ・アル

コス

ポルトガル 50,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エンデサ・ジェネラシオン・ポルトガ

ル・エスエー

100.00% 70.12%

　         

スミニストラドラ・エレクトリカ・

デ・カディス・エスエー

(Suministradora Eléctrica de Cádiz

SA)

カディス スペイン 12,020,240.00 ユーロ エネル・グ

リッド

エンデサ・レッド・エスエーユー 33.50%

 

23.49%

　         

スミニストロ・デ・ルズ・イ・フュエ

ルザ・エスエル(Suministro de Luz y

Fuerza SL)

バルセロナ スペイン 2,800,000.00 ユーロ エネル・グ

リッド

ハイドロエレクトリカ・デ・カタルー

ニャ・エスエルユー

60.00%

 

42.07%

　         

サミット・エナジー・ストレージ・イ

ンク(Summit Energy Storage Inc)

ウィルミントン 米国 1,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

75.00%

 

75.00%

　         

サン・リヴァー・エルエルシー(Sun

River LLC)

ベンド 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00%

 

51.00%

　         

エスユーエヌ４・コリタ・スポルカ・

ジー・オグラニクゾナ・オドパウイエ

ドジアルノシア(Sun4 Koryta Spółka

Z Ograniczoną Odpowiedzialnością)

ワルシャワ ポーランド 5,750.00 ポーランド

ズロチ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エス４エムエー・ディベロップメン

ツ・スポルカ・ジー・オグラニクゾ

ナ・オドパウイエドジアルノシア

80.00% 80.00%

　         

エスユーエヌ４・トジム・スポルカ・

ジー・オグラニクゾナ・オドパウイエ

ドジアルノシア(Sun4 Torzym Spółka

Z Ograniczoną Odpowiedzialnością)

ワルシャワ ポーランド 5,750.00 ポーランド

ズロチ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エス４エムエー・ディベロップメン

ツ・スポルカ・ジー・オグラニクゾ

ナ・オドパウイエドジアルノシア

80.00% 80.00%
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サンダンス・ウィンド・プロジェク

ト・エルエルシー(Sundance Wind

Project LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

サンフラワー・プレーリー・ソー

ラー・プロジェクト・エルエルシー

(Sunflower Prairie Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

スウェザー・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー(Swather Solar

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

スウィート・アップル・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Sweet

Apple Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

タエ・テクノロジーズ・インク(TAE

Technologies Inc.)

ポーリング 米国 53,207,936.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・プロデュツィオーネ・エス

ピーエー

タエ・テクノロジーズ・インク

1.12%

 

0.00%

1.12%

　         

タッセリング・ジュエル・ウィンド・

プロジェクト・エルエルシー

(Tasseling Jewel Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

タウステ・エネルジア・ディストリ

ビュイダ・エスエル(Tauste Energía

Distribuida SL)

ザラゴザ スペイン 60,508.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

51.00%

 

 

35.76%

　         

テクナトム・ド・ブラジル・エンジェ

ナリア・エ・セルヴィソス・エル

ティーディーエー(Tecnatom do

Brasil Enghenaria e Serviços Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 1,600,000.00 ブラジルレ

アル

火力発電 テクナトム・エスエー 90.00% 28.40%

　         

テクナトム・フランス・エスエーエス

(Tecnatom France SAS)

サンルードヴァ

レンヌ

フランス 1,888,870.38 ユーロ 火力発電 テクナトム・エスエー 100.00% 31.56%

　         

テクナトム・メキシコ・エスエー・

デ・シーヴィ(Tecnatom México SA de

Cv)

ベラクルス メキシコ 6,000,000.00

 

メキシコペ

ソ

火力発電 インスペクトレス・イ・コンサルトレ

ス・イベルカル・エスエルユー

テクナトム・エスエー

0.17%

 

99.83%

31.56%

　         

テクナトム・セルヴィシオス・テクニ

コス・イ・コンサルトリア・エスエル

ユー(Tecnatom Servicios Técnicos y

Consultoría SLU)

セバスティアン

デロスレイエス

スペイン 3,000.00 ユーロ 火力発電

 

テクナトム・エスエー 100.00% 31.56%

　         

テクナトム・ユーケー・エルティー

ディー(Tecnatom UK Ltd)

ロンドン 英国 1.00 英国ポンド 火力発電 テクナトム・エスエー 100.00% 31.56%

　         

テクナトム・ユーエスエー・コーポ

レーション(Tecnatom USA

Corporation)

ウィルミントン 米国 3,000.00 米ドル 火力発電 テクナトム・エスエー 100.00% 31.56%

　         

テクナトム・エスエー(Tecnatom SA) マドリード スペイン 4,025,700.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

45.00% 31.56%

　         

テクノグアット・エスエー(Tecnoguat

SA)

グアテマラ

シティ

グアテマラ 30,948,000.00 グアテマラ

ゲツァル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

75.00%

 

35.38%

　         

テホ・エネルジア－プロデューソォ

ン・エ・ディストリビューソォン・

デ・エネルジア・エレクトリカ・エス

エー(Tejo Energia-Produção e

Distribuição de Energia Eléctrica

SA)

リスボン ポルトガル 5,025,000.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

43.75% 30.68%

　         

テネドラ・デ・エネルジア・レノバブ

ル・ソル・イ・ヴィエント・エスエー

ピーアイ・デ・シーヴイ(Tenedora de

Energía Renovable Sol y Viento

SAPI de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 2,892,643,576.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスピー

エー

 

32.89 %

 

32.90%

　         

テラ・リニューアブルズ・インディ

ア・プライベート・リミテッド(Tera

Renewables India Private Limited)

グルグラム インド 100,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%
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テルミカ・コッレフェッロ・エスピー

エー(Termica Colleferro SpA)

ボローニャ イタリア 6,100,000.00 ユーロ エネルⅩ コジェニオ・エスアールエル 60.00% 12.00%

　         

テルモエレクトリカ・ホセ・デ・サ

ン・マルティン・エスエー

(Termoeléctrica José de San Martín

SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 7,078,298.00 アルゼンチ

ンペソ

火力発電 セントラル・ドック・スード・エス

エー

エネル・ジェネラシオン・コスタネ

ラ・エスエー

エネル・ジェネラシオン・エル・チョ

コン・エスエー

0.42%

 

1.68%

 

5.60%

 

4.22%

　         

テルモエレクトリカ・マニュエル・ベ

ルグラノ・エスエー(Termoeléctrica

Manuel Belgrano SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 7,078,307.00 アルゼンチ

ンペソ

火力発電 セントラル・ドック・スード・エス

エー

エネル・ジェネラシオン・コスタネ

ラ・エスエー

エネル・ジェネラシオン・エル・チョ

コン・エスエー

0.47%

 

1.89%

 

6.23%

4.71%

　         

テルモテック・エネルジア・エーアイ

イー(清算中)(Termotec Energía AIE)

(in liquidation)

ラ・ポブラ・

デ・バルボナ

スペイン 481,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

45.00% 31.55%

　         

テレル・レノバブルズ・エスエル

(Terrer Renovables SL)

マドリード スペイン 5,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

ベイリオ・ソーラー・エスエルユー

デヘサ・デ・ロス・グアダルーペ・

ソーラー・エスエルユー

セグイドレス・ソラレス・プランタ・

２・エスエルユー

11.66%

8.83%

 

9.08%

 

20.73%

　         

テキサス・セージ・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Texas Sage

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

テクスカン・ウィンド・エルエルシー

(Texkan Wind LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・テクスカン・インク 100.00%

 

100.00%

　         

タール・スルヤ・１・プライベート・

リミテッド(Thar Surya 1 Private

Limited)

グルガオン インド 200,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アヴィキラン・スルヤ・インディア・

プライベート・リミテッド

100.00% 51.00%

　         

サンダー・ランチ・ウィンド・ホール

ディングス・Ⅰ・エルエルシー

(Thunder Ranch Wind Holdings I

LLC)

ドーヴァー 米国 100.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

 

　         

サンダー・ランチ・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー(Thunder

Ranch Wind Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

サンダー・ランチ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Thunder

Ranch Wind Project LLC)

ドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

サンダー・ランチ・ウィンド・ホール

ディングス・エルエルシー

100.00%

 

 

100.00%

　         

サンダーエッグ・ストレージ・プロ

ジェクト・エルエルシー(Thunderegg

Storage Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

サンダーエッグ・ウィンド・プロジェ

クト・エルエルシー(Thunderegg Wind

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ティコ・ソーラー・１・エスエルユー

(Tico Solar 1 SLU)

ザラゴザ スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

ティコ・ソーラー・２・エスエルユー

(Tico Solar 2 SLU)

ザラゴザ スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

タイトン・ストレージ・プロジェク

ト・エルエルシー(Tieton Storage

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

         

トビヴォックス(アールエフ)(ピー

ティーワイ)エルティーディー

(Tobivox (RF)(Pty) Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 10,000,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ(ピーティーワイ)エルティー

ディー

60.00% 60.00%

　         

トレド・ピーヴイ・エーアイイー

(Toledo PV AIE)

マドリード スペイン 26,887.96 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

33.33%

 

23.37%
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トプレット・パワー・パーク・エス

アールエル(Toplet Power Park Srl)

ブカレスト ルーマニア 2,000.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

トップウィンド・エナジー・エスアー

ルエル(Topwind Energy Srl)

ブカレスト ルーマニア 2,000.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

トロ・レノバブルズ・400・ケー

ヴィ・エスエル(Toro Renovables 400

kV SL)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エフアールヴィ・サモラ・ソーラー・

１・エスエルユー

8.28% 5.81%

　         

トレパルマ・エナジー・1・エスエル

ユー(Torrepalma Energy 1 SLU)

マドリード スペイン 3,100.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00% 70.12%

　         

トレードウィンド・エナジー・インク

(Tradewind Energy Inc.)

ウィルミントン 米国 1,000.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

トレーディング・ポスト・ソーラー・

プロジェクト・エルエルシー(Trading

Post Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

トレイル・ライド・キャニオン・ウィ

ンド・プロジェクト・エルエルシー

(Trail Ride Canyon Wind Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

トランスフォーマドラ・アルモドバ

ル・レノバブルズ・エスエル

(Transformadora Almodóvar

Renovables SL)

セビリア スペイン 5,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

60.53% 42.44%

　         

トランスミソラ・デ・エネルジア・レ

ノバブル・エスエー(Transmisora de

Energía Renovable SA)

グアテマラ

シティ

グアテマラ 233,561,800.00 グアテマラ

ゲツァル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・コロンビア・エスエー・イー

エスピー

エネル・グアテマラ・エスエー

ジェネラドラ・モンテクリスト・エス

エー

100.00%

 

0.00%

0.00%

47.18%

　         

トランスポルタドラ・デ・エネルジ

ア・エスエー－ティーイーエスエー

(Transportadora de Energía SA -

TESA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 2,584,473,416.00 アルゼンチ

ンペソ

エネル・グ

リッド

エネル・アルジェンチーナ・エスエー

エネル・ブラジル・エスエー

エネル・シーアイイーエヌ・エスエー

0.00%

60.15%

39.85%

82.27%

　         

トランスポルテス・イ・ディストリ

ビュシオネス・エレクトリカス・エス

エー(清算中)(Transportes y

Distribuciones Eléctricas SA in

liquidation)

ジローナ スペイン 72,121.45 ユーロ エネル・グ

リッド

イー・ディストリビュシオン・レデ

ス・ディジタレス・エスエルユー

73.33%

 

51.42%

　         

トレヴァゴ・レノバブルズ・エスエル

(Trévago Renovables SL)

マドリード スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

フラテナ・ソーラー・１・エスエル

ユー

セグイドレス・ソラレス・プランタ・

２・エスエルユー

17.73%

 

17.77%

24.89%

　         

ツァー・ニコラス・エルエルシー

(Tsar Nicholas LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00%

 

51.00%

　         

トゥーラ・ダブリューピーエス・エル

エルシー(Tula WPS LLC)

トゥーラ ロシア連邦 - ロシア

ルーブル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルス・リ

ミテッド・ライアビリティ・カンパ

ニー

100.00% 100.00%

　         

チュリップ・グローブ・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー

(Tulip Grove Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

         

タンブルウィード・フラット・ソー

ラープロジェクト・エルエルシー

(Tumbleweed Flat Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

トゥンガ・リニューアブル・エナ

ジー・プライベート・リミテッド

(Tunga Renewable Energy Private

Limited)

グルグラム インド 96,300,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

アヴィキラン・エナジー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%
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ティーダブリューイー・フランクリ

ン・ソーラー・プロジェクト・エルエ

ルシー(TWE Franklin Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ティーダブリューイー・ロット・

ディーエー・エルエルシー(TWE Rot

DA LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ツイン・レーク・ヒルズ・エルエル

シー(Twin Lake Hills LLC)

 ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00%

 

51.00%

　         

ツイン・サラナック・ホールディング

ス・エルエルシー (Twin Saranac

Holdings LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

タイム・エスアールエル(Tyme Srl) ベルガモ イタリア 100,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・イタリア・エスアールエル 50.00% 50.00%

　         

ユフィネット・アルジェンティーナ・

エスエー(Ufinet Argentina SA)

ブエノス

アイレス

アルゼンチン 9,745,583.00 アルゼンチ

ンペソ

エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー

ユフィネット・パナマ・エスエー

99.95%

0.05%

19.50%

　         

ユフィネット・ブラジル・パルティチ

パソエス・エルティーディーエー

(Ufinet Brasil Participações Ltda)

サント・

アンドレ

ブラジル 120,784,639.00 ブラジル

レアル

エネルⅩ ユフィネット・グアテマラ・エスエー

ユフィネット・ラタム・エスエルユー

0.00%

100.00%

19.50%

　         

ユフィネット・ブラジル・エスエー

(Ufinet Brasil SA)

バルエリ

 

ブラジル 51,766,147.00 ブラジル

レアル

エネルⅩ ユフィネット・ブラジル・テレコミュ

ニカソォン・エルティーディーエー

80.00% 15.60%

　         

ユフィネット・ブラジル・テレコミュ

ニカソォン・エルティーディーエー

(Ufinet Brasil Telecomunicação

Ltda)

サント・

アンドレ

ブラジル 120,784,638.00 ブラジル

レアル

エネルⅩ ユフィネット・ブラジル・パルティチ

パソエス・エルティーディーエー

100.00%

 

19.50%

　         

ユフィネット・チリ・エスピーエー

(Ufinet Chile SpA)

サンティアゴ・

デ・チリ

チリ 233,750,000.00 チリペソ エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー 100.00% 19.50%

　         

ユフィネット・コロンビア・パルティ

チパシオネス・エスエーエス(Ufinet

Colombia Participaciones SAS)

ボゴタ コロンビア 10,001,001,000.00 コロンビア

ペソ

エネルⅩ ユフィネット・コロンビア・エスエー 100.00% 17.55%

　         

ユフィネット・コロンビア・エスエー

(Ufinet Colombia SA)

ボゴタ コロンビア 1,180,000,000.00 コロンビア

ペソ

エネルⅩ ユフィネット・グアテマラ・エスエー

ユフィネット・ホンジュラス・エス

エー

ユフィネット・ラタム・エスエルユー

ユフィネット・パナマ・エスエー

0.00%

0.00%

 

90.00%

0.00%

17.55%

　         

ユフィネット・コスタリカ・エスエー

(Ufinet Costa Rica SA)

サンホセ コスタリカ 25,000.00 米ドル エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー 100.00% 19.50%

　         

ユフィネット・エクアドル・ユフィエ

ク・エスエー(Ufinet Ecuador Ufiec

SA)

キト エクアドル 9,865,110.00 米ドル エネルⅩ ユフィネット・グアテマラ・エスエー

ユフィネット・ラタム・エスエルユー

0.00%

71.97%

14.

04%

　         

ユフィネット・エルサルバドル・エス

エー・デ・シーヴイ(Ufinet El

Salvador SA de Cv)

サンサル

バドル

エルサル

バドル

10,000.00 米ドル エネルⅩ ユフィネット・グアテマラ・エスエー

ユフィネット・ラタム・エスエルユー

0.01%

99.99%

19.50%

　         

ユフィネット・エフティーティーエイ

チ・グアテマラ・エルティーディー

エー(Ufinet FTTH Guatemala Ltda)

グアテマラ

シティ

グアテマラ 7,007,000.00 グアテマラ

ゲツァル

エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー 51.00% 9.94%

　         

ユフィネット・グアテマラ・エスエー

(Ufinet Guatemala SA)

グアテマラ

シティ

グアテマラ 3,000,000.00 グアテマラ

ゲツァル

エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー

ユフィネット・パナマ・エスエー

99.99%

0.01%

19.50%

　         

ユフィネット・ホンジュラス・エス

エー(Ufinet Honduras SA)

テグシガルパ ホンジュラス 194,520.00 ホンジュラ

スレンピア

エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー

ユフィネット・パナマ・エスエー

99.99%

0.01%

19.50%

　         

ユフィネット・ラタム・エスエルユー

(Ufinet Latam SLU)

マドリード スペイン 15,906,312.00 ユーロ エネルⅩ ザカパ・エスエーアールエル 100.00% 19.50%

　         

ユフィネット・メキシコ・エス・デ・

アールエル・デ・シーヴイ(Ufinet

México S. de RL de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 7,635,430.00 メキシコ

ペソ

エネルⅩ ユフィネット・グアテマラ・エスエー

ユフィネット・ラタム・エスエルユー

1.31%

98.69%

19.50%

　         

ユフィネット・ニカラグア・エスエー

(Ufinet Nicaragua SA)

マナグア ニカラグア 2,800,000.00 ニカラグア

コルドバ

エネルⅩ ユフィネット・グアテマラ・エスエー

ユフィネット・ラタム・エスエルユー

ユフィネット・パナマ・エスエー

0.50%

99.00%

0.50%

19.50%
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ユフィネット・パナマ・エスエー

(Ufinet Panama SA)

パナマシティ パナマ 1,275,000.00 米ドル エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー 100.00% 19.50%

　         

ユフィネット・パラグアイ・エスエー

(Ufinet Paraguay SA)

アスンシオン パラグアイ 79,488,240,000.00 パラグアイ

グアラニ

エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー 75.00% 14.63%

　         

ユフィネット・ペルー・エスエーシー

(Ufinet Peru SAC)

リマ ペルー 2,836,474.00 ペルーソル エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー

ユフィネット・パナマ・エスエー

100.00%

0.00%

19.50%

　         

ユフィネット・ユーエス・エルエル

シー(Ufinet US LLC)

ウィルミントン 米国 1,000.00 米ドル エネルⅩ ユフィネット・ラタム・エスエルユー 100.00% 19.50%

　         

ユニオン・エレクトリカ・デ・カナリ

アス・ジェネラシオン・エスエーユー

(Unión Eléctrica de Canarias

Generación SAU)

ラス・パルマ

ス・デ・グラ

ン・カナリア

スペイン 190,171,520.00 ユーロ 火力発電 エンデサ・ジェネラシオン・エスエー

ユー

100.00%

 

70.12%

　         

アッピントン・ソーラー(ピーティー

ワイ)エルティーディー(Upington

Solar (Pty) Ltd)

ヨハネスブルグ 南アフリカ 1,000.00 南アフリカ

ランド

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・サウス・

アフリカ（ピーティーワイ）エル

ティーディー

100.00% 100.00%

　         

ウジナ・エオリカ・ペドラ・ピンター

ダ・エー・エルティーディーエー

(Usina Eólica Pedra Pintada A

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 653,327.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・エオリカ・ペドラ・ピンター

ダ・ビー・エルティーディーエー

(Usina Eólica Pedra Pintada B

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 748,697.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・エオリカ・ペドラ・ピンター

ダ・シー・エルティーディーエー

(Usina Eólica Pedra Pintada C

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 805,024.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・エオリカ・ペドラ・ピンター

ダ・ディー・エルティーディーエー

(Usina Eólica Pedra Pintada

D Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 653,327.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・11・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 11

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・12・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 12

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・13・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 13

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・14・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 14

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・15・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 15

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・16・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 16

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・17・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 17

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・21・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 21

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%
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ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・22・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 22

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・23・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 23

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ウジナ・フォトヴォルタイカ・アリノ

ス・イー・24・エルティーディーエー

(Usina Fotovoltaica Arinos E 24

Ltda)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 221,724,006.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ユーエスエムイー・ゼットイー・エス

エーエス(USME ZE SAS)

ボゴタ コロンビア 104,872,000.00 コロンビア

ペソ

エネルⅩ ボゴタ・ゼットイー・エスエーエス 100.00% 47.18%

　         

ウスタヴ・ヤデルネホ・ヴィズクム・

レズ・エーエス(Ustav Jaderného

Výzkumu Rez AS)

レズ チェコ 524,139,000.00 チェコ

コルナ

サービス スロベンスケ・エレクトラーネ・エー

エス

27.77% 9.17%

　         

ヴァユ(プロジェクト１)プライベー

ト・リミテッド(Vayu (Project 1)

Private Limited)

グルグラム インド 30,000,000.00 インド

ルピー

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・インディ

ア・プライベート・リミテッド

100.00% 100.00%

　         

ヴェクター・エネルジー・ユーレチ

ム・アノニム・シルケティ(Vektör

Enerjí Üretím Anoním Sírketí)

イスタン

ブール

トルコ 3,500,000.00 トルコリラ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エスピーエー 100.00% 100.00%

　         

ヴェントス・デ・サンタ・アンジェ

ラ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー(Ventos de Santa

Ângela Energias Renováveis SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 7,315,000.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ヴェントス・デ・サンタ・エスペラン

サ・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー(Ventos de Santa

Esperança Energias Renováveis SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 4,727,414.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ヴェントス・デ・サント・オレステ

ス・エネルジアス・レノヴァヴェイ

ス・エスエー(Ventos de Santo

Orestes Energias Renováveis SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 1,754,031.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ベントス・デ・サン・チリロ・エネル

ジアス・レノヴァヴェイス・エスエー

(Ventos de São Cirilo Energias

Renováveis SA)

リイオデジャネ

イル

ブラジル 2,572,010.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ヴェントス・デ・サン・マリオ・エネ

ルジアス・レノヴァヴェイス・エス

エー(Ventos de São Mário

Energias Renováveis SA)

リオデジャネイ

ロ

ブラジル 2,492,000.00 ブラジルレ

アル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ヴェントス・デ・サオ・ロック・エネ

ルジアス・レノヴァヴェイス・エス

エー(Ventos de São Roque Energias

Renováveis SA)

リオ

デジャネイロ

ブラジル 10,188,722.00 ブラジル

レアル

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・ブラジル・エスエー 100.00% 82.27%

　         

ヴィエントス・デル・アルティプラー

ノ・エスエー・デ・シーヴイ(Vientos

del Altiplano SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 1,455,854,094.00 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

テネドラ・デ・エネルジア・レノバブ

ル・ソル・イ・ヴィエント・エスエー

ピーアイ・デ・シーヴイ

60.80%

 

20.00%

　         

ビジャヌエヴァ・ソーラー・エス

エー・デ・シーヴイ(Villanueva

Solar SA de Cv)

メキシコ

シティ

メキシコ 205,316,027.15 メキシコ

ペソ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

テネドラ・デ・エネルジア・レノバブ

ル・ソル・イ・ヴィエント・エスエー

ピーアイ・デ・シーヴイ

60.80%

 

20.00%

　         

ヴィルレイロス・エスエル

(Viruleiros SL)

サンティアゴ・

デ・

コンポステラ

スペイン 160,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

67.00% 46.98%

　         

ヴィヴァ・ラボズ・エーエス(Viva

Labs AS)

オスロ ノルウェー 1,047,249.00 ノルウェー

クローネ

エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

100.00% 100.00%

　         

ウォーキング・ホース・ウィンド・プ

ロジェクト・エルエルシー(Walking

Horse Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%
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ワペラ・ブラッフス・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Wapella

Bluffs Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ワセカ・ソーラー・エルエルシー

(Waseca Solar LLC)

ワセカ 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

ウェイポスト・ソーラー・プロジェク

ト・エルエルシー

(Waypost Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ウェーバー・エナジー・ストレージ・

プロジェクト・エルエルシー(Weber

Energy Storage Project LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・エナジー・ストレージ・ホー

ルディングス・エルエルシー(旧名

称：イージーピー・エナジー・スト

レージ・ホールディングス・エルエル

シー)

100.00% 100.00%

　         

ウィスパイヤ・インク(Wespire,

Inc.)

ボストン 米国 1,625,000.00 米ドル エネルⅩ エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 11.21% 11.21%

　         

ウェスト・ファリボート・ソーラー・

エルエルシー(West Faribault Solar

LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

ウェスト・ワコニア・ソーラー・エル

エルシー(West Waconia Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

オーロラ・ディストリビューティッ

ド・ソーラー・エルエルシー

100.00% 74.13%

　         

ウェスタン・ニューヨーク・ウィン

ド・コーポレーション(Western New

York Wind Corporation)

アルバニー 米国 300.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ノース・

アメリカ・インク

100.00%

 

100.00%

　         

ワートンーエル・キャンポ・ソー

ラー・プロジェクト・エルエルシー

(Wharton-El Campo Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00%

 

100.00%

 

　         

ホワイト・クラウド・ウィンド・ホー

ルディングス・エルエルシー(White

Cloud Wind Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ホワイト・クラウド・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(White Cloud

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ホワイト・クラウド・ウィンド・ホー

ルディングス・エルエルシー

100.00% 100.00%

　         

ホワイト・ピークス・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(White Peaks

Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ホワイトテイル・トレイルズ・ソー

ラー・プロジェクト・エルエルシー

(Whitetail Trails Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%

　         

ホイトニー・ヒル・ウィンド・パ

ワー・ホールディングス・エルエル

シー(Whitney Hill Wind Power

Holdings LLC)

アンドーヴァー 米国 99.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ホイトニー・ヒル・ウィンド・パ

ワー・エルエルシー(Whitney Hill

Wind Power LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

ホイトニー・ヒル・ウィンド・パ

ワー・ホールディングス・エルエル

シー

100.00% 100.00%

　         

ホイトルズ・フェリー・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー(Whittle’

s Ferry Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ワイルド・オックス・ソーラー・プロ

ジェクト・エルエルシー(Wild Ox

Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ワイルド・ラン・エルピー(Wild Run

LP)

アルバータ カナダ 10.00 カナダドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・アルバータ・ウィンド・イン

ク

エネル・グリーン・パワー・カナダ・

インク

0.10%

 

99.90%

100.00%
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ワイルドキャット・フラッツ・ウィン

ド・プロジェクト・エルエルシー

(Wildcat Flats Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00%

 

100.00%

 

　         

ウィルダネス・レンジ・ソーラー・プ

ロジェクト・エルエルシー

(Wilderness Range Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ワイルドフラワー・フラッツ・バッテ

リー・プロジェクト・エルエルシー

(Wildflower Flats Battery

Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ワイルドフラワー・フラッツ・ソー

ラー・プロジェクト・エルエルシー

(Wildflower Flats Solar Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ウィンド・ベルト・トランスコ・エル

エルシー(Wind Belt Transco LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00%

 

100.00%

 

　         

ウィンド・エナジー・グリーン・パー

ク・エスアールエル(Wind Energy

Green Park Srl)

ブカレスト ルーマニア 2,000.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00%

 

100.00%

　         

ウィンド・パークス・アナトリス－プ

リニアス・シングル・メンバー・エス

エー(Wind Parks Anatolis - Prinias

Single Member SA)

マルーシ ギリシャ 15,803,388.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

ウィンド・パークス・サウス・エヴィ

ア・シングル・メンバー・エスエー

100.00%

 

100.00%

　         

ウィンド・パークス・カサラス・シン

グル・メンバー・エスエー(Wind

Parks Katharas Single Member SA)

マルーシ ギリシャ 19,932,048.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

ウィンド・パークス・サウス・エヴィ

ア・シングル・メンバー・エスエー

100.00% 100.00%

　         

ウィンド・パークス・ケラシアス・シ

ングル・メンバー・エスエー(Wind

Parks Kerasias Single Member SA)

マルーシ ギリシャ 26,107,790.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

ウィンド・パークス・サウス・エヴィ

ア・シングル・メンバー・エスエー

100.00%

 

100.00%

　         

ウィンド・パークス・ミリアス・シン

グル・メンバー・エスエー(Wind

Parks Milias Single Member SA)

マルーシ ギリシャ 19,909,374.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

ウィンド・パークス・サウス・エヴィ

ア・シングル・メンバー・エスエー

100.00% 100.00%

　         

ウィンド・パークス・ミティカス・シ

ングル・メンバー・エスエー(Wind

Parks Mitikas Single Member SA)

マルーシ ギリシャ 22,268,039.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

ウィンド・パークス・サウス・エヴィ

ア・シングル・メンバー・エスエー

100.00%

 

100.00%

　         

ウィンド・パークス・プラタノス・シ

ングル・メンバー・エスエー(Wind

Parks Platanos Single Member SA)

マルーシ ギリシャ 13,342,867.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

ウィンド・パークス・サウス・エヴィ

ア・シングル・メンバー・エスエー

100.00% 100.00%

　         

ウィンド・パークス・スピリアス・シ

ングル・メンバー・エスエー(Wind

Parks SpiliasSingle Member  SA)

マルーシ ギリシャ 28,267,490.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ヘラス・

ウィンド・パークス・サウス・エヴィ

ア・シングル・メンバー・エスエー

100.00%

 

100.00%

　         

ウィンドブレーカ・ストレージ・プロ

ジェクト・エルエルシー(Windbreaker

Storage Project

LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00% 100.00%

　         

ウィンターズ・スポーン・エルエル

シー(Winter's Spawn LLC)

ミネアポリス 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

シーエイチアイ・ミネソタ・ウィン

ド・エルエルシー

51.00% 51.00%

　         

ダブリューケーエヌ・バジリカタ・

ディベロップメント・ピーイー１・エ

スアールエル(WKN Basilicata

Development PE1 Srl)

ローマ イタリア 10,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・イタリ

ア・エスアールエル

100.00%

 

100.00%

 

　         

ウッズ・ヒル・ソーラー・エルエル

シー(Woods Hill Solar LLC)

ウィルミントン 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

スティルウォーター・ウッズ・ヒル・

ホールディングス・エルエルシー

100.00%

 

100.00%

　         

シャロック・ソーラー・エスエルユー

(Xaloc Solar SLU)

バレンシア スペイン 3,000.00 ユーロ エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

100.00%

 

70.12%

　         

エックスバス・イタリア・エスアール

エル(X-bus Italia Srl)

ミラノ イタリア 15,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・イタリア・エスアールエル 20.00% 20.00%
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ヤシーレク・エスエー(Yacylec SA) ブエノス

アイレス

アルゼンチン 20,000,000.00 アルゼンチ

ンペソ

エネル・グ

リッド

エネル・アメリカス・エスエー 33.33%

 

27.42%

　         

イェデサ－コジェネラシオン・エス

エー(清算中)(Yedesa-Cogeneración

SA in liquiation)

アルメリア スペイン 234,394.72 ユーロ

 

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・エスパー

ニャ・エスエルユー

40.00% 28.05%

　         

イエロー・ローズ・ウィンド・プロ

ジェクト・エルエルシー(Yellow

Rose Wind Project LLC)

アンドーヴァー 米国 1.00 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・カンザス・エルエルシー 100.00%

 

100.00%

　         

ヨークタウン・エナジー・ストレー

ジ・１・エルエルシー(Yorktown

Energy Storage 1 LLC)

ボストン 米国 - 米ドル エネルⅩ

エネルⅩ・

ウェイ

エネルⅩ・ノース・アメリカ・インク 100.00%

 

100.00%

　         

ザカパ・ホールドコ・エスエーアー

ルエル(Zacapa HoldCo Sàrl)

ルクセンブルグルクセンブルグ 76,180,812.49 ユーロ エネルⅩ ザカパ・トプコ・エスエーアールエル 100.00% 19.50%

　         

ザカパ・エルエルシー(Zacapa LLC) ウィルミントン 米国 100.00 米ドル エネルⅩ ザカパ・エスエーアールエル 100.00% 19.50%

　         

ザカパ・エスエーアールエル(Zacapa

Sàrl)

ルクセンブルグルクセンブルグ 82,866,475.04 米ドル エネルⅩ ザカパ・ホールドコ・エスエーアール

エル

100.00% 19.50%

　         

ザカパ・トプコ・エスエーアールエ

ル(Zacapa Topco Sàrl)

ルクセンブルグルクセンブルグ 29,970,000.00 ユーロ エネルⅩ エネルⅩ・インターナショナル・エス

アールエル

19.50%

 

19.50%

　         

ゼフィール・３・コンスタンツァ・

エスアールエル(Zephir 3 Constanta

Srl)

ブカレスト ルーマニア 1,031,260.00 ルーマニア

レイ

エネル・グ

リーン・パ

ワー

エネル・グリーン・パワー・ルーマニ

ア・エスアールエル

100.00% 100.00%

　         

ズー・ソーラー・プロジェクト・エ

ルエルシー(Zoo Solar Project LLC)

アンドーヴァー 米国 - 米ドル エネル・グ

リーン・パ

ワー

トレードウィンド・エナジー・インク 100.00% 100.00%
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５【従業員の状況】

 

　2022年12月31日現在、エネル・グループの従業員数は65,124人（2021年12月31日時点は66,279人）であった。2022年の当グ

ループ内の1,155人の減少は、当期間中の新規雇用と退職のバランス（1,998人の増加）の影響を反映しており、以下を含む連

結範囲の変更（全体で3,153人の減少）により相殺されている。

・イタリアにおけるエネル・ハイドロ・アッペニーノ・セントラレ・エスアールエルの買収

・イタリアにおけるメリタ・イタリア・エスアールエルの買収

・イタリアにおけるペイティッパー・エスピーエーの売却

・イタリアにおけるシティポスト・ペイメント・エスピーエーの売却

・イタリアにおけるペイティッパー・ネットワーク・エスアールエルの売却

・イタリアにおけるフラッグペイ・エスアールエルの売却

・イタリアにおけるグリッドスペルタイズ・エスアールエルの売却

・ブラジルのエネル・ジェラソォン・フォルタレザ・エスエー、セルグ・ディストリビューソォン・エスエー－セルグ・

ディー（エネル・ゴイアス）、グリッドスペルタイズ・ラタム・エスエーの売却

・ロシアにおけるテプロプレグレス、エルエルシー・エネル・ルス・ウィンド・アゾブ、エルエルシー・エネル・ルス・ウィ

ンド・コラ及びエネル・ロシアの売却

・チリのエネル・トランスミシオン・エスエーの売却

・スペインのグリッドスペルタイズ・イベリア・エスエルの売却
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以下の表は、性別、年齢別、職位別及び地理的領域別に従業員数とその変動を分析したものである。また、従業員数のみ事

業ライン別の分析も行っている。

 

年度末の従業員数

 

2022 2021 変動

従業員　性別 人数 65,124 66,279 (1,155) -1.7%

- 男性 人数 49,899 51,341 (1,442) -2.8%

% 76.6 77.5 -0.9 -1.2%

- 女性 人数 15,225 14,938 287 1.9%

% 23.4 22.5 0.9 4.0%

従業員　年齢別 人数 65,124  66,279  (1,156) -1.7%

- <30 人数 8,543  7,761  782 10.1%

 % 13.1  11.7  1.4 12.0%

- 30-50 人数 36,795  38,024  (1,229) -3.2%

 % 56.5  57.4  -0.9 -1.6%

- >50 人数 19,786  20,494  (708) -3.5%

 % 30.4  30.9  -0.5 -1.6%

従業員　職位別 人数 65,124  66,279  (1,155) -1.7%

- シニアマネージャー % 2.1  2.1  - -

- ミドルマネージャー % 19.4  18.5  0.9 4.9%

- オフィススタッフ % 53.2  53.6  -0.4 -0.7%

- ブルーカラー % 25.3  25.8  -0.5 -1.9%

従業員　地域別 人数 65,124  66,279  (1,155) -1.7%

- イタリア 人数 31,664  30,276  1,388 4.6%

 % 48.6  45.7  2.9 6.3%

- イベリア半島 人数 9,643  9,518  125 1.3%

 % 14.8  14.4  0.4 2.8%

- ラテンアメリカ 人数 17,361  18,763  (1,402) -7.5%

 % 26.7  28.3  -1.6 -5.7%

- ヨーロッパ 人数 3,532  4,994  (1,462) -29.3%

 % 5.4  7.5  -2.1 -28.0%

- 北米 人数 2,100  1,914  186 9.7%

 % 3.2  2.9  0.3 10.3%

- アフリカ、アジア及びオセアニア 人数 824  814  10 1.2%

 % 1.3  1.2  0.1 8.3%
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事業ライン別従業員数

 

（人数）

2022年

12月31日現在

2021年

12月31日現在

2022年12月31日現在

継続事業合計を

占める割合（%）

2021年12月31日現在

継続事業合計を

占める割合（%）

火力発電及び取引 6,447 7,847 10.4% 11.8%

エネル・グリーン・パワー 9,397 8,989 15.2% 13.5%

エネル・グリッド 30,262 33,263 49.0% 50.2%

エンドユーザー市場 5,418 6,148 8.8% 9.3%

エネルＸ 2,875 3,352 4.7% 5.1%

ホールディング、サービス及びその他 7,325 6,680 11.9% 10.1%

継続事業合計 61,724 66,279 100.0% 100.0%

非継続事合計 3,400 -   

合計 65,124 66,279   

 

従業員の変動

 

2021年12月31日現在 66,279

雇用 6,412

退職 (4,414)

連結範囲の変更 (3,153)

2022年12月31日現在 65,124
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従業員の変動の内訳

 

2022 2021 変動

雇用割合 % 9.8 8.1 1.7 21.0%

新規雇用　性別 人数 6,412 5,401 1,011 18.7%

- 男性 人数 4,356 3,764 592 15.7%

% 67.9 69.7 -1.8 -2.6%

- 女性 人数 2,056 1,637 419 25.6%

% 32.1 30.3 1.8 5.9%

新規雇用　年齢別 人数 6,412 5,401 1,011 18.7%

- <30 人数 3,359 2,579 780 30.2%

% 52.4 47.8 4.6 9.6%

- 30-50 人数 2,905 2,653 252 9.5%

% 45.3 49.1 -3.8 -7.7%

- >50 人数 148 169 (21) -12.4%

% 2.3 3.1 -0.8 -25.8%

新規雇用　地域別 人数 6,412 5,401 1,011 18.7%

- イタリア 人数 2,866 1,697 1,169 68.9%

% 44.7 31.5 13.2 41.9%

- イベリア半島 人数 741 693 48 6.9%

% 11.6 12.8 -1.2 -9.4%

- ラテンアメリカ 人数 1,542 1,704 (162) -9.5%

% 24.0 31.5 -7.5 -23.8%

- ヨーロッパ 人数 443 439 4 0.9%

% 6.9 8.1 -1.2 -14.8%

- 北米 人数 614 636 (22) -3.5%

% 9.6 11.8 -2.2 -18.6%

- アフリカ、アジア及びオセアニア 人数 206 232 (26) -11.2%

% 3.2 4.3 -1.1 -25.6%

　        

離職割合 % 6.8 8.8 -2.0 -22.7%

退職　性別 人数 4,414 5,862 (1,448) -24.7%

- 男性 人数 3,391 4,779 (1,388) -29.0%

% 76.8 81.5 -4.7 -5.8%

- 女性 人数 1,023 1,083 (60) -5.5%

% 23.2 18.5 4.7 25.4%

退職　年齢別 人数 4,414 5,862 (1,448) -24.7%

- <30 人数 655 702 (47) -6.7%

% 14.8 12.0 2.8 23.3%

- 30-50 人数 1,759 2,275 (516) -22.7%

% 39.9 38.8 1.1 2.8%

- >50 人数 2,000 2,885 (885) -30.7%

% 45.3 49.2 -3.9 -7.9%

退職　地域別 人数 4,414 5,862 (1,448) -24.7%

- イタリア 人数 1,224 1,249 (25) -2.0%

% 27.7 21.3 6.4 30.0%

- イベリア半島 人数 578 956 (378) -39.5%

% 13.1 16.3 -3.2 -19.6%

- ラテンアメリカ 人数 1,534 2,779 (1,245) -44.8%

% 34.8 47.4 -12.6 -26.6%

- ヨーロッパ 人数 454 406 48 11.8%

% 10.3 6.9 3.4 49.3%

- 北米 人数 428 361 67 18.6%

% 9.7 6.2 3.5 56.5%

- アフリカ、アジア及びオセアニア 人数 196 111 85 76.6%

% 4.4 1.9 2.5 -
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従業員１人当たりの平均研修時間

 

2022 2021 変動

平均研修時間 時間／人 47.4 44.6 2.8 6.3%

平均研修時間　職種別：        

- シニアマネージャー 時間／人 44.1 29.6 14.5 49.0%

- ミドルマネージャー 時間／人 47.4 41.9 5.5 13.1%

- オフィススタッフ 時間／人 43.0 38.4 4.6 12.0%

- ブルーカラー 時間／人 57.1  60.3  (3.2) -5.3%

平均研修時間　性別：

- 男性 時間／人 48.3 46.5 1.8 3.9%

- 女性 時間／人 44.3 37.7 6.6 17.5%

 

多様性及び包摂

 

2022 2021 変動

障害者又は特定求職者 % 3.3 3.2 0.1 3.1%

女性シニアマネージャー及び女性ミドルマネージャー 人数 4,462 4,163 299 7.2%

シニアマネージャー及びミドルマネージャーに占める女性の割合 % 31.8  30.6  1.2 3.9%

マネージャーの後継者育成計画に占める女性の割合 % 46.1  42.7  3.4 8.0%

シニアマネージャーの後継者育成計画に占める女性の割合 % 50  -  50 -

基本給及び報酬の割合    

男性の基本給に対する女性の基本給の割合： % 104.7 104.8 -0.1 -0.1%

- シニアマネージャー % 83.9 84.6 -0.7 -0.8%

- ミドルマネージャー % 92.8 94.2 -1.4 -1.5%

- オフィススタッフ % 88.8 88.4 0.4 0.5%

- ブルーカラー % 125.0  111.2  13.8 12.4%

男性の基本報酬に対する女性の基本報酬の割合： % 105.4 105.1 0.3 0.3%

- シニアマネージャー % 80.7 81.1 -0.4 -0.5%

- ミドルマネージャー % 91.9 93.2 -1.3 -1.4%

- オフィススタッフ % 89.3 88.4 0.9 1.0%

- ブルーカラー % 125.4 112.0 13.4 12.0%
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第３【事業の状況】

 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

(1)　経営方針、経営戦略及び経営目標等の達成の評価に利用される客観的指標

 

2022年11月、当グループは、2023-2025年の新しい戦略計画を提示した。これは、エネルギー移行に伴う機会を十分に活用す

ることができるよう、地理的領域に焦点を当て、簡素化を基本として、新たな国際課題に対応するための戦略である。

特に、本戦略計画は以下を目標としている。

・持続可能な電化に向けた統合的な産業サプライチェーンに焦点を当てる。

・事業及び事業の地理的領域の戦略的再配置を実現する。

・早ければ2023年にも、通常利益の成長と信用指標の強化を組み合わせることにより、成長と財務の健全性を確保する。

これらの目標を達成するため、2023年から2025年にかけて、当グループは総額約37十億ユーロの投資を見込んでおり、その

うち60%は当グループの統合的な商業戦略（発電、顧客及びサービス）のサポートに、また、40%はエネルギー移行の実現者と

しての役割をサポートするため、グリッドに投資する。

かかる計画は、４つの戦略行動に焦点を当てている。

・顧客の需要と供給のバランスをとり、リスクとリワードのプロファイルを最適化する

2025年までに、当グループは、主要６ヶ国における電力量の約80%を固定価格契約で販売することを想定している。当グ

ループはまた、固定価格販売分の100%を自社発電と長期電力購入契約（PPA）で賄い、約90%をカーボンフリー電源で賄う

ことを想定し、当グループの利益の進化をさらに確実なものにしている。

・競争力、持続可能性及び安全性を確保するための脱炭素化

2025年までに、当グループは、約21GWの再生可能エネルギー設備容量（うち主要国で約19GW）を追加する見込みであり、

パリ協定に沿った脱炭素化目標の達成に向けて順調に進んでいる。

・移行を可能にするためのグリッドの強化、開発及びデジタル化

当グループのグリッドに関する戦略は、主要６ヶ国のうち５ヶ国、すなわちイタリア、スペイン、ブラジル、チリ及びコ

ロンビアに関係している。

・事業ポートフォリオと地理的領域の合理化

当グループは、株主価値の最大化しグループ構造を再定義するために、戦略に合致しなくなった一部の事業や地理的領域

から撤退し、さらなる組織の合理化を計画している。

以上の戦略行動の結果、2025年の当グループの通常EBITDAは、2022年の19.7十億ユーロに対して、22.2-22.8十億ユーロに達

すると予測されている。

当グループの通常利益は、2022年の5.4十億ユーロから2025年には7.0-7.2十億ユーロに増加すると予想されている。

　エネルの配当政策は依然として簡潔かつ予測可能であり、１株当たり配当（DPS）は、2022年の0.40ユーロから、2023年-

2025年の期間に0.43ユーロまで増加すると予想されている。また、2024年及び2025年のDPSは、持続可能な最低ラインとなると

考えるべきである。

　2023年には、以下が計画されている。

・産業的成長を支えるため及び当グループが支持する脱炭素化政策の一環として、再生可能エネルギーへの投資方針を継続す

ること

・サービスの質の改善並びに柔軟性及び耐久性の強化を目標とする、特にイタリアにおける配電網へのさらなる投資

・顧客基盤の拡大を図るとともに、国際的な事業基盤を通じた継続的な効率化を目指して、消費の電化に特化した投資方針を

継続すること

上述の観点から、当グループの2023-2025年計画が基づく財務目標は、以下のとおり報告されている。
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財務目標

 

  2022年 2023年 2024年 2025年

利益増加      

通常EBITDA（十億ユーロ）  19.7 20.4-21.0 21.4-22.0 22.2-22.8

通常利益（十億ユーロ）  5.4 6.1-6.3 6.7-6.9 7.0-7.2

価値創造      

１株当たりの配当額（ユーロ）  0.40 0.43 0.43(1) 0.43(1)

(1) 最低DPS

 

　「第一部－第３－２ 事業等のリスク」及び「第一部－第３－３ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析」を参照のこと。

 

(2)　経営環境

 

　「第一部－第２ 企業の概況－３ 事業の内容」を参照のこと。

 

(3)　対処すべき課題

 

　エネルのビジネスモデルは、気候変動問題に対して当グループが掲げたコミットメントを持続させるべく構成されている。

2019年、エネルは国連からの行動要請に応え、2050年までに世界の平均気温の上昇を1.5℃に抑え、バリューチェーン全体で差

し引きゼロになるように行動するという内容のコミットメントに署名した。2021年、エネルはネット・ゼロ・インパクト目標

を2040年に前倒しすることを発表した。この目標の達成には、再生可能エネルギー及びエネルギー効率の大幅な加速だけでな

く、経済モデル及び投資計画の完全な再考が必要である。

 

　エネルのビジネスモデルは、気候変動問題に対して当グループが掲げたコミットメントを含む、当グループの戦略目標を、

より効果的に達成するために構成されている。

　このビジネスモデルは、３つの主要参照事業（発電、配電及び顧客への販売）に結びついた当社の組織ユニットが、業界の

主要なトレンド、特にエネルギー及びデジタル移行につながるトレンドがもたらす利益を最大限享受し、可能であればその移

行の実施を促進するために、どのように事業を行うべきかを概説するものである。

　全ての主要な組織ユニットに定められた役割は、同時に、目まぐるしく変わるエネルギー部門の状況がもたらすあらゆるリ

スクに効果的に対処できるようにすることを目的としている。

　当グループは、事業を行う市場環境から生まれるあらゆる機会から十分な利益を享受するために、２つの異なるビジネスモ

デル（オーナーシップ及びスチュワードシップ）を採用し、定めた目標を達成するために活用している。

　対象地域及び事業環境に応じて、最も適切で効果的なビジネスモデルが採用される。

・オーナーシップ・ビジネスモデルでは、当グループが再生可能エネルギー、ネットワーク及び顧客に直接投資する。本モデ

ルは、発電から最終顧客との関係まで、バリューチェーン全体を既に活用できる国々で事業を行う場合に使用される。これ

はすなわち「主要」又は「ティア１」と定義される６ヶ国を指し、現在、ヨーロッパではイタリア及びスペイン、北米及び

中南米では米国、ブラジル、チリ及びコロンビアがこれにあたる。当グループのビジネスモデルにおける顧客の重要性は、

総合利益、すなわち生産又は購入されたエネルギーの販売から得られる利益が、当計画の要となることを意味する。総合利

益の管理は、エネルギーの販売（エネルギー販売が行われる各市場における様々な選択肢が考慮される）及び調達フェーズ

（様々調達オプションではなく当社の生産に関連したもの）の両方の同時最適化を前提としている。

・スチュワードシップ・ビジネスモデルでは、当グループが展開する様々な事業において、重要な金融及び産業パートナーと

の取引を通じて培ったノウハウの価値を最大化するために、既存のジョイント・ベンチャー（新規に設立された又は少数株

主持分を取得して設立されたもの）に出資する。これは、パートナーに対する特定の契約上のサービスを有効にすることに

よって又はそれらの株式を後に市場で価値算定することによっても行われる。このモデルは、主に、当グループの事業展開

が統合されておらず、新たな地理的領域の開拓や当グループの事業経験を別の環境で向上させることを目的として第三者と

のパートナーシップを探している、「非主要」又は「非ティア１」の国々に焦点を当てているが、これらの国々に限定され

ない。このモデルはまた、主要国において、革新的なビジネスの立ち上げと規模拡大を促進するために活性化することもで

きる。
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この仕組みにおいては、各国は、より広範かつ国際的な事業ラインに関して、マトリックスの観点からその地域中で活動

し、地域との関係、規制、参照小売市場及び地域コミュニケーションといった活動を管理する。現在、各事業が掲げる使命は

以下のように要約される。

・エネル・グリーン・パワー及び火力発電：この事業ラインを通じて、当グループは、常に電力システムの十分な安全性及

び充足性を確保することを目指しながら、新たな再生可能エネルギー施設への投資を増やし続けることで、エネルギー移

行を促進し、発電ミックス及び事業を展開する国々の脱炭素化を管理している。さらに、デジタル化を活用することによ

り、資産をより一層効率的かつ効果的に運用し、フリートのパフォーマンスと新しいプラントの設計の向上につなげてい

る。

・国際エネルギー及びコモディティ管理：この事業ラインを通じて、当グループは、当社が単一のポートフォリオとして事

業を行う市場におけるエネルギーによる利益を管理している。このポートフォリオでは、発電及び小売事業は常に最適な

バランスを確保することができる。また、この事業ラインでは全ての取引業務を国際デスク上で管理している。

・エネル・グリッド：エネルギー移行を実現するためのインフラを開発及び運用することで、当グループは、回復力と柔軟

性のあるネットワークを通じて、地域に対して信頼性のあるエネルギー供給及びサービスの質を保証し、効率性、技術及

びデジタル革新を活用し、十分な投資リターン及び現金創出を確保する。

・エネルＸ・グローバル・リテール：2021年末に誕生したこの事業ユニットは、エネルギー及び「コモディティを超えた」

サービスの提供を管理し、顧客のための価値の最大化の実現、提供するサービスの革新及び開発、並びにこれらのサービ

スのライフサイクル全体を管理することを目的としている。当グループはとりわけ、グローバル・リテール部門を通じ

て、何百万もの家族、産業、企業及び都市と地域に根ざした連携を行っている。技術的な手段を講じることで、プラット

フォーム・モデルは顧客満足度と顧客体験を向上させると同時に、より高いレベルの効率性を達成し得ると考えらえる。

この事業ラインは、顧客基盤へのエネルギー供給を最適化し、また、顧客との長期的な関係を管理することで、ポート

フォリオから生み出される価値を最大化する。エネルギー転換はまた、顧客の電化と脱炭素化の促進剤として機能し得る

グリーン・エネルギーや「コモディティを超えた」エネルギー製品とサービスを提供することによっても促される。これ

らは顧客のより効率的なエネルギー利用を支援し、循環と脱炭素を推進することができる。

・グローバル・ｅモビリティ：既存及び新規の国におけるｅモビリティ・ソリューションのポートフォリオを管理し、顧客

のための価値の最大化を図るとともに、エネルＸ・グローバル・リテールを活用した販売活動を行っている。ライフサイ

クル全体を管理することで、ｅモビリティ・ソリューションを革新及び開発することを目指している。

 

当グループの統合的な戦略への投資

 

　2023年から2025年にかけて当グループが行う投資の総額は、約37十億ユーロとなる見込みであり、概ね主要６ヶ国に集中し

ている。グループの投資額の約60%（このうち約50%が発電事業への投資、約10%が顧客事業及び先進的なエネルギーサービスへ

の投資）は、当グループの統合的な営業戦略を後押しすることが期待される。グリッドへの投資は、戦略計画期間中の投資の

約40%を占めることが予想される。

 

発電及び小売事業

　2023年から2025年にかけて、当グループは、統合的な営業戦略への約22十億ユーロの投資を計画している。地理的な観点か

らみると、この投資のほぼ90%は、それぞれの国に支援的な規制環境が整っていることも考慮し、当グループが持続可能な電化

のトレンドを活用できるイタリア、スペイン及び米国に配分される予定である。具体的には、当グループは、以下の目的のた

めに再生可能エネルギーの導入を加速させる予定である。

・イタリア及びスペインにおいて、当グループの火力発電所をコモディティの変動に影響されない持続可能な技術で代替する

ことによって、より長期的な固定価格取引を可能にするため。

・米国及びラテンアメリカにおいて、リターンの高い見通しが得られる長期PPAの恩恵を受けるため。発電及び小売事業から生

み出されるEBITDAは、2025年には約15十億ユーロに達することが予想され、2022年から2025年にかけてのCAGRは約13%になる

見込みである。
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グリッド

2023年から2025年にかけて、当グループは、当グループの地理的プレゼンスの再バランス化及び規制環境の改善を踏まえ、

また、エネルギー移行を推進するというグリッドの役割を強化するために、主にヨーロッパ（投資額の80%超）をターゲットと

して、約15十億ユーロのグリッドへの投資を計画している。当グループの資本分配は、グリッドのEBITDAを2023年の推定約7.0

十億ユーロから、2025年には約7.3十億ユーロまで増加させる見込みである。

 

スチュワードシップ・ビジネスモデル

スチュワードシップ・モデルの下、総額約15十億ユーロの投資が当グループ及び第三者を通じて動員される予定であり、こ

のうち、

・最終的にジョイント・ベンチャーに売却される予定の資産に対するグループの直接投資が約1.3十億ユーロ、

・ジョイント・ベンチャーへのグループの株式注入が約1.1十億ユーロ、

・残りは第三者による投資となる。

これらの資源は、グループの顧客の電化プロセスを加速するための、さらなる再生可能エネルギーの生産、新しいインフラ

及びサービスの追加に役立てられる。このモデルは、今後３年間で、累積EBITDAとして約1.5十億ユーロを生み出すことが予想

され、2025年には当グループの持分価値は2.5-3.0十億ユーロになる見込みである。

 

財務管理

戦略計画に示された措置は、グループ純負債に直ちに目に見える好影響を与えることが予想され、グループ純負債は、2022

年の推定58-62十億ユーロより大幅に減少し、2023年末までには51-52十億ユーロの範囲内になることが見込まれる。この結

果、純負債のEBITDAに対する比率は、2022年に予想された3.0-3.3倍から、2023年には2.4-2.5倍に低下し、残りの計画期間中

も横ばいになる見込みである。同様に、純負債に対するFFOの比率は2022年に予想された17%から11パーセントポイント上昇

し、2023年には28%となり、残りの計画期間中も横ばいになる見込みである。

以上の財務戦略の結果、負債費用は、最近の金利上昇にもかかわらず、全体として安定的に推移し、3.4-3.5%程度でほぼ横

ばいとなる見込みである。

サステナブル・ファイナンスは、引き続き当グループの財務戦略の中核を担う。総負債合計に占める持続可能な資金源の割

合は、2022年に推定された約60%から、2025年には約70%まで増加することが予想される。

 

財務目標

2025年におけるグループの通常EBITDAは、2022年予測の19.0-19.6十億ユーロから増加し、22.2-22.8十億ユーロの範囲内で

の成長が見込まれ、CAGRは４-６%となる見込みである。2025年におけるグループの通常利益は、2022年予測の5.0-5.3十億ユー

ロから増加し、7.0-7.2十億ユーロの範囲内になると見込まれ、CAGRは10-13%となる見込みである。当グループは、シンプルで

予測可能な配当政策を実施しており、2023年から2025年にかけてのDPSを、2022年の0.40ユーロから0.43ユーロに引き上げ、こ

れにより2024年及び2025年のDPSは持続可能な最低水準になると考えられる。
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２【事業等のリスク】

 

エネル・グループのリスク・ガバナンス・モデル

 

　産業活動及び商業活動を行う上で、エネル・グループは、効果的に監視、管理及び軽減されなければ、業績及び財政状況に

影響を与える可能性のあるリスクに晒されている。

この点に関して、エネルの内部統制及びリスク管理システム（ICRMS）の構造に沿って、当グループは、以下に説明する複数

の「柱」に基づき、リスク管理モデルを採用しており、また、その管理を可能にするグループのリスクの統一分類法（「リス

ク・カタログ」）及び有機的表現を採用している。

 

リスク・ガバナンスの「柱」

エネルは、特定された各リスク・カタログに対するコントロールの管理、監視、統制及び報告を通して実世界で実現されて

いるリスク・ガバナンスのための参照フレームワークを採用している。

・　防衛線　当グループの取り決めは、重大なリスクについては、主な分野で役割を分担するという原則にのっとり、リスク

の管理活動、監視活動及び統制活動の３つの防衛線に沿って構築されている。

・　当グループのリスク委員会　マネジメントレベルで構成され、最高経営責任者が議長を務める本組織は、

・　当グループが直面する主なエクスポージャー及びリスクの分析

・　リスク管理、リスク監視及びリスク制御プロセスにおける役割及び責任を特定するため、事業の責任を負うユニット

とリスク監視及びリスク統制の責任を負うユニット間の組織分離の原則にのっとり、当グループ企業に適用される具

体的なリスク方針の適応

・　特定の事業制限及び必要かつ適切な場合における特定の状況又は需要に対するかかる制限の例外処理の承認

・　リスク反応戦略の定義

を通して、戦略的ガイダンス及びリスク管理監督の責任を負っている。

当グループのリスク委員会は通常年４回開催され、最高経営責任者及び「事務管理、財務及び統制」部門の一角をなす「リ

スク統制」ユニットの長が必要と判断した場合にも招集される。

・　地域リスク委員会の統合システム及び広域システム　当グループの事業の主なグローバル事業ライン及びグループが事業

を展開する地域的領域に沿って組織され、その各トップマネジメントが代表を務める特定の地域におけるリスク委員会の

存在により、地域レベルで最も特徴的なリスクに対する適切な監視を実施している。これらの委員会が当グループのリス

ク委員会と連携することにより、最も重要なエクスポージャーに関する情報及び緩和策について、当グループのトップマ

ネジメントとの適切な合意を容易にし、また、グループレベルで定義されたガイドライン及び戦略を各地域で実施するこ

とができる。

・　リスク・アペタイト・フレームワーク（RAF）　リスク・アペタイト・フレームワークは、リスク選考を決定する参照フ

レームワークを構成しており、各リスクの管理、測定及び統制への単一アプローチの定義及び適用を可能にする、統合さ

れ、かつ形式化されたシステムである。

・　リスク方針　責任、調整メカニズム及び主な統制活動の分配は、関連する企業構成を含む、特定の承認手続に沿って定義

された具体的な方針及び組織文書に表記されている。

・　報告　リスク・エクスポージャー及びリスク指標に関する具体的かつ定期的な情報フローは、グループレベル及び個別の

グローバル事業ライン又は地域的領域毎に分類されており、エネルのトップマネジメント及び企業組織が、当グループの

主なリスク・エクスポージャーを現在及び将来に渡って総合的に把握することができる。

 

当グループの「リスク・カタログ」

エネルは、グループレベル並びにリスク管理及びモニタリングプロセスに関与するコーポレート・ユニットの基準となるリ

スク・カタログを採用している。共通言語の採用により、グループ内のリスクのマッピング及び包括的な表現が容易となり、

グループのプロセスに影響を与えるリスク及びその管理に関わる組織単位のリスクの主要な種類を特定することが可能にな

る。

リスク・カタログは、リスクの種類を以下に示される戦略リスク、財務及び事業リスク、（非）コンプライアンス・リス

ク・ガバナンス及び文化に関連するリスク並びにデジタル・テクノロジーを含むマクロカテゴリーに分類される。
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　戦略リスク

 

立法及び規制の展開

　当グループは、規制市場において業務を行っている。様々なシステムの運用規則、並びにそれらを特徴付ける規定及び義務

の変更は、親会社の業務及び業績に影響を及ぼす。

　そのため、エネルは、以下のような立法及び規制に関する動向を緊密に監視している。

・　配電セグメントにおける規制の定期的な改訂

・　電力市場の自由化（特に、イタリアで規定された加速化及び南アフリカにおいて予想される展開について注視してい

る。）

・　発電セグメントにおける容量支払メカニズムの動向

・　価格上昇の影響からユーザーを守るための規制措置

　これらの事項の展開に関連するリスクを管理するために、エネルは、現地のガバナンス機関及び規制機関との関係を強化

し、立法及び規制の枠組みにおける不安定の原因に対処しこれを解消していく上で透明、協力的かつ積極的なアプローチを採

用している。

 

マクロ経済的・地政学的動向

2023年のマクロ経済環境は、ほぼ全ての経済圏でインフレ率が中央銀行の目標値を大きく上回る水準に再びなると見込まれ

る。インフレ率は年間を通じて徐々に穏やかになると予想されるが、最終財及びサービスに係る基調的なインフレ・ダイナミ

クスの中には、今後数四半期に渡って持続する可能性があるものもある。これに対し中央銀行は、金融環境をさらに引き締め

ることで、金融政策の正常化プロレスを遅らせる可能性がある。特に中南米のような新興国においては、リスク選考がさらに

低下すると、資本流出が進み、地方政府による債券発行に大きな負担がかかる可能性があるため、大きなリスクである。実

際、多くの新興国では、経済回復を支えるために、パンデミック危機の際に財政余力を引き延ばしており、世界的な金融情勢

の悪化にともない、多くの国で債務の持続可能性に関する懸念がさらに高まっている。最後に、COVID-19の新しい株が蔓延し

た場合、各国政府が移動に関する制限措置を再び導入せざるを得なくなり、結果としてサプライチェーンに新たな歪みが生じ

るという新しいリスクが持ち上がる可能性がある。

　当グループは南米、北米及びアフリカを含む多くの地域で事業を展開しており、エネルは、カントリーリスク、例えばマク

ロ経済、財務、制度、社会又は気候に関するリスク、特に発生すると収益フロー及び会社資産の価値の両方に重要な悪影響を

及ぼし得るエネルギー部門に関連するこれらのリスクを考慮する必要がある。エネルは、事業を行っている国のリスクの危険

度を特に監視することができる定量的オープンカントリーリスク評価モデルを採用している。

　このオープンカントリーリスク評価モデルは、ある国に影響を与え得るリスク要因についてより広い視野を提供するため、

発行した債務を返済する政府の能力に焦点を当てたより従来型のカントリーリスクの定義を超えることを目指している。この

モデルは、経済的要因、制度及び政治的要因、社会的要因並びにエネルギー要因という４つのリスク構成要素に分類される。

より具体的には、オープンカントリーリスク評価モデルは、個々の国の経済的強靭性を測定することを目的としている。各

国の経済的強靭性とは、世界の他の地域に対する位置付け、国内政策の有効性、銀行及び企業のシステムが持つ、システム全

体の危機の前兆となり得る脆弱性、経済成長に関連した魅力のバランス、そして最終的には環境及び経済レベルのストレス要

因（経済的要因）として異常気象を定量化することと定義される。これには、福祉、包摂及び社会進歩の水準の評価や、その

国の制度及び政治体制の堅牢性（制度及び政治的要因）の評価並びに社会現象（社会的要因）を掘り下げた分析、エネルギー

システムの有効性及びエネルギー移行プロセスにおける現況も伴う。というのも、これらは全て、中長期的な投資の持続可能

性を評価する上で重要な要因（エネルギー要因）となるためである。

　具体的には、オープンカントリーリスク評価モデルに極端な気候現象を導入することで、地球規模の国レベルでの特定の気

候ハザードの進展に関する統一評価を開発することが可能になる。
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最後に、エネルギー移行プロセスの分析に関して、オープンカントリーリスク評価モデルには、目的を予測し、個々の国が

とった行動及び道筋を定量化するために設計されたリスク及び機会の分析も含まれる。例えば、このモデルは、発電において

再生可能エネルギー源が占める割合、電化プロセス及び国のエネルギーシステムの環境的持続可能性を反映する様々な要因を

組み込んでおり、これとともに中長期的な国の成長の可能性及び魅力の評価にとって重要な特徴である。

 

気候変動に関連するリスク及び戦略的好機

気候変動に関連するリスクの特定及び管理並びに機会を捉えるための活動

前出のセクションで議論した通り、気候変動及びエネルギー移行は、当グループの活動に対して様々に影響する見込みであ

る。

　気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に沿って体系化された方法により、主要なリスク及び機会、並びにこれらに

関連する事業に対する影響を特定するため、当グループは、シナリオ変数とリスク及び機会の種類との主な関係を明確に表

し、リスク及び機会を管理する戦略的業務アプローチを策定し、軽減措置及び適応措置で構成されるフレームワークを採用し

ている。

　リスク／機会には２つの主要なマクロカテゴリーがある。物理的変数の変化に関するものと、移行シナリオの展開に関する

ものである。上記のフレームワークは、全体の一貫性の確保を目的としており、かかるシナリオは、定量的でモデルを使用す

るアプローチにより、内部のステークホルダーや外部の当局との対話の進行を組み合わせて構築されており、自然界の物理的

現象及び移行現象の影響に関する分析及び評価を堅固な代替シナリオの中で行うことを可能にしている。

　物的リスクは、急性的リスク（異常気象等）と慢性的リスクに分類され、前者は極めて激しい気象条件に、後者は緩やかだ

が構造的な気象条件の変化に関するものとなっている。

　異常気象が発生した場合、当グループは、資産及びインフラが長期にわたり利用できないリスク、サービスの復旧費用、顧

客の混乱等を経験することになる。気象条件が慢性的に変化した場合、当グループはその他のリスク又は機会にさらされる。

例えば、気温構造が変化すれば、電力需要が変化して発電量に影響するおそれがあり、降雨又は風の条件が変化すれば、潜在

的発電量が増減して当グループの事業に影響するおそれがある。一般的に、将来起こり得る変化に適応することは、革新及び

戦略的ポジショニングの分野における活動も推進するため、新しい事業やより優れた製品は、変化する状況の中で持続的に生

活するために発見される可能性がある。

　二酸化炭素排出量の段階的削減を特徴とする、エネルギー移行には、規制及び法律の状況の変化と、技術開発及び競争の傾

向、電化及びに顧客行動、並びにその結果としての市場の変化との両方に関連するリスク及び機会が伴う。

　エネルがリスク及び機会の判断に使用する気候シナリオ及び移行シナリオに描かれている状況に沿って、顧客の新しい行動

の採用、全ての経済部門における産業戦略の採用、及び税制を含む規制方針の発展に関連して、移行関連の主要な現象が起こ

り始めている。2030年までに、状況の変化に応じて移行傾向が明らかになるだろう。エネル・グループは、移行を主導し、促

進することを決定しているため、あらゆる機会を捉える用意がある。前述のとおり、既にエネルギー移行を強く志向する（投

資の90%超を相当数の「持続可能な開発目標」の改善に向けている。）当グループの戦略的選択により、当グループは、特定済

みの中長期の現象を考慮したポジショニングを取り、リスクの軽減と機会の最大化を「設計により」統合することができる。

戦略的選択には、当グループが採用した最良の方法の実施が伴う。

　前述のフレームワークは、自然現象シナリオ及び移行シナリオと、当グループの事業に及ぼし得る影響の関連性も強調して

いる。

こうした影響は、３つの時間軸の観点から評価される。１～３年の短期については、2022年に投資家に提示した「戦略計

画」に基づく感度分析を行うことができる。2029年までの中期については、エネルギー移行の影響を査定することが可能であ

る。2030年～2050年の長期においては、慢性化した構造的な気候変動が発現し始めるはずである。気候変動に関連するリスク

及び機会の正確な特定及び管理を促進するために、これらのリスク及び機会を評価するための共通ガイドラインを記載したグ

ループの方針が2021年に公表された。「気候変動のリスク及び機会」方針は、気候変動及びエネルギー移行に関連する問題を

当グループのプロセス及び活動に組み込み、これにより、適応及び緩和戦略に沿った事業の耐性及び長期的な持続可能な価値

創造を向上させるための産業上及び戦略上の選択を通知するための共有アプローチを定義する。この方針で考慮されている主

な道筋は以下のとおりである。
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・　現象の優先順位付け及びシナリオ分析。これらの活動には、当グループに関連する物理的及び移転現象並びに検討すべき

シナリオのその後の作成が含まれ、内部及び外部ソースからのデータの分析及び処理により展開される。このようにして

特定された現象について、シナリオ（例えば、再生可能資源の変化に関するデータ）を事業の運営（例えば、予想される

潜在的発電量の変化）に結び付けるための機能を発展することができる。

・　影響の評価。これには、統合されたプロセス（例えば、新しい建物の設計、業務パフォーマンス等の評価）に沿って、業

務、経済及び財務レベルの影響を定量化するために必要な全ての分析及び活動が含まれる。

・　業務上及び戦略上の措置。これまでの活動から得られた情報をプロセスに統合し、当グループの意思決定及び事業活動を

伝える。これによって利益を得る活動及びプロセスの例としては、既存資産又は新規プロジェクトへの投資の評価におけ

るような資本分配、耐性計画の策定、リスク管理及び資金調達活動、技術及び事業の開発が挙げられる。

以下では、特定されたリスク及び機会の主要因、気象及び気候の現象に関する事業経営における最良の実務、並びに定性

的・定量的影響評価の実行について、検討している。上記の活動は、生み出された情報に対する分析、評価及び管理を年間を

通じて継続してきた努力を基礎として成り立っている。TCFDで宣言されているとおり、気候変動に関連するリスク及び機会に

ついての情報開示プロセスは、年を追って段階的かつ漸進的に進展する見込みである。

 

エネルギー移行及び気候変動に対するエネルの耐性

気候変動、技術の進歩、政策の進化、マクロ経済のファンダメンタルズ並びに地政学的情勢及び市場の状況の変化の影響に

よって、強靭な事業戦略、すなわち外部からの衝撃に耐えられ、そのため潜在的危機の原因を吸収し、外部の状況が変化して

もゆっくりであろうと急速であろうと繁栄することができる戦略と、新しい機会を特定し、行動に移すことができる戦略を開

発することがますます重要になっている。したがって、エネルギー移行シナリオ及び様々な気候変動シナリオに関連する要因

を共同で考慮することが長期計画の前提条件となる。

一連の移行シナリオ及び気候シナリオは、例えば電力需要に対する温度の将来的な影響、より大きな電化及び脱炭素化のプ

ロセスをサポートするために必要な投資、市場環境及び消費者習慣の進化を考慮して、戦略的及び産業的決定を導く役割を果

たす。エネルの戦略計画は投資の94%超が再生可能資源による発電の漸進的拡大並びにエネルギーシステム及び顧客を漸進的な

電化に導くためのインフラ及びサービスの開発による気候変動対策に集中していることを考えると、化石燃料の使用の大幅な

削減並びに品質及び効率の向上を目的としていることから、当グループの投資及び活動は、パリ協定に合致したエネルギー転

換に沿った長期的な成長経路の視点に立っている。

　長期的な気候シナリオの適用により、当グループの資産及び事業ポートフォリオの適応計画の構築が可能となる。気候シナ

リオは、両方の高レベルの指標（比較可能な国別リスク指標）及び高解像度データの両方を提供する分析をするために、各事

業に最も関連性の高い物理現象（熱波、豪雨、火災の危険性等）の特定から始まって展開され、これにより、単一施設レベル

での物理的影響を検討することができる。このアプローチは、既存のポートフォリオ及び新規投資の両方に適用される。新規

投資に関する詳細は、別途のセクション「新規プロジェクトの評価における気候変動の影響の算入」に記載される。資産脆弱

性評価により、耐性を高めるための優先度の高い措置を特定することができる。

 

慢性的及び急性的な物理現象：当グループの事業、リスク及び機会に与え得る影響

　以下の物理的変数の変化、並びにこれに伴う潜在的リスク及び機会に関連する業務上及び産業上の影響は、気候変動に関す

る政府間パネル（IPCC）により策定されたシナリオを当グループの基準点として評価される。

 

リスク及び機会を生む慢性的な物理的変化

　トリエステにおいて国際理論物理学センター（ICTP）と策定した気候シナリオは、2030年以前の構造的変化について決定的

な兆候を示すものではないが、2030年から2050年の間に構造的変化が起こり始める可能性はある。実際には、気象学的な大き

な変動が記録されているが（例えば、2022年のヨーロッパでの干ばつ）、ある現象が構造的に変化しているのか、平均的な基

準値が既に変化し始めているのかを短期的に立証することはまだ困難である。そのかわり、より長い時間軸で確率的な間隔を

設けて確立される。

　慢性的な物理的変化による主な影響は、以下の変数に反映される。
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慢性的な物理的変化により影響を受ける変数

・　電力需要：電力需要の潜在的増減につながる平均気温の変化。

・　火力発電：火力発電に影響する海洋及び河川の水位並びに平均水温の変化。

・　水力発電：水力発電の潜在的増減につながる平均降雨量及び降雪量並びに平均気温の変化。

・　太陽光発電：太陽光発電の潜在的増減につながる平均日照量、平均気温及び平均降雨量の変化。

・　風力発電：風力発電の潜在的増減につながる平均風速の変化。

 

　当グループは、物理的変数の変化と、異なる発電技術のカテゴリーにおける個々の発電所の潜在的発電量の変化との関係を

予測している。

　長期的な気候変動の影響評価の一環として、当社は、それぞれの技術に関連する慢性的な事象を特定し、潜在的な出力へ関

連する影響の分析を開始した。

　シナリオを分析すると、物理的変数の最近の傾向の慢性的な構造変化は、2030年以降に重要となることが分かる。しかしな

がら、潜在的な影響を示す推定値を得て、慢性的な影響の早期出現の可能性を含めるため、気候変数との直接の関係にかかわ

らず、物理的シナリオによって潜在的影響を受ける要因に対する事業計画の感応度をテストすることは可能である。現在の事

業計画は、気候変動の傾向によって受け得る影響も考慮し、慢性的な現象に関連するシナリオの中央値の情報を用いて構築さ

れた。

 

慢性的な気候変動が再生可能エネルギー発電に与える影響に関する分析

気候変動の慢性的な影響が我々の発電所の生産に与える影響を計算するため、各再生可能エネルギー技術（風力、太陽光及

び水力）毎及び発電所毎に、気候変数（気温、放射線量、風速、降雨量等）の変化に応じて、我々のポートフォリオ内の発電

所における電気生産性の観点から起こり得る変化を関連付ける一連のアドホック関数が作成されている。

これらの「リンク」関数を校正するために、我々は気象及び気候変数の過去データ並びに我々の発電所の生産可能エネル

ギー観測値の内部参照から開始した。このようにして、各再生可能エネルギー発電所及び技術の特性に対応したリンク関数を

得た。

これにより、気候変数の将来起き得る予測（RCP 2.6、 RCP4.5及びRCP8.5シナリオ）に対する慢性的な気候影響を調査する

ことができた。

平均的な構造的変化をともなう慢性的な現象とともに、気象の典型的な変動、つまりより短期的な変動も研究する必要があ

る。過去10年間の電力生産量（TWh）の変動を分析し、気候シナリオによって予測される慢性的な傾向の変動幅及び気象データ

の過去の変動幅から得られた情報を、戦略計画のインプットとして取り込んだ。

発電所の生産は、顧客へエネルギーを販売するための調達につながるため、天候や気候の変動は全て調整につながる可能性

がある。つまり、再生可能エネルギーの生産量が減少すると、調達側のバランスが崩れ、商業的戦略のために不足量をを市場

で購入することになる可能性がある。反対に、再生可能エネルギーの生産量が増えれば、市場での購入量を減らすこと（又は

販売量を増やすこと）ができる。

個々の発電所レベルで行われた分析及びその集計から、水力発電の平均的な発電量は将来的にわずかに減少する可能性があ

り（発電所によって大きな違いがある）、RCP 2.6シナリオの期間である2030年-2050年の間の国レベルの過去の数値と比較し

た平均変動は、-１%から-５%の範囲であると報告されている。風力発電の平均的な変動は、発電所の立地によって大きく異な

り、プラスとマイナスの両方の小さな変動が生じる。最後に、太陽電池技術の効果は、RCP2.6シナリオの2030年-2050年の期間

において、国レベルの平均値が最大３%増加し、概ねプラスに働くと考えられる。これらの効果は、ポートフォリオレベルで集

計され、異なる変動のバランスをとる地理的分散及び技術的分散による効果を強調している。

 

リスク及び機会を生む急性的な物理的変化

　急性的な物理現象（異常気象）に関しては、極端な物理現象の強度及び頻度により、資産に対して想定外の重大な物的損害

が発生し、サービスの中断に伴い負の外部性をもたらす可能性がある。

　気候変動シナリオの中で、当グループがさらされるリスクを規定するにあたり、急性的な物理要素は中心的役割を占める。

これは、当グループの資産ポートフォリオが広範な地域に分散していることや、発電においては再生可能資源が最高度の重要

性を持つことによるものである。
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　急性的な物理現象は、暴風、洪水、熱波、寒波等、それぞれ異なる様相を呈するが、多大な強度及び頻繁な発生をもって特

徴づけられ、短期的には目立つことがなくとも、中長期の気候シナリオにおいては明らかに上昇傾向にある。

　したがって、当グループは上記の理由により、短期の異常気象に関連するリスクは既に管理している。同時に、この方法論

は、開発された気候変動シナリオ（RCP8.5、RCP4.5及びRCP2.6）に基づき、より長期の時間軸（至　2050年）にも拡張されて

いる。

 

急性的な気象リスク評価手法

　異常気象に起因するリスクを定量化するために、当グループは、保険業界及びIPCC報告書において採用されている統合災害

分析アプローチを用いている。当グループは、その保険事業部門及び自社専用保険会社であるエネル・インシュランス・エヌ

ヴイを通じて、自然災害に関連したリスクの評価に関する様々な局面、すなわち評価及び数値化から、それに対応した、影響

を最小化するための保険による補償範囲までを管理している。

　この手法は、暴風、熱波、熱帯低気圧、洪水等、分析可能な全ての異常気象に適用できる。自然災害のあらゆる類型につい

て、３つの独立した要因が識別でき、その概要は次のとおりである。

・　事象発生の確率（ハザード）、すなわち特定の時間枠における理論上の事象発生頻度（再現間隔）。言い換えると、例え

ば、再現間隔250年の災害事象の任意の１年における発生確率は0.4%である。この情報は、事象の発生頻度のレベルを評価

するために必要であり、その後、当グループの資産の地理的分布との関連付けを行う。

この目的のため、当グループはハザードマップ・ツールを採用している。このツールは、多様な類型の自然災害につい

て、異常気象に関連する推計頻度と、世界地図上の各地理的地点との関連付けを行うものである。この情報は、地理的参

照データベースとしてまとめられ、グローバルな再保険会社、気象コンサルティング会社又は学術機関から入手される。

・　ある災害事象が発生した場合にどれだけの価値が失われるかを比率で表示した、脆弱性。より具体的には、有形資産に対

する損害、並びに発電及び／又は配電若しくはエンドユーザーへの電力サービスの提供の継続性に対する影響等が挙げら

れる。

当グループは、特に資産がへの損害が生じた場合に備えて、太陽光、風力及び水力の各発電所、送配電網、一次・二次変

電所等、ポートフォリオ内の各技術について、個別の脆弱性分析を実行及び推進している。これらの分析は、当然のこと

ながら、様々な類型の技術に対して甚大な影響を及ぼす異常気象を中心として行われる。その結果は、深刻な影響を受け

る資産の類型と、個別の自然災害事象とを関連付けた、一種のマトリクスとして表示される。

・　自然災害事象の存在により重大な影響を被る可能性のある一連の経済的価値が、当グループのポートフォリオ内に存在し

ていることを表す、曝露。この要素についても、類型の異なる発電技術、配電資産及びエンドユーザーに対するサービス

に関して、個別の次元で分析が行われる。

　以上の３要素（ハザード、脆弱性及び曝露）が、異常気象に関連したリスクの評価においては常に基本的な構成要素とな

る。その意味で、当グループは、関連する時間軸毎の特異性に応じて、気候変動シナリオに関するリスク分析を分化させてい

る。以下の表は、急性的な物理現象に起因する影響の評価に関して採用される考え方を要約したものである。

 

時間軸 ハザード 脆弱性 エクスポージャー

短期（１年～３年） 過去のデータ及び気象モデ

ルに基づくハザードマップ

脆弱性は、極端な事象の種

類、損害の特殊性及び問題

のある技術の技術的要件に

関連しており、本質的に時

間軸とは無関係

当グループは短期を重要視

長期（2050年まで

及び／又は2100年まで）

IPCCの様々なRCP気候シナ

リオに対応したハザード

マップ及び具体的な検討

当グループは長期を重要視

 

　したがって、ポートフォリオ内の資産の脆弱性に関しては、当グループの関連する国際事業ラインとの協力により、主要な

異常気象が各種の技術に及ぼす影響の優先順位表が定められた。
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異常気象に対する短期のリスク管理

　当グループは、短期（１～３年）のうちに、リスクの評価及び定量化に加えて、自然災害事象の発生後に事業が損害として

被る可能性のある影響を低下させる措置を講じる。措置は主に２種類あり、すなわち効果的な保険への加入及び気象適応措

置、異常気象がもたらすおそれのある損失の予防である。

　これらの措置の一般的特徴を以下に説明する。当然のことながら、損害の予防・軽減への適応措置の場合、当グループの発

電、エネル・グリッド国際事業ラインは、個別に参照される。

 

急性的な物理的事象の当グループへの影響

エネル・グループは、その発電技術、地理的分布及び資産規模に関して十分に分散されたポートフォリオを有し、その結

果、ポートフォリオの自然リスクに対するエクスポージャーも多様化している。当グループでは、多様なリスク削減措置を実

施しており、これには、以下に記載するように、当社のリスク・プロファイルをさらに低下させるため、保険の補償並びにそ

の他の管理及び運営に関する取決めの双方が含まれる。

　過去５年間のデータで示されるように、経験的証拠はこれらのリスクによるごくわずかな影響を示している。総影響額が10

百万ユーロを超える事象として定義される最も重大な事象を考慮すると、累積総影響額は約130百万ユーロとなり、当グループ

の2022年現在の付保資産価値（約224十億ユーロ）の0.06%未満を占め、その大半は保険金を通じて回収された。

 

急性的事象リスク指数（AERI)

当社グループは、気候変動に起因する急性的な現象に対するリスクの変化を高次元で示す気候変動指標「急性的現象リスク

指標（AERI）」を策定した。特に、気候予測（RCP2.6）に基づき、2030年-2050年において気候変動に起因する予想される危険

性の上昇に応じて変化するリスク・クラスで特徴づけられる地域に位置する設備容量のシェアを、過去の期間と比較して示し

ている。

この指標は、気候変動の影響をより強く受けることになる発電所を特定するために、気候指標及び後述する予備スクリーニ

ングに従ったアプローチを用いて、当グループの水力発電所、太陽光発電所及び風力発電所（エネル・グリーン・パワー及び

エネルⅩ）を検討するものである。この評価の目的は、適応策の特定に必要な詳細な分析の優先順位を定めることである。こ

の指標は、各発電所及び関連する物理現象について実施されたスクリーニングの概要を示すものであることを明示することが

重要であり、これに対して、より詳細な分析のため、優先順位は評価される。

特に、各発電所について関連する物理現象を考慮し、それに関して将来の気候変動のレベルを計算し、適切な加重システム

を用いて各資産にリスククラス（高、中、低、超低）を割り当てる。この時点で結果を集計し、各リスクカテゴリーに分類さ

れた当グループのAERI値を算出することができる。

RCP2.6シナリオでは、エネル・グループの総解析容量のうち、気候変動によるリスクが高いと分類されるレベルに位置する

のはわずか１%であり、これらのプラントについては、取り得る適応策を特定するために、詳細な分析の優先度が高い。一方、

15%は中リスクの地域に位置している。これは、より高い解像度のデータを用いてより詳細な分析を進めるかどうかを評価し、

特定の現象に対する適応の必要性を判断するために、資産の状況を定期的に分析する必要があることを意味する。最後に、残

りの設備容量（84%）は、低リスク又は超低リスクに位置し、これらのカテゴリーに属する発電所は、RCP2.6シナリオにおいて

実質的な気候変動の影響に晒されることはないと予想される。したがって、これらの発電所については、既に実施されている

基準及び行動が適切であり、詳細な調査の優先度は低い。いずれにしても、全ての発電所に影響すると予想される気候変動を

確実に監視するために、分析は継続的に更新され、改良される。
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エネル・グループの保険

毎年、当グループは、事業を展開している様々な国における事業のため、グローバルな保険プログラムを開発している。補

償範囲と補償額の観点から、主なプログラムは以下の２つである。

・　資産に対する重大な損害及び当該損害による事業の中断を対象とした財物プログラム（「財物損害及び事業中断保険プロ

グラム」）。したがって、資産（又はその一部）の再建費用に加えて、発電及び／又は配電の停止による経済的損失も、

保険契約に定められた限度額及び条件の範囲内で補償される。

・　賠償責任プログラム（「総合的負債及び環境負債保険プログラム」）。異常気象が当グループの資産及び事業に及ぼす影

響を含め、第三者に与えた損害を補償する。

 

効果的なリスク評価に基づき、保険契約の中で適切な限度額及び保険条件を定めることができ、これは気候変動に関連する

極端な気象事象の場合にも適用される。実際、後者の場合、事業への影響は甚大なものになる可能性があるが、過去に世界各

地で起きたように、親会社専属保険会社であるエネル・インシュランス・エヌヴイを通じた当グループの強固な再保険能力も

あり、十分な保険補償限度額によって当グループは、高度な回復力を発揮している。

かかる効果的な保険の存在は、当グループが行う発電資産及び配電資産の予防的メンテナンスの重要性を低くするものでは

ない。実際、これらの活動の効果は異常気象の影響の緩和にすぐに反映される一方で、リスク資金を最適化し、自然災害に係

るリスクを含む当グループのグローバルな保険プログラムの費用を最小化するために必要な前提条件である。この適応戦略

は、保険及び周囲の状況による変化を超えた経営戦略及び行動の形を取る。例えば、当グループは、資産のリスク保有方針を

変更し、リスク軽減の観点から最も優れた事業ラインに報いる内部リスク移転方針により、保険市場における保険料の強い上

昇傾向の大部分を何とかして凌いだ。このような観点から、事象の事後分析から導き出した方法及び情報は、将来かかる事象

が発生した場合に被害を軽減するために活用するプロセス及び実務を決定する上で、極めて重要な役割を果たす。

財物プログラムの中で、エネル・インシュランス・エヌヴイは、グループのSDGsについての損失及び目標達成に関連する事

業ラインに対して保険料払戻しのメカニズムを提供し、当グループの気候変動課題への適応につながる好循環に寄与してい

る。

 

エネル・グループの気候変動適応

当グループは、潜在的な影響を評価し、必要な適応策を適切に調整することで、有害事象への対応能力を高め（対応管

理）、事業の回復力を高め（耐性措置）、有害事象による悪影響を及ぼす将来のリスクを低減する全体アプローチを用いて気

候変動適応策を実施する。さらに、気候変動の影響を分析するために開発されたスキルやツールは、地域社会や全てのステー

クホルダーの適応を促進するためのソリューションを提供する新しい事業の選択肢の創出を通じて、価値を創造するために活

用される。

適応ソリューションには、ポリシー措置並びに短期的決定及び長期的決定で実施されたベストプラクティスの両方が含まれ

る。

新規投資は、一般的なアプローチと同様に、設計及び建築段階において、気候リスクの影響を「設計によって」軽減するた

めに、設計及び建設段階で早期措置を講じることもできる。例えば、設計段階で気候シナリオを考慮し、特定の現象に対する

資産の脆弱性分析を行い、耐性のある解決策を実施することが挙げられる。
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以下の表は、有害事象を有効に管理するためにエネルが実施し、気候変動の影響よる気象現象及びその進展に対する耐性を

高めるための措置の種類の高レベルな概要である。以下の項では、特定の措置について詳しく説明する。

 

事業ライン A．耐性措置―資産の耐性の向上 B．対応管理―有害事象管理

エネル・グリーン・

パワー及び火力発電

既存資産

１．水力リスクの評価及び設計のためのガイ

ドライン

２．O&MからE&C及びBDへの教訓的なフィード

バック

 

新規建築

既存資産に対する措置に加え、

１．環境影響評価書（試作）に含まれる気候

変動リスク評価(CCRA)

既存資産

１．危機事象及び事象管理

２．場所固有の緊急事態管理計画及び手順

３．差し迫った極端な事象を予測するための

特定のツール

エネル・グリッド

既存資産及び新規建築

１．グリッド体制強化計画策定のためのガイ

ドライン（例えば、イー・ディストリブッ

ツィオーネの「ネットワーク耐性向上プラ

ン」）

既存資産

１．配電網に対するリスク予防、準備、対応

及び復旧活動のための戦略及びガイドライン

２．緊急事象及び重要事象の管理のためのグ

ローバル・ガイドライン

３．電気設備（電線、変圧器等）に関わる火

災のリスク防止及び準備のための対策

エネルⅩ・グローバ

ル・リテール

既存資産

１．中長期的な気候変動の影響に関する予備

的分析

既存資産

１．エネルⅩ危険事象管理

 

エネルが発電の耐性を確保する方法

　発電に関して、当グループは個別の施設を対象にした措置を実施し、特別管理活動及びプロセスを確立している。

　以下は、個別の施設につき近年実施した措置の例である。

・　イタリアのポー川等、河川の水位の低下によって生じる問題に対処するため、特定の発電所について冷却水管理システム

を改善した。

・　吸気流を改善し、CCGTにおける周辺温度の上昇によって生じる出力の減少を相殺するため、噴霧器を設置した。

・　洪水のリスクを軽減するため、排水ポンプの設置や、盛土のかさ上げ、運河の定期清掃や発電所に隣接する土地の地滑り

を防止するための統合への介入を行った。

・　水力発電所において、数値シミュレーションを用いて洪水シナリオを発電用地毎に定期的に再評価した。策定されたシナ

リオは、土木工事、ダム及び取水口に対する緩和措置並びに介入によって管理されている。

 

　当グループは、気象事象が発電に与える影響を管理するため、以下のような最良の方法を採用している。

 

発電業務において気候事象を管理するための当グループの実務

主要な政策：管理、O&M事業、ダム及び水圧インフラストラクチャーの安全性、重要事象管理

 

・　再生可能エネルギー資源の利用可能性を監視し、かつ、異常気象を感知するための気象予報、並びに従業員及び資産を確

実に保護するための警告システム。

・　水文学的シミュレーション、土地調査（ドローンの使用によるものを含む。）、デジタルGIS（地理情報システム）及び衛

星測定による脆弱性の監視。

・　ダム及び水力発電所における10万超のパラメータ（160百万超の過去の測定値を含む。）の高度なモニタリング。

・　発電所のリアルタイム遠隔監視。

・　米国オクラホマ州の風力発電所等、竜巻及びハリケーンの被害を受けやすい地域における発電所内のセーフルーム。

・　発電所内及び発電所外の地域のリスクを評価するために、開発の初期段階から水文学及び水力学の調査を行うための具体

的なガイドラインを採用し、水理不変の原則に従った排水及び緩和システムを設計段階に適用する。
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・　主要なプロジェクトパラメータにおける潜在的な気候傾向の検証を関連プロジェクトのシステムのサイズ（例えば、新規

CCGTの冷却のより高い柔軟性を確保するための冷却水源の温度の評価）及び土木工事（例えば、太陽光発電所の排水シス

テムの設計のための降雨量評価）を考慮に入れる。

・　ハリケーン及び熱帯性暴風雨の記録及び過去の軌道を含む最新のデータベースを用いた極値風速の推定が、新たな条件に

最も適した風車技術の選択を可能にする。

 

　また、有害事象に確実かつ迅速に対応するため、当グループは、特別な危機管理手続を採用している。具体的には、業務を

迅速に復旧するための全ての行動をリアルタイムで通信及び管理する手順書、並びに可能な限り速やかに全ての発電所の損害

を評価し、かつ、業務を安全に復旧するための標準チェックリスト等である。気候現象の影響を最小限に抑えるための１つの

ソリューションは、学んだ教訓のフィードバックプロセスにより表され、技術的機能により実行される。これは、既存の運用

モデルにより管理され、将来のプロジェクトに影響を与える。

 

適応需要を特定するための将来の気候影響の分析

発電事業ラインでは、当グループの発電所の中長期的な影響を推定するため、グローバルに関連する現象をマッピングし、

急性的及び慢性的な気候リスクの分析を行っている。

特に、急性的な事象分析は、２つのフェーズに分けて行われた。

・　初めに全ての水力発電所、風力発電所及び太陽光発電所のハザード及びエクスポージャーの予備的スクリーニングを行

い、脆弱性の程度に基づいて既存の発電所ポートフォリオを分類し、リスクレベルがより高い発電所を特定し、そこから

１つ又は２つの発電所を選択して、取り得る適応措置を決定することを目的とする。

・　リスク優先度の高い発電所を詳細に分析することで、将来的に可能な適応措置や生産量低下を防ぐための対策を特定する

ことができる。

この詳細な分析は、極端な事象の頻度及び強度が上がる可能性を考慮し、その結果として、関連する現象に晒される発電所

を特定するために実施された。

試験的な拠点の詳細な分析により、検討された一連の現象全体について、長期的に高いリスクを抱える少数の発電所が特定

された。

 

豪雨

・　2022年には、相当数の発電所に対する分析作業が行われたが、その結果、敷地の地形及び発電所に対する現象の影響との

間に高い相関関係があることが明らかになり、特定の敷地、特に関係する現象に最も晒される発電所を分析する必要性が

確認された（技術では太陽光発電が、地域レベルではラテンアメリカが最もリスクに晒された。）。

・　より広範な研究により、水理学的リスクのレベルを許容できる閾値まで下げるために取り得る構造的適応策を特定するこ

とができた。その実施には、費用対効果の分析が必要である。かかる構造的適応策には、例えば、水理学的緩和策（主に

堤防、河床の再整備並びに排水路、拡張タンク及びラミネートタンクの適応）の整備や、土砂移動工事によるリスクのあ

る部品の引き上げ、太陽光発電パネルの場合は支持構造を延長することが考えられる。

 

熱波

・　2022年、熱波が太陽光発電システムに与える影響について深く研究された。この重要な事象は、降雨がなく高温が何日も

続くことに特徴付けられる。

・　この気候現象の頻度及び強度の増加にもかかわらず、この発電所には大きな影響はなく、特定の場所で特定の期間にディ

レーティングを行ったことによりインバータの性能が低下した程度だった。

 

暴風雨

・　暴風雨のリスクに関して、かかる事象の増加を示すシナリオにもかかわらず、影響分析、特に分析した風力発電所で、設

計による高いレベルの耐性を示している。

・　エネル・グリーン・パワーの発電所に対する現象の影響が限定的であることを考慮し、適応策の実施には、費用対効果分

析に基づく具体的なサイトアセスメントが必要である。
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山火事

・　火災リスクに関して、事業ラインは、最もリスクの高い場所を特定するための調査を実施した。火災を未然に防ぎ、対応

時間を短縮するために、発電所の設計段階又は運用段階で採用可能な適応策をいくつか特定した。これには、プロジェク

トエリア周辺の植生除去、防火帯の設置、火災発生時の対応方法に関する地元当局との調整等が含まれる。

 

策定されたこれらの方法論は、エネル・グリーン・パワーの新しい発電所の設計及び開発にも適用することを目指し、徐々

に改良されていく予定である。

これらの調査により、リスク予防（例えば、アダプティブデザインの採用）及び事象管理並びに非市場リスクの管理の観点

から、適応の必要性を定量化することが可能になる。

 

エネルの戦略の中核をなすグリッドの耐性

エネル・グリッド事業ラインは、前述のグループガイドライン（「気候変動リスク及び機会」）に従い、具体的な方針（気

候変動リスク評価）を発表した。これは、リスク及びその影響を軽減するために実施すべき行動を監視するために、管理する

発電所及び実施する活動に関して、気候変動リスクを特定、分析及び評価する一般基準、手法ツール及び要件を提供するもの

である。

 

　エネル・グリッド事業ラインにおいて、当グループは近年、異常気象に対処するため、「４Ｒ」と呼ばれるアプローチを採

用している。ネットワーク内の緊急事態への備え並びに気候変動による資産の損害及び停電が発生した場合に迅速なサービス

回復のための措置を定義するため、具体的な方針（これは配電網の耐性を確保するための革新的戦略を実行しようとしてい

る）が策定されている。４Ｒ戦略は４つのフェーズに分かれている。

１）　リスクの防止：事象により配電網の部品を紛失する確率を下げ、かつ／又はその影響を最小限に抑えることを可能にす

る行動を含む（例えば、インフラの堅牢性の強化措置及びメンテナンス措置の両方）。耐性向上のための技術的な解決

策の選択は、各気象事象及び地域的領域において最も適切な対応を特定するカタログによって導かれる。

２）　準備：市民保護局及び現地機関と協力しながら、潜在的に重要な事象を特定する適時性を向上させ、停電が発生した場

合に必要な資源を準備するためのあらゆる措置を含む。

３）　対応：異常気象の発生が確認された際に、緊急事態に対処する業務上の能力を意味するフェーズである。現場で経営資

源を動員する能力及び回復バックアップシステムによって電力供給を遠隔で回復する能力と直接に相関する。

４）　復旧：このフェーズが最終フェーズで、事前に実施した回復力強化措置にもかかわらず異常気象によりサービスが中断

した場合、可及的速やかにグリッドを通常の稼働状況に復旧させることを目的とする。

　このアプローチに従い、係る事業ラインは、気候変動に関する様々な側面及びリスクに言及するため、特定の行為に対する

様々な方針を準備しており、以下が特筆すべき方針である。

 

緊急時における準備、対応及び復旧のための行動ガイドライン

本方針は、４Ｒアプローチの最後の３つのフェーズをカバーしており、準備戦略の改善、全停電の影響の緩和及び最終的に

は可能な限り短時間でできるだけ多くの顧客に対するサービスを回復させるためのガイドライン及び対策を示している。

 

ネットワークの回復力計画のためのガイドライン

本方針は、優先順位の評価を可能にすることを目的として、ネットワークに最も影響を与える異常気象の特定、AS-ISネット

ワークの特定のKPIの評価及び提案された介入策に基づいて現状を改善することを目指している。このようにして、特定のエリ

ア又は地域において実施された場合に、特に重要な異常事象の発生したグリッドへの影響を最小限に抑えることができる行動

が選択される。したがって、この方針は、４Ｒアプローチの最初の２つのフェーズをカバーし、リスク回避及びリスク準備に

関する措置を提案する。
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イタリアでは、この方針は、イー・ディストリブッツィオーネが2017年から毎年作成している「回復計画」に変換されてお

り、この計画は、特定の重要な地域における異常事象、特に熱波、氷結及び暴風（それに伴う倒木のリスク）の影響を軽減す

るために、３年間の時間軸でアドホック投資を行う開発計画の補遺となるものである。2017年-2021年には、約672百万ユーロ

が投資され、2022年-2024年計画の補遺に明記されているように、次の３年間にも約262百万ユーロが投資される予定である。

これらのリスクに対処するための投資として、絶縁されていない電線を対象とした絶縁された導体への交換、ある場合には地

下ケーブルの敷設又は上記現象に対して脆弱でない電力を復旧させるためのルートを含むソリューションを行っている。

イタリアと同様に、ヨーロッパ及び南米の他の国でも、各地域の特徴を十分に考慮しながら異常気象に対するグリッドの回

復力を高めることを目指し、特定の目的への投資計画を準備するため、同様の問題が検討されている。

 

電気設備へ影響を与える森林火災に対するリスク回避措置及びリスクへの準備措置

本方針は、森林火災のリスクへの対処に特化しており、森林火災の場合に適用される緊急管理措置対する統合的なアプロー

チの概要を述べており、これは、エネルの発電所を脅かす可能性のある配電網自体に起因する外部要因か又は稀な場合のいず

れかの森林火災の場合に対応するものである。この文書では、リスクのある地域や発電所を特定し、具体的な防止策（例え

ば、メンテナンス計画及び改善点の評価等）を定義し、火災が発生した場合には、その影響を最小限にとどめ、可及的速やか

なサービスの復旧を目指し緊急事態を最適に管理するため、関係する様々な地域で実施すべきガイドラインを提供している。

 

支援活動

気象予測システムの導入、グリッドの状態の監視及び重要な気象現象がグリッドに与える影響の評価、運用計画の作成並び

に具体的な演習の実施等がある。この点で特に重要なのは、緊急事態に対応するために、社内の人材及び契約者の両方からな

る臨時の人員を動員するための事前協定である。例えば、イタリアでは、MV線路の結氷を観測及び調査するための３つの実験

ステーションを設置及び稼働させたほか、雪及び風に非常にさらされる地域において地上線上のIoTセンサーを監視する試験

（プロジェクト・ニューマン）が開始された。

 

エネル・グリッドは、2022年12月に欧州電気事業者連盟-EPRI(1)が発行した「来る嵐：異常気象に対する電気の耐性の構

築」と題する報告書を含む、気候変動に対する耐性及び適応力の重要性及び可能な行動に関する初期の業界出版物の起草に大

きく貢献している。

(1) EPRI: 米国電力研究所

エネル・グリッドは、継続的な改善を確実にすることを目指し、気候変動への影響やグリッドの耐性を高める適応策をサ

ポートする革新的な技術的解決策を特定するために、スタートアップや業界の専門家に直接連絡を取ったり、エネル・グルー

プのイノバビリティ部門が提案する課題を利用したスカウト活動を実施したりしている。

 

将来の気候の影響を分析し、適応策を特定する

　グローバルレベルでの主要な事象のマッピングに始まり、エネル・グリッドは、中長期的にグリッドに与える将来の影響を

評価するため、当グループが事業を展開している様々な国の最も重大な脅威の傾向を監視している。そのためにまず、過去に

発生した異常気象がグリッドに与える影響（関連する障害を含む）の予備評価を行う必要がある。これにより、あらゆる適応

策を特定するための優先的な分析を行うことができる。

これらの評価をもとに、2022年には具体的な現象及び地域的領域について詳細な調査が行われた。以下はその一例である。

 

豪雨／暴風

・　2022年、スペインにおける爆発的な（強烈な風と雨の組み合わせによって発生する）サイクロジェネシス現象を調査する

ため、2050年までの事象を予測し、将来起こり得るグリッド資産への影響を評価する分析を実施した。初期の結果による

と、過去の観測記録とほぼ同じ傾向であり、カタルーニャ地方の沿岸部は例外で、今後、事象の激化が予想される。
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・　同じく2022年、コロンビアでは、ボゴタ及びクンディナマルカの両地域で降雨の影響に関する研究が行われ、2050年まで

に起こり得るシナリオが評価された。綿密な調査の結果、この現象に関連するマイナスの影響は、長期間に渡って相当程

度持続することが分かった。これらの初期結果に基づき、計画されている対応策は、主に洪水リスクを回避するための都

市部における二次変電所の防水工事及び降雨の直接的な影響による結果を抑えるための空中インフラの強化に関するもの

である。

 

熱波

・　2022年には、イタリアの熱波について、2020年の初期結果に基づいて、さらなる調査を行った。この重要な事象は、数日

間にわたって続く高温及び降水がないことが特徴で、地下ケーブルからの熱の発散が妨げられることで、特に都市部や夏

の観光地では、配電網の多重故障のリスクが異常に高まる。実施された分析によると、この気候現象は今後数十年の間、

2050年までに10%から40%（気候シナリオによる）強まることが明らかになっており、上記の耐性計画及びNRRP（国家復興

回復計画）の入札に参加し、インフラの耐性を高めるために割り当てられた資金（350百万ユーロ）により、既に拡大中の

公約に示されている適切な適応行動が必要である。

 

森林火災

・　火災リスクに関しては、かかる事業ラインでは、前述の方針と同様に、地形や環境特性に基づいて地域の火災リスクを評

価する指標（FWI：火災気象指標）を支援ツールとして適用し、この現象の発展に関する2050年までのシナリオを予測した

上で、火災リスク予防に関する方針の更新を準備している。これまでのところ、各国は森林火災の危険性が最も高い地域

を特定するための調査を実施している。今日、この研究では、様々な環境（自然保護地域、森林、生息地）で配電網をよ

り正確に識別するために、GIS（地理情報システム）マッピングも利用する。これにより、火災の危険を防止するためのよ

り効果的な構造又はメンテナンス設計措置を採用することができる。

 

適応活動 ― エネルⅩ・グローバル・リテール

異常気象に対処するため、エネルⅩ・グローバル・リテール事業ラインは、気候変動に適応するための行動を策定するため

に、物理現象による潜在的な影響を推定する作業を開始し、優先すべき国／資産に関するリスク及び機会を特定している。

所有資産に対する影響分析が実施されたが、資産ポートフォリオ全体の中に占める割合は低い。同時に、企業間取引及び政

府企業間取引の顧客を対象に、潜在的なリスク及び考えられる耐性解決策の評価も行っている。

適応に関する作業では、エネル・グリーン・パワー及び火力発電並びにエネル・グリッドが策定した、太陽光（分散型エネ

ルギーPV）及び公共照明に対する急性的な気象事象の評価及び管理に関する研究を拡大し、エネルⅩ・グローバル・リテール

の資産の脆弱性の評価のための方法論を定義することに焦点を当てた。

太陽光については、暴風、豪雨／洪水及び火災リスク等、特定の急性的な事象の優先対象として特定された国／資産におい

て、気候リスクの予備スクリーニングが実施された。過去に実施された作業及び太陽光エネルギーの予備スクリーニングの結

果から、特定された資産に対する気候の影響に関する重要な問題は発生していない。この分析は、新しい施設の拠点にも拡大

される見込みである。公共照明については、これまでに記録された過去の損失／故障に関するデータと急性的な気候変動との

相関分析が進められている。

 

新規プロジェクトの評価における気候変動の影響の算入

新規プロジェクトの評価及び実施に関連する多くの活動は、一般的な気候及び施設固有の気候から恩恵を受ける可能性があ

り、当グループでは、新規プロジェクトの評価で既に考慮されている分析との統合を開始している。例えば、

・　事前研究：この段階では、気候データは、オープンカントリーリスクモデルに統合された、物理的シナリオの分析で事前

に議論した現象等の特定の気候現象の分析及び気候リスク指標等の総合的指標により、事前のスクリーニングツールとし

て役立つことができる。これらのデータは、技術毎に関係があると認められる分野において最も関連性の高い現象の事前

措置を提供する。
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・　予想出力の推定：気候シナリオは、どのように気候変動が特定の施設における再生可能資源の利用可能性を変更するかを

評価できるように、段階的に統合される。潜在的出力の事前分析の詳細な開発において、選択されたパイロット施設に現

在適用されているアプローチが説明され、その後全体の発電ポートフォリオにわたって規模が拡大される。

・　環境影響分析：当グループは、気候変動リスク評価をプロジェクト文書に組み込み始めている。これには、主な物理現象

及びその地域で予想される変化の記載が含まれる。

・　耐性のある設計：前述のように、設計による耐性のある資産の開発は、主要な気候変動適応ソリューションである。当グ

ループは、急性的な事象の頻度及び激しさの増大等の気候データに基づく分析を継続的に検討することに取り組んでい

る。後者では、プロジェクトの耐用年数にわたる全ての必要な適応措置を含む将来の資産を含む将来の資産の耐性を増大

させるために、既に使用されているこれまでのデータに基づく既存の分析を統合する。

 

移行の現象：事業、リスク及び機会に対する影響

　移行変数に伴うリスク及び機会に関して、当グループは、潜在的なリスク及び機会の原因を特定するため、様々な参照シナ

リオと、リスク特定プロセス（競争状況、産業の長期的なビジョン、重要性分析、技術革新等）を構成する各種要素とを併用

している。最も重要な現象を優先的に表示している。以下は、この枠組みにおいて特定された主要なリスク及び機会である。

 

方針及び規制

排出及びカーボン・プライシングに関する制限

　（市場主導型ではない）政府の措置及び市場ベースのメカニズムによる排出制限を強化する法令。

・　機会：カーボンフリー・テクノロジーに対する投資を促進するための、二酸化炭素価格シグナルを強化する指揮統制規制

及び市場ベースのメカニズム。

・　リスク：各種当時者及び関係政策立案者が協調的アプローチを取れないこと、また政策手段の効果が限定的であること。

これらは、エネルギー移行に重点を置いた断固たる当グループの戦略と比較した、各種部門における電化及び脱炭素化へ

の動きのペースに影響を与える。

 

移行及びエネルギーの安全性を加速させるための方針及び規制

　エネルギー移行を目的とした政策、規制枠組み及び市場設計の見直しが、各国のエネルギー構成の主流としての再生可能エ

ネルギー資源の利用、エネルギー消費の電化、エネルギー効率及び電力システムの柔軟性向上、インフラの整備等、エネル

ギーシステムの導入に誘導する。

・　機会：当グループの戦略に沿った電力技術や配電網の長期市場（PPA、CfD）の整備により、再生可能エネルギーへの投資

にとってより有利な枠組みを構築する。

・　リスク：行政の認可プロセスの遅延並びに中核国の市場設計及び規制の枠組みの非効率性は、資産の収益性を低下させ、

成長機会を制限するおそれがある。

 

回復力及び適応に関する規制

　気候変動の変遷における回復力に対する投資を奨励するため、基準を上げ、特別なメカニズムを導入すること。

・　機会：サービス品質リスク、企業資産の損失リスク並びに顧客及びコミュニティへの継続性リスクによる影響を下げる投

資から恩恵を受ける。

・　リスク：格別深刻な異常気象により想定を超える影響が生じた場合、復旧が計画よりも遅れるリスクがあり、評判リスク

も伴う。

 

エネルギー移行のための金融政策

　エネルギー移行を促す政策及び金融商品の開発。これにより投資フレームワーク及び政策立案者の長期的な、信頼できる安

定したポジショニングをサポートすることができるはずである。金融市場及び公的金融商品に持続可能性を組み込むことを目

的としたルール並びに／又は公的及び民間金融商品（ファンド、メカニズム、タクソノミー、ベンチマーク等）の導入。
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・　機会：投資フレームワークに準じた新たな市場及び持続可能な金融商品を創出し、エネルギー移行目標並びにこれに伴う

費用及び利息に対する影響に沿って、脱炭素化のために公的資金及び資金源の利用を拡大する。移行のための助成金付き

サポート・ツール（ファンド及びコール）を導入する。

・　リスク：公的資金の状況の悪化により、エネルギー移行を加速させるための十分な行動を取れず、商品を提供できないこ

と、新たな商品及びルールの導入が不確実になり、又は遅れること。

 

市場

コモディティ価格のダイナミクス

商品価格の変動に関連するような市場のダイナミクスの変化は、事業者、政策立案者及び顧客の行動に影響を与える可能性

がある。

・　機会：エネルギーコスト及び商品価格の変動によるエクスポージャーを削減するための解決策として、クリーンな電化が

加速する。従来の化石燃料技術から効率的な電気技術への転換を図る顧客の傾向の高まり。

・　リスク：潜在的に不利な施策の導入による「無秩序な」エネルギー移行。

 

市場力学

　気候変動のリスクに対する意識の高まりや規制の強化により、最終顧客はより持続可能な技術を採用する傾向がある。

・　機会：長期的な契約（PPA）への需要の高まりが一助を担い、電力需要の増加に伴うプラスの影響及び再生可能エネルギー

の余地が大きくなる。

 

テクノロジー

移行を支援する新たなテクノロジーの浸透

　電気自動車、貯蔵、需要反応及びグリーン水素の生産用の電解槽等の新たなテクノロジーの漸進的な浸透。業務モデル及び

「プラットフォーム」ビジネスモデルを移行するためのデジタル・テクノロジーの大規模な採用。

・　機会：電気システムの柔軟性を支えるテクノロジー・ソリューション開発に対する投資のための余地の拡大。グリーン水

素の生産のための再生可能エネルギーの追加的な後押し。

・　リスク：原材料のサプライチェーンの減速及び中断は、調達の遅れ及び／又はコストの増加につながる可能性があり、再

生可能エネルギー、貯蔵及び電気自動車の普及が遅れる可能性がある。

 

商品及びサービス

住宅用エネルギー消費及び工業プロセスの電化

　最終利用の電化が徐々に進むにつれ、より低コストで、地域の排出量への影響が小さく、効率性の高い製品（ヒートポンプ

式等）の地域住宅及び産業セクターへの普及が拡大する。商品以外のサービスを提供する機会が増え、顧客のエネルギーコス

ト及び二酸化炭素排出量を削減する機会の増加。消費の電化を支援するためのグリッドへの投資の拡大。

・　機会：電力効率の向上によるエネルギー消費量の減少を背景とした電力消費量の増加。商品以外のサービスを提供する機

会並びに顧客のエネルギーコスト及び二酸化炭素排出量を削減する機会の増加。消費の電化を支援するため、グリットへ

の投資の拡大。

・　リスク：この市場セグメントにおけるさらなる競争。増加する負荷及びサービス継続性を提供するために不可欠な電力網

の適切な整備への依存。

 

電気モビリティ

　気候変動の観点から、より効率的かつ効果的な輸送手段の利用、電気モビリティ及び充電インフラの開発の重視、工業エネ

ルギー消費者の電化。

・　機会：電力需要の増加並びに電気輸送の浸透及び「商品を超えた」サービスの普及に伴うマージン拡大によるプラスの影

響。

・　リスク：この市場部門におけるさらなる競争。
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　当グループは、潜在的リスクを軽減し、エネルギー移行によって生まれる機会を捉えるため、既に戦略的行動を起こしてい

る。ESG要因を組み込んだ産業・財務戦略のおかげで、持続可能性及びイノベーションによって形作られた統合的アプローチ

は、長期的な共通の価値を生むことが可能である。

　完全な脱炭素化及びエネルギー移行に焦点を当てた戦略により、排出量削減に向けたより意欲的な方針の展開に伴うリスク

に対して当グループの回復力が確保され、再生可能エネルギー発電、インフラ及び実現するテクノロジーの開発機会が最大化

される。これは、当グループのスチュワードシップモデルに基づいて運営されている資産を活用し、統合されたプレゼンスを

持つ国々での地理的位置付けによるところもある。

　エネルギー移行がもたらすリスク及び機会を定量化するため、「エネルのエネルギー移行シナリオ」にて説明される移行シ

ナリオを検討した。業務に最も影響を与える変数への影響を特定した。スローワー・トランジション・シナリオ及びアクセラ

レイテッド・トランジション・シナリオでは、消費の電化の進展の影響を受けた電力需要－及びそのため電子技術の浸透－及

び発電構成等が挙げられる。これらの検討により、資源配分において当グループが取り得る戦略的ポジショニングを決定する

ための着想が得られる。

エネルの基本シナリオ、パリシナリオは、最終エネルギー消費の電化及び再生可能エネルギー発電の開発の増加により支え

られた、脱炭素化及びエネルギー効率化への大きな目標を想定している。エネルギー移行の力学は、当グループに大きな機会

をもたらす可能性がある。特に、小売り電力市場では、とりわけ輸送及び住宅部門では、最終消費の電化が進むことにより、

他のより汚染的なエネルギーに比べて電力消費量が大幅に増加することになる。同様に、エネルギー構成に占める再生可能エ

ネルギーの割合が徐々に増加することで、卸売りにおける中長期的な電力価格の引下げが起きる。ただし、中期的なシステム

限界価格に基づく市場設計が変わらないことを考慮すると、この影響は限定的である。どのような市場構造であっても、異な

る効果をもたらす可能性がある。

移行シナリオの変更による財務上の影響については、EBITDAの観点から、スローワー・トランジション・シナリオ及びアク

セラレイテッド・トランジション・シナリオが2030年の業績に与える影響を基本のパリシナリオと比較して分析した。

一方、消費の電化に関しては、スローワー・トランジション・シナリオでは、特に、電気自動車及びヒートポンプで最も効

率的な電気技術の普及率が低くなることが想定され、商品に限定的影響を与え、商品小売事業を超え得るパリシナリオと比較

して電力需要の減少を生じる。同時に、電力需要の減少は再生可能エネルギーの成長余地を狭め、発電事業に影響を与える。

アクセラレイテッド・トランジション・シナリオでは、グリーン水素製造技術のコストがより急速に削減されると想定して

いる。これはこのエネルギー源へのより大幅な普及に転換され、ブルー水素及びグレー水素に代替し、パリシナリオと比較し

て国の電力需要及び再生可能エネルギーの導入に付加的な影響を与える。

全てのシナリオでは、特にパリシナリオ及びアクセラレイテッド・トランジション・シナリオを除き、様々な地域において

配電網が管理すべき複雑さが大幅に増加する。実際、分散型発電及び蓄電システム等のその他の資源の大幅な増加、電動モビ

リティ及びそれに関連する充電インフラの普及、消費の電化率の増加並びに新しい消費形態を持つ新しいアクターの出現を予

想している。

これらの発展は、電力の引出し／注入ポイントの分散化、電力需要及び平均所要電力の増加並びにエネルギーの流れに強い

変動をもたらし、ダイナミックで柔軟なグリッドの管理が必要となる。したがって、このシナリオでは、接続を確保し、適切

なレベルの品質及び回復力を確保するために、革新的な運用モデルの採用を促すための追加投資が必要になると予想してい

る。これらの投資には、エネル・グリッド事業ラインにおいて適切な財務リターンを確保するため、一貫した方針及び規制シ

ナリオが伴う必要がある。

 

競争環境

これまでのセクションで見てきたように、競争環境の分析は、当社グループが事業を展開し、その事業意欲を定義する背景

を分析する上で、重要な要素の一つである。

また、市場の進化にともなうリスクは、競合他社の産業面及び財務面での業績を定期的にモニタリングすることにより軽減

される。

この評価活動は、(ⅰ)最も関連性の高い競合他社及び同業者を特定し、(ⅱ)その業績、主なビジネス・ドライバー並びに戦

略的目標及び産業的目標を分析し、(ⅲ)その現在及び将来のポジショニングを理解するように設計されたフレームワークを使

用して実施される。
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同業者を特定するプロセスは、当グループのポジショニング及び戦略プランニング活動に有用な情報、KPI並びに報告要素を

タイムリーに収集するために、定期的に更新される。

特に、競合他社の戦略的計画及び産業的計画の比較評価は、競争状況の変化から生じる潜在的なリスクを評価し、何よりも

当グループの業績向上に資する経済的ベンチマーク及び産業的ベンチマークを提供するために特に重要である。

 

財務リスク

　エネルは、その業務において、適切に軽減できなければ当社の業績に直接的な影響が生じる多様な財務リスクにさらされて

いる。

内部統制システム及びリスク管理システム（ICRMS）は、業務に責任を負う部署とリスクの監視及び管理を担当する部署の組

織的分離の遵守を確保し、リスク管理、監視及び制御プロセスの役割及び責任を定める方針の仕様になっている。

財務リスク・ガバナンス・システムはまた、リスク管理部署により定期的に監視される、当グループ及び各地域及び国レベ

ルでの各リスクの限度を運用するシステムを定めている。当グループにとって、限度を設けるシステムは、目標を達成するた

めの意思決定ツールである。

財務リスクの管理に関する更なる情報は、連結財務書類の注記49を参照のこと。

 

金利

　当グループは、金利水準の変動により純金融費用又は公正価値で測定される資産及び負債に予期せぬ変化が生じる可能性が

あるというリスクにさらされている。

　金利リスクへのエクスポージャーは主に新たな債務の財務条件の変更可能性及び変動利付債券の利率に関するキャッシュ・

フローの変動可能性から発生する。

　金利リスク管理方針は、当グループの金融負債のポートフォリオの最適化及びOTCデリバティブの利用によって金融費用及び

そのボラティリティを抑制することを目指している。

特別なプロセス、リスク指標及び運用限度額を通してリスクを管理することで、当グループは、考えられる財務的な悪影響

を限定すると同時に、債務構造を最適化して適切な柔軟性を確保できる。

 

商品

　エネルはエネルギー市場で業務を行っており、そのため、電力、ガス及び燃料並びにその他の商品（鉱物及び金属等）の価

格変動（価格リスク）を含むエネルギー商品価格のボラティリティの向上又は需要不足若しくはエネルギー商品の不足（ボ

リュームリスク）に起因する損失を被るリスクにさらされている。

これらのリスクは効果的に管理できなければ、業績に対して重大な影響を及ぼし得る。

かかるエクスポージャーを軽減するために、当グループは、先にエンドユーザー又は卸販売業者向けの燃料及び原料の供給

並びに電力提供に関する契約を締結することにより収益を安定化させる戦略を展開した。

エネルはまた、残存商品リスクの測定、最大許容リスクに対する上限の設定並びに規制市場及び店頭(OTC)市場におけるデリ

バティブを用いたヘッジ戦略の遂行について定める正式な手続を実施している。商品リスクの管理プロセスにより、当グルー

プは、市場価格の想定外の変動によるマージンに対する影響を限定すると同時に、短期的な機会を捉えるために必要な柔軟性

を十分に確保できる。

燃料及び原材料の供給中断のリスクを軽減するために、当グループは燃料供給源を多様化し、異なる地理的領域の供給業者

を利用している。

2022年、ロシア・ウクライナ紛争及び気候変動の影響を受け、COVID-19のパンデミックが引き起こした複雑な世界経済危機

は継続しており、エネルギー商品及びその他原材料の価格のボラティリティのさらなる大幅な上昇に火をつけている。前四半

期において、エネルが記録したリスクは、2021年に見込んだ2022年のエネルギー商品のリスクの限度額を上回ったが、慎重か

つ適時の緩和措置、ロシア産のガスへの依存度を下げるための事業及び供給ルートの地理的分散により、抑制された。最後

に、契約条項の柔軟性及び代理ヘッジ手法（ヘッジ用デリバティブが市場で入手できない場合又は十分な流動性がない場合）

を含む国際戦略及び地域戦略の採用により、非常にダイナミックな市場環境下でも結果を最適化することができた。
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通貨

　当グループの地理的多様性、債券発行及び商品取引の国際市場の利用を考慮すると、当グループの企業は、表示通貨とその

他の通貨との間の為替相場の変動により、財務書類における業績及び財務状態全体に想定外の変動が生じるリスクにさらされ

ている。

エネルの現在の構成を考えると、通貨リスクへのエクスポージャーは主に米ドルに連動しており、また、以下に起因してい

る。

・　燃料又は電力の購入又は売却に関するキャッシュ・フロー

・　投資、外国子会社からの配当金又は株式投資の購入若しくは売却に関するキャッシュ・フロー

・　商業的関係に関連したキャッシュ・フロー

・　金融資産及び金融負債

　為替相場リスクの潜在的影響は以下に反映される。

・　価格設定条件が定義されたか又は投資判断が行われた時点に関する外貨建ての費用及び収益（経済的リスク）

・　為替感応度の高い金融資産及び負債の公正価値の再評価又は修正（取引リスク）

・　異なる会計通貨を有する子会社の連結（換算リスク）

　通貨リスク管理方針は、当グループの会社の換算リスク以外のエクスポージャーを体系的にヘッジする方法に基づいてい

る。

適切な運用プロセスによって、一般的にはOTC市場における金融デリバティブを利用する適切なヘッジ戦略の策定及び実施が

確保されている。

特別なプロセス及び指標を通したリスク管理により、財務に対する潜在的な悪影響を限定すると同時に、運用ポートフォリ

オのキャッシュ・フロー管理を最適化できる。

当年度、通貨リスクはリスク管理方針に基づいて管理され、デリバティブ市場へのアクセスに問題はなかった。

 

信用及び相手方

　当グループの商取引、コモディティ取引及び金融取引により、信用リスクにさらされる。信用リスクとはすなわち、相手方

の信用力の悪化又は契約上の支払義務の不履行による流入キャッシュ・フローの中断、回収コストの増加（決済リスク）及び

不利な市場条件で交渉された当初の取引が同様の取引に置き換えられることによる収益の減少（代替リスク）等がある。その

他のリスクには、単一の相手方若しくは関連する顧客グループ又は同一業種若しくは同じ地理的領域で活動する相手方に対す

る重大なエクスポージャーに関連する風評リスク及び財務リスクが含まれる。

　信用リスクへのエクスポージャーは、以下の種類の業務から発生する。

・　自由市場及び規制市場での電気及びガスの販売及び配送、並びに財及びサービスの供給（売上債権）

・　資産の現物交換を伴う取引活動及びコモディティを原資産とする金融商品の取引（コモディティポートフォリオ）

・　デリバティブ、銀行預金、及び、より一般的に、金融商品の取引（金融ポートフォリオ）

商業活動及びコモディティ取引に関連した信用リスク管理方針は、相手方の信用力の事前評価を行うこと、並びに保証の取

得といった軽減措置を講じることを定めている。

特別なリスク指標及び可能であればリスク制限に基づいてリスクを管理することで、信用力が悪化した場合の経済的及び財

務的な影響を持続可能な範囲に抑えることが可能になる。同時に、このアプローチは、ポートフォリオ管理を最適化するため

に必要な柔軟性も確保する。

　また、当グループは、償還請求権の伴わない債権をファクタリングする取引を行っている。かかる取引によって、当該ファ

クタリングに係る資産は完全に認識外となる。

　なお、金融取引及びコモディティ取引に関しては、（信用評価の優れた取引相手を選好して）ポートフォリオの多様化を図

ること、並びにリスク軽減条項（例えば、ネッティングの取決め）及び場合によっては現金担保を取り交わす規定を含む所定

の標準化された契約の枠組みを採用することを通じてリスクの軽減を図っている。

　営業債権の減損判定において考慮された一部の顧客セグメントの回収状況の悪化にもかかわらず、当グループのポートフォ

リオはこれまでのところ、マクロ経済コンテクスト及び現在の価格シナリオに対する回復力を示している。これは、デジタル

回収チャネルの拡大及び商業顧客の確かな分散を反映している。
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流動性

　エネルの流動性リスク管理方針は、追加の資金源に頼ることなく、所定の時間軸で予想されるコミットメントを満たすのに

十分な流動性を維持するように設計されており、また、予想外のコミットメントを満たすのに十分なプルデンシャルな流動性

準備金を保持している。さらに、中長期的なコミットメントを満たすために、エネルは、資金需要を満たすために使用する資

金源の多様な構造及びバランスのとれた満期プロファイルをもたらす借入戦略を追求している。

　流動性リスクとは、当グループが、支払能力があるにもかかわらず、緊張状況若しくはシステム上の危機（信用収縮、国債

危機等）又は市場における当グループのリスクの認識の変更により、債務を適時に履行できない、好ましくない条件でしか履

行できない又は資本損失を伴う資産からの投資を制限されるリスクである。

　市場が認識するリスクを定める要因のうち、格付会社がエネルに付与する信用格付けは決定的な役割を果たす。それは、信

用格付けは資金調達源の利用可能性及びその資金調達に当たっての財務的条件に影響を及ぼすからである。信用格付けが引き

下げられると、資本市場の利用可能性が制限され、あるいは資金調達コストが増加することとなる可能性があり、結果とし

て、当グループの財務状態、財務業績及びキャッシュ・フローに悪影響が及ぶ。

　2022年、エネルのリスク・プロファイルは2021年12月と比較して若干変化し、フィッチが安定的見通しの「A-」から安定的

見通しの「BBB+」となった。エネルの格付けは依然として、スタンダード・アンド・プアーズが安定的見通しの「BBB+」、

ムーディーズが安定的見通しの「Baa1」である。

　流動性を効率的に管理するために、財務活動は主に持株会社レベルに集中しており、主に通常の営業活動によって得られた

現金を利用して流動性の必要性を満たし、現金余剰を適切に管理している。

ロシア・ウクライナ紛争にともなう2022年のガス価格の高騰は、コモディティ・デリバティブのマージンに影響を与え、こ

れは前例のない水準に達した。年度末現在、当グループが監視している流動性リスク指数は、2022年に設定された限度額の範

囲内にあり、異常で予測不能な事象による厳しい流動性の状況の下でも、当グループの耐性を示している。

 

デジタル・テクノロジーリスク

 

サイバーセキュリティ

　常に新たな挑戦を生む技術開発のスピード、高まるサイバー攻撃の頻度と激しさ、並びに重要インフラ及び戦略的産業部門

のターゲットとしての魅力は、極端な例では企業の通常業務が中断し得る潜在的リスクを浮き彫りにしている。サイバー攻撃

は、近年劇的に進化している。その件数は、複雑さ及び影響と同様に飛躍的に増加しており、脅威の源を速やかに特定するこ

とがますます困難になっている。エネル・グループの場合、このエクスポージャーは、様々な業務環境（データ、産業及び従

業員）、固有の複雑性に伴う状況、及び長年にわたり当グループの日常業務プロセスに組み込まれつつある資源の連係を反映

している。

　当グループは、IT（情報技術）、OT（操業技術）及びIoT（インターネット・オブ・シングス）の全ての部門に適用されるサ

イバーセキュリティの総合的なガバナンス・アプローチを採用している。そのフレームワークは、上級経営陣のコミットメン

ト、世界的な戦略管理、全ての事業分野の関与、並びに当グループのシステムの設計及び実施を担当するユニットを基準とし

ている。当グループは、市場に存在する最高の技術を活用するとともに、人々のサイバーセキュリティへの意識を高め理解を

深めるための取組みを通じて、人的要因にも取り組んでおり、これは、企業防衛の最前線を表している。加えて、その枠組み

には、情報セキュリティに関する規制要件が盛り込まれているほか、特定された脆弱性を特定し排除するための大規模なテス

ト（IT、OT及びIoT環境）が実施されている。また、当グループは、「リスク・ベース」及び「設計によるサイバーセキュリ

ティ」の各アプローチに基づくITリスク管理方法を策定し、これによって全ての戦略的決定に事業リスクの分析を組み込み、

ソリューション及びサービスのライフサイクル全体を通してセキュリティ要件を統合している。エネルはまた、ITセキュリ

ティのインシデントに対して積極的に対応するために、独自に運用するサイバー・エマージェンシー対応チーム（CERT）も創

出した。

　最後に、当グループは2019年、技術的対抗措置に加えて他のツールによってかかるリスクを軽減するため、サイバーセキュ

リティ・リスクのための保険に加入した。
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デジタル化、ITの有効性及びサービスの継続性

　当グループは、エネルギーのバリューチェーン全体の管理において完全なデジタル変革を行い、新たなビジネスモデルの展

開、業務プロセスのデジタル化、システムの統合及び新しい技術の採用を行っている。このデジタル変革の結果、当グループ

は、当社全体で統合しているプロセス及び業務への影響を伴うITシステムの機能に関して、ITシステム及びOTシステムがサー

ビスの中断又はデータの損失のリスクにますますさらされるようになっている。

　これらのリスクは、デジタル変革を推進するために当グループが策定した一連の内部基準を使用して管理されている。ITバ

リューチェーン全体に制御ポイントを設定する内部統制システムを整備することで、ビジネスニーズに合わないサービスを開

始したり、適切なセキュリティ措置を採用できなかったり、サービスが中断したりといった問題からリスクが発生するのを防

ぐことができる。内部統制システムは、グループ内で行われる業務と、外部関係者及びサービス供給業者に外部委託した業務

の両方を監督する。エネルはさらに、デジタル変革を効果的に導き、関連するリスクを最小限に抑えるため、当グループ内に

おけるデジタル文化及びデジタル・スキルの普及を促進している。

 

オペレーショナル・リスク

 

健康及び安全

エネルの従業員及び契約社員が晒される業務上の主な健康及び安全のリスクは、当グループの拠点及び資産での業務に関連

している。安全衛生、労働環境、企業構造、資産及びプロセスの管理を規定する法律、規制及び手続の違反は、従業員、労働

者及びステークホルダーの健康に悪影響を及ぼす可能性があり、行政上若しくは司法上及び関連する経済上の罰則を受けるリ

スク、財政的及び風評的な影響を引き起こす可能性がある。

主な業務上の健康及び安全のリスクは、労働安全衛生に関わる主要なリスクは、各事業所又は企業資産毎に評価される。

グループレベルでは、過去３年間に発生した主な事象の分析により、発生確率の観点から、機械的な事故（落下、衝突、破

砕及び切断）が最も多く、関連する潜在的な影響の観点からは、電気的な事故（致命的な傷害にもなり得る。）が最も深刻で

あることが示された。

さらに、世界の様々な地域に当グループが存在することに関連して、従業員及び契約社員は、パンデミック及びパンデミッ

クの可能性のある潜在的な新しい感染症に関連した健康リスクにさらされる可能性があり、これは健康及び幸福に影響を及ぼ

す可能性がある。

エネルは、グループの主要経営陣が署名した健康及び安全へのコミットメント宣言を採択した。

この方針を実行するために、当グループの各事業ラインには、国際規格であるUNI ISO 45001に準拠した独自の労働安全衛生

管理システムがあり、このシステムは、危険の特定、リスクの質的評価及び量的評価、予防措置及び保護措置の計画及び実

施、予防措置及び保護措置の有効性の検証並びに是正措置に基づいている。エネル・グループは、予防措置及び保護措置に基

づいた構造化された健康管理システムを定義しており、これは、従業員の心身の健康及び組織の幸福を促進し、個人生活と職

業生活のバランスをとることを目的とした企業文化の発展にも一役買っている。

このシステムでは、請負業者及びサプライヤーの選定及び管理の厳格性並びに安全性能の継続的な改善プログラムへの関与

の促進も考慮されている。

さらに、進行中のパンデミックに結び付くリスクに関連する緊急事態に関しては、緊急事態管理を全てのグループ内の組織

で確実にするために、親会社のP&O部門内に、各事業ライン及び各国にリエゾンを持つ特定のユニットが設置されている。

特に、この組織構造及び関連する管理プロセスにより、グループレベル及び国レベルで、従業員及び契約社員の健康を守る

ための全ての予防行動、保護行動及び介入行動を指揮、統合及び監視することが可能となり、また、業務活動とは厳密には関

係のない外因性の健康リスク要因にも対応することができる。
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環境

　近年、希少な天然資源（多くの原料及び水を含む。）の開発に伴い、環境の価値及び生態系に影響をもたらす開発モデルに

関連するリスクに対し、コミュニティ全体の感応度が引き続き高まっている。

　地球温暖化並びに水資源の開発及び劣化の進行等、これらの影響の相乗効果により、地球上の最も敏感な地域で環境上の緊

急事態が発生するリスクが高まり、工業用、農業用及び公共の目的等の水資源の異なる利用方法の間で競争が巻き起こる危険

性もある。

　これらのニーズに応えて、当局は、新たな産業イニシアチブの展開に対してこれまで以上に厳格な制約を課し、影響力の最

も大きい産業においては、持続可能とはみなされなくなったテクノロジーの廃止を奨励し又は義務付ける等、環境規制におけ

る制限を強化している。

　生物多様性への影響を緩和するための我々の国際的なコミットメントも大きくなっている。ヨーロッパでは既にグリーン

ディールとして導入されており、2022年には、モントリオールのCOP15で採択された生物多様性グローバルフレームワークで承

認された。

これに関連して、あらゆる部門の企業、及びとりわけあらゆる業界の最大手企業は、環境リスクがますます経済的リスクに

なりつつあることを、これまで以上に認識している。この結果、企業は、革新的かつ持続可能な技術的ソリューション及び開

発モデルを開発及び採用することに対するコミットメント及び説明責任を強化することが求められる。

　エネルは、環境に対する影響及びリスクの効果的な防止及び最小化を、全ライフサイクルを通じて各プロジェクトの基本的

要素としている。

　ISO 14001認証を受けた環境管理システムを当グループ全体に採用することで、あらゆる企業活動に伴う環境リスク及び機会

を特定及び管理するため、体系化された方針及び手続を実施できるようになる。構造化された管理計画に、環境に関する最良

の実践例に着想を得た改善活動及び改善目標を組み合わせ、単なる環境規制の遵守を超える要件を設定することで、環境への

影響のリスク、風評リスク及び訴訟リスクを軽減している。また、エネルが設定する困難な環境改善目標（例えば、大気排出

物、廃棄物の生成、特に水ストレスの高く、生息地や種に影響を与える地域における水の消費に関するもの等）を達成するた

めの数々の行動も、これに寄与している。

　水不足のリスクは、原則として稼働が水の供給に依存しない再生可能資源による発電の増加を基礎とする、エネルの開発戦

略によって直接軽減される。また、消費を削減する技術的ソリューションを開発するため、水ストレスの高い地域の資産には

特に配慮している。河川の流域管理当局と協力を続けていることで、当グループは、水力発電資産の持続可能な管理のために

最も有効な共通戦略を採用することができる。

最後に、生態系については、生物種及び自然生息地の生物多様性の保護、回復及び保全のため、緩和の階層（回避、最小

化、回復及び相殺）を尊重し、採用した対策の効果を検証するために、適切な陸地、海洋及び河川のモニタリング活動を実施

する等、効果的な活動が行われている。

エネルは、自然及び生物多様性に関する問題について、影響力のあるステークホルダー及びネットワーク（ビジネス・

フォー・ネイチャー、自然関連財務情報開示タスクフォース、持続可能な開発のための世界経済人会議及び科学的根拠に基づ

く自然に関する目標）と国際的に積極的に連携している。

 

調達・物流・サプライチェーン

グローバル調達及び関連するガバナンス文書における調達プロセスは、規制及び制御点からなる構造的なシステムを形成し

ており、これにより、持続可能な経済発展のためのイニシアチブの推進を放棄することなく、倫理綱領、エネル・グローバ

ル・コンプライアンス・プログラム、腐敗防止計画及び人権方針に定められた基本原則の完全な遵守と、経済的な事業目標の

達成を両立させることができる。

これらの原則は、全てのステークホルダーとの信頼関係を確立し、財務的な競争力の確保だけでなく、児童労働の回避、労

働安全衛生及び環境責任を含む当グループにとって重要な分野でのベストプラクティスを考慮した安定した建設的な関係を定

義するために、エネルが自主的に採用する組織的プロセス及び組織的管理に組み込まれている。より大きな相互作用並びに外

部世界及び企業組織の様々な部分との統合により、調達プロセスは、価値創造における中心的な役割をますます強めている。

グローバル調達は耐性がありかつ持続可能なサプライチェーンに貢献しており、循環経済の観点から、刷新を育成し、当グ

ループの価値観及び目標をそれによってエネルの目標達成の実現者となるサプライヤーと共有する。
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より具体的には、サプライヤー側の道徳的行動を生むために、入札時にボーナス要素を導入している。例えば、顧客の環境

への影響は、上流のサプライチェーンの影響に強く影響され、これがグローバル調達によりサプライヤーがカーボンフットプ

リントを客観的に測定し、パフォーマンスを改善する理由である。

調達手続の観点から、様々な調達部門は入札メカニズムをほぼ体系的に採用しており、これにより指定された技術要件、経

済及び財務要件及び環境要件、安全、人権、法的権利並びに倫理的権利を有する全ての事業者に対して、最大限の競争及び平

等なアクセスの機会を確保している。直接依頼による競合手続のない調達は、当該事項に関する現行の法律を遵守し、正当な

動機付けがなされた例外的な場合にのみ行われる。

さらに、エネル・グループ全体の唯一のグローバル・サプライヤー資格制度は、調達プロセスが始まる前から、調達手続へ

の参加を意図する潜在的なサプライヤーが、全ての分野における当社の戦略的ビジョン及び期待並びにこれまでの要件同じ価

値観を採用していることを確認する。

リスク統制システムに関して、グローバル調達は、不確実性を許容レベルまで低減するための予防措置を実施し又は全ての

事業、技術及び地理的領域における影響を緩和するために、軽減措置の前後のリスクのレベルを示す指標の適用に重点を置い

ている。

サプライチェーン・リスク管理の有効性は、特定の指標（債務不履行の可能性、個々のサプライヤー又は産業グループとの

契約の集中度、サプライヤーのエネルへの依存度、入札中の行動の正しさのパフォーマンス指標、品質並びに契約履行におけ

る時間厳守及び持続可能性、カントリーリスク等を含む。）により監視されており、調達、交渉及び入札額の戦略の定義を導

くためのしきい値が指定されており、これによりリスク及び利益（貯蓄）の可能性の選択を知らせることができる。

COVID-19の緊急事態の影響に対抗するために取られた行動は、サプライチェーンの中断を避けるために供給源を分化するこ

と及び通常はエネルとサプライヤーの間で物理的なやり取りが必要な活動を遠隔地で行うこと（例えば、会社での検査）に重

点を置いている。さらに、ウクライナの地政学的情勢が市場の変動を増大させ、COVID-19パンデミックにより既に緊迫してい

るサプライチェーンにさらなるストレスを与える結果に対抗するため、グローバル調達は、市場における不足、物流問題及び

事業中断のリスクを軽減するために、特定の契約上の監視義務を通じて、我々のサプライヤーの積極的参加により、供給／物

流チェーンに関連する活動を常に監視している。

 

人材及び組織

　エネルは、国連2030アジェンダの持続可能な開発目標の達成に貢献するため、持続可能性を戦略の中心に据え、ビジネスモ

デルの中核としている。当グループは、持続可能性を地理的、経済的及び社会的な様々な文脈に組み込み、地球の未来のため

に不可欠である公正な移行を導き、再生可能エネルギーの成長を通じてエネルギー構成の脱炭素化を加速させ、消費の電化を

促進することを目指している。

エネルギー転換からデジタル化及び技術革新のプロセスに至るまで、当グループが経験している社会的、経済的及び文化的

な大規模な変革は、仕事の世界にも大きな影響を与え、そのパラダイムを一新し、文化及び組織に大きな変化をもたらすた

め、新しい職業資格やスキルが必要である。

変化に対応するためには、この画期的な変革に対応するための適切なツールを用いて、社会的及び労働的な側面を持つ人材

を中心に据え、包括的に行動することが不可欠である。

組織は、バリューチェーン全体を通じて持続可能な、機敏かつ柔軟な新しい仕事及びビジネスモデルにますます移行してい

かなければならない。また、個人の貢献が広く共有された価値を生み出すために不可欠な要素であることを理解し、各人の多

様性及び才能を高めるための方針を採用することが不可欠である。

　その人らしさを認識すること、常に耳を傾けること、共感、共有、情熱、関与は、「私」から「私たち」へと進む道の中に

ある当社における働き方及び経験のキーワードである。
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エネルギー転換において、人材の重視性及び人的資源の管理は重要な役割を担っており、実現可能な要素として作用し、特

別な目標に対しての優先事項であることを示している。その主要な事項は以下のとおりであり、デジタル・スキル及び能力の

開発、長期的な雇用可能性を確保するための従業員の再教育及びスキルアップの促進（継続的で、パーソナライズされた、柔

軟で、アクセスがしやすく、横断的な）、サプライヤー及び請負業者の両者の我々の従業員と働く人々も対象とした、業界の

ベスト・プラクティスの共有及びトレーニング、業績を保証すると同時にモチベーションや幸福感として理解される従業員の

満足度を上げる企業目的への適切かつ幅広い関与、労働環境及びパフォーマンスを評価するシステムの開発、当グループが事

業を展開する全ての国に多様性及び多様性受け入れ方針を普及させること、並びに才能ある人材を惹きつけ採用するための重

要な要素である、無差別及び機会均等の原則に基づく、包括的組織文化を浸透させることである。

当グループは、プロセスの簡素化及びデジタル化を通じて組織モデルの耐性及び柔軟性を高め、エンパワーメント・プロセ

スを強化することにより、個人及びチームの実効性と自主性を可能にし、私たちを肯定することで、人材の才能、態度及び希

望を活用する「ジェントル」リーダーシップ・モデルを通じた起業家的アプローチの育成等に取り組んでいる。様々な人の事

情に配慮し、オフィスワークとリモートワークを柔軟な比率で組み合わせるハイブリッド方式や、革新的かつ柔軟な組織モデ

ルの使用は、階層や統制ではなく、信頼と責任に基づく企業文化の発展を支援することに照準を合わせたツールである。

この戦略に従って、社会対話も個人重視をますます強化するモデルへと進化している。例えば、エネル及び労働組合は、個

人の幸福、関与、意欲及び参加を中心に据えた革新的なプロトコルである「個人憲章」に署名しており、その原則は、当グ

ループが事業を展開する他の国でも歓迎され実施されている。

このコミットメントは、「アンバサダー」として、関係の持続可能性に焦点を当てた共通のモデルや行動の採用を推進する

人材を組織内に生み出すことを目的としている。

 

コンプライアンス・リスク

 

個人情報の保護に関連するリスク

　市場のデジタル化及びグローバル化の時代において、エネルの事業戦略は、バリューチェーン全体でのデータ駆動型の顧客

中心のアプローチを用いて、デジタルプラットフォームに基づくビジネスモデルへの変革を加速させることに重点を置いてい

る。

40ヶ国超に存在する当グループは、公共サービス分野で最大の顧客基盤（約67百万人）を持ち、現在65,000人超の従業員を

擁している。その結果、当グループの新規ビジネスモデルでは、2023年-2025年の戦略計画で想定されている財務上及び事業上

の成果を挙げるために、ますます大規模かつ増大する個人情報の管理が必要となる。

　このためエネルは、個人情報の保護に関連するリスク（エネルが事業を展開するほぼ全ての国におけるプライバシー法制の

著しい進展を考慮しなければならない問題）にさらされている。これらのリスクは、顧客、従業員及びその他（例えば、サプ

ライヤー）の個人情報の機密性、完全性又は利用可能性の喪失につながり、世界的な売上高に基づいて決定される罰金、特定

のプロセスの使用の禁止及びその結果としての財務上の損失並びに風評被害のおそれがある。

　このリスクを管理及び軽減するため、エネルは、全レベルで個人情報問題に責任のある人材（グローバル及び国レベルでの

データ保護オフィサーの任命を含む。）を任命して、個人情報のグローバルガバナンスモデルを採用し、デジタルコンプライ

アンスツールにより、アプリケーション及びプロセスをマッピングし、この分野における特定の地域の規制に準拠して、個人

情報保護に影響を与えるリスクを管理している。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1)　業績等の概要

 

　「第一部－第３－３－(3) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

(2)　生産、受注及び販売の状況

 

　「第一部－第３－３－(3) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。
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(3)　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

 

業績指標の定義

 

　当グループ及び親会社の業績を示し、その財務構造を分析するため、エネルは、当グループ及びエネル・エスピーエーが採

用するIFRS-EUの下で構想され連結財務書類及び個別財務書類にそれぞれ含まれる表とは異なる、別の再分類された表を作成し

た。これらの再分類された表は、連結財務書類及び個別財務書類から直接に得られるものとは異なる業績指標を含んでいる。

経営陣は、それらの指標が、当グループ及び親会社の業績を監視する上で有効であり、事業の財務成績を反映するものである

と確信している。

　それらの指標に関して、2021年４月29日、CONSOBは警告通知第5/2021号を発行した。かかる通知は、欧州証券市場監督局

（ESMA）により2021年３月４日に発行された、規則（EU）2017/1129（英文目論見書規則）に基づく開示要件についての2021年

５月５日に施行されたガイドラインに効力を生じさせ、CESR勧告への言及及び財務ポジションに関する2006年７月28日付通知

第DEM/6064293号に含まれていた言及を置き換えるものである。

　当該ガイドラインは、以前のCESR勧告（2013年３月20日改訂版ESMA/2013/319）を更新したものである。ただし、委任規則

（EU）2019/980の附属書第29号に記載されている特別発行者に関する勧告は例外であり、本ガイドラインには変更されておら

ず、引き続き適用される。

　当該ガイドラインは、指令第2003/71/EC号の適用範囲内で規制対象情報又は目論見書に含まれる代替業績指標の有用性及び

透明性を促進し、その比較性、信頼性及び包含性を向上させることを意図している。

　上記の規制に従い、これらの指標を構築するために用いられた基準は、以下のとおりである。

売上総利益

　「営業利益」に「減価償却費、償却費及び減損損失」を加えて算出される営業成績指標をいう。

通常売上総利益

　オーナーシップ及びスチュワードシップのビジネスモデルに関連した中核事業から生じた「売上総利益」に非継続事業の通

常売上総利益を加えたものとして定義される。企業再編に関連する費用及びCOVID-19のパンデミックに直接起因する費用を算

入しない。

通常営業利益

　オーナーシップ及びスチュワードシップのビジネスモデルに関連した中核事業から生じた「営業利益」に非継続事業の通常

営業利益を加えたものとして定義される。

　通常売上総利益に関連して言及された中核営業に関連しない取引の影響について「営業利益」を調整し、減損テスト（減損

損失の戻入を含む。）又は「売却目的保有の資産」への分類後の資産及び／又はグループ資産に係る重要な減損損失を算入か

ら除外することにより算出される。

グループ通常利益

　オーナーシップ及びスチュワードシップのビジネスモデルに関連したエネルの中核事業から生じた「グループ利益」として

定義される。

　2022年５月20日付け法律第51号に規定される2022年分のエネルギー会社に対する連帯税及び2022年12月29日付け法律第197号

に規定される連帯税、並びに「通常営業利益」で述べた項目について主に調整された「グループ利益」から、税効果及び非支

配持分を算入から除外したものに等しい。

低炭素通常EBITDA

　エネル・グリーン・パワー、エネル・グリッド、エネルＸ並びにエンドユーザー市場（ガスを除く。）の事業ラインに含ま

れる一連の製品、サービス及び技術に関する通常売上総利益をいう。

純固定資産

　「固定資産」と「固定負債」の差額として算出される。ただし、以下は除く。

・「繰延税金資産」

・「有価証券」及び「その他の固定金融資産」に含まれる「その他の金融資産」

・「長期借入」

・「従業員給付」

・「リスク及び費用に対する引当金（非流動部分）」

・「繰延税金負債」
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純運転資本

　「流動資産」と「流動負債」の差額として算出される。ただし、以下は除く。

・「長期貸出資産の流動部分」、「ファクタリング債権」、「有価証券」、「現金担保」及び「その他の流動金融資産」に含

まれる「その他の金融資産」

・「現金及び現金同等物」

・「短期借入」及び「長期借入の流動部分」

・「リスク及び費用に対する引当金（流動部分）」

・「その他の流動負債」に含まれる「その他の金融負債」

売却目的保有の純資産

　「売却目的保有の資産」及び「売却目的保有として分類された処分グループに含まれる負債」の代数和として算出される。

純投下資本

　「純固定資産」及び「純流動資産」、「リスク及び費用に対する引当金」、「繰延税金負債」及び「繰延税金資産」、並び

に「売却目的保有の純資産」の合計として算出される。

純金融負債

　以下により決定される財務構造指標をいう。

・「その他の固定金融負債」、「その他の金融負債」にそれぞれ含まれる「長期及び短期金融借入」を考慮した、「長期借

入」、「短期借入」及び「長期借入の流動部分」から、

・「現金及び現金同等物」、

・「長期貸出資産の流動部分」、「ファクタリング債権」、「現金担保」及び「その他の流動金融資産」に含まれる「その他

の金融資産」、並びに

・「非流動有価証券」、及び「その他の固定金融資産」に含まれる「その他の金融資産」、

・「貸付金に関連する為替レートに関するキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ資産」及び「貸付金に関連する為替

レートに関する公正価値ヘッジ・デリバティブ資産」を差し引いたもの

・「貸付金に関連する為替レートに関するキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ負債」及び「貸付金に関連する為替

レートに関する公正価値ヘッジ・デリバティブ負債」

より一般的には、エネル・グループの純金融負債は、ESMAが2021年３月４日に発行し、2021年５月５日から適用されたガイ

ドライン39及びCONSOBが2021年４月29日に発行した上記の警告通知第5/2021号に従って報告されている。

 

連結範囲の主な変更

 

検討対象の２期間において、多くの取引の結果として連結範囲は変更された。詳細については、連結財務書類の注記８「期

中の主な取得及び処分」を参照のこと。
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当グループの業績

 

以下は、当グループの営業成績及び環境パフォーマンスの詳細である。

 

業務

 

SDG  2022年 2021年 増減

     

 純発電量(TWh) 227.8 222.6 5.2

 うち    

7 －再生可能エネルギー(TWh) 112.4 108.8 3.6

     

 純有効発電設備容量合計(GW) 84.6 87.1 (2.5)

7 純有効再生可能発電設備容量(GW) 53.6(1) 50.1 3.5

7 純有効再生可能発電設備容量(%) 63.4% 57.5% 5.9%

7 追加的有効再生可能発電設備容量(GW) 4.96 5.18 (0.22)

     

9 エネルの配電網による送電量(TWh)(2) 507.7 510.6 (2.9)

9 稼働中のスマートメーターを有するエンドユーザー(数)(2)(3) 45,824,963 45,169,318 655,645

9 配電及び送電網(km) 2,024,038 2,233,368 (209,330)

 エンドユーザー(数) 72,655,170 75,178,777 (2,523,607)

     

 エネルの電力販売量(TWh) 321.1 309.4 11.7

 エンドユーザーに対するガス販売量(十億立方メートル) 10.2 9.9 0.3

 個人顧客(数) 66,784,895 69,342,818 (2,557,923)

 －うち自由市場 27,864,392 24,839,600 3,024,792

     

11 需要反応容量(MW) 8,476 7,713 763

11 公共の充電地点(数)(2)(4) 22,617 18,069 4,548

11 貯蔵(MW) 760 375 385

(1) 2022年の管理された再生可能エネルギー容量及びバッテリーを含めると、再生可能エネルギー設備容量は59GWで、総発電

容量の66%に相当する。

(2) 2021年の数値は、より正確な計算を反映している。

(3) うち、第二世代スマートメーターは、2022年では25.2百万、2021年では23.5百万であった。

(4) ジョイント・ベンチャーにより管理されているものを含めた充電地点数は、2022年には23,122ヶ所、2021年には18,344ヶ

所となっていることに留意されたい。

 

2022年におけるエネルの純発電量は、2021年から5.2TWh増加（2.3%）した。この増加は、主にブラジル及び北米における風

力発電の増加（+5.5TWh）、イタリアにおける石炭発電所からの寄与分の増加（+5.9TWh）並びに、特にスペイン及びチリにお

ける複合サイクル発電所による発電の増加（+2.7TWh）を反映している。また、2022年にロシアの企業が完全に連結対象外と

なったことにより、石油、ガス及び複合サイクル電源のみに関連する発電量が11.2TWh減少したことにも留意されたい。

2022年12月末までに、当グループの純有効発電設備容量合計は、84.6GWとなり、2021年と比べて2.5GW減少した。2022年に

は、主に北米、ブラジル及びスペインにおいて1.8GWの新規風力発電設備が導入され、主にチリ、米国、スペイン及びインドに

おいて2.6GWの新規太陽光発電容量も導入された。純発電量との関連で既に述べたように、ロシアの全ての企業、合計5.3GWが

連結対象外となった。

2022年12月末の時点で、当グループの純有効再生可能発電設備容量は53.6GWに達し、2021年と比較して3.5GWの増加となり、

純有効発電設備容量全体の63.4%を占めている。
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配電及びアクセス、エコシステム並びにプラットフォーム

 

2022年 2021年 増減

エネルの配電網による送電量 TWh 507.7 510.6(1) (2.9) -0.6%  
SAIDI 平均分数 230.7 243.3 (12.6) -5.2%  
SAIFI 平均回数 2.6 2.8 (0.2) -7.1%  
稼働中のスマートメーターを有するエネ

ルのエンドユーザー(2)
数 45,824,963 45,169,318(1) 655,645 1.5%  

デジタル化されたエンドユーザー % 63% 60%  
 

エネルの電力販売量 TWh 321.1 309.4 11.7 3.8%  
－うち自由市場 TWh 198.3 176.0 22.3  
個人顧客 数 66,784,895 69,342,818 (2,557,923) -3.7%  
－うち自由市場 数 27,864,392 24,839,600 3,024,792  

 
公共の充電地点(3) 数 22,617 18,069(1) 4,548 20.1%  
需要反応容量 MW 8,476 7,713 763 9.9%  

(1) 2021年の数値は、より正確な計算を反映している。

(2) うち、第二世代スマートメーターは、2022年では25.2百万、2021年では23.5百万であった。

(3) ジョイント・ベンチャーにより管理されているものを含めた充電地点数は、2022年には23,122ヶ所、2021年には18,344ヶ

所となっていることに留意されたい。

 

　エネルの配電網による送電量は、2022年において合計507.7TWhとなり、2021年から2.9TWh減少（-0.6%）したが、これは主に

イタリア（-6.5TWh）に起因し、ブラジル（+1.4TWh）、アルゼンチン（+0.8TWh）、チリ（+0.7TWh）及びスペイン（+0.6TWh）

における増加を相殺して余りあるものであった。

　2022年の稼働中のスマートメーターを有するエネルのエンドユーザー数は、655,645の増加となり、主にイタリア

（+146,490）、スペイン（+103,134）及びブラジル（+83,272）において増加した。

我々の使命は、効率的でデジタル化された電力網を通じて、品質、アクセス性及び信頼性の高いサービスを提供することで

あり、電力を使用することで、全ての顧客のより持続可能なライフスタイルを実現することである。当グループは、配電シス

テム運営会社（DSO）として、「スマート」、モダン、フレキシブル及びデジタルという未来のグリッドを開発するためのエネ

ルギー移行の課題を受け入れてきた。エネルは、グリッドの先進的なデジタル化を活用して、リソース・コストの効率化及び

電化に関連する顧客体験の質の向上を実現し、最高レベルのサービスを実現することに新たに注力している。

この継続的な文化的進化は、世界最高のグリッド・オペレーターになるという我々の目標の中核をなしている。この野心的

な変化を支援するために、我々はGrid Futurability®を立ち上げたが、これは、今後数年間にわたってネットワークを更新、

強化及び拡大するためにエネルが採用している、国際的で顧客に焦点を当てたアプローチである。エネルは、Grid

Futurability®計画の範囲内で、グループの戦略に沿って、未来に向けて完全に脱炭素化されたグリッドを創出するために、主

要なステークホルダー（例えば、業界団体、大学及び研究所、その他のDSO、ベンダー、委託業者等）と積極的に関与すること

により、ゼロ・エミッションへの道を調整することを目標に、バリューチェーンの様々な関係者と共同で作業を開始した。

持続可能なインフラストラクチャーは、我々の「ゼロ・アンビション」計画の目標を達成するための鍵である。2022年に、

エネルは原材料消費の削減、経済的価値の最大化及び環境負荷の低減を目標に、「サステイナブル・バイ・デザイン」の概念

を適用してバリューチェーンを徹底的に見直し、生産プロセス及び資産デコミッショニングの再設計を行った。

　グリッドはまた、適切に再生させた場合、新しい資産又は他の生産チェーンの新しい製品の生産での動力として使用できる

「材料の鉱山」となる。「グリッドマイニング」として知られる手法を用いて、老朽化したグリッドインフラストラクチャー

から貴重な物質及びデバイスを回収するために、資産のバリューチェーン全体を分析し、社会的な側面を最大化することで環

境負荷と資源消費を最小化し、長期的な価値を創出することを目指している。
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従来の技術投資を超えて、エネルは、優先順位を特定し、循環経済ソリューション及びプロセスを通じて今後数年間でグ

リッドの更新、強化及び拡大を行い、とりわけ地域及び地域社会とグリッドとの統合を再考するために、農村部及び都市部の

両方の環境における顧客の様々なニーズを考慮する。

エネルは、持続可能で信頼性があり、安全な電力サービスへのアクセスを促進するとともに、このサービスが最も脆弱で最

もリスクの高い顧客を含むできるだけ多くの顧客に届くようにすることに責任を負っている。エネルギーへの普遍的なアクセ

スは、貧困と闘い、長期的に持続可能な経済成長を確保する上での主要な原動力の一つである。この点に関して、2022年12月

31日現在、農村部及び郊外地域の約690,000人が、新たなグリッド接続の恩恵を受けることができる。

また、配電システム運営会社（DSO）及びその他のエネルギー産業のプレイヤーに、革新的で、柔軟で、持続可能で統合され

たサービスを提供する新たな産業及び商業会社であるグリッドスペルタイズに関連する作業も継続中である。同社は、エネル

ギー移行の一環として、業界全体の電力網のデジタル変革を推進するのに役立つ信頼できるパートナーとして位置づけられて

いる。

2022年のエネルの電力販売量は321.1TWhとなり、前年と比べて11.7TWhの増加（+3.8%）となった。電力量は、主にイタリア

（+4.4TWh）、ラテンアメリカ（+7.2TWh）、チリ（+3.1TWh）及びブラジル（+2.4TWh)で増加した。加えて、2022年のエネルの

ガス販売量は、合計10.2十億立方メートルとなり、前年と比べて0.3十億立方メートルの増加となった。

　エネルの主導的地位は、我々がクオリティの高いサービスを提供する際の顧客への配慮により獲得されてきたものであり、

それは電力及び／又は天然ガスの提供にとどまらず、とりわけ当グループの顧客の認識及び満足度に関係した当グループの

サービスの無形の側面にまで及ぶ。

　居住向け及び事業向けの両方の市場のための当グループの製品を通して、エネルは、環境への影響を低減し、最も脆弱な住

民層に集中して、専用のサービスを提供している。実際に、当グループが事業を行う全ての国々では、全ての人々が平等に電

力にアクセスできるように、電気及びガス料金の支払において最も脆弱な住民層を補助する様々な形式の支援（しばしば政府

のイニシアチブに連動する。）が提供されている。

　エネルは、信頼性のある回答を提供し、信頼、協力及び対話に基づく永続的な関係を確立するために、市場ニーズを予測す

ることにより、高水準のサービス品質及び最大限の顧客満足度を確保することに取り組んでいる。近年では、新たな決済手段

の導入やデジタルチャネルの充実により、消費量を把握し、エネルギー効率を向上させる手段を顧客に提供している。エネル

では、エネルギー移行において顧客が果たす重要な役割を顧客に認識させることを目標としているため、再生可能エネルギー

の使用、リサイクル及び再利用、共有並びに廃棄物の削減という良い習慣を採用することで、地球への負荷を低減することを

選択した全ての個人の貢献を認識することに取り組んでいる。

2022年には、デジタル顧客、すなわちウェブやアプリでサインアップした顧客がエネルの全顧客の37%を占めた。

　エネルはまた、デジタル化及び新たなサービスの開発を拡大するための努力を継続している。エネルＸ・グローバル・リ

テールは、エネルギーの使用効率を高めるためにサービスのデジタル化を加速するとともに、家庭、企業及び行政においてク

リーンな電力をますます利用しやすく、一般的にする革新的な技術の開発をリードし続けている。

2022年には、消費者、企業及び都市の輸送における顧客体験の向上及び電化の支援を目的とした先進的な充電技術及び柔軟

なソリューションを開発するとともに、急速に成長している市場のニーズに応えるべく、電気自動車に特化した、より具体的

には電気自動車の充電インフラストラクチャーの拡大に特化した「エネルＸ・ウェイ事業ライン」を立ち上げた。

2022年のエネルの公共の充電地点は、主にイタリアとスペインで2021年と比べて4,548ヶ所増加し、22,617ヶ所に達した。
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気候変動への取組み並びに自然資本の保護及び活用

 

主な気候変動指標

 

  2022年 2021年 増減

温室効果ガス直接排出量－スコープ１ (百万teq) 53.1 51.6 1.5 2.9%

温室効果ガス非直接排出量－スコープ２（位置ベース）(1) (百万teq) 4.0 3.8 0.2 5.3%

温室効果ガス非直接排出量－スコープ２（市場ベース）(1) (百万teq) 6.1 6.1 - -

温室効果ガス非直接排出量－スコープ３(2) (百万teq) 75.8 70.5 5.3 7.5%

－うちガス販売に関連する排出 (百万teq) 22.9 22.3 0.6 2.7%

温室効果ガス直接実質排出量－スコープ１(3) (gCO2eq/kWh) 233 229 4 1.7%

発電に関する温室効果ガススコープ１排出量(4) (gCO2eq/kWh) 229 225 4 1.8%

統合電源に関する温室効果ガススコープ１及びスコープ３

排出量(4) (gCO2eq/kWh) 218 203 15 7.4%

二酸化硫黄実質排出量 (g/kWh) 0.07 0.07 - -

窒素酸化物実質排出量 (g/kWh) 0.32 0.35 (0.03) -8.6%

微粒子実質排出量 (g/kWh) 0.005 0.005 - -

ゼロ・エミッション発電の全体に対する割合 (%) 61.0 60.3 0.7 1.2%

直接燃料消費量合計 (Mtoe) 26.5 26.3 0.2 0.8%

火力発電所の平均効率性(5) (%) 42.8 42.9 -0.1 -0.2%

水源確保が困難な地域における取水量(6) (%) 19.3 23.0 -3.7 -16.1%

真水の実質取水量合計

(リット

ル/kWheq) 0.23 0.25 (0.02) -8.0%

二酸化炭素の参考価格 (ユーロ/ton) 78.17 53.24 24.93 46.8%

低炭素製品、サービス及び技術に係る通常EBITDA(7) (百万ユーロ) 13,900 17,298 (3,398) -19.6%

低炭素製品、サービス及び技術に係るCAPEX(8) (百万ユーロ) 13,351 12,305 1,046 8.5%

全体に対する低炭素製品、サービス及び技術に係るCAPEXの

割合(8) (%) 92.1 93.9 -1.8 -1.9%

(1) 2021年の数値は、新たなSBTi認証に沿って、発電のための揚水に関連する非直接排出量（スコープ２）に使用される計算

方法が変更されたことに伴い、より正確に計算されている。

(2) 2021年の数値は、グリッド工事に関連する排出量の計算に使用される方法の変更を反映し、より正確に計算されている。

(3) 実質排出量は、再生可能エネルギー発電、原子力発電及び火力発電（熱の寄与を含み、揚水発電を除く。）の合計に対す

る割合として、合計直接排出量（スコープ１）を考慮して計算されている。2021年の数値は、新たなSBTi認証に沿って、

実質直接排出量からの揚水発電の除外にも関連する注記１に記載されている計算方法の変更に伴い、より正確に計算され

ている。

(4) 2022年にSBTiが認定した新目標に対応するKPI。

(5) 平均効率性は、プラント資産について計算され、発電量により加重される。

(6) スペインの多数の原子力発電所の冷却水の取水量の計算方法が2022年に改良されたことに伴い、2021年のプロセス及びク

ローズドサイクル冷却水の取水量全体が再計算された。

(7) 2021年の数値は、制御モデルの変更によるガスマージンの変更を反映して調整されている。

(8) 2021年の数値は、リテール・ラタムがエネル・グリッド（I&N）に含まれたことを反映して調整されている。

 

エネルの気候変動対策へのコミットメントは、2022年に、地球温暖化を1.5°C未満に抑えるためにサイエンス・ベースド・

ターゲット・イニシアチブ（SBTi）によって認定された４つの目標から構成される、当グループのバリューチェーン全体にわ

たる直接排出量及び非直接排出量の両方をカバーする脱炭素化ロードマップの定義によって、新たな歴史的節目を迎えた。

エネルの新たな認定目標は、2021年に当社が設定した、ゼロ・エミッションへのコミットメントを2050年から2040年に10年

前倒しする目標に続くものである。

二酸化炭素換算の直接排出量（スコープ１）は、2021年から2.9%の増加となり、53.1百万トン相当となった。前年と比較し

て電力需要の増加により火力発電が増加したことが、年間の水力発電の減少を相殺した。

太陽光及び風力の寄与分の増加を反映して、2022年にエネルがゼロ・エミッションの供給源から調達した発電量は、総発電

量の61.0%に達し、2021年と比べて僅かに増加している。
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我々の発電所の操業に関連した環境負荷の低減は、利用可能な最善の技術及び最善の国際的なプラクティスの適用を通じて

追求される我々の戦略的目標である。

とりわけ、火力発電に関する大気汚染物質の排出量に関しては、2022年には、ガス発電所及びCCGT発電所からの総排出量の

減少を反映して、窒素酸化物排出量が絶対的にも実質的にも僅かに減少した。二酸化硫黄及び粉塵の排出量は2021年とほぼ同

じである。二酸化硫黄の実質排出量は0.07g/kWheq（2021年から横ばい）、窒素酸化物の実質排出量は0.32g/kWheq

（0.35g/kWheqとなった2021年と比べて-９%）、粉塵の実質排出量は0.005g/kWheqとなり、2021年から横ばいであった。

 

自然資本の保護及び開発

 

自然資本の保護及び気候変動対策は、我々が事業を行う地域社会の持続可能な経済開発を促進するために、計画並びに事業

運営及び開発に組み込まれる戦略的要素であり、エネルギー市場における当社のリーダーシップを強化するための決定要因で

ある。

エネルギー企業として、我々の事業は、天然資源に依存すると同時に、天然資源に影響を与えるものでもある。そのため、

国際的な自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）の枠組みに沿って、リスク及び機会の評価をグループ・ガバナンス及

び意思決定プロセスに統合し、時間をかけて具体的な目標を設定するようにしている。

我々のエネルギーミックスの脱炭素化は、自然への負荷を低減し、生息地を再生し、生態系サービスの利益を地域社会と共

有するという目標とともに、我々の持続可能性戦略の基礎となっている。

 

責任ある水資源の管理

 

  2022年 2021年(1) 増減

総取水量 (百万立方メートル) 76.0 73.1 2.9 4.0%

水源確保が困難な地域における取水量 (%) 19.3 23.0 -3.7 -16.1%

真水の実質取水量合計 (リットル/kWheq) 0.23 0.25 (0.02) -8.0%

総消費水量 (百万立方メートル) 45.2 43.9 1.3 3.0%

水源確保が困難な地域における消費水量 (%) 20.6 24.0 3.4 -14.2%

(1) スペインの多数の原子力発電所の冷却水の取水量の計算方法が2022年に改良されたことに伴い、2021年のプロセス及びク

ローズドサイクル冷却水の取水量全体が再計算された。

 

　水は、特に火力発電及び原子力発電において必須の要素であるが、特に太陽光や風力といった自然エネルギーへの移行が

徐々に進んでおり、我々の全体的な水需要は減少している。発電に必要な水は、「希少でない」水源（すなわち、海水）及び

希少な水源（すなわち、地表及び地下の真水並びに民間利用の水）から得られる。2022年から、エネルは、真水の実質取水量

を削減するための新たなより困難な目標を採用し、水資源の保全に対するコミットメントを新たにし、再活性化した。2022年

の真水の実質取水量は0.23リットル/kWheqとなり、2021年（0.25リットル/kWheq）から僅かに減少した。

　水源の最も効率的な管理を確保するために、エネルは、水不足のリスクを抱える地域（水源確保が困難な地域）に所在する

全ての発電用地を継続的に監視している。とりわけ、「危機的な」発電用地(1)として特定された発電用地、すなわち、工程上

の必要性から真水を引き入れているような水源確保が困難な地域に所在する用地では、消費を最小限に抑え、希少でない水源

（すなわち、海水及び工業用水又は廃水からの取水を最大化するために、水管理方法が分析されている。

エネル・グループの総発電量の約13.3%は、水源確保が困難な地域における真水を使用したものである。

 

(1) 世界資源研究所の水リスク地図情報に定められている「（最低基準）水源確保が困難」な状態に関連したGRI基準に沿っ

てマッピングされている。
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生物多様性に対するエネルのコミットメント

 

エネルは、ますます多くの国で発電用地及びその周辺の生物多様性の管理及び保全を幅広く経験している。2019年、エネル

は、開発及び操業から廃止まで、我々の発電所の全ライフサイクルを通じて生物多様性への影響を管理するための原則及び手

順を設定したグループ・ガイドラインを採用した。

生物多様性及び自然への潜在的な影響を特定することは、緩和の階層に沿って、関連する影響を回避、最小化、是正又は相

殺するための最も効果的な戦略を決定するために必須である。同様に、生物多様性及び自然資本に依存する全てのものを特定

することで、それらに起因する当社にとってのリスクを抑制するための最善の戦略を特定することができる。

2022年には、操業中の発電所及びその周辺の種や自然生息地を保護するための200件のプロジェクトを実施し、そのうち80件

は政府、非政府組織及び大学と連携して開発され、総投資額は11.9百万ユーロとなった。これらのプロジェクトは世界中で実

施された。生物多様性への負荷を軽減するために、関連する方針を適用した措置の例は、以下のアドレスのEnel.comの

Sustainabilityのセクションで閲覧可能である。

https://www.enel.com/investors/sustainability/strategy-sustainable-progress/biodiversity

また、2022年には、主にブラジル、チリ、スペイン及び北米において、影響を受けた固有種の保護及び監視を目的とした、

建設中の発電所に関連するプロジェクトをさらに63件実施し、総投資額は6.4百万ユーロ超となった。

 

次へ
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当グループの業績

 (単位：百万ユーロ)

 通常損益計算書(1) 損益計算書

 2022年 2021年 増減 2022年 2021年(2) 増減

収益 143,009 88,006 55,003 62.5% 140,517 85,719 54,798 63.9%

費用 125,692 71,318 54,374 76.2% 122,964 71,009 51,955 73.2%

コモディティ契約から生じ

た純損益
2,366

2,522
(156) -6.2% 2,365 2,523 (158) -6.3%

売上総利益 19,683 19,210 473 2.5% 19,918 17,233 2,685 15.6%

減価償却費、償却費及び減

損損失
7,554

6,975
579 8.3% 8,725 9,682 (957) -9.9%

営業利益／（損失） 12,129 12,235 (106) -0.9% 11,193 7,551 3,642 48.2%

金融収益 8,305 5,420 2,885 53.2% 8,287 5,403 2,884 53.4%

金融費用 10,812 8,247 2,565 31.1% 10,743 8,147 2,596 31.9%

純金融費用 (2,507) (2,827) 320 11.3% (2,456) (2,744) 288 10.5%

持分法による投資利益／

（損失）
27

102
(75) -73.5% 4 571 (567) -99.3%

税控除前利益／（損失） 9,649 9,510 139 1.5% 8,741 5,378 3,363 62.5%

法人税 2,622 2,831 (209) -7.4% 3,523 1,620 1,903 -

継続事業からの利益／（損

失）
7,027

6,679
348 5.2% 5,218 3,758 1,460 38.9%

非継続事業からの利益／

（損失）
-

-
- - (2,298) 99 (2,397) -

当年度利益（親会社株主及

び非支配持分）
7,027

6,679
348 5.2% 2,920 3,857 (937) -24.3%

親会社株主に帰属 5,391 5,593 (202) -3.6% 1,682 3,189 (1,507) -47.3%

非支配持分に帰属 1,636 1,086 550 50.6% 1,238 668 570 85.3%

(1) 通常損益計算書には、臨時項目は含まれていない。結果の要約は、売上総利益、営業利益及び当期利益（親会社株主に帰

属）の合計について報告された数値と通常の数値との調整を示している。

(2) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。
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収益

 (単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年(1) 増減

電力販売 69,340 45,053 24,287 53.9%

送電 11,096 10,606 490 4.6%

ネットワーク事業者からの手数料 979 800 179 22.4%

機関市場事業者からの繰入金 1,667 833 834 -

ガス販売 8,970 4,744 4,226 89.1%

ガス輸送 80 599 (519) -86.6%

燃料販売 5,605 1,791 3,814 -

電力及びガスのネットワークへの接続手数料 826 769 57 7.4%

建設契約からの収益 1,672 1,268 404 31.9%

期間中に決済された契約に係る現物決済を伴うコモディ

ティの売却と公正価値の損益
32,987 13,422 19,565 -

付加価値サービス販売 1,384 1,092 292 26.7%

その他の収益 5,911 4,742 1,169 24.7%

合計 140,517 85,719 54,798 63.9%

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

 

　収益は、2021年に計上された85,719百万ユーロから63.9%増加して2022年において54,798百万ユーロとなった。平均価格が上

昇する文脈において、この変動は主にエネルギーの生産量及び取引量の増加、（特にイタリア及びスペインにおける）販売量

の増加、ブラジルにおける金利調整、ラテンアメリカにおける配電の増加並びに為替の好影響に起因する。

　2022年の収益には、チリにおける送電資産売却に係る臨時利益1,051百万ユーロ、ユフィネット（220百万ユーロ）及びグ

リッドスペルタイズ（合計520百万ユーロ）に対する保有持分の一部売却に係る通常利益並びにムーニー・グループ・エスピー

エーへの多数の会社の売却に係る通常利益（67百万ユーロ）が含まれている。一方、2021年の収益には、オープン・ファイ

バー・エスピーエーに対する保有持分の売却に係る1,763百万ユーロの通常利益が含まれていた。

 

費用

 (単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年(1) 増減

電力購入 46,955 27,404 19,551 71.3%

発電のための燃料消費 9,286 4,050 5,236 -

取引用燃料及びエンドユーザー向け販売用ガス 40,742 16,414 24,328 -

原料 3,534 3,410 124 3.6%

人件費 4,571 5,140 (569) -11.1%

サービス、リース及びレンタル 16,606 15,663 943 6.0%

その他の営業費用 4,685 1,969 2,716 -

資産計上された費用 (3,415) (3,041) (374) -12.3%

合計 122,964 71,009 51,955 73.2%

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

 

　費用の増加は、主に生産量の増加及び適用される平均価格の上昇に関連したエネルギー商品供給の増加（49,115百万ユー

ロ）の結果である。

　マイナスの影響は、セルグ・ティストリビューソォン・エスエー－セルグ・ディー（エネル・ゴイアス）及びブラジルのCGT

フォルタレザの合計349百万ユーロでの売却によるものでもあった。
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コモディティ契約から生じた純損益

　2022年のコモディティ契約から生じた純損益は、主に市場価格の変動に起因して、前年と比べて158百万ユーロ減少した。

 

通常売上総利益／（損失）

以下の表は、事業ライン別の売上総利益／（損失）を示している。

 (単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

火力発電及び取引 6,094 1,702 4,392 -

エネル・グリーン・パワー 3,779 4,815 (1,036) -21.5%

エネル・グリッド 8,276 7,663 613 8.0%

エンドユーザー市場 1,122 3,086 (1,964) -63.6%

エネルＸ(1) 673 356 317 89.0%

ホールディング、サービス及びその他(1) (261) 1,588 (1,849) -

合計 19,683 19,210 473 2.5%

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス

及びその他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されてい

る。

 

　通常売上総利益は合計19,683百万ユーロとなり、2021年から473百万ユーロ増加した。2021年におけるオープン・ファイ

バー・エスピーエーに対する保有持分の売却益（1,763百万ユーロ）、並びに2022年におけるユフィネット及びグリッドスペル

タイズに対する持分の一部売却益並びにムーニー・グループ・エスピーエーへの多数の会社の売却益（合計807百万ユーロ）の

計上を伴うスチュワードシップ経営の影響を除くと、通常売上総利益は2021年に比べ1,429百万ユーロ増加した。この業績は、

火力発電及び取引、エネル・グリーン・パワー、エンドユーザー市場及びエネルＸの各事業の統合による統合マージン（1,422

百万ユーロ）の推移に加え、エネル・グリッドの業績の寄与により達成された。

　より具体的には、火力発電及び取引に起因するマージンの改善がイタリア及びスペインにおける劣悪な水環境に関連した水

力発電の大幅な減少を相殺し、顧客に十分に移転されなかった供給コストの増加に関連した欧州のエンドユーザー市場のマイ

ナスの変動を吸収した。通常売上総利益の増加はまた、金利調整及び為替レートの推移による主にラテンアメリカにおけるグ

リッドの推移も反映している。

 

売上総利益／（損失）

(単位：百万ユーロ)

 2022年

 

火力発電

及び

取引

エネル・

グリーン・

パワー

エネル・グ

リッド

エンド

ユーザー

市場 エネルⅩ

ホールディ

ング、サー

ビス及びそ

の他 合計

通常売上総利益／（損

失）
6,094 3,779 8,276 1,122 673 (261) 19,683

非通常買収・合併 (137) - 839 - - - 702

エネルギー移行及びデジ

タル化費用
(212) (51) (23) (2) (1) (8) (297)

非継続事業 (42) (246) 38 125 (20) 8 (137)

COVID-19費用 (6) (5) (16) (2) - (4) (33)

売上総利益／（損失） 5,697 3,477 9,114 1,243 652 (265) 19,918
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(単位：百万ユーロ)

 2021年(1)

 

火力発電

及び

取引

エネル・

グリーン・

パワー

エネル・グ

リッド

エンド

ユーザー

市場 エネルⅩ(2)

ホールディ

ング、サー

ビス及びそ

の他(2) 合計

通常売上総利益／（損

失）
1,702 4,815 7,663 3,086 356 1,588 19,210

エネルギー移行及びデジ

タル化費用
(795) (47) (423) (94) (15) (216) (1,590)

非継続事業 (86) (191) (110) 43 (15) 25 (334)

COVID-19費用 (8) (7) (30) (2) - (6) (53)

売上総利益／（損失） 813 4,570 7,100 3,033 326 1,391 17,233

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

(2) エネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス及びそ

の他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。

 

　戦略的に重要でなくなった一部の海外投資を廃止する計画の範囲内で、エネル・トランスミシオン・チリ並びにブラジルの

火力発電会社であるCGTフォルタレザ及び配電会社であるセルグ・ティストリビューソォン・エスエー－セルグ・ディー（エネ

ル・ゴイアス）が2022年に売却された。これらの売却により、エネル・トランスミシオン・チリは1,051百万ユーロの利益を、

エネル・ゴイアス（208百万ユーロ）及びCGTフォルタレザ（135百万ユーロ）は損失を計上した。

 

通常営業利益／（損失）

 (単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

火力発電及び取引 5,253 729 4,524 -

エネル・グリーン・パワー 2,230 3,480 (1,250) -35.9%

エネル・グリッド 5,254 4,813 441 9.2%

エンドユーザー市場 (435) 1,753 (2,188) -

エネルⅩ(1) 362 120 242 -

ホールディング、サービス及びその他(1) (535) 1,340 (1,875) -

合計 12,129 12,235 (106) -0.9%

(1) エネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス及びその

他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。

 

2022年の通常営業利益／（損失）は、通常営業総利益／（損失）について上記のとおり述べられた要因並びに年度中にラテ

ンアメリカで販売及び再生可能エネルギー事業の範囲内で認識された減価償却費及び償却費の増加の結果として106百万ユーロ

減少した。
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営業利益／（損失）

(単位：百万ユーロ) 
 2022年  

 

火力発電

及び

取引

エネル・

グリーン・

パワー

エネル・グ

リッド

エンド

ユーザー

市場 エネルⅩ

ホールディ

ング、サー

ビス及びそ

の他 合計

通常営業利益／（損失） 5,253 2,230 5,254 (435) 362 (535) 12,129

非通常買収・合併 (500) - 12 - - - (488)

エネルギー移行及びデジタ

ル化費用並びに減損損失
(287) (51) (23) (2) (1) (8) (372)

非継続事業 (28) (193) 120 151 (17) 9 42

COVID-19費用 (6) (5) (16) (2) - (4) (33)

その他の変動 (47) (11) (15) (12) - - (85)

営業利益／（損失） 4,385 1,970 5,332 (300) 344 (538) 11,193

 

(単位：百万ユーロ) 
 2021年(1)  

 

火力発電

及び

取引

エネル・

グリーン・

パワー

エネル・グ

リッド

エンド

ユーザー

市場

エネルⅩ

(2)

ホールディ

ング、サー

ビス及びそ

の他(2) 合計

通常営業利益／（損失） 729 3,480 4,813 1,753 120 1,340 12,235

エネルギー移行及びデジタ

ル化費用並びに減損損失 (1,819) (47) (423) (94) (15) (216) (2,614)

スペインにおけるエネル

ギー発電所の簿価引下げ-

半島外地域、メキシコ及び

オーストラリア (1,488) (185) - - - - (1,673)

その他の減損損失 - (159) (12) - 1 (45) (215)

非継続事業 (56) (131) (22) 66 (12) 26 (129)

COVID-19費用 (8) (7) (30) (2) - (6) (53)

営業利益／（損失） (2,642) 2,951 4,326 1,723 94 1,099 7,551

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

(2) エネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス及びそ

の他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。

 

上記の売上総利益に関する項目に加え、最も重要な債券の経常項目には、以下が含まれる。

・アルゼンチンの会社であるエネル・ジェネラシオン・コンスタネラ・エスエー及びセントラル・ドック・スードに関連する

調整。これらの会社については、売却交渉が進行中であり、その結果、売却目的保有の資産に分類されている。

・主にイタリアの関連引当金、チリの様々な発電所の簿価引下げ及びコロンビアのカルタゲナ発電所の減損を含む、エネル

ギー移行及びデジタル化のための費用及び調整。

・IFRS第５号に従い、ルーマニア及びギリシャで保有する資産の業績の「非継続事業からの利益／（損失）」に分類され、通

常の目的では継続事業として適切な項目に分類される非継続事業。

・主に半島地域及び非半島地域に関連するスペインの特定のプロジェクトの簿価引下げ並びにFunacの債権の調整を含むその他

の変動。
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非継続事業からの利益／（損失）

非継続事業からの利益／（損失）には、「IFRS第５号－売却目的で保有する非流動性資産及び非継続事業」に基づくロシ

ア、ルーマニア及びギリシャの会社の非継続事業への分類の影響が計上される。より具体的には、かかる数値には為替換算準

備金の戻入れ1,054百万ユーロ及び簿価引下げ497百万ユーロに起因する1,551百万ユーロの利益への全体的なマイナスの影響を

含むロシアの会社の売却の影響と、取引相手との進行中の交渉に基づきルーマニアの会社の純資産を推定実現可能価額まで調

整するための696百万ユーロの調整が含まれている。2021年の数値は、2022年との比較のためにのみ調整されていることに留意

されたい。詳細は、連結財務書類注記６を参照のこと。

 

グループ通常利益

2022年のグループ通常利益は、前年同時期の5,593百万ユーロと比べて、5,391百万ユーロとなった。

通常利益の減少は、非支配持分の増加によるマイナスの影響が過年度の負債管理に関する財務業務の効率化により部分的に

相殺されたこと、及び税負担の軽減により悪化した。

 

 (単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年

グループ通常利益 5,391 5,593

非継続事業に分類された会社の減損損失 (1,992) -

法令第21/2022号及び法律第197/2022号に基づく連帯税 (724) -

非通常買収・合併 (716) -

エネルギー移行及びデジタル化費用並びに減損損失 (189) (1,839)

COVID-19費用 (23) (36)

スロベンスケ・エレクトラーネにおける投資の売却に関連する資産の簿価引下げ (18) 540

その他の変動 (47) (42)

エネルギー発電所の簿価引下げ - (1,027)

グループ利益 1,682 3,189

 

電気料金の値上げから利用者を保護するメカニズムへの寄与（121百万ユーロ）並びに法令第21/2022号及び法律第197/2022

号それぞれによりイタリアで導入された連帯税（603百万ユーロ）がグループ利益に及ぼす影響に留意されたい。

 

エネルの事業の欧州のタクソノミーとの適合性に関するステートメント

 

財務指標の計算プロセス

エネルは、全ての経済活動をバリューチェーンに沿って次の３つのカテゴリー（適格-適合、適格-非適合及び非適格）に分

類する具体的な導入プロセスを実施した。

各経済活動に関連する財務指標の計算は、個別のプロセスを用いて行われ、その中で、以下の基準を実施し、以下の検討を

行った。

・欧州のタクソノミー規則で要求される３つの財務指標である売上高（収益）、資本支出（capex）及び営業支出（opex又は通

常営業費用）は、適格性分析に従って計算された。

・明示的に要求されていないが、エネルは、通常売上総利益についても評価を行った。この指標は、エネルのような統合型電

力会社の実際の財務成績を最もよく表していると考えている。

・財務情報は、エネル・グループが使用する会計システム、又は各事業ラインが使用する管理システムから収集された。しか

し、より詳細な数値の記載を提供するため、又は全体的な適格性-適合性の計算から一定の特定の活動を除外するために、い

くつかの例外も設定された（非適合である水力発電や、適格-適合の供給システムのうち適格-非適合とみなされるインフラ

等）。例として、以下のプロキシーが使用された。

－水力発電：その発電量に2021年及び2022年の平均ユニット収益を乗じたものを考慮して、適格-非適合の水力発電所を除外

した。このアプローチは、資本支出、通常営業費用及び通常売上総利益にも拡張して適用された。

－供給：温室効果ガスの排出強度が100gCO2eq/kWhの閾値を超える発電所と、変電所又はネットワークとの間の新規接続は、

その電力（MW）に2021年及び2022年の平均収益（千ユーロ/MW）を乗じたものを考慮して除外された。このアプローチは、

収益と資本支出にのみ適用された。
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・報告された財務データの合計は、「セグメント」の数値を参照しており、第三者やセグメント間取引に関する項目を含む。

・財務指標は、電気とガスの販売を全て非適格として報告している。

・2021年の数値は、以下の方法変更を考慮し、再表示されている。

－ガス化石燃料による発電：補完的委任法で定められた基準の適用により、適格-非適合であるとみなされた（以前は非適格

であると報告されていた。）。

－送配電：コロンビアの配電活動の適格性は、過去５年間に設定された新しい再生可能エネルギー容量に関連する国の電力

システムからの最新情報を考慮して再定義され、適格-適合から適格-非適合へとステータスが変更された。さらに、ライ

フサイクルを通じて測定した温室効果ガスの排出強度が100gCO2eq/kWhを超える発電所と、変電所又はグリッドとの間の直

接接続の新規設定又は既存の直接接続の拡張を目的としたインフラを特定する基準について、微調整が行われた。

－電力の小売販売：気候委任法にその活動が明示されていない点で、適格でないとみなされた（以前は適格であると宣言さ

れていた。）。

－エネルⅩ・グローバル・リテール: 分散型電源の範囲にあるガス化石燃料からの熱電併給（CHP）は、補完的委任法に定め

られた基準の適用により、適格-非適格とみなされるようになった（以前は非適格とみなされていた。）。

－資本支出：欧州委員会委任規則（EU）第2012/2178号で要求されている「IFRS第16号-リース」53項(h)に基づき、認識した

費用を考慮する。

・合計の収益、資本支出、通常売上総利益及び営業費用の実際の額は、個々の活動それぞれの収益、投資、通常売上総利益及

び営業費用に対応している。個々のKPI（重要業績評価指標）のレベルは、当グループの合計の収益／資本支出／通常売上総

利益のうち個々の経済活動に対応している（通常営業費用を除く。その合計はタクソノミー上要求される種類の費用のみを

指す。）。個々の経済活動の収益／資本支出／通常売上総利益／通常営業費用のシェアは、気候変動緩和目的に貢献する。

気候変動緩和目的は、気候変動適応目的よりも関連性が高く、また他の環境目的の基準がまだ使われていないため、気候変

動緩和目的に対してのみ適合性分析が行われたことからも、気候変動緩和目的は、EUタクソノミーの唯一の目的である。

2022年のキャピタル・マーケッツ・デイに、エネルは、当グループの気候変動緩和への貢献に、2023年から2025年の期間の

capexを80%適合させると発表した。

 

総合的なパフォーマンス

2022年に、気候変動緩和目的への実質的な貢献、他の環境目的を害さない（DNSH）原則の尊重及び最低限の社会的セーフ

ガードの確保により、我々の経済活動がEUのタクソノミーに適合するレベルは、以下のとおり報告されている。

2022年に、売上高（収益）の21.4%がEUのタクソノミーに適合した事業活動によって生み出された（2021年は33.9%）。

（注：2021年の数値は、「財務指標の計算プロセス」に記載した方法変更に基づき再計算されている。）

2022年の収益は、2021年に比べて実際の額は大きく増加した。この増加は、主に価格上昇と火力発電の増加により、ガスか

らの発電等タクソノミー上非適合である事業や、電気・ガスの取引・販売や石炭火力発電等その他の非適格な活動で見られ

た。その結果、適合である収益は12%減少した。

2022年に、営業費用（opex）の66.9%は、EUのタクソノミーに適合した事業活動によって生み出された（2021年は60.8%）。

（注：2021年の数値は、「財務指標の計算プロセス」に記載した方法変更に基づき再計算されている。）

2022年に、主に再生可能エネルギーの生産及びタクソノミー上適合である供給活動で発生した維持費用の増加により、タク

ソノミー上適格／適合である活動のopexのパーセンテージは2021年と比較して増加した。

2022年において、通常売上総利益（EBITDA）の56.7%は、EUのタクソノミーに適合した事業活動によって生み出された（2021

年は63.9%）。（注：2021年の数値は、「財務指標の計算プロセス」に記載した方法変更に基づき再計算されている。）

タクソノミー上適格／適合である活動のEBITDAのパーセンテージは、主に収益の変動により2021年から2022年にかけて減少

した（詳細は上記を参照のこと。）。
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2022年に、資本支出（capex）の81.9%は、EUのタクソノミーに適合した事業活動によって生み出された（2021年は82.0%）。

（注：2021年の数値は、「財務指標の計算プロセス」に記載した方法変更に基づき再計算されている。）

タクソノミー上適格-適合である活動の2022年の実際のcapexは、これらの活動に関する2022-2024年戦略計画における2022年

の計画上の数値よりも4.5%高い。この差は、主に、適格-適合である活動のcapexの実際の額が計画と比べて大きかったこと

（0.5十億ユーロ超）、また一部は2022-2024年戦略計画では考慮されていなかった「IFRS第16号-リース」53項(h)に従って認

識した費用の統合等EUタクソノミーの会計処理に調整が行われたことに起因している。

 

電力販売活動の観点から見た総合的な業績

EUタクソノミーの気候委任法では、電力小売業（NACE D35.1.4）は、気候変動の緩和に大きく寄与しないという前提で、明

示的に含まれていない。しかし、電力小売は、エネルギーバリューチェーンの基本的なセグメントである。持続可能なエネル

ギーシステムの定義からこの活動を除外することは、EU市場の自由化が果たす重要な役割、ひいては脱炭素化されたエンド

ユーザー消費の努力と価値を阻害するものである。

さらに、再生可能エネルギーによる電化は、クリーンで利用しやすく、ハイイールドであるという点で、気候変動に対処す

るための最も効率的で費用対効果の高いソリューションであり、真のクリーンエネルギーシステムを実現する唯一の方法であ

る。しかし、エネルギーの最終消費を持続的に電化するためには、クリーンなエネルギー生産技術だけでなく、エネルギーの

小売販売を行う企業が、エンドユーザーのエネルギー需要を満たすために、再生可能エネルギーを提供することが必要であ

る。

これらの理由から、エネルは、EUのタクソノミーでは、電力の小売を適格な活動として明示的に考慮し、その適合性は、発

電の活動に使われるものと同じ基準に基づくべきであると考える。このように、エンドユーザーへの電力販売は、生産源とつ

ながっているため、再販業者が持続可能な資源から電力を販売するインセンティブが働く。このような状況の中で、統合型電

力会社の役割はさらに重要なものとなる。同じグループ内の異なる会社で電力の生産と小売を行っているが、これらの電力会

社は、エネルギーバリューチェーン全体をよりグローバルで統一的な視点で捉えて活動モデルを管理している。

以下は、電力小売がタクソノミー上適格であり、発電と同じ基準を適用して適合性を判断した場合の全体の数値の提示であ

る。この数値は、イタリアとスペインで実施されている生産源保証の仕組みに基づいている。この仕組みは、実際に再生可能

な資源を生産源とする電力再販業者が販売する電力のパーセンテージについて消費者に透明性を提供し、それによって発電活

動に関連するEUタクソノミーの既存の基準を満たす。

その結果、電力販売収入は、生産源保証を用いるイタリア及びスペインのグループ会社による電力小売販売量に基づき（各

国当局の提供する数値に基づく。）、平均単価収入を適用して測定されている。このアプローチは、capex、opex、通常売上総

利益（EBITDA）についても採用されている。二重計上を避けるため、セグメント別の適格収益は、セグメント間取引（エネ

ル・グリーン・パワー、エネル・グリッド及びリテール間）を控除して表示している。
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電力小売販売業績 単位 2022 2021

通常売上総利益（EBITDA)

- 適格-適合 % 57.6 67.0

- 適格-非適合 % 19.2 18.5

- 非適格 % 23.2 14.5

合計 百万ユーロ 19,683 19,210

ターンオーバー（売上高）

- 適格-適合 % 30.2 40.4

- 適格-非適合 % 34.2 35.5

- 非適格 % 35.6 24.1

合計 百万ユーロ 143,009 88,006

capex（資本支出）

- 適格-適合 % 83.0 82.7

- 適格-非適合 % 9.2 9.6

- 非適格 % 7.8 7.7

合計 百万ユーロ 15,088 13,831

営業費用（opex)

- 適格-適合 % 66.9 61.1

- 適格-非適合 % 14.2 15.7

- 非適格 % 18.9 23.2

合計 百万ユーロ 1,050 1,029

 

業績の内訳

以下のデータは、特定のエネルギー・セクターにおける経済活動に関する委任規則（EU）第2021/2139号及びそれらの経済活

動に特有の情報の開示に関する委任規則（EU）第2021/2178号を改正する、2022年３月９日の欧州委員会委任規則（EU）第

2022/1214号に従って報告している。

 

テンプレート１－原子力・化石ガス関連活動

原子力エネルギー関連活動

１

この事業は、燃料サイクルからの廃棄物を最小限に抑えた上で原子力プロセスからエネルギーを生成

する革新的な発電施設の研究、開発、実証及び展開を実施し、それに資金提供を行い、又はそのエク

スポージャーを有する。

いいえ

２

この事業は、地域熱供給や水素生成などの産業プロセスを含む電気やプロセス熱を生成する新しい原

子力施設の建設と安全な運営、及び利用可能な最良の技術を用いた安全なアップグレードを実施し、

それらに資金提供を行い、又はそれらに関するエクスポージャーを有する。

いいえ

３

この事業は、地域熱供給や原子力からの水素生成等の産業プロセスを含め、電気やプロセス熱を生成

する既存の原子力施設の安全な運営やその安全なアップグレードを実施し、それに資金提供を行い、

又はそのエクスポージャーを有する。

はい

化石ガス関連活動

４
この事業は、化石ガス燃料を使用して電気を生成する発電施設の建設又は運営を実施し、それに資金

提供を行い、又はそのエクスポージャーを有する。
はい

５
この事業は、化石ガス燃料を使用する熱冷却複合発電施設の建設、改修及び運営を実施し、それに資

金提供を行い、又はエクスポージャーを有する。
いいえ

６
この事業は、化石ガス燃料を使用して熱／冷供給する熱生成施設の建設、改修及び運営を実施し、そ

れに資金提供を行い、又はエクスポージャーを有する。
いいえ
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上表のとおり、エネルに適用ある活動は、既存の原子力発電所の安全運営とガス化石燃料を使用する発電所の運営に関する

ものだけである。１番の活動は100%非適格であり、一方２番の活動は100%適格-非適合である。したがって、以下の表は、補完

的委任法の付属書のテンプレート４と５を参照している。委任法の残りのテンプレートは、エネルのビジネスモデルには適用

されない。また、気候変動適応目的の適合性分析に十分なデータがないため、気候変動緩和目的にのみに関連する情報を掲載

している。

 

テンプレート４－タクソノミー上適格であるが、タクソノミー上非適合である経済活動

 

欧州のタクソノミーに基づく売上高（収益）

経済活動

気候変動緩和

金額（単位：

百万ユーロ）
%

委任規則第2021/2139号の付属書Ⅰ及びⅡの4.29項で言及される、タクソノ

ミー上適格であるがタクソノミー上非適合である経済活動の、適用されるKPI

の分母に対する量と割合

9,506 6.6

上記１～６番で言及されていない、その他のタクソノミー上適格であるがタク

ソノミー上非適合である経済活動の、適用されるKPIの分母に対する量と割合
1,774 1.2

タクソノミー上適格であるがタクソノミー上非適合である経済活動の、適用さ

れるKPIの分母に対する量と割合（合計）
11,280 7.8

 

欧州のタクソノミーに基づくcapex（資本支出）

経済活動

気候変動緩和

金額（単位：

百万ユーロ）
%

委任規則第2021/2139号の付属書Ⅰ及びⅡの4.29項で言及される、タクソノ

ミー上適格であるがタクソノミー上非適合である経済活動の、適用されるKPI

の分母に対する量と割合

393 2.6

上記１～６番で言及されていない、その他のタクソノミー上適格であるがタク

ソノミー上非適合である経済活動の、適用されるKPIの分母に対する量と割合
563 3.7

タクソノミー上適格であるがタクソノミー上非適合である経済活動の、適用さ

れるKPIの分母に対する量と割合（合計）
956 6.3

 

欧州のタクソノミーに基づく営業費用（opex）

経済活動

気候変動緩和

金額（単位：

百万ユーロ）
%

委任規則第2021/2139号の付属書Ⅰ及びⅡの4.29項で言及される、タクソノ

ミー上適格であるがタクソノミー上非適合である経済活動の、適用されるKPI

の分母に対する量と割合

93 8.9

上記１～６番で言及されていない、その他のタクソノミー上適格であるがタク

ソノミー上非適合である経済活動の、適用されるKPIの分母に対する量と割合
42 4.0

タクソノミー上適格であるがタクソノミー上非適合である経済活動の、適用さ

れるKPIの分母に対する量と割合（合計）
135 12.9
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欧州のタクソノミーに基づく通常売上総利益（EBITDA）

経済活動

気候変動緩和

金額（単位：

百万ユーロ）
%

委任規則第2021/2139号の付属書Ⅰ及びⅡの4.29項で言及される、タクソノ

ミー上適格であるがタクソノミー上非適合である経済活動の、適用されるKPI

の分母に対する量と割合

2,492 12.7

上記１～６番で言及されていない、その他のタクソノミー上適格であるがタク

ソノミー上非適合である経済活動の、適用されるKPIの分母に対する量と割合
569 2.9

適用されるKPIの分母に含まれる、タクソノミー上適格であるがタクソノミー

上非適合である経済活動の、適用されるKPIの分母に対する量と割合（合計）
3,061 15.6

 

テンプレート５－非適格の経済活動の分類

 

欧州のタクソノミーに基づく売上高（収益）

経済活動

気候変動緩和

金額（単位：

百万ユーロ）
%

委任規則第2021/2139号の付属書Ⅰ及びⅡの4.28項に従いタクソノミー上非適

格であるテンプレート１の３番に言及される経済活動の、適用されるKPIの分

母に対する量と割合

1,572 1.1

上記１～６番で言及されていないその他のタクソノミー上非適格である経済活

動の、適用されるKPIの分母に対する量と割合
99,521 69.6

タクソノミー上非適格である経済活動の、適用されるKPIの分母に対する量と

割合（合計）
101,093 70.7

 

欧州の税法に基づくcapex（資本支出）

経済活動

気候変動緩和

金額（単位：

百万ユーロ）
%

委任規則第2021/2139号の付属書Ⅰ及びⅡの4.28項に従いタクソノミー上非適

格であるテンプレート１の３番に言及される経済活動の、適用されるKPIの分

母に対する量と割合

142 0.9

上記１～６番で言及されていないその他のタクソノミー上非適格である経済活

動の、適用されるKPIの分母に対する量と割合
1,639 10.9

タクソノミー上非適格である経済活動の、適用されるKPIの分母に対する量と

割合（合計）
1,781 11.8

 

欧州のタクソノミーに基づく営業費用（opex）

経済活動

気候変動緩和

金額（単位：

百万ユーロ）
%

委任規則第2021/2139号の付属書Ⅰ及びⅡの4.28項に従いタクソノミー上非適

格であるテンプレート１の３番に言及される経済活動の、適用されるKPIの分

母に対する量と割合

87 8.3

上記１～６番で言及されていないその他のタクソノミー上非適格である経済活

動の、適用されるKPIの分母に対する量と割合
126 12.0

タクソノミー上非適格である経済活動の、適用されるKPIの分母に対する量と

割合（合計）
213 20.3
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欧州のタクソノミーに基づく通常売上総利益（EBITDA）

経済活動

気候変動緩和

金額（単位：

百万ユーロ）
%

委任規則第2021/2139号の付属書Ⅰ及びⅡの4.28項に従いタクソノミー上非適

格であるテンプレート１の３番に言及される経済活動の、適用されるKPIの分

母に対する量と割合

651 3.3

上記１～６番で言及されていないその他のタクソノミー上非適格である経済活

動の、適用されるKPIの分母に対する量と割合
4,806 24.4

タクソノミー上非適格である経済活動の、適用されるKPIの分母に対する量と

割合（合計）
5,457 27.7

 

創出した価値及びステークホルダーへ分配した価値

 (単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年(1)

直接創出した経済価値 140,821 85,865

直接分配した経済価値   

営業費用 114,384 62,063

人件費及び給付 3,646 4,296

資本提供者への支払（株主及び貸主） 7,691 7,409

政府への支払(2) 6,027 4,916

 131,748 78,684

   

留保された経済価値 9,073 7,181

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

(2) この金額は、当グループが負担する税金費用である「税負担総額」を含んでいる。詳細については、連結非財務書類を参

照のこと。2021年の数値はより正確な情報に基づいて調整されている。

 

エネルが直接創出し、分配した経済価値は、当グループがいかにすべてのステークホルダーに利益をもたらしたかを示す参

考指標となる。直接創出された価値及び営業費用の増加は、エネルギー商品、特にガス及び電気の平均価格及び取扱量の上昇

を反映している。

インフレ圧力の高まりに対応するために採用された金融引き締めの姿勢に伴う金利の上昇に関連した支払利息を反映して、

資本提供者への支払が本質的に増加した。

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 205/1075



当グループの財務状態及び財務構造の分析

 

純投下資本及び資金

 (単位：百万ユーロ)

 

2022年

12月31日

2021年

12月31日 増減
 

純固定資産     
‐有形固定資産及び無形固定資産 106,135 102,733 3,402 3.3%  
‐のれん 13,742 13,821 (79) -0.6%  
‐持分法適用投資 1,281 704 577 82.0%  
‐その他の純固定資産／（負債） (5,139) (4,742) (397) -8.4%  
純固定資産合計 116,019 112,516 3,503 3.1%  
純運転資本     
‐売掛金 16,605 16,076 529 3.3%  
‐棚卸資産 4,853 3,109 1,744 56.1%  
‐機関市場事業者からの純売掛金 (1,083) (762) (321) -42.1%  
‐その他の純流動資産／（負債） (11,193) (10,953) (240) -2.2%  
‐買掛金 (17,641) (16,959) (682) -4.0%  
純運転資本合計 (8,459) (9,489) 1,030 10.9%  
総投下資本 107,560 103,027 4,533 4.4%  
引当金     
‐従業員給付 (2,202) (2,724) 522 19.2%  
‐リスク及び費用に対する引当金並びに純繰延税金 (5,997) (6,548) 551 8.4%  
引当金合計 (8,199) (9,272) 1,073 11.6%  
売却目的保有の純資産 2,789 280 2,509 -  
純投下資本 102,150 94,035 8,115 8.6%  
株式合計 42,082 42,342 (260) -0.6%  
純金融負債(1) 60,068 51,693 8,375 16.2%  
(1) 明確にするために付言すると、通貨リスクのヘッジを考慮して、当グループは、資金調達において通貨リスクをヘッジす

るために使用される、キャッシュ・フロー・ヘッジ及び公正価値ヘッジ・デリバティブの公正価値を、純金融負債の測定

に含める決定をした。その結果、2021年12月31日現在の純金融負債は比較目的のために修正再表示されている。

 

　有形固定資産及び無形固定資産は、主に当年度中の投資（13,173百万ユーロ）、イーアールジー・ハイドロの買収及びプラ

スの為替動向の結果として増加した。これらの影響は、主にエネル・トランスミシオン・チリ、エネル・ロシア、セルグ・

ディストリビューソォン・エスエー－セルグ・ディー（以下「エネル・ゴイアス」という。）、シー・ジー・ティー・フォル

タレザ及びオーストラリアの多数の企業の売却に関連する連結会社における変更、ルーマニア及びギリシャにおける事業の非

継続事業への分類、並びにアルゼンチンの会社であるエネル・ジェネラシオン・コスタネラ・エスエー及びセントラル・ドッ

ク・スード・エスエーに関連する資産の売却目的保有への分類により、部分的に相殺された。

　のれんは、主に前述の売却並びに売却目的保有及び非継続事業への分類の結果として減少した。これらの影響は、プラスの

為替動向により部分的に相殺された。

　持分法適用投資は、特に、グリッドスペルタイズの支配持分の一部売却及び喪失、イージーピー・サウス・アフリカの一部

売却、新たな持分法適用の合弁会社の設立を承認したムーニー取引、並びにスロベンスケ・エレクトラーネへの投資の価値調

整に関連する連結会社における変更により、増加した。これらの影響は、ユフィネットの売却により部分的に相殺された。

　純運転資本は、主に2022年の物価上昇を反映したガス及びその他の商品全般の棚卸資産の結果として増加した。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 206/1075



　売却目的保有の純資産は、主に、ルーマニア及びギリシャの会社の非継続事業への分類、並びにアルゼンチンの会社である

エネル・ジェネラシオン・コスタネラ・エスエー及びセントラル・ドック・スード・エスエーの売却目的保有への分類によ

り、増加した。

　純投下資本は、2022年12月31日時点で102,150百万ユーロとなり、親会社の所有者に帰属する資本及び少数株主持分42,082百

万ユーロ、並びに純金融負債60,068百万ユーロによりまかなわれた。純負債については、2022年12月31日時点での負債資本比

率は、（2021年12月31日時点での1.22と比較して）1.43であった。

 

純金融負債

 

　以下の表は、純金融負債の構成及び変動を示している。

 (単位：百万ユーロ)

 

2022年

12月31日

2021年

12月31日 増減

長期負債     

-銀行借入 15,261 12,579 2,682 21.3%

-社債 50,079 39,099 10,980 28.1%

-その他の借入(1) 2,851 2,942 (91) -3.1%

長期負債 68,191 54,620 13,571 24.8%

長期金融資産及び有価証券 (4,213) (2,692) (1,521) -56.5%

純長期負債 63,978 51,928 12,050 23.2%

短期負債     

銀行借入     

-長期銀行借入の流動部分 890 989 (99) -10.0%

-その他の短期銀行借入 1,320 1,329 (9) -0.7%

短期銀行借入 2,210 2,318 (108) -4.7%

社債（流動部分） 1,612 2,700 (1,088) -40.3%

その他の借入（流動部分） 333 342 (9) -2.6%

コマーシャル・ペーパー 13,838 10,708 3,130 29.2%

デリバティブに対する現金担保及びその他の資金調達 1,513 918 595 64.8%

その他の短期金融借入(2) 1,721 363 1,358 -

その他の短期負債 19,017 15,031 3,986 26.5%

長期貸出資産（短期部分） (2,838) (1,538) (1,300) -84.5%

貸出資産－現金担保 (8,319) (6,485) (1,834) -28.3%

その他の短期金融資産 (2,266) (356) (1,910) -

銀行に預託された現金及び現金同等物並びに短期有価証券 (11,119) (8,946) (2,173) -24.3%

現金及び現金同等物並びに短期金融資産 (24,542) (17,325) (7,217) -41.7%

純短期負債 (3,315) 24 (3,339) -

借入に関連する純為替デリバティブ (595) (259) (336) -

純金融負債(3) 60,068 51,693 8,375 16.2%

「売却目的保有の純資産」に関連する純金融負債 892 699 193 27.6%

(1) 「その他の非流動金融負債」に含まれるその他の非流動金融借入を含む。

(2) 「その他の流動金融負債」に含まれる流動借入を含む。

(3) 数値の比較可能性を高めるため、エネル・グループによる純金融負債の新しい表示に従い2021年12月31日時点の純金融負

債を再計算する必要があった。

 

　純金融負債は、2022年12月31日時点で60,068百万ユーロであり、2021年12月31日の51,693百万ユーロと比べて8,375百万ユー

ロ増加した。これは主に以下の要因に起因する。(ⅰ)契約資産を含む当年度の投資のための資金需要（14,503百万ユーロ、売

却可能として再分類された156百万ユーロを含む。）、(ⅱ)ハイブリッド債保有者に支払われるクーポン123百万ユーロを含む

配当支払合計5,024百万ユーロ、(ⅲ)イーアールジー・ハイドロの買収合計（取得した現金を控除した）1,196百万ユーロ、

(ⅳ)為替相場情勢の悪影響1,054百万ユーロ、並びに(ⅴ)リース負債の増加445百万ユーロ。
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営業活動によるキャッシュ・フロー、戦略上重要でなくなった複数の株式投資の売却、及び複数の投資の売却可能投資又は

非継続事業への再分類（主にルーマニア及びギリシャ）により、上述の状況に関連する資金需要は部分的に相殺された。

なお、当グループでは、純金融負債の報告を改善するため、第三者との外貨建ての借入をヘッジするために使用される通貨

スワップ取引の公正価値を含めることを選択している。

総金融負債は2022年12月31日現在89,418百万ユーロとなり、前年より17,449百万ユーロ増加した。

 

総金融負債

 (単位：百万ユーロ)

 

2022年

12月31日

2021年

12月31日

 総長期負債 総短期負債 総負債 総長期負債 総短期負債 総負債

総金融負債 71,026 18,392 89,418 58,651 13,318 71,969

うち       

‐持続可能な資金調達 42,561 13,977 56,538 28,973 10,474 39,447

持続可能な資金調達／総負債合計（%）   63%  55%

 

より具体的には、総長期金融負債（短期部分を含む。）は71,026百万ユーロ（持続可能な資金調達42,561百万ユーロを含

む。）となり、内訳は以下のとおりである。

・社債は51,691百万ユーロ（そのうち持続可能な社債に関しては29,661百万ユーロ）であり、2021年12月31日と比べて9,892百

万ユーロ増加した。社債の変動は主に、2022年に発行された以下の持続可能性連動債の発行によるものである。

－エネル・ファイナンス・インターナショナルによる１月における総額2,750百万ユーロのマルチトランシェの発行。

－エネル・ファイナンス・インターナショナルによる４月における750百万英ポンド（2022年12月31日時点で845百万ユーロ

相当）の発行。

－エネル・ファイナンス・インターナショナルによる６月における総額3,500百万米ドル（2022年12月31日時点で3,279百万

ユーロ相当）のマルチトランシェの発行。

－エネル・ファイナンス・インターナショナルによる９月における総額1,000百万ユーロの発行。

－エネル・ファイナンス・インターナショナルによる10月における1,000百万米ドル（2022年12月31日時点で937百万ユーロ

相当）のマルチトランシェの発行。

－エネル・ファイナンス・インターナショナルによる10月における3,000百万米ドル（2022年12月31日時点で2,811百万ユー

ロ相当）のマルチトランシェの発行。

・銀行借入は16,151百万ユーロ（そのうち持続可能な資金調達に関しては12,900百万ユーロ）である。これらの借入は、主に

新規資金調達の利用に起因して前年と比べて9,892百万ユーロ増加したが、当期中の返済により僅かに部分的に相殺された。

これらの新規銀行借入の中で注目すべき点は、

－イーケーエフ及びシティによりエネル・ファイナンス・アメリカに供与された持続可能性連動ローンの2022年12月31日時

点における430百万米ドル（2022年12月31日時点で403百万ユーロ相当）の引き出し。

－欧州投資銀行により当グループの様々な企業に供与された持続可能な目標に関連する資金調達総額1,294百万ユーロ。

・その他の借入は3,184百万ユーロで、前年から100百万ユーロ増加した。

　総短期金融負債は、2021年12月31日と比べて5,074百万ユーロ増加し、18,392百万ユーロとなった。主に、コマーシャル・

ペーパー13,838百万ユーロを含み、これらはすべて持続可能な目標に関連している。

　現金及び現金同等物並びに短期金融資産は、2021年末と比べて8,738百万ユーロ増加し、28,755百万ユーロとなった。かかる

増加は主に、当座預金残高及び短期有価証券の増加（2,173百万ユーロ）、その他の短期債権の増加（1,910百万ユーロ）並び

に現金担保金融債権の増加（1,834百万ユーロ）に起因する。

　借入に関連する純為替デリバティブは、2022年12月31日時点で595百万ユーロであり、第三者との外貨建ての借入をヘッジす

る通貨スワップ取引の公正価値について考慮している。このようなデリバティブの分類の詳細は、連結財務諸表注記51「デリ

バティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。
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サステナブル・ファイナンス

 

　エネルでは、サステナブル・ファイナンスは価値を生み出すための重要な手段である。持続可能性連動債の新規発行は、

2022年において行われたすべての持続可能な資金調達と併せて、年末までに当グループの総負債に対するサステナブル・ファ

イナンスの比率を63%に達成することを、可能にした。

　サステナブル・ファイナンスには、持続可能な投資に向けられた公的資金及び民間資金が含まれ、それによって持続可能な

開発目標の達成に取り組んでいる。

　2020年において、エネルは、持続可能性に連動したアプローチをすべての金融負債商品に拡大する文書である、「持続可能

性に連動した資金調達フレームワーク」により指定された持続可能性目標の一つ以上の達成に、資金調達コストをリンクさせ

るメカニズムを、資金調達契約に含めた世界初の会社となった。これはグループ全体でサステナブル・ファイナンスの発展を

管理する指標、目標及び原則を設定し、当社の財務戦略を当社の持続可能性の目標に結びつける。持続可能性に連動した資金

調達フレームワークは、当グループの戦略計画に定められた目標に沿って毎年更新されている。

　最新のフレームワークでは、「発電に関連するスコープ１の温室効果ガス排出量の強度(gCO2eq/kWh)」を100%削減する目標

(1)を2050年までから2040年までに引き上げている。

 

(1) なお、KPIの前の版では「発電に関連するスコープ１の温室効果ガス排出量の強度(gCO2eq/kWh)」は 「温室効果ガス直

接排出量(スコープ１)」とされていた。

 

また、SDG7及びSDG13並びに気候変動緩和のEU環境目標の達成に向けた行動の範囲内で、2023年２月に新たに３つの指標が追

加されたことにも留意する必要がある（すなわち、「統合電力に関連するスコープ１及び３の温室効果ガス排出量の強度

(gCO2eq/kWh)」、「ガス小売に関連するスコープ３の温室効果ガスの絶対排出量(MtCO2eq)」、及び「EUタクソノミーに沿った

資本支出の割合(%)」である。）。

　したがって、当グループの金融商品及び取引には、直接的又は間接的な温室効果ガス排出量の削減（SDG13「気候変動に具体

的な対策を」）、再生可能エネルギー容量の増加（SDG7「エネルギーをみんなに、そしてクリーンに」）、又はEUタクソノ

ミー規則（2020/852）の第３条に定める基準に従って環境的に持続可能と認められる活動における一定期間内の資本支出の割

合に関する目標達成に関連する金利又はその他の構造条件若しくは金融条件を設定することができる。

 

　2023年２月に発表されたエネルの持続可能性に連動した資金調達フレームワークの最新版に含まれるKPI及び目標は以下のと

おりである。

 実際 目標

 2022年 2022年 2023年 2024年 2025年 2030年 2040年

発電に関連するスコープ１の温室効

果ガス排出量の強度（gCO2eq/kWh）
229

 
148 140 130 72 0

統合電力に関連するスコープ１及び

３の温室効果ガス排出量の強度

（gCO2eq/kWh）

218

   

135 73 0

ガス小売に関連するスコープ３の温

室 効 果 ガ ス の 絶 対 排 出 量

（MtCO2eq）

22.9

   

20.9 11.4 0

再生可能エネルギー設備容量の割合

(%) (1) 63.1% 60% 65% 66% 76% 85% 100%

EUタクソノミーに沿った資本支出の

割合(%) 81.9%  >80%   

(1) 算出に当たっては、個別契約の契約条件に基づき、当グループが取得した発電所に係る531.1MWの設備容量を除外してい

る。
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これらの指標は定期的に外部機関によって検証され、エネルはその数値を年次財務報告書及びサステナビリティレポートで

公表している。

2022年には、再生可能エネルギー設備容量が全体の63.1%を占め、最低基準である60%の目標を上回った。具体的には、2020

年にエネル・ファイナンス・インターナショナルによって英国ポンド市場で初めて発行された持続可能性連動債の目標を達成

したことを含む。

　2022年に当グループは、23十億ユーロを超える規模のストラクチャード取引を伴う、サステナブル・ファイナンスを目指す

開発戦略を引き続き追求している。

　具体的には、当グループは金融子会社であるエネル・ファイナンス・インターナショナル及び、今回初めてとなるエネル・

ファイナンス・アメリカを通じて、様々な市場及び通貨にて約12.1十億ユーロの持続可能性連動債を発行した(2)。

 

(2) 2022年６月に、エネル・ファイナンス・インターナショナルは米ドル市場でマルチトランシェ債の発行を行ったが、そ

のうちの１つは、2040年までに「発電に関連するスコープ１の温室効果ガス排出量の強度」をゼロにするという当グ

ループの目標に関連するものであり、エネルギー多国籍企業として初めてのものであった。

 

　2022年５月に、エネル及びエネル・ファイナンス・インターナショナルは、SDG13に連動した世界最大の持続可能なクレジッ

ト・ファシリティである現行の持続可能性連動リボルビング・クレジット・ファシリティの額を10十億ユーロから13.5十億

ユーロに増額した。

2022年４月、エネル・ファイナンス・インターナショナルは、「発電に関連するスコープ１の温室効果ガス排出量の強度」

を2023年までに148gCO2eq/kWh以下、又は2024年までに140gCO2eq/kWh以下とするためのKPIに連動するコマーシャル・ペー

パー・プログラムを更新し、６十億ユーロから８十億ユーロに増額した。

　さらにエネルは、複数の金融取引先と持続可能な保証及びデリバティブに関する契約を締結しており、これらの契約はいず

れも、当グループが今後数年間で持続可能な目標を達成する能力に関連している。

最後に、2023年２月にエネル・ファイナンス・インターナショナルは、合計1.5十億ユーロに及ぶ持続可能性連動債を２つの

トランシェでローンチした。この新規発行は、世界で初めて、EUタクソノミーに関連する指標及び国際連合の持続可能な開発

目標（SDGs）に関連する指標を統合し、さらに完全な脱炭素化の目標も含んでいる。

　公的資金の領域では、当グループは景気復興計画を支持しており、ヨーロッパ及び各国レベルでのグリーン・ディール及び

復興計画の実施において戦略的パートナーとなることを目指している。目標は、EUタクソノミーと完全に整合して、GDP、雇

用、二酸化炭素排出量の削減に大きな影響を与える欧州経済のグリーン化及びデジタル化の加速を目的とし脱炭素化、電力

網、電化に焦点を当てたすぐに取り掛かれるプロジェクトの広範なパイプラインを通じて、持続可能、迅速及び効果的な回復

を推進することである。

　この目標を達成するため、当グループは、オーナーシップ・モデル及びスチュワードシップ・モデルの両方によって相対的

な影響力を持つ、2023年から2030年の期間における約4.3十億ユーロの投資において、潜在的イニシアティブを特定した。これ

らのイニシアティブは、グリーン水素、再生可能エネルギー及び貯蔵、太陽光発電製造産業の活性化、スマート・グリッド、

グリッドの耐性化並びに電気モビリティのための充電インフラストラクチャーに焦点を当てている。

　また、当グループは、バス車両の電化の拡充、港のグリーン化、公共建築物の省エネルギー化の推進等、エネルギー消費の

脱炭素化・電化を目指すと同時に、官民連携を推進した。

　さらに、国際金融機関や国内金融機関からの補助金付き貸付については、当グループは持続可能性に連動した金融商品の利

用を通じて、持続可能な成長を支えるための資本の動員を加速することを目的としたイノベーション・プロセスを主導してい

る。

　具体的には、2022年には総額1.8十億ユーロの補助金付き融資を受けたが、この融資は、民間セクターの融資に倣ったもの

で、SDG13に関連する持続可能性連動メカニズムが含まれている。主な取引の一部には、デンマークの輸出信用機関であるEKF

とエネル・ファイナンス・アメリカとの間で締結された合計800百万米ドルの、初の持続可能性に連動した資金調達が含まれ

る。

　今後数年間、エネルは、持続可能な借入と当グループの負債合計の比率を2025年までに約70%にすることを目標に、サステナ

ブル・ファイナンス・ツールを引き続き活用していく。
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サステナブル・ファイナンスを推進するための国際ラウンドテーブルへの参加

　エネルはサステナブル・ファイナンスに引き続き注力しており、国連グローバル・コンパクトのSDGsのための最高財務責任

者連合の共同議長を務めたり、国連の持続可能な開発のためのグローバル投資家（GISD）同盟に参加する等、世界中の主要な

利害関係者に対するコミットメントを強化している。

　最高財務責任者連合は、統合SDG投資及びファイナンスに関する原則を発表した後、企業が設定したSDGsの目標及び関連指標

の分析、SDG投資及びファイナンス戦略の実施に向けた企業のケーススタディ、並びにセクター別プロファイルの作成に焦点を

当てた。このような状況の中で、最高財務責任者達はSDGsを支援するために110十億米ドル以上を投資し、それによってSDG

ファイナンスは前年比55%増加した。さらに、諮問委員会が設置された。エネルは当該委員会のメンバーであり、産業と地域の

能力を提供し、特定の問題について最高財務責任者達とより広範なサステナブル・ファイナンス・コミュニティとの間の協力

の調整を支援し、新しい連合メンバーを募集するための推奨事項及び連絡先を提供している。

　また、GISDアライアンスとの協力によって達成された成果も注目に値する。例えば、モデル・マンデートの更新は、資産所

有者が、管理目標及び持続可能性目標を、資産の管理者との間の契約に確実に反映させるための指針となる。さらに、エネル

はGISDアライアンスのメンバーであることから、サステナビリティ報告に関する国際サステナビリティ基準委員会（ISSB）に

よる公開協議に対応したGISDアライアンスの共同声明に貢献している。

　また、当社のステークホルダーであるCSRヨーロッパを通じてヨーロッパで行われてきた活動も注目に値する。この点におい

て、エネルは欧州SDGサミット2022と連携して、ラウンドテーブル（ダブル・マテリアリティがどのようにCSRDに統合され、企

業がどのようにそれを実施できるかに関する「サステナビリティ報告におけるダブル・マテリアリティの役割」及び、循環経

済とエネルギー移行に関する「グリーン移行における循環性の挑戦」）に参加した。

 

キャッシュ・フロー

　詳細については、連結財務書類の注記46を参照のこと。

 

資本支出

 (単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年(1) 増減

火力発電及び取引 990 822 168 20.4%

エネル・グリーン・パワー 6,386 5,662 724 12.8%

エネル・グリッド 5,547 5,296 251 4.7%

エンドユーザー市場 721 643 78 12.1%

エネルＸ 371 285 86 30.2%

ホールディング、サービス及びその他 332 289 43 14.9%

合計(2) 14,347 12,997 1,350 10.4%

(1) 2021年の数値は、一部の純資産並びに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス及びその他」の下で報告さ

れている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。

(2) この数値は、「売却目的保有」として分類されたユニットに関する156百万ユーロ（2021年は111百万ユーロ）を含まな

い。

 

資本支出は、前年より1,350百万ユーロ増加した。

二酸化炭素排出削減に関するパリ協定に沿って、また、エネルギー効率及びエネルギー移行ゴールに従い、エネル・グルー

プは、特に再生可能エネルギーに投資している。より具体的には、かかる増加は主に、イタリア（415百万ユーロ）、カナダ

（189百万ユーロ）、ペルー（159百万ユーロ）、スペイン（120百万ユーロ）、チリ（63百万ユーロ）、オーストラリア（40百

万ユーロ）、コロンビア（13百万ユーロ）及びブラジル（24百万ユーロ、一部は通貨の影響による）に関連したものである。

この増加は、インド（102百万ユーロ）、南アフリカ（71百万ユーロ）、メキシコ（21百万ユーロ）、パナマ（12百万ユーロ）

及びグアテマラ（７百万ユーロ）における資本支出の減少によって僅かに部分的に相殺された。

増加している不安定な気候事象に対応し、グリッドの耐性化へ投資するため、配電への投資も増加した。
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配電への投資が最も多かったのは、イタリア（160百万ユーロ）、ブラジル（157百万ユーロ）及びペルー（16百万ユーロ）

で、主に送電網の保守及び信頼性の向上のためであった。これらの要因は、スペイン、チリ及びコロンビアにおける資本支出

の減少により、僅かに部分的に相殺された。

エンドユーザー市場事業ラインにおける資本支出は、特にイタリア（33百万ユーロ）及びスペイン（52百万ユーロ）で、顧

客管理プロセスのデジタル化に本質的に起因して増加した。

エネルＸによる資本支出の増加は、主にイタリア（27百万ユーロ）におけるeシティ事業及びeホーム事業、北米（25百万

ユーロ）及びオーストラリア（９百万ユーロ）における新規プロジェクト実行のためのバッテリー電力貯蔵への投資の増加、

ブラジル（11百万ユーロ）におけるスマート照明、eホーム事業及び送電エネルギー事業（太陽光発電の新規プロジェクトの開

始に伴う）による支出増加の複合効果、ペルー（12百万ユーロ）における公共照明事業、コロンビア（７百万ユーロ）におけ

る送電エネルギー事業（太陽光発電）の新規プロジェクト開始、並びにスペイン（５百万ユーロ）におけるeホーム事業による

ものであった。

火力発電及び取引における資本支出の増加（168百万ユーロ）は、特にイタリア及びラテンアメリカで、多くの発電所におい

て二酸化炭素排出量を減少させるために石炭からガスへの転換が行われたことに起因する。

 

第１セグメント（事業ライン）及び第２セグメント（地理的領域）別の業績

　本書に記載された事業ライン別の業績の表示は、上述のとおり採用している運用モデルを考慮し、２期間における当グルー

プの業績を監視する上で経営陣が使用する手法に基づいている。

　事業セグメントの開示に関して、事業分野別の業績に関する経営報告のとおり、当グループは、それゆえに以下の報告部門

を採用した。

・第１セグメント：事業ライン

・第２セグメント：地理的領域

　事業ラインは、それゆえ、エネル・グループの経営陣が行う分析及び決定における主要な判別要素であり、また、業績は各

事業ラインに関して最優先で測定及び評価されて、その後に国別に分類されるため、かかる目的のために作成された内部報告

と十分に整合している。

　当社の組織は、事業ライン（火力発電及び取引、エネル・グリーン・パワー、エネル・グリッド、エンドユーザー市場、エ

ネルＸ、サービス並びにホールディング／その他）及び地理的領域（イタリア、イベリア半島、ヨーロッパ、ラテンアメリ

カ、北米、アフリカ、アジア及びオセアニア並びに中央／ホールディング）を引き続き基盤としている。

 

2022年及び2021年の第１セグメント（事業ライン）別の業績

 

2022年の業績(1)

 

(単位：百万ユーロ)

火力発電

及び取引

エネル・

グリーン・

パワー

エネル・

グリッド

エンド

ユーザー

市場 エネルＸ

ホール

ディン

グ、サー

ビス及び

その他

報告セグ

メント

合計

消去

及び調整 合計

第三者からの収益及びその他収入 53,239 6,669 19,806 58,478 2,143 182 140,517 - 140,517

他のセグメントとの取引による収益

及びその他収入 23,096 2,498 3,226 3,674 66 2,053 34,613 (34,613) -

収益合計 76,335 9,167 23,032 62,152 2,209 2,235 175,130 (34,613) 140,517

コモディティ契約から生じた純損益 551 183 - 1,608 (13) (5) 2,324 41 2,365

売上総利益／（損失） 5,697 3,477 9,114 1,243 652 (273) 19,910 8 19,918

減価償却費、償却費及び減損損失 1,312 1,507 3,782 1,543 308 273 8,725 - 8,725

営業利益／（損失） 4,385 1,970 5,332 (300) 344 (546) 11,185 8 11,193

資本支出 990(2) 6,386(3) 5,547(4) 721 371(5) 332 14,347 - 14,347

(1)セグメント収益は、第三者からの収益及びその他のセグメントとの取引による収益の両方を含んでいる。

(2)「売却可能」又は「非継続事業」として分類された２百万ユーロを含まない。

(3)「売却可能」又は「非継続事業」として分類された42百万ユーロを含まない。

(4)「売却可能」又は「非継続事業」として分類された110百万ユーロを含まない。

(5)「売却可能」又は「非継続事業」として分類された２百万ユーロを含まない。
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2021年の業績(1)(2)(3)

 

(単位：百万ユーロ)

火力発電

及び取引

エネル・

グリーン・

パワー

エネル・

グリッド

エンド

ユーザー

市場 エネルＸ

ホール

ディン

グ、サー

ビス及び

その他

報告セグ

メント

合計

消去

及び調整 合計

第三者からの収益及びその他収入 22,334 7,011  16,994 36,097 1,372 1,911 85,719 - 85,719

他のセグメントとの取引による収益

及びその他収入 10,269 2,161  3,248 1,302 56 2,101 19,137 (19,137) -

収益合計 32,603 9,172  20,242 37,399 1,428 4,012 104,856 (19,137) 85,719

コモディティ契約から生じた純損益 537 (55)  - 2,006 - (3) 2,485 38 2,523

売上総利益／（損失） 813 4,570  7,100 3,033 326 1,360 17,202 31 17,233

減価償却費、償却費及び減損損失 3,455 1,619  2,774 1,310 232 292 9,682 - 9,682

営業利益／（損失） (2,642) 2,951  4,326 1,723 94 1,068 7,520 31 7,551

資本支出 822 5,662 (4) 5,296 643 285 289 12,997 - 12,997

(1) セグメント収益は、第三者からの収益及びその他のセグメントとの取引による収益の両方を含んでいる。

(2) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

(3) エネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス及びそ

の他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。

(4) 「売却可能」又は「非継続事業」として分類された111百万ユーロを含まない。
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　上記に加えて、当グループは、地域／国に業績を分類し、地理的領域別の業績も監視する。以下の表では、区分／事業ライ

ン別だけでなく地理的領域別での業績の見通しを示すことを目的として、検討対象の２期間について通常売上総利益が示され

ている。

　なお、通常売上総利益は、臨時項目を除いている。売上総利益との調整については、「当グループの業績」を参照のこと。

 

通常売上総利益(1)(2)

 
 

(単位：百万ユー

ロ) 火力発電及び取引

エネル・グリーン・

パワー エネル・グリッド エンドユーザー市場 エネルＸ

ホールディング、

サービス及びその他 合計

2022 2021 増減 2022 2021 増減 2022 2021 増減 2022 2021 増減 2022 2021 増減 2022 2021 増減 2022 2021 増減

                      

イタリア 2,735 464 2,271 (562) 1,184 (1,746) 3,707 3,836 (129) 448 2,311 (1,863) 122 153 (31) 50 34 16 6,500 7,982 (1,482)

イベリア半島 2,583 844 1,739 631 840 (209) 1,621 1,877 (256) 356 547 (191) 76 62 14 (20) 21 (41) 5,247 4,191 1,056

ラテンアメリカ 737 350 387 2,372 1,809 563 2,445 1,810 635 435 263 172 127 94 33 (119) (79) (40) 5,997 4,247 1,750

アルゼンチン 76 97 (21) 21 24 (3) 88 3 85 30 12 18 5 5 - (3) (3) - 217 138 79

ブラジル 81 132 (51) 506 334 172 1,489 1,120 369 233 136 97 4 1 3 (23) (18) (5) 2,290 1,705 585

チリ 399 (49) 448 798 536 262 168 144 24 67 44 23 18 21 (3) (93) (57) (36) 1,357 639 718

コロンビア 29 58 (29) 674 601 73 487 385 102 77 49 28 74 50 24 - - - 1,341 1,143 198

ペルー 154 114 40 203 141 62 213 158 55 28 22 6 26 17 9 - (1) 1 624 451 173

パナマ (2) (2) - 102 127 (25) - - - - - - - - - - - - 100 125 (25)

その他の国 - - - 68 46 22 - - - - - - - - - - - - 68 46 22

ヨーロッパ 45 81 (36) 244 177 67 (61) 96 (157) (126) (41) (85) 50 19 31 (5) 5 (10) 147 337 (190)

ルーマニア (8) (2) (6) 140 82 58 (61) 96 (157) (126) (41) (85) 17 11 6 (1) 7 (8) (39) 153 (192)

ロシア 53 83 (30) 18 5 13 - - - - - - 1 - 1 - - - 72 88 (16)

その他の国 - - - 86 90 (4) - - - - - - 32 8 24 (4) (2) (2) 114 96 18

北米 (20) (39) 19 988 699 289 - - - 4 6 (2) (6) 36 (42) (24) (15) (9) 942 687 255

アメリカ及びカナ

ダ
(19) (35) 16 907 627 280 - - - - - - (6) 36 (42) (24) (15) (9) 858 613 245

メキシコ (1) (4) 3 81 72 9 - - - 4 6 (2) - - - - - - 84 74 10

アフリカ、アジア

及び

オセアニア

- - - 93 110 (17) - - - - - - (7) 2 (9) (3) (2) (1) 83 110 (27)

南アフリカ - - - 73 82 (9) - - - - - - - - - - - - 73 82 (9)

インド - - - 17 3 14 - - - - - - - - - - - - 17 3 14

その他の国 - - - 3 25 (22) - - - - - - (7) 2 (9) (3) (2) (1) (7) 25 (32)

その他 14 2 12 13 (4) 17 564 44 520 5 - 5 311 (10) 321 (140) 1,624 (1,764) 767 1,656 (889)

合計 6,094 1,702 4,392 3,779 4,815 (1,036) 8,276 7,663 613 1,122 3,086 (1,964) 673 356 317 (261) 1,588 (1,849) 19,683 19,210 473

(1) 通常売上総利益は、臨時項目を含まない。売上総利益との調整については、「当グループの業績」を参照のこと。

(2) エネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス及びそ

の他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。
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火力発電及び取引

 

　事業

 

純発電量

(単位：百万kWh)

 2022年 2021年 増減

石炭火力発電 19,722 13,858 5,864 42.3%

燃料油及びターボガス発電 14,652 22,709 (8,057) -35.5%

複合サイクル発電 54,436 51,718 2,718 5.3%

原子力発電 26,508 25,504 1,004 3.9%

純発電量合計 115,318 113,789 1,529 1.3%

－うちイタリア 30,149 23,808 6,341 26.6%

－うちイベリア半島 52,674 44,799 7,875 17.6%

－うちラテンアメリカ 22,439 23,934 (1,495) -6.2%

－うちヨーロッパ 10,056 21,248 (11,192) -52.7%

 

　火力発電の増加は、主に以下の要因によるものである。

・主にイベリア半島における、複合サイクル発電の2,718百万kWhの増加。

・石炭火力発電の5,864百万kWhの増加。これは主に、イタリア及びスペインにおける悪天候による水不足を補う必要があった

ことに起因する。かかる悪天候は2022年中の水力発電に大きな不利益を与えた。

　増加の一部は、アルゼンチンにおける複合サイクル発電の低下、ラテンアメリカにおける石炭火力発電の減少、並びにピー

ジェイエスシー・エネル・ロシアの全持分の売却を要因とする、ヨーロッパにおける燃料油及びターボガス発電及び複合サイ

クル発電両方の減少によって相殺された。

 

純有効発電容量

(単位：MW)

 2022年 2021年 増減

石炭火力発電 6,590 6,910 (320) -4.6%

燃料油及びターボガス発電 7,204 11,715 (4,511) -38.5%

複合サイクル発電 13,895 15,039 (1,144) -7.6%

原子力発電 3,328 3,328 - -

合計 31,017 36,992 (5,975) -16.2%

－うちイタリア 11,569 11,569 - -

－うちイベリア半島 12,751 12,751 - -

－うちラテンアメリカ 6,697 7,396 (699) -9.5%

－うちヨーロッパ - 5,276 (5,276) -

 

　2022年12月31日時点の火力発電所の純有効発電容量は31,017MWであり、これは2021年と比較して5,975MWの減少であった。か

かる減少は主に、ブラジルのフォルタレザCGT発電所の売却、チリのボカミナⅡ発電所の廃止、及びピージェイエスシー・エネ

ル・ロシアの全持分の売却に起因する。
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　業績

  (単位：百万ユーロ)

 2022年  2021年  増減

収益 76,335  32,603 (1) 43,732 -

売上総利益／（損失） 5,697  813 (1) 4,884 -

通常売上総利益／（損失） 6,094  1,702  4,392 -

営業利益／（損失） 4,385  (2,642) (1) 7,027 -

通常営業利益／（損失） 5,253  729  4,524 -

資本支出 990 (2) 822  168 20.4%

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

(2)売却目的保有又は非継続事業に分類されたユニットに関する２百万ユーロを含まない。

 

　以下の表は、従来型の火力及び原子力発電による火力発電及び取引による収益の内訳を示している。

 

火力及び原子力発電による収益

(単位：百万ユーロ) 
 2022年 2021年

収益(1)(2)   

火力収益 24,155 12,952

－うち石炭火力発電 6,500 1,904

原子力収益 1,570 1,403

   

合計に対する火力収益の割合 17.2% 15.1%

－うち合計に対する石炭火力収益の割合 4.6% 2.2%

合計に対する原子力収益の割合 1.1% 1.6%

(1) 分析された収益はセグメント収益を対象とし、これには第三者との取引による収益及び各セグメントの他のセグメントと

の取引による収益の両方が含まれる。

(2) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。
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以下の表は、2022年の地理的領域別の業績の内訳を示している。

 

収益(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 55,389 22,816 32,573 -

イベリア半島 17,488 8,344 9,144 -

ラテンアメリカ 3,858 2,390 1,468 61.4%

－うちアルゼンチン 145 165 (20) -12.1%

－うちブラジル 959 957 2 0.2%

－うちチリ 2,268 899 1,369 -

－うちコロンビア 218 186 32 17.2%

－うちペルー 268 183 85 46.4%

－うちその他の国 - - - -

北米 218 100 118 -

ヨーロッパ 14 (3) 17 -

－うちルーマニア 14 (3) 17 -

－うちロシア - - - -

その他 106 122 (16) -13.1%

部門間消去及び調整 (738) (1,166) 428 36.7%

合計 76,335 32,603 43,732 -

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

 

　2022年の収益は76,335百万ユーロであり、2021年から43,732百万ユーロの増加であった。この変化は、主に以下の要因によ

るものである。

・イタリアにおける、主に電力及びガス販売の増加。これは、主にガスを中心としたコモディティ価格の上昇、及び年間にお

ける降雨量の低下による水力発電の減少を相殺するための火力発電の増加に起因する。

・スペインにおける、販売量の増加及び平均価格の上昇に伴う電力販売からの収益の増加、並びに2022年12月23日付けの命令

第TED/1315/2022号に基づき支払われた、半島外地域における発電に関する追加費用報酬1,578百万ユーロの計上（2021年よ

り1,013百万ユーロの増加）。

 

通常売上総利益／（損失）

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 2,735 464 2,271 -

イベリア半島 2,583 844 1,739 -

ラテンアメリカ 737 350 387 -

－うちアルゼンチン 76 97 (21) -21.6%

－うちブラジル 81 132 (51) -38.6%

－うちチリ 399 (49) 448 -

－うちコロンビア 29 58 (29) -50.0%

－うちペルー 154 114 40 35.1%

－うちその他の国 (2) (2) - -

北米 (20) (39) 19 48.7%

ヨーロッパ 45 81 (36) -44.4%

－うちルーマニア (8) (2) (6) -

－うちロシア 53 83 (30) -36.1%

その他 14 2 12 -

合計 6,094 1,702 4,392 -
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　2022年において通常売上総利益は4,392百万ユーロ増加し、これは主に期間中の水不足の影響による火力発電の増加に加

え、イタリア及びスペインにおける平均販売価格の上昇、並びにイタリアにおいてコモディティ価格リスクをヘッジするため

の戦略を最適に運用したことに起因する。

 

　売上総利益は5,697百万ユーロを計上し、2021年の813百万ユーロより4,884百万ユーロ増加した。2022年における例外的項目

は以下のとおりである。

・主にチリのボカミナⅡ石炭火力発電所における燃料在庫の価値調整及び多数の発電所の転換に関連する費用に対してエネ

ル・プロデュツィオーネが認めた引当金に関連する、デジタル化とエネルギー移行のための費用（212百万ユーロ）

・ブラジルのフォルタレザCGT発電所の売却による損失（135百万ユーロ）及び取引費用（２百万ユーロ）

・主にロシアにおける多数の会社の非継続事業への分類（42百万ユーロ）

　2021年における例外的項目は、889百万ユーロの費用の増加に反映された。

 

通常営業利益／（損失）

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 2,591 265 2,326 -

イベリア半島 2,068 271 1,797 -

ラテンアメリカ 571 180 391 -

－うちアルゼンチン 4 27 (23) -85.2%

－うちブラジル 75 120 (45) -37.5%

－うちチリ 361 (91) 452 -

－うちコロンビア 12 41 (29) -70.7%

－うちペルー 122 86 36 41.9%

－うちその他の国 (3) (3) - -

北米 (20) (39) 19 48.7%

ヨーロッパ 31 52 (21) -40.4%

－うちルーマニア (8) (2) (6) -

－うちロシア 39 54 (15) -27.8%

その他 12 - 12 -

合計 5,253 729 4,524 -

 

　通常営業利益の増加は、主に通常売上総利益に関するコメントで述べた要因を反映しており、減価償却費、償却費及び減損

損失（合計132百万ユーロ）の前年度に比べた減少が関係している。

 

　2022年における営業利益は4,385百万ユーロを計上し（2021年は2,642百万ユーロの営業損失）、これは通常営業利益及び売

上総利益に関して上述した要因に加え、以下の要因を反映している。

・コスタネラ及びドック・スード（それぞれ174百万ユーロ及び116百万ユーロ）に関連する、アルゼンチンにおける売却可能

資産に分類された純資産の価値調整

・ブラジルのフォルタレザCGT発電所の売却に関する調整額73百万ユーロ

・2023年11月に予定されている商業運転の終了に関連する、コロンビアのソシエダッド・ポルチュアリア・セントラル・カル

タヘナに関する発電所の価値調整（64百万ユーロ）

・イタリアにおける一部の石炭火力発電所の10百万ユーロの簿価引下げ

・スペインにおける多数のプロジェクトに関する45百万ユーロの資産の減損損失

　2021年における例外的項目は、3,371百万ユーロの費用の増加につながった。
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資本支出

 (単位：百万ユーロ)

 2022年  2021年 増減

イタリア 408  303 105 34.7%

イベリア半島 272  334 (62) -18.6%

ラテンアメリカ 289  143 146 -

北米 7  8 (1) -12.5%

ヨーロッパ 14  34 (20) -58.8%

合計 990 (1) 822 168 20.4%

(1) 売却目的保有又は非継続事業に分類されたユニットに関する２百万ユーロを含まない。

 

　資本支出における168百万ユーロの増加は、主にイタリア及びラテンアメリカに起因するもので、主にエネルギー移行プロ

ジェクトの範囲内で行われた多数の発電所の転換に関連するものであった。

 

エネル・グリーン・パワー

 

　事業

 

純発電量

(単位：百万kWh)

 2022年 2021年 増減

水力発電 51,728 57,001 (5,273) -9.3%

地熱発電 6,117 6,086 31 0.5%

風力発電 43,255 37,791 5,464 14.5%

太陽光発電 11,306 7,899 3,407 43.1%

その他の資源 43 40 3 7.5%

純発電量合計 112,449 108,817 3,632 3.3%

－うちイタリア 18,311 24,157 (5,846) -24.2%

－うちイベリア半島 12,041 12,794 (753) -5.9%

－うちラテンアメリカ 53,154 46,441 6,713 14.5%

－うちヨーロッパ 2,458 2,488 (30) -1.2%

－うち北米 23,385 20,356 3,029 14.9%

－うちアフリカ、アジア及びオセアニア(1) 3,100 2,581 519 20.1%

(1) 2021年の数値は、より正確な発電量の計算を反映している。

 

　2022年の純発電量は、2021年と比べ増加した。かかる増加は風力発電及び太陽光発電の増加によるものであり、水力発電の

減少により部分的に相殺された。

　風力発電の最も大きな変化は、ブラジル（+3,032百万kWh）及び米国（+2,421百万kWh）でみられた。太陽光発電は、主にチ

リ（+925百万kWh）、イベリア半島（+778百万kWh）、米国（+782百万kWh）、ブラジル（+553百万kWh）及びインド（+218百万

kWh）で増加がみられた。

　水力発電は、水不足によりイタリア（-5,689百万kWh）及びイベリア半島（-1,645百万kWh）で急激に減少したが、ラテンア

メリカ（+2,093百万kWh）における発電量の増加によりわずかに相殺された。
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純有効発電容量

(単位：MW)

 2022年 2021年 増減

水力発電 28,355 27,847 508 1.8%

地熱発電 931 915 16 1.7%

風力発電 15,735 14,903 832 5.6%

太陽光発電 8,534 6,395 2,139 33.4%

その他の資源 6 6 - -

純有効発電容量合計 53,561 50,066 3,495 7.0%

－うちイタリア 14,683 14,040 643 4.6%

－うちイベリア半島 9,293 8,390 903 10.8%

－うちラテンアメリカ 17,827 16,506 1,321 8.0%

－うちヨーロッパ 1,020 1,248 (228) -18.3%

－うち北米 9,532 7,941 1,591 20.0%

－うちアフリカ、アジア及びオセアニア 1,206 1,941 (735) -37.9%

 

　純有効発電容量の増加は、主にチリ、コロンビア、米国及びイベリア半島での太陽光発電所の新規建設（+2.1GW）、及び主

にブラジル及び米国での風力発電所の新規建設（+0.83GW）、並びにイタリアにおける新規水力発電所の買収の影響によるもの

である。

　我々はまた、チリで水力発電所を廃止し（-0.04GW）、南アフリカで多数の再生可能エネルギー会社を売却した。これによ

り、風力発電の容量が減少した（-0.74GW）。

 

　業績

(単位：百万ユーロ)

 2022年  2021年  増減

収益 9,167  9,172 (1) (5) -0.1%

売上総利益／（損失） 3,477  4,570 (1) (1,093) -23.9%

通常売上総利益／（損失） 3,779  4,815  (1,036) -21.5%

営業利益／（損失） 1,970  2,951 (1) (981) -33.2%

通常営業利益／（損失） 2,230  3,480  (1,250) -35.9%

資本支出 6,386 (2) 5,662 (3) 724 12.8%

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

(2) 売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットについての42百万ユーロを含まない。

(3) 売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットについての111百万ユーロを含まない。
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　以下の表は、2022年の地理的領域別の業績の内訳を示している。

 

収益(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 2,149 2,725 (576) -21.1%

イベリア半島 935 900 35 3.9%

ラテンアメリカ 4,164 4,235 (71) -1.7%

－うちアルゼンチン 35 37 (2) -5.4%

－うちブラジル 739 1,551 (812) -52.4%

－うちチリ 2,076 1,375 701 51.0%

－うちコロンビア 822 884 (62) -7.0%

－うちペルー 201 141 60 42.6%

－うちパナマ 178 153 25 16.3%

－うちその他の国 113 94 19 20.2%

北米 1,702 1,147 555 48.4%

－うち米国及びカナダ 1,424 971 453 46.7%

－うちメキシコ 282 176 106 60.2%

－地域の消去 (4)    

ヨーロッパ 40 1 39 -

－うちルーマニア 28 - 28 -

－うちロシア 11 - 11 -

－うちギリシャ - - - -

－うちその他の国 1 1 - -

アフリカ、アジア及びオセアニア 196 175 21 12.0%

その他 288 264 24 9.1%

部門間消去及び調整 (307) (275) (32) -11.6%

合計 9,167 9,172 (5) -0.1%

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

 

　収益は実質的に前年並みとなった。水不足によるイタリアにおける販売減少、及び価格下落によるブラジルにおける販売減

少は、チリ及び北米においてより高額な平均価格での販売量が増加したことにより、概ね相殺された。
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通常売上総利益／（損失）

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア (562) 1,184 (1,746) -

イベリア半島 631 840 (209) -24.9%

ラテンアメリカ 2,372 1,809 563 31.1%

－うちアルゼンチン 21 24 (3) -12.5%

－うちブラジル 506 334 172 51.5%

－うちチリ 798 536 262 48.9%

－うちコロンビア 674 601 73 12.1%

－うちペルー 203 141 62 44.0%

－うちパナマ 102 127 (25) -19.7%

－うちその他の国 68 46 22 47.8%

北米 988 699 289 41.3%

－うち米国及びカナダ 907 627 280 44.7%

－うちメキシコ 81 72 9 12.5%

ヨーロッパ 244 177 67 37.9%

－うちルーマニア 140 82 58 70.7%

－うちロシア 18 5 13 -

－うちギリシャ 88 95 (7) -7.4%

－うちその他の国 (2) (5) 3 60.0%

アフリカ、アジア及びオセアニア 93 110 (17) -15.5%

その他 13 (4) 17 -

合計 3,779 4,815 (1,036) -21.5%

 

　2022年における通常売上総利益の減少は、主にイタリア及びスペインで特に顕著に記録された水不足の影響によるもので、

水力発電の急激な縮小に加えて、契約上の義務を果たすための電力スポット市場での調達コストの上昇に起因している。

　チリ、ブラジル及び北米における新規発電所の稼働に伴う太陽光及び風力発電の増加は、上記のマイナス要因によって一部

相殺された。

 

　売上総利益は、3,477百万ユーロ（2021年は4,570百万ユーロ）となった。これには、COVID-19のパンデミックに伴い発生し

た職場の消毒、個人防護具及び寄付金に関する費用（５百万ユーロ）、多数の会社の非継続事業への分類（246百万ユー

ロ）、並びにチリにおける多数のプロジェクトの簿価引下げ（51百万ユーロ）が反映されている。
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通常営業利益／（損失）

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア (874) 902 (1,776) -

イベリア半島 373 609 (236) -38.8%

ラテンアメリカ 1,942 1,448 494 34.1%

－うちアルゼンチン 14 18 (4) -22.2%

－うちブラジル 378 253 125 49.4%

－うちチリ 625 378 247 65.3%

－うちコロンビア 625 553 72 13.0%

－うちペルー 168 107 61 57.0%

－うちパナマ 83 112 (29) -25.9%

－うちその他の国 49 27 22 81.5%

北米 594 382 212 55.5%

－うち米国及びカナダ 541 334 207 62.0%

－うちメキシコ 53 48 5 10.4%

ヨーロッパ 190 114 76 66.7%

－うちルーマニア 123 61 62 -

－うちロシア 14 (1) 15 -

－うちギリシャ 55 61 (6) -9.8%

－うちその他の国 (2) (7) 5 71.4%

アフリカ、アジア及びオセアニア 18 46 (28) -60.9%

その他 (13) (21) 8 38.1%

合計 2,230 3,480 (1,250) -35.9%

 

　2022年の通常営業利益は、2021年から1,250百万ユーロ減少し、減価償却費、償却費及び減損損失1,549百万ユーロ（2021年

は1,335百万ユーロ）を含む。減価償却費は特に増加し、2021年と比較して185百万ユーロの増加であったが、これは主に新規

稼働した発電所に起因する。

 

　2022年の営業利益は、1,970百万ユーロ（2021年は2,951百万ユーロ）となった。これは主に通常営業利益に関連して記述し

たものと同じ要因を反映している。

 

資本支出

(単位：百万ユーロ)

 2022年  2021年  増減

イタリア 821  406  415 -

イベリア半島 833  713  120 16.8%

ラテンアメリカ 2,106  1,864  242 13.0%

北米 2,408  2,238  170 7.6%

ヨーロッパ 51  204  (153) -75.0%

アフリカ、アジア及びオセアニア 149  207  (58) -28.0%

その他 18  30  (12) -40.0%

合計 6,386 (1) 5,662 (2) 724 12.8%

(1) 売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットについての42百万ユーロを含まない。

(2) 売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットについての111百万ユーロを含まない。

 

　2022年の資本支出は、前年比で724百万ユーロ増加した。かかる変化は具体的には以下に起因する。

・イタリアにおいて415百万ユーロ増加したこと。かかる増加は主に太陽光発電所及び電池に起因する。

・ラテンアメリカにおいて242百万ユーロ増加したこと。かかる増加は主にコロンビア、チリ、ペルーの太陽光発電所及びペ

ルーの風力ファームに起因する。

・北米において170百万ユーロ増加したこと。かかる増加は主に米国における太陽光発電所及び貯蔵システムに起因する。
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・イベリア半島における資本支出が120百万ユーロ増加したこと。かかる増加は主に太陽光発電所に起因する。

・ヨーロッパの風力ファームにおける資本支出が減少したこと。

・アフリカ、アジア及びオセアニアにおける資本支出が58百万ユーロ減少したこと。かかる減少は主にインドの風力ファーム

における資本支出が削減されたことに起因し、オーストラリアの風力ファームにおける資本支出の増加により部分的に相殺

された。

 

エネル・グリッド

 

　事業

 

配電及び送電網

     (単位：百万kWh)

 2022年  2021年  増減

エネルの配電網で送られた電力(1) 507,660  510,560  (2,900) -0.6%

－うちイタリア(1) 220,379  226,923  (6,544) -2.9%

－うちイベリア半島(1) 131,813  131,184  629 0.5%

－うちラテンアメリカ 139,921  136,407  3,514 2.6%

－うちヨーロッパ(1) 15,547  16,046  (499) -3.1%

稼働中のスマートメーターを有するエンドユーザー（人）(1) 45,824,963  45,169,318  655,645 1.5%

(1) 2021年の数値は修正再表示されている。

 

　2022年に送電網で送られた電力は減少（0.6%減少）した。これは主に以下に起因する。

・イタリア（-2.9%）。低、中、高及び超高電圧顧客に配電された電力の需要の減少があった。また、他の配電業者に供給され

た電力も前年比でわずかに減少した。

・ヨーロッパ（-3.1%）。主に居住顧客に起因して、ルーマニアにおける送電量が減少した。

　かかる減少は、主にアルゼンチン、チリ、コロンビア、ペルー及びブラジルにおける送電量が増加したラテンアメリカ

（2.6%）によって、部分的に相殺された。

 

顧客毎の平均停電回数

SAIFI（平均回数） 2022年  2021年  増減

イタリア 1.6  1.8  (0.2) -11.1%

イベリア半島 1.3  1.4  (0.1) -7.1%

アルゼンチン 5.3  4.9  0.4 8.2%

ブラジル 4.5  4.8  (0.3) -6.3%

チリ 1.6  1.5  0.1 6.7%

コロンビア 3.9  5.2  (1.3) -25.0%

ペルー 2.9  2.3  0.6 26.1%

ルーマニア 2.7  2.9  (0.2) -6.9%

 

顧客毎の平均停電継続時間

SAIDI（平均分数） 2022年  2021年  増減

イタリア 41.9  42.9  (1.0) -2.3%

イベリア半島(1) 64.4  70.1  (5.7) -8.1%

アルゼンチン 892.0  797.3  94.7 11.9%

ブラジル 547.3  607.9  (60.6) -10.0%

チリ 159.0  152.3  6.7 4.4%

コロンビア 320.0  401.4  (81.4) -20.3%

ペルー 607.7  413.9  193.8 46.8%

ルーマニア 92.0  109.7  (17.7) -16.1%

(1) 2021年の数値はより正確な計算を反映している。
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　上記の表に示されるとおり、サービスの質はほぼ全ての地理的領域において改善されたが、アルゼンチンのSAIDIは高止まり

している。これは特に、当グループにより管理されていない高電圧システムの障害によるものである。また、ペルーでは、保

守作業及び悪天候による停電が増加した。

 

グリッド損失

グリッド損失（平均%） 2022年  2021年  増減

イタリア 4.7  4.7  - -

イベリア半島 7.0  7.1  (0.1) -1.4%

アルゼンチン 17.1  18.0  (0.9) -5.0%

ブラジル 13.5  13.1  0.4 3.1%

チリ 5.1  5.2  (0.1) -1.9%

コロンビア 7.5  7.5  - -

ペルー 8.2  8.5  (0.3) -3.5%

ルーマニア 8.5  8.7  (0.2) -2.3%

 

　業績

  (単位：百万ユーロ)

 2022年  2021年  増減

収益 23,032  20,242 (1) 2,790 13.8%

売上総利益／（損失） 9,114  7,100 (1) 2,014 28.4%

通常売上総利益／（損失） 8,276  7,663  613 8.0%

営業利益／（損失） 5,332  4,326 (1) 1,006 23.3%

通常営業利益／（損失） 5,254  4,813  441 9.2%

資本支出 5,547 (2) 5,296  251 4.7%

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

(2) 売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットについての110百万ユーロを含まない。

 

　以下の表は、2022年の地理的領域別の業績の内訳を示している。

 

収益(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 6,963 7,326 (363) -5.0%

イベリア半島 2,258 2,489 (231) -9.3%

ラテンアメリカ 12,956 10,366 2,590 25.0%

－うちアルゼンチン 1,000 688 312 45.3%

－うちブラジル 7,762 7,109 653 9.2%

－うちチリ 2,562 1,262 1,300 -

－うちコロンビア 753 630 123 19.5%

－うちペルー 879 677 202 29.8%

ヨーロッパ (8) - (8) -

その他 1,273 590 683 -

部門間消去及び調整 (410) (529) 119 22.5%

合計(1) 23,032 20,242 2,790 13.8%

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。
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　収入の増加は、主にインフレ率の上昇に伴う金利調整、及びラテンアメリカ、特にブラジルにおける為替レートの変動によ

る好影響に起因する。これらの影響は、イタリア及びスペインにおける一部の不利なレート変動によって部分的に相殺され

た。スペインでは、2022年7月27日付けの命令第TED/749/2022号により、2017年、2018年及び2019年のレート報酬が遡及的に変

更された（-180百万ユーロ）。

 

通常売上総利益／（損失）

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 3,707 3,836 (129) -3.4%

イベリア半島 1,621 1,877 (256) -13.6%

ラテンアメリカ 2,445 1,810 635 35.1%

－うちアルゼンチン 88 3 85 -

－うちブラジル 1,489 1,120 369 32.9%

－うちチリ 168 144 24 16.7%

－うちコロンビア 487 385 102 26.5%

－うちペルー 213 158 55 34.8%

ヨーロッパ (61) 96 (157) -

その他 564 44 520 -

合計 8,276 7,663 613 8.0%

 

　通常売上総利益の増加は、主に、一部の金利調整と為替レートの変動による、ラテンアメリカにおける増加に起因する。こ

の傾向は、特にスペイン、イタリア及びルーマニアにおいて、コモディティ価格の上昇による顧客への影響を緩和するための

金利の指標化及び改定が行われなかったことにより、部分的にのみ相殺された。

 

　売上総利益は、9,114百万ユーロとなり、2021年の7,100百万ユーロから2,014百万ユーロ増加した。具体的には、通常売上総

利益に関して記述した好影響に加えて、エネル・トランスミシオン・チリによって認識された1,051百万ユーロの増加があり、

さらに2021年に比べて2022年におけるデジタル化及びエネルギー移行のための構造改革に関する引当金が減少した（2021年の

423百万ユーロに対し、2022年は23百万ユーロ）ことが挙げられる。これらの好影響は、セルグ・ディストリビューソォン・エ

ス　エー－セルグ・ディー（エネル・ゴイアス）の売却に係る280百万ユーロの損失及び関連する取引費用（４百万ユーロ）に

より部分的に相殺された。

 

通常営業利益／（損失）

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 2,357 2,500 (143) -5.7%

イベリア半島 815 1,094 (279) -25.5%

ラテンアメリカ 1,671 1,175 496 42.2%

－うちアルゼンチン 52 (25) 77 -

－うちブラジル 975 708 267 37.7%

－うちチリ 109 95 14 14.7%

－うちコロンビア 391 297 94 31.6%

－うちペルー 144 100 44 44.0%

ヨーロッパ (143) 6 (149) -

その他 554 38 516 -

合計 5,254 4,813 441 9.2%

 

　2022年の通常営業利益の増加は、主に、通常売上総利益に関連して記述した要因に加えて、投資による減価償却費及び償却

費の増加を反映している。

 

　2022年の営業利益は5,332百万ユーロ（2021年は4,326百万ユーロ）であり、これは売上総利益及び通常営業利益に関して記

述した影響に加えて、ブラジルのセルグ・ディストリビューソォン・エス　エー－セルグ・ディー（エネル・ゴイアス）の売

却に関する純資産価値の調整額827百万ユーロを反映している。

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 226/1075



資本支出

 (単位：百万ユーロ)

 2022年  2021年 増減

イタリア 2,714  2,554 160 6.3%

イベリア半島 860  874 (14) -1.6%

ラテンアメリカ 1,809  1,663 146 8.8%

ヨーロッパ 140  192 (52) -27.1%

その他 24  13 11 84.6%

合計 5,547 (1) 5,296 251 4.7%

(1) 売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットについての110百万ユーロを含まない。

 

　資本支出は前年同期比で251百万ユーロ増加した。

この増加は、主に以下に起因する。

・ラテンアメリカ、特にブラジルにおける配電線及び変電所への投資の増加。

・イタリアにおける新規顧客の接続の増加、及びサービス品質の向上のための投資（eグリット及びDSO 4.0プロジェクト）の

増加。

 

エンドユーザー市場

 

　事業

 

電力販売

(単位：百万kWh)

 2022年 2021年 増減

自由市場 198,254 175,958 22,296 12.7%

規制市場 122,854 133,467 (10,613) -8.0%

合計 321,108 309,425 11,683 3.8%

－うちイタリア 97,195 92,768 4,427 4.8%

－うちイベリア半島 79,003 79,457 (454) -0.6%

－うちラテンアメリカ 135,094 127,906 7,188 5.6%

－うちヨーロッパ 9,816 9,294 522 5.6%

 

　2022年における電力販売量の増加は、特にイタリア（企業間の販売（B2B）及び企業から顧客への販売（B2C）の両部門）

（+12.8TWh）、ラテンアメリカ（+6.7TWh）並びにスペイン（+2.0TWh）の自由市場での販売（+22.3TWh）によるものである。

一方、規制市場では、主に2021年と比較して顧客数が減少したことにより、主にイタリア（-8.3TWh）並びにスペイン（-

2.5TWh）における企業間の販売（B2B）及び企業から顧客への販売（B2C）の両部門で販売量が減少した（-10.6TWh）。

 

天然ガス販売

(単位：百万立方メートル)

 2022年 2021年 増減

企業から顧客への販売 3,910 3,731 179 4.8%

企業間の販売 6,333 6,142 191 3.1%

合計 10,243 9,873 370 3.7%

－うちイタリア 4,726 4,353 373 8.6%

－うちイベリア半島 4,909 5,180 (271) -5.2%

－うちラテンアメリカ 342 160 182 -

－うちヨーロッパ 266 180 86 47.8%

 

　2022年の主にイタリア及びラテンアメリカにおける販売量の増加は、スペインでの消費量の減少によって一部相殺された。

2021年と比較して企業間の販売（B2B）部門及び企業から顧客への販売（B2C）部門における販売量はともに増加を記録した。

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 227/1075



　業績

 (単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年  増減

収益 62,152 37,399 (1) 24,753 66.2%

売上総利益／（損失） 1,243 3,033 (1) (1,790) -59.0%

通常売上総利益／（損失） 1,122 3,086  (1,964) -63.6%

営業利益／（損失） (300) 1,723 (1) (2,023) -

通常営業利益／（損失） (435) 1,753  (2,188) -

資本支出 721 643  78 12.1%

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

 

　以下の表は、2022年の地理的領域別の業績の内訳を示している。

 

収益(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 32,666 19,818 12,848 64.8%

イベリア半島 27,764 16,177 11,587 71.6%

ラテンアメリカ 1,687 1,393 294 21.1%

－うちアルゼンチン - 2 (2) -

－うちブラジル 507 349 158 45.3%

－うちチリ 114 93 21 22.6%

－うちコロンビア 807 760 47 6.2%

－うちペルー 259 189 70 37.0%

北米 9 7 2 28.6%

ヨーロッパ - - - -

その他 26 4 22 -

部門間消去及び調整 - - - -

合計 62,152 37,399 24,753 66.2%

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

 

　2022年の収益は前年度比66.2%増となった。これは主に、イタリア及びスペインにおける販売量及び販売価格の増加により、

電力販売（17,825百万ユーロ増加）及びガス販売（6,228百万ユーロ増加）による収益が増加したことによるものである。
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通常売上総利益／（損失）

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 448 2,311 (1,863) -80.6%

イベリア半島 356 547 (191) -34.9%

ラテンアメリカ 435 263 172 65.4%

－うちアルゼンチン 30 12 18 -

－うちブラジル 233 136 97 71.3%

－うちチリ 67 44 23 52.3%

－うちコロンビア 77 49 28 57.1%

－うちペルー 28 22 6 27.3%

北米 4 6 (2) -33.3%

ヨーロッパ (126) (41) (85) -

その他 5 - 5 -

合計 1,122 3,086 (1,964) -63.6%

 

　2022年の通常売上総利益の減少は、主に以下に起因する。

・イタリアにおける1,863百万ユーロの減少。主に自由市場における1,857百万ユーロの減少に起因する。この変化は、購入量

の増加と調達コストの増加により、主に電力の購入と輸送のコストが増加したことによるものである。

・スペインにおける191百万ユーロの削減。スペインでは、自由市場での販売量の増加により、エネルギーミックス全体におけ

る水力発電の寄与の低下を考慮し、平均価格が上昇している中でスポット市場におけるエネルギー調達を必要とした。

　これらの悪影響は、ラテンアメリカ、特にブラジル、コロンビア、チリ及びアルゼンチンにおける金利調整後のマージン及

び販売量の増加による172百万ユーロの増加により一部相殺されたに過ぎない。

　売上総利益は、1,243百万ユーロとなった（2021年は3,033百万ユーロ）。これは、通常売上総利益について述べた要因の影

響に加え、エネルギー移行及びデジタル化に伴う構造改革計画に関する費用の引当金（２百万ユーロ）、COVID-19のパンデ

ミックに対応して発生した職場の消毒、個人用保護具及び寄付に関する費用（２百万ユーロ）並びにIFRS第５号で定められた

「非継続事業」としての分類の要件を満たしたため、ルーマニアで保有する資産に関連する収益及び費用項目が「非継続事業

からの利益/（損失）」に分類されたこと（125百万ユーロのプラスの影響）による臨時項目にも起因している。

 

通常営業利益／（損失）

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア (546) 1,508 (2,054) -

イベリア半島 76 345 (269) -78.0%

ラテンアメリカ 178 (41) 219 -

－うちアルゼンチン 14 4 10 -

－うちブラジル 39 (113) 152 -

－うちチリ 44 20 24 -

－うちコロンビア 57 31 26 83.9%

－うちペルー 24 17 7 41.2%

北米 3 5 (2) -40.0%

ヨーロッパ (151) (64) (87) -

その他 5 - 5 -

合計 (435) 1,753 (2,188) -
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　通常営業利益は、前述の通常売上総利益の要因に加え、主にイタリア及びスペインにおける無形資産の償却及び売掛債権の

減損が123百万ユーロ増加したことに関する減価償却費及び償却費の101百万ユーロの増加を反映している。

　2022年の営業損失は、300百万ユーロの損失（2021年は1,723百万ユーロの利益）であり、実質的に通常総利益に関連した上

記の要因、並びにイタリア及びスペインにおける減価償却費、償却費及び減損損失の増加並びに売掛債権の減損を反映してい

る。

 

資本支出

   (単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 460 427 33 7.7%

イベリア半島 248 196 52 26.5%

ヨーロッパ 13 20 (7) -35.0%

合計 721 643 78 12.1%

 

　資本支出の増加は、主にイタリアとスペインにおける、顧客管理プロセスのデジタル化に実質的に起因する。

 

エネルＸ

 

　事業

 

 2022年 2021年 増減

需要反応容量（MW） 8,476 7,713 763 9.9%

照明地点（千単位） 3,023 2,821 202 7.2%

貯蔵（MW） 760 375 385 -

 

　需要反応容量は、主に北米（+541MW）及び日本（+282MW）において増加した。照明地点は、主にイタリア、ブラジル及びチ

リにおいて増加したが、貯蔵量は主に北米における再生可能エネルギー発電所での新電池の設置により増加した。

 

　業績(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年  2021年  増減

収益 2,209  1,428 (2) 781 54.7%

売上総利益／（損失） 652  326 (2) 326 -

通常売上総利益／（損失） 673  356  317 89.0%

営業利益／（損失） 344  94 (2) 250 -

通常営業利益／（損失） 362  120  242 -

資本支出 371 (3) 285  86 30.2%

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス

及びその他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されてい

る。

(2) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

(3) この数値は、売却目的保有又は非継続事業に分類されたユニットに関する２百万ユーロを含まない。
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　以下の表は、2022年の地理的領域別の財務業績を示している。

 

収益(1)(2)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 742 504 238 47.2%

イベリア半島 365 266 99 37.2%

ラテンアメリカ 373 271 102 37.6%

－うちアルゼンチン 15 11 4 36.4%

－うちブラジル 30 22 8 36.4%

－うちチリ 74 64 10 15.6%

－うちコロンビア 193 127 66 52.0%

－うちペルー 61 47 14 29.8%

北米 247 243 4 1.6%

ヨーロッパ 83 50 33 66.0%

アフリカ、アジア及びオセアニア 70 67 3 4.5%

その他 484 144 340 -

部門間消去及び調整 (155) (117) (38) -32.5%

合計 2,209 1,428 781 54.7%

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス

及びその他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されてい

る。

(2) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

 

　2022年の収益は、前年度比54.7%増加し、以下により最も大きな成長を示した。

・ユフィネットの持分の一部売却（220百万ユーロ）及びエネルⅩ・エスアールエルによる複数の会社のムーニー・グループ・

エスピーエーへの売却（67百万ユーロ）の結果。

・イタリア、主にeホーム事業、デマンド・レスポンス事業及びeシティ事業に起因する、省エネルギーシステムの販売及び設

置が増加したことによる。

・コロンビア、eバスプロジェクトに関連する活動による。

・スペイン、主にeホーム事業において。

 

通常売上総利益／（損失）(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 122 153 (31) -20.3%

イベリア半島 76 62 14 22.6%

ラテンアメリカ 127 94 33 35.1%

－うちアルゼンチン 5 5 - -

－うちブラジル 4 1 3 -

－うちチリ 18 21 (3) -14.3%

－うちコロンビア 74 50 24 48.0%

－うちペルー 26 17 9 52.9%

北米 (6) 36 (42) -

ヨーロッパ 50 19 31 -

アフリカ、アジア及びオセアニア (7) 2 (9) -

その他 311 (10) 321 -

合計 673 356 317 89.0%

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス

及びその他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されてい

る。
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　通常売上総利益は主に、上述したとおり、ユフィネットの持分の一部売却及びエネルⅩ・エスアールエルによる複数の会社

のムーニー・グループ・エスピーエーへの売却による利益によるものであった。

　売上総利益は652百万ユーロ（2021年は326百万ユーロ）となった。通常売上総利益と比較した21百万ユーロの差は、エネル

ギー移行及びデジタル化に伴う構造改革計画に関して確保された引当金、並びにIFRS第５号で定められた「非継続事業」への

分類の要件を満たした、ルーマニアで保有する資産に関連する収益及び費用項目の「非継続事業からの利益／（損失）」への

分類に関するものである。

 

通常営業利益／（損失）(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア (39) 46 (85) -

イベリア半島 28 16 12 75.0%

ラテンアメリカ 103 75 28 37.3%

－うちアルゼンチン 5 5 - -

－うちブラジル 4 1 3 -

－うちチリ 18 20 (2) -10.0%

－うちコロンビア 58 39 19 48.7%

－うちペルー 18 10 8 80.0%

北米 (50) - (50) -

ヨーロッパ 45 15 30 -

アフリカ、アジア及びオセアニア (12) (1) (11) -

その他 287 (31) 318 -

合計 362 120 242 -

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービス

及びその他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されてい

る。

 

　通常営業利益は、減価償却費、償却費及び減損損失311百万ユーロ（2021年は236百万ユーロ）を含む。減価償却費、償却費

及び減損損失の増加は、主に増加した無形資産の償却費及び売掛債権の減損に起因する。

　2022年の営業利益は、344百万ユーロ（2021年は94百万ユーロ）であり、売上総利益に関連して上述した要因を反映してい

る。

 

資本支出(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年  2021年 増減

イタリア 96  69 27 39.1%

イベリア半島 45  40 5 12.5%

ラテンアメリカ 77  46 31 67.4%

北米 67  42 25 59.5%

ヨーロッパ 5  4 1 25.0%

アフリカ、アジア及びオセアニア 15  10 5 50.0%

その他 66  74 (8) -10.8%

合計 371 (2) 285 86 30.2%

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、「ホールディング、サービ

ス及びその他」の下で報告されている新たな事業ラインであるエネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されて

いる。

(2) この数値は、売却目的保有又は非継続事業に分類されたユニットに関する２百万ユーロを含まない。

 

　資本支出は、主にイタリアではeシティ事業及びeホーム事業において、北米及びオーストラリアではバッテリー電力貯蔵事

業において、ブラジルではスマート・ライトニング・プロジェクト、eホーム事業及び分散エネルギー事業（新規の太陽光発電

プロジェクトの開始）のコスト増加による複合的な影響を受け、ペルーでは公共照明事業において、コロンビアでは分散エネ

ルギー事業（太陽光発電）の開始を受け、並びにスペインではeホーム事業において増加した。
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ホールディング、サービス及びその他

 

　業績(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年  増減

収益 2,235 4,012 (2) (1,777) -44.3%

売上総利益／（損失） (273) 1,360 (2) (1,633) -

通常売上総利益／（損失） (261) 1,588  (1,849) -

営業利益／（損失） (546) 1,068 (2) (1,614) -

通常利益／（損失） (535) 1,340  (1,875) -

資本支出 332 289  43 14.9%

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、新たな事業ラインであるエ

ネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。

(2) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

 

　以下の表は、2022年の地理的領域別の業績の内訳を示している。

 

収益(1)(2)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 819 793 26 3.3%

イベリア半島 504 470 34 7.2%

ラテンアメリカ 11 21 (10) -47.6%

北米 57 42 15 35.7%

ヨーロッパ 6 2 4 -

その他 1,095 2,915 (1,820) -62.4%

部門間消去及び調整 (257) (231) (26) -11.3%

合計 2,235 4,012 (1,777) -44.3%

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、新たな事業ラインであるエ

ネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。

(2) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

 

　収益の減少は、主に2021年にスチュワードシップの戦略的柱の範囲でオープン・ファイバーの売却により認識された利益

1,763百万ユーロによるものである。
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通常売上総利益(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 50 34 16 47.1%

イベリア半島 (20) 21 (41) -

ラテンアメリカ (118) (79) (39) -49.4%

－うちアルゼンチン (3) (3) - -

－うちブラジル (22) (18) (4) -22.2%

－うちチリ (93) (57) (36) -63.2%

－うちペルー - (1) 1 -

北米 (24) (15) (9) -60.0%

ヨーロッパ (6) 5 (11) -

アフリカ、アジア及びオセアニア (3) (2) (1) -50.0%

その他 (140) 1,624 (1,764) -

合計 (261) 1,588 (1,849) -

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、新たな事業ラインであるエ

ネルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。

 

　2022年における通常売上総利益の減少は、主に上述の収益の増減に起因し、特に2021年におけるオープン・ファイバーの売

却の影響によるものである。

　売上総利益は、主に通常売上総利益に関する上述の要因を反映している。2022年の臨時項目は主にデジタル化及びエネル

ギー移行の費用に関するものであったが、2021年の臨時項目は主に合計216百万ユーロの構造改革及びデジタル化計画のための

引当金を含んでいた。

 

通常営業利益(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア (28) (45) 17 37.8%

イベリア半島 (59) (32) (27) -84.4%

ラテンアメリカ (121) (82) (39) -47.6%

－うちアルゼンチン (3) (3) - -

－うちブラジル (25) (19) (6) -31.6%

－うちチリ (93) (59) (34) -57.6%

－うちペルー - (1) 1 -

北米 (31) (23) (8) -34.8%

ヨーロッパ (6) 3 (9) -

アフリカ、アジア及びオセアニア (4) (2) (2) -

その他 (286) 1,521 (1,807) -

合計 (535) 1,340 (1,875) -

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、新たな事業ラインであるエネ

ルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。

 

　2022年における通常営業利益は、基本的に通常売上総利益の減少と同様であり、減価償却費、償却費及び減損損失の23百万

ユーロの増加を考慮したものである。

　2022年における営業利益は、売上総利益及び通常営業利益に関する前述の要因を反映している。
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資本支出(1)

(単位：百万ユーロ)

 2022年 2021年 増減

イタリア 141 83 58 69.9%

イベリア半島 58 45 13 28.9%

ラテンアメリカ 8 6 2 33.3%

北米 9 5 4 80.0%

ヨーロッパ 1 2 (1) -50.0%

その他 115 148 (33) -22.3%

合計 332 289 43 14.9%

(1) 2021年のエネルＸ事業ラインの数値は、一部の純資産並びにそれに関連する収益及び費用が、新たな事業ラインであるエネ

ルⅩ・ウェイに移転されたことを考慮して調整されている。

 

　イタリアにおける2022年の資本支出の増加は、エネルギー効率の分野で子会社のエネルＸ・イタリア・エスアールエルのた

めに履行された事業に関するエネル・イタリア・エスピーエーによる資本支出に主に起因する。

イベリアにおける資本支出の増加は、エネルＸ・ウェイによる新しい電気自動車充電地点への投資の増加に起因する。

 

エネルの株式

 

　エネル及び金融市場

 

 2022年 2021年

一株当たり売上総利益（ユーロ）(1) 1.96 1.70

一株当たり営業利益（ユーロ）(1) 1.10 0.74

一株当たりグループ利益（ユーロ） 0.15 0.31

一株当たりグループ通常利益（ユーロ） 0.53 0.55

一株当たり配当金（ユーロ） 0.40 0.380

一株当たりグループ資本（ユーロ） 2.82 2.92

株価 - 12ヶ月間の最高値（ユーロ） 7.20 8.95

株価 - 12ヶ月間の最安値（ユーロ） 4.00 6.53

12月の平均株価（ユーロ） 5.15 6.77

時価総額（百万ユーロ）(2) 52,325 68,804

12月31日現在の発行済株式数（百万株）(3) 10,167 10,167

(1) 2021年の数値は、ロシア（2022年第４四半期に売却）、ルーマニア及びギリシャにおける保有資産に関連する利益／（損

失）について、IFRS第５号による非継続事業への分類の要件が満たされたため、「非継続事業からの利益／（損失）」に

分類されたことを考慮して、比較目的のみのために調整された。

(2) 12月の平均株価で算出。

(3) 2022年は、7,153,795株、2021年は4,889,152株の自己株式が含まれている。

 

 
 2022年12月31日

現在

2021年12月31日

現在

格付け    

スタンダード・アンド・プアーズ アウトルック ネガティブ 安定的

中長期 BBB+ BBB+

短期 A-2 A-2

ムーディーズ アウトルック ネガティブ 安定的

中長期 Baa1 Baa1

短期 - -

フィッチ アウトルック 安定的 安定的

中長期 BBB+ A-

短期 F2 F2
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　2022年の世界のマクロ経済状況は、2021年に記録されたパンデミック後の回復のペースから、実体経済が全般的に減速した

ことを特徴としていた。高インフレは急速かつ予想外に世界経済に影響を与え、中央銀行は直ちに金融引締政策を採用せざる

を得なかった。

　さらに、ロシアとウクライナの間の軍事紛争と、それが世界規模で引き起こした不確実性は、エネルギー、商品及び食品市

場に大きな影響を与え、最終消費財の価格に直接的な影響を及ぼした。

　インフレの影響とそれに伴うFRBによる金融引き締めが米国のGDPを圧迫し、産出量は年率2.1%の増加となった。

　ユーロ圏においては、上期は予想を上回る回復を見せたが、下期はロシアとウクライナの間の軍事紛争による不確実性の高

まりやエネルギー価格の急騰により、欧州経済が大幅に減速した。インフレ率の上昇に対応するために欧州中央銀行が導入し

た金融引締政策は、市場の金融環境の悪化につながった。

　ラテンアメリカでも同様の状況であり、上期に民間の財及びサービスに対する需要が大幅に回復した後、マクロ経済の状況

は各国中央銀行の金融引締政策により特徴付けられ、景気回復が鈍化した。

　マクロ経済情勢の悪化は金融市場のパフォーマンスにも影響を与えた。欧州の主要株価指数は2022年において下落して終了

した。イタリアのFTSE MIB指数は13.3%下落、スペインのIbex35指数は5.6%下落、ドイツのDAX指数は12.4%下落、フランスの

CAC40指数は9.8%下落した。

　ユーロ圏の公益事業部門（EURO STOXX Utilities）は11.3%の下落で年度末を迎えた。

　最後に、エネルの株価については、2022年の終値は一株当たり5.03ユーロで前年比28.6%の下落となった。

　2022年１月26日、エネルは2021年の利益から１株当たり0.19ユーロの中間配当を支払い、2022年７月20日に同年の配当の残

額を0.19ユーロ支払った。2022年の配当総額は１株当たり0.38ユーロとなり、2021年の１株当たり0.358ユーロを約６%上回っ

た。

　2022年の通常利益に関しては、2023年１月25日に0.20ユーロの中間配当が支払われ、配当の残額は2023年７月26日に支払わ

れる予定である。

　2022年12月31日時点で、機関投資家のエネルに対するポジションは株式資本の56.7%（2021年12月31日現在は59.4%）に減少

し、個人投資家のシェアは19.7%（2021年12月31日現在は17.0%）に上昇した。経済産業省の持分は23.6%と横ばいであった。

　2022年12月31日時点で、社会的責任投資家（SRI）は株式資本の約14.9%（2021年12月31日現在の14.6%から増加）であり、機

関投資家の26.2%（2021年12月31日現在は24.6%）を占めている。責任投資原則に署名した投資家は、株式資本の42.1%を占めて

いる。
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４【経営上の重要な契約等】

 

エネルがイーアールジーから527MWの水力発電所の取得を完了

2022年１月３日、エネル・プロデュツィオーネ・エスピーエーは、1,267百万ユーロで、イーアールジー・パワー・ジェネ

レーション・エスピーエーからのイーアールジー・ハイドロ・エスアールエル（その後エネル・ハイドロ・アペニノ・セント

ラレ・エスアールエルに改称し、2022年12月１日付けでエネル・プロデュツィオーネに合併された。）の全株式資本の取得を

完了した。エネル・ハイドロ・アペニノ・セントラレ・エスアールエルが所有する発電所（ウンブリア州、ラツィオ州及びマ

ルケ州に所在）は、527MWの発電設備容量を備え、約1.5TWhの平均年間発電量を誇る。

 

エネルがユーロ債市場において2.75十億ユーロの３トランシェの持続可能性連動債を発行

2022年１月10日、エネル・エスピーエーにより支配されるオランダで登録された金融会社であるエネル・ファイナンス・イ

ンターナショナル・エヌヴイは、2.75十億ユーロの３トランシェの持続可能性連動債を発行した。本債券は、温室効果ガス直

接排出量（スコープ１）の削減に関連したエネルの持続可能性目標の達成に連動しており、国際連合の持続可能な開発目標13

「気候変動に具体的な対策を」に寄与し、当グループの持続可能性に連動した資金調達フレームワークに沿うものである。

 

フィッチがエネルの長期格付けを「BBB+」に見直し、短期格付けは「F-2」で据え置き、見通しは安定

2022年２月４日、フィッチ・レーティングスは、エネル・エスピーエーの長期格付けを以前の水準の「A-」から「BBB+」に

見直したと発表した。また、同社はエネルの短期格付けを「F-2」で据え置いた。見通しは引き続き安定している。

同社によると、エネルの格付け変更は、エネルギー移行における設備投資計画の段階的な拡大につながる投資機会に牽引さ

れる中期的なレバレッジの増加が予想されることを主な理由としている。

 

エネルがユフィネット・ラタムにおけるシンヴェンとのパートナーシップの更新を完了

2022年３月24日、エネルⅩ・エスアールエルの完全子会社であるエネルⅩ・インターナショナル・エスアールエルは、2021

年12月21日にシックスス・シンヴェン・ファンドが支配するホールディング・カンパニー及びセブンス・シンヴェン・ファン

ドが支配するホールディング・カンパニーと締結した契約を完了させた。当該契約に基づき、エネルＸ・インターナショナル

は、シックスス・シンヴェン・ファンドからユフィネット・ラタム・エスエルユー（以下「ユフィネット」という。）の株式

資本の79.4%を取得し、同時に同社の株式資本の80.5%をセブンス・シンヴェン・ファンドに売却した。その結果、エネルⅩ・

インターナショナルは、現在間接的にユフィネットの19.5%の持分を保有しており、同社とシンヴェンのパートナーシップを更

新している。

具体的には、ユフィネットに対する持分の20.6%を間接的に保有していたエネルⅩ・インターナショナルが、残りの79.4%を

1,320百万ユーロで取得するコール・オプションを行使した。同時に、エネルⅩ・インターナショナルは、ユフィネットから利

用可能な準備金の分配として207百万ユーロを受領し、同時にユフィネットの株式資本の80.5%を1,186百万ユーロでセブンス・

シンヴェン・ファンドに売却した。

当該契約に基づき、エネルⅩ・インターナショナルは、間接的にユフィネットの株式資本の19.5%を保有することに加え、ユ

フィネット及びそのホールディング・カンパニーの取締役会の代表権を維持し、標準的な少数株主保護権を保持している。

 

エネルが750百万ポンドのシングルトランシェの持続可能性連動債を発行

2022年４月５日、エネル・ファイナンス・インターナショナル・エヌヴイは市場においてポンド建ての持続可能性連動債を

発行した。本債券は、温室効果ガス直接排出量（スコープ１）の削減に関連するエネルの持続可能性目標の達成に連動してお

り、国際連合の持続可能な開発目標13「気候変動に具体的な対策を」に寄与し、当グループの持続可能性に連動した資金調達

フレームワークに沿うものである。
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エネルがラテンアメリカにおける持続可能性連動融資のため、欧州投資銀行及びSACEと600百万ユーロのファシリティに合意

2022年４月11日、エネル、開発部門のEIBグローバルを通じて行動する欧州投資銀行（EIB）及びイタリアの輸出信用機関で

あるSACEは、SACEにより保証され、複数国、複数事業かつ複数通貨で最大600百万ユーロ（650百万ドル超に相当）のファシリ

ティを想定した持続可能性に連動した資金調達フレームワークを通じて、ラテンアメリカにおける再生可能エネルギー及びエ

ネルギー効率化プログラムの開発を支援するため提携した。

かかる合意の一環として、エネル・グループの子会社であるエネル・グリーン・パワー・ペルー・エスエーシーは、ペルー

における約300MWの風力及び太陽光発電プロジェクトの実施のため130百万ドルの融資を受けた。600百万ユーロのファシリティ

の残存部分は、再生可能エネルギー発電及び配電に係るプロジェクトを通じて、ブラジル及びコロンビアにおけるエネル・グ

ループの持続可能な投資の成長を支援する。

 

エネルは持続可能性連動リボルビング・クレジット・ファシリティを13.5十億ユーロに増額

2022年５月11日、エネル・エスピーエー及びそのオランダの子会社であるエネル・ファイナンス・インターナショナル・エ

ヌヴイ（EFI）は、複数の金融機関と2021年３月に締結した10十億ユーロの持続可能性連動リボルビング・クレジット・ファシ

リティを3.5十億ユーロ増額する改訂修正契約を締結した。当該契約は、3.5十億ユーロの増額分は最長で2025年５月までの３

年間利用可能であり、2026年５月に満期を迎える10十億ユーロの主たるトランシェと合わせて、当グループの資金需要を満た

し、堅固な流動性ポジションを強化するために用いられることを想定している。

クレジット・ファシリティについて、その主な融資条件は改訂修正契約により変更されることはなく、温室効果ガス直接排

出原単位（スコープ１）に関連する主要業績指標（KPI）に連動し、国際連合の持続可能な開発目標（SDG）13「気候変動に具

体的な対策を」の達成に寄与している。

当該取引は、エネルの財務戦略の一環であり、かかる財務戦略は、サステナブル・ファイナンスにより一層特徴づけられ、

当グループの戦略計画に示されるとおり、当グループの総負債合計に占める持続可能な資金源の割合を2024年には約65%、2030

年には70%超とすることを達成するという目標に沿ったものである。

 

エネルが、世界で初めて完全脱炭素化に向けて歩みを進める多国籍エネルギー・グループとして、米国市場及び国際市場にお

いて3.5十億ドルのマルチトランシェの持続可能性連動債を発行

2022年６月９日、エネル・エスピーエーにより支配されるオランダで登録された金融会社であるエネル・ファイナンス・イ

ンターナショナル・エヌヴイ（EFI）は、米国市場及び国際市場で総額3.5十億ドル（約3.3十億ユーロに相当）に及ぶマルチト

ランシェの機関投資家向け持続可能性連動債を発行した。

本債券は、温室効果ガス直接排出量（スコープ１）の削減に関連するエネルの持続可能性目標の達成に連動しており、国際

連合の持続可能な開発目標（SDG）13「気候変動に具体的な対策を」に寄与し、当グループの持続可能性に連動した資金調達フ

レームワークに沿うものである。

多国籍エネルギー・グループとして初めて、債券が完全脱炭素化に向けた軌道に連動しており、今回の30年トランシェの発

行は、2040年までに電気及び熱の生成から生じる温室効果ガス直接排出量ゼロを達成する当グループの目標と連動している。

 

エネルは2022年長期インセンティブ・プランの対象となる自己株式を買取り

2022年６月28日、エネル・エスピーエーは2022年６月20日から６月24日の間に、ボルサ・イタリアーナ・エスピーエーによ

り組織・管理されているユーロネクスト・ミラノ証券取引所において、１株当たりの出来高加重平均価格5.4063ユーロ、合計

2,132,769.266ユーロで394,500株の自己株式の買取りを行った。

当該取引は、2022年５月19日に開催された株主総会で承認された権限を行使し、2022年長期インセンティブ・プランの対象

となることが決議された、株式買戻プログラムが開始されたことを示している。
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エネルとインテサ・サンパウロが共同してムーニーの買収を完了

2022年７月14日、エネル（完全子会社であるエネルⅩ・エスアールエルを通じて活動）及びインテサ・サンパウロ・エス

ピーエー（子会社であるバンカ・５・エスピーエーを通じて活動）は、シューマン・インベストメンツ・エスエー（国際的な

プライベート・エクイティ・ファンドであるシーヴイシー・キャピタル・パートナーズ・ファンドⅥによって支配されている

会社）からムーニー・グループ・エスピーエーの株式資本の70%を取得した。

具体的には、必要な行政上の認可を得た後、エネルⅩがムーニーの株式資本の50%を買収する一方で、バンカ・５は以前保有

していた30%のムーニーの持分を50%に増加させ、ムーニーを両当事者の共同支配下においた。

ムーニーの100%に対する企業価値が1,385百万ユーロであることに基づき、エネルⅩは、エクイティ部分に対し総額約225百

万ユーロ（価格調整を含む。）を支払い、シューマン・インベストメンツ・エスエーのムーニーに対する既存のクレジットの

取得のため約125百万ユーロを支払った。

2022年７月25日、「エネルＸ・ペイ」のブランドで売り出している、イタリアにおけるエネルⅩの金融サービス事業に関連

する全ての活動はムーニーに売却された。具体的には、エネルⅩはムーニーに対し、約140百万ユーロで、エネルⅩ・ファイナ

ンシャル・サービシズ、シティポスト・ペイメント、ペイティッパー、ジュニア・インシュランス及び子会社の株式資本の

100%に相当する持分を売却し、それによって欧州に拠点を置く共同フィンテックを創設した。かかる取引は、エネル・グルー

プの2022年-2024年戦略計画に沿っており、スチュワードシップ・モデルに該当する。

 

エネルがユーロ債市場において１十億ユーロの持続可能性連動債を発行

2022年９月６日、エネル・エスピーエーにより支配されるオランダで登録された金融会社であるエネル・ファイナンス・イ

ンターナショナル・エヌヴイは、ユーロ債市場で総額１十億ユーロに及ぶ機関投資家向け持続可能性連動債を発行した。

かかる新規発行は、温室効果ガス直接排出量（スコープ１）の削減に関連するエネルの持続可能性目標の達成に連動してお

り、国際連合の持続可能な開発目標（SDG）13「気候変動に具体的な対策を」に寄与し、当グループの持続可能性に連動した資

金調達フレームワークに沿うものである。

戦略計画に従って、この新しい持続可能性連動債は、当グループの総負債合計に占める持続可能な資金源の割合を2024年に

は約65%、2030年には70%超とする当グループの目標達成に寄与するものである。

 

新規の持続可能性連動債

2022年10月７日、エネル・エスピーエーは、その子会社であってオランダで登録された金融会社であるエネル・ファイナン

ス・インターナショナル・エヌヴイ及び米国で登録された金融会社であるエネル・ファイナンス・アメリカ・エルエルシーを

通じて、総額4.0十億ドル（約4.1十億ユーロに相当）に及ぶ機関投資家向け持続可能性連動債を、米国市場及び国際市場にお

いて発行した。当該債券は、複数のトランシェに分かれて発行され、エネルにより保証される。

 

エネルは、EKF及びシティとの間で800百万ドルの持続可能性に連動した一般目的融資に合意

2022年10月12日、エネル・グループは、デンマークの輸出信用機関であるEKFから、最大800百万ドルのファシリティの設定

を受けた。当該ファシリティはシティによりアレンジされ、当グループのデンマークのサプライヤーとの世界規模の取引関係

に基づいており、エネルの2040年ネット・ゼロ目標の一環として、柔軟な手段を通じて、風力エネルギーの開発を支援し、気

候変動による影響を低減することを目的としている。

 

エネルはピージェイエスシー・エネル・ロシアの全ての持分を売却

2022年６月16日、エネル・エスピーエーは、ピージェイエスシー・ルクオイル及びクローズ型複合投資信託「ガスプロムバ

ンク・フレジア」と、エネル・ロシアに対する保有持分全て（エネル・ロシアの株式資本の56.43%に相当）の総額約137百万

ユーロでの売却について、それぞれ別個に２件契約を締結した。

2022年10月12日、2022年６月16日付けの契約に従い、エネル・エスピーエーは、ピージェイエスシー・ルクオイル及びク

ローズ型複合投資信託「ガスプロムバンク・フレジア」への、ピージェイエスシー・エネル・ロシアに対する保有持分全て

（エネル・ロシアの株式資本の56.43%に相当）の総額137百万ユーロでの売却を完了した。当該取引は、2022年８月５日付け政

令第520号第５項に基づくロシア連邦大統領による取引承認を含む、当事者と締結した別個の２件の契約に規定された全ての条

件が満たされた後に完了した。
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当該取引の結果、エネルは、従業員及び顧客に対する継続性を確保しつつ、約5.6GWの従来型発電設備及び開発段階の異なる

約300MWの風力発電設備を含む全てのロシアにおける発電所資産を売却した。

当該取引により、主に為替換算準備金の戻入れ（約1,054百万ユーロ）に起因して、報告されたグループ利益に対し約1,551

百万ユーロのマイナスの影響が生じた。

 

エネルはチリにおける送電事業の売却を完了

2022年12月９日、エネル・エスピーエーは、７月28日付けの契約を実行に移し、上場子会社であるエネル・チリ・エスエー

が、チリの上場送電会社エネル・トランスミシオン・チリ・エスエーの株式資本の99.09%の持分全てを、インヴェルシオネ

ス・グルーポ・サエサ・エルティーディーエーに支配されるソシエダッド・トランスミソラ・メトロポリターナ・エスピー

エー（STM）に売却したことを発表した。

この種の取引に係る慣習的な一定の条件を充足し、チリの競争当局である経済監督庁（FNE）から承認を得た後、当該売却

は、2022年11月７日に開始し12月６日に終了したSTMとマレコ・ホールディングス・コープによる公開買付けに応じて実行され

た。

STMは、エネル・チリが保有するエネル・トランスミシオン・チリに対する全ての持分につき、資本対価全額1,399百万ドル

（約1,575百万ドルの企業価値に相当）を支払い、これには2022年１月１日から公開買付けの開始日までの金利に基づく価格調

整も含まれていた。

当該取引の一環として、STMはエネル・トランスミシオン・チリの関係会社間貸付金についても返済した。

当該取引により、約１十億ユーロのキャピタル・ゲインが生じた。

 

エネルはルーマニアの全事業の売却に関してPPCと独占交渉を開始

2022年12月14日、エネル・エスピーエーは、ルーマニアにおけるエネル・グループが保有する全ての株式持分（以下「対象

資産」という。）の将来的な売却に関連して、ギリシャの会社であるパブリック・パワー・コーポレーション・エスエー

（PPC）と独占交渉契約を締結した。独占交渉期間中、2023年１月末まで、両当事者は取引文書について交渉し、PPCは対象資

産について適切なデュー・ディリジェンスを実施した。かかるデュー・ディリジェンスが完了次第、PPCの取締役会はエネルに

対して拘束力のあるオファーを提示するか決定する。両当事者は、当該取引に関して拘束力のある契約を締結した場合、市場

に通知を行う。

 

エネルはCVCに対しグリッドスペルタイズの50%の売却を完了

2022年12月22日、エネル・エスピーエーは、2022年10月20日に調印した契約に従い、従前調印した契約に規定された全ての

条件を満たした後、エネル・グリッド・エスアールエルを通じて、国際的なプライベート・エクイティ・ファンドであるシー

ヴイシー・キャピタル・パートナーズ・ファンドⅧ（CVC）に対し、完全子会社であるグリッドスペルタイズ・エスアールエル

の50%の持分の売却を完了したことを発表した。

上記契約に従い、CVCは総額約300百万ユーロ（625百万ユーロの企業価値に相当（100%ベース））を支払った。さらに、当該

契約には企業価値を最大１十億ユーロ（100%ベース）に引き上げる可能性のある繰延支払が含まれていた。

取引全体により、エネル・グループの利益に約520百万ユーロのプラスの影響が生じた。当該取引を受けて、エネルとCVCは

共同支配体制で同社を運営する。

当該取引は、顧客のエネルギー需要の電化プロセスを加速させるための新しいインフラ及びサービスをもたらすことを目的

とした、第三者との投資の実行を想定するスチュワードシップ・モデルの下で、エネル・グループの現在の戦略計画に沿った

ものである。

相手方との当該契約において、他の条項の中でもとりわけ、2029年以降、CVCがその持分を市場で売却することを決定し、当

該ファンドが行った投資に対する特定の利益を確保し得る価格を支払う意思のある買い手が見つからない場合、エネルはグ

リッドスペルタイズの支配権を取り戻す選択肢を有することが規定されている。2022年12月31日現在、このシナリオの発生可

能性はほぼないと評価された。
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エネルはSACEにより保証される12十億ユーロのリボルビング・クレジット・ファシリティに調印

2022年12月23日、エネル・エスピーエー並びにバンコ・ビーピーエム・エスピーエー、ビーピーイーアール・バンカ・エス

ピーエー、カッサ・デポジーティ・エ・プレスティーティ・エスピーエー、インテサ・サンパウロ・エスピーエー及びユニク

レジット・エスピーエー（幹事銀行としても行為）からなる金融機関団は、エネル及びエネル・グローバル・トレーディン

グ・エスピーエーのエネルギー市場における取引活動の担保要件を満たす資金を提供するため、12十億ユーロのリボルビン

グ・クレジット・ファシリティを締結した。

当該クレジット・ファシリティは、イタリアの輸出信用機関であるSACEエスピーエーにより、額面金額の最大70%まで約18ヶ

月の期間で保証され、特に（ⅰ）「ロシアによるウクライナ侵攻に伴う経済支援のための国家補助措置に関する臨時危機枠組

み」に関する欧州委員会の最終通達C（2022年）第7945号及び「国家補助：ロシアによる対ウクライナ戦争に関連する企業支援

のため、最大23十億ユーロまでの予算の増加を含む、イタリアの政策修正」に関する2022年12月20日付けの欧州委員会決定

SA.104722号並びに（ⅱ）2022年７月15日付け法律第91号に変換された、2022年５月17日付け政令第50号（以下「補助政令」と

いう。）（2022年11月17日付け法律第175号に変換された、2022年９月23日付け政令第144号により修正された。）の条項に従

い確定された。

 

エネルはゴイアスにおけるブラジルの配電業者の売却を完了

2022年12月29日、エネル・エスピーエーは、2022年９月23日に調印した契約に従い、チリの上場会社であるエネル・アメリ

カス・エスエーを通じて支配される子会社のエネル・ブラジル・エスエーが、ブラジルの配電会社であるセルグ・ディストリ

ビューソォン・エスエー－セルグ・ディー（以下「エネル・ゴイアス」という。）の持分全て（同社の株式資本の約99.9%に相

当）を、エクアトリアル・エネルジア・エスエーの子会社であるエクアトリアル・パティシパソエス・エ・インヴェスティメ

ントス・エスエー（以下「エクアトリアル」という。）に対して売却したことを発表した。

2022年９月に調印した売買契約に従い、エネル・ブラジル及びエネル・アメリカスの取締役会が取引を承認し、またこの種

の取引に係る慣習的な一定の追加条件（ブラジルの電力規制当局である国家電力庁（ANEEL）及びブラジルの競争当局である経

済擁護行政委員会（CADE）による許可を含む。）が満たされた後、売却は完了する。

エネル・ブラジルは、保有するエネル・ゴイアスの持分全てを、取引完了後の調整を条件として、総額約8.5十億ブラジルレ

アル（約1.6十億ドルに相当）で売却した。

対価総額の内訳は以下のとおりである。

・　エクアトリアルは、エクイティ部分に対し、約1.5十億ブラジルレアル（285百万ドル超に相当）を取引完了時に支払っ

た。

・　エネル・ゴイアスは、取引完了から12ヶ月以内に、約7.0十億ブラジルレアル（約1.3十億ドルに相当）の関係会社間貸

付金を返済する。

取引全体は、エネル・ゴイアスの（ⅰ）現在のキャッシュ・ポジション、（ⅱ）第三者債務及び（ⅲ）偶発債務を含む。

また、当事者は、現在の及び潜在的な偶発債務の結果に基づくアーンアウト支払メカニズムに合意した。

当該取引により、損益に総額約１十億ユーロのマイナスの影響が生じた。

 

事故に関連したイー・ディストリブッツィオーネに対する刑事手続－イタリア

2021年７月１日、イー・ディストリブッツィオーネ・エスピーエーは、ターラントの検察庁により主導された、多くの従業

員及び経営陣並びにイー・ディストリブッツィオーネ・エスピーエー自体に対する法令第231/2001号に基づく手続に関して通

知を受けた。これは、2021年６月27日から28日にかけての夜間に発生した、委託先業者の従業員１名が負傷した事故を受けた

ものであった。

捜査段階において再現不可能な技術的評価を命じられ、検察官の技術コンサルタントによる2021年12月15日付けの報告書が

提出され、検察官の証拠に含められた。その後、予備的な調査の完了通知が被告及び会社に対して送達された。検察官のファ

イルへのアクセスが許可されたことにより、弁護側は多くの被告に対する告訴の棄却決定について知ることができた。
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カナリア諸島政府のエネルギー総局により主導される制裁手続－スペイン

2021年10月６日、カナリア諸島政府のエネルギー総局（以下「エネルギー総局」という。）は、イー・ディストリビュシオ

ン・レデス・デジタルス・エスエルユー（EDRD）に対し、グリッドのポイントへの接続に係る許可を不当に拒絶又は変更し

て、苦情及び事故に関する連絡サービスを運用し適切に機能させる義務に従うことを怠ったことによる違反の疑いで、それぞ

れ、３件の懲罰手続（ES.AE.LP 006/2019ES、AE.LP 007/2019ES及びAE.LP 008/2019）を主導する３つの決議について通知し

た。2021年10月29日、EDRDは、それぞれの手続において書面を提出した。３件の手続において科されうる罰金は、それぞれ11

百万ユーロ、18百万ユーロ及び28百万ユーロに及ぶ。３件の手続のうち１件（ES.AE.LP 006/2019ES）は、罰金を科されること

なく終結した。

2022年１月24日、エネルギー総局は、EDRDに対し、2021年11月18日付けの新たな決議について通知したが、その決議によ

り、継続的で深刻であると分類された５件の違反及び非常に深刻だが継続的ではないと分類された２件の違反を犯した疑いで

さらなる懲罰手続が主導され、最大94百万ユーロの罰金の可能性を示唆した。違反の疑いは、再び、グリッドへのアクセス及

び接続の申請、接続の実行、顧客の要求に対する処理、与えられた情報、実施されたシステム及び実行の遅延に言及するもの

である。2022年９月28日、エネルギー総局は、EDRDに対し、2022年９月26日付けの決議案について通知したが、これは、電力

産業に関する法律（法律第24/2013号）の規定に基づき、５件の深刻な違反及び２件の非常に深刻な違反を犯した疑いに責任が

あると認定されたことに対し、約31.5百万ユーロの罰金をEDRDに科すものであった。現時点では、罰金は科されていない。

 

2022年特別料金改定（リオデジャネイロ）－ブラジル

2022年７月13日、エネル・ディストリビューソォン・リオデジャネイロは、国家電力庁（ANEEL）の総局が2022年７月12日に

承認した、2022年の特別料金改定についての決議第3064/2022号の効力（当該影響は約300百万ブラジルレアル（約59百万ユー

ロ）と事前に算定されていた。）を停止するよう予防的措置（職務執行令状）の申立てを行った。2022年７月27日、連邦裁判

所は、エネル・ディストリビューソォン・リオデジャネイロの予防的申立てを認容し、さらなる決議が行われるまで決議第

3064/2022号の効力を停止することを認めた。2022年８月３日、ANEELは当該決定に対する異議の申立てを行い、それに続き、

エネル・ディストリビューソォン・リオデジャネイロに有利に与えられた予防的措置について再検討するよう求める総局の覚

書を裁判所に提出した。
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５【研究開発活動】

 

イノベーション

 

194件の概念実証が

2022年度中、革新的

なソリューションの

試験を行うために開

始された。

 

60件のソリューショ

ンが2022年度の事業

に お い て ス ケ ー ル

アップ段階にある。

「オープン・パワー」ビジョンに沿って、当グループは、エネルギー移行の課題に取り組

むため、オープン・イノベーション・アプローチを推進している。「オープン・イノベー

ション」モデルにより、当グループの「戦略計画」の原動力を勘案しつつ、事業の諸課題に

対処するために当社のあらゆる分野とスタートアップ、産業パートナー、中小企業

（SME）、研究所、大学及び企業とを（クラウドソーシングのプラットフォームもある程度

利用して）結びつけることが可能となる。

当社は、多数のイノベーション・パートナーシップ契約を有しており、再生可能エネル

ギー関連の従来の事業分野及び従来型発電に加えて、eモビリティ、マイクログリッド、エ

ネルギー効率及び産業におけるモノのインターネット（IoT）のための新たなソリューショ

ンの展開を促進してきた。

エネルのイノベーション戦略は、オンラインのクラウドソーシングのプラットフォームで

あるopeninnovability.comと、10ヶ所のイノベーション・ハブ（うち３ヶ所はラボも兼ね

る。）及び22ヶ所のラボ（うち３ヶ所はスタートアップ専用）のグローバル・ネットワーク

を活用し、スタートアップ及び中小企業とのコラボレーションの新しいモデルを強化してい

る。後者は革新的なソリューション及び新しいビジネスモデルを提供するもので、エネルは

自らの開発やスケールアップの可能性を支援するために、自社の専門知識、試験施設及び

パートナーのグローバル・ネットワークを利用可能にしている。ハブは、当グループにとっ

て最も関連性の深いイノベーション・エコシステム（カターニア、ピサ、ミラノ、シリコン

バレー、ボストン、リオデジャネイロ、マドリッド、バルセロナ、サンチアゴ・デ・チリ、

テルアビブ）に設置されている。これらのハブは、事業ラインが明白に示すイノベーション

のニーズに対応して、イノベーション活動に関わる全ての参加企業との関係を構築し、革新

的なスタートアップや中小企業をスカウトするための主要な拠点となっている。2022年９

月、エネルは新たに、再生可能エネルギー及び電力グリッドに関する人工知能の開発及びロ

ボティクスを専門に取り扱うAI＆ロボティクス・ラボをテルアビブに開設した。

さらに2022年、エネルはイノベーション・マネジメントに関するISO56002基準を世界で最

初に自発的に採用した企業の１つとなった。ISO56002基準は、より範囲の広いISO56000基準

の１つであり、アイデアの誕生からそれを世界規模で実行するまで、イノベーション・マネ

ジメントに係る全ての側面を対象とする。この基準により、従業員及びステークホルダーの

創造性を刺激し、かつ市場の発展に沿う新しい価値の提案が現れることを促すようなイノ

ベーションの文化を普及させる条件整備を通じて、イノベーション及び事業機会の有効性を

高めることができる。

2021年、アイデアの創出からプロジェクトの実行段階まで、ビジネスを包括的に支援する

ことを目的として、当グループにおけるオープン・イノベーション・カルチャーとアジャイ

ル・トランスフォーメーションの融合が行われた。これには、時間をかけて競争力の優位性

及びコストの最適化を生み出すための重要な原動力としてイノベーション及びアジャイル手

法を用いる。
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 2022年度もまた、事業に重要な関連性のある問題や新しいテクノロジーにイノベーション

で対応し、当グループの価値を創造するため、専門分野横断的なワーキング・グループが設

立され、イノベーション・コミュニティの活動が引き続き行われた。既存のエネルギー貯

蔵、ブロックチェーン、ドローン、エネルギー蓄積、メタバース、ロボティクス、センサー

及び量子コンピューティングに係るコミュニティに、ウエアラブル機器、アディティブ・マ

ニュファクチャリング、データ収益化、人工知能及び機械学習、素材並びに水素を含む他の

イノベーション・コミュニティが追加された。かかるコミュニティは、潜在的なテクノロ

ジーの改善を継続的に観察したり、有用な新ビジネスモデル、付加価値サービスを共有した

り、また、エネル・グループの様々な分野で実行する可能性のあるテクノロジー類型の事例

を利用している。

イノベーション活動の一端を示す数字として、2022年においては194件（2021年は168件）

の概念実証が革新的なソリューションをテストするために開始される一方、60件（2021年は

46件）の革新的なソリューションがスケールアップ段階にあり、イノベーションに104.5百

万ユーロ（人件費を含む。）が投資された。

 

 

　知的財産

エネルの知的財産ポートフォリオ（以下「IP」ともいう。）は、持続可能な成長の一翼を担う一連の情報から構成されてい

る。オープン・イノバビリティⓇエコシステムは、発明のフローを生み出す社内外のソリューションの創出及び共有を通じて

イノベーションをもたらすが、これらの発明は知的財産保護の手段を用いて保護され、利用される。

2022年12月31日現在、当グループは163の特許ファミリーにおいて合計883件の産業発明に対する特許を出願した。そのう

ち、711件が付与され、172件が出願中となっている。かかるポートフォリオは、当グループが関わる全ての市場における保護

を確保するものである。エネルのIPポートフォリオには、23件の実用新案及び194件の意匠登録も含まれる。特許、実用新案及

び意匠のほか、IP権には技術及び商業両方の性質の産業機密も含まれ、「企業秘密管理」手続の規定に従って継続的に体系化

され、維持管理されている。当グループはまた、2,027件の商標を保有しており、うち1,642件が既に登録され、385件が出願中

となっている。

エネルは知的財産権の創出及び利用を管理するプロセスを「知的財産管理」及び「企業秘密管理」という組織的手続に整理

統合した。両手続ともIPの創出において人的資本を必須の要素とみなし、発明の過程における従業員の参加を奨励することに

努め、あらゆる発明の戦略的重要性を強調している。

2022年度中、全ての国際事業ラインにおいて、知的財産の体系化及び保護の活動が継続された。具体的には、次のとおりで

ある。

・エネルＸ・グローバル・リテールは、戦略的プラットフォームに活動の焦点を当て、エネルＸの全ての事業ユニットの戦

略データを格納するビッグ・データ・プラットフォーム上、及びエネルＸの顧客のための「Xカスタマー」グローバル管理

システム上で著作権を体系化した。

　循環経済に関して、エネルＸはその循環性スキームを関連するスコア及び運用メカニズムとともに著作権法に基づき保護

した。

　遠隔医療の分野では、完全なウェルネス・パッケージをユーザーに提供する「Smart Axistance eWell」アプリのグラ

フィック・インターフェースに関して、多数の意匠を欧州連合において登録済みである。

・エネル・グリーン・パワー及び火力発電は、当年度の進展を以下のとおり報告する。

- 太陽光発電セクターにおいては、（ⅰ）産業発明に関する特許の出願、並びに太陽光パネルを現場で設置するプロセス

を自動化し、設置の時間及び費用を削減するとともに作業者の安全性を高めるソリューションに関する意匠の出願、

（ⅱ）排気装置内のウェーハの処理に用いられるカセットのウェーハ・バー・ホルダーの除去及び自動挿入を最適化す

るシステムに関してフランス原子力・代替エネルギー庁（CEA）と共同所有する特許の出願。さらに、３SUN工場におい

ては、主に営業秘密の形式で、ギガファクトリー・プロジェクトに必要な技術的ノウハウの生成及び保護が継続されて

いる。
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- 水力発電において、水力発電用螺旋装置、ディストリビューター羽根、又は水力発電用小口径パイプライン等のアクセ

ス困難な場所の検査を可能にして、プラント制御を円滑化するロボット・ソリューションに係る実用新案に関する特許

の出願

・エネル・グリッドは、2022年度中の発明に関し、２件の特許の出願を申請した。１件はグリッド及びグリッド事象に関す

る資産の認識並びに異常の検出に関する分野であり（プロジェクトODIN）、もう１件は高所で作業する労働者用の安全装

置の分野である。また、（ⅰ）環境負荷の低減のため再生原料を使用して実装する新しい持続可能なロード・キャブの設

計に係る意匠の登録、及び（ⅱ）道路建設現場の境界設定に関する手法からなる、安全分野の実用新案に関する特許出願

の申請についても記しておく。

　また、当年度中、グリッドスペルタイズは、Quantum Edge - QedⓇの装置に関連した特許出願を申請することにより、IP

ポートフォリオを強化した。同装置は、二次変電所の物理的構成要素をデジタル化するためにエッジコンピューティング

を利用しており、設置、訓練及び運転並びに維持の費用を低減させ、ネットワークの信頼性を高める。

・国際eモビリティは、家庭用スマート充電器のJuiceBox DC及びJuiceBox 4.0をそれぞれ（ⅰ）欧州連合、英国及び米国に

おいて登録される国際意匠登録、並びに（ⅱ）カナダ、メキシコ及び米国において登録される国際意匠登録を利用して保

護した。電気自動車の充電ステーションに関する知的財産の保護もまた拡張され、JuiceMedia 2.0及びJuiceMod各製品

は、欧州連合及び米国において意匠登録された。

・エネル・グローバル・サービシズは、商標「ENEL OOPS...! INNOVATIONⓇ」としても保護されているイノベーション管理

手法に関する産業発明について、イタリアで特許出願を申請した。この手法は、オープン・イノバビリティⓇツールを使

用した産業工程の改善に基づいている。

より全般的に、当グループは、電気及びガスの市場のデータベース及び予測アルゴリズム、特定の資産又は生産活動に対す

る気候変動の影響を評価するためのシナリオ・データを用いた先進的な定量モデルに関する、主に著作権保護及び営業秘密の

形で表現されるIP密度の高いソリューションの開発に対し、資源を投入し続けている。特に、かかる活動には（ⅰ）ある資産

が気候変動の潜在的影響に「抵抗する」能力を特徴づけること、（ⅱ）ある事象又は気候事象の組合せが発電所に損害を与え

る確率を数値化すること、及び（ⅲ）改善すべき行動又は分野の優先順位付けのための特定の技術的アプローチとともに、分

散形式を含め、資産の「弱点」の指標を提供することを目指した開発モデルが含まれる。

 

デジタル化

2022年、サイバーセキュリティ分野のイノベーション活動は、イノベーション・ハブのネットワーク並びにそのスタート

アップのポートフォリオ及び当グループのレベルで築かれたパートナーシップにより恩恵を受けた。

かかる相互関係により、最良の慣行及び運用モデルの共有並びに情報共有チャネルの構築及び強化が可能となった。

この分野の主なイニシアチブは、以下に報告するとおりである。

・量子計算がもたらす将来の計算能力の向上により脅威にさらされる現在の暗号化モデルを是正する方法の理解強化に向け

た、量子鍵配送及び耐量子暗号化アルゴリズムに基づくソリューションの分析

・オープンソース・コード及び第三者ソフトウェアのライブラリーについて、いずれも脆弱性の観点及びユーザーライセン

スの観点から分析する、ソフトウェア開発支援サービス及びソリューション

・分散型アプローチと比較した場合の集中保護の技術の回復力の理解に向けた、ブラウザ分離ソリューション（ブラウザが

悪意ある当事者のエントリーポイントとなることを防止するため、ブラウザをネットワークから分離すること）及びブラ

ウザセキュリティの分析

・計算能力の低い分散型デバイス向けの、機械学習及び人工知能に基づくバーチャル認証ソリューション

・組織自体のセキュリティを損なうおそれのある、資産及び組織が使用する第三者のサービスの脆弱性を特定するための

サービス（外部攻撃サーフェス）

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 245/1075



・人工知能及び機械学習の大きな可能性を活用し、ITの脅威の検知並びにインシデントの分析、相関及び対応に係るプロセ

スの自動化の能力を強化するソリューション

・革新的な技術の支援を得て資産及びデバイス（モバイル・デバイス、IoT、ウェブ・アプリケーション等）の脆弱性を特定

するためのソリューション

・操業環境に影響を与えることなくスクリプトに関して脆弱性特定手順を実施することを通じた、産業環境の精査

 

　エネルにおけるサイバーセキュリティ対策

エネルはサイバーインシデントについて、先を見越した管理及び対応を行うため、自前のCERT（サイバー緊急事態対応チー

ム）を設置しており、当グループの基盤すなわち全ての従業員及び資産（工場設備、インフラストラクチャー、IT及びOTのオ

ブジェクト、並びに当グループの事業に役立つデバイス全般）を保護するために関連するステークホルダーと協力及び情報交

換を行うよう促している。平均して、CERTの監視により毎日、約7,000のデータソースから３十億件の事象が法人資産に関連し

て記録されており、これらは自動分析によって相互に関連付けられ、１日当たり平均300件の「インシデント」として提示され

る。このデータは、セキュリティ上のインシデントを監視し、処理を最適化するため、セキュリティ情報・イベント管理

（SIEM）プラットフォーム上でグローバルに収集され、事業運営に支障を来す前に潜在的脅威及び脆弱性が特定され、ネット

ワーク上の異常な挙動が分類される。

インシデントは、具体的な影響マトリックス（エネル・サイバー・インパクト・マトリックス）に基づいて分類され、０か

ら４までの段階に分けられる。アクシデントの大半は、当グループの体制にほとんど影響することなく、レベル０又は１に分

類され、自動的又は半自動的に、ブロックされるか又は既存の会社防衛手段により処理される。これに対し、レベル２、３又

は４に分類されたインシデントは、当グループに潜在的影響があり、関係ステークホルダーの関与の下、直接、CERTのアナリ

ストが対処する。

インシデント管理は、事の性質上、複雑かつ常時変化するサイバー空間に遅かれ早かれ直面する展開とならざるを得ない。

実際、CERTの創設以来、対処する事象の件数は増加し、防御すべき範囲も拡大したため、新しいテクノロジーの導入及び専門

化が進むスキルの集約につながった。この方向での進化は、SOARと機械学習との統合に表れている。前者はセキュリティ・

オーケストレーション、自動化及びレスポンスの頭字語であり、自動操作フローの定義により、反復タスクを自動化できるソ

フトウェア製品である。後者は人工知能の一種であり、使用するデータに基づいて学習し、又はパフォーマンスを改善するシ

ステムの構築を取り扱う。これらのテクノロジーは、インシデントの分析及び処理の段階において、必要な活動の加速、強化

及び画一的追跡を可能にすることで、アナリストに多大な支援を提供し、これによりアナリストは並行処理を行い、人の介入

を必要とするより複雑なアクションに集中することができる。

2022年度中のCERTに関連するもう１つの重要な進展は、新たにサイバーセキュリティの専門家を揃え、内部チームを強化し

たことであった。

 

循環経済

2015年以来、循環経済はエネルの戦略の原動力であり、ビジネスモデルの持続可能性及び競争力を高めるため、当グループ

の全ての活動に組み込まれている。

循環経済は、再生可能資源、燃料又は原材料の別を問わない天然資源の利用における統合的アプローチにより、持続可能な

経済モデルへの移行において重要な要素となっている。脱炭素化及び電化は、循環性と無関係でなく、どちらも原材料への依

存度をできる限り低下させようとする新たな経済モデルの開発を目指す１つのパラダイムの一部であり、ビジネスモデルの完

全な持続可能性（環境的にも社会的にも）及び競争力の保証につながるものである。

当グループのビジョンは５つの柱を持ち、これらは、デザイン（投入する材料の選択に始まり、耐用年数の拡大、資産の稼

働率及び耐用年数が尽きた時点の回収可能価値の最大化に焦点を当てた計画の作成）、資産の使用方法（すなわち耐用年数の

延長、シェアリング、製品のサービス化）並びに循環ループのクローズド化（すなわちリユース、リマニュファクチャリン

グ、リサイクル、及び回収材料を新規循環のインプットとして再使用すること）という３つの主要なてこにより作用する。
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このように、循環型モデルは当グループのあらゆる活動に組み込まれ、資源の消費及び関連する社会的、環境的影響を低減

すること、並びに原材料特に重要性が極めて高いコモディティの調達に関連する地政学的リスク及び価格リスクを低下させる

ことによりビジネスモデルの競争力を高めることを目的としたバリューチェーンの再設計を目指している。この関連で、エネ

ルのイニシアチブには再生可能資源の使用又は以前のライフサイクルに由来する資源の使用（例えば、再生プラスチックをス

マートメーターや電気自動車の充電インフラに使用すること）の推進、並びに代替的な材料及びアプローチを用いた新たなソ

リューション（例えば、化学的貯蔵システムと比較すると持続可能性の高い材料（岩石等）を用いる重力蓄電又は熱エネル

ギー貯蔵）の特定が含まれている。

循環型アプローチは、その本来の性質により、開かれたアプローチであり、絶えず、様々なステークホルダー及び拡大され

たエコシステム（サプライヤー、顧客、機関、イノベーションのエコシステム等）との協力を模索している。拡大されたエコ

システムは自らの属する特定のセクターのみに限定されるのではなく、新しいセクター及び分野における、シナジーが生み出

せるカウンターパーティを含む。こうした理由から、エネルは購入する製品及びサービスの循環性の向上を目標とする「循環

型調達戦略」を実行してきており、また、リサイクル及び耐用年数終了時の回収による資源のより有効な利用のインセンティ

ブをサプライヤーに与えるため、バリューチェーンに沿った原材料及びその影響の追跡を改善するツール及び新たなアプロー

チの開発も行っている。

循環型アプローチを採用した初期の段階から、エネルは、モデルが持続可能であるにとどまらず経済的競争力を持つために

は、測定可能でなければならないとの理解に基づき、循環性の環境的利益及び経済的利益の測定を活用してきた。ダボスで開

催された2023年世界経済フォーラムの一環として、エネルは、循環性を測定するための新しいKPIである「Economic

CirculAbility©」を発表した。これは、当グループ全体のEBITDAについて、様々な事業活動のバリューチェーン全体で消費さ

れた資源量（燃料もコモディティも含む。）と比較したものである。同時に、当グループは、この指標を2030年までに2020年

比で倍増させると表明した。これは、生み出されるEBITDAに対する資源消費量を半減させることを意味する。エネルはこうし

て、世界で最初にこの種の循環性指標を採用し、意欲的な目標を掲げた企業となっている。
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第４【設備の状況】

 

１【設備投資等の概要】

 

　「第一部－第２－２ 沿革」、「第一部－第２－３ 事業の内容」及び「第一部－第３－３ 経営者による財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

２【主要な設備の状況】

 

　2022年12月31日現在、当グループは、1,295の再生可能エネルギー発電所（そのうちオーナーシップが1,270、スチュワード

シップが25）及び276の熱電施設（そのうち原子力発電施設６）を保有しており、それらは火力、水力、地熱及びその他の再生

可能エネルギー資源の施設から構成される。当グループは、配電ネットワークを所有しており、それは2022年12月31日現在で

合計2,024,038キロメートルの電圧線（そのほとんどがイタリア、スペイン及びブラジルにおける中電圧線及び低電圧線であ

る。）から構成される。2022年12月31日現在、当グループは、主にイタリアにおいて、純簿価約95百万ユーロの不動産を所有

しており、主に事務所用建物及びその他の商業用不動産並びにこれらよりも少ないが居住用不動産から構成される。

　経営陣は、当グループの重要な財産は良好な状態にあり、当グループの需要を満たすのに十分であると考えている。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

 

　上記「第一部－第４－１ 設備投資等の概要」及び「第一部－第４－２ 主要な設備の状況」を参照のこと。
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第５【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

 

(1)【株式の総数等】

 

①【株式の総数】

（2023年５月31日現在）

授　権　株　数（株） 発 行 済 株 式 総 数（株） 未 発 行 株 式 数（株）

該当なし
＊1 10,166,679,946 該当なし

*1　イタリア会社法には、エスピーエーの授権株数を制限する概念は存在しない。その代わりに、授権資本金総額に対して限

度額が設けられている。当社の場合、授権資本金総額の限度額は現在10,166,679,946ユーロである。

 

②【発行済株式】

（2023年５月31日現在）

記名・無記名の別及び

額面・無額面の別
種　類 発行数（株）

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

記名式額面株式

（１株の額面金額１ユーロ）
普通株式 10,166,679,946

ユーロネクスト・ミラノ

証券取引所

１株につき

１議決権

計 － 10,166,679,946 － －

 

(2)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

　該当なし。

 

(3)【発行済株式総数及び資本金の推移】

（2023年５月31日現在）

年月日
発行済株式総数（株） 資本金（ユーロ）

摘　要
増減数 残高 増減額 残高

2016年４月１日 763,322,151増 10,166,679,946 763,322,151増 10,166,679,946

エネルに有利となるエネル・

グリーン・パワーの部分的非

比例会社分割に関して、2016

年１月11日の株主総会で決議

された有償増資に基づいて新

規発行された763,322,151株

の引受け

 

(4)【所有者別状況】

 

　下記「第一部－第５－１ 株式等の状況－(5)大株主の状況」を参照のこと。
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(5)【大株主の状況】

 

　本書提出日現在、エネルの主な株主はイタリア経済財務省（MEF）であり、エネルの株式を23.585%保有している。イタリア

の法律及びエネルの定款の規定によれば、エネルの株式資本の３%を超えて保有する株式に係る議決権は行使することができな

い。しかしながら、株主総会での定足数を決定する目的で、議決権を行使できない株式も数えられるものとする。そのため、

エネルは事実上MEFの支配に服しており、MEFは、これまでのところ、エネルの定時株主総会において過半数の取締役を任命す

るにあたって十分な議決権を有している。

　エネルの株主名簿における記録、CONSOBに提出されて当社が受領した報告書、及びその他の入手可能な情報に基づくと、

2023年５月11日現在、当社の株式資本の１%超の株式を有する当社の株主は、以下のとおりである。

（2023年５月11日現在）

氏名又は名称 住　　所
所有株式数

（株）

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合（%）

イタリア経済財務省（MEF）
イタリア、ローマ、ヴィア・ヴェン

ティ・セッテンブレ 97
2,397,856,331 23.585

ブラックロック・インク*
アメリカ合衆国、ニューヨーク州、

ニューヨーク、55 イースト 52 スト

リート

510,695,227 5.023

ノルウェー政府
ノルウェー、オスロ、バンクプラッセ

ン２、私書箱 1179
220,900,831 2.173

シンガポール政府
C/O、シンガポール、キャピタル・ト

ウ、37-01、ロビンソン・ロード
157,174,786 1.546

イタリア銀行
イタリア、ローマ、ヴィア・ナツィオ

ナーレ 91
124,016,450 1.122

ヴァンガード・トータル・インター

ナショナル・ストック・インデック

ス

アメリカ合衆国、マルバーン、ヴァン

ガード・ブルヴァード、100
102,574,033 1.009

*非裁量的な資産運用の目的で間接的に保有している。
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２【配当政策】

 

概要

　イタリア法に従い、エネルによる年間配当は、エネル取締役会の決議に基づき、該当する各年度について非連結ベースで、

エネルの分配可能な利益及び準備金から支払われる。

　かかる決議はいずれも、エネルの財務書類の承認のために当該事業年度の終了後180日以内に招集される定時株主総会におい

て、エネルの株主により承認されなければならない。

　下表は、過去３事業年度に分配された配当総額を示している。

 
 配当金 １株当たり配当金

 （百万ユーロ） （ユーロ）

　     

2020年度  3,334 0.33 

2021年度  3,638 0.36 

2022年度  3,861 0.38 

 

　2023年５月10日に開催された定時株主総会において、エネルの株主は、2022年12月31日に終了した事業年度について、総額

約4,067百万ユーロ、すなわち普通株式１株当たり0.40ユーロの配当を支払うことを決議した（うち１株当たり0.20ユーロ、総

額で2,033百万ユーロは、既に中間配当として支払われている。）。普通株式１株当たり0.20ユーロの中間配当は、2023年１月

24日の営業終了時現在の登録株主に対して、2023年１月25日に支払われた。残りの普通株式１株当たり0.20ユーロの年間配当

は、2023年７月25日の営業終了時現在の登録株主に対して、2023年７月26日に支払われる予定である。

 

支払準備金

　当社による年間配当の支払は、取締役会により提案され、定時株主総会において株主の承認を得ることが必要とされる。い

ずれの年度においても、当社の非連結ベースでの純利益から配当が支払われる前に、当社の法定準備金が少なくとも当社の発

行済株式の額面価額の５分の１に達するまでは、かかる純利益の５%に相当する額が法定準備金に割り当てられなければならな

い。累積損失の結果として当社の資本が減少した場合、配当は資本が回復するまで支払われないか、又はかかる損失の金額

分、減額される可能性がある。取締役会は、一定の制限には服するが、中間配当の分配を認めることができる。

 

償還及び時効

　エネルにより宣言された年間配当はいずれも、適用のある法令に従って支払われる。株主は、正式に承認された財務書類に

基づき払われた年間配当について、かかる配当を善意で受領した場合には、これをエネルに対して返還する必要はない。支払

可能日から５年以内に受領されなかった配当は、エネルの利益のために没収され、準備金に加えられる。

 

支払方法及び支払時期

　エネルが宣言した配当は、1998年６月24日付け法令第213号並びに2008年２月22日付けイタリア銀行及びCONSOB規制に従い、

モンテ・ティトーリ又は仲介機関が各株主の指示のもとで株式を預託しているその他の公認の集中証券保管・管理システムを

通じて、各株主に対し支払われる。

 

配当方針

株主配当：エネルは、簡潔で予測可能かつ魅力的な配当方針を、計画により対象とされた期間（2022年－2024年）実施す

る。株主は、2024年までに１株当たり0.43ユーロに到達することを目指して、今後３年間、固定の保証された増配（DPS）を受

領する予定である。

 

租税

　本書の「第一部－第１－３ 課税上の取扱い」を参照のこと。
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３【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 

(1)【コーポレート・ガバナンスの概要】

 

コーポレート・ガバナンスの概要及び構造

　エネル・エスピーエー（以下「エネル」又は「当社」という。）は、電力及びガスセクターにおいて、とりわけヨーロッパ

及びラテンアメリカを中心に世界を主導する組織の１つである多国籍グループ（以下「エネルグループ」、「エネル・グルー

プ」又は「当グループ」という。）の親会社である。当グループは、各大陸にわたる47超の国において業務を展開しており、

正味設備容量約84.6GWからエネルギーを生産し、約２百万kmのネットワークにより配電する。当グループは、世界中に約73百

万のエンドユーザーを有しており、ヨーロッパの事業者で最大の顧客基盤を有する。

 

所有構造

1999年以降、エネルは、イタリア証券取引所、ボルサ・イタリアーナにより組織運営されているユーロネクスト・ミラノ証

券取引所（旧メルカート・テレマティコ・アッツィオナーリオ）に上場しており、イタリアの全会社中最大の株主数を有する

（個人及び機関の投資家を合わせて約670,000）。エネルの株主は、最も重要な国際的な投資ファンド、保険会社、年金基金及

びエシカルファンドを含み、エネル及びグループにより透明性及びコーポレート・ガバナンスについて国際的なベストプラク

ティスが実施されている。

　また、本書提出日現在、エネル・グループは、他に11の上場会社（その株式はブラジル、チリ、ペルー、スペイン及び米国

の証券取引所にそれぞれ上場されている。）を含む。

 

コーポレート・ガバナンス・モデル

　エネルのコーポレート・ガバナンス構造は、2020年１月31日に公表されたイタリアのコーポレート・ガバナンス・コード(1)

（以下「コーポレート・ガバナンス・コード」という。）に規定された原則を遵守しており、当社は、「非集中所有型」の

「大企業」(2)としてコーポレート・ガバナンス・コードを遵守するとともに、国際的なベストプラクティスを尊重している。

 

(1) コーポレート・ガバナンス・コードは、ボルサ・イタリアーナ（イタリア証券取引所）のウェブサイト

（https://www.borsaitaliana.it/comitato-corporate-governance/codice/2020-eng.en.pdf）上で閲覧可能である。

(2) コーポレート・ガバナンス・コードにおいて、「大企業」は過去３暦年それぞれの最終取引所営業日において時価総額

が１十億ユーロを上回った企業、「集中所有型企業」は定時株主総会において行使可能な議決権の過半数を単一の株主

（又は株主間の議決権行使契約に参加する相対多数の株主）が直接又は（子会社、受託者若しくは第三者を通じて）間

接的に保有している企業と定義される。

 

エネルが採用したコーポレート・ガバナンス制度は、当グループの事業活動の環境的・社会的適合性及びかかる活動を行う

上で関連するステークホルダーの利益を十分に検討するという当然の必要性の両方を考慮に入れて、株主のために長期的な価

値を創造しようと努めているため、持続可能な成功という目標を達成することを目指している。イタリアにおいて上場会社に

適用される現行の法的枠組みを遵守するため、当社の組織構造は、以下を含んでいる。

・当社の経営に対して責任を負い、（ⅰ）取締役会の任務の適切な内部配分を確保するために予備的、積極的かつ助言的な機

能を有する取締役会付属委員会並びに（ⅱ）法律及び特定の社内手続によって定められた任務を遂行する関連当事者委員会

を構成員の間で設置した取締役会

・（ⅰ）当社が法律及び定款を遵守するとともに、当社の業務を遂行する上で適切な経営原則を遵守すること、（ⅱ）財務情

報開示のプロセス並びに当社の組織構造、内部監査制度及び管理会計制度の妥当性、（ⅲ）単体及び連結財務書類の監査並

びに外部監査法人の独立性、そして（ⅳ）コーポレート・ガバナンス・コードに規定されたコーポレート・ガバナンスの

ルールが実際にどのように実施されているかを監視することに対して責任を負う法定監査役会
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・とりわけ次の事項を決議するために招集される株主総会（定時総会又は臨時総会）-（ⅰ）取締役及び法定監査役の選任又は

解任並びにその報酬及び責任、（ⅱ）財務書類の承認及び純利益の配分、（ⅲ）自己株式の買付け及び売却、（ⅳ）報酬方

針及びその実施、（ⅴ）株式報酬制度、（ⅵ）当社定款の変更、（ⅶ）会社の合併及び分割、そして（ⅷ）転換社債の発行

　会計の外部監査は、適切な登録簿に登録され、法定監査役会による理由を付した提案を受けて株主総会により選任された専

門会社に委任される。

 

統制及びリスクシステム

 

リスク統制システムの主な要素 確認の有無

内部統制及びリスク管理システムのガイドラインを策定する文書の存在 確認された

取締役会により承認された監査機能のマンデートの存在 確認された

リスク管理業務及び法務リスク・不遵守リスクの監視を担当する特別な組織構造の存在 確認された

明確化された戦略目標に沿った事業管理に伴う事業リスクの適合性の年次評価 確認された

具体的な遵守プログラム（231モデル、汚職ゼロ・トレランス、人権ポリシー等）の準備 確認された

「危機管理」事態（すなわち、最高経営責任者が通常の任期よりも早期に辞任した場合等）にお

いて会社の正常な管理を確保するための非常事態計画の準備

確認された

 

取締役及び役員の補償

イタリア法に基づき、会社は、取締役及び役員それぞれの職務の遂行に関連して発生した全ての法的費用、経費及び損害賠

償の金額を補償することができる。

1996年及び1998年にエネルの株主総会で採択された決議に従い、エネルは、取締役会及び監査役会のメンバーがその職務の

遂行に関連して関与する可能性のある刑事訴訟手続、又はその職務の遂行に関連して犯した税務違反に対する過料の適用に関

する手続に関して発生した全ての法的費用を提供又は返金するものとする。かかる決議に従い、エネルの取締役又は監査役

が、（ⅰ）最終判決により確定した故意の違法行為若しくは重過失、又は（ⅱ）当社の不利益となる行為の結果として、犯罪

行為又は税務違反により発生した法的費用、経費及び過料は引当金を計上せず、また払い戻さない。1998年にエネルの株主総

会で承認された上記の決議に従い、エネルは、取締役及び監査役に対しても団体交渉合意書第15条第１項に定める補償を付与

する。本有価証券報告書の提出日現在、当該利害関係者がその職務の遂行に関連して生じた第三者に対する民事上の責任は、

最終判決により確定した故意の違法行為又は重過失の場合を除き、当社が負担する。

上記に基づき、エネルの取締役会会長及び最高経営責任者の経済的取扱及び法的取扱を規制する決定は、それぞれの職務並

びに子会社若しくは関連会社又は第三者である会社若しくは法的主体において有する他の職務（もしあれば）（当該職務を当

グループのために又は当グループの利益のために有している場合）に関連する司法手続又は行政手続の場合に、当社が保護措

置を講じることを定めている。ただし、最終判決で確定した故意又は重過失の場合、又は明らかに当社に損害をもたらす行為

の場合を除く。

さらに、エネルの役員に関しては、適用可能な全国団体交渉協約に基づき、当社は、（ⅰ）役員が負担した第三者に対する

民事責任、及び（ⅱ）役員の刑事訴訟への関与に関連する全ての法的費用を負担する。いずれの場合も、役員の職務遂行に関

連して、最終判決により確定した故意又は重過失の場合を除く。

エネルはまた、主要保険グループと基本契約を締結しており、エネルの取締役、監査役及び役員は、「取締役及び役員保

険」（又はD&O）を購入可能及び購入済であり、特に、自らの職務に関連する法的手続及び請求並びにその結果生じる当社又は

第三者への損失がカバーされるが、自らの重過失の場合を含む、故意の不法行為の場合を除く。この点において、エネルの取

締役又は監査役の保険は、当社が直接支払うグローバル保険料に含まれる役員保険の代わりに、自費で加入している。

上記に関して、2022事業年度中、エネルの取締役及び戦略的責任を負う役員に対して、それぞれの職務を遂行する上で生じ

た違法行為又は過失による損失を補填するための補償は行われていないことに留意されたい。
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① 所有構造

 

1．所有構造

 

1.1 株式資本構造

 

　当社の株式資本は、定時株主総会及び臨時株主総会のいずれにおいても完全な議決権を有する普通株式のみから構成され

る。2022年末、そして本書提出日現在、エネルの株式資本は10,166,679,946ユーロであり、額面金額１ユーロである同数の普

通株式で構成され、ボルサ・イタリアーナが組織運営する証券取引所ユーロネクスト・ミラノ市場（旧メルカート・テレマ

ティコ・アッツィオナーリオ）に上場されている。

 

1.2 主要な株主及び株主間の合意

 

　エネルの株主名簿への登録、CONSOBに対してなされ当社が受領した報告及びその他の入手可能な情報に基づくと、本書提出

日現在、当社の株式資本の３%を超える持分を保有する当社株主は、以下のとおりである。

 
当社主要株主 株式資本保有割合

経済財務省（MEF） 23.585%

ブラックロック・インク
*  5.023%

*
  限定的資産運用目的で間接的に保有されている持分

 

　詳細は、「第一部－第５－１　株式等の状況－(5)　大株主の状況」を参照のこと。

　当社の知る限り、エネルの株式に関して、統一財務法において定義される株主間の合意は存在しない。

　当社は、エネルの定時株主総会において過半数の取締役を選任するのに十分な議決権をこれまで有してきた経済財務省によ

る事実上の統制に服している。もっとも、当社は会社組織に与えられた任務及び責任の構造に従い、経営上の意思決定を完全

に独立して行っているため、経済財務省はいかなる形でも当社の経営にも調整にも関与しない。このことは、企業の経営及び

調整に関するイタリアの民法上の規定がイタリア政府には適用されないことを明確にした法令第78/2009号の第19条第６項の規

定（その後、法律第102/2009号に変換された。）によって確認される。

 

1.3 株式所有及び議決権の制限

 

　民営化に関する法的枠組みの規定を実施するため、当社の定款は、政府、公的機関及びそれらの支配下にある者を除き、い

ずれの株主も、直接的に及び／又は間接的に、エネルの株式資本の３%超に相当する株式を所有してはならないと規定してい

る。

　上述の３%の制限を超過して所有した株式に関する議決権は行使できず、株式所有の制限により影響を受けるそれぞれの当事

者が有していたはずの議決権は、関係する株主らからの事前の共同での指示がない限り、比例して削減される。これが遵守さ

れない場合、上述の制限を超過する議決権行使がなければ必要多数に達しなかったことが判明すれば、株主総会で可決された

決議は裁判所で効力を争われる可能性がある。

　民営化に関する法的枠組み（その後の改正を含む。）に基づき、公開買付けが実施されて、買収者が、取締役の選任及び解

任に関する決議での議決権を有する株式資本の少なくとも75%に相当する株式を保有する結果として、３%の制限が超過される

場合には、株式所有及び議決権の制限に係る定款の規定は効力を失う。

　エネル株式の譲渡に関して、当社又はその他担保権者の事前の承認を得る必要があるというような制限はない。

 

1.4 イタリア政府の特別権限

 

　エネルは、他のグループ会社とともに、2012年３月15日付け法令第21号（改正の上で2012年５月11日付け法律第56号に変換

され、その後改正及び統合された。）第２条に基づき、国益にかなう戦略的資産を保有しているため、戦略的分野におけるイ

タリア政府の特別権限についての法的枠組み（同じく法令第21/2012号及び関連する施行規則に規定される。）の適用を受け

る。
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2022年度中、当社は、この件に関して2019年９月21日付け法令第105号（改正の上で2019年11月18日付け法律第133号により

法律に変換され、その後改正及び追補が加えられた。）に定められた暫定規定の適用も受け、同規定は2022年12月31日まで有

効であった。

 

1.5 従業員の株式保有：議決権行使の仕組み

 

　統一財務法によれば、上場会社の定款において、従業員である株主の委任状による議決権の行使を簡略化することを目的と

した規定を定めることにより、株主総会における意思決定プロセスへの彼らの参加を促進することが推奨されている。

　この点に関連して、1999年以降、エネルの定款は、当社及び当社の子会社の従業員である株主（適用ある法律の下で課せら

れた要件を満たす持株会と関連する者）からの委任状の回収を簡略化するため、代理人と随時合意された条件及び方法に従

い、持株会が通信及び委任状回収のための場を利用することができることを明確に規定している。

　2008年３月、当社は、エー・ディーアイ・ジー・イーと呼ばれる従業員持株会（エネル・グループの従業員持株会であるア

ソチアツィオーネ・アツィオニスティ・ディベンデンティ・グルッポ・エネル）が設立されたことを伝えられた。この従業員

持株会は、統一財務法に規定された要件を満たしており、そのため、上記の定款の規定に服するものである。

 

1.6 取締役の選出及び交替、並びに定款の変更

 

　取締役の選出及び交替を定める規則は、下記「選出、交替及び非常事態計画」において検討される。

　定款の変更に適用される規則に関しては、臨時株主総会が、法律に規定された適切な多数決に従って決議する。

　もっとも、法律で認められるとおり、当社の定款は、以下に関する全ての決議を取締役会の権限としている。

・完全保有又は少なくとも90%を保有する会社の吸収合併及びかかる会社の会社分割

・従たる事務所／支店の設立又は閉鎖

・当社を代表する権限を持つ取締役の選任

・１名又は複数名の株主が退いた場合の株式資本の減少

・定款を適用ある法律の規定と一致させること

・イタリア国内の別の場所への本店の移転

 

1.7 増資及び株式買戻しを行う権限

 

　本書提出日現在、取締役会は増資することは授権されておらず、また、利益分配型金融商品の発行も授権されていない。

2022年５月19日に開催された定時株主総会において、2021年５月20日の定時株主総会で付与された権限を事前に取り消した

上で（エネルはこの事実に基づいて、2021年中、合計1,620,000株の自己株式を購入した。）、取締役会は、当社株式500百万

株（当社の株式資本の約4.92%に相当する。）及び支出額２十億ユーロを上限として、自己株式の取得及びその後の処分につき

授権されたことに留意されたい。自己株式の取得は、株主総会の日から18ヶ月間を期間として授権され、取得した自己株式の

処分については、期限は設けられていない。さらに、この株主総会では、取締役会の提案に基づき、当社の自己株式の取得及

び処分の目的、条項及び条件を定め、とりわけ買取価格の決定手順及び買取オペレーションの実施の業務手続を設定した。

上述の株主総会によって付与された権限及びその後2022年６月16日に採択された取締役会決議を実施するにあたって、エネ

ルは、イタリア民法第2359条に従ってエネル及びその子会社の経営陣を対象とした2022年LTIプランに対応するための買戻計画

を策定した。この計画を実施して2022年６月17日から同年７月20日までの期間に実施した取引により、当社は合計2,700,000株

の自己株式を購入した。したがって、既に保有していたエネル自己株式4,889,152株を考慮し、また、2019年LTIプラン（2019

年５月16日の株主総会で承認された。）の受益者に対して2022年９月５日に払い出したエネル株式435,357株を勘案すると、

2022年12月31日現在、エネルは株式資本の約0.07%に相当する7,153,795株の自己株式を保有している。
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さらに、2023年５月10日に開催された定時株主総会においては、2022年５月19日の定時株主総会で付与された上述の権限を

取り消した上で、最大500百万株（当社の株式資本の約4.92%に相当する。）のエネル株式の２十億ユーロの支出額合計を上限

とした取得及びその後の処分に関する取締役会に付与された権限が、当該株主総会の開催日からさらに18ヶ月間更新されたこ

とに留意を要する。買い取った自己株式の処分について、期限は設けられていない。また、この株主総会では、取締役会の提

案及び株式買戻しに関する適用ある法律の規定に従い、当社の自己株式の取得及び処分の目的、条項及び条件を定め、特に買

取価格の決定手順及び買取オペレーションの実施の業務手続を設定した。

 

1.8 支配権の変更に関する条項

 

エネルの支配権に変更があった場合に効力を生じるか、修正されるか又は終了する、エネル又はその子会社が当事者となっ

ている重要な契約（以下本書において「支配権の変更」事例という。）について、以下に記載している。

 

Ａ）エネルとエネル・ファイナンス・インターナショナル・エヌブイとのシンジケート・クレジット・ファシリティ契約

2021年３月、エネル及びその子会社であるエネル・ファイナンス・インターナショナル・エヌブイ（以下「EFI」という。）

は、銀行団との間で、最高額10十億ユーロのクレジット・ファシリティ契約を締結した。2022年５月、エネル、EFI及び同じ貸

付銀行団は、上記の与信枠を3.5十億ユーロ増額することを主な目的とした修正・改定契約を締結した。この契約に基づき、追

加分の3.5十億ユーロは2025年５月までの３年間利用可能であるが、10十億ユーロの主たるトランシェは2026年３月に期間満了

となる。2022年12月の時点では、本クレジット・ファシリティ契約は使用されていない。

2022年12月、エネルは、額面価額の70%までSACEエスピーエー及び金融機関団により保証される12十億ユーロのリボルビング

与信枠に調印した。2022年12月の時点では、2024年６月に期間満了となるこの与信枠は使用されていない。

さらに、2020年10月、エネルは銀行団との間で、１十億ユーロに相当する「持続可能性連動ローン」型のクレジット・ファ

シリティ契約を締結した。2022年12月の時点では、2026年10月に期間満了となる上記クレジット・ファシリティ契約は、全額

使用されていた。

前述の各クレジット・ファシリティ契約については、エネルに関する「支配権の変更」事例(3)が発生した場合、銀行団に属

する銀行はそれぞれ、契約条項の再交渉を提案し、又は契約から撤退する意向を通告することができるものとみなされる。

 

(3) なお、このような契約の目的上、「支配権の変更」事例には、エネル又はその子会社が、貸付銀行団の見解では当グ

ループの財務の信頼性が大幅に損なわれるように当グループの資産の大部分を当グループ以外の当事者に（合併という

手段さえ含めて）譲渡する事態が含まれる。

 

銀行団に属する銀行１行以上との契約条項の再交渉が成立しなかった場合、又はかかる銀行１行以上が契約から撤退する意

向を通告してきた場合、

- エネル及びEFIは、個々のケースに応じて、受け取った融資金を期限前に返済して、該当する各銀行が引き受けた融資コミッ

トメント全体をペナルティなしに取り消すよう決定することができる。

- 該当する各銀行は、提供した融資金の期限前の返済及び引き受けた融資コミットメント全体の取消しを要求することができ

る。

銀行団に属する銀行のいずれもが契約条項の再交渉を提案又は契約から撤退する意向の通告しない場合は、前述の融資コ

ミットメントは当初合意された条項どおりに完全な効力及び効果を維持するものとする。
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Ｂ）エネル及びエネル・ファイナンス・アメリカ・エルエルシーのクレジット・ファシリティ契約

2022年９月、エネルは保証人として、その子会社であるエネル・ファイナンス・アメリカ・エルエルシー（以下「EFA」とい

う。）とともに、デンマークの輸出信用機関であるEKF（以下「EKF」という。）及び主幹事金融機関に任じられたシティとの

間で、最高額を800百万米ドルとする「持続可能性連動ローン」型クレジット・ファシリティ契約を締結した。この契約の与信

枠は2034年５月に期間満了となるもので、2022年12月の時点においては430百万米ドルが使用されていた。

上記クレジット・ファシリティ契約に関連して、EFAに関する「支配権の変更」事由が発生した場合、EKF又は本クレジッ

ト・ファシリティ契約の条項に基づき貸付人となる銀行、金融機関若しくはその他の事業体（以下「貸付人」という。）は、

本クレジット・ファシリティ契約を解除し、提供した金額の早期返済を要求することが想定されている。

エネルに関する「支配権の変更」事由が発生した場合、貸付人は、契約条項の再交渉を提案し、又は契約から撤退する意向

を通告することができる。

貸付人との契約条項の再交渉が成立しなかった場合、又は貸付人が契約から撤退する意向を通告してきた場合、

- EFAは、受け取った融資金を期限前に返済すること、及び貸付人が引き受けた融資コミットメント全体を違約金なしに取り消

すことを決定できる。

- 貸付人は、提供した金額の早期返済及び引き受けた融資コミットメント全体の取消しを要求することができる。

貸付人が契約条項の再交渉を提案せず、また、契約から撤退する意向も通告しなかった場合は、前述のクレジット・ファシ

リティ契約は、当初合意された条項どおりに完全な有効に存続するものとする。

 

Ｃ）バンク・オブ・アメリカ・ヨーロッパ・デジグネイテッド・アクティビティ・カンパニーとの間のクレジット・ファシリ

ティ契約

2021年10月、エネルはバンク・オブ・アメリカ・ヨーロッパ・デジグネイテッド・アクティビティ・カンパニー（以下「バ

ンク・オブ・アメリカ・ヨーロッパDAC」という。）との間で、約349百万米ドルの「持続可能性連動ローン」型クレジット・

ファシリティ契約を締結した。2022年12月の時点において、その与信枠（2025年10月に期間満了となる。）は全額使用されて

いた。

上記クレジット・ファシリティ契約に関連して、エネルに関する「支配権の変更」事由が発生した場合、バンク・オブ・ア

メリカ・ヨーロッパDACは、契約条件の再交渉を提案するか、又は契約を離脱する意向を通知することができることが規定され

ている。

契約条件の再交渉が不調に終わった場合、又はバンク・オブ・アメリカ・ヨーロッパDACが契約から離脱する意向を伝えた場

合、エネルはこれに先立って受け取った金額を違約金なしで返金するものとする。

バンク・オブ・アメリカ・ヨーロッパDACが契約条件の再交渉を提案せず、また契約を離脱する意向を伝えることもしなかっ

た場合は、当該融資契約は、当初合意された条件に従い、完全に効力を維持する。

 

Ｄ）ユニクレジット・エスピーエーとの間のクレジット・ファシリティ契約

2019年10月、エネルはユニクレジット・エスピーエー（以下「ユニクレジット」という。）との間で、総額最高１十億ユー

ロの「リボルビングSDG連動」型クレジット・ファシリティ契約を締結した。本クレジット・ファシリティ契約は、2024年10月

に期間満了となるもので、2022年12月の時点においては未使用である。

さらに、2022年７月、エネルはユニクレジットとの間で、2020年６月に両者間で締結した350百万ユーロの「リボルビング

SDG連動」型クレジット・ファシリティ契約の解約と同時に、同額・同種のクレジット・ファシリティ契約を締結した。この与

信枠は2025年７月に期間満了となるもので、2022年12月の時点においては未使用である。

上記の各クレジット・ファシリティ契約に関しては、エネルに関する支配権の変更が発生した場合、かかる支配権の変更に

ついて、ユニクレジットに適時に通知しなければならないと規定されており、ユニクレジットは、かかる支配権の変更によっ

てリボルビング・クレジット・ファシリティ契約の下でのエネルの債務履行能力に悪影響が生じる可能性があると考える場合

は、提供された利用可能資金をエネルが使用することを禁じ、また、既に引き出された融資金を返済するよう要求することが

できる。
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Ｅ）エネル・プロデュッツィオーネへのEIBの融資

2007年６月、再生可能エネルギー及び環境保護の分野での投資を増加させるために、子会社であるエネル・プロデュッツィ

オーネ・エスピーエー（以下「エネル・プロデュッツィオーネ」という。）は、欧州投資銀行（以下「EIB」という。）との間

で、最高450百万ユーロの融資契約を締結し、400百万ユーロが支払われ、銀行保証が付された。2022年12月の時点で、本融資

（2027年７月に期間満了となる。）の残高は133百万ユーロ相当であった。

この融資契約に関しては、エネル・プロデュッツィオーネ及びエネルの両社とも、自社の支配権に変更が生じた場合にはEIB

に通知することが義務付けられること、及びEIBはかかる支配権の変更がエネル・プロデュッツィオーネの銀行に対する金融債

務に及ぼし得る影響について、エネル・プロデュッツィオーネと協議できることが規定されている。また、EIBは、関連する所

有構造の変更によってエネル・プロデュッツィオーネ又はエネルの財務状況に悪影響が生じ得ると考える理由がある場合は、

追加保証の差入れ、本融資契約の内容の変更、又はEIBが納得するその他の措置を求めることができる。エネル・プロデュッ

ツィオーネが提案された措置を受け入れない場合は、EIBは単独で当該融資契約を終了させることができる。

 

Ｆ）イー・ディストリブッツィオーネへのEIBの融資

2006年11月、子会社であるイー・ディストリブッツィオーネ・エスピーエー（以下「イー・ディストリブッツィオーネ」と

いう。）は、電力網の効率性を改善するプロセスの開発を目的として、EIBとの間で600百万ユーロ相当の融資契約を締結し

た。このうち200百万ユーロ分はエネルの保証が付され、残る部分は銀行保証が付される。本融資は2026年12月に満期となるも

ので、2022年12月の時点において、融資残高は160百万ユーロ相当であった。

上記の融資契約に関しては、エネルに関する「支配権の変更」があった場合、EIBは、新たな状況を検討して、イー・ディス

トリブッツィオーネへの本融資に関する条件を変更すべきかを判断することになっている。

さらに、イタリア国内の先進的な電力測定システムに関する融資取引として、イー・ディストリブッツィオーネは、EIBとの

間で、エネルの保証が付けられた以下の融資契約を締結したことに留意されたい。

- 2017年７月に、500百万ユーロの融資契約を締結し、2032年９月、2033年５月及び2033年10月にそれぞれ期間満了となるトラ

ンシェに分けて支払われた。この融資は2022年12月の時点で全額使用されており、債務残高は482百万ユーロであった。

- 2018年７月に、250百万ユーロの融資契約を締結し、2034年６月に期間満了となる１つのトランシェとして支払われた。2022

年12月の時点で全額使用されており、債務残高は支払われた融資と同額であった。

- 2019年11月に、250百万ユーロの融資契約を締結し、2035年３月に期間満了となる１つのトランシェとして支払われた。2022

年12月の時点で全額使用されており、債務残高は支払われた融資と同額であった。

また、イタリア国内の配電網の機能向上、修理及び近代化に関するプロジェクトを実施するため、イー・ディストリブッ

ツィオーネは、EIBとの間で以下の融資契約を締結した。

- 2021年６月、エネルの保証が付された300百万ユーロの契約を締結した。この融資は、2036年７月及び2036年12月にそれぞれ

期間満了となる２本のトランシェに分けて支払われ、2022年12月の時点で全額使用されており、債務残高は支払われた融資

と同額であった。

- 2022年７月、エネルの保証が付された300百万ユーロ相当の契約を締結した。本融資は、2037年８月に期間満了となる１つの

トランシェとして支払われ、2022年12月の時点で全額使用されており、債務残高は支払われた融資と同額であった。

上記の各融資契約に関して、イー・ディストリブッツィオーネは、自社の支配構造及び親会社であるエネルの支配構造に変

更があった場合にはEIBに通知することを義務付けられている。このような通知があった場合、EIBは、かかる変更がイー・

ディストリブッツィオーネのEIBに対する約束に及ぼしうる影響について、イー・ディストリブッツィオーネと協議することが

できる。かかる協議を要請した後、EIBは、追加保証の差入れ、融資契約内容の変更、又はEIBが納得するその他の措置を求め

ることができる。EIBは、支配権の変更の影響を代替措置によって軽減することができないと合理的に判断した場合、未履行の

融資を取り消し、また、融資の期限前返済を求めることができる。
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Ｇ）ラテンアメリカにおける持続可能な投資プログラムのためのEIBの融資

ラテンアメリカにおける一定の持続可能な投資の実施に関連して、約600百万ユーロ相当の以下の融資契約が締結されたこと

は注目に値する。

- 2021年12月、子会社のエネル・グリーン・パワー・ペルー・エスエーシーがEIBとの間で、130百万米ドル相当のフレーム

ワークローン契約を締結した。2022年12月の時点において、本融資は50百万米ドルが使用され、2036年12月に期間満了とな

る１つのトランシェで支払われており、債務残高は支払われた融資と同額であった。

- 2022年６月、子会社のエレトロパウロ・メトロポリターナ・エレトリシダッド・デ・サンパウロ・エスエーがEIBとの間で

200百万米ドル相当のローン・フレームワーク契約を締結した。2022年12月の時点において、本融資は130百万米ドルが使用

され、2037年９月に期間満了となる１つのトランシェで支払われており、債務残高は支払われた融資と同額であった。

- 2022年８月、子会社のエネル・チリ・エスエーがEIBとの間で294百万米ドル相当のローン・フレームワーク契約を締結し

た。2022年12月の時点において、本融資は全額使用され、2037年10月及び2037年12月にそれぞれ期間満了となる２本のトラ

ンシェに分けられており、債務残高は支払われた融資と同額であった。

上記フレームワーク契約に基づく融資は、トランシェに分けて支払われ、各トランシェには、エネル及び／又はその他の保

証人による保証が付される。保証契約に基づき、保証人は、当該保証人に関連する支配権の変更があった場合にこれを通知す

る義務を負う。

このフレームワークローン契約は、借入人に対し、自社の支配構造又は親会社であるエネルの支配構造に変更があった場合

にはEIBに通知することを義務付けている。このような通知があった場合、EIBは、かかる変更が借入人のEIBに対する約束に及

ぼしうる影響について、借入人と協議することができる。かかる協議を要請した後、EIBは、追加保証の差入れ、フレームワー

ク契約の内容の変更、又はEIBが納得するその他の措置を求めることができる。EIBは、支配構造の変更の影響を代替措置に

よって軽減することができないと合理的に判断した場合、未履行の融資を取り消し、また、融資の期限前返済を求めることが

できる。

 

Ｈ）イー・ディストリブッツィオーネに対するカッサ・デポジーティ・エ・プレスティーティの融資

2009年４月、電力網の効率性を高めるプロセスの開発を目的として、イー・ディストリブッツィオーネは、カッサ・デポ

ジーティ・エ・プレスティーティ・エスピーエー（以下「CDP」という。）との間でエネルの保証が付された800百万ユーロの

フレームワークローン契約を締結した。2011年、両当事者は上記のフレームワーク契約について、２度の延長に合意し、総額

は1,340百万ユーロに達した。本融資は2028年12月に期間満了となるが、2022年12月の時点で、融資残高は536百万ユーロ相当

であった。

この契約にも、CDPとエネルとの間で締結された保証契約が付されている。この保証契約の下で、エネルは前述の融資の保証

人として、(ⅰ)イー・ディストリブッツィオーネの株式資本について同社に対する支配権を失うこととなりうるような変化が

発生した場合、並びに(ⅱ)イー・ディストリブッツィオーネ及び／又はエネルの純資産、経済、財務又は業務の状況又は見通

しが大幅に悪化した場合には、CDPにその旨通知する義務を負っている。かかる状況のいずれかが発生した場合は、イー・ディ

ストリブッツィオーネにおいては、CDPから受けた融資を直ちに返済する義務が発生することがある。

 

Ｉ）エネルとエネル・グリーン・パワー・ヘラス・エスエーとのボンド・ローン・プログラム与信枠

2022年12月、保証人としてのエネル及びその子会社であるエネル・グリーン・パワー・ヘラス・エスエー（以下「EGPヘラ

ス」という。）は、銀行団との間で、最大430百万ユーロのボンド・ローン・プログラム与信枠の契約を締結した。この与信枠

は、2023年９月に期間満了となるもので、2022年12月の時点においては全額使用されていた。

上記の融資契約に関しては、エネル又はEGPヘラスに関する「支配権の変更」事由が発生した場合、各銀行は、自行の融資コ

ミットメントの解除及び既融資金額の期限前返済を求めることができることが定められている。
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1.9 取締役としての関係の早期終了に際して取締役に支払う報酬（公開買付けの場合を含む。）

 

エネルの最高経営責任者（ジェネラル・マネージャーを兼任している。）に対する報酬パッケージには、退任時の退職補償

金が含まれている。これは、正当な理由のある辞任又は正当な理由のない解任によって取締役としての関係が早期に終了する

場合にも給付される。

かかる支払に関する詳細は、適用ある法律の規定に従って当社の本店及び当社のウェブサイトで閲覧に供されている2023年

度の報酬方針及び2022年度の支払報酬に関する報告書の第１セクションを参照のこと。

公開買付けの結果としていずれかの取締役会メンバーとの関係が終了した場合も、上記以外の特別な補償金は発生しない。

 

② コーポレート・ガバナンス・コードの提言の実施及び追加情報

 

1. 取締役会

 

1.1 現在の構成及び任期

 

　2022年度中の取締役会は、2020年５月14日の定時株主総会において選任された以下の９名の取締役から構成されていた。

・ミケーレ・クリストモ、会長

・フランチェスコ・ストラーチェ、最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャー

・チェザーレ・カラリ

・コスタンツァ・エスクラポン・デ・ヴィルヌーヴ

・サミュエル・ロイポルド

・アルベルト・マルキ

・マリアンナ・マッツカート

・ミレッラ・ペレグリニ

・アンナ・チアラ・スヴェルト

　上記の取締役会の任期は、2022年度の年次財務書類の承認をもって終了したことに留意されたい。2023年５月10日開催の株

主総会において、以下の９名の取締役から構成される新たな取締役会が任命された。

・パオロ・スカローニ、会長

・フラビオ・カッタネオ、最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャー

・ヨハンナ・アルビブ

・マリオ・コルシ

・オルガ・ククルッロ

・ダリオ・フリジェリオ

・フィアメッタ・サルモーニ

・アレッサンドラ・スタビリーニ

・アレッサンドロ・ゼヘントナー

パオロ・スカローニ、フラビオ・カッタネオ、ヨハンナ・アルビブ、オルガ・ククルッロ、フィアメッタ・サルモーニ及び

アレッサンドロ・ゼヘントナーは、株主である経済財務省（当社株式資本の23.585%を保有）により提出された候補者名簿から

指名されており、一方で、マリオ・コルシ、ダリオ・フリジェリオ及びアレッサンドラ・スタビリーニは、ミューチュアル・

ファンド及びその他の機関投資家のグループ（合計で当社株式資本の1.859%を保有）により提出された候補者名簿から指名さ

れていた。

現在の取締役会の任期は、2025年度の年次財務書類の承認をもって満了する。

上記の当社取締役の簡単な経歴は後述の「第一部－第５－３－(2)役員の状況」のとおりである。
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1.2 選出、交替及び非常事態計画

 

　当社の定款の規定に従って、取締役会は３名から９名の取締役により構成される。取締役は、定時株主総会（かかる制限に

従って人数を決定する。）により３事業年度を超えない任期で選出され、取締役会メンバーは任期満了時に再任されることが

できる。

　現行の法的枠組みに基づき、全ての取締役は、上場会社の法定監査役に課せられる誠実性の要件を満たしていなければなら

ない。さらに、取締役は、2014年５月22日開催の臨時株主総会により承認された定款の第14条の２に規定され、2015年５月28

日開催の臨時株主総会により修正された追加の誠実性の要件を満たしていなければならない。

民営化を規制する法的枠組みを遵守し、かつ統一財務法の規定に従って、定款は、少数株主により選出された取締役が、選

出予定の取締役数の合計10分の３に相当することを確保するために、取締役会全体の選出は候補者名簿投票制度に従って行わ

なければならないと規定している。端数が生じた場合には、上の単位に切り上げられる。

2016年５月26日付けの臨時株主総会は、当社定款に特別な規定を導入することを決議した。当該規定に従い、議決権の過半

数を取得した候補者名簿が、選任予定の取締役数の10分の７（端数が生じた場合には、下の単位に切り下げられる。）に達す

るために十分な数の候補者を揃えていない場合には、取締役会を構成するのに必要な残りの候補者は、少数候補者名簿（かか

る候補者名簿の容量が十分である場合）から指名されることとなる。

　各候補者名簿には法律で規定された独立性要件（すなわち、上場会社の法定監査役に関する要件）を満たす候補者が少なく

とも２名含まれていなければならず、当該候補者を明記し、そのうちの１名を候補者名簿の最初に記載する。

株主総会の招集通知に記載されたとおり、３名以上の候補者を含む候補者名簿はまた、異なるジェンダーに属する候補者を

含むものとするが、これは、取締役会の構成がジェンダー・バランスに関する適用ある法律を遵守していることを確実にする

ためである。同法律は、2020年の変更以降、選任される取締役の40%以上をより代表されていない性別に留保することを定めて

いる。取締役会の選出手順に関して、会社定款は、この点に関し、投票後にジェンダー・バランスが達成されなかった場合に

用いられる特定の修正機能（以下「スライド条項」という。）を規定している。

　候補者名簿は、候補者を順番に掲載しなければならず、任期満了となる取締役会によって、又は個人としてであれ他の株主

と共同でであれ、規則でCONSOBにより規定された当社の株式資本の最低割合を保有する株主によって、提出することができる

（エネルの時価総額を考慮すると、本書提出日現在、最低株式保有割合は株式資本の0.5%相当である。）。候補者名簿は、そ

れを提出する者により、取締役会の選出を決議するために株主総会が招集される日の少なくとも25日前までに、当社の本店に

提出されなければならない。かかる名簿は当社により当社のウェブサイトにおいて公表されるものとし、また、取締役会の選

出についての透明なプロセスを確保するため、株主総会の日の少なくとも21日前にはエネルの本店で閲覧に供される。

　候補者の個人的特性及び専門的な資格証明に関する包括的な情報を記載した報告書は、法律及び／又はコーポレート・ガバ

ナンス・コードの適用ある規定によって求められる独立性要件を満たしていることを個々の候補者が証明する記載を（該当す

る場合は）添付して、候補者名簿とともに当社の本店に提出されなければならず、また速やかに当社のウェブサイト上で公開

されなければならない。

　選任されるべき取締役を特定するため、候補者名簿上の候補者のうち、投票された議決権数が当該名簿を提出するために必

要な割合の半分（すなわち、本書提出日現在では株式資本の0.25%）に満たなかった者は、考慮されないものとする。

　理由の如何を問わず、候補者名簿投票制度に従って選出されていない取締役の選任について、株主総会は、いかなる場合に

おいても以下の点を確保して、法律により必要とされる多数決に従って決議する。

・独立性要件を満たす取締役が法律で規定された人数以上存在していること（つまり、取締役が７名以下の場合は少なくとも

１名の独立取締役、取締役が７名を超える場合には２名の独立取締役を必要とする。）、及び

・ジェンダー間のバランス

取締役の交替は、適用ある法律の規定により規制される。かかる規定に加え、定款は以下の事項を規定している。
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・１名又は複数名の退任する取締役が、選出されなかった候補者も含む候補者名簿から指名されていた場合、取締役会による

交替は、退任した取締役が記載されていた名簿から候補者を順番に選任することにより行われなければならない。ただし、

かかる者が依然として選出される資格を有しており、かつ役職を引き受ける意思がある場合に限る。

・いかなる場合においても、退任する取締役の交替にあたり、取締役会は法律により規定される独立性要件を満たした必要な

数の取締役の存在を確保しなければならず、また、ジェンダー間のバランスに関する適用ある規定を遵守していることを確

保しなければならない。

・株主総会により選任された取締役の過半数が退任する場合は、取締役会全体が辞任するものとみなされ、在任する取締役

は、新たな取締役会を選出するため速やかに株主総会を招集しなければならない。

業務執行取締役の承継計画に関して、2016年９月、取締役会は、指名・報酬委員会の提案を受けて、コーポレート・ガバナ

ンス及び持続可能性委員会とともに、最高経営責任者が通常の任期よりも早期に辞任した場合（いわゆる「危機管理」事例）

に当社の業務が通常どおり運営されることを確保するためにとられる手順を規定することを目的とした具体的な「非常事態計

画」の内容を共有した。かかる「非常事態計画」に基づき、危機管理事例が発生した場合は、以下のようになる。

・取締役会会長は、主に最高経営責任者に関して想定されるのと同じ制限付きで当社の経営権限を引き受けるものとし、かか

る権限及び発生業務の承認のために遅滞なく取締役会を開催するものとする。

・当社の所有構造を考慮して、早期に辞任した最高経営責任者が指名された候補者名簿を提出した株主により、最高経営責任

者の交替に関する具体的な指示を事前に得ることが適切であるとみなされる。かかる指示は、自律しかつ独立した判断で取

締役会によって評価されることになる。

・早期に辞任した最高経営責任者が指名された候補者名簿を提出した株主が、辞任から15日以内に当該交替について指示を出

さなかった場合、取締役会は、最高経営責任者の役割を委任する取締役を選任するために、具体的な定時株主総会を開催す

るものとする。

・上記で最後に言及された株主総会において立候補が提出されなかった場合、又は、株主により提出された立候補のいずれも

が株主総会で代表される株式資本の過半数に達しない場合には、取締役会は速やかに、当該分野を専門としたコンサルティ

ング・ファームのサポートを得て、まずは、最高経営責任者の役割に最も適任であるとみなされる人物を選出するための候

補者リストを作成することを目的としたプロセスを開始するものとし、かかる人物を選出し、その者を最高経営責任者とし

て任命して、その者に適切な代表経営権限を委任するものとする。

2021年７月、取締役会は、管理役職のポジションの承継にふさわしい経歴の特定及び差別化を促進することをめざした、適

正な人材開発計画の存在を確認した。2022年度中、「ジェントル・リーダーシップ・モデル」が広く流布したが、これは、将

来にかけて持続可能な業績を生み出すために、満足感と動機付けとを組み合わせることの重要性に基づくものである。このモ

デルの枠組みにおいては、個人を尊重する新しい戦略が採用された。この戦略は、管理役職へのアクセスの査定に基づくシス

テムから、人々が自分の才能、技能、姿勢、志向及び願望を認識するのを支援するエンパワーメントパスの開発への移行を通

じて、最も複雑な組織上の役割において人々を支援する。

この関連で、管理役職に関する年次承継計画において、エネル・グループの多様性及び包摂に対するコミットメントも考慮

に入れ、こうした特徴をさらに強化する新たな選出基準が導入された。特に、承継計画へのアクセスに係る年齢制限は廃止さ

れた。

かかるプロセスは、個人的及び専門的経歴並びに後継者が特定されたポジションにとって十分な開発プロジェクトを見極め

るための「能力管理」プロセス（例えば「メンタリング」、「ジョブシャドウイング」、「コーチング」等の採用及び選抜研

修の推進）と並行して実施されている。
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1.3 役割及び機能

 

取締役会は、当社及び当グループの持続可能な成功を追求しており、当社及び当グループの戦略、組織及び統制に関するガ

イドラインに対して権限を有しているため、当社のガバナンス体制において中心的な役割を果たしている。その役割を考慮し

て、取締役会は定期的に開催され、任務の効率的な遂行を確保することに努めている。

　とりわけ、法的枠組み及び取締役会自体の特定の決議に従い、取締役会は、以下のことを行う。

・当社のコーポレート・ガバナンス制度を構築し、かかる制度が常に業務上のニーズに応じて機能していることを確認すると

ともに、当グループのコーポレート・ガバナンス体制が適切かどうかを監視する。後者の観点において、取締役会が、その

株式が規制市場に上場されているエネルの子会社（現状11の発行体）のコーポレート・ガバナンスを強化するとともに、こ

れらの全ての会社が該当地域でのベストプラクティスに従うことを確保することを目的としたいくつかの提案を2015年７月

に承認し、その後2019年２月にさらに統合したことに留意されたい。その後、2017年12月、取締役会は、当グループのコー

ポレート・ガバナンス制度の基礎となる一定の原則、すなわち当グループの会社が事業を行う国々の法的枠組みに準拠し、

統一的に適用できるように、取締役の利益相反及び関連当事者間取引に関する共通ルールを予備的に定めた特別ガイドライ

ン（いわゆる「コーポレート・ガバナンス・ガイドライン」）を承認した。最後に、2022年10月、取締役会は、コーポレー

ト・ガバナンス・ガイドラインの更新を承認した。この更新は主に、EU指令第2017/828号の施行に伴いイタリア及びスペイ

ンで採用された関連当事者取引に関する新たな規制枠組み（いわゆる「株主の権利Ⅱ」）にガイドラインの内容を適合さ

せ、また、実務経験から示唆される限定的変更を加えるために行われた。

・取締役会の内部委員会（助言及び事前対応型の機能を有する。）を設置し、その委員を選任し、また、内部規則を承認する

ことにより、かかる委員会の任務を定義する。2020年５月14日開催の株主総会後、取締役会が、2020年６月に、統制・リス

ク委員会、指名・報酬委員会、関連当事者委員会、並びにコーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員会を再設置したこ

とに留意されたい（かかる委員会の構成及び責任に関する分析並びに委員会により実行された活動については、下記「委員

会」を参照のこと。）。2023年５月10日開催の株主総会において選任された新しい取締役会は、助言及び事前対応型の機能

を有する取締役会の各内部委員会を（再）設置した。

・最高経営責任者の権限につき、その内容、制限及び行使にあたっての手続（もしあれば）を規定し、当該権限を委任し及び

撤回する。有効な権限に従い、2020年５月に取締役会が認めたように、最高経営責任者は当社の運営についてきわめて広範

な権限を付与されている。ただし、法令若しくは規制の条項又は会社定款により別段の指定がされている権限や、又は本書

に記載するように、取締役会の決議によって取締役会に留保されている権限は除く。

・法定監査役会とともに、最高経営責任者から、その権限を行使して実施される活動に関する情報（特別四半期報告書に要約

される。）を受領する。特に、当該役職の権限を行使して行われた最も重要な取引の全て（一切の特殊若しくは異例な取

引、又はその承認が取締役会に留保されないこととなった関連当事者との取引を含む。）に関して、最高経営責任者は、取

締役会に対し、(ⅰ)当該取引の特徴、(ⅱ)関連する当事者及び当グループ会社との関係、(ⅲ)関連する対価の決定手続、並

びに(ⅳ)損益計算書及び財務書類に関連する効果、について報告する。

・関連する委員会の分析及び提案に基づき、取締役及び戦略的責任を有する経営幹部の報酬方針について決定し、現行の法律

に従い株主総会に提出して承認を得る。また、かかる方針を実施する中で、当該委員会の提案に基づき、また、法定監査役

会との協議に基づき、最高経営責任者及び特定の役職にあるその他の取締役の報酬を決定し、経営陣のためのインセンティ

ブ・プランの採用を決議し、現行の法律が要求する場合、これらを株主総会の承認を得るため提出する(4)。この点に関し

て、取締役会が2022年４月に最高経営責任者、ジェネラル・マネージャー及び経営陣トップに対する2022年報酬方針及び

2022/2024年LTIプランを定めた後、2022年５月19日開催の株主総会で承認されたことに留意されたい。

 

(4) 特に、統一財務法第114条の２第１項の規定に基づき、当社の取締役会の構成員若しくは従業員又は親会社若しくは子会

社の取締役会の構成員若しくは従業員のための金融商品に基づく報酬制度は、定時株主総会の承認を条件とすることに

留意すべきである。
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・受領した情報に基づき、当社及び当グループの組織、管理及び会計構造の妥当性を評価する。かかる評価は2022年３月に実

施され、直近では2023年３月に実施された。

・最高経営責任者により提案された一般的な組織構造の変更について決議する。取締役会は、2014年７月に当グループの組織

構造の包括的見直しについて検討及び承認しており、直近では2021年11月に一部の修正に合意したことに留意されたい。

・長期的価値の創出に関連する事項の分析結果を勘案の上、当社及び当グループの事業計画を検討及び承認し、その実行を定

期的に監視する。年次戦略サミットで説明され、さらに取締役会が様々な会議で検討を重ねた2023-2025年事業計画が、2022

年11月に承認されたことに留意されたい(5)。この点に関し、当社内の現在の権限分配では、特に、取締役会が以下の事項の

承認について決議するものと規定されている。

－当グループの年次予算及び事業計画（当グループ会社が作成した年次予算及び長期計画を組み込んだものである。）

－（最高経営責任者の提案により）当社及び当グループの戦略目標をも規定した戦略合意。

 

(5) 2023-2025年事業計画の目的についての図表を用いた説明は、キャピタル・マーケッツ・デーの際のプレゼンテーション

（www.enel.comのウェブサイトで公開されている。）を参照のこと。かかる事業計画は、(ⅰ)リスク・リターン・プロ

ファイルを最適化するよう、顧客の需要と供給との均衡を図ること、(ⅱ)競争力、持続可能性及びセキュリティを確保

するための脱炭素化、(ⅲ)かかる移行を可能にするネットワークの強化、開発及びデジタル化、並びに(ⅳ)当グループ

の事業ポートフォリオ及び事業を展開する地理的領域の合理化、という４つの戦略の実行に焦点を当てたものである。

 

・戦略、財務書類、損益計算書又はキャッシュ・フローに重大な影響を与える当社及び当グループの取引について、関連当事

者との間で実施される場合や、さもなくば潜在的な利益相反の性質がある場合を含め、事前に検討し承認する。

　特に、全ての大規模な金融取引（(ⅰ)当社による75百万ユーロを超える金額の借入契約の締結及び当社による社債の発行、

(ⅱ)子会社による社債の発行又は借入契約の締結で、いずれも、エネルによる保証の供与が要求される場合又は取引額が300

百万ユーロを超える場合、及び(ⅲ)エネルによる子会社又は第三者のための保証の供与で、いずれも、かかる保証が50百万

ユーロを超える金額を対象とする場合、を意味する。）は、取締役会により事前に承認され（当社に関係する場合）、又は

評価されなければならない（他の当グループ会社に関係する場合）。

　さらに、50百万ユーロを超える金額の株式投資の取得及び処分は、同取締役会により事前に承認され（エネルが直接実施す

る場合）、又は評価されなければならない（他の当グループ会社に関係する場合）。

・内部統制及びリスク管理制度の妥当性についてガイダンス及び評価を提供し、この点に関してコーポレート・ガバナンス・

コードに規定された権限に沿って、当社及び当グループの戦略目標（その評価にあたっては当社の持続可能な繁栄に関連の

ある全ての要素を含む。）に適合したリスクの性質及び水準を定める。まず、取締役会は、取締役会内部で有効な内部統制

及びリスク管理制度の制定及び維持を担当する１名又は複数名の取締役を特定する。なお、2022年度中在職した取締役会

は、2020年５月に、この役割が最高経営責任者にあることを確認した。さらに、取締役会は、統制・リスク委員会の意見を

得て、以下の事項を行う。

－当社及びその子会社に関する主なリスク（持続可能な繁栄の観点から影響のありそうなリスクを含む。）を正確に特定

し、適正に測定し、管理し、そして監視できるように、内部統制及びリスク管理制度のガイドラインを策定し、さらに、

戦略目標に沿うように、かかるリスクの企業経営との適合性の水準を決定する。この点に関して、2013年11月、取締役会

が、内部統制及びリスク管理制度のガイドラインを特別な文書において決定し成文化したことに留意されたい（かかる文

書は、直近では2016年２月に更新された。）。さらに、2022年11月、取締役会は、2023-2025年事業計画に規定された戦略

目標に関連する主なリスクの、かかる戦略目標に沿った当社の経営との適合性について評価した。

－当社の事業の特性及びとられるリスクの種類並びにその有効性を考慮して、内部統制及びリスク管理制度の適切性を、少

なくとも年に１回は評価する。2023年２月、取締役会がこの点で2022事業年度に関して肯定的な評価を表明したことに留

意されたい。
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－法定監査役会並びに内部統制及びリスク管理制度の制定及び維持を担当する取締役との協議に基づき、「監査」部門の責

任者が作成した作業計画を、少なくとも年に１回は承認する。この点に関して、2022年２月、取締役会が同年度の監査計

画を承認したことに留意されたい。

－統制システムに関与しているコーポレート部門（監査部門を除く。）の有効性を強化する手段の採用機会及び判断の公正

性を評価し、かかる部門が充分な専門性及び人材を備えているか確認する。

－法令第231/2001号に基づきエネル内部に設置される監督機関の構成を決定する（下記「組織及び管理モデル」を参照のこ

と。)。

－法定監査役会との協議に基づき、監査法人がマネジメントレター（もしあれば）及びEU規則第537/2014号の第11条に従っ

た追加の報告書において記載した結果を評価すること。監査法人は2021年度の財務書類（法定及び連結の両方）に関する

マネジメントレターを作成しておらず、一方で、2022年５月に取締役会が、2021年度の財務書類（単体及び連結の両方）

に関して実施された法定監査活動に関する追加の報告書において監査法人が記載した結果を評価したことに留意された

い。

－内部統制及びリスク管理制度の制定及び維持を担当する取締役が取締役会会長に従って作成した提案に基づき、法定監査

役会との協議に基づき、監査部門の責任者を任命及び解任し、かかる責任者の報酬を当社の方針に従って決定し、さらに

取締役会は、当該人材がその職責の遂行に十分な資質を有しているか確認する。かかる手続に従って、2014年７月、取締

役会は、シルヴィア・フィオリを監査機能における責任者として任命し、同氏は現在も在職中であることに留意された

い。

・当グループの主要な会社の株主総会における議決権の行使について規定し、当該会社の取締役及び法定監査役を指名する。

・ジェネラル・マネージャーを任命し、関連する権限を付与する。2022年度中在職した取締役会は、2020年５月、フランチェ

スコ・ストラーチェを当社のジェネラル・マネージャーとして任命したことに留意されたい。

・最高経営責任者から受領した情報を使用して、当社及び当グループの一般業績を評価し、設定された目標の達成を定期的に

検証する。

・株主及びその他の当社にとって重要なステークホルダーとの対話を最も適切な方法で推進する。この関連で、取締役会はと

りわけ株主総会に提出する提案を策定し、実行され計画された活動について当該総会で報告し、株主が当該総会でなされる

決定に十分な情報をもって参加することができるために必要な要素に関する十分な情報を得られることを確保する。

2023年の最初の数ヶ月の間に実施されたコーポレート・ガバナンス制度に関する活動のうち、2022年度中在職した取締役会

が2023年３月に以下の事項を行ったことに留意されたい。

・指名・報酬委員会の提案に基づき、また、国内及び国際レベルの最良慣行の入念な検討を踏まえて、最高経営責任者及び戦

略に責任を負う業務執行役員の利益を株主一般の長期的利益とより強く一致させるため、これら役員が達成し、将来にわた

り維持しなければならないエネル株式の最低保有水準を確認する方針（いわゆる「株式保有ガイドライン」）を採用した。

・2022事業年度についての取締役会の検討結果を勘案し、また、コーポレート・ガバナンス・コードの勧告（取締役会自体の

組織規程にも明示的に規定されている内容）に沿って、指名・報酬委員会と協議の上で、エネルの株主に対し、新しい取締

役会につき最適と考えられる規模及び構成に関するガイドラインを表明した。これらのガイドラインの概要は、当取締役会

を更新するために招集された株主総会に先立ち、速やかに当社のウェブサイト上で公開された特定の文書に記載されてい

る。

・非業務執行取締役がコーポレート・ガバナンス・コードの規定する独立性要件を満たしていることを確認するために採用さ

れた基準を、とりわけ商業、金融又は専門職上の関係性がある場合の重要性の評価に関する観点から、改定した。新しい基

準は、2023年の定時株主総会の決議によりエネルの取締役会が更新された時点から適用されるため、箇条書き前項の取締役

会の最適な規模及び構成についてのガイドラインやより一般的には株主総会のための文書においては、当然ながら強調され

ている。この新基準の全容については、2023事業年度のコーポレート・ガバナンス報告書に記載される。

・コーポレート・ガバナンス・コードの実施に関する第10次報告、及びイタリアのコーポレート・ガバナンス委員会から発行

体へ向けられた個別の連絡において示されたその後の提言を検討し、本有価証券報告書に詳述のとおり、エネルのコーポ

レート・ガバナンス制度が提言の内容に十分に一致していることを確認した。
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1.4 機能発揮に係る規定

 

　取締役会の機能の発揮については、2021年２月に取締役会自身によって承認された特定の組織規程により詳細に規定されて

いる。同規程は特に、取締役会の任務及び構成、会長及び秘書役の職務、取締役会の会議の日程編成、招集、開催及び議事録

の起草の手続並びに取締役会の会議中に得られた情報に関する秘密保持義務について定める。かかる規程（当社のウェブサイ

トで閲覧に供されている。)は、取締役会の機能発揮に関してエネル内部で長い間守られてきたベストプラクティスを具体的に

記載したものであり、取締役会委員会（下記「委員会」を参照のこと。）の構成、責務及び活動規則について定めた特定の組

織規程を含むその他の規則、手続及び社内方針の内容に言及している。

　特に、取締役会の会議の計画及び開催に関して、前述の規程はとりわけ以下のとおり定めている。

・取締役会は、毎年最終四半期に、翌年の会議の年間予定を承認し、定期的な会議の開催を確保する。通常、取締役会の会議

は、取締役会の機能が有効に発揮されることを確保するため、少なくとも毎月１回開催される。また当社は、ボルサ・イタ

リアーナ（イタリア証券取引所）規則に基づき、前事業年度末から30日以内に当社のコーポレートイベントの年間予定を公

表している。

・招集通知には会議の日時及び場所、議題一覧、参加のために設定された手順が記載され、電気通信手段による開催も可能と

なっている。招集通知は、取締役会及び法定監査役会の構成員並びにイタリア監査裁判所の受任裁判官に対し、原則として

会議開催日の５日前までに送付され、緊急の場合は、通常24時間の最低事前通知に服する。議題項目に関する書類は、通

常、最も肝要な事項を要約した文書を添付し、原則として会議の少なくとも３日前に閲覧可能とする。この期間は、特に重

要かつ／又は複雑な書類の場合には延長され、緊急又は進行中の取引及び単なる情報の場合には短縮される。特定の場合で

事前に十分な余裕をもって必要な情報を提供することができない場合、会長は、秘書役の補佐を得て、会議中に十分かつ詳

細な情報が提供されるよう確保する。

　このほかにも、取締役が十分な情報に基づいて行動することを確保するため、

(ⅰ)取締役及び監査役が議題に関連して自ら又は第三者のために利益を有する場合、かかる利益に関する情報を適時かつ正

確に提供する義務、

(ⅱ)会長が最高経営責任者と合意の上で、当社及び／又は当社が率いる当グループの業務執行役員、並びに１又は複数の議

題の検討にあたり出席が有益であるとみなされる外部顧問その他の者に取締役会の会議への参加を招請する権限、

　について規定されている。

・取締役会の会議は、取締役会会長、又は会長が不在若しくは障害の場合、副会長（任命されている場合）若しくは最年長の

取締役が議長を務める。取締役会の会議が有効であるためには、在職する取締役の過半数が出席していなければならず、決

議は出席する取締役の絶対多数により可決され、可否同数の場合は、議長の投票により決する。

・取締役会の決議は、取締役会秘書役（又は法律により要求される場合、公証人）が作成する議事録に記載される。議事録を

記録するための手順は、議事録の草稿がまず当該会議の議長に、その後、最高経営責任者、その他の取締役、法定監査役及

びイタリア監査裁判所の受任裁判官に共有されてコメントを求めることを想定している。コメントの期限が到来した後、議

長及び秘書役が署名した議事録は、法律に基づき備置している、取締役会に係る会議及び決議の記録簿に転記される。

・取締役会の活動に関連して受領する文書及び情報について、取締役、法定監査役及びイタリア監査裁判所の受任裁判官並び

に取締役会の会議に参加を招請されるその他の者及び／又は関連文書にアクセスできるその他の者は、現行の法律並びに当

社が採用している方針及び手続に定める秘密保持義務に従う必要がある。
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1.5 取締役会の開催

 

　以下の表は、2022年度に開催された取締役会の月別回数を示している。

 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

１ ２ １ ２ ２ １ ２ ０ １ １ ２ １

合計　　　　　　　　　　　16回

平均開催時間　　　　　　　３時間40分

2023年度に予定される会議　15回

 

　取締役会には通常、取締役全員が出席し、法定監査役会及びイタリアの監査裁判所の受任裁判官も出席した。

　2022年中、議題に関する文書は、取締役会の組織規程に定められた通知期間のとおりに（すなわち原則として会議開催日の

３日前までに）取締役、法定監査役及びイタリア監査裁判所の受任裁判官に提供された。同規程の定めるところに従い、進行

中の異例な取引に関してかかる通知期間が不可能であったごく少数の場合においても、会長は秘書役の補佐を得て、十分かつ

詳細な情報が取締役会の会議中に提供されることを確保した。

　また、2022年中、議題に関連する各種事項を担当する企業機能の責任者は、常に、取締役会に出席するよう招集され、最高

経営責任者の招集に基づき、その価値ある貢献を議論にもたらした。特に、「事務管理、財務及び統制」部門の責任者及び

「法務及び会社業務」部門の責任者は定期的に会議に出席し、「事務管理、財務及び統制」部門の「M&A」ユニット及び「財務

及び保険」ユニットの責任者も、それぞれの担当分野の議題に限ってではあるが、頻繁に会議に出席した。

 

1.6 会長

 

　2022年中、2020年５月14日に開催された株主総会において任命されたミケーレ・クリストモがエネルの取締役会会長を務め

た。2023年５月10日、パオロ・スカローニが株主総会においてエネルの新たな取締役会会長に任命された。

　会長は、業務執行取締役と非業務執行取締役との橋渡し役として行為し、取締役会の活動の効果的な機能発揮を確保する。

　この目的のため、会長は上記「機能発揮に係る規定」に明記された内容に沿って、特に以下の事項を確保するものとする。

(ⅰ)会議前の情報及び会議中に提供された追加情報は、取締役がその任務を遂行するにあたり十分な情報に基づいて行為で

きるように適切であること

(ⅱ)取締役会委員会の活動は、取締役会の活動と調整が取れていること

(ⅲ)最高経営責任者と合意の上で、議題の様々な事項に関する社内担当部署の責任者が取締役会に出席することにより、個

別取締役の要請にも応じ、それぞれの権限の範囲内における事項について適切かつ徹底的な分析を行えるようにするこ

と

　さらに、会長は、全ての取締役及び法定監査役が、その選任後及び在職期間中に、当社及び当社の率いる当グループが業務

を展開している事業分野、企業の力学、並びに適切なリスク管理の原則、準拠すべき規制及び自主規制の枠組みに関して十分

な知識を得ることを目的とした講習に参加できるよう確保する（この点については、下記「取締役会の就任及び変更」の記載

を参照のこと。）。また会長は、ボード・レビュー過程の妥当性及び透明性を確保し、この目的のために指名・報酬委員会と

調整を行い（その詳細は下記「取締役会及びその委員会の機能の評価」において説明されている。）、また、取締役会がいか

なる場合でも、最初の有益な会議までに、全ての株主との間で設けられる対話の経緯及び重要な内容について、確実に情報を

得られるよう計らう（下記「エンゲージメント方針」を参照のこと。）。

会長はまた、取締役会決議が実施されているか否かを確認し、株主総会の議長を務め、（最高経営責任者と同様に）法的に

当社を代表する権限を与えられている。
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　会社組織（株主総会及び取締役会）の機能に関して法律、定款及び取締役会の組織規程に定められた権限に加え、会長は、

(ⅰ)最高経営責任者と共同で、当社の「監査」部門の責任者（取締役会に対して階層的に報告し、会長が監督的役割を行使す

る。）の任命、解任及び報酬に関する提案を取締役会に対して説明することに参加し、また、(ⅱ)取締役会の活動に関する

コーポレート・ガバナンスの規則の適用において積極的かつ監督的役割を遂行するという職責も委任されている。

最後に、最高経営責任者との合意及び調整により、会長は、機関及び当局との関係を維持する。

会長は、その活動の遂行において、取締役会の秘書役による補佐を受ける。取締役会の秘書役は、通常は当社の経営幹部の

中から、会社法及びコーポレート・ガバナンスに関する十分な専門知識及び経験を有する者が、会長の提案に基づき、取締役

会自身によって任命されるが、秘書役を当社の外部から選定する場合であっても、かかる要件は満たさなければならない。ま

た、秘書役は、十分な組織体制に支えられ、コーポレート・ガバナンス制度の適切な機能発揮に関連するあらゆる側面につい

て、会長、最高経営責任者及びその他の全ての取締役に対し、公平な補佐及び助言を提供するものとする。

 

1.7 最高経営責任者

 

　2022年中、2020年５月14日に開催された株主総会において任命されたフランチェスコ・ストラーチェがエネルの最高経営責

任者を務め、当社の経営のためのあらゆる権限が付与されたが、法律若しくは規制の規定、当社の定款又は同じく2020年５月

に承認された権限構造に従って別途割り当てられているものは例外であった（かかる権限構造に基づき取締役会に留保される

事項については、上記「取締役会－役割及び機能」を参照のこと。）。さらに、2023年５月12日、フラビオ・カッタネオが、

2023年５月10日に開催された株主総会において選出された取締役会により、同等の権限を委任されたエネルの新たな最高経営

責任者として任命されたことに留意されたい。最高経営責任者は、当社の経営に関する主要な責任者である。

最高経営責任者には、コーポレート・ガバナンス・コードに従って、内部統制及びリスク管理制度の構築及び維持を担当す

る取締役の役割も帰せられている（かかる役割が担う任務の詳細な記載については、当社のウェブサイトにて閲覧可能であ

る、内部統制及びリスク管理制度のガイドラインを参照のこと。）。

エネルのエンゲージメント方針（本書の本セクションにおける同パラグラフ参照）の規定に基づき、最高経営責任者は、当

社の経営の最高責任者として、機関投資家との会議において、委ねられた経営権限に属する事項に関して適切に説明を行い、

対応する主たる権限を有する者である。

最高経営責任者は、取締役会及び法定監査役会に対して、少なくとも四半期毎に、そして取締役会の会議中いつでも、業

務、当社の業績の一般的な傾向及び予測可能な展開について、また、当社及び子会社により実行される経済的、財務的若しく

は世襲的側面に基づく最も関連する取引、又はその規模や性質に関して重要である取引について報告する。

 

1.8 業務執行取締役及び非業務執行取締役

 

当社の取締役会は、全員が十分な専門知識及び職務能力を有する業務執行取締役と非業務執行取締役で構成される。

　コーポレート・ガバナンス・コードに定められた提言に従い、以下の取締役は業務執行取締役とみなされる。

・当社（又は戦略的な重要性を有する当グループの子会社）の会長（経営権限又は企業戦略の策定に関連する権限が付与され

ている場合は、これに含まれる。）

・当社（又は戦略的な重要性を有する当グループの子会社）において経営権限及び／若しくは業務執行の役職を務める取締

役、又はかかる役職が当社にも関係する場合には、親会社において業務執行の役職を務める取締役

　上記の分類のいずれにも該当しない取締役は、非業務執行取締役とみなされる。

　2022年中に在任していた取締役会が最終的に2022年５月に行った分析によると、最高経営責任者兼ジェネラル・マネー

ジャーを除き、同取締役会のその他全ての構成員（ミケーレ・クリストモ、チェザーレ・カラリ、コスタンツァ・エスクラポ

ン・デ・ヴィルヌーヴ、サミュエル・ロイポルド、アルベルト・マルキ、マリアンナ・マッツカート、ミレッラ・ペレグリニ

及びアンナ・チアラ・スヴェルト）は、非業務執行取締役であった。
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　非業務執行取締役の人数、専門知識、権限及び利用可能な時間は、それゆえ、その判断が取締役会の意思決定の過程に重大

な影響を及ぼし得ること及び経営の効果的な監視を確保するのに十分なものであった。

　非業務執行取締役は、審議中の問題を異なる視点から検討し、その結果として企業の利益に一致した、合理的で十分な情報

に基づく決定を採択することを促進するため、その特別な専門知識を取締役会の議論に提供した。

　2023年５月10日に任命された新たな取締役会について具体的に言及すると、2023年５月に取締役会が実施した分析による

と、最高経営責任者兼ジェネラル／マネージャーを除き、同取締役会のその他全ての構成員（パオロ・スカローニ、ヨハン

ナ・アルビブ、マリオ・コルシ、オルガ・ククルッロ、ダリオ・フリジェリオ、フィアメッタ・サルモーニ、アレッサンド

ラ・スタビリーニ及びアレッサンドロ・ゼヘントナー）は、非業務執行取締役である。

 

1.9 独立取締役

 

　2022年５月、関係する個人から提供された情報又はその他の方法で当社が入手できた情報に基づき、2022年中に在任してい

た取締役会が、全ての非業務執行取締役（ミケーレ・クリストモ、チェザーレ・カラリ、コスタンツァ・エスクラポン・デ・

ヴィルヌーヴ、サミュエル・ロイポルド、アルベルト・マルキ、マリアンナ・マッツカート、ミレッラ・ペレグリニ及びアン

ナ・チアラ・スヴェルト）が、コーポレート・ガバナンス・コードに従い独立取締役であったことを検証し、認証した。

　2022年において、独立取締役の人数及び能力は、会社のニーズ及び取締役会の良好な働き、並びに関連委員会の設置に適し

ていた。

2022年中に在任していた取締役会は、取締役の独立性を評価するにあたり、非業務執行取締役が、当社又は当社と関連する

当事者との間で、その判断の自立性を現在損なう可能性がある関係を、間接的にも有しておらず、最近も有していなかった場

合、当該非業務執行取締役は独立取締役であるとみなした。前回、2021年５月に独立性の要件を検証した際と同様に、会長で

あるミケーレ・クリソトモについて具体的に言及すると、コーポレート・ガバナンス・コードに示される独立性を損なう状況

にないことに加え、2020年５月14日に開催された定時株主総会で株主の経済財政部が提出した取締役会刷新のための候補者に

指定されていたことを取締役会は考慮した(6)。

 

(6) この点について、2020事業年度までエネルに適用されていた上場企業向けの旧コーポレート・ガバナンス・コードで

は、取締役会会長を当社の「重要な代表者」とみなしていたため、取締役会会長が同コードに定める独立性の要件を満

たすことを考慮していなかったことに留意されたい。

 

通常どおり、2022年中に在任していた取締役会が行った手続は、それぞれの独立性を評価するために関連するとみなされ

る、非業務執行取締役により担われる役職及び維持される関係を記載した情報書類の検討から始まった。この段階は、自身の

役職に関して各非業務執行取締役が実施した自己評価（該当する各取締役からの個別のステートメントの実行にも基づく。）

に続き、その後に、その役職が検討対象となっている構成員を順番に退席させながら、最終評価が取締役会により集団で行わ

れた。

　非業務執行取締役の独立性を評価するにあたり、2022年中に在任していた取締役会は、コーポレート・ガバナンス・コード

に従い独立性要件が欠けているとみなされる場合を考慮し、これに関して、かかるコードの実施そのものを促す、形式よりも

実質を優先するという原則を適用した。

　コーポレート・ガバナンス・コードに従い、取締役の独立性を評価するために、取締役会は、(ⅰ)取締役及び当社（又は当

社関係者）の間で直接又は間接的に生じ得る商業上、財務上又は専門的な関係、並びに(ⅱ)当社又はその子会社若しくは支配

的主体が非業務執行取締役に対して、エネルにおいて担っていた役職及び関連する取締役会委員会への参加に与えられる固定

報酬に加えて支払っていた報酬（もしあれば）、に適用される特定の定量的なパラメーターを参照した。かかるパラメーター

（コーポレート・ガバナンス・コードに基づき独立性要件を満たさないとみなすべきケースとともに、当社のウェブサイト

www.enel.com 上で閲覧可能な2022事業年度のコーポレート・ガバナンス及び所有構造に関する報告書に添付された表１に明記

されている。）を超えると、原則として、該当の非業務執行取締役について、かかるコードに規定された独立性要件は満たさ

れないこととなる。この点に関して、前述の非業務執行取締役の独立性に関する評価の間、取締役会は、かかるパラメーター

はどれも超えていないことを認識したことに留意されたい。
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　上記の評価の間、2022年中に在任していた取締役会は、非業務執行取締役の全員（すなわち、ミケーレ・クリストモ、チェ

ザーレ・カラリ、コスタンツァ・エスクラポン・デ・ヴィルヌーヴ、サミュエル・ロイポルド、アルベルト・マルキ、マリア

ンナ・マッツカート、ミレッラ・ペレグリニ及びアンナ・チアラ・スヴェルト）が、上場企業の法定監査役に求められる、法

律（すなわち統一財務法）で定められた独立性要件を満たしているということも確認した（かかる要件は、当社のウェブサイ

トwww.enel.com 上で閲覧可能な2022事業年度のコーポレート・ガバナンス及び所有構造に関する報告書に添付された表１にも

明記されている。）。

　2022年６月、法定監査役会は、前述の評価を実施する中で、同年中に在任していた取締役会が、独立性評価のために潜在的

に関連し得る関係について取締役会自体が知ることを可能とする透明な評価手続に従い、コーポレート・ガバナンス・コード

で推奨された基準を正しく適用したことを証明した。

　なお、取締役会は、コーポレート・ガバナンス・コードが定める独立取締役の要件を満たしていないこと、及び独立取締役

自身からその旨の要請がないことを考慮し、これまでのところ、取締役会のメンバーの中から独立筆頭取締役を選任していな

い。

　2022年中に在任していた独立取締役は、2022年12月に、会長及び最高経営責任者が出席しない特別会議を開催した。かかる

会議は2020年11月及び2021年６月に開始された同様のイニシアチブに続くもので、2020年から2022年の任期における総合的な

経験を考慮した上で、取締役会の機能及び企業経営に関する最重要事項に焦点を当てた。その中で、独立取締役はまず、取締

役会におけるダイナミクスの漸進的な改善、並びにとりわけ、各取締役が十分に貢献できるようにするための会長による持続

的なコミットメントにより促進された取締役会における議論の網羅性及び明瞭性について、全会一致で感謝の意を表明した。

取締役会の特徴として、取り扱う問題への建設的なアプローチ、互いに補完し合うことができる異なる能力の有益な関係性の

存在、全ての構成員の判断の強い独立性、及び本質的な問題に注意を集中させる能力が強調された。これらの特徴により、取

締役会は、コーポレート・ガバナンスにおける特定の重要な予防措置を強化すると同時に、エネル・グループの財務の健全性

に注意を払った企業戦略の立案において大きな貢献を果たすことが可能となった。取締役会の刷新を目前に控え、そのために

改善の余地があると思われるいくつかのプロファイルが明らかにされた。とりわけ、第一に、取締役会の議論が多方向アプ

ローチを特徴とし、有益な意見をさらに引き出すために、非業務執行取締役が最高経営責任者に質問するだけでなく互いに質

問し合い、また逆に最高経営責任者が他の取締役に質問することへの期待が表明された。また、取締役会が、第一線の経営陣

の監督及びいくつかの重要な種類の利害関係者（政府、政策立案者、規制当局等）との関係の双方において、より深く関与す

ることができるのではないかという指摘がなされた。最後に、独立取締役は、新たな取締役会の中でその存在が有用となりそ

うな経営陣や専門家について、いくつかの初期のアイデアを共有し、特に財務問題及び法律問題（企業統治問題にも関連す

る。）、並びにエネルギー転換、持続可能性及びデジタル化の問題についての適切な専門知識を持つことの重要性が強調され

た。

　さらに、2023年５月10日に任命された新たな取締役会について具体的に言及すると、関係する個人から提供された情報又は

その他の方法で当社が入手できた情報に基づき、2023年５月12日、取締役会が、取締役であるパオロ・スカローニ、ヨハン

ナ・アルビブ、マリオ・コルシ、ダリオ・フリジェリオ、フィアメッタ・サルモーニ、アレッサンドラ・スタビリーニ及びア

レッサンドロ・ゼヘントナーが、コーポレート・ガバナンス・コードに従い独立取締役であることを検証し、認証したことに

留意されたい。

 

1.10 取締役の役職就任数制限

 

　取締役は、重要な規模の他の会社の取締役及び／又は法定監査役（又はこれらと同等の職位）として務める役職の数及び性

質、並びにその他の機能又は専門的活動及びそれに関連して務める役職で求められる関与の両方を考慮し、任務を真摯に遂行

するために必要な時間を費やすことができるとみなした限りにおいて、その役職を引き受け、かつ維持する。

　この点に関し2006年以降、取締役会は、取締役がエネルの取締役会における職務を効果的に遂行するために十分な時間を取

れるよう、また、取締役が取締役会の下に設立された委員会に参加できるよう考慮し、取締役が大規模な他の会社において取

締役及び／又は法定監査役（又はそれらと同等の職位）として務めることができる役職の最大数に関する方針（直近では2020

年２月に更新された。）を承認したことに留意されたい。
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　かかる方針（当社のウェブサイトにて閲覧可能。）は、その内容を主なプロキシーアドバイザーがこの点に関して策定した

ベストプラクティスに合わせており、以下の種類の会社の取締役及び／又は法定監査役（又はそれらと同等の職位）として務

める役職を重要とみなしている。

a)イタリア又は外国の企業で、規制市場に株式を上場している会社

b)イタリア又は外国の企業で、規制市場に株式を上場していないが、保険、銀行又は金融の分野で事業を行っている会社

c)上記a)及びb)に特定される以外のイタリア又は外国の企業で、直近の承認済みの単独又は連結ベースの財務書類に基づき

6,600百万ユーロを超える資産及び／又は7,600百万ユーロを超える収益を有するイタリア及び外国の会社

　取締役会が採用した方針は、エネルの取締役及び重要な規模の他の会社の取締役及び／又は法定監査役（又はそれらと同等

の職位）の両方において、関与する各人が遂行する職務に関する関与（関連する計算からエネルの子会社及び関連会社におい

て遂行する職務を除く。）に応じて、役職数に区分された制限を設けている。

　エネルの最高経営責任者は、エネル・グループに属さない重要な規模の他の会社で自身以外のエネルの取締役が最高経営責

任者を務めているところの取締役の役職を兼任してはならないと明示的に定められている（したがって、いわゆる「兼任重役

制」を禁止している。）。

さらに、この方針に従って、重大かつ正当な履行障害がない限り、取締役は、取締役会及び当該取締役の参加する委員会の

会議の少なくとも90%に出席することを約束する。

　上述の方針に従ってエネルの取締役が提供した情報に基づき、かつ2022年中に在任していた取締役会が2023年３月に実施し

た調査を考慮すると、エネルの取締役が現在、大規模な他の会社における取締役及び／又は法定監査役（又はそれらと同等の

職位）として務めている役職の数は、当該方針で設定された制限に適合している。

 

1.11 取締役会及びその委員会の機能の評価

 

　取締役会は、組織規程に定められた規定に基づき、指名・報酬委員会の予備的な支援を得て、その活動の有効性及び個々の

委員の貢献を定期的に評価し、その実施を監督する自己評価プロセスを用いている。

具体的には、取締役会は、上述の委員会の支援を得て、取締役会自体及びその委員会の規模、構成及び実際の機能を毎年評

価するとともに、戦略の定義及び経営成績の監視において取締役会自体が果たした役割並びに内部統制及びリスク管理システ

ムの適切性を考慮する。

自己評価は、取締役会の任期開催中に様々な方法で行うことができ、独立したアドバイザーが支援する。後者の独立性を維

持するために、自己評価プロセスをサポートする同一のコンサルタント会社を連続する３年を超えて指名することはできな

い。

取締役会議長は、秘書役の支援を得て、自己評価プロセスの妥当性及び透明性を確保し、この目的のために指名・報酬委員

会と調整する。

取締役会は、自己評価の結果を踏まえ、取締役会の更新の都度、取締役会の構成を質的及び量的に最適と考えるための指針

を株主に示している。

2022事業年度末及び2023年の最初の２ヶ月間、2022年中に在任していた取締役会は、コーポレート・ガバナンス・コードに

基づき採用されており、海外で追求されている最も進歩的なコーポレート・ガバナンスの実務に従って、スペンサー・スチュ

アート・イタリア・エスアールエル（この分野に特化したコンサルティング会社であり、2022年においてエネル・グループと

の間で限定的な範囲における追加的な業務上の関係性を有していたネットワークに属しており、いかなる場合においても取締

役会の独立性を明確に損なうことはない。）の補佐を得て、取締役会それ自体及びその委員会の規模、構成及び機能の評価

（いわゆる「ボード・レビュー」）を実施した。当該ボード・レビューは、2004年以降、取締役会により毎年実行されてきた

同様のイニシアチブを踏襲している。

2022事業年度に関して、2018年から既に行われているとおり、ボード・レビューは取締役会のみならず、法定監査役会につ

いても検討した（法定監査役会に関するかかる活動の方法及び結果については、下記「法定監査役会－法定監査役会の機能評

価」を参照のこと。）。さらに、やはり例年通り、ボード・レビューは、「同僚同士のレビュー」方法に従って、すなわち、

取締役会の全体としての機能だけでなく、各取締役によりもたらされた貢献の仕方及び内容も評価することによって、実行さ

れた。
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　取締役会に関するボード・レビューは、最初に、各取締役により記入された質問表（取締役会の全体としての規模、構成及

び機能に関するもの）を用いて行われた。質問表から生まれた最も重要な問題、並びに貢献の仕方及び内容という観点での各

取締役の参加度合いの両方について徹底的な分析を行うために、その後にコンサルティング会社による個人面接が行われた。

法定監査役会の構成員も、追加の適正な視点で評価過程を充実させるため、取締役会の全体的な機能の監視役として、当該活

動に関与した。指名・報酬委員会は、取締役会の組織規程及び委員会自体の組織規程に基づき、取締役会の全体的なボード・

レビュー過程を参照し、予備的及び監督的機能を果たした。

　特に、質問表及び面接は、(ⅰ)2021年ボード・レビューの最後に共有された行動及び実際に達成された内容に関するフォ

ローアップ分析、(ⅱ)３年間の全任期を通した発展について取締役が意見を表明することができる期末レビュー、(ⅲ)企業戦

略の決定並びに内部統制及びリスク管理制度の効率性及び有効性に関する確認等、主要な問題に関する取締役会の有効性、

(ⅳ)とりわけ情報フローの完全性及び迅速性、議事録の質、並びに取締役会事務局及び経営陣トップによるサポートに関する

取締役会会議の組織及び運営、(ⅴ)当社及び当グループの戦略及びビジネスモデルにおける持続可能性原則の実施並びに取締

役会で持続可能性の問題に払われる注意（特に、気候変動を含む。）、(ⅵ)取締役会の議論及び採用された意思決定プロセス

の原動力、(ⅶ)特に会長及び最高経営責任者に注目した、取締役の役割及び責任、(ⅷ)委員会の構造及び機能並びに取締役会

のサポート業務の有効性、に関するものであった。

　取締役はまた、取締役会の刷新を考慮して、エネルの取締役会について最適であると考えられる規模及び構成に関する指針

を任期が満了した取締役会が作成するにあたり役立つよう、取締役会及び取締役会委員会の規模及び構成について意見及びコ

メントを表明する機会を与えられた。

　ボード・レビュー過程において、コンサルティング会社はまた、エネルの取締役会の機能を国際的なベストプラクティス

（スペンサー・スチュアート・イタリア・エスアールエルによる詳細な発表において総括されている。）と比較する分析、並

びに取締役会の規模及び構成に特有の問題に関して、イタリア及び海外の主要な上場会社と比較するベンチマーク分析の両方

を行った。

　2020年５月14日に開催された定時株主総会において任命された取締役会の任期の３年目であった2022事業年度のボード・レ

ビューの結果では、エネルの取締役会及び委員会の運営について前向きな評価が総合的に強調されており、コンサルティング

会社によって確認されたとおり、エネルの取締役会及び委員会がコーポレート・ガバナンスに関する国内外のベストプラク

ティスに従って効率的かつ透明性をもって機能していたことを実証した。

　2022年中に在任していた取締役会は、2020年に大幅な構成変更を行っており、その当初の機能に対するパンデミックの影響

は否定できないものの、取締役はかなり前向きな環境の中で活動していたことを強調しており、特に任期の３年目には取締役

会及び委員会への出席率の増加により、その傾向はますます強くなった。

　以下の強みは、コンサルティング会社が行った分析により浮上したものである。(ⅰ)取締役が、2022事業年度に実施された

数々の活動に対して、全般的なコンセンサス及びポジティブな満足度を示し、議題がより構造化され、経営課題への関与が改

善されたことに感謝の意も表したこと。(ⅱ)取締役会での議論が、取締役の絶対的な独立精神の恩恵を引き続き受けており、

同じ取締役の能力や視点の多様性及び補完性が扱われる主要議題の分析を効果的に充実させ、経営陣が企業戦略の作成のため

に有益な見識を収集することを可能にしていることが強調されたこと。(ⅲ)議長が、リーダーシップという点で自らの役割を

強化し、コミットメント及び権威をもって情報フローの効率的な管理及び取締役会の活動の秩序だった遂行を確保したこと。

(ⅳ)委員会が実施した活動の質及び委員会による取締役会の活動へのサポートが、満場一致で賞賛される結果となったことが

確認されたこと。(ⅴ)取締役会の秘書役による支援及び企業体質全体が非常に高く評価されていることが確認されたこと。

(ⅵ)導入プログラム、特にサイバー・セキュリティ及びグループ・リスク・ガバナンスに特化したセッションが全面的に評価

されたこと。(ⅶ)持続可能性に関する問題はより深められ、結果的に企業戦略に組み込まれていること。
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加えて、2022年中にコンサルティング会社が行った分析により、新たな取締役会のマンデートの発動をより効果的にする上

で着目すべきいくつかの問題が明らかになった。この点については、以下に留意されたい。(ⅰ)コーポレート・ガバナンス・

モデル、取締役の役割及び責任、コンプライアンス、上場会社に関する参照規則、内部統制及びリスク管理のシステム、サイ

バー・セキュリティ等のテーマを忘れることなく、当グループの事業及び参照市場の進化シナリオに関する具体的なセッショ

ンを含む適切な研修計画を構築することが重要であること。(ⅱ)新任の構成員との間（及び新任の構成員同士の間）において

相互作用を促進するために、全ての取締役が対面で取締役会に出席することを確保するとともに、定期的な非公式な会合を開

催すること、並びに取締役、法定監査役及び第一線の経営陣が出席する戦略的なサミットを毎年開催するベストプラクティス

を維持することが重要であること。(ⅲ)取締役が利用しやすいようにするため、取締役の活動を支える文書化の仕組みの簡略

化、並びに付随するプレゼンテーション及び情報ノートの総括の標準化に向けて、既に成功裡に始動しているプロセスを完了

させる必要があること。

さらに、2022事業年度に関するボード・レビューの結果を考慮し、かつコーポレート・ガバナンス・コードの推奨事項（自

らの組織規定にも明示されている。）に沿って、2023年３月、任期が満了した取締役会は、指名・報酬委員会と協議の上、最

適であると考えられる取締役会の規模及び構成に関する指針をエネルの株主に対して表明したことに留意されたい。これらの

指針は、取締役会の刷新のために招集された株主総会に合わせ、当社のウェブサイトで速やかに公開された詳細な文書におい

てまとめられている。

これらの指針は、取締役会が自ら承認した多様性方針（その内容については、下記「取締役会の多様性方針並びに会社組織

の中でジェンダーにかかわらず平等な処遇及び機会を促進するために採用された措置」を参照のこと。）に定められた基準を

考慮し、かつ当社の部門特性に照らして、取締役会内における様々な役職に必要と考えられる管理者としての及び職業上の経

歴及び能力の特定について規定している。

最後に、エネルは常に、当グループの従業員の声に耳を傾けることを目的としたイニシアチブを慎重に推進してきたことを

再認識されたい。とりわけ2022年10月、「公開聴取」と題されるプログラム（すなわち、年間を通じて社内環境を定期的に調

査することを目的としたグローバル・リスニング・チャンネル）が開始された。当グループの従業員の75%超が初回の調査に積

極的に参加し、精神的な領域、ウェルビーイング並びに個人的としての満足度及び仕事に対する満足度に特別な注意を払った

新たな「エネルのあるべき姿」を構築するにあたり有益な情報をもたらした。

2022年において、エネルはまた、総合的な満足度にそれぞれ影響を与える８つの柱に基づく「ウェルビーイング」のグロー

バルモデルを確立した。ウェルビーイングを測定し、最も適切と思われるイニシアチブを特定するために、特にモチベーショ

ンの測定に焦点を当てたグローバル・ウェルビーイング調査が2022年10月に実施され、目的意識、統制感、人間関係及び自律

性の４つの側面において低下が見られた。本イニシアチブの終了時には、当グループの全ての関係者に対して主なエビデンス

を説明するために、エネル・グループが業務を行っている各国の経営陣が共同で実施するウェビナーを通して、結果の共有が

2023年中に行われることが予想される。

　2022年には、多文化国際チームの関与により、グローバル・ウェルビーイング計画も策定され、年末にはエネル・グループ

の全ての従業員を対象とした「グローバル・ウェルビーイング・プログラム」の始動へとつながった。プログラムの第１期

（心理及び人間関係に関するウェルビーイング並びに感情的知性に焦点を当てている。）は、関係者が任意で以下のツールを

用いることを可能にした。すなわち、(ⅰ)自らの感情的、身体的、社会的な状態を自己評価するための匿名検査、(ⅱ)人間関

係のウェルビーイング向上を目的とした同僚とのミーティングを計画するためのツール、(ⅲ)自らのウェルビーイングに影響

を与える行動について意見交換することを可能にする「ウェルビーイング・アドバイザー」、(ⅳ)集中力、ストレス管理、社

会的関係の重要性に関するウェビナーである。年間を通じてウェルビーイングの文化を広めるため、隔月で発行する「グロー

バル・ウェルビーイング・ニュースレター」も作成された。

最後に、2022年に「ウェルビーイング・アンバサダー」と称される職業適応指導を担う新たな役職がイタリアで導入され、

その研修コースは当グループが業務Fを行う他の国々においても開始された。
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1.12 取締役会の就任及び変更

 

取締役会の組織規則に含まれる規定に基づき、議長は、秘書役の支援を受けて、全ての取締役及び監査役が、選任後及び任

期中、適切なリスク管理の原則並びに参照規制及び自主規制の枠組みだけでなく、当社及び当社グループが事業を行っている

事業部門、企業のダイナミクス及びその進化（持続可能な成功を追求する観点からも）についての十分な知識を取締役及び監

査役に提供することを目的としたイニシアチブに参加できることを保証する。

この点について、2020年５月14日に開催された定時株主総会において取締役会の任命が決議された後、及び取締役会の構成

の大幅な変更を考慮して、2020年下半期に、当社は、17のセッションから構成される広範な誘導プログラムを設け、特に、当

社グループの組織の機能及び直面する主要な課題を可能な限り早期に十分に認識するための適切な情報取締役に提供すること

を目的としたが、これに法定監査人もかかわった。このイニシアチブに続いて、取締役及び監査役がコーポレート・ガバナン

ス及び気候変動に関する最新の情報を得るための詳細で綿密な分析が行われ、後者については、資格を有する外部の専門家の

支援もあり、さらに能力を高めることを目的として、2021年を通して導入プログラムが継続された。2022年には、サイバー・

エマージェンシー対応チーム（CERT）の組織構造に対する詳細な調査において明らかとなった、サイバー・セキュリティの分

野でエネルが採用した戦略及び予防措置、並びに当グループが採用したリスク・ガバナンス・モデルに関して、さらなる具体

的な誘導策が取締役及び法定監査役を対象に推奨された。

最後に、最初のボード・レビュー（2004年に実施）の結果として導入されたイニシアチブに続いて、2022年には、年間戦略

サミットも開催された。これは、10月に開催され、専ら取締役会及び法定監査役会のメンバーが当グループの様々な事業部門

における中/長期的戦略の分析及び詳細な評価、並びに2023-2025年事業計画草案の説明が行われた。

 

1.13 取締役会の多様性方針並びに会社組織の中でジェンダーにかかわらず平等な処遇及び機会を促進するために採用された措

置

 

取締役会の構成に関して、エネルは、ジェンダーに基づきながらも取締役の専門的能力及び職務経歴について十分なレベル

を確保することを第一の目的として、いくつかの多様性に関する基準を設けている。特に、2018年１月、取締役会は、コーポ

レート・ガバナンス及び持続可能性委員会並びに指名・報酬委員会の提案に基づいて、統一財務法が定める規定を実施する際

に、取締役会自体の最適な構成としては何が求められるかを説明した多様性方針を承認した。これは、取締役会が議論の対象

となる問題を異なる見地から検討することのできる、複数の適格な視点を実体的に生かした決断を行うことにより、自身の機

能を最も効果的に遂行することを目的としている。

かかる多様化方針を策定するに際して、取締役会は、多様性及び包摂は、エネル・グループのような多国籍的グループの事

業文化の２つの基本的な要素であるとの認識から進めた。特に、当社の持続可能な成功の基礎としての多様化の価値評価は、

当グループの従業員並びにエネルの取締役会及び法定監査役会のメンバーの双方にとって、基準となる枠組みとなっている。

多様性の種類及び関連する目的に関しては、前述の方針（当社のウェブサイトにて閲覧可能。）は、以下のとおり表明して

いる。

・おおむね、取締役は非業務執行職であるべきで、法律及びコーポレート・ガバナンス・コードで定められた独立性要件を満

たしていなければならない。最善の構成は、とりわけ、過半数が独立取締役であるということをもって特徴づけられる。

・ジェンダー間のバランスについて定めた法律の規定が実効性を持たなくなった場合であっても、選任に際しても、任期中に

ついても、取締役の1/3以上が代表の少ないジェンダーに属する取締役で構成されることを確保することが重要である。

・当グループの国際的な特性を考慮し、1/3以上の取締役が十分な国際的な経歴を有する者であることを確保するべきである。

ここで言う国際的経歴は、意見の標準化や「集団思考」の形成を防ぐ上でも重要であり、各取締役が国際的な場で遂行する

経営的、専門的、学術的又は機関的活動の基準に基づいて評価される。

・経営陣の継続性と刷新の間のより良いバランスを確保するために、取締役会内で異なる年齢及び年功構成がバランスよく組

み合わされていることが保証されるべきである。
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・非業務執行取締役は、上述の方針で特定された多様性並びに補完的な経歴及びスキルが混在するよう、経営的、職務的、学

術的あるいは機関的経歴を備えた者で構成されるものとする。さらに、会長及び最高経営責任者が異なる役割を果たすこと

を考慮し、この方針では、それぞれの業務を効率的に遂行する上でより適切な能力、経歴及びソフトスキルについて説明さ

れている。

多様性方針の実施方法に関しては、エネルの所有構造を勘案して、これまでの数回の変更に際して、取締役会は自ら候補者

票を提出することを放棄してきたことに留意されたい。これは、株主から問題なく納得いく候補者が提示されてきているから

である。したがって、この方針は主に取締役会全体が変更される場合、株主が提出する候補者の方向付けを行って、かかる状

況において、上述の様々な多様性の基準に沿って、取締役会自体の調和のとれた構成からもたらされるベネフィットが十分に

検討されることを確実にすることを目標としている。

この点に関して、2022事業年度の財務書類の承認をもって任期が満了した取締役会は、2023年５月に開催された定時株主総

会による取締役会の変更を考慮して、取締役会の最適な規模及び構成に関する指針を株主に提供する際、多様性方針において

定められた基準を明示的に考慮したことに留意されたい。2022年中に在任していた取締役会の構成は、各種多様性に関する方

針の目標におおむねかなっている。

指名・報酬委員会はまた、組織の規則によって定められたケース（かかるケースの詳細な説明は、下記「委員会－指名・報

酬委員会―任務」を参照のこと。）において取締役会に取締役に就任する候補者を提案することを求められたときには、株主

から提出された提案（もしあれば。）を検討して、多様性方針の規定についても考慮する。

さらに、エネルは既に長期間にわたって会社組織全体においてジェンダーにかかわらず実質的な処遇及び機会の均等を全組

織で推進し、また以下に記載する措置によってどのような結果が達成されたかを確認している。

実施された措置は、キャリアパスにおける全段階、すなわち、入社の瞬間、責任のある地位におけるエンパワーメント及び

成長並びに現役期間に影響を及ぼす可能性のある個人的及び職業的生活の特定の時期における特定のニーズへの配慮に関する

ものである。各個人の独自性の認識に基づいて、給与格差及び包括的で偏見のない行動を普及させることに重点を置いてい

る。

男女共同参画支援活動の一環として、エネルは2015年に国連グローバル・コンパクトと国連女性機関がジェンダー間の平等

を促進することを目指して推進しているイニシアチブである「女性のエンパワーメント原則」に賛同し、事業における女性の

ための平等な労働環境の促進に関する７つの主要原則を採用した。同年、エネルは「ダイバーシティ及びインクルージョン」

に関する具体的な企業方針を採用した。

かかる方針は、差別の撤廃、あらゆる種類の多様性に対する機会の平等及び尊厳の平等、包摂並びにプライベートの生活と

職場での生活のバランスを基本原則として掲げている。かかる方針は現在も、とりわけジェンダー、年齢、国籍及び障害に関

して、当グループの全てのプロファイルにおいて多様性を促進し、企業組織において包摂の文化を広めることの重要性を確認

することを目指した具体的イニシアチブを奨励し、「多様性と包摂」に関連した当グループの活動を導く上での基準点となっ

ている。

特に、ジェンダー間の機会均等を促進するために、当該方針は以下を目標とした具体的措置を特定している。

・人事的「配置」及び「採用」のプロセスにおいてジェンダー間の公正な配分を確保する。これによって、過去数年にわたり

外部からの候補者の中での女性の割合が持続的に増加しており、2022年には50%を超える水準に達した。

・いわゆるSTEM（すなわち、科学、技術、エンジニア、数学）学部での女性の修学を促進するプログラムを構築する。この点

に関しては、エネル・グループが業務を行っている主要な国で進行中の数々のプロジェクトに加えて、世界的な「バック・

トゥー・スクール」プロジェクトに注目すべきであり、これに関わる女子学生の全体数はここ数年で着実かつ顕著に増加し

ている。

・エネル・グループが業務を行っている全ての地域において活動している「ペアレント・プログラム」プロジェクトを通じ

て、かつ地域の法規制よりもいっそう先進的な様々なイニシアチブ及び活動並びに出産休暇の日数に関する世界的な最低基

準の制定を通じて、育児を行っていける環境を整備する。

同じくジェンダーの多様化に関して、給与の公平性及び管理職に就く女性の成長を促進するための具体的な措置が実施され

ており、地域レベル及び世界レベルで女性のエンパワーメントを支援するイニシアチブも推進されている。
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プライベートの生活と職場での生活の間の柔軟性及び統一を促進することを目的として、当グループが業務を行っているほ

ぼ全ての国で数年前からスマート・ワーキングも実施されており、2020年からは遠隔地で行うことができる活動を担当する全

従業員に拡大され、2022年には36,000名を超える従業員がこのような働き方の恩恵を受けた。

　近年、コミュニケーション・キャンペーン及びその目的のための世界的及び地域的なイベントを通じて、各レベル及び各組

織で包摂の文化を普及し強化するための啓蒙活動も強力に展開されている。特に、当グループが業務を行っている全ての国を

対象とした、偏見の問題に関する啓発キャンペーンが2022年に終了した。同様に、職場におけるハラスメントに関する臨時の

研修コースが、当グループの全従業員に対して提供された。

さらに、職場におけるハラスメントの防止に関しては、まず2019年に「グローバル・ワークプレイス・ハラスメント・ポリ

シー」、そして2020年に「ハラスメントに対する声明」が発表されたことに留意されたい。これらの文書は、機会均等及び無

差別の原則を想起させ、個人の尊厳を保護し、組織内のウェルビーイングを促進することにますます注意を払うようになって

いる企業状況の中で、各人の精神的・身体的な統合性、名誉及び個性を尊重することの重要性を強調するものである。

これらの原則は、2022年に当グループが業務を行っているいくつかの国々で署名された覚書である「人に関する規約」にお

いても言及されており、人がその潜在能力を十分に発揮できるように、健康的、安全、刺激的かつ参加型の企業エコシステム

において、人のウェルビーイング及び健全性に配慮することが重要であると強調されている。

「多様性及び包摂」の観点から達成された結果は、様々な種類の「主要パフォーマンス指標（KPI）」に基づいて測定され、

エネル・グループが業務を行っている全ての国を対象とした報告書が四半期毎に作成されている。当グループの持続可能性計

画には複数のKPIが含まれ、採用プロセスにおける女性の割合、「STEM」に関する啓蒙イニシアチブに参加する女子学生数、管

理職及び中間管理職における女性の割合、並びに管理職の後継者育成計画における女性の割合に関して目標を定めている。

この後者の目標については、各管理職の後継者候補に女性を少なくとも50%含めることを確保することを目指した基準を導入

したことにより、2022年には、後継者育成計画に含まれる女性の割合が2021年と比較して約3.4パーセント・ポイント増加し

た。

「人事及び組織」部門に関しては、「グローバル・インダストリアル・リレーションズ、福祉及びウェルビーイング」ユ

ニットに設けられている「福祉及び多様性管理」という名称のユニットが、これらの課題に関する世界的レベルでのガイダン

ス及び調整の機能を担っている。

 

1.14 報酬

 

　株主総会は、取締役の報酬を決定する。指名・報酬委員会の提案に基づき、また法定監査役会との協議に基づき、取締役会

は、取締役会内に設立された、助言及び提案の機能を有する委員会の委員に対する追加報酬を設定する。会長及び最高経営責

任者／ジェネラル・マネージャーの報酬の合計も、指名・報酬委員会の提案及び法定監査役会との協議に基づいて取締役会に

より決定される。

　当該報酬は、取締役会が透明性のある手続を通じて作成し、株主総会に提出し承認を得る、取締役、監査役及び戦略的責任

を負う執行役員に対する報酬方針に従って決定されている。2022年の報酬方針は、当社の持続的な成功の追求に機能するもの

であり、当社での役割に必要なスキルと専門性を備えた人材を惹きつけ、保持し、意欲を高める必要性を考慮している。かか

る方針の内容については、当社の登録事務所及び当社ウェブサイトにて公開されている、2022年報酬方針及び2021年に支払わ

れた報酬額に関する報告書の第１部を参照のこと。

　2022事業年度に取締役に支払われる報酬の構造及び金額の詳細に関しては、適用ある法律を遵守して当社の本店及び当社の

ウェブサイトで閲覧に供されている、2023年報酬方針及び2022年に支払われた報酬額に関する報告書の第２部を参照のこと。
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2. 委員会

 

2.1 組織及び業務規則

 

　2022年中に在任していた取締役会は、以下の４つの委員会を取締役会内に設置した。

・指名・報酬委員会

・統制・リスク委員会

・コーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員会

・関係当事者委員会

　したがって、報酬及び指名に関する責任（指名に関してはこれまではコーポレート・ガバナンス委員会に委ねられてい

た。）は、同一の委員会に共同で委ねられたことに留意されたい。かかる統合は、コーポレート・ガバナンス・コードに明確

に規定された提言に従い、両委員会について規約に規定された組織要件を遵守し、また関連する任務が効果的かつ効率的に実

施されることを確保する。取締役会の承認した特別組織規定（当社ホームページに掲載）にこれらの上記の委員会の構成、任

務及び機能が定められている。委員会の構成は、取締役会が、関係するメンバーの能力及び経験を十分に考慮し、役職の過度

な集中を避けるために決定する。

　特に、組織規定は以下を定める。

・指名・報酬委員会並びに統制・リスク委員会は、非業務執行取締役から構成され、その過半数（会長を含む。）は、独立取

締役である(7)。

 

(7) 指名・報酬委員会及び統制・リスク委員会は、2014年６月以降、事実上、全員独立取締役で構成されていることに留意

されたい。

 

・コーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員会は、過半数が独立取締役で構成されている。

・関係当事者委員会は、全員独立取締役で構成されている。

任務の遂行にあたり、委員会は各任務の遂行に必要な情報及び企業の部門へアクセスする権限を与えられており、各委員会

について取締役会により承認された予算の範囲内であれば当社の費用で外部のコンサルタントを利用することができる（外部

コンサルタントを利用する際に予算制限を受けない関係当事者委員会を除く。）。この点に関して、指名・報酬委員会が報酬

方針に関する市場慣行について情報を取得するために外部コンサルタントを利用することを決定する場合、報酬委員会がコン

サルタントが自己の判断の独立性を事実上損なう可能性のある状況にないことを事前に確認する一方、関係当事者委員会は、

独立性、利益相反がないこと、及び委員会が意見を述べることになる取引におけるコンサルタントの対象事項に関する専門能

力を事前に確認することに留意されたい。

各委員会は、秘書役１名を選任するが、その者は委員の１人である必要はなく、秘書役には議事録を起草する職務が割り当

てられている。指名・報酬委員会、統制・リスク委員会及びコーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員会の各委員長は、

取締役会に対し、各委員会により各会議で議論された事項を、委員会の会議後最初の取締役会会議中に報告する。

　各委員会の会議には、法定監査役会会長又はその他の指名された監査役が出席するものとし（他の正規の法定監査役も出席

する資格がある。）、また、該当する委員会の委員長の招請により、他の取締役、当社の機能の代表者又は委員会の任務遂行

を支援することがある第三者の代表者も会議に出席することができる。統制・リスク委員会の会議には、通常、「監査」部門

の責任者も出席し、指名・報酬委員会の会議には、通常、人事及び組織部門の責任者も出席する。いかなる取締役も、自身の

報酬に関して取締役会に提出される提案に対する決議のために招集された指名・報酬委員会の会議に出席してはならない。た

だし、取締役会内に設立された委員会の委員全員に関係する提案についてである場合は、例外とする。

会議の招集、開催、議事録作成に関しては、上記の各種委員会の組織規程に規定されている。
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・会議の日時及び場所、議論される議題のリスト、並びに参加手続（電気通信による場合もある）が記載された招集通知は、

原則として、各委員会のメンバー、監査役会の正会員、及びその他出席を要請された者に、少なくとも会議開催日の３日前

までに、緊急の場合は通常24時間前までに送付される。議題に関する文書は、通常、招集通知と同時に提供される。この点

に関して、2022年には、様々な委員会の会合で事前通知期間が概ね守られたことに留意されたい。実際には、招集通知の送

付と同時に議題に関する文書を提供することができなかった稀なケースでは、各委員会の議長が会合中に十分かつ詳細な情

報が提供されるよう徹底した。委員会の議長は委員長が不在若しくは障害がある場合は最も年齢の高い委員が務める。会議

が有効に行われるためには、在籍するメンバーの過半数が出席しなければならない。決議は出席者の絶対過半数によって採

択され、可否同数の場合は議長の決するところによる。この点に関し、関連当事者委員会のメンバーの１名又は複数名が関

連当事者との取引の相手方である場合に関連当事者委員会の会合に適用されるいくつかの具体的な規定は、関連当事者との

取引に関する特定の会社手続にも記載される。

・各委員会の会議は、議事録に記録され、会議の議長及び書記が署名し、書記が時系列に保管する。

　さらに、2023年５月10日に開催された株主総会を受けて、新たな取締役会が、その次の会合において、取締役会への提案及

び助言を行う権限を有する様々な内部委員会を設置したことに留意されたい。

 

2.2 指名・報酬委員会

 

構成

　2022年、指名・報酬委員会は、アルベルト・マルキ（委員長）、チェザーレ・カラリ、コスタンツァ・エスクラポン・デ・

ヴィルヌーヴ及びアンナ・チアラ・スヴェルトから構成され、全員が独立取締役としての資格を備えていた。取締役会は、ア

ルベルト・マルキ及びチェザーレ・カラリが、財務事項における十分な知識と経験を有していることを確認した。

 

任務

　指名・報酬委員会は、一方では取締役会自体の規模及び構成について、他方では業務執行取締役及び特殊な職務を担うその

他の取締役並びに戦略的責任を負う執行役員の報酬について、その評価及び決定に関して、適正な調査を通じて、取締役会を

補佐する責任を有している。

　特に、2021年２月に最後に改正された組織の規則に従い、指名・報酬委員会は以下の助言及び提案に係る任務を委任されて

いる。

同委員会は、指名委員会としての権限により、以下の任務を行う。

・ボード・レビュー過程を作成し、当該分野に特化した企業の任命に関する取締役会への提案、プロセス自体のモダリティの

定義及びタイミングフレームの策定を行う。また、委員会は、その後の取締役会による共有を考慮して、担当会社が作成し

た報告書に要約された取締役会のレビューの結果を検討し、その業務の範囲内の問題に関する意見及び／又は提案を策定す

る。これらの活動を実行する際、委員会は取締役会議長と連携して行動するものとする。取締役会議長は、この目的のため

に委員会会議にも出席することができ、取締役会秘書役の支援及び委員会自身の支援を受けて、ボード・レビュー過程の妥

当性及び透明性を確保する責任を負うものとする。

・取締役会及びその委員会の最適な規模及び構成について取締役会に意見を述べ、取締役会に参加させるべきと考える管理職

及び専門家の経歴を持つ者を推薦すること。

・当社の取締役としての効果的な業務遂行と両立すると考えられる重要な規模の他の会社において取締役及び／又は監査役

（又はそれらと同等の職位）として務めることのできる役職数の上限に関する方針を内容とする提言を取締役会に行うこ

と。

・以下の場合につき、株主から受領する可能性のある提案を考慮の上、取締役候補者を取締役会に提示すること。

－現任の取締役会が選任を行う場合

－取締役会の変更が行われる場合で、株主から提出された候補者名簿から必要な人数の取締役を選出できない可能性があ

り、そのため、任期を終了する取締役会が株主総会に提出される追加の立候補者を自ら表明する可能性があると予想され

る場合

－取締役会の変更が行われる場合で、任期を終了する取締役会が定款に定められている、自ら候補者名簿を提出する権利を

行使することを決断した場合
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・コーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員会とともに、最高経営責任者の通常の任期満了前の早期退任の際に、当社の

活動が、確実に規則に従って適切に管理されるよう、とられるべき行動が規定される、非常事態計画の草案作成（必要に応

じて更新）にあたり取締役会を支援すること。

・最高経営責任者が通常の任期満了前に早期退任した場合、取締役会に対して、コーポレート・ガバナンス及び持続可能性委

員会に従って新しい最高経営責任者を提案し、退任する最高経営責任者が選任された候補者名簿を提出した株主により提供

される一切の指示を考慮すること。

　同委員会は、報酬委員会としての権限により、以下の任務を行う。

・取締役及び戦略的責任を負う執行役員の報酬方針の草案の作成について取締役会を補助し、かかる戦略的責任を負う執行役

員に関して採用された方針の実施について最高経営責任者から提供された情報に基づき、かかる方針の適切性、全体的な一

貫性及び実質的な適用を定期的に評価すること。

・業務執行取締役及び特定の役職を務める他の取締役の報酬並びにかかる報酬の変動部分に関する業績目標の特定についての

提案を取締役会に提出し、又はこれらに関して意見を述べ、取締役会が採択した決議の実行を監視し、とりわけ、業績目標

の実際の達成を確認すること。

・財務書類の承認のために招集される年次株主総会のために公表される報酬方針及び支払われた報酬についての報告書を予め

検証すること。

　さらに、報酬委員会としての権限により、任務の枠内で、同委員会は、経営陣向けに、適当な能力及び経験を有する人材を

惹きつけ、動機付け、帰属意識を生み出し、価値の創造のための恒常的かつ永続的な努力を確保することを目的として着想さ

れた奨励制度（株式に基づくプラン（もしあれば）を含む。）の実行の策定及び監視に中心的な役割を果たす。

　コーポレート・ガバナンス・コードにより推奨された任務に加え、指名・報酬委員会は、最終的に、当社の経営資源の将来

性の育成、才能ある人材の採用及び大学での関連イニシアチブの促進において、最高経営責任者及び関連する会社部門を支援

する任務を遂行することができる。

 

2022年度の当委員会の活動

以下の表は、2022年度に開催された指名・報酬委員会の会議の月別回数を示している。

 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

１ ２ ３ ０ ０ １ ０ ０ １ ０ ２ １

合計　　　　　　11回

平均開催時間　　２時間30分

 

　これらの会議には、その構成員全員（並びに法定監査役会の会長及びしばしばその他の通常の構成員）が定期的に出席した

が、指名・報酬委員会も（当社の費用で）外部の独立コンサルタントの助力を得て、以下の主な活動を行った。

　同委員会は、報酬委員会としての権限により、以下を行った。

・2021年中に採用された報酬方針の適切性、総合的な整合性及び有効な適用について評価を行った。

・2022年の取締役及び戦略的責任を負う執行役員の報酬方針について提案を策定し、2022年の報酬方針及び2021年に支払われ

た報酬に関する報告書の草案を作成した。

・2022事業年度の(ⅰ)最高経営責任者／ジェネラル・マネージャーに対するMBOプラン、並びに(ⅱ)最高経営責任者／ジェネラ

ル・マネージャー及び経営陣トップに対するLTIプランについて、並びに受益者に対する基準額の支払に関連する方法及び時

期について提案を策定し、既存のインセンティブ・プランに基づく業績目標の達成水準を確認した。

・エネル・グループの一般的な管理職層にMBOを割り当てるプロセスの性質を分析し、戦略的責任を負う執行役員に対して2022

年に割り当てられた相対的な目標について、最高経営責任者／ジェネラル・マネージャーに割り当てられた目標との整合性

を確認した。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 279/1075



・2022年の報酬方針及び2021年に支払われた報酬に関する報告書、並びに最高経営責任者／ジェネラル・マネージャー及び経

営陣トップに対する2022年LTIプランについての株主総会の投票の結果を分析し、その分析に基づき(ⅰ)2023年の取締役及び

戦略的責任を負う執行役員についての報酬方針の作成、(ⅱ)最高経営責任者／ジェネラル・マネージャーに向けたMBOプラ

ン、並びに2023事業年度を基準とした最高経営責任者／ジェネラル・マネージャー及び経営陣トップ向けのLTIプランの策定

を開始した。

・FTSE-MIB及び一部の欧州市場における発行体（これらの発行体の経営陣トップの変動報酬における株式要素の比重も考慮し

た。）の間において、「株式保有ガイドライン」の普及に関する詳細な調査を行うとともに、エネルの最高経営責任者／

ジェネラル・マネージャー及び戦略的責任を負う執行役員に適用される具体的な「株式保有ガイドライン」の作成に向けた

作業を開始した。

・2022年５月19日の株主総会を考慮した、プロキシーアドバイザー及び機関投資家との報酬に関するエンゲージメント活動の

日程調整について検討を行った。

　同委員会は、指名委員会としての権限により、以下を行った。

・2021事業年度に係るボード・レビュー過程の結果を検討し、それに対する考察を取締役会に報告した。

・2022事業年度に係るボード・レビュー過程の開始を指揮し、とりわけ、かかる過程の遂行における取締役会及びその委員会

に対する支援を委託するコンサルタント会社を特定し、その任命を取締役会に提案した。同委員会はまた、同ボード・レ

ビュー過程の展開について監督機能を果たし、この事項の検討に係る委員会の会議に定期的に出席している取締役会会長と

協働した。

 

2.3 統制・リスク委員会

 

構成

2022年、統制・リスク委員会は、チェザーレ・カラリ（委員長）、サミュエル・ロイポルド、アルベルト・マルキ及びミ

レッラ・ペレグリニから構成され、全員が独立性要件を備えていた。取締役会は、チェザーレ・カラリ、サミュエル・ロイポ

ルド及びアルベルト・マルキが、経理及び財務並びにリスク管理に関し適切な経験を有することを確認した。加えて、同委員

会は全体として、当社及び当グループが展開する事業分野において、関連するリスクを評価するのに充分な専門知識を有す

る。

 

任務

統制・リスク委員会は、内部統制・リスク管理制度、並びに定期財務報告書及び定期非財務報告書の承認に関する取締役会

の評価及び決定を、十分な調査によって補佐する役割を有している。

特に、直近では2021年２月に修正された組織規程に従い、統制・リスク委員会は、以下の助言及び提案に係る任務を委任さ

れている。

・取締役会についてのコーポレート・ガバナンス・コードにより委任された内部統制及びリスク管理事項に関する任務（かか

る任務は、上記「取締役会－役割及び機能」で分析されている。）の遂行において、具体的な意見を述べることにより取締

役会を補佐すること。

・企業会計書類の作成を担う役員、監査法人及び法定監査役会との協議に基づき、会計原則の適切な適用及び定期財務報告書

を作成するための統一性を評価すること。定期非財務情報に関してはコーポレート・ガバナンス委員会及び持続可能性委員

会と協力し、定期財務情報及び定期非財務情報が事業モデル、当社及び当グループが掲げる戦略、企業活動の影響、並びに

業績について正しく充分に説明できているか評価すること。

・法令第254/2016号に基づく非財務報告書と持続可能性報告書（可能であれば一つの文書にまとめる）に記載された内部統制

及びリスク管理システムに関する問題を検証し、これを踏まえて、取締役会に事前意見を提出し、承認を求めること。

・当社の主なリスクの識別に関する具体的な観点からの意見を表明すること。

・内部統制及びリスク管理制度の評価に関する定期報告書、並びに「監査」部門により作成されたその他の報告書特に重要な

報告書を精査すること。

・「監査」部門の独立性、的確性、有効性及び効率性について監査すること。
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・内部統制及びリスク管理制度に関連した主な企業規則及び手続で出資者が関係するもの（法令第231/2001号に従い作成され

た組織及び管理モデル、倫理規定、「汚職ゼロ・トレランス」計画、及び人権に関する方針が含まれる）を精査し、これら

の文書を取締役会に提出して承認を受けまたその後これらの文書になされうる修正又は補完を評価すること。

・実行した取組み並びに内部統制及びリスク管理制度の妥当性について、少なくとも６ヶ月に１度、取締役会に報告するこ

と。

・取締役会が認識している可能性のある有害な事象から発生する経営リスクに関する、取締役会による評価及び決定を、適切

な準備活動を通じて支援すること。

・取締役会により割り当てられた追加任務を遂行すること。

　当委員会は、「監査」部門に対し、特定の事業分野に対する検査を行うよう要請することもできる。この場合、同時に、法

定監査役会会長、取締役会会長、内部統制及びリスク管理の構築及び維持を担当する取締役に通知するが、この者の仕事が要

請した検査対象に特に関連していた場合を除く。

 

2022年度の当委員会の活動

以下の表は、2022年度に開催された統制・リスク委員会の会議の月別回数を示している。

 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

１ ２ １ １ １ １ ２ ０ １ ０ ３ １

合計　　　　　　14回

平均開催時間　　２時間50分

 

かかる会議には、全委員が原則として出席し、いつも法定監査役会との共同会議として開催されてきたが、統制・リスク委

員会は、以下の主な活動を行った。

・「監査」部門の権限を定めた文書（いわゆる「監査規定」）をアップデートする提案を検証及び承認し、取締役会に提出し

て承認を受けた。

・2022年について「監査」部門の責任者により作成された作業計画を評価し、その職責の範囲内において特に肯定的な意見を

表明し、かかる計画の進行中の作業を監視した。

・2021年中に実施された監査活動の会計処理を評価し、これについて、その関連する結果に基づきその任務の範囲内におい

て、内部統制及びリスク管理制度の適切性及び有効性につき、好意的な意見を表明した。最終的には、2023年２月、委員会

は、2022年中に実施された監査活動の報告を評価し、その関連する結果に基づき、その任務の範囲内において、内部統制及

びリスク管理制度の妥当性並びに有効性について、同様に好意的な意見を表明した。

・「監査」部門の自律性、適切性、有効性及び効率性を監視したが、特段指摘はしなかった。

・2023-2025年事業計画が承認されたことを踏まえて、かかる計画に基づく目標に則した当社の経営と主要な事業リスクとの適

合性を評価した。

・法令第231/2001号に基づき規定された組織及び管理モデルを遵守して2021年及び2022年の最初の６ヶ月間に実行された2022

年事業計画並びに監視及び監督業務を検証するために、エネルのSBに数回にわたり会った。かかる会議において、委員会は

SBの通常機能、及び同モデルにより規定された違反行為を防止するためのエネルの内部統制制度の適正について発表された

好評価を認識した。

・主な会計上の決定、最も重要な会計基準、並びに2022年中に取締役会の承認を受ける定期的な財務報告に関する新たな国際

会計基準の影響について分析した。当委員会はまた、2021年度連結財務書類における減損テスト手続を精査し、それに関し

てその職責の範囲において、肯定的な意見を表明した。

・2021事業年度のエネル単独の財務書類及びエネル・グループの連結財務書類並びに2022年６月30日現在のエネル・グループ

の半期財務報告に関し、企業会計書類の作成を担当する最高経営責任者及び経営幹部が公表する発行物につき、エネル・グ

ループの企業報告の過程に関する内部統制制度のライン監視並びに独立した検査及び評価の結果を検討した。
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・2021事業年度についての法令第254/2016号により規定された連結非財務書類と同時に、同事業年度の持続可能性報告書を検

討し、その職責の範囲において、内部統制及びリスク管理制度の目的に関する同書類の内容について肯定的な意見を表明し

た。

・倫理規定に基づき2021事業年度及び2022年の第１期中に受領した報告書を評価した。

・EU非加盟国の法律に準拠して設立されたエネル・グループの会社の会計の透明性、組織構造の妥当性及び内部統制制度に関

する法規制の遵守が継続的に行われていることを確認した。

・当社及び当グループの組織上、事務管理上及び会計上の構造の適切性を評価するにあたり、取締役会をサポートした。

・(ⅰ)国際事業ラインである「エネル・グリーン・パワー及び火力発電」、「エネルＸ・グローバル・リテール」及び「エネ

ル・グリッド」、(ⅱ)スタッフ部門である「通達」及び「人事及び組織」並びに(ⅲ)イタリア並びにヨーロッパ、北米及び

イベリアの各マネージャーと、実行された業務、それぞれの責任の範囲で存在するリスク、及びそれらの影響を軽減するた

めに用いられる手段についての更新のために、会合した。

・当グループの金融負債、並びにイタリアにおける特定の規制側面に関するリスク、当グループの最も重要な訴訟及び工場の

サイバーセキュリティについて、具体的に詳細な分析を行った。とりわけサイバーセキュリティに関しては、エネル・グ

ループ全体のサイバーセキュリティ管理システム（いわゆるサイバーセキュリティ・フレームワーク）を定め、重大事象の

管理について規定する会社の主な手続の内容について、委員会が分析を行った。

 

2.4 関連当事者委員会

 

構成

　2022年中、関連当事者委員会は、アンナ・チアラ・スヴェルト（委員長）、サミュエル・ロイポルド、マリアンナ・マッツ

カート及びミレッラ・ペレグリニから構成され、全員が独立性要件を備えていた。

 

任務

関連当事者委員会は、2010年11月に取締役会が採択し、その後修正され、直近では2021年６月に修正された、関連当事者と

の取引のための具体的手続に従って、設置された。当該委員会は、基本的に、エネルの（また、随時関与のありうる、エネル

が直接的又は間接的に支配する子会社の）関連当事者との取引の成立における利益に関して、事前に適時かつ適切な情報を受

領した上で、関係する条件の有利性及び実質的な公正性について評価を明らかにし、具体的な理由を付した意見を表明するこ

とを最も重要な任務としている。かかる委員会は、「重要性の高い取引」（上記の手続において定義される。）に関しては、

最高経営責任者及び情報を受領した事項に関して、交渉又は調査を担当した者からも情報を要求し、また、彼らに対してコメ

ントを提供する場合もある。最後に、委員会は、同手続によって設立された諮問委員会によって「関連当事者」の認識又は取

引の通常の性質に関する争点が提起された場合に、かかる件に関して判断を下す。

上記の企業手続規定の詳細な分析については、下記「その他のコーポレート・ガバナンス・プラクティス－関連当事者取

引」を参照のこと。

 

2022年度の当委員会の活動

以下の表は、2022年度に開催された関連当事者委員会の会議の月別回数を示している。

 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合計　　　　　　１回

開催時間　　１時間30分

 

唯一開催された関連当事者委員会の会議には、委員の全員（及び法定監査役会のメンバーの過半数）が出席し、「重要な取

引」及び集計された「重要でない取引」について、関連当事者取引規制のための会社手続で規定された例外事例の適用に関す

る年次情報を分析した。
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2.5 コーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員会

 

構成

2022年中、コーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員会は、ミケーレ・クリストモ（委員長）、コスタンツァ・エスク

ラポン・デ・ヴィルヌーヴ及びマリアンナ・マッツカートから構成され、全員が独立性要件を備えている。

 

任務

コーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員会は、当社及び当グループのコーポレート・ガバナンス並びに持続可能性(8)

の問題に関する取締役会の評価及び決定を、提案的及び諮問的な事前機関として補佐する。この点に関して、関連する組織の

規則に対する直近2021年２月の修正に準拠し、コーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員会は、以下の特別な任務を担当

している。

 

(8) 持続可能性は、とりわけ、気候変動に関連する問題、大気への排出、水源管理、生物多様性、循環経済、健康及び安

全、多様性、会社で働く人々の管理及び発展、コミュニティ及び顧客との関係、サプライ・チェーン、道義的行為並び

に人権を含む。

 

・コーポレート・ガバナンスに関連する法的枠組み及び国内外のベストプラクティスの展開を監視し、重要な変更があった場

合、取締役会を変更すること。

・当社及び当グループが採用したコーポレート・ガバナンス制度が、適用ある法律、コーポレート・ガバナンス・コードに基

づく提言及び国内外のベストプラクティスを遵守していることを検証すること。

・必要又は適切とみなされた場合、上記のコーポレート・ガバナンス制度に関する修正の提案を取締役会に提出すること。

・ボード・レビューに関する指名・報酬委員会の予備的権限、及び関連プロセスの適切性と透明性を確保するという取締役会

会長に委託された任務を侵害することなく、担当のコンサルティング会社が作成した報告書にまとめられているボード・レ

ビューを分析し、取締役会によるその後の共有を考慮して、管轄する問題について何らかの見解及び/又は提案を作成する。

・指名・報酬委員会と協働して、最高経営責任者が通常の任期よりも早期に辞任した場合に当社の適正な管理を保証するため

に実行される措置について規定する「非常事態計画」の作成（必要があれば更新）につき、取締役会をサポートすること。

・最高経営責任者が通常の任期満了前に早期退任した場合、取締役会に対して、指名・報酬委員会に従って新しい最高経営責

任者を提案し、辞任する最高経営責任者が選任された候補者名簿を提出した株主により提供される一切の指示を考慮するこ

と。

・年次財務書類に含まれるコーポレート・ガバナンスに係る年次報告書を予め検証すること。

・当社の事業に関連する持続可能性関連の事項並びに後者及びその株主の間の相互作用ダイナミクスを監視すること。

・持続可能性計画に基づいて規定されたガイドライン及び重要な型（当グループの事業戦略に基づいて利害関係者にとっての

優先事項を特定する。）を検証すること。当該計画に規定された目標の達成度を定期的に評価すること。

・持続可能性方針の実施方法を検証すること。

・エネルを主要な持続可能性指数に含めること、及びかかる事項に係る最も重要な関連性の高い国際的なイベントへの参加を

監視すること。

・法令第254/2016号により規定された非財務書類及び持続可能性報告書（可能であれば一つの文書にまとめる）の全体の構成

及び内容の構成、当該書類による情報の網羅性及び透明性、並びに採用された報告基準に規定された原則との一貫性につい

て検討し、この点に関して、それらを承認するために招集される取締役会に対して事前に意見書を提出すること。
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・株主に関係がありそうな主要な企業の規則及び手続を検証すること（特に、法令第231/2001号に従って適用された組織及び

管理モデル、倫理規定、「汚職ゼロ・トレランス」計画、及び人権ポリシーを含む。）並びにこれらの文書について、その

後改正又は補完される必要があるかを精査し、承認のために取締役会に提出すること。

・取締役会により割り当てられた追加任務を遂行すること。したがって、委員会は、エネルのエンゲージメント方針が正しく

適用されていること、並びにこの分野における国内及び海外のベストプラクティスの進歩を考慮した関連条項の適切性につ

いて、定期的に証明し、改正又は統合のための提案を取締役会に提出する必要がある。

 

2022年度の当委員会の活動

以下の表は、2022年度に開催されたコーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員会の会議の月別回数を示している。

 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

０ １ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２

合計　　　　　　６回

平均開催時間　　１時間45分

 

　全委員（法定監査役会の会長及び多くの場合は他の通常のメンバーも出席した。）が規則どおりに出席したかかる会議にお

いて、コーポレート・ガバナンス及び持続可能性委員は、以下の主な活動を行った。

・2018年版の上場企業向けコーポレート・ガバナンス・コードの実施に関する第９次報告及びイタリアのコーポレート・ガバ

ナンス委員会によるその後の提言を検討し、2021年度のコーポレート・ガバナンス報告書の構成及び内容並びに所有構造を

共有した。

・2021事業年度に関するボード・レビュー過程の結果を検討し、これについて考慮したことを取締役会に報告した。

・国内及び海外におけるベストプラクティスと比較したエネルのコーポレート・ガバナンスの位置付けについて、コンサルタ

ント会社が起草した定期ベンチマーク分析を検討した。

・当グループのコーポレート・ガバナンスの基礎となる一定の原則を定め、さらにそれによって取締役の利益相反及び関連当

事者との取引に関する共通のルールを定めた、当グループの会社が所在する各国の法制度と整合性があり一律に適用される

「エネル・グループ・コーポレート・ガバナンス・ガイドライン」について、提案されたアップデートの内容及び目的を承

認した。

・非業務執行取締役がコーポレート・ガバナンス・コードの独立性要件を満たしていることを確認する目的で、商業的、財務

的又は専門的関係の重要性及び追加報酬を評価するためにFTSE MIB指数の構成企業が用いる基準のベンチマーク分析の結果

を検討した。

・2021事業年度について法令第254/2016号により規定された連結非財務書類と同時に、同事業年度の持続可能性報告書を検討

し、一般構造、関連内容の構成、かかる文書に記載された情報の完全性及び透明性、並びに採用された報告基準に規定され

た原則との一貫性について、その責任の範囲において、肯定的な意見を表明した。

・2021事業年度についてのエネル・グループの連結財務書類に含まれる予定の、持続可能性に関する主要な記述を検討した。

・重要性の分析及び2023-2025年持続可能性計画のガイドラインを検証し、また2022-2024年持続可能性計画の実施状況を監督

した。

・2022年にエネル・グループにより持続可能性に関して実行された主な活動及び主な持続可能性指数へのエネルの組入れを監

視した。

・持続可能なファイナンスに関する欧州行動計画の進捗状況、並びに「コーポレート持続可能性報告書」についての指令及び

「コーポレート持続可能性調査概要書」に関する各提案の進捗状況を検討した。
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3．法定監査役会

 

3.1 現在の構成及び任期

 

本書提出日現在の法定監査役会は、2022年５月19日の定時株主総会により選任され、以下の正規メンバーから構成されてい

た。

・バルバラ・タドリーニ　法定監査役会会長

・ルイージ・ボレ

・モーラ・カンプラ

バルバラ・タドリーニは、18の機関投資家（その時点では当社の株式資本を合計1.32%保有していた。）の集団により提出さ

れた候補者名簿から指名され、株主総会で代表される株式資本の少数派（当社の議決権付株式資本の約7.47%）により投票され

たが、その一方で、モーラ・カンプラは、株主である経済財務省（その時点では当社の株式資本を23.59%保有していた。）に

より提出された候補者名簿から指名され、株主総会で代表される株式資本の多数派（当社の議決権付株式資本の約92.16%）に

より投票された。最後に、ルイージ・ボレは、株主である経済財務省により提出された候補者を基にした候補者投票において

法的過半数を獲得し、選任された(9)。

 

(9) この点について、2022年５月19日に開催された定時株主総会において法定監査役会が一新された際、経済財務省及び18

の機関投資家のグループが法定期限内に提出した候補者名簿に記載された候補者の総数が、当社の付属定款に基づいて

選任されるべき常勤監査役の数に達しなかったことに留意する必要がある。これは、経済財務省が提出した候補者名簿

に記載された常勤監査役の最初の候補者であるロレンツォ・ポッツァが立候補の取り下げを申し出たためである。株主

である経済財務省は、この取り下げを当社に通知する際、同時にルイージ・ボレ氏が常勤監査役に立候補したことを告

げ、同氏は上記株主総会において、法定監査役会の選出のための投票に続いて法令に定める多数決に付された。

 

上記の正規の法定監査役の簡潔な職務経歴は、「当社のウェブサイトwww.enel.com 上で閲覧可能な2022事業年度のコーポ

レート・ガバナンス及び所有構造に関する報告書に添付された表２」に記載されている。

　現在の法定監査役会の任期は、2024事業年度の年次財務書類の承認をもって満了する予定である。

　2022年中、バルバラ・タドリーニ（前述のとおり再任が確定）、ロミナ・ググリエルメッティ及びクラウディオ・ソット

リーヴァ（いずれも正規メンバー）からなる従来の法定監査役会は、2021事業年度の年次財務書類の承認をもって任期満了と

なり、その任を終えた。

 

3.2 選任及び交代

 

　法律及び当社の定款の規定に従い、法定監査役会は、３名の正規の法定監査役及び３名の補欠の法定監査役から構成され

る。３事業年度の任期で定時株主総会により選任されるが、任期満了時に再任される資格を有する。取締役会に適用される定

款の規定と同様に（そして、統一財務法に従って）、定款は、法定監査役会全体の選任が候補者名簿投票制度に従って行われ

なければならないことを規定している。これは、少数株主により指名された正規の法定監査役（会長の職務に就く資格を有す

る。）及び補欠の法定監査役（現職者が任期終了前に退任した場合は会長の職務に就く。）が法定監査役会に参加できるよう

にすることを目的とする。

　この選任制度においては、候補者が順番に掲載された候補者名簿は、取締役職に係る候補者名簿の提出に関する規制ととも

にCONSOBにより規定される当社株式資本の最低株式保有数（すなわち、本書提出日現在のエネルの時価総額を踏まえると、最

低株式保有数は株式資本の0.5%相当である。）を単独で又は他の株主と共同して保有している株主によって提出できるものと

されている。

さらに、（正規の監査役及び補欠監査役の両方を考慮して）全体の人数が３名以上となる候補者を含む候補者名簿では、名

簿中の正規の法定監査役に関する項目の最初の２枠と、補欠の法定監査役に関する項目の最初の２枠に、異なるジェンダーに

属する候補者が含まれていなければならない。かかる規定は、法定監査役会の構成がジェンダー・バランスに関する現行の法

律を確実に遵守することを目的としたもので、同法律は、2020年に行われた変更以降、常勤監査役の40%以上をより代表されて

いない性別に留保することを定めている。
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　法定監査役職に係る候補者名簿は、（取締役職に係る候補者名簿の場合と同様に、）法定監査役会の選任について決議する

ために招集される株主総会の日の少なくとも25日前までに、当該名簿を提出する者が、当社の本店に届け出なければならな

い。当該名簿はその後、当社のウェブサイト上で当社により公表され、候補者の個人的な特徴及び職業上の資格に関する網羅

的な情報とともに、総会の日の少なくとも21日前には当社の本店で公衆の閲覧に供されることとなる。法定監査役会の選任手

続の透明性を確保するためである。

　法定監査役会全体よりも少ない人数が選任されている場合、株主総会は、法律で要求される多数派に従い、上記の手続に従

うことを必要とせず、しかしいかなる場合でも以下を確保できる方法で、決議する。

・法定監査役会における少数派株主の代表性を規定する法原則の遵守及び

・ジェンダー間のバランス

適用ある法律によると、法定監査役会のメンバーは、上場会社の法定監査役について規定される誠実性、専門的能力及び独

立性の要件を満たさなければならず、この要件は（専門的能力の要件に関してのみ）定款の特別の規定により補足されてい

る。また、法定監査役は、CONSOBが特別の規則を通して制定したとおり、イタリア企業における取締役及び法定監査役（又は

それらと同等の職位）としての役職数に関する制限を遵守しなければならない。

法定監査役会は、全ての正規メンバーが、統一財務法及びコーポレート・ガバナンス・コードに基づき規定された独立性要

件を満たしていることを、2022年５月（すなわち、2022年５月19日の定時株主総会において選任されたメンバーが就任した

際）、及び最終的には2023年３月に確認した。いかなる場合でも、法定監査役は、自身を選任した株主に関しても、自発的に

かつ独立して行動している。

 

3.3 任務及び権限

 

　法律により課せられる（本書の導入部「コーポレート・ガバナンス・モデル」に記載されている）任務の一環として、かつ

コーポレート・ガバナンス・コードに規定された提言に従い、法定監査役会は、

・「監査」部門に、特に重要な事象について適時報告を行うよう要求する権限を有する（法定監査役が個別に行使することが

できる。）。

・各自の職務の遂行に関連する情報を統制・リスク委員会と迅速に交換することができる。

　また、法定監査役会は、法定監査に適用される法的枠組みに従って「監査委員会」としても行動する。

 

3.4 法定監査役会

 

以下の表は、2022年度に開催された法定監査役会の会議の月別回数を示している。

 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

１ ３ ３ ４ ２ ３ ２ ０ １ １ ３ １

合計　　　　　　24回

平均開催時間　　３時間

 

　会議には、通常、全ての正規の法定監査役及びイタリア監査裁判所（Corte dei Conti）を代表する裁判官が出席した。

 

3.5 法定監査役会の機能の評価

 

2022事業年度末及び2023年の最初の２ヶ月間、法定監査役会は、2004年から取締役会に関して行われているのと同様にし

て、スペンサー・スチュアート・イタリア・エスアールエル（この分野を専門とするコンサルティング会社であり、2022年に

は、エネル・グループとさらなる専門的な関係を限定的に持つが、いずれにせよその独立性を具体的に損なうことはないネッ

トワークに属している。）の補佐を得て、法定監査役会自体の規模、構成及び機能に関する評価（いわゆる「ボード・レ

ビュー」）を実施した（取締役会のボード・レビューの方法及び結果については、上記「取締役会－取締役会及びその委員会

の機能の評価」を参照のこと。）。
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これは、コーポレート・ガバナンス・コードの下での具体的な提言はないものの、法定監査役会が2018年から採用してきた

ベストプラクティスである。ボード・レビューは、「同僚同士のレビュー」方法に従って、すなわち、法定監査役会の全体と

しての機能だけでなく、各法定監査役によりもたらされた貢献の仕方及び内容も評価することによって、実施された。

法定監査役会に関するボード・レビューも、各法定監査役による質問表（法定監査役会の全体としての規模、構成及び機能

に関するもの）の記入を通して行われた。質問表の記入の後には、質問表から生まれた最も関連する側面、並びに貢献の仕方

及び内容という観点での各法定監査役の参加度合いの両方について深く分析するためにコンサルティング会社による個人面接

が行われた。

現行の規制により法定監査役会に委任された多くの重要な任務を考慮し、質問表及び面接は、(ⅰ)経歴、スキル及び経験の

観点から見た法定監査役会の規模及び構成、(ⅱ)役割、すなわち法定監査役会の任務の適切な実行を識別する主要な側面、

(ⅲ)特に情報フローの完全性及び迅速性、議論の活発さ、採用された意思決定プロセス並びに議事録の質に関して、法定監査

役会の会議の組織及び運営、(ⅳ)法定監査役の結束及び強調度合い、並びに取締役会及び経営陣トップとの関係の質、(ⅴ)割

り当てられた任務及び責任の認識、並びに支払われる報酬の適切性に関するものであった。

2022年のボード・レビューの結果は、最近一新された法定監査役会の規模、構成及び機能について、法定監査役が全員一致

で適切と判断した旨を表明したこと、並びに新たに選任された２名の法定監査役については、エネル・グループのような複雑

で重要な現実を迅速に学びながら、メンバー間の相互面識のプロセスが進行中であることを示している。法定監査役会は、

2022年５月19日の定時株主総会で決議された交替を機に構成が大幅に変更されたが、効果的で、効率的で、基準となる規制枠

組みに沿った運営方法を採用できている。議長は再任されてから、新しいメンバーの研修を可能な限り円滑に行うよう努力し

たため、継続性は保証されている。

　特に、2022事業年度のボード・レビューによると、以下の強みが明らかになった。(ⅰ)法定監査役会は専門的な準備と協力

への意欲が高く評価される会社の有能な組織機構との有益な相互作用のおかげで、法律により委託された監督機能を時間どお

りに遂行した。(ⅱ)情報の流れが一定であり、法定監査役は、関係する全ての組織構造が協力を重視していることを全員一致

で認識している。(ⅲ)議長は、包括的なアプローチによって優先順位を定め、議論を円滑に進める等、法定監査役会の業務を

設定及び管理する能力について、同僚から全員一致で評価されている。(ⅳ)会議中の議論が、文書の事前の詳細な分析に基づ

いたオープンで建設的なものであると認められ、意見表明が完全に自由にできる雰囲気や、相互に聞きあう姿勢、合意点を探

る能力、各法定監査役の貢献度の向上に寄与する要素が、プラスに働いている。(ⅴ)法定監査役会が、落ち着いた雰囲気の中

で、特色のある補完的なスキル及び高水準の専門知識の相互認識に基づいて活動しており、また、自身の役割及び活動範囲に

関する明瞭なビジョンを有していること。(ⅵ)法定監査役会の規模が適切で、その構成が多彩な経歴を持つ人材で特徴付けら

れており、それが（年齢、ジェンダー、スキル及び職歴により）様々な分野を監督する法定監査役会自体の能力に適している

こと。(ⅶ)「会社業務」部門の支援が正当に評価されていること。

　コンサルティング会社が作成した分析では、法定監査役会の活動を任務の過程でさらに効果的にするために焦点を当てるべ

き事項も明らかになった。その中で、次のような機会が特に強調された。(ⅰ)各法人の会合にできる限り法定監査役本人が出

席するようにし、相互の知識を深め、統制活動を担当する法人機能と交流する習慣を作ること。(ⅱ)厳選された数の導入セッ

ションを計画及び実施することにより、エネル・グループの事業に関する知識をさらに深めること。(ⅲ)会議の議題を計画す

るにあたり、法的義務に関わる活動のみならず、2022年にあったような、その年に生ずる具体的な問題に対処する必要性につ

いても考慮すること。(ⅳ)法定監査役会の会議のための文書を参照する際に使用するITプラットフォームの機能の一部につい

て、より使いやすくするために改善の可能性を検証すること。
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3.6 法定監査役会の多様性方針

 

法定監査役会の構成に関して、エネルは、ジェンダーも基礎とした多様性基準を適用している。特に、2018年１月、法定監

査役会は、統一財務法により定められる規定の実施に際し、法定監査役会自体の構成の最適な特徴を説明する多様性方針を承

認した。これは、法定監査役会が、議論対象の問題を異なる観点から検討することを可能とする複数の適格な視点を具体的に

活用して決定することにより、その機能を最も効果的な方法で行使するためである。かかる方針の精神的な原則は、取締役会

により承認されたこれに対応する文書に関して説明されるものと同様である（詳細は、上記「取締役会－取締役会の多様性方

針並びに会社組織の中でジェンダーにかかわらず平等な処遇及び機会を促進するために採用された措置」を参照のこと。）。

多様性の種類及び関連する目的に関して、法定監査役会により承認された方針（当社のウェブサイト上で閲覧できる。）

は、以下のとおり表明している。

・ジェンダー間のバランスを要求する法律の規定が効力を失った場合であっても、いかなる場合でも、選任時と任期中の両方

で、法定監査役会の少なくとも1/3が、最も代表されていないジェンダーに属する法定監査役によって構成されることを確保

し続けることが重要である。法律で定められた規定に加えて、法定監査役会の少なくとも1/3が、最も代表されていないジェ

ンダーに属するメンバーにより構成されることを確保し続けることも適切であるとみなされる。

・当グループの国際的な活動に関する見地から、十分な国際志向の経験を有する少なくとも１名の正規の法定監査役の参加を

確保することが考慮されるべきである。そのような国際的な経歴は、意見の標準化及び「集団思考」の展開を防ぐためにも

重要であると考えられ、各法定監査役が国際的な文脈で行う経営的、専門的、学術的又は機関的な活動の基準において評価

される。

・継続性と刷新の必要性のバランスを保つために、異なる年齢とともに、異なる年功のバランスのとれた組合せが法定監査役

会の中で保証されるべきである。

・法定監査役は、全体として、エネル・グループが行う事業、つまり電力及びガスのセクターにおいて、有能であるべきであ

る。この目的のために、法定監査役は、当社が組織する誘導プログラムに参加するよう促される。

・法定監査役は、多様性並びに補完的な経歴及びスキルを混在させるべく、経営的／専門的／学術的あるいは機関的な経歴を

有しているべきである。特に、少なくとも正規メンバー１名及び補欠メンバー１名は、監査役名簿に登録されなければなら

ず、最低でも３年間の法定監査を経験していなければならない。さらに、職歴に関する要件が法律及びエネルの定款で要求

されており、方針において確認されている。加えて、会長により果たされる重要な役割を考慮して、方針では、関連する任

務にとってより適したソフトスキルが説明されている。

多様性方針の実施方法に関して、エネルの定款は、法定監査役会の改選の観点で候補指名簿を提出する権利を取締役会に与

えていない。こうして、方針は、専ら、法定監査役会全体を改選し又は関連する構成を統合する場合に株主から提出される候

補者を志向し、かかる状況で、上述の様々な多様性基準に沿って、法定監査役会自体の調和のとれた構成からもたらされる利

益を十分に考慮することを確保することを目的としている。

　全体として、法定監査役会の現在の構成は、異なる種類の多様性に関して当該方針により定められた目的を尊重している。

 

3.7 報酬

 

株主総会は、法定監査役会の正規のメンバーの報酬を、能力、専門性、要求される努力、その役割の重要性並びにエネルの

次元特性及び事業部門特性を考慮して、決定する。特に、2022年５月に定時株主総会は、職務を遂行するために必要な費用の

償還に加えて、法定監査役会の会長は年間85,000ユーロの報酬総額を受ける権利を有し、その他の正規の法定監査役はそれぞ

れ年間75,000ユーロの報酬総額を受ける権利を有することを確認した。
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4. 内部統制及びリスク管理制度

 

　エネル及び当グループの内部統制及びリスク管理制度（以下「SCIGR」という。）は、当社の持続可能な成功に貢献するた

め、主な会社リスクが特定され、測定され、管理され、監視されることを目指した、一連の規則、手続、及び組織的事業体か

ら構成される。

SCIGRは、当社及び当グループにより採用されたより一般的な組織及びコーポレート・ガバナンス構造における不可欠の部分

であり、イタリアの、そして国際的なベストプラクティスに基づいている。特に、当該制度は、コーポレート・ガバナンス・

コードの提言を考慮に入れ、トレッドウェイ委員会組織委員会により発行された「内部統制－統合的枠組み」モデル（以下

「COSO報告書」という。）（分析のために国際的に認識されたベンチマーク及びSCIGRの有効性の統合的評価から構成され

る。）と一致している。

実施されているSCIGRは、取締役会により決定された会社目標の達成に影響を及ぼす取締役会の能力に関して、主要なリスク

が特定され、評価され、管理され、監視されることを可能にするため、当該目標と一致する会社管理に貢献している。特に、

SCIGRは、会社資産の保護、会社手続の効率性及び実効性、法人及び市場に提供される情報の信頼性、会社定款及び内部手続と

ともに法令の遵守を確保するために貢献している。

そのため、SCIGRは、会社組織の中で主要な役割を果たしており、十分な情報に基づいてリスクの傾向と一致した意思決定、

並びにリスク、法律及び企業価値に関する適切な情報の普及に貢献している。実際、統制の文化は、当グループ規模の価値に

おいて重要な地位を占め、リスクの特定、測定、管理及び監視のための方法の展開及び適用において会社組織全体に影響を与

える。

より具体的に、SCIGRは以下の特徴を有する。

・システム自体の効率性を最大化し、SCIGR自体に関与する主要な者の間で作業の重複を可能な限り削減して協力を確保するた

め、全ての事業レベルでの統制活動を定め、職務及び責任を明確に特定する。

・共通の責任の下で集中する矛盾した作業を防ぐため、異なる組織ユニット間で、又は同じ組織ユニット内で、職務及び責任

の分離を定める。特に、利益相反を防ぎ又はそれが不可能な場合は軽減させるために、事業及び統制活動の必要な分離を確

保する。

・共通の言語の普及、リスクの測定及び評価のための補完的な方法及び手段の採用、並びにそれぞれに委ねられた任務の結果

に関して異なる機能間での情報フローを定めることにより、統合される。

・統制機能が委ねられる異なるレベルでの報告プロセスにとって信頼でき適切な情報制度を確保することを目的とする。

・リスクの特定、評価、管理及び監視に係る任務の追跡可能性を保証し、そのような任務を支援する情報の源及び要素の再構

築を長期にわたって確保する。

・従業員（及び第三者全般）が適用ある法律の規定及び／又は内部手続に対する潜在的な不正又は違反を報告できるための、

国内の、そして国際的なベストプラクティスと一致した内部告発手続を備えている。かかる内部告発手続は、報告者が匿名

のままでいることを確保することを目的とした特別の情報経路の存在によって特徴付けられる。

・リスクの測定及び統制のための制度における非効率性の指標を構成し得る異常事態を明らかにする。

・観察された異常が速やかに適切なレベルの会社の責任部門に連絡されることを確保し、適切な是正措置を有効に実施するこ

とを可能とする。

SCIGRは、以下の３つの異なる種類の活動から構成される。

・「ライン」又は「第１レベル」統制であり、事業が適正に行われることを確保するために個々の事業ユニット又は当グルー

プの会社がその過程において遂行する全ての統制任務から成る。かかる統制任務は、事業管理の第１の責任部門に委ねら

れ、全ての会社プロセスの不可欠な部分であると考えられている。

・「第２レベル」統制であり、特別の会社機能に委ねられ、典型的なカテゴリーのリスク（ほんの一例として、事業リスク、

市場リスク（コモディティリスク及び金融リスク等）、信用リスク、戦略リスク、法的リスク及び（ノン）コンプライアン

ス・リスクを含む。）の管理及び監視を目的とする。エネル・グループがさらされている主要なリスク並びに目標及び財務

リスクの管理方針に関する詳細は、本店又は当社のウェブサイト上で一般に閲覧できる2022事業年度に係る年次財務報告書

を参照のこと。
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・内部監査活動（「第３レベル」統制）であり、SCIGRの構造及び全般的な機能の検査を目的とし、ライン統制及び第２レベル

統制を監視することによるものを含む。

SCIGRは、会社の事業の展開及び問題の状況、並びにイタリアの、そして国際的なベストプラクティスをも考慮に入れて、定

期的な検証及び検査を受けている。

SCIGRに関与した主要な者の任務及び責任並びにかかる者の間での協力に関する詳細は、当社のウェブサイト上で閲覧可能な

内部統制及びリスク管理制度のガイドラインを参照のこと。一方で、取締役会により、そしてSCIGRに関する統制・リスク委員

会により2022年に行われた活動の詳細は、上記「取締役会－役割及び機能」及び「委員会－統制・リスク委員会」を参照のこ

と。

 

5. 企業会計書類の作成を担当する役員

 

　2022年において、エネルの企業会計書類の作成を担当する役員の役割は、「事務管理、財務及び統制」部門の責任者（すな

わち、アルベルト・デ・パオリ）により担われた。当社の定款に従い、当該役員は、法定監査役会との協議に基づき取締役会

により任命されたのであり、同定款で定められる専門的資格の要件を満たしている。

　かかる担当役員の活動の詳細は、当社のウェブサイト上で閲覧可能な「内部統制及びリスク管理制度のガイドライン」を参

照のこと。

 

5.1 財務情報及び非財務情報に関するリスク管理及び内部統制の制度

 

　企業会計書類の作成を担当する役員は、当社及び当グループの両方の観点で、企業報告に関する特別の内部統制制度を実施

した。この制度は、当社の年次財務書類、当グループの連結財務書類、及び当グループの連結半期報告書の作成を監督するも

のである。

この制度は、当グループのイタリアの子会社の一部が租税協調的コンプライアンス体制に参加し、エネルが連結財務報告書

に財務及び非財務の情報及びデータを統合的に表示することを決定したことを受け、企業報告のための内部統制プラット

フォームに移行済みである。このプラットフォームにおいては、金融的性格を有するリスク及び統制は、協調的コンプライア

ンス体制に厳密に関連する限りにおいて、税務分野におけるリスク及び統制、並びにESG分野における主要パフォーマンス指標

（以下「KPI」という。）の定義及び連結に固有のリスクに関連する統制とまとめられる。

　具体的には、イタリアの税務当局に対して透明性のある協力的な態度を醸成するため、2017事業年度以降、エネルは、イタ

リアの国内法により定められた要件を満たす当グループの一部のイタリアの会社に、協調的コンプライアンス体制への参加を

推進した。さらに、エネル・グループは、経済協力開発機構（OECD）のガイドライン及びイタリアの税法に沿った、「租税統

制枠組み」（以下「TCF」という。）と呼ばれる税務リスクの個別的な検出、測定、管理及び統制制度のイタリア国内における

漸進的な実施を誓約した。

TCF制度は、より広範囲に及ぶ内部統制制度の一部であり、そこからマッピング処理基準及びリスク測定指標を借用してい

る。本有価証券報告書の提出日現在、協調的コンプライアンス体制への参加を認められた当グループのイタリアの子会社は、

エネル、イー・ディストリブッツィオーネ・エスピーエー、セルヴィツイオ・エレットリコ・ナツィオナーレ・エスピー

エー、エネル・エネルジア・エスピーエー、エネル・グローバル・トレーディング・エスピーエー、エネル・イタリア・エス

ピーエー、エネル・プロデュツィオーネ・エスピーエー及びエネル・グリーン・パワー・イタリア・エスアールエルである。

2022年12月、イージーピー・エスピーエー及びエネル・グローバル・サービシズ・エスアールエルの参加プロセスが開始され

た。

エネルは、グループが事業を行う一部の外国において、現地の規則によって明確に義務づけられていない場合でも、TCFモデ

ルの採用を拡大することを決定した。具体的には、アルゼンチン、ブラジル、チリ、コロンビア及びペルーにおいても、税務

リスクの検出、測定、管理及び統制のための制度が実施された。

2021年以降、当グループのイタリア企業は、単一のVAT納税主体（「VATグループ」）を形成している。このため、VATグルー

プを構成する企業のうち企業報告に係る内部統制制度に未だ含まれていないものは、いずれTCFに参加する見通しである。具体

的には、2022年、エネル・ソール・エスアールエル及びエネルＸ・イタリア・エスピーエーの制度加入が始まった。
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エネルはまた、年次財務報告書において財務及び非財務のデータ及び情報を統合的に表示しており、会計結果と国連の持続

可能な開発目標（SDG）の達成との強い相関関係を強調している。そのためエネルは、企業報告に係る内部統制制度を拡大して

非財務リスクの管理を含め、この目的のために主要な非財務KPI（当グループのエネルギー移行目標に沿った脱炭素化、電化、

インフラ許可、エコシステム及びプラットフォームに関連するSDG目標７、９、11及び13について）を定義し、まとめるための

新しいプロセスを計画した。2021年及び2022年、企業報告に係る内部統制制度に組み込まれた非財務KPIの数は、さらに増加し

た。

したがって、かかる制度はプラットフォーム・モデルの採用を通じて、当グループが採用した国際会計基準に合致した開示

とするため、企業報告に含まれる情報の信頼性、及び上述の会計書類を作成するプロセスの適切性の確保を目指す。

また、2021年には既に企業報告に係る内部統制制度に含まれる全てのイタリア企業をカバーしていたデジタルICRプロジェク

トは、2022年以降、当該範囲に含まれる外国企業にも拡大された。このプロジェクトの主な成果は、以下のとおりである。

（ⅰ）独自かつ均質なリスクの一覧表（いわゆる「リスク・ライブラリ」）の定義と、それに関連する企業報告に係る内部統

制制度の範囲内の全ての国への拡大。

（ⅱ）統制の合理化と「横断的統制」の概念の導入。これは、概要、統制者、提示された証拠及び頻度といった属性は同じだ

が、複数の企業及び／又は異なるプロセスを必要とする統制である。

（ⅲ）プロセス、リスク及び関連する統制間の相関ネットワーク（「デジタルERM」）の構築、並びに監視すべき重要リスク指

標（「KRI」）の特定。

上記に照らして、企業報告に係る内部統制制度は、その具体化又は欠如により統制制度の目標達成が部分的に又は全体的に

損なわれる可能性のある活動又は事態を特定し評価するための一連の活動として定義されるものであり、その後の、統制を特

定し、財務情報及び非財務情報並びに（協調的コンプライアンス体制に関する）税金関連情報の信用性、正確性、信頼性及び

適時性の達成を確保する手続を定義する活動によって補完される。

　企業会計書類の作成を担当する役員は、特別な一連の手続（全ての関与する従業員はこの手続について知らされる。）の展

開及び実施を監督した。それは、企業報告に係る内部統制制度を維持し監視する活動の一環として、採用された方法及び上記

の従業員の責任を記録するものである。具体的には、当グループは、企業組織内での役割及び責任を定義する手続を設け、内

部認証の具体的な流れを定めている。

　整備された統制は、「設計」（すなわち、当該統制は、もし作動したならば、特定されたリスクを容認可能な方法で軽減す

るために適切なものであること）及び実際の「有効性」の両方を検査するために監視されてきた。

　企業報告に係る内部統制制度は、トレッドウェイ委員会組織委員会により発行された「内部統制－統合的枠組み」モデル

（以下「COSO報告書」という。）に従って構築されたが、５つの要素（環境統制、リスク評価、統制活動、コミュニケーショ

ン制度及び情報フロー、監視活動）から構成されており、これらの要素は、それぞれの特性に応じて、事業体のレベル及び事

業プロセスのレベルの両方で作動する。

COSO報告書は、ITの側面に関して、「情報及び関連技術に係る統制目標」モデル（いわゆる「COBIT」）により補完されてき

た。

さらに、サーベンス・オクスリー法の第404条に規定されている適正な簿記に関する内部統制は、ニューヨーク証券取引所に

米国預託株式を上場している当グループの南米の企業に適用されている。

企業報告に係る内部統制制度の定義、実施及び管理のプロセスは、当グループ内の新たに買収された重要な会社にも適用さ

れるように次第に拡大されてきているが、企業会計書類の作成を担当する役員の責任の下で実施され、以下の段階に分けられ

る。

・関与する経営陣に対する方法及び指示の伝達とともに、会社、年次財務報告書に含まれる非財務KPI、プロセス、リスク及び

統制に係る境界の定義

・プロセスとリスク評価の解析及び更新、統制と品質保証の定義、並びにプライマリー・キー・コントロールの特定及び更新

（統制の各種特性をリスクの適合性と関連付ける評価モデルの使用により、自動化されたトップダウン型のリスク・アプ

ローチを用いる。）

・関連する経営陣により実行され自己評価を通じて実施される統制の設計及び有効性の評価（「ライン監視」と呼ばれる。）

・あらゆる種類の統制について、外部のコンサルティング会社による独立した検証活動の実施

・乖離の評価、是正措置の承認及び監視
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・最高経営責任者並びに年次財務書類、連結財務書類及び半期財務報告書に関する企業会計書類の作成を担当する役員により

発行される最終的な証明書（内部証明の報告フローにより補助される。）を確定させるための、企業報告に係る内部統制制

度の結果の統合及び総合評価

・「ICR手続－事務及び会計手続」の配分及び公表

　評価に含まれるべき当グループの会社の境界は、量的観点（連結財務書類への潜在的な影響の重大さのレベルに関係す

る。）及び質的観点（事業又はプロセスに関連した特定のリスクを考慮に入れる。）の両方から、具体的なリスクレベルに関

して決定される。また、境界の定義では、非財務CPIに大きく寄与する企業を考慮している。

　ICFR制度の定義のため、まず、その具体化又は欠如により統制制度の目的（例えば、財務書類における要求及び財務情報に

関連したその他の統制目的）の達成が損なわれる可能性のある活動又は事態を特定し評価するために、当グループレベルでの

リスク評価が行われた。当該リスク評価は、不正行為のリスクに関しても行われた。

　リスクは、事業体レベル及びプロセスレベルの両方で特定される。一方では、特定されたリスクは、その発生確率にかかわ

らず、いかなる場合でも、財務情報及び非財務情報に顕著な影響を及ぼすと考えられる。他方で、プロセスレベルにおけるリ

スクは、質的及び量的な要素の両方を基礎として、潜在的な影響及び発生の可能性の観点で、関連する統制にかかわらず

（「固有レベルの評価」として知られる。）、評価される。

リスクの特定及び評価に続いて、事業体レベル及びプロセスレベルの両方において、リスクが具体化する可能性を許容でき

るレベルにまで減少させることを目的とした統制が確立された。

特に、会社又は会社グループの統制の構造は、統制する会社が統制される会社の企業報告に係る内部統制制度の設計及び有

効性に対応し、決定し、監視することを可能とする、中央レベルで決定され当グループ若しくは具体的地域の場面で共通に適

用される統制手段として、又は、単独の会社若しくは事業分野の観点で横断的な方法で作動する統制手段として、「事業体／

会社レベル統制」を定める。

事業体レベルでの統制は、COSO報告書で言及されている上記の５つの要素に従って分類される。

プロセスレベルでの統制の構造は、事業活動の実行中に起こり得る誤り又は不正を防ぎ、特定し、是正することを目的とし

た、（手作業の、部分的に自動化された又は自動化された）一連の活動、及び前述の「横断的統制」として、代わりに、特定

の又は監視的な統制を提供する。

企業報告に係る内部統制制度の効率性及びその持続可能性を長期にわたって改善するため、統制は、標準統制と重要統制に

さらに分けられたが、このうち重要統制は、会計書類における虚偽の表示を防ぐことを目的とする決定的な統制を意味する。

包括的な構造的統制もまた、事業活動の適正な実施及び統制を促進する一般的な状況を定義することを目的とした前述の制度

の構造的な要素を意味するものとして、特定される。特に、包括的な構造的統制は、両立しない活動及び責任の分離（いわゆ

る「職務の分離」）に関連した統制であり、不正／過失に係る委任及び／又は隠蔽を促進しかねない任務及び職務が同一人に

集中しないように確保することを目的とする。活動がITシステムの支援を得て実行される場合、割り当てられた役割及びユー

ザー名に関しても適正な分離が確認される。

　重要と特定される会社の範囲内では、最大のリスクを有するプロセスが定義されて評価され、「トップダウン型のリスク・

アプローチ」が適用された。そこで、当該アプローチに従い、統制の各種特性をリスクの適合性と関連付ける評価モデルの使

用により、当社は、上記リスクが発生する可能性を許容できるレベルにまで減少させることを目的として、一般的な監視及び

特定の統制の両方に関して、最大の影響を及ぼすリスク及び関連する統制（以下「主要な重要統制」という。）を特定して評

価した。

財務情報及び非財務情報に係るプロセスの適切性、リスク及び統制を評価するため、関連するプロセス及び統制の設計及び

有効性を検証することを目的として、プロセス・マネージャー（活動、リスク及び統制を担当する者）により、６ヶ月毎に特

定の監視が実行されている。

当該監視に加えて、その設計及び運営を確認するため、あらゆる種類の統制における主要な重要統制の中の重要な部分に関

し、独立した検証活動が、毎年、外部のコンサルタント会社により行われている。

　評価される各会社プロセスにとって、適切な書類（「ICR手続－事務及び会計手続」と呼ばれる。）が、役割及び責任、デー

タ及び情報のフロー、並びに統制の要点を説明することを目的として保管される。

　実施された評価の結果は、定期的な報告を通じて、企業会計書類の作成を担当する役員に伝達される。この定期的な報告で

は、統制の有効性及び／又は設計において生じ得る欠陥を、財務情報及び非財務情報への潜在的な影響に関して、軽微、重要

又は重大のいずれかの欠陥に分類している。

　実施された評価により欠陥が明らかとなった場合、上記の情報フローにおいては、財務情報及び非財務情報の信用性、正確

性、信頼性及び適時性の目的が達成されるために講じられ又は講じられる予定の是正措置も報告される。
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　これらのフローは、企業会計書類の作成を担当する役員が法定監査役会、統制・リスク委員会及び監査法人に対して提供す

る、企業報告の内部統制制度の妥当性に関する定期的な開示／更新のためにも使用される。

　上記の報告に基づき、そして関連する会社部署の責任者により発行された証明を考慮に入れて、企業会計書類の作成を担当

する役員は、最高経営責任者とともに、単体財務書類、連結財務書類又は半期報告書（その時々で問題となっている関連書類

による。）の作成のために確立された事務及び会計手続の妥当性及び実際の適用に関する特別の証明を発行する。

　割り当てられたプロセス／サブ・プロセスの構造及び機能の確認を目的としてプロセスを取り仕切る者により行われた監視

活動、並びに特定された関連する統制を受けて、「ICR手続－事務及び会計手続」から構成される書類（叙述、フローチャー

ト、及び統制のリスト）が、その最終化をもって進めるために、支援制度から取り出される。これらの手続は、当社のイント

ラネット上に掲載される。

　上記の方法の適正な適用を確保するため、当グループの財務開示に関する内部統制を取り仕切る組織及びライン監視に含ま

れるプロセスを取り仕切る個人の両方を対象として、特別の研修会が定期的に開催される。

 

6．外部統制

 

6.1 監査法人

 

　エネルの単体財務書類及び当グループの連結財務書類の法定監査は、監査法人のKPMGエスピーエーが委任されている。

かかる監査法人への委任は、法定監査役会の提案に基づき、2019年５月16日の定時株主総会によって、2020から2028事業年

度について行われた。

2020事業年度から、エネルの法定及び連結財務書類の監査を担当するパートナーはレナト・ナスキ（Renato Naschi）氏であ

る。

2009年より、当グループにおいて事業を行う監査法人の独立性を維持するため、かかる監査法人又はかかる監査法人のネッ

トワークに属する法人を当グループに属する会社が任命することを統制するための特定の手続が採用された。同手続は、その

自主的な採用以降、エネルの法定監査役会が定めた当グループの主要な外部の監査役に対する独立性要件の管理及び監視に関

して、重要なコーポレート・ガバナンスの柱となった。2017年11月（及び、直近では2021年２月）、関連するイタリア法及び

欧州の法的枠組みが変更した結果、エネルの法定監査役会は、「内部統制及び監査委員会」としての立場で、2010年１月27日

付け法令第39号の19条に従い、上記の手続を更新した。かかる手続に従い、同法定監査役会は、当グループに属する会社によ

る追加任務（すなわち、法定監査委託以外の委託任務で、かつ法令により規定される不適合性のない任務）の当グループの主

要外部監査役又はかかる監査役のネットワークに属する法人への委託に関し、事前承認の依頼を受ける。主要な外部の監査役

の独立性を妨げる可能性のない一部の類似した追加任務に関しては、法定監査役会は、事前の承認を表明することなく、むし

ろかかる追加任務の許可に関する事後の定期情報の受取人となるものとする。この場合、エネルの「監査」及び「会社業務」

機能は、かかる簡素化された手続につき、必須条件の存在を随時確認するものとする。統制市場に株式又は社債を上場するエ

ネルのグループ会社（エネルを除く。）又はその子会社による主な外部監査役のネットワークに属する法人への追加任務は、

当該上場会社及びその経営上の自治に適用する法律に従い、外部監査役の独立性又は事後の定期情報の監視に関し、エネルの

法定監査役会が行使するものと類似の機能を行使する企業体による事前承認の対象となる。

 

6.2 イタリア監査裁判所（Corte dei Conti）の監督

 

　イタリア監査裁判所は、この目的のために選定した裁判官を利用してエネルの財務管理を監督する。この役割は2022年中、

受託裁判官であるフランチェスコ・ペトロニオが担っていた。

　イタリア監査裁判所により選任された裁判官は、取締役会及び法定監査役会に出席する。この点に関して、取締役会は、裁

判官に対し、参加した会社組織の各会議につき、1,000ユーロの参加手当を支払うことを決議した。

イタリア監査裁判所は、行われた監督の結果に関する年次報告書を上院議長府及び下院議長府に対して提出する。
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7. エンゲージメント方針

 

　エネルは、当社及び当グループが行う事業に関する理解度を高めるために、機関投資家に加え株主及び社債権者一般、並び

にそれらの各団体と各役割の相互理解に基づく恒常的でオープンな関係を確保することは市場に対する義務のみならず、自社

の利益にも即していると考えてきた。この関係で、エネルは、市場濫用に関するイタリア法及び欧州規制に従い、海外におけ

るベストプラクティスに即して、かかる対話者との正しい透明性のある対話を継続している。昨年中は、かかる対話が、株主

総会に参加する機関投資家数の大幅な増加につながった。

　かかる対話の方法を規制するため、2021年３月、取締役会は会長の提案により、最高経営責任者と共同で、大部分がエネル

において既に従っている方針を具体化したもので、草稿に際し当該事項に関して機関投資家が採用しスチュワードシップ・

コードに反映されているベストプラクティスを考慮した、特別なエンゲージメント方針（当社ウェブサイトで閲覧可能であ

る。）を採用した。

　このエンゲージメント方針は、2022年に定期的に実施されたもので、

・エネルが証券取引所上場以来確立してきた方針に沿い、特に以下に関して、対話活動に責任を負う組織構造を主に規定す

る。

－機関投資家（並びに金融アナリスト及び格付機関）との継続的な対話に責任を負う、現在「事務管理、財務及び統制」部

門の一部である「投資家関係」部、並びに

－個人株主及び社債権者と継続的に対話し、相対的な関心事に関する一切の有益な説明を行う、「法務及び会社業務」部門

の一部である「会社業務」部内の特設エリア。

前述の組織構造によって、及び正式な権限を有するその他の会社代表者によって、機関投資家並びにエネルの株主及び社債

権者の大部分に提供される情報は、正確性、明確性、一貫性、完全性及び対称性の基準を満たしている。また情報は、会社

情報の処理に関してエネルが採用する規則の規定に従って適時に提供されている。

「投資家関係」部は、具体的には以下を取り扱う。（ⅰ）エネルの「エクイティ・ストーリー」の作成、当社の主要経営陣

及び金融業界間の会議の主催、（ⅱ）格付機関及び債券投資家との関係管理、（ⅲ）機関投資家及び金融アナリストとの関

係管理、（ⅳ）エネルの上場子会社に出資する機関投資家との関係管理の調整、（ⅴ）エネルの株式に関する市場分析及び

報告の作成（金融アナリストのコンセンサスの監視も行う。）、（ⅵ）エネルの株価に影響を与えるプレス・リリースの作

成及び承認、並びに投資家に向けた当社のウェブサイト上の「エネル・インベスター」と呼ばれるアプリの開発及び更新に

関し、「会社業務」部と連携した「コミュニケーションズ」機能の支援

・特に以下に関して、対話に用いられるツール及び対話が行われる方法の説明。

－会社ウェブサイトの「投資家」ページ、並びに非常に重要とみなされる文書及び情報を集めた「エネル・インベスター」

と呼ばれる「アプリ」（イタリア語及び英語の両言語に対応）の内容。具体的には、当社ウェブサイトの「投資家」ペー

ジには、経済及び金融の情報、並びに株主及び社債権者の大多数にとって関心のある最新情報及び文書の両方が含まれて

いる。

－当社ウェブサイト上で公表され、また株価に影響を与える場合は現行法に従って公開される、最も関連性の高い事象に関

するプレス・リリース。

－株主総会。これについては下記「株主総会」の項に記載されている。

－以下に関して「投資家関係」部が計画する機関投資家（並びに金融アナリスト及び格付機関）との定期的な交流。（ⅰ）

既に市場に開示した定期的な経済及び財政結果を解説する電話会議、（ⅱ）主要経営陣が当グループの最新の事業計画を

説明する金融界との年１回の会議（いわゆる「キャピタルマーケット・デー」）、（ⅲ）主要経営陣が機関投資家と会

い、市場濫用に関する欧州及び国内の規制に従って当グループの事業計画、最新の経済及び財政データ並びに進行してい

る臨時取引（もしあれば）について詳細に説明する定期的「ロードショー」。
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・機関投資家との対話活動に取締役が関与する可能性を規定する。この点に関して、機関投資家は、「投資家関係」部との間

で対話を行った後であっても、特に重要な問題についてさらに踏み込んだ分析を行う必要があると考える場合、まず、かか

る「投資家関係」部から適切な説明を求めなければならない、と規定されている。「投資家関係」部は、必要に応じて協議

中の問題に対処する当社の他の主要経営陣を交えた、特別な会議を開く。機関投資家は、当該会議後も当該会議で取り扱っ

た事項の重要な点について疑義が残る場合、「投資家関係」部に連絡し、当社取締役会との協議を要請することができる。

このような要請があった場合、「投資家関係」部は「企業業務」部と連携して取締役会会長に速やかに通知し、取締役会会

長は他の取締役に速やかに通知する。必要に応じて、「投資家関係」部は、場合により以下を含む特別な会議を開催する。

－最高経営責任者。当社の経営の主たる責任者として機関投資家に対応し、自己の経営権の範囲に含まれる事項について説

明を行う権限を有する者である。

－取締役会会長。機関投資家に対して当社及びエネル・グループのコーポレート・ガバナンスに関する事項について適切な

説明を行うため、自らの役割及び委任された権限を踏まえ、機関投資家と協議する権限を有している。

－所属する各取締役会委員会も考慮した上で議論される事項に関して有益な場合には、最高経営責任者との合意に基づき会

長から参加を促されたその他の取締役。ただし、この点について取締役会が自ら決定する権利には何ら影響を与えない。

この場合、取締役会会長及び最高経営責任者は、当社及び当グループの利益のために連携及びアプローチの統一を図るた

め、エネルが採用した企業情報の処理に関する規則の規定に従い、当該会議に招集されたかかる他の取締役と、当該会議

で議論される議題についての立場を事前に共有しておく。

またエンゲージメント方針には、機関投資家との会議に参加する際には、取締役は候補者した株主及び／又はその選任に投

票した株主に関して委任制限のない一般原則を遵守し、当社若しくはエネル・グループに関する機密情報又はインサイド情

報の可能性のある情報の開示を控えるよう明記されている。

会長は、あらゆる株主との対話の進捗及び重要な内容について、いかなる場合も速やかに取締役会に報告されるよう徹底す

る。

2022年、当社は、機関投資家及び金融アナリストと、経済金融及びESGの両面から対話を継続した。

具体的には、マクロ経済及び地政学的な状況の進展を考慮し、対話では、主にエネルギーの独立性、最終顧客の電気料金及

びそれに伴う当グループの事業への影響に関する問題に焦点が当てられた。さらに、当グループの地理的な再編成と、特に気

候変動に係る持続可能性に関する特定の側面も、対話の主題となった。最後に、株主総会で株主に高く評価された2022年の当

社の報酬方針の策定についても、当社及び当グループのコーポレート・ガバナンスに焦点を当てた対話を行った。

エネルでは、当グループの戦略を策定し、市場の期待に沿った企業報告にするため特に持続可能性の分野で有用と考えられ

る追加的な情報要素を特定する際に、前述の問題について機関投資家や金融アナリストから寄せられた意見を考慮に入れてい

る。

 

8．株主総会

 

前項で言及したエンゲージメント方針にも明記されているとおり、対話のツール及び機会は多岐にわたるとはいえ、エネル

は、株主総会を株主と取締役会間の協議のための重要な機会とみなしている。その中で、当社は長きにわたり、株主総会への

取締役の定期的な出席を約束するとともに、株主総会を適切に強化する具体策の採用が賢明であると考えてきた。特に、（当

社及びその子会社の）従業員株主の間での委任状勧誘を強化すること並びに株主総会における意思決定プロセスへの参加を促

進することを目的とした当社の定款の規定について言及している（かかる規定は、本書の最初の部分、「所有構造－従業員の

株式保有：議決権行使の仕組み」の項に詳細に記載されている。）。

イタリア民法、統一財務法及びCONSOBによって採択された施行規則における、上場会社の株主総会の機能に関する適用のあ

る法令は、近年大きく変更及び修正され、株主の権利の行使が実質的に促進された。

株主総会は、定時及び臨時株主総会のいずれにおいても、とりわけ(ⅰ)取締役会及び報酬及び責任を決定する法定監査役の

選任及び解任（もしあれば）、(ⅱ)財務書類及び純利益の分配の承認、(ⅲ)自己株式の購入及び売却、(ⅳ)報酬方針及びその

実施、（ⅴ）株式に基づく報酬制度、(ⅵ)会社定款の変更、並びに(ⅶ)合併及び分割、（ⅷ）転換社債の発行について決議を

行うことができることに留意されたい。
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　エネルの定款に基づき、定時及び臨時株主総会は、通例１回招集され（ただし、取締役会が、株主総会は１回より多く招集

されることが望ましいとみなす場合、招集通知にその旨を表明することにより、追加設定することができる。）、適用ある法

律に規定された過半数をもって構成、決議され、また当社の登録事務所が所在する地方自治体において開催される（別途取締

役会により決定された場合を除くが、ただしイタリア国内で開催されるものとする。）。

定時株主総会は財務書類を承認するため事業年度終了後180日以内に少なくとも１年に１回は招集されなければならない。

　統一財務法は、株主総会に出席し議決権を行使する権利について、議決権を行使することができる者宛ての連絡によって証

明され、仲介機関によって発行者へ送られ、株主総会が開催される日の７営業日前の日（以下「基準日」という。）の終了時

の会計記録に基づき発行されなければならない、と規定している。

　議決権を行使する資格のある者は、以下を行う。

・議題の事項について、株主総会の前であっても、招集通知中で指定された期限までに質問することができる。かかる質問

は、株主総会中までに回答される。

・株主総会の通知に示された当会社のウェブサイトの特定の項目を通して委任状を送付することによって、電子的方法によっ

ても、その委任状を当会社に提出することができる。

・代理人が株主に対して利益相反を生じさせている状況を書面により通知し、株主の代わりに代理人が投票しなければならな

い各決議について具体的な投票指示がなされている場合、株主総会において利益相反の立場にある代理人によって代理投票

されることもできる。

・当社により任命された代理人に対して、全て又はいくつかの議題の事項についての投票指示が記載されている委任状を付与

することもでき、これは株主総会の日の２営業日前の日の終わりまでに関係者へ送られなくてはならない。かかる委任状

は、株主によってその費用が負担されるものではなく、CONSOBが作成した別表に従い記入されなくてはならず、投票指示が

なされているものに関連する提案についてのみ有効である。

　統一財務法及びCONSOBの公表した関連施行規定に基づき、エネルの会社定款（当社のウェブサイトにて閲覧可能）は取締役

会に、個々の株主総会に関して電子的方法による株主参加の可能性について定め、株主総会の招集通知においてかかる参加に

ついての条件を指定する権限を与えている。

　株主総会は、法律及び定款に加えて、当社のウェブサイト上で閲覧可能な特別規則に従って執り行われる。

　株主総会は、取締役会の会長が議長を務めるが、会長が不在若しくは支障のある場合は副会長（もし任命されているなら

ば）が議長を務め、両者が不在の場合、取締役会により指名された者が務め、指名のない場合は総会で議長を選任する。株主

総会の議長は、秘書役の補佐を受けるものとし、議事録のドラフトが公証人に委託される場合には議長は出席しなくてもよ

い。株主総会の議長は、とりわけ総会が適正に成立していることを検証し、出席者の本人確認及び資格を検証し、手続を規制

し、投票の結果を確認する。

　各株主が議題の事項についての発言を請求する権利に関しては、株主総会の規則は、総会が確実に１回で終えられるように

するため、議長が、発言を請求する株主の数及び株主総会前に株主による当会社が応答していない質問（もしあれば）の他、

協議される具体的な事項の性質及び重要性を考慮に入れ、参加者からの発言及びその応答に係る時間の制限（通常前者は10分

以内、後者は５分以内である。）をあらかじめ決定することを規定している。議決権を有する者であれば誰でも、発言権を有

しており、意見を述べたり、情報を求めたり、提案をすることができるが、協議される事項についての発言権は１回に限られ

ている。議長又は議長の要望により議長の補佐をする者は、協議されている事項に関して発言した参加者に対し、全員の発言

が終わったときに又は各発言が終わってから応答するものとする。発言を要求した者は、簡潔な応答を受けることができる。

総会の決議は、会長及び秘書役又は公証人により署名された議事録に記録される。臨時株主総会の議事録は、公証人により

起草される。

2022事業年度において、COVID-19パンデミックの推移が不確実であること、したがって引き続き旅行や、現場参加に伴うリ

スクを最小限に抑える必要性があることを考慮して、当社は2022年５月19日に開催された株主総会に関連して、2020年３月17

日付け法令第18号の第106条第４項に従い感染拡大防止のために制定された法令（2020年４月24日付け法律第27号により改正の

上で法律に変換された。（その後の改正及び補足を含む。））に規定された選択肢を利用することを決定した。これは、統一

財務法第135条第11項に従い、総会に出席し議決権を行使する権利を有する者は、当社により任命された代理人を通してのみ参

加する権利を有することを定めるもので、株主は同じく統一財務法第135条第９項所定の様式により特別に代理人又は復代理人

を指定することができる。
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9．その他のコーポレート・ガバナンス・プラクティス

 

9.1 関連当事者取引

 

　CONSOBの規則を遵守して取締役会により採択され、エネルにおいて、エネルにより直接であるか又はその子会社を通じて間

接にであるかを問わず行われる関連当事者取引に係る承認及び完了について規定する手続が実施された。かかる手続の実施

は、関連当事者取引の透明性及び公正性を実体面でも手続／形式面でも確保することを目的とする。当該手続は、当社のウェ

ブサイトにて閲覧可能である。

　2010年11月に取締役会において承認され、直近では2021年６月に更新された、エネル内において現在効力のある手続に従

い、当社が直接に実行する関連当事者との取引は、以下の３つのカテゴリーに分けられる。

・取引、取引の対象である事業体の資産、及び買収される事業体の負債の同等価値を考慮に入れた３つの関連する指標につい

て、具体的な量的基準（５%）を超えている「重要な取引」。かかる取引が、適用ある法律又は定款によって株主総会の承認

には服さない場合は、取締役会の承認に従う必要がある。

・「重要な取引」及び「少額の取引」以外の取引と定義される「重要でない取引」。

・取引が実行される関連当事者のカテゴリーによって区別される、具体的な基準を下回る同等価値によって特徴付けられる

「少額の取引」。上記の手続は、「少額の取引」には適用されない。

　関連当事者との取引の完了におけるエネルの利益並びに関連する条件の便宜及び実質的な公正性について、関連当事者委員

会が事前に妥当な意見を表明できるようにするため、かかる手続において「重要な取引」についての交渉及び予備調査も対象

とする具体的な情報フローを決定する。

　関連当事者委員会が発表した意見の有効性について、手続は以下のとおりである。

・「重要でない取引」については、かかる意見は拘束力を持たない。しかしながら、エネルは各四半期の終了から15日以内

に、当該四半期において関連当事者委員会の否定的な意見がある中で承認された「重要でない取引」の相手方、目的及び対

価並びにかかる意見が共有されなかった理由の記載を含む書類を一般に対して参照可能にするものとする。

・「重要な取引」については、関連当事者委員会が否定的な意見を公表した場合は、当社の取締役会が、定款に規定されてい

れば（実際に規定されているように）、承認を得るために当該取引を定時株主総会に提出することができる。定時株主総会

は、利益相反の場合に適用のある法律、定款及び規定が要求する過半数に影響を及ぼすことなく、投票を行う関係のない株

主（以下「ホワイト・ウォッシュ」という。）の少なくとも半分の賛成票をもって決議を承認する。どの場合であっても、

「重要な取引」の完了は、株主総会に出席している関係のない株主が議決権付きの株式資本の少なくとも10%を示すことに

よってのみ阻止される。

　取締役が、自己又は第三者のために、当社の利益と相反する取引に利害関係を有する場合（いわゆる「取引に関与した取締

役」）、当該取締役は、かかる利害の性質、期間、発端及び範囲を速やかに他の取締役及び法定監査役に届け出、当該取引の

承認に係る決議を棄権するものとする。また、当社の最高経営責任者が現行の権限委譲制度に基づき承認する権限を有する取

引について、最高経営責任者又は最高経営責任者を通じてつながりのある者が関係を有する場合、最高経営責任者は当該取引

の承認を差し控え、これを取締役会に委任する。

　当社の正規の法定監査役のうち１名又は当社の正規の法定監査役を通じてつながりのある者が関係を有する場合、当該利害

関係のある法定監査役は、かかる利害の性質、期間、発端及び範囲を速やかにその他の法定監査役及び取締役会会長に届け出

るものとする。

　さらに、当該手続は、当社の最高経営責任者が付与された権限を行使して実行した活動に関する定期的な報告において、取

締役会及び監査役会に対して少なくとも四半期毎に「重要な取引」及び「重要でない取引」とされた関係当事者との取引の実

行に関する具体的な情報を提供することを定めている。

　エネルが直接ではなく子会社を通して実行した関連当事者との間の取引について、具体的な手続が規定されている。この点

に関して、当社の取締役会（取引に関与した取締役は決議を棄権する。）又は資格ある代理機関が現行の権限委譲制度に基づ

き、関連当事者委員会の拘束力のない事前の意見とともに、以下の１つ又は複数のカテゴリーに当てはまる、エネルが直接的

及び／又は間接的に支配している会社が実行する関連当事者との間の取引の事前の評価を行う。
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・非定型的な取引又は異例の取引

・当該手続の適用範囲から外れた取引を除く、同等価値が10百万ユーロを超える取引

またこれについて、代理機関又は代理機関を通じてつながりのある者が関係を有する場合、代理機関は、エネルが直接的又

は間接的に支配する会社による取引の完了に関する承認を差し控え、かかる評価を被代理機関に委任する。

エネルが直接実行した「重要でない取引」に関して上述されているように、子会社を通して行われる取引についても、関連

当事者委員会が否定的な意見を表明したにもかかわらず、当社の取締役会又は現行の権限委譲制度に基づく資格ある代理機関

が、かかる手続の目的に関連する子会社の取引の実行について賛成意見を表明した場合、エネルはかかる否定的な意見が共有

されなかった理由が含まれた具体的な書類を公表しなければならないと定められている。

かかる手続は、関係当事者取引の特別なタイプ（うち主なものは、市場と同等又は標準の条件で実行される通常取引並びに

エネルが（共同であっても）支配している会社との間の又はかかる会社間の取引及びエネルの関連会社との間の取引（ただ

し、取引の相手方である子会社又は関連会社が、エネルの他の関連当事者に重要な利益（当該手続で定義されている。）を有

していない場合に限る。）である。）には適用されない。

　緊急の場合に株主総会によらずに関連当事者取引の承認を得るために、簡易化された手続も定められているが、「重要な取

引」に関する取締役会の排他的権限及び当該取引に関与した取締役が決議を棄権する義務には影響を与えず、かかる取引につ

いて、当社のその次の定時株主総会において拘束力のない投票を行うことが必要である。

　また、取締役会は、コーポレート・ガバナンスに関して特別なベストプラクティス・ガイドラインを2015年１月に承認し、

2021年６月にこれを更新した。それに従い以下を行うものとする。

・エネル及び他グループ会社は、取締役（又は取締役の関連当事者に属するといえる自然人若しくは法人）に対していかなる

形態でも資金提供を差し控えるものとする。

・取締役は、取締役会及び関係当事者委員会に対して、職務従事又はエネル又は当グループの他の会社との商業上の関係（電

力及び／又はガス及び／又はその他のサービスの供給に関する、市場条件で規定されているものを除く。）について直ちに

報告するものとする（想定報酬が関連当事者取引に関する上記の会社手続により設定された最低値（すなわち、年間ベース

で合計50,000ユーロ）を下回る場合を含む。）。

 

9.2 企業情報の処理

 

　エネル・グループは特別な規則を適用するが、それには当社内の機密情報の管理及び処理に関する関連規則が含まれ、エネ

ル及びその子会社に関する書類及び情報（特に内部情報）の公開のために従われるべき手続を指摘している。かかる規則は、

コーポレート・ガバナンス・コードに規定された提言及び内部情報の管理についてのCONSOBガイドライン、並びに適用ある

ヨーロッパ及びイタリアの市場濫用規則に従って採用された。

2000年２月に取締役会が採択し、直近では2018年９月に上記のCONSOBガイドラインを考慮に入れるために修正されたかかる

規則は、市場に公開された企業データ及び情報が正確、完全、十分、適時かつ取捨選択されていないことを確保すると同時

に、第一には、機密情報を未公開のままにしておくことを目的としている。

　規則では、当社の最高経営責任者及び当グループ会社の最高経営責任者に対し、個別の子会社に関する機密情報の公表は、

いかなる場合においてもエネルの最高経営責任者との合意により行われなければならないと定めることにより、各自の権限範

囲に係る機密情報の管理に関する一般的な責任を委任している。

　また規則は、当グループ外への会社に関する文書及び情報を流通させる場合にとるべき具体的手続（内部管理、当該情報の

取扱い及び開示、内部情報並びに財務情報に関する個別の規則を規定する。）についても定めており、会社の代表が報道機関

及び他のマス・メディア（並びに金融アナリスト及び機関投資家）と接触する方法について、注意深く規制している。

　かかる規則は、当社のウェブサイトにて閲覧可能である。

　2022年、市場濫用に関する欧州及び各国の規制に従い、エネルは、以下を行った。
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・(ⅰ)雇用、職業又は義務の実行を通して当社若しくは当社以外の当グループの会社に代って部外秘の情報を入手できる全て

の個人及び法人を記録する登録簿（「インサイダー・リスト」）、並びに(ⅱ)当該情報を入手することができる人のリスト

を定期的に更新してきた。2017年６月、最終的には2018年12月、EUの法制により導入された重要な新たな規定及び上記

CONSOBガイドラインに含まれる当該指示の両方を考慮するため、この点について当社が採用した方針を更新した。

・「関係人物」又はそれらと密接な関連がある当事者により行われる、当社の発行株式又は社債、デリバティブ及びその他そ

れらに連動する関連金融商品に係る取引の透明性について内部取引における規則を適用した。特に、「関係人物」には、当

社の株式資本の少なくとも10%を所有する株主、エネルの取締役及び正規の法定監査役並びに適用ある法律に定められた基準

に従い最高経営責任者によりエネル内で指名された11名のその他の管理役職が含まれるが、これは、かかる役職者が内部情

報を常に利用でき、また当社の将来の発展及び事業展望に影響を与えうる経営意思決定を行う権限を有しているためであ

る。2017年３月に、エネルの取締役会は、関連するEUの適用ある法により2016年に採用された重要な修正につき認識し、内

部取引について特別の会社規則（2017年７月及び直近では2019年９月に更新された。）を承認することが適切であるとみな

したことに留意されたい（当社のウェブサイトで閲覧可能である。）。

 

9.3 倫理規定

 

　利害関係者との協調的アプローチ及び（内部関係、外部関係の双方において）当グループ自身が高い評価を受けることの重

要性を考慮するとともに、当グループが行う活動に伴う社会的及び環境的影響を認識することにより、当グループの倫理規定

の作成が促され、当社取締役会において2002年３月に承認された。

　この規定（当社ウェブサイトにて閲覧可能）は数回にわたり改正され、最近では2021年２月、現行の参照枠組み、当グルー

プの組織構造及び手続制度の変更、並びに国内外のベストプラクティスにその内容を合わせるために改正された。

　したがって、倫理規定は、事業の運営に関する公約及び倫理的責任を明示し、全利害関係者に関して最大限の透明性及び公

平性を要求する基準に従って、企業行動を規制及び調和させている。具体的には、以下の内容からなる。

・利害関係者との関係に関する一般原則。当該一般原則が、業務を遂行する上で当グループを動機づける基本価値を決める。

かかる原則の中で、誠実性、公平性及び無差別性、機密性、株主の価値創造、人材の価値、情報の透明性及び完全性、サー

ビスの質、並びに環境保護については、具体的に言及する。

・各種利害関係者に対する行動基準。一般原則の遵守を確保し、非倫理的行為のリスク回避するために、エネルの役員及び従

業員が守らなくてはならないガイドライン及び規則に具体化する。

・実施メカニズム。倫理規定の遵守及び継続的更新を確保するために考案された管理制度を規定する。

 

9.4 組織及び管理モデル

 

　会社の利益のための、又は会社自体のための、取締役、役員又は従業員による複数種類の犯罪に関する当該会社に対する行

政（事実上は刑事）責任制度をイタリア法制度に導入した、2001年６月８日付け法令第231号の要件に従い、2002年７月より当

社の取締役会は、組織及び管理モデルを採用した。

　当該モデルは、「総論」（当社のウェブサイトにて閲覧可能）及び個々の「各論」により構成され、事業組織構造の展開及

び法令第231/2001号の規定に基づき上記モデルが防止しようとする多種の犯罪の展開を反映するために随時補足更新されてい

る(10)。

 

(10) 当該モデルが防止しようとする犯罪には、具体的には（ⅰ）行政機関との取引における犯罪、及び司法当局に対して陳

述させないか、又は虚偽の陳述をさせる犯罪、（ⅱ）企業犯罪、（ⅲ）テロ犯罪又は民主的秩序の破壊、（ⅳ）個人に

対する犯罪、並びに違法な仲介及び労働の搾取、不法滞在の外国人の雇用、人種差別及び排外主義、（ⅴ）市場の濫用

に関する犯罪及び行政違反、（ⅵ）職場における健康及び安全の保護に関する規則に違反する過失致死罪及び重大又は

非常に重大な傷害罪、（ⅶ）故買、マネーロンダリング、違法な出所の金品又は利益の使用及び自己洗浄、（ⅷ）サイ

バー犯罪及び違法なデータ処理、並びに著作権侵害罪、（ⅸ）組織犯罪に関連する犯罪、（ⅹ）環境犯罪、（ⅺ）個人

の贈収賄罪及び個人の贈収賄罪の教唆、並びに（ⅻ）租税犯罪が含まれる。
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同時にエネルは、一般的な観点から、当グループの他のイタリアの会社により導入された組織及び管理モデルの更新を目的

とした活動を奨励した。これは当グループの組織及び管理構造を考慮した適正かつ統一的な実施を促進することを目的として

いる。

　2016年９月に、エネルの取締役会はまた、当グループのイタリア国外の会社に宛てた文書である「エネル・グローバル・コ

ンプライアンス・プログラム」（以下「EGCP」という。）を承認した。かかる文書は、当社の刑事責任及び関連する風評リス

クをもたらす可能性のあるイタリア国外の犯罪行為（例えば、行政機関に対する犯罪、不正会計、マネーロンダリング、職場

安全規則違反の犯罪、環境分野における犯罪等）を防止するための当グループの倫理上及び職務上のコミットメントを強化す

ることを目的とした統治手段である。

EGCPは、かかる問題に関する主要かつ主導的な海外の参考規定（すなわち、汚職防止に向けた主な国際条約、英国贈収賄

法、米国海外不正行為防止法）に沿って、また当グループの現在の組織構造及び当グループが業務を展開している様々な国々

の法的枠組みに適用される具体的な関連規則を考慮して作成されている。2022年を通じて、当グループの主要な外国会社によ

る上記書類の適用が続けられた。

上記のモデルの効果的な適用を監督し、その更新を監督するエネルの監督機関（「SB」）は、取締役会が指名した３名乃至

５名の構成員からなる。これらの構成員は、特定の専門性及び職業経験を有し、当社若しくは当グループの出身者又は外部者

から選任される。2020年７月、エネルの取締役会は、企業組織事項及び企業犯罪法に関する職業的な専門知識全般を有する外

部からの構成員３名（クラウディオ・サルトレリ（委員長も務める。）、アッティリオ・ベフェラ（Attilio Befera）及びア

ントニオ・ラ・マッティーナ（Antonio La Mattina））から構成される新たなSBを任命した。この構成は、判例法上の慣行及

び方向性に準拠しており、エネル外部の能力及び経験の貢献によりSBの自律性及び独立性を高めると同時に、内部統制及びリ

スク管理システムに関与する様々な主体の間で適切な調整を確保する必要性を満たしている、と考えられている。具体的に

は、この調整は、（ⅰ）SBが法定監査役会及び（統制・リスク委員会を通じた）取締役会に対しては定期的に提供し、会長及

び（内部統制及びリスク管理システムの確立及び維持を担当する）最高経営責任者に対しては継続的に提供する、実行した活

動に関する情報により、並びに（ⅱ）「監査」及び「法務及び会社業務」の各機能の長のSB会議への定期的な参加により、確

保されている。

SBの構成員の任期は当社の取締役会と一致しているため、2022年の財務書類が承認される日に任期は終了した。

2022年中、SBは、上述の組織及び管理モデルに基づき規定された有効な企業行動規範の遵守を確認することを目的としたSB

の業務を実行する上で、以下を行った。

・会議を13回開き、かかる会議において、関連ある経営陣の助けも借りて行われた、主要な事業分野（当該モデルにとって重

要なもの）の分析及び当該分野の統制手続の調査について議論を行った。

・当グループのその他の会社により実施される統制及び防衛手続に対する監視を強化するために、当グループのその他の会社

の監督機関（又は類似の機関）との会議を開催した。

・モデルの内容について従業員の持続的な更新を許容することを目的とする、訓練イニシアチブを推進した。

・活動について、取締役会会長及び最高経営責任者に対して報告をした。また、取締役会（統制・リスク委員会を通じて）及

び法定監査役会に対しては定期的に報告をした。

さらに、2022年及び2023年の最初の数ヶ月、SBは、特定の法律の改正と企業の組織構造の変化を考慮するために、組織及び

管理モデルのアップデートを推進した。2023年３月に取締役会によって承認されたこのアップデートは、（ⅰ）行政に関連す

る犯罪、及び司法当局に対して陳述させないか、又は虚偽の陳述をさせる犯罪、（ⅱ）個人に対する犯罪、違法な仲介及び労

働の搾取、不法滞在の外国人の雇用、人種差別及び排外主義、（ⅲ）市場の濫用に関する犯罪及び行政違反、（ⅳ）故買、マ

ネーロンダリング、違法な出所の金品又は利益の使用及び自己洗浄、並びに（ⅴ）サイバー犯罪及び違法なデータ処理、並び

に著作権侵害罪に関連する「特別な部分」に関するものである。
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9.5 「汚職ゼロ・トレランス」計画及び腐敗防止管理システム

 

　2006年より当社は、グローバル・コンパクト（2000年に国連が後援した行動計画）及びPACI（ダボスにおける2005年世界経

済フォーラムで提案された反汚職パートナー・イニシアチブ）のエネルによる遵守を実質化するために汚職ゼロ・トレランス

計画－ZTC（以下「ZTC計画」という。）を制定した。

　ZTC計画（当社のウェブサイトにて公開されている。）は、倫理規定及び法令第231/2001号に従って採用された組織及び管理

モデルを補完するものであり、汚職に関してさらに重要な進歩を意味し、トランスペアレンシー・インターナショナルにより

考案された原則の実行に関する一連の提案を採用することを目的としたものである。

　なお、2017年中、エネルは、国際基準であるISO37001:2016（「反賄賂マネジメントシステム」）に認定された反汚職管理制

度のコンプライアンスの認証を取得した世界でも最初の企業の１つとなっていたことを再認識されたい。かかる認証は、著名

な公認の認証機関が行う独立した査定手続の後に付与され、かかる手続は２段階で行われる。最初にエネルの反汚職管理制度

の構造の適切性（ガバナンス、役割及び責任、管理構造等の観点から）を確認し、それゆえに具体的な適用及び有効性の水準

を査定する。

2022年中、当社は、当グループに属する他の重要な会社がISO37001:2016の認証を取得するための活動、並びに既にこの認証

を取得している当グループの会社による当該承認を維持することに関した活動を実行した。

組織的な観点から、当社は、2018年以降、ISO37001:2016の基準に従った「腐敗防止コンプライアンス部門」の役割を、「法

務及び会社業務」、「監査」及び「人事及び組織」部門の代表者から構成される内部合議体（とりわけ、内部構造を監視する

任務並びに管理及び収賄防止のためのシステムの実施を委ねられている。）に割り当てている。

 

9.6 人権ポリシー

 

　当社は2013年に、国連により発行された「ビジネスと人権に関する指導原則」を反映した人権に関する方針（当社のウェブ

サイトにて閲覧可能）を制定し、地域の文化的、社会的及び経済的な相違を考慮しつつ、当グループが事業を行う各国に影響

を与える企業活動及び取引関係の関連性から、エネルがこの点に関して取り組む原則を定める。同時にエネルは、ステークホ

ルダーに対し、取引先との関係における遵守、並びに委託業者、サプライヤー及び商業・財務パートナーによる遵守を促進し

つつ、主に当グループの従業員に関して前述の原則に沿った行動をとるよう求めている。

　この方針は、倫理規定、法令第231/2001号に従って適用された組織及び管理モデル並びに人権問題についての「汚職ゼロ・

トレランス」計画に基づき既に規定されていたコミットメントを補強するものである。

　この方針は、現行の参照枠組み、当グループの組織構造の変更、並びに国内外のベストプラクティスにその内容を合わせる

ため、かつ、2021年２月に行われた倫理規定の改定を踏まえ、2021年11月の取締役会において改定された。これに関連して、

また当社に関連するステークホルダーとの具体的な協議プロセスの結果として、環境、気候変動対策及び人権との関連も、こ

の方針の中で強調されている。
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(2)【役員の状況】

 

(a)　取締役

 

男性取締役５名及び女性取締役４名（女性取締役の比率44.4%）

 

　2023年に最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャーの異動があった。前最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャーは

2023年５月10日をもって退任し、新最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャーは2023年５月12日に任命された。当該異動に

係る最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャーの氏名、職名及び生年月日、前最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャー

の2023年５月10日現在の所有エネル株式数、並びに新最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャーの2023年６月１日現在の所

有エネル株式数は以下のとおりである。

 

 
前最高経営責任者兼

ジェネラル・マネージャー

新最高経営責任者兼

ジェネラル・マネージャー

氏名 フランチェスコ・ストラーチェ フラビオ・カッタネオ

職名 最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャー 最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャー

生年月日 1955年９月22日 1963年６月27日

所有株式数 619,170 * 1,000,000 **

*
 
2023年５月10日現在の所有エネル株式数。このうち219,620株は同人の配偶者が所有している。

** 2023年６月１日現在の所有エネル株式数。このうち800,000株は支配下にある会社が所有している。

 

　新最高経営責任者兼ジェネラル・マネージャーの略歴は、以下の表に記載する。

 

　当社の現在の取締役会の構成員９名（その選任は2023年５月10日に効力が生じ、任期は2025年12月31日時点の財務書類の承

認をもって満了する。）の氏名、現在の役職、生年月日、略歴、そして取締役会の構成員が2023年６月１日現在で所有する当

社普通株式の数は、以下のとおりである。

 

役名

及び職名

氏　　名

（生年月日）
略　　歴

所有

株式数

会長（MEFによ

り提示された

候補者名簿に

おいて指名）

パオロ・スカ

ローニ（1946

年11月28日）

1969年にミラノのボッコーニ大学で経済学の学士号を取得し、４言

語に堪能であり、シェブロン（1969年から1971年）においてプロと

してのキャリアを開始した。ニューヨークのコロンビア大学で経済

経営学の修士号を取得（1972年）した後、マッキンゼー＆カンパ

ニーでコンサルタントとして勤務（1972年から1973年）した。1973

年にサンゴバンに入社し、イタリア（1973年から1978年）及びラテ

ンアメリカ（1978年から1983年）において様々な管理職を歴任し

た。1983年にパリにおけるサンゴバンの板ガラス部門の責任者とな

り、フランスにおけるガラス部門のプレジデント兼ジェネラル・マ

ネージャーを務めるなど、同部門の全世界における活動の責任を

担った。1985年にサンゴバンを退社し、テチントに副総裁兼CEOとし

て入社した。テチント在籍中は、当時テチントが大株主であった

ファルクの執行副総裁（1986年から1988年）並びにテチント及びピ

ルキントンが折半出資していたSIVのCEO（1993年から1995年）も務

めた。1996年11月に全世界の自動車用製品のプレジデントとしてピ

ルキントンに入社した。1997年５月から2002年５月まで、当時板ガ

ラス製造の世界的なリーダーであったピルキントンのCEOを務めた。

2022年５月から2005年５月まで、エネルのCEOを務めた。2005年５月

から2014年５月まで、エニのCEOを務めた。2014年５月から2023年５

月まで、ロスチャイルド・グループの副会長を務めた。2000年から

2022年まで、ロンドン証券取引所の副会長及びアライアンス・ユニ

ケムの会長等、様々な業務執行に直接関与しない役職を歴任した。

アシキュラチオニ・ゼネラリ、ABNアムロ、BAEシステムズ、アルス

トム及びヴェオリアの取締役会構成員でもあった。2003年にカヴァ

リエーレ・デル・ラヴォーロ（労働騎士勲章）、2013年にレジオ

ン・ドヌール勲章コマンドゥールを受勲した。現在はACミラン、

ジュリアーニ及びシクラの取締役会会長でもある。

なし
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エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書
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役名

及び職名

氏　　名

（生年月日）
略　　歴

所有

株式数

最高経営責任

者兼ジェネラ

ル ・ マ ネ ー

ジャー（MEFに

より提示され

た候補者名簿

に お い て 指

名）

フラヴィオ・

カッターネオ

（1963年６月

27日）

2017年から2018年及び2014年から2016年までNTVイタロのCEOを務め

た。2016年から2017年までテレコム・イタリアのCEOを務めた。2005

年から2014年までテルナのCEOを務め、当該グループ内では2007年か

ら2011年までブラジルの電力網運営会社であるテルナ・パルティチ

パソエスの取締役会会長も務め、ブラジルのサンパウロ証券取引所

への上場も指揮した。2003年から2005年までイタリア放送協会

（RAI）のジェネラル・マネージャーを務めた。1999年から2003年ま

でフィエラ・ミラノのCEOを務め、とりわけイタリア証券取引所への

上場プロセスを指揮した。1998年から2001年までAEMミラン（現

A2A）の副総裁を務めた。ミラノ工科大学で建築学の学位を取得し、

SDAボッコーニ経営大学院で不動産部門に適用されるコーポレート・

ファイナンスの専門修士号を取得している。2011年にカヴァリエー

レ・デル・ラヴォーロ（労働騎士勲章）を受勲した。

また、現在は、NTVイタロの非業務執行副総裁を務め、アシキュラチ

オニ・ゼネラリの取締役の一員である。

1,000,000*

* このうち800,000株は支配下にある会社が所有している。

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 303/1075



 

役名

及び職名

氏　　名

（生年月日）
略　　歴

所有

株式数

取締役（MEFに

より提示され

た候補者名簿

に お い て 指

名）

ヨハンナ・ア

ルビブ（ 1969

年１月４日）

1992年にジョン・キャボット大学のファイナンス学部を卒業し、

1994年から2000年までイタリア、イスラエル及び米国でROEVグルー

プのコミュニケーション及び不動産マーケティング戦略を担当した

ことからキャリアをスタートした。その後、2000年から2007年まで

イタリアの大手不動産会社AFIで渉外マネージャーを務め、また

2008年から2013年まで英国の不動産会社パトロン・キャピタルのシ

ニア・アドバイザーとして主にイタリアの投資分析及び開発に携

わった。2018年以降不動産及び再生可能エネルギー分野のプライ

ベート・エクイティ・プレーヤーであるIAMキャピタルで様々な役

職を務めた。具体的には、2018年よりイタリア及び英国で活動する

IAMキャピタル・リアルエステートのシニア・アドバイザーとして

事業開発及びディールソーシングを担当し、2019年よりIAMキャピ

タル・ファンドSICAVでイタリアのディールソーシング及び資産運

用業務を担当した。2021年よりIAMキャピタル・イタリア１の諮問

委員会メンバーを務めた。イスラエルのシヴィル・ソサエティで

は、慈善活動の推進など重要な役職を務め、現在も担当している。

過去の役職では、2008年から2019年まで国際執行委員会のメンバー

でもあった団体、カレン・ハ・イエソドのトラスティ・ボードのプ

レジデントを2009年から2014年まで務め、現在もトラスティ・ボー

ドのメンバーを務めている。2015年から2018年までのエルサレム財

団のプレジデント兼CEO在職中は、戦略的アプローチだけでなく、

経営活動や資金調達活動も統括した。現任の役職としては、ハショ

メル・ハチャダシュのプレジデント（2018年から）、イスラエルの

ユダヤ機関理事会メンバー（2005年から）並びにイスラエルの大学

生及び高校生の奨学金を推進するマリオ財団及びクラウディオ・セ

グレ財団のボードメンバーなどがある。

なし

取締役（機関

投資家により

提示された候

補者名簿にお

いて指名）

マリオ・コル

シ（ 1954年７

月18日）

1978年にトリエステ大学化学工学部を優秀な成績で卒業し、1980年

から1986年までトタル・グループでキャリアをスタートし、トリエ

ステ製油所の機械メンテナンスマネージャーを務め、関連する管理

統制を監督した。その後、1987年から1989年までジェネラリ・グ

ループで多国籍企業や石油会社の技術的リスクの保険に携わった。

その後、経営コンサルタントとして、最初は1989年から1994年まで

テロス・グループで特に組織及びICTプロファイルに焦点を当てた

様々なプロジェクトを担当し、次に1994年から1995年までクーパー

ス＆ライブランドで生産及び物流分野の組織再編を担当した。1997

年にABBグループに入社し、当初から2006年まで責任ある役割を

担ってきた。この間、1999年から2000年まで「メンテナンス、エン

ジニアリング及びコンサルティング」及び「システムサービス」の

事業ユニットのグローバル・マネージャー、2000年から2003年まで

「配電用変圧器」事業ユニットのイタリア担当マネージャー、2002

年から2004年まで営業マネージャー、そして2004年から2006年まで

「パワー・テクノロジー」イタリア部門ジェネラル・マネージャー

に就いた。その後、2006年から2007年までコンテナハンドリングク

レーンの製造で世界をリードするファントゥッツィ・レジアーネ・

グループのCEO、2008年から2009年まで中低圧ケーブルの製造で欧

州をリードするトリヴェネタ・カヴィのジェネラル・マネージャー

を務めた。2010年にABBグループに戻り、2010年から2014年まで

「配電用変圧器」事業ラインのグローバル・マネージャーを務め、

2015年から2020年３月までABBイタリアのマネージング・ディレク

ター、また2020年３月から12月まで取締役会長を務めた。この間、

在イタリアのスイス商工会議所の理事やコンフィンドゥストリアの

外国人投資家向け諮問委員会メンバーなど、重要な協会の役職も兼

任した。

なし

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書
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役名

及び職名

氏　　名

（生年月日）
略　　歴

所有

株式数

取締役（MEFに

より提示され

た候補者名簿

に お い て 指

名）

オルガ・クク

ルッロ（ 1972

年11月17日）

1996年にローマ・ラ・サピエンツァ大学法学部を優秀な成績で卒業

し、同大学で「仲介業者、発行者及び金融市場」の分野で修士号を

取得し、2003年まで弁護士として執務した。2003年５月から12月ま

で弁護士国民保険基金の法務部で短期間勤務した後、MEFに雇用さ

れ、そこでは、同省が所有する上場企業の民営化プロセス（2003年

から2008年）、国家資産の管理及び強化（2012年から2013年）、並

びに金融サービス、インフラ、輸送及び不動産ファンドの分野で事

業を行う投資先企業に対する同省の株主権の管理及び行使（2009年

から現在）を扱う部署で次第に責任ある仕事を任されていった。

2009年以降は、MEFの指名により、不動産、IT、造船、航空輸送、

証券及び金融サービス分野で事業を行う様々な企業や財団の管理及

び統制機関のメンバーを務めている。2020年から2022年までは、モ

ンテ・ディ・パスキ・ディ・シエナ銀行の取締役を務め、リスク及

びサステナビリティ委員会のメンバーも務めた。また、公営企業に

おいて、法令第231/2001号に従って設立された監督機関の会長又は

委員を務めている。

なし

取締役（機関

投資家により

提示された候

補者名簿にお

いて指名

ダリオ・フリ

ジ ェ リ オ

（ 1962年６月

24日）

ミラノのボッコーニ大学を政治経済学で優秀な成績を収めて卒業

（1986年）した後、クレディト・イタリアーノでキャリアを始め、

トレジャリー、自己勘定投資及びプライベート・バンキングを担当

し（1988年から1995年まで）、その後、ジェスティ・クレディッ

ト・アセット・マネジメントで最高投資責任者を務め（1995年から

1997年）、クレディット・ロロで最高投資責任者兼副ジェネラル・

マネージャーを務めた（1997年から1998年）。ユーロプラス・リ

サーチ・アンド・マネジメントの最高経営責任者兼最高投資責任者

（1998年から2000年）を経て、パイオニア・グローバル・アセッ

ト・マネジメントの最高経営責任者を務め（2001年から2010年）、

同時にユニクレディットの副社長兼グローバル・ウェルス・マネジ

メント部門長として、資産運用、プライベート・バンキング及びオ

ンライン・バンキングを担当した（2004年から2008年）。シティ・

グループの資産運用部門EMEAエリア担当シニア・アドバイザー

（2011年から2012年）の後、プレリオスSGRの最高経営責任者

（2011年から2013年）、フィエラ・ミラノ財団の執行委員会副会長

を務めた（2016年から2022年）。2013年より独立系コンサルタント

として、機関投資家、年金基金及び財団などの資産運用部門及び資

産管理部門や、上場企業及び非上場企業のコーポレート・ガバナン

ス・ポリシーの策定を担当した。また、ウニクレディト・グループ

のイタリア及び海外の様々な企業で執行役員を務め（1996年から

2010年）、ソージェフィ（2010年から2016年）、フルシックス

（2011年から2015年）、レオナルド（2013年から2023年）、RCSグ

ループ（2014年から2016年）、テレコム・イタリア・モバイル

（2016年から2018年）、アトランティア（2019年から2023年）、

Deaキャピタル（2019年から）など多数の上場企業及び非上場の企

業で非常勤取締役、各種取締役会委員会の委員という役割を現在ま

で担ってきている。

なし

取締役（MEFに

より提示され

た候補者名簿

に お い て 指

名）

 

フ ィ ア メ ッ

タ・サルモー

ニ（ 1966年 11

月10日）

ローマ・サピエンツァ大学では政治学及び国際関係学で優秀な成績

を収め（1990年）、現在は、グリエルモ・マルコーニ大学で公法制

度の正教授を務めている。公法及び国際政治の問題を扱い、国内外

の学術誌に多数の論文や科学分野の出版物を発表しており、これら

に関するテーマで様々な会議やセミナーで講演を行っている。現在

も代表的な科学雑誌の編集委員会のメンバーであり、権威ある学会

や協会に参加している。欧州経済ガバナンス、次世代EU、国家復興

回復計画（NRRP）、欧州安定メカニズム（ESM）、欧州銀行同盟に

関連する問題についての第一人者として知られている。学術分野以

外では、2003年から20年間、航空宇宙産業及び防衛産業で経験を積

み、複数のイタリア企業及び国際的な企業の取締役及び委員長を務

める。2006年から2008年には、AIADの中小企業委員会の委員長を務

めた。

なし

 

EDINET提出書類
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有価証券報告書
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役名

及び職名

氏　　名

（生年月日）
略　　歴

所有

株式数

取締役（機関

投資家により

提示された候

補者名簿にお

いて指名）

アレッサンド

ラ ・ ス タ ビ

リーニ（ 1970

年11月５日）

ミラノ大学法学部卒業（1995年）後、シカゴ大学法学修士号（2000

年）、ミラノ・ボッコーニ大学商法博士号（2003年）を取得した。

学術分野では、商法研究員（2004年から）及びミラノ大学非常勤教

授を歴任し、国際コーポレート・ガバナンス（2011年から2016

年）、企業利益、企業の社会的責任及び財務報告（2016年から2018

年）、並びに企業統治、企業の社会的責任（2018年より）の講義を

現在まで続けている。専門分野では、アドヴァント・NCTM・ストゥ

ディオ・レガーレのエクイティ・パートナーを務め（2015年から

2022年）、2022年にはミラノにスタビーレックス法律事務所を設立

し、経営している。主に会社法（特に上場企業）、金融市場法、銀

行法及びコーポレート・ガバナンスを扱っている。ミラノ仲裁会議

所から任命された仲裁人を務めている。現在、コイマSGR（2022年

から）、ユニユーロ（2019年から）、バンカ・アイデクサ（2020年

から）の非常勤取締役及び各種取締役会委員を務めており、過去に

は特にチェルヴェド（2019年から2021年）、GIMA TT（2017年から

2019年）、バンカ・ウィディバ（2014年から2019年）で同様の役職

を歴任している。また、日立レールSTS（2017年から）及びイ

リー・カフェ（2021年から）の常勤監査役であり、過去にはパルマ

ラット（2013年から2017年）、フィンテクナ（2014年から2017

年）、ブルネロ・クチネリ（2014年から2023年）、及びヌオヴァ・

バンカ・デレ・マーケ（2015年から2017年）において同様の役職に

就いている。また、イタリア銀行からの任命により、SIM及びSGRの

清算人及び監視委員会のメンバーとして複数の役職を歴任し、現在

もその地位にある。ネドコミュニティ（イタリアの非常勤取締役協

会）の取締役会メンバー（2014年から2022年）及び副会長（2016年

から2022年）、並びにエコダ（欧州取締役協会連合）の取締役会メ

ンバー（2019年から2022年）及び政策委員会（2018年から2023年）

の役職を務めた。

なし

取締役（MEFに

より提示され

た候補者名簿

に お い て 指

名）

アレッサンド

ロ・ゼヘント

ナー（ 1962年

７月19日）

ウルビーノ大学社会学部を卒業し、1997年からイタリア及びスペイ

ンで自動車、エンジニアリング及び再生可能エネルギーの分野で

ワット・インダストリーズ（熱油圧分野）、シーバー／ロシュリン

グ（自動車分野）、ジョンソンコントローズ（自動車分野）リア・

コーポレーション（自動車及び電子工学）、クーパー・スタンダー

ド（自動車分野）及びDNV－デット・ノルスケ・ベリタス（再生可

能エネルギー分野）等の多国籍企業の購買部門の部長を務めた。こ

れらの任務を遂行する中、特に技術的な実現可能性、財務分析、プ

ロジェクトの契約及び財務管理、企業間報告の管理並びに規制遵守

に携わった。モロッコ、ポーランド、メキシコ及びその他のLCCに

おける主要な工業生産活動のSOPを担当した。さらに、欧州、米国

及びラテンアメリカで国際的な規模のワーキング・グループを統括

した。フェロヴィア・トレント・マレ（1996年から2001年）の取締

役会及び執行役会のメンバーを、また、アルピコム（2000年から

2005年）及びトレンティーノ・デジタル（2001年から2004年）の取

締役会のメンバーを務めた。

なし
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(b)　法定監査役

 

　当社の法定監査役会の正規の構成員３名（2022年５月19日開催の株主総会により選任され、任期は３年間で、2024年12月31

日時点の財務書類の承認をもって満了する。）の氏名、現在の役職、生年月日、略歴、そして当社の認識する限り、2023年６

月１日現在で所有する当社普通株式の数は、以下のとおりである。

 

役名

及び職名

氏　　名

（生年月日）
略　　歴

所有

株式数

法定監査役会会

長（機関投資家

のグループによ

り提示された少

数派候補者名簿

において指名）

バルバラ・タド

リーニ（1960年

３月20日）

1960年にミラノで生まれ、1985年７月にジェノヴァ大学の経済学及び

経営学の学位を取得し優秀な成績で卒業した。公認会計士であり、船

舶仲立人の資格も有している。最初はジェノヴァの会計事務所で、そ

してアーサー・アンダーセンに関連する税理士事務所で勤務した後、

1991年に自らの事務所を設立した。現在は、ビジネス及び税務のアド

バイスを提供して企業評価を行う会計事務所ティエルのパートナーを

務めている。公認会計士の分野において様々な役職を務めており、

ネッドコミュニティ（イタリアの非業務執行取締役の協会）及びウー

マン・コーポレート・ディレクターズのメンバーである。これまで、

そして現在も、有力なイタリア企業の取締役会及び法定監査役会にお

いて役職に就いている。具体的には、ティスカリの法定監査役会会

長、ルックソティカ・グループ、グランディ・ナヴィ・ヴェロキ及び

サルモイラーギ・アンド・ヴィガーノの正規法定監査役、フォンディ

アリア・サイ及びウニポルサイの独立取締役を務めている。現在は、

フランチェスコ・バレットの法定監査役会会長、パルマラットの正規

法定監査役に加えて、ナイス・フットウェアの独立取締役も務めてい

る。2019年５月より、エネルの法定監査役会会長を務めている。

なし
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役名

及び職名

氏　　名

（生年月日）
略　　歴

所有

株式数

正規法定監査役

（MEFにより提示

された候補者名

簿 に お い て 指

名）

モーラ・カンプ

ラ（1961年５月

30日）

1961年にトリノで生まれ、トリノ大学で経済学及び経営学を専攻し、

優秀な成績で卒業した。公認会計士及び監査役の資格を有し、2002年

に東ピエモンテ大学経済経営学部の経営学正教授となり、いくつかの

重要な役職（特に大学上院議員）を務め、2019年から「管理、コンサ

ルティング及び人間」の修士課程で議長を務めている。経営及び会計

のさまざまな側面、特に国際財務報告基準（IFRS）、非財務情報の進

化的傾向及び企業結合等を扱い、国内外の主要学術誌の諮問委員を務

め、複数の科学論文を執筆している。また、国際財務報告基準を監督

するイタリアの会計基準設定主体（OIC）の委員会メンバー、ETAP（欧

州税務及び会計の実務）及びユーロメッド・アカデミー・オブ・ビジ

ネスのメンバー、さらに、イタリア会計・経営経済教師協会

（SIDREA）の財務諸表及び会計基準に関するワーキング・グループの

共同コーディネータを務めている。また、イタリアの重要な企業の法

定監査役会において役職を歴任し、現在もなお、その地位にある。具

体的にはプリマ・インダストリー及びサーファクタリングの正規法定

監査役を務め、現在はアスティ・セービング・バンクの法定監査役会

会長及びアトランティアの正規法定監査役を務めている。2022年５月

より、エネルの正規法定監査役を務めている。

なし

正規法定監査役

（MEFにより提示

された候補者に

基づいて任命）

ルイージ・ボレ

（1965年１月１

日）

1965年にノヴァーラで生まれ、1988年ミラノのボッコーニ大学経営経

済学部を卒業した。公認会計士及び監査役の資格を有しており、ミラ

ノ裁判所の鑑定人も務める。経営経済学の准教授として、1990年から

ミラノのボッコーニ大学及びボッコーニ経営大学院で、1998年からは

東ピエモンテ大学で教鞭をとる。雑誌「公認会計士ジャーナル

（Rivista dei Dottori Commercialisti）」の科学委員会のメンバー

であり、イタリア会計基準設定主体（OIC）及び英国勅許公認会計士協

会の現地GAAP更新のための委員会のメンバーでもある。1988年から

1999年まで、ミラノのプロフ・プロヴァソーリ・コンサルティング会

社に勤務した後、2000年にアソシエイトファーム「プロ＆コー」を設

立し、経営経済、金融、企業及び税務の分野でコンサルティングサー

ビスを提供している。これまで、特に事業評価、特別な企業取引、民

事及び刑事訴訟における司法又は民間の依頼による技術的評価、国内

外の会計原則に関する技術的意見、事業計画の立案及び/又は評価並び

に単一企業及び企業グループに影響を及ぼす債務再編取引等を取り

扱ってきた。経営経済学の分野で、学術的な研究活動及び職業経験の

両方を考慮した数冊の出版物を執筆している。また、重要なイタリア

企業及び団体の取締役会及び法定監査役会において役職を歴任し、現

在もなお、その地位にある。。具体的には、現在は、ユーロミラノの

取締役会会長、ISPI（国際政治研究所）の取締役、EICMAの法定監査役

会会長及びエベラール・イタリアの正規法定監査役を務めている。

2022年５月より、エネルの正規法定監査役を務めている。

なし
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(3)【監査の状況】

 

(a) 法定監査役

 

「第一部－第５－３－(1)－②－3. 法定監査役会」及び「第一部－第５－３－(2)－(b)法定監査役」を参照のこと。

 

(b) 内部監査

 

「第一部－第５－３－(1)－②」の「2. 委員会－2.3 統制・リスク委員会」、「4. 内部統制及びリスク管理制度」及び「5.

企業会計書類の作成を担当する役員」を参照のこと。

内部統制及びリスク管理制度（SCIGR）は、当グループ内の主な会社リスクが特定され、測定され、管理され、監視されるよう

にすることを目的とした、一連の規則、手続及び組織的事業体から構成される。

特に、SCIGRは、資産の保護、事業プロセスの効率性及び実効性、財務報告の信頼性、並びに法令、定款及び内部手続の遵守を

確保するために役立つ。

そのため、SCIGRは、組織において中心的な役割を果たし、リスク傾向に合致した意思決定の採用、並びにリスク、法律及び企

業価値に関する正しい理解の普及に貢献する。

特に、SCIGRに関与する機関は、以下のとおりである。

・取締役会（「第一部－第５－３－(1)－②－1. 取締役会」の「1.1 現在の構成及び任期」及び「1.3 役割及び機能」を参照

のこと。）

・統制・リスク委員会（「第一部－第５－３－(1)－②－2. 委員会－2.3 統制・リスク委員会」を参照のこと。）

・取締役会会長（「第一部－第５－３－(1)－②－1. 取締役会－1.6 会長」を参照のこと。）

・SCIGRを担当する取締役（「第一部－第５－３－(1)－②－1. 取締役会－1.7 最高経営責任者」を参照のこと。）

・法定監査役会（「第一部－第５－３－(1)－②－3. 法定監査役会－3.1 現在の構成及び任期」を参照のこと。）

・監査機能の責任者

・第２レベル統制制度

・担当する役員（「第一部－第５－３－(1)－②－5. 企業会計書類の作成を担当する役員」を参照のこと。）

・監督機関

・従業員

　「監査」機能に関して、2014年７月、取締役会は、シルヴィア・フィオリを「監査」機能の責任者として任命した。

　取締役会は、2013年11月、エネル・グループに関連する主なリスクが正しく特定され、十分に測定され、管理され、監視さ

れるようにするため、SCIGRのガイドラインを承認した（その後、2015年２月及び2016年２月に更新された。）。詳細は、「第

一部－第５－３－(1)－②－4. 内部統制及びリスク管理制度」を参照のこと。

　さらに、2015年２月、取締役会は、内部監査機関により発行された専門家基準及び上場会社のベストプラクティス、並びに

SCIGRのガイドラインの内容に沿って、監査規定を含む文書を承認した（その後、2022年２月に更新された。）。かかる監査規

定は、当社のウェブサイト上でも閲覧できる。
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(c) 外部監査

 

監査法人KPMGエスピーエーは、エネルの年次財務書類及び当グループの連結財務書類に係る法定監査を委任されている。

補助者の人数は、６名である。

かかる監査法人への委任は、2019年５月16日の定時株主総会により、法定監査役会の提案に基づき、2020年度から2028年度に

関して、承認された。

エネルの法定の連結財務書類に係る監査について責任を負うパートナーは、レナート・ナスチである。

「第一部－第５－３－(1)－②－6. 外部統制」を参照のこと。

 

(d) 監査報酬

 

①外国監査公認会計士等に対する報酬の内容

 

区分

2021年 2022年

監査証明業務に

基づく報酬

（百万ユーロ）

非監査業務に

基づく報酬

（百万ユーロ）

監査証明業務に

基づく報酬

（百万ユーロ）

非監査業務に

基づく報酬

（百万ユーロ）

提出会社 0.4 1.1 0.5 2.1

連結子会社 11.1 2.3 12.2 2.5

計 11.5 3.4 12.7 4.6

 

②その他の重要な報酬の内容

 

監査及び監査関連業務に関するその他の重要な報酬はない。

 

③外国監査公認会計士等による非監査業務の内容

 

非監査業務の報酬は、その他の予定された取引に関して履行された手続について請求され又は請求される予定の合計金額であ

る。

 

④外国監査公認会計士等の監査報酬に関する決定方針

 

監査証明業務に基づく報酬は、法定監査役会の提案に基づき、定時株主総会により承認される。

非監査業務に基づく報酬は、法定監査役会との合意の上、内部統制委員会により承認される。

 

(4)【役員の報酬等】

 

　「第一部－第５－３－(1)－②－1.14 報酬」を参照のこと。

 

(5)【株式の保有状況】

 

　該当なし。
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第６【経理の状況】

 

エネル・エスピーエー（以下「エネル」又は「当社」という。）は、イタリアの法令で認められているように、欧

州連合により導入された国際財務報告基準（以下「EU版IFRS」という。）に基づき連結財務書類及び個別財務書

類を作成している。当社は、本国において年次報告書により財務書類を開示している。

 

本書記載の当社の和文の年次連結財務書類及び個別財務書類は、かかる年次報告書に掲載された原文の

年次連結財務書類及び個別財務書類を翻訳したものである。EU版IFRSと日本における会計原則及び会計慣行の主

な相違点に関しては、本項末尾に記載の「日本における会計原則及び会計慣行と国際財務報告基準との相違」に説

明されている。

 

本項には、2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在、並びに2022年12月31日及び2021年12月31日に終了した２

年間の会計期間の当社の年次連結財務書類及び個別財務書類の日本語訳を掲載している。当該年次連結財務書類及

び個別財務書類は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）（以下

「財務諸表等規則」という。）第131条第１項の規定の適用を受けている。

 

原文の当年度及び前年度の財務書類は、独立登録会計事務所であるKPMG SpAの監査を受けており、かかる会計監

査人の監査報告書及び同意書が本書に添付されている。

 

なお、上記独立登録会計事務所による監査を受けたことにより、当社の原文の財務書類は「財務諸表等の監査証明

に関する内閣府令」（昭和32年大蔵省令第12号）第１条の２の規定で定めるところの、監査証明に相当すると認め

られる証明を受けたとみなされるため、金融商品取引法第193条の２第１項第１号の規定にもとづき、本邦の公認

会計士又は監査法人による監査証明を受けていない。

 

当社の原文の財務書類は、ユーロで表示されている。以下の連結財務書類及び個別財務書類で表示された主要な計

数についての円換算金額は、財務諸表等規則第134条の規定に基づき、2023年6月1日現在の株式会社三菱UFJ銀行の

対顧客電信直物売買相場の仲値である１ユーロ＝148.70円の換算レートで換算したものである。

 

上記の主要な計数の円換算額及び本項末尾に記載の「日本における会計原則及び会計慣行と国際財務報告基準との

相違」に関する記載は当社の原文の財務書類に含まれておらず、従って上記独立登録会計事務所の監査報告書の対

象に含まれていない。
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１【財務書類】

Ａ．連結財務書類

連結損益計算書

2022年12月31日及び2021年12月31日に終了した年度

  2022年度  2021年度
(1)

 
   うち関連当事者取引    うち関連当事者取引

注記
百万　　
ユーロ

億円
百万　　
ユーロ

億円  百万　　
ユーロ

億円
百万　　
ユーロ

億円

収益           

販売及びサービスから生じた収益 11.a 135,653 201,716 12,939 19,240  81,900 121,785 7,010 10,424

その他の収益 11.b 4,864 7,233 389 578  3,819 5,679 6 9

小計  140,517 208,949    85,719 127,464   

営業費用           

電力、ガス及び燃料 12.a 96,896 144,084 27,880 41,458  47,702 70,933 13,826 20,559

サービス及びその他の原材料 12.b 20,228 30,079 3,800 5,651  19,240 28,610 3,152 4,687

人件費 12.c 4,570 6,796    5,140 7,643   

営業債権及びその他の受取債権に係る正味減損損

失／（戻入）
12.d 1,278 1,900    1,175 1,747   

減価償却費、償却費及びその他の減損損失 12.e 7,447 11,074    8,507 12,650   

その他の営業費用 12.f 4,685 6,967 581 864  1,968 2,926  218 324

資産計上された費用 12.g (3,415) (5,078)    (3,041) (4,522)   

小計  131,689 195,822    80,691 119,988   

商品契約から生じた純損益 13 2,365 3,517 50 74  2,523 3,752 24 36

営業利益  11,193 16,644    7,551 11,228   

デリバティブから生じた金融収益 14 3,118 4,636    2,717 4,040   

その他の金融収益 15 3,430 5,100 154 229  1,862 2,769 138 205

デリバティブから生じた金融費用 14 3,414 5,077    1,256 1,868   

その他の金融費用 15 5,880 8,744 34 51  6,087 9,051 32 48

超インフレ調整から生じた利益／（損失）純額 15 290 431    20 30   

持分法による投資利益／（損失） 16 4 6    571 849   

税引前当期純利益  8,741 12,998    5,378 7,997   

法人所得税等 17 3,523 5,239    1,620 2,409   

継続事業から生じた当期純利益  5,218 7,759    3,758 5,588   

親会社株主帰属分  3,637 5,408    3,097 4,605   

非支配持分帰属分  1,581 2,351    661 983   

非継続事業から生じた当期純利益／（損失） 6 (2,298) (3,417)    99 147   

親会社株主帰属分  (1,955) (2,907)    92 137   

非支配持分帰属分  (343) (510)    7 10   

当期純利益（親会社株主及び非支配持分に帰属す

る損益）
 2,920 4,342    3,857 5,735   

親会社株主帰属分  1,682 2,501    3,189 4,742   

非支配持分帰属分  1,238 1,841    668 993   

1株当たり利益 18          

基本的1株当たり利益 18          

基本的1株当たり利益（ユーロ／円）  0.15 22    0.31 46   

継続事業から生じた基本的1株当たり利益（ユー

ロ／円）
 0.35 52    0.30 45   

非継続事業から生じた基本的1株当たり利益／

（損失）（ユーロ／円）
 (0.20) (30)    0.01 1   

希薄化後1株当たり利益 18          

希薄化後1株当たり利益（ユーロ／円）  0.15 22    0.31 46   

継続事業から生じた希薄化後1株当たり利益

（ユーロ／円）
 0.35 52    0.30 45   
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非継続事業から生じた希薄化後1株当たり利益／

（損失）（ユーロ／円）
 (0.20) (30)    0.01 1   

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。
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連結包括利益計算書

  2022年度 2021年度
(1)

 注記 百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

当期純利益  2,920 4,342 3,857 5,735

後に純損益に振替えられる可能性のあるその他の包括利益／（損失）
（税効果控除後）

    　

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値変動額の有効部分  (1,677) (2,494) (735) (1,093)

ヘッジ費用の公正価値変動額  (70) (104) 194 288

持分法適用投資のその他の包括利益の持分  233 346 (645) (959)

FVOCIで測定される金融資産の公正価値変動額  (44) (65) 11 16

為替換算調整勘定変動額  944 1,404 (85) (126)

売却／非継続事業目的保有として分類された非流動資産及び処分グルー
プに関連して後に純損益に振替えられる可能性のあるその他の包括利益
累計額

 (63) (94) 6 9

後に純損益に振替えられることのないその他の包括利益／（損失）（税
効果控除後）

     

確定給付制度向け負債／（資産）の再測定  303 451 29 43

他社における持分投資の公正価値変動額  13 19 - -

売却／非継続事業目的保有として分類された非流動資産及び処分グルー
プに関連して後に純損益に振替えられることのないその他の包括利益累
計額

 21 31 1 1

当期その他の包括損失合計 37 (340) (506) (1,224) (1,820)

当期包括利益／（損失）合計  2,580 3,836 2,633 3,915

帰属先：     　

‐親会社株主  1,658 2,465 2,562 3,810

‐非支配持分  922 1,371 71 106

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。
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連結財政状態計算書

    2022年12月31日現在  2021年12月31日現在

      うち関連当事者取引    うち関連当事者取引

  注記  百万　　
ユーロ

億円
百万　　
ユーロ

億円  百万　　
ユーロ

億円
百万　　
ユーロ

億円

資産             

　             

非流動資産             

有形固定資産  19  88,521 131,631    84,572 125,759   

投資不動産  22  94 140    91 135   

無形資産  23  17,520 26,052    18,070 26,870   

のれん  24  13,742 20,434    13,821 20,552   

繰延税金資産  25  10,925 16,245    11,034 16,408   

持分法適用投資  26  1,281 1,905    704 1,047   

非流動金融デリバティブ資産  27  3,970 5,903 - -  2,772 4,122 14 21

非流動契約資産  28  508 755    530 788   

その他の非流動金融資産  29  8,359 12,430 1,885 2,803  5,704 8,482 1,120 1,665

その他の非流動資産  31  2,486 3,697 - -  3,268 4,860 119 177

合計    147,406 219,193    140,566 209,022   

流動資産             

棚卸資産  33  4,853 7,216    3,109 4,623   

営業債権  34  16,605 24,692 1,563 2,324  16,076 23,905 1,321 1,964

流動契約資産  28  106 158    121 180   

未収税金    561 834    530 788   

流動金融デリバティブ資産  27  14,830 22,052 5 7  22,791 33,890 32 48

その他の流動金融資産  30  13,753 20,451 104 155  8,645 12,855 157 233

その他の流動資産  32  4,314 6,415 153 228  5,002 7,438 123 183

現金及び現金同等物  35  11,041 16,418    8,858 13,172   

合計    66,063 98,236    65,132 96,851   

売却目的保有資産  36  6,149 9,144    1,242 1,847   

資産合計    219,618 326,572    206,940 307,720   
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負債及び株主持分
   2022年12月31日現在  2021年12月31日現在

     うち関連当事者取引    うち関連当事者取引

  注記  百万

ユーロ
億円

百万　　
ユーロ

億円  百万

ユーロ
億円

百万　　
ユーロ

億円

親会社株主帰属持分             

資本金    10,167 15,118    10,167 15,118   

自己株式    (47) (70)    (36) (54)   

その他の準備金    2,740 4,074    1,721 2,559   

利益剰余金    15,797 23,490    17,801 26,470   

合計    28,657 42,613    29,653 44,094   

非支配持分    13,425 19,963    12,689 18,869   

株主持分合計  37  42,082 62,576    42,342 62,963   

非流動負債             

長期借入金  38  68,191 101,400 774 1,151  54,500 81,042 880 1,309

従業員給付  39  2,202 3,274    2,724 4,051   

リスク及び費用向け引当金（非流動部分）  40  6,055 9,004    7,197 10,702   

繰延税金負債  25  9,542 14,189    9,259 13,768   

非流動金融デリバティブ負債  27  5,895 8,766 9 13  3,339 4,965 1 1

非流動契約負債  28  5,747 8,546 17 25  6,214 9,240 194 288

その他の非流動金融負債  41  - -    120 178   

その他の非流動負債  42  4,246 6,314    4,525 6,729   

合計    101,878 151,493    87,878 130,675   

流動負債             

短期借入金  38  18,392 27,349 14 21  13,306 19,786 6 9

一年以内返済予定の長期借入金  38  2,835 4,216 110 164  4,031 5,994 109 162

リスク及び費用向け引当金（流動部分）  40  1,325 1,970    1,126 1,674   

営業債務  44  17,641 26,232 2,810 4,178  16,959 25,218 4,082 6,070

未払法人所得税    1,623 2,413    712 1,059   

流動金融デリバティブ負債  27  16,141 24,002    24,607 36,591   

流動契約負債  28  1,775 2,639 43 64  1,433 2,131 12 18

その他の流動金融負債  45  853 1,268 1 1  625 929   

その他の流動負債  43  11,713 17,417 47 70  12,959 19,270 80 119

合計    72,298 107,507    75,758 112,652   

売却目的保有資産に分類された処分グループに
おける負債

 36  3,360 4,996    962 1,430   

負債合計    177,536 263,996    164,598 244,757   

負債及び株主持分合計    219,618 326,572    206,940 307,720   
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連結持分変動計算書（注記37）
 親会社株主に帰属する資本金及び準備金  

 資本金
資本準備

金

自己株
式　　
準備金

資本性
金融　
商品準
備

金　　
永久ハ
イブ
リッド
債

法定準
備金

その他
の　　
準備金

為替換算
準備金

ヘッジ準
備金

ヘッジ
費用　
準備金

FVOCI
で測定
された
金融商
品から
生じ
た　準
備金

持分法適
用投資か
ら生じた
準備金

数理計算
上の準備

金

支配喪失
を伴わな
い株主持
分の売却
から生じ
た準備金

非支配持
分の取得
から生じ
た準備金

利益剰余
金

親会社株
主

帰属持分

非支配持
分

株主持分
合計

 
百万
ユー
ロ

億円

百
万
ユー
ロ

億円

百
万
ユー
ロ

億
円

百
万
ユー
ロ

億
円

百
万
ユー
ロ

億
円

百
万
ユー
ロ

億
円

百万
ユー
ロ

億円
百万
ユー
ロ

億円

百
万
ユー
ロ

億
円

百
万
ユー
ロ

億
円

百
万
ユー
ロ

億円
百万
ユー
ロ

億円
百万
ユー
ロ

億円
百万
ユー
ロ

億円
百万
ユー
ロ

億円
百万
ユー
ロ

億円
百万
ユー
ロ

億円
百万
ユー
ロ

億円

2020年12
月31日現

在

10,167 15,1187,476 11,117 (3) (4)2,386 3,5482,034 3,025 2,268 3,373(7,046)(10,477)(1,917) (2,851)(242) (360) (1) (1)(128) (190)(1,196) (1,778)(2,381) (3,541)(1,292)(1,921) 18,200 27,06328,325 42,11914,032 20,86642,357 62,985

配当金支
払額

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (3,791) (5,637)(3,791) (5,637)(1,266) (1,883)(5,057) (7,520)

ハイブ
リッド債
保有者へ
の利息支
払

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (71) (106) (71) (106) - - (71) (106)

振替 - - 20 30 (20) (30) - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

自己株式
の購入

- - - - (13) (19) - - - - 36 54 - - - - - - - - - - - - - - - - (36) (54) (13) (19) - - (13) (19)

株式に基
づく報酬
向け準備
金（LTI
賞与）

- - - - - - - - - - 9 13 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 9 13 - - 9 13

資本性金
融商品 –
永久ハイ
ブリッド
債

- - - - - -3,181 4,730 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 3,181 4,730 - - 3,181 4,730

貨幣生項
目の再評
価
（IAS29）

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 318 473 318 473 225 335 543 807

連結範囲
における
変動

- - - - - - - - - - - - - - (10) (15) - - - - 55 82 - - - - - - - - 45 67 31 46 76 113

非支配持
分におけ
る取引

- - - - - - - - - - - -(1,234) (1,835) 18 27 - - - - - - (140) (208) 3 4 449 668 (8) (12) (912) (1,356) (404) (601)(1,316) (1,957)

当期包括
利益／
（損失）

- - - - - - - - - - - - 155 230 (359) (534) 203 302 11 16 (648) (964) 11 16 - - - - 3,189 4,742 2,562 3,810 71 106 2,633 3,915

うち                                     

‐その他
の包括利
益／（損
失）

- - - - - - - - - - - - 155 230 (359) (534) 203 302 11 16(648) (964) 11 16 - - - - - - (627) (932) (597) (888)(1,224) (1,820)

‐当期純
利益

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 3,189 4,742 3,189 4,742 668 993 3,857 5,735

2021年12
月31日現

在

10,167 15,1187,496 11,147 (36) (54)5,567 8,2782,034 3,025 2,313 3,439(8,125)(12,082)(2,268) (3,373) (39) (58) 10 15(721) (1,072)(1,325) (1970)(2,378) (3,536) (843)(1,254) 17,801 26,47029,653 44,09412,689 18,86942,342 62,963

配当金支
払額

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (3,963) (5,893)(3,963) (5,893) (937) (1,393)(4,900) (7,286)

ハイブ
リッド債
保有者へ
の利息支
払

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (123) (183) (123) (183) - - (123) (183)

振替 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

自己株式
の購入

- - - - (14) (21) - - - - 14 21 - - - - - - - - - - - - - - - - (14) (21) (14) (21) - - (14) (21)

自己株式
による支
払

- - - - 3 4 - - - - (3) (4) - - - - - - - - - - - - - - - - 3 4 3 4 - - 3 4

株式に基
づく報酬
向け準備
金（LTI
賞与）

- - - - - - - - - - 8 12 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 8 12 - - 8 12

資本性金
融商品 –
永久ハイ
ブリッド
債

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

貨幣生項
目の再評
価
（IAS29）

- - - - - - - - - - - - - - - - - - (1) (1) - - - - - - - - 411 611 410 610 316 470 726 1,080

連結範囲
における
変動

- - - - - - - - - - - - 1,365 2,030 18 27 5 7 - - 21 31 14 21 4 6 (30) (45) - - 1,397 2,077 56 83 1,453 2,161
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非支配持
分との取
引

- - - - - - - - - - - - (31) (46) (10) (15) 5 7 - - - - (1) (1) (16) (24) (319) (474) - - (372) (553) 379 564 7 10

当期包括
利益／
（損失）

- - - - - - - - - - - - 879 1,307(1,293) (1,923) (52) (77) (31) (46) 224 333 249 370 - - - - 1,682 2,501 1,658 2,465 922 1,371 2,580 3,836

うち                                     

‐その他
の包括利
益／（損
失）

- - - - - - - - - - - - 879 1,307(1,293) (1,923) (52) (77) (31) (46) 224 333 249 370 - - - - - - (24) (36) (316) (470) (340) (506)

‐当期純
利益

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 1,682 2,501 1,682 2,501 1,238 1,841 2,920 4,342

2022年12
月31日現

在

10,167 15,1187,496 11,147 (47) (70)5,567 8,2782,034 3,025 2,332 3,468(5,912) (8,791)(3,553) (5,283) (81) (120) (22) (33)(476) (708)(1,063) (1,581)(2,390) (3,554)(1,192)(1,773) 15,797 23,49028,657 42,61313,425 19,96342,082 62,576
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連結キャッシュ・フロー計算書

  2022年度  2021年度

    うち関連当事者取引    うち関連当事者取引

 注記
百万

ユーロ
億円

百万
ユーロ

億円  百万
ユーロ

億円
百万
ユーロ

億円

当期純利益  2,920 4,342    3,857 5,735   

調整：           

営業債権及びその他の受取債権の正味減損／

（戻入）
12.d 1,288 1,915    1,196 1,778   

減価償却費、償却費及びその他の減損損失 12.e 8,809 13,099    8,691 12,924   

金融（収益）／費用 14、15 2,499 3,716    2,751 4,091   

持分法適用投資から生じた正味（利得）／損失 16 (23) (34)    (571) (849)   

法人所得税等  3,470 5,160    1,643 2,443   

正味運転資本の変動  (3,961) (5,890)    (1,097) (1,631)   

‐棚卸資産 33 (2,166) (3,221)    (649) (965)   

‐営業債権 34 (2,783) (4,138) (242) (360)  (4,951) (7,362) (458) (681)

‐営業債務 44 1,333 1,982 (1,272) (1,891)  4,357 6,479 1,877 2,791

‐その他の契約資産 28 15 22    56 83   

‐その他の契約負債 28 254 378 31 46  75 112 (4) (6)

‐その他の資産／負債
(1)  (614) (913) (783) (1,164)  15 22 31 46

引当金の繰入  803 1,194    1,578 2,346   

引当金の目的使用  (1,521) (2,262)    (1,300) (1,933)   

受取利息及びその他の金融収益の受取
(1) 14、15 2,622 3,899 154 229  1,365 2030 138 205

支払利息及びその他の金融費用の支払
(1) 14、15 (5,016) (7,459) (34) (51)  (4,277) (6,360) (32) (48)

商品の測定から生じた正味（収益）／費用  (927) (1,378)    (304) (452)   

法人所得税支払 17 (1,934) (2,876)    (1,846) (2,745)   

正味キャピタル・ゲイン  (355) (528)    (1,771) (2,633)   

営業活動によるキャッシュ・フロー（A）
(1)  8,674 12,898    9,915 14,744   

うち非継続事業  (391) (581)    280 416   

有形固定資産における投資額
19、20、

21、22
(11,281) (16,775)    (10,545) (15,680)   

無形資産における投資額 23 (1,961) (2,916)    (1,656) (2,462)   

非流動契約資産における投資額  (1,261) (1,875)    (907) (1,349)   

会社（又は事業）への現金及び現金同等物控除

後の投資額
8 (1,275) (1,896)    (283) (421)   

会社（又は事業）からの現金及び現金同等物控

除後の売却額
8 2,032 3,022    61 91   

その他の投資活動における（増加）/減少  120 178    2,455 3,651   

投資活動によるキャッシュ・フロー（B）  (13,626) (20,262)    (10,875) (16,171)   

うち非継続事業  (351) (522)    (453) (674)   

新規長期借入による収入 48.3 22,399 33,307    15,895 23,636   

借入金返済による支出 48.3 (9,359) (13,917) (97) (144)  (11,321) (16,834) (118) (175)

正味金融債務におけるその他の変動  (620) (922)    3,339 4,965   

借入に関連するデリバティブに伴う受取／（支

出）
(1)

 (25) (37)    154 229   

支配の変動を伴わない、株主持分の取得による支出及

び非支配持分におけるその他の取引による支出
 12 18    (1,295) (1,926)   

ハイブリッド債の発行／（償還）  - -    2,213 3,291   

自己株式の取得による支出  (14) (21)    (13) (19)   

配当及び中間配当の支払による支出  (4,901) (7,288)    (4,970) (7,390)   

ハイブリッド債保有者への利息の支払による支

出
 (123) (183)    (71) (106)   

財務活動によるキャッシュ・フロー（C）
(1)  7,369 10,958    3,931 5,845   

うち非継続事業  656 975    118 175   

現金及び現金同等物に係る為替変動の影響

（D）
 136 202    17 25   
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現金及び現金同等物における増加／（減少）

（A+B+C+D）
 2,553 3,796    2,988 4,443   

現金及び現金同等物期首残高
(2)  8,990 13,368    6,002 8,925   

現金及び現金同等物期末残高
(3)  11,543 17,164    8,990 13,368   

(1)2021年度の数値の表示を改善するため、比較目的のみ向けに、認識された単に貨幣による融資に関連する金融収益及び費用資産は、財務活動からのキャッシュ・フローの部に、新たに「借

入に関連するデリバティブに伴う受取／（支出）」の下に振替えられた。

(2)このうち、現金及び現金同等物は、2022年1月1日現在8,315百万ユーロ（2021年1月1日現在では5,266百万ユーロ)、短期証券は、2022年1月1日現在88百万ユーロ（2021年1月1日現在では67百

万ユーロ）、「売却目的保有資産」に係る現金及び現金同等物は、2022年1月1日現在44百万ユーロ（2021年1月1日現在では29百万ユーロ））、及び「非継続事業」に係る現金及び現金同等

物は、2022年1月1日現在543百万ユーロ（2021年1月1日現在では640百万ユーロ）である。

(3)このうち、現金及び現金同等物は、2022年12月31日現在11,041百万ユーロ（2021年12月31日現在では8,315百万ユーロ）、短期証券は、2022年12月31日現在78百万ユーロ（2021年12月31日現

在では88百万ユーロ）、「売却目的保有資産」に係る現金及び現金同等物は、2022年12月31日現在98百万ユーロ（2021年12月31日現在では44百万ユーロ）、及び「非継続事業」に係る現金

及び現金同等物は、2022年12月31日現在326百万ユーロ（2021年12月31日現在では543百万ユーロ）である。
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連結財務書類注記

 

表示基準

注記1. 連結財務書類の様式及び内容

エネル・エスピーエーはイタリア、ローマのViale Regina Margherita 137にその登録住所を持ち、1999年以来ミラノ

証券取引所に上場している。

2022年度において社名の変更はなかった。

エネルは、多国籍エネルギー企業であり、特にヨーロッパ及びラテンアメリカに重点を置いた、電力及びガス業界

における世界でも屈指の企業グループである。

2022年12月31日に終了した事業年度に関する連結財務書類は、当社、子会社の財務書類、グループの関連会社及び

ジョイント・ベンチャーにおける持分に加え、共同支配事業の資産、負債、費用及び収益に対するグループの比例

持分（以下「当社グループ」）で構成されている。

連結の範囲に含まれる子会社、関連会社、共同支配事業及びジョイント・ベンチャーのリストは添付されている。

当該連結財務書類は2023年3月16日に取締役会によって公表が承認された。

当該連結財務書類はKPMG SpAによる監査を受けている。

 

表示基準

2022年12月31日に終了した事業年度における当社グループの連結財務書類は、規則（EC）第1606/2002号により欧

州連合によって公認され、同年末現在有効であった国際会計基準審議会（IASB）公表の国際会計基準（IAS）、国

際財務報告基準（IFRS）、IFRS解釈指針委員会（IFRSIC）及び解釈指針委員会（SIC）の解釈指針に準拠して作成

されている。当該基準や解釈は全て以下、「EU版IFRS」という。

連結財務書類は、2005年2月28日制定の政令第38号第9条第3項の基準にも準拠して作成されている。

連結財務書類は、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結財政状態計算書、連結持分変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、及び関連する注記より構成されている。

財政状態計算書上の資産及び負債は「流動／非流動基準」に基づいて分類され、売却目的保有資産及び負債は売却

目的保有に分類された処分グループに分類されている。現金及び現金同等物を含む流動資産は、当社グループの通

常の営業循環過程において現金化、売却又は消費することを意図している資産であり、流動負債は、当社グループ

の通常の営業循環過程において決済されると見込まれる負債である。

損益計算書は、その性質に基づき費用を分類しており、親会社の所有者及び非支配持分に帰属する、継続事業から

の純損益及び非継続事業からの純損益を別掲している。

連結キャッシュ・フロー計算書は間接法で作成されており、非継続事業に係る営業活動、投資活動及び財務活動の

キャッシュ・フローは別掲している。

なおキャッシュ・フロー計算書における表示項目は非継続事業に分類された会社から生じた影響も含む。
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特に、当社グループは項目の分類においてIAS第7号の規定を逸脱していないが、

＞　営業活動によるキャッシュ・フローには、中核事業からのキャッシュ・フロー、貸付金及び借入金の利息、並

びに関連会社又はジョイント・ベンチャーから受領した配当を計上している。

＞　投資活動によるキャッシュ・フローには、有形固定資産及び無形資産への投資、並びに当該資産及びサービス

委譲契約に関連した契約資産の処分によって構成される。当社グループが支配権の取得又は喪失時の企業結

合、及びその他の重要でない投資の影響も含まれる。

＞　財務活動によるキャッシュ・フローには、負債管理取引及びリース取引、親会社株主及び非支配持分に支払わ

れた配当及び中間配当、並びに関係する会社の支配の状況を変化させない非支配持分の取引による影響が含ま

れる。

＞　現金及び現金同等物に対する為替レートの影響を報告するために別項目を用いて、営業活動によるキャッ

シュ・フローに対する影響を中立化するために、損益に対するその影響は全額を消去している。

キャッシュ・フロー計算書に表示されたキャッシュ・フローの詳細は注記46「キャッシュ・フロー」を参照のこ

と。

 

連結財務書類は、個別の項目に適用されている測定基準で説明されているように、IFRSに準拠して公正価値で測定

されている項目、及び帳簿価額と売却費用控除後公正価値のいずれか低い方の額で測定されている売却目的に分類

された非流動資産及び処分グループを除き、取得原価を基礎として継続企業を前提に作成されている。

連結財務書類は、親会社であるエネル・エスピーエーの機能通貨であるユーロで表示されている。全ての数値は特

に記載がない限り百万ユーロ単位で表示されている。

連結損益計算書、連結財政状態計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書は、注記2.2「重要な会計方針」にその

定義が記載される関連当事者との取引を開示している。

連結財務書類は、前年度に関する比較情報を提供している。

 

注記2. 会計方針

2.1 見積り及び経営者の判断の利用

EU版IFRSに基づく連結財務書類の作成にあたり、経営者は、報告日現在における収益、費用、資産及び負債の帳

簿価額、これに関連する項目に係る開示、並びに偶発資産及び負債に影響を及ぼす可能性のある判断、見積り及び

仮定を行うことが求められる。見積り及び経営者の判断は、当該状況において合理的と考えられる過去の経験及び

その他の要因に基づくものである。これらは、資産及び負債の帳簿価額をその他の情報源から決定することが容易

でない場合に策定される。従って、実際の結果は当該見積りとは異なる場合がある。見積り及び仮定は定期的に見

直され、その見直しによる影響額は、当該期間にのみ関係するものである場合は損益に反映される。見直しが現在

及び将来の両方の期間に関係するものである場合には、当該見直しは、見直しが行われた期間及び関連する将来の

期間に認識される。
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連結財務書類への理解を向上させるために、以下では、見積りの使用により影響を受ける主な項目、及び経営者の

判断が重要な影響を与える場合について、EU版IFRSに準拠して当該項目を測定するにあたり経営者が用いた主な

仮定を明確にして分析する。当該評価の重要な要素は、本質的に不確実な事項に関する仮定と職業的専門家として

の判断の利用である。

仮定及び判断の基礎となる状況の変化は、将来の結果に重大な影響を与える可能性がある。

連結財務書類に含まれる情報は、国際会計基準審議会（IASB）が公表した実務記述書第2号「重要性の判断実施」

の要件に従って実施された重要性分析に基づいて選択されている。

 

気候変動問題の影響に関しては、当社グループは、気候変動が特定の会計上の項目の評価及び／又は測定において

見積りを行うために利用される、方法論及びモデルを適用する際の暗黙の要素であると考えている。また、当社グ

ループは、経営者による重要な判断において気候変動の影響を考慮している。この点に関し、2022年12月31日現在

の連結財務書類に含まれる見積り及び判断の影響を受ける主な項目は、エネルギー移行に関連する非金融資産及び

債務の減損であり、これには特定の発電所の閉鎖措置及び敷地の原状回復が含まれる。当該項目の詳細は、注記19

「有形固定資産」、注記24「のれん」、及び注記40「リスク及び費用における引当金」を参照のこと。

 

見積りの利用

顧客との契約から生じた収益

最終消費者向け電力及びガスの供給による収益は、電力及びガスが供給された時点で認識され、定期的（かつ当該

年度に係る）検針又は給電及び送電業者により通知された計量に基づいて請求された金額に加えて、給電網に供給

された電力及びガスの量と当該期間中に請求された電力及びガスの量との差に等しい、当該期間中の未請求の供給

済み電力及びガスの見積りを、いかなるシステムの損失も考慮に入れて、含めている。直近の検針日から年末まで

の収益は、主として過去の情報に基づいて決定された個々の顧客の日々の消費量の推定値に基づいており、推定消

費量に影響を及ぼす可能性のある気候要因又はその他の事項を反映して調整されている。

当該収益項目の詳細は、注記11.a「販売及びサービスから生じた収益」を参照のこと。

 

非金融資産の減損

有形固定資産、投資不動産、無形資産、使用権資産、のれん、及び関連会社／ジョイント・ベンチャーへの投資の

帳簿価額が、回収可能価額、すなわち、処分コスト控除後公正価値と使用価値のいずれか高い方を上回る場合に

は、当該資産の減損が発生している。

当該減損は、注記24「のれん」にその詳細を記載するIAS第36号の規定に基づいて行われる。

回収可能価額を算定するにあたり、当社グループは通常、使用価値基準を適用している。使用価値は、貨幣の時間

的価値に対する現在の市場の評価及び資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて割り引かれた、当該資

産がもたらすと見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値である。

使用価値の算定に使用される将来キャッシュ・フローは、数量、収益、営業費用及び投資についての予測を含ん

だ、経営者が承認した最新の事業計画に基づいている。当該予測は向こう3年間を対象としている。それ以降の年

度においては、以下を考慮する。
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＞　キャッシュ・フローの算定において考慮した主要な変数の長期の推移、特定の事業の特性に基づく資産の平均

残存耐用年数又は割引期間に関する仮定

＞　電力需要の長期的な成長率に等しい長期成長率、及び／又はいかなる場合にも関連市場の平均長期成長率を上

回ることのないインフレ率（国や事業に左右される）

 

回収可能価額は、キャッシュ・フローの計算に用いる見積り、仮定、及び適用される割引率の影響を受ける。しか

しながら、当該金額の算定の基礎となった仮定に変更があれば、回収可能価額は異なる可能性がある。各非金融資

産の各グループの分析は個々に行われ、経営者は、特定の状況下で慎重かつ合理的とみなされる見積り及び仮定の

使用を求められる。

 

当社グループのビジネスモデルに沿って、発電ミックスの脱炭素化の加速及びエネルギー移行プロセスの推進に関

連して、気候変動問題が期待キャッシュ・フローの見積りに用いられる合理的かつ裏付け可能な仮定に影響を与え

ているかも慎重に評価している。その際、必要に応じて、当社グループは気候変動の長期的な影響を、特に、各国

のエネルギーモデルを用いて決定された電力需要の変動に沿った長期的な成長率による継続価値を踏まえている。

気候変動に関連する影響を考慮した資産の回収可能価額の見積りに用いた主な仮定に関する情報及び当該仮定の変

更に関する情報は注記24「のれん」に記載されている。

 

金融資産の予想信用損失

各報告日において、当社グループは、償却原価で測定される営業債権、その他の金融資産、その他の包括利益を通

じて公正価値で測定される負債性金融商品、契約資産、及び分類に含まれる全てのその他の資産の予想信用損失に

対する損失評価引当金を認識している。

金融資産に対する損失引当金は、債務不履行リスクについての仮定及び予想信用損失の測定に基づいている。経営

者は、当社グループの過去の経験、現在の市況に加え、各報告期間の末日における将来の見通しに関する見積りに

基づき、当該仮定の設定及び減損の計算に用いる情報の選択において判断を用いている。

デフォルト確率（PD）、デフォルト時損失率（LGD）及びデフォルト時エクスポージャー（EAD）を考慮して決

定される予想信用損失（ECL）は、契約に従い期限の到来している契約上のキャッシュ・フローの全額と、受け取

ると見込まれるキャッシュ・フローの全額の差額（不足分を含む）を当初の実効金利（EIR）で割引いた額であ

る。

特に、重要な金融要素を伴うものを含む営業債権、契約資産及びリース債権については、当グループは簡便化アプ

ローチを適用し、一般に12か月に相当する資産の残存期間に対応する期間にわたり予想信用損失を算定している。

特定の該当市場及び当該部門の規制上の状況に加えて、90日後の回収見込みに基づき、当該資産において、予想信

用損失の算定には、当社グループは信用リスクの大幅に増加することを示す有効な指標と考えられている180日延

滞を債務不履行とする定義を主に適用している。従って、90日を超えて延滞している金融資産は、特定の規制され

た市場を除いて、一般に債務不履行状態にあるとはみなされない。
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営業債権及び契約資産においては、当社グループは営業債権及び契約資産を、特定の規制上及び事業上の状況を考

慮した上で特定のクラスターのグループに基づき、一括アプローチを主に適用している。営業債権が経営者により

個別に重要であるとみなされ、信用リスクの著しい増大に関する具体的な情報が存在する場合にのみ、当グループ

は分析的アプローチを適用する。

個別評価の場合は、PDは主に外部提供者から入手する。

一方、一括評価においては、営業債権は、特定の債務不履行に関する定義を考慮して、共通する信用リスク特性及

び延滞情報に基づきグループ化される。

 

各事業及び地方の規制の枠組みに加えて、顧客ポートフォリオにおいて、リスク、デフォルト率及び回収期待値の

差異に基づき、特定のクラスターが定義される。

 

契約資産は、同一の種類の契約に対する営業債権と実質的に同一のリスク特性を有するとみなされる。

営業債権及び契約資産の予想信用損失を一括評価するため、当社グループは予想信用損失パラメーターに関連して

以下の仮定を考慮に入れている。

＞　平均デフォルト率として仮定したPDは、最低24か月の履歴データを考慮して、クラスターごとに計算され

る。

＞　LGDは債務不履行時の回収率の関数であり、実効金利で割引かれる。そして、

＞　EADは、報告日時点での帳簿上のエクスポージャーから現金保証金を控除し、請求書が発行されたものの失効

を迎えていない請求額及び発行予定の請求額を含めた額として見積られる。

具体的な経営者の評価に基づき、ポートフォリオ又は金融商品のリスクに影響を及ぼす可能性のある将来の事象及

びマクロ経済シナリオを反映するために、定性的及び定量的な情報を考慮して、将来の見通しに関する調整が適用

されることがある。

利用した主要な仮定及び情報に関する詳細は、注記48「カテゴリー別金融商品」を参照のこと。

 

2012年法律第134/2012号制定後のイタリア国内の水力発電所の特定要素の減価償却可能額

大規模な水力発電委譲を治めるイタリアの規制は、「規制緩和政令」（2019年2月11日付け法律第12号で批准され

た2018年度政令第135号）により大幅に修正された。当該規制は、既存の委譲に適用された場合、委譲の終了時

に、新たな委譲権保有者に無償で譲渡される資産もある可能性を反映するために、水力発電所における投資の耐用

年数の見直しを必要とする多くの改革を導入した。しかしながら、当該発電所の耐用年数を見積る際に、経営者

は、法律見解の支援を得て、当社及びその他の者が迅速に提訴した不服申立ての予見可能な結末、及び業界団体に

より提起された関連する憲法上の問題を考慮した。その結果、当社は、当該法制が適切な法廷の場で事実上認識さ

れる重大な合憲性の問題を生じさせていると考えている。従って、経営者は、当該規制により導入された変更を反

映させないことが適切であると判断し、最も現実的な見積りであると考えている、従前の規制制度の下で過去数年

間行われてきたように引き続き発電所の耐用年数を測定した。
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2012年8月11日、「成長のための緊急対策」を定める2012年8月7日付け法律第134号が官報（Gazzetta Ufficiale）に

掲載され、水力発電運営委譲に適用される規則の根本的変革が導入されることとなった。同法は、様々な規定の中

でも特に、主要な水力発電用用水路の運営委譲が終了する5年前、及び当該運営委譲の失効、放棄又は取消しが

あった場合に、水力発電目的の使用と両立しない異なった目的に水を使用する有力な公共的利益が存在しないこと

を条件として、20年から最長30年までの範囲の期間にわたる運営委譲を有償で付与するための公開入札が管轄の公

的機関によって行われることを定めている。

事業の継続性を確保するために、同法は、以下の各要素を充分に考慮して、撤退する運営委譲権保有者と付与機関

との間の交渉における、決定すべき代価の支払と引換えに、撤退する運営委譲権保有者から新たな運営委譲権保有

者に対し、委譲に関連する全ての法的関係を含む、運用委譲に必要な事業単位の所有権の移転方法も定めている。

＞　水路及び発電所に適用される統合法（1933年12月11日付け政令第1775号第25条）の下で無償で放棄されるもの

とされている取水口、制御装置、導水路及び放水路において、通常減耗の減価後の再評価原価から、当該施設

の建設に関連する運営委譲権保有者が受領した政府資本補助金の再評価額を控除した金額

＞　その他の有形固定資産は市場価値、すなわち通常減耗による見積り減価の控除後の再調達原価

当該新規制は、水力発電運営委譲権の運用に関する事業単位の所有権の譲渡について重要な変更を導入するもので

あるが、既存運営委譲権の終了時における回収可能な価値（残存価値）の信頼ある見積りの形成を許容しない不確

実性に晒され、当該原則の実務適用は困難に直面する。

このため経営者は、残存価値について合理的かつ信頼性の高い見積を行うことはできないと結論づけた。

当該法令が新たな運営委譲権保有者が撤退する運営委譲権保有者に支払を要請している事実は、経営者に、2012年

法律第134/2012号以前（2011年12月31日終了年度までは、当該資産が無償で放棄されたものとして、減価償却期間

は運営委譲権期間と個別の資産の耐用年数終了時までの期間との間の、より近い期間に相当する）に無償で放棄さ

れたものとして分類された資産において減価償却期間の見直しを促し、減価償却計算はもはや委譲期間にわたるこ

とはないが、もし委譲期間を超える場合には、個々の資産の耐用年数にわたることになる。残存価額の計算を可能

とするような追加的情報が入手可能となった場合は、関係する資産の帳簿価額は将来に向かって調整されることに

なる。

 

金融商品の公正価値の算定

金融商品の公正価値は、市場において直接的に観察可能な価格が入手可能な場合はその価格に基づいて算定され、

非上場の金融商品については、観察可能な市場情報の使用を最大化した特定の（主に現在価値に基づく）評価技法

を用いて算定される。まれな状況においてこれが不可能な場合には、経営陣は測定される商品の性格を充分に考慮

し市場を見積る。

公正価値で測定される金融商品の詳細は、注記52「公正価値で測定される資産及び負債」を参照のこと。

IFRS第13号に従い、当社グループは、カウンターパーティー・リスクに対応する金融商品の公正価値を調整するた

めに、注記52「公正価値で測定される資産及び負債」で詳述されている方法を用いて、取引先（信用評価調整又は

CVA ）及び自社（債務評価調整又はDVA ）の双方を信用リスクの測定に含めている。
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特に、市場が不安定で、経済見通しの不確実性が高く、急速に変化する可能性のある現在の状況においては、市場

情報の見積りを形成する仮定の変更は、当該金融商品に係る認識される公正価値に影響を及ぼす可能性がある。

 

開発費

開発費の回収可能性を決定するために、資産の使用又は販売が整う前に生じると期待される追加的なキャッシュ・

アウトフロー、適用される割引率及び便益の予想期間に関する仮定をおいて回収可能価額が見積られる。

 

年金及びその他の退職後給付

当社グループの従業員の中には、給与履歴及び勤務年数に応じて給付される年金制度に加入している者がいる。ま

た、特定の従業員は、その他の退職後給付制度に加入する資格も有している。

当該制度の費用及び負債は、年金数理人による見積りに基づいて計算され、過年度の統計データ及び将来の予想費

用を含む統計的及び年金数理的な要素を合わせて計算に用いている。考慮されるその他の見積りの要素には、割引

率、昇給率、インフレ率、医療費の動向の今後の展開に関する仮定とともに死亡率や退職率が含まれている。

当該見積りは、実際の医療費の変動だけでなく、経済状況や市況の変化、退職率や加入者の寿命の増減により、実

際の動向とは大きく異なる可能性がある。

そのような差異は、年金費用及びその他の関連費用の算定に重要な影響を与えうる。

採用された主な年金数理上の仮定の詳細は注記39を参照のこと。

 

リスク及び費用における引当金

リスク及び費用における引当金の詳細は注記40「リスク及び費用における引当金」を参照のこと。

注記57「偶発資産及び債務」は当社グループの最も重要な偶発資産及び債務に関する情報も記載している。

 

訴訟

当社グループは、通常遂行する事業に関連して民事、行政及び税務上の係争に関与しており、これらが多額の負債

を発生させることがある。当該係争の結果を予測することは客観的に可能ではない。当該訴訟に伴うリスクの評価

は複雑な要素に基づいており、こうした負債を偶発債務又は負債のいずれに分類するかについて、たとえ当社グ

ループを支援する外部顧問の助言を考慮に入れる場合でも、その性質により、経営者の判断が求められる。

弁護士が不利な結果となる可能性があると判断し、損失金額の合理的な見積りが可能であると判断した訴訟に関す

る全ての重要な負債に対して引当金が認識されている。

 

廃止及び敷地の原状回復を含めた発電所に関連した義務

発電事業には、発電所の運転期間終了後に実施されなくてはならない将来の介入に関して事業者に対する義務が伴

うことがある。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 328/1075



当該介入には、発電所の廃止及び敷地の原状回復、又は関係する発電技術の種類に関連したその他の義務が含まれ

ることがある。こうした義務の性質は、用いられる会計処理に対して重要な影響を及ぼすこともある。

原子力発電所の場合には、その費用が廃炉、及び使用済燃料及びその他の放射性物質の保管の両方が関連してお

り、費用が最長100年まで見積もられる長期間にわたり発生することから、将来の費用の見積りは重要なプロセス

となる。

義務は、財務的及び技術的仮定に基づき、当社グループが引き受けた義務を充たすために支払わなくてはならない

とみなす将来キャッシュ・フローを割引き計算される。

負債の現在価値を算定する際に用いられる割引率は税引前無リスク・レートであり、発電所が所在する国の経済的

パラメーターに基づいている。

当該負債は、測定日現在の技術に基づき経営者により数量化され、備蓄、廃止及び敷地の原状回復の技術の発展に

加えて、衛生及び環境保護を定める法令の枠組みの継続的な進展を考慮して毎年見直しが行われる。

その後、債務額は時の経過及び見積りの変更を反映して調整される。

発電所廃止及び敷地の原状回復の引当金の算出に用いられる割引率、割引前見積費用及びその時期の詳細は、注記

40「リスク及び費用における引当金」を参照のこと。

 

不利な契約

不利な契約を特定するために、当社グループは、契約に基づいて引き受けた義務（罰則を含む）、及び契約から得

られると推定される経済的便益を履行するために必要な非裁量的費用を見積もる。

 

リース

事前にリースに含まれる計算利子率が容易に判定できない場合には、当社グループは、支払リース料の現在価値を

算定するために、リース開始日の追加借入利子率（IBR）を用いる。これは、借手が類似の期間にわたり、類似の

担保で、類似の経済環境において使用権資産と類似の価値を有する資産を取得するために必要な資金を借り入れる

ために支払わなければならない利率のことである。観測可能な情報が入手できない場合、当社グループは、リース

条件及び借手固有の特定の見積りを反映する仮定をおいてIBRを見積っている。

当社グループにおいて最も重要な判断の一つは、貸手に支払う必要がある支払リース料の現在価値を計算するため

に必要な当該IBRを算定することにある。当社グループのIBRを算定するアプローチは、以下の主な3つの構成要素

の評価に基づいている。

＞　支払リース料のキャッシュ・フロー、リース契約の交渉が行われた経済環境及びリース期間を考慮した無リス

ク・レート。

＞　親会社又はその他の保証の裏付けを踏まえて借手に特有のIBRを計算するための信用スプレッドの調整。

＞　割引率が一般的な追加借入利子率ではなく原資産の種類に直接関連しているという事実をIBRの計算に反映す

るためのリースに関連する調整。特に貸手は原資産自体を取り戻す権利を有するため、貸手にとってのデフォ

ルトのリスクは軽減されている。
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リース負債に関する詳細は注記48「カテゴリー別金融商品」を参照のこと。

 

法人所得税

繰延税金資産の回収可能性

2022年12月31日現在の連結財務書類は、税務上の欠損金、繰越税額控除に関する繰延税金資産、及び将来の回収可

能性が極めて高いと経営者が判断した金額について繰延税金資産が計上されている。

繰延税金資産の回収可能性は、税務上の欠損金を吸収し、他の繰延税金資産の便益を利用するに足る充分な将来利

益を達成できるかどうかに左右される。

肯定的及び否定的な全ての証拠を考慮して繰延税金資産の回収可能性を評価し、認識可能な金額を算定するため

に、将来予測される課税所得の時期及び水準、並びに将来のタックス・プランニング戦略及び取崩日に適用される

税率に基づき、経営者の重要な判断が求められる。しかしながら、当社グループが認識済みの繰延税金資産の全額

又は一部を将来において回収できる見込みがないことが認められた場合には、その結果の調整が当該状況の生じた

年度の純損益に計上される。

繰延税金資産の回収可能性は毎期末に見直されている。未認識の繰延税金資産はその認識条件を検証するために各

報告日に再評価される。

認識された又はされなかった繰延税金資産の詳細は、注記25「繰延税金資産及び負債」を参照のこと。

 

経営者の判断

資金生成単位（CGUs）の識別

減損テストにおいて、個々の資産の回収可能価額を算定できない場合、当社グループは、概ね独立したキャッ

シュ・イン・フローを生成する資産の最小の集合を特定する。他の資産又は資産のグループからのキャッシュ・イ

ン・フローとは概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する資産の最小の集合がCGUとなる。

このようなCGUの特定には、資産及び関係する事業に固有の性質（地域別セグメント、事業セグメント、規制の枠

組みなど）、及び資産グループのキャッシュ・インフローが、他の資産（又は資産グループ）に関連するものとは

概ね独立していることを示す証拠に関する経営者の判断が関わっている。

また、採用したビジネス・モデルの範囲内で当該資産を経営者が管理及び監視する方法に基づいて、各CGUの資産

が特定されている。特に、CGUの数及び範囲は、当社グループが実行する新たな企業結合及び組織再編の影響を反

映するため、そして独立したキャッシュ・インフローを生成する資産の能力に影響を及ぼす可能性のある外部要因

を考慮に入れるために、体系的に更新される。

特に、当社グループが所有する特定の識別された資産の一部が、キャッシュ・フローの生成に寄与する能力を損な

うような経済上又は事業上の悪条件の影響を受けた場合は、当該資産はCGUのその他の資産から分離された上で、

個別に回収可能性の分析が行われ、必要に応じて減損される。

当該連結財務書類にて認識されているのれんを配分された経営者が識別したCGU、及びCGUsの特定に用いられる

要件は、注記24「のれん」に示すとおりである。
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非金融資産の耐用年数の決定

耐用年数を確定できる有形固定資産及び無形資産の耐用年数を決定するにあたり、当社グループは、当該資産を用

いて得られた資産に含まれる将来の経済的便益のみならず、当該資産を使用して生成された製品又はサービスの物

理的な減耗、技術的、商業的又はその他の陳腐化、資産の耐用年数が他の資産の耐用年数に依存している場合は当

該資産の使用に係る法的又は類似の制限（例えば安全、環境、その他の制限）など、他の多くの要因も検討してい

る。

また、当社グループは、当該資産の耐用年数の見積りにあたり、パリ協定に基づく約定を考慮している。当該論点

に係る詳細は、注記19「有形固定資産」を参照のこと。

 

支配の存在の判定

IFRS第10号の規定の下では、当社グループが投資先への関与からの変動リターンに晒されている、又は変動リター

ンに対する権利を有し、かつ当該投資先に対するパワーを通じて影響を及ぼす能力を持つ場合に、支配が達成され

る。パワーとは、既存の実質的な権利に基づいて、投資先の関連する事業を指図する現行の能力と定義される。

支配の存在は、投資の過半数の所有のみに依存するものではなく、むしろ、各投資家が投資先に対して保有する実

質的な権利から発生する。従って、経営者は、具体的な状況において、リターンに影響を及ぼすために、投資先の

関連する活動を指図するパワーを当社グループに与える実質的な権利が決定されるかどうかの評価においてその判

断を用いなければならない。

支配を評価する目的で、経営者は、他の投資家との契約、その他の契約上の取決めから生じる権利、及び潜在的な

議決権（コール・オプション、ワラント、非支配株主に付与されたプット・オプション等）を含む、全ての事実及

び状況を分析する。当社グループが投資先に対して保有する議決権又は類似した権利が過半数に満たない場合に

は、係る評価において当該その他の事実及び環境は、特に重要となる可能性がある。

さらに、ある事業体の議決権の過半数を保有している場合であっても、当社グループが投資先を支配しているか否

かを判断するにあたり、関連する全ての事実及び状況を勘案している。

当社グループは、事実及び環境が、支配の存在の検証において考慮された一つ以上の要素に変化があることを示し

ている場合に、当社グループが投資先を支配しているか否かを再評価する。

エネルの2022年12月31日現在の連結財務書類に表示されているとおり、当社グループはEnel Green Power Rus LLC

及びEnel X Rus LLCにおいて僅かな持分しか保有していない。

ウクライナ紛争の影響を受けて、グループが投資しているロシアの会社でのエネルの経営及び調整の役割を終了さ

せることに帰結した数多の措置が採用又は実施された。当該措置には、（ⅰ）全ての非独立取締役及び非ロシア国

籍の全ての管理者の辞任、（ⅱ）会社間契約の終了、（ⅲ）エネルへのスタッフ又は業務部門による連絡を終了さ

せるための当社グループの組織構造の変更を含んでいる。

2022年12月31日現在、当社グループは「IFRS第10号‐連結財務諸表」に準拠し、会計の観点から当該会社を引き続

き支配している。
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共同支配の有無及び共同支配の取決めの種類の決定

IFRS第11号の規定の下で、共同支配の取決めとは、複数の当事者が共同支配する契約をいう。共同支配は、関連す

る事業を巡る決定が共同支配を共有する当事者の全会一致の同意を必要とする場合にのみ存在する。

共同支配の取決めは、ジョイント・ベンチャー又は共同事業として構成する。ジョイント・ベンチャーとは、取決

められた純資産に権利を持つ共同支配を有する当事者による共同支配の取決めのことである。一方の、共同事業と

は、取決めに関する負債において資産及び義務に権利を持つ共同支配を有する当事者による共同支配の取決めのこ

とである。

共同支配の存在及び共同支配の取決めの種類を決定するため、経営者は、当該取決めから生じる経営者の権利及び

義務を判断及び評価をしなければならない。当該目的に向けて、経営者は、取決めの構造及び法的形式、契約上の

取決めにおいて当事者間で合意された条件、及び必要に応じてその他の事実及び状況を考慮する。

当該分析を受けて、当社グループはAsociación Nuclear ASCO-Vandellós IIにおける持分を共同事業としてみなし

た。

当社グループは、共同支配の存在及び共同支配の取決めの種類を検証する際に考慮される要素の一つ以上に変更が

生じたことを事実及び状況が示す場合、共同支配を有しているか否かを再評価する。

当社グループは、共同支配の存在及び共同支配の取決めの種類を検証する際に考慮される要素の一つ以上に変更が

生じたことを事実及び状況が示す場合、共同支配を有しているか否かを再評価する。

 

ウクライナ紛争の影響を受けて、Rusenergosbyt LLC（当社グループの関連会社）におけるエネルの経営を終了させ

ることに帰結した数多の措置が採用又は実施された。当該措置には、全ての非独立取締役及び非ロシア国籍の全て

の管理者の辞任、及びエネルへのスタッフ又は業務部門による連絡の終了を含んでいる。

2022年12月31日現在、当社グループは「IFRS第11号‐共同支配の取決め」に準拠し、会計の観点から当該会社の共

同支配を引き続き行使している。

当社グループのジョイント・ベンチャーにおける投資に係る詳細は、注記26「持分法適用投資」を参照のこと。

 

関連会社にわたる重要な影響力の存在の判定

関連会社とは、当社グループが重要な影響力、すなわち、投資先の財務及び業務上の方針の決定に参加するパワー

を行使するが、当該方針に対して支配も共同支配も行使しない会社である。一般的に20%以上の所有持分を有する

場合、当社グループは重要な影響力を持つと推定される。

重要な影響力の存在を判定するために、経営者は判断を適用し、あらゆる事実及び状況を検討しなければならな

い。

当社グループは、事実及び状況が重要な影響力の存在の検証における考慮された一つ以上の要素に変動があること

を示している場合に、当社グループが重要な影響力を有しているか否かを再評価する。

当社グループの関連会社持分への投資の詳細は、注記26 「持分法適用投資」を参照のこと。
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IFRIC第12号「サービス委譲契約」の委譲運営への適用

IFRIC第12号は「公から民」へのサービス委譲契約に適用され、これは運営者が公共サービスを提供する義務、す

なわち、公的事業体（委譲者）のために一定期間において主要な経済的、及び社会的サービスへのアクセスを許す

義務を負う契約と定義できる。当該契約では、委譲者は、サービスを提供するために利用される社会基盤を管理す

る権利を運営者に与えている。

より具体的には、IFRIC第12号は、以下の各事象に該当する場合における「公から民」へのサービス委譲契約の運

営者による会計処理に係るガイダンスを与えている。

＞　運営者が社会基盤とともに、どのようなサービスを、誰に対して、どのような価格で提供しなければならない

かを、委譲者が支配又は規制している。

＞　契約期間の終了時点で委譲者が、所有権、受益権又はその他の権利を通じて、社会基盤における重要な残余持

分を支配している。

経営者は、運営者としての当社グループにおいて、当該要件の適用評価における既存の運営権を慎重に分析した。

当該分析に基づき、IFRIC第12号の規定は主にブラジルにて操業する多数の会社の社会基盤の一部に適用される。

IFRIC第12号の適用範囲におけるサービス委譲契約にて用いられる社会基盤に関する詳細は、注記20「IFRIC第12号

‐サービス委譲契約適用範囲内の社会基盤」に記載されている。

 

顧客との契約から生じた収益

IFRS第15号の適用プロセスにあたり、当社グループは、以下の判断を行った（当社グループの収益に係る最も重要

な影響についての詳細は、注記11.a「販売及びサービスから生じた収益」に記載されている。）。

 

当社グループは、該当契約にのみIFRS第15号を適用するように、当該契約が存在する時期及びその契約の執行可能

性の条件を判断するために、法域レベルに係る契約条件を慎重に分析している。

 

一つの契約が複数の約定した財又はサービスを含む場合、個別に又は集合的に会計処理すべきかについて評価する

ため、当社グループは財／サービスの個別の特性及び契約の内容中にある約定の性質の両方を検討し、関連する法

令上及び規制上の枠組みの下の特定の契約に関する全ての事実及び環境の評価も行う。

履行義務の充足時期を評価するため、当社グループは、主に顧客の視点からの評価を行い、財又はサービスの支配

が顧客へ移転された時点を評価している。

各履行義務において、また取引の種類に関して、
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‐　収益は、サービスの提供の場合と同様に、履行義務の完全充足に向けた進捗に基づき、時間にわたり認識され

る。履行義務の完全充足に向けた進捗の測定は、「アウトプット」又は「インプット」方法を用いて履行義務

及び類似の状況において一貫して実施される。特に、原価法（原価比例法）は、契約の特定の分析が代替的な

方法の採用を促す場合を除き、進捗の測定に適切であると考えられる。履行義務の充足に向けた進捗を合理的

に評価することが不可能であると判明した場合、当社グループは、回収可能と考えられる発生費用の範囲での

み収益を認識する。

‐　他方、財の供給の場合のように、ある与えられた時点で履行義務が充たされる場合は、全ての関連指標を考慮

して、顧客が財の支配を獲得した時点で収益を認識する。

 

当社グループは、契約が変動対価（すなわち、将来の事象が発生する又は発生しないことにより変動又は左右され

る対価）を含むかどうかについての判定にあたり、全ての関連する事実及び状況を考慮する。変動対価の見積りに

あたり、当社グループは、権利を得ることになる対価をより正確に予測する手法を用い、契約期間を通じて一貫し

てその手法を用いている。同様の契約においても、全ての入手可能な情報を考慮し、不透明性が解消されるまでそ

の見積りを更新している。当社グループは、不確実性が解消された際に、認識された累積収益における重大な戻入

れが発生しない可能性が非常に高い範囲でのみ、取引価格における変動対価の見積金額を含めている。

 

当社グループは、当社グループが契約の履行において主たる責任を有しておらず、従って、財又はサービスが顧客

に移転される前に当該財又はサービスを支配していない一部の契約では、当社グループが代理人であるとみなして

いる。例えば、地域の法令上及び規制上の枠組みに左右される電力／ガスネットワーク接続サービス及びその他の

関連事業において一部の契約では、当社グループは代理人として行動している。

一つ以上の履行義務がある契約（例：「抱き合わせ」販売契約）においては、当社グループは一般的に独立販売価

格の比率に応じて各履行義務に取引価格を配分する。当社グループは、全ての情報を検討し、観察可能な価格が市

場にて入手可能な場合はそれを用いて、入手不能であれば観測可能な情報の使用を最大化する見積方法を用い、同

様の契約にはそれを継続的に適用して、独立販売価格を決定する。

重要な権利である追加的な財及びサービスにおいてオプション（例：カスタマー・ロイヤリティー・プログラムや

更新オプション）を含む契約を当社グループが評価した場合は、当該オプションは追加的な履行義務を発生させる

ため、当社グループは取引価格を当該オプションに配分する。

当社グループは、契約の獲得の増分費用が契約グループに関連する場合は、契約ごとに、又は契約のグループにお

いて、当該費用の回収可能性の評価を行う。

当社グループは、その他の類似取引に伴う経験や、潜在的な更新、改訂及び同一顧客との契約継続を含む、様々な

要因の評価に基づき、当該費用の回収可能性を裏付けている。

当社グループは、当該費用を平均的な顧客の期間にわたり償却している。契約から生じる便益の期待期間を決定す

るため、当社グループは過去の経験（例：チャーンレート（解約率））、類似契約から生じている前兆的な証拠、

及び市場について入手可能な情報を考慮している。

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 334/1075



電力購入契約

エネルギーの物理的供給を規定する電力購入契約（PPAs）は、企業又は資産を巡る支配又は共同支配の存在にお

いてIFRS第10号及びリースの認識においてIFRS第16号の要件を遵守していないが、IFRS第9号に基づくデリバティ

ブの定義を遵守しており、関連する条件が充たされる場合には自己使用の例外措置に基づき会計処理を行う。

IFRS第9号に準拠してデリバティブの定義を遵守する仮想PPAsに係る詳細は、注記51「デリバティブ及びヘッジ会

計」を参照のこと。

 

金融資産の分類及び測定

当初認識時に、金融資産を、償却原価で測定される金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金

融資産、及び純損益を通じて公正価値で測定される金融資産として分類するため、経営者は金融商品の契約上の

キャッシュ・フローの特性及びキャッシュ・フローを発生させるために金融資産を管理するビジネス・モデルの双

方を評価する。

金融商品の契約上のキャッシュ・フローの特性を評価する目的で、経営者は、必要な場合の定量的分析の実施に加

え、金融商品の契約条項に係る特定の評価を実施して、その条項により元本及び元本残高に係る利息のみの支払

（SPPI）にあたるキャッシュ・フローが生じるかについて判定するため、商品レベルでのSPPIテストを実施してい

る。

ビジネス・モデルは、キャッシュ・フローが契約上のキャッシュ・フローの回収、金融資産の売却、又はその双方

から生じるのかを決定する。

詳細は注記48「カテゴリー別金融商品」を参照のこと。

 

ヘッジ会計

ヘッジ会計は、リスク管理戦略の効果を財務書類に反映するため、デリバティブに適用される。

従って、取引開始時、当社グループはヘッジ手段とヘッジ対象とのヘッジ関係の他、リスク管理目標と戦略につい

て文書化する。また、当社グループはヘッジ開始時及び継続時の双方において、ヘッジ手段がヘッジ対象の公正価

値又はキャッシュ・フローにおける変動の相殺に高い有効性を有しているか評価している。

経営者の判断に基づき、ヘッジ手段とヘッジ対象との間の経済的関係の存在、公正価格及びヘッジ比率の変動にお

ける信用リスクの支配に加え、非有効部分の測定に基づく有効性の評価は、特定の事実及び状況並びにヘッジ対象

及びヘッジ手段の特性に応じ、定性評価又は定量計算を通じて評価が行われる。

ヘッジ対象として指定される予定取引のキャッシュ・フロー・ヘッジにおいては、経営者は当該取引は可能性が高

く、かつ純損益に影響を及ぼすキャッシュ・フローの変動によるエクスポージャーを表すことを評価し、文書化す

る。

有効性の判定及び非有効部分の測定についての主要な仮定に係る詳細は、注記51.1「ヘッジ手段として指定される

デリバティブ」を参照のこと。
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リース

リース契約の評価は、その複雑性及び満了日が長期にわたることから、IFRS第16号の適用のための強固な専門家の

判断を必要とする。当該判断は、特に、以下の事項に関係している。

＞　当社グループが事業を行っている部門での典型的な事例へのリースの定義の適用

＞　非リース構成要素のリース契約への識別

＞　IFRS解釈指針委員会が発行した最近の解釈指針を十分に考慮し、リース期間を決定するためにリースに含まれ

る更新可能オプション及び解約オプションを、それらが行使される可能性及び原資産のリース資産に係る重要

な建物付属設備も考慮して評価すること

＞　利率の変動が将来の支払リース料及び使用権資産の金額にどのような影響を及ぼすかを判断するための、指標

又は利率に依存される変動支払リース料の識別

＞　支払リース料の現在価値を計算する割引率の見積り

割引率に関する仮定の詳細は「見積りの利用」の項を参照のこと。

リースに関する詳細は、注記21「リース」を参照のこと。

 

法人所得税の取扱いに関する不確実性

当社グループは、現地の税法を考慮に入れ、いずれのアプローチが不確実な税務上の取扱いごとにその不確実性の

解決をより正確に予測するかに基づいて、各々の不確実な法人所得税上の取扱いを別々に考慮するか、一つ以上の

他の不確実性な税務上の取扱いと併せて考慮するか、及び最も可能性が高い金額又は期待値法のいずれの方法を用

いて不確実性の影響を反映するかを決定する。

当社グループは、法人所得税の取扱いに関する不確実性を特定するために専門的判断を最大限に活用し、特定の税

務上の取扱い、又は不確実性の影響の見積り、若しくはその両方の認容可能性の評価に変動をもたらす可能性があ

る事実及び状況に変化があった場合、決定されていた判断及び見積りを見直している。

法人所得税の詳細は、注記17「法人所得税」を参照のこと。

 

2.2 重要な会計方針

関連当事者

関連当事者とは、主に当社と同一の親会社を持つ会社、直接的に又は間接的に当社に支配されている会社、当社の

関連会社又はジョイント・ベンチャー（当該会社の子会社を含む）、若しくは当社グループ各社の関連会社又は

ジョイント・ベンチャー（当該会社の子会社を含む）をいう。関連当事者には、当社又はその関連会社の退職後給

付制度を運営する事業体（具体的には、年金基金であるFOPEN及びFONDENEL）、並びに当社及びその子会社の

法定監査役会の構成員及びその近親者、経営幹部及びその近親者も含まれる。経営幹部は、当社の事業の計画、管

理、及び統制における権限、及び直接的又は間接的に責任を有する経営層で構成される。この中には、（代表権が

あろうがなかろうが）取締役が含まれる。
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子会社

子会社とは、当社グループが支配している全ての事業体である。当社グループは、会社間の形式的な関係の性質に

かかわらず、ある事業体への関与から生じる変動リターンに晒されている、又は権利を有していて、投資先に対す

るそのパワーの行使を通じて、そのリターンに影響を及ぼす能力を持つ場合に、事業体を支配している。

子会社の財務数値は、支配獲得日以降支配停止日まで完全連結されている。

 

連結手続

連結財務書類の作成に用いた子会社の財務書類は2022年12月31日現在で当社グループが適用する会計方針に基づき

作成されている。

子会社が、類似した状況における類似した取引及び事実において、連結財務書類の作成の際に採用された会計方針

とは異なる会計方針を用いる場合、当社グループの会計方針への準拠を確実にするために適切な調整が行われる。

当期中に取得又は処分された子会社の資産、負債、収益及び費用は、当社グループが支配を獲得した日又は支配が

停止した日まで、各々連結財務書類に含まれ、又は連結財務書類から除外されている。

当期純損益及びその他の包括利益は、たとえ非支配持分においての損失における場合においても、親会社株主及び

非支配持分に帰属されている。

当社グループの事業体間取引に関連する全ての会社間の資産、負債、株主持分項目、収益、費用及びキャッシュ・

フローは、完全に消去される。

支配の喪失に至らない子会社の所有持分の変動は株主持分取引として会計処理され、支配持分及び非支配持分の帳

簿価額は当該子会社における持分の変動を反映して調整される。非支配持分の調整額と授受された対価の公正価値

との差額は、連結株主持分で認識される。

当社グループが子会社をめぐる支配を喪失した場合、当該事業体における残存持分は公正価値で再測定、純損益を

通じて認識され、支配の喪失の日に、生じた利得又は損失が純損益を通じて認識される。加えて、旧子会社の取得

に関するその他の包括利益にて過年度に認識された金額は、当社グループが関連する資産又は負債を直接処分した

かのように会計処理される。

 

関連会社及びジョイント・ベンチャーへの投資

関連会社とは、当グループが重要な影響力を有する事業体である。重要な影響力とは、投資先に対しては支配も共

同支配も行使しないが、当該先の財務及び営業の方針の意思決定に参加するパワーをいう。

ジョイント・ベンチャーとは、当社グループが共同で支配権を行使し、正味資産に対する権利を有する共同支配の

取決めである。共同支配とは、支配の取決めを共有することをいい、これは関連する事業の意思決定が支配権を共

有する全ての当事者の同意を必要とする場合にのみ存在する。

 

当社グループの関連会社及びジョイント・ベンチャーへの投資は、持分法を用いて会計処理される。

持分法の下では、当該投資は取得原価で当初認識され、取得日現在の、当該投資の取得原価と投資先の識別可能な

資産及び負債の正味公正価値の当社グループの持分との差額から生じるのれんは、当該投資の帳簿価額に含められ

る。
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取得日以降、当該投資の帳簿価額は、当社グループの純損益における関連会社又はジョイント・ベンチャーの純損

益の当社グループの持分における変動を認識して調整される。投資先のその他の包括利益における変動の結果、関

連会社又はジョイント・ベンチャーにおける当社グループの持分の変動を受けて、帳簿価額の調整が必要となるこ

とがある。当該変動の当社グループの持分は、当社グループのその他の包括利益にて認識される。

ジョイント・ベンチャー及び関連会社から受領した配当は、当該投資の帳簿価額を減額させる。

当社グループ及び関連会社又はジョイント・ベンチャーとの間の取引から生じる純損益は、当該関連会社又はジョ

イント・ベンチャーにおける持分の範囲で消去される。

関連会社及びジョイント・ベンチャーの財務書類は、当社グループとしての報告期間と同一で作成されている。必

要に応じて、当社グループの会計方針に沿って調整している。

持分法の適用後、当社グループは関連会社又はジョイント・ベンチャーにおける投資に係る減損損失を認識する必

要があるかを判断している。価値の損失の客観的な証拠がある場合には、当該投資の帳簿価額の全額が単一の資産

としてIAS第36号に準拠した減損テストが実施される。減損の詳細は注記2.1「見積り及び経営者の判断の利用」の

「非金融資産の減損」の項を参照のこと。

投資先が関連会社又はジョイント・ベンチャーではなくなった場合、当社グループは残存する投資を、純損益を通

じて公正価値で認識する。旧関連会社又はジョイント・ベンチャーに関して過年度にその他の包括利益で認識され

た金額は、当社グループが関連する資産又は負債を直接処分したかのように会計処理される。

関連会社又はジョイント・ベンチャーにおける所有持分が減少したが、重要な影響力又は共同支配権を当社グルー

プが行使し続けている場合、当社グループは持分法の適用を継続し、当該減少に関するその他の包括利益における

認識した過年度の利得又は損失の持分は、当社グループが関連する資産又は負債を直接処分したかのように会計処

理される。

関連会社又はジョイント・ベンチャーにおける投資の一部が売却目的保有として分類される要件を充たす場合、売

却目的保有に分類されなかった関連会社又はジョイント・ベンチャーにおける投資の残余部分は、売却目的保有と

して分類された部分が処分されるまで持分法を用いて会計処理される。

共同事業とは、共同支配している当社グループが、共同支配の取決めに関連して資産に対する権利及び負債におけ

る義務を有することによる、当該取決めのことである。各共同事業において、当社グループは保有する持分ではな

く、取決めの規定に基づいて資産、負債、費用及び収益を認識している。

事業の定義を充たす共同支配の取決めにおける持分が増加した場合、

＞　当社グループが支配を取得し、取得日の直前に当該共同支配の取決めの資産に対する権利及び負債における義

務を有していた場合、当該取引は段階的に達成された企業結合にあたる。このため、当社グループは、共同事

業における過年度に保有していた持分の取得日現在の公正価値での再測定を含めて、段階的に達成された企業

結合において要件を適用している。

＞　当社グループが共同支配を獲得した場合（すなわち、共同支配を保持せずに共同事業における持分を既に保有

していた）には、当該共同事業における従前の持分は再測定しない。

関連会社及びジョイント・ベンチャーにおける当社グループの投資の詳細は、注記26「持分法適用投資」を参照の

こと。
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外貨項目の換算

機能通貨以外の外貨建取引は、各取引日における直物為替相場を用いて当初認識される。

機能通貨以外の外貨建の貨幣性資産及び負債は、後に期末為替レート（具体的には、報告日の直物為替相場）を用

いて換算が加えられる。

取得原価で認識された外貨建の非貨幣性資産及び負債は、取引日における為替レートを用いて換算される。公正価

値で測定される外貨建の非貨幣資産及び負債は、公正価値を測定した日における為替レートを用いて換算される。

為替差損益は純損益を通じて認識される。

授受した外貨における前払対価に関連する非貨幣性資産又は非貨幣性負債の認識の中止に係る費用又は収益（又は

その一部）の当社グループが当初認識に用いる直物為替レートを決定する際、取引日とは前払対価に関連する非貨

幣資産又は非貨幣負債を当初認識した日付のことである。

前払又は前受が複数回ある場合、当社グループは前払又は前受ごとに取引日を決定するものとする。

 

外貨建財務書類の換算

連結財務書類の目的において、全ての収益、費用、資産及び負債は、親会社の表示通貨であるユーロで表示されて

いる。

連結財務書類を作成するにあたり、連結財務書類で使用された表示通貨以外の機能通貨を用いている被連結会社の

財務書類は、のれん及び連結調整を含む資産及び負債には決算日の為替レートを適用し、損益計算書項目は、個々

の取引日の実勢為替レートに近似させる条件で、期間の平均為替レートを適用することで、ユーロに換算してい

る。

換算の結果、生じた為替利得又は損失は、特別準備金にて株主持分の別掲要素として直接認識される。当該利得及

び損失は子会社の（一部又は全部の）処分に係る損益計算書にて比例的に認識される。

連結会社の機能通貨が超インフレ経済圏の通貨である場合は、下記の特定の換算方法を適用する前に、IAS第29号

に従い財務書類を修正再表示している。

現地通貨の為替レートに係る超インフレの影響を考慮するため、超インフレ経済圏の通貨を機能通貨とする会社の

財政状態及び業績（すなわち、資産、負債、株主持分項目、収益及び費用）は、比較情報としての前年度の財務書

類における金額を除き、報告日の実勢為替レートを用いて当社グループの表示通貨（ユーロ）に換算される。前年

度の財務書類の金額は、その後の価格水準における変動又はその後の為替レートにおける変動において調整されな

い。

 

企業結合

2010年1月1日より前に着手して当該会計年度中に完了した企業結合は、IFRS第3号（2004年）を基礎に認識されて

いる。

当該企業結合ではパーチェス法が用いられており、取得原価は取引日現在における被取得企業の資産、発生又は引

受負債の公正価値に、当該取得に直接関連する原価を加えた金額と等しい。当該原価は、被取得企業の資産、負債

及び識別可能な偶発負債それぞれの公正価値の認識により配分される。取得原価と親会社株主に帰属し取得された

正味資産の公正価値との間の正の差額は、のれんとして認識されている。差額が負の場合は、純損益を通じて認識

される。
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非支配持分の簿価は、正味資産における非支配株主の持分比率によって決定された。企業結合が段階的になされた

場合は、かねて取得していた正味資産の公正価値に対する支配獲得日における調整は、株主持分において認識さ

れ、のれんの金額は、各取引日における被取得企業の正味資産の公正価値に基づいて各取引ごとに決定された。

 

2010年1月1日以降に行われた企業結合はIFRS第3号（2008年）を基礎に認識されており、これ以降、同基準を、

IFRS第3号（改訂）という。

より具体的には、企業結合には取得法が用いられており、取得原価（移転対価）は、被取得企業の取得資産、及び

発生又は引受負債の取得日現在の公正価値、のみならず取得企業が発行した資本性金融商品に等しい。移転対価に

は、条件付対価の取決めによる資産又は負債の公正価値が含まれる。

当該取得に直接関連する原価は純損益を通して認識される。

移転対価は、被取得企業の資産、負債及び識別可能な偶発負債を取得日におけるそれぞれの公正価値で認識するこ

とにより配分される。取得日現在の公正価値により測定された移転対価の超過分、つまり被取得企業の非支配持分

の金額に、当社グループがかねて保有していた被取得企業の持分の公正価値（段階的に達成される企業結合におい

て）を加えた金額が、公正価値で測定された取得識別可能な資産及び発生又は引受けた負債の正味価額を超過した

場合、のれんとして認識する。差額が負の場合は、当社グループは全ての取得資産及び引受負債を正確に識別した

かを検証し、取得日の認識金額の決定に用いた使用される手続を見直しする。当該評価後、取得された正味資産の

公正価値が依然として移転対価合計を上回る場合には、この超過分は割安な購入に基づく利益を表し、純損益で認

識される。

非支配持分の帳簿価額は、取得日現在の、被取得企業の識別可能な正味資産の非支配株主保有比率、又は公正価値

により決定される。

企業結合が段階的になされた場合、支配獲得日において、以前から保有していた被取得企業に対する持分が公正価

値に再評価され、正又は負の差異は純損益で認識される。

条件付対価は、取得日現在の公正価値で認識される。資産又は負債、若しくはIFRS第9号の適用範囲の金融商品

に、分類される条件付対価の公正価値のその後の変動は、損益で認識される。条件付対価がIFRS第9号の適用範囲

に該当しない場合、適切なEU版IFRSに従って測定される。株主持分として分類される条件付対価は再測定せず、

その後の決済は株主持分の中で会計処理される。

資産、負債及び偶発負債の公正価値が暫定ベースでのみ算定できる場合、企業結合はその暫定価値を用いて認識さ

れる。測定手続の完了により生じる全ての調整金額は、比較情報を再表示して取得日から12か月以内に認識され

る。

 

公正価値測定

IFRSで要請又は容認されている全ての公正価値測定及び公正価値開示において、当社グループはIFRS第13号を適

用する。

公正価値とは、測定日の市場参加者間の秩序ある取引において資産の売却で受け取るであろう価格、又は負債の移

転で支払うであろう価格（すなわち、出口価格）と定義される。
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公正価値測定は、資産の売却又は負債の移転する取引が、当該資産又は負債の主要市場、すなわち取引量と活動水

準が最大の市場で行われると仮定される。主要市場がない場合、取引は当社グループが利用できる最も有利な市

場、すなわち資産の売却で受け取る金額を最大化する又は負債の移転で支払う金額を最小化する市場で行われると

仮定される。

資産又は負債の公正価値は、市場参加者が自己の経済的利益の最大化を図ると仮定して、こうした市場参加者が当

該資産又は負債の価格設定に用いると考えられる仮定を用いて測定される。市場参加者は、当該資産又は負債の取

引を行うことができる独立した、知識のある、取引を行う動機はあるが、取引を強制されず、やむなく取引を行う

わけではない売手と買手のことである。

公正価値を測定する際に、当社グループは、資産又は負債の、特に以下の特徴を考慮に入れている。

＞　非金融資産においては、公正価値の測定は、市場参加者が当該資産を最大限に活用することにより、又は当該

資産を最大限に活用する他の市場参加者に売却することにより、市場参加者の経済的便益の生成能力を考慮に

入れている。

＞　負債及び自己資本性金融商品においては、公正価値は、とりわけ当社グループ自身の信用リスクを含めた、不

履行リスク、すなわち会社が義務を履行しないリスクの影響を反映する。

＞　市場リスク又は信用リスクに関して相殺されるポジションにあり、かかるリスクに対して事業体の正味エクス

ポージャーを基礎にして管理される金融資産及び金融負債のグループの場合、公正価値は純額ベースで測定す

ることが認められる。

資産及び負債の公正価値の測定にあたり、当社グループは、その状況に適合かつ充分なデータが入手可能な評価技

法を用いて、関連する観察可能な情報の利用を最大化し、観察不能な情報の利用を最小化している。

 

有形固定資産

有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額、及び減損がある場合は減損損失累計額を控除した額で計上され

る。当該取得原価には、当該資産を意図した用途において必要な場所及び状態におくことに直接起因する費用が含

まれる。

当該資産の閉鎖、及び所在する敷地における法的又は推定的義務がある原状回復の見積り費用の現在価値が当該資

産の原価もまた追加される。それに対応する負債は、リスク及び費用における引当金として計上される。当該費用

の見積りに関する変化、時の経過及び割引率に関する会計処理は、注記40「リスク及び費用における引当金」に記

載されている。

顧客を配電系統に接続するため、及び／又は顧客にその他の関連サービスを提供するために、顧客から譲渡された

有形固定資産は、支配が取得された日の公正価値で当初認識される。

意図した用途又は販売のための準備が整うまでに相当な期間を要する資産である適格資産の取得、建設又は製造に

直接起因する借入コストは、当該資産自体の原価の一部として資産計上される。この要件を充足しない資産の購入

又は建設に伴う借入コストは、それが発生した期間に費用計上される。

EU版IFRSへの移行日現在又は過年度において再評価された特定の有形固定資産は公正価値で認識され、再評価額

は、再評価日現在のみなし原価とみなされる。

有形固定資産の重要な各構成部分が異なる耐用年数を有する場合、当該部分は個別に認識されて減価償却される。
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資産の一部の交換に要した原価に伴い、将来の経済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、さらに当該便

益に係る取得原価が信頼性をもって測定可能な場合、取得後原価は資産の帳簿価額の増加として認識される。他の

全ての原価は、発生時に純損益で認識される。

資産の一部又は全部を交換するために要した原価は、資産の帳簿価額の増加として認識され、耐用年数にわたり減

価償却される。交換された部分の帳簿価額は、純損益を通じて認識が中止される。

残存価額控除後の有形固定資産の額は、見積耐用年数にわたり定額法により減価償却を行っており、その耐用年数

は毎年見直し、適宜将来に向けて調整している。見積耐用年数に関する詳細な情報は注記2.1「見積り及び経営者

の判断の利用」を参照のこと。

減価償却は資産が使用可能になった時点で開始される。

 

有形固定資産の主な項目の見積耐用年数は以下のとおりである。

 
民間の建物 10‐60年

発電所に組み込まれている建物及び土木工事 10‐100年

水力発電所  

導水路 10‐65年

機構的及び電気的機械 10‐65年

その他の固定水圧工事 10‐100年

火力発電所  

ボイラー及び補助機器 20‐40年

ガスタービン機器 10‐40年

機構的及び電気的機械 5‐40年

その他の固定水圧工事 60年

原子力発電所 50年

地熱発電所  

冷却塔 20年

タービン及び発電機 10‐50年

液体に接触しているタービン部品 10年

機構的及び電気的機械 20‐40年

風力発電所  

　塔 20‐30年

タービン及び発電機 20‐30年

機構的及び電気的機械 15‐30年

太陽光発電所  

機構的及び電気的機械 15‐30年

公共照明及び芸術的照明  

公共照明装置 10‐20年

芸術的照明装置 20年

送電線 10‐60年

変電所 20‐55年

配電設備  

高圧線 10‐60年

主要変電所 10‐50年

低圧線、中圧線 10‐50年

メーター  

電気機械メーター 5‐40年

電力バランス測定機器 10年

電子メーター 15年

 蓄電所 7‐15年

 

建物付属設備の耐用年数はリース期間、又は短ければ、当該改良が生み出す便益の期間に基づいて決定される。

土地は耐用年数が確定できないため償却されない。
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有形固定資産として認識される資産はその処分の時点（すなわち、受領側が支配を取得した日）又はその使用又は

処分から生じる将来の経済的便益が見込まれなくなった時点で認識が中止される。純損益を通じて認識される利得

又は損失は、IFRS第15号の取引価格要件に従って決定される正味処分収入と、認識が中止された資産の帳簿価額の

差額として計算される。

 

無償で返還される資産

当社グループの発電所には、委譲運営終了時に無償で放棄される資産が含まれている。これらは主に、分水工事及

び火力発電所の運営に使用される公有地に関連するものである。

2011年まで施行されていたイタリアの規制の枠組みにおいては、事業委譲権の更新が行われない場合には、公有地

にある取水口、制御装置、導水路、放水路及びその他の資産は良好な状態で、無償で州へ返還されることとなって

いた。このため、返還が予定される当該資産の減価償却費は、事業委譲権の期間と資産の耐用年数のどちらか短い

期間を用いて計算されていた。

2012年8月7日付け法律第134号により導入された法令変更を受けて、水力発電用水の分水委譲運営に関連して過年

度に「無償で放棄される資産」に分類されていた資産は、上記の「2012年法律第134/2012号制定後のイタリア国内

の水力発電所の特定の要素の減価償却可能額」の項にて述べたように、現在では「有形固定資産」のその他の区分

のものと同一方法によるものと考えられており、当該資産の耐用年数（委譲運営の期間を超える場合）にわたり減

価償却される。詳細は同項の参照を推奨する。

 

スペインの法律第29/1985号及び第46/1999号によれば、スペイン領内の水力発電所は行政委譲の下で運営され、委

譲期間終了時に発電所は良好な状態で政府に返還されるものとしている。当該委譲期間は2078年まで延長されてい

る。

ラテンアメリカで事業を行っている多くの発電会社は、スペインでの委譲制度の下で事業している会社と同様の条

件を伴う行政事業委譲権を有している。当該委譲はアルゼンチンでは2087年、ブラジルでは2047年、コスタリカで

は2031年、パナマでは2060年、そしてグアテマラでは2062年に満了する。

 

IFRIC第12号‐「サービス委譲契約」の適用範囲外の委譲契約に供される社会基盤

配電に関して、当社グループは、イタリアにて当該サービスを対象とする事業運営権を保有している。経済開発省

により付与された当該運営権は無償で発行され2030年12月31日に満了する。当該運営権の満了時にその期間が更新

されない場合には、付与権者は補償金の支払いが求められる。補償金額は当該資産の帳簿価額及び収益性の双方に

基づき、適切な評価方法を用いて当事者の合意により決定される。

補償金の決定にあたり、この収益性は将来キャッシュ・フローの現在価値により表示される。運営に供される社会

基盤は運営権者により所有され利用できる。それは有形固定資産の下で認識され、各資産の耐用年数にわたり減価

償却される。

エネルは、その他の国（スペイン及びルーマニアを含む）における配電においても、行政委譲の下で運営してい

る。当該運営権は、無期限において配電ネットワークの建設及び運営を行う権利を付与するものである。
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IFRIC第12号 -「サービス委譲契約」の適用範囲の社会基盤

IFRIC第12号‐「サービス事業権契約」の適用範囲の「公から民」へのサービス事業契約の下で、運営者はサービ

ス供給者としての役割を果たし、契約にて明記された条件に従って、公共サービスを提供するために使用される社

会基盤を建設／改修し、及び／又は当該社会基盤を委譲期間にわたり運営し維持する。

当社グループは、運営者として、IFRIC第12号の適用範囲の社会基盤を有形固定資産として会計処理せず、履行し

たサービスにおいてIFRS第15号に従って収益を認識し測定する。特に、当社グループが建設又は改修サービスを提

供する場合、サービス委譲契約の性質次第では、以下を認識する。

＞　当社グループが、付与権者から（又は付与権者の指示で第三者から）現金又はその他の金融資産を受け取る無

条件の契約上の権利を有する場合、すなわち付与権者は支払を回避する裁量をほとんど有しない場合には、金

融資産。この場合、付与権者は契約上で運営者に対して、特定の、又は算定可能な金額、若しくは公共サービ

スの利用者から受領した金額が特定の、若しくは算定可能な金額（契約で定義される）を下回る金額を支払う

ことを保証し、その支払は社会基盤の利用には依存しない。及び／又は、

＞　当社グループが、提供された公共サービスの利用者に課金する権利（認可）を取得する場合は、無形資産。こ

のような場合、金額は公衆がサービスを利用する程度に左右されるため、運営者は無条件に現金を収受する権

利を有しない。

当社グループが（事業者として）無形資産（公共サービスの利用者に課金する権利）を受ける契約上の権利を有す

る場合、借入コストは注記19「有形固定資産」で詳述した要件を用いて資産計上される。

しかしながら、建設／改修サービスに関しては、対価は両種ともに、建設／改修期間において契約資産として分類

される。

当該対価の詳細は、注記11.a「販売及びサービスから生じた収益」を参照のこと。

 

リース

当社グループは、各種の業務のための有形固定資産をリース契約の下で保有している。当社グループは、契約の開

始時に、契約がリース又はリースを含むものであるかどうかを評価している。

2019年1月1日以降に締結又は変更された契約においては、当社グループは、対価と交換に契約が特定された資産の

使用を支配する権利を一定期間にわたり移転する場合に充たすIFRS第16号の下でリースの定義を適用した。

逆に、2019年1月1日より前に締結された契約については、当社グループはIFRIC第4号に基づき契約がリース又は

リースを含むものであったかを判定した。

 

借手としての当社グループ

当社グループは、リースの構成要素、及び一つ又は複数の追加的なリース構成要素、又は非リース構成要素を含む

契約の開始又は変更の時点で、契約における各リース構成要素に対価をその相対的独立価格に基づいて配分してい

る。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 344/1075



リースの開始日（原資産が使用可能となる日）に当社グループは使用権資産及びリース負債を認識する。

使用権資産は、リース期間中に原資産を使用する借手の権利を表し、使用権資産は取得原価で当初測定され、取得

原価は、開始日以前に行われたリース料支払いに関する調整を加えたリース負債の当初の金額から、受領したリー

スのインセンティブを控除し、生じた当初の直接費、原資産の解体及び撤去、及び原資産又は敷地の原状回復のた

めの費用の見積りを加えた金額を含む。

その後、使用権資産は、リース期間及び使用権資産の以下の見積耐用年数のどちらか短い期間にわたり定額法で減

価償却される。

 
 平均残存期間（年）

建物 6

再生可能エネルギー発電所の地上権 31

車両及びその他の輸送手段 5

 

当該リースがリース期間末に原資産の所有権が当社グループに移転する場合、又は使用権資産の原価に、当社グ

ループが購入オプションを将来行使するという事実が反映されている場合は、減価償却費は原資産の見積耐用年数

を用いて計算される。

加えて、使用権資産は減損の対象となり、リース負債の再測定により調整される。

リース負債は、リース期間にわたって行われるリース料支払いの現在価値で当初測定される。支払リース料の現在

価値の計算において、事前にリースに計算利子率が判定できない場合には、当社グループは、リース開始日の借手

の追加借入利子率を用いる。

指数又は利率に依存しない変動支払リース料は、支払いを生じさせる事象又は条件が発生した年度に費用として認

識される。

開始日後、リース負債は実効金利法を用いて償却原価で測定され、特定の事象が発生した場合には再測定される。

当社グループは、そのリース契約に、開始日から12か月以内のリース期間を有する短期リースの認識の例外を適用

している。当社グループは、原資産の金額が重要であるとは見込まれない少額であるリース契約に対する少額資産

の認識の例外も適用している。例えば、当社グループはオフィス機器（すなわち、パーソナル・コンピュータ、印

刷機器及びコピー機器）などの少額とみなされるリースを有している。短期リース及び少額資産のリースに基づく

支払リース料は、リース期間にわたって定額法で費用に認識される。

当社グループは、「投資不動産」の定義を充たさない使用権資産を「有形固定資産」において、及びリース負債を

「借入金」において表示している。

基準の要件に従って、当社グループは、リース負債に基づく支払利息を「その他の金融費用」の下で、及び使用権

資産の減価償却費を「減価償却費、償却費及び減損損失」の下で独立して表示している。

 

貸手としての当社グループ

当グループが貸手として取引に関与する場合には、各リースがファイナンス・リースかオペレーティング・リース

かをリース開始日に決定する。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 345/1075



当社グループが原資産の所有に伴う全てのリスクと便益を実質的に移転するリースは、ファイナンス・リースに分

類される。それ以外はオペレーティング・リースに分類される。当該評価を行うために、当社グループはIFRS第16

号で規定されている指標に基づき検討している。契約がリース及び非リースの構成要素を含む場合には、当社グ

ループはIFRS第15号を用いて契約における対価を区分する。

当社グループは、オペレーティング・リースから発生するリース収益をリース期間にわたり定額法で計上し、その

他の収益として認識する。

 

投資不動産

投資不動産は、財及びサービスの生成又は提供のために用いず、賃貸収入及び／又は資本増価を得るために所有し

ている当社グループの不動産で構成される。

投資不動産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定される。

土地を除く投資不動産は、関連する資産の耐用年数にわたって定額法で減価償却される。

減損損失は以下に記載された要件に従って算定される。

投資不動産の公正価値の内訳は、注記52「公正価値で測定される資産及び負債」に詳述されている。

投資不動産は、それが移転された時点（すなわち受領側が支配を取得した日）、又はその使用を恒久的に取り止

め、その処分により将来の経済的便益が見込まれなくなった時点で認識が中止される。損益を通じて認識される利

得又は損失は、IFRS第15号の取引価格要件に従って決定される正味処分収入と認識が中止された資産の帳簿価額の

差額として計算される。

用途変更があった場合にのみ、投資不動産に（又は投資不動産から）振替えられる。

 

無形資産

無形資産は、当社グループが支配する物理的実体がないが、将来の経済的便益を生成する能力がある識別可能な資

産である。無形資産は、当該資産の使用が将来の経済的便益を生成する可能性が高く、関連費用を信頼性をもって

決定することができる場合に、その購入原価又は内部開発費によって測定される。

当該費用には、当該資産を意図した利用のための準備に必要な直接起因する費用も含まれる。

開発支出は、当社グループが無形資産を完成させる技術的実行可能性、及び資産を利用又は販売する目的で当該無

形資産を完成する意図、能力及び資源を有することを証明できる場合にのみ。無形資産として認識される。

研究費は費用として認識される。

耐用年数を確定できる無形資産は、償却累計額及び減損損失累計額控除後の金額で計上される。

償却費は当該資産の見積耐用年数にわたり定額法で計算され、耐用年数は少なくとも毎年見直しされ、償却方針の

変更は将来に向けて反映される。耐用年数の見積りの詳細は、注記2.1 「見積り及び経営者の判断の利用」を参照

のこと。

償却は、資産が使用可能となった時点で開始される。従ってまだ使用可能ではない無形資産は償却されないが、減

損テストは少なくとも毎年行われる。

当社グループの無形資産は、いくつかの委譲運営及びのれんを除き、耐用年数を確定できる。

耐用年数が確定できない無形資産は償却されないが、減損テストは毎年行われる。
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耐用年数が確定できないことを引き続き裏付けできるかを判定するため、耐用年数が確定できないかどうかの評価

は毎年見直される。裏付けできない場合、耐用年数が確定できないものから確定できるものへの変更は、会計上の

見積りの変更として会計処理される。

無形資産は、その処分時（受領側が支配を得た日）、又はその使用若しくは処分から生じる将来の経済的便益が見

込まれなくなった時点で認識が中止される。純損益を通じて認識される利得又は損失は、IFRS第15号の取引価格に

関する規定に従って決定される正味処分受領対価と認識が中止された資産の帳簿価額の差額として計算される。

自己創設資産及び取得資産を区分した主な無形資産の見積耐用年数は、以下のとおりである。

 
開発費  

自己創設資産 5年

取得資産 3‐26年

工業特許及び知的財産権  

自己創設資産 3‐10年

取得資産 3‐10年

事業権、ライセンス、商標及び類似の権利  

自己創設資産 20年

取得資産 10‐18年

その他  

自己創設資産 2‐28年

取得資産 3‐15年

 

当社グループはIFRS第15号に従い資産化した顧客との契約の獲得費用も無形資産として表示している。

当社グループは、以下の場合にのみ、当該費用を資産として認識している。

＞　費用が増分であること、すなわち識別された契約に直接起因する費用であり、当社グループは、その契約が獲

得されなければその費用を負担することがない場合

＞　当社グループが、払戻（直接的回収可能性）又はマージン（間接的回収可能性）を通じて費用の回収を見込む

場合

特に、当社グループは通常、そのような契約において代理人に支払う取引費用及び手数料を、資産化要件が充たさ

れた場合に資産計上している。

資産化された顧客との契約費用は、関連する財又はサービスの移転のパターンと整合する体系的に償却され、認識

した資産の帳簿価額が回収可能額を超える範囲で減損損失を識別するため減損テストを実施している。

当社グループは、資産化された顧客との契約費用を契約による便益が見込まれる期間（すなわち、顧客関係の平均

期間）にわたり定額法で償却し、償却方針の変更は将来に向けて反映される。

 

のれん

のれんは、個別に識別されたり別個に認識されたりしない企業結合にて取得したその他の資産から生じる将来の経

済的便益を表している。詳細は会計方針の「企業結合」の項を参照のこと。

子会社の取得で生じるのれんは別個に認識される。当初認識後、のれんは償却されないが、関連する資金生成単位

（CGU）の一環として少なくとも毎年減損テストが行われる。

減損テストの目的において、のれんは、取得日から企業結合の相乗効果から生じる便益が期待される各CGUに配分

される。
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関連会社及びジョイント・ベンチャーにおける持分投資に関連するのれんは、その帳簿価額に含まれている。

 

非金融資産の減損

各報告日において、有形固定資産、投資不動産、無形資産、使用権資産、のれん及び関連会社／ジョイント・ベン

チャーにおける持分投資は、減損の兆候の有無を判定するために見直される。

CGUsに配分されたのれん、耐用年数が確定できない無形資産、及び未だ使用可能でない無形資産の回収可能性

は、毎年、若しくは減損の兆候がある場合はそれ以上の頻度で検討される。

当該兆候が存在する場合には、当社グループの最新の事業計画に従い、資産の使用及び将来の処分に基づいて関係

する各資産の回収可能価額が見積もられる。回収可能価額の見積りの詳細は、注記2.1「見積り及び経営者の判断

の利用」の項を参照のこと。

回収可能価額は、資産が他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する能力を有

しない場合を除いて、個々の資産において算定される。

資産又は資産が割り当てられているCGUの帳簿価額がその回収可能価額を上回った場合には、減損損失は純損益で

認識され、「減価償却費、償却費及びその他の減損損失」で表示される。

CGUsの減損損失は、まず起因するのれんの帳簿価額に対して減額され、次にその他の資産に対してその帳簿価額

に比例して減額される。

以前に認識された減損損失の理由がもはや得られない場合には、資産の帳簿価額は、減損損失が認識されなかった

とした場合の帳簿価額を超えない範囲で、「減価償却費、償却費及びその他の減損損失」の下で純損益を通じて戻

入られる。のれんの当初の価額は、翌期以降に減損の理由がもはや存在しなくなった場合であっても戻入られな

い。

当社グループが所有する特定の識別された資産の一部が、キャッシュ・フローの生成に貢献する能力を損なうよう

な経済上又は事業上の悪影響を受けた場合は、当該資産はCGUのその他の資産から分離され、回収可能性の分析が

別途行われ、必要に応じて減損処理される可能性がある。

 

棚卸資産

棚卸資産は、純損益を通じて認識される公正価値で測定されるトレーディング事業における棚卸資産を除き、取得

原価及び正味実現可能価額のいずれか低い方で測定される。取得原価は、関連付随費用を含む加重平均原価に基づ

いて算定される。正味見積実現可能価額は、通常の見積販売価格から見積販売費用、又は適切な場合には再調達価

額を控除した金額である。

既に約定された販売を履行するために保有している棚卸資産の部分においては、正味実現可能価額は当該販売契約

にて定められた金額に基づいて算定される。

棚卸資産は、コンプライアンス報告期間を超えた環境証書（例えば、グリーン証書、省エネルギー証書、欧州CO2

排出枠及び原産地保証）を含んでいる。CO2排出枠に関して、棚卸資産は、トレーディング・ポートフォリオと、

温室効果ガス排出要件遵守において用いられるコンプライアンス・ポートフォリオとの間で配分される。

棚卸資産は貯蔵核燃料も含み、その使用は生成された電力を基礎に決定される。
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生成における使用目的保有の原材料及びその他の消耗品（エネルギー商品を含む）は、それらが組み込まれた完成

品が既発生原価の回収を可能にするのに充分な価格で販売されることが見込まれる場合は、簿価の切下げをしな

い。

 

金融商品

金融商品とは、一方の会社に金融資産を生じさせ、他方の会社に金融負債又は資本性金融商品を生じさせる契約の

ことであり、IAS第32号及びIFRS第9号に従って認識及び測定される。

金融資産又は金融負債は当社グループが当該商品の契約条項の当事者となった時点で、そしてその時点（つまり取

引日）でのみ、連結財務書類に認識される。

IFRS第15号の適用範囲における顧客との契約から生じる営業債権は、当該営業債権が重要な金融要素を含んでいな

い場合、又は当社グループがIFRS第15号で認められた実務的な方法を適用している場合には、（IFRS第15号の定

義のとおり）取引価格で当初測定される。

一方、当社グループは上述の債権以外の金融資産を公正価値で、純損益を通じて公正価値で測定されない金融資産

の場合には、取引価格を加えた額で当初測定する。

金融資産は、当初認識時に、当社グループのビジネス・モデル及びその商品の契約上のキャッシュ・フローの特性

に基づいて、償却原価で測定される金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産、及び純

損益を通じて公正価値で測定される金融資産として分類される。

当該目的において、その商品により元本及び元本残高に対する利息のみの支払（SPPI）にあたるキャッシュ・フ

ローが生じるかについて判定する評価はSPPIテストと呼ばれ、商品レベルで実施される。

金融資産を管理する当社グループのビジネス・モデルとは、当社グループがキャッシュ・フローを生成するために金

融資産をどのように管理しているのかを指す。当該ビジネス・モデルは、キャッシュ・フローが、契約上のキャッ

シュ・フローの回収によるもの、金融資産の売却によるもの、又はその双方によるものかを決定する。

事後測定の目的上、金融資産は四つの区分に分類される。

＞　償却原価で測定される金融資産（負債性金融商品）

＞　累積損益の振替を伴うOCIを通じて公正価値で測定される金融資産（負債性金融商品）

＞　認識中止時の累積利得及び損失の振替を伴わないOCIを通じて公正価値で測定されるものとして指定される金

融資産（資本性金融商品）、及び

＞　純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

 

償却原価で測定される金融資産

当該区分には、主に営業債権、その他の金融資産及び貸付資産が含まれる。

償却原価で測定される金融資産は、契約条件により特定の日に係る元本及び元本残高に対する利息のみの支払にあ

たる契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有する、ビジネス・モデル内での目的で保有され

る。

当該資産は、公正価値で当初認識され、取引費用において調整され、その後実効金利法を用いて償却原価で測定さ

れ、減損の対象となる。

利得及び損失は、資産が認識中止、修正又は減損された時点で、純損益で認識される。
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その他の包括利益を通じて公正価値で測定される（FVOCI）金融資産‐負債性金融商品

当該区分は、主に

‐当社グループの再保険会社が保有する売買目的保有として分類されていない上場負債性証券、及び

‐政令第34/2020号（いわゆる再生政令）の適用から生じた還付税金、を含む。

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産とは、その目的が契約上のキャッシュ・フローの回収及

び金融資産売却の双方により達成され、その契約上のキャッシュ・フローが、特定の日に、元本及び元本残高に対

する利息の支払のみにあたるキャッシュ・フローを生じさせるビジネス・モデル内で保有される資産のことであ

る。

当該金融資産の公正価値の変動は、その他の包括利益の他、金融資産の帳簿価額を減少させない損失引当金にて認

識される。

金融資産が認識中止される（例：売却時）場合は、過年度に株主持分にて認識されていた累積利得及び損失（純損

益にて認識されていた減損及び為替差損益を除く）は純損益に戻入られる。

 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される（FVOCI）金融資産‐資本性金融商品

当該区分は主に当初認識時に取消不能の指定をされた非上場事業体に対する持分投資を含む。

当該金融資産の利得及び損失は、決して純損益に振替えられることはない。当社グループは、株主持分内の累積利

得又は累積損失に振替えている。

OCIを通じた公正価値で測定されるものとして指定される資本性金融商品は、減損評価の対象とはならない。

当該投資に対する配当は、投資費用の一部の回収を明確に表示していない限り、利得又は損失において認識され

る。

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

当該区分は、主に有価証券、他社における株主持分投資、売買目的で保有されるファンドに対する金融投資、及び

当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定される金融資産を含む。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産は以下のとおりである。

＞　ビジネス・モデルに関わりなく元本及び利息のみの支払にあたらないキャッシュ・フローがある金融資産

＞　主に短期での売却又は買い戻し目的で取得した又は生じた、原則として売買目的で保有される金融資産

＞　指定することにより会計上のミスマッチが解消、又は大幅に低減する場合にIFRS第9号により認められたオプ

ション（公正価値オプション）に基づき当初認識時に指定した負債性金融商品

＞　売買目的で保有される、又は有効なヘッジ手段として指定していないデリバティブ（組込デリバティブを含

む）

当該金融資産は公正価値で当初認識され、事後の公正価値の変動から生じる利得及び損失は純損益で認識される。
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当該区分は、当社グループがOCIを通じて公正価値で測定されるものとして分類するという取消不能の選択を行っ

ていない上場資本性金融商品も含む。当該投資に係る配当も、配当支払いの権利が決定された際に、損益計算書に

おけるその他の収益として認識される。

条件付対価に該当する金融資産も、純損益を通じた公正価値で測定される。

 

金融資産の減損

各報告日現在、当社グループは、償却原価で測定される営業債権及びその他の金融資産、その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定される負債性金融商品、契約資産、及びIFRS第9号の適用範囲に含まれる全てのその他の資産の

予想信用損失に対する損失評価引当金を認識している。

IFRS第9号に準拠して、2018年1月1日以降、当社グループは将来予測アプローチを用いた予想信用損失（ECL）の

判定に基づく新たな減損モデルを採用した。基本的に当該モデルは以下のことを定めている。

＞　全ての金融資産に単一の枠組みを適用

＞　継続的に予想信用損失を認識、及び金融商品の信用リスクの変動を反映させるための各報告期間の末日の当該

損失額を更新

＞　過度なコストを負担せずに入手可能な、過去の事象、現在の状況、将来の状況の予想に関する合理的な情報に

基づく予想損失を測定

営業債権、契約資産及びリース債権において、重要な金融要素を伴うものを含め、当社グループは簡便化アプロー

チを採用し、一般に12か月に相当する債権の全期間に対応する期間にわたる予想信用損失を算定している。

営業債権、契約資産及びリース債権以外の全ての金融資産において、当社グループは、当初認識以降の信用リスク

の著しい増大の評価に基づき、IFRS第9号の下で一般的アプローチを適用している。当該アプローチの下で、金融

資産に対する損失引当金は、当該金融資産に対する信用損失が当初認識以降に著しく増大した場合、将来予測的な

情報も含めた全ての合理的で裏付け可能な情報を考慮して、全期間の予想信用損失に等しい金額で認識される。

報告日現在、金融資産に対する信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当社グループは、今

後12か月の予想信用損失に等しい額で当該金融資産に対する損失引当金を測定する。

前回の報告期間において存続期間の予想信用損失に等しい額の損失引当金が認識された金融資産において、信用リ

スクの著しい増大にあたらなくなった際は、当社グループは今後12か月の予想信用損失に等しい額で損失引当金を

測定する。

当社グループは、報告日時点の損失引当金をIFRS第9号に従って認識する必要がある額に調整する必要がある予想

信用損失（又は戻入）額を、減損利得又は減損損失として、純損益において認識する。

当社グループは低信用リスク除外を適用し、その取引先が契約上のキャッシュ・フロー義務を履行する充分な資力

を備えている場合（例えば投資適格）、OCIを通じて公正価値で測定される負債性商品の信用リスクにおける著し

い増大による存続期間の予想信用損失に等しい金額での損失引当金の認識を回避している。

金融資産の減損に係る詳細は、注記48「カテゴリー別金融商品」を参照のこと。
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現金及び現金同等物

当該区分は、要求払預金、又はごく短期のうちに換金可能な預金、及び容易に特定の金額に換金可能で、かつ価値

の変動について僅少なリスクしか負わない流動性が高い短期の金融投資を含む。

さらに、連結キャッシュ・フロー計算書の現金及び現金同等物において、期末日現在の当座借越は含まない。

 

償却原価で測定される金融負債

当該区分は、主に借入金、営業債務、リース負債及び負債性金融商品を含む。

デリバティブを除く金融負債は、当社グループが金融商品の契約条項当事者となる時点で認識され、直接帰属する

取引費用に関する調整を加えた後の公正価値により当初測定される。その後、金融負債は実効金利法を用いた償却

原価で測定される。実効金利とは、金融商品の予想残存期間、又は該当する場合には、より短い期間で、将来の現

金支払又は受領の見積額を、金融資産又は負債の帳簿価額まで正確に割引く利率のことである。

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債は、売買目的で保有される金融負債及び当初認識時に純損益を通じ

て公正価値での測定が指定される金融負債を含む。

金融負債は、短期間において買い戻しする目的で発生した場合には売買目的保有と分類される。当該区分には、当

社グループが締結したデリバティブで、IFRS第9号が定義するヘッジ関係におけるヘッジ手段として指定されてい

ないものも含まれる。区分された組込デリバティブも、有効なヘッジ手段として指定されていない限り、純損益を

通じた公正価値での測定として分類される。

純損益を通じて公正価値で測定される負債に係る利得又は損失は、純損益として認識される。

当初認識時に純損益を通じて公正価値での測定が指定される金融負債は、IFRS第9号の基準が充たされた場合にの

み、当初認識日において指定される。

この場合、自己の信用リスクを起因とする公正価値の変動部分はその他の包括利益に認識される。

当社グループは当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定される金融負債を有していな

い。

条件付対価に該当する金融負債も、純損益を通じて公正価値で測定される。

 

金融資産及び負債の認識の中止

次のいずれかの条件が充足される場合には、常に、金融資産の認識が中止される。

＞　資産に関連するキャッシュ・フローを受領する契約上の権利の失効

＞　当社グループが、資産に伴うリスク及び経済価値の実質的全ての移転、資産のキャッシュ・フローを受領する

権利の移転、又は、IFRS第9号の下で定められた要件を充たす契約に基づいて一つ又は複数の受益者に当該

キャッシュ・フローを支払う契約上の義務の引受（「パス・スルー契約」）

＞　当社グループが資産に関連するリスク及び経済価値の実質的全ての譲渡又は保持ではなく、資産に対する支配

の移転
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金融負債は、それが消滅した場合、すなわち契約上の義務が履行され、免除され、又は失効となった場合に認識が

中止される。

既存の金融負債が、同一の貸手からの大幅に異なる条件の他の金融負債により置き換えられた場合、又は既存の負

債の条件が大幅に修正された場合、そうした置換や修正は、当初の負債の認識を中止し、新たな負債の認識として

扱われる。それぞれの帳簿価額の差額は、利得又は損失で認識される。

 

デリバティブ金融商品

デリバティブ金融商品は以下のような金融商品又はその他の契約である。

＞　その価値が、金利、商品又は有価証券の価格、為替レート、価格又はレートの指数、信用格付、又はその他の

変数等の基礎とする変数の変動に対応して変動する。

＞　初期純投資を必要としないか、又は市場要因の変化に対して同様に反応する契約に比べ必要とする純投資が少

ない。

＞　将来の日に決済される。

デリバティブは、公正価値が正か負かに応じて金融資産又は金融負債として分類され、有効なヘッジ手段として指

定されるものを除き、「その他のビジネス・モデル」内の「売買目的保有」として分類され、純損益を通じて公正

価値で測定される。

全ての売買目的保有デリバティブは、流動資産又は流動負債に計上される。

売買目的保有ではないが、ヘッジ会計及び有効なヘッジ手段の要件を充たさないことから純損益を通じて公正価値

で測定されるデリバティブは、その満期日及び当該金融商品を満期まで保有するか否かの当社グループの意図に基

づいて、流動又は非流動に分類される。

デリバティブ取引及びヘッジ会計の詳細は、注記51「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。

 

組込デリバティブ

組込デリバティブとは、別の非デリバティブ契約（いわゆる主契約）を含む「複合」契約（いわゆる「ハイブリッ

ド商品」）に含まれているデリバティブのことであり、複合契約のキャッシュ・フローの一部又は全部を生じさせ

るものである。

組込デリバティブを含む可能性のある当社グループの主な契約は、契約価格、数量又は満期に影響を与える条項又

はオプションを備えた非金融項目の売買契約である。

金融資産の主契約を含む複合契約に組み込まれたデリバティブは個別には会計処理されない。金融資産の主契約は

組込デリバティブとともに、その全てを、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産としての分類が要求され

ている。

公正価値で測定される金融商品で表示していない契約は組込デリバティブを識別するために分析され、当該組込デ

リバティブ部分は分離されて、公正価値で測定される。当該分析は、当社グループが契約の当事者になった時点、

又は当初の関連するキャッシュ・フローを大幅に変更させる形で契約が再交渉される場合に実施される。

組込デリバティブは、以下の場合に主契約から分離され、デリバティブとして会計処理される。

＞　主契約が純損益を通じて公正価値で測定される金融商品ではないこと

＞　組込デリバティブの経済的リスク及び特性が、主契約のそれらとは密接に関連していないこと
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＞　組込デリバティブとして同一条件を伴う分離した契約が、デリバティブの定義を充たすこと

主契約から分離される組込デリバティブは、連結財務書類にて公正価値で認識され、公正価値の変動は純損益にお

いて認識される（組込デリバティブが指定されたヘッジ関係の一部である場合を除く）。

 

非金融商品の売買契約

概して、当社グループの通常見込まれる購入、販売又は用途の要件に従って締結され、受渡しのために継続的に保

有される非金融商品の売買契約はIFRS第9号の適用範囲外であり、「自己使用の例外」に従って未履行契約として

認識される。

非金融商品の売買契約は、以下の条件を充たす場合「通常の購入又は販売」として分類される。

＞　現物決済を目的として締結されていること

＞　事業体が見込む購入、販売又は用途の要件に従って締結されていること

さらに、現物決済を伴う非金融商品の売買契約（例えばエネルギー商品に係る固定価格先渡契約）は、自己使用の

例外において対象とはならず、以下の場合に、取引日の公正価値で認識するデリバティブとして認識される。

＞　現金での差額決済が可能であり、かつ、

＞　当社グループが見込む購入、販売又は用途の要件に従って締結されたものではない

トレーディング契約は損益を通じて公正価値で評価される。報告日現在未決済の契約の公正価値における変動の測

定結果は、「商品契約から生じた純損益」の項目の下で純額で認識される。

その後、決済日に

＞　エネルギー商品の売却契約終了の公正価値における変動の測定結果は、デリバティブの認識中止に係る純損益

への影響とともに、「販売及びサービスから生じた収益」の下で認識している。

＞　エネルギー商品の購入契約終了の公正価値における変動の測定結果は、デリバティブの認識中止による純損益

への影響とともに、「電力、ガス及び燃料」及び「サービス及びその他の材料」の下で認識している。

IFRS第9号適用範囲内の非金融商品の売買契約も、ヘッジ会計の要件を充たす場合は、その後ヘッジ手段として指

定することができる。

当社グループは、電力及びエネルギー商品の先渡売買に特化して非金融資産の売買契約の全てを継続的に分析し、

IFRS第9号に準拠した分類及び取扱いをすべきものであるか、それとも「自己使用」のために約定されたものであ

るかを決定している。

 

金融資産と金融負債との相殺

当社グループは、以下の場合に金融資産と金融負債を相殺している。

＞　認識された当該金額を相殺する法的効力がある権利を有し、かつ

＞　純額で決済する、又は当該資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図がある場合
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超インフレーション

超インフレ経済下では、当社グループは非貨幣性項目、株主持分及び指数に連動した契約から生じる項目を、一般

購買力における変動を反映した物価指数を用いて、回収可能価額を上限にして調整している。

初度適用の影響は、税効果を控除して株主持分にて認識される。一方、超インフレーションの期間において（終わ

るまで）、調整から生じる利得又は損失は純損益で認識され、金融収益及び金融費用にて区分して開示される。

2018年度以降、当該基準は、2018年7月1日から超インフレが宣言されているアルゼンチン経済における当社グルー

プの取引に適用されている。

 

売却目的保有に分類される非流動資産（又は処分グループ）及び非継続事業

非流動資産（又は処分グループ）は帳簿価額が、継続的な使用にではなく、基本的に売却取引を通じて回収される

場合には、売却目的で保有される資産に分類される。

当該分類要件は、当該非流動資産（又は処分グループ）を現状にて即時に売却可能で、売却の可能性が非常に高い

場合に限り適用される。

当社グループが、子会社の支配の喪失を伴う売却計画を約定し、IFRS第5号の下で規定されている要件を充たす場

合、当該子会社の全ての資産及び負債は、当社グループが売却後に旧子会社における非支配持分を留保するか否か

にかかわらず、分類の要件が充たされた時点で売却目的保有に分類される。

当社グループは、IFRS第5号における想定としての当該分類要件を、関連会社又はジョイント・ベンチャーにおけ

る投資又は投資の一部に適用している。関連会社又はジョイント・ベンチャーにおける投資の売却目的保有として

分類されていない留保部分は、売却目的保有として分類された部分の処分が実行されるまで、持分法を用いて会計

処理される。

売却目的保有に分類された非流動資産（又は処分グループ）及び処分グループの負債は、財政状態計算書における

その他の資産及び負債から区分して表示される。

売却目的保有に分類された非流動資産又は処分グループの資産及び負債において表示される金額は、表示されてい

る過去の期間において振替も再表示もされない。

売却目的保有としての非流動資産（又は処分グループ）の当初の分類の直前に、当該資産（又は処分グループ）の

帳簿価額は、当該資産又は負債に適用される会計基準に準拠して測定される。売却目的保有に分類される非流動資

産（又は処分グループ）は、帳簿価額又は売却費用控除後の公正価値のいずれか低い方の金額で測定される。当初

又はその後に評価減した資産（又は処分グループ）の売却費用控除後の公正価値において、減損損失及びその戻入

による利得は、継続事業からの純損益で認識される。

非流動資産は、売却目的保有に分類されている間、又は売却目的保有として分類される処分グループの一部である

間は減価償却（又は償却）されない。

分類要件をもはや充たさなくなった場合には、当社グループは売却目的保有として非流動資産（又は処分グルー

プ）の分類を中止する。この場合、当該非流動資産（又は処分グループ）は以下のいずれか低い金額で測定され

る。

＞　売却目的保有として分類される前の当該資産（又は処分グループ）の帳簿価額に、当該資産（又は処分グルー

プ）が売却目的保有に分類されなかった場合に認識されたであろう減価償却費、償却費又は減損損失の戻入に

おいて調整をした価額。及び、
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＞　その後の売却しない決定がなされた日で計算される、処分費用控除後の公正価値又は使用価値のうちいずれか

高い方に相当する回収可能価額。

売却目的保有への分類を中止した非流動資産の帳簿価額のあらゆる調整は、継続事業からの純損益に含められる。

非継続事業は、処分された又は売却目的保有に分類された当社グループの構成要素であり、以下のいずれかに該当

する。

＞　独立した主要な事業ライン又は地理的セグメントである。

＞　独立した主要な事業ライン又は地理的セグメントの処分を取りまとめた計画の一部である。又は、

＞　転売のみの目的として取得した子会社である。

当社グループは、損益計算書の別掲項目で以下の合計から構成される金額にまとめて表示している。

＞　非継続事業の税引後純利益又は損失、及び

＞　非継続事業を構成する資産又は処分グループの、売却費用控除後、又は処分に係る公正価値の測定に関して認

識された税引後純利得又は損失

これに対応する金額は、財務書類における過年度の損益計算書にて再表示されているため、開示は当報告期間末ま

でに非継続となった全ての事業に関連している。当社グループが売却目的保有として一構成要素の分類を中止した

場合、過年度に非継続事業にて表示されていた当該構成部分の業績は、表示されていた全ての期間において継続事

業からの純損益に振替えられ、含められる。

 

環境証書

当社グループの会社の中には、グリーン証書、原産地証明、エネルギー効率証書（いわゆるホワイト証書）、及び

「欧州連合排出量取引システム」の国家規制により影響を受ける会社がある。

再生可能エネルギー発電所による発電に比例して生じるグリーン証書及び原産地保証、及び所轄当局による認証を

受けたエネルギー節減達成に比例して生じるエネルギー効率証書は、非貨幣性の政府事業補助金として扱われ、公

正価値でその他の営業利益の下で認識される。証書が未だ所有権勘定に貸方計上されていない場合は資産が非金融

資産として認識され、証書が既に貸方勘定に計上されている場合は棚卸資産として認識される。

証書が所有権勘定に貸方計上される時点で、証書はその他の資産から棚卸資産に振替えられる。

当該証書の売却から生じる収益は、収益の下で認識され、対応する棚卸資産が減額される。

当該規制要件から生じる費用の会計処理目的において、当社グループは「正味負債アプローチ」を使用している。

当該会計方針の下で、無償で取得し、及びコンプライアンス目的で使用される当社グループの業務の成果として自

社生成したいかなる環境証書は名目価値（ゼロ）で認識される。加えて、報告期間においてコンプライアンス要件

の充足に不足している証書の（市場における又は対価のためにその他の取引における）取得において生じた費用

は、規制要件に伴う遵守の結果である「システム費用」を表示するため、その他の営業費用の下で発生主義で純損

益に認識される。
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従業員給付

確定給付制度、又は雇用期間中に発生したその他の長期給付に関連して雇用終了時又は雇用終了後に支払われる従

業員給付に関する負債は、報告日現在発生済みの将来の給付額を年金数理上の仮定を用いて見積ることによって、

制度ごとに決定される（予測単位積増方式）。具体的には、確定給付債務の現在価値は、報告期間末時点の高格付

社債の市場利回りに基づいて決定された割引率を使用して算定される。当該通貨建て高格付社債の取引高が少ない

場合は、対応する国債利回りが用いられる。

当該負債は、制度資産が控除され、関連する権利の確定期間にわたり発生主義に基づいて認識される。当該評価は

独立の年金数理人によって実施されている。

制度資産が関連する確定給付債務の現在価値を上回った場合、剰余分は（適用される上限額まで）資産として認識

される。

確定給付制度の負債（資産）に関しては、負債の測定に係る累積的数理計算上の利得及び損失、制度資産の運用益

（関連する利息収益控除後）、及び資産上限の影響（関連する利息控除後）は、発生時にその他の包括利益で認識

される。その他の長期給付については、関連する年金数理上の利得及び損失は、純損益を通じて認識される。

現行の確定給付制度の変更又は新制度の導入の場合には、過去勤務費用は直ちに純損益に認識される。

当社グループはまた、確定拠出制度にも関与しており、当社グループは当該制度の下で、別個の事業体（基金）に

固定拠出金を支払い、基金が全ての従業員に当年度及び過年度の従業員の勤務に関連した給付金を支払うために充

分な資産を保有していない場合でも、当社グループはこれ以上の拠出金を支払う法的義務も推定的義務も負わな

い。このような制度は、通常、従業員退職後の年金給付を補完することを目的としている。関連する費用は、期間

中に支払った拠出金の額に基づいて、純損益で認識される。

 

解雇給付

従業員の早期退職に伴う給付債務は、当社グループが通常の退職日までに従業員の雇用を終了することを決定した

場合、又は従業員が退職と引換えに給付の提供を受けることを決定した場合に発生する。義務を生じさせる事象

は、従業員の勤務ではなく雇用の終了である。退職給付は、以下いずれか早い日に認識される。

＞　グループ各社が給付金の申し出を撤回することが不可能となった時点、及び

＞　グループ各社がIAS第37号の適用範囲にある事業再編に係る費用を認識し、解雇給付の支払いを伴う時点

当該負債は、当該従業員給付の性質に基づいて測定される。具体的には、給付金が他の退職後給付の強化を表して

いる場合、関連する負債はその種類の給付の規制する規則に従って測定される。それ以外の場合は、従業員に支払

われるべき退職給付の全額が年次報告期間末後12か月より前に決済されると見込まれる場合には、当社グループは

当該負債を短期従業員給付の要件に従って測定し、年次報告期間末後12か月より前に全額が決済されることが見込

まれない場合には、当社グループは当該負債をその他の長期従業員給付の要件に従って測定する。
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株式に基づく報酬

当社グループは、最高経営責任者（CEO）及びジェネラル・マネジャー並びに経営幹部の報酬方針の一環として、

資本性金融商品を用いて決済される株式に基づく報酬取引を行っている。

直近の長期インセンティブ制度は、株式要素（資本性金融商品で決済）及び金銭要素（現金で支払）で表されるイ

ンセンティブの受領者への支給を定めており、特定の条件が充たされた場合に発生する。当該金銭要素は、制度を

施行した会社の資本性金融商品の価格（又は価値）に基づく場合は現金決済取引として分類され、それ以外の場合

は別の長期従業員給付として分類される。

当社株式のボーナス支給による株式要素の精算のために、当該制度を支えるための自己株式の購入プログラムが承

認された。株式に基づく報酬制度の詳細は、注記53「株式に基づく報酬」を参照のこと。

株式要素において、当社グループは、従業員により提供される勤務サービスを維持し、一定の成果を達成するため

の条件を充たすべき期間（権利確定期間）にわたり人件費として認識し、当該価値を間接的に見積り、付与日現在

の資本性金融商品（すなわち発行者株式）の公正価値に基づき、それに対応する特定の株主持分項目の増加額を認

識している。当該公正価値は、付与された（公正価値の測定から除外される権利確定条件を除く）株式の下での諸

条件が考慮され、当該株式の観察可能な市場価格に基づいている。

認識される費用の総額は、権利確定日まで各報告日において、市場条件以外の勤務条件及び業績条件を充たす資本

性金融商品の数に関する当社グループの最善の見積りを反映するように調整されるため、最終的に認識される金額

は、権利確定日における市場条件以外の勤務条件及び業績条件を充たす資本性金融商品の有効数に基づく。

市場条件及び／又は勤務条件以外の業績条件が充たされていないために最終的に権利が確定しない報酬について

は、費用は認識されない。逆に、全てのその他の権利確定条件が充たされれば、市場条件又は権利未確定条件が充

たされているかとは無関係に、当該取引は権利確定したものとみなされる。

資本性金融商品に基づく当該インセンティブが現金で支払われる場合、当社グループは、権利確定期間にわたり人

件費として従業員により提供されたサービス、及び対応する負債を発生した負債の公正価値で測定する。その後、

及びその消滅まで、権利が確定するインセンティブの最善の見積りを考慮して、人件費の下に認識された公正価値

の変動とともに、負債は各報告日現在の公正価値で再測定される。一つ又は複数の条件が充たされていない理由で

金銭的インセンティブを受領する権利が確定しない場合、関連する負債は取り消される。

 

リスク及び費用における引当金

引当金は、報告期間の末日において過去の事象の結果として法律上又は推定上の債務が存在し、その決済により、

その金額を信頼性をもって見積ることができる資源が流出することが見込まれる場合に計上する。影響が重要な場

合には、貨幣の時間的価値の現在の市場評価を反映する税引前割引率及び該当する場合には負債に固有のリスクを

用いて、将来の予想キャッシュ・フローを割り引くことにより引当を決定している。

引当金が割引かれている場合、時間要因において現在価値の期間的な調整は金融費用として認識される。

当社グループが一部又は全部の費用の償還を期待する場合には、その償還がほぼ確実である場合に限り、当該償還

は独立した資産として認識される。
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当該負債が有形固定資産に関する閉鎖及び／又は敷地の原状回復に該当する場合、引当金の当初認識は関連する資

産に対して行われ、費用は関連する関連資産の減価償却を通じて純損益にて認識される。　　

当該負債が核廃棄物及びその他の放射性物質の取扱及び保管に該当する場合は、引当金は関連する運営費用に対し

て認識される。

事業再編において負債は、当社グループにより行われる事業の範囲又は事業の運営方法の大幅な変更を経営者が計

画及び管理しているプログラムに該当する。当該負債は、推定的債務が確定する時点、すなわち、当社グループが

詳細で正式な事業再編計画を承認し、その計画の実施を開始した又はその影響を受ける者にその主な特性を公表し

た時点で認識される。

税金負債として認識される取扱いが不確実な法人所得税に関する負債は引当金に含まない。

当社グループは、契約、法律又は商慣行に従って、IFRS第15号の適用範囲における顧客との契約から生じる製品

（財であれサービスであれ）の販売に関連して保証を提供できることがある。この場合、当社グループは、合意さ

れた仕様に則り当事者の意図として関連製品が機能するという保証を顧客に対して提供しているのか、又は当該製

品が合意された仕様に則るという保証に加えて、サービスを顧客に提供する保証であるか評価している。

評価の後、当社グループが製品保証の提供を定めている場合は、顧客へ製品の移転時に保証負債及び対応する費用

を財又はサービスの提供の追加費用として認識し、保証に取引価格（従って収益）は帰属させない。負債は引当金

として測定及び表示される。

その一方、サービス保証の提供であると当社グループが判定する場合は、IFRS第15号に従って履行義務として約定

された保証を会計処理し、契約負債を保証サービスが提供される期間にわたり収益として、関連費用は発生時に認

識する。

最後に、保証が保証要素とサービス要素の双方を含み、当社グループがそれらを区分して合理的に会計処理できな

い場合は、双方の保証を合わせて単一の履行義務として会計処理する。

契約下の義務を充たす不可避的な費用が当該契約下で受領を見込む経済的便益を上回る契約（不利な契約）の場

合、当社グループは、契約下での義務履行不可避費用（すなわち、追加的なものか、他の費用の割当てから生じた

ものであるかを問わず、契約に直接関連する費用）が受領見込経済的便益を超過する部分と、義務不履行により発

生する補償金又は違約金との、いずれか低い金額で引当金を認識する。

ここで言及されている引当金の発生の見積りにおける変更は、当該変更が生じた期間における純損益を通じて認識

されるが、義務の消滅に必要な予定期間及び費用の変動、又は割引率における変動から生じる閉鎖、廃棄及び／又

は復旧の費用における変更はその例外となる。当該変更は、関連する資産の帳簿価額を増加又は減少させ、減価償

却費を通じて純損益に計上される。当該変更が資産価値を増加させる場合は、資産の変更後の帳簿価額が充分に回

収可能か否かも判定される。回収可能と認められないときは、回収不能額と相当の損失が純損益を通じて認識され

る。

見積額における減少は、資産の帳簿価額まで認識される。超過分は直ちに純損益で認識される。

有形固定資産、特に原子力発電所の廃止、廃棄燃料及びその他の放射性物質の保管に関連する廃棄及び／又は原状

回復において引当金の決定にあたり採用された見積要件に係る詳細は、注記2.1「見積り及び経営者の判断の利

用」を参照のこと。
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顧客との契約から生じた収益

当社グループは、IFRS第15号で想定されている5つのステップのモデルを用いて、当該財又はサービスと引換えに

当社グループが受け取ることができると見込んでいる対価を反映する金額で、顧客との契約から生じた収益を認識

する。

＞　契約が法的に強制可能な力を有する時点から顧客との契約を識別する（ステップ1）。ステップ1において想定

された要件を充たさない場合、顧客から受領する対価は通常前受金として認識される。

＞　契約における履行義務の識別（ステップ2）では、すなわち、契約の中で約定された全ての財又はサービス

が、ともに特定することができ、かつ契約の内容の中で特定できる場合は、別個に会計のために履行義務で分

離し、また、例外として、実質的に同一で、かつ一定の期間にわたり顧客へ移転されるパターンが同じである

一連の区別できる財又はサービスである場合は、単一の履行義務として分離する。

特定された個々の商品又はサービスにおいて、当社グループは本人又は代理人のいずれとして行動するかを決

定する。当社グループが代理人として行動する場合、（報酬又は手数料に対応する）収益を純額で認識する。

＞　以下を考慮して、契約開始時の取引価格を決定する（ステップ3）。

‐第三者に代わり回収した金額（例えば、一部の販売税及び付加価値税）を除く、顧客への財又はサービスの移

転と引換えに当社グループが権利を得ると見込んでいる対価の額。

‐変動対価、顧客から受領した非現金対価、顧客に支払われる対価及び重要な金融要素。取引価格は、状況の変

化に応じて各報告期間で更新される。

＞　通常、契約で約定された特定の商品又はサービスごとの相対的な独立販売価格に基づき、重要な権利（将来に

当該財又はサービスが移転される又はオプションが失効するまで相対的に収益を繰り延べる）を表す追加の財

又はサービスを取得するオプションを含め、別個の履行債務にそれぞれ契約開始時の取引価格を割り当てる

（ステップ4）。

＞　約定された財又はサービスを顧客に移転することにより各履行義務が履行された時点（又はそれ以降）、収益

を認識する（ステップ5）。

履行義務が、当初想定された期間が一年以下である契約の一部である場合、及び当社グループが顧客に請求する権

利を有する金額の収益を認識する場合には、当社グループは、既存契約における残存履行義務に関する情報を開示

しない。

当該収益認識モデルの適用に関する詳細は、注記2.1「見積り及び経営者の判断の利用」及び注記11.a「販売及び

サービスから生じた収益」に記載されている。

 

その他の収益

当社グループは、顧客との契約から生じるもの以外に、主に以下の収益を認識している。

＞　自己使用の例外の定義を充たさず、そのためIFRS第9号に従い損益を通して公正価値で認識する現物受渡しを

伴う契約に基づくエネルギー商品の販売から生じた収益

＞　現物受渡しを伴うエネルギー商品を販売するために締結した契約の公正価値の変動のうち、自己使用の例外の

要件を充たさず、そのためIFRS第9号に従い純損益を通して公正価値で認識されるもの

＞　関連するリース契約の実体に従って発生主義で会計処理されるオペレーティング・リースの収益
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その他の営業利益

その他の営業利益は、主に当社グループの通常事業の生成物ではない資産の処分による利得及び政府助成金を含

む。

公正価値で評価される非貨幣性補助を含む政府助成金は、当該助成金を受領し、当社グループが助成金に付随する

政府、政府機関、及び地方、国内又は国際的な類似機関が設定した全ての条件を遵守する合理的な保証がある場合

に認識される。

市中利率を下回る利率で政府により提供を受ける融資の場合、その便益は政府助成とみなされる。当該融資は公正

価値で当初認識及び測定され、政府助成金は当初の帳簿価額と受領資金額との差額として測定される。融資はその

後、金融負債において要件に従って測定される。

政府助成金は、当該助成金によって補償することを意図した費用を当社グループが費用として認識する期間にわ

たって、規則的に純損益に認識される。

当社グループが、政府助成を当社グループの使用において非貨幣性資産の移転の形態で受け入れる場合、当該助成

及び当該資産の両方を、受け入れた非貨幣性資産の移転日現在の公正価値で会計処理する。

公正価値で測定される非貨幣性助成を含む、資本性助成金、すなわち非流動資産（例：有形固定資産項目又は無形

資産）を購入、建設又はその他の方法で取得するために受領する助成金は、当該資産の帳簿価額から控除され、当

該資産の耐用年数にわたり減価償却の費用減額として純損益に計上される。資本助成金が該当する非流動資産への

適切な帰属を可能にする充分な情報がない場合は、当該助成金はその他の負債の下で繰延収益として認識され、資

産の耐用年数にわたり規則的に純損益に振替えられる。

 

デリバティブから生じた金融収益及び金融費用

デリバティブから生じた金融収益及び金融費用は、以下を含む。

＞　純損益を通じて公正価値で評価される金利リスク及び通貨リスクに係るデリバティブから生じた収益及び費用

＞　金利リスクに係る公正価値ヘッジ・デリバティブから生じた収益及び費用

＞　金利リスク及び通貨リスクに係るキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブから生じた収益及び費用

 

その他の金融収益及び費用

償却原価で測定される全ての金融資産及び負債、並びにその他の包括利益を通じて公正価値での測定に分類される

利付金融資産において、受取利息及び支払利息は実効金利法を用いて認識される。

受取利息は、経済的便益が当社グループにもたらされる可能性が高く、かつその金額が信頼性をもって測定可能で

ある範囲で認識される。

その他の金融収益及び費用は、デリバティブ以外の金融商品の公正価値の変動も含んでいる。

 

配当金

配当金は、配当金を受け取る無条件の権利が確立した時点で認識される。

親会社の株主に対する未払配当金及び未払中間配当金は、各々株主総会及び取締役会に承認された期間に、株主持

分の変動として認識される。
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法人所得税

当期法人所得税

各年度の法人所得税は、正味未払では「税金負債」の下で、又は還付残高が存在する場合は「税金資産」の下で認

識され、課税所得額の見積りを用いて、適用される規則に基づき算定される。

当該負債及び資産は、課税所得が生じた国において報告期間末までに施行されている又は実質的に施行されている

税率及び税法を用いて算定される。

当期法人所得税は、株主持分で認識された純損益以外で認識された当期の法人所得税を除き、純損益において認識

される。

 

繰延税金

繰延税金負債及び資産は、財務書類における負債及び資産の帳簿価額と税務上認識される金額との間の一時差異に

ついて、当該一時差異が解消すると見込まれる日に有効な税率に基づき、報告期間末現在で施行されている又は実

質的に施行されている税率に基づいて、決定される。

繰延税金負債は、全ての将来加算一時差異について認識されるが、当該負債がのれんの当初認識から、又は子会

社、関連会社及びジョイント・ベンチャーの取決めにおける持分への投資に伴う将来加算一時差異に関連して生じ

る場合、当社グループが一時差異の解消時期を操作でき当該一時差異が近い将来に解消されない可能性が高い場合

は除く。

繰延税金資産は、全ての控除可能な一時差異、税務上の繰越欠損金及び未使用税額控除の繰越額において認識され

る。当該資産の回収可能性の詳細は、見積りに関する該当箇所を参照のこと。

繰延税金及び負債は、株主持分で認識された純損益以外で認識された当期の法人所得税を除き、純損益において認

識される。　

繰延税金資産及び繰延税金負債は、繰延税金負債又は繰延税金資産の決済又は回収が見込まれる将来の各期間にお

いて、同一の課税主体、又は流動税金資産を流動税金負債と相殺する法的に執行可能な権利が存在し、かつ、流動

税金負債及び資産を純額で決済する、又は資産を実現し負債の決済を同時に行うことを意図している異なる課税主

体のいずれかに係る、同一の税務当局により課された法人税に関連する場合に限り、相殺している。

 

法人所得税の取扱いに関する不確実性

「不確実性」を定義する際には、特定の税務処理が関係税務当局により容認されるかどうかを検討しなければなら

ない。税務上の処理が容認される可能性が高いと認められる場合（この場合における「可能性が高い」という用語

は、「容認されない可能性よりも容認される可能性の方が高い」と定義される）には、当社グループは、IAS第12

条の要件を適用してその未収／繰延税金資産、又は未払／繰延税金負債を認識及び測定する。
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逆に、税務当局が法人所得税の課税上の取扱いを受け入れる可能性が低いと判断した場合には、不確実性の解消を

最も的確に予測できる方法で不確実性を反映する。当社グループは、いずれのアプローチが不確実性の解決をより

正確に予測するかに基づいて、各々の不確実性のある税務処理を個別に考慮するか、一つ又は複数の他の不確実性

のある税務処理と併せて考慮するかを決定する。不確実性が税務処理に影響を与えるかどうか、及びどのように影

響を与えるかの評価にあたり、当社グループは、税務当局が調査する権利を有している金額を調査し、当該調査を

行う際に全ての関連する情報について充分な知識を有していると仮定し、税務当局が不確実性のある税務処理を容

認するかどうかを推測する。当社グループは、期待値又は最も可能性が高い金額のうちいずれかより正確に不確実

性の解決を予測する方法を用いて当期及び繰延税金の計上に不確実性の影響を反映する。

不確実な法人所得税務上のポジションは法人所得税の定義を充たすことから、当社グループは、当期税金負債／資

産又は繰延税金負債／資産として不確実性のある税金負債／資産を表示している。

 

注記3. 新規及び改訂された基準及び解釈指針

当社グループは、2022年1月1日より効力が生じた以下の基準、解釈指針及び改訂を適用している。

＞　「IFRS第3号の改訂‐概念フレームワークへの参照」が2020年5月に公表された。当該改訂は、2018年3月に公

表された「財務報告に関する概念フレームワークの改訂」（概念フレームワーク）による資産及び負債の定義

への参照を、大幅に変更することなく置き換えることを意図したものである。

改訂はまた、IFRS第3号に「IAS第37号‐引当金、偶発負債及び偶発資産」又は「IFRIC第21号‐賦課金」の範

囲に含まれる取引及びその他の事象において、企業結合における引受負債を特定するために（概念フレーム

ワークのかわりに）IAS第37号又はIFRIC第21号を取得者が適用するという要件を追加している。

最後に、当該改訂は、企業結合において取得した偶発資産におけるIFRS第3号の既存のガイドラインを明確化

し、取得日現在で資産が存在することが確実でない場合には、当該偶発資産を認識しないことを規定してい

る。

＞　「IAS第16号の改訂‐有形固定資産：意図した使用の前の収益」が2020年5月に公表された。当該改訂は、会社

が意図した使用に向けて資産の準備を行っている間の生成物の売却により受領した金額を有形固定資産の費用

から控除することを禁止している。その代わりに、会社は純損益でそのような売上金及び関連費用を認識す

る。

＞　「IAS第37号の改訂‐不利な契約‐契約履行のコスト」が2020年5月に公表された。当該改訂は契約が不利かど

うかを評価する目的で、契約履行のコストを決定する際に会社が含めるべき費用を明記している。当該目的の

ために、契約履行のコストは契約に直接関連する費用を構成する。当該構成は、契約履行の増分コスト又は契

約履行に直接関連するその他の費用の割当からなる。
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＞　「IFRSの年次改善（2018‐2020年サイクル）」が2020年5月に公表された。当該改善は、主に以下の基準の改

訂から構成される。

‐「国際財務報告基準の初度適用」。当該改訂は、親会社が既にIFRS基準を採用した後にIFRS基準の初度適

用企業となる投資先（子会社、関連会社又はジョイント・ベンチャー）によるIFRS第1号の適用を簡素化し

た。具体的には、投資先が親会社の後にIFRSを採用し、IFRS第1号D 16（a）項を適用する場合、親会社の

IFRSへの移行日に基づき、親会社の連結財務書類に含まれている金額で全ての在外事業体における累積換算

差額を測定することが選択できる。

‐「IFRS第9号‐金融商品」。金融負債の認識中止に向けた「10%」テストに含まれる手数料に関して、当該

改訂は、新規又は変更後の金融負債の条件が当初の金融負債の条件と著しく異なるか否かを評価する際に会

社が含める手数料を明らかにした。受領済手数料を控除して支払った手数料を決定する際は、借主は、その

他の当事者に代わって借主又は貸主のいずれかにより授受された手数料を含め、借主と貸主との間での授受

された手数料のみを含めるものとする。

‐「IFRS第16号‐リース」。国際会計基準審議会は「IFRS第16号‐リース」に付随する例証13例を改訂した。

具体的には、当該改訂は、例証13例がリース・インセンティブにおける要件を説明した方法によって生じた

IFRS第16号の適用における混乱の可能性を排除するものである。当該事例はリース物件の改良に関する償

還を含んでいたが、償還がリースインセンティブとして適格であるかの説明がなかった。当該改訂は、事例

から生じたリース物件の改良に関する償還の例証図を削除した。

‐「IAS第41号‐農業」。当該改訂は、会社が、公正価値測定時、租税向けキャッシュ・フローを除外する要

件を取り除いた。従って、会社は当該キャッシュ・フローの割引きに、税引前キャッシュ・フロー及び税引

前利率を使用するものとする。

2022年度における当該改訂の適用は、当該個別財務書類に重要な影響を与えていない。

 

注記4. アルゼンチン－超インフレーション下の経済：IAS第29号の適用の影響

2018年7月1日以降、アルゼンチン経済は「IAS第29号‐超インフレ経済下における財務報告」で定めた基準に基づ

き超インフレーション下にあるとみなされている。当該指定は、過去3年間の累積インフレ率が100％以上となって

いる現状を含めた一連の定性的及び定量的状況の評価に従い判定される。

2022年12月31日現在の連結財務書類の作成の目的及びIAS第29号に従い、アルゼンチンにおける投資先の財政状態

計算書の特定の項目において、当該企業の報告日時点のアルゼンチン・ペソの購買力の変動を反映するため一般消

費者物価指数を履歴データに適用して再測定された。

エネル・グループがアルゼンチン企業の支配を2009年6月25日に取得したことに鑑み、財政状態計算書の非貨幣性

項目の数値の再測定は同日を起点としたインフレ指数を適用して実施した。当該再測定の会計上の影響は、期首財

政状態計算書に既に反映されていることに加えて、期中の変動も含んでいる。より具体的には、2022年度に認識さ

れた非貨幣性項目、株主持分項目及び損益計算書の項目の再測定の影響は、損益計算書の特定の項目において金融

損益として認識された。関連する税効果は当期税金として認識された。
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また、現地通貨の為替レートに及ぼす超インフレーションの影響を考慮に入れるため、超インフレーション下の通

貨で表示された損益計算書の金額は、IAS第21号に従ってその金額の現在価値に調整するため、年平均レートでは

なく期末の為替レートを適用して当社グループの表示通貨（ユーロ）で換算された。

2018年12月31日現在から2022年12月31日現在までの一般物価指数の累積的変動は、以下の表のとおりである。

 

期間 一般消費者物価指数の累積的変動

2009年7月1日から2018年12月31日 346.30%

2019年1月1日から2019年12月31日 54.46%

2020年1月1日から2020年12月31日 35.41%

2021年1月1日から2021年12月31日 49.73%

2022年1月1日から2022年12月31日 97.08%

 

2022年度には、IAS第29号の適用により、290百万ユーロの正味金融収益（税込）が発生した。

 

以下の表は、2022年12月31日現在の残高に係るIAS第29号の影響及び2022年度の損益計算書の主要項目に対する超

インフレーションの影響を、一般消費者物価指数に基づく再評価に係るものと、IAS第21号の規定に従って期間中

の平均レートではなく期末の為替レートを超インフレーション下の経済に適用することによるものを区分して開示

している。

 
百万ユーロ      

2021年12月31日現在の

超インフレーションの累積影響

期間中の

超インフレーションの影響
為替換算差額

2022年12月31日現在の

超インフレーションの累積影響

資産合計 1,366 1,183  (560) 1,989

負債合計 346 359  (150) 555

株主持分 1,020 824 (1) (410) 1,434

(1)当該数値は当年度の利益98百万ユーロ相当を含む。

 
百万ユーロ       

IAS第29号の影響 IAS第21号の影響
影響合計　　　　　　

2022年12月31日現在
 

収益 254  (356)  (102)

営業費用 280 (1) (449) (2) (169)

営業利益／（損失） (26)  93  67

純金融収益／（費用） (46)  (1)  (47)

超インフレーションから生じた純利益／（費用） 290  -  290

税引前利益／（損失） 218  92  310

法人所得税 120  (3)  117

当期純損失（親会社株主及び非支配持分） 98  95  193

親会社株主帰属 73  51  124

非支配持分帰属 25  44  69

(1)42百万ユーロの減価償却費、償却費及び減損損失による影響を含む。

(2)マイナス169百万ユーロの減価償却費、償却費及び減損損失による影響を含む。

 

注記5. 気候変動に関する開示

「ネットゼロ」に向けた動きは世界中で進んでおり、グローバル経済の脱炭素化及び電化のプロセスは、1.5度を

超える気温上昇の深刻な結果を回避するために重要である。
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このような展望に立ち、当社グループでは、以下の戦略指針を定めている。

＞　脱炭素化した電力供給の支援に資本を配分する。

＞　顧客のエネルギー需要の電化を可能にする。

＞　価値連鎖に沿った価値創造を活用する。

＞　2040年までに持続可能な「ネットゼロ」の達成を目指す。

 

気候変動に関連するリスク及びパリ協定の下で設定されたコミットメントを考慮し、当社グループは、カーボン・

ニュートラル目標の達成を前倒して達成し、国際会計基準の概念フレームワークの下で要請される重要かつ予見可

能な影響を強調しつつ、資産、負債及び純損益に係る影響を反映していくことを決定した。

これに関連して、当社グループは、2020年11月20日にIFRS財団から公表された文書の規定に従い、気候変動が当社

グループの勘定にどのように反映されているかについて、連結財務書類の注記において明確な情報を提供してい

る。

当該連結財務書類の注記の一部として作成された開示における気候変動に関するより効果的かつ包括的なコミュニ

ケーションのために、本開示を以下に示すように図示化し、気候変動に関連する課題が取り扱われている各々の章

で参照情報を提供している。

 

主題 注記 内容

気候変動に係る見

積り及び判断

注記2.1「見積り及び経営者の

判断の利用」

‐（財務報告上の重要性を考慮した）気候変動に関連した経営陣による見積り

及び判断の利用の参照情報

‐特定の資産／資金生成単位からの見積り期待キャッシュ・フローに着目

（「非金融資産の減損」の章）

‐パリ協定及び関連する資産の耐用年数の見積りへの影響の下での当社グルー

プの約定の影響に着目（「非金融資産の耐用年数の決定」の章）

持続可能な投資 注記19「有形固定資産」

注記23「無形資産」

‐再生可能発電、グリッドの開発に繋がる社会基盤、及びe-Mobility、e-City、

e-Industries、及びe-Home businesseの拡張における投資に関連する資産に着目

‐脱炭素化、電化、プラットフォームモデルの開発のような戦略的目標の達成

に向けた知的財産の開発に着目

非金融資産の測定 注記12.e「減価償却費、償却費

及びその他の減損損失」

注記19「有形固定資産」

注記24「のれん」

‐非金融資産の測定、特に特定の資産の残存耐用年数及び減損テストに関し

て、パリ協定に沿った当社グループの約定に関連する影響に着目

引当金 注記40「リスク及び費用におけ

る引当金」

‐特に、廃止及び用地の復旧を含む発電所に関連するリスク及び費用におけ

る引当金に係る気候変動の影響、及びエネルギー移行（脱炭素化及びデジ

タル化を含む）に連動する事業再編計画における引当金に着目

持続可能な金融 注記48.3「借入金」

注記59「後発事象」

以下に着目

‐国連で提起された持続可能な開発目標に沿った持続可能目標の達成に関連

する持続可能性連動債券の発行

‐特定の持続可能な当社グループのプロジェクトやイニシアティブへの資金

の調達に用いるグリーン債

‐持続可能な開発目標（SDGs）の達成に関連する持続可能な融資

株式に基づく報酬 注記53「株式に基づく報酬」 ‐特定の気候関連目標の達成に紐付けられた長期インセンティブ制度の記述

環境遵守

注記12.f「その他の営業費用」 ‐（特に、温室効果ガス排出枠、グリーン証書及びエネルギー効率証書にお

いて）国内及び国際的な規制により要請される環境遵守に関連する費用の

記述

注記40「リスク及び費用におけ

る引当金」

‐環境遵守規制に適合する環境証書を充足していないために生じる費用の記

述

注記2.2「重要な会計方針」 ‐環境証書の会計処理の記述（「環境証書」及び「棚卸資産」の章）
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注記6. 非継続事業

欧州地域では、特にロシア、ルーマニア、ギリシャで重要な事業ラインを処分することを決定し、IFRS第5号「売

却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」の目的において非継続事業として資産を振替えている。

連結損益計算書で非継続事業から生じた損益を別途表示している。

損益計算書における表示、及び売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業に係る注記に記載する開示について

規定しているIFRS第5号の規定に従い、2022年度及び2021年度における非継続事業の業績の損益計算書は以下の表

示のとおりである。

当該項目は連結会社間取引を全て消去した後の金額を表示している。

2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、IFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従い、

表示されている2022年度における数値と同一かつ比較可能となるように再表示されている。

百万ユーロ

2022年度 2021年度 増減

収益 3,562 2,288 1,274

費用 4,858 2,166 2,692

非継続事業から生じた税引前当期純利益／（損失） (1,296) 122 (1,418)

法人所得税 (52) 23 (75)

非継続事業の売却から生じたキャピタル・ゲイン／（ロス） (1,054) - (1,054)

非継続事業から生じた当期純利益／（損失） (2,298) 99 (2,397)

 

IFRS第5号の規定に従い、振替に至った事実及び状況は以下のとおりである。

 

ロシア

2022年6月16日、当社は、PJSC Lukoil及びクローズド・コンバインド・ミューチュアル・インベストメント・ファ

ンド「Gazprombank-Frezia」と、直近で株式資本 56.43%に相当するPJSC Enel Russiaの保有持分の全売却における2

件の個別契約を締結した。

 

2022年6月16日の契約に続き、2022年10月12日、当社は、直近で株式資本 56.43%に相当するPJSC Enel Russiaにおけ

る保有全持分を、PJSC Lukoil及びクローズド・コンバインド・ミューチュアル・インベストメント・ファンド

「Gazprombank-Frezia」に合計約137百万ユーロで売却することに最終合意した。当該取引は、2022年8月5日布告第

520号第5項に従ったロシア連邦大統領による営業の許可を含む、売却が条件とした状況を充たして完了した。

売却が完了した時点で、エネルはロシアの全ての発電資産を売却し、これには開発の様々な段階での従来型容量お

よそ5.6 GW及び風力容量約300 MWが含まれ、従業員及び顧客の継続性を担保している。

 

全体の取引は当社グループの利益にマイナス約1,551百万ユーロの影響を与えており、主に1,054百万ユーロの換算

準備金の取崩、及び約497百万ユーロの価値調整を反映している。

詳細は「当年度の主な取得及び売却」の項を参照のこと。
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ルーマニア

2022年12月14日、当社は、在ルーマニアの当社グループが保有する持分全ての処分の可能性に関してギリシャ会社

Public Power Corporation SA（PPC）と独占交渉合意を締結した。この点に関して、Enel Romaniaの正味資産の価値

は、696百万ユーロの価値調整を認識して見込売却価格に調整された。2023年2月4日、2022年12月14日の公表に続

き、当社は、当社グループがルーマニアで保有する全持分の処分の可能性に関してギリシャ会社（PPC）との独占

交渉期間を延長すると発表した。

 

ギリシャ

Enel Green Powerは、事業モデル理念の範囲内でEnel Green Power Hellasの経営及び開発に向けたパートナーシップ

に関心を持つ潜在的投資家の調査手続を開始した。

現在進行中の交渉の状況は売却の可能性が高いことを示唆している。従って、在ギリシャの資産が「非継続事業」

としての分類に向けたIFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」で定められた要件を充たして

いる。

 

非継続事業として分類される資産の事業ライン別及び地理的地域別の財政状態の詳細は「一次セグメント（事業ラ

イン別）及び二次セグメント（地理的地域別）による業績」の項を参照のこと。

 

非継続事業に関するキャッシュ・フローの詳細はキャッシュ・フロー計算書で別途表示のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年度 2021年度 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー‐非継続事業 (391) 280 (671)

投資活動によるキャッシュ・フロー‐非継続事業 (351) (453) 102

財務活動による／（で用いた）キャッシュ・フロー‐非継続事業 656 118 538

キャッシュ・フロー‐非継続事業 (86) (55) (31)

 

注記7. 比較開示の再表示

非継続事業

2021年度の連結損益計算書及び連結包括利益計算書は、IFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事

業」として要請される非継続事業の表示を考慮して調整されている。

詳細は、注記「非継続事業」を参照のこと。
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連結損益計算書に係る影響

百万ユーロ

2021年度 IFRS第5号 2021年度再表示

収益 88,006 (2,287) 85,719

費用 82,848 (2,157) 80,691

商品契約から生じた純損益 2,522 1 2,523

営業利益 7,680 (129) 7,551

デリバティブから生じた金融収益 2,718 (1) 2,717

その他の金融利益 1,882 (20) 1,862

デリバティブから生じた金融費用 1,257 (1) 1,256

その他の金融費用 6,114 (27) 6,087

超インフレーションから生じた純利益 20 - 20

持分法適用投資の純損益持分 571 - 571

税引前利益 5,500 (122) 5,378

法人所得税 1,643 (23) 1,620

継続事業からの純損益 3,857 (99) 3,758

親会社株主帰属分 3,857 (760) 3,097

非支配持分帰属分 - 661 661

非継続事業からの純損益 - 99 99

親会社株主帰属分 - 92 92

非支配持分帰属分 - 7 7

（親会社株主及び非支配持分）当期純損益 3,857 - 3,857

 

連結包括利益計算書に係る影響

百万ユーロ

2021年度 IFRS第5号 2021年度再表示

当期純利益 3,857 3,857

後に純損益に振替えられる可能性のあるその他の包括利益（損失）（税引後）

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値変動額の有効部分 (725) (10) (735)

ヘッジ費用の公正価値変動額 195 (1) 194

持分法適用投資のその他の包括損失持分 (645) - (645)

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される（FVOCI）金融資産の公正価値変動額 11 - 11

為替準備金変動額 (90) 5 (85)

売却／非継続事業目的保有として分類された非流動資産及び処分グループに関連して後に純損

益に振替えられる可能性のあるその他の包括利益累計額
6 6

後に純損益に振替えられることのないその他の包括利益（損失）（税引後）

正味従業員給付負債／（資産）の再測定 30 (1) 29

他社における持分投資の公正価値変動額 - - -

売却／非継続事業目的保有として分類された非流動資産及び処分グループに関連して後に純損

益に振替えられることのないその他の包括利益累計額
1 1

当期その他の包括損失合計 (1,224) - (1,224)

当期包括利益／（損失） 2,633 - 2,633

帰属先：

‐親会社株主 2,562 2,562

‐非支配持分 71 71

 

2022年12月31日現在の当該連結財務書類の注記及び注記表に開示されている数値は統一されており、相互に比較可

能である。

 

セグメント報告

2021年12月31日現在の事業ラインEnel Xの数値は、「持株、サービス及びその他」の下に表示されている新たな事

業ラインEnel X Wayへ特定の純資産及び関連する収益及び費用の振替えを考慮して調整されている。当該変更はセ

グメント報告に影響を与えたが、グループにおける全体の数値には影響を与えていない。しかしながら、様々な事
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業ラインにおいて数値の振替えが複数行われている。2022年12月31日現在の当該連結財務書類の注記及び注記表に

開示されている数値は統一されており、相互に比較可能である。
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連結範囲の変更

注記8. 期中の主な取得及び処分

2期間の概観のとおり、複数の取引の結果として連結範囲に変更が生じた。

 

2021年度

＞　2021年1月8日、Tynemouth Energy Storageの100%が1百万ユーロで売却された。当該売却による純損益への重要

な影響はなかった。

＞　2021年1月20日、Enel Green Power Bulgariaが合計35百万ユーロで売却された。当該売却による純損益への重要

な影響はなかった。

＞　2021年3月10日、Enel Green Power Italyは公認容量170.11 MWを有する太陽光発電プロジェクト事業の所有者で

あるe-Solar Srlの100％を2.7 百万ユーロで取得した。

＞　2021年3月29日、Enel X Srlは、民間及び公的分野の企業に多様な種類の取引の実行を可能たらしめ、現物及び

デジタルの双方のチャネルを通して決済サービスへのアクセスを消費者に提供するイタリア企業のCityPoste

Payment SpAの100％を取得した。

＞　2021年度第一四半期に、追加持分を取得することなく会社群の統治協約の変更により過年度において持分法を

適用していたオーストラリアの再生可能エネルギー会社群のグローバル連結とともに連結範囲を変更した。取

得価格配分手続が2021年12月に完了し、減損損失約9百万ユーロを継承した取得正味資産の簿価が基本的に確

定した。

＞　2021年5月13日、EGP Solar 1 LLCを合計約4百万ユーロで売却された。

＞　2021年度の開始から9か月の間で、Enel Green Power Españaは再生可能会社30社の100％を合計86百万ユーロで

取得した。

＞　2021年9月8日、Enel X North America によりGenabilityが約6百万ユーロで売却された。

＞　2020年9月17日にEnel X Internationalが取得したViva Labs AS,の購入価格配分手続が9月に完了し、取得日に認

識した簿価を継承した。

 

その他の変動

上記の連結範囲の変更に加え、支配の獲得又は喪失に係る開示取引ではないが、投資先に対する当社グループの持

分の変動をもたらした取引は以下のとおりである。

＞　3月15日に当社は、Enel Americaの株式を、同日現在の資本金の10%に相当する最大7,608,631,104株までの一部

自主公開買付を開始した。公開買付期間は2021年3月15日に開始し2021年4月13日に終了した。当該公開買付

は、2021年4月1日にEGP Américas SpA のEnel Américas SAへの合併の有効性を受けて実施された。総額は1,271

百万ユーロである。一部自主公開買付及びEGP Américas 合併の完了の結果、EnelはEnel Américasの発行済株式

資本の約82.3%を保有した。

＞　11月24日、Enel Green Power RSA 2 Pty Ltd はOyster Bay風力発電所、Garob風力発電所、Aced Renewables Hidden

Valley、及びSoetwater 風力発電所で保有していた投資持分を合計340百万南アフリカランド、約19百万ユーロ

に相当、で売却した。当該取引を受けて、当社グループの当該会社に対する持分比率は60%から55%に減少し

た。
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＞　12月3日、当社は、Open Fiber SpAの株式50％に相当する全株式を、Macquarie Asset Management and CDP Equity

SpAに、合計約2,733百万ユーロで売却することを決定した。連結ベースでの資産売却益は約1,763百万ユーロ

になった。

 

2022年度

＞　2022年1月3日、Enel Produzione SpAは、約527 MWの設置容量及びおよそ1.5 TWhの年間出力を持つ発電所を所

有するERG Hydro Srl（その後Enel Hydro Appennino Centrale Srlに改名し、2022年12月1日にEnel Produzione SpA

に合併された）の100%を約1,267百万ユーロの対価で取得した。2022年12月に、およそ349百万ユーロの営業

権の認識とともに、取得した資産及び負債の公正価値の特定が完了した。

＞　2022年2月17日、Enel Green Power EspañaはStonewood Desarrollos SLUの100%を、太陽光発電システムの開発と

建設のために取得したライセンスに相当する約14百万ユーロで取得した。当該取得は損益に係る影響が無い。

＞　2022年3月3日、Enel X Germanyは、Cremzow KG及びCremzow Verwaltungsにおける全持分を約12百万ユーロで

売却した。

＞　2022年6月30日、Enel Green Power SpAは、EGP Matimba New Co 1 Srlの持分50%を、約740 MWの設置容量とと

もに南アフリカにある6社を間接的に所有するAl Rayyan Holding LLC（カタール投資庁により支配されてい

る）に108百万ユーロで売却し、全額払込済みである。

＞　2022年7月25日、Enel X SrlはMooney SpAに約140百万ユーロで売却され、金融債権、Enel X Financial Services、

City Poste Payment、PayTipper、Junia Insurance及びその子会社の全持分の形で決済された。

＞　2022年8月24日、Enel Américasの子会社であるEnel Brasil SAは、CGTF （Central Geradora Termelétrica Fortaleza

SA ）に ENEVA SAの全持分の売却を、その対価である約89百万ユーロで完了させた。当該取引は、資産に係

る減損損失73百万ユーロ、キャピタル・ロス135百万ユーロ、売却関連取引費用2百万ユーロを含む約210百万

ユーロ、純損益にマイナスの影響を与えた。

＞　2022年度の最初の9か月で、Enel Green Power Romaniaは、Prowind Windfarm Bogdanesti、Prowind Windfarm

Deleni、Prowind Windfarm Ivesti及びProwind Windfarm Viisoaraの100%を合計約35百万ユーロで取得した。

＞　2022年10月12日、エネルは、PJSC Enel Russiaの直近で株式資本の56.43%に相当するPJSC Enel Russiaの全持分

を、PJSC Lukoil及びクローズド・コンバインド・ミューチュアル・インベストメント・ファンド

「Gazprombank-Frezia」に総額約137百万ユーロで売却することを最終合意した。当該取引は、主に換算準備金

の取崩しを反映して、グループ利益表示に約1,500百万ユーロのマイナス影響を与えた。

＞　2022年12月9日、Enel Chile SAは、上場しているチリの送電会社Enel Transmisión Chile SAの株式資本における

全持分99.09%を、Inversiones Grupo Saesa Ltdaにより支配されているSociedad Transmisora Metropolitana SpAに約

1,300百万ユーロで売却することで最終合意した。当該取引は約1,100百万ユーロのキャピタル・ゲインを生み

出した。
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＞　2022年12月22日、エネルは、完全保有子会社Gridspertise Srlの割当50%を、国際的なプライベート・エクイ

ティ・ファンドCVC Capital Partners Fund VIIIに総額およそ300百万ユーロで売却を完了した。当該取引は約520

百万ユーロの純損益にプラスの影響をもたらした。

＞　2022年12月23日、Enel Green Power India Private Limited はNorfundとの間で、Norfund がAvikiran Surya India

Private Limitedの株式資本の発行済株式の合計49%出資することで最終合意した。当該取引は純損益にマイナス

約4百万ユーロの影響を与え、うち2百万ユーロは残余持分の公正価値での再測定により、キャピタル・ロスは

2百万ユーロである。

＞　2022年12月29日、Enel Américas SAの子会社であるEnel Brasil SAは、ブラジルの配電会社Celg Distribuição SA-

Celg-D（Enel Goiás）の直近の株式資本の約99.9%に相当する全持分を、Equatorial Energia SAの子会社である

Equatorial Participações e Investimentos SAに合計約1,500百万ユーロ（うち持分部分は約269百万ユーロ、会社間

融資の返済として約1,200百万ユーロ）で売却することで最終合意した。当該取引は純損益にマイナス約1,000

百万ユーロの影響を与えた。

 

その他の変動

上記の連結範囲の変更に加え、支配の獲得又は喪失に係る開示取引ではないが、投資先に対する当社グループの持

分の変動をもたらした取引は以下のとおりである。

＞　2022年3月1日、Emgesa SA ESP（取得会社）、Codensa SA ESP、Enel Green Power Colombia SAS ESP及びESSA

2（被合併会社）の合併が完了した。合併後の新社名はEnel Colombia SA ESPである。当該取引を受けて、当社

グループのEmgesa SA ESP（現在のEnel Colombia SA ESP）の持分は39.89%から約47.18%に増加した。

＞　2022年3月24日、Enel X International Srlは、Sixth Cinven Fundにより支払されている持株会社、及びSeventh

Cinven Fundにより支配されている持株会社との間で、Ufinet Latam SLUの株式資本の約79.4%（1,320百万ユー

ロ）を間接的に取得すること、及び同時に同社の株式資本の80.5%をSeventh Cinven Fundに売却すること

（1,186百万ユーロ）で最終合意した。Enel X Internationalはまた、利用可能な準備金の分配としてUfinetから約

207百万ユーロを受け取った。

その結果、Enel X Internationalは以前は20.6%を保有していたUfinetの株式を現在間接的に19.5%保有している。

当該取引は正味プラスのキャッシュ・フロー約73百万ユーロを生み出し、営業業績にプラス約220百万ユーロ

の影響をもたらした。

＞　2022年6月15日、Enel Kansas LLCは、Rocky Caney Holdings LLCの持分の50%を約34百万ユーロで売却した。当

該取引を受けて、Enel Kansas LLCのRocky Caney Holdings LLCにおける持分は20%から10%に減少した。当該

取引は約7百万ユーロのキャピタル・ゲインを生み出した。

＞　2022年6月16日、EGPNA REP Holdings LLCはEGPNA Renewable Energy Partners LLCの持分50%を約60百万ユー

ロで売却した。当該取引を受けて、EGPNA REP Holdings LLCはEGPNA Renewable Energy Partners LLCの10%

を保有した。当該取引は約7百万ユーロのキャピタル・ロスを生じさせた。
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＞　2022年7月14日、完全子会社のEnel Xを通してエネルは、Mooney SpAの株式資本の50%を取得した。Mooneyの

企業価値1,385百万ユーロの100%を基礎として、エネルXは、資本部分に約225百万ユーロ（価格調整を含

む）、Mooneyに対するSchumann Investments SAの既存の請求権の購入に約125百万ユーロを支払った。

＞　2022年12月、Enel Green Power Hellas SAはCycladesの関連会社の全持分を売却した。当該取引は純損益に重大

な影響を与えなかった。

＞　2022年12月6日、Enel X Chile SpAはSociedad de Inversiones K Cuatro SpA、Suministradora de buses K Cuatro SpA

及びEnel X AMPCI Ebus Chile SpAの全持分を約35百万ユーロ（2022年12月31日現在では未回収）で売却した。

当該取引は純損益に重大な影響を与えなかった。

＞　2022年12月30日、Enel Green Power Canada Inc.はPincher Creek LP 及びRiverview LPの持分49%を約56百万ユー

ロで売却した。当該取引は当該会社の支配権の喪失にはならなかった。

 

ERG Hydro Srlの取得

2022年1月3日、Enel Produzione SpAは、約527 MWの設置容量及び約1.5 TWhの年間発電量を持つ発電所を所有する

ERG Hydro Srl（その後Enel Hydro Appennino Centrale Srlに改名し、2022年12月1日にEnel Produzione SpAに合併され

た）の100%を約1,267百万ユーロで取得した。

2022年12月、取得した資産及び負債の公正価値の特定が完了し、のれんが349百万ユーロ認識された。

 

百万ユーロ
2022年1月3日以前の

帳簿価額
購入価格配分における調整

2022年1月3日現在の

認識額

有形固定資産 605 167 772

無形資産 1 170 171

その他の非流動資産 15 10 25

現金及び現金同等物 69 - 69

その他の流動資産 94 - 94

繰延税金負債 (4) (102) (106)

リスク、課金及び従業員給付における引当金 (35) (7) (42)

流動負債 (65) - (65)

正味取得資産 680 238 918

取得費用 1,267 - 1,267

（うち現金支払） 1,265 1,265

のれん 587 (238) 349

 

Ufinetの売却

2022年3月24日、Enel X International SrlはUfinetの1.1%を売却した。

当該取引の財務的影響は以下のとおりである。

 
百万ユーロ   

Sixth Cinven Fundとのコール・オプション実行を通じた79.4%取得における価格 (1,320)  

Ufinet準備金の分配 207  

Seventh Cinven Fundへの80.5%売却における価格 1,186  

取引の正味キャッシュ・フロー 73  

持分（1.1%）の売却に係るキャピタル・ゲイン (6)  

その他の包括利益（OCI）準備金の取崩し (24)  

売却に係る正味キャピタル・ゲイン  43

既所有持分（19.5%）の公正価値測定  177

財務的影響合計  220
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当該取引を受けて、Ufinetにおける残余投資は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定されるその他の投資の

下に分類された。これまで当該投資は持分法を適用していた。

 

EGP Matimba NewCo 1の売却

2022年6月30日、Enel Green Power SpAは、南アフリカの6件のプロジェクトの間接所有者であるAl Rayyan Holding

LLC（カタール投資庁により支配されている）に、EGP Matimba NewCo 1 Srlの持分50%を約108百万ユーロで売却

し、全額支払済みである。

 
百万ユーロ  

支配権喪失を伴う売却目的保有の正味資産合計 220

持分（50%）売却 110

売却価格 108

売却利得／（損失） (2)

既所有持分の公正価値測定 (2)

財務的影響合計 (4)

 

当該取引を受けて、EGP Matimba 1及びその子会社における残余持分投資は持分法適用投資に分類され、約2百万

ユーロの純損益に係るマイナスの影響を与える公正価値で再測定された。当該再測定を受けて、残余持分投資価値

は108百万ユーロである。

 

Enel X Financial Services、CityPoste Payment、PayTipper、及びJunia Insuranceの売却

2022年7月25日、Enel X SrlはMooney SpAに約140百万ユーロで売却され、金融債権、Enel X Financial Services、

CityPoste Payment、PayTipper、Junia Insurance及びその子会社の全持分で決済された。

 
百万ユーロ  

当該取引価値 140

正味売却資産 (73)

売却に係るキャピタル・ゲイン 67

 

当該取引は67百万ユーロのキャピタルゲインを生み出した。

 

Central Geradora Termelétrica Fortaleza SAの売却

2022年8月24日、Enel Américasの子会社であるEnel Brasil SAは、CGTF（Central Geradora Termelétrica Fortaleza SA）

の全持分をENEVA SAに89百万ユーロで売却した。

2022年度中に、「IFRS第5号‐売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」の規定に沿って、CGTF‐Central

Geradora Termelétrica Fortaleza SAの正味資産は売却目的保有として分類され、当該資産価値は73百万ユーロの見込

売却価格に調整された。

 
百万ユーロ

売却価格 89

正味売却資産 125

その他の包括利益（OCI）準備金の取崩し (99)

キャピタル・ロス (135)

売却前プラント価値調整 (73)

財務的影響 (208)
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売却の完了に伴い、キャピタル・ロス約135百万ユーロが認識された。これは主に、換算準備金の取崩しに加え、

その他の取引費用2百万ユーロ、及び租税に関連する37百万ユーロによるものである。

 

PJSC Enel Russiaの売却

2022年10月12日、エネルは、PJSC Enel Russiaの直近で株式資本の56.43%に相当するPJSC Enel Russiaの全持分を、

PJSC Lukoil及びクローズド・コンバインド・ミューチュアル・インベストメント・ファンド「Gazprombank-

Frezia」に合計約137百万ユーロで売却することで最終合意した。当該売却は全体で約1,551百万ユーロの純損益に

係るマイナスの影響を与え、主に約1,054百万ユーロの換算準備金の取崩しによるものである。当該取引の財務的

影響は以下のとおりである。

 
百万ユーロ  

売却価格 137

正味売却資産 137

その他の包括利益（OCI）準備金取崩し (1,054)

キャピタル・ロス (1,054)

売却前プラント価値調整 (497)

財務的影響 (1,551)

 

当該取引の詳細は「非継続事業」章を参照のこと。

 

Enel Transmisión Chile SAの売却

2022年12月9日、Enel Chile SAは、上場しているチリの送電会社Enel Transmisión Chile SAの株式資本における全持

分99.09%を、Inversiones Grupo Saesa Ltdaにより支配されているSociedad Transmisora Metropolitana SpAに合計1,342

百万ユーロで売却することで最終合意した。当該取引の財務的影響は以下のとおりである。

 
百万ユーロ  

売却価格 1,342

正味売却資産 230

のれん 61

売却に係るキャピタル・ゲイン 1,051

 

当該取引は347百万ユーロの税効果をもたらした。

 

Gridspertise Srlの売却

2022年12月22日、Enel Grids Srlを通じて当社は、完全保有子会社Gridspertise Srlの割当50%を、国際的なプライベー

ト・エクイティ・ファンドCVC Capital Partners Fund VIIIに合計およそ300百万ユーロの売却を完了した。当該取引

の財務的影響は以下のとおりである。

 
百万ユーロ  

支配権喪失を伴う売却目的保有正味資産合計 80

持分（50%）売却 40

売却価格 299

その他の包括利益（OCI）準備金の取崩し 2

キャピタル・ゲイン 261

残余持分の公正価値測定 259

財務的影響合計 520
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当該取引を受けて、Gridspertise Srl及びその子会社における残余投資は持分法を適用している。公正価値測定後、

残余投資額は259百万ユーロである。

当該取引は8百万ユーロの税効果をもたらした。

 

CELG Distribuição SAの売却

2022年12月29日、Enel AméricasSAの子会社であるEnel Brasil SAは、ブラジルの配電会社Celg Distribuição SA-Celg-D

（Enel Goiás）の株式資本の約 99.9%に相当する全持分を、Equatorial Energia SAの子会社であるEquatorial

Participações e Investimentos SAに合計約1,548百万ユーロ（うち資本部分269百万ユーロ、及び会社間融資の返済

1,279百万ユーロ）で売却することで最終合意した。当該取引の財務的影響は以下のとおりである。

 
百万ユーロ  

売却価格 269

正味売却資産 269

Release of その他の包括利益（OCI）準備金の取崩し (208)

売却に係るキャピタル・ロス (208)

売却前価値調整 (827)

財務的影響 (1,035)

 

当該売却は純損益に係る約1,035百万ユーロのマイナスの影響を与え、そのうち約208百万ユーロは主にOCI準備金

の取崩し、827百万ユーロは減損損失（うち85百万ユーロはのれんに関連）による。

当該売却は、取引費用4百万ユーロ、税効果8百万ユーロを生じさせた。

 

注記9. ロシア・ウクライナ紛争の影響及び在ロシア操業資産の開示

2022年12月31日現在の統合年次報告に係るロシアのウクライナ侵攻が与えた影響

2022年度中、当社グループはロシア（特に原材料、サービス及び労働の提供に関して）における当社の事業活動に

係る国際的な危機の影響を継続的に監視し、また、市場変数（例：為替レート、利率）における動向を評価した。

当社グループはまた、ロシアによる同国で保有する投資を対象に想定される対制裁に関連する動きも考慮した。

加えて、当社グループは、特に紛争により影響を受けた地域からの原材料が不足し、及び商品価格の軒並み上昇す

ることで、事業活動、財務状況、及び主要なユーロ圏諸国の経済実績に及ぼすウクライナでの戦争の間接的な影響

を評価した。

当該問題に関する各国及び超国家的な監督機関の様々な勧告
1
を考慮し、規制の不確実性が大きく、物価が高く変

動しやすい特性で、絶えず変化するシナリオにおいて、当社グループは、規制の変更、制裁、資産保有に係る制

限、当社グループに適用される納入先及び契約に関連する潜在的な影響の最善の見積りを可能にするマクロ経済及

び事業変数を常に監視している。

当該観点において、2022年12月31日現在、ロシア・ウクライナ紛争に関連する重大な影響は生じていない。

 

1
ESMA公式文書2022年3月14日付け第71-99-1864号、2022年5月13日付け第32-63-1277号、2022年10月28日付け第32-63-1320号、

CONSOB警告告知2022年3月9-14日週次通知、2022年3月10-21日週次通知、2022年5月19日付け第3/22号
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エネルがPJSC Enel Russiaにおける56.43%の全持分を売却

2022年6月16日、当社は、PJSC Lukoil及びクローズド・コンバインド・ミューチュアル・インベストメント・ファ

ンド「Gazprombank-Frezia」との間で、直近で株式資本の56.43%に相当するPJSC Enel Russiaにおける全保有持分の

売却に向け、2件の個別契約合計約137百万ユーロを締結した。

 

2022年度第2四半期中、欧州連合、米国、及びロシアが発表した、ロシアへの制裁及びロシアによる対制裁に関す

る措置の当社におけるリスクを軽減するため、当社の経営及びEnel Russiaとの調整の役割を終了させるための複数

の措置が取られた。当該措置は、（ⅰ）当社取締役会の最近の選任時に、ロシア国籍から独立した取締役のみを指

名すること、（ⅱ）新たにロシア国籍の部長を任命し、専ら取締役会に報告させること、（ⅲ）可能な場合には、

会社間契約を終了させること、（ⅳ）エネルの取引先にEnel Russiaのスタッフ又は事業部門による連絡を終了させ

るために当社グループの組織構造を修正すること、そして（ⅴ）それに伴う当社及びEnel Russia間の連絡経路を中

断させること、を含む。

 

2022年8月5日付け法令第520号第5項に従ったロシア連邦大統領による当該取引の承認を含む、当該売却に付される

特定の条件が充足された後、当該取引は完了し、対価は2022年10月に支払われた。

 

PJSC Enel Russia グループの売却の会計上の影響は、注記8「期中の主な取得及び処分」に開示されている。

 

また、当社グループが引き続きロシアで保有する持分投資は以下のとおりである。

＞　再生可能プロジェクトの開発向けサービスを提供する会社であり、再生可能発電会社4社における100%持分を

保有するEnel Green Power Rus LLC（当社の100%間接子会社）

＞　Enel X Rus LLC（当社の99%間接子会社）。

＞　最終市場事業ラインで運営するジョイント・ベンチャー（Rusenergosbyt LLC）における49.5%相当の投資

 

注記10. 一次セグメント（事業ライン）及び二次セグメントによる（地理的地域）業績及び財政状態

この項で開示する事業ライン及び地理的地域別の財政状態及び業績は、比較される2期間において経営者によりグ

ループ業績の監視のために用いたアプローチに基づいている。
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一次セグメント（事業ライン）による業績

2022年度業績
(1)

 

百万ユーロ

火力発電
及び
トレー
ディング

Enel Green
Power

Enel
Grids

最終消費
者市場

Enel X

持株、
サービス
及び
その他

報告セグ
メント
合計

消去及び
調整

合計

外部から生じた収益及びその他の収益 53,239 6,669 19,806 58,478 2,143 182 140,517 - 140,517

他のセグメントとの取引から生じた収益及
びその他の収益

23,096 2,498 3,226 3,674 66 2,053 34,613 (34,613) -

収益合計 76,335 9,167 23,032 62,152 2,209 2,235 175,130 (34,613) 140,517

費用合計 71,189 5,873 13,918 62,517 1,544 2,503 157,544 (34,580) 122,964

商品契約から生じた純損益 551 183 - 1,608 (13) (5) 2,324 41 2,365

減価償却費及び償却費 802 1,456 2,852 498 223 255 6,086 - 6,086

減損損失 562 53 1,047 1,177 102 17 2,958 - 2,958

減損損失戻入 (52) (2) (117) (132) (17) 1 (319) - (319)

営業利益／（損失） 4,385 1,970 5,332 (300) 344 (546) 11,185 8 11,193

資本的支出 990
(2)

6,386
(3)

5,547
(4) 721 371

(5) 332 14,347 - 14,347

(1)セグメント収益は外部収益及びその他のセグメントから生じた収益の両方を含む。

(2)売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットに関する2百万ユーロを含まない。

(3)売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットに関する42百万ユーロを含まない。

(4)売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットに関する110百万ユーロを含まない。

(5)売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットに関する2百万ユーロを含まない。

 

2021年度業績
(1)(2)(3)

 

百万ユーロ

火力発電
及び
トレー
ディング

Enel Green
Power

Enel
Grids

最終消費
者市場

Enel X

持株、
サービス
及び
その他

報告セグ
メント
合計

消去及び
調整

合計

外部から生じた収益及びその他の収益 22,334 7,011 16,994 36,097 1,372 1,911 85,719 - 85,719

他のセグメントとの取引から生じた収益及
びその他の収益

10,269 2,161 3,248 1,302 56 2,101 19,137 (19,137) -

収益合計 32,603 9,172 20,242 37,399 1,428 4,012 104,856 (19,137) 85,719

費用合計 32,327 4,547 13,142 36,372 1,102 2,649 90,139 (19,130) 71,009

商品契約から生じた純損益 537 (55) - 2,006 - (3) 2,485 38 2,523

減価償却費及び償却費 902 1,237 2,612 399 202 240 5,592 - 5,592

減損損失 2,561 387 192 1,067 36 52 4,295 - 4,295

減損損失戻入 (8) (5) (30) (156) (6) - (205) - (205)

営業利益／（損失） (2,642) 2,951 4,326 1,723 94 1,068 7,520 31 7,551

資本的支出 822 5,662
(4) 5,296 643 285 289 12,997 - 12,997

(1)セグメント収益は外部収益及びその他のセグメントから生じた収益の両方を含む。

(2)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

(3)Enel X事業ラインにおける数値は、新たなEnel X Way事業ラインへ特定の正味資産及び関連する収益費用を考慮して調整されており、「持株、サービ

ス及びその他」の下に表示されている。

(4)売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットに関する111百万ユーロを含まない。
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二次セグメント（地理的地域）による業績

2022年度業績
(1)

 

百万ユーロ
イタリア イベリア

ラテン　
アメリカ

欧州 北米
アフリカ、
アジア及び
オセアニア

その他、消
去及び調整

合計

外部から生じた収益及びその他の収益 83,337 32,725 20,949 77 2,183 266 980 140,517

他のセグメントとの取引から生じた収
益及びその他の収益

171 108 385 10 31 - (705) -

収益合計 83,508 32,833 21,334 87 2,214 266 275 140,517

費用合計 81,880 25,388 14,811 66 1,126 174 (481) 122,964

商品契約から生じた純損益 4,679 (2,215) 56 6 (148) (9) (4) 2,365

減価償却費及び償却費 2,209 1,784 1,393 2 430 75 193 6,086

減損損失 886 478 1,553 1 18 5 17 2,958

減損損失戻入 (39) (271) (7) - - - (2) (319)

営業利益／（損失） 3,251 3,239 3,640 24 492 3 544 11,193

資本的支出 4,640 2,316 4,289
(2)

224
(3) 2,491 164

(4)
223

(5) 14,347

(1)セグメント収益は外部収益及びその他のセグメントから生じた収益の双方を含む。

(2)売却目的保有として分類されたユニットに関する94百万ユーロを含まない。

(3)売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットに関する4百万ユーロを含まない。

(4)売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットに関する40百万ユーロを含まない。

(5)売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットに関する18百万ユーロを含まない。

 

2021年度業績
(1)(2)(3)

 

百万ユーロ
イタリア イベリア

ラテン　
アメリカ

欧州 北米
アフリカ、
アジア及び
オセアニア

その他、消
去及び調整

合計

外部から生じた収益及びその他の収益 44,282 20,800 16,956 49 1,479 240 1,913 85,719

他のセグメントとの取引から生じた収
益及びその他の収益

1,135 252 1 (35) 34 1 (1,388) -

収益合計 45,417 21,052 16,957 14 1,513 241 525 85,719

費用合計 40,751 17,412 12,867 59 748 135 (963) 71,009

商品契約から生じた純損益 1,967 543 53 40 (81) 4 (3) 2,523

減価償却費及び償却費 2,107 1,754 1,177 4 356 65 129 5,592

減損損失 1,747 1,797 536 1 161 32 21 4,295

減損損失戻入 (22) (170) (9) (2) - - (2) (205)

営業利益／（損失） 2,801 802 2,439 (8) 167 13 1,337 7,551

資本的支出 3,842 2,202 3,722 456 2,293 217
(3) 265 12,997

(1)セグメント収益は外部収益及びその他のセグメントから生じた収益の両方を含む。

(2)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

(3)売却目的保有又は非継続事業として分類されたユニットに関する111百万ユーロを含まない。
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一次セグメント（事業ライン）による財政状態

2022年12月31日現在

 

百万ユーロ

火力発電
及び
トレー
ディング

Enel Green
Power

Enel
Grids

最終消費
者市場

Enel X

持株、
サービス
及びその

他

報告セグ
メント　
合計

消去及び
調整

合計

有形固定資産 8,530 41,519 40,377 44 553 805 91,828 (3) 91,825

無形資産 397 5,723 20,035 4,172 647 623 31,597 - 31,597

非流動及び流動契約資産 - 50 500 - 72 53 675 (11) 664

営業債権 7,667 3,730 5,706 8,426 618 1,304 27,451 (9,715) 17,736

その他 7,928 540 2,551 2,716 480 2,535 16,750 (7,897) 8,853

営業資産 24,522
(1)

51,562
(2)

69,169
(3)

15,358
(4)

2,370
(5) 5,320 168,301 (17,626) 150,675

      -    

営業債務 8,034 4,173 4,297 8,647 705 1,394 27,250 (9,187) 18,063

非流動及び流動契約負債 95 323 7,527 76 10 22 8,053 (89) 7,964

各種引当金 3,979 921 3,263 380 101 1,095 9,739 (68) 9,671

その他 3,475 1,802 6,691 6,740 300 4,454 23,462 (7,908) 15,554

営業負債 15,583
(6)

7,219
(7)

21,778
(8)

15,843
(9)

1,116
(10)

6,965
(11) 68,504 (17,252) 51,252

(1)うち190百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(2)うち1,951百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(3)うち1,855百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(4)うち1,160百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(5)うち80百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(6)うち87百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(7)うち185百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(8)うち390百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(9)うち476百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(10)うち11百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(11)うち4百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

 

2021年12月31日現在
(1)

 

百万ユーロ

火力発電
及び
トレー
ディング

Enel Green
Power

Enel
Grids

最終消費
者市場 Enel X

持株、
サービス
及びその

他

報告セグ
メント　
合計

消去及び
調整 合計

有形固定資産 9,384 36,205 38,635 49 486 713 85,472 - 85,472

無形資産 216 5,016 21,473 4,030 670 631 32,036 - 32,036

非流動及び流動契約資産 1 1 525 - 60 21 608 43 651

営業債権 4,814 2,601 6,731 6,533 559 1,347 22,585 (6,493) 16,092

その他 4,319 826 2,614 3,812 345 2,287 14,203 (6,107) 8,096

営業資産 18,734
(2)

44,649
(3) 69,978 14,424 2,120

(4) 4,999 154,904 (12,557) 142,347

          

営業債務 5,730 3,701 4,390 7,129 695 1,259 22,904 (5,920) 16,984

非流動及び流動契約負債 102 216 7,316 62 13 13 7,722 (75) 7,647

各種引当金 4,586 936 3,810 466 52 1,297 11,147 (89) 11,058

その他 4,125 1,901 8,104 4,575 141 3,659 22,505 (6,245) 16,260

営業負債 14,543 6,754
(5) 23,620 12,232 901

(6) 6,228 64,278 (12,329) 51,949

(1)Enel X事業ラインにおける数値は、新たなEnel X Way事業ラインへ特定の正味資産及び関連する収益費用を考慮して調整されており、

「持株、サービス及びその他」の下に表示されている。

(2)うち2百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(3)うち999百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(4)うち136百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(5)うち28百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(6)うち57百万ユーロが「売却目的保有又は非継続事業」に分類されたユニットに相当する。
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二次セグメント（地理的地域）による財政状態

2022年12月31日現在

 

百万ユーロ
イタリア イベリア

ラテン　　
アメリカ

欧州 北米
アフリカ、
アジア及び
オセアニア

その他、消
去及び調整

合計

有形固定資産 30,327 23,167 21,099 2,397 13,722 1,002 111 91,825

無形資産 3,200 16,173 10,534 331 602 129 628 31,597

非流動及び流動契約資産 73 9 493 48 19 16 6 664

営業債権 7,086 4,369 5,037 1,127 268 66 (217) 17,736

その他 4,947 2,929 1,498 294 250 63 (1,128) 8,853

営業資産 45,633
(1) 46,647 38,661

(2)
4,197

(3) 14,861 1,276
(4) (600) 150,675

        -

営業債務 9,595 3,220 4,813 483 1,261 119 (1,428) 18,063

非流動及び流動契約負債 4,188 3,351 35 443 - 1 (54) 7,964

各種引当金 3,008 3,458 2,378 69 97 32 629 9,671

その他 4,323 3,144 4,480 637 1,893 66 1,011 15,554

営業負債 21,114
(5) 13,173 11,706

(6)
1,632

(7) 3,251 218
(8) 158 51,252

(1)うち251百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(2)うち307百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(3)うち4,125百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(4)うち553百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(5)うち64百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(6)うち76百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(7)うち961百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(8)うち52百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

 

2021年12月31日現在

 

百万ユーロ
イタリア イベリア

ラテン　　
アメリカ

欧州 北米
アフリカ、
アジア及び
オセアニア

その他、消
去及び調整

合計

有形固定資産 27,335 23,075 18,671 3,440 10,853 1,948 150 85,472

無形資産 2,313 16,071 11,414 772 557 179 730 32,036

非流動及び流動契約資産 94 5 517 - 18 13 4 651

営業債権 7,372 3,886 4,414 583 215 51 (429) 16,092

その他 4,555 2,474 1,398 217 259 140 (947) 8,096

営業資産 41,669
(1) 45,511 36,414 5,012 11,902 2,331

(2)
(492)

(3) 142,347

         

営業債務 9,684 2,509 4,333 481 1,208 136 (1,367) 16,984

非流動及び流動契約負債 4,109 3,109 30 438 - - (39) 7,647

各種引当金 3,395 4,211 2,426 130 120 32 744 11,058

その他 5,749 3,945 4,509 328 1,482 64 183 16,260

営業負債 22,937
(4) 13,774 11,298 1,377 2,810 232

(5)
(479)

(6) 51,949

(1)うち2百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(2)うち999百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(3)うち136百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(4)うち6百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(5)うち22百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。

(6)うち57百万ユーロが「売却目的保有及び非継続事業」に分類されたユニットに相当する。
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セグメント資産及び負債、並びに連結財政状態計算書上の数値を調整した表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ   

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

資産合計 219,618 206,940

持分法適用投資 1,281 704

非流動金融派生資産 3,970 2,772

その他の非流動金融資産 8,359 5,704

「その他の非流動資産」に含まれる非流動税金資産 1,674 2,286

その他の流動金融資産 13,753 8,645

流動金融派生資産 14,830 22,791

現金及び現金同等物 11,041 8,858

繰延税金資産 10,925 11,034

税金資産 2,159 1,694

「売却目的保有資産」に含まれる金融及び税金資産 951 105

セグメント資産 150,675 142,347

   

負債合計 177,536 164,598

長期借入金 68,191 54,500

非流動金融派生負債 5,895 3,339

その他の非流動金融負債 - 120

短期借入金 18,392 13,306

一年以内返済予定の長期借入金 2,835 4,031

その他の短期金融負債 853 625

流動金融派生負債 16,141 24,607

繰延税金負債 9,542 9,259

法人所得税に係る負債 1,623 712

その他の税金負債 1,047 1,274

「売却目的保有負債」に含まれる金融及び税金負債 1,765 876

セグメント負債 51,252 51,949
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連結損益計算書に関する情報

注記11. 収益

11.a 販売及びサービスから生じた収益‐135,653百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

売電 69,340 45,053 24,287 53.9%

送電 11,096 10,606 490 4.6%

系統事業者からの手数料 979 800 179 22.4%

売電事業機関からの振替 1,667 833 834 -

ガス販売 8,970 4,744 4,226 89.1%

ガス配送 80 599 (519) -86.6%

燃料販売 5,605 1,791 3,814 -

電力及びガス系統接続料 826 769 57 7.4%

工事契約
(1) 1,672 1,268 404 31.9%

環境保証販売 111 107 4 3.7%

付加価値サービス販売 1,384 1,092 292 26.7%

その他の販売及びサービス 918 785 133 16.9%

IFRS第15号収益合計 102,648 68,447 34,201 50.0%

現物決済を伴う契約下での商品販売 37,247 24,314 12,933 53.2%

期中に終了した現物決済を伴う商品売却契約に係る利得／（損失） (4,260) (10,893) 6,633 60.9%

その他の収益 18 32 (14) -43.8%

販売及びサービスから生じた収益合計 135,653 81,900 53,753 65.6%

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

「売電」から生じた収益は69,340百万ユーロで、前年比で24,287百万ユーロ増加（＋53.9％）した。この増加は主

に販売量及び価格の増加によるもので、主にイタリア（14,852百万ユーロ）及びスペイン（8,076百万ユーロ）であ

る。

「売電事業機関からの振替」は、国際市場に係る価格上昇を踏まえ、主にカナリア諸島での火力発電所で用いられ

るイベリアでの商品購入向け価格の上昇により前年に比べて834百万ユーロ増加した。

売上収益から生じた2022年度の「ガス販売」は8,970百万ユーロ（2021年度では4,744百万ユーロ）で、前年から

4,226百万ユーロ増加した。当該増加は主に、スペイン（2,253百万ユーロ）及びイタリア（1,781百万ユーロ）で平

均価格が上昇し販売数量が増加したことによる。

「燃料販売」から生じた収益は、特にガス販売の増加によりEnel Global Tradingにより3,814百万ユーロ増加した。

「現物決済を伴う契約下での商品販売」（12,933百万ユーロ）及び2022年度に決済された契約の測定実績（6,633百

万ユーロ）の増加は主にガス契約に関係している。
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顧客との契約から生じた収益（IFRS第15号）の「一時点」及び「一定の期間」に係る収益の内訳の表は以下のとお

りである。

 
百万ユーロ 2022年度

イタリア イベリア ラテンアメリカ ヨーロッパ 北米

アフリカ、

アジア及び

オセアニア

その他、消去及

び調整
合計

一定の

期間
一時点

一定の

期間

一時

点

一定の

期間

一時

点

一定の

期間

一時

点

一定の期

間

一時

点

一定の期

間

一時

点

一定の

期間

一時

点

一定の期

間
一時点

IFR第15号収益 47,650 2,068 30,984 1,425 17,686 1,227 52 4 1,109 33 214 43 10 143 97,705 4,943

 

2021年度

イタリア イベリア ラテンアメリカ ヨーロッパ 北米

アフリカ、

アジア及び

オセアニア

その他、消去及

び調整
合計

一定の

期間
一時点

一定の

期間

一時

点

一定の

期間
(1)

一時

点

一定の

期間

一時

点

一定の期

間

一時

点

一定の期

間

一時

点

一定の

期間

一時

点

一定の期

間
一時点

IFR第15号収益
(1) 29,187 1,178 19,707 402 16,525 245 46 2 805 17 194 26 - 113 66,464 1,983

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。
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次の表は、IFRS第9号の適用範囲内で純損益を通じて公正価値で測定される現物決済を伴う商品の売買契約向け契

約に係る純損益は以下の表のとおりである。

百万ユーロ

2022年度 2021年度 増減  

期中に終了した現物決済（IFRS第9号範囲内）を伴うエネルギー商品向け契約に係る公正価

値利得／（損失）

販売契約

電力販売 5,436 4,368 1,068 24.5%

終了した契約に係る公正価値利得／（損失） (795) (1,705) 910 53.4%

電力合計 4,641 2,663 1,978 74.3%

ガス販売 30,924 19,576 11,348 58.0%

終了した契約に係る公正価値利得／（損失） (3,600) (9,335) 5,735 61.4%

ガス合計 27,324 10,241 17,083 -

排出枠販売 875 366 509 -

終了した契約に係る公正価値利得／（損失） 131 146 (15) -10.3%

排出枠合計 1,006 512 494 96.5%

原産地保証販売 12 4 8 -

終了した契約に係る公正価値利得／（損失） 4 1 3 -

原産地保証合計 16 5 11 -

収益合計 32,987 13,421 19,566 -

購入契約

電力購入 6,161 3,677 2,484 67.6%

終了した契約の公正価値利得／（損失） (200) (1,220) 1,020 83.6%

電力合計 5,961 2,457 3,504 -

ガス購入 33,092 19,951 13,141 65.9%

終了した契約の公正価値利得／（損失） (1,940) (8,057) 6,117 75.9%

ガス合計 31,152 11,894 19,258 -

排出枠購入 843 806 37 4.6%

終了した契約の公正価値利得／（損失） 132 144 (12) -8.3%

排出枠合計 975 950 25 2.6%

原産地保証購入 25 4 21 -

終了した契約の公正価値利得／（損失） 3 1 2 -

原産地保証合計 28 5 23 -

費用合計 38,116 15,306 22,810 -

期中に終了した（IFRS第9号範囲内）現物決済を伴うエネルギー商品向け契約に係る純収

益／（費用）
(5,129) (1,885) (3,244) -

（IFRS第9号範囲内）現物決済を伴うエネルギー商品向け契約残高の未実現公正価値利得／

（損失）

販売契約

電力 (134) (1,606) 1,472 91.7%

ガス 4,841 (16,285) 21,126 -

排出枠 490 (487) 977 -

原産地保証 (15) (8) (7) -87.5%

合計 5,182 (18,386) 23,568 -

購入契約     

電力 (124) (2,169) 2,045 94.3%

ガス 3,879 (13,801) 17,680 -

排出枠 627 (520) 1,147 -

原産地保証 (72) 12 (84) -

合計 4,310 (16,478) 20,788 -

現物決済を伴うエネルギー商品向け契約残高の未実現公正価値利得／損失（IFRS第9号の範

囲内）
872 (1,908) 2,780 -

現物決済を伴う契約に係る純収益／（費用）合計（IFRS第9号の範囲内） (4,257) (3,793) (464) -12.2%-
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販売及びサービスから生じた収益の地域別内訳は以下の表のとおりである。

百万ユーロ

2022年度 2021 年度
(1)

イタリア 57,859 33,304

ヨーロッパ

イベリア 30,535 18,896

フランス 3,086 970

スイス 6,791 2,918

ドイツ 1,676 1,085

オーストリア 189 245

スロベニア 146 195

ルーマニア 3 -

ギリシャ 15 -

ブルガリア - -

ベルギー 834 522

チェコ共和国 321 435

ハンガリー 7 12

ロシア - 3

オランダ 38 96

イギリス 11,841 3,736

その他の欧州諸国 1,551 1,160

アメリカ

アメリカ合衆国 779 601

カナダ 53 33

メキシコ 313 202

ブラジル 9,064 9,381

チリ 4,434 3,151

ペルー 1,449 1,111

コロンビア 2,725 2,188

アルゼンチン 966 887

パナマ 177 150

コスタリカ 17 14

グアテマラ 83 67

その他

アフリカ 132 114

アジア 521 371

オセアニア 48 53

合計 135,653 81,900

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

履行義務

主な収益の流れのみに関する顧客との契約から生じる当社グループの履行義務に関する情報、及び具体的判断及び

関連する収益認識方針の要約の表は以下のとおりである。

顧客との契約から生じた収益における見積りの利用に関する情報は、注記2.1 「見積り及び経営者の判断の利用」

を参照のこと。
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生成／サービスの分類 履行義務の充足の性質及び時期 会計方針

当社グループにより生成

された電力の販売

電力販売向け顧客との当該契約に含まれる約定の性

質を決定するため、当社グループは、各契約に適用

される事実及び状況を慎重に分析している。

電力取引所に係る売電において、事実及び状況（商

品の固有の特性、契約条件、社会基盤に関する情

報、及びその他の配電メカニズムを含む）は、一般

的に、履行義務が顧客に引き渡された商品の便益の

受領と同時に顧客が消費するというサービスである

ことを示唆している。このように、当社グループ

は、実質的に同一であり、顧客への移転パターンが

同一である一連の別個の商品／サービス（すなわ

ち、商品の各単位）の一部として、一定の期間にわ

たり充足される履行義務を特定している。

当社グループは、電力取引所に係る売電から生じた

収益の認識にアウトプット法を適用しており、当日

までに達成した実績の顧客への直接の価値、すなわ

ち、市場で定められた（変動対価を除く）価格に対

応する場合に、顧客へ請求する権利である当該金額

を収益として認識する。

系統接続サービス 電力／ガス配送ネットワークへの顧客の接続に対し

て顧客から受領したネットワーク接続報酬は、接続

契約の全ての条件を考慮に入れた特定のグループ評

価を必要とする。

当該評価は、その他の特定される財又はサービス、

例えば、商品を受領するための社会基盤に継続的な

アクセスを取得する権利、又は接続報酬が契約開始

日又はその近辺の日に支払われる「返金不能の前払

報酬」である場合は、履行義務を生じさせる重要な

権利、を契約が含んでいるかを決定することを目的

とする。

特に、当社グループが事業を行う一部の国で、受領

した対価の性格が、顧客にとってその支払が重要な

権利をもたらす「返金不能の前払報酬」であると判

定した。当該重要な権利が当初の契約期間を超えて

認識されるべきかどうかを判定するために、当社グ

ループは契約に適用され当事者に影響を及ぼす現地

の法令及び規制の枠組みを考慮に入れている。そう

した場合において、当初の顧客から新たな顧客へ重

要な権利及び義務の示唆的な譲渡があれば、当初の

顧客及び将来の顧客が追加的な接続報酬を支払うこ

となく継続的なアクセスから便益が享受できる期間

としての委譲条件を考慮して、当初の顧客との関係

を超えた期間にわたり接続報酬を認識する。その結

果、報酬は、当初の顧客の支払により将来の顧客が

より低い価格を利用できるようにする当社グループ

において義務を創出する期間にわたり認識される

（すなわち、顧客が更新に係る「前払報酬」を支払

うことなく継続的な接続サービスから享受する便益

の見込み期間）。

電力及びガス配送ネットワークへの接続において貨

幣及び現物報酬から生じた収益は、契約に含まれる

履行義務の充足に基づいて認識される。特定された

財又はサービスの識別は、接続契約条件が地域の状

況、規制及び法令に基づき国別で異なる可能性があ

ることから、接続契約条件の慎重な分析が必要であ

る。当該評価を完了するために、当社グループは、

財／サービスそのものの特性（すなわち、財又は

サービスが特定されたものとなり得ること）のみな

らず、顧客が当該約定を取決めた引換えの一部、つ

まり顧客が受領すると見込んでおりすでに支払済み

の財／サービス（すなわち、財又はサービスを顧客

へ移転する約定は、契約内の他の約定から区分して

識別可能であること）としてとらえる妥当な期待を

有している含意された約定も考慮している。

さらに、電力／ガスのネットワーク接続サービス及

びその他の関連事業において一部の契約にあたり、

地域の法令及び規制の枠組みによっては、当社グ

ループは代理人として行動している。この場合、当

社グループは権利を得ると見込んでいる報酬又は手

数料に応じて純額ベースで収益を認識する。

最終消費者への電力／ガ

スの販売／輸送

最終消費者との間で締結された電力／ガス供給契約

は、単一の履行義務（商品の販売及び輸送）を含む

としており、これは当社グループが、当該契約が商

品／サービスを個別に提供するものではなく、当該

約定は納品地点で商品が納品された時点で顧客へ当

該商品を巡り支配権を移転することにより充足され

ると判断した理由によるものである。そのような契

約に含まれる約定の性質を判断するため、当社グ

ループは個々の契約及び商品に適用される事実及び

状況を慎重に分析している。

しかしながら、当社グループは、最終消費者へ電

力／ガスを供給する供給又は輸送契約のように、反

復的なサービス提供契約向けに規定される履行義務

は、（顧客が商品の引渡しによる商品の便益を受領

と同時に消費するために）実質的に同一であり、顧

客への移転のパターンが同じである一連の異なる商

品/サービス（すなわち、商品の各単位）の一部とし

て、一定の期間にわたり典型的に充たされると考え

ている。

当社グループは、最終消費者への電力／ガスの販売

及び輸送からの収益から生じた収益の認識にアウト

プット法を適用しており、たとえ未請求であって

も、当日までに完了した実績の顧客への価値、すな

わち、期中に提供された数量に直接対応する場合

に、顧客へ請求する権利を有する当該金額を収益と

して認識する。当該収益は、見積値及び定期的な測

定器の読取値を用いて決定される。該当する場合、

当該収益は、該当する期間中に法令又はエネル

ギー、ネットワーク及び環境規制当局（ARERA）及

び類似の外国当局により規定された料金及び関連規

制に基づく。　
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生成／サービスの分類 履行義務の充足の性質及び時期 会計方針

工事契約 工事契約は典型的に一定の期間にわたり充足される

履行義務を含む。当該契約においては、当社グルー

プは通常、特定の契約の分析により、報告日現在で

充足した当グループの履行義務をよりうまく描写し

ている代替手法の利用が推奨される場合を除き、進

捗の測定にインプット法を用いることが適切である

とみなす。
 

一定の期間にわたり充足される履行義務が含まれる

工事契約については、当社グループは当該履行義務

の完全な充足に向けた進捗を測定することで、一定

の期間にわたり収益を認識する。原価比例法は一般

的に報告日現在で充足されている当グループの履行

義務を描写する最良の手法とみなされる。

工事契約に基づく顧客からの未収金は契約資産とし

て表示され、建設契約に基づく顧客への未払金は契

約負債として表示される。

（IFRIC第12号の範疇の）

委譲サービス契約

当社グループは、委譲権保持者として、公共サービ

スの提供に利用される社会基盤の建設／改修、及

び／又は委譲期間に当該社会基盤自体の運営及び維

持におけるサービスを提供している。

社会基盤の建設及び改良に関連する履行義務は「建

設契約」の項を参照のこと。

関連する運営サービスから生じた収益は、「当社グ

ループによる発電電力の販売」及び「最終消費者へ

の電力／ガスの販売／輸送」を参照のこと。

当社グループが建設／改良サービスを提供する場

合、サービス委譲契約の特性に応じて、無形資産及

び／又は金融資産を認識する。

両要素に関連する受領額又は債権額は、顧客との契

約から生じた収益として当初認識している。収益認

識の詳細は「工事契約」を参照のこと。

さらに、ブラジルで配送事業におけるサービス委譲

契約に関する金融資産の公正価値での再測定から生

じた純損益に計上された項目についても、関連する

委譲契約に沿ったビジネスモデルを適切に反映する

ために、収益に分類している。

管理及び保守事業から生じた収益は、市場又は最終

消費者に係る電力販売から生じた収益として認識さ

れる（「当社グループにより発電された電力の販

売」及び「最終消費者への電力／ガスの販売／輸

送」の項を参照のこと）。

 

11.b その他の収益‐4,864百万ユーロ

 
百万ユーロ    

 2022年度 2021年度
(1) 増減

事業助成金 28 33 (5) -15.2%

環境証書助成金 220 249 (29) -11.6%

資本助成金（電力及びガス事業） 28 26 2 7.7%

その他の収益 314 300 14 4.7%

子会社、関連会社、ジョイント・ベンチャー、共同支配事業、

及び売却目的保有非流動資産の処分益
1,876 1,781 95 5.3%

有形固定資産及び無形資産の処分に係る利得 64 59 5 8.5%

サービス継続ボーナス 31 48 (17) -35.4%

その他の収益 2,303 1,323 980 74.1%

合計 4,864 3,819 1,045 27.4%

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

「環境証書助成金」は220百万ユーロで、前年に比べ29百万ユーロの減少となり、主にイタリアで配送事業で取得

したホワイト証書における助成金の減少による。当該影響は、スペインで原産地保証助成金の増加により一部相殺

された。

2022年度の事業体売却益は1,876百万ユーロとなり、これは主にUfinetにおける投資の1.1%の Enel X Internationalに

よる売却（220百万ユーロ）、Enel X Srlによる金融会社のMooneyへの売却（67百万ユーロ）、Gridspertiseにおける

Enel Gridsにより保有されている投資の50%の売却（520百万ユーロ）、及びEnel Transmisión ChileにおけるEnel

Chile持分の売却によるものである。

2021年度には、当該項目はOpen Fiberにおける当社持分の売却に係るキャピタル・ゲイン（1,763百万ユーロ）を含

んでいた。
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「その他の収益」は980百万ユーロ増加し、主として、供給先による約定量の条件において、Shellとの既存の契約

上の合意の変更を受けて、チリで収益の増加（503百万ユーロ）、及びEnel Green Power North Americaにおける税務

パートナーシップによる収益の増加（319百万ユーロ）によるものである。

比較される2年間の当社グループ業績を経営者が監視するために用いたアプローチに基づく事業ライン別の内訳

は、以下の表のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年度

火力発

電　　及

びトレー

ディング

Enel Green

Power
Enel Grids

最終消費

市場
Enel X

持株、

サービス

及びその

他

報告セグ

メント合

計

消去及び

調整
合計

　

IFRS第15号収益 37,154 7,863 20,854 61,711 1,782 2,167 131,531 (28,883) 102,648

現物決済を伴う契約下での商品販売 42,667 - - 26 - - 42,693 (5,446) 37,247

期間中に終了した現物決済を伴う商品

売却契約の測定に係る利得／（損失）
(4,240) - - (20) - - (4,260) - (4,260)

その他の収益 - 6 13 - 1 21 41 (23) 18

販売及びサービスから生じた収益合計 75,581 7,869 20,867 61,717 1,783 2,188 170,005 (34,352) 135,653

その他の収益 754 1,298 2,165 435 426 47 5,125 (261) 4,864

収益合計 76,335 9,167 23,032 62,152 2,209 2,235 175,130 (34,613) 140,517

 

百万ユーロ 2021年度
(1)

火力発

電　　及

びトレー

ディング

Enel Green

Power
Enel Grids

最終消費

市場
Enel X

持株、

サービス

及びその

他

報告セグ

メント合

計

消去及び

調整
合計

　

IFRS第15号収益合計 16,673 8,533 19,681 36,933 1,277 2,189 85,286 (16,839) 68,447

現物決済を伴う契約下での商品販売 26,691 - - 14 - - 26,705 (2,391) 24,314

商品売却契約の測定に係る利得／（損

失）
(10,895) - - 1 - - (10,894) 1 (10,893)

その他の収益 5 6 15 - 3 31 60 (28) 32

販売及びサービスから生じた収益合計 32,474 8,539 19,696 36,948 1,280 2,220 101,157 (19,257) 81,900

その他の収益 129 633 546 451 148 1,792 3,699 120 3,819

収益合計
(1) 32,603 9,172 20,242 37,399 1,428 4,012 104,856 (19,137) 85,719

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

注記12. 費用

12.a 電力、ガス及び燃料‐96,896百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

電力 47,155 28,624 18,531 64.7%

‐そのうち現物決済を伴う契約下での購入（IFRS第9号） 6,161 3,677 2,484 67.6%

ガス 47,930 26,614 21,316 80.1%

‐そのうち現物決済を伴う契約下での購入（IFRS第9号） 33,092 19,951 13,141 65.9%

期間中に終了した現物決済を伴う電力及びガスの購入契約に

係る公正価値利得／（損失）
(2,140) (9,277) 7,137 76.9%

核燃料 111 107 4 3.7%

その他の燃料 3,840 1,634 2,206 -

合計 96,896 47,702 49,194 -

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。
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電力の購入費用は、主にイタリア（15,396百万ユーロ）、スペイン（3,563百万ユーロ）による平均価格が前年比で

上昇する中で購入量が増加したことにより増加した。
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ガスの購入費用の増加は、主に発電量の増加による取扱量の増加、及び主に第三者からのガス購入費用の増

加によるものである。

現物決済を伴う契約終了の公正価値での測定からの利得／（損失）は、前年度と比べ、7,137百万ユーロ増加

した。その内訳は、ガス6,117百万ユーロ、電力1,020百万ユーロである。

その他の燃料の増加は、主に発電量の増加及び商品価格の上昇によるものである。

 

12.b サービス及びその他の原材料‐20,228百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

託送 8,247 8,921 (674) -7.6%

保全及び修繕 1,067 1,364 (297) -21.8%

電信及び郵便費用 181 177 4 2.3%

通信サービス 117 123 (6) -4.9%

ITサービス 872 959 (87) -9.1%

リース及び賃借 503 126 377 -

その他のサービス 5,707 4,160 1,547 37.2%

環境証書の購入 963 1,256 (293) -23.3%

‐そのうち現物納入を伴う契約から生じた購入関連（IFRS第9

号）
868 810 58 7.2%

期間中に終了した現物決済を伴う環境証書の購入　契約の公

正価値利得／（損失）
135 145 (10) -6.9%

環境証書の在庫における変動 97 32 65 -

その他の原材料 2,533 2,041 492 24.1%

合計 20,228 19,240 988 5.1%

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

サービス及びその他の原材料の費用は2022年度20,228百万ユーロで、2021年度と比べて988百万ユーロ増加した。

変動は主に以下のとおりである。

＞　リース及び賃借向け費用の増加。これは主にスペインにおける係争の2021年度終結を反映したもので、以前に

約300百万ユーロ認識されていた引当金の戻入が認められたことによる。

＞　「その他のサービス」1,547百万ユーロの増加は、基本的に電力及びガス事業に関連するサービス費用（720百

万ユーロ）、ブラジルでの当該委譲関連（281百万ユーロ）、当該付加価値サービス事業関連（119百万ユー

ロ）、及び専門及び技術サービス費用（156百万ユーロ）によるものである。

＞　「その他の原材料」の増加は、主に原材料の購入費用の上昇及び生成量の増加によるものである。

＞　託送費の減少は主にイタリア及びスペインにおける適用平均価格の下落により、取引量の増加によりラテンア

メリカでの当該増加を一部相殺している。

＞　エネルギー移行の目的におけるイタリアでの発電所の転換に関連する費用引当の減少。

＞　主にイタリアにおけるシステム支援、コンピュータ・メンテナンス、及びIT開発の費用増加
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12.c 人件費‐4,570百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

賃金及び給与 3,442 3,122 320 10.2%

社会保障料 924 844 80 9.5%

イタリアにおける退職後給付 107 104 3 2.9%

退職後給付及びその他の長期給付 73 86 (13) -15.1%

早期退職奨励金 (20) 10 (30) -

再編合意に伴う早期退職奨励金 (151) 795 (946) -

その他の費用 195 179 16 8.9%

合計 4,570 5,140 (570) -11.1%

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

2022年度における人件費は4,570百万ユーロで、570百万ユーロ減少した。

当社グループの従業員数は1,155名減少し、主に以下の要因により、新規雇用及び退職のバランス（プラス1,998

名）を連結範囲の変更（マイナス3,153名）による相殺が上回ったためである。

＞　イタリアにあるEnel Hydro Appennino Centrale Srlの取得

＞　イタリアにあるMelita Italia Srlの取得

＞　イタリアにあるPayTipper SpAの売却

＞　イタリアにあるCityPoste Payment SpAの売却

＞　イタリアにあるPayTipper Network Srlの売却

＞　イタリアにあるFlagPay Srlの売却

＞　イタリアにあるGridspertise Srlの売却

＞　ブラジルにあるCentral Geradora Termelétrica Fortaleza SA、Celg Distribuição SA-Celg-D 及びGridspertise Latam

SAの売却

＞　ロシアにあるPJSC Enel Russia及び子会社の売却

＞　チリにあるEnel Transmisión SAの売却

「賃金及び給与」の増加は、イタリア、米国、ブラジル、スペイン及びアルゼンチンの会社における新規採用によ

り生じた費用を主に反映している。

「退職後給付及びその他の長期給付」13百万ユーロの減少は主にスペインである。

「再編合意に伴う早期退職奨励金」の減少は、主に2012年法律第92/2012号第4条第1項から第7項の適用において締

結された新たな枠組み合意の結果として2021年度にイタリアでの費用の増加によるもので、再編化及びデジタル化

向けに認識された557百万ユーロの引当金である。2022年度に当該引当金は、当期の動向及び数理計算上の仮定を

基礎とする変動に応じて調整されている。

職階別平均従業員数の前年比較及び2022年12月31日現在の従業員数を示した表は以下のとおりである。

 

員数 平均員数
(1)

期末員数
(1)

 2022年度 2021年度 2022年12月31日現在

シニア・マネージャー 1,389 1,386 1,366

ミドル・マネージャー 12,528 11,797 12,645

事務職 35,676 35,449 34,634

ブルーカラー 16,883 17,344 16,479

合計 66,476 65,976 65,124

(1)比例的に連結されている会社においては、期末員数はエネルの持分比率にあわせている。
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12.d 営業債権及びその他の金融派生商品に係る純減損／（戻入）‐1,278百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

営業債権に係る減損損失 1,375 1,285 90 7.0%

その他の金融資産に係る減損損失 169 93 76 81.7%

営業債権及びその他の金融資産に係る減損損失合計 1,544 1,378 166 12.0%

営業債権に係る減損利得 (265) (202) (63) -31.2%

その他の金融資産に係る減損利得 (1) (1) - -

営業債権及びその他の金融資産に係る減損利得合計 (266) (203) (63) -31.0%

営業債権及びその他の金融派生商品に係る純減損損失／

（戻入）
1,278 1,175 103 8.8%

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

1,278百万ユーロに相当する当該項目は、営業債権及びその他の金融資産に係る減損損失及び戻入を含む。営業債

権に係る純減損損失は90百万ユーロ増加し、主に新規債権の対象を適切に保証するための貸倒引当金繰入額の増加

を促した営業債権の増加の影響によるものである。

 

12.e 減価償却費、償却費及びその他の減損損失‐7,447百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

有形固定資産 4,472 4,259 213 5.0%

投資不動産 2 3 (1) -33.3%

無形資産 1,612 1,330 282 21.2%

その他の減損損失 1,414 2,917 (1,503) -51.5%

その他の減損損失の戻入 (53) (2) (51) -

合計 7,447 8,507 (1,060) -12.5%

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

2022年度「減価償却費、償却費及びその他の減損損失」の減少は、主に以下によるものである。

＞　2021年度に認識された特定の発電所又はCGUｓに係る減損損失の影響：イタリア（989百万ユーロ）、スペイ

ン（1,488百万ユーロ）、メキシコ（155百万ユーロ）、チリ（32百万ユーロ）、オーストラリア（30百万ユー

ロ）

＞　コスタリカにあるPH Chucasにより委譲契約下で運営する水力発電所に係る2021年度減損損失認識（126百万

ユーロ）

当該影響は、以下により部分的に相殺されている。

＞　オープン計測計画で規定されている2G の導入計画予定を反映させるために第一世代電子計器（1G）の減価償

却率を上げたことによるイタリアにおける減価償却費及び償却費の増加

＞　南米、北米及びスペインの再生可能エネルギー分野における近年の新規投資による有形資産の減価償却

＞　Enel Generación Costanera SA（174百万ユーロ）、アルゼンチンにあるCentral Dock Sud SA（116百万ユーロ）、

ブラジルにあるCelg Distribuição SA-Celg-D.（827百万ユーロ）及びCGT Fortaleza（73百万ユーロ）の正味資産

価額調整
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12.f その他の営業費用‐4,685百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

システム費用‐排出枠 2,216 41 2,175 -

システム費用‐省エネルギー証書費用 182 239 (57) -23.8%

システム費用‐グリーン証書購入費用 - - - -

システム費用‐原産地保証 112 26 86 -

有形固定資産及び無形資産の処分の損失 166 75 91 -

税金及び関税 1,107 1,099 8 0.7%

その他 902 488 414 84.8%

合計 4,685 1,968 2,717 -

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

その他の営業費用は前年比で2,717百万ユーロ増加し、主に以下による。

＞　期中に低水位補償の必要性が主な要因であるCO2価格の上昇及び火力発電の増加を反映したイタリア及びスペ

インの環境遵守費用における増加（2,178百万ユーロ）

＞　ブラジルにおけるCelg Distribuição SA-Celg-D（ElelGoiás）（208百万ユーロ）及びCGT Fortaleza（135百万ユー

ロ）の売却において認識されたキャピタル・ロス

 

12.g 資産計上された費用‐（3,415）百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

人件費 (1,184) (998) (186) -18.6%

原材料 (1,258) (1,079) (179) -16.6%

その他 (973) (964) (9) -0.9%

合計 (3,415) (3,041) (374) -12.3%

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

資産計上された費用は前年比で374百万ユーロ増加し、主に以下による。

＞　イタリア、スペイン、北米における再生可能発電所への投資拡大

＞　ラテンアメリカにおける配電網への投資拡大

＞　接続新規顧客の増加及びサービス品質（e-grid及びDSO 4.0プロジェクト）における投資増加におけるイタリア

の配電分野における投資拡大
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注記13. 商品契約から生じた純損益‐2,365百万ユーロ

 
百万ユーロ

2022年度 2021年度
(1)

増減

商品デリバティブ

デリバティブ決済から生じた収益 23,124 11,456 11,668 -

デリバティブ決済から生じた費用 18,929 9,331 9,598 -

商品デリバティブ決済から生じた純利益／（費用） 4,195 2,125 2,070 97.4%

デリバティブ残高から生じた収益 (2,479) 4,572 (7,051) -

デリバティブ残高から生じた費用 223 2,266 (2,043) -90.2%

商品デリバティブ残高から生じた純利益／（費用） (2,702) 2,306 (5,008) -

現物決済を伴うエネルギー商品における契約残高

現物決済を伴うエネルギー商品売却契約残高から生じた損益 5,182 (18,386) 23,568 -

現物決済を伴うエネルギー商品購入契約残高から生じた損益 (4,310) 16,478 (20,788) -

現物決済を伴うエネルギー商品における契約残高から生じた純損益 872 (1,908) 2,780 -

商品契約から生じた純損益 2,365 2,523 (158) -6.3%

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

2022年度の商品契約から生じた純費用は2,365百万ユーロ（2021年度では純利益2,523百万ユーロ）で、内訳は以下

のとおりである。

＞　キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されるデリバティブ及び純損益を通じて公正価値で測定されるデリバ

ティブを含む、商品デリバティブから生じた純利益合計1,493百万ユーロ（2021年度では純利益4,431百万ユー

ロ）。具体的には、当期に決済されたデリバティブから生じた純利益4,195百万ユーロ（2021年度では純利益

2,125百万ユーロ）、未決済デリバティブの純公正価値から生じた純費用2,702百万ユーロ（2021年度では純利

益2,306百万ユーロ）。

＞　報告日現在残高の現物決済を伴うエネルギー商品契約の純損益を通じて公正価値での測定から生じた純利益

872百万ユーロ（2021年度では純費用1,908百万ユーロ）。

デリバティブに係る詳細は、注記51「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。

 

注記14. デリバティブから生じた純金融収益／（費用）‐（296）百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

収益     

ヘッジ・デリバティブとして指定されるデリバティブから生じた収益 1,442 2,097 (655) -31.2%

純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブから生じた収益 1,676 620 1,056 -

収益合計 3,118 2,717 401 14.8%

費用     

ヘッジ・デリバティブとして指定されるデリバティブから生じた費用 (1,744) (599) (1,145) -

純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブから生じた費用 (1,670) (657) (1,013) -

費用合計 (3,414) (1,256) (2,158) -

デリバティブから生じた純金融利益／（損失）合計 (296) 1,461 (1,757) -

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

2022年度における利率及び為替レートに係るデリバティブから生じた純費用は296百万ユーロ（2021年度では純利

益1,461百万ユーロ）で、その内訳は以下のとおりである。
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＞　主にキャッシュ・フロー・ヘッジに関してヘッジ・デリバティブとして指定されるデリバティブから生じた純

費用302百万ユーロ（2021年度では純利益1,498百万ユーロ）

＞　純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブから生じた純利益6百万ユーロ（2021年度では純費用37百

万ユーロ）

2022年度及び2021年度におけるヘッジ・デリバティブ及び純損益を通じて公正価値で認識された正味残高は、主に

為替相場リスクのヘッジに関連するものである。デリバティブに関する詳細は、注記51「デリバティブ及びヘッジ

会計」を参照のこと。

 

注記15. その他の純金融収益／（費用）‐（2,160）百万ユーロ

その他の金融収益

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

金融資産から生じた受取利息（流動及び非流動）     

非流動有価証券及び金融資産に係る実効利率利息 158 117 41 35.0%

流動金融投資に係る実効利率利息 201 80 121 -

実効利率利息合計 359 197 162 82.2%

純損益を通じて公正価値での測定に指定される非流動金融資産に係

る金融利益
- - - -

為替差益 2,289 1,212 1,077 88.9%

持分投資に係る収益 1 6 (5) -83.3%

超インフレーションから生じた収益 1,739 824 915 -

その他の収益 781 447 334 74.7%

その他の金融収益合計 5,169 2,686 2,483 92.4%

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

その他の金融収益は5,169百万ユーロ、前年比2,483百万ユーロの増加である。当該増加の主な要因は以下のとおり

である。

＞　主にEnel Finance International（728百万ユーロ）及びEnel Américas（222百万ユーロ）に関連する為替差益から

生じた利益の増加（1,077百万ユーロ）。

＞　超インフレ経済における財務報告に係るIAS 29号の適用の結果としてアルゼンチン会社により認識された超イ

ンフレーションから生じた収益の増加（915百万ユーロ）。詳細は2022年12月31日現在連結財務書類注記4を参

照のこと。

＞　主に短期金融投資に関連する、実効利率利息の増加（162百万ユーロ）。

＞　主に公正価値ヘッジ関係にあるヘッジ対象負債の評価調整から生じたその他の利益の増加（123百万ユー

ロ）。
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その他の金融費用

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

金融負債に係る支払利息（流動及び非流動）     

銀行借入金に係る利息 509 322 187 58.1%

社債に係る利息費用 1,884 1,877 7 0.4%

その他の借入金の利息費用 235 134 101 75.4%

利息費用合計 2,628 2,333 295 12.6%

債務管理取引に係る金融費用 - 702 (702) -

為替差損 2,179 2,551 (372) -14.6%

退職後給付及びその他従業員給付の調整 145 105 40 38.1%

その他の引当金の調整 201 126 75 59.5%

持分投資から生じた費用 - - - -

超インフレーションから生じた費用 1,449 804 645 80.2%

その他の費用 727 270 457 -

その他の金融費用合計 7,329 6,891 438 6.4%

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

その他の金融費用は7,329百万ユーロ、2021年度と比較して全体で438百万ユーロの増加で、基本的に以下の要因を

反映している。

＞　超インフレーションから生じた費用の増加645百万ユーロは、超インフレ経済における財務報告に係るIAS第29

号を適用した結果、アルゼンチン会社が認識したものである。詳細は2022年12月31日現在連結財務書類注記4

を参照のこと。

＞　利息費用が295百万ユーロ増加し、主にインフレ圧力の高まりに直面して実施された金融引締政策による利率

上昇。

＞　その他の費用63百万ユーロの増加は、主にPIS／COFINS紛争から生じた費用上昇のため、ブラジルにある

CAMMESAに関する財務費用（65百万ユーロ）の増加、及びSlovak Power Holdingの売却に関する債権に係る

減損損失に関連するEnel Produzionの財務費用の増加43百万ユーロ。

当該影響は、2021年度に債務管理業務に係る費用の認識に関連する金融費用の削減（702百万ユーロ）により実質

的に相殺された。

 

注記16. 持分法による投資利益／（損失）‐4百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度 増減

関連会社の収益分 145 624 (479) -76.8%

関連会社の損失分 (141) (53) (88) -

合計 4 571 (567) -99.3%

 

2022年度の持分法投資の純損益の持分は4百万ユーロで、前年と比べ567百万ユーロ減少した。

当該変動は、基本的に直物市場に係る電力価格の急騰により大幅に下落したSlovak Power Holdingの当社グループが

保有する純損益持分の減少（587百万ユーロ）で、スペイン会社（20百万ユーロ）及びRusenergosbyt（19百万ユー

ロ）の純損益持分の増加により僅かに相殺された。
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注記17. 法人所得税等‐3,523百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1) 増減

当期法人所得税 3,025 2,007 1,018 50.7%

過年度に関する法人所得税の修正 (233) 145 (378) -

当期法人所得税等合計 2,792 2,152 640 29.7%

繰延税金費用 342 304 38 12.5%

繰延税金収益 389 (836) 1,225 -

合計 3,523 1,620 1,903 -

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

税率は2021年度の30%と比べて、2022年度は40%になった。当該税率の上昇要因は基本的に以下のとおりである。

＞　前期と比べ、減損損失の税務への影響及び当期における合併及び取得に係る利得及び損失の変動

＞　法律第51/2022号の下で想定されるエネルギー費用の増加から消費者を守るためのプログラムの財源とする特

別税（約121百万ユーロ）、及び法律第197/2022号により規定された連帯税（約599百万ユーロ）によりイタリ

アで生じた費用の増加

＞　理論上のイタリアの税率を超える外国の税率が影響

＞　Enel Iberiaでの配当二重課税調整終了による税額控除の減少（60百万ユーロ）

＞　アルゼンチンにおける超インフレーション会計適用の税効果（30百万ユーロ）

一部相殺させた逆要因は以下のとおりである。

＞　Ufinet、Gridspertise及びMooneyにおける持分の処分の税務への影響（190百万ユーロ）

＞　イタリアでのPatent Box制度による税務への効果（65百万ユーロ）

＞　北米においてEnel X Wayの分割で認識された繰延税金資産（60百万ユーロ）

繰延税金資産及び繰延税金負債の変動の詳細は、注記25を参照のこと。
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理論上の税率及び実効税率の調整を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度
(1)

税引前利益 8,741  5,378  

理論上の税額 2,098 24% 1,291 24%

減損損失、資産売却益及び負ののれんに関連する税効果の変動 399  (229)  

期間差異を伴う認識された繰延税金に係る正味影響 -  70  

アルゼンチン及びコロンビアにおける税改革 -  166  

Enel Iberiaの税額控除調整 -  211  

Open Fiber資産利得の特恵課税処理 -  (401)  

Ufinet及び Gridspertise and Mooney資産利得の特恵課税処理 (190)  -  

Enel X Way分割に係る認識された繰延税金資産 (60)  -  

イタリアでのPatent Box (65)  -  

税務上の欠損金に係る未認識繰延税金資産 -  75  

アルゼンチンにおける超インフレーション会計の諸々の税効果 30  49  

Matimba資産損失の損金不算入における税効果 20  -  

Astrid事業における税額控除の戻入 -  25  

スペインでのリスクにおける引当金の損金不算入における税効果 30  -  

イタリア税率 260  276  

特別エネルギー費用税 121  -  

連帯税 599  -  

その他の差異、イタリアにおける理論税率と比較して他国税率との差の影

響、及びその他の重要でない項目
281  81  

非継続事業の比較数値の修正再表示の影響 -  6  

合計 3,523  1,620  

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。
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注記18. 基本的及び希薄化後１株当たり利益

当該両指標はいずれも、普通株式数10,166,679,946株に、保有している自己株式の平均数により調整された期中平

均普通株式数に基づいて計算された。

2022年12月31日現在の自己株式数は、額面価額は各1ユーロ、7,153,795株（2021年12月31日現在では4,889,152株）

である。

 

百万ユーロ

2022年度 2021年度

親会社株主に帰属する当期純利益（基本） 1,682 3,189

その内  

継続事業 3,637 3,097 

非継続事業 (1,955) 92 

配当優先権の影響（例：優先株式） - -

資本性金融商品に係る配当（例：ハイブリッド債） (123) (71)

その他 - -

親会社普通株主に帰属する当期純利益（基本） 1,559 3,118 

その内

継続事業 3,514 3,026

非継続事業 (1,955) 92 

株式数（単位）

1月1日現在の発行済普通株式数 10,166,679,946 10,166,679,946

保有自己株式の影響 (6,287,027) (4,111,452)

行使された新株予約権の影響 145,119 -

その他 - -

基本的1株当たり当期純利益の加重平均発行済普通株式数（合計） 10,160,538,038 10,162,568,494

 

 

親会社普通株主に帰属する当期純利益（基本） 1,559 3,118

希薄の効果  

転換債の利息 - -

その他 - -

親会社普通株主に帰属する当期純利益（希薄化後） 1,559 3,118

その内

継続事業 3,514 3,026

非継続事業 (1,955) 92 

株式数（単位）

基本的1株当たり当期純利益の加重平均発行済普通株式数（合計） 10,160,538,038 10,162,568,494

転換債の転換の影響 - -

その他 - -

希薄化後1株当たり当期純利益の加重平均発行済普通株式数（合計） 10,160,538,038 10,162,568,494

 

基本的1株当たり当期純利益

基本的1株当たり当期純利益 0.15 0.31 

基本的1株当たり継続事業からの当期純利益 0.35 0.30

基本的1株当たり非継続事業からの当期純利益 (0.20) 0.01

希薄化後1株当たり当期純利益

希薄化後1株当たり当期純利益 0.15 0.31

希薄化後1株当たり継続事業からの当期純利益 0.35 0.30

希薄化後1株当たり非継続事業からの当期純利益 (0.20) 0.01
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連結財政状態計算書に係る情報

注記19. 有形固定資産‐88,521百万ユーロ

2022年度の有形固定資産の内訳及び増減は以下のとおりである。

 

百万ユーロ 土地 建物
設備及び　

機械

産業及び　

商業設備

その他の　

資産
リース資産

建物付属　

設備

建設仮勘

定　及び前

渡金

合計

減損累計額控除後取得原価 643 11,115 163,443 547 1,551 3,722 482 11,819 193,322

減価償却累計額 - 5,650 100,069 396 1,188 1,093 354 - 108,750

2021年12月31日現在残高 643 5,465 63,374 151 363 2,629 128 11,819 84,572

資本的支出 3 43 2,125 32 115 - 7 8,905 11,230

使用開始資産 27 804 5,078 7 22 27 49 (6,014) -

為替換算差額 (2) 163 322 1 (20) 86 1 133 684

連結範囲の変更 4 46 700 - 2 (9) - (122) 621

処分 (1) (12) (89) (1) (8) (96) - (63) (270)

減価償却費 - (215) (3,893) (24) (90) (336) (43) - (4,601)

減損損失 1 - (153) - (1) - - (49) (202)

減損損失戻入 (1) - 47 - - - - - 46

その他の増減 1 23 714 2 38 552 (3) 345 1,672

売却目的保有資産との振替 (46) (430) (3,540) (5) (129) (91) - (990) (5,231)

増減合計 (14) 422 1,311 12 (71) 133 11 2,145 3,949

減損累計額控除後取得原価 629 11,606 165,370 572 1,439 4,021 547 13,964 198,148

減価償却累計額 - 5,719 100,685 409 1,147 1,259 408 - 109,627

2022年12月31日現在残高 629 5,887 64,685 163 292 2,762 139 13,964 88,521

 

設備及び機械は、無償で譲渡される資産の帳簿価額8,409百万ユーロ（2021年12月31日現在では7,946百万ユーロ）

を含み、主にイベリア及びラテンアメリカの発電所に関する3,456百万ユーロ（2021年12月31日現在では3,672百万

ユーロ）、及びラテンアメリカの配電網に関する合計4,228百万ユーロ（2021年12月31日現在では3,506百万ユー

ロ）である。

リース資産の詳細は以下の注記21を参照のこと。

2022年度中に行われた資本的支出の種類の資産の項目別要約は以下のとおりである。当該支出は合計13,329百万

ユーロで、2021年度から1,128百万ユーロ増加しており、特に太陽光発電所に集中した増加である。

 
百万ユーロ     

 2022年度 2021年度 増減

発電所：     

火力 661 550 111 20.2%

水力 435 402 33 8.2%

地熱力 121 120 1 0.8%

原子力 134 157 (23) -14.6%

代替エネルギー源 5,189 4,947 242 4.9%

発電所合計 6,540 6,176 364 5.9%

配電網
(1) 4,483 4,389 94 2.1%

Enel X（e-city, e-industries, e-home) 373 285 88 30.9%

Enel X Way（e-mobility） 113 82 31 37.8%

顧客小売 721 643 78 12.1%

その他 1,099 626 473 75.6%

合計
(2) 13,329 12,201 1,128 9.2%

(1)2022年度の数値はIFRIC第12号範疇の社会基盤投資1,174百万ユーロ（2021年度では907百万ユーロ）を含まない。

(2)　2022年度の数値は「売却目的保有」に分類されるユニットに関する156百万ユーロ（2021年度では111百万ユーロ）を含む。
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当社グループは、CO2排出削減に関するパリ協定に沿って、エネルギー効率及びエネルギー転換目標を指針とし

て、とりわけ代替エネルギー源を利用する発電所に投資してきた。発電所への資本的支出は、米国、イタリア、ス

ペイン、コロンビア、ペルー、チリ、ブラジル、南アフリカ及びオーストラリアの太陽光発電所を主な対象であ

る。

当社グループは、変化の激しい気候変動に対応し、送電網の強靭性を高めるため、配電事業への投資（4,483百万

ユーロ）を継続した。94百万ユーロの増加は、主にイタリア、ブラジル、ペルーにおける投資の増加によるもの

で、改修維持及び送電網の信頼性が中心である。

Enel Xの資本的支出は、主に、イタリアでe-City事業及びe-Home事業、北米及びオーストラリアで新規案件の実施

における蓄電池事業の設備投資の増加、ブラジルでスマート照明事業、e-Home事業、分散型エネルギー事業（新

規太陽光発電プロジェクトの立上げ）、ペルーで公共照明事業、コロンビアで分散型エネルギー事業（太陽光発

電）における新規案件の立上げ、スペインでe-Home事業により、増加した。

Enel X Wayの資本的支出の増加は、主にスペインでの電気自動車向け新充電ポイントの展開に該当する。

「その他」の増減は主に当期におけるイタリア及び北米の蓄電池システム（BESS）における投資を含む。

為替差益は684百万ユーロである。

2022年度における「連結範囲の変更」は主にイタリアのERG Hydro Srl（現在はEnel Produzioneに合併）の取得、イ

ンドのThar Surya 1 Private Limitedの売却に該当する。

「減損損失」は202百万ユーロであり、主にバレアレス、カナリア、セウタ、メリリャ及びTerminal Portuario de Los

Barriosのスペイン発電所、及び2023年11月から商業運転を終了するコロンビアのEnel Colombiaにより支配されてい

るSociedad Portuaria Central Cartagena SAの価値調整によるものである。このため、2022年12月31日現在、「設備及

び機械」の帳簿価額が引下げられた。

当該項目はまた、Torrevaldaliga Nord、Fusina及びBrindisi Sudにある石炭火力発電所のEnel Produzioneの資産に係る

減損損失による影響を受けた。

「売却目的保有資産との振替」は、2022年度第4四半期中に売却されたルーマニア会社、ギリシャ会社及びEnel

Russiaの全資産に該当する。また、アルゼンチンのEnel Generación Costanera SA及びCentral Dock Sud SA、イタリア

の3 SUN Srl、インドのAvikiran Solar India Private Limited及びオーストラリアのBungalaの売却目的で保有する資産

への振替も該当する。

「その他の変動」は発電所除去費用及び敷地回復費用マイナス302百万ユーロを含み、主にスペイン及び北米にお

ける新規リース585百万ユーロ、アルゼンチン会社の超インフレ経済における有形固定資産の減損1,081百万ユー

ロ、及び有形固定資産に係る資本的支出に特化した融資に係る利息の資産化効果260百万ユーロ（2021年度では182

百万ユーロ）であり、その内訳は以下のとおりである。
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百万ユーロ    

 2022年度 %率 2021年度 %率 増減

EGP North America 83 0.5% 17 0.2% 66 -

EGP México 14 7.0% 10 4.3% 4 40.0%

EGP South Africa 22 6.3% 61 6.3% (39) -63.9%

Enel Américas Group 50 3.2% 23 3.7% 27 -

Enel Chile Group 91 6.1% 80 7.0% 11 13.8%

Endesa Group 5 1.4% 4 1.5% 1 25.0%

Enel Russia Group -  18 8.5% (18) -

EGP India Group 7 9.9% 8 8.3% (1) -12.5%

EGP Australia Group -  1 0.2% (1) -

Enel Produzione 1 2.1% 2 2.1% (1) -50.0%

C&C Uno Energy Srl 1 3.1% -  1 -

Nuove Energie 2 1.6% 1 0.5% 1 -

Enel Green Power Italia 6 3.6% 5 3.3% 1 20.0%

Enel Finance International -  12 1.8% (12) -

合計
(1) 282  242  40 16.5%

(1)2022年度合計は、売却目的で保有する資産に関する22百万ユーロも含む（2021年度合計では、無形資産に関して資産化された金融費用マイナス5百万

ユーロ、その他の非流動資産4百万ユーロ、及び売却目的で保有する資産に関する61百万ユーロを含む）。

 

2022年12月31日現在、有形固定資産購入の契約上の約定は2,926百万ユーロである。

 

注記20. IFRIC第12号‐サービス委譲契約適用範疇の社会基盤

IFRIC第12号に従って認識されたサービス委譲契約は、ブラジル及びコスタリカの配電事業において特定の社会基

盤のサービス委譲に関連するものである。

当該委譲の詳細をまとめた表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

付与権者 事業 国 委譲期間
委譲　　　

残存期間

更新　　　

オプション

2022年12月31日

現在契約資産の

うち認識額

2022年12月31日

現在金融資産の

うち認識額

2022年12月31日

現在無形資産の

うち認識額

Enel Distribuição
Rio de Janeiro

ブラジル政府 配電 ブラジル 1996-2026 4年 あり 116 1,138 453

Enel Distribuição
Ceará

ブラジル政府 配電 ブラジル 1998-2028 6年 あり 86 876 459

Enel Green Power
Mourão

ブラジル政府 発電 ブラジル 2016-2046 24年 なし - 5 -

Enel Green Power
Paranapanema

ブラジル政府 発電 ブラジル 2016-2046 24年 なし - 26 -

Enel Green Power
Volta Grande

ブラジル政府 発電 ブラジル 2017-2047 25年 なし - 276 -

Enel Distribuição
São Paulo

ブラジル政府 配電 ブラジル 1998-2028 6年 あり 290 1,318 544

PH Chucas
コスタリカ電力

公社

水力発

電所
コスタリカ 2012-2031 9年 なし - 103 44

合計 492 3,742 1,500

 

金融資産の下に分類された資産は委譲終了時の公正価値で測定された。詳細は注記52「公正価値で測定される資産

及び負債」を参照のこと。
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注記21. リース

2022年度における使用権資産の増減を示す表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ 土地リース 建物リース 施設リース
その他の

リース資産
合計

2021年12月31日現在合計 1,147 517 441 524 2,629 

増加  289 172 (1) 138 598 

為替換算差額 63 6 11 6 86 

減価償却費 (48) (120) (36) (132) (336)

その他の増減額 (139) (62) 9 (23) (215)

2022年12月31日現在合計 1,312 513 424 513 2,762 

 

リース負債及び年度中の増減を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2021年12月31日現在合計 2,547

増加 445 

支払 (310)

その他の増減 (10)

2022年12月31日現在合計 2,672 

うち中長期 2,409 

うち短期 263

 

百万ユーロ

2022年度

使用権資産の減価償却費 327

リース負債に係る利息費用 96

短期リースに関連する費用（サービス及びその他の原材料に含まれる） 59

少額資産リースに関連する費用（サービス及びその他の原材料に含まれる） -

変動支払リース料（サービス及びその他の原材料に含まれる） 32

合計 514

 

注記22. 投資不動産‐94百万ユーロ

 
百万ユーロ  

  

減損累計額控除後取得原価 129

減価償却累計額 38

2021年12月31日現在残高 91

為替換算差額 1

減価償却費 (2)

減損損失 -

その他の増減 4

増減合計 3

減損累計額控除後取得原価 116

減価償却累計額 22

2022年12月31日現在残高 94

 

2022年12月31日現在投資不動産は94百万ユーロであり、2021年度と比べ3百万ユーロ増加した。

当社グループの投資不動産は、イタリア、スペイン、ブラジル及びチリにおける不動産で構成されており、投資不

動産の売却、又は収益及び処分収入の送金に関する制限は設けられていない。加えて、当社グループは、投資不動

産の購入、建設又は開発、若しくは修繕、維持又は改良に関する契約上の義務を有していない。
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2022年度の変動は、主にスペインにおける複数の資産に係る認識された減損損失及び減価償却累計額によるもので

ある。

投資不動産の評価に関する詳細は注記52「公正価値で測定される資産及び負債」及び注記52.2「財政状態計算書に

おける公正価値で測定されない資産」を参照のこと。
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注記23. 無形資産‐17,520百万ユーロ

2022年度の無形資産の内訳及び増減は以下のとおりである。

 

百万ユーロ 開発支出

産業的特

許　　及び

知的財産権

委譲、ライ

センス、商

標及び類似

の権利

サービ

ス　　　委

譲契約

その他
建物付属

設備

開発下の

資産

及び前渡

金

契約費用 合計

減損累計額控除後取得

原価
43 3,512 12,842 5,781 5,092 - 1,760 2,063 31,093

減価償却累計額 23 2,771 1,721 3,683 3,708 - - 1,117 13,023

2021年12月31日現在残

高
20 741 11,121 2,098 1,384 - 1,760 946 18,070

資本的支出 49 82 151 - 131 - 784 746 1,943

使用開始資産 19 263 14 - 396 - (694) 2 -

為替換算差額 - (7) 250 234 14 - (3) - 488

連結範囲の変更 - 1 171 - - - 2 - 174

処分 - (1) - (15) (1) - (50) - (67)

償却費 (4) (326) (216) (381) (356) - - (375) (1,658)

減損損失 - - (1) - (6) - (6) - (13)

減損損失戻入 - - - - - - - - -

その他の増減 3 (23) 10 481 44 - 42 11 568

売却目的保有資産との

振替
(8) (67) (705) (917) (174) - (88) (26) (1,985)

増減合計 59 (78) (326) (598) 48 - (13) 358 (550)

減損累計額控除後取得

原価
101 3,697 12,646 5,261 5,279 - 1,747 2,831 31,562

減価償却累計額 22 3,034 1,851 3,761 3,847 - - 1,527 14,042

2022年12月31日現在残

高
79 663 10,795 1,500 1,432 - 1,747 1,304 17,520
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当社の知的財産 (IP) ポートフォリオは、持続可能な成長に不可欠な一式の情報で構成されている。Open

Innovability® エコシステムは、知的財産保護メカニズムの支援を受けて保護され収益化された一連の発明に活力を

与える社内外の解決策の創作及び共有を通じてイノベーションを生成している。

2022年12月31日現在、当社グループは163技術群における883件の特許を出願している。このうち711件が認可さ

れ、172件が出願中である。当該ポートフォリオは、当社グループが展開する全ての市場において保護を確実にす

る。当社のポートフォリオには、23の実用新案及び194の意匠登録も含む。特許、実用新案及び意匠とともに、知

的所有権もまた、取引機密管理手続の規定に沿って常に成文化され、保持されている技術的及び商業的性質双方の

事業上の機密を含んでいる。また、当社グループは2,027件の商標を保有しており、そのうち1,642件はすでに登録

され、385件は出願中である。

エネルは、知的財産管理及び営業秘密管理の組織的手順の範囲で知的財産権の生成及び利用を管理するプロセスを

統合した。双方の手続とも知的財産の創造における不可欠な要素として人的資本をみなし、全ての発明の戦略的重

要性を強調しつつ、発明プロセスに従業員の参加を奨励することを目指している。

2022年度中、全てのグローバル・ビジネス・ラインで暗号化活動及び知的財産保護活動を継続した。より具体的に

は、

＞　Enel X Global Retailは、戦略的プラットフォーム、Big Data Platformに係る著作権の暗号化、全てのEnel X及び

同社の顧客事業ユニット向け戦略的データ格納器、Enel Xの顧客向けのグローバル管理システムに活動の重点

を置いている。循環経済に関して、Enel Xは関連スコア及び操作メカニズムとともに著作権法の下でその循環

方式を保護してきた。遠隔医療の分野では、マルチ・デザインが、利用者に完全な健康パッケージを提供する

「Smart Axistance eWell」アプリのグラフィック・インターフェイス向けに欧州連合で登録されている。

＞　Enel Green Power and Thermal Generationは、当期における開発を以下のとおり報告している。

‐太陽光発電部門では、（i）産業発明における特許の出願、及び当該分野で太陽光発電パネルの設置過程を

自動化し、設置時間及び費用を削減、運用者の安全性を向上させるソリューション向けの設計アプリケー

ション、（ⅱ）排気装置におけるウェハーの処理に用いられるカセットのウェーハ・バー・ホルダーの取外

し及び自動挿入を最適化するためのシステムに関して、Commissariat à l’Énergie Atomique et aux Énergies

Alternatives（CEA）と共同所有している特許の出願。さらに、 Gigafactoryプロジェクトに必要な技術ノウハ

ウの創出及び保護は主に営業秘密の形で3 SUN発電所で継続

‐水力発電では、水力発電螺旋、配電ベーン又は小径水力発電パイプラインのように、接近が困難な箇所の検

査を可能にし、発電所制御を容易するロボットソリューション向け実用新案のための特許の出願

＞　Enel Gridsは2022年度に2件の発明の特許を申請：一件が送電網及び送電網でのイベント向け資産認識及び異常

検知の分野（Project ODIN）、及びもう一件が高所で作業する作業者向けの安全装置の分野。同社はまた、

（i）環境への影響を低減するために再生原材料を用いて実施される新たな持続可能なロード・キャブ向け設

計の登録、及び（ⅱ）道路建設現場の境界設定における方法を構成する安全分野での実用新案向け特許の出願

の申請に留意願いたい。
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また当期中に、Gridspertiseは、エッジコンピューティングを活用して二次変電所の物理構成要素をデジタル化

し、設置、訓練、並びに運用及び保守費用を削減し、ネットワークの信頼性を向上させるQuantum Edge-Qed ®

デバイスに関する特許の出願を申請することにより、そのIPポートフォリオを統合した。

＞　Global e-Mobilityは、（i）欧州連合、英国、米国で登録された国際的なデザイン、及び（ⅱ）カナダ、メキシ

コ、米国で登録された国際的なデザインを各々用いて、JuiceBox DC及びJuiceBox 4.0スマートホーム充電デバ

イスを保護している。電気自動車充電ステーション向け知的財産保護は、JuiceMedia 2.0及びJuiceMod製品の設

計の欧州連合及び米国における登録にも拡大された。

＞　Enel Global Servicesは、商標ENEL OOPS ...! INNOVATION
®
としても保護されているイノベーション管理方法

に係る産業発明向けにイタリアで特許の出願に申請した。当該方法は、 Open Innovability ®手法を用いた産業

プロセスの改善に基づいている。

具体的には、当社グループは、データベースの著作権保護及び営業秘密、電力及びガス市場における予測アルゴリ

ズム、特定の資産／生成活動に係る気候変動の影響の評価にシナリオデータを用いる先進的な定量モデルの形で主

に表現される、IP密度の高いソリューションの開発に引続き資源を投入していく。特に、当該活動は、以下をデザ

インした開発モデルを含む、（i）気候変動の潜在的影響に「抵抗する」資産の能力の特徴づけ、（ⅱ）植物に被

害を及ぼす事象又は複合気候事象の可能性の定量化、そして（ⅲ）改善に向けた措置／分野の優先順位付けをする

具体的な技術的アプローチとともに、分散型を含む資産の「弱点」の指標の提供。

IFRIC第12号範囲外のサービス委譲契約で2022年12月31日現在で残高を報告する表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ         

 委譲者 事業 国 事業権の期間
事業権の　　
残存期間

更新
オプション

2022年12月
31日現在

当初の
公正価値

Endesa Distribución Eléctrica - 配電 スペイン 確定できない 確定できない - 5,678 5,673

Enel Colombia（旧Codensa） コロンビア
共和国

配電 コロンビア 確定できない 確定できない - 1,047 1,839

Enel Distribución Chile（旧
Chilectra）

チリ共和国 配電 チリ 確定できない 確定できない - 1,331 1,667

Enel Distribución Perú (旧
Empresa De Distribución
Eléctrica De Lima Norte)

ペルー共和国 配電 ペルー 確定できない 確定できない - 584 548

 

耐用年数が確定できない資産は8,640百万ユーロ（2021年12月31日現在では8,633万ユーロ）で、基本的にスペイン

（5,678百万ユーロ）、コロンビア（1,047百万ユーロ）、チリ（1,331百万ユーロ）及びペルー（584百万ユーロ）

における配電事業の委譲において計上されたものであり、当該資産には法定の終了日も現在予測可能な終了日もな

い。作成された予測に基づけば、様々な委譲に関連する各CGUのキャッシュ・フローは帳簿価額を回収するのに充

分である。当年度の変動は、基本的に為替レートの変動による。サービス委譲契約の詳細は注記20を参照のこと。

2022年度における連結範囲の変更は、主にイタリアのERG Hydro Srl（現在はEnel Produzioneに合併）のEnel

Produzioneによる取得を反映しており、水力発電委譲の価値は170百万ユーロ増加した。

2022年度における減損損失は13百万ユーロで、主に経営者が放棄を決定した開発下の資産におけるプロジェクトに

相当する。詳細は注記12.eを参照のこと。

その他の増減は、主にブラジルの自動車会社数社の取得に関連する手配費用及び超インフレ経済で操業しているア

ルゼンチン会社の無形資産に係る減損を含む。
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注記24. のれん‐13,742百万ユーロ

 

百万ユーロ 2021年12月31日現在

連結範

囲　の変

動

為替換

算　差額
減損損失

減損累計

額に伴う

取得原価

の相殺

売却目的

保有資産

から／へ

の振替

その他の

増減
2022年12月31日現在

 取得原価
減損累計

額

正味帳簿

価額
      取得原価

減損累計

額

正味帳簿

価額

イベリア半島 11,177 (2,392) 8,785 - - - -  - 11,177 (2,392) 8,785

チリ 1,209 - 1,209 - 42 - - (61) (42) 1,148 - 1,148

アルゼンチン 275 (253) 22 - (1) - - - - 274 (253) 21

ペルー 566 - 566 - 4 - - - 1 571 - 571

コロンビア 527 - 527 - (9) - - - - 518 - 518

ブラジル 1,303 - 1,303 - 95 - - (85) - 1,313 - 1,313

中米 25 - 25 - 2 - - - (1) 26 - 26

メキシコ 18 (18) - - - - - - - - - -

Enel Green Power North
America

70 - 70 - - - - - - 70 - 70

Enel X North America 199 - 199 - 13 - - - (70) 142 - 142

Enel X Way North America - - - - - - -  70 70 - 70

Enel X Asia Pacific 84 - 84 - - - - - - 84 - 84

残りの欧州にあるEnel X
(1) 46 (3) 43 - - - - - - 43 - 43

Enel X Italy - - - - - - - - - - - -

イタリア市場
(2) 580 - 580 1 - - - - - 581 - 581

Enel Green Power Italy 21 - 21 - - - - - - 21 - 21

Enel Produzione Italy - - - 349 - - - - - 349 - 349

ルーマニア 400 (13) 387 17 1 - - (404) (1) - - -

合計 16,500 (2,679) 13,821 367 147 - - (550) (43) 16,387 (2,645) 13,742

(1)Viva Labsを含む。

(2)Enel Energiaを含む。
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のれんマトリックス（2022年12月31日現在）

百万ユーロ

火力発電及び

  　　トレー

ディング

Enel Green Power Enel Grids 最終消費者市場 Enel X
持株、サービス

及びその他
合計

        

Enel Green Power Italy - 21 - - - - 21

イタリア市場
(1) - - - 581 - - 581

Enel Produzione Italy - 349 - - - - 349

イベリア半島 - 1,190 5,788 1,807 - - 8,785

アルゼンチン - 2 19 - - - 21

ブラジル - 478 835 - - - 1,313

チリ - 996 152 - - - 1,148

コロンビア - 295 223 - - - 518

ペルー 44 207 320 - - - 571

中米 - 26 - - - - 26

Enel Green Power North America - 70 - - - - 70

Enel X North America - - - - 142 - 142

Enel X Way North America - - - - - 70 70

Enel X Asia Pacific - - - - 84 - 84

残りの欧州にあるEnel X
(2) - - - - 43 - 43

合計 44 3,634 7,337 2,388 269 70 13,742

(1)Enel Energiaを含む。

(2)Viva Labsを含む。
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のれんマトリックス（2021年12月31日現在）

百万ユーロ

火力発電及

び　　トレー

ディング

Enel Green Power Enel Grids 最終消費者市場 Enel X
持株、サービス

及びその他
合計

        

Enel Green Power Italy - 21 - - - - 21

イタリア市場
(1) - - - 580 - - 580

イベリア半島 - 1,190 5,788 1,807 - - 8,785

アルゼンチン - 3 19 - - - 22

ブラジル - 423 880 - - - 1,303

チリ - 996 213 - - - 1,209

コロンビア - 304 223 - - - 527

ペルー 44 202 320 - - - 566

中米 - 25 - - - - 25

ルーマニア - - 330 57 - - 387

Enel Green Power North America - 70 - - - - 70

Enel X North America - - - - 199 - 199

Enel X Asia Pacific - - - - 84 - 84

残りの欧州にあるEnel X
(2) - - - - 43 - 43

合計 44 3,234 7,773 2,444 326 - 13,821

(1)Enel Energiaを含む。

(2)Tynemouth 及び Viva Labsを含む。
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のれんにおける79百万ユーロの減少は、主に、「売却目的保有に分類された資産から／への振替」（マイナス550

百万ユーロ）、非継続事業として分類されたルーマニア（マイナス404百万ユーロ）、Celg Distribuição SA-Celg-D

（Enel Goiás）及びEnel Transmisión Chileの売却目的保有資産として振替られた各々ブラジル（マイナス85百万ユー

ロ）及びチリ（マイナス61百万ユーロ）（2022年度に売却された）による。当該マイナスの影響は、主にEnel

Hydro Appnino Centrale Srlの取得を反映して連結範囲における増加（349百万ユーロ）、及び主にブラジル、チリ及

び米国での「為替差額」（プラス147百万ユーロ）により一部相殺された。

 

資金生成単位（CGUs）を特定するために用いられる要件は収益区分に基づいており、これは当社グループの事業

の特性に照応して主要な要件と考えられ、事業を行い会社を組織する際に市場の事業規則及び規制を充分に考慮し

ている。のれんの減損テスト目的において、当該CGUsは、セグメント報告目的において特定された事業セグメン

トの範囲内で、経営者の戦略的及び事業ビジョンに一貫した、想定相乗効果に基づきグループ化されている。

 

また、2022年度に、既存のCGUsがIAS第36号第72項に従い、重要な変動の存在の可能性を評価するため広範な分析

を行ったことに留意されたい。

当該分析は、Enel Xからの電気移動体業務の分社から確立された新たなグローバル・ビジネスであるEnel X Wayに

おいてのみに既存のCGUsの修正をもたらした。

特に、新たにEnel X North America CGUが特定された。

 

認識されたのれんの回収可能価額は、無リスク・レート、ベータ、市場リスク・プレミアムなどの市場情報に基づ

いて選択された、見積り期待将来キャッシュ・フロー、及び適切な割引率の適用により、割引キャッシュ・フ

ロー・モデルを用いてCGU又はCGUsグループの使用価値を計算することで見積られている。

キャッシュ・フローは、各CGU又はCGUsグループの固有のリスクを考慮し、見積り時点で入手可能な、以下の記

述のとおり、最善の情報に基づいて算定された。

＞　数量、収益、運営費用、資本的支出、産業及び商業組織、及び主要なマクロ経済変数（インフレ率、名目利

率、為替レート）及び商品価格の動向に関する予測を含む、2022年11月21日に親会社の取締役会によって承認

された事業計画からの明確な期間。減損テストで考慮されたキャッシュ・フローの明示的な期間は3年間であ

る。

＞　その後の年度においては、キャッシュ・フロー、資産の平均残存耐用年数、又は委譲の存続期間を決定する主

な変数の長期的な動向に関する仮定に基づく。

 

具体的には、減損テストの対象となる各CGU又はCGUsグループに関する事業の特性に基づきターミナル・バ

リューを算出している。

＞　永久性。大規模水力 (LH) 発電及び配電事業において、ライセンスと公共委譲は長期的な性質を持ち、容易に

再生可能である。Enel X及びEnel X Way事業と同様に、長期にわたり持続可能な特定のノウハウの開発を特徴

としている。
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＞　一定成長性。主に小売業を特徴とするCGU又はCGUsグループにおいて、残余年数は、従って顧客関係の平均

継続期間と基本的に相関している。従来型火力発電事業（発電及びトレーディング）と同様である。当該方法

は、再生可能エネルギー（Enel Green Power)事業においても、 (i) 発電所の残存耐用年数から得られる価値、

及び(ii) 許認可権、生産施設の競争力（天然資源の観点から）、及びネットワークの相互接続性に関連して発

電所が廃止された場合の残余価額、を考慮するために用いられる。

名目成長率 (g-rate) は、電力及び／又はインフレ（国及び関連事業に依拠）の長期成長率に等しく、いかなる場合

も該当市場の平均長期成長率を上回ることはない。

そのため、当社グループはエネルギー移行に伴う傾向に基づいた戦略的方向性を確かめた。資本の利用で当てる焦

点は以下のとおりである。

＞　再生可能源を利用した発電資産の段階的開発、並びに石炭及びガス火力発電からの同時撤退を通じた脱炭素化

（2040年度までに）

＞　最終消費者向け新製品及び新サービスの奨励、及び最終消費者へのガス販売からの段階的同時撤退に伴うエネ

ルギー消費の電化（2040年度までに）

＞　顧客へのサービス品質の保証の下にエネルギー移行に対応する、配送網のデジタル化及び高度化
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商品価格動向における仮定に関しては、パリ参照シナリオの利用が確定されている。

具体的には、CO2価格は、需要増加に直面し排出枠の供給が徐々に減少することにより、2030年を通じて急速に上

昇すると想定される、その一方で、石炭価格は需要の減少により安定すると予測される。世界レベルでの需給に再

調整があることを考慮すると、ガス価格の緊張は今後緩和されると予想される。最後に、石油価格は安定し、ピー

ク需要は2030年頃になると予想される。

また、当社グループは長期的な気候変動の影響も考慮して感応度分析を実施している。具体的には以下のとおりで

ある。

＞　2026‐2050年度にわたる電力需要の変動に沿ったターミナルバリューの見積りにおける長期的な成長率は、事

業の特性に基づき、気候変動による気温上昇、及びエネルギー移行に関連する動向に関係する一定の仮定を採

用して検討している。

＞　当社グループは、ポートフォリオ資産の水力発電、風力発電、太陽光発電の発電レベルの変動を、基礎となる

気候及び気象変数（例えば、温度、放射照度、風速、降水量）の各予測に関連付けて検討している。

＞　当社グループは、直接排出量ゼロ（Scope1）及び小売事業から生じた間接排出量ゼロ（Scope3）の目標に沿っ

た化石燃料発電所の廃止において費用を負担することを想定している。

CGUsの使用価値の頑健性を検証するために、主な価値の牽引要因、特に加重平均資本コスト（WACC ）及び長期

成長率において感度分析を実施した。

当該状況においても、分析された全てのCGUsの価値が帳簿価額を上回り、こうして2022年12月31日現在の当社グ

ループの連結財務書類における帳簿価額の完全な回収可能性が確保されていることから、上述の証拠との整合性が

確かめられた。

適用された割引率及び期待キャッシュ・フローが割引される期間とともに、各CGU内の会社において主なのれんの

価値の構成を報告する表は以下のとおりである。
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百万ユーロ
のれんの

金額 成長率
(1)

税引前加重

平均資本コ

スト割引率

(2)

キャッ

シュ・フ

ローの明

示期間

ターミナル・バ

リュー
(3)

のれんの

金額 成長率
(1)

税引前加重

平均資本コ

スト割引率

(2)

キャッ

シュ・フ

ローの明

示的期間

ターミナル・バ

リュー
(3)

 

2022年12

月31日現

在

    

2021年12

月31日現

在

    

イベリア半島 8,785 2.47% 6.10% 3年

永久／EGP25

年　　　　／

G&T13年

8,785 1.64% 3.93% 3年
永久／EGP25
年　　　／
G&T14年

チリ 1,148 2.00% 8.45% 3年

永久／EGP26

年　　　　／

G&T5年

1,209 2.02% 6.58% 3年
永久／EGP25
年　　　／

G&T6年

アルゼンチン 21 45.70% 71.78% 3年 永久 22 24.11% 46.75% 3年 永久／G&T8年

ペルー 571 2.25% 8.75% 3年

永久／EGP25

年　　　　／

G&T8年

566 2.31% 6.64% 3年
永久／EGP23
年　　　／

G&T9年

コロンビア 518 3.20% 11.79% 3年

永久／EGP26

年　　　　／

G&T15年

527 3.11% 8.82% 3年
永久／EGP28
年　　　／
G&T16年

ブラジル 1,313 3.58% 11.22% 3年 永久／EGP25年 1,303 3.30% 9.09% 3年
永久／EGP26
年　　　／

G&T7年

中央アメリカ 26 2.02% 9.66% 3年 18年 25 2.03% 7.85% 3年 19年

Enel Green Power North
America

70 2.02% 6.48% 3年 25年 70 2.03% 5.01% 3年 26年

Enel X North America 142 2.02% 9.71% 3年 永久 199 2.03% 7.62% 3年 永久

Enel X Way North America 70 2.02% 11.53% 3年 永久 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当

Enel X Asia Pacific 84 2.02% 10.39% 3年 永久 84 2.03% 8.81% 3年 永久

残りの欧州にあるEnel X 43 1.62% 8.82% 3年 永久 43 1.70% 8.24% 3年 永久

Enel Green Power Italy 21 1.62% 6.39% 3年 永久／24年 21 1.52% 4.94% 3年 永久／23年

イタリア市場 581 2.38% 10.88% 3年 15年 580 1.48% 9.14% 3年 15年

Enel Produzione Italy 349 1.64% 7.70% 3年 永久／15年 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当

ルーマニア 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当 387 2.06% 7.56% 3年 永久／25年

のれんは認識されていない

が、IAS第36号において規定

されている減損の兆候の存

在がもたらす減損テストが

実施されたCGU

          

イベリアNPT（非半島地域） 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当 - - 3.42% 5年 5年

オーストラリア 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当 - 0.91% 5.50% 3年 25年

メキシコ 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当 - 3.36% 8.77% 3年 24年

(1)明示的予測期間後のキャッシュ・フローの永久成長率。

(2)反復法を用いて計算された税引前加重平均資本コスト：税引前キャッシュ・フローで計算された使用価値が、税引後加重平均資本コストで割り引かれ

た税引後キャッシュ・フローで計算された値と等しいことを保証する割引率。

(3)ターミナル・バリューは、表に記載された年数にわたり、利回りが永久又は一定成長することに基づいて見積もられている（G&T＝発電及びトレー

ディング、EGP＝Enel Green Power、LH＝大規模水力）。
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注記25. 繰延税金資産及び負債‐10,925百万ユーロ及び 9,542百万ユーロ

一時差異の種類別に適用される規制により定められた税率を用いて算定された繰延税金資産及び負債の増減、並び

に認められる場合に繰延税金負債と相殺可能な繰延税金資産の金額の詳細を示す表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ  

純損益に　

計上された

増加／　

（減少）

株主持分　

に計上され

た増加／

（減少）

連結範囲の

変動

為替換算　

差額

その他の　

増減

売却目的　

保有資産　

への振替

 

 
2021年12月

31日現在
      

2022年12月

31日現在

繰延税金資産         

無形資産及び有形固定資産の

帳簿価額の差異
2,469 (90) 1 5 12 (10) (74) 2,313

繰延べた損金算入可能なリス

ク及び費用における引当金及

び減損損失

2,035 13 - 10 45 (19) (128) 1,956

税務上の繰越欠損金 785 158 - - 46 3 (206) 786

金融商品の測定 2,248 91 522 4 2 67 (20) 2,914

従業員給付 871 (70) (78) - 45 40 (10) 798

その他の項目 2,626 (464) 6 1 (7) 136 (140) 2,158

合計 11,034 (362) 451 20 143 217 (578) 10,925

繰延税金負債         

非流動及び金融資産に係る差

異
5,538 148 2 110 (97) 273 (255) 5,719

金融商品の測定 1,527 28 (159) - 2 110 (2) 1,506

その他の項目 2,194 188 6 (3) 38 78 (184) 2,317

合計 9,259 364 (151) 107 (57) 461 (441) 9,542

　         

相殺不能な繰延税金資産        6,194

相殺不能な繰延税金負債        4,612

相殺後の繰延税金負債正味超過

額
       199

 

繰延税金資産は2022年12月31日現在、当該資産の回収が合理的に確実と考えられる合計額が10,925百万ユーロ

（2021年12月31日現在では11,034百万ユーロ）である。

繰延税金資産は109百万ユーロ減少し、主に以下の要因による。

＞　スペインの連結納税グループの親会社Enel Iberiaによる繰延税金資産の取崩

＞　主にイタリア及び中南米の非流動資産の価値の差額に係る繰延税金資産の取崩

＞　当期に売却可能及び非継続事業に分類された会社に関する繰延税金資産の振替

当該要素は、キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブの公正価値における変動に関連する繰延税金資産の影

響、北米及びスペインの新たなe-Mobility事業ラインの会社再編を受けて認識されたラテンアメリカの為替差額の

影響により一部相殺された。

当年度の税務上の繰越欠損金（1,129百万ユーロ）に係る繰延税金資産352百万ユーロは、将来の課税所得の見積り

に基づき、その回収可能性は高くないと考えていることから、評価されていないことに留意されたい。

2022年12月31日現在、繰延税金負債は9,542百万ユーロ（2021年12月31日現在では9,259百万ユーロ）である。当該

項目は基本的に、複数年度及び税務上の繰延により形成された取得原価の最終配分の一部として取得した資産の調

整額の税効果の決定、及び加速償却を含む税務目的の減価償却と資産の見積耐用年数に基づく減価償却との差異に

関する繰延税金を含む。
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繰延税金負債は合計283百万ユーロ増加し、特に以下による。

＞　アルゼンチンの税制改革及び超インフレーションの影響

＞　Enel Hydro Appennino Centrale Srlの合併に係るのれんの配分の税効果

当該影響は、キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブの公正価値における変動に関連する繰延税金資産の影

響、ラテンアメリカにおける為替差額の影響、及び当年度中に売却可能及び非継続事業に分類された会社に関する

繰延税金負債の振替により、一部相殺された。
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注記26. 持分法適用投資‐1,281百万ユーロ

持分法を用いて計上されたジョイント・ベンチャー及び関連会社への主な投資は以下の表のとおりである。

 

百万ユーロ  保有割合
損益への
影響

連結範囲
の　変動

配当金
売却目的
保有資産
との組替

その他の
増減

 保有割合

 
2021年12

月
31日現在

      
2022年12
月31日現

在

 

ジョイント・ベンチャー          

Gridspertise Srl - - - 299 - - - 299 50.0%

Mooney Group SpA - - (17) 305 - - (69) 219 50.0%

Slovak Power Holding - 50.0% (65) - - - 155 90 50.0%

Zacapa Topco Sàrl 114 20.6% 1 (114) - - (1) - -

Matimba project companies - - (3) 108 - - 3 108 50.0%

Kino project companies 21 20.0% (18) - - - 13 16 20.0%

Tejo Energía Produção e Distribuição de
Energia Eléctrica

12 43.8% - - (7) - - 5 43.8%

Ewiva Srl 22 50.0% (2) - - - - 20 50.0%

Drift Sand Wind Project 40 50.0% 2 - - - 3 45 50.0%

Front Marítim del Besòs 33 61.4% (2) - - - - 31 61.4%

Rusenergosbyt 51 49.5% 64 - (11) - (13) 91 49.5%

Energie Electrique De Tahaddart 18 32.0% 2 - (2) - (7) 11 32.0%

Powercrop - 50.0% 16 - - - (2) 14 50.0%

ジョイント・ベンチャー合計 311  (22) 598 (20) - 82 949  

 

百万ユーロ  保有割合
損益への
影響

連結範囲
の　変動

配当金
売却目的
保有資産
との組替

その他の
増減

 保有割合

 
2021年12

月
31日現在

      
2022年12
月31日現

在

 

関連会社          

CESI 59 42.7% (3) - - - 2 58 42.7%

Elecgas SA 15 50.0% 7 - (15) - 23 30 50.0%

Gnl Chile SA 6 33.3% 7 - - - 1 14 33.3%

Energías Especiales del Bierzo 4 50.0% 3 - (2) - 7 12 50.0%

Tecnatom 27 45.0% - - - (27) - - -

Gorona Del Viento El Hierro SA 13 23.2% 1 - (1) - - 13 23.2%

Suministradora Eléctrica De Cádiz 10 33.5% 4 - (5) - - 9 33.5%

Compañía Eólica Tierras Altas 8 37.5% 3 - (3) - (1) 7 37.5%

Cogenio Srl 12 20.0% (1) - (4) - 2 9 20.0%

Avikiran Surya India - - - 28 - - (1) 27 51.0%

Sociedad de Inversiones K Cuatro SpA - - - (30) - - 30 - -

Enel X AMPCI Ebus Chile SpA 4 20.0% - (5) - - 1 - -

EGPNA Renewable Energy Partners 121 20.0% 5 (59) - - 10 77 10.0%

Rocky Caney Holding 50 20.0% 5 (30) - - (3) 22 10.0%

その他 64  (5) (12) (7) - 14 54  

関連会社合計 393  26 (108) (37) (27) 85 332  

          

合計 704  4 490 (57) (27) 167 1,281  
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2022年度に計上された持分法投資の増加は、主に以下を反映している。

＞　主に以下の事項に関する連結範囲の変更におけるプラスの影響

‐Mooneyにおける持分の取得。具体的には、Enel X Srl及びBanca 5との間で取引が完了したことで、両社は

Mooneyの持分50%を取得し、同社を両社の共同支配下に置いた。その後、Enel X Payブランドの下で販売され

ていたEnel Xのイタリアでの金融サービス事業に関する全ての事業がMooneyに売却され、ヨーロッパを拠点と

するフィンテック会社が誕生した。

‐国際的なプライベート・エクイティ・ファンドであるCVC Capital Partners Fund VIII（CVC）に、以前は全てを

保有していた同社における持分50%の売却を受けた、Gridspertise Srlにおける持分の認識

‐以前に当社グループにより支配されていたMatimbaプロジェクトの会社を保有するJVにおける持分の認識

‐以前に支配されていたインド会社Avikiran Surya India Private Limitedにおける持分の認識

‐Ufinetにおける持分の1.1%のEnel X Internationalによる売却を受けた、Zacapa Topcoにおける投資（114百万ユー

ロ）の「その他の事業体への投資」への振替。取引を受けて、Enel X InternationalはUfinetの株式資本の持分

19.5%を間接的に保有する。

‐Enel X Chile SpAによる関連会社Sociedad de Inversiones K Cuatro SpA及びEnel X AMPCI Ebus Chile SpAにおける

保有全持分の売却

‐EGPNA Renewable Energy Partners及びRocky Caney Holding（取引を受けて20%から10%になる）における保有

持分の50%の売却

＞　主にRusenergosbyt、Powercrop、及びスペイン会社の利益による計上で、持分法適用会社グループに帰属する

利益（4百万ユーロ）

＞　キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ及びスペイン会社の公正価値におけるプラスの推移を受けた、主

にSlovak Power Holdingに関するその他の包括利益準備金の変動

当該プラスの影響は、主に以下の要因により相殺された。

＞　主にRusenergosbyt及び特定のスペイン会社による当期に分配した配当金57百万ユーロ

＞　Tecnatomにおける投資（27百万ユーロ）の売却目的保有への振替

IFRS第5号に従って売却目的保有に分類されていない当社グループの主要なジョイント・ベンチャー及び関連会社

の財務情報の要約は以下の表のとおりである。
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百万ユーロ 非流動資産 流動資産 資産合計 非流動負債 流動負債 負債合計 株主持分

 
2022年12
月31日現

在

2021年12
月31日現

在

2022年
12月31
日現在

2021年
12月31
日現在

2022年12
月31日現

在

2021年12
月31日現

在

2022年
12月31
日現在

2021年
12月31
日現在

2022年
12月31
日現在

2021年
12月31
日現在

2022年12
月31日現

在

2021年12
月31日現

在

2022年
12月31
日現在

2021年
12月31
日現在

ジョイント・ベンチャー               

Slovak Power Holding 12,376 12,194 1,444 1,854 13,820 14,048 4,950 6,762 6,620 5,369 11,570 12,131 2,250 1,917

Gridspertise Srl 94 - 192 - 286 - 9 - 198 - 207 - 79 -

Rusenergosbyt 3 3 285 141 288 144 - - 165 120 165 120 123 24

Matimba project companies 114 - - - 114 - - - - - - - 114 -

Mooney Group SpA 880 - 449 - 1,329 - 1,086 - 575 - 1,661 - (332) -

Ewiva Srl 40 44 - - 40 44 - - - - - - 40 44

関連会社               

CESI 191 198 25 28 216 226 24 25 90 - 114 25 102 201

Elecgas SA 332 370 222 188 554 558 327 408 167 120 494 528 60 30

 

百万ユーロ 収益合計 税引前利益／（損失）
継続事業からの純利益／（損

失）

 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度

ジョイント・ベンチャー       

Slovak Power Holding 5,184 3,417 (320) 190 (223) 137

Gridspertise Srl 334 - 12 - 8 -

Rusenergosbyt 2,919 2,288 170 112 137 90

Matimba project companies 34 - (22) - (15) -

Mooney Group SpA 224 - (33) - (33) -

Ewiva Srl - - (4) - (4) -

関連会社       

CESI 155 140 (4) (7) (1) (8)

Elecgas SA 26 25 20 15 14 11
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注記27. デリバティブ

 
百万ユーロ 非流動 流動

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

デリバティブ金融資産 3,970 2,772 14,830 22,791

デリバティブ金融負債 5,895 3,339 16,141 24,607

 

非流動金融資産として分類されているデリバティブの詳細は、ヘッジ・デリバティブ及びトレーディング・デリバ

ティブに関する注記51を参照のこと。

 

注記28. 流動／非流動　契約資産／（負債）

 
百万ユーロ 非流動 流動

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

契約資産 508 530 106 121

契約負債 5,747 6,214 1,775 1,433

 

顧客との契約に係る非流動資産（契約資産）は、主にIFRIC第12号に従って認識された、満了まで12か月を超える

期間がある、官民サービス委譲契約から生じた開発中の資産（492百万ユーロ）によるものである。当該事例は、

資産を完成させ料率を通して報酬を得ることができることを確保する契約上の義務が残っており、委譲権者が資産

を認識するための全権利を助成者からまだ取得していない場合に発生する。2022年12月31日現在の数値には1,174

百万ユーロの投資を含んでいる。

流動契約資産は、主に未成工事契約（80百万ユーロが請求され、支払は履行義務の充足が条件である）によるもの

である。

2022年12月31日現在の非流動契約負債は、主にイタリア（3,127百万ユーロ）及びスペイン（2,620百万ユーロ）に

おける配電事業によるもので、関連契約平均期間にわたって繰り延べた新規顧客に紐付く収益の会計処理の結果で

ある。

流動契約負債は、主にイタリア及びスペインにおいて認識された1,234百万ユーロの12か月以内に満了する送電網

への接続による収益に関連した契約負債、及び未成工事契約に対する負債（509百万ユーロ）を含む。

IFRS第15号で要請されている期間帯ごとの契約債務の損益への戻入は、以下の表のとおりである。

 
百万ユーロ  

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

1年以内 1,775 1,433

2年以内 516 498

3年以内 517 480

4年以内 516 479

5年以内 515 477

5年超 3,683 4,280

合計 7,522 7,647
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注記29. その他の非流動金融資産‐8,359百万ユーロ

 
百万ユーロ    

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

公正価値で測定される他社における株主持分投資 366 72 294 -

正味金融債務に含まれる金融資産及び有価証券（注記29.1参

照）
4,213 2,692 1,521 56.5%

サービス委譲契約 3,732 2,890 842 29.1%

非流動金融前払金 48 50 (2) -4.0%

合計 8,359 5,704 2,655 46.5%

 

その他の非流動金融資産2,655百万ユーロの増加は、主に以下による。

＞　正味金融負債に含まれる金融資産の増加（詳細は注記29.1）

＞　主にブラジルのサービス委譲契約に関する金融資産の増加

＞　Zacapa Topcoを巡る共同支配の喪失に伴うUfinetにおける持分1.1%のEnel X Internationalによる売却を受けた

Zacapa Topcoにおける投資の認識

 

公正価値で測定される他社における株主持分投資の内訳の表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ      

 2022年12月31日現在 保有割合 2021年12月31日現在 保有割合 増減

Empresa Propietaria de la Red SA 7 11.1% 5 11.1% 2

European Energy Exchange AG 22 2.4% 13 2.4% 9

Athonet Srl 7 16.0% 7 16.0% -

Korea Line Corporation 1 0.3% 1 0.3% -

Hubject GmbH 11 12.5% 10 12.5% 1

Termoeléctrica José De San Martín SA 11 4.2% 11 4.2% -

Termoeléctrica Manuel Belgrano SA 9 4.7% 12 4.7% (3)

Zacapa Topco Sàrl 288 19.5% - - 288

その他 10  13  (3)

合計 366  72  294

 

29.1 正味金融負債に含まれるその他の非流動金融資産‐4,213百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

有価証券 447 403 44 10.9%

その他の金融資産 3,766 2,289 1,477 64.5%

合計 4,213 2,692 1,521 56.5% 

 

有価証券はオランダ保険会社がその手元流動性の一部を投資しているもので金融商品で表示されている。

「その他の金融資産」の増加は、主に保証金における金融資産の増加による。

 

注記30. その他の流動金融資産‐13,753百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

正味金融債務に含まれる流動金融資

産　　　　　（注記 30.1を参照）
13,501 8,467 5,034 59.5%

その他 252 178 74 41.6%

合計 13,753 8,645 5,108 59.1%
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その他の流動資産は5,108百万ユーロ増加しており、主に注記30.1に記載のとおり正味金融負債に含まれる流動金融

資産の増加によるものである。

 

30.1 正味金融負債に含まれるその他の流動金融資産‐13,501百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

長期金融資産の一年以内回収分 2,838 1,538 1,300 84.5%

FVTPL評価の有価証券 - 1 (1) -

FVOCI評価の有価証券 78 87 (9) -10.3%

金融資産及び現金担保 8,319 6,485 1,834 28.3%

その他 2,266 356 1,910 -

合計 13,501 8,467 5,034 59.5%

 

当該項目の増加は主として以下による。

＞　スペインの電力システムの欠損に関する金融資産の増加を主に反映する、長期金融資産の一年以内回収分の増

加に関する1,300百万ユーロ

＞　デリバティブ取引における取引先に供与した現金担保の増加1,834百万ユーロ

＞　「その他」の増加は、主に「eco-sisma bonus」制度の下での建物改修向け税額控除の付与に関するEnel X Italia

の短期金融資産の増加（557百万ユーロ）、及び主にCelg Distribuição SA-Celg-D（Enel Goiás）の売却に関して

ブラジルの金融資産における増加（1,210百万ユーロ）による。

 

注記31. その他の非流動資産‐2,486百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

機関投資家から生じた債権 282 242 40 16.5%

人事制度の正味資産 8 - 8 -

その他 2,196 3,026 (830) -27.4%

合計 2,486 3,268 (782) -23.9%

 

機関投資家から生じた債権の増加40百万ユーロは、主にスペインにおける配電事業によるものである。その他の資

産は2022年12月31日現在、税金資産1,674百万ユーロ（2021年12月31日現在では2,286百万ユーロ）、保証金301百万

ユーロ（2021年12月31日現在では340百万ユーロ）を含む。

当該変動は主に、PIS/COFINS紛争に関連してブラジルで以前に認識された税金資産253百万万ユーロの減少、及び

ブラジル会社数社の売却に関連した資産976百万ユーロの減少によるもので、543百万ユーロ為替相場のプラスの推

移により一部相殺された。

 

注記32. その他の流動資産‐4,314百万ユーロ

 

百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

機関投資家から生じた債権 1,033 2,205 (1,172) -53.2%

仕入先への前渡金 332 326 6 1.8%

従業員から生じた債権 30 29 1 3.4%

その他から生じた債権 1,056 1,071 (15) -1.4%

各種税金資産 1,598 1,164 434 37.3%

未収収益及び前払金 265 207 58 28.0%

合計 4,314 5,002 (688) -13.8% 
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機関投資家から生じた債権は、主にイタリアのシステムに関する617百万ユーロ（2021年12月31日現在では1,519百

万ユーロ）、スペインのシステムに関する388百万ユーロ（2021年12月31日現在では667百万ユーロ）を含む。当該

減少は基本的に、イタリアにおけるエネルギー及び環境サービス基金に関する債権額の減少によるものであり、主

にe-distribuzione（429百万ユーロ）及びServizio Elettrico Nazionale（106百万ユーロ）が保有しており、主に平準化

メカニズムに関連している。

各種税金資産が434百万ユーロ増加したのは、主にイタリア（216百万ユーロ）、ラテンアメリカ（100百万ユー

ロ）及び親会社である当社（282百万ユーロ）の間接税における税額控除が増加したことにより、スペイン（115百

万ユーロ）及びNorth America（93百万ユーロ）の同項目の減少により一部相殺された。

 

注記33. 棚卸資産‐4,853百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

原材料、副資材及び消耗品     

燃料 2,396 1,023 1,373 -

原材料、工具及びその他の棚卸資産 2,155 1,793 362 20.2%

合計 4,551 2,816 1,735 61.6%

環境証書     

CO2排出枠 152 139 13 9.4%

グリーン証書 - 3 (3) -

エネルギー効率証書 6 16 (10) -62.5%

合計 158 158 - -

売却目的保有建物 47 49 (2) -4.1%

口座振替 97 86 11 12.8%

合計 4,853 3,109 1,744 56.1%

 

原材料、副資材及び消耗品は、発電所及び配電網の操業、保守及び建設に用いられる資材、機材、及び当社グルー

プの発電及びトレーディング事業に必要な燃料在庫で構成されている。

2022年度の棚卸資産の全増加（1,744百万ユーロ）は、主にイタリア（1,221百万ユーロ）、スペイン（506百万ユー

ロ）、ラテンアメリカ（69百万ユーロ）における当社グループ発電所の需要を充足するガス在庫を中心に低圧及び

中圧材料の在庫の増加により、燃料、資材、機器及びその他の棚卸資産が増加したことにより、ロシア及びルーマ

ニアの在庫における減少（100百万ユーロ）により一部相殺された。

 

注記34. 営業債権‐16,605百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

顧客     

売電及び送電 10,216 10,111 105 1.0%

ガスの配給及び販売 3,026 2,658 368 13.8%

その他の資産 3,118 3,158 (40) -1.3%

顧客から生じた債権の合計 16,360 15,927 433 2.7%

関連会社及びジョイント・ベンチャーから

生じた債権
245 149 96 64.4%

合計 16,605 16,076 529 3.3%

 

顧客から生じた債権は損失引当金控除後の金額で認識されており、損失引当金は期末現在合計3,783百万ユーロ

で、比較前年度末残高は3,663百万ユーロである。
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具体的に2022年度の増加分合計529百万ユーロは、主にスペイン（530百万ユーロ）及びラテンアメリカ（554百万

ユーロ）で認識されたが、「IFRS第5号‐売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」の規定に沿い、イタリ

ア（106百万ユーロ）及びルーマニア（500百万ユーロ）で認識された減少により一部相殺された。

当期の変動は、当年度に認識された電力及びガスの販売及び輸送における営業債権、並びにイタリア及びラテンア

メリカにおける貸倒引当金に関する取崩の正味増加による。

営業債権に関する詳細は注記48「金融商品の種類別内訳」を参照のこと。

 

注記35. 現金及び現金同等物 – 11,041百万ユーロ

下表に詳述された現金及び現金同等物は、Enel Transmisión Chile, Gridspertise及びCelg Distribuição SA-Celg-D（Enel

Goiás）の2022年12月における販売からの回収により2,183百万ユーロ増加した。

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

銀行及び郵便貯金 8,968 8,118 850 10.5%

手許現金及び現金同等物 35 8 27 -

その他の流動投資 2,038 732 1,306 -

合計 11,041 8,858 2,183 24.6%

 

注記36. 売却目的保有に分類された処分グループに含まれる資産及び負債‐6,149百万ユーロ及び3,360百万ユーロ

2022年度の売却目的保有資産の増減内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ    

2021年　　

12月31日　

現在

流動及

び　　非流

動資産　と

の振替

処分及び　

連結範囲の

変動

減損 為替差額 投資
その他の　

増減

2022

年　　　12

月31日現在

有形固定資産 899 5,231 (1,848) (1,102) 18 47 59 3,304

無形資産 144 1,985 (1,136) (797) 23 17 98 334

のれん 1 550 (62) (488) (42) - 41 -

繰延税金資産 16 578 (408) - - - 25 211

持分法適用投資 4 27 (2) (1) - - (1) 27

非流動契約資産 - 227 (233) - (2) 84 (76) -

その他の非流動資産 40 750 (639) - - - (26) 125

非流動金融資産 - 208 (144) - (12) - 86 138

流動金融資産及び有価証券 - 113 (65) - - - (5) 43

その他の流動金融資産 - 75 - - 8 - (74) 9

現金及び現金同等物 44 587 (287) - (4) - 85 425

棚卸資産、営業債権、及びその

他の流動資産
94 2,353 (1,054) - (8) - 148 1,533

合計 1,242 12,684 (5,878) (2,388) (19) 148 360 6,149
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負債の推移内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ   

2021年12月31

日現在

流動及び　　

非流動負債と

の振替

処分及び　　

連結範囲　　

の変動

為替差額
その他の　　

増減

2022年12月31

日現在

長期借入金 782 1,160 (1,259) 33 59 775

リスク及び費用における引当金 - 非流動部分 10 272 (242) 1 (8) 33

繰延税金負債 46 441 (207) - (40) 240

退職後給付及びその他の従業員給付 - 65 (42) - - 23

非流動金融負債 40 123 (5) (10) (79) 69

非流動契約資産 - 447 (5) (2) 2 442

その他の非流動負債 5 649 (597) (3) 125 179

短期借入金 2 651 (17) (9) 15 642

長期借入金の一年以内回収分 - 137 (1,328) (29) 1,238 18

リスク及び費用における引当金 - 流動部分 - 47 (14) - - 33

その他の流動金融負債 6 28 (57) (1) 36 12

営業債務及びその他の流動負債 71 1,663 (828) 4 (16) 894

合計 962 5,683 (4,601) (16) 1,332 3,360

 

当該項目は、基本的に、正味簿価として認識される低価法で測定される資産、及び経営者の決定により、当該項目

における分類に関するIFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」の要件を充たす見積実現可能

価額を含む。

2022年12月31日現在の売却目的で保有する資産及び負債及び非継続事業の残高は、各々6,149百万ユーロ及び3,360

百万ユーロであり、主に以下のとおりである。

＞　ルーマニア：2022年12月14日、当社は、ルーマニアの当社グループが保有する持分の全てを売却する可能性に

関連して、ギリシャ会社のPublic Power Corporation SA（PPC）と独占合意に入ったことを公表した。ルーマニ

アで保有する正味資産額を、約696百万ユーロの減損の認識とともに見込売却価格に調整し、これを「非継続

事業」に分類した。

＞　Enel Green Power Hellas：親会社のEnel Green Powerは、ギリシャの再生可能エネルギー事業の経営及び開発向

けパートナーシップに関心のある投資家を見つけることを目的とした手続を開始した。交渉の状況は、2022年

12月31日現在、当該売却は可能性が高いことを示唆している。従って、「非継続事業」としてのギリシャの資

産の分類において「IFRS第5号‐売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」により規定された要件は充

たされている。

＞　Enel Green Power Australia：交渉状況を踏まえ、向こう12か月にスチュワードシップ・モデル内で第三者との

合意に達することの目的とともに、IFRS第5号に従い、オーストラリアに保有する中間持株会社2社及びその子

会社は、売却目的で保有する非流動資産の下に振替えられている。

＞　アルゼンチンのCentral Dock Sud及びEnel Generación Costanera：当社グループは、その子会社であるEnel

Argentinaを通じて、火力発電会社Enel Generación Costaneraにおける当社グループの持分75.7%の売却に向けた

交渉を開始した。また、交渉は、火力発電会社Central Dock Sudにおける当社グループの持分41.2%の売却も対

象とした。当該持分の正味資産は売却可能として分類され、当該価値は、約290百万ユーロの減損損失の認識

とともに、見込売却価格（97百万ユーロ）に調整された。当該取引は2023年度第1四半期に完了した。
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＞　インドのAvikiran Solar India Private Limited：新規株主への部分売却に向けた合意締結を受けて、当該投資は、

売却可能として正味資産の分類における「IFRS第5号‐売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」の要

件を充たした。当該処分は2023年度上期に完了する見込みである。

＞　イタリアの3 SUN： 3 SUN Srlの株式資本における50%持分の売却に向けた交渉手続に基づき、当該正味資産は

2022年12月31日現在、IFRS第5号に沿って、売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業に振替られた。

2022年度に処分された、過去に売却目的保有として分類されていた資産は以下を含む。

＞　2022年度上半期に売却された南アフリカの再生可能会社

＞　ブラジルのCGT Fortaleza及びイタリアのEnel Xの金融部門に属する会社が売却された。

＞　Enel Russiaにおける当社による保有持分は2022年10月に売却され、在ロシア全発電資産の処分が完了した。当

該取引の経済的効果に係る詳細は「非継続事業」の項を参照のこと。

＞　子会社であるEnel Chile SAは、チリの送電会社Enel Transmisión Chile SAに保有されていた株式資本の99.09%に

相当する全投資の売却を完了し、その一方で子会社であるEnel Brasil SAは、2022年12月にブラジルの配電会社

Celg Distribuição SA-Celg-Dの全持分の売却を完了した。

当該上記取引の財務的影響に係る詳細は注記「当年度の主な取得及び売却」を参照のこと。

 

注記37. 株主持分‐42,802百万ユーロ

37.1 親会社株主帰属持分‐28,657百万ユーロ

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

資本金 10,167 10,167 -

自己株式準備金 (47) (36) (11)

その他の準備金 2,740 1,721 1,019

資本準備金 7,496 7,496 -

資本性金融商品準備金‐永久ハイブリッド債 5,567 5,567 -

法定準備金 2,034 2,034 -

その他の準備金 2,332 2,313 19

換算準備金 (5,912) (8,125) 2,213

ヘッジ準備金 (3,553) (2,268) (1,285)

ヘッジ費用準備金 (81) (39) (42)

FVOCIで測定される金融商品から生じた準備金 (22) 10 (32)

持分法適用投資から生じた準備金 (476) (721) 245

数理計算上の準備金 (1,063) (1,325) 262

支配喪失を伴わない株主持分の処分から生じた準備金 (2,390) (2,378) (12)

非支配持分の取得から生じた準備金 (1,192) (843) (349)

-

利益剰余金 15,797 17,801 (2,004)

親会社株主帰属持分 28,657 29,653 (996)

 

資本金‐10,167百万ユーロ

2022年12月31日現在、当社の全引受済及び払込済の資本金は合計10,166,679,946ユーロで、額面1.00ユーロの普通株

式の同数で表象される。資本金は2021年12月31日現在の資本金と比較して変動していない。
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2022年12月31日現在、株主名簿、CONSOB（イタリア国家証券委員会）に提出され1998年2月24日付け政令第58号

第120条に従い親会社が受領した通知、及びその他の入手可能な情報に基づき、親会社の資本金の3%を超える持分

を有する株主は、経済財政省（23.585%の持分を保有）、及びBlackRock Inc.（資産運用目的で5.114%の持分を保

有）である。

 

自己株式準備金‐(47)百万ユーロ

2022年12月31日現在、自己株式は当社の普通株式7,153,795株であり、額面価格は各1.00ユーロ（2021年12月31日現

在では4,889,152株）で、適格仲介機関を通じて合計47百万ユーロで購入されている。

 

その他の準備金‐2,740百万ユーロ

資本準備金‐7,496百万ユーロ

イタリア民法第2431条に準拠し、資本準備金は、額面を超える価格で株式を発行する場合に、株式の発行価格と額

面との差額（債券からの転換によるものを含む）を含む。資本準備金にあたる当該準備金は、法定準備金がイタリ

ア民法第2430条の下で定められた閾値に達するまでは分配することができない。

 

資本性金融商品準備金（永久ハイブリッド債）‐5,567百万ユーロ

当該準備金は、国際投資家のためにユーロ建て非転換劣後債永久ハイブリッド債の名目価値を取引費用控除後で計

上されている。

2022年度に、当社グループは永久ハイブリッド債の保有者に利付札における123百万ユーロを支払った。

 

法定準備金‐2,034百万ユーロ

利益準備金は、イタリア民法第2430条に準拠し配当として分配できない利益の一部で構成されている。

 

その他の準備金‐2,332百万ユーロ

当該勘定には、当社が公営機関から株式会社に移行した際に行われた調整の残余部分に関する2,215百万ユーロが

含まれる。

統一所得税規則（Testo Unico Imposte sul Reddito、別名「TUIR」）第47条に準拠し、当該金額は分配されるときに

課税所得とはならない。

 

換算準備金‐(5,912)百万ユーロ

当年度における増加2,213百万ユーロは、主にPJSC Enel Russia、Central Geradora Termelétrica Fortaleza　及びCelg

Distribuição SA - Celg-D（Enel Goiás）の売却に関連した連結範囲の変更、及び当社グループ表示通貨（ユーロ）に

対する、主にラテンアメリカ及び米国における外国子会社により用いられる機能通貨の純増による。
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ヘッジ準備金‐(3,553)百万ユーロ

当該勘定は、キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブの測定から生じた株主持分に認識される純費用を含む。

2022年度における当該変動は主に商品価格の推移によるものである。

 

ヘッジ費用準備金‐(81)百万ユーロ

IFRS第9号の適用において、当該準備金は通貨ベーシス・ポイント及びフォワード・ポイントに基づく公正価値利

得及び損失を含む。2022年度における当該変動は主に商品価格の推移によるものである。

 

FVOCIの金融商品の測定による準備金‐(22)百万ユーロ

当該準備金は、金融資産の正味未実現評価損を含む。

 

持分法適用投資から生じた準備金‐(476)百万ユーロ

当該準備金は、持分法を適用した投資先の持分に直接認識される包括利益の持分を表示している。2022年度の当該

変動は、主にSlovak Power Holdingのヘッジ準備の変動による。

 

数理計算上の準備金‐(1,063)百万ユーロ

当該準備金は、税効果控除後の従業員給付債務に係る数理計算上の差異を含む。

 

支配喪失を伴わない株主持分の処分から生じた準備金‐(2,390)百万ユーロ

当該項目は主に以下の要因によるものである。

＞　Enel Green Power株式の公募に係る、処分関連費用及び関連課税費用控除後の利得の計上

＞　Enersis（現社名Enel Américas及びEnel Chile）の増資の結果認識された非支配持分の売却

＞　Endesaの21.92%の公募に起因する、処分関連費用及び関連課税費用控除後の資本損失

＞　Enel Green Power North America Renewable Energy Partnersの非支配持分の第三者への処分

＞　Endesa Américas及びChilectra AméricasのEnel Américasへの統合の影響

2022年度の当該準備金の変動は、Pincher Creek LP and Riverview LPにおけるEnel Green Power Canadaによる保有持

分49％の売却に関連している。

 

非支配持分の取得から生じた準備金‐(1,192)百万ユーロ

当該準備金は主に、ラテンアメリカで既に支配している会社の追加的な持分を第三者から取得した後に取得した持

分の帳簿価額に対する取得価格の超過額を含む。

当年度の変動（マイナス349百万ユーロ）は主に、Emgesa SA ESP（合併会社）、Codensa SA ESP、Enel Green

Power Colombia SAS ESP及びESSA 2（被合併会社）の合併の影響を反映しており、それを受けてEmgesa SA ESP

（現在のEnel Colombia SA ESP）における当社グループの持分が39.89%から47.18%に増加し、Endesa X Way SLの

51%をEnel X Way SrlにEndesa X Servicios SLUにより売却されたことにより、Endesa X Way SLにおける当社グルー

プによる保有持分が70.11%から85.35%に増加した。

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 435/1075



利益剰余金‐15,797百万ユーロ

当該剰余金は配当されていない又は他の準備金に割当てられていない前年度からの利益を表示している
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非支配株主持分及び関連する税効果を含め、その他の包括利益における直接認識された利得又は損失の増減を示し

た表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ  
 2021年12月31日現在 増減 2022年12月31日現在

 合計

う
ち　　　
親会社株

主

う
ち　　　
非支配持

分

当期に株
主持分で
認識した
利得／
（損失）

純損益
への振
替

税効果 合計

う
ち　　　
親会社株

主

う
ち　　　
非支配持

分

合計

う
ち　　　
親会社株

主

う
ち　　　
非支配持

分

換算準備金 (11,790) (6,303) (5,487) 890 - - 890 879 11 (10,900) (5,424) (5,476)

ヘッジ準備金 (2,961) (2,280) (681) (3,605) 1,323 587 (1,695) (1,293) (402) (4,656) (3,573) (1,083)

ヘッジ費用準備金 (49) (39) (10) (40) (31) 9 (62) (52) (10) (111) (91) (20)

FVOCIの金融商品の測定から
生じた準備金

11 12 (1) (51) - 7 (44) (44) - (33) (32) (1)

持分法適用の関連会社のOCIの
持分

(820) (825) 5 256 - (22) 234 224 10 (586) (601) 15

その他の会社における持分投
資の測定から生じた準備金

(32) (32) - 13 - - 13 13 - (19) (19) -

数理計算上の準備金 (1,798) (1,265) (533) 403 - (79) 324 249 75 (1,474) (1,016) (458)

株主持分で認識された利得／
（損失）合計

(17,439) (10,732) (6,707) (2,134) 1,292 502 (340) (24) (316) (17,779) (10,756) (7,023)

 

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 437/1075



37.2 配当金

 
百万ユーロ   

 配当額（百万ユーロ） 1株当たり配当金（ユーロ）

2021年度の支払配当金   

2020年度の配当金 3,638  0.358 

2021年度の中間配当金
(1) - -

特別配当金 - -

2021年度の支払配当金合計 3,638  0.358 

2022年度の支払配当金  -

2021年度の配当金 3,861  0.380 

2022年度の中間配当金
(2) - -

特別配当金 - -

2022年度の支払配当金合計 3,861  0.380 

(1)2021年11月4日の取締役会で承認され2022年1月26日以降支払われた（1株当たり0.19ユーロで合計1,932百万ユーロの中間配当金）。

(2)2022年11月3日の取締役会で承認され2023年1月25日以降支払われた（1株当たり0.20ユーロで合計2,033百万ユーロの中間配当金）。

 

分配された配当金は、各「基準日」現在の自己株式控除後の金額で表示される。当該株式は配当回収を放棄し「利

益剰余金」に配分されている。

2022年度の配当金は、1株当たり0.40ユーロ、合計4,067百万ユーロ（うち1株当たり0.20ユーロ、合計2,033百万ユー

ロが中間配当として既に支払われた）で、2023年5月10日の一度の招集による年次株主総会において提案される予

定である。

当該連結財務書類は、基準日である2023年1月24日現在所有していた7,153,795株の自己株式に関連する部分を除い

て取締役会が2022年11月3日に承認し、2023年1月25日以降支払われる潜在的に最大2,033百万ユーロの2022年度の

中間配当金に関する株主に対する負債を除き、株主への2022年度の配当金の分配の影響を反映していない。

2022年度に、当社グループはまた、永久ハイブリッド債の保有者に利札における123百万ユーロを支払っている。

 

資本管理

当社グループは、事業を継続企業として守り、利害関係者の価値を創造し、当社グループの発展を支援することを

資本管理の目的としている。特に、当社グループは、株主において満足できる利益の達成を可能にするための充分

な資本構成を維持するとともに、充分な格付けを維持することで、外部の資金調達源へのアクセスの確保を目指し

ている。

当該観点から、当社グループは資本構成を管理し、経済状況の変化に応じて資本構成を調整していく。2022年度に

は、目的、方針、プロセスに実質的な変動はなかった。

当該目的で、当社グループは、株主持分に関連する負債水準の推移を常に監視している。2022年12月31日現在及び

2021年12月31日現在の状況は以下の表のとおりである。
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百万ユーロ    

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

非流動金融債務 68,191 54,620 13,571

正味流動財政状態 (3,315) 24 (3,339)

非流動金融資産及び長期有価証券 (4,213) (2,692) (1,521)

借入金に伴う正味為替レート・デリバティブ
(1) (595) (259) (336)

正味金融債務
(1) 60,068 51,693 8,375

親会社株主帰属持分 28,657 29,653 (996)

非支配持分 13,425 12,689 736

株主持分 42,082 42,342 (260)

デット・エクイティ・レシオ 1.43 1.22 0.21

(1)正味金融債務の報告を改善するために、為替リスク・ヘッジを踏まえ、当社グループは、その決定において、キャッシュ・フロー・ヘッジ及び借入金

に係る為替相場リスクのヘッジに用いられる公正価値ヘッジ・デリバティブを含めることとした。従って、当該数値の比較可能性を改善させるため

に、2021年12月31日現在の正味金融債務を再計算する必要があった。

 

財務レバレッジを測る債務／株主持分比率の上昇は、基本的に正味金融債務の増加によるもので、主に当期の投資

の資金需要、配当金の支払い、及びERG Hydroの取得によるものである。

表中の個々の項目の内訳は注記47を参照のこと。

 

37.3 非支配持分‐13,425百万ユーロ

非支配持分の構成を地理的地域別に示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 非支配持分 当期純利益非支配持分帰属分

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

イタリア 1 1 - -

イベリア半島 5,321 5,238 713 193

ラテンアメリカ 7,422 6,511 857 467

欧州 328 635 (342) 5

北米 218 151 10 6

アフリカ、アジア及びオセアニア 135 153 - (3)

合計 13,425 12,689 1,238 668

 

非支配持分における変動は、主に海外子会社の機能通貨の対ユーロ高（特にラテンアメリカ）、当期の業績、コロ

ンビアにおける会社取引の影響及び超インフレーションの影響を反映している。当該影響は、分配された配当金及

びキャッシュ・フロー・ヘッジ商品の価値調整により一部相殺された。

重要な非支配持分を有する子会社においてIFRS第12号の財務開示要件は以下のとおりである。
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百万ユーロ 非流動資産 流動資産 資産合計

2022年12月31日現

在

2021年12月31日現

在

2022年12月31日現

在

2021年12月31日現

在

2022年12月31日現

在

2021年12月31日現

在

子会社

Enel Américas 29,600 28,959 5,430 4,711 35,030 33,670

Enel Chile 10,985 9,887 1,541 (642) 12,526 9,245

Endesa 45,018 43,217 11,166 3,853 56,184 47,070

 

百万ユーロ 非流動負債 流動負債 負債合計 株主持分 親会社株主帰属持分 非支配持分

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

子会社

Enel Américas 11,534 11,320 6,208 6,073 17,742 17,393 17,288 16,277 12,136 11,556 5,152 4,721

Enel Chile 4,113 3,356 2,460 1,178 6,573 4,534 5,953 4,711 3,683 2,921 2,270 1,790

Endesa 18,414 15,196 17,372 11,449 35,786 26,645 20,398 20,425 15,083 15,187 5,315 5,238

百万ユーロ 収益合計 税引前利益 継続事業からの利益 親会社株主帰属利益 非支配持分帰属利益

2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度

子会社

Enel Americas 14,696 13,581 1,015 1,516 221 757 (90) 337 311 420

Enel Chile 6,450 3,114 1,971 128 1,458 104 913 57 545 47

Endesa 32,714 20,217 3,055 769 2,244 589 1,534 396 710 193
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注記38. 借入金

 
百万ユーロ 非流動 流動

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

長期借入金 68,191 54,500 2,835 4,031

短期借入金 - - 18,392 13,306

合計 68,191 54,500 21,227 17,337

 

借入金の性質の詳細は、注記48「カテゴリー別金融商品」を参照のこと。

 

注記39. 従業員給付‐2,202百万ユーロ

当社グループは、従業員に、繰延報酬給付、年齢制限到達者又は老齢年金の受給資格への追加月給、年功マイルス

トーンの達成に応じたロイヤルティ賞与、補完的退職給付及び健康保険、住宅用電気料金の割引及び同様の給付を

含む、様々な手当を提供しています。具体的には次のとおりである。

＞　イタリアにおいて、「年金給付」の項目は、退職した役員の補完退職制度の下での給付、及び雇用関係が終了

した時点での法律又は契約の下で従業員に起因する給付を賄うために行われた予想発生額が該当する。外国企

業においては、当該科目は退職後給付が該当し、最も重要なものがスペインのEndesaの年金制度である。従業

員の勤続年数及び会社によって異なる3つのタイプに分類される。一般的に、2000年10月25日の枠組み合意の

下で、従業員は特定の確定拠出年金制度に加入しており、勤務中の従業員の障害又は死亡の場合に、適切な保

険契約で保証される確定給付制度に加入している。これに加えて、当社グループは、この他に加入が限定され

る2つの制度があり、 (i) 前述の枠組み合意に伴い導入された変更以前の電力業界団体交渉合意の対象である

Endesaの現従業員及び退職従業員、及び(ii)過去に合併したカタルーニャ会社（Fecsa／Enher／HidroEmpordà）

の従業員のためのものである。双方とも確定給付型制度であり、退職者の死亡の場合に給付する以前の制度を

除き、完全に保証されている。最後に、ブラジル企業は確定給付型の制度も設けている。

＞　「電力割引」は、特に外国会社に紐付く電力供給に係る給付である。

＞　「健康保険」は、現在及び退職後の従業員の医療費を対象とする給付を表している。

＞　「その他の給付」は、主にロイヤルティ賞与に関するもので、様々な国で採用されており、イタリアにおいて

は、電力労働者国家団体交渉合意の対象となる従業員に対し、達成勤続年数（25年及び35年の勤務）に応じた

賞与の給付に関する債務の見積額を表している。これには、一定の会社の管理者に特定の条件に基づく金銭的

賞与で報償を供与する、他のインセンティブ制度も含まれている。

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の退職後給付及びその他の長期従業員給付の確定給付債務の増減、並

びに当該債務及び数理計算上の債務の調整を示す表は以下のとおりである。
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百万ユーロ 2022年度 2021年度

 年金給付 電力割引 健康保険
その他　
の給付

合計 年金給付 電力割引 健康保険
その他　
の給付

合計

数理計算上の債務の増減           
過年度の数理計算上の債務の変動           

期首現在の数理計算上の債務 4,240 410 206 190 5,046 4,408 403 217 222 5,250

勤務費用 13 1 5 13 32 17 2 4 28 51

利息費用 320 7 8 5 340 214 3 7 3 227

人口統計上の仮定の変動による数理
計算上の（利得）／損失

- - - - - 192 - (6) - 186

財務上の仮定の変動による数理
計算上の（利得）／損失

(533) (93) (38) (18) (682) (664) (14) 6 (1) (673)

実績の調整 119 (80) 8 1 48 452 31 (9) - 474

過去勤務費用 (3) - - - (3) (17) - - (3) (20)

精算による（利得）／損失 (163) - - - (163) (4) - - - (4)

為替換算差額 335 - 6 (1) 340 14 (1) (1) - 12

雇用主拠出 - - - - - - - - - -

従業員拠出 - - - - - - - - - -

給付支払額 (470) (15) (13) (44) (542) (379) (15) (12) (58) (464)

その他の増減 - - - (6) (6) 7 1 - (1) 7

資産への振替 8 - - - 8 - - - - -

売却目的保有に分類される処分グ
ループに含まれる負債

(101) (6) (20) (22) (149) - - - - -

期末現在の数理計算上の債務 (A) 3,765 224 162 118 4,269 4,240 410 206 190 5,046

年金資産の増減           

期首現在の年金資産の公正価値 2,348 - - - 2,348 2,299 - - - 2,299

受取利息 193 - - - 193 121 - - - 121

受取利息を含む金額を除いた年金資
産の期待運用収益

(184) - - - (184) 38 - - - 38

為替換算差額 213 - - - 213 17 - - - 17

雇用主拠出 286 15 13 22 336 252 15 12 28 307

従業員拠出 - - - - - - - - - -

給付支払額 (470) (15) (13) (22) (520) (379) (15) (12) (28) (434)

その他の支払 (163) - - - (163) - - - - -

連結範囲の変動 (99) - - - (99) - - - - -

期末現在の年金資産の公正価値 (B) 2,124 - - - 2,124 2,348 - - - 2,348

アセット・シーリングの影響           

期首現在のアセット・シーリング 26 - - - 26 13 - - - 13

受取利息 2 - - - 2 1 - - - 1

アセット・シーリングの変動 27 - - - 27 12 - - - 12

為替換算差額 2 - - - 2 - - - - -

連結範囲の変動 - - - - - - - - - -

期末現在のアセット・シーリング
(C)

57 - - - 57 26 - - - 26

財政状態計算書の純負債　（A-
B+C）

1,698 224 162 118 2,202 1,918 410 206 190 2,724

 

認識された負債は2,202百万ユーロで、2021年度から522百万ユーロ減少した。2022年度の変動は、アルゼンチンの

Enel Generación Costanera SA及びCentral Dock Sud SA、イタリアの3SUN Srl、ルーマニア及びギリシャの全ての会

社、並びにPJSC Enel Russia及びその子会社の2022年度最終四半期に売却した数理計算上の負債の売却目的保有とし

ての振替を反映している。さらに、スペインのAsociación Nuclear Ascó-Vandellós II AIEの制度の数理計算上の測定

は、同社により引受けられた債務に関して剰余になったことから、貸借対照表の特定の資産項目に振替えた。

 

百万ユーロ

2022年度 2021年度

純損益に計上された（利得）／損失

勤務費用及び過去勤務費用 22 9

正味利息費用 149 107

精算から生じた（利得）／損失 - (4)
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その他の長期給付に係る数理計算上の（利得）／損失 7 22

その他の増減 (20) 1

合計 158 135
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百万ユーロ

2022年度 2021年度

その他の包括利益における（利得）／損失の増減

受取利息を含む金額を除く年金資産期待収益 184 (38)

確定給付制度に係る数理計算上の（利得）／損失 (614) (13)

受取利息を含む金額を除くアセット・シーリングの変動 27 12

その他の変動 - (1)

合計 (403) (40)

 

純損益に計上された費用の増減は23百万ユーロである。従って、損益計算書への当該影響は大きくなってはいる

が、基本的に2021年度と変わらない。

当年度末に財政状態計算書に計上された負債は、制度資産の公正価値の控除後で2022年12月31日現在2,124百万

ユーロである。当該資産は全てスペイン及びブラジルで、その内訳は以下のとおりである。

 

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

活発な市場における相場価格のある投資

資本性金融商品 10% 8%

確定利付証券 66% 54%

投資不動産 3% 3%

その他 21% -

相場価格のない投資

保険会社引受保有資産 - -

その他 - 35%

合計 100% 100%

 

従業員給付及び年金資産に関する負債の計算に用いられた主な数理計算上の仮定は、前年度で用いられたものと同

じであり、次の表のとおりである。

 

イタリア イベリア ラテンアメリカ その他の国 イタリア イベリア ラテンアメリカ その他の国

2022年度 2021年度

割引率 3.60% - 3.70% 3.57% - 3.77% 5.40% - 10.40% 3.75% - 7.65% 0.00% - 0.80% 0.00% - 1.16% 5.60% - 9.67% 0.80% - 8.40%

インフ

レ率
2.30% 2.78% 3.00% - 8.00% 2.40% - 3.50% 1.50% 2.20% 3.00% -8.00% 1.50% - 4.01%

昇給率 2.30% - 4.30% 2.78% 3.80% - 8.49% 3.00% -10.00% 0.80% - 1.80% 2.20% 3.80% - 8.00% 2.50% - 10.00%

医療費

上昇率
3.30% 4.98% 7.12% - 10.00% - 2.50% 4.40% 7.12% - 8.00% -

年金資

産期待

収益率

- 3.76% - 3.77% 10.40% 7.40% - 0.57% 9.30% -9.46% -

 

確定給付制度債務の見積りに使用される数理計算上の仮定において、年末時点で合理的に可能な変動が確定給付制

度債務に及ぼす影響を示す感度分析の結果は以下の表のとおりである。
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百万ユーロ 年金給付 電力割引 健康保障
その他の

給付
年金給付 電力割引 健康保障

その他の

給付

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

割引率0.5% 減少 185 2 6 (17) 225 27 11 -

割引率0.5% 増加 (118) (22) (9) (23) (184) (30) (14) (10)

インフレ率0.5% 増加 16 (11) (8) (21) 2 (4) (2) (6)

インフレ率0.5% 減少 37 (10) 6 (16) 28 (2) 9 (2)

報酬0.5% 増加 29 (10) (2) (17) 14 (3) (2) -

現在の年金支給額 0.5% 増加 28 (10) (2) (20) 14 (3) (2) (5)

医療費1% 増加 - - (147) - - - 20 1

現在及び退職従業員の平均寿命1年増加 55 (9) 5 (17) 98 (3) 14 (5)

 

感応度分析は、他の前提をそのままにして、個々の数理計算上の仮定が合理的に変動した場合の確定給付債務に係

る影響を外挿するアプローチを用いた。

翌年度の確定給付制度への拠出額は221百万ユーロになる予定である。

確定給付制度における今後数年間の予想給付額を示した表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

1年以内 427 392

1‐2年 397 364

2‐5年 1,124 1,077

5年超 1,826 1,714

 

見込支払額は全般的に増加している。これは主にブラジル及びアルゼンチンによる。
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注記40. リスク及び費用向け引当金‐7,380百万ユーロ

 
百万ユーロ

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

 非流動 流動 合計 非流動 流動 合計

訴訟、リスク及びその他の費用向け引当金       

 原子炉の廃炉 581 - 581 666 - 666

 用地の廃棄、撤去及び原状回復 2,686 247 2,933 3,066 203 3,269

 訴訟 652 51 703 790 44 834

 環境証書 - 292 292 - 32 32

 税金及び関税 313 26 339 267 28 295

 その他 803 316 1,119 821 347 1,168

合計 5,035 932 5,967 5,610 654 6,264

早期退職奨励及びその他の事業再編計画引当

金
231 192 423 435 293 728

エネルギー移行に伴う事業再編関連引当金 789 201 990 1,152 179 1,331

合計 6,055 1,325 7,380 7,197 1,126 8,323
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百万ユーロ 発生 戻入
目的

使用
割引

用地廃棄

及び回復

引当金

連結範

囲の変

動

為替換

算差額

その他

の増減

売却目的

保有処分

グループ

の負債へ

の振替

2021年　

12月31

日　現在

2022年　

12月31日

現在

訴訟、リスク及びその他の費用

向け引当金

 原子炉の廃炉 666 - - - 8 (93) - - - - 581

 施設の廃止、撤去及び原状回復 3,269 201 (135) (167) (12) (207) (2) 16 (1) (29) 2,933

 訴訟 834 239 (123) (162) 59 - - 42 35 (221) 703

 環境証書 32 345 (24) (8) - - - - (35) (18) 292

 税金及び関税 295 45 (30) (10) 8 - 8 10 13 - 339

 その他 1,168 375 (79) (309) 11 (2) 39 (3) (38) (43) 1,119

合計 6,264 1,205 (391) (656) 74 (302) 45 65 (26) (311) 5,967

早期退職奨励及びその他の事業

再編計画引当金
728 4 (32) (244) (26) - - - (4) (3) 423

エネルギー移行に伴う事業再編

計画引当金
1,331 51 (177) (157) (51) - - 2 (4) (5) 990

合計 8,323 1,260 (600) (1,057) (3) (302) 45 67 (34) (319) 7,380
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原子炉廃炉引当金

2022年12月31日現在、当該引当金は、政令第1349/2003号及び法律第24/2005号に従い、原子炉の廃炉においての責

務を負うスペインの公社であるENRESAが原子炉の廃炉時に負担する費用のみを反映するものである。一般に、費

用の算定は、2001年9月に経済省の承認を受けたENRESA 及び電力会社間の標準契約に基づいており、当該契約で

は原子力発電所の廃止及び閉鎖に関して規定している。3年という想定期間は、発電終了から発電所の管理を

ENRESAに移管するまでの期間に対応しており（いわゆる運転終了後費用）、金額の見積りに使用される様々な前

提の中でも特に、委譲契約の規定に基づくスペインのそれぞれの原子力発電所の閉鎖時点の未使用核燃料の想定量

が考慮されている。

 

施設廃止、除却及び原状回復引当金

当該引当金は、法律上又は推定的な義務がある非原子力発電所の廃止及び除却に要する見積費用の現在価値を表し

ている。当該引当金は主にEndesa Group及びEnel Produzioneが該当する。2022年度の引当金の増減は、主にイベリ

ア及び北米の一部の発電所の将来の廃止費用を再決定したこと、及び脱炭素化プロセスに対処するために過年度に

計上された引当金を使用及び取崩したことに連動するものである。

施設廃止、除却及び原状回復に関連する支払の期間的内訳を要約した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

期間層別支払額（額面） 割引額

1年以内 248 247

1年‐5年以内 1,221 1,134

5年超 2,275 1,552

合計 3,744 2,933

 

訴訟引当金

訴訟引当金は、係争中の訴訟及びその他の紛争に関する偶発負債に備えるものである。社内外の専門家の示唆に基

づき、過年度に始まった紛争に関する潜在的な費用の修正後の見積りに加え、当年度中に発生した紛争に関する潜

在的な負債の見積りを含む。訴訟に係る残高は、主にラテンアメリカ（395百万ユーロ）、スペイン（169百万ユー

ロ）、及びイタリア（127百万ユーロ）の会社に関するものである。

前年度対比での減少は131百万ユーロに相当し、主にCelg-Dの連結除外を受けたブラジルの引当金の減少による。

 

環境証書引当金

環境証書引当金は、国又は超国家的な環境保護要件に伴う遵守において必要な環境証書における不足に関する費用

を賄うもので、主にイベリア（Endesa Energía及びEndesa Generación SA）が該当する。
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税金及び租税引当金

税金及び租税引当金は、直接税及び間接税に関する租税紛争から生じる見積負債を対象としている。

引当金残高には、イタリアの地方税である固定資産税（単一地方税－Imposta Municipale Unica（IMU）又は不動産

に関する地方税－Imposta Comunale sugli Immobili（ICI））に関する、現在係争中、及び潜在的な係争に関する引当

金も含まれており、当社グループは、未決の訴訟に関連する蓋然性リスクを定量化し、歳入庁や地方自治体によっ

てまだ査定されていないポジションに係る将来生じうる費用の妥当な評価を行う双方の目的で、当該税金負債を見

積るにあたり（2016年1月1日より発効した、発電所を含む土地登記グループDに分類される建物の帰属賃料の計算

から、生成工程に特有の機械、装置、設備及びその他の工場を除外する）土地登記規制の動向を充分に考慮した。

 

その他の引当金

その他の引当金は、主として、規制上の紛争、及び様々な公課やその他の課徴金に関する地方当局との間の係争に

関連する多様なリスク及び費用を対象とする。

その他の引当金49百万ユーロの減少は、主にEnel Global Tradingによる保険補償における引当金の使用による。

 

早期退職奨励及びその他の事業再編計画引当金

早期退職奨励及びその他の事業再編計画引当金は、組織的必要性に応じた雇用契約の自発的な終了において拘束力

のある契約に関連する見積費用を含む。当年度中の減少305百万ユーロは、主に、過年度にスペイン（自主的転職

に関する協定 Acuerdo de Salida Voluntaria）及びイタリアで一部の従業員の早期退職を保障するために設定された

奨励引当金の取崩しを反映したものである。

 

エネルギー移行に伴う事業再編計画引当金

エネルギー移行の主導者としての役割を担う当社は、世界中の脱炭素化及び再生可能エネルギーの成長を戦略の中

心に据えている。

このような状況の中、当社グループが事業を展開する全ての地域の火力発電所を対象としたエネルギー移行プロセ

スに関連する事業の再編を開始した。その結果、プロセスや業務モデルの見直しに伴い、従業員の役割及びスキル

の変更が必要となり、当社グループでは、大規模なスキル向上、再教育計画、及び自主的な個人早期退職制度を

もって、再配置プログラムに基づく持続可能性の高い計画を実施していく予定である。また、デジタル化は、複数

の外部要因に対応し、当社グループ内のあらゆるレベルで十分な情報を得て熟慮された意思決定を行うために不可

欠であるため、エネルギー移行はデジタル手法の漸進的かつ拡大的な導入に基づいている。

このため、2020年度に再編計画のための引当金が設定され、2022年12月31日現在990百万ユーロとなり、主にスペ

イン及びイタリアで、エネルギー移行の加速を受けて当社グループが被ると予想される、プロセス、運営モデル、

及び従業員の役割とスキルの見直しに関する全ての直接的及び間接的な活動の見積費用を表している。
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注記41. その他の非流動金融負債‐-百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

その他の非流動金融負債 - 120 (120) -

合計 - 120 (120) -

 

「その他の非流動金融負債」の変動は120百万ユーロで、正味融負債に含まれていたスペインの電力システムの欠

損赤字に関する非流動負債の減少による。

 

注記42. その他の非流動負債‐4,246百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

未払営業費用及び繰延収益 347 498 (151) -30.3%

その他の項目 3,899 4,027 (128) -3.2%

合計 4,246 4,525 (279) -6.2%

 

「その他の項目」の変動は、ブラジルのPIS／COFINS紛争の結果に関連する「12か月を超えるその他の税金負債」

の減少45百万ユーロ及び「その他の負債」の減少351百万ユーロ（既に「その他の非流動資産」の下で検討済）を

反映しているが、北米の「租税パートナーシップにおける負債」の増加323百万ユーロにより一部相殺された。

 

注記43. その他の流動負債‐11,713百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

顧客に対する債務 2,094 1,950 144 7.4%

機関投資家に対する債務 2,115 2,961 (846) -28.6%

従業員に対する債務 519 471 48 10.2%

その他の税金負債 1,046 1,274 (228) -17.9%

社会保障機構への未払金 215 205 10 4.9%

条件付対価 46 45 1 2.2%

非支配株主に付与したプット・オプション - 4 (4) -

流動未払費用及び繰延収益 441 395 46 11.6%

配当金 2,228 2,191 37 1.7%

その他の負債 3,009 3,463 (454) -13.1%

合計 11,713 12,959 (1,246) -9.6%

 

その他の流動負債の増減は主に以下のとおりである。
＞　「機関投資家に対する債務」の減少は、主にイタリアで、エネルギー及び環境サービス基金の減少によるもの

で、2022年度に適用される料率の改定（エネルギー、系統及び環境規制当局（ARERA）決議第35/2022号、第

141/2022号、第295/2022号及び第462/2022号）により決定された。当該改定により、2022年1月1日以降、全て

の種類の利用者におけるシステム料率は完全にゼロとなった。
＞　「その他の税金負債」の減少は、主にイタリアで親会社である当社によるVAT 向けグループ決済メカニズム

の2021年度開始を受けたことによる。

＞　「その他」負債の減少は、主にイタリアでエネルギー商品に係る期限切れデリバティブによる。
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注記44. 営業債務‐17,641百万ユーロ

17,641百万ユーロ（2021年12月31日現在では16,959百万ユーロ）の当該科目は、給電及びその他のサービスに関連

する電力供給、燃料、原材料及び設備に係る債務を含む。

具体的には、支払期限が12か月以内の営業債務は17,605百万ユーロ（2021年12月31日現在では16,805百万ユーロ）

で、支払期限が12か月超の営業債務は36百万ユーロ（2021年12月31日現在では94百万ユーロ）である。

 

注記45. その他の流動金融負債‐853百万ユーロ

 
百万ユーロ     

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

未払金融費用及び繰延金融収益 710 539 171 31.7%

その他の項目 143 86 57 66.3%

合計 853 625 228 36.5%

 

その他の流動金融負債の増加は、主に債券発行に係る未払費用が増加した結果、未払金融費用及び繰延金融収益に

おいて171百万ユーロ増加したことによる。

その他の項目は主に経過利息における負債に該当する。

 

連結キャッシュ・フロー計算書に関する情報

注記46. キャッシュ・フロー

 
百万ユーロ

2022年度 2021年度 増減

現金及び現金同等物期首残高 (1) 8,990 6,002 2,988

営業活動によるキャッシュ・フロー 
(2) 8,674 9,915 (1,241)

うち非継続事業 (391) 280

投資活動による（に用いた）キャッシュ・フロー (13,626) (10,875) (2,751)

うち非継続事業 (351) (453)

財務活動によるキャッシュ・フロー 
(2) 7,369 3,931 3,438

うち非継続事業 656 118

現金及び現金同等物に係る為替レート変動の影響 136 17 119

現金及び現金同等物期末残高 (3) 11,543 8,990 2,553

(1)このうち、2022年1月1日現在の現金及び現金同等物は8,315百万ユーロ（2021年1月1日現在では5,266百万ユーロ）、2022年1月1日現在の短期有価証券

は88百万ユーロ（2021年1月1日現在はでは67百万ユーロ）、2022年1月1日現在の「売却目的で保有する資産」に含まれる現金及び現金同等物は44百万

ユーロ（2021年1月1日現在では29百万ユーロ）、2022年1月1日現在の「非継続事業」に含まれる現金及び現金同等物は543百万ユーロ（2021年1月1日

現在では640百万ユーロ）である。

(2)表示を改善するため、比較目的のためだけに、融資のみに関連する実現金融収益及び実現金融費用は、財務活動によるキャッシュ・フローの「借入に

関連するデリバティブに伴う受取／（支出）」の新たな項目に振替えた。

(3)このうち、2022年12月31日現在の現金及び現金同等物は11,041百万ユーロ（2021年12月31日現在では8,315百万ユーロ）、2022年12月31日現在の短期有

価証券は78百万ユーロ（2021年12月31日現在では88百万ユーロ）、2022年12月31日現在の「売却目的で保有する資産」に含まれる現金及び現金同等物

は98百万ユーロ（2021年12月31日現在では44百万ユーロ）、2022年12月31日現在の「非継続事業」に含まれる現金及び現金同等物は326百万ユーロ

（2021年12月31日現在では543百万ユーロ）である。

 

2022年度の営業活動によるキャッシュ・フローはプラス8,674百万ユーロで、2021年度から1,241百万ユーロ減少

し、主に正味運転資本における変動に伴う現金需要の増加による。

 

2022年度の投資活動に用いたキャッシュ・フローは、2021年度10,875百万ユーロから、13,626百万ユーロになっ

た。
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より具体的には、有形固定資産、無形資産、不動産投資及び契約資産における投資が14,503百万ユーロ（売却可能

として分類された156百万ユーロを含む）となり、2021年度から増加した。

取得した現金及び現金同等物を除いた会社又は事業単位における投資は1,275百万ユーロで、主にERG Hydro Srl

（現在のElel Hydro Appennino Centrale Srl）の100%のElel Produzione Spaによる、69百万ユーロの現金及び現金同等

物を除く1,196百万ユーロでの取得に該当する。

現金及び現金同等物を除く事業又は事業単位の売却額は2,032百万ユーロで、主に以下に相当する。

＞　南アフリカの6件のプロジェクトの間接的な所有者であるEGP Matimba NewCo 1 Srlの持分50%を（カタール投

資当局に支配されている）Al Rayyan Holding LLCへEGP Spaにより（現金及び現金同等物6百万ユーロを除く

102百万ユーロでの）売却

＞　Cremzow KG及びCremzow Verwaltungsの保有全持分のElnel X Germanyによる（現金及び現金同等物4百万ユー

ロを除く8百万ユーロでの）売却

＞　CGTF‐Central Geradora Termelétrica Fortaleza SAで保有される全持分のEnel Brasil SAによる（現金及び現金同

等物60百万ユーロを除く29百万ユーロでの）売却

＞　PJSC Enel Russiaにおける当社が保有する株式資本の56.43%に相当する全持分のPJSC Lukoil及びクローズド・

コンバインド・ミューチュアル・インベストメント・ファンド「Gazprombank-Frezia」への（現金及び現金同

等物117百万ユーロを除く20百万ユーロでの）売却

＞　チリの送電会社Enel Transmisión Chile SAにおけるEnel Chile SAによる保有全持分をInversiones Grupo Saesa Ltda

により支配されるSociedad Transmisora Metropolitana SpAに1,342百万ユーロで売却

＞　完全子会社Gridsperetise Srlにおける割当50%を国際的なプライベート・エクイティ・ファンドCVC Capital

Partners Fund VIIIに現金及び現金同等物27百万ユーロを除く272百万ユーロでの売却

＞　ブラジルの配電会社Celg Distribuição SA-Celg-D（Enel Goiás）におけるEnel Américasによる、株式資本の99.9%

に相当する全持分を、Equatorial Energia SAにより支配されるEquatorial Participações Investimentos SAに現金及

び現金同等物10百万ユーロを除く259百万ユーロでの売却

2022年度のその他の投資活動による／（に用いた）キャッシュ・フローは120百万ユーロになり、主に以下によ

る。

＞　UfinetにおけるEnel X Internationalによる保有持分1.1%を73百万ユーロで売却

＞　Rocky Caney Holdings LLC及びEGPNA Renewable Energy Partnersにおける保有持分50％をEnel Kansas LLCによ

り94百万ユーロで売却

＞　Mooneyの株式資本の50%を225百万ユーロで取得

＞　Pincher Creek LP及びRiverview LPにおける保有持分49%をEnel Green Power Canada Inc.,による56百万ユーロで

の売却

＞　主にイタリア、イベリア、北米及びラテンアメリカでの小規模な処分

 

財務活動によるキャッシュ・フローは2021年度の3,931百万ユーロから合計7,369百万ユーロになり、主に以下によ

る。

＞　返済、新規借入、その他の金融負債における変動の間での残高12,420百万ユーロの純増

＞　配当金の分配4,901百万ユーロに加え、永久ハイブリッド債の保有者に支払われた123百万ユーロ

＞　特にオーストラリアにおける、非支配持分のある子会社における12百万ユーロの増資
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2022年度において、投資活動に用いたキャッシュ・フロー13,626百万ユーロが営業活動によるキャッシュ・フロー

を8,674百万ユーロを吸収し、その差額は財務活動によるキャッシュ・フロー7,369百万ユーロから賄われた。当該

差額は、現金及び現金同等物の2021年度末現在の8,990百万ユーロから2022年12月31日現在では11,543百万ユーロに

増加したことに反映されている。当該変動は、ユーロに対する現地通貨の為替相場のプラスの推移に伴う136百万

ユーロの影響も受けた。

 

注記47. 正味財政状態、長期金融資産及び有価証券‐60,068百万ユーロ

連結財政状態計算書項目を基にした正味財政状態、非流動金融資産及び有価証券を示す表は以下のとおりである。
 

百万ユーロ     

 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

長期借入金 38 68,191 54,500 13,691 25.1%

その他の非流動金融借入金
(1) 41 - 120 (120) -

短期借入金 38 18,392 13,306 5,086 38.2%

その他の流動金融借入金
(2)  - 12 (12) -

一年以内返済予定の長期借入金 38 2,835 4,031 (1,196) -29.7%

正味金融債務に含まれるその他の非流動金融資

産
29.1 (4,213) (2,692) (1,521) -56.5%

正味金融債務に含まれるその他の流動金融資産 30.1 (13,501) (8,467) (5,034) -59.5%

現金及び現金同等物 35 (11,041) (8,858) (2,183) -24.6%

借入金に伴う正味為替レート・デリバティブ
(3)  (595) (259) (336) -

合計  60,068 51,693 8,375 16.2%

(1)「その他の非流動金融借入金」科目は財政状態計算書における「その他の流動金融負債」を表している。

(2)「その他の流動金融借入金」科目は財政状態計算書における「その他の流動金融負債」の下に含まれている。

(3)数値の比較可能性の改善のため、当社グループによる正味金融債務の新たな表示に従って2021年12月31日現在の正味金融債務を再計算する必要があっ

た。

 

当該財務状態は、ESMAにより2021年3月4日に公表され、2021年5月5日以降に適用された指針第39号に準拠して報

告されており、2021年4月29日にCONSOBにより発行された警告通知第5/2021号に伴い、正味金融ポジションに関

するCESR勧告への言及、及び2006年7月28日付け通知第DEM/6064293号への言及に置き換えられた。

当社グループの2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の当該正味金融債務は、当社グループの表示方法にお

いて規定された正味金融債務に調整されている。
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百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

流動性

手元現金及び現金同等物 35 8 27 -

銀行及び郵便貯金 8,968 8,118 850 10.5%

流動性資産 9,003 8,126 877 10.8%

現金同等物 2,038 732 1,306 -

有価証券 78 88 (10) -11.4%

短期貸付資産 10,585 6,841 3,744 54.7%

一年以内回収予定の長期貸付資産 2,838 1,538 1,300 84.5%

その他の流動金融資産 13,501 8,467 5,034 59.5%

流動性 24,542 17,325 7,217 41.7%

流動金融債務

銀行債務 (1,320) (1,329) 9 0.7%

コマーシャル・ペーパー (13,838) (10,708) (3,130) -29.2%

その他の短期借入金
(1) (3,234) (1,281) (1,953) -

流動金融負債（負債性金融商品を含む） (18,392) (13,318) (5,074) -38.1%

一年以内返済予定の長期銀行借入金 (890) (989) 99 10.0%

発行社債（一年以内償還予定） (1,612) (2,700) 1,088 40.3%

その他の借入金（一年以内返済予定） (333) (342) 9 2.6%

非流動金融負債（一年以内返済予定） (2,835) (4,031) 1,196 29.7%

流動金融負債 (21,227) (17,349) (3,878) -22.4%

正味流動金融負債 3,315 (24) 3,339 -

非流動金融負債     

銀行借入金 (15,261) (12,579) (2,682) -21.3%

その他の借入金
(2) (2,851) (2,942) 91 3.1%

非流動金融債務（一年以内返済予定及び

負債性金融商品を除く）
(18,112) (15,521) (2,591) -16.7%

社債 (50,079) (39,099) (10,980) -28.1%

営業債務及び重要な金融要素を伴うその他の無利子非流動負債 - - - -

非流動金融ポジション (68,191) (54,620) (13,571) -24.8%

「売却目的保有として分類された資産」に関する金融資産 543  85  458 -

「売却目的保有として分類された処分グループに含まれる負債」に

関する金融負債
(1,435)  (784)  (651) -83.0%

CONSOB指針に従った正味金融ポジション (65,768) (55,343) (10,425) -18.8%

長期金融債権及び有価証券 4,213 2,692 1,521 56.5%

借入金に伴う正味為替レート・デリバティブ
(3) 595  259  336 -

（‐）「売却目的保有として分類された資産」

に関する金融資産
(543)  (85)  (458) -

（‐）「売却目的保有として分類された処分グループに含まれる負

債」に関する金融負債
1,435  784  651 83.0%

正味金融債務
(3) (60,068) (51,693) (8,375) -16.2%

(1)財政状態計算書の「その他の流動負債」に含まれる流動金融借入金を含む。

(2)財政状態計算書の「その他の非流動負債」に表示されている非流動金融借入金を含む。

(3)数値の比較可能性の改善のため、当社グループによる正味金融債務の新たな表示に従って2021年12月31日現在の正味金融債務を再計算する必要があっ

た。

 

CONSOB指針に従った正味ポジションは、ヘッジ会計目的においてヘッジとして指定されない、又はヘッジ向けに

用いられる取引目的で締結しているデリバティブを含まない。

2022年12月31日現在、当該金融資産及び負債は、財政状態計算書上、以下の科目の下に区分して表示されている。

「非流動金融デリバティブ資産」3,970百万ユーロ（2021年12月31日現在では2,772百万ユーロ）、「流動金融デリ

バティブ資産」14,830百万ユーロ（2021年12月31日現在では22,791百万ユーロ）、「非流動金融デリバティブ負
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債」5,895百万ユーロ（2021年12月31日現在では3,339百万ユーロ）、「流動金融デリバティブ負債」16,141百万

ユーロ（2021年12月31日現在では24,607百万ユーロ）に区分して表示されている。
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さらに、当社グループの正味金融債務をより適切に表示するために、外部の取引先への外貨融資をヘッジするため

に締結された通貨間金利スワップの公正価値を含めている。当該デリバティブの分類に係る詳細は、注記51「デリ

バティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。

 

金融商品

注記48. カテゴリー別金融商品

当該注記は、利用者が当社グループの財政状態及び業績に対する金融商品の重要度を評価するために必要な開示を

提供するものである。

 

48.1 カテゴリー別金融資産

IFRS第9号の下で分類された金融資産の各カテゴリー別の帳簿価額の表は以下のとおりであり、流動金融資産及び

非流動金融資産の区分、ヘッジ・デリバティブ及び純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブの内訳を独

立して開示している。

 
百万ユーロ  非流動 流動

 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

償却原価で測定される金融資産 48.1.1 5,731 4,092 40,057 34,671

FVTOCIで測定される金融資産 48.1.2 901 706 279 144

純損益を通じて公正価値で測定され

る金融資産
     

FVTPLで測定されるデリバティブ金

融資産
48.1.3 473 277 12,075 19,664

FVTPLで測定されるその他の金融資

産
48.1.3 3,442 2,662 1,049 141

純損益を通じて公正価値で測定され

る金融資産の合計
 3,915 2,939 13,124 19,805

ヘッジ手段として指定されるデリバ

ティブ金融資産
     

公正価値ヘッジ・デリバティブ 48.1.4 37 61 - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリ

バティブ
48.1.4 3,460 2,434 2,755 3,127

ヘッジ手段として指定されるデリバ

ティブ金融資産の合計
 3,497 2,495 2,755 3,127

合計  14,044 10,232 56,215 57,747

 

流動及び非流動デリバティブ資産の認識及び分類に係る詳しい情報は、注記51「デリバティブ及びヘッジ会計」を

参照のこと。

公正価値測定に係る詳しい情報は、注記52「公正価値で測定される資産及び負債」を参照のこと。
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48.1.1 償却原価で測定される金融資産

その性質により償却原価で測定される金融資産を示し、流動及び非流動金融資産に分類した表は以下のとおりであ

る。

 
百万ユーロ  非流動  流動

 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

現金及び現金同等物  - - 35 10,169 8,759

営業債権 34 1,388 1,301 34 15,217 14,775

一年以内回収予定の長期貸付

資産
 - - 30.1 2,838 1,538

現金担保  - - 30.1 8,319 6,485

その他の金融資産 29.1 3,766 2,289 30.1 2,090 315

償却原価で測定されるサービ

ス委譲契約から生じた金融資

産

29 295 260 29 12 64

償却原価で測定されるその他

の金融資産
 282 242  1,412 2,735

合計  5,731 4,092  40,057 34,671

 

償却原価で測定される金融資産の減損

2022年12月31日現在の償却原価で測定される金融資産は45,788百万ユーロ（2021年12月31日現在では38,763百万

ユーロ）で、2022年12月31日現在の予想信用損失引当金合計4,087百万ユーロ（前年度末現在では4,051百万ユー

ロ）控除後で計上されている。

当社グループは主に減損テストの対象となる償却原価で測定される以下の種類の金融資産を保有している。

＞　現金及び現金同等物

＞　営業債権及び契約資産

＞　貸付資産

＞　その他の金融資産

現金及び現金同等物もIFRS第9号の減損要件の対象となっているが、識別された減損損失は軽微である。

デフォルト確率（PD）、デフォルト時損失率（LGD）及びデフォルト時エクスポージャー（EAD）を用いて決定

される予想信用損失（ECL）は、契約に従い期限の到来している契約上のキャッシュ・フローの全額、及び受領す

ると見込まれるキャッシュ・フローの全額の差額（すなわち不足分全額）を当初の実効金利（EIR）で割引いた額

である。

ECLの計算には、当社グループは2つの異なるアプローチを適用している。

＞　営業債権、契約資産及びリース債権以外の金融資産においては、一般的アプローチ。当該アプローチは、当初

認識以降の信用リスクにおける著しく増大した評価に基づき、各報告日時点の、組成時のPDと報告日におけ

るPDを比較して実施される。

その後、評価の結果に基づき、損失引当金が12か月のECL又は全期間のECLに基づき認識される（すなわちス

テージング）。

‐当初認識以降の信用リスクの著しい増大がない金融資産においては12か月のECL

‐信用リスクが著しい増大をしている金融資産又は信用減損をしている（すなわち、期日経過情報に係るデ

フォルト）金融資産においては全期間のECL

＞　重要な金融要素を伴う、又は伴わない営業債権、契約資産及びリース債権においては、信用リスクの変動を調

査することなく全期間のECLに基づく簡便化アプローチ。
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ポートフォリオ又は金融商品のリスクに影響を与える可能性のある将来の事象及びマクロ経済の動向を反映するた

め、定性的な情報及び定量的な情報を考慮して将来の見通しに関する調整が適用されることがある。

金融資産の性質及び入手可能な信用リスク情報に応じて、信用リスク増大の評価は、以下のように実施可能であ

る。

＞　債権が個別に重要である場合、及び合理的で裏付け可能な情報に基づく減損において個別に識別された全ての

債権においては、個別ベース  

＞　合理的で裏付け可能な情報が過度のコストを負担せずに、又は個別の商品ベースでの予想信用損失の測定の取

組みを行うことなく入手可能ではない場合には、一括ベース

金融資産全体又はその一部の回収の合理的な見込みがない場合は金融資産の帳簿価額の総額を減額する。

評価減は認識の中止が発生したことを表す（例 キャッシュ・フローに対する権利が法的又は契約的に消滅、移転

又は失効）。

一般的な簡便化アプローチに基づく償却原価で測定される金融資産の予想信用損失を示す表は以下のとおりであ

る。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

 総額
予想信用損

失　　引当金
合計 総額

予想信用損

失　　引当金
合計

現金及び現金同等物 10,169 - 10,169 8,759 - 8,759

営業債権 20,388 3,783 16,605 19,739 3,663 16,076

貸付資産 17,261 248 17,013 10,861 234 10,627

償却原価で測定されるその他の金融資産 2,057 56 2,001 3,455 154 3,301

合計 49,875 4,087 45,788 42,814 4,051 38,763

 

予想損失を測定するため、当社グループは、個別ベース（例 政府機関、当局、金融取引先、卸売販売業者、商

社、大手企業など）及び一括的（例 小売顧客）の両方で簡便化アプローチを用いて、営業債権及び契約資産の評

価を行う。

個別評価の場合は、PDは通常外部プロバイダーから取得する。

それ以外、一括評価における、営業債権は、デフォルトの特定定義を考慮して、共通の信用リスク特性及び延滞ポ

ジションに関する情報に基づきグループ化される。

事業別及び各国における規制の枠組みに加えて、そのデフォルト率及び（90日を超えた回収において期待値で構成

される）回収率を含んだ顧客のポートフォリオの間の差異に基づいて以下の作業が行われる。

＞　当社グループは、主に180日間の延滞を一つのデフォルト状態を定義する。従って、この期限後の営業債権に

は信用減損が生じたと推定される。そして、

＞　特定の市場、事業及びリスク特性に基づく特定のクラスターが定義される。

契約資産は、同一の種類の契約において営業債権と実質的に同一のリスク特性を有する。

一括ベースに係る営業債権において当該予想信用損失を測定するために、契約資産においても同様に、当社グルー

プは予想信用損失のパラメーターに関連して以下の仮定を用いる。

＞　PDは、平均デフォルト率に等しいと仮定されており、クラスターごとに算出され、少なくとも24か月の履歴

データを考慮する。

＞　LGDは、各ラスターの回収率の関数であり、実効金利を用いて割引かれる。そして、
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＞　EADは、報告日時点での帳簿価額から現金保証金を控除した額に等しいものとして見積もられ、請求書が発行

されたものの期限を過ぎていない請求額及び発行予定の請求額を含む。

営業債権の減損判定の際に考慮した特定の顧客セグメントの回収状況の悪化にもかかわらず、当社グループのポー

トフォリオはこれまでのところマクロ経済状況及び現在の価格シナリオに強靭性を示している。これはデジタル回

収チャネルの拡大及び商業顧客の着実な多様化によるものである。

一般的な簡便化アプローチに従った貸付資産の予想信用損失に対する引当金の増減を示す表は以下のとおりであ

る。

 
百万ユーロ 12か月の予想信用損失 全期間の予想信用損失

2021年1月1日現在の期首残高 65 143

繰入 - 9

目的使用 - -

純損益への戻入 (25) (9)

その他の増減 25 26

2021年12月31日現在の期末残高 65 169

2022年1月1日現在の期首残高 65 169

繰入 22 5

目的使用 - -

純損益への戻入 - (11)

その他の増減 (58) 56

2022年12月31日現在の期末残高 29 219

 

営業債権の予想信用損失に対する引当金の増減を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ  

2021年1月1日現在の期首残高 3,287

繰入 1,285

目的使用 709

純損益への戻入 (202)

その他の増減 (1,416)

2021年12月31日現在の期末残高 3,663

2022年1月1日現在の期首残高 3,663

繰入 1,375

目的使用 (766)

純損益への戻入 (265)

その他の増減 (224)

2022年12月31日現在の期末残高 3,783

 

償却原価で測定されるの他の金融資産の予想信用損失に対する引当金の増減を示す表は以下のとおりである。

 
 全期間の予想信用損失

2021年1月1日現在の期首残高 129

繰入 94

目的使用 -

純損益への戻入 (1)

その他の増減 (68)

2021年12月31日現在の期末残高 154

2022年1月1日現在の期首残高 154

繰入 180

目的使用 -

純損益への戻入 (1)

その他の増減 (277)

2022年12月31日現在の期末残高 56
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注記49「リスク管理」は信用リスク及び予想損失に対するエクスポージャーに関する追加情報を提供している。

 

48.1.2 その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産

その性質によりその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産を示す表は以下のとおりで、流動及び非

流動金融資産に分類している。

 
百万ユーロ  非流動  流動

 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

FVOCIで測定されるその他の

会社への投資
29 360 40  - -

有価証券 29.1 447 403 30.1 78 87

営業債権及びFVOCIで測定さ

れるその他の金融資産
 94 263  201 57

合計  901 706  279 144

 

FVOCIで測定される金融資産の増減

その他の会社への投資

 
百万ユーロ 非流動 流動

2021年1月1日現在の期首残高 40 -

購入 2 -

売却 - -

OCIを通じた公正価値の変動 - -

その他の増減 (2) -

2021年12月31日現在の期末残高 40 -

2022年1月1日現在の期首残高 40 -

購入 149 -

売却 - -

OCIを通じた公正価値の変動 11 -

その他の増減 160 -

2022年12月31日現在の期末残高 360 -

 

FVOCIで測定される有価証券及びその他の債権

 
百万ユーロ 非流動 流動

2021年1月1日現在の期首残高 551 102

購入 165 -

売却 (87) -

OCIを通じた公正価値の変動 2 -

振替 (85) 85

その他の増減 120 (43)

2021年12月31日現在の期末残高 666 144

2022年1月1日現在の期首残高 666 144

購入 225 -

売却 (41) (14)

OCIを通じた公正価値の変動 (38) -

振替 (102) 102

その他の増減 (168) 47

2022年12月31日現在の期末残高 541 279
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48.1.3 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

その性質により純損益を通じて公正価値で測定される金融資産を示す表は以下のとおりであり、非流動金融資産及

び流動金融資産に分類している。

 
百万ユーロ  非流動  流動

 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

FVTPL で測定されるデリバ

ティブ
51 473 277 51 12,075 19,664

流動性資産への投資  - - 35 872 99

FVTPLで測定される金融資産  - -
30、
30.1

176 41

有価証券  - - 30.1 - 1

FVTPLで測定されるその他の

会社への株主持分投資
29 6 32  - -

FVTPLで測定されるサービス

委譲契約から生じた金融資産
29 3,436 2,630  - -

合計  3,915 2,939  13,123 19,805

 

48.1.4 ヘッジ手段として指定されるデリバティブ金融資産

デリバティブ金融資産の詳細は、注記51「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。

 

48.2 カテゴリー別金融負債

IFRS第9号に基づき分類された金融負債の各カテゴリー別の帳簿価額は以下のとおりであり、流動金融負債と非流

動金融負債の区分、ヘッジ・デリバティブ及び純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブの内訳を別掲し

て開示している。

 
百万ユーロ  非流動 流動

 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

償却原価で測定される金融負債 48.2.1 68,432 54,914 45,697 42,330

純損益を通じて公正価値で測定され

る金融負債
     

FVTPLで測定されるデリバティブ金

融負債
48.4 588 169 11,642 19,696

純損益を通じて公正価値で測定され

る金融負債合計
 588 169 11,642 19,696

ヘッジ手段として指定されるデリバ

ティブ金融負債
     

公正価値ヘッジ・デリバティブ 48.4 191 5 - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリ

バティブ
48.4 5,116 3,165 4,499 4,911

ヘッジ手段として指定されるデリバ

ティブ金融負債合計
 5,307 3,170 4,499 4,911

合計  73,158 58,253 63,007 66,937

 

公正価値測定の詳しい情報は、注記52「公正価値で測定される資産及び負債」を参照のこと。
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48.2.1 償却原価で測定される金融負債

その性質により償却原価で測定される金融負債を示す表は以下のとおりであり、流動及び非流動金融負債に分類し

ている。

 
百万ユーロ  非流動  流動

 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

長期借入金 48.3 68,191 54,500 48.3 2,835 4,031

短期借入金  - - 48.3 18,392 13,306

営業債務 44 36 94 44 17,605 16,865

その他の金融負債  205 320  6,865 8,128

合計  68,432 54,914  45,697 42,330

 

48.3 借入金

48.3.1 長期借入金（一年以内返済該当分を含む）‐71,026百万ユーロ

額面価額、帳簿価額、及び12か月以内に返済期限の到来する金額を示した表は以下のとおりである。

 

カテゴリー別及び種類別長期借入金の利率
(1)

百万ユーロ 額面価額 帳簿価額 流動部分
支払期限

12か月超
公正価値 額面価額 帳簿価額 流動部分

支払期限

12か月超
公正価値

帳簿価額

の変動
2022-2021

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在  

社債            

上場固定利率 30,355 29,892 978 28,914 27,468 27,857 27,413 2,119 25,294 30,279 2,479

上場変動利率 2,569 2,547 537 2,010 2,473 2,574 2,557 434 2,123 2,545 (10)

非上場固定利率 18,959 18,727 - 18,727 17,249 11,293 11,207 50 11,157 12,670 7,520

非上場変動利率 525 525 97 428 600 622 622 97 525 728 (97)

社債合計 52,408 51,691 1,612 50,079 47,790 42,346 41,799 2,700 39,099 46,222 9,892

銀行借入金            

固定利率 3,367 3,273 211 3,062 3,021 2,414 2,405 238 2,167 2,298 868

変動利率 12,884 12,848 677 12,171 12,570 10,139 10,109 751 9,358 10,037 2,739

リボルビング信用枠

の利用
30 30 2 28 26 1,054 1,054 - 1,054 1,054 (1,024)

銀行借入金合計 16,281 16,151 890 15,261 15,617 13,607 13,568 989 12,579 13,389 2,583

リース            

固定利率 2,630 2,630 251 2,379 2,630 2,477 2,477 242 2,235 2,477 153

変動利率 42 42 10 32 42 70 70 17 53 70 (28)

リース合計 2,672 2,672 261 2,411 2,672 2,547 2,547 259 2,288 2,547 125

その他のノンバンク

借入金
           

固定利率 504 504 70 434 504 571 595 69 526 569 (91)

変動利率 8 8 2 6 12 34 22 14 8 25 (14)

その他のノンバンク

借入金合計
512 512 72 440 516 605 617 83 534 594 (105)

固定利率借入金合計 55,815 55,026 1,510 53,516 50,872 44,612 44,097 2,718 41,379 48,293 10,929

変動利率借入金合計 16,058 16,000 1,325 14,675 15,723 14,493 14,434 1,313 13,121 14,459 1,566

合計 71,873 71,026 2,835 68,191 66,595 59,105 58,531 4,031 54,500 62,752 12,495
(1) 長期金融負債が含まれる財政状態計算書における「その他の非流動金融負債」の下に表示されているその他の非流動金融借入金を含んでいない。

 

通貨別及び利率別の長期金融債務の表は以下のとおりである。
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通貨別及び利率別の長期金融債務
(1)

百万ユーロ 帳簿価額 額面価額 帳簿価額 額面価額
現在の　　　

名目平均金利

現在の　　　

実効金利

現在の　　　

名目平均金利

現在の　　　

実効金利

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

ユーロ 34,993 35,383 32,041 32,387 1.9% 2.1% 1.6% 1.9%

米国ドル 26,930 27,209 17,518 17,629 4.8% 5.1% 4.2% 4.3%

英ポンド 4,470 4,610 3,901 3,976 4.6% 4.8% 5.0% 5.2%

コロンビア・ペソ 1,310 1,310 1,341 1,341 10.3% 10.3% 6.5% 6.5%

ブラジル・レアル 1,899 1,926 1,720 1,753 10.0% 10.2% 8.8% 8.9%

スイス・フラン 359 360 343 344 1.8% 1.8% 1.8% 1.8%

チリ・ペソ／ＵＦ 526 531 423 428 5.1% 5.2% 5.2% 5.2%

ペルー・ソル 429 429 415 415 5.3% 5.3% 5.2% 5.2%

ロシア・ルーブル - - 427 427   6.8% 7.3%

その他の通貨 110 115 402 405     

ユーロ以外の通貨合計 36,033 36,490 26,490 26,718     

合計 71,026 71,873 58,531 59,105     

(1)財政状態計算書における「その他の非流動金融負債」の下に表示されているその他の非流動金融借入金は含まれていない。

 

主に米ドル建て債務の変動により、ユーロ以外の通貨建の長期金融債務は9,543百万ユーロ増加した。

 

長期債務の額面価額における変動
(1)

百万ユーロ 額面価額 返済 連結範囲変動 新規借入 その他の増減 為替換算差額 額面価額

 2021年12月31日現在      2022年12月31日現在

債券 42,346 (2,788) (37) 12,390 - 497 52,408

借入金 16,759 (6,571) (1,016) 10,009 - 284 19,465

うちリース 2,547 (310) (88) 445 - 78 2,672

金融債務合計 59,105 (9,359) (1,053) 22,399 - 781 71,873

(1)財政状態計算書における「その他の非流動金融負債」の下に表示されているその他の非流動金融借入金の額面金額は含まれていない。

 

2022年12月31日現在の長期債務の額面価額は71,873百万ユーロで、2021年12月31日現在と比べて12,768百万ユーロ

増加した。債務の増加は、新規借入22,399百万ユーロ及び為替差損781百万ユーロで、返済9,359百万ユーロ、及び

複数の会社の債務の連結除外、特にEnel Russiaにおける株主持分投資の売却から生じた1,053百万ユーロ相当により

一部相殺された。
 

2022年度の返済は、債券2,788百万ユーロ及び融資6,571百万ユーロである。

2022年度中の主な債券の返済は以下を含む。

＞　2022年2月満期のEnel Finance International発行の固定利付債50百万ユーロ

＞　2022年2月満期のEnel Finance International発行の変動利付債50百万ユーロ

＞　2022年2月満期のEnel Finance International発行の変動利付債50百万ユーロ

＞　2022年3月満期のEnel Colombiaにより発行された固定利付債に関する270,000百万コロンビア・ペソ（2022年12

月31日現在では52百万ユーロ相当）

＞　2022年9月満期のEnel Finance International発行の固定利付債1,949百万ユーロ

＞　2022年9月満期のEnel Colombiaにより発行された固定利付債に関する300,000百万コロンビア・ペソ（2022年12

月31日現在では58百万ユーロ相当）

＞　2022年11月満期のEnel Finance International発行の変動利付債50百万ユーロ

＞　2022年12月満期のEnel Colombiaにより発行された固定利付債に関する300,000百万コロンビア・ペソ（2022年

12月31日現在では58百万ユーロ相当）
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当年度中に行われた融資の主な返済は以下を含む。

＞　当社の変動利率リボルビング信用枠に関する5,250百万ユーロ

＞　Endesa融資に関する264百万ユーロ、うち持続可能融資132百万ユーロ

＞　当社グループのイタリア会社の持続可能融資に関する504百万ユーロ

＞　南米会社に関する354百万ユーロ相当

2022年度の新規借入は、債券12,390百万ユーロ、融資10,009百万ユーロである。

 

2022年度に実施され、2022年12月31日現在の為替レートでユーロに換算された主な金融取引の特徴を示す表は以下

のとおりである。

 

発行体／借手 発行日／付与日

金額

（百万ユー

ロ）

通貨 利率
利率種

類
満期

社債

Enel Finance International 2022年1月17日 1,250 ユーロ 0.25% 固定 2025年11月17日

Enel Finance International 2022年1月17日 750 ユーロ 0.88% 固定 2031年1月17日

Enel Finance International 2022年1月17日 750 ユーロ 1.25% 固定 2035年1月17日

Enel Finance International 2022年4月11日 845 英ポンド 2.88% 固定 2029年4月11日

Enel Finance International 2022年6月15日 703 米ドル 4.25% 固定 2025年6月15日

Enel Finance International 2022年6月15日 703 米ドル 4.63% 固定 2027年6月15日

Enel Finance International 2022年6月15日 937 米ドル 5.00% 固定 2032年6月15日

Enel Finance International 2022年6月15日 937 米ドル 5.50% 固定 2052年6月15日

Enel Finance International 2022年9月9日 1,000 ユーロ 3.88% 固定 2029年3月9日

Enel Finance International 2022年10月14日 703 米ドル 6.80% 固定 2025年10月14日

 Enel Finance International 2022年10月14日 1,171 米ドル 7.50% 固定 2032年10月14日

 Enel Finance International 2022年10月14日 937 米ドル 7.75% 固定 2052年10月14日

 Enel Finance America 2022年10月14日 937 米ドル 7.10% 固定 2027年10月14日

Enel Distribuição São Paulo 2022年5月12日 142
ブラジル

レアル
IPCA + 6.14% 変動 2032年4月15日

Enel Distribuição Ceará 2022年5月30日 106
ブラジル

レアル
IPCA + 6.21% 変動 2032年5月17日

        

社債合計 11,871

銀行借入金

Enel SpA 2022年3月7日 200 ユーロ Euribor + 0.38% 変動 2024年5月3日

Enel SpA 2022年9月14日 200 ユーロ Euribor + 0.38% 変動 2024年5月3日

Enel SpA 2022年9月30日 350 ユーロ Euribor + 0.45% 変動 2025年7月26日

Enel SpA 2022年9月30日 648 ユーロ Euribor + 0.40% 変動 2025年5月12日

Enel SpA 2022年9月30日 1,852 ユーロ Euribor + 0.40% 変動 2026年3月5日

Enel SpA 2022年9月30日 1,000 ユーロ Euribor + 0.52% 変動 2024年10月2日

e-distibuzione 2022年8月5日 300 ユーロ Euribor + 0.473% 変動 2037年8月5日

Enel Italia 2022年7月29日 60 ユーロ
Euribor 6M +

0.462%
変動 2037年7月29日

Enel Finance America 2022年10月6日 403 米ドル
USD SOFR 6M

CMP + 1.22%
変動 2034年5月15日

Enel Finance America 2022年11月3日 187 米ドル

USD TERM

SOFR 3M +

1.25%

変動 2024年8月5日

Enel Finance America 2022年12月13日 141 米ドル

USD TERM

SOFR 3M +

1.25%

変動 2024年8月5日
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Enel Finance America 2022年12月21日 141 米ドル

USD TERM

SOFR 3M +

1.25%

変動 2024年8月5日

Endesa 2022年1月17日 300 ユーロ
Euribor 6M +

0.53%
変動 2033年12月20日
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Endesa 2022年3月25日 400 ユーロ
Euribor 3M +

0.72%
変動 2024年7月31日

Endesa 2022年3月28日 250 ユーロ
Euribor 6M +

0.368%
変動 2037年3月30日

Endesa 2022年3月30日 50 ユーロ
Euribor 6M +

0.45%
変動 2024年7月31日

Endesa 2022年3月31日 250 ユーロ
Euribor 3M +

0.85%
変動 2024年7月31日

Endesa 2022年3月31日 275 ユーロ
Euribor 3M +

1.20%
変動 2024年7月31日

Endesa 2022年3月31日 75 ユーロ 1.405% 固定 2027年4月1日

Endesa 2022年4月8日 50 ユーロ 1.967% 固定 2027年5月13日

Endesa 2022年4月29日 50 ユーロ 1.967% 固定 2027年5月13日

Endesa 2022年5月10日 100 ユーロ
Euribor 3M +

0.65%
変動 2024年7月31日

Endesa 2022年5月25日 500 ユーロ 1.895% 固定 2027年5月13日

 Endesa 2022年10月19日 200 ユーロ
Euribor 3M +

1.30%
変動 2024年7月31日

 Endesa 2022年11月18日 250 ユーロ
Euribor 6M +

0.582%
変動 2037年11月18日

 Enel Colombia 2022年4月5日 93
コロンビ

ア・ペソ

COP IBR 3M+

2.05%
変動 2028年4月5日

 Enel Colombia 2022年7月28日 79
コロンビ

ア・ペソ

COP IBR 3M +

1.6%
変動 2028年7月28日

 Enel Colombia 2022年11月30日 70
コロンビ

ア・ペソ

COP IBR 3M +

2.98%
変動 2029年11月30日

 Enel Distribución Perú 2022年4月4日 52
ペルー・ソ

ル
6.96% 固定 2025年3月19日

 Enel Distribuição Ceará 2022年3月24日 51 米ドル
USD SOFR CMP

+ 0.91%
変動 2025年3月21日

 Enel Distribuição São Paulo 2022年9月1日 88 米ドル 3.61% 固定 2037年9月1日

銀行借入金合計 8,665
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通貨リスクを軽減するための長期債務総額に対するヘッジの影響を示す表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在
(1)

 当初の債務構造

ヘッジ

の

影響

ヘッジ後の債務構

造
当初の債務構造

ヘッジ

の

影響

ヘッジ後の債務構

造

 
帳簿価

額

額面金

額
%    

帳簿価

額

額面金

額
%    

ユーロ 34,993 35,383 49.2% 23,473 58,856 81.9% 32,041 32,387 54.8% 16,657 49,044 83.0%

米国ドル 26,930 27,209 37.9% (19,741) 7,468 10.4% 17,518 17,629 29.8% (13,423) 4,206 7.1%

英ポンド 4,470 4,610 6.4% (4,610) - - 3,901 3,976 6.7% (3,976) - -

コロンビア・ペソ 1,310 1,310 1.8% - 1,310 1.8% 1,341 1,341 2.3% - 1,341 2.3%

ブラジル・レアル 1,899 1,926 2.7% 1,187 3,113 4.4% 1,720 1,753 3.0% 1,028 2,781 4.7%

スイス・フラン 359 360 0.5% (360) - - 343 344 0.6% (344) - -

チリ・ペソ／ＵＦ 526 531 0.7% - 531 0.7% 423 428 0.7% - 428 0.7%

ペルー・ソル 429 429 0.6% - 429 0.6% 415 415 0.7% - 415 0.7%

ロシア・ルーブル       427 427 0.7% - 427 0.7%

その他の通貨 110 115 0.2% 51 166 0.2% 402 405 0.7% 58 463 0.8%

ユーロ以外の通貨

合計
36,033 36,490 50.8% (23,473) 13,017 18.1% 26,490 26,718 45.2% (16,657) 10,061 17.0%

合計 71,026 71,873 100.0% - 71,873 100.0% 58,531 59,105 100.0% - 59,105 100.0%

(1)財政状態計算書における「その他の非流動金融負債」の下に表示されているその他の金融借入金を含まない。
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金利リスクに対しヘッジされていない変動利付負債は、市場利率が上昇した場合に純損益に影響を及ぼす（借入費

用を高める）可能性がある主なリスク要因である。

 
百万ユーロ 2022年度 2021年度

 ヘッジ前 % ヘッジ後 % ヘッジ前 % ヘッジ後 %

変動利率 34,450 38.2% 31,353 34.7% 27,811 38.4% 22,478 31.0%

固定利率 55,815 61.8% 58,912 65.3% 44,612 61.6% 49,945 69.0%

合計 90,265  90,265  72,423  72,423  

 

2022年12月31日現在、中長期の金融負債の38.2%が変動利率（2021年12月31日現在では38.4%）である。IFRS-EUに

準拠して有効とみなされる金利ヘッジを考慮すると、2022年12月31日現在の中長期の正味金融負債の34.7%（2021

年12月31日現在では31%）が金利リスクに晒されている。当該数値は、リスク管理方針に定められた限度額以内で

ある。

 

IBOR改革が主要指標（詳細は注記51.1「金利決定における指標の改革‐IBOR改革」の項を参照のこと）の長期債

務に与える影響を示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ    

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

長期金融負債 フェーズ 1 フェーズ 2 フェーズ 1 フェーズ 2

米ドルLIBOR/SOFR 1,310 - 888 -

英ポンドLIBOR/SONIA - - - -

合計 1,310 - 888 -

 

長期負債－主要なコベナンツ

当社グループの主な長期金融負債は、国際的な商慣行における一般的に採用されているコベナンツによって管理さ

れている。当該負債は、特にグローバル／ユーロ ミディアム・ターム・ノーツ（MTN）プログラムの枠内で行わ

れる社債の発行、劣後債非転換ハイブリッド債の発行（いわゆる「ハイブリッド債」）、及び銀行やその他の金融

機関から供与される融資（欧州投資銀行及びCassa Depositi e Prestiti SpAを含む）が該当する。

Enel及びEnel Finance International NV（エネル・エスピーエーによって保証されるEnel Finance International NVのグ

リーン・ボンドを含み、当社グループのいわゆる適格グリーン・プロジェクトへの資金に用いられる）がグローバ

ル／ユーロ ミディアム・ターム・ノーツ（MTN）プログラムの枠内で発行が行われる社債に関する、及び当社に

よって保証され、Enel Finance International NVによって米国市場で発行する社債に関する、主なコベナンツは、以

下のとおりである。

＞　同一債務負担が当該債券に均等又は比例案分により提供されない限り、発行者及び保証人が一定の金融負債を

担保するために資産又は収入の全部又は一部に抵当権、先取特権、又はその他の債務を設定したり維持したり

することができない、担保提供制限条項

＞　社債及び付随する証券が、発行者及び保証人の直接、無条件、無担保の債務を構成し、それらの間で優先権な

く発行された下で、発行者及び保証人の現在及び将来の、他の非劣後無担保債券と、少なくとも同じ優先順位

を持つことを定める、パリ・パス条項

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 468/1075



＞　発行者、保証人、又は場合によって「重要な」子会社の特定の金融負債（閾値水準を超えた）に関する債務不

履行事由の発生の下で、当該負債に関して債務不履行を構成し、直ちに返済期限が到来することを定める、ク

ロス・デフォルト条項

2019年以降、Enel Finance International NVは、欧州市場（ユーロ・ミディアム・ターム・ノート（EMTN）発行プロ

グラムの一環として）、及び米国市場において、双方とも当社によって保証された多くの 「持続可能な」 債券を

発行しており、同じ種類の他の債券と同様のコベナンツを含む国際連合の持続可能な開発目標（SDGs）の多くの

達成に結び付いている。

2022年度に、Enel Finance America LLCは米国市場で当社が保証する同種の持続可能債券を発行した。

 

当社の解散又は清算の場合にのみ償還される永久ハイブリッド債の発行を含む当社のハイブリッド債を対象とする

主なコベナンツは以下のとおり要約できる。

＞　劣後条項の下で、各ハイブリッド債は当社が発行した他の全ての債券に劣後し、発行された他の全ての複合金

融商品と同じ優先順位を持ち、資本性金融商品に対してのみ優先される。

＞　発行者の直近の義務全てを承継しない限り、他の会社との合併、会社の資産の全部又は重要な部分の他の会社

への売却又はリースを禁止する。

 

当社により入手された持続可能性連動融資枠契約を含む、エネル、Enel Finance International NV及びその他の当社

グループ会社の融資契約に盛り込まれている主なコベナンツは、以下のように要約できる。

＞　担保提供制限条項の下で、債務者及び場合によって保証人が所有する各々の資産の全部又は一部に対する抵当

権、先取特権、又はその他の債務の設定を制限される（明示的に許可された債務を除く）。

＞　売却条項の下で、債務者及び場合によって保証人は明示的に許可された売却を除き所有する各々の資産又は事

業を処分することはできない。

＞　パリパス条項の下で、債務者の支払引受が、他の無担保及び劣後支払義務と同じ順位とされる。

＞　管理条項の変更の下で、債務者及び場合によって保証人に対し、融資条件の再交渉又は承諾された融資の強制

的な早期返済を要求できる。

＞　格付条項の下で、債務者又は保証人が一定水準以上の格付を維持することを規定されている。

＞　クロス・デフォルト条項の下で、発行者又は場合によっては保証人の特定の（閾値水準を超えた）金融負債に

関する債務不履行事象の発生が当該負債に関するデフォルトを構成し、直ちに返済を要請されることになる。

 

当社が締結した融資契約には、保証人としての契約も含め、以下のような追加条項を規定されているものがある。

＞　エネルギー市場での取引活動のための担保をヘッジするためだけに融資を利用するという約定

＞　「風評被害」条項：特定の規制の重大な抵触の結果、貸付銀行が自身又は他者の信用が傷つけられたことが確

認された場合に、貸付銀行が自ら引き受けた財務上の約定を取消し、かつ融資額の早期返済を要求できる条項

をいう。
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＞　特定の環境や社会の規制及び基準の遵守を確実にする保証人の約定

 

当該コベナンツは債務者の重要な会社又は子会社に対しても拘束力を有する場合もある。検討された全ての借入金

では、例えば、支払不能、破産手続又は企業の取引停止といった国際的な商慣行に典型的な「債務不履行事由」を

特定している。

 

加えて、Cassa Depositi e Prestiti SpAからのe-distribuzione SpAへの特定融資に対してe-distribuzione SpAのために当社

が発行する保証は、各半期の測定期間の終了時に、当社の正味連結金融負債が年度連結EBITDAの4.5倍を超えない

ことを要求している。

 

最後に、Endesa SA、EnelAméricasSA、Enel Chile SA、その他のスペイン及びラテンアメリカの子会社（特にチリの

Enel Generacion SA）の債務には、国際的な商慣習に典型的なコベナンツや債務不履行事由が含まれている。

 

48.3.2 短期借入金‐18,392百万ユーロ

2022年12月31日現在、短期借入金は、2021年12月31日現在と比較して5,086 百万ユーロ増加し、総額18,392百万

ユーロであり、内訳は、以下のとおりである。

 
百万ユーロ    

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

短期銀行借入金 1,320 1,329 (9)

コマーシャル・ペーパー 13,838 10,708 3,130

デリバティブに係る現金担保及びその他の資金調達 1,513 918 595

その他の短期借入金
(1) 1,721 351 1,370

短期借入金 18,392 13,306 5,086

(1)金融負債に含まれる財政状態計算書の「その他の流動金融負債」に含まれるその他の流動借入金は含まない。

 

コマーシャル・ペーパーは合計13,838百万ユーロで、Enel Finance International、Endesa及びEnel Finance Americaによ

る発行に関するものである。

主なコマーシャル・ペーパーのプログラムは以下のとおりである。

＞　Enel Finance Internationalの2021年度6,000百万ユーロからの増加による8,000百万ユーロ

＞　Endesaの2021年度4,000百万ユーロからの増加による5,000百万ユーロ

＞　Enel Finance Americaの5,000百万米ドル（2022年12月31日現在で4,414百万ユーロ相当）

2022年12月31日現在、コマーシャル・ペーパーの発行総額13,838百万ユーロ相当で、持続可能目標と連動するもの

である。

 

48.4 デリバティブ金融負債

デリバティブ金融負債に関する詳細な情報は、注記51「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 470/1075



48.5 純利得及び損失

デリバティブを除く金融商品のカテゴリー毎の純利得及び損失を示す表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ 2022年度 2021年度
(1)

 純利得／（損失）
うち減損（損

失）　／利得
純利得／（損失）

うち減損（損

失）　／利得

償却原価で測定される金融資産 (1,242) (1,305) (883) (1,151)

FVOCIで測定される金融資産     

FVOCIで測定される持分投資 - - - -

FVOCIで測定されるその他の金融資産 (4) - 15 -

FVOCIで測定される金融資産合計 (4) - 15 -

FVTPLで測定される金融資産     

FVTPLで測定される金融資産 9 - 3 -

当初認識で指定される金融資産（公正価値オプション） - - - -

FVTPLで測定される金融資産合計 9 - 3 -

償却原価で測定される金融負債 (2,357) - (4,310) -

FVTPLで測定される金融負債     

トレーディング目的保有金融負債 - - - -

当初認識で指定される金融負債（公正価値オプション） - - - -

FVTPLで測定される金融負債合計 - - - -

(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

デリバティブによる純利得及び損失に関する詳細は、注記14「デリバティブから生じた純金融収益／（費用）」を

参照のこと。

 

注記49. リスク管理

金融リスク管理のガバナンス及び目的

事業の一環として、当社グループは多種の金融リスク、特に金利リスク、商品リスク、通貨リスク、信用及び取引

先リスク並びに流動性リスクに晒されている。

当社の主な目的は、金融リスクを適切に軽減し、予期せぬ結果の変動を引き起こさないようにすることである。

以下の項は上記金融リスクの詳細である。

当該リスクに対するエクスポージャーの発生源は、前年比で変化はない。

 

金利リスク

金利リスクは主に金融商品の利用に由来し、変動金利、及び／又は新たな負債性金融商品の交渉において晒されて

いる金融条件の不確実性に連動する場合に、金融負債にかかる費用の予想外の変化として、或いは（固定利率債務

など）公正価値で測定される金融商品の価値の予想外の変化として現れる。

当社グループが保有している主な金融負債は、社債、銀行借入金、他の借入先からの借入金、コマーシャル・ペー

パー、デリバティブ、商取引又はデリバティブ取引の担保として受領した現金保証金（保証、現金担保）が含まれ

る。

当社グループは主に、金利リスクに対して、借入費用の安定化及び資金コストの抑制という二重の目的から、最適

な財務構造の定義を通じて管理している。
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当該目的は、契約の種類別、満期別、利率別に金融負債のポートフォリオを多様化するとともに、金利スワップや

金利オプションを中心とした店頭デリバティブを用いて特定のエクスポージャーのリスク特性を修正することを通

じて追求される。そのようなデリバティブの期間は原金融負債の満期を超えないため、そのような契約の公正価値

及び／又は期待キャッシュ・フローのいかなる変動も、対応するヘッジ対象ポジションの公正価値及び／又は期待

キャッシュ・フローの変動によって相殺される。

プロキシ・ヘッジ技術は、リスク要因においてヘッジ手段が市場で入手できなかったり、十分に流動性がなかった

りする多くの残存状況において利用することができる。

金利スワップを用いて、当社グループは、変動金利フロー及び固定金利フローを、双方同額の想定元本に係る算出

により、取引先と定期的に交換の合意をしている。

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の金利デリバティブの想定元本を取引の種類別に開示した表は以下の

とおりである。

 
百万ユーロ 想定元本

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

変動利率から固定利率のスワップ 5,836 7,700

固定利率から変動利率のスワップ 1,401 722

固定利率から固定利率のスワップ - -

変動利率から変動利率のスワップ 618 391

金利オプション - 50

合計 7,855 8,863

 

金利デリバティブの詳細は、注記51「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。

 

金利リスクの感応度分析

当社は、金融商品のポートフォリオに係る金利変動の影響を見積もることにより、エクスポージャーの感応度を分

析している。

具体的には、感応度分析は、デリバティブの公正価値又はヘッジされない総負債に伴う金融費用における変動を引

き起こすであろう市場シナリオの純損益及び株主持分に係る潜在的影響を測定する。

当該市場シナリオは、報告日現在の利回り曲線における上方及び下方の並行シミュレーションによって入手され

る。

感応度分析で用いられる方法及び条件に、前年度から変更はなかった。

他の全ての変数を一定にした、金利レベルの変動による当社グループの税引前利益への影響は以下のとおりであ

る。

 
百万ユーロ  2022年度

  純損益に係る税引前影響 資本に係る税引前影響

 
ベーシス　　

ポイント
増加 減少 増加 減少

ヘッジ後の長期変動利付借入金総額に係る

金融費用の変動
25 32 (32) - -

非ヘッジ手段に分類されるデリバティブの

公正価値の変動
25 25 (25) - -

ヘッジ手段として指定されるデリバティブ

の公正価値の変動
     

キャッシュ・フロー・ヘッジ 25 - - 29 (29)

公正価値ヘッジ 25 - - (9) 9
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2022年12月31日現在、長期金融負債総額の22.3%が変動利率である（2021年12月31日現在では24.5%）。（EU版

IFRSの規定に準じて）有効な金利リスクのキャッシュ・フロー・ヘッジを考慮に入れると、2022年12月31日現在、

長期金融負債総額の82.0%（2021年12月31日現在では84.5%）がヘッジされている。

 

通貨リスク

通貨リスクは主として、表示通貨以外の外貨建て取引に伴う財務書類項目の予想外の変動として現れる。当社グ

ループの連結財務書類はまた、当社グループの表示通貨であるユーロへの外国子会社の現地通貨建て財務書類の換

算の結果として、換算リスクに晒されている。

当社グループの通貨リスクへのエクスポージャーは、燃料及び電力の購入又は販売、投資（資産化された費用の

キャッシュ・フロー）、持分投資の配当及び購入又は売却、商業取引並びに金融資産及び金融負債に関連してい

る。

当社グループの通貨リスクの管理方針は、連結に関連する換算の影響は除き、為替レートの水準における変動の純

損益に係る影響の緩和を規定している。

通貨リスクへのエクスポージャーを最小化するために、当社は収益及び費用の源泉の地域的分散を実行し、商業契

約に連動化メカニズムを用いている。当社はまた、よく店頭市場に係る各種のデリバティブを用いている。

当社グループの金融商品ポートフォリオには、通貨間金利スワップ、通貨先渡及び通貨スワップが含まれている。

当該商品の公正価値及び／又は予想キャッシュ・フローの変動が、対応するヘッジ対象の公正価値及び／又は

キャッシュ・フローの変動を相殺するように、当該契約の期間が原商品の満期を超過しないようにしている。

通貨間金利スワップは、表示通貨以外の外貨建ての長期金融負債を表示通貨建て等価負債に変換することに用いら

れる。

通貨先渡は、取引当事者間で特定の将来の日付に特定の為替レート（予約実効レート）で異なる通貨建の元本を交

換することに合意する契約である。当該契約では、2つの元本金額の実際の交換（デリバラブル・フォワード）、

若しくは予約実効レートと満期における為替レートの差異によって算出される差金の支払（ノンデリバラブル・

フォワード）が求められることがある。後者の場合、予約実効レート及び／又は直物為替レートが、所与の期間に

観察されたレートの平均値として決定されることもある。

通貨スワップは、異なる通貨建ての元本の交換を規定する、取引相手先が将来の異なる日に反対符号の2つの取引

（通常、一方は直物であり、もう一方が予約である）を行う契約である。

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の取引残高の想定元本をヘッジ対象の種類別に示した表は以下のとお

りである。

 
百万ユーロ 想定元本

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

ユーロ以外の通貨建債務をヘッジする通貨間金利スワップ（CCIRSs） 28,444 21,123

商品に係る通貨リスクをヘッジする通貨先渡 8,392 6,183

ユーロ建以外の通貨における将来キャッシュ・フローをヘッジする通貨先渡／通

貨間金利スワップ（CCIRSs）
5,333 5,034

その他の通貨先渡 1,497 926

合計 43,666 33,266
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具体的には以下を含んでいる。

＞　ユーロ以外の外貨建負債に係る通貨リスクをヘッジするための想定元本28,444百万ユーロの通貨間金利スワッ

プ（CCIRSs）（2021年12月31日現在では21,123百万ユーロ）

＞　天然ガスの購入及び燃料の購入、並びにユーロ以外の通貨における期待キャッシュ・フローに伴う通貨リスク

のヘッジのための、通貨先渡及び通貨間スワップの想定元本合計13,725百万ユーロ（2021年12月31日現在では

11,217百万ユーロ）、当年度の想定元本の変動は、天然ガス価格の上昇及び発電用石炭の使用の増加を受け

て、為替相場リスク、特に米ドル向けエクスポージャーの増加による影響を受けた。

＞　その他の通貨先渡は、再生可能エネルギー、社会基盤及びネットワーク部門における投資財（新世代のデジタ

ル計測器）の購入に関連する表示通貨以外の通貨の期待キャッシュ・フロー、クラウド・サービスの供給に関

する運転費用、及び再生可能エネルギーの販売から生じた収益、に係る通貨リスクを軽減するために実行され

た店頭デリバティブ取引を含む。2022年度中、ヘッジ対象はBESS（蓄電池システム）プロジェクトにおける

投資から生じたユーロ/中国人民元の為替相場の変動へのエクスポージャーを含む。

 

2022年12月31日現在、グループの長期債務の51%（2021年12月31日現在では45%）がユーロ以外の通貨建てによる

ものであった。

通貨リスクのヘッジを考慮すると、当該リスクに対してヘッジされていない債務の割合は2022年12月31日現在18%

（2021年12月31日現在では17%）であった。

 

通貨リスクの感応度分析

当社グループは、金融商品のポートフォリオに係る為替レート変動の影響を見積もることにより、エクスポー

ジャーの感応度を分析している。

具体的には、感応度分析は、デリバティブの公正価値又はヘッジされていない中／長期債務総計に伴う金融費用の

変動が引き起こす市場シナリオの純損益及び株主持分への潜在的影響を測定する。

当該シナリオは、報告日現在で観察された価値と比較した、全ての通貨に対するユーロの上昇/下落のシミュレー

ションを行うことで得られる。

前年と比較して、感応度分析で用いられる方法及び仮定に変動はない。

他の全ての変数をそのままにして、為替レートの変動による税引前利益は以下のとおりである。

 
百万ユーロ  2022年度

  損益に係る税引前影響 株主持分に係る税引前影響

 
為替　　

レート
ユーロの上昇 ユーロの下落 ユーロの上昇 ユーロの下落

ユーロ以外の通貨建て長期債務総額に係る金融費用における

ヘッジ後の変動
10% - - - -

非ヘッジ手段に分類されるデリバティブの公正価値の変動 10% 880 (1,073) - -

ヘッジ手段と指定されるデリバティブの公正価値の変動      

キャッシュ・フロー・ヘッジ 10% - - (3,434) 4,193

公正価値ヘッジ 10% (40) 49 - -
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商品価格リスク

電力、ガス、石油、CO2、及び鉱物や金属といった原材料のようなエネルギー商品価格の変動リスクは、価格のボ

ラティリティ及び商品間の構造的相関によって発生し、これによって、変動価格による電力、燃料及び原材料の購

入及び販売（例えば、指標連動二者間契約、直物市場での取引、等）に係るマージンにおける不確実性を生み出し

ている。

指標連動取引に関するエクスポージャーは、エクスポージャーを生成する取引を原資産リスク要因に分解すること

で数量化される。

変動の影響を抑え、マージンを安定させるため、当社グループのガバナンスによって決定された方針及び業務上の

制限に従い、また、短期的な機会をとらえるための適切な柔軟性の余地を残しておくために、当社は（先渡調達及

び長期商業契約のような）電力及びガスの生成及び販売に紐付く産業プロセスの様々な段階に影響する戦略、及び

デリバティブ取引を用いたリスク軽減（ヘッジ）のための計画や技術を開発立案している。

当社グループが販売する電力に関して、当社は現物双務契約（PPAs）、及び市場電力価格が権利行使価格を上

回った場合には取引先に、逆の場合にはエネルに差額が支払われる金融契約（例、差金契約、VPP契約等）の形で

の固定価格契約を主に用いている。当該契約でヘッジされない直物市場でのエネルギー販売に関する残余エクス

ポージャーは、市場に係るヘッジ取引に伴い管理可能な統一的リスク要因別に集計される。産業用ポートフォリオ

において、エクスポージャーを発生させる特定のリスク要因のヘッジ手段が当該市場で利用できない、あるいは、

十分な流動性がない場合に、プロキシ・ヘッジ技法を用いることがある。加えて、当社はグループ会社間エクス

ポージャーを正味化する機会を評価するために、ポートフォリオ・ヘッジ技法を用いている。

当社グループは、ヘッジ手段には主に一般的なデリバティブを用いる（具体的には、先渡、スワップ、商品オプ

ション、先物、及び差金契約）。

当該製品のいくつかは、様々な基礎（石炭、ガス、石油、CO2、地理的地域など）に連動化することができ、アプ

ローチを評価し、特定のニーズに適合させることができる。

当社はまた、当社グループが関与するエネルギー商品市場における存在感を維持するために自己勘定取引を行って

いる。当該業務は、規制市場及び店頭市場にて取引される金融デリバティブ及び現物契約を利用してエネルギー商

品（石油製品、ガス、石炭、CO2排出認可及び電力）におけるエクスポージャーを引き受け、期待市場動向に基づ

いて実行する取引を通じた利益を最適化することが含まれる。

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の取引残高の想定元本を商品種類別に示した表は以下のとおりであ

る。

 
百万ユーロ 想定元本

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

予約及び先物契約 114,128 90,273

スワップ 11,271 12,122

オプション 504 1,076

組込デリバティブ - -

合計 125,903 103,471

 

詳細は注記51「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。
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商品価格リスク感応度分析

他の全ての変数をそのままにして、同一日のシナリオにおける用いられた評価モデルに基づき、合理的に可能な商

品価格の変動に対する感応度を分析した結果を示した表は以下のとおりである。

燃料シナリオを構成する主要な商品において価格曲線における+15%と-15%の移行、及び契約に用いられている算

式バスケットの税引前利益に対する影響は、主に電力、ガス及び石油製品、そしてそれよりも程度は少ないもの

の、CO2の価格の変動に起因する。同様の移行の株主持分に係る影響は、主として電力、石油製品そしてそれより

も程度は少ないものの、CO2の価格変動によるものである。その他の商品の価格変動に対する当社グループのエク

スポージャーに重要性はない。
 

百万ユーロ  2022年度

  純損益に対する税引前影響 資本に対する税引前影響

 商品価格 増加 減少 増加 減少

商品に係るトレーディング・デリバティブの公

正価値の変動
20% (165) 169 - -

ヘッジ手段として指定される商品関連デリバ

ティブの公正価値の変動
20% (17) 22 (273) 243

 

信用リスク及び取引先リスク

当社グループの商業取引、商品取引及び金融取引は、信用リスク、すなわち取引相手の信用力の低下又は契約上の

決済義務の不履行が、流入するキャッシュ・フローの中断及び回収費用の増加（決済リスク）、及び不利な市場環

境で交渉された類似の取引に元の取引を置換させることによる収益フローの減少（置換リスク）に繋がる可能性が

ある。その他のリスクは、単一の取引先又は関連する顧客グループ、又は同一部門若しくは同一地理的地域で事業

する取引先への重大なエクスポージャーに関する風評リスク及び財務リスクを含む。

従って、信用及び取引先リスクへのエクスポージャーは以下の種類の取引に起因する。

＞　自由市場及び規制市場における電力及びガスの販売及び配電、並びに商品及びサービスの供給（当社グループ

外の債務者に関する営業債権）

＞　現物取引又は金融商品の取引を伴う取引活動（商品ポートフォリオ）

＞　デリバティブ、銀行預金及び、より一般的には、金融商品の取引（金融ポートフォリオ）

信用及び取引先リスクを最小化するために、信用エクスポージャーは、異なるユニットごとに地域／国／グローバ

ル事業ラインで管理されており、それによって、リスク管理及び統制業務の必要な分離が確保されている。連結エ

クスポージャーの監視は当社によって実施されている。

加えて、グループレベルでの当該方針は、債権残高の質の低下及び講じるべき軽減措置を速やかに特定するため

に、商業信用エクスポージャーの測定において、全ての主要な地域／国／グローバル事業ライン及び連結レベルに

おける統一要件の使用を規定している。

商業活動に伴う信用及び取引先リスクの管理において当該方針は、取引先の信用度の予備的評価、及び担保の取得

又は無担保保証のような軽減手段の採用を規定している。

また、当社グループは償還請求権のない債権譲渡取引を実行しており、この結果、当該債権に伴うリスクと経済価

値が移転されたため、当該債権譲渡に対応する資産全体における認識を中止した。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 476/1075



最後に、金融取引及び商品取引に関して、リスク軽減は、地域／国／グローバル事業ラインレベルでの実施や、リ

スク削減条項（例：ネッティング契約）及び場合によっては現金担保の交換を含む特定の標準的な契約枠組みの採

用により、グループレベルで取引先を評価する統一的なシステムを用いて進められている。

営業債権の減損評価において考慮される一部の顧客セグメントの回収状況の悪化にもかかわらず、当社グループの

ポートフォリオは、これまで最近のマクロ経済状況及び価格シナリオに強靭性を示してきた。これはデジタル回収

チャンネルの強化及び顧客ベースの健全な多様化によるものである。

 

貸付資産

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在

ステージ
予想損失引当金　

認識の根拠

平均損失率　　

（デフォルト率

（PD）*デフォルト

時損失率

（LGD））

総帳簿価額 予想損失引当金 帳簿価額

正常債権
12か月の予想　　

信用損失
1.2% 16,918 205 16,713 

不良債権（延滞）
全期間の予想　　

信用損失
4.1% 266 11 255 

不良債権（破綻）
全期間の予想　　

信用損失
12.6% 254 32 222 

合計 17,438 248 17,190 

 

契約資産、営業債権及びその他の金融資産：個別測定

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在

平均損失率　　　　　

（デフォルト率（PD）*

デフォルト時損失率

（LGD））

総帳簿価額 予想損失引当金 帳簿価額

契約資産 - 79 - 79 

営業債権

支払期限前営業債権 0.7% 5,560 41 5,519 

支払期限経過営業債権

1‐30日 1.0% 477 5 472 

31‐60日 1.3% 75 1 74 

61‐90日 2.8% 36 1 35 

91‐120日 7.1% 28 2 26 

121‐150日 12.5% 24 3 21 

151‐180日 5.9% 51 3 48 

180日超（信用減損） 80.8% 1,629 1,317 312 

営業債権合計 7,880 1,373 6,507 

その他の金融資産

支払期限前その他の金融資産 2.2% 1,401 31 1,370 

支払期限経過その他の金融資産

1‐30日 - 35 - 35 

31‐60日 - 219 - 219 

61‐90日 - - - - 

91‐120日 - - - -

121‐150日 - - - -

151‐180日 - 2 - 2 

180日超（信用減損） 16.3% 147 24 123 

その他の金融資産合計 1,804 55 1,749 

合計 9,763 1,428 8,335 
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百万ユーロ

2021年12月31日現在

平均損失率　　　　　

（デフォルト率（PD）*

デフォルト時損失率

（LGD））

総帳簿価額 予想損失引当金 帳簿価額

契約資産 - 110 - 110 

営業債権

支払期限前営業債権 0.7% 5,339 39 5,300 

支払期限経過営業債権

1‐30日 1.2% 489 6 483 

31‐60日 3.4% 89 3 86 

61‐90日 10.2% 59 6 53 

91‐120日 50.0% 34 17 17 

121‐150日 31.6% 19 6 13 

151‐180日 26.9% 26 7 19 

180日超（信用減損） 77.1% 1,813 1,397 416 

営業債権合計 7,868 1,481 6,387 

その他の金融資産

支払期限前その他の金融資産 1.9% 1,712 32 1,680 

支払期限経過その他の金融資産

1‐30日 - 352 - 352 

31‐60日 - 244 - 244 

61‐90日 - - - -

91‐120日 - 2 - 2 

121‐150日 - - - -

151‐180日 - - - -

180日超（信用減損） 13.9% 332 46 286 

その他の金融資産合計 2,642 78 2,564 

合計 10,620 1,559 9,061 

 

契約資産、営業債権及びその他の金融資産：一括測定

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在

平均損失率　　　　　

（デフォルト率（PD）*

デフォルト時損失率

（LGD））

総帳簿価額 予想損失引当金 帳簿価額

契約資産 4.3% 46 2 44 

営業債権

支払期限前営業債権 2.4% 7,698 187 7,511 

支払期限経過営業債権

1‐30日 2.6% 535 14 521 

31‐60日 42.3% 123 52 71 

61‐90日 24.0% 275 66 209 

91‐120日 29.0% 186 54 132 

121‐150日 35.6% 146 52 94 

151‐180日 45.0% 129 58 71 

180日超（信用減損） 56.4% 3,416 1,927 1,489 

営業債権合計 12,508 2,410 10,098 

その他の金融資産

支払期限前その他金融資産 - 251 - 251 

支払期限経過その他金融資産

1‐30日 50.0% 2 1 1 

31‐60日 - - - -

61‐90日 - - - -

91‐120日 - - - -

121‐150日 - - - -

151‐180日 - - - -

180日超（信用減損） - - - -

その他の金融資産合計 253 1 252 

合計 12,807 2,413 10,394 
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百万ユーロ

2021年12月31日現在

平均損失

率　　　　　　　（デ

フォルト率（PD）*デ

フォルト時損失率

（LGD））

総帳簿価額 予想損失引当金 帳簿価額

契約資産 11.5% 26 2 24 

営業債権

支払期限前営業債権 1.7% 4,603 77 4,526 

支払期限経過営業債権

1‐30日 2.8% 3,321 94 3,227 

31‐60日 9.9% 272 27 245 

61‐90日 15.3% 183 28 155 

91‐120日 26.1% 111 29 82 

121‐150日 32.4% 111 36 75 

151‐180日 33.3% 90 30 60 

180日超（信用減損） 58.5% 3,180 1,861 1,319 

営業債権合計 11,871 2,182 9,689 

その他の金融資産

支払期限前その他金融資産 - 804 76 728 

支払期限経過その他金融資産

1‐30日 - 7 - 7 

31‐60日 - - - -

61‐90日 - - - -

91‐120日 - - - -

121‐150日 - - - -

151‐180日 - 1 - 1 

180日超（信用減損） - 1 - 1 

その他の金融資産合計 813 76 737 

合計 12,710 2,260 10,450 

 

流動性リスク

流動性リスクは、現金又は他の金融資産の受渡により決済される金融負債に関連するその義務を履行する当社グ

ループの能力についての不確実性として現れる。

当社は、関連する機会費用の最小化、及び満期特性及び資金調達源に関して均衡のとれた債務構造を維持し、流動

性金融資源の適切な水準を確保する方策の実施により流動性リスクを管理している。

短期的には、手許流動性、短期預入金、利用可能なコミットメント信用枠、及び流動性の高い資産のポートフォリ

オを含む無条件に利用可能な資金源の適切な水準の維持により流動性リスクは緩和される。

長期的には、流動性リスクは、当社債務において均衡のとれた満期特性、異なる通貨及び多様な取引先における異

なる市場に係る資金調達源領域へのアクセス、の維持により軽減される。

流動性リスクの軽減は、当社グループに資本市場へのアクセスを確保し資金コストを抑制する信用格付の維持を可

能にし、財政状態及び経営成績に好影響を及ぼす。

 

当社グループが保有する未使用の信用枠及びコマーシャル・ペーパー・プログラムは以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

 一年以内に満期 一年超満期 一年以内に満期 一年超満期

コミットした信用枠 355 19,122 438 14,822

コミットしていない信用枠 980 - 888 -

コマーシャル・ペーパー 3,847 - 3,709 -

合計 5,182 19,122 5,035 14,822
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満期分析

グループ会社の長期負債の満期特性の概要は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 満期

2022年12月31日現在 3か月未満 3か月‐1年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降

社債        

上場固定利率 54 924 4,674 3,421 3,848 3,738 13,233

上場変動利率 237 300 391 304 225 199 891

非上場固定利率 - - 1,403 1,395 1,163 2,529 12,237

非上場変動利率 - 97 97 97 97 97 40

社債合計 291 1,321 6,565 5,217 5,333 6,563 26,401

銀行借入金        

固定利率 73 138 928 288 406 692 748

変動利率 120 557 3,144 1,196 2,399 944 4,488

リボルビング・クレ

ジット・ファシリティ

利用

- 2 - 26 2 - -

銀行借入金合計 193 697 4,072 1,510 2,807 1,636 5,236

リース        

固定利率 67 184 219 200 172 144 1,644

変動利率 1 9 10 11 6 1 4

リース合計 68 193 229 211 178 145 1,648

その他のノンバンク借入金        

固定利率 18 52 61 56 60 56 201

変動利率 - 2 - 6 - - -

その他のノンバンク借入金

合計
18 54 61 62 60 56 201

合計 570 2,265 10,927 7,000 8,378 8,400 33,486
 
 

商品購入約定債務

事業を行うにあたり、当社グループは、将来の一定の日に特定数量の商品を自己使用のために購入する契約してお

り、IFRS第9号の下で自己使用の例外の適用を受けている。

2022年12月31日現在の約定債務残高に関連する割引前キャッシュ・フローを示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ      

 2022年12月31日現在 2022‐2025年 2026‐2030年 2031‐2035年 それ以降

商品購入約定債務      

電力 64,878 18,777 17,752 10,913 17,436

燃料 96,996 11,842 59,697 13,466 11,991

合計 161,874 30,619 77,449 24,379 29,427

 

注記50. 金融資産及び金融負債の相殺

2022年12月31日現在、当社グループは、金融資産及び負債の純額決済を方針としていないため、資産及び負債の相

殺ポジションを保有していない。

 

注記51. デリバティブ及びヘッジ会計

ヘッジ会計の要件を充たす、又はFVTPLで測定されるデリバティブ金融資産及びデリバティブ金融負債の想定元本

及び公正価値の内訳を、ヘッジ関係の種類及びヘッジ対象リスクに基づいて分類し、流動商品及び非流動商品の区

分に示した表は以下のとおりである。
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デリバティブ契約の想定元本は、交換されるキャッシュ・フローに基づく金額である。当該金額は、値又は量（ト

ンの例：想定元本に合意価格を乗じることでユーロの金額に換算される）で表示される。ユーロ以外の通貨建ての

金額は、World Markets Refinitiv（WMR）社提供の公表期末為替レートで換算されている。
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百万ユーロ 非流動 流動

 想定元本 公正価値 想定元本 公正価値

 
2022年12月31日

現在

2021年12月31日

現在

2022年12月31

日現在

2021年12月31

日現在

2022年12月31日

現在

2021年12月31日

現在

2022年12月31日

現在

2021年12月31日

現在

デリバティブ資産         

公正価値ヘッジ・デリバ

ティブ
        

金利 154 139 22 19 - - - -

為替レート 99 672 15 42 - - - -

うち借入金関連 70 672 14 42 - - - -

合計 253 811 37 61 - - - -

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ・デリバティブ
        

金利 4,949 404 336 19 9 - - -

為替レート 16,955 14,980 1,854 1,356 4,053 2,690 389 104

うち借入金関連 15,402 13,130 1,786 1,303 1,244 77 236 14

商品 4,321 2,693 1,270 1,059 7,416 3,469 2,366 3,023

合計 26,225 18,077 3,460 2,434 11,478 6,159 2,755 3,127

トレーディング・デリバ

ティブ
        

金利 - - - - - 50 - 1

為替レート 19 26 1 - 3,640 2,154 74 23

商品 1,774 1,147 472 277 49,253 48,304 12,001 19,640

合計 1,793 1,173 473 277 52,893 50,508 12,075 19,664

デリバティブ資産合計 28,271 20,061 3,970 2,772 64,371 56,667 14,830 22,791
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百万ユーロ 非流動 流動

 想定元本 公正価値 想定元本 公正価値

 
2022年12月31日

現在

2021年12月31日

現在

2022年12月31

日現在

2021年12月31

日現在

2022年12月31日

現在

2021年12月31日

現在

2022年12月31日

現在

2021年12月31日

現在

デリバティブ負債         

公正価値ヘッジ・デリバ

ティブ
        

金利 1,603 660 92 5 - - - -

為替レート 813 - 99 - 185 - - -

うち借入金関連 750 - 91 - - - - -

合計 2,416 660 191 5 185 - - -

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ・デリバティブ
        

金利 890 6,807 59 620 150 653 1 9

為替レート 11,956 7,224 1,640 1,244 3,798 1,892 176 49

うち借入金関連 8,388 5,034 1,348 1,099 67 21 2 1

商品 6,403 3,312 3,417 1,301 9,556 2,067 4,322 4,853

合計 19,249 17,343 5,116 3,165 13,504 4,612 4,499 4,911

トレーディング・デリバ

ティブ
        

金利 - - - - 100 150 23 73

為替レート 52 73 1 2 2,096 3,555 34 60

商品 1,281 884 587 167 45,899 41,595 11,585 19,563

合計 1,333 957 588 169 48,095 45,300 11,642 19,696

デリバティブ負債合計 22,998 18,960 5,895 3,339 61,784 49,912 16,141 24,607

 
借入金に関連する為替レート・デリバティブは、第三者への外貨建て融資をヘッジするために締結した通貨間ス
ワップの公正価値及び想定元本に該当し、当該デリバティブの正味公正価値は、当社グループの正味金融債務の表
示に含まれている。
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51.1 ヘッジ手段として指定されるデリバティブ

デリバティブは取引約定額の公正価値で当初認識され、その後、公正価値で再評価される。その結果である利得又

は損失を認識する方法は、当該デリバティブがヘッジ手段として指定されているかに依り、また指定されている場

合にはヘッジ対象の性質に依る。

ヘッジ会計は、IFRS第9号で規定された全ての要件を充たす場合に、金利リスク、為替リスク、（仮想PPAsを含

む）商品価格リスク、及び在外営業活動に対する正味投資などのリスクを軽減するために行われるデリバティブに

適用される。

取引開始時、当社グループはヘッジ手段及びヘッジ対象とのヘッジ関係の他、リスク管理目標及び戦略を文書化す

る。また、当社グループは、ヘッジ手段がヘッジ対象の公正価値又はキャッシュ・フローの変動を相殺する効果が

高いかどうか、ヘッジの開始時及び継続時の双方における評価も文書化する。

ヘッジ対象として指定される予定取引のキャッシュ・フロー・ヘッジにおいて、当社グループは当該取引の可能性

が非常に高く、純損益に影響を与えるキャッシュ・フローにおける変動へのエクスポージャーを表示していること

を評価し文書化する。

リスク・エクスポージャーの特性に応じて、当社グループはデリバティブを以下のいずれかに指定している。

＞　公正価値ヘッジ

＞　キャッシュ・フロー・ヘッジ

当社グループが晒されている金融商品から生じるリスクの性質及びその程度に関する詳細は、注記49「リスク管

理」を参照のこと。

ヘッジ関係が有効であるためには以下の全ての要件を充たすこととする。

＞　ヘッジ手段及びヘッジ対象との間の経済的関係の存在

＞　信用リスクによる影響が経済関係から生じた価値変動の大部分を占めていないこと

＞　当初指定時のヘッジ比率はリスク管理目的のもの（すなわち、事業体が実際にヘッジしているヘッジ対象の数

量と、事業体がヘッジ対象の数量のヘッジに実際に用いているヘッジ手段の数量）とする。

IFRS第9号の要件に基づき、経済関係の存在は、以下の状況に応じ、定性的評価又は定量的計算を通じて当社グ

ループが評価している。

＞　ヘッジ手段及びヘッジ対象の基礎となるリスクが同一の場合には、経済関係の存在は定性分析で評価する。

＞　一方、ヘッジ手段及びヘッジ対象の基礎となるリスクが同一でない場合、経済関係の存在は、経済関係の性質

の定性的分析に加え、定量的な方法（線形回帰）で評価する。

ヘッジ手段の態様がヘッジ対象の態様と整合していることを示すため、異なるシナリオが分析される。

商品価格リスクのヘッジにおいて、経済的関係の存在は、考慮されたリスクのヘッジにおける有効性に基づいて格

付けされる市場で利用可能な全ての標準デリバティブ一式を可能性のあるリスク要素の各々において定義するラン

キング・マトリックスから推定される。

信用リスクの影響を評価するため、当社グループは、リスク軽減方策（担保、相互中途解約条項、ネッティング契

約等）の存在を考慮している。
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当社グループは、ヘッジの非有効性を最小化させるため、ヘッジ・デリバティブの基礎リスクはヘッジ・リスクと

同等であることから、全てのヘッジ関係において（商品価格リスクのヘッジを含む）ヘッジ比率を1.1に設定して

いる。

ヘッジの非有効性は、以下の状況に応じ、定性的評価又は定量的計算により評価する。

＞　ヘッジ対象及びヘッジ手段の重要な条件が一致し、ヘッジ・デリバティブに係る信用リスク調整を含めた非有

効の発生源が他にない場合には、ヘッジ関係は定性的な評価に基づき、充分に有効であると考えている。

＞　ヘッジ対象及びヘッジ手段の重要な条件が一致しない場合、又は非有効部分の発生源が少なくとも一つ存在す

る場合には、仮想デリバティブを伴うドル・オフセット累積法を適用してヘッジの非有効部分を定量化してい

る。当該方法は、ヘッジ手段及び仮想デリバティブの公正価値の変動を報告日及び開始日の間で比較するもの

である。

ヘッジの非有効性の主な原因は以下であると考えられる。

＞　基準差異（すなわち、ヘッジ対象の公正価値又はキャッシュ・フローが、ヘッジ手段の公正価値又はキャッ

シュ・フローを変動させる変数とは異なる変数に依存している）

＞　期間差異（すなわち、ヘッジ対象及びヘッジ手段の発生又は決済の日が異なる）

＞　数量又は想定元本の差異（すなわち、ヘッジ対象及びヘッジ手段が異なる数量又は想定元本に基づいている）

＞　その他のリスク（すなわち、デリバティブ・ヘッジ手段又はヘッジ対象のキャッシュ・フロー又は公正価値の

変動がヘッジ対象の特定のリスク以外に関連する）

＞　信用リスク（すなわち、取引先信用リスクが、ヘッジ手段及びヘッジ対象の公正価値の変動に異なる影響を与

える）

マクロ経済の状況は、ロシア・ウクライナ間の紛争により特に2022年度に不安定となり、原材料のサプライチェー

ンに影響を与え、特にエネルギー部門における価格の高い不安定性を引き起こした。この状況下に、当社グループ

が事業を行う主要な欧州地域で用いられる統合ポートフォリオ・モデルの強固さや供給源の地理的な分散のお陰も

あって、商品価格リスクは効果的に管理されており、ヘッジ関係の健全性に重大な影響を与えていない。当社グ

ループの主要な取引先が高い信用格付けを有しているか、又は銀行若しくは保険の保証により適切に担保されてい

るため、信用リスクも本質的に影響を受けていない。

紛争及び困難なマクロ経済状況は、金利及び為替相場リスクの管理に限定的な影響しか与えず、デリバティブ商品

の評価とヘッジの有効性チェックの結果に直接かつ重大な影響を与えるには不十分であった。金融市場に打撃を与

えた不安定性はデリバティブ金融商品を用いたリスク軽減対応により相殺された。

 

 

公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジは、純損益に影響を及ぼす可能性のある特定のリスクに起因する資産、負債又は確定約定債務にお

ける公正価値の変動によるエクスポージャーから当社グループを保護するために用いられる。

ヘッジ要件を充たしヘッジ手段として指定されるデリバティブの公正価値の変動は、ヘッジされたリスクに帰属す

るヘッジ対象の公正価値の変動とともに損益計算書において認識される。
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ヘッジがヘッジ会計の要件をもはや充たさない場合は、実効金利法を用いたヘッジ対象の帳簿価額の修正額は、満

期までの期間にわたり償却され、純損益で認識される。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジは、認識されている資産、負債、又は純損益に影響を与える実行可能性の高い取引に

関連する特定のリスクに起因する将来のキャッシュ・フローの変動による当社グループのエクスポージャーをヘッ

ジするために適用される。

キャッシュ・フローヘッジとして指定されかつ適格なデリバティブの公正価値における変動の有効部分は、その他

の包括利益に認識される。非有効部分に関する利得及び／又は損失は、損益計算書において直ちに認識される。

株主持分における累計額は、ヘッジ対象が純損益に影響する期間における純損益に振替えられる（例：ヘッジされ

た予定売上が行われる場合）。

ヘッジ対象が非金融資産（有形固定資産や棚卸資産など）又は非金融負債で認識された場合、又は非金融資産又は

非金融負債においてヘッジ対象予定取引が公正価値ヘッジ会計が適用される確定約定債務となった場合、株主持分

に累積されている金額（すなわちヘッジ準備金）は取り崩され、ヘッジ対象である資産又は負債の当初認識額（取

得原価又はその他の帳簿価額）に算入される（例：「簿価調整」）。

ヘッジ手段が失効又は売却された場合、若しくはヘッジがヘッジ会計の要件を充たさなくなった場合、その時点で

株主持分における利得又は損失累計額は株主持分に残り、予定取引が最終的に損益計算書に認識された時点で認識

される。予艇取引の発生が予想されなくなった場合は、株主持分に計上されている利得又は損失累計額は直ちに損

益計算書に振替えられる。

ヘッジ手段として先渡を用いるヘッジ関係において、直物要素の価値変動のみがヘッジ手段として指定されている

場合、先渡要素（純損益又はOCI）の会計処理は事象ごとに特定する。当該アプローチは、再生可能資産に係る通

貨リスクのヘッジにおいて当社グループが実際に適用している。

逆に、ヘッジ手段として通貨間金利スワップを用いるヘッジ関係においては、当社グループは、ヘッジ・デリバ

ティブの指定における外国通貨のベーシス・スプレッドを区分し、ヘッジ費用としてその他の包括利益（OCI）に

表示する。

特に、商品リスクのキャッシュ・フロー・ヘッジに関しては、リスク管理戦略との一貫性を高めるため、当社グ

ループは、一定の流動性要件に基づくダイナミック・ヘッジ会計のアプローチ（流動性に基づくアプローチとして

知られる）を適用している。

当該アプローチでは、市場に係る最も流動性の高いデリバティブの利用を通じてヘッジを指定し、それを当該リス

クをより効果的に網羅する他のデリバティブに置き換える必要がある。

リスク管理戦略との一貫性を持たせる流動性に基づくアプローチでは、満期時のみならず、ヘッジ関係が継続する

中でも、以下の双方の要件を充たしている場合に限り、新たなデリバティブの置換によりデリバティブの入替が可

能である。

＞　格付けの観点から、従前のデリバティブの代替として最も有効である。

＞　一定の流動性要件を充たしている。

当該要件を充たしているかは四半期ごとに検証する。
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入替日現在でヘッジ関係は非継続にならない。そのため、同日以降新たなデリバティブの公正価値の変動は株主持

分（ヘッジ準備金）に認識され、旧デリバティブの公正価値の変動は純損益を通じて認識される。

 

金利決定における指標の改革‐IBOR改革

概要

銀行間取引金利（IBOR）とは、特定の通貨建ての資金を、翌日から12か月までの間の所与の期間において、無担

保で銀行間取引市場で銀行が借り入れることのできる指標金利のことである。
昨今、銀行が当該利率を操作して指標金利の算出に関与している事例が相次いだ。このような理由のため、各国の
規制当局は、一部の指標を代替的な無リスク・レートに置き換えることを含む、抜本的な金利指標改革（IBOR改

革）に着手した。
当社グループの主要なエクスポージャーはEURIBOR、米ドルLiborに基づいている。

EURIBORは未だEUベンチマーク規制（BMR） に準拠しているとみなされており、市場参加者は既存契約及び新

規契約の双方でEURIBORを継続して用いることができる。

主要な規制機関により発表された最新のガイダンスに沿って、
＞　1か月物、3か月物及び6か月物の米ドルLiborの指標は、2023年6月30日以降は代表されなくなり、代替基準

レートは担保付翌日物調達金利（SOFR）になる。

＞　1か月物、3か月物及び6か月物の英ポンドLibor指標は2021年12月31日以降は代表されなくなり、代替基準レー

トはポンド翌日物平均金利（SONIA）になる。
 
IBOR改革の結果、ヘッジ関係に係る規則に対する多くの一時的例外が、2019年9月発表（フェーズ1）及び2020年8
月発表（フェーズ2）のIFRS第9号の改訂の実施により認められ、各々その対処は、

＞　既存の指標金利を代替無リスク・レートに置き換える前の期間の財務報告に影響を与える置換前の課題
（フェーズ1）、及び、

＞　既存の指標金利が変更又は置換され、当初の不確実性がなくなっても、ヘッジ契約及びヘッジ関係は未だ新た
な指標金利を反映するように更新する必要があるために、財務報告に影響を与え得る置換後の課題（フェーズ
2）。

 

当社グループに係るIBOR改革の影響

各国のIBOR推移の不確実性に鑑み、当社グループは、改革の影響を受ける契約の総数及び想定元本を決定した。

加えて、以前に2021年度における英国ポンドLiborに連動付けされた契約には既に実施された修正が数多くあり、

その他はIBOR改革の進展及び市場慣行に基づき2023年度に修正される予定である。
 
債務及びデリバティブ
当社グループの変動利付債務は主にEuribor及び米ドルLiborを指標としており、金融デリバティブを用いてほぼ完

全にヘッジされている。
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報告日現在、指標金利が上記のとおり欧州指標規制に準拠すべく包括的に改革されているため、当社グループは、
Euriborに関して何らの対応の予定をしていない。Euriborとの継続性にもかかわらず、置換条項が必要となる可能性

があり、そのため受容された市場慣行の進展に伴い新たな契約にて当社グループにより当該条項を導入することも
ある。

2022年度中に当社グループは、SOFRに連動した新規米ドル建て融資を獲得した。今後は、既存の米ドルLiborから

米ドルSOFRへの変更方法、及び新規の金融取引において新しい、代替無リスク・レートの利用方法を中心に検討

していく。

当社グループのデリバティブ商品は、主に国際スワップデリバティブ協会 (ISDA) の定める枠組合意に基づく契約

を通じて管理している。

ISDAは、IBOR改革を照応して標準契約を改訂し、特定の主要指標の恒久的廃止に適用される置換条項を含めるべ

く2006年のISDA定義内で変動利率の選択を変更した。当該変更は2021年1月25日に発効した。2006年における

ISDA定義で示され2021年1月25日以降に実行された取引には調整済み変動利率オプション（例：置換条項を伴う変

動利率の選択）が含まれているが、それ以前に完了した取引（以前のデリバティブ契約）は引続き2006年のISDA

定義に基づいている。

このため、ISDAは、修正定義を含めるべく多国間での修正を促進するために、IBOR予備議定書を公表した。

当社グループは、（i）IBOR改革におけるエクスポージャー及び進展に照らして当該議定書を採択するか、（ⅱ）

改革により二国間で影響を受ける契約を事前に調整するかを評価している。

 

ヘッジ関係

報告日現在、ヘッジ対象及びヘッジ手段は、主にEURIBOR、米ドルLIBOR及びSONIAと連動する。

当社グループは、ヘッジ手段及びヘッジ対象の双方を参照して2022年12月31日現在ヘッジ関係に係るIBOR改革に

より生じる不確実性の影響を評価している。ヘッジ対象及びヘッジ手段の双方は、向こう数年にて発効する契約改

訂の結果として、銀行間市場ベース指標金利（IBORs）から代替的無リスク・レート（RFRs）にその指標設定を変

更する予定である。

特に、米国ドルLiborに連動するヘッジ手段及びヘッジ対象の双方に関連する置換がどのように行われるか不確実

性が残っている。当社グループは、2019年9月に公表されたIFRS第9号改訂（フェーズ1）において規定された一時

的な例外適用の継続により、当該ヘッジ関係に関連する不確実性を管理している。従って、基礎となるヘッジ対象
及びヘッジ手段のキャッシュ・フローに係る利率の決定において指標金利はIBOR改革の結果として変化しないこ

とがある。当該例外は以下のヘッジ関係要件において適用される。
＞　予定取引の可能性が高いかを判定する。
＞　将来ヘッジ・キャッシュ・フローが非継続キャッシュ・フロー・ヘッジ関係で生じるかを確定する。
＞ ヘッジ対象及びヘッジ手段の経済関係を評価する。

影響を受けるヘッジ関係は、既存の指標を代替的な無リスク指標に置換することでより、効果がなくなることがあ
る。いずれにしても、当社グループは同時に置換実行を進めていく予定である。
また、当社グループは、2021年度末現在の新たに経済的に同等なSONIA指標をもって、キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ関係に用いられる金利ヘッジ手段の利率におけるGBP Liborへの参照を変更している。
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その結果、当社グループは、2019年9月に公表されたIFRS第9号の改訂（フェーズ1）を当該ヘッジ関係に適用しな

いこととし、IBOR改革による要求としてのヘッジ関係の正式指定を変更し、当該変更事象をヘッジ関係の終了と

はみなさないまま、2020年8月に公表されたIFRS第9号の改訂（フェーズ2）を適用した。

さらに、キャッシュ・フロー・ヘッジ関係において、ヘッジ関係におけるヘッジ対象の記載を変更するにあたり、
将来ヘッジ・キャッシュ・フローの決定に関する代替的な指標指数に基づきキャッシュ・フロー・ヘッジ準備金累
計額を検討している。
IFRS第9号の改訂（フェーズ1及びフェーズ2の双方）が適用された2022年12月31日現在においてヘッジ手段の想定

元本を、利率決定のために用いられた代替的指標別に示す表は以下のとおりである。
 

百万ユーロ 想定元本

2022年12月31日現在

ヘッジ手段 フェーズ1 フェーズ2

米ドルLIBOR／SOFR 977 -

英ポンド LIBOR／SONIA - 1,240

合計 977 1,240

 
 

特定置換条項を含む未修正契約

当社グループは旧指標金利から新指標金利への移行の推移を監視しており、まだ新指標金利に連動していない契約

の全体的な価値、及びそのうちの特定の置換条項を含む契約の価値を見直している。当社グループは、契約利率が

IBOR改革内で未だ関連する指標金利に連動しており、そのため、いつ、どのようにして新しい指標に置き換わる

のか不確実性が存在している場合は、契約に代替的な指標金利がまだ組み込まれていないと考えている。

 

51.1.1リスクヘッジの種類別ヘッジ関係

 

金利リスク

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の取引残高に係る金利リスクのヘッジ手段の想定元本及び平均利率を

満期別に示す表は以下のとおりである。

 
満期

百万ユーロ 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降 合計

2022年12月31日現在  

金利スワップ  

想定元本合計 159 722 573 902 2,017 3,382 7,755

ユーロ建てIRSに関連する想定元本 159 623 573 682 1,558 2,724 6,319

ユーロ建てIRSの平均金利（％） 4.41 2.24 1.91 2.20 1.84 1.61 -

米ドル建てIRSに関連する想定元本 - 47 - - 459 237 743

米ドル建てIRSの平均金利（％） - 0.70 - - 3.23 3.84 -
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2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の取引残高の金利リスクに係るヘッジ手段の想定元本と公正価値を

ヘッジ対象の種類別に示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 公正価値 想定元本 公正価値 想定元本

ヘッジ手段 ヘッジ対象
資産 負債 資産 負債

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

公正価値ヘッジ

金利スワップ 変動利率の借入金／債券 20 (2) 518 13 (1) 241

金利スワップ 固定利率の借入金／債券 2 (90) 1,239 6 (4) 558

キャッシュ・フロー・ヘッジ    

金利スワップ 変動利付債 29 (44) 1,190 - (167) 1,190

金利スワップ 変動利付貸付資産 - (9) 162 13 (1) 164

金利スワップ 変動利付借入金 307 (7) 4,646 6 (461) 6,510

合計 358 (152) 7,755 38 (634) 8,663

 

金利リスクに係るヘッジ・デリバティブの2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の想定元本及び公正価値を

ヘッジの種類別に示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 想定元本 資産公正価値 想定元本 負債公正価値

デリバティブ
2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

公正価値ヘッジ         

金利スワップ 154 139 22 19 1,603 660 (92) (5)

合計 154 139 22 19 1,603 660 (92) (5)

キャッシュ・フロー・ヘッジ         

金利スワップ 4,958 404 336 19 1,040 7,460 (60) (629)

合計 4,958 404 336 19 1,040 7,460 (60) (629)

金利デリバティブ合計 5,112 543 358 38 2,643 8,120 (152) (634)

 

2022年12月31日現在、ヘッジ手段として分類されているデリバティブの想定元本は7,755百万ユーロ、対応する公

正価値はプラス206百万ユーロである。

2021年12月31日と比較して、想定元本は908百万ユーロ減少しており、その主な要因は以下のとおりである。

＞　金利スワップの満期による合計481百万ユーロ

＞　金利金融デリバティブを保有するオーストラリア会社の売却目的保有資産として分類された340百万ユーロ

＞　新規金利スワップによる1,174百万ユーロ

＞　金利スワップの償却想定元本における削減211百万ユーロ

金利スワップの早期終結1,050百万ユーロも留意されたい。公正価値の改善802百万ユーロは、主に利回り曲線の動

向を反映している。

 

公正価値ヘッジ・デリバティブ

2022年度及び前年度の双方における公正価値ヘッジ・デリバティブの公正価値及び金利リスクに起因するヘッジ対

象の公正価値に関する利得及び損失を通じて認識された純利得及び損失を示す表は以下のとおりである。
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百万ユーロ 2022年度 2021年度

純利得／（損失） 純利得／（損失）

金利ヘッジ手段 (84) (10)

ヘッジ対象 75 3

無効部分 (9) (7)

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の財政状態計算書における金利リスクの公正価値ヘッジの影響を示す

表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

想定元本 帳簿価額

当期に非有効分　

の測定に用い

た　　公正価値

想定元本 帳簿価額

当期に非有効分　

の測定に用いた　

公正価値

金利スワップ 1,757 (70) (70) 799 14 14

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の財政状態計算書における公正価値ヘッジのヘッジ対象の影響を示す

表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

帳簿価額
ヘッジ対象の公正

価値の調整累計額

当期に非有効分の

測定に用いた　　

公正価値

帳簿価額
ヘッジ対象の公正

価値の調整累計額

当期に非有効分の

測定に用いた

公正価値

固定利率借入金／債券 1,152 (87) (81) 562 4 (8)

変動利率借入金／債券 576 (16) (18) 262 (9) 12

合計 1,728 (103) (99) 824 (5) 4

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ

金利リスクに係るキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブから生じる向こう数年間における期待キャッシュ・

フローの表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 公正価値 予想キャッシュ・フローの分布

 2022年12月31日現在 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降

金利リスクに係るキャッシュ・フロー・

ヘッジ・デリバティブ
       

正の公正価値 336 80 98 60 48 64 -

負の公正価値 (60) (15) (10) (10) (8) (24) -

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の財政状態計算書における金利リスクのキャッシュ・フロー・ヘッジ

の影響を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

想定元本 帳簿価額

当期に非有効分

の測定で用いた

公正価値

想定元本 帳簿価額

当期に非有効分

の測定で用いた

公正価値

金利スワップ 5,998 276 276 7,864 (610) (610)

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 491/1075



2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の財政状態計算書におけるキャッシュ・フロー・ヘッジ（CFH）の

ヘッジ対象の影響を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

当期に非有

効分の測定

で用いた

ヘッジ対象

の公正価値

当初認識後に

指定された

CFHデリバ

ティブの純損

益を通じ

た　　公正価

値

ヘッジ　

準備金

ヘッジ　

費用　　

準備金

CFHデリ

バティブ

の帳簿価

額の非有

効分

当期に非有効

分の測定で用

いたヘッジ対

象の公正価値

当初認識後に

指定された

CFHデリバ

ティブの純損

益を通じ

た　　公正価

値

ヘッジ　

準備金

ヘッジ　

費用　　

準備金

CFHデリバ

ティブの帳

簿価額の非

有効分

変動利付社債 15 - (15) - - 167 - (167) - -

変動利率貸付資産 9 - (9) - - (12) - 12 - -

変動利率借入金 (327) (28) 326 - 2 417 (32) (417) - (6)

合計 (303) (28) 302 - 2 572 (32) (572) - (6)

 

通貨リスク

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の取引残高に係る通貨リスクをヘッジする手段において想定元本の満

期特性及び関連平均約定為替レートを示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 満期

2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降 合計

2022年12月31日現在

通貨間金利スワップ（CCIRS）

CCIRS想定元本合計 1,908 4,831 2,648 1,265 2,380 15,701 28,733

ユーロ‐米ドルCCIRS想定元本 1,171 2,290 2,107 1,171 1,615 11,529 19,883

        

ユーロ／米ドル平均為替レート 1.33 1.13 1.07 1.18 1.10 1.15 -

        

ユーロ‐英ポンドCCIRS想定元本 - 958 - - 564 3,721 5,243

ユーロ／英ポンド平均為替レート - 0.88 - - 0.90 0.81

        

ユーロ‐スイスフランCCIRS想定元本 - 228 - - 132 - 360

ユーロ／スイスフラン平均為替レート - 1.06 - - 1.21 -

        

米ドル‐ブラジルレアルCCIRS想定元本 140 288 239 94 - - 761

米ドル／ブラジルレアル平均為替レート 5.22 5.50 5.22 5.29 - -

        

ユーロ‐ブラジルレアルCCIRS想定元本 597 438 181 - 70 - 1,286

ユーロ／ブラジルレアル平均為替レート 6.09 6.25 6.16 - 3.92 -  

        

通貨先渡

通貨先渡想定元本 6,127 2,374 625 - - - 9,126

        

想定元本‐ユーロ／米ドル通貨先渡 4,713 2,345 625 - - - 7,683

平均通貨先渡レート‐ユーロ／米ドル 1.09 1.10 1.11 - - -

        

想定元本‐米ドル／ブラジルレアル通貨先渡 333 - - - - - 333

平均通貨先渡レート‐米ドル／ブラジルレアル 5.61 - - - - -

        

想定元本‐ユーロ／オフショア人民元通貨先渡 311 - - - - - 311

平均通貨先渡レート‐ユーロ／オフショア人民元 7.41 - - - - -  

        

想定元本‐ユーロ／チリペソ通貨先渡 199 20 - - - - 219

平均通貨先渡レート‐ユーロ／チリペソ 906.90 921.05 - - - -  

        

想定元本‐米ドル／コロンビアペソ通貨先渡 156 2 - - - - 158

平均通貨先渡レート‐米ドル／コロンビアペソ 4,720.74 4,444.96 - - - -
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百万ユーロ 満期

2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 それ以降 合計

2021年12月31日現在

通貨間金利スワップ（CCIRS）

CCIRS想定元本合計 258 1,574 4,638 1,002 1,153 12,814 21,439

        

ユーロ‐米ドルCCIRS想定元本 - 1,104 2,158 661 1,104 8,632 13,659

ユーロ／米ドル平均為替レート 1.33 1.13 1.17 1.18 1.21

        

ユーロ‐英ポンドCCIRS想定元本 - - 1,012 - - 3,678 4,690

ユーロ／英ポンド平均為替レート 0.88 0.82

        

ユーロ‐スイスフランCCIRS想定元本 - - 218 - - 126 344

ユーロ／スイスフラン平均為替レート 1.06 1.21

        

米ドル‐ブラジルレアルCCIRS想定元本 98 132 295 155 49 244 973

米ドル／ブラジルレアル平均為替レート 4.81 5.22 5.55 5.29 5.39 3.57

        

ユーロ‐ブラジルレアルCCIRS想定元本 160 339 402 79 - 77 1,057

ユーロ／ブラジルレアル平均為替レート 6.41 6.44 6.25 6.71  3.92  

        

通貨先渡

通貨先渡想定元本 4,324 1,320 371 4 - - 6,019

        

想定元本‐ユーロ／米ドル通貨先渡 3,064 1,268 371 4 - - 4,707

平均通貨先渡レート‐ユーロ／米ドル 1.16 1.19 1.18 1.18

        

想定元本‐米ドル／ブラジルレアル通貨先渡 311 - - - - - 311

平均通貨先渡レート‐米ドル／ブラジルレアル 5.65

        

想定元本‐米ドル／コロンビアペソ通貨先渡 284 - - - - - 284

平均通貨先渡レート‐米ドル／コロンビアペソ 3,963.3

        

想定元本‐ユーロ／チリペソ通貨先渡 145 - - - - - 145

平均通貨先渡レート‐ユーロ／チリペソ 818.94

        

想定元本‐ユーロ／カナダドル通貨先渡 107 - - - - - 107

平均通貨先渡レート‐ユーロ／カナダドル 1.24
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2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の取引残高の通貨リスクに係るヘッジ手段の想定元本及び公正価値を

ヘッジ対象の種類別に示す表は以下のとおりである。

 
  百万ユーロ 公正価値 想定元本 公正価値 想定元本

ヘッジ手段 ヘッジ対象 資産 負債 資産 負債

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

公正価値ヘッジ

通貨間金利スワップ

（CCIRS）
外貨建固定利付借

入／社債
15 (99) 1,097 12 - 595

通貨間金利スワップ

（CCIRS）
外貨建変動利付借

入
- - - 30 - 77

キャッシュ・フロー・

ヘッジ
   

通貨間金利スワップ

（CCIRS）
外貨建変動利付借

入／金融資産
95 (76) 1,061 88 (19) 953

通貨間金利スワップ

（CCIRS）
外貨建固定利付借

入／金融資産
4 (233) 2,445 43 (58) 2,553

通貨間金利スワップ

（CCIRS）
外貨建変動利付債

券
60 - 414 37 - 344

通貨間金利スワップ

（CCIRS）
外貨建固定利付債

券
1,864 (1,293) 23,381 1,159 (1,095) 16,601

通貨間金利スワップ

（CCIRS）
外貨建将来キャッ

シュ・フロー
 (50) 335 - (75) 316

通貨先渡
外貨建将来キャッ

シュ・フロー
9 (6) 326 7 (3) 378

通貨先渡
外貨建商品先物購

入
192 (135) 7,508 106 (36) 4,802

通貨先渡
外貨建投資財及び

その他の購入
19 (23) 1,292 20 (7) 839

合計 2,258 (1,915) 37,859 1,502 (1,293) 27,458

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ及び公正価値ヘッジには以下が含まれる。

＞　ユーロ以外の外貨建て固定利付債務の通貨リスクをヘッジするために用いられた通貨間金利スワップの想定元

本は26,923百万ユーロ、公正価値はプラス258百万ユーロ

＞　ユーロ以外の外貨建て変動利付債務の通貨リスクをヘッジするために用いられた通貨間金利スワップの想定元

本は1,810百万ユーロ、公正価値はプラス29百万ユーロ

＞　ユーロ以外の外貨建て天然ガスの購入、燃料の購入、及び期待キャッシュ・フローに関連する通貨リスクを

ヘッジするために用いられた通貨先渡の想定元本は7,834百万ユーロ、公正価値は合計プラス60百万ユーロ

＞　クラウド・サービスの供給において運営費用、及び再生可能エネルギーの販売から生じる収益に係る、再生可

能エネルギー部門における投資財の購入、社会基盤部門及びネットワーク部門（新世代デジタル計器）に関連

する表示通貨以外の通貨建て期待キャッシュ・フローに係る通貨リスクの軽減のための店頭取引に関する通貨

先渡の想定元本1,292百万ユーロ、公正価値はマイナス4百万ユーロ
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2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の外国為替デリバティブの想定元本及び公正価値をヘッジの種類別に

示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 想定元本 資産公正価値 想定元本 負債公正価値

デリバティブ
2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

公正価値ヘッジ         

通貨間金利スワップ 99 672 15 42 998 - (99) -

合計 99 672 15 42 998 - (99) -

キャッシュ・フロー・ヘッジ         

通貨先渡 4,313 4,117 220 133 4,813 1,902 (164) (46)

通貨間金利スワップ 16,695 13,553 2,023 1,327 10,941 7,214 (1,652) (1,247)

合計 21,008 17,670 2,243 1,460 15,754 9,116 (1,816) (1,293)

為替レート・デリバティブ合計 21,107 18,342 2,258 1,502 16,752 9,116 (1,915) (1,293)

 

2022年12月31日現在の通貨間金利スワップの想定元本は28,733百万ユーロ（2021年12月31日現在では21,439百万

ユーロ）で、7,294百万ユーロ増加した。総額258百万ユーロの通貨間金利スワップが満了した一方で、新規デリバ

ティブが7,500百万ユーロとなり、そのうち6,936百万ユーロが2022年度に英ポンド及び米ドル建て社債の発行に関

するものである。加えて、当年度中のEnel Finance InternationalからEnel Finance Americaへのによる米ドル建て社債

の更改を受けて、662百万ユーロの通貨間金利スワップが早期に終了した。また、ユーロの主要な他の通貨に対す

る為替レートの動向、及び想定元本714百万ユーロ増加したことによる償却の影響を反映している。

2022年12月31日現在の通貨先渡の想定元本は9,126百万ユーロ（2021年12月31日現在では6,019百万ユーロ）で、

3,107百万ユーロ増加した。特に米ドルに関連する通貨リスクによるエクスポージャーは、主に天然ガスの購入、

燃料の購入及び投資に関するキャッシュ・フローによるものである。想定元本の変動は、天然ガス価格の上昇及び

石炭発電の復調の結果、為替相場リスク、特に米ドルへのリスクの増大に関連している。

 

公正価値ヘッジ・デリバティブ

2022年度及び前年度の、通貨リスクに起因する、公正価値ヘッジ・デリバティブの公正価値及びヘッジ対象の変動

を反映した純損益を通じて認識される純利得及び損失を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年度 2021年度

純利得／（損失） 純利得／（損失）

金利ヘッジ手段 (119) 9

ヘッジ対象 129 (8)

非有効部分 10 1

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の財政状態計算書における通貨リスクの公正価値ヘッジの影響を示す

表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

想定元本 帳簿価額

当期に非有効分

の測定で用いた

公正価値

想定元本 帳簿価額

当期に非有効分

の測定で用いた

公正価値

通貨間金利スワップ（CCIRS） 1,097 (84) (87) 672 42 37
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2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の財政状態計算書における公正価値ヘッジのヘッジ対象の影響を示す

表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

帳簿価額

ヘッジ対象の　

公正価値の　　

調整累計

当期に非有効分

の測定に用いた

公正価値

帳簿価額

ヘッジ対象の　

公正価値の　　

調整累計

当期に非有効分

の測定で用いた

公正価値

外貨建固定利付借入金／債券 525 (109) 70 639 35 (40)

外貨建変動利付借入金／債券 449 (10) 13 - - -

合計 974 (119) 83 639 35 (40)

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ

通貨リスクに係るキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブから生じる向こう数年間に期待されるキャッシュ・

フローを示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 公正価値 予想キャッシュ・フローの分布

 2022年12月31日現在 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降

為替レートに係るキャッシュ・フロー・

ヘッジ・デリバティブ
       

正の公正価値 2,243 1,256 889 320 299 2,197 -

負の公正価値 (1,816) (58) (53) (97) 7 (361) -

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の財政状態計算書における通貨リスクのキャッシュ・フロー・ヘッジ

の影響を示す表は以下のとおりである。

 
 百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

想定元本 帳簿価額

当期に非有効分

の測定に用いた

公正価値

想定元本 帳簿価額

当期に非有効分

の測定に用いた

公正価値

通貨間金利スワップ（CCIRS） 27,636 371 433 20,767 80 82

通貨先渡 9,126 56 56 6,019 87 89

合計 36,762 427 489 26,786 167 171

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の財政状態計算書におけるキャッシュ・フロー・ヘッジ（CFH）の

ヘッジ対象の影響を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

当期に非有

効分の測定

に用いた

ヘッジ対象

の公正価値

ヘッジ

準備金

ヘッジ費

用　準備金

CFHデリバ

ティブの帳

簿価額の非

有効分

純損益を通

じたその他

の影響
(1)

当期に非有

効分の測定

に用いた

ヘッジ対象

の公正価値

ヘッジ

準備金

ヘッジ費

用　準備金

CFHデリバ

ティブの帳

簿価額の

非有効分

外貨建変動利付借入 (30) 30 - (11) - (69) 69 - -

外貨建固定利付借入 225 (225) (4) - - 15 (15) - -

外貨建変動利付社債 (60) 60 - - - (37) 37 - -

外貨建固定利付社債 (628) 509 (56) - 118 (66) 66 (2) -

外貨建将来キャッシュ・

フロー（通貨間金利ス

ワップでのヘッジ）

50 (50) - - - 75 (75) - -

外貨建将来キャッシュ・

フロー（先渡でのヘッ

ジ）

(3) 3 - - - (2) 2 1 -

外貨建商品先物購入 (60) 59 (1) (1) - (72) 72 - -

外貨建投資財の購入及び

その他
7 (7) 1 2 - (15) 15 (3) -

合計 (499) 379 (60) (10) 118 (171) 171 (4) -

(1)当該影響は外貨建債券をヘッジするために締結された通貨間金利スワップの開始日から融資の実際の実行までの直物相場の変動に関連している。
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商品価格リスク

 
満期

百万ユーロ 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降 合計

2022年12月31日現在

商品スワップ

電力想定元本 653 164 143 139 132 333 1,564

電力平均商品スワップ価格　　

（€／MWh）
162.5 77.9 48.9 47.2 45.8 29.0

石炭／運送想定元本 1,037 - - - - - 1,037

石炭／運送平均商品スワップ価格

（€/ton）
293.7 - - - - -  

ガス想定元本 1,183 1,184 1,205 23 20 65 3,680

ガス平均商品スワップ価格　　

（€／MWh）
60.1 47.9 52.0 21.0 8.3 7.2  

石油想定元本 1,076 227 48 - - - 1,351

石油平均商品スワップ価格　

（$／bbl）
105.0 93.0 82.0 - - -

商品先渡／先物

電力想定元本 2,906 509 388 294 249 720 5,066

電力平均商品先渡／先物価格　

（€／MWh）
148.1 35.2 17.4 17.8 15.8 15.6  

石炭／運送想定元本 - - - - - - -

石炭／運送平均商品先渡／先物価

格（€/ton）
- - - - - -  

ガス想定元本 7,171 4,099 229 - - - 11,499

ガス平均商品先渡／先物価格

（€/MWh）
72.9 92.1 56.6 - - -  

CO2想定元本 1,635 226 50 - - - 1,911

CO2平均商品先渡／先物価格

（€/ton）
81.3 94.9 94.0 - - -  

石油想定元本 1,263 58 - - - - 1,321

石油平均商品先渡／先物価格

（$/bbl）
81.7 73.9 - - - -  

商品オプション        

電力想定元本 16 16 16 16 16 117 197

電力平均商品オプション価格　

（€／MWh）
35.0 35.0 35.0 35.0 35.0 33.0  

ガス想定元本 - - - - - - -

ガス平均商品オプション価格

（€/MWh）
- - - - - -  

石油想定元本 70 - - - - - 70

石油平均商品オプション価格

（$/bbl）
133 - - - - -  
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満期

百万ユーロ 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 それ以降 合計

2021年12月31日現在

商品スワップ

電力想定元本 124 164 168 149 146 472 1,223

電力平均商品スワップ価格  　

（€／MWh）
51.8 53.7 47.5 46.6 46.0 33.2

ガス想定元本 131 372 129 11 17 93 753

ガス平均商品スワップ価格  　

（€／MWh）
63.8 13.7 12.1 9.4 12.0 9.6  

石油想定元本 669 244 99 - - - 1,012

石油平均商品スワップ価格

（$／bbl）
86.4 92.9 79.4 - - -

商品先渡／先物

電力想定元本 319 637 302 288 248 856 2,650

電力平均商品先渡／先物価格  

（€／MWh）
29.7 43.3 20.0 19.7 18.7 16.6  

石炭／運送想定元本 14 - - - - - 14

石炭／運送平均商品先渡／先物価

格（€/ton）
90.8 - - - - -  

ガス想定元本 3,315 1,048 5 - - - 4,368

ガス平均商品先渡／先物価格

（€/MWh）
15.1 18.9 18.0 - - -  

CO2想定元本 476 61 - - - - 537

CO2平均商品先渡／先物価格

（€/ton）
46.1 38.4 - - - -  

石油想定元本 600 57 - - - - 657

石油平均商品先渡／先物価格

（$/bbl）
37.7 51.6 - - - -  

商品オプション        

電力想定元本 10 21 21 21 21 134 228

電力平均商品オプション価格  

（€／MWh）
26.3 29.3 29.9 29.8 29.8 32.6  

ガス想定元本 99 - - - - - 99

ガス平均商品オプション価格

（€/MWh）
50.5 - - - - -  
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2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の取引残高に係る商品価格リスクのヘッジ手段の想定元本及び公正価

値を商品の種類別に示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 想定元本 公正価値資産 想定元本 公正価値負債

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

デリバティブ

キャッシュ・フロー・ヘッジ

電力デリバティブ

スワップ 1,213 820 982 640 352 401 (498) (263)

先渡／先物 1,535 769 89 1,073 3,510 1,881 (898) (598)

オプション 218 229 36 49 - - (12) (18)

電力デリバティブ合計 2,966 1,818 1,107 1,762 3,862 2,282 (1,408) (879)

石炭／運送のデリバティブ     

スワップ 9 - 2 - 1,028 - (373) -

先渡／先物 - 14 - 3 - - - -

オプション - - - - - - - -

石炭／運送デリバティブ合計 9 14 2 3 1,028 - (373) -

ガス及び石油デリバティブ     

スワップ 2,302 669 666 69 2,729 1,095 (765) (99)

先渡／先物 4,734 3,094 1,714 2,557 8,085 1,932 (5,182) (5,150)

オプション 22 30 4 3 48 70 (4) (26)

ガス及び石油デリバティブ合計 7,058 3,793 2,384 2,629 10,862 3,097 (5,951) (5,275)

CO2デリバティブ     

スワップ - - - - - - - -

先渡／先物 1,704 537 143 410 207 - (7) -

オプション - - - - - - - -

CO2デリバティブ合計 1,704 537 143 410 207 - (7) -

商品関連デリバティブ合計 11,737 6,162 3,636 4,804 15,959 5,379 (7,739) (6,154)

 

当該表は2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の商品価格リスクをヘッジするデリバティブの想定元本及び

公正価値をヘッジの種類別に示している。

商品に係るキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブの正の公正価値は、ガス及び石油商品に係るデリバティブ

2,384百万ユーロ、CO2に係るデリバティブ143百万ユーロ、電力に係るデリバティブ107百万ユーロ、及びより少額

の電力会社により要求された石炭購入のヘッジ2百万ユーロに関連している。

第一の分類は、主に石油商品及びガス製品において行われる売買の双方において、天然ガス価格における変動の

ヘッジに関するものである。

CO2の分類には、主に当社グループのコンプライアンスのために行われるヘッジ取引が含まれる。

電力の分類には、特にスペイン及び北米における中長期のヘッジ取引が含まれる。

負債に含まれる商品に係るキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブは、ガス及び石油商品に係るデリバティブ

5,951百万ユーロ（主にデリバティブのヘッジ取引）、電力に係るデリバティブ1,408百万ユーロ、及びより程度が

少ない、石炭及びCO2に係るデリバティブ各々373百万ユーロ及び7百万ユーロのデリバティブを含む。
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キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ

商品価格リスクに係るキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブから生じる向こう数年間に期待されるキャッ

シュ・フローを示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 公正価値 予想キャッシュ・フローの分布

2022年12月31日現在 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降

商品に対するキャッシュ・フロー・ヘッ

ジ・デリバティブ

正の公正価値 3,838 2,438 829 160 101 93 217

負の公正価値 (7,941) (4,598) (2,116) (619) (180) (153) (275)

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の財政状態計算書における商品価格リスクのキャッシュ・フロー・

ヘッジの影響を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

想定元本 帳簿価額

当期に非有効分

の測定に用いた

公正価値

想定元本 帳簿価額

当期に非有効分

の測定に用いた

公正価値

電力スワップ 1,564 485 469 1,221 377 377

石炭／運送スワップ 1,037 (371) (371) - - -

ガス及び石油スワップ 5,031 (99) (98) 1,764 (30) (30)

       

電力先渡／先物 5,045 (809) (938) 2,675 (223) (223)

石炭／運送先渡／先物 - - - 14 3 3

ガス及び石油先渡／先物 12,820 (3,469) (3,673) 5,027 (2,592) (2,592)

CO2先渡／先物 1,911 136 138 537 410 410

       

電力オプション 218 24 24 204 7 7

ガス及び石油オプション 70 - - 99 (24) (24)

合計 27,696 (4,103) (4,449) 11,541 (2,072) (2,072)

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の財政状態計算書におけるキャッシュ・フロー・ヘッジ（CFH）の

ヘッジ対象の影響を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

当期に非有効

分の測定に用

いたヘッジ対

象の公正価値

ヘッ

ジ　　準

備金

ヘッ

ジ　　費

用　　　

準備金

CFHデリバティ

ブの帳簿価額の

非有効分

当期に非有効

分の測定に用

いたヘッジ対

象の公正価値

ヘッジ　

準備金

ヘッ

ジ　費

用　　

準備金

CFHデリバティ

ブの帳簿価額の

非有効分

電力先物取引 602 (602) 15 (32) (297) 297 - (29)

石炭／運送先物取引 371 (371) - - (3) 3 - -

ガス及び石油先物取引 3,360 (3,360) - (232) 2,751 (2,751) - (2)

CO2先物取引 (133) 133 - - (410) 410 - -

合計 4,200 (4,200) 15 (264) 2,041 (2,041) - (31)

 

商品価格に係るキャッシュ・フロー・ヘッジのデリバティブに関して、商品市場全体は2022年度に大きな価格変動

を引続き経験した。ヘッジ準備金における変動に関する影響が最も大きいのは、全商品のうち高いボラティリティ

により最も影響を受ける一つである、ガスにおける先物取引によるものである。

最後に、ガスにおける将来取引に係る2022年度に認識された非有効性は、主にスペインにおける代理ヘッジ対応に

関連している。
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51.2 純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブ

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在のFVTPL（損益を通じて公正価値で測定される）デリバティブの想定

元本及び公正価値を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 想定元本 資産公正価値 想定元本 負債公正価値

 
2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

FVTPLデリバティブ         

金利デリバティブ         

金利スワップ - 50 - 1 100 100 (23) (71)

金利オプション - - - -  50  (2)

為替デリバティブ         

通貨先渡 3,659 2,180 75 23 2,102 3,628 (34) (62)

通貨間金利スワップ - - - - 46 - (1) -

商品デリバティブ         

電力デリバティブ:         

スワップ 595 777 106 (78) 245 1,088 (180) (198)

先渡／先物 6,903 23,207 872 3,368 5,620 17,970 (908) (2,927)

オプション 7 3 15 78 140 113 (172) (16)

電力デリバティブ合計 7,505 23,987 993 3,368 6,005 19,171 (1,260) (3,141)

石炭デリバティブ         

スワップ - 35 - 4 - 133 - 23

先渡／先物 115 213 21 63 1,291 455 (9) (148)

オプション - - - - - - - -

石炭デリバティブ合計 115 248 21 67 1,291 588 (9) (125)

ガス及び石油デリバティブ         

スワップ 1,964 2,904 806 (1,049) 834 4,199 (550) 1,843

先渡／先物 40,669 19,001 10,456 16,706 38,651 16,755 (10,280) (17,374)

オプション 34 232 8 268 33 399 (22) (402)

ガス及び石油デリバティブ合計 42,667 22,137 11,270 15,925 39,518 21,353 (10,852) (15,933)

CO2デリバティブ         

スワップ - - - - - - - -

先渡／先物 725 3,079 115 557 361 1,366 (35) (530)

オプション 2 - 2 - - - - -

CO2デリバティブ合計 727 3,079 117 557 361 1,366 (35) (530)

その他のデリバティブ         

スワップ - - - - - 1 - (1)

先渡／先物 13 - 72 - 5 - (16) -

オプション - - - - - - - -

その他のデリバティブ合計 13 - 72 - 5 1 (16) (1)

組込デリバティブ -  - - -  - -

合計 54,686 51,681 12,548 19,941 49,428 46,257 (12,230) (19,865)

 

2022年12月31日現在、金利に係るトレーディング・デリバティブの想定元本は100百万ユーロである。負の公正価

値23百万ユーロは、主にイールドカーブの動向により前年より48百万ユーロ改善したものである。

2022年12月31日現在、為替デリバティブの想定元本は5,761百万ユーロである。想定元本の減少総額47百万ユー

ロ、及び正味公正価値80百万ユーロを伴う増加は、主に通常の事業活動及び為替レートの動向を反映したものであ

る。

2022年12月31日現在、商品デリバティブの想定元本は98,207百万ユーロである。資産として分類された商品に係る

トレーディング・デリバティブの公正価値は、主にガス及び石油ヘッジ11,270百万ユーロ、電力のデリバティブ

993百万ユーロ、CO2デリバティブ117百万ユーロ、及びより程度の少ない、石炭及びその他の商品デリバティブ合

計各々21百万ユーロ及び72百万ユーロの市場価値を反映している。
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負債として分類された商品に係るトレーディング・デリバティブの公正価値は、主にガス及び石油ヘッジ10,852百

万ユーロ、電力デリバティブ1,260百万ユーロ、CO2、石炭及び石炭デリバティブが各々35百万ユーロ、9百万ユー

ロ及び16百万ユーロに該当する。
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当該金額は、トレーディング・ポートフォリオ内で管理されている取引及びヘッジ目的で設定されているがヘッジ

会計においては要件を充たさない取引を含む。

「その他」の範疇は、原産地保証及びグリーン証書、すなわち再生可能資源からの電力生成に向けたインセンティ

ブ・メカニズムを用いて実施されるヘッジを含む。商品価格リスクに加えて、当社グループ会社は環境持続可能性

問題への市場の関心の高まりを理由に、過去に比べて市場のより大きな不安定性による影響を近年受けている当該

証書における価格変動リスクを管理しなければならない。

 

公正価値測定

注記52. 公正価値で測定される資産及び負債

 

当社グループは、認識又は測定の要件としてIFRSにより要求される測定は常にIFRS第13号に準拠して公正価値を

決定している。

公正価値は、測定日現在の市場参加者間の秩序ある取引における資産売却で受取るであろう、又は負債の移転で支

払うであろう、価格（すなわち、出口価格）として定義される。

公正価値の最良尺度は市場価格、すなわち、流動的で活発な市場で実際に用いられる直近に公に入手可能な価格の

ことである。

資産と負債の公正価値は、算定に用いた情報及び評価技法により、以下の三段階の階層レベルに従って分類され

る。

＞　レベル1：公正価値は、測定日現在で事業体が入手できる特定の資産又は負債において活発な市場における相

場価格（調整前）に基づいて算定される。

＞　レベル2：公正価値は、資産又は負債において直接的（価格など）又は間接的（価格由来）のどちらかで観察

可能な、レベル1の範疇の相場価格以外のインプットに基づいて算定される。

＞　レベル3：公正価値は観察不能なインプットに基づいて算定される。

当該注記は、こうした測定を行うための評価技法や用いられた情報についての詳細なインプットを提供するもので

もある。

つまり、

＞　資産又は負債の経常的な公正価値測定は、各期末現在の財政状態計算書でIFRSにより要求又は許容するもので

ある。

＞　資産又は負債の非経常的な公正価値測定は、特定の状況における財政状態計算書でIFRSにより要求又は許容さ

れるものである。

こうした状況の会計上の取扱いに係る一般的な情報又は特定の開示においては注記2「会計方針」を参照された

い。
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注記52.1 財政状態計算書における公正価値で測定される資産

財政状態計算書における継続的又は非継続的に公正価値で測定される各資産クラスにおいて、報告期間末現在の公

正価値、及び分類された資産の公正価値別に公正価値階層レベルを示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ   非流動資産  流動資産

 注記 公正価値 レベル1 レベル2 レベル3 公正価値 レベル1 レベル2 レベル3

  2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

FVOCIでの他社における株主持分投資 29 360 14 43 303 - - - -

FVOCIでの有価証券
29.1
30.1

447 447 - - 78 78 - -

FVOCIでの貸付資産及びその他の金融資産  94 - 94 - 201 - 201 -

FVTPLでの他社における株主持分投資 29 7 - - 7 - - - -

FVTPLでのサービス委譲契約から生じた金

融資産
29 3,436 - 3,436 - - - - -

FVTPLでの貸付資産及びその他の金融資産  8 - - 8 176 176 - -

FVTPLでのその他の現金投資  - - - - 872 42 - 830

環境証書に関する非貨幣助成  16 - - 16 - - - -

公正価値ヘッジ・デリバティブ          

金利 51 22 - 22 - - - - -

為替レート 51 15 - 15 - - - - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティ

ブ
         

金利 51 336 - 336 - - - - -

為替レート 51 1,854 - 1,854 - 389 - 389 -

商品 51 1,270 314 300 656 2,366 496 1,597 273

トレーディング・デリバティブ          

金利 51 - - - - - - - -

為替レート 51 1 - 1 - 74 - 74 -

商品 51 472 109 362 1 12,001 10,640 1,360 1

公正価値で測定される棚卸資産 51 15 15 - - 18 - 18 -

条件付対価  5 - - 5 2 - 2 -

 

「FVOCIでの他社における株主持分投資」の公正価値は、上場企業において年度決算日現在の相場価格に基づいて

算定され、非上場企業においては関連資産及び負債の信頼性のある評価に基づいている。

「FVTPLでのサービス委譲契約から生じた金融資産」は、主にEnel Distribuição Rio de Janeiro、Enel Distribuição

Ceará、及びEnel Distribuição São Pauloによるブラジルにおける配電事業、及びコスタリカにおけるPH Chucasの発電

所に関連しており、IFRIC第12号に従って会計処理されている。

公正価値は、直近に入手可能な金利情報、及びブラジル市場における一般物価指数に基づく正味取替原価として見

積られている。

「FVTPLでの貸付資産及びその他の金融資産」の一年以内回収分は、基本的に流動性投資に該当する。当該公正価

値は市場インプットに基づきレベル1を用いて決定されている。

「FVTPLでの貸付資産及びその他の金融資産」のレベル3の非流動分は、Slovak Power Holdingの売却に関する債

権、2022年12月31日現在で8百万ユーロを示している。当該公正価値は契約価格方式を用いて決定されている。

「FVTPLでの貸付資産及びその他の金融資産」の一年以内回収分は、主にラテンアメリカ会社により保有される有

価証券及びファンドにおけるレベル1の下の投資を含む。

レベル3の「FVTPLでのその他の現金投資」の一年以内回収分は、主に当社の余剰現金保有の最適化に相当する。
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デリバティブ契約の公正価値は、規制市場に係る商品取引においてデリバティブの公式価格を用いて算定される。

規制市場に上場していない商品の公正価値は、各金融商品の種類において適した評価方法、及び報告年度末現在の

市場データ（金利、為替レート、ボラティリティなど）を用いて、市場利回り曲線に基づく期待将来キャッシュ・

フローを割引き、ユーロ以外の通貨についてWorld Markets Refinitiv （WMR）社により提供される為替レートを用

いて換算して算定されている。

金利及び為替レートのデリバティブは全てレベル2のインプットを用いて測定されている。

商品に係るデリバティブの公正価値は、ほとんどレベル1又はレベル2のインプットを用いて測定されている。これ

は、当該契約が取引所の取引先、主要な業界の事業者又は金融機関と締結されることから、市場の情報に基づいて

算定されているためである。

わずかな例外は、特定の長期金融契約（仮想電力購入契約又はVPPA）に関する特定のデリバティブを含み、そこ

では基礎となる変数の非流動性を所与として、より長期の時間軸にわたり当該金融商品を測定するために、内部測
定モデルも一部用いられている。

IFRSに従い、当社グループは、必要に応じて取引先リスクの規模に対応した金融商品の公正価値を調整するため、

取引相手（信用評価調整又はCVA ）及び自社（債務評価調整又はDVA ）の双方の信用リスクを測定している。よ

り具体的には、当社グループは、ポジションの正味エクスポージャーにおいて潜在的将来エクスポージャー評価技

法を用いてCVA ／DVA を測定し、その後にポートフォリオ全体を構成する個別の金融商品に調整分を配分してい

る。当該技法における用いられた全てのインプットは、市場で観察可能である。

 

52.2 財政状態計算書における公正価値で測定されない資産

経常的に公正価値で測定されないが、公正価値を開示しなければならない資産の各分類において、年度末現在の公

正価値及びその公正価値階層におけるレベルの内訳を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ   非流動資産  流動資産

 注記 公正価値 レベル1 レベル2 レベル3 公正価値 レベル1 レベル2 レベル3

  2022年12月31日現在 2022年12月31日現在

投資不動産 22 154 16 - 138 - - - -

棚卸資産 33 - - - - 47 - - 47

 

当該表は、投資不動産及び事業で使用されていない不動産である棚卸資産の公正価値、各々154百万ユーロ及び47

百万ユーロを示している。当該金額は、独立した専門家により行われた鑑定の支援を受けて算定されており、当該

鑑定人は関係する特定の資産に応じて異なる手法を用いている。
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52.3　財政状態計算書における公正価値で測定される負債

財政状態計算書における継続的又は非継続的に公正価値で測定される負債の各分類において、報告期間末の公正価

値及びその公正価値階層におけるレベルの内訳を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ   非流動負債  流動負債

 注記 公正価値 レベル1 レベル2 レベル3 公正価値 レベル1 レベル2 レベル3

  2022年12月31日現在 2022年12月31日現在

公正価値ヘッジ・デリバティブ          

金利 51 92 - 92 - - - - -

為替レート 51 99 - 99 - - - - -

商品 51 - - - - - - - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ          

金利 51 59 - 59 - 1 - 1 -

為替レート 51 1,640 - 1,640 - 176 - 176 -

商品 51 3,417 1,722 1,551 144 4,322 3,049 1,250 23

トレーディング・デリバティブ          

金利 51 - - - - 23 - 23 -

為替レート 51 1 - 1 - 34 - 34 -

商品 51 587 192 395 - 11,585 10,595 990 -

条件付対価  46 - - 46 46 - 44 2

 

条件付対価は、主に当社グループが北米で保有する多くの持分投資に該当し、当該公正価値は、契約条件に基づい

て算定されている。

 

52.4 財政状態計算書における公正価値で測定されない負債

財政状態計算書における公正価値で測定されないが、その公正価値を開示しなければならない負債の各分類におい

て期間末現在の公正価値及びその公正価値階層におけるレベルの内訳を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ      

 注記 公正価値 レベル1 レベル2 レベル3

  2022年12月31日現在

社債      

固定利率 48.3.1 44,717 41,964 2,753 -

変動利率 48.3.1 3,073 62 3,011 -

銀行借入金      

固定利率 48.3.1 3,021 - 3,021 -

変動利率 48.3.1 12,596 - 12,596 -

ノンバンク借入金      

固定利率 48.3.1 3,134 - 3,134 -

変動利率 48.3.1 54 - 54 -

合計  66,595 42,026 24,569 -

 

上場されている負債性金融商品においては、公正価値は公定価格によっている。非上場商品においては、年度末現

在の金融商品の分類及び市場データごとに適切な評価技法を用いて公正価値を決定しており、これは当社の信用ス

プレッドを含む。
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その他の情報

注記53. 株式に基づく報酬

2019年以降、エネル・エスピーエー（「エネル」又は「会社」）の株主総会は、イタリア民法第2359条に準拠し、

当社及び／又はその子会社の経営者向けの株式に基づく長期インセンティブ制度の採用を毎年承認している。承認
された各インセンティブ制度（2019年度長期インセンティブ制度、2020年度長期インセンティブ制度、2021年度長

期インセンティブ制度、2022年度長期インセンティブ制度を以下、各々「2019LTI制度」、「2020LTI制度」、

「2021LTI制度」及び「2022LTI制度」並びにこれらを合わせて「制度」という）は、特定の業績目標の達成を条

件として、各受益者に当社普通株式（以下「株式」）の支給を規定している。
制度の受益者は、会社の業績に最も直接的に責任を負う、又は戦略的利益をもたらすと考えられる役職にある当社
及び当社グループ経営者である最高経営責任者／ジェネラル・マネジャーである。当該制度は、金銭要素及び株式
要素からなるインセンティブを受益者に報奨を支給するものである。当該インセンティブは、各受益者の固定報酬
に関連して算定された基準価額として当該報奨時に決定されるが、当該制度により各3年間の業績目標の達成度に

応じて最高経営責任者／ジェネラル・マネジャー又はその他の受益者のゼロから個々の基準価額の最大で280%又

は180%までの範囲で変動する。

当該制度は、実質的に権利が確定したインセンティブ総額のうち、（i）最高経営責任者／ジェネラル・マネ

ジャーは基準価額の上限100%まで（2022LTI制度においては上限130%まで）、及び（ⅱ）その他の受益者は基準

価額の上限50%まで（2022LTI制度においては上限65%まで）、株式で全額支払われることを定めている。

制度の下での賞与の実際の支給は、3年間の特定の業績目標の達成が条件である。当該目標が達成された場合、イ

ンセンティブの株式及び現金の双方の構成要素の30%は業績期間の終了の翌年に支払われ、残りの70%は業績期間

の終了の2年後に支払われる。このため、長期変動報酬（合計の70%）の大部分の支払は、個別制度の業績期間終

了後2年目まで繰り延べられる。

2019LTI制度、2020LTI制度、2021LTI制度及び2022LTI制度に係る情報を提供する表は以下のとおりである。

制度の特徴に係る更なる情報において、1999年5月14日付け決議第11971号（発行者規則）に基づき、Consob規則第

84条の2の規定に準拠して作成した情報資料を、各々2019年5月16日、2020年5月14日、2021年5月20日及び2022年5
月19日に開催された株主総会の専用当社ウェブサイト (www.enel.com) にて公開しているので参照のこと。
 

 付与日 業績期間（年度） 目標達成の検証 支払（年度）

2019LTI制度 2019年11月12日
2 2019‐2021 2022年度

3
2022‐2023

4

2020LTI制度 2020年9月17日
5 2020‐2022 2023年度

6 2023‐2024

2021LTI制度 2021年9月16日
7 2021‐2023 2024年度

8 2024‐2025

2022LTI制度 2022年9月21日
9 2022‐2024 2025年度

10 2025‐2026

 
 
2

2019LTI制度を受益者に付与する手続及び時期を取締役会が承認した日（2019年11月11日指名報酬委員会の会合で提出された提案を考慮）。

3
当社グループの2021年12月31日連結財務書類の承認に際して、取締役会は2019LTI制度の業績目標の達成水準を検証する。

4
2022年9月5日、制度規則に従い、当社は2019LTI制度の受益者により付与された賞与の株式部分の一部を支給した。

5
2020LTI制度を受益者に付与する手続及び時期を取締役会が承認した日（2020年9月16日指名報酬委員会の会合で提出された提案を考慮）。

6
当社グループの2022年12月31日連結財務書類の承認に際して、取締役会は2020LTI制度の業績目標の達成水準を検証する。

7
2021LTI制度を受益者に付与する手続及び時期を取締役会が承認した日（2021年6月9日指名報酬委員会の会合で提出された提案を考慮）。

8
当社グループの2023年12月31日連結財務書類の承認に際して、取締役会は2021LTI制度の業績目標の達成水準を検証する。

9
2022LTI制度を受益者に付与する手続及び時期を取締役会が承認した日（2022年6月8日指名報酬委員会の会合で提出された提案を考慮）。

10
当社グループの2024年12月31日連結財務書類の承認に際して、取締役会は2022LTI制度の業績目標の達成水準を検証する。
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2019年5月16日、2020年5月14日、2021年5月20日及び2022年5月19日に開催された株主総会で付与された承認の実

施、及び関連する条件に従い、取締役会は2019年9月19日、2020年7月29日、2021年6月17日及び2022年6月16日に、

各々2019LTI制度、2020LTI制度、2021LTI制度及び2022LTI制度に供与する株式の自社株買いプログラムの開始を

承認した。当社取締役会が制度毎に買付が承認された株式数、実際に買付けた株式数、関連する加重平均価格及び

総額は以下のとおりである。
 

 

取締役会による承認買付 実際の買付

株式数 株式数
加重平均価格（1株当

たりユーロ）
合計（ユーロ）

2019LTI制度
上限2,500,000

最大金額10,500,000百万ユーロ 1,549,152
11 6.7779 10,499,999

2020LTI制度 1,720,000 1,720,000
12 7.4366 12,790,870

2021LTI制度 1,620,000 1,620,000
13 7.8737 12,755,459

2022LTI制度 2,700,000 2,700,000
14 5.1951 14,026,715

 

2019LTI制度、2020LTI制度、2021LTI制度及び2022LTI制度を支えるために買付けた結果、2019LTI制度の受益者

への2022年9月5日支給435,357株を踏まえ、2022年12月31日現在、当社は合計7,153,795株、資本金の約0.07%に相当

する自己株式を保有している。

2019年度、2020年度、2021年度及び2022年度に付与された資本性金融商品に関する情報は以下のとおりである。

 
  2022年度 2021年度

 
付与日現在の付与

株式数

付与日現在の

一株当たり

公正価値

支給可能な

潜在株式数
支給済株式数

支給可能な

潜在株式数
支給済株式数

2019LTI制度 1,538,547 6.983 1,021,328 435,357
15 1,529,182 -

2020LTI制度 1,638,775 7.380 1,631,951 - 1,638,775 -

2021LTI制度 1,577,773 7.0010 1,577,773 - 1,577,773 -

2022LTI制度 2,398,143 4.8495 2,395,323 - - -

 

当該資本性金融商品の公正価値は、付与日現在の当社株式の市場価格に基づいて測定されている。
16

株主持分要素の費用は、付与された当該資本性金融商品の公正価値に基づいて決定され、権利確定期間にわたり資

本準備金を通じて認識される。

純損益を通じて当社グループにより認識された費用の総額は、2022年度11百万ユーロ（2021年度では9百万ユー

ロ）である。

2019LTI制度、2020LTI制度、2021LTI制度又は2022LTI制度に関連する終了又は改訂はない。

 

注記54. 関連当事者

発電、配電、送電、売電及び天然ガス販売の分野の事業者として、当社は当社グループの支配株主であるイタリア

政府により直接又は間接に支配されている多数の会社との取引している。

 
 
11

2019年9月23日から2019年12月2日までの期間に取得した株式の数は、当社の資本金の約0.015%に相当する。

12
2020年9月3日から2020年10月28日までの期間に取得した株式の数は、当社の資本金の約0.017%に相当する。

13
2021年6月18日から2021年7月21日までの期間に取得した株式の数は、当社の資本金の約0.016%に相当する。

14
2022年6月17日から2022年7月20日までの期間に取得した株式の数は、当社の資本金の約0.026%に相当する。

15
当該表は2019LTI制度の受益者に対して2022年9月5日に報奨された株式数を示している。当該株式数は、当該制度の業績目標の達成を受けて受益者により付与さ

れた支給株式部分を構成するものである。2019LTI制度の規定の条項及び手続に従い、支給株式部分の残余支払は2023年度に繰り延べられる。

16
2019LTI制度向けは、付与日は2019年11月12日、すなわち受益者に2019LTI制度の下で付与の手続及び時期を承認した取締役会の開催日である。2020LTI制度向

けは、付与日は2020年9月17日、すなわち受益者に2020LTI制度の下で付与の手続及び時期を承認した取締役会の開催日である。2021LTI制度向けは、付与日は
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2021年9月16日、すなわち受益者に2021LTI制度の下で付与の手続及び時期を承認した取締役会の開催日である。2022LTI制度向けは、付与日は2022年9月21日、

すなわち受益者に2022LTI制度の下で付与の手続及び時期を承認した取締役会の開催日である。

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 509/1075



当該取引先との間で行われた主な取引の種類の要約の表は以下のとおりである。

 
関連当事者 関係 主な取引の性質

Single Buyer 経済財務省による（間接）完全支配 市場保護強化のための電力購入

Cassa Depositi e Prestiti Group 経済財務省による直接支配 付随サービス市場（Terna）に係る電力販売

送電サービスの販売（Eni Group）

送電、給電及び検針サービスの購入（Terna）

郵便サービスの購入（Poste Italiane）

発電所用燃料及び天然ガス備蓄供給サービスの購入（Eni

Group）

ESO‐エネルギーサービス事業者 経済財務省による（直接）完全支配 補助金交付の対象となる電力の販売

再生可能資源インセンティブのA3コンポーネントの支払

EMO‐エネルギー市場事業者 経済財務省による（間接）完全支配 電力取引所に係る電力販売（EMO）

揚水及び発電所計画において電力取引所に係る電力の購入

（EMO）

Leonardo Group 経済財務省による直接支配 ITサービスの購入及び物品の供給

 

また、当社グループは基本的に、関連会社又は当社グループが非支配持分を有する会社と商取引を行っている。

最後に、当社は、年金基金Fopen及びFondenelの他、社会及び医療支援の提供に特化したエネル非営利会社

Fondazione Enel及びEnel Cuoreとも関係を維持している。

関連当事者との全ての取引は通常の市場取引条件に基づいて行われており、場合によってはエネルギー・ネット

ワーク及び環境の規制当局によって定められている。

 

SACEにより保証された信用枠‐関連当事者との取引に係るConsob規則第13条第3項（c）（ⅱ）号により規定され

た開示義務

関連当事者との取引におけるエネル手続（エネル手続）の2010年3月12日付け改正Consob規則第17221号（Consob規

制）第13条第3項（c）（ⅱ）及び第13.4条（c）（ⅱ）の下で定める開示義務に従い、当社はここに、通常の性格を

有し、市場で同等又は標準的な条件で完了する「より重要な」取引に該当する2022年度に行われた関連当事者との

取引を開示する。具体的には、2022年12月23日、当社は、Banco BPM SpA、BPER Banca SpA、Cassa Depositi e

Prestiti SpA、Intesa Sanpaolo SpA及びUniCredit SpAで構成される金融機関プールとの間で、SACE SpAにより保証さ

れた額面金額の上限70%である12,000百万ユーロのリボルビング・クレジット・ファシリティの形での融資契約を

締結した。

当該信用枠及び関連する保証は、エネルギー市場に係るイタリアで事業する当社グループ会社（特にEnel Global

Trading SpA）の担保要件の資金調達を目的とし、2022年7月15日付け法令第91号で批准された2022年5月17日付け

政令法第50号第15条（いわゆる「援助政令」）により想定されている保証の形で提供される会社の流動性を支援す

るための暫定措置の一部である。

当社、Cassa Depositi e Prestiti SpA及びSACE SpAはイタリア経済財政省の共同支配下にある会社という事実から、

当該全取引は関連当事者との取引に該当する。上述金額を（そして特に、保証の価値を踏まえて）考慮すると、

「より重要な」関連当事者間取引に該当する。当該取引は、市場で同等又は標準的な条件で完了する通常の取引と

して、Consob規則第13条第3項（c）及びエネル手続第13.4条（c）に従い、適用除外を適用して完了した。
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特に、当該取引は、特にその目的、反復及び同等の規模及び取引先の性質を考慮し、当社を筆頭とする当社グルー

プの「事業に関連する金融活動」の通常の行使と関連するものである。さらに、当該取引に適用される主な条件は

援助政令第15条に準拠している。責任を負う融資の部分において、Cassa Depositi e Prestiti SpAは、他の銀行により

適用されるものと同じ条件を当社に適用している。

 

前へ　　　次へ
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関連当事者、関連会社、及びジョイント・ベンチャーとの取引に関する2022年12月31日現在及び2021年12月31日現

在の残高及び当期の取引をまとめた表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ Single Buyer EMO ESO
Cassa

Depositi e
Prestiti Group

その他
2022年度合

計

関連会社及
び

ジョイン
ト・ベン
チャー

2022年度総
合計

財務書類上の
合計

割合％

損益計算書           
販売及びサービスから生
じた収益

- 7,949 87 4,497 196 12,729 210 12,939 135,653 9.5%

その他の収益 - - - 389 - 389 - 389 4,864 8.0%
その他の金融収益 - - - - - - 154 154 3,430 4.5%
電力、ガス及び燃料の購
入

6,379 16,817 2 4,266 3 27,467 413 27,880 96,896 28.8%

サービス及びその他の原
材料の費用

- 220 2 3,258 73 3,553 247 3,800 20,228 18.8%

その他の営業費用 10 147 - 420 3 580 1 581 4,685 12.4%
商品契約から生じた純損
益

- - - 50 - 50 - 50 2,365 2.1%

その他の金融費用 1 - 2 10 - 13 21 34 5,880 0.6%

 

百万ユーロ Single Buyer EMO ESO
Cassa

Depositi e
Prestiti Group

その他
2022年12月

31日
現在の合計

関連会社及
び

ジョイン
ト・ベン
チャー

2022年12月
31日

現在の総合
計

財務書類上
の
合計

割合％

財政状態計算書           
その他の非流動金融資産 - - - - - - 1,885 1,885 8,359 22.6%
営業債権 - 220 6 1,040 38 1,304 259 1,563 16,605 9.4%
流動金融デリバティブ資
産

- - - - - - 5 5 14,830 -

その他の流動金融資産 - - - 5 - 5 99 104 13,753 0.8%
その他の流動資産 - - 30 58 2 90 63 153 4,314 3.5%
長期借入金 - - - 447 - 447 327 774 68,191 1.1%
非流動契約負債 - - - 9 8 17 - 17 5,747 0.3%
非流動金融デリバティブ
負債

- - - - - - 9 9 5,895 0.2%

短期借入金 - - - - - - 14 14 18,392 0.1%
一年以内返済予定の長期
借入金

- - - 89 - 89 21 110 2,835 3.9%

営業債務 1,211 305 6 1,097 (1) 2,618 192 2,810 17,641 15.9%
その他の流動金融負債 - - - - - - 1 1 853 0.1%
流動契約負債 - - - 23 20 43 - 43 1,775 2.4%
その他の流動負債 - - - 3 23 26 21 47 11,713 0.4%
その他の情報           
提供した保証 - 20 - 11 58 89 - 89   
提供を受けた保証 - - - 134 36 170 - 170   
約定債務 - - - 149 - 149 - 149   
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百万ユーロ Single Buyer EMO ESO
Cassa

Depositi e
Prestiti Group

その他
2021年度合

計

関連会社及
び

ジョイン
ト・ベン
チャー

2021年度総
合計

財務書類上
の
合計

(1) 割合％

損益計算書            
販売及びサービスから生
じた収益

- 3,018 275 3,165 210 6,668 342 7,010 81,900  8.6%

その他の収益 - - - 5 - 5 1 6 3,819  0.2%
金融収益 - - - 15 - 15 123 138 1,862  7.4%
電力、ガス及び燃料の購
入

4,613 6,363 - 2,572 - 13,548 278 13,826 47,702  29.0%

サービス及びその他の原
材料の費用

- 75 3 2,874 57 3,009 143 3,152 19,240  16.4%

その他の営業費用 6 198 - 13 1 218 - 218 1,968  11.1%
商品契約から生じた純損
益

- - - 13 - 13 11 24 2,523  1.0%

その他の金融費用 - - - 10 - 10 22 32 6,087  0.5%
(1)2021年度の数値は、比較目的のみ向けに、（2022年度第4四半期に売却された）在ロシア保有資産に関連する純損益、及び非継続事業の要件を充足し

たとしてIFRS第5号の要請によりルーマニア及びギリシャに関連する純損益を、「非継続事業からの純損益」の下に分類を考慮して調整されている。

 

百万ユーロ Single Buyer EMO ESO
Cassa

Depositi e
Prestiti Group

その他
2021年12月

31日
現在の合計

関連会社及
び

ジョイン
ト・ベン
チャー

2021年12月
31日

現在の総合
計

財務書類上
の
合計

割合％

財政状態計算書           
その他の非流動金融資産 - - - - - - 1,120 1,120 5,704 19.6%
非流動金融デリバティブ
資産

- - - - - - 14 14 2,772 0.5%

その他の非流動資産 - - - 119 - 119 - 119 3,268 3.6%
営業債権 - 469 9 659 36 1,173 148 1,321 16,076 8.2%
流動金融デリバティブ資
産

- - - - - - 32 32 22,791 0.1%

その他の流動金融資産 - - - - 1 1 156 157 8,645 1.8%
その他の流動資産 - - 76 21 2 99 24 123 5,002 2.5%
長期借入金 - - - 536 - 536 344 880 54,500 1.6%
非流動契約負債 - - - 187 7 194 - 194 6,214 3.1%
非流動金融デリバティブ
負債

- - - - - - 1 1 3,339 -

短期借入金 - - - - - - 6 6 13,306 -
一年以内返済予定の長期
借入金

- - - 89 - 89 20 109 4,031 2.7%

営業債務 1,903 641 1 1,466 12 4,023 59 4,082 16,959 24.1%
流動契約負債 - - - 12 - 12 - 12 1,433 0.8%
その他の流動負債 - - - 38 38 76 4 80 12,959 0.6%
その他の情報           
提供した保証 - 40 - 11 59 110 - 110   
受領した保証 - - - 138 36 174 - 174   
約定債務 - - - 401 - 401 - 401   
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IAS第24号の下に規定されている取締役、法定監査役及び経営幹部の報酬の開示については、以下の表を参照のこ

と。

 
百万ユーロ

2022年度 2021年度 増減

取締役、法定監査役及びジェネラル・マネジャーの報酬

短期従業員給付 5  5  - -

その他の長期給付 1  1  - -

合計 6  6  - -

 
百万ユーロ

2022年度 2021年度 増減

経営幹部の報酬

短期従業員給付 13  13  - -

その他の長期給付 2  4  (2) -50%

合計 15  17  (2) -11.8%

 

2010年11月、当社の取締役会は、当社が直接又は子会社を通じて行う関連当事者との取引の承認及び実行に関する

統 制 手 続 （ エ ネ ル 手 続 ） を 承 認 し た 。 当 該 統 制 手 続 （ https://www.enel.com/investors/bylaws-rules-and-

policies/transactions-with-related-parties/で入手可能）は、関連当事者との取引の透明性、手続上及び実質的な適正性

を確保するための規則を定めている。当該統制手続はイタリア民法第2391条の2の規定の施行、及び2010年3月12日

付けConsob決議第17221号によって発効され、（Consob規則）として改訂された施行規則の施行において採択され

た。

 

注記55. 政府補助金‐法令第124／2017第1条第125項から第129項に準拠した開示

改正法第124/2017号第1条第125項から第129項に準拠し、以下にイタリアの公的機関及び団体から受領した補助

金、並びに当社及び完全連結子会社による会社、個人及び官民事業体への寄付に関する情報を提供している。開示

は、（i）イタリアの公的機関／州組織から受領した補助金、（ⅱ）当社及びグループ子会社がイタリアに所在又

は設立された官民団体に対して行う寄付、から構成される。

以下の開示は、複数の金融取引で行われた場合でも、同一の贈与者／供与者によって10,000ユーロを超える支払が

2022年中に行われたものを含んでいる。これらは現金主義で認識されている。

2018年12月14日付け法律第135号第3条の4、2019年2月11日付け法令第12号で批准した規定に準拠し、受領した贈与

においては、2012年12月24日付け法令第234号第52条に規定する国家援助登録簿に記載されている情報を参照のこ

と。
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受領補助金百万ユーロ

金融機関／補助者 受益者 金額 備考

Anpal Enel Green Power Italia Srl (0.04)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal Enel Green Power Italia Srl (0.05)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Invitalia MISE Enel Green Power Italia Srl (8.44)
Catania施設拡張のための当初プロジェクトの放棄を受けて、開発契約3

SUN HJTの第一進捗報告書の下での助成金の分割返還

Anpal Enel Green Power SpA (0.07)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal Enel Green Power SpA (0.05)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Anpal
Enel Global Thermal

Generation srl
(0.06)

2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal
Enel Global Thermal

Generation srl
(0.02)

2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Anpal Enel Grids (0.04)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal Enel Grids (0.04)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Anpal Enel Global Trading SpA (0.005)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal Enel Global Trading SpA (0.006)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Anpal Enel Produzione SpA (0.04)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal Enel Produzione SpA (0.03)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Anpal e-distribuzione SpA (0.17)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal e-distribuzione SpA (0.10)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Regione Lazio Enel X srl 0.07
ROP ERDF Lazio 2014-2020の下で財源を充当されたHomix-Careプロジェ

クト向け残余分としての分割助成金

Anpal Enel X srl (0.02)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal Enel X srl (0.01)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Anpal Enel Sole srl -
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal Enel Sole srl (0.01)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223
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Regione Sicilia Enel X Mobility srl 2.03
電気自動車充電インフラ向け国家計画を通じてSicily地域により財源を充

当されたSiciliaスマート充電プロジェクト向け分割助成金

Anpal
Servizio Elettrico Nazionale

SpA
(0.02)

2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal
Servizio Elettrico Nazionale

SpA
(0.01)

2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Anpal Enel Energia SpA (0.14)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal Enel Energia SpA (0.02)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Anpal Enel Global Services srl (0.06)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal Enel Global Services srl (0.01)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

Anpal Enel Italia SpA (0.04)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第二回FNC-C-06952

Anpal Enel Italia SpA (0.01)
2020年5月19日付け法令第88条及び2020年10月9日付け省令に規定する新

技能基金を財源とする助成金の分割返還第三回FNC-C-10223

  (7.413)

 
寄付金百万ユーロ

寄付者 受益者 金額 備考

Enel SpA FGS Onlus 0.05 機会均等促進寄付

Enel SpA European University Institute 0.10 欧州エネルギー問題に係る科学研究向け寄付

Enel SpA Fondazione Centro Studi Enel 0.10 エネル財団助成

Enel SpA Earthrise Trust 0.01 地方開発プロジェクト向け寄付

Enel SpA International Energy Agency 0.08 エネルギー市場研究向け寄付

Enel SpA Comunità Sant’Egidio 0.04 機器寄付

Enel SpA
Associazione UISP Unione

Italiana Sport per Tutti
0.03 機器寄付

Enel SpA Onlus CESIE 0.06 機器寄付

Enel SpA Onlus Sport Senza Frontiere 0.02 機器寄付

Enel Produzione SpA
Associazione Juppiter APS

giovanile
0.06 第一トランシェ30%‐プロジェクト発表

Enel Produzione SpA
Associazione Juppiter APS

giovanile
0.06 第二トランシェ30%‐デジタル内容創生

Enel Produzione SpA
Associazione Juppiter APS

giovanile
0.08 第三トランシェ40%‐結果

Enel Produzione SpA Fondazione Centro Studi Enel 0.09 エネル財団‐2021年度残余分助成

Enel Produzione SpA Fondazione Centro Studi Enel 0.48 エネル財団‐2022年度第一次助成

Enel Produzione SpA Enel Cuore Onlus 0.13 Enel Cuore 2021年度第二次助成

Enel Produzione SpA Enel Cuore Onlus 0.18 Enel Cuore 2022年度第一次助成

Enel Produzione SpA Fondazione WWF Italia 0.01 Enel Produzioneとの合意
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Enel Produzione SpA Associazione Le Colonne 0.03 Accogliere ad Arteへの寄付

Enel Italia SpA Enel Cuore Onlus 0.15 2021年度助成

Enel Italia SpA Società Coop Greenwill 0.01 Alleva la speranza Greenwillへの寄付様式

Enel Italia SpA Foglietti Enrico 0.01 Alleva la speranza Foglietti Enricoへの寄付様式

Enel Italia SpA Feat Impresa Locale 0.02 WE Feat arl 2022年度第一次寄付

Enel Italia SpA Help Code Italia 0.04 È viva la scuola labsへのEnel Helpcodeプロジェクト

Enel Italia SpA
Fondazione Accademia

Nazionale “Santa Cecilia”
0.60 2022年度寄付様式

Enel Italia SpA Fondazione Teatro alla Scala 0.60 2022 年度寄付

Enel Italia SpA Fondazione Teatro Maxxi 0.60 2022年度寄付様式

Enel Italia SpA Enel Cuore Onlus 0.02 2022年度特別貢献

Enel Italia SpA Fondazione Centro Studi Enel 0.05 2022年度助成

Enel Italia SpA Help Code Italia 0.02 エネルギー講座開始向け支払

Enel Italia SpA
Moige- Movimento italiano

genitori Onlus
0.05 

あらゆる形態におけるサイバーリスク、いじめ及びサイバーいじめに対

抗するためのデジタル市民権向け青年大使運動支援のための寄付（第二

次及び残余分）

Enel Italia SpA Fondazione Centro Studi Enel 0.11 2021年度助成残余分

e-distribuzione SpA Enel Cuore Onlus 2.09 2021年度助成残余分80%

e-distribuzione SpA Enel Cuore Onlus 0.47 2022年度助成分割分20％

e-distribuzione SpA Fondazione Centro Studi Enel 1.41 2021年度助成残余分50％

e-distribuzione SpA Fondazione Centro Studi 1.28 2022年度助成分割分50％

Enel X srl Enel Cuore Onlus 0.04 2022年度助成

Enel Green Power Italia

Unione dei Comuni Montani

Amiata Grossetana (Sarchioto

- Borrello - Simoni Giorgio)

0.04 

BG 3発電所スマート再発電プロジェクトに紐付いた持続可能性活動の一

環として、受益者により進展されてきた「Non Solo Neve」及び「Fondo

per la Montagna」プロジェクトにおける、Amiata Grossetana山地自治体連

合向け寄付。当該プロジェクトは、当該地域の利益のために洗練され

た　　器具及びサイネージのある自転車歩行者用道路の建設と再開発を

想定しており、Enel Green Powerが長い間操業している地域で地熱を生業

としている自治体にも影響を与えている。

Enel Energia SpA Confimprese 0.01 2022年度参加費‐029/22

Enel Energia SpA Anigas 0.10 2022年度参加費

Enel Energia SpA Fondazione Centro Studi Enel 1.01 2021年度助成残余分

Enel Energia SpA Enel Cuore Onlus 1.49 2021年度助成残余分

Enel Energia SpA Enel Cuore Onlus 0.20 「Nel Cuore dello Spazio」プロジェクト

Enel Energia SpA Enel Cuore Onlus 0.33 2022年度助成分割分20％

Enel Energia SpA Fondazione Centro Studi Enel 0.90 2022年度助成分割分50％

Enel Energia SpA
Associazione Milano &

Partners
0.05 2022年度参加費

Enel Energia SpA Assonime 0.02 2022年度参加費

Enel Energia SpA Proxigas 0.10 Proxigas残余分

Enel Energia SpA Enel Cuore Onlus 0.04 参加費

Enel Global Trading SpA Enel Cuore Onlus 0.14 Enel Cuore ONLUSプロジェクト支援及び進展目的貢献

Enel Global Trading SpA Fondazione Centro Studi Enel 0.10 研究及び高度教育プロジェクト支援及び進展目的貢献

13.71
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注記56. 約定債務及び保証

当社グループが締結した約定債務及び第三者に供与した保証は以下のとおりである。
 

百万ユーロ    

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

保証    

第三者に対する抵当及びその他の保証 4,296 4,937 (641)

仕入先に対する約定債務    

電力購入 64,878 71,244 (6,366)

燃料購入 96,996 58,042 38,954

各種供給 2,449 1,631 818

入札 6,165 4,668 1,497

その他 6,889 6,187 702

小計 177,377 141,772 35,605

合計 181,673 146,709 34,964

 

2021年12月31日現在と比較して、「電力購入」において約定債務6,366百万ユーロの減少は、基本的にラテンアメ

リカ、特にブラジルの会社によるもので、主にCelg Distribuição SA-Celg-D（Enel Goiás）の売却を反映しており、

商品価格での新規契約及び進展を中心にチリでの増加により一部相殺された。

「燃料購入」において約定債務38,954百万ユーロの増加は、主にガス供給に該当し、特にイタリア及びスペインで

あり、天然ガスにおける需要及びガス価格の上昇を反映している。

約定債務及び保証の失効の詳細は、注記49「商品購入約定債務」を参照のこと。

 

注記57. 偶発資産及び債務

IAS第37号において規定されている要件を充たしていないために連結財務書類上で記載されていない、2022年12月

31日現在の主な偶発資産及び負債は以下のとおりである。

 

Brindisi Sud火力発電所‐飛散灰係争‐イタリア

セメント産業における飛散灰の使用に関する2017年にLecce裁判所の検察局が開始した犯罪捜査に関連して、

Brindisi Sud発電所は、2001年6月8日付け法制令第231号に従い、告発された個人及びEnel Produzione（EP）が関わ

る犯罪捜査の対象になり、発電所の操業及び最大約500百万ユーロのEP資産及び債権の差押えを認める予防的差押

命令が発行された。その後、発電所の操業の適切性とともに、灰の無害性を確認し、セメント製造工程での使用に

おける適合性を判断した操作判事によって任命された独立した専門家によるテストの肯定的な結果を受けて、当該

差押えは解除された。その後、2021年に予備審の審問が行われ、予備審の審問判事は、Brindisi市により申立てら

れた民事原告として公判への参加の嘆願を認めたことを受けて、損害額を約27百万ユーロと算定し、8百万ユーロ

の仮裁定を請求した。また、要請された被害額の算定をまだしていないPuglia地方の申立てを認めた。予備審審問

判事は被告全員をBrindisi裁判所に差戻した。2022年5月26日の審問で、裁判所は、必要な当事者の出廷を無くして

開かれた2021年10月22日の予備審問が無効と宣告されるべきであるとのEPにより提起された異議申立てを支持し

て、審問及び刑事公判を命じる書面の無効を宣告し、新たな予備審問に向けLecce裁判所に公判書類を提出した。

被告の要請で略式裁判として行われた2022年10月7日の審問を受けて、裁判所は「申立てられた犯罪は発生してい

ない」との理由で被告人全員を無罪とする判決を下した。当該判決は、検察官及び被告人の立場に一致して、断定

できる抵触が無く、法制令第231/2001号の規定の下で容疑とされた行政違反が行われていなかったとして、EPも無

罪とした。
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Enel、Enel Energia、及びServizio Elettrico Nazionaleに対する反トラスト訴訟‐イタリア

2017年5月11日、競争当局は支配的地位の濫用容疑において当社、Enel Energia SpA（EE）、及びServizio Elettrico

Nazionale SpA（SEN）に対して訴訟手続を開始すると発表した。当該訴訟手続は、イタリア・エネルギー卸売業者

及び取引業協会（AIGET）及びGreen Network SpA（GN）からの告訴申立、及び多数の個人消費者からの告訴に基

づいて開始された。

2018年12月20日、競争当局は、欧州連合の機能に関する条約 （TFEU） 第102条違反でグループ全三社に約93百万

ユーロの罰金を課すという最終裁定を下した。

主な争点となった行為は、競合事業者に損害を与えるべく、SENの消費者により与えられたプライバシー同意を利

用したとされている三社による独占的な地位の（特にEEの利益のための）濫用にある。当該手続を開始するため

の措置によってなされたその他の申立てに関連して、GNから報告された物理的な拠点（エネル・ポイント及びエ

ネル・ポイント・パートナー・ショップ）での販売活動の組織及び実績、及び奪還方針に関して、競争当局は、エ

ネル・グループ会社側のいかなる濫用行為についても予備的な調査結果は充分な証拠を提供していないとの結論に

達した。

関係する当該会社は競争当局の措置に不服をLazio地方行政裁判所に申立てた。Lazio地方行政裁判所は2019年10月

17日の判決でSEN及びEEの上訴を部分的に支持し、濫用の期間を短縮し、裁定で特定された要件に従って罰金を再

計算するよう当局に要請した。2019年11月27日付の算定により、競争当局は再計算された罰金を27,529,786.46ユー

ロとした。

地方行政裁判所の判決は国務院へ不服申立ての控訴がなされた。国務院は、2020年7月20日の指示において、当該

判決を停止し、本件に適用される「支配的地位の濫用」の概念の解釈を明確にすることを目的とする複数の論点を

作成し、TFEU第267条に則り、欧州連合司法裁判所（CJEU）予備判決のために当該論点を提訴するよう命じた。

2022年5月12日の判決でCJEUは請求された解釈を規定し、その後2022年12月1日、国務院はCJEUにより設定された

指針を適用し、競争当局により課された罰金を全面的に棄却し、会社により提示された、行われたとされた地位の

如何なる濫用も否定する主張を支持した。

 

水力発電委譲‐イタリア

大規模な水力発電委譲を管理するイタリアの規制は、最近になって「簡素化法令」（2019年2月11日付け法令第12

号で批准された2018年度政令第135号）によって修正され、委譲の期限、及び新たな委譲権保有者に移転させる委

譲に関連する資産及び事業の公定に係る当該委譲の付与に関する一連の変革を導入した。当該法律はまた、委譲報

酬の事項に複数の変更を導入し、報酬の固定要素及び可変要素を設定し、公共団体に無償の電力を提供する義務

（委譲の対象となる施設の平均名目容量のkWごとに220 kWhの電力）を導入した。当該国内法の施行及び特定の授

権権限の下で、様々な地域（Lombardy州、Piedmont州、Emilia-Romagna州、Friuli-Venezia Giulia州、Trento自治

県、Calabria州及びBasilicata州）が地方法を制定した。

特に、Lombardy州、Piedmont州、Emilia-Romagna州は、当該新たな規制の適用の際、Enel Green Power Italia及び

Enel Produzioneに二元報酬及び無償電力の収益化を要請した。
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Enel Green Power Italia及びEnel Produzioneは、（Lombardy州、Piedmont州、Emilia-Romagna州の）地方行政裁判所及

び地方水資源裁判所に、個々の地方法の下で公布された最初の施行法と、その後の報酬支払通知及び無料電力供給

の収益化に異議を申立て、それらが無効である宣告を求め、国内法及び地方法の双方の憲法上の違法性の問題を提

起した。地方行政裁判所及びその後の州議会は、提訴段階で、上級公共水資源裁判所に有利に彼らの管轄権を保留

しており、Enel Green Power Italia及びEnel Produzioneは主張を再開したが、現在は予備審段階にある。

当該会社は、以下のとおり、地方施行法及びそれを執行する地方法令が憲法上違法であり、むしろ合法的期待、財

産権、合理性、民営化及び委譲に関するイタリア憲法及び欧州法の双方により保護されている国内法令及び様々な

根本原則に抵触しているとの主張により訴訟手続を開始した。

＞　二重要素で構成される報酬の有効な大規模流用委譲、及び無償電力の供給義務又はそれと同等の金銭的負担を

遡及的に適用することを定めていること

＞　無償エネルギー供給義務の収益化を指示しており、それが国内法では想定されていないこと

さらに、地方による、二重要素報酬（固定要素と変動要素に分けられる）を支払う当該新たな義務、及び関連する

金銭的価値の支払の形で無償の電力を年間一定量供給するという新たな義務の導入は、まだ期限が切れていない有

効な委譲権の保有者によっても支払われることになり、委譲関係に予期せぬ不合理な財政的不均衡を生じさせる。

当該状況は、長期的関係の背景において軽蔑的な変更が導入された場合に憲法上の判例法により求められる遵守に

おける合理性、均衡、及び委譲報酬の正当な期待とは明らかに対照的である。

国内法及び地方施行法はともに、共同体の原則及び財産権、法的確実性の原則、起業の自由といった憲法上の原則

に抵触している。特に、当該法令は、委譲権終了者から委譲権承継保有者に事業単位の移転することを明示的に規

定しておらず、また移転される工事の価値公定において定められた要件が不適切であり、本質的に憲法上の原則に

抵触した収用の仕組みを創設される恐れがある。

最後に、閣僚理事会は、様々な点で憲法上の原則に違反しているとして、憲法裁判所に多くの地方施行法に異議を

申立てた。Enel Green Power Italyは、Trento自治県、Lombardy州、Piedmont州、Basilicata州に対して政府により引受

けられた憲法上の正当性に関する前述の訴訟に（複数の関連事業者及び他の事業分野の事業者とともに）参加し

た。閣僚理事会はその後、続けて地方法による解決が図られたため非合憲性の申立てを取下げた。従って、憲法裁

判所は、閣僚理事会による提起とは異なる合憲性の問題に関係する事実にもかかわらず、Enel Green Power Italyに

よる関連した介入を結果的に取消して、訴訟手続を終結させた。

 

独占禁止訴訟第12461号EE‐契約の更新

2022年12月13日、競争当局はEnel Energia SpA（「会社」又は「EE」）及びその他の6社（Hera、A 2 A、Acea、Eni

Plentitude、Engie、Edison）に、2022年9月21日付け法律第142号で批准された2022年8月9日付け消費者法の特定の規

定及び2022年8月10日付け政令法第115号（いわゆる第二次救済令）第3条に抵触したとして、不公正な商慣習にお

ける手続の開始を通知した。同様の手続がその他の4社（Iren、Iberdrola、E.ON、Dolomiti）に対して既に開始され

ていた。
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特に、受領した報告書に基づくも予備調査を行わずに提訴した競争当局は、EEが、2022年5月から10月までの期間

に自社の顧客に送付した価格変更通知が、更新の対象となる財務条件の終了日を明記せず、供給関係の財務条件を

変更する際に指揮命令権（ius variandi）の不当な行使を表明した限りにおいて包括的で曖昧であるとして、上述の

第二次救済令第3条に抵触していると主張した。

当該手続を開始した措置に伴い、競争当局は事前措置に係る新たな価格変更通知の送付を同時に禁止し、既に送付

された価格変更通知の訂正を命じた。

EEを含む、当該命令の対象となった全ての事業者は、第二次救済令で示された期間（8月10日から4月30日）に供

給者に禁止された価格変更であるとの前提に基づいた通知に異議を申立てた。

Irenにより申立てられた提訴の一部として発令された2022年12月22日付け判決により、国務院は、（失効する提示

の）契約更新を、ius variandiにより対象とされるものと区別し、政令法第3条の適用除外とした。当該原則は政府

によっても認められており、2022年12月29日付けMilleproroghe政令は、第二次救済令第3条が、通知契約条項に従

い取引先の契約解除権を侵害することなく、契約終了時に契約上の財務条件を更新することを電力及び天然ガスの

供給会社に認める契約条項には適用されないことを定めたものである。Milleproroghe政令もその禁止期間を2023年

6月30日まで延長した。

国務院の発表及び前述の明確化された立法府の介入を受けて、競争当局は、2022年12月30日の新たな事前措置を

もって、当初の事前措置を部分的に維持するよう命じ、契約終了日が明確に特定されない場合か、顧客に送付され

る関連通知で事前決定可能ないかなる場合も、契約終了時の財務条件の変更又は更新の禁止を追認した。

EEは追加の理由で不服を申立て、2023年2月22日に他の事業者が提訴した数々の上訴とともに審理が行われ、判決

の公表待ちである。

 

BEGに関する訴訟‐イタリア、フランス、ルクセンブルク

Enelpower SpA（Enelpower）は、イタリアのBEG SpA（BEG）が申立てた仲裁手続を受けて、2002年に勝訴判決を

得て、2010年に大審院による支持を受け、Enelpowerがアルバニアの水力発電所の可能な建設の評価に関する契約

に違反したとする主張に関連する損害賠償請求を全面的に棄却した。その後、BEGは子会社のAlbania BEG Ambient

Shpk（ABA）を通じて行動し、当該案件に関してアルバニアのEnelpower及びエネル・エスピーエー（当社）を相

手取り訴訟を起こし、2009年3月24日にTirana地方裁判所から判決を得た。当該判決はアルバニアの大審院が支持

し、Enelpower及び当社に2004年の約25百万ユーロの不法損害賠償、及びその後数年間の不法な損害賠償を支払う

よう命じたものである。当該判決を受けて、Albania BEG Ambientは430百万ユーロを超える支払を要求した。

2016年11月5日、当社及び Enelpowerは、2009年3月24日にTirana地方裁判所が下した判決の無効を求めて、アルバ

ニア大審院に訴状を申立てた。訴訟手続は未定である。

2022年3月7日付けRome 控訴院の判決で、Rome裁判所でエネル及びEnelpowerにより着手されたさらなる訴訟手続

は、前述のABA子会社の発議を通じてEnelpowerの有利にイタリアで下された仲裁判断を迂回させたBEGの責任の

承認を求めて終結された。当該判決をもってRome控訴院は2015年6月16日Rome裁判所で下された第一審判決を支

持し、手続における嘆願を棄却した。
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2021年5月20日、欧州人権裁判所（ECHR）は、BEGがイタリア国に対して提起した欧州人権条約第6.1条違反の申

立てを裁決した。当該決定により、裁判所は、上記仲裁手続の再開を求めるBEGの請求を棄却、また係争中の行為

との因果関係がないことを理由に約1,200百万ユーロの金銭的損害に関するBEGの請求を棄却、非金銭的損害にお

ける15,000.00ユーロのみを認めた。

しかしながら、2021年12月29日、BEGは、当社及びその法律顧問が根拠がなく見せかけであるとみなした訴訟を

もって、ECHR判決の結果として約1,800百万ユーロの不法責任に対する損害賠償を要求するために、Milan裁判所

においてイタリア国を提訴することも決定した。本件でBEGは当社及びEnelpowerの連帯責任も主張している。

2022年6月14日付け判決をもって、Milan裁判所は、州弁護士により提起された管轄外の異議を受入れ、イタリア国

の関与原因の審理の管轄から当該裁判所が排他されているとして、Rome裁判所に有利な審理管轄外を宣言し、

BEGに被告人に有利な訴訟手続費用を支払うよう命じ、BEGは2022年10月14日の法定期限内にRome裁判所に命令

に対して応対せず、手続は終了した。

しばらくして、2022年11月3日、BEGは終了した手続の損害賠償請求と同じ内容をMilan裁判所に再提出し、BEGが

当該判決に同意しないと表明したイタリア国を除外した同じ被告に対して新たな呼出状を提出した。最初の審理は

2023年5月9日である。当社は、以前と同様の訴訟のように、全くもっともらしいが根拠がないと考えられる請求に

異議を唱えるため、法廷に出頭して抗弁する準備をしている。

 

2009年3月24日のTirana地方裁判所の判決の執行を得るためにAlbania BEG Ambient Shpk （ABA）が行った手続

フランス

2012年2月、ABAはパリの大審裁判所（TGI）に当社及びEnelpowerを相手取り、アルバニアでの判決をフランスに

おいて執行可能とするための訴えを申立てた。エネル・エスピーエー及びEnelpower SpAは当該訴えに異議を申立

てた。

TGIでの審理の開始を受けて、ABAのために、Enel France は2012年から2013年の間に多数の債権を事前差押命令

（Saisie Conservatoire de Créances）に服した。これはEnel Franceに対する当社の営業債権を差し押さえることが目

的である。

2018年1月29日、TGIはEnel及びEnelpower勝訴の裁定を言い渡し、執行認可を与える目的のためには、フランス法

の下で要件が欠如していることを理由に、ABAによるTirana地方裁判所の判決のフランスにおける承認及び執行の

申立てを退けた。とりわけ、TGIは以下のように裁定した。(i) アルバニアにおける判決は既存の裁定（2002年仲裁

裁定）と相反しており、(ii) BEGがイタリアにおける仲裁手続で得られなかった決定をアルバニアで得ようとし

て、ABAを通じて同一の請求を再度申立てたことは不正行為にあたる。

その後、2021年5月4日の裁定により、Paris控訴院はABAによる控訴を全面的に棄却し、TGIにより決定された2002

年の仲裁判断に伴うアルバニア判決の非適合性を全面的に支持し、裁判費用として当社及びEnelpowerに各々

200,000.00ユーロを補償するよう命じた。

2021年6月21日、ABAはParis控訴院の裁定に対して大審院に上告した。当社及びEnelpowerは出廷し、本件の最終的

な審理は2023年3月28日に予定されている。
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当社及びEnelpowerは、ABAに与えられ、控訴判決の結果もはや有効ではない事前差押の解除を得るべく別の手続

を開始した。2022年6月16日の命令をもって、Paris裁判所は事前差押の解除を命じ、同時に、ABAに対して合計約

146,000ユーロの損害賠償及び訴訟費用の支払を命じた。ABAは上記の解除命令に異議を申立て、予防措置として

その中断を求めた。2022年11月23日事前差押解除措置の中断要請は棄却され、控訴院で控訴が続いている。同時

に、エネルは債権回収に向けた必要な措置を講じている。

 

オランダ

2014年7月末の時点で、ABAはAmsterdam裁判所に提訴し、オランダにおいて執行可能とするための訴えを申立て

た。

ABAに有利な2016年6月29日付け一審判決を受けて、2018年7月17日付け判決において、Amsterdam控訴院は、エネ

ル及びEnelpowerにより申立てた控訴を支持し、アルバニア判決は、恣意的で明らかに不合理であり、従って、オ

ランダの公秩序に反するとして、オランダでの承認及び執行はできないと裁定した。その後、控訴院での手続は、

ABAによって提起された従属的な問題に関して継続され、ABAは、特にアルバニアでの発電所建設失敗における

エネル及びEnelpowerの不法な責任とされたアルバニアにおける紛争の実態に係る裁定をオランダ裁判所に求め

た。2019年12月3日、Amsterdam控訴院は、2016年6月29日の事実審裁判所判決を全面的に破棄する決定を下し、

ABAが行った全ての請求を棄却し、オランダにおけるアルバニア裁定の承認及び執行の棄却を確認した。当該裁判

所は、ABAの従属的請求に関する管轄権を肯定し、アルバニア法に基づく事件の本案について再分析した結果、当

社及びEnelpowerの不法な責任は認められないとの判断を下した。控訴審の判決の結果として、当社及びEnelpower

はABAに対していかなる支払義務はなく、ABAは、控訴院から、実際に保守的な違法な押収によって生じた損失

を特定の手続の一部として見積り、事実審及び控訴審に係る費用を両社に補償するよう命じられた。

2021年7月16日、最高裁判所は、ABAの控訴審判決の不服申立てを全面的に棄却し、裁判費用の償還を命じた。以

上をもって控訴院の判決が確定した。

 

ルクセンブルク

ルクセンブルクにおいても、ABAの主導により、J.P. Morgan Bank Luxembourg SA は、銀行に関する当社グループ

両社の債権の予防的差押さえ命令を受けた。

並行して、ABAはルクセンブルクのTirana裁判所の判決の執行を求める申立てを行った。度重なる手続上の遅延に

より、手続はまだ初期段階にあり、判決は下されていない。

 

米国及びアイルランド

2014年、ABAはニューヨーク州とアイルランドの裁判所でアルバニアの判決の執行を求める2件の訴訟手続を開始

したが、いずれも2018年2月23日及び2月26日に当社及びEnelpowerに有利な判決を下しており、アイルランドと

ニューヨーク州で係争中の訴訟はない。
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環境インセンティブ‐スペイン

火力発電所における環境インセンティブの問題に係る2017年11月27日の決定（決定）で、欧州委員会は、スペイン

指令第ITC/3860/2007号に規定されている石炭発電所において環境インセンティブは、欧州連合機能条約（TFEU）

第107条第1項に準拠した国家援助を表しているとの予備的結論に達し、インセンティブが欧州連合の環境政策に

沿っていることを認識しつつ、域内市場との適合性について疑問を表明した。2018年3月2日、欧州委員会競争総局

は、問題となっているインセンティブが域内市場に適合する国家援助であるかどうかを確かめるため、TFEU第108

条第2項に準拠して正式な調査を開始した。TFUE第108条に準拠する正式な調査はまだ続いている。2018年4月13

日、Endesa Generación SAは利害関係を有する第三者として、当該解釈に異議を唱える見解を提出した。その後、

2021年9月8日、Gas Natural（現在のNaturgy）が欧州連合司法裁判所（CJEU）に申立てた判決の異議は棄却され

た。当該判決はNaturgy及びEDP EspañaによりCJEUに控訴された。Endesa Generaciónは手続への参加を申請し、

2022年6月1日の指示でCJUEは同社参加を認めた。Endesa Generaciónは、Naturgy及びEDP Españaにより各々2022年7

月8日、2022年7月13日に開始された手続における準備書面を提出した。

 

社会的補填‐スペイン

2021年12月21日、スペイン政府により採用された社会的補填（Bono Social）における様々な融通スキームに関連し

て、最高裁判所は、2013年12月26日付けスペイン電力産業法第24号（LSE）第45条第4項で想定されているスキー

ムは、欧州議会指令第2009/72/EC号第3.2条との不適合を理由に適用不可を宣告し、2021年10月14日に欧州連合司法

裁判所（CJEU）により公表された当該決定に沿って、2022年2月21日付け裁定第212/2022号とともに、最高裁判所

はまた、社会的補填の融通向け、及びLSE第45条第4項、2016年12月23日付け勅令法第7/2016号及び2017年10月6日

付け勅令第897/2017号の下で想定されている脆弱な消費者への供給の政府当局との協調融通向けの、第三のスキー

ムに対してEndesa SA、Endesa Energía SAU.及びEnergía XXI Comercializadora de Referencia, SLU（Endesa）並びにエ

ネルギー分野のその他の会社により申立てられた異議に判決を下した。

当該判決で、最高裁判所は、異議を部分的に認め、（i）前述の制度は適用不可、（ⅱ）2017年10月6日付け勅令第

897/2017号第12条から第17条までは適用不可かつ無効、そして（ⅲ）提訴者は、社会的補填への融通及び政府当局

との協調融通で支払われた金額、並びに当該仕組みに定める義務の履行で生じた全ての（該当する場合は、顧客に

移転された金額を控除した）費用の償還を受ける権利を有する、とした。

当局による自主的な遵守がなされない中、2022年11月10日、同社は関連金額の支払を命じた判決の執行を求める嘆

願を申立てた。当該手続は現在係属中である。
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「Endesa I及びⅡ」労使関係係争‐スペイン

2019年1月1日からの効力をもって、Endesaは、従業員及び労働組合代表者に「枠組保証契約」及び「2013‐2018年

の期間における雇用契約の自主的停止又は解決に係る合意」の条件の下で第4次Endesa団体交渉協定は終了したも

のとみなされ、同日から、一般労働法の規定及び当該事項における定められた法的要件が適用されることを通知し

た。しかし、第4次団体交渉協定の決議の効果、特に退職者に付与される社会給付に関するEndesa及び労働組合代

表者との間の解釈の差は、会社を代表する複数の労働組合による訴訟の提起につながった。2019年3月26日、第一

審裁判所はEndesaに有利な判決を下したが、同労働組合は最高裁判所に当該決定に対して上告した。

2021年7月7日、最高裁判所は、第一審裁判所の裁定に対して前述の労働組合により提訴された上告を棄却する最終

判決を下し、社会的便益（電力価格に関する便益を含む）は、現在在職している従業員とその家族及び退職した従

業員とその家族の双方における団体協定のみに起因するもので、現在在職している従業員及びその家族、及び退職

者及びその家族において、当該協定に定められた条件に関する一般的な契約上の規制が生み出される（第4次団体

交渉協約の場合に起こった）ような協定の終了の結果に伴い、（第5次Endesa団体交渉協定に伴う）新たな規則が

できるまで、彼らの全ての権利が完全に消滅することを確認した。

並行して、第4次Endesa団体交渉協定の終了がスタッフ及び元従業員に影響を与えなかったという司法確認を得る

ために、解雇奨励協定の参加に同意した当該者による多数の個別訴訟が申立てられた。当該手続の大部分は、当初

は、最高裁判所で係属中の集団訴訟の確定を保留して中断されたが、同様の問題における個別の手続に関して既判

力の価値を持つであろう「団体係争」に関する判決の結果を組み込む役割を果たした。

一方、2020年1月21日、仲裁による判断は、当社との第5次Endesa団体交渉協定に関する主要な問題を解決する観点

でServicio Interconfederal deMediacióny Arbitraje（SIMA）に提出された仲裁案に基づいて下された。当該裁定は第5

次Endesa団体交渉協定の一部を改定し、その後社会的当事者により署名され、2020年1月23日に発効した。同日

Endesaはまたさらに2件の団体交渉協定（「枠組保証契約」及び「雇用契約の停止又は終了への自主的措置に係る

合意」）を会社内に現存する全組合と締結した。2020年6月17日、第5次Endesa団体交渉協定がSpanish Official

Journal（Boletín Oficial del Estado）に発表され、全面的に発効した。

2020年12月30日、Audiencia NacionalはEndesaに、第5次Endesa団体交渉協定の「軽蔑的規定」の廃止に関する2020

年12月1日に申立てた少数派を代表する三労働組合により「団体係争」において新たに嘆願を通知した。原告は、

争われている「軽蔑的規定」は、労働者の社会的便益及び経済的権利の違法な廃止を示唆すると主張している。

Endesaは、退職者への社会保障給付の減額をめぐる手続を通じて行われた議論に沿い、当該規定は完全に合法的で

あると考えている。2021年11月15日の判決により、第5次Endesa団体交渉協定の合法性の証明とともに、原告組合

の請願は棄却された。当該判決は労働組合により最高裁判所に上告され、当該手続は現在係属中である。
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GNL Endesa Generación SA仲裁手続

LNG生成会社で被告であるEndesa Generación SAにより開始された液化天然ガス（LNG）長期供給契約の価格見直

しの仲裁手続において、1,000百万ドル程度の支払を求める反訴を申立てた。2023年度第2四半期に予定されている

仲裁手続の終結までの数か月における市場の動向に応じて、原告により請求額が修正されることがある。同社は、

当該反訴は根拠がなく、進捗が遅れていると考えており、社外法律専門家は当該反訴が支持される可能性は非常に

低いと考えている。

 

Furnas‐Tractebel訴訟‐ブラジル

1998年、ブラジルの会社CIEN（現在のEnel CIEN）はTractebelと、アルゼンチンからアルゼンチン‐ブラジル間の

相互接続線を通じた配電契約を締結した。2002年における経済危機の結果として導入されたアルゼンチンの規制変

更の結果、Enel CIENはTractebelに電力を利用できるようにすることができなくなった。

2009年10月、TractebelはEnel CIENを訴え、Enel CIENは抗弁書を提出した。Enel CIENは、抗弁の主な論拠としてア

ルゼンチン危機の結果としての不可抗力を挙げた。法廷の外で、Tractebelは係争に関係する相互接続線の30%を取

得する計画を示した。2023年2月16日の判決で、第一審裁判所は、Enel CIENに対してTractebelにより提出した請求

の根拠を棄却した。当該裁定の控訴期限は現在未定である。係争に関連する金額は約658百万レアル（約117百万

ユーロ）と見積られ、それに定量化されるべき損害賠償が加算される見込みである。

同様の理由で、2010年5月にFurnasもEnel CIENを配電不履行で訴え、約571.6百万レアル（約91百万ユーロ）の支払

を要求しており、不特定の損害賠償に加えて相互接続線所有権（本件では70％）の取得を求めた。当該手続は、

Furnasの主張を全面的に棄却した2019年10月18日の最終判決を伴う裁判所の判決によりEnel CIENに有利に決定され

た。

 

Cibran訴訟‐ブラジル

Companhia Brasileira de Antibióticos（Cibran）は、当社のグループ会社であるAmpla Energia e Serviços SA（今日の

Enel Distribuição Rio）に対して、非金銭的損害に加えて1987年から2002年に間の同社のブラジルの配電会社による

電力サービス中断の結果として損失が生じたとされている損害賠償を求めて6件の訴訟を起こしている。裁判所

は、当該案件において統一的な技術評価を命じたが、その結果はEnel Distribuição Rioにとって部分的に不利だっ

た。同社はこの結果を控訴し、新たな調査を求め、これがCibranによる申立ての一部の棄却に繋がった。Cibranは

その後、当該新たな調査の結果に控訴したが、不調に終わった。

1999年に申立てられ、1995年から1999年に関する最初の訴訟は、第一審の裁判所でEnel Distribuição Rioに下され

た。Enel Distribuição Rioは当該判決を控訴し、同社の申立ては司法裁判所によって支持され、Cibranの主張全てを

棄却した。判決は2020年8月24日に確定した。
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2006年に申立てられ、1987年から1994年を対象とした第二の裁判に関して、2015年6月1日、Enel Distribuição Rioに

96,465,103レアル（約23百万ユーロ）に加えて金銭的損害に対する利息、及び非金銭的損害における80,000レアル

（約19,000ユーロ）を支払うよう命じる判決を下した。2015年7月8日、Enel Distribuição Rioは当該判決をリオデ

ジャネイロの司法裁判所に控訴し、同裁判所は2019年11月6日にAmplaの嘆願を支持してCibranの主張を全面的に退

ける判決を下した。2019年11月25日、Cibranはリオデジャネイロの司法裁判所に提訴し、2020年9月10日に正当な

理由により仮棄却された。2021年1月29日、Cibranは最高司法裁判所（STJ）に当該判決を上告（文書抗告）し、

2021年6月8日棄却された。2021年6月22日、CibranはSTJに上告（内部抗告）し、2022年3月24日に棄却された。

2022年4月19日、CibranはSTJに別の上告（特別抗告）し、2022年5月13日に棄却されており、それに対してCibranが

不服を申立て、係属中である。

残りの4件においては、2001年及び2002年において第一審判決が未だ確定していない。係争額は約681百万レアル

（約121百万ユーロ）と見積もられている。

 

Coperva訴訟‐ブラジル

ブラジルの農村地域における送電網拡大プロジェクトの一環として、1982年、Companhia Energéticado CearáSA

（Coelce、現在のEnel Distribuição Ceará）、当時ブラジル政府が所有し現在は当社のグループ会社である同社は、

拡大プロジェクトに特化して設立された複数の協同組合の送電網を使用する契約を締結した。当該契約はEnel

Distribuição Cearáが月額報酬を支払うことが規定されており、またネットワークの保守も要求されていた。

当該契約は、特別な状況で設立された協同組合と当時の公共部門会社の間で結ばれたものであり、契約により管理

される送電網を具体的に特定をするものではなく、多くの協同組合がEnel Distribuição Ceará を訴え、とりわけ契約

にて合意された報酬の改定を求めた。

当該手続は、Cooperativa de Eletrificação Rural do Vale do Acarau Ltda（Coperva）による約427百万レアル（約75百万

ユーロ）の額の提訴を含んでいる。Enel Distribuição Cearáは第一審及び控訴審から支持された判決を受けたが、

Copervaは手続上の瑕疵に基づいてさらに提訴（異議申立）をし、これも2016年1月11日の控訴裁判所で棄却され

た。2016年2月3日、Copervaは最高司法裁判所（TSJ） に特別抗告（異議申立）を申立て、控訴審において下され

た判決において2018年11月5日にその主張が認められた。2018年12月3日、Enel Distribuição CearáはTSJの判決に対

して上告（文書抗告）しており、現在審理中である。

 

ANEEL訴訟‐ブラジル

2014年、Eletropaulo（現在のEnel Distribuição São Paulo）は、ブラジル連邦裁判所に、Agenncia Nacional de Energia

Elétrica（ANEEL、国家電力庁）の行政措置の無効を求める訴訟を起こした。当該措置は、2012年に遡及して、そ

の後の規制期間（2011‐2015）において料率決定に適用される負の相関係数を導入している。当該規定に伴い、

ANEELは、以前に料率に含まれていたネットワークの一部の要素の価額の返還を命じた。これは、当該要素は存

在せず、料率に追加の構成要素を含めるとするEnel Distribuição São Paulo の要求を拒否したことによる。ANEELの

行政措置は2014年9月9日に異議を申立てられ、予防的に停止された。第一審の訴訟はまだ準備段階にあり、訴訟額

は約1,300百万レアル（約241百万ユーロ）である。
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Endicon‐ブラジル

2021年10月17日、Endicon（ブラジルの元エネル・サービス・プロバイダ）は、当社グループ会社に起因するとい

う、両当事者間の契約履行中に生じ、契約の管理に係る損失を生じさせたという、当社グループ会社による契約上

の権利の行使の濫用により、特定の事象に関連して被った金銭的及び非金銭的損害の合計およそ435百万ブラジ

ル・レアル（約77百万ユーロ）の損害賠償を求めてEnel Distribuição Rio de Janeiro及びEnel Distribuição Cearáに対し

て訴訟を申立てた。2022年5月10日、当社グループ2社による異議申立てを支持し、同2社に事前に通知されてい

た、防的措置及び即時停止は完全に解除された。同2社に（i）当該争点の重要な事実を公表し、（ⅱ）同争点に関

する会社の財務書類に偶発事象を開示するよう要求していた。一方、2021年12月2日、Enel Distribuição Rio de

Janeiro及びEnel Distribuição Cearáは、第一審で継続して本件手続で抗弁を表明した。

 

Socrel‐ブラジル

Enel Distribuição São Pauloは、Socrelの流動性危機の原因となった、両当事者間の一連の契約に関わるグループ会社

による契約の不法解約の疑いにより引き起こされた損失における損害賠償を求めてServiçosde Eletricidade and

TelecomunicaçõesLtda（Socrel）から提訴された。審理中に公表された専門家の報告によれば、Socrelの要求は295百

万レアル（約52百万ユーロ）であった。当該手続は現在第一審裁判所で係属中である。

 

2022年特別料率改定（Ceará）‐ブラジル

2022年4月19日、国家エネルギー庁（ANEEL）は決議第3,026/2022号を公表し、Enel Distribuição Cearáにより行われ

る配電サービス向け2022年度平均24.85%の料率引上げを承認した。民間個人及び公的機関の両方が、決議の効果の

取消しを予防的に求める手続合計6件をCeará地区の連邦地方裁判所に当該決議に異議を申立て、恒久的には、決議

自体を無効とし、料率の引上げは違法であると主張している。全ての手続で、Enel Distribuição Cearaは、料率調整

の合法性を主張し、原告の請求に異議を唱えている。2022年6月21日、連邦地方裁判所は予防的請求を退け、求め

ている救済及び訴因が同じという事実を考慮して、6件の訴訟を単独の手続に併合した。2022年9月23日、Enel

Distribuição Cearaは、特別料率の見直し及び減税を受けて、特定の法的措置の結果、税率が引下げられていること

を提出した。公判手続は係属している。訴訟の見積額は確定していない。

 

GasAtacama Chile‐チリ

2020 年 1 月 、 Atacama 発 電 所 の 最 低 技 術 及 び 最 少 運 用 時 間 の 変 動 に 関 し て CDEC-SING （ Centro De

DespachoEconómicode Carga）に提供された情報をもとにGasAtacama Chile（現在のEnel Generación Chile）に対して

電力燃料監督庁（SEC）により2016年8月に課された行政課徴金において控訴手続は終結した。手続終結に受け

て、行政課徴金の額が約6百万ドルから約432,000ドルに減額され、会社により当該額が支払われた。
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上記の問題に関連して、Sistema Interconectado del Norte Grande（SING）のAes Gener SA Eléctrica Angamos SA及び

Engie Energía Chile SAを含む運営者の多くが、約58百万ユーロ（前述の2社）及び約150百万ユーロ（その他の事業

者）の損害賠償を求めてGas Atacama Chileを提訴した。前述の紛争は、一部が単一の手続に併合され、現在係属中

である（COVID-19感染拡大への対応で国家緊急事態の解除後の手続を再開した後、裁判所は、当該裁判の実質的

な事実及び争点を決定する条文を提供、予備審理段階は完了し、手続は継続している）。

 

El Quimbo‐コロンビア

Huila地域（コロンビア）の400MWの水力発電所のEmgesa（現在のEnel Colombia）による建設においてEl Quimboプ

ロジェクトに関して影響を受けた地区の住民及び漁民によりもたらされた多くの訴訟（「集団訴訟」及び「住民訴

訟」）が係争中である。より具体的には、現在予備的段階にある最初の集団訴訟が、発電所の建設が事業収入を約

30%減少させたと主張するGarzón地区の1,140人余りの住民によって申立てられた。第二の訴訟は、橋梁（Paso El

Colegio）の閉鎖に関する損害を主張するHuilaの5つの地区の住民及び会社／団体により、2011年8月から2012年12

月までの間に申立てられたものである。住民訴訟若しくは集団訴訟に関して、中でも特に環境認可の停止を主張す

る地域の多数の住民によって2008年に申立てられた。当該訴訟の一環として、2020年9月11日、Huila裁判所は

Emgesaに対して部分的に不利な判決を下し、環境ライセンスに既に規定されている義務を果たすよう判決を下し

た。「国家環境ライセンス局」（ANLA）及びEmgesaの両者は、当該決定に国家諮問会に異議を申立てた。2022年

9月20日、ANLAの控訴は提出が遅れたため却下された。Emgesaの控訴に関連して係属中である。

別の住民訴訟では、Quimbo流域の埋立がQuimbo下流のBetania流域の漁業に係る影響を及ぼしているとの主張を巡

り、多くの養魚会社により申立てられている。多数の予防的決定の経て、2016年2月22日、Huila裁判所は発電を6

か月間継続することを許容する決定を下した。裁判所はEmgesaに酸素レベル要件への適合性を確保する技術的設計

を準備すること、及び約20,000,000,000コロンビア・ペソ（約5.5百万ユーロ）の担保を差し入れることを命じた。

Huila裁判所は6か月の期限を延長したことで、その後、Emgesaにより設置された酸素供給システムが現在まで裁判

所により要求される酸素レベルを維持できていることを示しているため、裁判所の反対判決がない限り、Quimbo

発電所は発電を続けている。2018年3月22日、ANLA及びCAMは共同でEl Quimbo水力発電所ダム下流の水質モニタ

リングに係る最終報告書を発表した。両当局は、Emgesaが酸素レベル要件を遵守していることを確認した。当事者

が準備書面を申立てた後、2021年1月12日、Huila裁判所の第一審判決が下されたことが判明した（その後2021年2

月1日に同社に通知された）。判決は、Emgesaが実施した酸素供給システムがBethany流域における動物保護に伴う

リスクを軽減していることを認めながらも、関係する環境当局及びEmgesa自体に一連の義務を課した。特に後者

は、流域における水がANLAの検証対象となる河川の動植物にリスクを生じさせないことを確保するための除染事

業を実施するとともに、ANLAが定めたパラメータに適合するように酸素供給システムを恒久的に運用することが

求められており、2021年3月4日、Emgesaは国務院に当該判決に不服として控訴した。

2021年12月31日、国務院はEmgesaの訴えを認める判決を下した。当該訴訟は控訴審レベルで係属中である。
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第一類電圧水準訴訟‐コロンビア

当該係争は、超過料率請求とされる補償を求めてCodensa（現在のEnel Colombia）に対してCentro Médico de la

Sabana病院及びその他の当事者によりもたらされた「集団訴訟」に関するものである。当該訴訟は、決議第97/2008

号により変更された決議第82/2002号の規定における第一類電圧分類（電圧1kV未満）の利用者及び社会基盤の所有

者として利用者が支払うべきであったと原告が主張する助成付き料率をCodensaが適用しなかったとの主張に基づ

く。当該予備審は終了し判決は未定である。当該手続の見積金額は、約3,370億コロンビアペソ（約96百万ユー

ロ）である。

 

Chucas仲裁‐コスタリカ

PH Chucas SA（Chucas）は、Enel Green Power Costa Rica SAが2007年にコスタリカ電力公社（ICE）が50 MWの水力

発電所の建設、及び建設、運転、送電契約（BOT）に基づきICEに発電した電力を売却するために実施した入札を

落札して設立した特定目的会社である。

2015年5月27日、Chucasは、発電所建設及びプロジェクト完成の遅延の結果として生じた追加費用、及び工事の完

成の遅れを理由に ICEにより科せられた罰金の無効を求めてCámara Costarricense-Norteamericana de Comercio

（AMCHAM CICA）で仲裁手続を開始した。2017年11月に下された裁定にあたり、仲裁委員会はChucasに有利な

裁定を下し、生じた追加費用約113百万米ドル（約91百万ユーロ）及び訴訟費用の主張を認め、ChucasはICEに罰金

を支払う責任を負わないと裁定した。ICEは最高裁判所に仲裁裁定を控訴し、2019年9月5日、Chucasは複数の正式

な手続上の理由において仲裁裁定を無効にするICEの控訴を部分的に支持する判決を通知された。2019年9月11日、

Chucasは同裁判所に「説明及び追加的詳細を求める訴訟（recurso de aclaración y adición）」を提出し、2020年6月8

日に部分的に支持された。同裁判所の決定は、Chucasにより供された証拠の認定に関する情報を伴い2019年9月5日

の判決に拡大したが、仲裁裁定を無効にすることに関する決定は変更されていない。

2020年7月14日、ChucasはAMCHAM CICAに暫定的な見積額約240百万ドルの仲裁を新たに申立てた。2020年8月14

日、ICEは、仲裁裁定の側に係る管轄権の欠如を理由に当該手続の棄却を要請する答弁を申立てた。棄却に対する

要請はAMCHAM CICAによって棄却された。並行してICEは、Chucas及びAMCHAM CICAに対して仲裁手続の停止

を求めて行政紛争裁判所（Tribunal Contencioso Administrativo）に予防的提訴した。当該提訴は予備で支持された

が、その後棄却された。2021年5月、Chucasは調停申請を申立て、暫定的な要求を提出し、その請求額は約362百万

米ドル（約305百万ユーロ）と算定された。2021年6月、ICEはその抗弁を申立て、管轄権の欠如を主張し続けた。

ICEは反訴していなかった。2021年8月4日、仲裁裁定はICEの管轄権欠如の主張を退けた。当該事件はその後、最

高裁判所第一部での検討のために申立てられ、当該仲裁手続は中断された。

2022年5月12日、2022年7月28日に同社に通知された措置により、最高裁判所第一部は、仲裁裁定は当該紛争を審理

する管轄がないと裁定した。2022年8月8日、Chucasは当該裁定に対して特別抗告を提起して、その全体的な解決は

2023年半ばを見込まれており、仲裁手続は中断されている。
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Kinoの仲裁申請‐メキシコ

2020年9月16日、Kino Contractor SA de Cv（Kino Contractor）、Kino Facilities Manager SA de Cv（Kino Facilities）及

びエネル・エスピーエー（当社）は、Parque Solar Don José SA de Cv、Villanueva Solar SA de Cv及びParque Solar

Villanueva Tres SA de Cv（「プロジェクト会社」と総称）から、仲裁手続を申立てた三社が所有するソーラープロ

ジェクトに関する契約である、 (i) Kino ContractorによるEPC契約の一部の条項の違反、及び (ii) Kino Facilitiesによ

る資産管理契約の一部の条項の違反を申立てた仲裁要請の通知を受けた。

Kino Contractor及びKino Facilitiesが上記契約に基づいて引き受ける債務の保証人である当社も仲裁手続を求められ

ているが、具体的な請求はなされていない。

Enel Green Power SpAが非支配株主であるプロジェクト会社は、CDPQ Infrastructura Participación SA de Cv （ケベッ

ク州貯蓄投資公庫により支配されている）及びCKD InfrastructuraMéxicoSA de Cv.によって支配されている。両当事

者は、仲裁の要請及び被告からの関連する回答の後、さらに準備書面を交わしており、そこでは相手方当事者の金

銭請求額が約135百万米ドルに更新しており、一方、Kino Facilitiesは自社の反訴を継続していない。公聴会は2022

年10月に開催され、最終段階は現在進行中である。仲裁による裁定は2023年半ばに見込まれている。

 

Allianz‐北米

2022年5月18日、High Lonesome Wind Project LLCは、代理収益スワップに関連して2020年2月時点で同社により債務

を発生させられたとの疑いで約203百万ドルの損害賠償をAllianz Risk Transfer Ltdによりニューヨーク州上級裁判所

に提訴された。当該請求はその全体で争われている。当該手続は現在、ニューヨークの南部地方裁判所で係属中で

ある。

 

Gastalsa‐ペルー

2011年、Empresa de Gas de Talara SA（Gastalsa）は、Piura県TalaraのParinas地区において同社に付与された天然ガ

スの委譲、及びそれに伴いGastalsa自身Enel Generación Piura SA（EGPIURA）により所有されているガスパイプラ

インの譲渡を取り消す措置を撤回するようTalara民事裁判所に申立てた。

2022年1月6日、裁判所はGastalsaの主張を部分的に支持した。2022年2月、EGPIURA は、Sullana司法高等裁判所

のTalara民事裁判所（Juzgado Civil de Talara de la Corte Superior de Justicia de Sullana）により発効された

Gastalsaに有利な予防的措置を聞き付けた。それは、エネルギー鉱山省炭化水素総局（Dirección General de

Hidrocarburos del Ministerio de Energía y Minas）、エネルギー・鉱業投資高等機関（Organismo Superior de la

Inversión en Energía y Minería（OSINERGMIN））及びエネルギー省に（ⅰ）Gastalsaに有利にParinas地区、

Talara県及びPiura州の天然ガス委譲契約を移行させ、（ⅱ）Gastalsaへのパイプラインの改修及び移転を進め

る、という命令である。このことは、Gastalsaへの輸送において（Malacas火力発電所に天然ガスを供給してい

る）EGPIURAにより現在保有されているガスパイプラインを改修することを意味する。

2022年8月2日、Sala Civil de la Corte Superior de Justicia de Sullanaは第二控訴審でGastalsaに対して判決を下し、本件

を第一審裁判所に新たな判決を求めて差戻した。当該決定の結果、2022年9月9日、事前予防措置が解除された。
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一方で、2022年7月、憲法裁判所は、Gastalsaの当初の嘆願が期限を過ぎて提出されたことを認め、利害関係のある

第三者であるシステム運営者の嘆願を認めた。2023年1月24日、憲法裁判所も当該措置に対する控訴を棄却した。

 

Gabčíkovo訴訟‐スロバキア

Slovenské Elektrárne（SE）は、Vodohospodárska Výsatavba Štátny Podnik（VV）が管理する720 MWのGabčíkovo 水

力発電所に関する複数の裁判に関与しており、当該水力発電所の運営及び保守は、2006年のSE民営化の一環とし

て、運営協定（VEG運営合意）の下で30年間SEに運転委託されていた。

民営化の完了直後、公共調達局（PPO）はBratislava裁判所に、公共入札に適用される規則の違反、契約をサービス

契約として当該サービス契約規制を適用したとする違反容疑に基づいて、VEG運営合意の無効の訴えを申立てた。

2011年11月、第一審はSEを支持する判決を下し、これに対しPPOは当該裁定を控訴した。

PPO訴訟と並行して、VVはいくつかの訴訟も起こし、特にVEG 運営合意の無効を求めた。2014年12月12日、VV

は、契約違反を理由にVEG運営合意を一方的に解消し、2015年3月9日に合意破棄を通告した。2015年3月9日、控訴

審は第一審の判決を覆し、PPOによる訴訟の一環として同合意を無効とした。SEは当該判決に対して最高裁に特別

抗告した。2016年6月29日の審問で、最高裁は当該上告を棄却し、その後SEは当該判決に対し憲法裁判所に上告し

たが、同裁判所は2017年1月18日に当該上告を棄却した。

さらにSEは、VEG補償合意の下で仲裁要請をウィーン国際仲裁センター（VIAC）に申立てた。民営化の一環とし

てスロバキア共和国の国有財産基金（現在はMHマネジメント‐MHM）とSEとの間で締結された当該合意の下

で、SEは、SEに帰し得ない理由によりVEG運営合意が中途解約された場合に補償を受ける権利を有する。仲裁セ

ンターは2017年6月30日、SEの申立てを退ける裁定を下した。

SEが開始した仲裁手続と並行して、VV及びMHMの双方は、SEのVEG運営合意との関係に疑惑があるとしてVEG

補償合意の無効を求めてスロバキアの裁判所に2件の訴えを申立てた。当該訴訟は統合され、2017年9月27日に

Bratislava裁判所は原告の申立てを手続上の理由から棄却した。VV及びMHM の双方が当該判決に控訴しSEに有利

な第一審の判決を支持するとして控訴は双方とも棄却された。当該判決に対して、2020年3月9日、VVはさらに最

高裁判所に特別抗告（dovolanie）し、それに対しSEは2020年6月8日に意見書を提出した。またSEはSlovak憲法裁判

所に控訴を申立て、2021年7月29日に棄却された。2021年3月24日、最高裁判所はBratislava控訴院の判決を破棄し、

同判決を同控訴院に差し戻し、当該手続はBratislava控訴院で現在係属中である。

地方レベルでは、VVはまた、2006年から2015年までの期間に不当利得（推定約360百万ユーロ、プラス利息）が

あったとしてSEに対して別の提訴を申立てた。SEは、進行中の全ての手続に関して反対主張を申立てた。その経

過の要約は以下のとおりである。

　＞　2006年から2008年の間、Bratislava裁判所は2019年6月26日の審問で、VVの主な主張を退け、その結果、

SEの反訴に至った。第一審の判決はBratislava控訴院に両当事者により控訴された。控訴審（a）について

は、2023年2月18日にSEに通知された2022年12月6日の判決で2006年に関する訴訟が終結し、第一審判決を

支持した。SEはどの行動方針を求めるか検討している。（b）2007年及び2008年に関する手続は未だ係属

中である。
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＞　2011年、2014年及び2015年に関する手続は全て第一審裁判所に係属中であり、当事者間で準備書面が交わ

されている。第一審裁判所での2011年及び2014年の審問に関連する手続は、感染拡大を理由に決定される

べき期日に延期される前に特定の期日に延期された。2015年に関する手続においては、 2023年3月7日に

第一審裁判所の審問が予定されている。

＞　2009年、2010年及び2013年に関する手続は、各々2022年の11月24日、11月15日及び11月22日にBratislava裁

判所により下された判決をもって第一審裁判所において終結し、VVの請求及びSEの反訴の双方を棄却し

た。2022年12月から2023年1月の間に、SE及びVVの双方とも2010年及び2013年に関する判決に対して控訴

し、2023年1月19日にSEは2009年に関する判決に対しても控訴した。

＞　2012年に関する手続については、2023年2月2日、VVの請求及びSEの反訴の双方を棄却して第一審判決を

支持する控訴審判決がSEに通知された。SEはどの行動方針を求めるかを検討している

最後に、別の手続で、VVは、民営化の一環としてGabčíkovo発電所の技術資産のSEからVVへの移転において報酬

金額約43百万ユーロ及び利息を付けて返還するようSEに求めた。VVの適格性の欠如を指摘した予備的決定を下し

た後、2020年12月18日、裁判所は、SEを支持する判決を下し、VVの主張を棄却した。2021年1月4日、VVはその判

決に対して異議申立てを行い、現在手続が係属中である。

 

ブラジルの税務訴訟

源泉税徴収‐Ampla

1998年、Ampla Energiae Serviços SA（Ampla）は、Coelceの取得のため、外国の資金を調達するために設立された

同社パナマ子会社により引受けられた350百万米ドルの債券（「固定利付債」FRN）の発行して融資を受けた。当

時施行されていた特別な規則の下で、2008年まで当該債券が維持されることを条件として、Amplaによりその子会

社に支払われた利息はブラジルにおける源泉税徴収の対象ではなかった。

しかしながら、1998年の金融危機が当該パナマ子会社にブラジル親会社からの再融資を余儀なくさせ、そのためブ

ラジル親会社は地元銀行から借り入れた。税務当局は、当該資金調達が当該債券の繰上償却に相当し、その結果、

源泉税徴収免除の資格を喪失するとみなした。

2005年12月、Ampla Energia e Serviços は残存しているFRN債券及び関連するAmpla Investimentos e Serviços SAに対

する権利及び義務の移転を伴う会社分割を実施した。

2012年11月6日、CámaraSuperior de Recursos Fiscais（最高位の行政裁判所）はAmplaに対し不利な判決を下し、こ

れに対し同社は直ちに釈明を求めた。2013年10月15日、Amplaは、釈明請求棄却（Embargo de Declaração）、及び

それにより前回の不利な判決を支持する通知を受けた。当該会社は債務の担保を差入れ、2014年6月27日に通常の

裁判所（Tribunal de Justiça）での訴訟を継続した。

2017年12月、裁判所は将来下される判決の裏付けにおけるより詳細に問題を検討するための専門家を指名した。

2018年9月、専門家は報告書を提出し、追加文書を求めた。

当該会社は2018年12月に追加文書を提出し、係争及び提出した書面の裁判所の評価を待っている。

2022年12月31日現在での当該係争における関連金額は約246百万ユーロである。
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PIS／COFINS／ICMS‐Enel Distribuição São Paulo

2017年3月、ブラジルの連邦最高裁判所（STF）は、PIS税及びCOFINS税の算定に係る決定を下し、ICMS（Imposto

sobre Circulação de Mercadorias e Serviços：財及びサービスの転嫁税）はPIS税及びCOFINS税の算定基礎を含まない

という主張を確認した。

2021年5月、STFは、2017年3月以前に不服申立てを行った納税者を除き、当該判決は当該日から発効すると規定し

た。

STF判決による影響を受けたブラジルの当社グループ会社は、既に各々の連邦地方裁判所で法的措置を開始してい

た。その後、連邦地方裁判所は、PIS及びCOFINSの算定基礎から業務に適用されるICMSを控除する権利を認め、

最終決定を各社に通知した。PIS税及びCOFINS税の超過納付は、当該還付可能税の認識と同時に最終顧客に移転さ

れていることから、当該顧客に関する負債は、法的手続で生じた又は生じるべき費用を控除した同額で認識され

た。当該負債は、還付税金を最終顧客に払戻す義務を表すものである。

この点に関し、Enel Distribuição São Pauloは同社に有利な判決に繋がる2件の手続を開始した。これは、2003年12月

から2014年12月、及び2015年1月以降の期間を踏まえたものである。第二の手続に関しては、連邦政府が、2021年5

月のSTF裁定により悪影響を受ける当該期間の一部（2017年3月以前）に異議を唱え、同社に対して撤回措置を申

立てた。

2022年5月、同社は当該措置に異議を申立て、裁判制度の様々なレベルを通じて同社の手続を擁護している。

2022年12月31日現在、当該手続に関わる推定金額は約206百万ユーロである。

 

IRPJ／CSLL‐Eletropaulo

2021年10月5日、Eletropauloはブラジル税務当局から、Enel Groupによる当該会社取得前に行われた異例な会社取引

によって生じた増加価値の償却による法人所得税目的控除（Imposto sobre a Renda das Pessoas Jurídicas - IRPJ 及び

Contribuiçao Social sobre o Lucro Líquido - CSLL ）を争う税務更正を受領した。当該異議の期間は2017年から2019年

までである。

当該会社の税務ポジションが健全であることを踏まえ、行政処分の第一段階で抗弁を表明した。

2022年12月31日現在での当該係争における関連金額は約137百万ユーロである。

 

PIS‐Eletropaulo

2000年7月、Eletropauloは、連邦最高裁判所（STF）が後に憲法違反であると判断した規制（政令第2,445/1988号及

び第2,449/1988号）の適用にあたり支払われたPIS（Programa Integração Social：社会統合プログラム）において税

額控除を求める訴訟を申立てた。2012年5月、高等司法裁判所（STJ）は当該会社に有利な判決を下し、控除の権利

があるとした。

この最終的に有利な判決が下される前の2002年、当該会社は控除分をその他の連邦税と相殺していた。当該処理は

連邦税務当局から異議を唱えられたが、会社は行為の正当性を主張し、連邦税務当局により通知された税務更正に

裁判にて異議を唱えた。第一審での敗訴を受けて当該会社は控訴した。

2022年12月31日現在での当該係争における関連金額は約123百万ユーロである。
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ICMS‐Ampla、Coelce及びEletropaulo

Rio de Janeiro州、Ceará州及びSão Paulo州は、Ampla Energia e Serviços SA（1996‐1999年及び2007‐2017年）、

Companhia Energética do Ceará（2003年、2004年、2006年‐2012年、2015年及び2016年）及びEletropaulo（2008‐

2021年）に対する複数の税務更正を行い、特定の非流動資産購入に関わるICMS‐Imposto sobre Circulação de

Mercadorias e Serviços（財及びサービスの転嫁税）の控除について異議を示した。会社側はこれに異議を申立て、

適正に税額を控除しており、ICMSを生じさせた資産の購入は配電事業での使用を意図したものであると主張し

て、更正に異議を唱えた。

会社側は、各種レベルでの審理で会社側の事業の抗弁を続けている。

2022年12月31日現在での当該係争における関連金額は合計およそ95百万ユーロである。

 

源泉税徴収‐Endesa Brasil

2014年11月4日、ブラジル税務当局はEndesa Brasil SA（現Enel Brasil SA）に対し、非居住者への配当が高いとされ

る支払に源泉税徴収を適用しなかったとして税務更正を行った。

より具体的には、2009年、Endesa BrasilがIFRS初度適用の結果、のれんの認識を中止し、当該会社が採用した会計

基準の適切な適用に基づき、当該影響を株主持分にて認識した。しかしながら、ブラジル税務当局は、税務監査中

に、会計処理が不適切であり、のれんの認識の中止の影響は純損益を通じて反映されるべきだと主張した。この結

果、対応する更正額（約202百万ユーロ）が非居住者所得の支払として振替えられ、15％の源泉税徴収の対象と

なった。

当該会社が採用した会計処理は外部監査人の合意を得ており、また現地会社による具体的な法的見解により確認さ

れていることに留意されたい。

当該会社は、行政裁判所から不利な判決を受けた後も、法廷にてその行動及び会計処理の適切性を引続き抗弁して

いる。

2022年12月31日現在での当該係争における関連総額は約69百万ユーロである。

 

ICMS‐Coelce

Ceará州は、Companhia Energética do Ceará SA （Coelce）に対して、複数年（2005年から2014年までの課税期間）に

わたり、ICMS - Imposto sobre Circulação de Mercadorias e Serviços （財及びサービスの転嫁税）の控除可能部分の算

定、特に低所得世帯（Baixa Renda）への電力販売においてブラジル政府による想定特別料率の適用から生じた収入

を基準とした控除按分算定方法に異議を唱えてきた。

当該会社は、税額控除が適正に計算されたと主張し、個別の更正に不服を申立てている。同社はあらゆるレベルの

司法管轄権にて自社の立場を抗弁している。

2022年12月31日現在での当該係争における関連総額は約55百万ユーロである。

 

PIS‐Eletropaulo

1995年12月、ブラジル政府は暫定措置（行政暫定指令）を発令し、連邦PIS（Programa Integração Social：社会統合

プログラム）の税率を0.50%から0.65%に引上げた。

その後、当該暫定措置は1998年の最終的な批准前に5回再発令された。ブラジル法制の下では、税率引上げ（又は

新たな税の制定）は法律によってのみ施行することができ、公布後90日で発効する。
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そのため、Eletropauloは、税率の引上げは直近の暫定措置の90日以降のみであるべきであり、それ以前の4回の暫定

措置は（法制批准されなかったため）無効であると主張する訴えを申立てた。当該係争は、PIS税率の引上げは一

回目の暫定措置から有効であるとの判断で2008年4月に終決した。

2008年5月、ブラジル税務当局は1996年3月から1998年12月までの増税分に対応する納付を求めて、Eletropauloに対

して訴えを申立てた。Eletropauloは税額更正の通知期限はすでに経過しているとして、あらゆるレベルの裁定で当

該要請に異議を申立てた。特に、課税事象（一回目の暫定措置日付である1995年12月）から正式な法的文書の発行

がないまま5年を超えて経過しており、追加納税を要求する税務当局の権利、及び納付を求めて法的措置を取る権

限に異議を唱えている。

2017年、前回の判決で下された不利な決定を受けて、Eletropaulo は自社の権利を守るにあたり、最高司法裁判所

（STJ）及び連邦最高裁判所（STF）に控訴した。手続は停止中であるが、係争の対象となっている金額は銀行保

証により賄われていた。

当該銀行保証を裁判所における預託金に置き換えることを求めるブラジル国家財務省の法務長官室の要求につい

て、第二審裁判所は当該嘆願を認めた。そのため当該会社は銀行保証を現金預託金に置き換えた上で、関連する決

定に対して説明を申立てており、現在判決を待っているところである。

2022年12月31日現在での当該係争における関連総額は約45百万ユーロである。

 

FINSOCIAL‐Eletropaulo

2011年9月11日に連邦地方裁判所が下した最終判決に受けて、Eletropauloは1989年9月から1992年3月に支払った金額

に関連する特定のFINSOCIALクレジット（社会保障負担）において補償を受領する権利を認められた。

関係する時効の満了にもかかわらず、連邦税務当局は、一部のクレジットの決定に異議を示し、対応する相殺を否

認し税務更正を出したが、当該会社は行政裁判所にて速やかにこれに対する異議を申立て、その算定及び処理の適

法性を主張した。

第一審での不利な判決の後、当該会社は第二審の行政裁判所に控訴を申立てた。

2022年12月31日現在での当該係争における関連総額は約43百万ユーロである。

 

スペインの税務訴訟

法人所得税‐Enel Iberia、Endesa及び子会社

2018年、スペイン税務当局は、スペインの連結税制度に参加するグループ会社に関連する通常監査を終えた。2016

年に開始された当該監査は（主に2011年から2014年において）法人所得税、付加価値税及び源泉税徴収を対象とし

ている。

主な主張に関連して、関係する会社は第一審の行政レベル（中央経済行政裁判所‐TEAC）に、関連する税額更正

に異議を唱え、過去の処理の正当性を主張した。

2022年4月4日、TEACは訴えを退け、同社は裁判所（国立裁判所）に当該処理の抗弁を継続している。

法人所得税に関する当該係争について、不利な結果が生じた場合は、可能性として2022年12月31日現在で約133百

万ユーロと考えられている。

＞Enel Iberiaは、株式売却から生じた資産売却損（約88百万ユーロ）及び特定の財務費用（約15百万ユーロ）の控

除可能性の判定に採用された要件の妥当性を抗弁している。
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＞Endesa及びその子会社は、主に、特定の財務費用（約24百万ユーロ）及び原子力発電所の廃止費用（約6百万

ユーロ）の控除可能性のために採用された要件の妥当性を抗弁している。

2021年、スペイン税務当局は、2015年から2018年までの新たな通常監査を終了させた。関係する会社は各社の正当

な処理を主張して、第一審の行政レベル（TEAC：中央経済行政裁判所）で関連する更正に異議を申立てた。

法人所得税に関連する当該主要な係争について、特定の金融費用の控除可能性に関して、不利な結果が生じた場合

は、可能性として、2022年12月31日現在で約222百万ユーロ（Enel Iberia 210百万ユーロ及びEndesa SA 12百万ユー

ロ）と考えられている。

 

法人所得税‐Enel Green Power EspañaSL

2017年6月7日、スペイン税務当局はEnel Green Power España SLに税務更正を通知した　2011年のEnel Unión Fenosa

Renovables SA（EUFER）のEnel Green Power España SLへの合併に係る課税中立取引とした処理に異議を唱え、当

該取引は有効な経済的理由がないと主張した。

2017年7月6日、当該会社は第一審の行政レベル（中央経済行政裁判所‐TEAC）に当該税務更正に異議を申立て、

当該合併に適用された税務上の取扱いの適切性を抗弁した。同社は当該取引において有効な経済的理由の存在を証

明するために、合併の結果として達成されたシナジーを示す裏付資料を提出した。2019年12月10日、TEACは異議

を棄却したが、同社は裁判所（Audiencia Nacional）にて抗弁を続けている。

2022年12月31日現在での当該係争における関連総額は約100百万ユーロである。

 

イタリアにおける税務訴訟

源泉税徴収‐Enel Servizio Elettrico Nazionale

2018年3月に開始された税務監査、及び、その後の枠組契約の下で消費市場の大口顧客に関するServizio Elettrico

Nazionale SpA（SEN）からの営業債権の特定の取引における譲受人として関係した銀行に提出した確認状により実

施された調査の結果を受けて、2018年12月19日、歳入庁‐Lazio地方局‐大規模納税者事務所は、2013年に行われ

た前述取引の一部として銀行に支払われた金額に関する源泉税徴収義務違反の疑いに関する更正を当該会社に通知

した。

特に、当該係争は納税者事務所による更正から生じており、（i）税務目的のみにおいて営業債権の譲渡を財務取

引として振替え、（ⅱ）当該会社は何の役割もない中で、その後の譲渡営業債権に関連する取引（銀行により実施

される非居住者へのさらなる売却及び／又は証券化）を再構築することで、取引費用（譲渡営業債権の額面価額と

譲渡価格の差額）の相当額が同社の源泉税徴収義務であるとして主張している。

当該更正のSENの提訴を受けて行われた手続の第一段階にあたり、更正活動における重大な手続上の違反にもかか

わらず、納税者事務所による税務目的において取引の振替、及びその結果の支払の流れに関連する違法性に関す

る、同社の異議主張は支持されなかった。

2022年度に、解釈上の不確実性により特徴付けられた事項に関する係争の継続を回避することのみを目的において

同社がその受入れを決定した和解の条件が生まれた。当該和解は、税務還付の全体的な修正、及びそれ以降の年の

還付の更正を行うとするものである。
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当該和解は同社による当期約45百万ユーロの支払を含み、係争は目的を奪われた。

 

注記58. 将来の会計基準

2022年12月31日以降に当社グループにおいて効力が生じる会計基準、改訂及び解釈指針は以下のとおりである。

＞　2020年1月に公表された「IAS第1号の改訂‐負債の流動又は非流動への分類」。当該改訂は、負債の表示に関

するIAS第1号の規定に関連するものである。具体的にはこの変更は以下の点を明確にしている。

‐　流動又は非流動に負債を分類する際に採用する要件であり、決済を延期する事業体の権利の意味、及び、

その権利が報告期間末時点で存在していなければならないことが明記されたこと

‐　分類は、事業体が負債の決済を延期する権利を行使する時点に関する経営者の意図又は期待の影響を受け

ないこと

‐　　報告期間の末日に事業体が融資条件を充たしている場合に限り、たとえ債権者がそれより後まで遵守を

確認しなくても、延期する権利が存在すること、及び

‐　決済とは、現金、資本性金融商品、その他の資産又はサービスの相手方への移転をいう。

当該改訂は承認されることを条件に2024年1月1日以降に開始する事業年度において発効する。
17

＞　2022年10月に公表された「IAS第1号の改訂‐特別条項付きの非流動負債」。IAS第1号は、会社が報告日後12か

月に決済を繰延べる権利を有する場合に限り、非流動負債として負債の分類を求めている。当該基準の改訂

は、少なくとも12か月の間、負債の決済を繰延べる権利が特別条項の遵守の対象となっている場合の開示を改

善し、報告日現在の流動又は非流動としての負債の分類は、報告日以降に遵守しなければならない特別条項の

影響を受けないことを明記している。

　　当該改訂は承認されることを条件に2024年1月1日以降に開始する事業年度において発効する。

＞　2021年2月に公表された 「IAS第1号及びIFRS実務記述書第2号の改訂‐会計方針の開示」 。当該改訂は、事業

体が財務書類において開示すべき会計方針の決定を支援することを意図している。IAS第1号の改訂は、事業体

に重要な会計方針ではなく重要な会計方針の情報を開示することを求めている。会計方針の開示に重要性の概

念をどのように適用するかについての指針は、IFRS実務記述書第2号の改訂に規定されている。当該改訂は

2023年1月1日以降に開始する事業年度において発効する。

＞　2021年2月に公表された「IAS第8号 の改訂‐会計上の見積りの定義」。当該改訂は、会計方針の変更を会計上

の見積りの変更と区別する方法を明確化するものである。会計上の見積りの変更の定義は、「測定の不確実性

の影響を受ける財務書類上の金額」としての会計上の見積りの定義に置き換えられた。当該改訂は2023年1月1

日以後に開始する事業年度において発効する。

＞　2021年5月に公表された「IAS第12号の改訂‐法人所得税：単一の取引から生じた資産及び負債に係る繰延税

金」。当該改訂は、当初認識時に、均等な課税差異及び控除可能な一時差異を生じる取引に係る繰延税金を認

識することを事業体に要求している。当該改訂は承認されることを条件に2023年1月1日以後に開始する事業年

度において発効する。

 
 
17

2020年7月に、発効日を2023年1月1日から2024年1月1日に延期する改訂が公表された。
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＞　2014年9月に公表された「IFRS第10号及びIAS第28号の改訂‐投資者とその関連会社又は共同支配企業との間の

資産の売却又は拠出」。当該改訂により、投資家とその関連会社又は共同支配企業との間の資産の売却又は拠

出に関する会計処理が明確化された。当該改訂は、会計上の取扱いが関連会社又は共同支配企業に売却された

資産又は拠出された資産が、「事業」（IFRS第3号で定義される）を構成するかどうかに依存していることを

確認するものである。IASBは、当該改正の発効日を無期限に延期した。

＞ 　2017年5月に公表された「IFRS第17号‐保険契約」。当該基準は、保険及び再保険の費用の計算において異な

るモデルを導入している。当該基準は2023年1月1日以降に開始する年度において適用される。当社グループは

2022年1月1日現在のIFRS第17号の初度適用の影響及び2022年12月31日現在の影響合計を再計算し、主に準備金

の割引により、最多で30百万ユーロのプラスの増加　として見積っている。

＞　2022年9月に公表された「IFRS第16号の改訂‐セール・アンド・リースバック取引におけるリース負債」。当

該改訂は、売手である借手に、当該手配に関係する資産の従前の帳簿価額に比例して、そして留保された使用

権に沿って、リースバックから生じる使用権の測定を求めている。従って、売手である借手は、買手である貸

手に譲渡された権利に関連するキャピタル・ゲイン又はロスの金額のみを認識することが認められる。

当該改訂は、リースバックから生じる負債における特定の測定要件を規定していない。しかしながら、当該基

準は、指数又はレートに依拠しない変動支払を含めることで、当該負債の当初測定及びその後の測定の示例を

含んでいる。当該表示は、IFRS第16号により要求される一般的な会計モデルからの逸脱である。というのも、

一般的な会計モデルでは、指数又はレートに依拠しない変動支払は、当該支払の発生を決定づける事象又は状

況における期間に純損益を通じて認識される。この観点から、売手である借手は、リース支払を決定するため

の会計方針を策定し適用しなければならず、留保された使用権の利得又は損失の金額は認識されない。

当該改訂は承認されることを条件に2024年1月1日以後に開始する事業年度において発効する。IAS第8号「会計

方針、会計上の見積り及び誤謬」に従って、IFRS第16号の初度適用日後に締結されたセール・アンド・リース

バック取引において遡及適用が認められる。

当社グループは、新規定の将来の適用による潜在的な影響について評価を行っている。

 

注記59. 後発事象

エネルが新たに1,750百万ユーロの永久ハイブリッド債を発行し、発行済みハイブリッド債の一部を借換え

2023年1月9日、当社は、ユーロ建て非転換型劣後永久ハイブリッド債（新債券）元本総額1,750百万ユーロの発行

を欧州市場に係る機関投資家向けに開始した。

同時に、エネルは別の通知を通じて、2023年8月に最初の償還日を迎える750百万ユーロの株主持分に計上された永

久ハイブリッド債の全て、及び2023年9月に払込期日を迎える満期2073年9月のハイブリッド債1,250百万米ドルの

残高の一部である総元本額を、新債券から調達した元本額に等しい現金で買い戻し、その後消却するための任意公

開買付の開始を発表した。
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エネルがユーロ建て永久ハイブリッド債の公開買付けの結果を発表

2023年1月9日に開始され、2023年1月16日に終了した任意公開買付の終了に伴い、2023年1月18日、エネルは、額面

総額699,970,000.00ユーロの発行済みユーロ建て永久ハイブリッド債を現金で買い戻すことを発表した。

新債券の発行を通じて調達された元本金額及びユーロ建て債券向け公開買付けに関連して購入された債券の元本金

額を考慮して、2023年9月の払込期日を有する2073年9月満期の同社のハイブリッド債1,250百万米ドルの同時公開

買付けの上限最大引受額（上限最大額）は撤廃された。

 

エネルがユーロ建て永久ハイブリッド債に係る公開買付の結果を発表

2023年1月18日に発表された米ドル建て債券に係る上限最大引受額（上限最大額）の撤廃の結果として、エネル

は、額面総額411,060,000米ドル、早期公開買付期日までに米ドル建て債券に係る有効に申込まれた全ての買付を受

入れた。

 

エネルが1,500百万ユーロの「持続可能連動債」を発行

2023年2月14日、Enel Finance International NVは、機関投資家向け二重トランシェ「持続可能連動債」合計1,500百万

ユーロを発行した。当該新規発行はトランシェ毎に複数の主要業績指標（KPI）のエネルによる利用を初めて想定

している。当該債券の一つのトランシェは、EUタクソノミーに連動したKPIと、国連持続可能な開発目標

（SDGs）に連動したKPIを組み合わせたものである。当該債券のもう一つのトランシェは、直接的及び間接的な温

室効果ガス排出削減を巡り、当社グループの完全脱炭素化に関連する2つのKPIに連動している。

 

エネルが火力発電事業の売却により在アルゼンチンの資産処分プロセスを開始

2023年2月17日、当社グループは子会社のEnel Argentinaを通じて火力発電会社Enel Generación Costaneraにおける当

社グループの持分75.7%をエネルギー会社Central Puerto SAに売却を締結し、取引を終了した。

同時に、エネルは火力発電会社Central Dock Sudにおける当社グループの持分41.2%をCentral Puertoに売却する契約

に署名した。当該2社におけるエネルの株主持分の売却対価は102百万米ドルである。

 

エネルがPPCにルーマニア事業の売却合意を締結

2023年3月9日、当社は在ルーマニアの当社グループが保有する株主持分全ての売却においてギリシャ会社Public

Power Corporation SA（PPC）と合意を締結した。合意は、PPCが合計およそ1,260百万ユーロ、企業価値が（100%

ベースで）約1,900百万ユーロ相当、を支払うというものである。当該取引の結果、当社グループの連結正味債務

およそ1,700百万ユーロに係る合計プラスの効果を生じさせ、そのうち約100百万ユーロは2022年度、残額は2023年

度の見込みである。また、2022年から2023年にかけて報告される当社グループの利益へのマイナス影響の累計はお

よそ1,400百万ユーロで、そのうち約600百万ユーロは2023年度に計上される換算準備金の取崩しに関連するもので

ある。
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注記60. CONSOB「発行体の規制」第149条の12に規定される監査人の報酬

2022年12月31日現在の当社及びその子会社が、2022年度に独立監査人及びそのサービス・ネットワークに属する事

業体に支払った費用は、Consob「発行体の規制」第149条の12の定めるところに従う以下の要約表のとおりであ

る。

 
サービスの分類 サービスを提供する事業体 費用（百万ユーロ）

当社

監査

内訳

KPMG SpA 0.5

KPMGネットワーク事業体 -

保証業務

内訳

KPMG SpA 2.1

KPMGネットワーク事業体 -

その他サービス

内訳

KPMG SpA -

KPMGネットワーク事業体 -

小計 2.6

当社の子会社

監査

内訳

KPMG SpA 4.3

KPMGネットワーク事業体 7.9

保証業務

内訳

KPMG SpA 1.3

KPMGネットワーク事業体 1.1

その他サービス

内訳

KPMG SpA 0.1

KPMGネットワーク事業体 -

小計 14.7

合計 17.2
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財務書類（2022年12月31日現在）

損益計算書

 

 

 
2022年度 2021年度

 うち関連当事者取引  うち関連当事者取引

注

記
ユーロ 円 ユーロ 円 ユーロ 円 ユーロ 円

収益     

販 売 及 び

サ ー ビ ス

か ら 生 じ

た収益

4.a 116,051,123 17,256,801,990 116,143,487 17,270,536,517 125,426,702 18,650,950,587 125,382,065 18,644,313,066

そ の 他 の

収益
4.b 16,663,153 2,477,810,851 14,877,215 2,212,241,871 1,643,537,558 244,394,034,875 14,038,934 2,087,589,486

小計  132,714,276 19,734,612,841   1,768,964,260 263,044,985,462  

営業費用        

消 耗 品 の

購入
5.a 386,707 57,503,331 218,873 32,546,415 523,948 77,911,068 366,196 54,453,345

サ ー ビ

ス 、 リ ー

ス 及 び 賃

借料

5.b 206,383,096 30,689,166,375 132,838,081 19,753,022,645 196,758,516 29,257,991,329 129,741,926 19,292,624,396

人件費 5.c 104,681,593 15,566,152,879   178,564,663 26,552,565,388   

減 価 償 却

費 、 償 却

費 及 び 減

損損失

5.d 1,329,696,603 197,725,884,866   734,099,075 109,160,532,453   

そ の 他 の

営業費用
5.e 26,904,912 4,000,760,414 615,302 91,495,407 13,637,338 2,027,872,161 680,506 101,191,242

小計  1,668,052,911 248,039,467,866   1,123,583,540 167,076,872,398  

営業利益  (1,535,338,635) (228,304,855,025)   645,380,720 95,968,113,064  

持 分 投 資

か ら 生 じ

た収益

6 8,770,435,089 1,304,163,697,734 8,770,003,874 1,304,099,576,064 4,450,596,876 661,803,755,461 4,449,822,148 661,688,553,408

デ リ バ

テ ィ ブ か

ら 生 じ た

金融収益

7 2,131,015,975 316,882,075,483 627,229,150 93,268,974,605 1,072,689,763 159,508,967,758 253,243,181 37,657,261,015

そ の 他 の

金融収益
8 431,697,733 64,193,452,897 379,617,287 56,449,090,577 239,976,218 35,684,463,617 237,221,205 35,274,793,184

デ リ バ

テ ィ ブ か

ら 生 じ た

金融費用

7 1,959,981,967 291,449,318,493 1,166,367,143 173,438,794,164 891,233,492 132,526,420,260 505,710,198 75,199,106,443

そ の 他 の

金融費用
8 786,552,405 116,960,342,624 309,241,496 45,984,210,455 869,140,792 129,241,235,770 203,472,671 30,256,386,178

小計  8,586,614,425 1,276,829,564,998   4,002,888,573 595,229,530,805  

税 引 前 利

益
 7,051,275,790 1,048,524,709,973   4,648,269,293 691,197,643,869  

法人税等 9 (106,090,159) (15,775,606,643)   (114,212,964) (16,983,467,747)   

当 期 純 利

益
 7,157,365,949 1,064,300,316,616   4,762,482,257 708,181,111,616  
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包括利益計算書

 
   2022年度 2021年度

 注記 ユーロ 円 ユーロ 円

   

当期純利益  7,157,365,949 1,064,300,316,616 4,762,482,257 708,181,111,616

その他の包括利益／（費用）で後に純損益に振替えら

れる可能性のある項目（税引後）
     

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値変動額の有効

部分
 294,350,690 43,769,947,603 124,454,364 18,506,363,927

ヘッジ・コストの公正価値変動額  (3,149,358) (468,309,535) 15,717,853 2,337,244,741

その他の包括利益／（費用）で後に純損益に振替えら

れる可能性のない項目（税引後）
     

確定給付制度に係る正味負債／（資産）の再測定  13,268,911 1,973,087,066 4,564,511 678,742,786

他社における持分投資の公正価値変動額   1,952,292 290,305,820 - -

その他の包括利益／（損失）合計  23 306,422,535 45,565,030,955 144,736,728 21,522,351,454

当期包括利益／（損失）合計  7,463,788,484 1,109,865,347,571 4,907,218,985 729,703,463,070
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財政状態計算書

 
資産   2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

     うち関連当事者取引   うち関連当事者取引

 
注

記
ユーロ 円 ユーロ 円 ユーロ 円 ユーロ 円

非流動

資産
         

有形固

定資産
 10 10,527,976 1,565,510,031   11,735,807 1,745,114,501   

無形資

産
 11 133,425,176 19,840,323,671   143,456,537 21,331,987,052   

繰延税

金資産
 12 146,252,786 21,747,789,278   298,539,457 44,392,817,256   

持分投

資
 13 59,952,466,507 8,914,931,769,591   60,268,990,442 8,961,998,878,725   

非流動

金融派

生資産

 14 348,779,629 51,863,530,832 35,499,991 5,278,848,662 753,312,462 112,017,563,099 153,244,028 22,787,386,964

その他

の非流

動金融

資産

 15 13,667,732 2,032,391,748   15,417,338 2,292,558,161   

その他

の非流

動資産

 16 81,210,258 12,075,965,365 68,953,577 10,253,396,900 99,043,140 14,727,714,918 86,843,927 12,913,691,945

合計   60,686,330,064 9,024,057,280,517   61,590,495,183 9,158,506,633,712   

流動資

産
          

営業債

権
 17 294,100,316 43,732,716,989 294,690,317 43,820,450,138 275,247,959 40,929,371,503 276,190,306 41,069,498,502

未収税

金資産
 18 164,519,486 24,464,047,568   141,877,919 21,097,246,555   

流動金

融派生

資産

 14 390,303,368 58,038,110,822 85,798,846 12,758,288,400 59,972,681 8,917,937,665 23,256,617 3,458,258,948

その他

の流動

金融資

産

 19 3,480,039,167 517,481,824,133 3,019,086,075 448,938,099,353 8,257,266,476 1,227,855,524,981 7,133,865,088 1,060,805,738,586

その他

の流動

資産

 20 584,062,049 86,850,026,686 282,681,908 42,034,799,720 1,063,147,760 158,090,071,912 1,044,515,604 155,319,470,315

現金及

び現金

同等物

 21 4,867,872,963 723,852,709,598   952,254,599 141,600,258,871   

合計   9,780,897,349 1,454,419,435,796   10,749,767,394 1,598,490,411,488   

売却目

的保有

非流動

資産

 22 654,000,000 97,249,800,000   - -   

資産合

計
  71,121,227,413 10,575,726,516,313   72,340,262,577 10,756,997,045,200   
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負 債 及

び 株 主

持分

 
注

記
2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

    うち関連当事者取引  うち関連当事者取引

   ユーロ 円 ユーロ 円 ユーロ 円 ユーロ 円

株 主 持

分
         

株 主 資

本
 10,166,679,946 1,511,785,307,970   10,166,679,946 1,511,785,307,970   

自 己 株

式 準 備

金

  (47,077,924) (7,000,487,299)   (36,046,337) (5,360,090,312)   

資 本 性

金 融 商

品

－ 永 久

ハ イ ブ

リ ッ ド

債

  5,567,477,464 827,883,898,897   5,567,477,464 827,883,898,897   

そ の 他

の 準 備

金

 11,835,447,410 1,759,931,029,867   11,510,379,340 1,711,593,407,858   

利 益 剰

余 金 ／

（ 繰 越

損失）

 5,695,687,373 846,948,712,365   4,928,260,660 732,832,360,142   

当 期 純

利益
(1)  5,124,029,959 761,943,254,903   2,830,813,067 420,941,903,063   

株 主 持

分合計
 23 38,342,244,228 5,701,491,716,704   34,967,564,140 5,199,676,787,618   

非 流 動

負債
          

長 期 借

入金
 24 18,195,966,550 2,705,740,225,985 12,406,766,403 1,844,886,164,126 25,572,039,327 3,802,562,247,925 18,738,942,712 2,786,480,781,274

従 業 員

給付
 25 131,204,919 19,510,171,455   171,939,929 25,567,467,442   

リ ス ク

及 び 費

用 向 け

引 当 金

（ 非 流

動）

 26 26,699,393 3,970,199,739   49,212,156 7,317,847,597   

繰 延 税

金負債
 12 98,253,224 14,610,254,409   149,317,756 22,203,550,317   

非 流 動

金 融 デ

リ バ

テ ィ ブ

負債

 14 663,170,856 98,613,506,287 163,067,356 24,248,115,837 1,300,244,640 193,346,377,968 25,575,645 3,803,098,412

そ の 他

の 非 流

動負債

 27 23,089,469 3,433,404,040 8,493,024 1,262,912,669 29,470,863 4,382,317,328 8,473,280 1,259,976,736

小計   19,138,384,411 2,845,877,761,916   27,272,224,671 4,055,379,808,578   

流 動 負

債
          

短 期 借

入金
 24 8,751,561,341 1,301,357,171,407 8,362,050,365 1,243,436,889,276 6,563,294,343 975,961,868,804 5,624,719,235 836,395,750,245

一 年 以

内 返 済

予 定 の

長 期 借

入金

 24 1,430,638,032 212,735,875,358 1,332,500,814 198,142,871,042 215,621,277 32,062,883,890 117,654,573 17,495,235,005

リ ス ク

及 び 費

用 向 け

引 当 金

（ 流

動）

 26 14,646,861 2,177,988,231   12,122,617 1,802,633,148   

営 業 債

務
 28 154,478,681 22,970,979,865 97,033,054 14,428,815,130 167,020,616 24,835,965,599 116,525,041 17,327,273,597
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流 動 金

融 派 生

負債

 14 178,393,271 26,527,079,398 69,056,412 10,268,688,464 130,821,277 19,453,123,890 36,532,890 5,432,440,743

そ の 他

の 短 期

金 融 負

債

 29 238,249,602 35,427,715,817 94,222,302 14,010,856,307 226,570,923 33,691,096,250 70,929,839 10,547,267,059

そ の 他

の 流 動

負債

 31 2,872,630,986 427,160,227,618 739,812,883 110,010,175,702 2,785,022,713 414,132,877,423 220,243,966 32,750,277,744

小計   13,640,598,774 2,028,357,037,694   10,100,473,766 1,501,940,449,004   

負 債 合

計
  32,778,983,185 4,874,234,799,610   37,372,698,437 5,557,320,257,582   

負 債 及

び 株 主

持 分 合

計

 71,121,227,413 10,575,726,516,313   72,340,262,577 10,756,997,045,200   

(1)当期純利益7,157百万ユーロ（2021年度では4,762百万ユーロ）は、中間配当金2,033百万ユーロ（2021年度では1,932百万ユーロ）との差額を

表示している。
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持分変動計算書（注記23）
 

 

ユーロ

資本金 資本剰余金
自己株式

準備金

資本性金融

  商品準備

金      ‐永

久ハイブ

リッド債

法定準備金

法令第

292/1993号
規定準備金

その他の

準備金

ヘッジ準備

金

ヘッジ費

用  準備

金

FVOCI
で計上

される

金融商

品の測

定から

生じた

準備金

数理計算

上の準備

金

利益剰余金 当期純利益
株主持分合

計

2021年1月1
日現在

10,166,679,946 7,475,994,347 (3,269,152) 2,385,529,628 2,033,335,988 2,215,444,500 73,472,904 (442,654,761) (15,977,786) (119,746) (39,242,244) 6,346,833,602 546,791,537 30,742,818,763

その他の

増減

- 20,021,716 (20,021,716) - - - - - - - - - - -

自己株式

の購入

- (42,879) (12,755,469) - - - 36,046,337 - - - - (36,046,337) - (12,798,348)

株式報酬

準 備 金

（LTI）

- - - - - - 9,364,236 - - - - - - 9,364,236

資本性金

融商品

       －永

久ハイブ

リッド債

- - - 3,181,947,836 - - - - - - - - - 3,181,947,836

永久ハイ

ブリッド

債保有者

への利札

払い

- - - - - - - - - - - (70,554,749) - (70,554,749)

2020年度利

益分配

              

剰余金配

当

- - - - - - - - - - - (1,321,668,393) (538,834,037) (1,860,502,430)

利益留保 - - - - - - - - - - - 8,767,598 (7,957,500) 810,098

2021年度

中間配当金
(1)

- - - - - - - - - - - 928,939 (1,931,669,190) (1,930,740,251)

当期包括利

益

              

その他の

包括利益

- - - - - - - 124,454,364 15,717,853 - 4,564,511 - - 144,736,728

当期純利

益

- - - - - - - - - - - - 4,762,482,257 4,762,482,257

2021年12月
31日現在

10,166,679,946 7,495,973,184 (36,046,337) 5,567,477,464 2,033,335,988 2,215,444,500 118,883,477 (318,200,397) (259,933) (119,746) (34,677,733) 4,928,260,660 2,830,813,067 34,967,564,140

その他の

増減

- - - - - - 1,034 - - - - - - 1,034

自己株式

の購入

- - (14,071,647) - - - 14,026,715 - - - - (14,026,715) - (14,071,647)

株式報酬

準 備 金

（LTI）

- 42,879 - - - - 7,525,713 - - - - - - 7,568,592

自己株式

の交付

- - 3,040,060 - - - (2,950,806) - - - - 2,950,806 - 3,040,060

資

本性

金融

商品

－永久ハ

イブリッド

債

- - - - - - - - - - - - - -

永久ハイ

ブリッド

債保有者

への利札

払い

- - - - - - - - - - - (123,434,990) - (123,434,990)

2021年度利

益分配

              

剰余金配

当

- - - - - - - - - - - - (1,931,669,190) (1,931,669,190)

永久ハイ

ブリッド

債保有者

への利札

払い

- - - - - - - - - - - 70,554,749 (70,554,749) -

利益留保 - - - - - - - - - - - 829,952,104 (828,589,129) 1,362,975

2022年度

中間配当金
(2)

- - - - - - - - - - - 1,430,759 (2,033,335,989) (2,031,905,230)

当期包括利

益

              

その他の

包括利益

- - - - - - - 294,350,690 (3,149,358) 1,952,292 13,268,911 - - 306,422,535

当期純利

益

- - - - - - - - - - - - 7,157,365,949 7,157,365,949

2022年12月
31日現在

10,166,679,946 7,496,016,063 (47,077,924) 5,567,477,464 2,033,335,988 2,215,444,500 137,486,133 (23,849,707) (3,409,291) 1,832,546 (21,408,822) 5,695,687,373 5,124,029,959 38,342,244,228

(1)2021年11月4日に取締役会に承認され、2022年1月26日以降支払われた。

(2)2022年11月3日に取締役会で承認され、2023年1月25日以降支払われた。
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持分変動計算書
 

 

円

資本金 資本剰余金
自己株式

準備金

資本性金融

  商品準備

金      ‐永

久ハイブ

リッド債

法定準備金

法令第

292/1993号
規定準備金

その他の

準備金

ヘッジ準備

金

ヘッジ費

用  準備金

FVOCI
で計上

される

金融商

品の測

定から

生じた

準備金

数理計算

上の準備

金

利益剰余金 当期純利益
株主持分合

計

2021 年 1
月 1 日 現

在 1,511,785,307,9701,111,680,359,399 (486,122,902)354,728,255,684302,357,061,416329,436,597,150 10,925,420,825(65,822,762,961) (2,375,896,778) (17,806,230) (5,835,321,683) 943,774,156,617 81,307,901,5524,571,457,150,058

その他

の増減 - 2,977,229,169 (2,977,229,169) - - - - - - - - - - -

自己株

式の購入 - (6,376,107) (1,896,738,240) - - - 5,360,090,312 - - - - (5,360,090,312) - (1,903,114,348)

株式報

酬準備金

（LTI） - - - - - - 1,392,461,893 - - - - - - 1,392,461,893

資本性

金融商

品        
－永久

ハイブ

リッド

債

- - -473,155,643,213 - - - - - - - - - 473,155,643,213

永久ハ

イ ブ

リッド

債保有

者への

利札払

い - - - - - - - - - - - (10,491,491,176) - (10,491,491,176)

2020年度

利益分配               

剰余金

配当 - - - - - - - - - - -(196,532,090,039) (80,124,621,302)(276,656,711,341)

利益留

保 - - - - - - - - - - - 1,303,741,823 (1,183,280,250) 120,461,573

2021年
度中間配

当金
(1)

- - - - - - - - - - - 138,133,229(287,239,208,553)(287,101,075,324)

当期包括

利益               

その他

の包括利

益 - - - - - - - 18,506,363,927 2,337,244,741 - 678,742,786 - - 21,522,351,454

当期純

利益 - - - - - - - - - - - - 708,181,111,616 708,181,111,616

2021年 12
月31日現

在 1,511,785,307,9701,114,651,212,461 (5,360,090,312)827,883,898,897302,357,061,416329,436,597,150 17,677,973,030(47,316,399,034) (38,652,037) (17,806,230) (5,156,578,897) 732,832,360,142 420,941,903,0635,199,676,787,618

その他

の増減
- - - - - - 153,756 - - - - - - 153,756

自己株

式の購入
- - (2,092,453,909) - - - 2,085,772,521 - - - - (2,085,772,521) - (2,092,453,909)

株式報

酬準備金

（LTI）
- 6,376,107 - - - - 1,119,073,523 - - - - - - 1,125,449,630

自己株

式の交付
- - 452,056,922 - - - (438,784,852) - - - - 438,784,852 - 452,056,922

資

本

性

金

融

商

品

－永久

ハ イ ブ

リッド債

- - - - - - - - - - - - - -

永久ハ

イ ブ

リッド

債保有

者への

利札払

い

- - - - - - - - - - - (18,354,783,013) - (18,354,783,013)

2021年度

利益分配
              

剰余金

配当
- - - - - - - - - - - -(287,239,208,553)(287,239,208,553)

永久ハ

イ ブ

リッド

債保有

者への

利札払

い

- - - - - - - - - - - 10,491,491,028 (10,491,491,028) -

利益留

保
- - - - - - - - - - - 123,413,877,865(123,211,203,482) 202,674,383

2022年
度中間配

当金
(2)

- - - - - - - - - - - 212,753,863(302,357,061,564)(302,144,307,701)

当期包括

利益
              

その他

の包括利

益

- - - - - - - 43,769,947,603 (468,309,535) 290,305,820 1,973,087,066 - - 45,565,030,955
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当期純

利益
- - - - - - - - - - - -1,064,300,316,6161,064,300,316,616

2022年 12
月31日現

在

1,511,785,307,9701,114,657,588,568 (7,000,487,299)827,883,898,897302,357,061,416329,436,597,150 20,444,187,977 (3,546,451,431) (506,961,572) 272,499,590 (3,183,491,831) 846,948,712,216 761,943,255,0525,701,491,716,704

(1)2021年11月4日に取締役会に承認され、2022年1月26日以降支払われた。

(2)2022年11月3日に取締役会で承認され、2023年1月25日以降支払われた。
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キャッシュ・フロー計算書
 

2022年度 2021年度

うち関連当事者取引  うち関連当事者取引

 注記 ユーロ 円 ユーロ 円 ユーロ 円 ユーロ 円

税引前利益  7,051,275,790 1,048,524,709,973   4,648,269,293 691,197,643,869   

調整額：          

減価償却費、償却

費及び減損損失 5.d 1,329,696,603
197,725,884,866

 
 

733,837,566
109,121,646,064

 
 

外国通貨建て資産

及び負債の為替差

益／（差損）  41,292,295

6,140,164,267

 

 

136,964,008

20,366,547,990

 

 

引当金繰入額  13,500,103 2,007,465,316   57,484,302 8,547,915,707   

子会社、関連会社

及びその他の会社

からの受取配当金 6 (8,770,435,089)

(1,304,163,697,734)

(8,770,003,874)

(1,304,099,576,064)

(4,450,596,876)

(661,803,755,461)

(4,449,822,148)

(661,688,553,408)

純金融（収益）／

費用  125,469,680
18,657,341,416

630,833,857
93,804,994,536

307,629,019
45,744,435,125

218,718,799
32,523,485,411

正味運転資本変動

前の営業活動によ

るキャッシュ・フ

ロー  (209,200,618)

(31,108,131,897)

 

 

1,433,587,312

213,174,433,294

 

 

引当金の増加／

（減少）  (74,223,632)
(11,037,054,078)

 
 

(49,585,106)
(7,373,305,262)

 
 

営業債権の（増

加）／減少 17 (19,074,769)
(2,836,418,150)

(18,500,011)
(2,750,951,636)

(35,635,336)
(5,298,974,463)

(34,399,878)
(5,115,261,859)

金融及び非金融資

産／負債の（増

加）／減少  573,538,442

85,285,166,325

1,028,253,294

152,901,264,818

1,453,742,895

216,171,568,487

(77,967,325)

(11,593,741,228)

営業債務の増加／

（減少） 28 (12,541,935)
(1,864,985,735)

(19,491,987)
(2,898,458,467)

75,029,856
11,156,939,587

66,982,542
9,960,303,995

受取利息及びその

他の金融収益受取

額  1,803,097,466

268,120,593,194

685,825,927

101,982,315,345

984,985,579

146,467,355,597

709,947,923

105,569,256,150

支払利息及びその

他の金融費用支払

額  (2,058,692,623)

(306,127,593,040)

(1,055,072,686)

(156,889,308,408)

(1,101,636,478)

(163,813,344,279)

(351,708,683)

(52,299,081,162)

子会社、関連会社

及びその他の会社

からの配当金受取

額 6 9,112,358,781

1,355,007,750,735

9,111,955,231

1,354,947,742,850

4,550,337,971

676,635,256,288

4,549,614,807

676,527,721,801

法人所得税支払額

（連結納税制度）  (426,270,915)
(63,386,485,061)

 
 

(552,962,935)
(82,225,588,435)

 
 

営業活動による

キャッシュ・フ

ロー（a）  8,688,990,197

1,292,052,842,294

 

 

6,757,863,758

1,004,894,340,815

 

 

有形固定資産及び

無形資産への投資

10、

11 (45,254,041)
(6,729,275,897)

 
 

(69,732,442)
(10,369,214,125)

 
 

株主持分への投資 13 (1,739,147,822) (258,611,281,131) (1,739,147,822) (258,611,281,131) (10,338,316,034) (1,537,307,594,256) (10,338,316,034) (1,537,307,594,256)

特別取引による投

資の売却  136,635,930
20,317,762,791

136,635,930
20,317,762,791

668,617,876
99,423,478,161

668,617,876
99,423,478,161

投資活動による

キャッシュ・フ

ロー（b）  (1,647,765,933)

(245,022,794,237)

 

 

(9,739,430,600)

(1,448,253,330,220)

 

 

長期借入金の新規

借入 24 4,250,921,203
632,111,982,886

410,711
61,072,726

9,203,788,683
1,368,603,377,162

7,700,000,000
1,144,990,000,000

借入金の返済 24 (10,465,909,645) (1,556,280,764,212) (5,117,740,779) (761,008,053,837) (846,996,081) (125,948,317,245) (46,307,451) (6,885,917,964)

長期借入金／（貸

付資産）の正味増

減額  (1,159,334,729)

(172,393,074,202)

(1,214,846,241)

(180,647,636,037)

183,426,475

27,275,516,833

886,526,527

131,826,494,565

短期借入金／（貸

付資産）の正味増

減額  8,267,773,610

1,229,417,935,807

8,090,248,848

1,203,020,003,698

(5,199,163,804)

(773,115,657,655)

(5,453,274,956)

(810,901,985,957)

配当金及び中間配

当金の支払 23 (3,881,594,634)
(577,193,122,076)

 
 

(3,664,298,335)
(544,881,162,415)

 
 

ハイブリッド債の

発行／（償還） 23 -
-

 
 

2,213,861,760
329,201,243,712

 
 

ハイブリッド債保

有者への利息の支

払
(1)

23 (123,434,990)

(18,354,783,013)

 

 

(70,554,749)

(10,491,491,176)
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自己株式の取得に

よる支払 23 (14,026,715)
(2,085,772,521)

 
 

(12,755,469)
(1,896,738,240)

 
 

財務活動による／

（ に 用 い た ）

キャッシュ・フ

ロー（c）  (3,125,605,900)

(464,777,597,330)

 

 

1,807,308,480

268,746,770,976

 

 

現金及び現金同等

物の増加／（減

少）（a+b+c）  3,915,618,364

582,252,450,727

 

 

(1,174,258,362)

(174,612,218,429)

 

 

現金及び現金同等

物期首残高 21 952,254,599
141,600,258,871

 
 

2,126,512,961
316,212,477,301

 
 

現金及び現金同等

物期末残高 21 4,867,872,963
723,852,709,598

 
 

952,254,599
141,600,258,871

 
 

(1)ハイブリッド債保有者への利札払いの数値は、公表された2021年度個別財務書類から表示を変更している。
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個別財務書類注記

 

注記1. 個別財務書類の様式及び内容

エネル・エスピーエーはイタリア、ローマのViale Regina Margherita 137に登記住所を持ち、1999年以来Borsa

Italiana SpAが組織・運営するMercato Telematico Azionario（電子証券取引所）に上場している。

当社は多国籍エネルギー企業であり、特にヨーロッパ及びラテンアメリカに重点を置いた、電力及びガス業界にお

ける世界でも屈指の企業である。

親会社として、エネル・エスピーエーは当社グループの2022年12月31日に終了した年度の連結財務書類を作成して

おり、これは、別の文書で公表されている。

当該個別財務書類は2023年3月16日の取締役会により公表が承認された。

当該個別財務書類はKPMG SpA による監査を受けている。

 

表示基準

2022年12月31日に終了した事業年度における個別財務書類は、規則（EC）第1606/2002号により欧州連合によって

公認され、同年末現在有効である国際会計基準（国際会計基準審議会（IASB）公表の国際会計基準（IAS）、及び

国際財務報告基準（IFRS））、IFRS解釈指針委員会（IFRIC）及び解釈指針委員会（SIC）の解釈指針に準拠して

作成されている親会社エネル・エスピーエーの個別財務書類である。当該基準及び解釈は全て以下、「EU版

IFRS」という。

個別財務書類は、2005年2月28日付け法制令第38号第9条第3項の基準にも準拠して作成されている。

個別財務書類は、損益計算書、包括利益計算書、財政状態計算書、株主持分変動計算書、キャッシュ・フロー計算

書、及び関連する注記より構成されている。

財政状態計算書上の資産及び負債は「流動／非流動基準」に基づいて分類され、売却目的保有資産及び売却目的保

有として分類された処分グループに含められた負債は別掲されている。現金及び現金同等物を含む流動資産は、当

社の通常の営業循環過程又は会計年度終了日後12か月以内に現金化、売却又は消費することを意図している資産で

あり、流動負債は、当社の通常の営業循環過程又は期末後12か月以内に決済されると見込まれる負債である。

損益計算書は、その性質に基づき費用を分類しており、継続事業からの利益／（損失）及び非継続事業からの利

益／（損失）を別掲している。

キャッシュ・フロー計算書は間接法で作成されており、非継続事業に係る営業活動、投資活動及び財務活動が存在

する場合は別掲している。

キャッシュ・フロー計算書のキャッシュ・フローの詳細は、事業報告書の「キャッシュ・フロー」を参照のこと。

個別財務書類は、個別項目において測定要件が定められているIFRS‐EUに準拠して公正価値で測定されている項

目、及び帳簿価額と売却費用控除後公正価値のいずれか低い方の額で測定されている売却目的に分類された非流動

資産及び処分グループを除き、取得原価を基礎として継続企業を前提に作成されている。

個別財務書類は、当社の機能通貨であるユーロで表示されており、注記に記載されている数値は、別段の記載がな

い限り、百万ユーロで表示されている。
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個別財務書類は、前年度に関する比較情報を提供している。

 

注記2. 会計方針

2.1 非財務的な課題に係る留意事項

気候変動に関する情報開示

「ネットゼロ」への移行は世界的に進行中であり、1.5℃を超える気温上昇による深刻な影響を避けるために、世

界経済における脱炭素化及び電化のプロセスが不可欠である。

当該見通しに伴い、当社グループの戦略的指針を以下のとおり定めている。

＞　脱炭素化された電力供給を支援するために資本を割り当てる

＞　顧客のエネルギー需要の電化を可能にする

＞　価値連鎖に沿った価値創造を活用する

＞　持続可能な「ネットゼロ」目標の達成を2040年度に前倒しする

当社グループは、気候変動に関連するリスク及びパリ協定の規定を考慮し、炭素中立性目標を前倒しで達成し、資

産、負債及び損益への影響を反映させるとともに、国際会計基準の概念フレームワークの下で必要とされる重要か

つ予見可能な影響を強調することを決定した。

気候変動に関連する問題の影響について、当社グループは、特定の項目の評価及び／又は測定において見積りを行

うために用いられる方法論及びモデルの適用において、気候変動を暗黙の要素と考えている。また、当社は重要な

経営判断において気候変動の影響も考慮に入れている。

気候変動に関する課題の財務的意味合いに係る詳細は、注記2.2「見積り及び経営者の判断の利用」及び特定の項

目に関する注記を参照のこと。

 

ロシア・ウクライナ紛争の影響の開示

2022年度中、当社グループはロシア（特に原材料、サービス及び労働の提供に関して）における当社の事業活動に

係る国際的な危機の影響を継続的に監視し、また、市場変数（例：為替レート、利率）における動向を評価した。

当社グループはまた、ロシアによる同国で保有する投資を対象に想定される対制裁に関連する動きも考慮した。

加えて、当社グループは、特に紛争により影響を受けた地域からの原材料が不足し、及び商品価格が軒並み上昇す

ることで、事業活動、財務状況、及び主要なユーロ圏諸国の経済実績に及ぼすウクライナでの戦争の間接的な影響

を評価した。

当該問題に関する各国及び超国家的な監督機関の様々な勧告
18
を考慮し、規制の不確実性が大きく、物価が高く変

動しやすい特性で、絶えず変化するシナリオにおいて、当社グループは、規制の変更、制裁、資産保有に係る制

限、当社グループに適用される納入先及び契約に関連する潜在的な影響の最善の見積りを可能にするマクロ経済及

び事業変数を常に監視している。

当該観点において、2022年12月31日現在、ロシア・ウクライナ紛争に関連する重大な影響は生じていない。

 
18

ESMA公式文書2022年3月14日付け第71-99-1864号、2022年5月13日付け第32-63-1277号、2022年10月28日付け第32-63-1320

号、CONSOB警告告知2022年3月9-14日週次通知、2022年3月10-21日週次通知、2022年5月19日付け第3/22号
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2.2 見積り及び経営者の判断の利用

EU版IFRSに基づく個別財務書類の作成にあたり、経営者は、報告日現在で、収益、費用、資産及び負債の帳簿価

額、これに関連した項目に係る開示、並びに偶発資産及び負債に影響を及ぼす可能性のある判断、見積り及び仮定

を行うことが求められる。見積り及び経営者の判断は、当該状況において合理的と考えられる過去の経験及びその

他の要因に基づくものである。これらは資産及び負債の帳簿価額をその他の情報源から決定することが容易でない

場合に形成される。従って、実際の結果は、当該見積りとは異なる場合がある。見積り及び仮定は定期的に見直さ

れ、その見直しによる影響額は、当該期間にのみ関係するものである場合は純損益に反映される。見直しが現在及

び将来の両方の期間に関係するものである場合には、当該見直しは、見直しが行われた期間及び関連する将来の期

間にわたり認識される。

次項においては、個別財務書類への理解を高めるために、見積りの利用の影響を受ける主な項目及び経営者の判断

が重要な影響を与える場合について、EU版IFRSに準拠して当該項目を測定するにあたり経営者が用いた主な仮定

を明確にし分析する。当該評価にあたり、本質的に不確実なものに関する仮定の使用と職業的専門家としての判断

は重要な要素となる。当該評価の重要な要素は、その性質上不確実な問題に関する仮定と専門家の判断の利用であ

る。

仮定と判断の基礎となる状況の変動は、将来の業績に重大な影響を及ぼす可能性がある。

気候変動問題の影響に関して、当社は、気候変動が特定の会計項目の評価及び／又は測定において見積りを行うた

めに使用される方法論及びモデルを適用する際の暗黙の要素であると考えている。さらに、当社は経営者により下

される重要な判断において、気候変動の影響を考慮している。

 

見積りの利用

株主持分投資の回収可能性

当社は、株主持分投資について、当社グループ内の法的事業体を管理するための戦略に則り、少なくとも毎年一

回、減損の証拠の存在を評価する。証拠が発見された場合、資産は減損テストの手続を踏む。各株主持分投資の回

収可能額の決定に関する手続及び手順は、複雑になり得る仮定、及び特に減損の証拠の特定、当社グループの事業

計画にわたる将来の収益性の予測、ターミナルバリューの予想を基にした標準化キャッシュ・フローの決定、及び

将来のキャッシュ・フロー予測に適用した長期成長率、割引率の決定に関する経営者の判断を用いることを経営者

に求める特性に基づく。

 

非金融資産の減損

有形固定資産及び無形資産などの資産は、その帳簿価額が売却コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い

方で示される回収可能価額を上回る場合には、減損調整される。

回収可能価額は、IAS第36号に定められた基準に従って評価され、当該基準は、個別財務書類の該当する注記にお

いてより詳細に検討されている。

回収可能価額を算定するにあたり、当社は通常、使用価値基準を適用している。使用価値は、貨幣の時間的価値に

対する現在の市場の評価及び資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて割り引かれた、当該資産がもた

らすと見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値である。

使用価値の決定に使用される将来キャッシュ・フローは、数量、収益、営業費用及び投資の予測を含んだ、経営者

が承認した最新の事業計画に基づいている。当該予測は向こう3年間を対象としている。それ以降の年度について

は、以下を考慮する。
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＞ 　キャッシュ・フローの算定において考慮される主要な変数の長期の推移、及び特定の事業の特性に基づく資

産の平均残存耐用年数又は公共施設等運営権の存続期間に関する仮定

＞　電力需要の長期的な成長率に等しい長期成長率、及び／又はいかなる場合にも関連市場の平均長期成長率を

上回ることのないインフレ率（国や事業に左右される）

回収可能価額は、キャッシュ・フローの計算に用いる見積り、仮定、及び適用される割引率の影響を受ける。しか

しながら、当該金額の算定の基礎となった仮定に変更があれば、回収可能価額は異なる可能性がある。非金融資産

の各グループの分析は個々に行われ、経営者は特定の状況下で慎重かつ合理的とみなされる見積り及び仮定の利用

が求められる。

当社のビジネスモデルに沿って、また、発電ミックスの脱炭素化の加速及びエネルギー移行プロセスの推進に関連

して、当社は、気候変動問題が期待キャッシュ・フローの見積りに用いられる合理的かつ裏付け可能な仮定に影響

を与えているかも慎重に評価している。その際、必要に応じて、当社は気候変動の長期的な影響を、特に、各国の

エネルギーモデルを用いて決定された電力需要の変動に沿った長期的な成長率による継続価値を考慮に入れてい

る。

気候変動に関連した影響を考慮した資産の回収可能価額を見積るために用いられた主な仮定に関する情報、及び当

該仮定の変化に関する情報は該当する注記に記載されている。

 

金融資産の予想信用損失

各報告日において、当社は、償却原価で測定される営業債権、その他の金融資産、その他の包括利益を通じて公正

価値で測定される負債性金融商品、契約資産、及び分類に含まれる全てのその他の資産の予想信用損失に対する損

失評価引当金を認識している。

金融資産に対する損失引当金は、債務不履行リスクについての仮定及び予想信用損失の測定に基づいている。経営

者は、当社の過去の経験、現在の市況に加え、各報告期間の末日における将来の見通しに関する見積りに基づき、

当該仮定の設定及び減損の計算に用いる情報の選択において判断を用いている。

デフォルト率（PD）、デフォルト時損失率（LGD）及びデフォルト時エクスポージャー（EAD）を考慮して決定

される予想信用損失（ECL）は、契約に従い期限の到来している契約上のキャッシュ・フローの全額と、受け取る

と見込まれるキャッシュ・フローの全額の差額（不足分を含む）を当初の実効金利で割引いた額である。

特に、重要な金融要素を伴うものを含む営業債権、契約資産及び使用権資産については、当社は簡便なアプローチ

を適用し、一般に12か月に相当する資産の残存期間に対応する期間にわたり予想信用損失を算定している。

特定の該当市場及び当該部門の規制上の状況に加えて、90日後の回復の見込みに基づき、当社は、当該資産につい

て、予想信用損失の算定には、当社は、信用リスクが大幅に増加することを示す有効な指標であると考えられてい

る180日延滞を債務不履行とする定義を主に適用している。従って、90日以上延滞している金融資産は、特定の規

制された市場を除いて、一般的に債務不履行状態にあるとはみなされない。

営業債権及び契約資産においては、当社は債権を特定のクラスターのグルーピングに基づき、一括アプローチを主

に適用している。営業債権が経営者により個別に重要であるとみなされ、信用リスクの著しい増大に関する具体的

な情報が存在する場合にのみ、当社は分析的アプローチを適用する。
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個別評価の場合は、PDは主に外部提供者から入手する。

一方、一括評価においては、営業債権は、特定の債務不履行に関する定義を考慮して、共通する信用リスク特性及

び延滞情報に基づきグループ化される。

契約資産は、同一の種類の契約に対する営業債権と実質的に同一のリスク特性を有するとみなされる。

営業債権及び契約資産の予想信用損失を一括で測定するため、当社は予想信用損失のパラメーターに関連して以下

の仮定を考慮に入れている。

＞　平均デフォルト率として仮定したPDは、最低24か月以上の履歴データを考慮して、クラスターごとに計算さ

れる。

＞　LGDは債務不履行時の回収率の関数であり、実効金利で割引かれる。

＞　EADは、報告日時点での帳簿上のエクスポージャーから現金保証金を控除し、請求書が発行されたものの失効

を迎えていない請求額及び発行予定の請求額を含めた額として見積もられる。

具体的な経営者の評価に基づき、ポートフォリオ又は金融商品のリスクに影響を及ぼす可能性のある将来の事象及

びマクロ経済シナリオを反映するために、定性的及び定量的情報を考慮して、将来の見通しに関する調整を適用す

ることがある。

用いられた主要な仮定及び情報に関する詳細は、注記32「金融商品」を参照のこと。

 

金融商品の公正価値の算定

金融商品の公正価値は、市場において直接的に観察可能な価格が入手可能な場合はその価格に基づいて算定され、

非上場の金融商品においては、観察可能な市場情報の使用を最大化した特定の（主に現在価値に基づく）評価技法

を用いて算定される。稀な状況においてこれが不可能な場合には、経営者は測定される商品の性格を充分に考慮し

て情報を見積る。

IFRS第13号に従い、当社は取引先リスクに対応する金融商品の公正価値を調整するために、注記35 「公正価値測

定」 に記載された方法を適用して、取引先（信用評価調整又はCVA ）と当社（負債評価調整又はDVA ）の双方を

信用リスクの測定に含めている。入力情報を見積る際に行う前提条件の変更は、特に市場が不安定で非常に不確実

であり、特に急激な変化の影響を受けやすい現在の状況において、当該金融商品を認識する公正価値に影響を及ぼ

す可能性がある。

 

年金及びその他の退職後給付

当社の従業員の中には、給与履歴及び勤務年数に応じて給付される年金制度に加入している者がいる。また、特定

の従業員は、その他の退職後給付制度に加入する資格も有している。

当該制度の費用及び負債は、年金数理人による見積りに基づいて計算され、過年度の統計データ及び将来の予想費

用を含む統計的及び年金数理的な要素を合わせて計算に用いている。考慮されるその他の見積りの要素には、割引

率、昇給率、インフレ率、医療費の動向の今後の展開に関する仮定とともに死亡率や退職率が含まれている。

当該見積りは、実際の医療費の変動だけでなく、経済状況や市況の変化、退職率や加入者の寿命の増減により、実

際の動向とは大きく異なる可能性がある。

当該差異は、年金費用及びその他の関連費用の算定に重要な影響を与えうる。

主な数理計算上の仮定に係る詳細は、注記25「従業員給付」を参照のこと。
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リスク及び費用における引当金

報告期間末現在、過去の事象の結果として法的債務又は推定的債務が存在し、その決済により資源が流出する結果

が予想され、その金額について信頼性をもった見積りが可能な場合、引当金が認識される。貨幣の時価価値の影響

に重要性がある場合、引当金は、貨幣の時間価値に対する現在の市場の評価、及び該当する場合は当該負債に固有

のリスクも反映した税引前割引率を用いて、見積将来キャッシュ・フローを割引くことにより算定される。

引当金を割引く場合、時間的要素に関する現在価値の期間調整額は金融費用として認識する。

当社は、引当金の一部又は全部の払戻しを受けることを見込んでいる場合、かかる償還がほぼ確実である場合にの

み、その償還は別個の資産として認識している。

税金負債として認識される法人所得税務処理の不確実性を反映するための負債は引当金に含まれない。

契約下の義務を充たす不可避的な費用が当該契約下で受領を見込む経済的便益を上回る契約（不利な契約）の場

合、当社は、契約下での義務履行不可避費用が契約により受領見込経済的便益を超過する部分と、義務不履行によ

り発生する補償金又は違約金のいずれか低い金額で引当金を認識する。

引当金発生の見積りの変更は、当該変更が生じた年度の損益計算書において認識される。

リスク及び費用における引当金の詳細は、注記26 「リスク及び費用における引当金」を参照のこと。

注記40 「偶発資産及び負債」には、当社の最も重要な偶発負債に関する情報も記載されている。

 

訴訟

当社は、通常遂行する事業に関連して民事、行政及び税務上の係争に関与しており、これらが多額の負債を発生さ

せることがある。当該係争の結果を予測することは客観的に可能ではない。当該訴訟に伴うリスクの評価は複雑な

要素に基づいており、こうした負債を偶発債務又は負債のいずれに分類するかについて、たとえ当社を支援する外

部顧問の助言を考慮に入れる場合でも、その性質により、経営者の判断が求められる。

弁護士が不利な結果となる可能性があると判断し、損失金額の合理的な見積りが可能であると判断した訴訟に関す

る全ての重要な負債に対して引当金が認識されている。注記40に、当社にとって最も重要性が高い偶発負債に関す

る情報が開示されている。

 

リース

事前にリースに含まれる計算利子率が容易に判定できない場合には、当社は支払リース料の現在価値を算定するた

めにリース開始日の追加借入利子率（IBR）を用いる。これは借手が類似の期間にわたり、類似の担保で、類似の

経済環境において使用権資産と類似の価値を有する資産を取得するために必要な資金を借り入れるために支払わな

ければならない利率のことである。観察可能な情報が入手できない場合、当社は、リース条件及び借手固有の特定

の見積りを反映する仮定をおいてIBRを見積っている。
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当社において最も重要な判断のうちの一つは、貸手に支払う必要がある支払リース料の現在価値を計算するために

必要な当該IBRを算定することにある。当社のIBRを算定するアプローチは、次の主な3つの構成要素の評価に基づ

いている。支払リース料のキャッシュ・フロー、リース契約の交渉が行われた経済環境及びリース期間を考慮した

無リスク・レート、親会社又はその他の保証の裏付けを踏まえて借手に特有のIBRを計算するための信用スプレッ

ドの調整、及び割引率が一般的な追加借入利子率であるよりもむしろ原資産の種類に直接関連しているという事実

をIBRの計算に反映するためのリースに関連する調整。特に、貸手は原資産自体を取り戻す権利を有するため、貸

手にとっての債務不履行リスクは軽減されている。

 

繰延税金資産の回収可能性

2022年12月31日現在の個別財務書類は、翌年度以降に取り崩される税務上の欠損金又は税額控除に関する繰延税金

資産、及び回収の可能性が高いと経営者が判断した金額で損金算入が繰り延べられる損益項目を計上している。

当該資産の回収可能性は、欠損金を吸収し、その他の繰延税金資産の便益を利用するに足る充分な将来利益を達成

できるかどうかにかかっている。

認識可能な繰延税金資産の金額の算定には、将来のタックス・プランニング戦略及び解消日に適用される税率の双

方を伴う将来課税所得の時期及び水準を基礎にした経営者の重要な判断が求められる。しかしながら、当社が認識

済みの繰延税金資産の全額又は一部を将来において回収できる見込みがないことが認められた場合は、その結果の

調整が当該状況の生じた年度の純損益に計上される。

繰延税金資産の回収可能性は毎期末に見直されている。未認識の繰延税金資産はその認識条件を検証するために各

報告日に再評価される。

 

経営者の判断

非金融資産の耐用年数の決定

耐用年数が有限である有形固定資産及び無形固定資産の耐用年数を決定するにあたり、当社は、当該資産を用いて

得られた資産に含まれる将来の経済的便益のみならず、資産の耐用年数が他の資産の耐用年数に依存している場

合、当該資産を使用して生産された製品又はサービスの物理的な減耗、技術的、商業的又はその他の陳腐化、当該

資産の使用に係る法的又は類似の制限（例えば安全、環境、その他の制限）など、他の多くの要因も検討してい

る。

さらに、当該資産の耐用年数の見積りには、当社はパリ協定下の約定を考慮している。

 

支配の存在の判定

IFRS第10号の規定の下では、当社が投資先への関与から生じる変動リターンに晒されている、又は変動リターンに

対する権利を有し、かつ当該投資先に対するパワーを通じて影響を及ぼす能力を持つ場合に、支配が達成される。

パワーとは、既存の実質的な権利に基づいて、投資先の関連する事業を指図する現行の能力と定義される。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 558/1075



支配の存在は、投資の過半数の所有のみに依存するものではなく、むしろ、各投資家が投資先に対して保有する実

質的な権利から発生する。従って、経営者は、具体的な状況において、リターンに影響を及ぼすために、投資先の

関連する事業を指図するパワーを当社に与える実質的な権利が決定されるかどうかの評価においてその判断を用い

なければならない。

支配を評価する目的で、経営者は、他の投資家との契約、その他の契約上の取決めから生じる権利、及び潜在的な

議決権（コール・オプション、ワラント、非支配株主に付与されたプット・オプション等）を含む、全ての事実及

び状況を分析する。当社が投資先に対して保有する議決権又は類似した権利が過半数に満たない場合には、係る評

価において当該その他の事実及び環境は、特に重要となる可能性がある。

さらに、他の事業体の議決権の過半数を保有している場合であっても、当社が投資先を支配しているか否かを判断

するにあたり、関連する全ての事実及び状況を勘案している。

当社は、事実及び環境が、支配の存在の検証において考慮された一つ以上の要素に変化があることを示している場

合に、当社が投資先を支配しているか否かを再評価する。

最後に、支配の存在に関する評価の結果、事実上の支配の状況は確認されなかった。

 

共同支配の存在の判定及び共同支配の取決めの種類

IFRS第11号の規定の下では、共同支配の取決めとは、2人以上の当事者が共同支配を有する場合における契約であ

る。

共同支配は、関連する活動に関する決定が、共同支配を共有する当事者の全会一致の同意を必要とする場合にのみ

存在する。

共同支配の取決めは、ジョイント・ベンチャー又は共同支配事業として構成することができる。ジョイント・ベン

チャーは、共同支配を有する当事者が当該事業の正味資産に対する権利を有する共同支配の取決めである。一方、

共同支配事業は、共同支配を有する当事者が当該事業に関連する資産に対する権利、及び負債に対する義務を有す

る共同支配の取決めである。

共同支配の存在及び共同支配の取決めの種類を判定するために、経営者は判断を行い、当該取決めから生じる権利

及び義務を評価する。当該目的のために、経営者は当該取決めの構造及び法的形態、契約上の取決めにおいて当事

者間で合意された条件、並びに該当する場合はその他の事実及び状況を検討する。

当社は、事実及び状況が、共同支配の存在及び共同支配の取決めの種類の検証において考慮された一つ以上の要素

に変化が生じたことを示した場合、当社が共同支配を有しているか否かを再評価する。

 

関連会社に対する重要な影響力の存在の判定

関連会社とは、当社が重要な影響力、すなわち、投資先の財務及び業務上の方針の決定に参加するパワーを行使す

るが、当該方針に対して支配も共同支配も行使しない会社である。一般的に、20%以上の所有持分を有する場合、

当社は重要な影響力を持つと推定される。

重要な影響力の存在を判定するために、経営者は判断を適用し、あらゆる事実及び状況を検討しなければならな

い。
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金融資産の分類及び測定

当初認識時に、金融資産を、償却原価で測定される金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金

融資産、及び純損益を通じて公正価値で測定される金融資産として分類するため、経営者は金融商品の契約上の

キャッシュ・フローの特性及びキャッシュ・フローを生成すために金融資産を管理するビジネス・モデルの双方を

評価する。

金融商品の契約上のキャッシュ・フローの特性を評価する目的で、経営者は、必要な場合の定量的分析の実施に加

え、金融商品の契約条項に係る特定の評価を実施して、その条項により元本及び元本残高に対する利息のみの支払

（SPPI）にあたるキャッシュ・フローが生じるかについて判定するため、商品レベルでのSPPIテストを実施する。

ビジネス・モデルは、キャッシュ・フローが契約上のキャッシュ・フローの回収、金融資産の売却、又はその双方か

ら生じるものかを決定する。

詳細は注記32「金融商品」を参照のこと。

 

ヘッジ会計

ヘッジ会計は、リスク管理戦略の効果を財務書類に反映するため、デリバティブに適用される。

従って、取引開始時、当社はヘッジ手段とヘッジ対象とのヘッジ関係の他、リスク管理目標及び戦略を文書化す

る。また、当社はヘッジ開始時及び継続時の双方において、ヘッジ手段がヘッジ対象の公正価値又はキャッシュ・

フローにおける変動の相殺に高い有効性を有しているかについて評価している。

経営者の判断に基づき、ヘッジ手段とヘッジ対象との間の経済的関係の存在、公正価値及びヘッジ比率の変動にお

ける信用リスクの支配に加え、非有効部分の測定に基づく有効性の評価は、特定の事実及び状況並びにヘッジ対象

及びヘッジ手段の特性に応じ、定性評価又は定量計算を通じて評価が行われる。

ヘッジ対象として指定される予定取引のキャッシュ・フロー・ヘッジにおいては、経営者は当該取引の可能性が高

く、かつ純損益に影響を及ぼすキャッシュ・フローの変動によるエクスポージャーを表すことを評価し、文書化す

る。

有効性の判定及び非有効部分の測定についての主要な仮定に係る詳細は、注記34.1「ヘッジ会計」を参照のこと。

 

リース

リース契約の評価は、その複雑性及び満了日が長期にわたることから、IFRS第16号の適用において相当の専門家の

判断を必要とする。当該判断は、特に、以下の事項に関係している。

＞　当社が事業を行っている部門での典型的な事例へのリースの定義の適用

＞　リースに含まれる非リース構成要素の識別

＞　リース期間を決定するためにリースに含まれる更新可能オプション及び解約オプションの、それらが行使され

る可能性及び原資産のリース資産に係る重要な建物付属設備も考慮した評価

＞　利率の変動が将来の支払リース料及び使用権資産の金額にどのような影響を及ぼすかを判断するための、指標

又は利率に依存される変動支払リース料の識別

＞　支払リース料の現在価値を計算する割引率の見積り

割引率に関する仮定の詳細は「見積りの利用」の項を参照のこと。
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法人所得税務処理に関する不確実性

当社は、いずれのアプローチが不確実な税務上の取扱いごとにその不確実性の解決をより正確に予測するかに基づ

いて、各々の不確実な法人所得税上の取扱いを別々に考慮するか、一つ以上の他の不確実な税務上の取扱いと併せ

て考慮するか、及び最も可能性が高い金額又は期待値法のいずれの方法を用いて不確実性の影響を反映するかを決

定する。

当社は、法人所得税の取扱いに関する不確実性を特定するために専門的判断を最大限に活用し、特定の税務上の取

扱い、又は不確実性の影響の見積り、若しくはその両方の認容可能性の評価に変動をもたらす可能性がある事実及

び状況に変化があった場合、決定されていた判断及び見積りを見直している。

 

2.3 重要な会計方針

関連当事者

関連当事者とは、主に当社の親会社と同じ親会社、直接的に又は間接的に当社に支配しされている会社、当社の関

連会社又はジョイント・ベンチャー（当該会社の子会社を含む）、若しくは当社グループ各社の関連会社又はジョ

イント・ベンチャー（当該会社の子会社を含む）をいう。

関連当事者には、当社又はその関連会社の退職後給付制度を運営する事業体（具体的には、年金基金であるFOPEN

及びFONDENEL）、並びに当社及びその子会社の法定監査役会の構成員及びその近親者、経営幹部及びその近親

者も含まれる。経営幹部は、当社の事業の計画、管理、及び統制における権限、及び直接的又は間接的に責任を有

する経営層で構成される。この中には、（代表権があろうがなかろうが）取締役が含まれる。

 

子会社、関連会社及びジョイント・ベンチャー

当社が、企業との正式な関係の性質にかかわらず、ある事業体への関与から生じる変動リターンに晒されている又

は権利を有していて、投資先に対するそのパワーの行使を通じて、そのリターンに影響を及ぼす能力を持つ場合

に、事業体を支配している。

関連会社とは、当社が重要な影響力を有する事業体である。重要な影響力とは、投資先に対して支配も共同支配も

行使しないが、当該先の財務及び営業方針の意思決定に参加するパワーをいう。

ジョイント・ベンチャーとは、当社が共同で支配権を行使し、正味資産に対する権利を有する共同支配の取決めで

ある。共同支配とは、支配の取決めを共有することをいい、これは関連する事業の意思決定が支配権を共有する全

ての当事者の同意を必要とする場合にのみ存在する。

子会社、関連会社及びジョイント・ベンチャーへの株主持分投資は原価で測定する。原価は減損損失で調整され、

減損認識の理由がもはやない場合に減損を戻入れる。戻入後の帳簿価額は当初原価を上回らない。

当社に係る損失が投資の帳簿価額を超過し、当社が非投資会社の法的又は推定債務を履行する義務を有する、又は

損失を補填するいかなる事象がある場合、当該帳簿価額の超過分はリスク及び費用における引当金において負債で

認識される。

経済的実質を伴わない、共同支配下での事業体への投資を処分する場合、受領対価と投資の帳簿価額の差額は株主

持分で認識する。
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外貨換算

機能通貨以外の外貨建取引は、各取引日における直物為替相場を用いて当初認識される。

機能通貨以外の外貨建の貨幣性資産及び負債は、後に期末為替レートを用いて換算が加えられる（例：報告日の直

物為替相場）。

取得原価で認識された外貨建の非貨幣性資産及び負債は、取引日における為替レートを用いて換算される。公正価

値で測定される外貨建の非貨幣性資産及び負債は、公正価値を測定した日における為替レートを用いて換算され

る。

為替差損益は純損益を通じて認識される。

授受した外貨における前払対価に関連する非貨幣性資産又は非貨幣性負債の認識の中止に係る費用又は収益（又は

その一部）の当社が当初認識に用いる直物為替レートを決定する際、取引日とは前払対価に関連する非貨幣資産又

は非貨幣負債を当初認識した日付のことである。

前払又は前受が複数回ある場合、当社は前払又は前受ごとの取引日を決定するものとする。

 

公正価値測定

IFRSで要請又は容認されている全ての公正価値測定及び公正価値開示において、IFRS第13号を適用している。

公正価値とは、測定日の市場参加者間の秩序ある取引において資産の売却で受け取るであろう価格、又は負債の移

転で支払うであろう価格（すなわち、出口価格）と定義される。

公正価値測定は、資産の売却又は負債の移転する取引が、当該資産又は負債の主要市場、すなわち取引量と活動水

準が最大の市場で行われると仮定される。主要市場がない場合、取引は当社が利用できる最も有利な市場、すなわ

ち資産の売却で受け取る金額を最大化する又は負債の移転で支払う金額を最小化する市場で行われると仮定され

る。

資産又は負債の公正価値は、市場参加者が自己の経済的利益の最大化を図ると仮定して、こうした市場参加者が当

該資産又は負債の価格設定に用いると考えられる仮定を用いて測定される。市場参加者は、当該資産又は負債の取

引を行うことができる、独立した、知識のある、取引を行う動機はあるが、取引を強制されず、やむなく取引を行

うわけではない売手及び買手である。

公正価値を測定する際に、当社は、資産又は負債の、特に以下の特徴を考慮に入れる。

＞　非金融資産においては、公正価値の測定は、市場参加者が当該資産を最大限に活用することにより、又は当該

資産を最大限に活用する他の市場参加者に売却することにより、市場参加者の経済的便益の生成能力を考慮に

入れている。

＞　負債及び自己資本性金融商品においては、公正価値は、とりわけ当社自身の信用リスクを含めた、不履行リス

ク、すなわち会社が義務を履行しないリスクの影響を反映する。

＞　市場リスク又は信用リスクに関して相殺されるポジションにあり、かかるリスクに対して事業体の正味エクス

ポージャーを基礎にして管理される金融資産及び金融負債のグループの場合、公正価値は純額ベースで測定す

ることが認められる。

資産及び負債の公正価値の測定にあたり、当社は、その状況に適合かつ充分なデータが入手可能な評価技法を用い

て、関連する観察可能な情報の利用を最大化し、観察不能な情報の利用を最小化している。
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有形固定資産

有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額、及び減損がある場合は減損損失累計額を控除した額で計上され

る。当該取得原価には、当該資産を意図した使用において必要な場所及び状態に置くことに直接起因する費用が含

まれる。

資産の一部の交換に要した取得原価に伴い、将来の経済的便益が当社に流入する可能性が高く、さらに当該便益に

係る取得原価が信頼性をもって測定可能な場合、取得後原価は資産の帳簿価額の増加として認識される。他の全て

の原価は、発生時に純損益で認識される。

残存価額控除後の有形固定資産は、見積耐用年数にわたり定額法により減価償却を行っており、その耐用年数は毎

年見直し、適宜将来に向かって調整している。減価償却は資産が使用可能になった時点で開始される。

 

有形固定資産の主な項目の見積り耐用年数は以下のとおりである。

 
 減価償却期間

建物付属設備 契約期間又は残存耐用年数のいずれか短い方

民間の建物 40年

その他の資産 7年

 

土地は耐用年数が確定できないため償却されない。

有形固定資産として認識される資産はその処分の時点（すなわち、受領側が支配を取得した日）又はその使用若し

くは処分から生じる将来の経済的便益が見込まれなくなった時点で認識が中止される。

 

リース

当社は、各種の業務のための有形固定資産をリース契約の下で保有している。当社は、契約の開始時に、契約が

リース又はリースを含むものであるかどうかを評価する。

2019年1月1日以降に締結又は変更された契約においては、当社は、対価と交換に契約が特定された資産の使用を支

配する権利を一定期間にわたり移転する場合に充たすIFRS第16号に基づいたリースの定義を適用した。

逆に、2019年1月1日より前に締結された契約については、当社はIFRIC第4号に基づき契約がリース又はリースを含

むものであったかを判定した。

当社は、リース構成要素、及び一つ又は複数の追加的なリース構成要素、又は非リース構成要素を含む契約の開始

又は変更の時点で、契約における各リース構成要素に対価をその相対的な独立価格に基づいて配分する。

リースの開始日（原資産が使用可能となる日）に、当社は使用権資産及びリース負債を認識する。

使用権資産は、リース期間中に原資産を使用する借手の権利を表し、使用権資産は当初は取得原価で測定され、取

得原価には、開始日以前に行われたリース料支払いに関する調整を加えたリース負債の当初の金額から、受領した

リースのインセンティブを控除し、生じた当初の直接費、原資産の解体及び除去、及び原資産又は敷地の原状回復

のための費用の見積りを加えた金額が含まれる。
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リース負債は、リース期間にわたって行われるリース料支払いの現在価値で当初測定される。支払リース料の現在

価値の計算において、事前にリースの計算利子率が判定できない場合には、当社は、リース開始日の借手の追加借

入利子率を用いる。

指数又は利率に依存しない変動支払リース料は、支払いを生じさせる事象又は条件が発生した年度に費用として認

識される。

開始日後、リース負債は実効金利法を用いて償却原価で測定され、特定の事象が発生した場合には再測定される。

当社は、そのリース契約に、開始日から12か月以内のリース期間を有する短期リースの認識の例外を適用してい

る。当社は、原資産の金額が重要であるとは見込まれない少額であるリース契約に対する少額資産の認識の例外も

適用している。例えば、当社はオフィス機器（すなわち、パーソナル・コンピュータ、印刷機器及びコピー機器）

などの少額とみなされるリースを有している。短期リース及び少額資産のリースに基づく支払リース料は、リース

期間にわたって定額法で費用に認識される。

当社は、「投資不動産」の定義を充たさない使用権資産を「有形固定資産」において、及びリース負債を「借入

金」において表示している。

基準の要件に従って、当社は、リース負債に基づく支払利息を「その他の金融費用」の下で、及び使用権資産の減

価償却費を「減価償却費、償却費及び減損損失」の下で独立して表示している。

 

無形資産

無形資産は、当社により支配する物理的実体がないが、将来の経済的便益を生成する能力がある識別可能な資産で

ある。無形資産は、当該資産の使用が将来の経済的便益を生成する可能性が高く、関連コストを信頼性をもって決

定することができる場合に、その購入原価又は内部開発費によって測定される。

当該費用には、当該資産を意図した利用のための準備に必要な直接起因する費用も含まれる。

開発支出は、当社が無形資産を完成させる技術的実行可能性、及び資産を利用又は販売する目的で当該無形資産を

完成する意図、能力及び資源を有することを証明できる場合にのみ、無形資産として認識される。

研究費は費用として認識される。

耐用年数を確定できる無形資産は、償却累計額及び減損損失累計額控除後の金額で計上される。

償却費は当該資産の見積耐用年数にわたり定額法で計算され、耐用年数は少なくとも年度で見直され、償却方針の

変更は将来に向けて反映される。

償却は、資産が使用可能となった時点で開始される。

従って、まだ使用可能ではない無形資産は償却されないが、減損テストは少なくとも年度で行われる。

当社の無形資産は確定した耐用年数を有する。

無形資産は当社が所有するアプリケーション・ソフトウェアで、その耐用年数は3年から5年である。

無形資産は、その処分時（受領側が支配を得た日）、又はその使用若しくは処分から生じる将来の経済的便益が見

込まれなくなった時点で認識が中止される。純損益を通じて認識される利得又は損失は、IFRS第15号の取引価格に

関する規定に従って決定される正味処分受領対価と認識が中止された資産の帳簿価額の差額として計算される。
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非金融資産の減損

各報告日において、非金融資産は減損の兆候の有無を判定するために見直される。

耐用年数が確定できない無形資産及び未だ使用可能でない無形資産は毎年、減損の兆候がある場合はそれ以上の頻

度で減損テストされる。

当該兆候が存在する場合には、当社グループの最新の事業計画に従い、資産の使用及び将来の処分に基づいて関係

する各資産の回収可能価額が見積もられる。回収可能価額の見積りの詳細は、「見積りの利用」の項を参照のこ

と。

回収可能価額は、資産が他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する能力を有

しない場合を除いて、個々の資産において算定される。

資産の帳簿価額がその回収可能価額を上回った場合には、純損益の「減価償却費、償却費及び減損損失」で減損損

失が認識される。

以前に認識された減損損失の理由がもはや得られない場合には、資産の帳簿価額は、減損損失が認識されなかった

とした場合の減価償却又は償却控除後の帳簿価額を超えない範囲で、「減価償却費、償却費及び減損損失」の下で

純損益を通じて戻入れられる。

 

金融商品

金融商品とは、一方の会社に金融資産を生じさせ、他方の会社に金融負債又は資本性金融商品を生じさせる契約の

ことであり、IAS第32号及びIFRS第9号に従って認識及び測定される。

金融資産又は金融負債は当社が当該商品の契約条項の当事者となった時点で、そしてその時点（取引日）でのみ認

識される。

IFRS第15号の適用範囲における顧客との契約から生じる営業債権は、当該営業債権が重要な金融要素を含んでいな

い場合、又は当社がIFRS第15号で認められた実務的な方法を適用している場合には、（IFRS第15号の定義のとお

り）取引価格で当初測定される。

一方、当社は上述の債権以外の金融資産を公正価値で、純損益を通じて公正価値で測定されない金融資産の場合に

は、取引価格を加えた額で当初測定する。

金融資産は、当初認識時に、当社のビジネス・モデル及びその商品の契約上のキャッシュ・フローの特性に基づい

て、償却原価で測定される金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産、及び純損益を通

じて公正価値で測定される金融資産として分類される。

当該目的において、その商品により元本及び元本残高に対する利息のみの支払（SPPI）にあたるキャッシュ・フ

ローが生じるかについて判定する評価はSPPIテストと呼ばれ、商品レベルで実施される。

金融資産を管理する当社のビジネス・モデルとは、当社がキャッシュ・フローを生成するために金融資産をどのよう

に管理しているのかを指す。ビジネス・モデルは、キャッシュ・フローが、契約上のキャッシュ・フローの回収によ

るもの、金融資産の売却によるもの、又はその両方によるものであるのかについて決定する。

事後測定の目的上、金融資産は3つの区分に分類される。

＞　償却原価で測定される金融資産（負債性金融商品）
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＞　認識中止時に累計利得及び損失の振替のない、OCIを通じて公正価値で測定される金融資産（資本性金融商

品）、及び

＞　純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

 

償却原価で測定される金融資産

当該区分には、主に営業債権、その他の金融資産及び貸付資産が含まれる。

償却原価で測定される金融資産は、契約条件により特定の日に係る元本及び元本残高に対する利息のみの支払にあ

たる契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有する、ビジネス・モデル内での目的で保有され

る。

当該資産は、公正価値で当初認識され、取引費用において調整され、その後実効金利法を用いて償却原価で測定さ

れ、減損の対象となる。

利得及び損失は、資産が認識中止、修正又は減損された時点で、純損益で認識される。

 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される（FVOCI）金融資産‐資本性金融商品

当該区分には、主に当初認識時に取消不能の指定をされた非上場事業体に対する持分投資が含まれる。

当該金融資産の利得及び損失は、決して純損益に振替えられることはない。当社は、株主持分内の累積利得又は累

積損失に振替えている。

OCIを通じて公正価値で測定されるものとして指定される資本性金融商品は、減損評価の対象とはならない。

当該投資に対する配当は、投資費用の一部の回収を明確に表示していない限り、利得又は損失において認識され

る。

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

当該区分には、主に有価証券、他社における株主持分投資、売買目的で保有されるファンドに対する金融投資、及

び当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定される金融資産が含まれる。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産は、以下のとおりである。

＞　ビジネス・モデルに関わりなく元本及び利息のみの支払にあたらないキャッシュ・フローがある金融資産

＞　主に短期での売却又は買い戻し目的で取得又は生じた、原則として売買目的で保有される金融資産

＞　指定することにより会計上のミスマッチが解消、又は大幅に低減する場合にIFRS第9号により認められたオプ

ション（公正価値オプション）に基づき当初認識時に指定した負債性金融商品

＞　売買目的で保有される、又は有効なヘッジ手段として指定していないデリバティブ（組込デリバティブを含

む）

当該金融資産は公正価値で当初認識され、事後の公正価値の変動から生じる利得及び損失は純損益で認識される。

当該区分は、当社がOCIを通じて公正価値で測定されるものとして分類するという取消不能の選択を行っていない

上場資本性金融商品も含まれる。上場資本性金融商品の配当も、配当支払いの権利が決定した際に、損益計算書に

おけるその他の収益として認識される。

条件付対価に該当する金融資産も、純損益を通じた公正価値で測定される。
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金融資産の減損

各報告日現在、当社は、償却原価で測定される営業債権及びその他の金融資産、その他の包括利益を通じて公正価

値で測定される負債性金融商品、契約資産、及びIFRS第9号の適用範囲に含まれる全てのその他の資産の予想信用

損失に対する損失評価引当金を認識している。

IFRS第9号に準拠して、2018年1月1日以降、当社は将来予測アプローチを用いた予想信用損失（ECL）の判定に基

づく新たな減損モデルを採用した。本質的に当該モデルは以下のことを定めている。

＞　全ての金融資産に単一の枠組みの適用

＞　継続的な予想信用損失を認識、及び金融商品の信用リスクの変動を反映させるための各報告期間の末日の当該

損失額の更新

＞　過度なコストを負担せずに入手可能な、過去の事象、現在の状況、将来の状況の予想に関する合理的な情報に

基づく予想損失の測定

営業債権、契約資産及びリース債権において、重要な金融要素を伴うものを含め、当社は簡便化アプローチを採用

し、一般に12か月に相当する債権の全期間に対応する期間にわたる予想信用損失を算定している。

営業債権、契約資産及びリース債権以外の全ての金融資産において、当社は、当初認識以降の信用リスクの著しい

増大の評価に基づき、IFRS第9号の一般的アプローチを適用している。当該アプローチの下で、金融資産に対する

損失引当金は、当該金融資産に対する信用損失が当初認識以降に著しく増大した場合、将来予測的な情報も含めた

全ての合理的で裏付け可能な情報を考慮して、全期間の予想信用損失に等しい金額で認識される。

報告日現在、金融資産に対する信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当社は、今後12か月

の予想信用損失に等しい額で当該金融資産に対する損失引当金を測定する。

前回の報告期間において存続期間の予想信用損失に等しい額の損失引当金が認識された金融資産において、信用リ

スクの著しい増大にあたらなくなった際は、当社は12か月の予想信用損失に等しい額で損失引当金を測定する。

当社は、報告日時点の損失引当金をIFRS第9号に従って認識する必要がある額に調整する必要がある予想信用損失

（又は戻入）額を、減損利得又は減損損失として、純損益において認識する。

 

現金及び現金同等物

当該区分には、要求払預金、又はごく短期のうちに換金可能な預金、及び容易に特定の金額に換金可能で、かつ価

値の変動について僅少なリスクしか負わない流動性が高い短期の金融投資が含まれる。

キャッシュ・フロー計算書目的においては、現金及び現金同等物は報告日現在の銀行当座借越を含まない。
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償却原価で測定される金融負債

当該区分は、主に借入金、営業債務、リース負債及び負債性金融商品を含む。

デリバティブを除く金融負債は、当社が金融商品の契約条項当事者となる時点で認識され、直接帰属する取引費用

に関する調整を加えた後の公正価値により当初測定される。その後、金融負債は実効金利法を用いた償却原価で測

定される。実効金利とは、金融商品の予想残存期間、又は該当する場合には、より短い期間で、将来の現金支払又

は受取の見積額を、金融資産又は負債の帳簿価額まで正確に割引く利率のことである。

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債は、売買目的で保有される金融負債及び当初認識時に純損益を通じ

て公正価値で測定が指定される金融負債を含む。

金融負債は、短期間において買い戻しする目的で発生した場合には売買目的保有と分類される。当該区分には、当

社が締結したデリバティブで、IFRS第9号が定義するヘッジ関係におけるヘッジ手段として指定されていないもの

も含まれる。区分された組込デリバティブも、有効なヘッジ手段として指定されていない限り、純損益を通じた公

正価値での測定として分類される。

純損益を通じて公正価値で測定される負債に係る利得又は損失は、純損益として認識される。

当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定される金融負債は、IFRS第9号の基準が充たさ

れた場合にのみ、当初認識日において指定される。

この場合、自己の信用リスクを起因とする公正価値の変動部分はその他の包括利益に認識される。

当社には、当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定した金融負債はない。

条件付対価に該当する金融負債も、純損益を通じて公正価値で測定される。

 

金融資産及び負債の認識の中止

次のいずれかの条件が充足される場合には、常に、金融資産の認識が中止される。

＞　資産に関連するキャッシュ・フローを受領する契約上の権利の失効

＞　当社が、資産に伴うリスク及び経済価値の実質的全ての移転、資産のキャッシュ・フローを受領する権利の移

転、又は、IFRS第9号の下で定められた要件を充たす契約に基づいて一つ又は複数の受益者に当該キャッ

シュ・フローを支払う契約上の義務の引受（「パス・スルー契約」）

＞　当社が資産に関連するリスク及び経済価値の実質的全ての譲渡又は保持ではなく、資産に対する支配の移転

金融負債は、それが消滅した場合、すなわち契約上の義務が履行され、免除され、又は失効となった場合に認識が

中止される。

既存の金融負債が、同一の貸手からの大幅に異なる条件の他の金融負債により置き換えられた場合、又は既存の負

債の条件が大幅に修正された場合、そうした置換や修正は、当初の負債の認識の中止及び新たな負債の認識として

扱われる。それぞれの帳簿価額との差額は、純損益で認識される
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デリバティブ金融商品

デリバティブ金融商品は以下のような金融商品又はその他の契約である。

＞　その価値が、金利、商品又は有価証券の価格、為替レート、価格又はレートの指数、信用格付、又はその他の

変数等を基礎とする変数の変動に対応して変動する。

＞　初期純投資を必要としないか、又は市場要因の変化に対して同様に反応する契約に比べ必要とする純投資が少

ない。

＞　将来の日に決済される。

デリバティブは、公正価値が正か負かに応じて金融資産又は金融負債として分類され、有効なヘッジ手段として指

定されるものを除き、「その他のビジネス・モデル」内の「売買目的保有」として分類され、純損益を通じて公正

価値で測定される。

全ての売買目的保有デリバティブは、流動資産又は流動負債に計上される。

売買目的保有ではないが、ヘッジ会計及び有効なヘッジ手段の要件を充たさないことから純損益を通じて公正価値

で測定されるデリバティブは、その満期日及び当該金融商品を満期まで保有するか否かの当社の意図に基づいて、

流動又は非流動に分類される。

デリバティブ及びヘッジ会計の詳細は、注記34.1「ヘッジ会計」を参照のこと。

 

金融資産と金融負債との相殺

当社は、以下の場合に金融資産と金融負債を相殺している。

＞　認識された当該金額を相殺する法的効力がある権利を有し、かつ

＞　純額で決済する、又は当該資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図がある場合

 

売却目的保有に分類される非流動資産（又は処分グループ）及び非継続事業

非流動資産（又は処分グループ）は帳簿価額が、継続的な使用にではなく、基本的に売却取引を通じて回収される

場合には、売却目的保有資産に分類される。

当該分類要件は、非流動資産（又は処分グループ）が現在にて即時に売却可能で、売却の可能性が非常に高い場合

にのみ適用される。

当社が、子会社の支配の喪失を伴う売却計画を約定し、IFRS第5号下で規定されている要件を充たす場合、当該子

会社の全ての資産及び負債は、当社が売却後に旧子会社における非支配持分を留保するか否かにかかわらず、分類

要件を充たした時点で売却目的保有として分類される。

当社は、IFRS第5号における想定としての当該分類要件を、関連会社又はジョイント・ベンチャーにおける投資又

は投資の一部に適用している。関連会社又はジョイント・ベンチャーにおける投資の売却目的保有として分類され

ていない留保部分は、売却目的保有として分類された部分の処分が実行されるまで、持分法を用いて会計処理され

る。

売却目的保有に分類された非流動資産（又は処分グループ）及び処分グループの負債は、財政状態計算書における

その他の資産及び負債から区分して表示される。

売却目的保有に分類された非流動資産又は処分グループの資産及び負債において表示される金額は、表示されてい

る過去の期間において振替も再表示もされない。
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売却目的保有としての非流動資産（又は処分グループ）の当初の分類の直前に、当該資産（又は処分グループ）の

帳簿価額は、当該資産又は負債に適用される会計基準に準拠して測定される。売却目的保有に分類される非流動資

産（又は処分グループ）は、帳簿価額と売却費用控除後の公正価値のいずれか低い価額で測定される。当初又はそ

の後に評価減した資産（又は処分グループ）の売却費用控除後の公正価値において、減損損失及びその戻入による

利得は、継続事業からの純損益として認識される。

分類要件をもはや充たさなくなった場合には、当社は売却目的保有として非流動資産（又は処分グループ）の分類

を中止する。この場合、次のいずれか低い金額で測定される。

＞　売却目的保有として分類される前の当該資産（又は処分グループ）の帳簿価額に、当該資産（又は処分グ

ループ）が売却目的保有に分類されなかった場合に認識されたであろう減価償却費、償却費又は減損損失の戻

入において調整をした金額、及び

＞　その後の売却しない決定がなされた日で計算される、処分費用控除後の公正価値又は使用価値のうちいずれ

か高い方に相当する回収可能価額

売却目的保有への分類を中止した非流動資産の帳簿価額のあらゆる調整は、継続事業からの純損益に含まれる。

非継続事業は、処分された又は売却目的保有に分類された当社の構成要素であり、以下のいずれかに該当する。

＞　独立した主要な事業ライン又は地理別セグメントである。

＞　独立した主要な事業ライン又は地理的セグメントの処分を取りまとめた計画の一部である。又は、

＞　転売でのみの目的として取得した子会社である。

当社は、損益計算書の別掲項目で以下の合計から構成される金額にまとめて表示している。

＞　非継続事業の税引後純利益又は損失、及び

＞　非継続事業を構成する資産又は処分グループの、売却費用控除後、又は処分に係る公正価値の測定に関して認

識された税引後純利得又は損失

これに対応する金額は、財務書類における過年度の損益計算書に再表示されているため、開示は当報告期間末まで

に非継続となった全ての事業に関連している。当社が売却目的保有として一構成要素の分類を中止した場合、過年

度に非継続事業にて表示されていた当該構成部分の業績は、表示されていた全ての期間において継続事業からの純

損益に振替えられ、含められる。

 

従業員給付

確定給付制度、又は雇用期間中に発生したその他の長期給付に関連して雇用終了時又は雇用終了後に支払われる従

業員給付に関する負債は、報告日現在発生済みの将来の給付額を年金数理上の仮定を用いて見積ることによって、

制度ごとに決定される（予測単位積増方式）。具体的には、確定給付債務の現在価値は、報告期間末時点の高格付

社債の市場利回りに基づいて決定された割引率を使用して算定される。当該通貨建て高格付社債の取引高が少ない

場合は、対応する国債利回りが用いられる。

当該負債は、制度資産が控除され、関連する権利の確定期間にわたり発生主義に基づいて認識される。当該評価は

独立の年金数理人によって実施されている。

制度資産が関連する確定給付債務の現在価値を上回った場合、剰余分は（適用される上限額まで）資産として認識

される。
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確定給付制度の負債（資産）に関しては、負債の測定に係る累積的数理計算上の利得及び損失、制度資産の運用益

（関連する利息収益控除後）、及び資産上限の影響（関連する利息控除後）は、発生時にその他の包括利益で認識

される。その他の長期給付については、関連する年金数理上の利得及び損失は、純損益を通じて認識される。

現行の確定給付制度の変更又は新制度の導入の場合には、過去勤務費用は直ちに純損益に認識される。

当社はまた、確定拠出制度にも関与しており、当社は当該制度の下で、別個の事業体（基金）に固定拠出金を支払

い、基金が全ての従業員に当年度及び過年度の従業員の勤務に関連した給付金を支払うために充分な資産を保有し

ていない場合でも、当社はこれ以上の拠出金を支払う法的義務又は推定的義務も負わない。このような制度は、通

常、従業員退職後の年金給付を補完することを目的としている。関連する費用は、年度中に支払った拠出金の額に

基づいて、純損益に認識される。

 

解雇給付

従業員の早期退職に伴う給付債務は、当社が通常の退職日までに従業員の雇用を終了することを決定した場合、又

は従業員が退職と引換えに給付の提供を受けることを決定した場合に発生する。義務を生じさせる事象は、従業員

の勤務ではなく雇用の終了である。退職給付は、次のいずれか早い日に認識される。

＞　当社が給付金の申し出を撤回することが不可能となった時点

＞　当社がIAS第37号の適用範囲にある事業再編に係る費用を認識し、解雇給付の支払いを伴う時点

当該負債は、当該従業員給付の性質に基づいて測定される。具体的には、給付金が他の退職後給付の強化を表して

いる場合、関連する負債はその種類の給付の規制する規則に従って測定される。それ以外の場合は、従業員に支払

われるべき退職給付の全額が年次報告期間末後12か月以内に決済されると見込まれる場合には、当社は当該負債を

短期従業員給付の要件に従って測定し、年次報告期間末後12か月以内に全額が決済されることが見込まれない場合

には、当社は当該負債をその他の長期従業員給付の要件に従って測定する。

 

株式に基づく報酬

当社は、最高経営責任者及びジェネラル・マネジャー並びに経営幹部の報酬方針の一環として、資本性金融商品を

用いて決済される株式に基づく報酬取引を行っている。

直近の長期インセンティブ制度は、株式要素（資本性金融商品で決済）及び金銭要素（現金で支払）で表されるイ

ンセンティブの受益者への給付を定めており、特定の条件が充たされた場合で発生する。当該金銭要素は、制度を

施行した会社の資本性金融商品の価格（又は価値）に基づく場合は現金決済取引として分類され、それ以外の場合

は別の長期従業員給付として分類される。当社株式の賞与支給による株式要素の精算のために、当該制度を支える

ための自己株式の購入プログラムが承認された。株式に基づく報酬制度の詳細は、注記36 「株式に基づく報酬」

を参照のこと。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 571/1075



当社は、付与日における資本性金融商品（すなわち当社株式）の公正価値に基づき、人件費としてまた、間接的に

価値を見積ることで従業員が提供したサービスを人件費として認識し、それに対応する株主持分の増加額を認識す

る。株式要素においては、当社は、従業員により提供される勤務サービスを維持し、一定の成果を達成のための条

件が充たすべき期間（権利確定期間）にわたり人件費として認識し、当該価値を間接的に見積り、付与日現在の資

本性金融商品（すなわち発行者株式）の公正価値に基づき、それに対応する株主持分の増加額を認識している。当

該公正価値は、付与された（公正価値の測定から除外される権利確定条件を除く）株式の下での諸条件が考慮さ

れ、当該株式の観察可能な市場価格に基づいている。

認識される費用の総額は、権利確定日まで各報告日において、市場条件以外の勤務条件及び業績条件を充たす資本

性金融商品の数に関する当社の最善の見積りを反映するように調整されるため、最終的に認識される金額は、権利

確定日における市場条件以外の勤務条件及び業績条件を充たす資本性金融商品の有効数に基づく。

市場条件及び／又は勤務条件以外の業績条件が充たされていないために最終的に権利が確定しない報酬について

は、費用は認識されない。逆に、全てのその他の権利確定条件が充たされれば、市場条件又は権利未確定条件が充

たされているかとは無関係に、当該取引は権利確定したものとみなされる。

資本性金融商品に基づく当該インセンティブが現金で支払われる場合、当社は、権利確定期間にわたり人件費とし

て従業員により提供されたサービス、及び対応する負債を発生した負債の公正価値で測定する。その後、及びその

消滅まで、権利が確定するインセンティブの最善の見積りを考慮して、人件費の下に認識された公正価値の変動と

ともに、負債は各報告日現在の公正価値で再測定される。一つ又は複数の条件が充たされていない理由で金銭的イ

ンセンティブを受領する権利が確定しない場合、関連する負債は取り消される。

 

リスク及び費用における引当金

引当金は、報告期間の末日において過去の事象の結果として法律上又は推定上の債務が存在し、その決済により、

その金額を信頼性をもって見積ることができる資源が流出することが見込まれる場合に計上する。影響な重要な場

合には、貨幣の時間的価値の現在の市場評価を反映する税引前割引率及び該当する場合には負債に固有のリスクを

用いて、将来の予想キャッシュ・フローを割り引くことにより引当金を算定する。

引当金が割引かれている場合、時間要因において現在価値の期間的な調整は金融費用として認識される。

当社が一部又は全部の費用の償還を期待する場合には、その償還がほぼ確実である場合に限り、当該償還は独立し

た資産として認識される。

引当金は、税金負債として認識される所得税の取扱いの不確実性を反映する負債を含まない。

契約上の義務を充たす不可避的な費用が当該契約下で受領を見込む経済的便益を上回る契約（不利な契約）の場

合、当社は、契約下での義務履行不可避費用（すなわち、追加的なものか、他の費用の割当てから生じたものであ

るかを問わず、契約に直接関連する費用）が受領見込経済的便益を超過する部分と、義務不履行により発生する補

償金又は違約金との、いずれか低い金額で引当金を認識する。

引当金の未払費用見積額の変動は、当該変動が発生した年度に損益計算書で認識される。

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 572/1075



顧客との契約から生じた収益

当社は、IFRS第15号に規定されている次の5つのステップのモデルを用いて、当該財又はサービスと引換えに当社

が受け取ることができると見込んでいる対価を反映する金額で表示するように、顧客との契約から生じた収益を認

識する。

＞　顧客との契約の識別（ステップ1）

＞　契約における履行義務の識別（ステップ2）

＞　取引価格の算定（ステップ3）

＞　取引価格を契約における履行義務に分配（ステップ4）

＞　収益の認識（ステップ5）

当社は、各履行義務が約定された財又はサービスの顧客への移転により充足された時点（又はそれ以降）収益を認

識する。

 

デリバティブから生じた金融収益及び金融費用

デリバティブから生じた金融収益及び金融費用には、以下が含まれる。

＞　純損益を通じて公正価値で評価される金利リスク及び通貨リスクに係るデリバティブから生じた収益及び費用

＞　金利リスクに係る公正価値ヘッジ・デリバティブから生じた収益及び費用

＞　金利リスク及び通貨リスクに係るキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブから生じた収益及び費用

 

その他の金融収益及び費用

償却原価で測定される全ての金融資産及び負債、並びにその他の包括利益を通じて公正価値での測定に分類される

利付金融資産において、受取利息及び支払利息は実効金利法を用いて認識される。

受取利息は、経済的便益が当社にもたらされる可能性が高く、かつその金額が信頼性をもって測定可能である範囲

で認識される。

その他の金融収益及び費用は、デリバティブ以外の金融商品の公正価値の変動も含む。

 

配当金

配当金は、配当金を受け取る無条件の権利が確立した時点で認識される。

当社の株主に対する未払配当金及び未払中間配当金は、各々株主総会及び取締役会に承認された期間に、株主持分

の変動として認識される。

 

法人所得税

当期法人所得税

各年度の法人所得税は、正味未払では「税金負債」の下で、又は還付残高が存在する場合は「税金資産」の下で認

識され、課税所得額の見積りを用いて、適用される規則に基づき算定される。

当該負債及び資産は、課税所得が生じた国において報告期間末までに施行されている又は実質的に施行されている

税率及び税法を用いて算定される。
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当期法人所得税は、株主持分で認識された純損益以外で認識された当期の法人所得税を除き、純損益において認識

される。

 

繰延税金負債及び資産

繰延税金負債及び資産は、財務書類における負債及び資産の帳簿価額と、それに対応して一時差異が解消すると見

込まれる日に有効な税率に基づき税務目的向けに認識される金額との間の当該一時差異上で算定され、報告期間末

現在で施行されている又は実質的に施行されている税率に基づいて決定される。

繰延税金負債は、全ての将来加算一時差異について認識されるが、当該負債がのれんの当初認識から、又は子会

社、関連会社及びジョイント・ベンチャーの取決めにおける持分への投資に伴う将来加算一時差異に関連して生じ

る場合、当社が一時差異の解消時期を操作でき当該一時差異が近い将来に解消されない可能性が高い場合は除く。

繰延税金資産は、全ての控除可能な一時差異、税務上の繰越欠損金及び未使用税額控除の繰越額において認識され

る。当該資産の回収可能性の詳細は、見積りに関する記述の該当箇所を参照のこと。

繰延税金及び負債は、純損益以外、株主持分で認識されたものを除き、純損益において認識される。　

繰延税金資産及び繰延税金負債は、繰延税金負債又は繰延税金資産の決済又は回収が見込まれる将来の各期間にお

いて、同一の課税主体、又は流動税金資産を流動税金負債と相殺する法的に執行可能な権利が存在し、かつ、流動

税金負債及び資産を純額で決済する、又は資産を実現し負債の決済を同時に行うことを意図している異なる課税主

体のいずれかに係る、同一の税務当局により課された法人税に関連する場合に限り、相殺している。

 

法人所得税の取扱いに関する不確実性

「不確実性」を定義する際には、特定の税務処理が関係税務当局により容認されるかどうかを検討しなければなら

ない。税務上の処理が容認される可能性が高いと認められる場合（この場合における「可能性が高い」という用語

は、「容認されない可能性よりも容認される可能性の方が高い」と定義される）には、当社は、IAS第12条の要件

を適用してその未収／繰延税金資産、又は未払／繰延税金負債を認識及び測定する。

逆に、税務当局が法人所得税の課税上の取扱いを受け入れる可能性が低いと判断した場合には、不確実性の解消を

最も的確に予測できる方法で不確実性を反映する。当社は、いずれのアプローチが不確実性の解決をより正確に予

測するかに基づいて、各々の不確実性のある税務処理を個別に考慮するか、一つ又は複数の他の不確実性のある税

務処理と併せて考慮するかを決定する。不確実性が税務処理に影響を与えるかどうか、及びどのように影響を与え

るかの評価において、当社は、税務当局が調査する権利を有している金額を調査し、当該調査を行う際に全ての関

連する情報について充分な知識を有していると仮定し、税務当局が不確実性のある税務処理を容認するかどうかを

推測する。当社は、期待値又は最も可能性が高い金額のうちいずれかより正確に不確実性の解決を予測する方法を

用いて当期及び繰延税金の計上に不確実性の影響を反映する。

不確実な法人所得税務上のポジションは法人所得税の定義を充たすことから、当社は、当期税金負債／資産又は繰

延税金負債／資産として不確実性のある税金負債／資産を表示している。
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注記3. 新規及び改訂された基準及び解釈

当社は、2023年1月1日より効力を発した以下の基準、解釈指針及び改訂を適用している。

＞　「IFRS第3号の改訂‐概念フレームワークへの参照」が2020年5月に公表された。当該改訂は、2018年3月に公

表された「財務報告に関する概念フレームワークの改訂」（概念フレームワーク）による資産及び負債の定義

への参照を、大幅に変更することなく置き換えることを意図したものである。

改訂はまた、IFRS第3号に「IAS第37号‐引当金、偶発負債及び偶発資産」又は「IFRIC第21号‐賦課金」の範

囲に含まれる取引及びその他の事象において、企業結合における引受負債を特定するために（概念フレーム

ワークのかわりに）IAS第37号又はIFRIC第21号を取得者が適用するという要件を追加している。

最後に、当該改訂は、企業結合において取得した偶発資産におけるIFRS第3号の既存のガイドラインを明確化

し、取得日現在で資産が存在することが確実でない場合には、当該偶発資産を認識しないことを規定してい

る。

＞　「IAS第16号の改訂‐有形固定資産：意図した使用の前の収益」が2020年5月に公表された。当該改訂は、会社

が意図した使用に向けて資産の準備を行っている間の生成物の売却により受領した金額を有形固定資産の費用

から控除することを禁止している。その代わりに、会社は純損益でそのような売上金及び関連費用を認識す

る。

＞　「IAS第37号の改訂‐不利な契約‐契約履行のコスト」が2020年5月に公表された。当該改訂は契約が不利かど

うかを評価する目的で、契約履行のコストを決定する際に会社が含めるべき費用を明記している。当該目的の

ために、契約履行のコストは契約に直接関連する費用を構成する。当該構成は、契約履行の増分コスト又は契

約履行に直接関連するその他の費用の割当からなる。

＞　「IFRSの年次改善（2018‐2020年サイクル）」が2020年5月に公表された。当該改善は、主に以下の基準の修

正から構成される。

‐「国際財務報告基準の初度適用」。当該改訂は、親会社が既にIFRS基準を採用した後にIFRS基準の初度適

用企業となる投資先（子会社、関連会社又はジョイント・ベンチャー）によるIFRS第1号の適用を簡素化し

た。具体的には、投資先が親会社の後にIFRSを採用し、IFRS第1号D 16（a）項を適用する場合、親会社の

IFRSへの移行日に基づき、親会社の連結財務書類に含まれている金額で全ての在外事業体における累積換算

差額を測定することが選択できる。

‐「IFRS第9号‐金融商品」。金融負債の認識中止に向けた「10%」テストに含まれる手数料に関して、当該

改訂は、新規又は変更後の金融負債の条件が当初の金融負債の条件と著しく異なるか否かを評価する際に会

社が含める手数料を明らかにした。受領済手数料を控除して支払った手数料を決定する際は、借主は、その

他の当事者に代わって借主又は貸主のいずれかにより授受された手数料を含め、借主と貸主との間での授受

された手数料のみを含めるものとする。
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‐「IFRS第16号‐リース」。国際会計基準審議会は「IFRS第16号‐リース」に付随する例証13例を改訂した。

具体的には、当該改訂は、例証13例がリース・インセンティブにおける要件を説明した方法によって生じた

IFRS第16号の適用における混乱の可能性を排除するものである。当該事例はリース物件の改良に関する償還

を含んでいたが、償還がリースインセンティブとして適格であるかの説明がなかった。当該改訂は、事例か

ら生じたリース物件の改良に関する償還の例証図を削除した。

‐「IAS第41号‐農業」。当該改正は、会社が、公正価値測定時、租税向けキャッシュ・フローを除外する要

件を取り除いた。従って、会社は当該キャッシュ・フローの割引きに、税引前キャッシュ・フロー及び税引

前利率を使用するものとする。

 

当該改訂の適用は、当該個別財務書類に重要な影響を与えていない。

 

損益計算書に関する情報

注記4 . 収益

4.a 　販売及びサービスから生じた収益‐116百万ユーロ

 
百万ユーロ  

2022年度 2021年度 増減

販売及びサービスから生じた収益

グループ会社 116 125 (9)

第三者 - - -

販売及びサービスから生じた収益合計 116 125 (9)

 

「販売及びサービスから生じた収益」は、親会社としての管理及び調整役割の範囲内で子会社に提供している経営

サービス（69百万ユーロ）、ITサービス（39百万ユーロ）及びその他のサービス（8百万ユーロ）を含む。

9百万ユーロの減少は、経営サービスから生じた収益（8百万ユーロ）及びITサービスから生じた収益（4百万ユー

ロ）の減少で、その他のサービスから生じた収益（3百万ユーロ）の増加による相殺を反映したものである。

販売及びサービスから生じた収益の地理的セグメントによる内訳は以下のとおりである。

＞　イタリア51百万ユーロ（2021年度では59百万ユーロ）

＞　EU域内27百万ユーロ（2021年度では24百万ユーロ）

＞　その他の国々38百万ユーロ（2021年度では40百万ユーロ）

 

4.b　その他の収益‐17百万ユーロ

「その他の収益」は、出向した当社の人件費における費用のその他のグループ会社に対する請求（12百万ユーロ）

及びFondazione Centro Studi Enel及びEnel Cuore Onlus に対する請求（3百万ユーロ）を含む。

2021年度には、ジョイント・ベンチャーOpen Fiber SpAの持分50％のMacquarie Asset Management及びCDP Equity

SpAへの資産売却によるキャピタル・ゲイン1,629百万ユーロを含む。
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費用

5.a　消耗品の購入

消耗品の購入に係る費用は前年度と比較して重要な変動はなかった。

 

5.b サービス、リース及び賃借料‐206百万ユーロ

サービス、リース及び賃借料の内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年度 2021年度 増減

サービス 202 192 10

リース及び賃借料 4 5 (1)

サービス、リース及び賃借料 206 197 9

 

サービスの費用は、第三者からの提供サービスの費用73百万ユーロ（2021年度では67百万ユーロ）及びグループ会

社からの提供サービスの費用129 百万ユーロ（2021年度では125百万ユーロ）である。

グループ会社からの提供サービスの費用は3百万ユーロの増加で、基本的に、システム・サービス（14百万ユー

ロ）であり、経営サービス費用（16百万ユーロ）の減少により一部相殺されている、その一方、第三者提供の費用

は7百万ユーロ増加しており、主に専門及びITサービス及び費用の増加による。

リース及び賃貸料の費用は、主に子会社のEnel Italia SpAからのリース資産における費用に相当する。

 

5.c 　人件費‐105百万ユーロ

人件費の内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

注記 2022年度 2021年度 増減

賃金及び給与 81 76 5

社会保障費  26 25 1

退職後給付 25 6 6 -

その他の長期給付 25 1 8 (7)

株式報酬費用  5 4 1

その他の費用及びその他の奨励給制度  (14) 60 (74)

人件費合計 105 179 (74)

 

「人件費」は合計105百万ユーロで、2021年度に比べ74百万ユーロ減少した。これは主に、2021年度に当社が採用

した早期退職勧奨制度による費用に関連する調整により、金額にして21百万ユーロ純損益から減少した。2021年度

早期退職勧奨制度における費用は57百万ユーロである。当該費用の5百万ユーロは2019年度、2020年度、2021年度

及び2022年度に当社が従業員に付与した長期インセンティブ制度の株式要素に該当する株式報酬費用に相当する。

職階別平均従業員数の前年比較、及び2022年12月31日現在の従業員数は以下の表のとおりである。

 
平均員数 従業員数

2022年度 2021年度 増減 2022年12月31日現在

マネジャー 154 148 6 164

ミドル・マネジャー 449 417 32 481

事務職 261 246 15 244

合計 864 811 53 889
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5.d 減価償却費、償却費及び減損損失‐1,330百万ユーロ

 
百万ユーロ  

2022年度 2021年度 増減

減価償却費 4 5 (1)

償却費 52 32 20

減損損失 1,437 788 649

減損損失の戻入 163 91 72

減価償却費、償却費及び減損損失合計 1,330 734 596

 

減価償却費及び償却費は56百万ユーロで、減価償却費4百万ユーロ及び償却費52百万ユーロを含む。

減損損失には、在ルーマニア子会社（995百万ユーロ）、Enel Green Power SpA（228百万ユーロ）、Enel Innovation

Hubs Srl（16百万ユーロ）、Enel Investment Holding BV（1百万ユーロ）における保有する株主持分投資に係る減損

損失を含む。

また当該項目は、株式資本の56.43%に相当する全持分の売却に向けて2022年6月に締結された契約を受けて、2022

年10月に取引完了に係る支払合計約137百万ユーロの子会社PJSC Enel Russiaにおける保有持分に係る認識された減

損損失195百万ユーロを含む。

減損損失の戻入は、子会社であるEnel Global Trading SpA（162百万ユーロ）及びEnel Global Services Srl（1百万ユー

ロ）への投資に相当する。

2021年度、減価償却費、償却費及び減損損失は合計734百万ユーロで、主にルーマニア配電子会社に係る認識され

た減損損失（合計270百万ユーロ）で、Enel Green Power SpAにおける保有持分（497百万ユーロ）、並びにイタリ

ア及びオランダ子会社におけるその他の持分（21百万ユーロ）に相当する。また当該項目は、子会社における投資

に関する減損損失の戻入Enel Global Trading SpA（43百万ユーロ）、Enel Italia SpA（41百万ユーロ）及びEnel

Innovation Hubs Srl（7百万ユーロ）を含む。

減損判定に用いる要件の詳細は、下記注記13「株主持分投資」を参照のこと。

 

5.e その他の営業費用 - 27百万ユーロ

その他の営業費用は2021年度を超えて13百万ユーロ増加し、主にPJSC Enel Russiaからの営業債権の償却（8百万

ユーロ）である。

 

注記6. 株主持分投資から生じた収益‐8,770百万ユーロ

株主持分投資から生じた収益は8,770百万ユーロであり、2022年度に承認された配当及び中間配当が子会社及び関

連会社による8,761百万ユーロ、ジョイント・ベンチャーによる9百万ユーロに相当する。

前年度と比較して4,319百万ユーロの増加は、主にEnel Italia SpAによる配当（6,000百万ユーロ）で、その一部は

Enel Iberia SRLU、Enel Américas SA及びEnel Chile SAによる利益配当の減少で相殺された。

期末日現在、2022年度の未収中間配当金は、配当承認され2023年初月に受領した子会社Enel Chile SA（14百万ユー

ロ）、及びジョイント・ベンチャーRusenergosbyt LLC（9百万ユーロ）を含む。
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百万ユーロ

2022年度 2021年度 増減

子会社及び関連会社からの配当金 8,761 4,409 4,352

Enel Américas SA 99 303 (204)

Enel Chile SA 28 168 (140)

Enel Energie Muntenia SA - 6 (6)

Enel Energie SA - 2 (2)

Enel Global Trading SpA - 86 (86)

Enel Iberia SLU 648 1,175 (527)

Enel Italia SpA 7,970 2,609 5,361

Enel Rinnovabili Srl - 25 (25)

E-Distribuţie Banat SA - 8 (8)

Enel Innovation Hubs Srl 16 - 16

E-Distribuţie Muntenia SA - 27 (27)

ジョイント・ベンチャーからの配当金 9 41 (32)

Rusenergosbyt LLC 9 41 (32)

その他の会社からの配当金 - 1 (1)

Empresa Propietaria de la Red SA - 1 (1)

株主持分投資から生じた収益合計 8,770 4,451 4,319

 

注記7. デリバティブから生じた純金融収益／（費用）‐171百万ユーロ

内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ  

2022年度 2021年度 増減

デリバティブから生じた収益

グループ会社の代理として 1,796 786 1,010

純損益を通して公正価値で測定されるデリバティブから生じた収益 1,796 786 1,010

エネル・エスピーエーの代理として 335 287 48

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブから生じた収益 204 246 (42)

純損益を通して公正価値で測定されるデリバティブから生じた収益 131 41 90

デリバティブから生じた収益合計 2,131 1,073 1,058

デリバティブから生じた費用    

グループ会社の代理として 1,791 785 1,006

純損益を通して公正価値で測定されるデリバティブに関する費用 1,791 785 1,006

エネル・エスピーエーの代理として 169 106 63

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブから生じた費用 114 86 28

純損益を通して公正価値で測定されるデリバティブから生じた費用 55 20 35

デリバティブから生じた費用合計 1,960 891 1,069

デリバティブから生じた金融収益／（金融費用）合計 171 182 (11)

 

デリバティブから生じた純金融収益は171百万ユーロ（2021年度では182百万ユーロ）で11百万ユーロ減少し、主に

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブから生じた純金融費用における増加（70百万ユーロ）、当社のために

締結された純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブに係る純金融収益における増加（55百万ユーロ）、

及びグループ会社のために締結されたデリバティブに係る純金融収益における増加（4百万ユーロ）の複合的な影

響である。

デリバティブの詳細は、注記32「金融商品」及び注記34「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。
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注記8. 　その他の純金融収益／（費用）‐（355）百万ユーロ

内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ  

2022年度 2021年度 増減

その他の金融収益

受取利息

非流動貸付金に係る受取利息 - 15 (15)

流動貸付金に係る受取利息 183 27 156

合計 183 42 141

為替差益 45 1 44

その他 204 197 7

その他の金融収益合計 432 240 192

その他の金融費用   

利息費用   

銀行借入金に係る支払利息 88 51 37

社債利息 297 365 (68)

その他の借入金に係る支払利息 309 203 106

合計 694 619 75

為替換算差損 90 179 (89)

確定給付制度及びその他の長期従業員給付に係る利息費用 1 1 -

債務管理取引に係る金融費用 - 68 (68)

その他 2 2 -

その他の金融費用合計 787 869 (82)

その他の正味金融収益／（費用）合計 (355) (629) 274

 

その他の金融収益は432百万ユーロで、前年比で192百万ユーロ増加している。当該減少は主に以下のとおりであ

る。

＞　短期金融資産に係る利息収入が156百万ユーロ増加し、長期金融資産に係る利息収入における減少15百万ユー

ロにより一部相殺した。

＞　為替差益における増加44百万ユーロ。

その他の金融費用は787百万ユーロで、2021年度と比べて82百万ユーロ減少し、当該減少は主に以下のとおりであ

る。

＞　為替差損における減少89百万ユーロ。

＞　当社により引き受けられた同意勧奨に関連する債務管理取引に係る金融費用の減少68百万ユーロ。

＞　主に当社のリボルビング信用枠の利用による銀行借入に係る利息費用の増加（37百万ユーロ）とともに、Enel

Finance International NVから生じた利息費用が106百万ユーロ増加したが、満期及び借入費用を積極的に管理す

る当社の財務戦略の結果として、債券に係る利息における減少68百万ユーロにより一部相殺された。
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注記9. 法人所得税‐（106）百万ユーロ

 
百万ユーロ  

2022年度 2021年度 増減

当期法人所得税 (111) (107) (4)

繰延税金収益 9 (5) 14

繰延税金費用 (4) (2) (2)

法人所得税合計 (106) (114) 8

 

2022年度の法人所得税は106百万ユーロで、主に法人所得税（IRES）の課税標準が税引前利益と比較して、子会社

からの受取配当の95％が益金不算入により税引前利益から減少したこと、及び法人所得税法に従い当社のグループ

に対する支払利息が損金算入できることによる（連結法人税法第96条）。

理論上の税率と実効税率との調整は以下の表のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年度 %率 2021年度 %率

税引前利益 7,051  4,648  

理論上の法人所得税（IRES） 1,692 24.0% 1,116 24.0%

税額減少：     

回収株主持分投資配当金 (2,072) -29.4% (1,015) -21.8%

未回収株主持分投資配当金 - - (4) -0.1%

引当金の使用 (16) -0.2% (13) -0.3%

過去の減損損失の戻入 (39) -0.6% - -

その他 (30) -0.4% (48) -1.0%

Open Fiber 資産売却利得 - - (371) -8.0%

税額増加：     

当年度の減損損失／（利得） 305 4.3% 189 4.1%

引当金繰入額 1 - 18 0.4%

前年度の費用 46 0.7% 1 -

その他 9 0.1% 8 0.2%

当期法人所得税（IRES）合計 (104) -1.5% (119) -2.6%

イタリア地方法人税 - - - -

外国税 3 - 24 0.5%

前年度からの法人所得税見積りとの差額 (10) -0.1% (12) -0.3%

外国の投資先からの配当金に係る源泉徴収確定額 - - - -

繰延税額合計 5 0.1% (7) -0.2%

税率の変更による影響 -  -  

当年度の増減 5  (7)  

前年度見積りとの差額 -  -  

法人所得税合計 (106) -1.5% (114) -2.5%
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財政状態計算書に関する情報

資産

注記10. 　有形固定資産‐11百万ユーロ

2021年度及び2022年度の有形固定資産の増減は以下の表のとおりである。

 

百万ユーロ 土地 建物
設備及び機

械

産業及び商

業設備

その他の資

産

建物付属設

備

建設仮勘定

及び前渡金
合計

取得原価 1 5 3 5 27 41 1 83

減価償却累計額 - (3) (3) (5) (23) (41) - (75)

2020年12月31日現在残高 1 2 - - 4 - 1 8

資本的支出 - 1 - - 6 - - 7

使用開始資産 - - - - - 1 (1) -

減価償却費 - (1) - - (2) -  (3)

増減合計 - - - - 4 - - 4

取得原価 1 6 3 5 33 42 - 90

減価償却累計額 - (4) (3) (5) (25) (41) - (78)

2021年12月31日現在残高 1 2 - - 8 1 - 12

資本的支出 - - - - 2 - - 2

使用開始資産 - - - - - - - -

減価償却費 - (1) - - -2 -  (3)

増減合計 - (1) - - - - - (1)

取得原価 1 6 3 5 35 42 - 92

減価償却費の累計額 - (5) (3) (5) (27) (41) - (81)

2022年12月31日現在残高 1 1 - - 8 1 - 11

 

「有形固定資産」は合計11百万ユーロで2021年12月31日と比べ1百万ユーロ減少し、2022年度において認識された

減価償却費（3百万ユーロ）及び資本的支出マイナス残高（2百万ユーロ）による。

 

注記11. 　無形資産‐133百万ユーロ

有限の耐用年数を有する無形資産の内訳は以下のとおりである。

 

百万ユーロ
工業特許及び　　

知的財産権

その他の開発中の

無形資産
合計

2020年12月31日現在残高 54 59 113

投資 42 20 62

使用開始資産 24 (24) -

償却費 (32) - (32)

増減合計 34 (4) 30

2021年12月31日現在残高 88 55 143

投資 4 38 42

使用開始資産 36 (36) -

償却費 (52) - (52)

増減合計 (12) 2 (10)

2022年12月31日現在残高 76 57 133

 

「工業特許及び知的財産権」は76百万ユーロ（2021年12月31日現在では88百万ユーロ）で、主にアプリケーショ

ン・ソフトウェアの購入で生じた費用及び関連するエボリューショナリ・メンテナンスによる。償却費は、当該資

産の残存耐用期間（平均3年）で定額法で算出している。4百万ユーロの投資は、特に管理、財務及び制御、法務及

び総務、安全衛生、コミュニケーション、イノーバビリティ及び監査の分野における、業務プロセスのコンピュー

タ化、コンプライアンス及び持株会社機能の報告のためのデジタル開発プロジェクトに関する情報技術プロジェク

トに関連する。「その他の開発中の無形資産」は57百万ユーロで、当期中の投資及び用途に投入した資産の価値と

の正味プラス残高2百万ユーロ増加した。
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注記12. 　繰延税金資産及び負債‐146百万ユーロ及び98百万ユーロ

期間差異ごとの繰延税金資産及び繰延税金負債の増減は以下の表のとおりである。

 

百万ユーロ
2021年12月31日

現在

純損益に計上された

増加／（減少）

株主持分に計上され

た増加／（減少）

2022年12月31日

現在

合計 合計

繰延税金資産

一時差異特性

リスク、費用及び減損損失における引当金 3 1 - 4

金融商品の測定 245 - (139) 106

その他の項目 51 (11) (4) 36

繰延税金資産合計 299 (10) (143) 146

繰延税金負債    

一時差異特性    

金融商品測定 (145) - 47 (98)

その他の項目 (4) 4 - -

繰延税金負債合計 (149) 4 47 (98)

   

相殺後正味繰延税金資産（IRES） 150   48

 

「繰延税金資産」は合計146百万ユーロ（2021年12月31日現在では299百万ユーロ）で、基本的にキャッシュ・フ

ロー・ヘッジの公正価値測定に係る繰延税金資産に関連する。

「繰延税金負債」は98百万ユーロ（2021年12月31日現在では149百万ユーロ）で、主にキャッシュ・フロー・ヘッ

ジ手段の公正価値測定に係る繰延税金による。

繰延税金資産及び負債の金額はIRES課税率24%を適用して決定している。

 

注記13. 　株主持分投資‐59,952百万ユーロ

各投資の当期中の変動、関連する期首及び期末の帳簿価額、子会社、ジョイント・ベンチャー、関連会社及びその

他の会社への投資一覧は、以下の表のとおりである。

 

前へ　　　次へ
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百万ユーロ
当初原

価

減損　

（損

失）／

利得

その他

の変

動　　

-

IFRIC

11 及

び　

IFRS 2

帳簿価

額

保有

率％

資本拠

出　及

び　　

損失補

填

取得／（処

分）　／　　

（清

算）　／　　

（払戻）

合

併／　

分離

再分類
価値

調整

正味

変動

当初

原価

減損　

（損

失）／

利得

その他の

変

動　　　

- IFRIC

11 及

び　　

IFRS 2

帳簿

価額

保有

率％

2021年12月31日現在 2022年度中の増減
2022年12月31

日現在

A）子会社  

Enel Global Services Srl 70 (1) - 69 100.0 - - - - 1 1 70 - 1 71 100.0

Enel Global Thermal Generation Srl 57 (39) - 18 100.0 - - - - - - 57 (39) - 18 100.0

Enel Global Trading SpA 1,401 (162) 2 1,241 100.0 - - - - 162 162 1,401 - 2 1,403 100.0

Enel Green Power SpA 2,006 (497) 3 1,512 100.0 - - - - (228) (228) 2,006 (725) 4 1,285 100.0

Enel Grids Srl 59 - 1 60 100.0 - - - - - - 59 - 2 61 100.0

Enel Holding Finance Srl 7,875 - - 7,875 100.0 - - - - - - 7,875 - - 7,875 100.0

Enel Iberia SRLU 13,713 - - 13,713 100.0 - - - - - - 13,713 - 1 13,714 100.0

Enel Innovation Hubs Srl 70 (47) - 23 100.0 - - - - (16) (16) 70 (63) - 7 100.0

Enel Insurance NV 502 - - 502 100.0 - - - - - - 502 - - 502 100.0

Enel Investment Holding BV 4,497 (4,490) - 7 100.0 - - - - (1) (1) 4,497 (4,491) - 6 100.0

Enel Italia SpA 12,790 - 4 12,794 100.0 - - - - - - 12,790 - 5 12,795 100.0

Enel North America Inc. 3,155 - - 3,155 100.0 880 - - - - 880 4,035 - - 4,035 100.0

Enel Romania SA 15 - - 15 100.0 - - - (15) - (15) - - - - 100.0

Enel X Srl 270 - 2 272 100.0 - - (31) - - (31) 239 - 2 241 100.0

Enel X Way Srl - - - - - 800 58 31 - - 889 889 - - 889 100.0

Enelpower Srl 189 (163) - 26 100.0 - - - - - - 189 (163) - 26 100.0

Vektör Enerji Üretím AŞ - - - - 100.0 - - - - - - - - - - 100.0

Enel Américas SA 11,657 - - 11,657 82.3 1 - - - - 1 11,658 - - 11,658 82.3

E-Distribuţie Muntenia  SA 952 (242) - 710 78.0 - - - (710) - (710) 242 (242) - - 78.0

Enel Energie  Muntenia  SA 330 - - 330 78.0 - - - (330) - (330) - - - - 78.0

Enel Chile SA 2,671 - - 2,671 64.9 - - - - - - 2,671 - - 2,671 64.9

PJSC Enel Russia 442 (110) - 332 56.4 - - - (332) - (332) 110 (110) - - -

E-Distribuţie Banat SA 421 (236) - 185 51.0 - - - (185) - (185) 236 (236) - - 51.0

E-Distribuţie Dobrogea  SA 261 (60) - 201 51.0 - - - (201) - (201) 60 (60) - - 51.0

Enel Energie SA 208 - - 208 51.0 - - - (208) - (208) - - - - 51.0

Enel Finance International NV 2,624 - - 2,624 25.0 - - - - - - 2,624 - - 2,624 25.0

Enel Green Power Chile SA - - - - - - - - - - - - - - - -

子会社合計 66,235 
(6,047)

 
12 60,200 1,681 58 - (1,981) (82) (324) 65,993

(6,129)

 
17 59,881

B）ジョイント・ベンチャー                 

Rusenergosbyt LLC 41 - - 41 49.5 - - - - - - 41 - - 41 49.5

ジョイント・ベンチャー合計 41 - - 41 - - - - - - 41 - - 41

C）関連会社                 

CESI SpA 23 - - 23 42.7 - - - - - - 23 - - 23 42.7

関連会社合計 23 - - 23 - - - - - - - 23 - - 23

D）その他の会社                 

Compañía de Transmisión del

Mercosur SA
- - - - - - - - - - - - - - - -

Elcogas SA（清算中） 5 (5) - - 4.3 - - - - - - 5 (5) - - 4.3

Empresa Propietaria de la Red SA 5 - - 5 11.1 - - - - 2 2 5 2 - 7 11.1

Idrosicilia SpA - - - - 1.0 - - - - - - - - - - 1.0

Red Centroamericana de

Telecomunicaciones SA
- - - - 11.1 - - - - - - - - - - 11.1

その他の会社合計 10 (5) - 5  - - - - 2 2 10 (3) - 7  
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株主持分投資合計 66,309 (6,052) 12 60,269  1,681 58 - (1,981) (80) (322) 66,067 (6,132) 17 59,952  
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2022年度の株主持分投資の増減は以下の表のとおりである。

 
百万ユーロ

増加

Enel North America Incへ資本拠出 880

Enel X Way Srlの取得 58

Enel X Way Srlへ資本拠出 800

Enel X SrlのEnel X Way Srlへの部分分割 31

ADRであるEnel Américas SA の換算 1

Empresa Propietaria de la Red SAにおける保有投資の再評価 2

Enel Global Trading SpAに係る減損損失の戻入 162

Enel Global Services Srlに係る減損損失の戻入 1

増加合計 1,935

減少

Enel X SrlのEnel X Way Srlへの部分分割 (31)

「売却目的保有として分類された非流動資産」として振替されたPJSC Enel Russia (332)

「売却目的保有として分類された非流動資産」として振替えられたE- Distribuţie Banat SA (185)

「売却目的保有として分類された非流動資産」として振替えられたE- Distribuţie Dobrogea SA (201)

「売却目的保有として分類された非流動資産」として振替えられたEnel Energie SA (208)

「売却目的保有として分類された非流動資産」として振替えられたE-Distribuţie Muntenia SA (710)

「売却目的保有として分類された非流動資産」として振替えられたEnel Energie Muntenia SA (330)

「売却目的保有として分類された非流動資産」として振替えられたEnel Romania SA (15)

Enel Green Power SpAにおける投資に係る減損損失 (228)

Enel Innovation Hubs Srlにおける投資に係る減損損失 (16)

Enel Investment Holding BVにおける投資に係る減損損失 (1)

減少合計 (2,257)

正味増減 (322)

 

2022年度、子会社、ジョイント・ベンチャー、関連会社及びその他の会社に対する投資の帳簿価額は以下の結果と

して322百万ユーロ減少した。

＞　2022年2月15日及び2022年3月14日、子会社Enel North America Inc.に子会社の事業要件の支援用に資本拠出880

百万ユーロ。

＞　2022年4月1日Enel X Srlの部分分割を受けて、エネル・グループの電気移動体及びMSP（移動体サービス供給

会社）の開発向けに持株会社の設立を目的として、Enel X Way Srl（旧Enel X Charge Srl）を設立した。分割資

産の価値は31百万ユーロである。

＞　Enel X Italia SrlによるEnel X Way Srlの持分を2022年4月5日に取得58百万ユーロ。

＞　上記の事業を遂行するために必要な財源を会社に提供するため、2022年4月19日にEnel X Way Srlに資本拠出

800百万ユーロ。

＞　PJSC Enel Russiaの全持分をPJSC Lukoil及びクローズド・コンバインド・ミューチュアル・ファンド

「Gazprombank-Frezia」にエネルにより売却するとした2022年6月末の合意を受けて、子会社PJSC Enel Russiaに

おける保有持分の「売却目的保有非流動資産」として振替えた332百万ユーロ。当該売却は10月、合計約137百

万ユーロで終結した。2022年8月5日付け法令第520号第5項に従ったロシア連邦大統領による当該取引の承認を

含め、当事者間で締結された2件の個別契約に規定された全ての条件が充たされた後に当該取引は完了した。

＞　ルーマニアで当社グループが保有する全株主持分投資の売却に向けた交渉が開始された結果として、ルーマニ

ア子会社における保有持分の「売却目的保有非流動資産」として振替えられた合計1,649百万ユーロ。

＞　Empresa Propietaria de la Red SAにおける株主持分投資の公正価値の測定における増加2百万ユーロ。
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＞　新事業計画における仮定及びガス価格による市場動向を考慮したEnel Global Trading SpAにおける投資に係る

認識された減損損失の戻入162百万ユーロ。

＞　Enel Global Services Srlにおける投資に係る認識された減損損失の戻入1百万ユーロ。

＞　主に在ルーマニア資産の処分によるEnel Green Power SpAにおける投資に係る減損損失228百万ユーロ。

＞　子会社Enel Innovation Hubs Srlの業績及び財務状況を考慮した同社における投資に係る減損損失16百万ユー

ロ。

＞　子会社Enel Investment Holding BVの業績及び財務状況を考慮した同社における投資に係る認識された減損損失

の戻入1百万ユーロ。

IFRS第2号に従って、2019年度、2020年度、2021年度及び2022年度の長期インセンティブ制度に組込まれている子

会社への投資の帳簿価額は、特定の株主持分準備金で認識された当年度の株主持分要素の公正価値の増加により、

合計6百万ユーロである。間接子会社の従業員に資本性金融商品を付与した場合には、直接子会社への持分投資の

帳簿価額を増加させている。

Enel Green Power SpAにおける保有投資に係る減損損失及びEnel Global Trading SpA及びEnel Global Services Srlにお

ける投資に係る認識された減損損失の戻入を決定する際に用いられた仮定を示した表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ
当初　

原価

成長率

(1)

税引前
加重平
均資本
コスト
割引率

(2)

キャッ

シュ・フ

ローの明

示期間

ターミナル・

バリュー
(3)

当初　

原価

成長率

(1)

税引前

加重平

均資本

コスト

割引率

(2)

キャッ

シュ・フ

ローの明

示期間

ターミナル・

バリュー
(3)

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

Enel Green Power

SpA
1,513 2.5% 8.4% 3年

年１

回　　　／26

年

2,008 1.7% 7.6% 3年

年１

回　　　／24

年

Enel Global

Trading SpA
1,241 1.6% 8.6% 3年 永久 1,198 1.7% 6.3% 3年 永久

Enel Global

Services Srl
70 1.6% 5.9% 3年 永久 69 1.7% 4.2% 3年 永久

(1)明示予測期間後のキャッシュ・フローの永久成長率。

(2)反復法を用いて計算された税引前加重平均資本コスト。税引前キャッシュ・フローを用いて計算された使用価値が税引後加重平均資本コストを用いて

割り引かれた税引後キャッシュ・フローに一致することを保証する割引率である。

(3)ターミナル・バリューは、表に記載された年数にわたり、利回りが永久又は一定成長することを前提に見積られている。

 

減損テストによって認識された株主持分投資の回収可能価額は、期待将来キャッシュ・フローを見積り、リスク・

フリー・レート、ベータ、市場リスク・プレミアムなどの市場投入に基づいて選択した適切な割引率を適用して、

割引キャッシュ・フロー・モデルを使用した使用価値の見積りを通して、投資の株主持分価値を計算することで見

積られる。投資の帳簿価額を比較する目的で、将来キャッシュ・フローの見積りから得られた企業価値は、投資先

の正味財政状態を控除することによって株主持分価値に換算されている。キャッシュ・フローは、見積り時点で入

手可能な最善の情報に基づき決定されており、また当社の取締役会が2022年11月22日に承認した2023‐2025年度事

業計画以降の明示的な期間について作成されたものであり、数量、収益、営業費用、資本的支出、商工業業界の見

通し、及び主要なマクロ経済変数（インフレ率、名目利率、為替レート）及び商品価格の推移を含んでおり、当該

株主持分投資の減損テストにおいて考慮されるキャッシュ・フローの明示的な期間は、各企業の特定の特徴やビジ

ネス・サイクルによって異なる。
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一方、ターミナル・バリューは、電力及び／又はインフレ（関係する国や企業に因る）、並びにいかなる場合でも

参照市場の平均長期成長率を超えない長期需要に等しい名目成長率を伴う永久年金又は年金として算出される。

Enel Italia SpA、Enel X Way Srl、Enel North America Inc.、Enel Global Thermal Generation Srl、Enel X Srlの各社にお

ける投資に関して、2022年12月31日現在、投資先ごとに個別に自己資本を上回っている場合であっても、帳簿価額

は回収可能とみなされる。当該状況は、投資に関する減損損失を表すものではなく、両者の金額の一時的な不一致

を表すものであると考えられる。具体的には、Italia SpA、Enel X Way Srl、Enel North America Inc.、Enel Global

Thermal Generation Srl及びEnel X Srlの各社において、投資の簿価と当該株主持分との負の差額は兆候事象であり、

その後、期待将来キャッシュ・フローを考慮した投資の株主持分価値が減損テストにより決定される。当該テスト

の結果、投資価値の完全な回収可能性を確認するために必要な範囲において、株主持分に反映されていない大きな

価値が生じた。

また、当該投資額は関連する減損テストで検証されている。

イタリアの子会社における当社の投資に関する株券は、Monte dei Paschi di Siena銀行に保管されている。2022年12

月31日現在の子会社、ジョイント・ベンチャー、関連会社及びその他の投資先への資本金及び株主持分は以下の表

のとおりである。
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登記住所 通貨 資本金

株主持分　

（百万ユー

ロ）

前年度利益／

（損失）　

（百万ユー

ロ）

保有

率％

帳簿価

額　　（百

万ユーロ）

A）子会社

Enel Global Services Srl ローマ ユーロ 10,000 51 14 100.0 71

Enel Global Thermal Generation

Srl
ローマ

ユーロ
11,000,000 6 (13) 100.0 18

Enel Global Trading SpA ローマ ユーロ 90,885,000 380 (12) 100.0 1,403

Enel Green Power SpA ローマ ユーロ 272,000,000 482 (114) 100.0 1,285

Enel Grids Srl ローマ ユーロ 10,100,000 319 292 100.0 61

Enel Holding Finance Srl ローマ ユーロ 10,000 7,874 100.0 7,875

Enel Iberia SRLU マドリッド ユーロ 336,142,500 23,435 725 100.0 13,714

Enel Innovation Hubs Srl ローマ ユーロ 1,100,000 7 100.0 7

Enel Insurance NV アムステルダム ユーロ 60,000 511 5 100.0 502

Enel Investment Holding BV アムステルダム ユーロ 1,000,000 5 (1) 100.0 6

Enel Italia SpA ローマ ユーロ 100,000,000 3,745 910 100.0 12,795

Enel North America Inc. アンドーバー 米ドル 50 5,761 191 100.0 4,035

Enel Romania SA ブフテア ルーマニア・レウ 200,000 5 1 100.0 -

Enel X Srl ローマ ユーロ 1,050,000 193 54 100.0 241

Enel X Way Srl ローマ ユーロ 6,026,000 818 (15) 100.0 889

Enelpower Srl ミラノ ユーロ 2,000,000 26 1 100.0 26

Vektör Enerji Üretím AŞ イスタンブール トルコ・リラ 3,500,000 100.0 -

Enel Américas SA サンチャゴ 米ドル 15,799,498,545 14,474 288 82.3 11,658

E-Distribuţie Muntenia SA ブカレスト ルーマニア・レウ 271,635,250 580 (37) 78.0 -

Enel Energie Muntenia SA ブカレスト ルーマニア・レウ 37,004,350 29 (67) 78.0 -

Enel Chile SA サンチャゴ チリ・ペソ 3,882,103,470,184 4,827 1,426 64.9 2,671

E-Distribuţie Banat SA ティミショアラ ルーマニア・レウ 382,158,580 243 (59) 51.0 -

E-Distribuţie Dobrogea SA コンスタンツァ ルーマニア・レウ 280,285,560 198 (32) 51.0 -

Enel Energie SA ブカレスト ルーマニア・レウ 140,000,000 24 (79) 51.0 -

Enel Finance International NV アムステルダム ユーロ 1,478,810,371 10,286 44 25.0 2,624

Enel Green Power Chile SA サンチャゴ 米ドル 842,121,531 1,228 30 - -

B）ジョイント・ベンチャー

Rusenersgobyt LLC モスクワ ロシア・ルーブル 18,000,000 159 158 49.5 41

C）関連会社

Cesi SpA
(1)

ミラノ ユーロ 8,550,000 105 (10) 42.7 23

D）その他の会社

Compañía de Transmisión del

Mercosur SA
ブエノスアイレス

アルゼンチン・　ペ

ソ
2,025,191,313 - - - -

Elcogas SA （清算中） プエルトリャノ ユーロ 809,690 - - 4.3 -

Empresa Propietaria de la Red

SA
パナマ 米ドル 58,500,000 156 18 11.1 7

Idrosicilia SpA ミラノ ユーロ 22,520,000 - - 1.0 -

Red Centroamericana de

Telecomunicaciones SA
パナマ 米ドル 2,700,000 (10) (2) 11.1 -

(1)当期における資本金、株主持分及び当期純利益／（損失）の数値は、2021年12月31日現在の財務書類に該当する。

 

2022年12月31日現在のその他の会社への株主持分投資は、全て非上場会社に該当する。IFRS第9号への移行の間、

当該金融資産は、その他の包括利益を通じて公正価値を測定される方法が採用された。
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Elcogas SAへの投資は2014年度に完全に消却され、2015年1月1日以降、エネルが4.3%を保有する会社は清算中であ

る。また、累積損失を考慮し、2014年度に参加した6百万ユーロのプロフィット・パーティシペーション・ローン

も評価減とした。
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百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

FVOCIで測定される非上場会社における株主持分投資 7 5

Empresa Propietaria de la Red SA 7 5

Red Centroamericana de Telecomunicaciones SA - -

Compañía de Trasmisión del Mercosur SA - -

Elcogas SA （清算中） - -

Idrosicilia SpA - -

 

注記14. デリバティブ‐349百万ユーロ、390百万ユーロ、663百万ユーロ、178百万ユーロ

 
百万ユーロ 非流動 流動

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

デリバティブ資産 349 753 390 60

デリバティブ負債 663 1,300 178 131

 

デリバティブ資産及び負債の性質、認識及び分類に関する詳細は、注記32「金融商品」及び注記34「デリバティブ

及びヘッジ会計」を参照のこと。

 

注記15. その他の非流動金融資産‐14百万ユーロ

当該項目の内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

金融前払金 10 13 (3)

債務に含まれるその他の非流動金融資産 15.1 4 3 1

合計 14 16 (2)

 

「金融前払金」は、基本的に2017年12月18日に5年の期間で当社、Enel Finance International NV及びMediobancaの間

で設定した10,000百万ユーロのリボルビング信用枠の取引費用残余の該当分である。当該項目は当該費用の非流動

分を表示し、純損益を通じての振替は関連する手数料の種類及び信用枠の満期に依存する。

 

15.1 負債に含まれるその他の非流動金融資産‐4百万ユーロ

 
百万ユーロ

注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

その他の貸付金 4 3 1

合計 4 3 1

 

「その他の貸付資産」は4百万ユーロに相当し、全て従業員に対する貸付により会計処理されている。

 

注記16. その他の非流動資産‐81百万ユーロ

当該項目の内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

税金資産 12 12 -

補完年金制度の負債の仮定についての子会社からの未収金 69 87 (18)

その他の非流動資産合計 81 99 (18)
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「税金資産」は、IRESの目的で課税所得を計算する際にIRAPを部分的に控除しなかった結果として納税した法人

所得税の超過分の還付請求に関する残余金額9百万ユーロを含む。当該申立は当社が、2003年度は個社として、

2004度から2011年度は個社及び連結親法人として提出している。

税金資産は、また、2021年度に関するEnel Américas SAの配当に対して課される源泉徴収税の確定計算から生じた3

百万ユーロの資産を含んでいる。

補完年金制度の負債引受けに係る子会社の未払金額は、補完年金制度の持分のグループ会社引受に関連して支払わ

れるべき金額に該当する。契約条件には、親会社の確定給付債務の消滅に要する費用のうち、従業員給付の下で認

識される費用を当該グループ会社が償還する旨が記載されている。

現在の仮定を用いて作成された数理計算上の予測に基づき、補完年金制度の負債引受のために子会社から支払われ

るべき当該金額のうち、5年を超えて支払われるべき部分は11百万ユーロ（2021年12月31日現在では25百万ユー

ロ）である。

 

注記17. 営業債権‐294百万ユーロ

当該項目の内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

営業債権

子会社から生じた営業債権 278 260 18

グループ以外の顧客から生じた営業債権 16 15 1

合計 294 275 19

 

子会社から生じた営業債権は、主にグループ会社に代わって当社が行っている管理、調整業務及びその他の活動が

該当する。グループ以外の顧客から生じた営業債権は様々な種類のサービスに関連する。

子会社から生じた営業債権の内訳は以下のとおりである。
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百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

子会社

Edistribución Redes Digitales SLU 8 7 1

e-distribuzione SpA 16 22 (6)

Endesa Energía SA 2 3 (1)

Endesa Generación SA 4 2 2

Endesa SA 13 10 3

Enel Américas SA 6 5 1

Enel Brasil SA 93 70 23

Enel Chile SA 9 7 2

Enel Distribución Chile SA 5 5 -

Enel Distribución Perú SAA 3 3 -

Enel Energia SpA 7 9 (2)

Enel Generación Chile SA 5 4 1

Enel Generación Perú SAA 2 2 -

Enel Global Services Srl 12 12 -

Enel Green Power Chile SA 3 1 2

Enel Green Power Hellas SA 3 2 1

Enel Green Power Italia Srl 2 4 (2)

Enel Green Power North America Inc. 10 5 5

Enel Green Power SpA 3 3 -

Enel Grids Srl 1 4 (3)

Enel Italia SpA (1) - (1)

Enel North America Inc. 3 7 (4)

Enel Produzione SpA 4 4 -

Enel Romania Srl 5 5 -

PJSC Enel Russia - 9 (9)

Enel X Srl 3 5 (2)

Enel X Way Srl 4 - 4

E-Distribuţie Banat SA 6 6 -

E-Distribuţie Dobrogea SA 3 3 -

E-Distribuţie Muntenia SA 10 9 1

Gas y Electricidad Generación SAU 1 2 (1)

Servizio Elettrico Nazionale SpA 1 2 (1)

Vektör Enerjí Üretím AŞ 8 8 -

その他 24 20 4

合計 278 260 18

 

営業債権の地理別の内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

イタリア 56 70 (14)

EU域内 79 70 9

EU域外のヨーロッパ 2 10 (8)

その他 157 125 32

合計 294 275 19

 

注記18. 税金資産‐165百万ユーロ
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2022年12月31日現在の税金資産は165百万ユーロであり、基本的に当社の2022年度の当期見積税金においてIRES還

付請求税金（142百万ユーロ）、及びEnel Américas SA及びEnel Chile SAの配当に係る源泉徴収税において未収税金

（16百万ユーロ）に相当する。

 

注記19. その他の流動金融資産‐3,480百万ユーロ

 
百万ユーロ

注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

債務に含まれるその他の流動金融資産 19.1 3,395 8,197 (4,802)

その他の流動金融資産 85 60 25

合計 3,480 8,257 (4,777)
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「正味金融負債に含まれるその他の流動金融資産」の詳細は、注記19.1を参照のこと。

「その他の流動金融資産」は、基本的に金融サービス契約から生じる利息及びその他の手数料に関連するグループ

会社に対する債権11百万ユーロ（2021年12月31日現在では15百万ユーロ）、デリバティブのポジションの結果に関

連する金融資産20百万ユーロ（2021年12月31日現在では3百万ユーロ）、当期未収金融収益40百万ユーロ（2021年

12月31日現在では37百万ユーロ）、及び当期金融前払費用14百万ユーロ（2021年12月31日現在では5百万ユーロ）

である。

 

19.1 債務に含まれるその他の流動金融資産‐3,395百万ユーロ

 
百万ユーロ

注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

グループ会社に対する貸付金 3,001 7,111 (4,110)

短期貸付資産（会社間流動勘定） 32.1.1 2,489 7,111 (4,622)

短期貸付金  512 - 512

その他に対する貸付金  394 1,086 (692)

その他の貸付金  5 9 (4)

店頭デリバティブ証拠金契約の現金担保 32.1.1 389 1,077 (688)

合計 3,395 8,197 (4,802)

 

注記20. その他の流動資産‐584百万ユーロ

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

税金資産 286 4 282

グループ会社に対するその他の債権 283 1,044 (761)

その他の債権 15 15 -

合計 584 1,063 (479)

 

「税金資産」は286百万ユーロで、2022年度エネルVAT グループの未収残余VAT に関連する274百万ユーロを含

む。

前年の変動は、法人設立初年度は単独のVAT 納税者が支払い自体を計算するための情報がないため、納税は行わ

れないと規定した歳入庁の発表した説明に沿って、2021年度にVAT を納税しなかったことが主な原因である。

当該項目は、2011年度、2012年度、2013年度、2014年度に当社とスペイン子会社との間の取引に適用された移転価

格の調整を受けて、多国籍グループに課される二重課税を排除するイタリア及びスペインの税務当局間の合意に伴

い、2021年度に開始され2022年度に完了した合意手続き（MAP）に従って、当社に支払われた2011‐2014年度にお

けるIRES還付に関する8百万ユーロの税金資産も含む。

グループ会社に対するその他の債権は、基本的に、子会社Rusenersgobyt LLC及びEnel Chile SAにより承認された

2022年度中間配当金の受取債権（各々12百万ユーロ及び14百万ユーロ）、連結納税制度に参加しているグループ会

社に関するIRES資産（154百万ユーロ）、及びグループVAT 制度に参加している会社に関するVAT 資産（101百万

ユーロ）に該当する。

2021年度に、当該項目は、エネル VAT グループに参加している子会社に関する未収VAT （547百万ユーロ）、及

びEnel Iberia SRLU、Enel Américas SA及びEnel Chileにより2021年度に承認された中間配当における資産合計368百

万ユーロを含み、2022年度初頭に受領した。
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2022年12月31日現在のその他の債権は15百万ユーロで、2021年12月31日現在と実質的に同額であった。

 

注記21. 現金及び現金同等物‐4,868百万ユーロ

現金及び現金同等物の内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

銀行及び郵便貯金 4,868 952 3,916

手許現金及び現金同等物 - - -

合計 4,868 952 3,916

 

現金及び現金同等物は4,868百万ユーロで、2021年12月31日現在から3,916百万ユーロ増加し、通常の事業により生

じたキャッシュ・フローによるものである。

2022年度、営業活動によるキャッシュ・フローはプラス8,689百万ユーロ（2021年度では6,757百万ユーロ）で、

2021年度比1,932百万ユーロの増加となった。これは主に、受取配当金の増加であり、支払金融費用の増加、及び

正味運転資本の変動に関連した必要資金の増加により一部相殺された、

当期中、財務活動によりキャッシュ・フロー3,126百万ユーロ吸収された。これは主に長期借入に係る満期返済

（10,466百万ユーロ）、配当金の支払（3,882百万ユーロ）で、新規の長期借入金（4,251百万ユーロ）、金融債務

における正味減少（7,108百万ユーロ）及び永久ハイブリッド債保有者への利札払い（123百万ユーロ）により一部

相殺された。

投資活動によりキャッシュ・フロー1,647百万ユーロ吸収されており、これは主に子会社Enel North America Inc.

（880百万ユーロ）、Enel X Italia SrlによるEnel X Way Srlの持分の取得、及び後者の資本再構成（858百万ユーロ）

への資本拠出であり、Enel Russiaの売却（137百万ユーロ）により生まれた流動性により一部相殺された。

投資及び財務活動に必要な資金は、主に営業活動により生み出されたキャッシュ・フロー、プラス8,689百万ユー

ロにより賄われており、現金及び現金同等物当期末残高は4,868百万ユーロである。

 

注記22. 売却目的保有に分類された非流動資産‐654百万ユーロ

売却目的保有に振替えられた非流動資産は、ルーマニアにおける当社グループにより保有される全持分をギリシャ

会社であるPublic Power Corporation SA（PPC）への売却に係る合意を受けて、E-Distributie Muntenia SA、E-

Distributae Banat SA、E-Distributie Dobrogea SA、Enel Energie Muntenia SA及びEnel Romania SAにおける株主持分投

資を含み、合計654百万ユーロである。

振替えられた価値は、株式投資の価値を売却契約における対価と同額の投資価値に合わせた995百万ユーロの価値

調整を反映している。

 

負債及び株主持分

注記23. 株主持分‐38,342百万ユーロ

株主持分は、2021年12月31日と比較し3,375百万ユーロ増の38,342百万ユーロとなった。

当該増加は、主に以下によるものである。

＞　当期純利益（7,464百万ユーロ）。
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＞　2022年5月19日の株主総会により承認された1株当たり0.19ユーロの2021年度の配当金の分配額（合計1,932百万

ユーロ）、及び2022年11月3日に取締役会にて承認され、2023年1月25日以降に支払われる2022年度の中間配当

金（1株当たり0.20ユーロ、合計2,033百万ユーロ）。

 

資本金‐10,167百万ユーロ

2022年12月31日、当社の資本金は全ての払込が完了し、総額10,166,679,946ユーロで、額面価額1株1.00ユーロの同

数の普通株式で構成される。

資本金は、2021年12月31日の金額から変更はない。

2022年12月31日現在、株主名簿、1998年2月24日付け法制令第58号第120条に従いイタリア国家証券委員会

（CONSOB）に提出され当社が受領した通知、及びその他入手可能な情報に基づくと、当社資本金の3%を超える

株式を保有する株主には、イタリア経済財務省（23.585%を保有）、BlackRock Inc.（資産運用目的で持分5.114%を

保有）が含まれている。

 

自己株式準備金‐（47）百万ユーロ

2022年12月31日現在、自己株式は適格仲介機関を通じて合計約47百万ユーロで購入した1株当たり額面価額1.00

ユーロの当社の普通株式7,153,795株（2021年12月31日現在では4,889,152株）である。

払込金額と額面金額との差額は、資本準備金を通じて資本の減少として認識している。

2022年5月19日開催の株主総会で実施に必要な権限を付与された取締役会は、2022年6月16日、エネルの資本金の約

0.027％に相当する2.7百万ユーロの自己株式買戻し計画の開始を承認した。

2022年6月17日に開始され2022年7月20日に完了した当該計画は、2022年5月19日のエネルの株主総会で承認された

民法第2359条に従ってエネル及び／又はその子会社の経営者を対象とする2022年度長期インセンティブ制度

（2022LTI制度）を導入した。

当該取引の結果、エネル株式合計2,700,000株（資本金の0.026557％に相当）を加重平均価格1株当たり5.1951ユーロ

で、合計14,026,715ユーロで取得した。さらに、2022年9月5日、エネルは2019LTI制度の受給者に435,357株を支給

した。

支給の結果及び既に所有している自己株式を踏まえ、2022年12月31日現在、エネルは長期インセンティブ制度

（2019年度、2020年度、2021年度及び2022年度のLTI制度）に充当する自己株式を資本金の0.070365％に相当する

7,153,795株を保有している。

民法第2357条の三第2項に従って、自己株式は配当の分配の対象にしていない。

 

永久ハイブリッド債‐5,567百万ユーロ

当該項目は機関投資家向けユーロ建て非転換永久劣後ハイブリッド債が該当する。

当該項目は前年度と比較して変動はない。

2022年度、当社は永久ハイブリッド債保有者へ利札123百万ユーロを支払った。

 

その他の剰余金‐11,835百万ユーロ

資本準備金‐7,496百万ユーロ

2022年12月31日現在の資本準備金は7,496百万ユーロで、前年度と比較して変動はない。
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法定準備金‐2,034百万ユーロ

資本金の20.0%に相当する法定準備金は、前年度と比較して変動はない。

 

法令第292／1993号に基づく準備金‐2,215百万ユーロ

当該準備金はエネルが公社から株式会社へ移行したときに実行された価格調整の残余部分を示している。

当該準備金を分配する場合は、連結法人税規則第47条で定められた資本準備金の税務措置が適用される。

 

その他の準備金‐137百万ユーロ

その他の準備金は、資産に関連する助成金において準備金に関する19百万ユーロを含み、イタリアの公共団体及び

EU機関から新規事業向け関連法（大統領令第917/1986号第55条に従う）の適用により受領した助成金の50%が反映

されており、課税繰延の恩典を受けるために株主持分で認識されている。

また、当該項目には当社の定時株主総会決議を実行した自己株式購入により設定された利用できない準備金47百万

ユーロ、及び2019年度、2020年度、2021年度及び2022年度の長期インセンティブ制度の一部として当社及び子会社

の経営陣に付与された株式部分の価値を認識するために設定された準備金22百万ユーロも含まれている。詳細は注

記36 「株式に基づく報酬」を参照のこと。

これは、ストックオプション準備金に関する29百万ユーロ及びその他の準備金に関する20百万ユーロも含む。

 

ヘッジ準備金‐（27）百万ユーロ

2022年12月31日現在、当該項目はヘッジ準備金及びヘッジ費用準備金マイナス27百万ユーロ（税効果プラス9百万

ユーロ控除後）を含む。

 

FVOCIで計上される金融資産の測定から生じた準備金‐2百万ユーロ

2022年12月31日現在、FVOCIで計上される金融資産における価値準備金は2百万ユーロで、Empresa Propietaria de la

Red SAの公正価値測定を反映している。

 

数理計算上の準備金‐（22）百万ユーロ

2022年12月31日現在、数理計算上の準備金は22百万ユーロ（税効果プラス4百万ユーロ控除後）で、「IAS第19条‐

従業員給付」の改訂版では回廊アプローチが許容されていないため、準備金で直接認識された数理計算上の利得及

び損失を含めている。
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2021年度及び2022年度のヘッジ準備金及び数理計算上の準備金の増減の内訳は以下の表のとおりである。

 
　

百万ユーロ

当期の株主
持分に計上
した総利得/
（損失）

純損益　
への振替
総額

税効果
その他
の増減

 

当期の株主
持分に計上
した総利得/
（損失）

純損益　
への振替
総額

税効果
その他
の増減

2021
年　　1月
1日　現在

 
2021年　　
12月31日現

在

  
2022年　　
12月31日現

在

ヘッジ準備金 (443) 347 (169) (39) (14) (318) 464 (54) (93) (23) (24)

ヘッジ費用準備金 (16) 21 - (5) - - (4)  1 - (3)

FVOCIで計上される
金融商品の測定から
生じた差額金

- - - - - - 2  - - 2

数理計算上の準備金 (39) 6 - (2) - (35) 17 - (4) - (22)

株主持分で直接認識
された利得／（損
失）

(498) 374 (169) (46) (14) (353) 479 (54) (96) (23) (47)

 

利益剰余金‐5,696百万ユーロ

2022年度の当該項目は以下を反映して768百万ユーロの増加となっている。

＞　2021年度の利益配分における、2022 年5月19日の株主総会決議の執行において、永久ハイブリッド債保有者へ

利札として2021年度の支払対象71百万ユーロ、及び基準日2022年7月19日現在で保有している自己株式に係る

未配当分を含む残余利益831百万ユーロ

＞　永久ハイブリッド債の保有者への利札払い合計123百万ユーロ

＞　2022LTI制度に充当する自己株式の購入向けに設定された使用不能準備金総額14百万ユーロ

＞　当該制度の業績目標達成を受けて2019LTI制度に充当された自己株式の一部支給の結果、特定の使用不能準備

金に振替えられた約3百万ユーロ
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当期利益‐5,124百万ユーロ

1株当たり0.20ユーロの2022年度の中間配当（合計2,033百万ユーロ）控除後の2022年度の利益は5,124百万ユーロで

ある。

配当可能額は以下の表のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 用途可能性 充当可能額

資本金 10,167

資本剰余金

資本準備金 7,496 ABC 7,496

資本性金融商品‐永久ハイブリッド債 5,567    

利益剰余金

法定準備金 2,034 B

自己株式準備金 (47)    

法令第292／1993号に基づく準備金 2,215 ABC 2,215

ヘッジ準備金 (27)

FVOCIで計上される金融商品の測定から生じた準備金 2

資本金補助準備金 19 ABC 19

ストックオプション準備金 29 ABC 29 (1) (2)

数理計算上の準備金 (22)    

株式に基づく報酬の準備金（LTI） 22

その他 67 ABC 20

利益剰余金／（繰越欠損金） 5,696 ABC 5,696

合計 33,218 15,475

うち配当可能額   15,472  

A:増資

B:損失補填

C:株主への配当

(1)失効オプションに関する

(2)親会社から子会社の従業員に付与して失効したオプションに関する3百万ユーロは分配不能

 

未償却の創業費及び設備拡張費又は研究開発費の計上がなく、又は民法第2423条第4項の規定の公布により、民法

第2426条第1（5）項に従う準備金の分配に制限はない。

過去3年間に「利益剰余金」として表示している配当可能剰余金は株主への配当金分配に1,322百万ユーロ用いられ

ている。

 

23.1 配当金

2021年度及び2022年度の当社の配当金支払額は以下の表のとおりである。

 
分配額（百万ユーロ） 1株当たり配当金（ユーロ）

2021年度の支払配当金

2020年度配当金 3,638 0.358

2021年度中間配当金
(1) - -

特別配当金 - -

2021年度支払配当金合計 3,638 0.358

2022年度支払配当金

2021年度配当金 3,861 0.38

2022年度中間配当金
(2) - -

特別配当金 - -

2022年度支払配当金合計 3,861 0.38

(1)2021年11月4日取締役会で承認され2022年1月26日以降支払われた（1株当たり0.19ユーロで合計1,932百万ユーロの中間配当金）

(2)2022年11月3日取締役会で承認され2023年1月25日以降支払われた（1株当たり0.20ユーロで合計2,033百万ユーロの中間配当金）
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分配された配当金は、各基準日に保有されている自己株式に帰属する金額を控除して表示されている。当社は当該

株式に対する配当金の支払を放棄し、利益剰余金の下で認識している。
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2022年度の配当金は一株当たり0.40ユーロ、合計4,067百万ユーロ（うち中間配当に一株当たり0.20ユーロ、合計

2,033百万ユーロ）であり、2023年5月10日招集の株主総会の一回で提案される予定である。

当該個別財務書類には、2022年11月3日に取締役会が承認した2022年度の中間配当金に係る株主に対する債務を除

いて、2023年1月24日の基準日時点で保有していた7,153,795株の自己株式に係る金額を控除した、2023年1月25日以

降支払われる可能性のある最大額は2,033百万ユーロである2022年度の配当金の株主への分配の影響は反映されて

いない。

また、当社は永久ハイブリッド債の保有者に対して合計123百万ユーロを利札払いした。

 

23.2 資本管理

当社の資本管理の目的は、事業を継続企業として保護し、利害関係者の価値を創造し、当社グループの発展を支援

することである。とりわけ、当社は、充分な格付を維持することなどにより、株主の満足のいく利益を達成し、外

部の資金調達源へのアクセスを確保できる、適切な資本化の維持を目指している。

これに関連して、当社は資本構成を管理し、経済情勢の変化により必要とされる場合には係る構成を調整する。

2022年度は、目的、方針、手続に実質的な変更はなかった。

当該目標のため、当社は、株主持分に関する債務の水準の推移を常に監視している。2022年12月31日現在及び2021

年12月31日現在の状況の要約は以下の表のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

非流動金融債務 (18,196) (25,572) 7,376

正味流動金融債務 (1,919) 2,370 (4,289)

非流動金融資産及び長期有価証券 4 3 1

正味金融債務 (20,111) (23,199) 3,088

株主持分 38,342 34,967 3,375

デット・エクイティ・レシオ (0.52) (0.66) 0.14

 

注記24. 借入金‐18,196百万ユーロ、1,430百万ユーロ、8,752百万ユーロ

 
百万ユーロ 非流動 流動

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

長期借入金 18,196 25,572 1,430 216

短期借入金 - - 8,752 6,563

 

借入金の性質、認識及び分類の詳細は、注記32「金融商品」を参照のこと。

 

注記25. 従業員給付‐131百万ユーロ

当社は、従業員に対して、繰延報酬給付、追加月給与、解雇予告手当、ロイヤリティ・ボーナス、補完年金制度、

補完医療制度、Fopen 年金拠出の追加補償、控除額を超えるFopen 年金拠出、人事インセンティブ制度を含む、

様々な給付を行っている。

当該項目は、確定給付制度、及び法律、契約又はその他の形態の従業員インセンティブ制度の下で従業員が権利を

有するその他の長期給付に基づく退職後給付を賄うために計上された見越額を含む。

当該債務は、IAS第19号に従い、予測単位積増方式を用いて算定されている。

各年度の確定給付債務の増減、2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在に認識された債務及び確定給付債務の

調整を示す表は以下のとおりである。
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百万ユーロ 2022年度 2021年度

年金給付 健康保険
その他の給

付
合計 年金給付 健康保険

その他の給

付
合計

数理計算上の債務の増減

1月1日現在の数理計算上の債務 123 34 15 172 151 32 17 200

当期勤務費用 - 1 2 3 - 1 8 9

利息費用 1 - - 1 - - - -

人口統計上の仮定の変動による数理計算上

の（利得）／損失
- - - - (9) (2) - (11)

財務上の仮定の変動による数理計算上の

（利得）／損失
(14) (7) - (21) - 3 - 3

実績の調整 3 1 - 4 - 2 - 2

過去勤務費用 - - - - (1) - - (1)

精算から生じた（利得）／損失 - - - - - - - -

雇用主拠出 - - - - - - - -

制度の参加者からの拠出 - - - - - - - -

閉鎖に関する支払 - - - - - - - -

その他の支払 (17) (2) (9) (28) (18) (2) (11) (31)

その他の増減額 - - - - - - 1 1

12月31日現在の数理計算上の債務 96 27 8 131 123 34 15 172

 

百万ユーロ

2022年度 2021年度

純損益に計上される（利得）／損失

勤務費用 3 9

利息費用 1 -

精算から生じた（利得）／損失 - -

その他の長期給付に係る数理計算上の（利得）／損失 - -

その他の変動 - -

合計 4 9

 

百万ユーロ

2022年度 2021年度

OCIに計上される（利得）／損失の再測定

確定給付制度の数理計算上の（利得）／損失 (17) (6)

その他の増減額 - -

合計 (17) (6)

 

2022年度の従業員給付における当期勤務費用は4百万ユーロ（2021年度では9百万ユーロ）である。

従業員給付に係る負債の計算に用いられる数理計算上の主な仮定は以下のとおりであり、前年に用いたものと同様

である。

 
2022年度 2021年度

割引率 3.60%‐3.70% 0.00%‐0.80%

昇給率 2.30%‐4.30% 0.80%‐1.80%

医療費増加率 3.30% 2.50%

 

債務の見積りに用いられた数理計算上の仮定が期末日現在で合理的に可能な範囲で変動した場合に医療保障制度の

債務に及ぼす影響を示す感応度分析の結果は以下の表のとおりである。

 
百万ユーロ

割引率の　　

0.5%の上昇

割引率の　　

0.5%の下落

インフレ率の

0.5%の上昇

報酬の　　　

0.5%の上昇

現在支払中の年

金の0.5%の上昇

医療費の　　　

1%の上昇

現役及び退職し

た従業員の平均

余命1年の増加

医療制度：ASEM (1) 2 (2) - - 5 29
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注記26. リスク及び費用における引当金‐41百万ユーロ

リスク及び費用における引当金は、法的手続及びその他の紛争から生じる可能性のある潜在的な負債を対象として

おり、当社に有利と見込まれる判決で、かつ合理的な確実性をもって費用を定量化することができない判決の影響

は考慮されていない。

引当金の残高を決定するにあたり、当年度の裁判所の判決及びその他の紛争解決から生じると予想される費用、及

び前年度に生じたポジションの見積りの更新の両方を考慮している。

リスク及び費用における引当金の増減を示す表は以下のとおりである。

 
純損益計上   

百万ユーロ 繰入 戻入 目的使用 その他の増減 合計

2021年12月31

日現在

2022年12月　　　31

日現在

うち流動

部分

訴訟、その他のリスク及びその他の費用におけ

る引当金

訴訟 3 4 - (1) - 6 4 

その他 6 - - - - 6 3 

合計 9 4 - (1) - 12 7 

早期退職奨励引当金 52 - (18) (5) - 29 7 

リスク及び費用における引当金合計 61 4 (18) (6) - 41 14 

 

訴訟引当金3百万ユーロの増加は、主に新たな紛争における純損益への振替を反映している。当該引当金は主に労

働争議に該当する。

その他のリスク及び費用における引当金は6百万ユーロで前年度と同じである。

当社が採用した早期退職奨励制度向け引当金の減少23百万ユーロは、当該制度の調整を受けて純損益への振替18百

万ユーロ、及び当期の目的使用5百万ユーロが反映されている。

 

注記27. その他の非流動負債‐23百万ユーロ

「その他の非流動負債」は23百万ユーロ（2021年12月31日現在では30百万ユーロ）である。当該項目はIRES課税所

得を計算する際にIRAPの一部を控除しなかった結果として納付した追加所得税の2004‐2011年の当社（連結親法

人として提出）の還付申請を受けて、初めて生じたグループ会社に対する負債、金額にして8百万ユーロに該当す

る。子会社に係る負債は非流動税金資産（注記16）の認識により相殺されている。

また当該項目には、当社が採用した早期退職奨励制度に関する従業員への債務（9百万ユーロ）（2021年度では14

百万ユーロ）、及び種々のヘッジ手段のデリバティブ・ポジションの設定時に発生した5百万ユーロ（2021年12月

31日現在では7百万ユーロ）の前払手数料に関する繰延収益のうち非流動分が含まれており、これらは、デリバ

ティブ自体の全期間にわたる償却計画に基づき純損益に振替えられる。

 

注記28. 営業債務‐155百万ユーロ

 
百万ユーロ

2022年12月31日年度 2021年12月31日年度 増減

営業債務

外部に対する営業債務 58 51 7

グループ会社に対する営業債務 97 116 (19)

合計 155 167 (12)
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「営業債務」は主に2022年度に提供を受けたサービス及びその他の業務に係る債務が含まれ、第三者に対する58百

万ユーロ（2021年12月31日現在では51百万ユーロ）、及びグループ会社に対する97百万ユーロ（2021年12月31日現

在では116百万ユーロ）の債務が含まれる。

2022年12月31日現在の子会社に対する営業債務の内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

子会社

Endesa SA 1 1 -

Enel Global Services Srl 54 62 (8)

Enel Global Trading SpA 1 1 -

Enel Green Power SpA 7 4 3

Enel Grids Srl 2 22 (20)

Enel Iberia SRLU 6 5 1

Enel Innovation Hubs Srl 5 4 1

Enel Italia SpA 7 5 2

Enel Produzione SpA 1 1 -

Enel X Srl 2 - 2

その他 11 11 -

合計 97 116 (19)

 

営業債務の地域別内訳は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

取引先

イタリア 134 145 (11)

EU域内 15 16 (1)

EU域外のヨーロッパ - 2 (2)

その他 6 4 2

合計 155 167 (12)

 

注記29. その他の流動金融負債‐238百万ユーロ

「その他の流動金融負債」は、主に年度末に未払いの債務に係る未払利息である。

 
百万ユーロ  

 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

繰延金融負債  205 215 (10)

その他の項目  33 12 21

合計 238 227 11

 

具体的には、繰延金融負債は主に金融債務の支払利息の未払分からなり、一方でその他の項目は基本的に2022年12

月31日現在の銀行及びグループ会社に対して次年度中に決済される未払金で、当該金額は、グループ会社に代わっ

て締結した商品交換レートのヘッジ・デリバティブに関する金融費用からなる。
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注記30. 正味財政状態、非流動金融資産及び有価証券‐20,111百万ユーロ

財政状態計算書項目を基に正味財政状態、非流動金融資産及び有価証券を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

長期借入金 24 18,196 25,572 (7,376)

短期借入金 24 8,752 6,563 2,189

一年以内返済予定長期借入金 24 1,430 216 1,214

債務に含まれるその他の非流動金融資産 15.1 4 3 1

債務に含まれるその他の流動金融資産 19.1 3,395 8,197 (4,802)

現金及び現金同等物 21 4,868 952 3,916

合計 20,111 23,199 (3,088)

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の正味金融債務は、2021年5月5日以降適用されるESMAが2021年3月4

日に公表した指針39、及びCESR勧告への参照及び正味財政状態に関する2006年7月28日付け第DEM/6064293号通知

により置換された2021年4月29日にCONSOBが公表した警告通知第5/2021号に従い、以下のとおり報告されてい

る。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

うち関連

当事者取引

うち関連

当事者取引

流動性      

銀行及び郵便貯金 4,038  952  3,086

流動性資産 4,038 952 3,086

現金同等物 830 - 830

短期銀行貸付資産 3,395 8,197 (4,802)

その他の流動金融資産 3,395 2,489 8,197 7,111 (4,802)

流動性 8,263  9,149  (886)

流動金融債務      

流動銀行債務 (25)  (640)  615

その他の短期借入金 (8,727) (8,362) (5,923) (5,625) (2,804)

流動金融債務（金融商品債務を含む） (8,752)  (6,563)  (2,189)

一年以内返済の長期銀行借入金 (1,430)  (216)  (1,214)

非流動金融債務（一年以内返済分） (1,430)  (216)  (1,214)

流動金融債務 (10,182) (6,779) (3,403)

正味流動金融債務 (1,919) 2,370 (4,289)

非流動金融債務      

長期銀行借入金 (1,527) (2,508) 981

ノンバンク資金調達（リース） - (1) 1

その他の長期借入金 (12,407) (18,739) 6,332

非流動金融債務（一年以内返済及び金融商品債務を除

く）
(13,934)  (21,248)  7,314

社債 (4,262) (4,324) 62

営業債務及び重要な金融要素を伴うその他の無利子非流

動負債
-  -  -

非流動金融債務 (18,196) (25,572) 7,376

CONSOB指示書準拠正味金融債務 (20,115) (23,202) 3,087

長期金融資産 4 - 3 - 1

正味金融債務 (20,111) (23,199) 3,088

 

デリバティブ取引は、ヘッジ会計上のヘッジとして指定されていない場合であっても、当社がヘッジ目的で締結し

ているものであるため、当該正味純財政状態計算書はデリバティブ取引に係る金融資産及び金融負債を含まない。
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2022年12月31日現在、当該金融資産及び金融負債は、財政状態計算書において、以下の項目の下に独立して表示さ

れている。 「非流動デリバティブ資産」349百万ユーロ（2021年12月31日現在では753百万ユーロ）、「流動デリ

バティブ資産」390百万ユーロ（2021年12月31日現在では60百万ユーロ）、「非流動デリバティブ負債」663百万

ユーロ（2021年12月31日現在では1,300百万ユーロ）、「流動デリバティブ負債」178百万ユーロ（2021年12月31日

現在では131百万ユーロ）である。

 

注記31. その他の流動負債‐2,873百万ユーロ

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

税金負債 35 551 (516)

グループ会社に対する債務 739 220 519

従業員、保養／支援機関に対する債務 20 18 2

社会保険機構への債務 9 8 1

顧客への保障及び償還に係る債務 2 2 -

その他 2,068 1,986 82

合計 2,873 2,785 88

 

「税金負債」は35百万ユーロで、基本的に、国の連結納税制度に参加している会社の法人所得税（IRES）における

税務当局に納付義務額（30百万ユーロで、2021年度250百万ユーロと比較して）、及び給与支払従業員における個

人所得税（IRPEF）源泉徴収4百万ユーロに該当する。2021年度、当該項目は、エネルVAT グループに参加してい

る会社の2022年第4四半期のグループVAT296 百万ユーロを含む。

前年度に係る増減は、単独のVAT 納付者の設立初年度に、納付自体の計算に係る情報の欠如の場合は、納付義務

はないと裁定した歳入庁により公表された明文規定に従った、2021年度のVAT 納付の未払いに本質的に起因す

る。

「グループ会社に対する債務」は739百万ユーロである。これは連結納税制度下のIRES債務に関する456百万ユーロ

（2021年12月31日現在では86百万ユーロ）及びグループVAT に関する283百万ユーロ（2021年12月31日現在では

134百万ユーロ）からなる。519百万ユーロの増加は、上述の債務者のポジションの変動を反映している。

2,068百万ユーロに相当する 「その他」 の項目には、株主に支払われる配当金に対する債務が含まれており、これ

は2022年度の中間配当金2,033百万ユーロに相当し、2022年11月3日に当社の取締役会で承認され、2023年1月25日

より支払われた（2022年度では1株当たり0.20ユーロ、2021年度では1株当たり0.19ユーロ）。
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注記32. 金融商品

32.1 カテゴリー別金融資産

IFRS第9号により分類された金融資産の各カテゴリー別の帳簿価額であり、流動金融資産と非流動金融資産の区

分、ヘッジ・デリバティブ及び純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブを独立して示す表は以下のとお

りである。

 
百万ユーロ 非流動 流動

注記
2022年12月31日現

在

2021年12月31日現

在

2022年12月31日現

在

2021年12月31日現

在

償却原価で測定される金融資産 32.1.1 4 3 8,620 9,812

FVOCIで測定される金融資産

その他の会社への株主持分投資 32.1.2 7 5 - -

FVOCIで測定される金融資産合計 7 5 - -

FVTPLで測定される金融資産

FVTPLで測定されるデリバティブ資産 34 199 178 156 60

FVTPLで測定される金融資産合計 199 178 156 60

ヘッジ手段として指定されるデリバティブ資産

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ 34 150 575 234 -

ヘッジ手段として指定されるデリバティブ資産合計 150 575 234 -

合計 360 761 9,010 9,872

 

流動及び非流動デリバティブ資産の認識及び分類に関する詳細は、注記34「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照

のこと。

公正価値測定の詳細は、注記32.1.2「その他の包括利益を通じて公正価値で測定される（FVOCI）金融資産」を参

照のこと。

 

32.1.1 償却原価で測定される金融資産

償却原価で測定される金融資産を性質別に示し、流動及び非流動金融資産に分類した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 非流動 流動

注記
20221年12月31

日現在

2021年12月31日

現在
注記

2022年12月31日

現在

2021年12月31

日現在

現金及び現金同等物 - - 21 4,868 952

営業債権 - - 17 294 275

グループ会社に対する貸付資産

グループ会社間流動勘定の貸付資産 - - 19.1 2,489 7,111

一年以内回収予定長期貸付資産 19.1 - -  - -

その他の金融資産 - - 524 14

グループ会社に対する金融資産合計 - - 3,013 7,125

その他に対する貸付資産

店頭デリバティブの証拠金契約の現金担保 - - 19.1 389 1,077

その他の金融資産 4 3 25 13

その他に対する金融資産合計 4 3 414 1,090

その他の金融資産 - - 31 370

合計 4 3 8,620 9,812

 

2021年度と比較した主な変更は以下のとおりである。

＞　主にグループ会社から当期中に受領した配当金の増加による、現金及び現金同等物における3,916百万ユーロ

の増加。
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＞　グループ会社に対する貸付資産が4,111百万ユーロ減少し、主に当社グループ会社が保有する会社間流動勘定

の貸付資産における4,622百万ユーロ減少したことによるもので、Enel Global Tradingに交付したリボルビング

信用枠に起因するその他の金融資産における512百万ユーロの増加により一部相殺された。

＞　デリバティブ取引において取引先に対して支払った現金担保の減少688百万ユーロ。

＞　子会社が承認した配当金の減少を反映してその他の金融資産339百万ユーロ減少し、2022年12月31日現在も未

払いである。

 

償却原価で測定される金融資産の減損損失

2022年12月31日現在の償却原価で測定される金融資産は、2022年12月31日現在11百万ユーロ（2021年12月31日現在

では12百万ユーロ）である予想信用損失引当金の控除後で、8,624百万ユーロを計上した。

当社が所有する主に減損テストの対象となる償却原価で測定する金融資産の種類は以下のとおりである。

＞　現金及び現金同等物

＞　営業債権

＞　貸付資産

＞　その他の金融資産

現金及び現金同等物はIFRS第9号の減損要件の対象でもあるが、識別された減損損失は重要でなかった。

倒産確率（PD）、デフォルト時損失率（LGD）及びデフォルト時エクスポージャー（EAD）を考慮して決定する

予想信用損失（ECL）は、契約に基づく全ての契約上のキャッシュ・フローと、全ての受領が見込まれるキャッ

シュ・フローとの差額（全ての不足分）を当初実効金利で割引いたものである。

金融資産の性質及び利用可能な信用リスク情報に応じて、信用リスクの著しい増加の評価は、以下のとおり実施が

可能である。

＞　当該債権が個別に重要で、かつ合理的で裏付可能な情報に基づき減損における個別に特定された全ての債権に

おいては個別ベースで評価

＞　合理的で裏付け可能な情報が、個別の金融商品ベースに係る予想信用損失の測定に過度の費用又は努力なしに

は入手不能な場合は一括ベースで評価

全部又は一部において金融資産を回収する合理的な見込みがない場合、当該金融資産の帳簿価額総額を減額する。

償却するとは、認識中止事象（例：キャッシュ・フローの権利が法的又は契約的に消滅、移転、又は失効）を表

す。

償却原価で測定される金融資産の各分類の予想損失を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

総帳簿価額 予想信用損失引当金 合計 総帳簿価額 予想信用損失引当金 合計

現金及び現金同等物 4,868 - 4,868 952 - 952

営業債権 300 6 294 282 7 275

グループ会社に対する貸付資産 3,013 - 3,013 7,125 - 7,125

その他に対する貸付資産 419 5 414 1,098 5 1,093

その他の債権 35 - 35 370 - 370

合計 8,635 11 8,624 9,827 12 9,815
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予想損失を測定するため、当社は営業債権及び契約資産を個別評価及び一括評価の双方で簡便法により評価してい

る。

個別評価の場合、 PDは一般的に外部供給先から得られる。

それ以外の、一括評価の場合、デフォルトの具体的な定義を踏まえて、営業債権は、共通の信用リスク特性及び延

滞状況に係る情報に基づき区分けされる。

当社は、主に180日延滞を一つのデフォルト状況と定義している。従って、当該期限を超えると、営業債権は信用

減損すべきものと推定される。

金融資産の種類ごとの予想信用損失に対する引当金の増減を示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 予想信用損失引当金

金融資産 営業債権

個別 一括 合計 個別 一括 合計

2021年1月1日現在IFRS第9号 5 - 5 - 6 6

減損損失 - - - 1 - 1

目的使用 - - - - - -

戻入 - - - - - -

2021年12月31日現在合計IFRS第9号 5 - 5 1 6 7

減損損失 - - - - - -

目的使用 - - - (1) - (1)

戻入 - - - - - -

2022年12月31日現在合計IFRS第9号 5 - 5 - 6 6

 

32.1.2 その他の包括利益（FVOCI）を通じて公正価値で測定される金融資産

当該カテゴリーには主に当初認識時に取消不能で指定された非上場会社への株主持分投資が含まれる。

その他の会社への株主持分投資額は7百万ユーロで、基本的に当社が保有するEmpresa Propietaria de la Red SAにお

ける株主持分投資額を表している。

2022年12月31日現在、株主持分投資の公正価値は、割引キャッシュ・フロー法による収益アプローチを用いた独立

評価に基づいて決定されている。

 

32.1.3 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産（FVTPL）

当該カテゴリーには主にグループ会社の債務のヘッジに用いられる流動及び非流動デリバティブのみが含まれる。

詳細は注記34.2「純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブ」を参照のこと。

 

32.2 カテゴリー別金融負債

IFRS第9号に基づき分類された金融負債の各カテゴリー別の帳簿価額で、流動金融負債と非流動金融負債との区

分、ヘッジ・デリバティブと純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブとを独立して開示した表は以下の

とおりである。

 
百万ユーロ 非流動 流動

注記 2022年12月31日現在2021年12月31日現在2022年12月31日現在2021年12月31日現在

償却原価で測定される金融負債 32.2.1 18,196 25,572 12,428 8,935

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債

FVTPLで測定されるデリバティブ負債 34 197 180 178 131

小計 197 180 178 131

ヘッジ手段として指定されるデリバティブ負債

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ 34 466 1,120 - -

小計 466 1,120 - -

合計 18,859 26,872 12,606 9,066
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流動及び非流動デリバティブ負債の認識及び分類に関する詳細は、注記34「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照

のこと。

公正価値測定の詳細は、注記35「公正価値測定」を参照のこと。

 

32.2.1 償却原価で測定される金融負債

性質に応じて償却原価で測定される金融負債を流動及び非流動金融負債に分類した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 非流動 流動

注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 注記 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

長期借入金 24 18,196 25,572 1,430 216

短期借入金 - - 24 8,752 6,563

営業債務 - - 28 155 167

その他の流動金負債 - - 31 2,091 1,989

合計 18,196 25,572 12,428 8,935

 

その他の流動金負債は、株主に支払われるべき中間配当金を含み、基本的に2022年11月3日に当社の取締役会によ

り承認され、2023年1月25日以降に支払われる2022年度の中間配当金2,033百万ユーロ（2022年度では1株当たり0.20

ユーロ、2021年度では1株当たり0.19ユーロ）に関する負債に該当する。

 

借入金

長期借入金（12か月以内返済該当分を含む）‐19,626百万ユーロ

長期借入金は、ユーロ建て及びその他の通貨建ての社債、銀行借入及びグループ会社からの借入にあたり、2022年

12月31日現在、12か月以内に返済期限が到来する分（1,430百万ユーロ）を含む19,626百万ユーロである。

2022年12月31日現在の長期借入金の元本、帳簿価額及び公正価値を示しており、12か月以内返済該当分を含む、借

入の種類及び利率の種類で分類した表は以下のとおりである。上場負債性金融商品の公正価値は公式価格で表示さ

れる。非上場負債性金融商品の公正価値は、金融商品の範疇ごとの適切な評価技法、及びグループの信用スプレッ

ドを含む報告日に関連する市場データを用いて決定される。
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百万ユーロ 額面価額 帳簿価額 流動部分
支払期限
12か月超

公正価値 額面価額 帳簿価額 流動部分
支払期限
12か月超

公正価値 帳簿価額

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

債券

固定利率 3,601 3,584 - 3,584 3,672 3,571 3,549 - 3,549 5,804 35

変動利率 775 775 97 678 823 872 872 97 775 1,047 (97)

合計 4,376 4,359 97 4,262 4,495 4,443 4,421 97 4,324 6,851 (62)

銀行借入金

変動利率 1,527 1,527 - 1,527 1,548 2,508 2,508 - 2,508 1,398 (981)

合計 1,527 1,527 - 1,527 1,548 2,508 2,508 - 2,508 1,398 (981)

ノンバンク資金調達

固定利率リース下 1 1 1 - 1 2 2 1 1 2 (1)

合計 1 1 1 - 1 2 2 1 1 2 (1)

グループ会社からの借入

固定利率 13,186 13,186 1,286 11,900 10,730 13,258 13,258 - 13,186 5,992 (72)

変動利率 553 553 46 507 568 5,599 5,599 118 5,553 5,706 (5,046)

合計 13,739 13,739 1,332 12,407 11,298 18,857 18,857 118 18,739 11,698 (5,118)

            

固定利率借入金合計 16,788 16,771 1,287 15,484 14,403 16,831 16,809 1 16,736 11,798 (38)

変動利率借入金合計 2,855 2,855 143 2,712 2,939 8,979 8,979 215 8,836 8,151 (6,124)

            

合計 19,643 19,626 1,430 18,196 17,342 25,810 25,788 216 25,572 19,949 (6,162)

 

借入金の満期分析の詳細は注記33「リスク管理」、公正価値測定のインプットは注記35の「公正価値測定」を参照

のこと。

通貨別及び利率別の長期借入金は以下の表のとおりである。

 

通貨別及び利率別の長期借入金

百万ユーロ 帳簿価額 額面価額 現在の名目平均金利 現在の実効金利

2021年12月31日現在 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

ユーロ 23,689 17,476 17,480 2.4% 2.4%

米国ドル 1,406 1,495 1,498 7.8% 8.2%

英ポンド 692 655 665 5.7% 5.9%

その他の通貨 1 - - - -

ユーロ以外の通貨合計 2,099 2,150 2,163   

合計 25,788 19,626 19,643   

 

長期借入金の元本の増減を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 額面価額 返済 新規借入金 その他 為替換算差額 額面価額

2021年12月31日

現在
 

2022年12月31日

現在

社債 4,443 (97) - - 30 4,376

銀行借入金 2,508 (5,250) 4,250 - 19 1,527

ノンバンク資金調達 2 (1) - - - 1

グループ会社からの借入金 18,857 (5,118) - - - 13,739

合計 25,810 (10,466) 4,250 - 49 19,643

 

2021年12月31日と比較し、長期借入金の元本は全体で6,167百万ユーロ減少し、主に以下のとおりである。

＞　Enel Finance International NVとの3件の融資契約の早期返済（5,000百万ユーロ）及びEnel Finance International

NVとの期限到来借入金2件の返済（118百万ユーロ）。

＞　リボルビング信用枠の返済による銀行借入金の減少合計5,250百万ユーロ。

＞　リボルビング信用枠の利用により生じた銀行借入金の増加合計4,250百万ユーロ。
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2022年度に新規の銀行借入の特性を示す表は以下のとおりである。

 

新規借入金

借入の種類 取引者 発効日
借入金額

（百万ユーロ）
通貨 利率（%） 利率タイプ 満期日

銀行借入金

 Enel SpA 2022年3月7日 200 ユーロ Euribor + 0.38% 変動利率 2024年5月3日

 Enel SpA 2022年9月14日 200 ユーロ Euribor + 0.38% 変動利率 2024年5月3日

 Enel SpA 2022年9月30日 350 ユーロ Euribor + 0.45% 変動利率 2025年7月26日

 Enel SpA 2022年9月30日 648 ユーロ Euribor + 0.40% 変動利率 2025年5月12日

 Enel SpA 2022年9月30日 1,852 ユーロ Euribor + 0.40% 変動利率 2026年3月5日

 Enel SpA 2022年9月30日 1,000 ユーロ Euribor + 0.52% 変動利率 2024年10月2日

合計 4,250

 

2022年度の新規借入はリボルビング信用枠を含む。2022年12月31日現在、利用したリボルビング信用枠は全て返済

されている。

当該種類の借入の利用は、市場の需要の変化に対応する目的で当社グループの財政最適化計画の一環である。

当社の主な長期借入は、国際的な商慣行で一般的に採用されている制限条項によって統制されている。当該借入金

は主に、グローバル／ユーロ・ミディアム・ターム・ノート・プログラムの枠組みの中で行われた債券の発行、劣

後非転換ハイブリッド債の発行、2021年3月5日に当社及びEnel Finance International NVが銀行のプールから取得し

2022年5月11日に13,500百万ユーロに上限を変更されたリボルビング・ファシリティ契約（リボルビング・ファシ

リティ契約）、2020年10月15日に当社が1,000百万ユーロを上限とする銀行のプールから取得した持続可能性連動

型ローン・ファシリティ契約、2022年12月23日に当社が金融機関のプールから取得した12,000百万ユーロでイタリ

ア輸出信用代理業SACE SpAにより額面の70％を上限として保証されるリボルビング・クレジット・ファシリティ

契約（12,000百万ユーロ・リボルビング・クレジット・ファシリティ）、持続可能性連動型ローン・ファシリティ

契約、UniCredit SpAにより当社に供与した融資、2021年10月5日にBank of America Europe Designated Activity

Companyからエネル・エスピーエーが取得した348,750,000米ドル（締結日現在300百万ユーロに相当）のファシリ

ティ契約、2022年9月30日に借入者としてのEnel Finance America LLC（EFA）及び（保証者としての）当社がデン

マーク輸出信用代理業（EKF）及びCiti と締結した持続可能性連動型融資契約合計800百万米ドル（EKFファシリ

ティ）を表示している。

当社及びEnel Finance International NV（グループの適格グリーン・プロジェクトに資金を投じるエネル・エスピー

エーが保証するEnel Finance International NVのグリーンボンドを含む）のグローバル／ユーロ・ミディアム・ター

ム・ノーツ・プログラムでの発行する債券、及びEnel Finance International NVが米国市場で発行する債券に関連す

る特約条項は、以下のとおり要約することができる。

＞　同一の制限が問題となる債券に平等又は比例して適用される場合を除き、発行者及び保証人が一定の金融借入

金を担保するためにその資産又は収入の全部又は一部に対し抵当権、先取特権又はその他の負担を設定又は維

持（法定下の要請を除く）をしなくてよい担保提供制限条項

＞　社債及びこれに関する保証が、発行者及び保証人の直接かつ無条件の無担保債務を構成し、債務間で優先的な

権利を供与するものではなく、発行会社及び保証会社の現在及び将来の他の非劣後かつ無担保の社債と少なく

とも同一の回収順位とするパリ・パス条項
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＞　発行者、保証人又は重要な子会社の特定（閾値レベルを超えた）金融負債における債務不履行事由の発生が、

問題の負債に関する債務不履行を構成し、即座の返済を要することがあるクロス・デフォルト条項

2019年度以来、Enel Finance International NVは、他の同種の債券と同じコベナンツを含む国連の持続可能な開発目

標（SDGs）の達成に関連して、ヨーロッパ市場（ユーロ・ミディアム・ターム・ノート‐EMTN 債券発行プログ

ラムの一環として）及び米国市場において、ともに当社が保証する持続可能な債券を数多く発行してきた。2022年

度には当社が保証する米国市場に同様の種類の持続可能性連動債券をEnel Finance America LLCが発行している。

当社が解散又は清算された場合にのみ返済される永久ハイブリッド債を含む、当社のハイブリッド債を対象とする

主な特約条項は、以下のとおりである。

＞　劣後条項：各ハイブリッド債は当該発行者のその他の全ての社債に劣後し、発行された他の複合金融商品と同

じ回収順位を有し、資本性金融商品よりも回収順位が早い。

＞　他社が発行者の全ての義務を承継する場合を除き、他社との合併、他社に対する当社の資産の全部又は重要な

部分の売却又は賃貸の禁止

 

リボルビング・ファシリティ契約及び当社が締結したその他のローン契約に係る主なコベナンツは、実質的に類似

しており、以下のとおり要約することができる。
19

＞　明示的に認められた債務負担を除き、債務者及び場合によっては重要な子会社が、特定の金融負債を担保する

ためにそれぞれの資産の全部又は一部に対して抵当権、先取特権又はその他の債務を設定しなくてよい担保制

限条項

＞　明示的に認められた処分を除き、債務者及び場合によってはエネルの子会社がその資産又はその資産や業務の

重要な部分を処分できない処分条項

＞ 借主の支払約束が借主のその他の無担保かつ非劣後の支払義務と同一順位にするパリパス条項

＞　支配権変更条項

（i）エネルの支配権がイタリア国外の一つ又は複数の当事者によって取得された場合、又は（ii）エネル又は

その子会社が、グループの金融信頼性が著しく損なわれるような、グループの資産の相当部分をグループ外の

当事者に譲渡した場合に発動される。2つの状況のうちの1つが発生することにより（a）融資の条件について

の再交渉、又は（b）借主による融資の強制的な期限前返済を生じさせる可能性がある。

＞　クロス・デフォルト条項

当該条項では、債務者又は重要な子会社の特定（閾値レベルを超えた）の金融負債に関する債務不履行事由の

発生が、問題の負債に関する債務不履行を構成し、即座の返済を要することがある。

 
19

12,000百万ユーロのリボルビング・クレジット・ファシリティは、イタリアのエネルギー・システムを保全するために取られた構造化され

た一連の対策の一部であり、エネルギー市場に係るエネル及びEnel Global Trading SpAの取引事業の担保要件に充てるためにのみ使用されるも

のである。当該約定の未充足は債務不履行事象となる。当該取引は、ロシア・ウクライナ危機に由来する負の影響に対処するために、現行法

制が特定の特性を充たすイタリアを拠点とする全ての会社に利用可能にする措置の枠組みの範囲内にある。当該取引は、その他の欧州諸国で

利用可能な類似商品に沿っている。

当該クレジット・ファシリティは「風評被害」条項を設けており、EKFは特定の規制の重大な違反の結果としてEKF自身又はデンマーク国の信

用が損なわれたことが確認された場合には、当該条項の下でEKFにより引受けられた財政的約定の取消及び支出された金額の早期支払を要求で

きる。また、特定の環境的及び社会的な規制及び基準の遵守を担保する保証人の約定も規定している。
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当該借入金は、例えば、支払不能、破産手続又は企業の取引停止など、国際的な商慣行に典型的な債務不履行事由

の特定事象を踏まえている。

上記の特約条項のいずれも現在発動されていない。

最後に、ローン契約の範囲内で行われた約定に関して、多くのグループ会社の利益のために、当社は一定の保証を

発行したことに留意されたい。当該保証及び関連する融資契約には、特定の特約条項及び債務不履行事由が含まれ

ており、その一部は、国際的な商慣行に典型的な、保証人としての当社によって負担されている。

 

ヘッジ後の債務構造

（12か月以内に期日を迎える分も含む）長期負債構造の総額に関する通貨リスクのヘッジ効果を示す表は以下のと

おりである。

 
百万ユーロ 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

当初債務構造
ヘッジ　　
済債務

ヘッジ後　　
債務構造

当初債務構造
ヘッジ　　
済債務

ヘッジ後　　
債務構造

帳簿価額 額面価額 % 帳簿価額 額面価額 %

ユーロ 17,476 17,480 89% 2,163 19,643 23,690 23,696 91.8% 2,114 25,810

米国ドル 1,495 1,498 8% (1,498) - 1,406 1,412 5.5% (1,412) -

英ポンド 655 665 3% (665) - 692 702 2.7% (702) -

合計 19,626 19,643 100.0% - 19,643 25,788 25,810 100.0% - 25,810

 

報告日付の長期負債残高の金利リスクのヘッジ効果を示す表は以下のとおりである。

 

長期負債総額

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

ヘッジ前 ヘッジ後 ヘッジ前 ヘッジ後

%

変動利率 15.0 8.0 34.8 29.8

固定利率 85.0 92.0 65.2 70.2

合計 100.0 100.0 100.0 100.0

 

短期借入金‐8,752百万ユーロ

2022年12月31日現在の短期借入金の種類別に示した表は以下のとおりである。

百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

外部からの借入金

銀行借入金 25 590 (565)

銀行借入金（普通当座勘定） - 50 (50)

店頭デリバティブに係る受取CSA現金担保 365 298 67

合計 390 938 (548)

グループ会社からの借入金

グループ会社からの短期借入金（グループ会社間当座勘定） 5,362 5,625 (263)

グループ会社からのその他の短期借入金 3,000 - 3,000

合計 8,362 5,625 2,737

合計 8,752 6,563 2,189

 

現在価値への割引の影響は軽微であり、当期借入の公正価値は帳簿価額に相当する。

 

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 616/1075



32.2.2 純損益を通じて公正価値で測定される金融負債（FVTPL）

当該カテゴリーは、主にグループ会社の債務のヘッジに関連する流動及び非流動デリバティブ負債のみを含む。詳

細は注記34.2「純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブ」に記載されている。

 

32.2.3 純利得／（損失）

デリバティブを除く金融商品のカテゴリー別純利得及び損失を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 純利得／（損失） うち減損／減損戻入

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 2022年12月31日現在

償却原価で測定される金融資産 371 232 -

FVOCIで測定される金融資産 - 1 -

償却原価で測定される金融負債 (695) (743) -

 

デリバティブによる純利得及び損失に係る詳細は、注記7「デリバティブから生じた純金融収益／（費用）」を参

照のこと。

 

注記33. リスク管理

金融リスク

当社は業務の一環として、様々な金融リスク、特に金利リスク、通貨リスク、信用・カウンターパーティーリス

ク、及び流動性リスクに晒されている。

当社は金融リスクの管理のために、内部委員会、専門化した方針及び運用制限からなるシステムを採用した。目標

は、起こり得るあらゆる機会を掴む可能性を排除せずに、予想外の金融業績の変動を防止するために適切に金融リ

スクを軽減することである。

 

金利リスク及び通貨リスク

産業持株会社の事業の一環として、当社は、特に金利及び為替レートの変動リスクなど、様々な市場リスクに晒さ

れている。

金利リスク及び通貨リスクは、主に金融商品の存在により発生する。

当社が保有している主な金融負債は、債券、銀行借入金、その他の借入金、デリバティブ、デリバティブ取引に関

する担保金、及び仕入債務である。当該金融商品の主な目的は、当社の事業用資金を賄うことである。当社が保有

する主な金融資産は、貸付金、デリバティブ、デリバティブ契約の担保に供される現金預金、現金及び現金同等

物、短期預金、及び売上債権である。詳細については、注記32 「金融商品」を参照のこと。

金利リスク及び通貨リスクのエクスポージャー源は前年からの変動はない。

当社は親会社として、利率及び為替レートに関するデリバティブ契約に関して、財務管理機能及び金融市場へのア

クセスを集中化させている。当該業務の一環として、当社は、市場とグループ会社との仲介者としての役割を果た

しており、当社にとって上記のリスクが実質的なものであっても、エクスポージャーを表示しない立場をとってい

る。
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2022年度に当社グループは、非金融取引相手としての分類を維持しつつ、EMIR（規則（EU） 第648/2012号）下で

設定された全ての資産クラスにおいて、清算閾値を下回る水準に位置づけられた。

2022年12月31日現在のデリバティブの取引高は各区分の商品の想定元本額の特定とともに以下のとおりである。

デリバティブ契約の想定元本は、キャッシュ・フローが交換される金額である。当該金額は、値又は量（例えば、

想定元本に合意価格を乗じてユーロに換算されたトン）で表すことができる。

ここに報告されているデリバティブの想定元本は、両当事者間で交換された金額を表すものではなく、従って当社

の信用リスク・エクスポージャーの尺度ではない。

 

金利リスク

金利リスクとは、市場利率の変動により金融商品の公正価値又は将来キャッシュ・フローが変動するリスクのこと

である。

当社の金利リスクは、変動利率金融負債の利払いに関連するフローの変動、新規負債性金融商品の交渉における財

務条件の変動、又は公正価値で測定される金融資産／負債、典型的に固定利率負債性商品の価値の不利な変動とし

て現れる。

金利リスクは、利率変動に晒されかつ資金コストを含んでいる債務額を減らし、業績変動を抑える二重目的で管理

されている。

当該目標は、契約の種類、満期、利率別に金融負債のポートフォリオを戦略的に多様化すること、及び金利スワッ

プを中心とする店頭デリバティブを用いて特定のエクスポージャーのリスク特性を変更することを通じて追求され

る。

契約残高の想定元本は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 想定元本

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

金利デリバティブ

金利スワップ 5,246 6,699

合計 5,246 6,699

 

当該契約の期間は原金融負債の満期を超えないため、当該契約の公正価値及び／又はキャッシュ・フローのいかな

る変動も、原金融負債ポジションの公正価値及び／又はキャッシュ・フローの変動に対応して相殺される。

金利スワップは、通常、変動利率によるフローを固定利率によるフローに、想定元本に基づいて算定された双方の

フローで、期間交換するものである。

当年度末における建玉金利スワップの想定元本は5,246百万ユーロ（2021年12月31日現在では6,699百万ユーロ）で

あり、このうち当社の債務持分のヘッジが1,490百万ユーロ、市場で取引されているグループ会社の債務と同額の

想定元本による仲介者としての債務持分のヘッジが3,756百万ユーロである。全体の想定元本の減少は、主に、金

利に係る償却商品の残存元本が正常に減少したことによるものである。

金利デリバティブの詳細は、注記34「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。

金利リスクに対しヘッジされていない変動利付負債の金額は、市場金利が上昇した場合に損益計算書に影響を及ぼ

す（借入費用を増加させる）可能性がある主なリスク要因である。
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2022年12月31日現在、長期金融債務総額の15%は変動利付（2021年12月31日現在では34.8%）である。IFRS第9号に

基づき有効とみなされる金利ヘッジを考慮して、2022年12月31日現在、長期金融債務総額の92%がヘッジされた

（2021年12月31日現在では70.2%）。管理目的上はヘッジとして取り扱うも、ヘッジ会計の対象とならないデリバ

ティブを含めても、当該比率は実質的に変動しない。

 

金利リスクの感応度分析

当社は、金融商品のポートフォリオに係る利率変動の影響を見積もることで、そのエクスポージャーの感応度を分

析している。

より具体的には、感応度分析は、株主持分に係る市場シナリオの潜在的影響をキャッシュ・フロー・ヘッジ構成要

素により、及び純損益に係る市場シナリオの潜在的影響をデリバティブの公正価値ヘッジ構成要素及びデリバティ

ブを用いてヘッジしない長期債務総額部分により測定する。

当該シナリオは、報告日現在のイールドカーブに平行な増減によって表される。

感応度分析の方法及び前提条件は、前年度と比較して変更はない。

他の全ての変数が一定であるとして、税引前利益への影響は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

純損益に対する

税引前影響

株主持分に対する税

引前影響

純損益に対する

税引前影響

株主持分に対する税

引前影響

ベーシス

ポイント

 

増加

 

減少

 

増加

 

減少

 

増加

 

減少

 

増加

 

減少

外貨建て長期変動金利借入金総額の金融費

用の変動
25 3.9 (3.9) - - 19.2 (19.2) - -

非ヘッジ手段に分類されるデリバティブの

公正価値の変動
25 3.5 (3.5) - - 4.3 (4.3) - -

ヘッジ手段に指定されるデリバティブの公

正価値の変動
25

キャッシュ・フロー・ヘッジ 25 - - 12.0 (12.0) - - 47.9 (47.9)

公正価値ヘッジ 25 - - - - - - - -

 

通貨リスク

通貨リスクとは、為替相場の変動により金融商品の公正価値又は将来キャッシュ・フローが変動するリスクであ

る。

当社において、通貨リスクの主な原因は、外貨建て債券を中心としたユーロ以外の通貨建ての貨幣性金融商品の存

在である。

通貨リスクのエクスポージャーは前年比で変動ない。

詳細は注記32「金融商品」を参照のこと。

為替レートの変動によるエクスポージャーを最小限にとどめるため、当社は通常、通貨先物及び通貨間金利スワッ

プなどの多様な店頭デリバティブを用いる。当該契約期間は、原資産のエクスポージャーの満期を超えない。

通貨先物は、取引当事者間で特定の将来の日付に特定の為替レート（権利行使レート）で異なる通貨建の元本を交

換することに合意する契約である。当該取引では、2つの金額の実際の交換（デリバラブル・フォワード）、又は

予約実効レート、及び満期における為替レートの差異によって算出される差金の支払（ノンデリバラブル・フォ

ワード）が求められる場合がある。
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通貨間金利スワップは、外貨建ての長期の固定又は変動金利負債を、同額のユーロの変動又は固定金利負債に転換

させるために用いる。元本が異なる通貨であることに加えて、当該金融商品は、定期的なキャッシュ・フローと元

本の最終的な交換がなされる点で、金利スワップとは異なる。

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の取引残高の想定元本をヘッジ対象の種類別に示した表は以下のとお

りである。

 
百万ユーロ 想定元本

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

外国為替デリバティブ

通貨先物 14,065 7,894

商品の通貨リスクをヘッジ 10,252 5,216

将来のキャッシュ・フロー・ヘッジ 2,656 2,347

その他の通貨先物 1,157 331

通貨間金利スワップ 3,104 3,078

合計 17,169 10,972

 

具体的な内訳は、以下のとおりである。

＞　想定元本合計10,252百万ユーロの通貨先物で、うち5,126百万ユーロをグループ会社からのエネルギー商品購入

に関連した通貨リスクをヘッジするために、市場で取引を実施

＞　ユーロ以外の通貨のその他の予想キャッシュ・フローに関連する為替リスクをヘッジするための想定元本

2,656百万ユーロの通貨先物で、うち1,335百万ユーロを市場で取引を実施

＞　想定元本合計1,157百万ユーロの通貨先物契約で、うち666百万ユーロを投資支出（440百万ユーロ）の通貨リ

スク、及びそれよりも程度は少ないものの営業費用の通貨リスクをヘッジするために市場で取引を実施

＞　当社又は他のグループ会社のユーロ以外の通貨建ての負債に関する通貨リスクをヘッジするための想定元本

3,104百万ユーロの通貨間金利スワップ

詳細は注記34「デリバティブ及びヘッジ会計」を参照のこと。

当社グループの負債の分析は、中長期負債総額の11%がユーロ以外の通貨建てであることを表している。

為替ヘッジ及び当社の表示通貨建て又は機能通貨建ての外国通貨における債務部分を考慮すると、負債は通貨間金

利スワップで完全にヘッジされている。

 

通貨リスクの感応度分析

当社は、金融商品のポートフォリオの為替レート変動の影響を見積り、そのエクスポージャーの感応度を分析して

いる。

より具体的には、感応度分析は、株主持分に係る市場シナリオの潜在的影響をキャッシュ・フロー・ヘッジ構成要

素により、及び純損益に係る市場シナリオの潜在的影響をデリバティブの公正価値ヘッジ構成要素及びデリバティ

ブを用いてヘッジしない長期債務総額部分により測定する。

当該シナリオは、報告日に観察された価値と比較した、全ての外国通貨に対するユーロの上昇／下落によって表示

されている。

前年度と比較して、感応度分析で用いられる方法及び仮定に変動はない。
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他の全ての変数が一定であるとして、税引前利益への影響は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

純損益に係

る　　　　　税引前影

響

株主持分に係

る　　　　税引前影響

純損益に係

る　　　　　税引前影

響

株主持分に係

る　　　　税引前影響

為替　

レート

ユーロの　

上昇

ユーロの　

下落

ユーロの　

上昇

ユーロの　

下落

ユーロの　

上昇

ユーロの　

下落

ユーロの　

上昇

ユーロの　

下落

ヘッジ後の外貨の長期変動金利借入金

総額の金融費用の変動
10% - - - - - - - -

非ヘッジ手段に分類されるデリバティ

ブの公正価値の変動
10% (0.1) 0.1 - - (2.8) 3.4 - -

ヘッジ手段に指定されるデリバティブ

の公正価値の変動
10%  

キャッシュ・フロー・ヘッジ 10% - - (186.1) 227.5 - - (225.1) 275.1 

公正価値ヘッジ 10% - - - - - - - - 

 

信用及び取引先リスク

信用リスクは、金融取引において、債権者に負の影響を与え得る取引先の信用力の悪化の可能性を表している。当

社はデリバティブ取引、銀行及び金融機関に保有する預金、外国為替取引、並びにその他の金融商品を含む金融活

動により信用リスクに晒されている。

信用リスクのエクスポージャー源は前年比で変動はない。

当社の財務信用リスク管理は、市場及び内部評価の両方で支払い能力があるとみられる信用状態の優れた大手の

イタリア及び国際的な金融機関から取引相手を選定し、当該取引先の中でのエクスポージャーの多様化に基づい

ている。信用エクスポージャー及びそれに関連する信用リスクは、グループのリスク管理における統治規則に規

定された方針及び手順の下で、リスクの監視の責任を担う部署が定期的に監視し、当該監視は、とられるべき可

能な緩和行動を迅速に特定できるように設計されている。

この一般的な枠組みの中で、当社は大手金融機関との証拠金契約を締結しており、現金担保の交換を要求すること

で、取引先リスクを大幅に軽減している。

 

貸付資産

百万ユーロ  

ステージ
予想信用損失引当

金　　　　　認識の根拠

平均信用損失率（デ

フォルト率

（PD）*　　　デフォル

ト時損失率（LGD））

総帳簿価額
予想信用損失　　

引当金
帳簿価額

2022年12月31日現在  
正常債権 12か月の予想信用損失 0.15% 3,432 5 3,427  
不良債権（延滞） 全期間の予想信用損失  - - -  
不良債権（破綻）  - - -  
合計 3,432 5 3,427  
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営業債権及びその他の債権：一括測定

百万ユーロ 2022年12月31日現在

平均信用損失率（デフォ

ルト率（PD）*デフォルト

時損失率（LGD））

総帳簿価額
予想信用損失　

引当金
帳簿価額

営業債権

支払期限前営業債権 55                        - 55

支払期限経過営業債権

180日超（信用減損） 2.45% 245 6 239

営業債権合計 300 6 294

その他の金融資産

支払期限前その他の金融資産 30                           - 30

支払期限経過その他の金融資産                          -             -                                -

その他の金融資産合計 30         - 30

合計 330 6 324

 

流動性リスク

流動性リスクとは、当社が、現金又はその他の金融資産を提供することにより決済される金融負債に関連する債務

の履行が困難に直面するリスクをいう。

流動性リスク管理方針の目的は以下のとおりである。

＞　当社の適切な流動性水準を確保し、関連する機会費用を最小限に抑える。

＞　満期特性及び資金調達源の条件において均衡とれた債務構造を維持する。

短期的には、現金及び短期預金、利用可能な信用供与枠、及び流動性の高い資産のポートフォリオを含む無条件に

利用可能な資源の適切な水準を維持することにより、流動性リスクは緩和される。

長期的には、バランスの取れた債務の満期特性を維持し、金融商品、市場／通貨及び取引先からの資金調達源を多

様化することで流動性リスクは軽減される。

2022年12月31日現在、当社は合計4,868百万ユーロの現金及び現金同等物（2021年12月31日現在では952百万ユー

ロ）、信用供与枠は8,300百万ユーロ保有しており、満期は全て一年以上である（2021年12月31日現在では5,500百

万ユーロ）。

 

満期分析

当社の長期負債の満期特性の概要を示す表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 満期

3か月未満 3か月から1年 1年から2年 2年から5年 5年以上

社債

固定利率 - - 748 848 1,988

変動利率 - 97 97 291 290

小計 - 97 845 1,139 2,278

銀行借入金

固定利率 - - 200 1,327 -

変動利率 - - 200 1,327 -

小計

ノンバンク資金調達 - 1 - - -

固定利率リース下 - 1 - - -

小計 - - - - -

グループ会社からの借入金 43 1,243 86 258 11,556

固定利率 23 23 46 461 -

小計 66 1,266 132 719 11,556

合計 66 1,364 1,177 3,185 13,834
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金融資産と金融負債との相殺

金融資産及び金融負債の純額を示した表は以下のとおりである。より具体的には、当社は資産と負債を相殺する意

図がないため、個別財務書類においてデリバティブの相殺契約は存在しないことを示している。現在の市場規制で

想定されているように、デリバティブ取引に関与する保証のため、当社は主要な金融機関との間で、表に示すよう

な内訳の現金担保の交換を要求する証拠金契約を締結している。

 

百万ユーロ
2022年12月

31日現在

(a) (b) (c) = (a) - (b) (d) (e) = (c) - (d)

財政状態計算書で

相殺されていない相関額

(d) (i), (d) (ⅱ) (d) (ⅲ)

金融資産／　

（負債）　　　

認識総額

財政状態計算書

で相殺される金

融資産／（負

債）総額

財政状態計算書

で表示される金

融資産／（負

債）正味額

金融商品

現金担保で保証さ

れた金融資産／

（負債）正味残高

金融資産／

（負債）　　

正味残高

金融資産

デリバティブ資産

金利リスク 172 - 172 - (236) (64)

　通貨リスク 567 - 567 - (416) 150

デリバティブ資産合計 739 - 739 - (653) 86

金融資産合計 739 - 739 - (653) 86

金融負債

デリバティブ負債

金利リスク (195) - (195) - 76 (119)

通貨リスク (646) - (646) - 601 (44)

デリバティブ負債合計 (841) - (841) - 678 (164)

金融負債合計 (841) - (841) - 678 (164)

正味金融資産／（負債）合計 (102) - (102) - 25 (78)

 

注記34. デリバティブ及びヘッジ会計

デリバティブ資産及び負債を、ヘッジ関係及びヘッジ対象リスクの種類別に、流動及び非流動に分類した想定元本

及び公正価値を示す表は以下のとおりである。

デリバティブ契約の想定元本は、それに基づいてキャッシュ・フローが交換される金額である。当該金額は、値又

は量（例えば、想定元本に合意価格を乗じてユーロに換算されたトン）で表すことができる。ユーロ以外の通貨建

ての金額は、World Markets Refinitiv（WMR）Companyにより提供された決算年の為替レートで換算されている。
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百万ユーロ 非流動 流動

想定元本 公正価値 想定元本 公正価値

デリバティブ資産

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

増減

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

増減

ヘッジ手段として指定され

るデリバティブ
     

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ
     

　金利リスク 1,000 - 42 - 42 - - - - -

通貨リスク 947 2,114 108 575 (467) 1,171 - 234 - 234

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ合計
1,947 2,114 150 575 (425) 1,171 - 234 - 234

FVTPLで測定されるデリバ

ティブ
      

金利リスク 1,819 2,080 129 153 (24) 59 - - - -

通貨リスク 1,630 642 70 25 45 5,617 3,411 156 60 96

FVTPLで測定されるデリバ

ティブ合計
3,449 2,722 199 178 21 5,676 3,411 156 60 96

デリバティブ資産合計 5,396 4,836 349 753 (404) 6,847 3,411 390 60 330
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百万ユーロ 非流動 流動

想定元本 公正価値 想定元本 公正価値

デリバティブ負債

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

増減

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

2022年12

月31日現

在

2021年12

月31日現

在

増減

ヘッジ手段として指定され

るデリバティブ
      

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ
      

金利リスク 390 2,440 43 339 (296) - - - - -

通貨リスク 722 712 423 781 (358) - - - - -

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ合計
1,112 3,152 466 1,120 (654) - - - - -

FVTPLで測定されるデリバ

ティブ
      

金利リスク 1,819 2,080 128 154 (26) 159 100 23 71 (48)

通貨リスク 1,617 660 69 26 43 5,465 3,433 155 60 95

FVTPLで測定されるデリバ

ティブ合計
3,436 2,740 197 180 17 5,624 3,533 178 131 47

デリバティブ負債合計 4,548 5,892 663 1,300 (637) 5,624 3,533 178 131 47
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34.1 ヘッジ会計

デリバティブは約定日に公正価値で当初認識され、その後、公正価値で再評価される。価格が上昇又は下落した結

果としての利得又は損失を認識する方法は、そのデリバティブがヘッジ手段として指定されているかに、そして指

定されているならばヘッジ対象の性質に依存する。

ヘッジ会計は、IFRS第9号の全ての要件を充たす場合、金利リスク、通貨リスク、及び商品価格リスク（仮想PPAs

を含む）などのリスク抑制のため締結されるデリバティブに適用される。

取引開始時、当社はヘッジ手段とヘッジ対象とのヘッジ関係のほか、リスク管理目標と戦略について文書化してい

る。また、当社は、ヘッジの開始時及び継続中の双方において、ヘッジ対象の公正価値又はキャッシュ・フローの

変動を相殺するためにヘッジ手段が高い有効性を有しているかについての評価も文書化している。

ヘッジ対象として指定される予定取引のキャッシュ・フロー・ヘッジについて、当社は当該取引の可能性が非常に

高いか、また純損益に影響を与えるキャッシュ・フローの変動リスクに晒されるかを評価し、文書化する。

リスク・エクスポージャーの性質により、当社はデリバティブを以下のいずれかに分類している。

＞　公正価値ヘッジ

＞　キャッシュ・フロー・ヘッジ

当社が晒されている金融商品から生じるリスクの性質及びその程度に関する詳細は、注記33「リスク管理」を参照

のこと。

有効なヘッジ関係とは以下の全ての要件を充たさなければならない。

＞　ヘッジ手段とヘッジ対象との間の経済的関係の存在

＞　経済関係から生じた価値変動の大部分を信用リスクの影響が占めていないこと

＞　当初指定時に定義されたヘッジ比率が、リスク管理目的で用いるヘッジ比率と同じであること（事業体が実際

にヘッジしているヘッジ対象の量と、事業体がそのヘッジ対象の当該量を実際にヘッジするのに用いている

ヘッジ手段の量から生じる比率と同じであること）

経済関係の存在は、IFRS第9号の要件に基づき、以下の状況に応じ、定性的評価又は定量的計算を通じて当社によ

り評価される。

＞　ヘッジ手段及びヘッジ対象の潜在的リスクが同じ場合、経済関係の存在は定性分析で評価する。

＞　一方、ヘッジ手段及びヘッジ対象の潜在的リスクが同じではない場合、経済関係の存在は経済関係の性質の定

性的分析に加え、定量的な方法で評価する（線形回帰）。

ヘッジ手段の動向がヘッジ対象の動向に沿っていることを立証するため、複数のシナリオを分析する。

商品価格リスクのヘッジにおいては、経済関係の存在は、考慮されたリスクのヘッジ有効性に基づいたランキング

を有する市場で利用可能な標準デリバティブの全てを規定した潜在する各リスク要因において定義されたランキン

グ・マトリックスより推定される。

信用リスクの影響を評価するため、当社は、リスク緩和手段（担保、中途解約条項、相殺契約など）の存在を考慮

する。

ヘッジ・デリバティブの潜在的リスクはヘッジ・リスクと同等であるため、当社は、ヘッジ非有効部分を最小化す

るため、全てのヘッジ関係において（商品価格リスクのヘッジを含む）ヘッジ比率を1：1に設定している。

ヘッジの非有効性は、以下の状況に応じ、定性的評価又は定量的計算により評価される。
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＞　ヘッジ対象及びヘッジ手段の重要な条件が整合し、かつ、ヘッジ手段のデリバティブに係る信用リスク調整を

含むその他の非有効性の発生原因が存在しない場合は、定性的評価に基づきヘッジ関係は充分に有効であると

みなされる。

＞　ヘッジ対象及びヘッジ手段の重要な条件が整合しない、又は非有効性の発生原因が少なくとも一つは存在する

場合、仮想デリバティブを用いたドル・オフセット累積法を適用してヘッジの非有効性を定量化する。この方

法は、報告日及び取引開始日における、ヘッジ手段及び仮想デリバティブの公正価値の変化を比較する。

ヘッジの非有効性の主な原因は以下が考えられる。

＞　基礎の差異（ヘッジ対象の公正価値又はキャッシュ・フローが、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー又は公正価

値の変動に影響を与える変数とは異なる変数に依存している）

＞　時間の差異（ヘッジ対象及びヘッジ手段の発生又は決済が異なる日付で生じる）

＞　数量又は想定元本の差異（ヘッジ対象及びヘッジ手段が異なる数量又は想定元本に基づいている）

＞　その他のリスク（デリバティブのヘッジ手段又はヘッジ対象のキャッシュ・フロー又は公正価値の変動がヘッ

ジされる特定のリスク以外に関連する）

＞　信用リスク（相手方の信用リスクが、ヘッジ手段及びヘッジ対象の公正価値の変動に異なる影響を与える）。

ロシア・ウクライナ紛争及び困難なマクロ経済状況は、リスク管理に係る限定的な影響しか与えず、デリバティブ

商品の評価及びヘッジの有効性チェックの結果に直接かつ重大な影響を与えるには不十分であった。金融市場に打

撃を与えたボラティリティは、デリバティブ金融商品を用いたリスク緩和措置によって相殺された。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジは、認識されている資産、負債、又は純損益に影響を及ぼす可能性が高い取引に関連

する特定のリスクを起因とする将来キャッシュ・フローの変動に対する当社のエクスポージャーをヘッジするため

に適用される。

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されるデリバティブの公正価値の変動における有効部分は、その他の包括

利益として認識される。非有効部分に関する利得又は損失は、直ちに損益計算書で認識される。

株主持分に累計された金額は、ヘッジ対象が純損益に影響する期間の純損益として振替えられる（例：ヘッジされ

た予定売上が行われる場合）。

ヘッジ対象が非金融資産（すなわち、有形固定資産や棚卸資産等）又は非金融負債の認識に繋がり、又はヘッジさ

れた非流動資産又は非流動負債の予定取引が公正価値ヘッジ会計が適用される確定約定になる場合、株主持分に累

計された金額（すなわち、ヘッジ準備金）は消去され、ヘッジされた資産又は負債の当初の金額（原価又はその他

の帳簿価額）に含められる（「ベーシス調整」を行う）。

ヘッジ手段が失効又は売却された場合、又はヘッジがもはやヘッジ会計の要件を充たさなくなった場合、その時点

の株主持分における利得又は損失の累計額は株主持分に残し、予定取引が最終的に損益計算書に認識された時点で

認識される。予定取引の発生が見込まれなくなった時点で、株主持分に計上されていた利得又は損失の累計額は直

ちに損益計算書に振替えられる。
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ヘッジ手段に先渡取引を用いるヘッジ関係について、現物要素の価値変動のみがヘッジ手段として指定される場

合、先渡要素（純損益又はOCI）の会計処理は事例ごとに判断する。当該アプローチは、再生可能資産の通貨リス

クのヘッジ目的で当社により実際に適用されている。

逆に、ヘッジ手段として通貨間金利スワップを用いるヘッジ関係において、当社は、ヘッジ・デリバティブを指定

する際に外国通貨のベーシス・スプレッドを独立させ、その他の包括利益（OCI）のヘッジ費用準備金に表示して

いる。

特に、商品リスクのキャッシュ・フロー・ヘッジについては、リスク管理戦略との一貫性を高めるため、当社は一

定の流動性要件（いわゆる流動性に基づくアプローチ）に基づく動的なヘッジ会計アプローチを適用している。

当該アプローチでは、市場で取引可能な最も流動性の高いデリバティブの使用を通じてヘッジを指定し、当該リス

クをより効果的に網羅する他のデリバティブに置き換える。

リスク管理戦略との一貫性から、流動性ベースのアプローチでは、新しいデリバティブが以下の要件の双方を充た

している場合に限り、満期に達した時のみならず、ヘッジ関係が継続する中でも、新しいデリバティブに置き換え

ることにより、デリバティブの移管が許容される。

＞　格付けの観点から、従前のデリバティブの代替として最も有効である。

＞　一定の流動性要件を充たしている。

当該要件の充足は四半期ごとに検証する。

移管日現在でヘッジ関係は終了しない。そのため、当該日以降、新たなデリバティブの有効な公正価値の変動が株

主持分（ヘッジ準備金）で認識され、従前のデリバティブの公正価値の変動は純損益に認識される。

当社は現在、純損益の変動を最小化するため、当該ヘッジ手段を用いている。

 

金利決定における金利指標の改革 – IBOR改革

概要

銀行間取引金利 (IBOR) は、銀行が特定の通貨で、翌日物から12か月までの期間、無担保で銀行間市場で資金を借

りることができる金利指標である。

ここ数年、銀行が当該金利を操作して計算を行った例が数多くある。このため、各国の規制当局は、一部の指標を

代替的な無リスク・レート指標（IBOR改革）に置き換えることを含む、金利決定のための指標の抜本的な改革に

着手している。

当社の主なIBORへのエクスポージャーはEURIBORに基づいている。

EURIBOR は依然として欧州金利指標規制（BMR）に準拠していると考えられており、市場参加者はEuriborを既存

契約及び新規契約の双方で引き続き用いることが許容されている。

主要な規制機関によって公表された最新の指針に沿って:

＞　1か月、3か月、6か月のUSD LIBOR金利指標は2023年6月30日以降は非典型となり、代わりの基準金利は担保

付翌日物調達金利（SOFR）となる。

＞　1か月、3か月、6か月のGBP LIBOR金利指標は2021年12月31日以降は非典型となり、代わりの基準金利である

ポンド翌日物平均金利（SONIA）に置き換えられた。
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IBOR改革の結果、ヘッジ関係に係る規則に対する多くの一時的な例外が、各々以下の事項に対処するために2019

年9月（フェーズ1）及び2020年8月（フェーズ2）に公表されたIFRS第9号の改訂の実施において認められた。

＞　既存の金利指標利率を代替的な無リスク・レートに置換する前の期間の財務報告に与える影響である置換前の

問題（フェーズ1）、及び

＞　既存の金利指標利率が変更又は置換され、当初の不確実性がなくなった場合でも、ヘッジ契約及び関係を新し

い基準点金利を反映するように更新する必要があるために、財務報告に影響を及ぼす可能性のある置換後の問

題（フェーズ2）。

 

IBOR改革の影響

各国におけるIBORの移換が不確実であることを踏まえ、当社は、当該改革の影響を受ける契約の総数及び名目価

値を算定した。加えて、2021年度中にGBP LIBORに連動していた契約における多くの契約改訂が既に実施されて

おり、その他の契約は、IBOR改革の推移及び市場慣行に基づき2023年度に改正される予定である。

 

債務及びデリバティブ

当社の変動利率債務は、主にEuriborに対して金利指標が設定されており、ほぼ全て金融デリバティブを用いてヘッ

ジされている。

報告日現在、Euriborに関して、前述のとおり、金利指標は欧州金利指標規制に準拠するように全面的に改革されて

いるため、当社は何らの対応も予定していない。Euriborとの継続性にもかかわらず、置換条項が必要となることも

あり、従って、当社グループは市場慣行の進展に応じて新規契約における取替条項を実施することができる。

2021年度中、当社は、SOFRに連動するドル建ての新規融資を獲得した。向こう数か月間の主な焦点は、新規金融

取引においての新たな無リスク・レートの利用方法である。

当社のデリバティブは、国際スワップ・デリバティブ協会（ISDA） が定める枠組み約款に基づく契約を通じて管

理されている。

ISDAは、IBOR改革に照応して標準約款を改定し、2006年のISDA定義における変動金利の選択を修正し、特定の主

要金利指標の恒久的な廃止時に適用される置換条項を含めた。当該変更は2021年1月25日に効力を生じた。2006年

のISDA定義において2021年1月25日以降に行われた取引は、調整後変動利率オプション（例えば、置換条項付き変

動利率の選択）を含むが、同日より前に完了した取引（過去のデリバティブ契約）は、引き続き2006年のISDA定

義に基づく。

このため、ISDAは、修正された定義を含めるための多国間修正を促進するため、IBOR予備議定書を公表した。

当社は、（i）当該エクスポージャー及びIBOR改革の進展に照らして当該議定書を採択するか、又は（ii）当該改

革により二国間で影響を受ける契約を事前に調整するかを評価している。
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ヘッジ関係

報告日現在、ヘッジ対象及びヘッジ手段は主にEURIBOR、SOFR及びSONIAに連動している。

当社は、2022年12月31日現在のIBOR改革により生じた不確実性のヘッジ関係への影響を、ヘッジ手段とヘッジ対

象の両方を参照して評価している。ヘッジ対象とヘッジ手段の双方とも当該パラメーターを、銀行間市場ベース金

利指標（IBOR）から代替的な無リスク・レート（RFR）に変更される。

特に、ヘッジ手段及び一部のIBORに連動されたヘッジ対象の双方に関連してどのように置換されたかについて

は、不確実性が残っている。当社は、2019年9月に発行されたIFRS第9号の改訂に規定された一時的な例外（フェー

ズ1）を引き続き適用することにより、当該ヘッジ関係に関連する不確実性を管理している。従って、ヘッジ対象

又はヘッジ手段のキャッシュ・フローの基礎となる利率を決定するための基準金利インデックスは、IBOR改革の

結果として変更されないと考えられた。この例外は、以下のヘッジ関係要件に適用された。

＞　予定取引の可能性が高いかどうかを判断する。

＞ 将来のヘッジされたキャッシュ・フローが、キャッシュ・フロー・ヘッジ関係の中止によって生じるかどうか

を確定する。

＞ ヘッジ対象とヘッジ手段の経済的関係を評価する。

影響を受けたヘッジ関係は、代替的な無リスク・レート指標に異なる既存の金利指標を置き換えたことにより、無

効になる可能性がある。いずれの場合も、当社は同時に置換措置の実施を求めるものとする。

また、当社は2021年度末現在、キャッシュ・フローヘッジ関係で用いる金利ヘッジ手段のGBP LIBORの参照を、

新規に、経済的に等価なSONIA金利指標に変更している。従って、当社は、当該ヘッジ関係に対して2019年9月に

公表されたIFRS第9号の改訂（フェーズ1）をもはや適用しておらず、その結果、2020年8月に公表されたIFRS第9

号の改訂（フェーズ2）を適用しており、ヘッジ関係の正式な指定をIBOR改革の要請に応じて変更し、ヘッジ関係

の終了とはみなしていない。

さらに、キャッシュ・フローヘッジ関係においては、ヘッジ関係におけるヘッジ対象の表示を変更する際に、ヘッ

ジ準備金の累計額は、将来ヘッジ対象キャッシュ・フローの算定に関連する代替的な金利指標に基づいて検討して

いる。

2022年12月31日現在のIFRS第9号の改訂（フェーズ1及びフェーズ2の双方）が適用されたヘッジ手段の想定元本

を、金利の決定に用いた代替的な金利指標指数別に内訳した表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ 想定元本

 2022年12月31日

ヘッジ手段 フェーズ1 フェーズ2

米ドルLIBOR／SOFR   

英ポンドLIBOR／SONIA  1,240

合計  1,240

 

特定の代替条項を含む未変更の契約

当社は、新たな金利指標と連動していない契約の価額の全体、とりわけ既に代替条項を含んでいる契約の価額を見

直し、旧金利指標から新金利指標への移行の推移を注視している。当社は、契約の利率がまだIBOR改革に関連し

ている金利指標と連動されている場合、すなわち、いつ、どのように、新金利指標への置換が行われるかについて

の不確実性がまだ存在しているときには、契約にはまだ代替金利指標率を組み入れられていないと考えている。
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公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジは、純損益に影響を及ぼす可能性のある特定のリスクに起因する資産、負債又は確定契約の公正価

値の変動に対するエクスポージャーから当社を保護するために用いる。

ヘッジ要件を充たし、かつ、ヘッジ手段として指定されるデリバティブの公正価値の変動は、ヘッジ対象リスクに

起因するヘッジ対象の公正価値の変動とともに損益計算書に計上される。

ヘッジ会計の要件を充たさなくなった場合には、実効金利法を採用しているヘッジ対象の帳簿価額に対する調整額

を、その残存期間にわたって純損益で償却している。

当社は現在このようなヘッジ関係を使用していない。

公正価値の測定の詳細は、注記35「公正価値測定」を参照のこと。

 

34.1.1 信用リスクの種類によるヘッジ関係

金利リスク

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の取引残高に関し、金利リスクのヘッジ手段の想定元本と平均金利を

満期別に示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降 合計

金利スワップ

想定元本 - - 500 500 - 390 1,390

金利スワップ平均金利 - - 1.63 1.78 - 4.70

百万ユーロ

2021年12月31日現在 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 それ以降 合計

金利スワップ

想定元本 - - - 500 500 1,440 2,440

金利スワップ平均金利 - - - 1.63 1.78 2.35

 

当年度末に契約中で、ヘッジ手段として指定される金利スワップは、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー・ヘッジ及

び公正価値ヘッジとして機能している。キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブは、2001年以降に発行された

特定の変動利付債のヘッジ、及び2020年度に獲得した変動利付の銀行融資が含まれる。

金利リスクのヘッジ手段に対応したヘッジ・デリバティブの2022 年12月31日現在及び2021年12月31日現在の想定

元本及び公正価値を示した表は以下のとおりである。

百万ユーロ 想定元本 資産公正価値 想定元本 負債公正価値

2022年12月31

日現在

2021年12月31

日現在

2022年12月31

日現在

2021年12月31

日現在

2022年12月31

日現在

2021年12月31

日現在

2022年12月31

日現在

2021年12月31

日現在

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ・デリバティブ
1,000 - 42 - 390 2,440 (43) (339)

金利スワップ 1,000 - 42 - 390 2,440 (43) (339)

 

デリバティブの公正価値が前年度に比べて改善したのは、主に2022年度を通じてイールドカーブが全般的に上昇し

たことによるもので、特定の場合にマイナスからプラスに公正価値が反転し、負債から資産に金融商品が振替えら

れることがある。
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金利リスクをヘッジするキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブから今後数年間に予想されるキャッシュ・フ

ローを示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 公正価値 予想キャッシュ・フローの分布

キャッシュ・フロー・ ヘッジ・デリバ

ティブ

2022年12月31日現

在
2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降

プラスの公正価値 42 13 19 9 5 - -

マイナスの公正価値 (43) (8) (5) (7) (6) (6) (23)

 

財政状態計算書に係る金利ヘッジ・デリバティブの影響を示す表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ 想定元本 帳簿価額
当期の非有効性の測定に    用

いた公正価値

2022年12月31日現在

金利スワップ 1,390 (1) (1)

2021年12月31日現在

金利スワップ 2,440 (339) (339)

 

金利リスクに晒されているヘッジ対象の財政状態計算書に対する影響を示す表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ

当期の非有効性

の測定に用いた

公正価値

ヘッジ準備金 ヘッジ費用準備金

当期の非有効性

の測定に用いた

公正価値

ヘッジ剰余金 ヘッジ費用剰余金

2022年度 2021年度

変動利付借入金 (60) 60 - 252 (252) -

合計 (60) 60 - 252 (252) -

 

金利リスクに対するキャッシュ・フロー・ヘッジが純損益及びその他の包括利益（OCI）に与えた影響を示す表は

以下のとおりである。

 

百万ユーロ

その他の包括

利益（損

失）　合計

純損益で認識

された非有効

部分

損益計算書

項目
ヘッジ費用

OCIから純損益

に振替えた金額
損益計算書項目

2022年12月31日現在

変動利付借入金 302 -  - 5 金融収益

2022年12月31日現在合計 302 -  - 5

2021年12月31日現在

変動利付借入金 112 - - (13) 金融費用

2021年12月31日現在合計 112 - - (13)

 

通貨リスク

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の取引残高に関して通貨リスクをヘッジする手段の想定元本と平均金

利を満期別に示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降 合計

通貨間金利スワップ（CCS）

想定元本合計 - 1,171 327 - - 1,342 2,840

ユーロ／米ドルCCS想定元本 - 1,171 327 - - - 1,498

ユーロ／米ドル平均約定為替レート - 1.33 1.16 - - -  

ユーロ／英ポンドCCS想定元本 - - - - - 1,342 1,342

ユーロ／英ポンド平均約定為替レート - - - - - 0.68  
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百万ユーロ

2021年12月31日現在 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 それ以降 合計

通貨間金利スワップ（CCS）

想定元本合計 - 1,103 - 308 - 1,415 2,826

ユーロ／米ドルCCS想定元本 - 1,103 - 308 - - 1,411

ユーロ／米ドル平均約定為替レート - 1.33 - 1.16 - -

ユーロ／英ポンドCCS想定元本 - - - - - 1,415 1,415

ユーロ／英ポンド平均約定為替レート - - - - - 0.68

 

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の未決済の取引残高に関して通貨リスクに対するヘッジ手段の想定元

本及び公正価値をヘッジ対象の種類別に示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 公正価値 想定元本 公正価値 想定元本

資産 負債 資産 負債

ヘッジ手段 ヘッジ対象 2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

通貨間金利スワップ 外貨建て固定利付借入金 - (107) 2,513 339 (553) 2,518

通貨間金利スワップ 外貨建て変動利付借入金 26 - 327 8 - 308

合計 26 (107) 2,840 347 (553) 2,826

 

事業年度末において未決済であるヘッジ手段として指定される通貨間金利スワップは、ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー・ヘッジとして機能する。具体的には、2021年度にバンク・オブ・アメリカとの間で更改された期限の到来

した外貨建て固定利付債及び米ドル建て変動利付債をヘッジするデリバティブである。

通貨リスクに対応したデリバティブの2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在の想定元本と公正価値をヘッジ

の種類別に示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 想定元本 資産公正価値 想定元本 負債公正価値

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

2022年12月

31日現在

2021年12月

31日現在

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デ

リバティブ
2,118 2,114 342 575 722 712 (423) (781)

通貨間金利スワップ 2,118 2,114 342 575 722 712 (423) (781)

 

2022年12月31日現在の通貨間金利スワップの想定元本は2,841百万ユーロ（2021年12月31日現在では2,826百万ユー

ロ）、公正価値は全体でマイナス81百万ユーロ（2021年12月31日現在ではマイナス206百万ユーロ）であった。

想定元本（15百万ユーロ）の微増は、主に米ドル及び英ポンドに対するユーロの為替レートにおける変動によるも

のである。

通貨リスクをヘッジする商品の財政状態計算書に対する影響を示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 想定元本 帳簿価額 当期の非有効性の測定に用いた公正価値

2022年12月31日現在

通貨間金利スワップ 2,840 (81) (77)

2021年12月31日現在

通貨間金利スワップ 2,826 (206) (206)
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通貨リスクに晒されているヘッジ対象項目の財政状態計算書に対する影響を示した表は以下のとおりである。

 

百万ユーロ

当期の非有効性の

測定に用いた公正

価値

ヘッジ準備金
ヘッジ費用

準備金

当期の非有効性の

測定に用いた公正

価値

ヘッジ準備金
ヘッジ費用

準備金

2022年度 2021年度

外貨建て固定利付借入金 107 (107) (4) 213 (213) -

外貨建て変動利付借入金 (26) 26 - (8) 8 -

合計 81 (81) (4) 206 (206) -

 

通貨リスクに対するキャッシュ・フロー・ヘッジが純損益及びその他の包括利益（OCI）に与えた影響を示した表

は以下のとおりである。

 

百万ユーロ
その他の包括利

益/（損失）合計

純損益で認識さ

れた非有効部分
損益計算書項目 ヘッジ費用

OCIから純損益に振

替えた金額
損益計算書項目

2022年12月31日現在

外貨建て固定利付借入金 97 -  4 (147) 金融費用

外貨建て変動利付借入金 65 -  - 65 金融収益

2022年12月31日現在合計 162 -  4 (82)

2021年12月31日現在

外貨建て固定利付借入金 251 - 21 (196) 金融費用

外貨建て変動利付借入金 (15) - - 15 金融収益

2021年12月31日現在合計 236 - 21 (181)

 

通貨リスクに対するキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブから今後数年間に予想されるキャッシュ・フロー

を示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 公正価値 予想キャッシュ・フローの分布

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ
2022年12月31

日現在
2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 それ以降

正の公正価値 342 278 7 35 7 8 108

負の公正価値 (423) (15) (14) (17) (18) (19) (401)

 

34.1.2 株主持分に係るキャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブの税効果控除前の影響

 

百万ユーロ ヘッジ費用

その他の包括利

益で認識される

公正価値の

総変動額

純損益で認識さ

れる公正価値の

総変動額

純損益で認識さ

れる公正価値の

総変動額

‐非有効部分

ヘッジ費用

その他の包括利

益で認識される

公正価値の　　

総変動額

純損益で認識さ

れる公正価値の

総変動額

純損益で認識さ

れる公正価値の

総変動額

‐非有効部分

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

金利ヘッジ - 302 5 - - 112 (13) -

為替ヘッジ 4 162 (82) - 21 236 (181) -

ヘッジ・デリ

バティブ
4 464 (77) - 21 348 (194) -
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34.2 純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブ

2022年12月31日現在及び2021年12月31日現在のFVTPL（純損益を通じて公正価値で測定される）デリバティブの想

定元本と公正価値を示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 想定元本 資産公正価値 想定元本 負債公正価値

2022年12月31

日現在

2021年12月31

日現在

2022年12月31

日現在

2021年12月31

日現在

2022年12月31

日現在

2021年12月31

日現在

2022年12月31

日現在

2021年12月31

日現在

利率に係る FVTPL デリバ

ティブ
1,878 2,080 129 153 1,978 2,180 (151) (225)

金利スワップ 1,878 2,080 129 153 1,978 2,180 (151) (225)

為替レートに係るFVTPLデ

リバティブ
7,247 4,053 226 85 7,082 4,093 (224) (86)

先渡予約 7,115 3,927 202 72 6,950 3,967 (199) (73)

通貨間金利スワップ 132 126 24 13 132 126 (25) (13)

FVTPLデリバティブ 9,125 6,133 355 238 9,060 6,273 (375) (311)

 

2022年12月31日現在、利率及び為替に係る純損益を通じて公正価値で測定されるデリバティブの想定元本は18,185

百万ユーロ（2021年12月31日現在では12,406百万ユーロ）、マイナスの公正価値20百万ユーロ（2021年12月31日現

在ではマイナス72百万ユーロ）である。

年度末の金利スワップは3,856百万ユーロである。主にグループ会社の債務のヘッジで市場（1,978百万ユーロ）及

び当該会社の仲介（1,878百万ユーロ）である。

償却金利スワップに係る元本残高の減少により、想定元本は前年比で総額で404百万ユーロ減少した。

通貨リスクをヘッジする先渡契約の想定元本は14,065百万ユーロ（2021年12月31日現在では7,894百万ユーロ）で

あった。外部取引先との通貨先渡は7,128百万ユーロ（2021年12月31日現在では3,949百万ユーロ）で、主にグルー

プ会社の引当プロセスにおけるエネルギー商品の価格に関連する通貨リスクを軽減するために締結され、市場取引

と合致した店頭デリバティブに関連するものである。また、再生可能エネルギー分野（BESS‐蓄電池システ

ム）、社会基盤及びグリッド（新世代デジタルメーター）分野における非エネルギー商品及び投資商品の取得に関

連する通貨以外の通貨の予定キャッシュ・フロー、クラウドサービスの提供において営業費用に関連するユーロ以

外の通貨の予定キャッシュ・フロー、及び子会社によって承認された中間配当金に関連する外貨の予定キャッ

シュ・フローをヘッジしている。想定元本及び公正価値の変動は、天然ガス価格の上昇及び石炭発電の回復から生

じた為替相場リスク、特に米ドル向けリスクの増大に関連している。

通貨間金利スワップの想定元本は132百万ユーロ（2021年12月31日現在では126百万ユーロ）であり、ユーロ以外の

通貨建て及び市場取引に基づくグループ会社の債務に係る通貨リスクのヘッジに関連している。

 

注記35. 公正価値測定

当社は、IFRSの要求がある場合は常に、IFRS第13号に基づき公正価値を測定している。

公正価値は、資産の売却時に受け取るであろう価格又は負債の移転時に支払うであろう価格と定義される。最良の

見積りは市場価格、すなわち活発で流動性のある市場で公開されている現在の取引価格である。

資産及び負債の公正価値は、公正価値の測定に用いられる評価手法への情報に基づき、以下に定義された3つのレ

ベルの公正価値階層に分類される。
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＞　レベル1：測定日に当社が入手した、同一の資産又は負債において活発市場での（調整されていない）公表価

格

＞　レベル2：レベル1に含まれる公表価格以外の、資産又は負債において直接（すなわち価格として）又は（すな

わち価格に由来する）間接的に観察可能な情報

＞　レベル3：観察可能な市場データに基づかない資産又は負債の情報（すなわち観察不能な情報）

当該注記では、以下を評価するため関連情報を開示している。

＞　財政状態計算書で当初認識時以降、財政状態計算書における継続的又は非継続的に公正価値で測定される資産

及び負債において、測定の実施に用いる評価手法及び情報、及び

＞　重要で観測不能な情報（レベル3）を用いた継続的な公正価値の測定の場合、当該年度の純損益及びその他の

包括利益に与える影響

当該目的のため、

＞　継続的な公正価値の測定は、IFRSが各報告期間末の財政状態計算書で要求又は容認している。

＞　非継続的な公正価値測定は、IFRSが特定の状況において財政状態計算書で要求又は容認している。

 

デリバティブ契約の公正価値は、規制市場で取引されるデリバティブの公式価格を用いて算定される。規制市場に

上場していない商品の公正価値は、各金融商品の種類に適した評価方法、及び報告期間期末の市場データ（利率、

為替レート、ボラティリティなど）を用い、市場イールド・カーブに基づく期待将来キャッシュ・フローを割引

き、ユーロ以外の通貨についてWorld Markets Refinitiv（WMR）Companyが提示する為替レートにより換算して算

定する。商品関連の契約においては、入手可能な場合、規制市場と非規制市場の双方の相場に係る同一商品の価格

を用いて測定する。

新たなIFRSに従い、当社は2013年度、取引先リスクの規模に対応した金融商品の公正価値を調整するために、取引

先（信用評価調整、CVA ）及び自社（債務評価調整、DVA ）の信用リスクの測定を含めた。

より具体的には、当社は、ポジションの正味エクスポージャーに対して潜在的将来エクスポージャー評価技法を用

いてCVA ／DVA を測定し、その後ポートフォリオ全体を構成する個別の金融商品に調整分を配分している。当該

技法において用いられた全ての情報は、市場で観察可能である。見積り情報の基礎にある仮定の変更は、当該商品

について報告される公正価値に影響を与える可能性がある。

デリバティブ契約の想定元本とは、キャッシュ・フロー交換額のことである。当該値は価値又は数量として表示で

きる（例えば、トンであれば、想定元本に合意価格を乗じることでユーロ建の金額に換算される）。

ユーロ以外の通貨建の金額は、World Markets Refinitiv（WMR）Company が提示した公式な為替レートによりユー

ロに換算されている。

ここで報告されるデリバティブの想定元本は、必ずしも当事者間で交換された金額を示すものではなく、このた

め、当社の信用リスクのエクスポージャーを測定するものではない。

上場の負債性金融商品の公正価値は、公式価格で表示されている。非上場金融商品は、公正価値は、金融商品の各

カテゴリーの適切な評価技法、及び報告日現在の市場データを用いて算定され、エネルの信用スプレッドも含まれ

る。
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35.1 財政状態計算書における公正価値で測定される資産

財政状態計算書において継続的又は非継続的に公正価値で測定される資産の種類ごとに、報告期間末現在の公正価

値、及び分類された公正価値階層のレベルを示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 非流動資産 流動資産

 注記

2022年12月31

日現在の公正

価値

レベル1 レベル2 レベル3
2022年12月31

日現在の公正

価値

レベル1 レベル2 レベル3

デリバティブ

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ  

　金利リスク  42 - 42 - - - - -

通貨リスク 34 108 - 108 - 234 - 234 -

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ合計  150 - 150 - 234 - 234 -

純損益を通じた公正価値  

金利リスク 34 129 - 129 - - - - -

通貨リスク 34 70 - 70 - 156 - 156 -

純損益を通じた公正価値合計  199 - 199 - 156 - 156 -

合計 349 - 349 - 390 - 390 -

 

35.2 財政状態計算書で公正価値で測定される負債

財政状態計算書において継続的又は非継続的に公正価値で測定される負債の種類ごとに、報告期間末現在の公正価

値、及び分類された公正価値階層のレベルを示した表は以下のとおりである。

 
百万ユーロ 非流動負債 流動負債

注記

2022年12月31

日現在の

公正価値

レベル1 レベル2 レベル3
2022年12月31

日現在の

公正価値

レベル1 レベル2 レベル3

デリバティブ

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ

金利リスク 34 43 - 43 - - - - -

通貨リスク 34 423 - 423 - - - - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ・デリバティブ合計  466 - 466 - - - - -

純損益を通じた公正価値      

金利リスク 34 128 - 128 - 23 - 23 -

通貨リスク 34 69 - 69 - 155 - 155 -

純損益を通じた公正価値合計 197 - 197 - 178 - 178 -

合計 663 - 663 - 178 - 178 -

 

35.3 財政状態計算書で公正価値で測定されない負債

財政状態計算書において公正価値で測定されないが、その公正価値の開示が求められている負債を種類ごとに、報

告期間末現在の公正価値と公正価値が分類される公正価値階層のレベルを示した表は以下のとおりである。
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百万ユーロ 負債

注記 2022年12月31日現在の公正価値 レベル1 レベル2 レベル3

社債

固定利率 32.2.1 3,672 3,672 - -

変動利率 32.2.1 823 62 761 -

小計  4,495 3,734 761 -

銀行借入金   

変動利率 32.2.1 1,548 - 1,548 -

小計  1,548 - 1,548 -

ノンバンク資金調達  

固定利率リース下 32.2.1 1 - 1 -

小計  1 - 1 -

グループ会社からの融資   

固定利率 32.2.1 10,730 - 10,730 -

変動利率 32.2.1 568 - 568 -

小計  11,298 - 11,298 -

合計  17,342 3,734 13,608 -

 

注記36. 株式に基づく報酬

2019年度の開始より、エネル・エスピーエー（「エネル」又は「当社」）の株主総会は毎年、民法第2359条に従

い、エネル及び／又はその子会社の経営に対する長期株式に基づくインセンティブ制度の採用を承認している。承

認された各インセンティブ制度（2019年長期インセンティブ制度、2020年長期インセンティブ制度、2021年長期イ

ンセンティブ制度及び2022年長期インセンティブ制度（以下各々 「2019LTI 制度」、「2020LTI 制度」、

「2021LTI制度」及び「2022LTI制度」 並びにこれらを合わせて「制度」という）は、具体的な業績目標の達成を

条件として、各受益者に当社普通株式（以下、株式）を付与することを規定している。

制度の受益者は、会社の業績に最も直接的な責任を負う、又は戦略的利益をもたらすと考えられる役職にある当社

及び当社グループの最高経営責任者／ジェネラル・マネジャーである。制度は、金銭要素及び株式要素からなるイ

ンセンティブに係る報奨を受益者に支給する。当該インセンティブは、各受益者個人の固定報酬に関連して算定さ

れる基礎価額として報奨時に決定されるが、当該制度の各3年間の業績目標の達成度に応じて変動し、最高経営責

任者／ジェネラル・マネジャー又はその他の受益者の個々の基礎価額のゼロから最大で280%又は180%までの範囲

に及ぶ可能性がある。

当該制度は、実質的に権利が確定したインセンティブ総額のうち、（i）最高経営責任者及びジェネラル・マネ

ジャーは基準価額の100%（2022LTI制度においては上限130％）までの金額、及び（ii）その他の受益者は基準価額

の50%（2022LTI制度においては上限65％）まで株式で全額支払うことを定めている。

当該制度に基づく賞与の実際の支給は、当該3年間の特定の業績目標の達成を前提としている。当該目標が達成さ

れた場合、インセンティブの株式部分及び現金部分双方の30%が業績期間終了後の翌一年目に支払われ、残り70%

が業績期間終了後の翌2年目に支払われる。そのため、長期変動報酬（全体の70%）の大部分の支払は、各制度の

業績期間終了翌2年にまで繰り延べられている。

2019LTI制度、2020LTI制度、2021LTI制度及び2022LTI制度に係る情報を示した表は以下のとおりである。

制度の特徴に係る更なる情報において、1999年5月14日付け決議第11971号（発行者規則）に基づき、CONSOB規則

第84条の2の規定に準拠して作成された情報資料を、各々2019年5月16日、2020年5月14日、2021年5月20日及び2022

年5月19日に開催された株主総会の専用当社ウェブサイト（www.enel.com）にて公開しているので参照のこと。
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 付与日 業績期間（年度） 目標達成の検証 支払（年度）

2019LTI制度 2019年11月12日
20 2019‐2021 2022年度

21
2022‐2023

22

2020LTI制度 2020年9月17日
23 2020‐2022 2023年度

24 2023‐2024

2021LTI制度 2022年9月21日
25 2021‐2023 2024年度

26 2024‐2025

2022LTI制度 2022年9月21日
27 2022‐2024 2025年度

28 2025‐2026

 

2019年5月16日、2020年5月14日、2021年5月20日及び2022年5月19日に開催された株主総会により付与された承認を

実施するにあたり、関連する条件に従い、取締役会は、2019年9月19日、2020年7月29日、2021年6月17日及び2022

年6月16日の会議において、各々2019LTI制度、2020LTI制度、2021LTI制度及び2022LTI制度に充当する株式買戻プ

ログラムの開始を承認した。当該制度ごとに当社取締役会が買付を承認した本株式の数、実際の買付株数、関連す

る加重平均価格及び合計価額は以下のとおりである。

 
取締役会による承認買付 実際の買付

株式数 株式数
加重平均価格

（1株当たりユーロ）

合計価額

（ユーロ）

2019LTI制度
上限2,500,000

最大金額10,500,000百万ユーロ
1,549,152

29 6.7779  10,499,999

2020LTI制度 1,720,000 1,720,000
30 7.4366  12,790,870

2021LTI制度 1,620,000 1,620,000
31 7.8737  12,755,459

2022LTI制度 2,700,000 2,700,000
32 5.1951 14,026,715

 

2019LTI制度、2020LTI制度、2021LTI制度及び2022LTI制度を支援するために買付した結果、及び2022年9月5日

2019LTI制度の受益者への報償435,357株を考慮し、2022年12月31日現在、エネルは合計7,153,795株の自己株式を保

有し、株式資本の約0.07%に相当する。

2019年度、2020年度、2021年度及び2022年度に付与された資本性金融商品に関する情報は以下のとおりである。

 
  2022年度  2021年度  

 
付与日現在の付与

株式数

付与日現在の

一株当たり

公正価値

報奨可能な

潜在株式数
報奨済株式数

報奨可能な

潜在株式数
報奨済株式数

2019LTI制度 1,538,547 6.983 1,021,328 435,357
33 1,529,182 -

2020LTI制度 1,638,775 7.380 1,631,951 - 1,638,775 -

2021LTI制度 1,577,773 7.0010 1,577,773 - 1,577,773 -

2022LTI制度 2,398,143 4.8495 2,395,323 - - -

 

当該資本性金融商品の公正価値は、付与日現在の当社株式の市場価格に基づいて測定されている。
34

 
20

2019LTI制度の受益者への付与手続及び付与時期につき取締役会の承認日（2019年11月11日の指名報酬委員会に提出された提案を考慮）。
21

2021年12月31日現在の当社グループの連結財務書類が承認される際に、取締役会が2019LTI制度の業績目標の達成状況を検証する。

22
2022年9月5日、当社は、2019LTI制度の受益者により付与された支給株式構成の一部を制度規程に従って報奨した。

23
2020LTI制度の受益者への付与手続及び付与時期につき取締役会の承認日（2020年9月16日の指名報酬委員会に提出された提案を考慮）。

24
2022年12月31日現在の当社グループの連結財務書類が承認される際に、取締役会が2020LTI制度の業績目標の達成状況を検証する。

25
2021LTI制度の受益者への付与手続及び付与時期につき取締役会の承認日（2021年6月9日の指名報酬委員会に提出された提案を考慮）。

26
2023年12月31日現在の当社グループの連結財務書類が承認される際に、取締役会が2021LTI制度の業績目標の達成状況を検証する。

27
2022LTI制度の受益者への付与手続及び付与時期につき取締役会の承認日（2022年6月8日の指名報酬委員会に提出された提案を考慮）。

28
2024年12月31日現在の当社グループの連結財務書類が承認される際に、取締役会が2022LTI制度の業績目標の達成状況を検証する。

29
2019年9月23日から2019年12月2日までの期間の株式購入額は、株主資本の約0.015%に相当する。

30
2020年9月3日から2020年10月28日までの期間の株式購入額は、株主資本の約0.017%に相当する。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

 640/1075



31
2021年6月18日から2021年7月21日までの期間の株式購入額は、株主資本の約0.016%に相当する。

32
2022年6月17日から2022年7月20日までの期間の株式購入額は、株主資本の約0.026%に相当する。

33
当該表は2019LTI制度の受益者に対して2022年9月5日に報奨された株式数を示している。当該株式数は、当該制度の業績目標の達成を受けて受益者により付与さ

れた支給株式部分を構成するものである。2019LTI制度の規定の条項及び手続に従い、支給株式部分の残余支払は2023年度に繰り延べられる。

34
2019LTI制度においては、付与日は2019年11月12日、受給者に対する2019LTI制度に基づく付与手続及び時期を承認した取締役会開催日である。2020LTI制度に

おいては、付与日は2020年9月17日、受給者に対する2020LTI制度に基づく付与手続及び時期を承認した取締役会開催日である。2021LTI制度においては、付与日

は2021年9月16日、受給者に対する2021LTI制度に基づく付与手続及び時期を承認した取締役会開催日である。2022LTI制度においては、付与日は2022年9月21

日、受給者に対する2022LTI制度に基づく付与手続及び時期を承認した取締役会開催日である。
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株式部分の取得原価は、付与された資本性金融商品の公正価値に基づいて算定され、権利確定期間にわたって株主

持分の準備金を通じて認識される。

当社グループが純損益を通じて認識した費用の総額は、2022年度は11百万ユーロ（2021年度では9百万ユーロ）で

ある。

2019LTI制度、2020LTI制度、2021LTI制度、又は2022LTI制度に関する終了又は改訂はない。

 

注記37. 関連当事者

関連当事者は、IFRSの規定及び該当するConsobの措置に基づき特定される。

当社が行う子会社との取引は主に、サービスの提供、財源の調達及び採用、保険による補償、人事の管理及び組

織、法務及び法人向けサービス、並びに税務及び管理業務の計画及び調整を伴うものである。

いずれの取引も日常業務の一環として行われ、当社の利益を考えて実行され、かつ第三者間取引ベース、すなわち

独立した立場の当事者間で締結された契約と同じ市場条件で、決済される。

最後に、当社グループのコーポレート・ガバナンス規定、詳しくは当社ウェブサイト（www.enel.com）で入手でき

る企業統治及び保有構造により、関連当事者取引が透明性をもって、手続的にも実質的にも適正に行われるよう徹

底するための条件が定められている。

IAS第24号の下に規定される取締役、法定監査役会構成員、ジェネラル・マネジャー及び経営幹部の報酬に係る開

示に関しては、以下の表を参照のこと。

 
百万ユーロ

2022年度 2021年度 増減

取締役会構成員、法定監査役会構成員、及びジェネラル・マネ

ジャーの報酬

短期従業員給付 5  5  - -

その他の長期給付 1  1  - -

合計 6  6  - -

 
百万ユーロ

2022年度 2021年度 増減

経営幹部の報酬

短期従業員給付 13  13  - -

その他の長期給付 2  4  (2) -50.0%

合計 15  17  (2) -11.8%

 

2010年11月、当社の取締役会は、当社が直接又は子会社を通じて行う関連当事者との取引の承認及び実行に関する

統 制 手 続 （ 関 連 当 事 者 と の 取 引 に お け る エ ネ ル 手 続 ） を 承 認 し た 。 当 該 統 制 手 続

（https://www.enel.com/investors/bylaws-rules-and-policies/transactions-with-related-partie で入手可能）は、関連当事者

との取引の透明性、手続上及び実質的な適正性を確保するための規則を定めている。当該統制手続はイタリア民法

第2391条の2の規定の施行、及び2010年3月12日付けCONSOB決議第17221号によって発効され、（CONSOB規則）

として改訂された施行規則の施行において採択された。
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SACEにより保証された信用枠‐関連当事者との取引に係るCONSOB規則第13条第3項（c）（ⅱ）号により規定さ

れた開示義務

関連当事者との取引向けエネル手続（エネル手続）の2010年3月12日付け改正Consob規則第17221号（Consob規制）

第13条第3項（c）（ⅱ）及び第13.4条（c）（ⅱ）の下で定める開示義務に従い、当社はここに、通常の性格を有

し、市場で同等又は標準的な条件で完了する「より重要な」取引に該当する2022年度に行われた関連当事者との取

引を開示する。具体的には、2022年12月23日、当社は、Banco BPM SpA、BPER Banca SpA、Cassa Depositi e Prestiti

SpA、Intesa Sanpaolo SpA及びUniCredit SpAで構成される金融機関プールとの間で、SACE SpAにより保証された額

面金額の上限70%である12,000百万ユーロのリボルビング・クレジット・ファシリティの形での融資契約を締結し

た。

当該信用枠及び関連する保証は、エネルギー市場に係る取引においてイタリアで事業する当社グループ会社（特に

Enel Global Trading SpA）の担保要件の資金調達を目的とし、2022年7月15日付け法令第91号で批准された2022年5

月17日付け政令法第50号第15条（いわゆる「援助政令」）により想定されている保証の形で提供される会社の流動

性を支援するための暫定措置の一部である。

当社、Cassa Depositi e Prestiti SpA及びSACE SpAはイタリア経済財政省の共同支配下にある会社という事実から、

当該全取引は関連当事者との取引に該当する。上述金額を（そして特に、保証の価値を踏まえて）考慮すると、

「より重要な」関連当事者間取引に該当する。当該取引は、市場で同等又は標準的な条件で完了する通常の取引と

して、Consob規則第13条第3項（c）及びエネル手続第13.4条（c）に従い、適用除外を適用して完了した。

特に、当該取引は、特にその目的、反復及び同等の規模及び取引先の性質を考慮し、当社を筆頭とする当社グルー

プの「事業に関連する金融活動」の通常の行使と関連するものである。さらに、当該取引に適用される主な条件は

援助政令法第15条に準拠している。責任を負う融資の部分において、Cassa Depositi e Prestiti SpAは、他の銀行によ

り適用されるものと同じ条件を当社に適用している。

 

グループ会社と関連当事者との間の商業上、財務上その他の関係をまとめた表は以下のとおりである。
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商業及びその他の取引

2022年度

費用 収益

百万ユーロ 営業債権 営業債務 財 サービス 財 サービス

2022年12月31日現在 2022年度 2022年度

子会社、ジョイント・ベンチャー及び関連会社

Edistribución Redes Digitales SLU 8 1 - - - 7

e-distribuzione SpA 60 93 - - - 22

Empresa Distribuidora Sur SA - Edesur 1 - - - - -

Endesa Energía SA 2 - - - - 1

Endesa Generación SA 4 - - - - 3

Endesa Medios Y Sistemas SLU 2 - - - - 2

Endesa Operaciones Y Servicios Comerciales SLU 1 - - - - -

Endesa SA 13 1 - - - 7

Enel Américas SA 6 - - - - 1

Enel Brasil SA 93 1 - - - 27

Enel Chile SA 24 - - - - 3

Enel Colombia SA Esp 2 - - - - 1

Enel Distribución Chile SA 5 - - - - -

Enel Distribución Perú SAA 3 - - - - 2

Enel Energie SA 2 - - - - -

Enel Energia SpA 105 124 - - - 8

Enel Energie Muntenia SA 2 - - - - -

Enel Finance America LCC 2 - - - - -

Enel Generación Chile SA 5 - - - - -

Enel Generación Costanera SA 2 - - 2 - 2

Enel Generación Perú SA 2 - - - - 1

Enel Global Services Srl 12 78 - 83 - 1

Enel Global Thermal Generation Srl 1 1 - - - 1

Enel Global Trading SpA 5 15 - - - 1

Enel Green Power Chile SA 3 - - - - 1

Enel Green Power España SLU 3 - - - - 1

Enel Green Power Hellas SA 3 - - - - -

Enel Green Power India Private Limited 1 - - - - -

Enel Green Power Italia Srl 2 212 - - - 3

Enel Green Power North America Inc. 10 - - - - 6

Enel Green Power Romania Srl 1 1 - - - -

Enel Green Power Rus LLC 1 - - - - -

Enel Green Power SpA 9 8 - 3 - 3

Enel Grids Srl 4 50 - 3 - 1

Enel Iberia SRLU - 6 - 5 - -

Enel Innovation Hubs Srl - 5 - 5 - -

Enel Italia SpA 1 19 - 30 - -

Enel North America Inc. 4 1 - - - 2

Enel Produzione SpA 155 115 - - - 3

Enel Romania Srl 4 3 - - - 1

Enel Servicii Comune SA 2 - - - - -

Enel Sole Srl (1) 6 - - - -

Enel Trading Argentina Srl 1 - - - - 1

Enel X Brasil SA 1 - - - - -

Enel X Italia SpA 1 7 - - - 1

Enel X International Srl 9 - - - - -

Enel X Mobility Srl - 12 - - - -

Enel X North America Inc. 1 - - - - 1
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Enel X Srl 3 21 - 2 - 6

Enel X Way Srl 4 4 - 1 - 4

Enel X Way Italia Srl - 6 - - - 1

E-Distribuţie Banat SA 7 - - - - 1

E-Distribuţie Dobrogea SA 3 - - - - -

E-Distribuţie Muntenia SA 10 - - - - 1

Gas y Electricidad Generación SAU 1 - - - - -

Gridspertise Srl - 15 - - - -

Maicor Wind Srl 4 1 - - - -

RusenErgoSbyt LLC 13 - - - - -

Servizio Elettrico Nazionale SpA 1 38 - - - 1

Slovenské elektrárne AS 13 - - - - 1

Società Elettrica Trigno Srl 1 - - - - -

Unión Eléctrica de Canarias Generación SAU (1) 1 - - - -

Vektör Enerjí Üretím AŞ 8 - - - - -

小計 644 845 - 134 - 129
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その他の関連会社

Fondazione Centro Studi Enel 2 - - - - 2

Gestore dei servizi energetici SpA 1 - - - - -

小計 3 - - - - 2

合計 647 845 - 134 - 131
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2021年度

費用 収益

百万ユーロ 営業債権 営業債務 財 サービス 財 サービス

2021年12月31日現在 2021年度 2021年度

子会社、ジョイント・ベンチャー及び関連会社

Celg Distribuição SA 1 - - - - -

Central Geradora Termelétrica Fortaleza SA 1 - - - - -

Codensa SA ESP 1 - - - - 2

Edistribución Redes Digitales SLU 7 1 - - - 5

e-distribuzione SpA 102 49 - - - 25

Emgesa SA 1 - - - - 1

Empresa Distribuidora Sur SA - Edesur 1 - - - - 1

Endesa Energía SA 3 2 - - - 2

Endesa Generación SA 2 1 - - - 3

Endesa Medios Y Sistemas SLU 1 - - - - 1

Endesa Operaciones Y Servicios Comerciales SLU - - - - - 1

Endesa SA 10 1 - - - 7

Enel Américas SA 69 - - - - 1

Enel Brasil SA 69 1 - - - 27

Enel Chile SA 11 - - - - 3

Enel Distribución Chile SA 5 - - - - 2

Enel Distribución Perú SAA 3 - - - - 2

Enel Energia SA de Cv 1 - - - - 1

Enel Energia SpA 431 - - - - 8

Enel Energie Muntenia SA 1 - - - - 1

Enel Finance America LCC 2 - - - - -

Enel Generación Chile SA 4 - - - - 3

Enel Generación Costanera SA 1 - - - - -

Enel Generación Perú SA 2 - - - - 1

Enel Global Infrastructure and Networks Srl 7 22 - 19 - 4

Enel Global Services Srl 12 86 - 66 - 1

Enel Global Thermal Generation Srl - 3 - 1 - 1

Enel Global Trading SpA 5 9 - - - 1

Enel Green Power Chile SA 2 - - - - -

Enel Green Power España SLU 2 - - - - 1

Enel Green Power Hellas SA 2 - - - - -

Enel Green Power India Private Limited 1 - - - - -

Enel Green Power Italia Srl 4 9 - - - 4

Enel Green Power North America Inc. 5 - - - - 3

Enel Green Power Romania Srl 1 1 - - - -

Enel Green Power Rus LLC 1 - - - - -

Enel Green Power SpA 3 13 - 3 - 2

Enel Iberia SRLU 300 6 - 5 - -

Enel Innovation Hubs Srl - 4 - 6 - -

Enel Italia SpA 4 20 - 28 - 3

Enel North America Inc. 7 1 - - - 2

Enel Produzione SpA 59 62 - - - 4

Enel Romania Srl 4 3 - 3 - 1

PJSC Enel Russia 9 - - - - 2

Enel Servicii Comune SA 1 - - - - 1

Enel Sole Srl 1 4 - - - 1

Enel Trading Argentina Srl 1 - - - - -

Enel X Financial Services Srl - 4 - - - -

Enel X Italia SpA 11 3 - - - -
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Enel X Mobility Srl - 3 - - - -

Enel X North America Inc. 1 - - - - -

Enel X Srl 5 3 - - - 5

Energía Nueva Energía Limpia México S de RL de Cv 1 - - - - -

E-Distribuţie Banat SA 6 - - - - -

E-Distribuţie Dobrogea SA 3 - - - - -

E-Distribuţie Muntenia SA 9 - - - - 1

Gas y Electricidad Generación SAU 2 - - - - -

Gridspertise Srl 4 - - - - -

RusenErgoSbyt LLC 1 - - - - -

Servizio Elettrico Nazionale SpA 180 32 - - - 2

Slovenské elektrárne AS 13 - - - - 1

Società Elettrica Trigno Srl - 1 - - - -

Unión Eléctrica de Canarias Generación SAU 1 1 - - - -

Vektör Enerjí Üretím AŞ 8 - - - - -

小計 1,405 345 - 131 - 137
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その他の関連会社

CESI SpA - - - - - 1

Fondazione Centro Studi Enel 2 - - - - 1

Gestore dei servizi energetici SpA 1 - - - - -

小計 3 - - - - 2

合計 1,408 345 - 131 - 139
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財務関係

2022年度

百万ユーロ 貸付金 借入金 保証 費用 収益 配当金

2022年12月31日現在 2022年度

子会社、ジョイント・ベンチャー及び関連会社

Concert Srl - 3 - - - -

e-distribuzione SpA - - 3,588 - 9 -

Eletropaulo Metropolitana Eletricidade De São Paulo SA - - 183 - - -

Endesa Generación SA -                 - 2,000 - - -

EnerNOC Ireland Limited -                   - 6 - - -

Enel Américas SA - - - - - 99

Enel Brasil SA 124 - 2,389 - 20 -

Enel Chile SA - - 289 - - 28

Enel Colombia SA ESP 2 - 291 - 1 -

Enel Energia SpA - - 483 - 1 -

Enel Energie SA - - - 1 - -

Enel Finance America LLC - - 4,887 - 2 -

Enel Finance International NV 2 21,096 57,737 326 84 -

Enel Global Services Srl 164 4 11 7 3 -

Enel Global Thermal Generation Srl 39 - 15 - 1 -

Enel Global Trading SpA 577 893 2,855 740 539 -

Enel Green Power Australia (Pty) Ltd 4 - 219 1 4 -

Enel Green Power Chile Ltda - - 1 - - -

Enel Green Power Colombia SAS - - - - 1 -

Enel Green Power Costa Rica SA - - 8 - - -

Enel Green Power Hellas SA - - 594 - 1 -

Enel Green Power India Private Limited - - - - 1 -

Enel Green Power Italia Srl - - 381 - 1 -

Enel Green Power Matimba NewCo 1 Srl - 1 - 2 - -

Enel Green Power México S de RL de Cv 80 - 700 - 11 -

Enel Green Power Partecipazioni Speciali Srl - - - 1 - -

Enel Green Power Perú SAC 11 3 384 12 9 -

Enel Green Power Romania Srl 1 - 114 - - -

Enel Green Power Rsa (Pty) Ltd - - - - 3 -

Enel Green Power Rus LLC - - 50 - - -

Enel Green Power South Africa 45 - 666 - 3 -

Enel Green Power SpA 472 9 493 19 16 -

Enel Grids Srl 52 - 17 - 5 -

Enel Holding Finance Srl - 1 - - - -

Enel Iberia SRLU - - - - - 648

Enel Innovation Hubs Srl - 3 1 - - 16

Enel Insurance NV - 244 188 - 1 -

Enel Investment Holding BV - 1 - - - -

Enel Italia SpA 640 124 10,107 353 221 7,970

Enel North America Inc. 39 - 18,384 - 40 -

Enel Produzione SpA - - 1,219 - 1 -

Enel Sole Srl - - 259 - 1 -

Enel Trade Energy Srl 1 1 7 - 1 -

Enel X Australia (Pty) Ltd - - 5 - - -

Enel X international Srl - 9 - - 1 -

Enel X Italia Srl - - 14 - - -

Enel X Mobility Srl - - 45 - - -

Enel X North America Inc. 1 - 81 - 1 -

Enel X Polska Sp. zo.o. - - 14 - - -
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Enel X Srl 737 - 1 - 11 -

Enel X UK Limited - - 18 - - -

Enel X Way Srl 104 - 11 5 1 -

Enel X Way Italia Srl 16 - 1 - - -

Enelpower Srl - 36 - - - -

Generadora Montecristo SA - - 2 - - -

Gridspertise Srl - - 9 8 6 -

Nuove Energie Srl 28 - 85 - 2 -

Parque Eólico Pampa SA 1 - - - - -

RusenErgoSbyt LLC - - - - - 9

Servizio Elettrico Nazionale SpA - - 1,185 - 4 -

Tynemouth Energy Storage Limited - - - - 1 -

合計 3,140 22,428 109,997 1,475 1,007 8,770
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2021年度

百万ユーロ 貸付金 借入金 保証 費用 収益 配当金

2021年12月31日現在 2021年度

子会社、ジョイント・ベンチャー及び関連会社

Concert Srl - 2 - - - -

e-distribuzione SpA - - 3,960 - 8 -

Enel Américas SA - - - - - 303

Enel Brasil SA 103 - 2,204 - 3 -

Enel Chile SA - - - - - 168

Enel Energia SpA - - 809 - 2 -

Enel Energie Muntenia SA - - - - - 6

Enel Energie SA - - - - - 2

Enel Finance America LLC - - 3,035 - 2 -

Enel Finance International NV 1 24,247 45,640 215 66 -

Enel Global Infrastructure and Networks Srl 300 - 7 - 1 -

Enel Global Services Srl 204 1 5 5 3 -

Enel Global Thermal Generation Srl 52 - 11 - 1 -

Enel Global Trading SpA 4,471 39 2,422 355 197 86

Enel Green Power Australia (Pty) Ltd 2 - 37 - 1 -

Enel Green Power Brasil Participações Ltda - - - - 18 -

Enel Green Power Chile Ltda - - 1 - - -

Enel Green Power Colombia SAS 2 - 315 - 2 -

Enel Green Power Costa Rica SA - - 8 - - -

Enel Green Power Development Srl 1 1 - 1 2 -

Enel Green Power Hellas SA - - 60 - 1 -

Enel Green Power India Private Limited - - 149 - 1 -

Enel Green Power Italia Srl - - 472 - 2 -

Enel Green Power México S de RL de Cv 68 - 964 4 25 -

Enel Green Power Panamá Srl - - 5 - - -

Enel Green Power Perú SAC 11 - 87 - 6 -

Enel Green Power Romania Srl 1 - 117 - - -

Enel Green Power Rsa (Pty) Ltd 39 - 104 - 7 -

Enel Green Power Rus LLC - - - - 1 -

Enel Green Power South Africa - - 843 - - -

Enel Green Power SpA 254 - 555 13 14 -

Enel Holding Finance Srl - 1 - - - -

Enel Iberia SRLU - - - - - 1,175

Enel Innovation Hubs Srl - 21 1 - - -

Enel Insurance NV - 250 94 - - -

Enel Investment Holding BV - 2 - - - -

Enel Italia SpA 1,417 8 3,496 110 68 2,609

Enel North America Inc. 35 - 14,557 - 34 -

Enel Produzione SpA - - 651 - 1 -

Enel Rinnovabili Srl - - - - - 25

Enel Sole Srl - - 284 - 1 -

Enel Trade Energy Srl - - 4 - - -

Enel X Australia Pty Ltd - - 3 - - -

Enel X International Srl 47 - - - - -

Enel X Italia SpA - - 16 - - -

Enel X Mobility Srl - - 53 - - -

Enel X North America Inc. - - 36 - - -

Enel X Polska Sp. zo.o. - - 15 - - -

Enel X Srl 280 - 1 - 2 -

Enel X UK Limited - - 15 - - -
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Enelpower SpA - 37 - - - -

EnerNOC Ireland Limited - - 5 - - -

E-Distribuţie Banat SA - - - - - 8

E-Distribuţie Muntenia SA - - - - - 27

Generadora Montecristo SA - - 2 - - -

Gridspertise Srl - 5 29 - - -

Nuove Energie Srl 21 - 85 6 - -

Open Fiber SpA - - - - 1 -

Parque Eólico Pampa SA 1 - - - 15 -

PH Chucas SA - - - - - -

RusenErgoSbyt LLC - - - - - 41

Servizio Elettrico Nazionale SpA - - 1,193 - 5 -

合計 7,310 24,614 82,350 709 490 4,450
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財政状態計算書、損益計算書及びキャッシュ・フローの関連当事者との取引の影響を示す表は以下のとおりであ
る。

 

財政状態計算書への影響

百万ユーロ 合計 関連当事者 割合％ 合計 関連当事者 割合％

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在

資産

デリバティブ‐非流動 349 35 10.0% 753 153 20.3%

その他の非流動資産 81 69 85.2% 99 87 87.9%

営業債権 294 295 - 275 276 -

デリバティブ‐流動 390 86 22.1% 60 23 38.3%

その他の流動金融資産 3,480 3,019 86.8% 8,257 7,134 86.4%

その他の流動資産 584 283 48.5% 1,063 1,045 98.3%

負債    

長期借入金 18,196 12,407 68.2% 25,572 18,739 73.3%

デリバティブ‐非流動 663 163 24.6% 1,300 26 2.0%

その他の非流動負債 24 8 33.3% 30 8 26.7%

短期借入金 8,752 8,362 95.5% 6,563 5,625 85.7%

一年以内返済予定長期借入金 1,430 1,333 93.2% 216 118 54.6%

営業債務 155 97 62.6% 167 117 70.1%

デリバティブ‐流動 178 69 38.8% 131 37 28.2%

その他の短期金融負債 238 94 39.5% 227 71 31.3%

その他の流動負債 2,873 740 25.8% 2,785 220 7.9%

 

損益計算書への影響

百万ユーロ 合計 関連当事者 割合％ 合計 関連当事者 割合％

2022年度 2021年度

収益 133 131 98.5% 1,769 139 7.9%

サービス、賃借及びリース 206 133 64.6% 197 130 66.0%

その他の営業費用 27 1 3.7% 14 1 7.1%

株主持分投資から生じた収益 8,770 8,770 100.0% 4,451 4,450 100.0%

デリバティブから生じた金融収益 2,131 627 29.4% 1,073 253 23.6%

その他の金融収益 432 380 88.0% 240 237 98.8%

デリバティブから生じた金融費用 1,960 1,166 59.5% 891 506 56.8%

その他の金融費用 787 309 39.3% 869 203 23.4%

 

キャッシュ・フローへの影響

百万ユーロ 合計 関連当事者 割合％ 合計 関連当事者 割合％

2022年度 2021年度

営業活動による／（に用いた）キャッシュ・フロー
(1) 8,689 1,594 18.3% 6,757 632 9.4%

投資活動による／（に用いた）キャッシュ・フロー (1,647) (1,602) -97.3% (9,739) 9,669 -99.3%

財務活動による／（に用いた）キャッシュ・フロー
(1) (3,126) 1,757 -54.6%- 1,807 3,088 -

(1)ハイブリッド債保有者に支払われる利札額は、2021年度個別財務書類で公表されたものとは異なって表示されている。

 

注記38. 政府補助金‐法令第124／2017第1条第125‐129項に基づく開示

法令第124／2017号第1条第125‐129項（その後の修正を含む）に従い、以下にイタリアの公的機関又は団体から受

領した助成金、及び当社による会社、個人、官民事業体への寄付の情報は以下のとおりである。開示は、（ⅰ）イ

タリアの公的機関／州機関からの助成金（ii）イタリアに所在する又はイタリアで設立された官民組織に対する当

社の寄付、からなる。
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以下の開示は、2022年中に、複数回の金融取引を通じて行われた場合でも、同一の委譲者/寄贈者からの10,000ユー

ロを超える支払があった場合を含んでいる。これらは、現金ベースで認識される。
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2019年2月11日付け法令第12号で批准された2018年12月14日付け政令法第135号第3条の4の規定に従って、受領した

補助金においては、2012年12月24日付け法令第234号第52条に言及されている国家補助登録簿に記載されている情

報を参照のこと。

関連する寄付について、重要性ある詳細は以下のとおりである。

 
ユーロ   

受益者 金額 寄付の詳細

FGS Onlus 50,000 平等機会促進用寄付

European University Institute 100,000 欧州エネルギー問題に係る科学研究向け寄付

Fondazione Centro Studi Enel 100,000 エネル財団助成

Earthrise Trust 10,000 地方開発プロジェクト向け寄付

International Energy Agency 75,000 エネルギー事情学術向け寄付

Comunità Sant’Egidio 43,856 装置寄付

Associazione UISP Unione Italiana Sport per Tutti 28,759 装置寄付

Onlus CESIE 59,594 装置寄付

Onlus Sport Senza Frontiere 16,816 装置寄付

合計 484,025  

 

注記39. 約定債務及び保証

 
百万ユーロ

2022年12月31日現在 2021年12月31日現在 増減

保証

第三者 16 18 (2)

子会社 105,114 82,350 22,764

合計 105,130 82,368 22,762

 

第三者に付与された保証は、主にCentroamericano de Integración Económica（BCIE）の便宜となる銀行保証15百万

ユーロで、2017年度にEnel South America Srlの当社に統合した後に付与されたものである。

子会社の代理として発行したその他の保証は以下を含む。

＞　欧州及び他の国際市場で発行された債券を担保するため、Enel Finance International NVの代理で発行した50,492

百万ユーロ

＞　事業計画の下での新規プロジェクトの進展のために様々な再生可能エネルギー会社の代理で発行した23,664百

万ユーロ

＞　ユーロ建てコマーシャル・ペーパー・プログラムを担保するためにEnel Finance International NVの代理で発行

された7,245百万ユーロ

＞　e-distribuzione SpA、Enel Produzione SpA、Enel Italia SpA、Enel Green Power SpA、Enel Chile SA、 Enel Green

Power Italia Srl、Enel Green Power Perú SAC、Eletropaulo Metropolitana Eletricidade De São Paulo SA、 Enel Sole

Srl及びEnel X Mobility Srlへの融資の保証向けに欧州投資銀行（EIB）に発行した4,313百万ユーロ

＞　米国市場でのコマーシャル・ペーパー及び社債発行プログラムを担保するために米国企業のEnel Finance

America LLCの代理で発行した4,887百万ユーロ

＞　Enel Grid Efficiency II融資を受けたe-distribuzione SpAの代理としてCassa Depositi e Prestitiのために発行した

1,407百万ユーロ

＞　電力購入契約の下の義務においてServizio Elettrico Nazionaleの代理でエネル・エスピーエーが個人買主に発行

した1,150百万ユーロ
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＞　組織的従業員削減プラン（法令第92/2012号第4条）への参加を選択した従業員を有するグループ会社の代理と

してINPSに発行した897百万ユーロ

＞　Enel Global Trading SpA及びEnel Produzione SpAの代理でEnergy Markets Operatorを保証した銀行のための逆保

証として1,730百万ユーロ

＞　送電サービス契約に関し、e-distribuzione、Enel Global Trading SpA、Enel Produzione SpA、Enel X Italia Srl、

Enel Green Power Italia Srl、Enel Energia SpA及びEnel Global Thermal Generation Srlの代理でTernaに発行した

1,077百万ユーロ

＞　ガス輸送容量においてEnel Global Trading SpA、Enel X Italia Srl、Enel Produzione SpA、Enel Energia SpA及び

Nuove Energie Srlの代理でSnam Rete Gasに発行した569百万ユーロ

＞　グループVAT メカニズムへの参加を担保するためにEnel Produzione SpAの代理で税務当局に発行した67百万

ユーロ

＞　電力購入においてEnel Global Trading SpAの代理でRWE Supply&Trading GmbHに発行した50百万ユーロ

＞　電力市場取引においてEnel Global Trading SpAの代理でE.ON Energy Tradingに発行した50百万ユーロ

＞　賃貸契約に基づく義務の履行の下でEnel Italia SpAの代理でExcelsia Noveに発行した36百万ユーロ

＞　親会社が子会社の代理で行う財務支援活動の一環として様々な受益者に発行した7,480百万ユーロ

 

2021年12月31日と比較し、子会社の代理で発行したその他の抵当及び保証の増加は、主に当社グループの財務戦

略、連結負債のリファイナンス戦略、及びユーロでの保証におけるドルに対する当該通貨の為替相場の動向の一環

としての債券の発行によるものである。

具体的には、2022年度にEnel Finance International NVは、ユーロ債市場に2件の持続可能連動債（各々持続可能連動

債2,750百万ユーロ及び持続可能連動債1,000百万ユーロ）、米国及び国際市場に機関投資家向けシングル・トラン

シェ英ポンド建て持続可能連動債合計750百万英ポンド（900百万ユーロ相当）、及びマルチ・トランシェ持続可能

連動債3,500百万米ドル（約3,300百万ユーロ相当）を投入し、全て当社により保証されている。

当該課題は、温室効果ガス直接排出量の削減（スコープ1）に関するエネルの持続可能目標の達成に連動するもの

で、国連の持続可能な開発目標（SDG）13（気候変動に具体的な対策を）に貢献し、そして当社グループの持続可

能性連動融資枠組みに沿うものである。

当該戦略計画に沿って、新たな持続可能性連動債券マルチ・トランシェの発行は、2024年度に65%前後、2030年度

に70%超と設定された当社グループの総債務合計に係る持続可能な資金源に関する当社グループ目標の達成に貢献

するものである。

親会社としての立場における当社は、主に債権譲渡において、複数のグループ会社に許可状を供与している。
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注記40. 偶発資産及び負債

Enel、Enel Energia、及びServizio Elettrico Nazionaleに対する反トラスト訴訟‐イタリア

2017年5月11日、競争当局は支配的地位の濫用容疑においてエネル・エスピーエー（当社）、Enel Energia SpA

（EE）及びServizio Elettrico Nazionale SpA（SEN）に対して訴訟手続の開始とともに同時に検査を実施すると発表

した。当該訴訟手続は、イタリア・エネルギー卸売業及び取引業協会（AIGET）、Green Network SpA （GN）及び

多数の個人消費者からの告訴の申立に基づいて開始された。

2018年12月20日、競争当局は最終裁定を下し、欧州連合の機能に関する条約（TFEU）第102条に抵触したとして三

社に約93百万ユーロの罰金を課した。

主な争点である行為は（特にEEの利益のための）三社による支配的地位の濫用の存在で、SENの消費者によって与

えられたプライバシーの同意を利用し、競合する他社を犠牲にしたとされている。当該手続を開始するための措置

によってなされたその他の申立てに関連して、GNから報告された物理的な拠点（エネル・ポイント及びエネル・

ポイント・パートナー・ショップ）での販売活動及び奪還方針に関して、競争当局は、エネル・グループ会社側の

いかなる濫用行為についても予備的な調査結果は充分な証拠を提供していないとの結論に達した。

当該関係会社はLazio地方行政裁判所に競争当局の措置に異議を申立て、2019年10月17日SEN及びEEによる上訴申

立てを部分的に支持され、濫用の期間を短縮し、裁定で特定された要件に従って罰金を再計算するよう当該当局に

要請した。2019年11月27日付の措置により、競争当局は再計算された罰金を27,529,786.46ユーロとした。

地方行政裁判所の判決に対して国務院に異議を申立て、同院は、2020年7月20日の命令により判決を保留し、本件

に適用されるべき「支配的地位の濫用」の概念の解釈を明確にすることを目的とする多くの論点をまとめ、TFEU

第267条に基づき当該論点を欧州連合司法裁判所（CJEU）に予備判決に向け付託するよう命じた。

2022年5月12日の裁定により、CJEUは要請された解釈を提供し、続いて2022年12月1日、国務院はCJEUにより定め

られた指針の適用にて、競争当局により課された罰金を全面的に無効とし、会社により表明された主張を支持し、

地位濫用の発生を否定した。

 

BEGに関する訴訟‐イタリア、フランス、オランダ、ルクセンブルク

Enelpower SpA（Enelpower）は、イタリアのBEG SpA（BEG）が申立てた仲裁手続を受けて、2002年に勝訴判決を

得て、2010年の大審院による支持を受け、Enelpowerがアルバニアの水力発電所建設に関する契約に抵触したとす

る主張に関連する損害賠償請求を全面的に棄却した。その後、BEGは子会社のAlbania BEG Ambient Shpk（ABA）

を通じて行動し、当該案件に関してアルバニアのEnelpower及びエネル・エスピーエー（当社）を相手取り訴訟を

起こし、2009年3月24日にTirana地方裁判所から判決を得た。当該判決はアルバニアの大審院が支持し、Enelpower

及び当社に2004年の約25百万ユーロの不法損害賠償、及びその後数年間の不法な損害賠償を支払うよう命じたもの

である。当該判決を受けて、Albania BEG Ambientは430百万ユーロ以上の支払を要求した。

2016年11月5日、当社及び Enelpowerは、2009年3月24日にTirana地方裁判所が下した判決の無効を求めて、アルバ

ニア大審院に訴状を申立てた。訴訟手続は未定である。
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2022年3月7日付けRome 控訴院の判決で、Rome裁判所で当社及びEnelpowerにより着手されたさらなる訴訟手続

は、前述のABA子会社の発議を通じてEnelpowerの有利にイタリアで下された仲裁判断を迂回させたBEGの責任の

承認を求めて終結された。当該判決をもってRome控訴院は2015年6月16日Rome裁判所で下された第一審判決を支

持し、手続における嘆願を棄却した。

2021年5月20日、欧州人権裁判所（ECHR）は、BEGがイタリア国に対して提起した欧州人権条約第6.1条違反の申

立てを裁決した。当該決定により、裁判所は、上記仲裁手続の再開を求めるBEGの請求を棄却し、また係争中の行

為との因果関係がないことを理由に約1,200百万ユーロの金銭的損害に関するBEGの請求を棄却し、非金銭的損害

における15,000.00ユーロのみを認めた。

にもかかわらず、2021年12月29日、BEGは、当社及びその法律顧問が根拠がなく見せかけであるとみなす訴訟によ

り、ECHR判決の結果として約1,800百万ユーロの不法責任に対する損害賠償を要求するために、Milan裁判所にお

いてイタリア国を提訴することも決定した。本件でBEGは当社及びEnelpowerの連帯責任も主張している。2022年6

月14日付け命令をもって、Milan裁判所は、州弁護士により提起された管轄外の異議を受入れ、イタリア国の関与

原因の審理の管轄から当該裁判所が排他されているとして、Rome裁判所に有利な審理管轄外を宣言し、BEGに被

告人に有利な訴訟手続費用を支払うよう命じ、BEGは2022年10月14日の法定期限内にRome裁判所に命令に対して

応対しなかったため、手続は終了した。

しばらくして、2022年11月3日、BEGは終了した手続の損害賠償請求と同じ内容をMilan裁判所に再提出し、BEGが

当該判決に同意しないと表明したイタリア国を除外した同じ被告に対して新たな呼出状を提出した。最初の審理は

2023年5月9日である。当社は、以前と同様の訴訟のように、全くもっともらしいが根拠がないと考えられる請求に

異議を唱えるため、法廷に出頭して抗弁する準備をしている。

 

2009年3月24日付けTirana地方裁判所の判決の執行を得るためにAlbania BEG Ambient Shpk （ABA）が行った手続

フランス

2012年2月、ABAはパリの大審裁判所（TGI）に当社及びEnelpowerを相手取り、アルバニアでの判決をフランスに

おいて執行可能とするための訴えを申立てた。当社及びEnelpower SpAは当該訴えに異議を申立てた。

TGIでの審理の開始を受けて、ABAのために、Enel Franceは2012年から2013年の間に多数の債権を事前差押命令に

服した。これはEnel Franceに対する当社の営業債権を差し押さえること（Saisie Conservatoire de Créances）が目的

である。

2018年1月29日、TGIは当社及びEnelpower勝訴の裁定を言い渡し、執行認可を与える目的のためには、フランス法

の下で要件が欠如していることを理由に、ABAによるTirana裁判所の判決のフランスにおける承認及び執行の申立

てを退けた。とりわけ、TGIは以下のように裁定した。(i) アルバニアにおける判決は既存の裁定（2002年仲裁裁

定）と相反しており、(ii) BEGがイタリアにおける仲裁手続で得られなかった決定をアルバニアで得ようとして、

ABAを通じて同一の請求を再度申立てたことは不正行為にあたる。
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その後、2021年5月4日の裁定により、Paris控訴院はABAの控訴を全面的に棄却し、TGIにより2002年において判決

された仲裁裁定にアルバニア裁定の不適合を全面的に支持し、訴訟費用として当社及びEnelpowerに各々200,000.00

ユーロを返済するよう命じた。

2021年6月21日、ABAはParis控訴院の裁定に対して大審院に上告した。当社及びEnelpowerは出廷し、本件の最終的

な審理は2023年3月28日に予定されている。

エネルは、ABAに与えられ、控訴判決の結果もはや有効ではない事前差押の解除を得るべく別の手続を開始した。

2022年6月16日の命令をもって、Paris裁判所は事前差押の解除を命じ、同時に、ABAに対して合計約146,000ユーロ

の損害賠償及び訴訟費用の支払を命じた。ABAは上記の解除命令に異議を申立て、予防措置としてその中断を求め

た。2022年11月23日事前差押解除措置の中断要請は棄却され、控訴院で控訴が続いている。同時に、エネルは債権

回収に向けた必要な措置を講じている。

 

オランダ

2014年7月末の時点で、ABAはAmsterdam裁判所に提訴し、オランダにおいて執行可能とするための訴えを申立て

た。

ABAに有利な2016年6月29日付け一審判決を受け、2018年7月17日付け判決において、Amsterdam控訴院は、エネル

及びEnelpowerにより申立てた控訴を支持し、アルバニア判決は、恣意的で明らかに不合理であり、従って、オラ

ンダの公秩序に反するとして、オランダでの承認及び執行はできないと裁定した。その後、控訴院での手続は、

ABAによって提起された従属的な問題に関して継続され、ABAは、特にアルバニアでの発電所建設失敗における

エネル及びEnelpowerの不法な責任とされたアルバニアにおける紛争の実体に係る裁定をオランダ裁判所に求め

た。2019年12月3日、Amsterdam控訴院は、2016年6月29日の事実審裁判所判決を全面的に破棄する決定を下し、

ABAが行った全ての請求を棄却し、オランダにおけるアルバニア裁定の承認及び執行の棄却を確認した。当該裁判

所は、ABAの従属的請求に関する管轄権を肯定し、アルバニア法に基づく事件の本案について再分析した結果、当

社及びEnelpowerの不法な責任は認められないとの判断を下した。控訴審の判決の結果として、当社及びEnelpower

はABAに対していかなる支払義務はなく、ABAは、控訴院から、実際に保守的な違法な押収によって生じた損失

を特定の手続の一部として見積り、事実審及び控訴審に係る費用を両社に補償するよう命じられた。

2021年7月16日、最高裁判所は、ABAの控訴審判決の不服申立てを全面的に棄却し、裁判費用の償還を命じた。以

上をもって控訴院の判決が確定した。

 

ルクセンブルク

ルクセンブルクにおいても、ABAの主導により、J.P. Morgan Bank Luxembourg SA は、銀行に関する当社グループ

両社の債権の予防的差押さえ命令を受けた。

並行して、ABAはルクセンブルクのTirana裁判所の判決の執行を求める申立てを行った。度重なる手続上の遅延に

より、手続はまだ初期段階にあり、判決は下されていない。
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米国及びアイルランド

2014年、ABAはニューヨーク州とアイルランドの裁判所でアルバニアの判決の執行を求める2つの訴訟手続を開始

したが、いずれも2018年2月23日及び2月26日に当社及びEnelpowerに有利な判決を下しており、アイルランドと

ニューヨーク州で係属中の訴訟はない。

 

Kinoの仲裁申請‐メキシコ

2020年9月16日、Kino Contractor SA de Cv（Kino Contractor）、Kino Facilities Manager SA de Cv（Kino Facilities）及

びエネル・エスピーエー（当社）は、Parque Solar Don José SA de Cv、Villanueva Solar SA de Cv及びParque Solar

Villanueva Tres SA de Cv（「プロジェクト会社」と総称）から、仲裁手続を申立てた三社が所有するソーラープロ

ジェクトに関する契約である、 (i) Kino ContractorによるEPC契約の一部の条項の違反、及び (ii) Kino Facilitiesによ

る資産管理契約の一部の条項の違反を申立てた仲裁要請の通知を受けた。

Kino Contractor及びKino Facilitiesが上記契約に基づいて引き受ける債務の保証人である当社も仲裁手続を求められ

ているが、具体的な請求はなされていない。

Enel Green Power SpAが非支配株主であるプロジェクト会社は、CDPQ Infrastructura Participación SA de Cv （ケベッ

ク州貯蓄投資公庫により支配されている）及びCKD InfrastructuraMéxicoSA de Cv.によって支配されている。両当事

者は、仲裁の要請及び被告からの関連する回答の後、さらに準備書面を交わしており、そこでは相手方当事者の金

銭請求額が約135百万米ドルに更新しており、一方、Kino Facilitiesは自社の反訴を継続していない。公聴会は2022

年10月に開催され、最終段階は現在進行中である。仲裁による裁定は2023年半ばに見込まれている。

 

注記41. 将来の会計基準

2022年12月31日以降に当社グループにおいて効力を発する会計基準、改訂及び解釈指針の一覧は以下のとおりであ

る。

＞　2020年1月に公表された「IAS第1号の改訂‐負債の流動又は非流動への分類」。当該改訂は、負債の表示に関

するIAS第1号の規定に関連するものである。具体的には当該変更は以下の点を明確にしている。

‐　流動又は非流動に負債を分類する際に採用する要件であり、決済を延期する事業体の権利の意味、及び、

その権利が報告期間末時点で存在していなければならないことが明記されたこと

‐　分類は、事業体が負債の決済を延期する権利を行使する時点に関する経営者の意図又は期待の影響を受け

ないこと

‐　　報告期間の末日に事業体が融資条件を充たしている場合に限り、たとえ債権者がそれより後まで遵守を

確認しなくても、延期する権利が存在すること、及び

‐　決済とは、現金、資本性金融商品、その他の資産又はサービスの相手方への移転をいう。

当該改訂は、承認を条件として、2024年1月1日以降に開始する事業年度において発効し、早期適用が認められ

る。
35

 
35

2020年7月、2023年1月1日に予定されていた発効日を2024年1月1日に延期する改正が行われた。
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＞　2022年10月に公表された「IAS第1号の改訂‐特約条項付きの非流動負債」。IAS第1号は、企業が報告日後12か

月の間に決済を繰り延べる権利を有する場合にのみ非流動負債として負債の分類を求めている。当該基準の改

訂は、少なくとも12か月間負債の決済を繰り延べる権利が特約条項遵守の対象となっている場合の開示を改善

し、報告日現在の流動又は非流動としての負債の分類は、報告日以降に遵守しなければならない特約条項によ

る影響を受けないことを明確にした。

当該改訂は承認されることを条件に2024年1月1日以後に始まる事業年度において発効する。

＞　2021年2月に公表された「IAS第1号及びIFRS実務記述書第2号の改訂‐会計方針の開示」。当該改訂は、財務

書類に開示すべき会計方針の決定の際、企業を支援することを意図している。IAS第1号の改訂は、重要な会計

方針ではなく重要な会計方針の情報の開示を要請している。会計方針に係る開示のための重要性の概念の適用

方法に係る指針はIFRS実務記述書第2号の改訂に規定されている。当該改訂は2023年1月1日以後に開始する事

業年度において発効する。

＞　2021年2月に公表された「IAS第8号の改訂‐会計上の見積りの定義」。当該改訂は、会社が会計方針の変更と

会計上の見積りの変更とを区別する方法を明確にした。会計上の見積りの変更の定義は、「測定の不確実性の

影響を受ける財務書類における金額」としての会計上の見積りの定義に置き換えられた。当該改訂は2023年1

月1日以後に開始する事業年度において発効する。

＞　2021年5月に公表された「IAS第12号の改訂‐法人所得税：単一の取引から生じた資産及び負債に係る繰延税

金」。当該改訂は、企業に、当初認識時に課税及び控除可能な一時差異を生じさせる取引に係る繰延税金を認

識することを求めている。当該改訂は2023年1月1日以後に開始する事業年度において発効する。

＞　2014年9月に公表された「IFRS第10号及びIAS第28号の改訂‐投資者とその関連会社又は共同支配企業との間

の資産の売却又は拠出」。当該改訂は、投資者とその関連会社又は共同支配企業との間の資産の売却又は拠出

に関する会計処理を明確にした。当該基準は、関連会社又は共同支配企業に売却又は拠出された資産が「事

業」（IFRS第3号に定義）を構成するかどうかによって会計処理が決まることを確認している。IASBは当該基

準改正の発効日を無期限に延期した。

＞　2017年5月に公表された「IFRS第17号‐保険契約」。当該基準は2023年1月1日以降に開始する事業年度におい

て発効する。

＞　2022年9月に公表された「IFRS第16号の改訂‐セール・アンド・リースバック取引におけるリース負債」。当

該改訂は、売手である借手に、当該手配に関係する資産の従前の帳簿価額に比例して、そして留保された使用

権に沿って、リースバックから生じる使用権の測定を求めている。従って、売手である借手は、買手である貸

手に譲渡された権利に関連するキャピタル・ゲイン又はロスの金額のみを認識することが認められる。

当該改訂は、リースバックから生じる負債における特定の測定要件を規定していない。しかしながら、当該基

準は、指数又はレートに依拠しない変動支払を含めることで、当該負債の当初測定及びその後の測定の示例を

含んでいる。当該表示は、IFRS第16号により要求される一般的な会計モデルからの逸脱である。というのも、

一般的な会計モデルでは、指数又はレートに依拠しない変動支払は、当該支払の発生を決定づける事象又は状

況における期間に純損益を通じて認識される。この観点から、売手である借手は、リース支払を決定するため

の会計方針を策定し適用しなければならず、留保された使用権の利得又は損失の金額は認識されない。
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当該改訂は承認されることを条件に2024年1月1日以後に開始する事業年度において発効する。IAS第8号「会計

方針、会計上の見積り及び誤謬」に従って、IFRS第16号の初度適用日後に締結されたセール・アンド・リース

バック取引において遡及適用が認められる。

当社グループは、新規定の将来の適用による潜在的な影響について評価を行っている。

 

注記42. 後発事象

エネルが新たに1,750百万ユーロの永久ハイブリッド債を発行し、発行済みハイブリッド債の一部を借換え

2023年1月9日、当社は、ユーロ建て非転換型劣後永久ハイブリッド債（新債券）元本総額1,750百万ユーロの発行

を欧州市場に係る機関投資家向けに開始した。

当該発行は、2022年12月14日付け当社取締役会決議の執行において実行されたものであり、エネルは2023年12月31

日までに、永久債を含め、一件以上の非転換型劣後ハイブリッド債、総額上限2,000百万ユーロの発行を承認し

た。

当該新規発行は、以下の2件のシリーズで構成されている。

‐債券の条件に明記された当社の解散又は清算の事象にのみ支払期限が到来する、固定満期のない非転換型劣後永

久ハイブリッド債1,000百万ユーロ。

‐債券の条件に明記された当社の解散又は清算の事象にのみ支払期限が到来する、固定満期のない非転換型劣後永

久ハイブリッド債750百万ユーロ。

新債券は、Euronext Dublinとしてアイルランド証券取引所の規制市場に上場される。また、格付会社は新債券に

Baa 3／BBB-／BBB-（Moody's／S&P's／Fitch）を格付けし、株主持分の50%に相当する見込みである。

同時に、エネルはまた、現金で買戻す任意公開買付の開始を発表し、その後、新債券から調達した元本額に等しい

総元本額で発行済みハイブリッド債2件のシリーズを償還する。すなわち、

i. 2023年8月に最初の払込期日及び利札2.500%の750百万ユーロの資本勘定永久ハイブリッド債の全て

ii. 2023年9月の払込期日及び利札8.750%で、2073年9月満期のハイブリッド債1,250百万米ドル

当該取引全体は、2件の上述ハイブリッド債の借換えを意図しており、2023-2025戦略計画に定めるエネルの財務戦

略に沿ったもので、当社の資本構成の恒久層としてハイブリッド債の維持する当社グループの約定を再確認するも

のである。

 

ユーロ建て永久ハイブリッド債に係る公開買付けの結果、及び米ドル建てハイブリッド債に係る同時公開買付の上

限額の撤廃

2023年1月9日に開始された任意公開買付の終了に伴い、2023年1月18日、エネルは額面総額699,970,000.00ユーロの

発行済みユーロ建て永久ハイブリッド債を現金で買い戻すことを発表した。

買い戻し取引の決済は2023年1月20日に行われた。

その後、公開買付の80%を超える金額で残りの債券を買い戻すことができるという「クリーンアップ・コール」に

規定された条件を充たし、2023年2月27日に50,049,000.00ユーロの決済が行われ、発行済み債券は全額償還され

た。
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早期公開買付期限日の2023年1月23日までに受領された申込みを受けて、2023年1月18日に発表された米ドル建て債

券に係る上限最大引受額（上限最大額）の撤廃の結果として、エネルは、額面総額411,060,000万ドル、決済日が

2023年1月26日の米ドル建て債券の有効に申込まれた全ての買付を受入れた。

2023年2月10日、追加決済5,090,278.00ユーロが行われた。

 

注記43. CONSOB「発行体の規制」第149条の12に規定される監査人の報酬

2022年12月31日現在の当社及びその子会社が、2022年度に独立監査人及びそのサービス・ネットワークに属する事

業体に支払った費用は、Consob「発行体の規制」第149条の12の定めるところに従う要約は以下の表のとおりであ

る。

 

サービスの分類 サービスを提供する事業体
費用

（百万ユーロ）

当社

監査

内訳

KPMG SpA 0.5

KPMGネットワーク事業体 -

保証業務

内訳

KPMG SpA 2.1

KPMGネットワーク事業体 -

その他サービス

内訳

KPMG SpA -

KPMGネットワーク事業体 -

小計 2.6

当社の子会社

監査

内訳

KPMG SpA 4.3

KPMGネットワーク事業体 7.9

保証業務

内訳

KPMG SpA 1.3

KPMGネットワーク事業体 1.1

その他サービス

内訳

KPMG SpA 0.1

KPMGネットワーク事業体 0.1

小計 14.8

合計 17.4
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２【主な資産・負債及び収支の内容】

 

本項に記載すべき事項は、連結財務書類注記及び財務書類注記に記載されている。

 

３【その他】

 

(1) 決算日後の状況

 

　連結財務書類注記59「後発事象」を参照のこと。

 

(2) 訴訟

 

　連結財務書類注記57「偶発資産および債務」を参照のこと。
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４【日本における会計原則及び会計慣行と国際財務報告基準との相違】

 

以下は、国際財務報告基準（IFRS）と適用可能な日本の会計原則及び会計慣行との間の主要な差異を示してい

る。IFRSとは、国際会計基準（IAS）、国際財務報告基準（IFRS）、国際財務報告基準解釈指針委員会（IFRIC）

及び解釈指針委員会（SIC）の解釈のことであり、国際会計基準審議会（IASB）により公布され、規定（EC）

1606/2002号に従って欧州共同体が承認し、2022年12月31日時点で有効なものである。この基準は、エネル・グ

ループが2022年12月31日時点の連結財務書類において採用している。

 

（1）減損損失

IFRS（IAS第36号「資産の減損」）の下では、減損の兆候がある場合、減損損失は資産の帳簿価額がその回収可

能価額を超過する額として算定される。回収可能価額とは、（i）売却費用控除後の公正価値及び（ⅱ）使用価値

（残存価額を含む、当該資産の使用から生じる将来キャッシュ・フローの現在価値）のうち、いずれか高い方の金

額をいう。

日本の会計原則の下では、資産の帳簿価額は、資産の使用及び最終処分時を通じて発生すると見込まれる割引前

キャッシュ・フローと比較される。その結果、帳簿価額が割引前キャッシュ・フローよりも高い場合、帳簿価額は

回収不能とみなされる。その後、減損損失が認識される。

 

（2）のれん

IFRS（IAS第38号）の下では、企業結合において取得した資産から生じたのれんは償却されず、減損損失があれ

ば調整される。企業結合から生じるのれんの認識及び測定には、全部のれん法及び部分のれん法の二つの異なる方

法がある。

日本の会計原則の下では、のれんは最長20年の期間にわたり規則的に償却され、特定の条件が充たされた場合に

減損される。のれんは、部分のれん法に類似の方法で認識される。

 

（3）金融商品の測定の範囲

IFRS（IFRS第９号）の下では、関連する資本性金融商品及び資本性金融商品に連動するデリバティブにおける

投資が、活発な市場における市場相場を有しない場合でも、すべての場合で公正価値を設定することが必要であ

る。当該投資は原則公正価値で測定される必要があるが、信頼性をもって公正価値を測定できない場合にのみ原価

で測定することができる。しかしそのような場合は稀であると推定される。

日本の会計原則の下では、活発な市場における市場相場を有しない有価証券は、公正価値の入手が大変困難であ

ると仮定して原価で測定される。特定の種類のデリバティブ（例えば天候デリバティブなど）において成熟した市

場が未だ形成されていない場合、公正価値は測定が大変困難である。その結果、当該デリバティブは貸借対照表上

取得原価で測定される。

 

（4）有給休暇引当金

IFRS（IAS第19号）の下では、当該関連期間にわたり有給休暇において費用の認識が求められる。

日本の会計原則の下では、そのような便益において会計的な取扱いをする実務はない。

 

（5）過去勤務費用

IFRS（IAS第19号）の下では、過去勤務費用は純損益にて認識する。

日本の会計原則では、その他の包括利益に累積した過去勤務費用は、その他の包括利益の調整額として損益に振

替えられる。

 

（6）固定資産の再評価

IFRS（IFRS第１号）の下では、エネル・グループは、「取得原価」法を採用しているが、IFRSへの移行日又は

移行日以前における固定資産については、再評価日における、みなし原価としての一定の再評価を行っている。

日本の会計原則の下では、資産の再評価は認められていない。
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（7）子会社の支配の喪失

IFRS（IFRS第10号）の下では、支配が失われた場合、親会社は、残存する非支配持分を、支配が失われた日に

おける公正価値で再測定し、支配が失われた結果生じる利得又は損失を、純損益を通じて認識する。その後、前述

の残存持分は、残存する影響の種類に応じて、適用可能な基準に従って計上される。

一方、日本の会計原則の下では、持分の一部売却後の残存投資が関連会社に該当する場合は持分法を用いて測定

される。残存投資が関連会社に該当しない場合は親会社の個別財務諸表における帳簿価額に基づいて測定される。

 

（8）無形資産の当初認識と測定

IFRS（IAS第38号）の下では、無形資産は、分離可能な場合で、過去の事象の結果として企業により支配され、

企業に将来の経済的便益をもたらす可能性があり、かつ、（a）資産に帰属する将来の経済的便益が企業に流入す

る可能性が高い、又は（b）資産の原価が信頼性をもって測定できるものである場合にのみ認識されなければなら

ない。研究に係る支出は発生時に費用として認識する。開発費用は、技術的な実現可能性、資産の完成、使用又は

売却の意図、及びその他の条件が全て証明できる場合に限り、無形資産として認識される。

一方で、日本の会計原則の下では、研究開発及びソフトウェアに係る支出を除き、無形資産の認識に関する明確

な指針はない。研究開発に係る支出は発生時に費用として認識する。

 

（9）減価償却単位（構成要素アプローチ）

IFRS（IAS第16号）の下では、当該項目の原価総額に関連して重要な原価を持つ有形固定資産項目の各部分は、

区分して償却しなければならない。

一方、日本の会計原則の下では、特別な規定は存在しない。

 

（10）不利な契約

IFRS（IAS第37号）の下では、不利な契約とは、契約による債務を履行するための不可避的な費用が、契約上の

経済的便益の受取見込額を超過している契約をいう。企業に不利な契約があるならば、当該契約下の現在債務は、

引当金として認識かつ測定する。

一方、日本の会計原則の下では、特別な規定は存在しない。

 

（11）賦課金

IFRS（IFRIC第21号「賦課金」）の下では、賦課金債務は、関連する法令により特定されたとおり、支払原因と

なる活動が生じた時点で認識する。賦課金債務は、（i）関連する法令に従って、支払原因となる活動が一定期間

にわたり生じる場合は、徐々にのみ認識され、（ⅱ）（収益又は売上高若しくは生成高の最低値といった）活動基

準量の最低値に到達したことを当該賦課事由とする場合は、活動基準量に達した時点で認識される。

日本の会計原則の下では、賦課金において特別な基準は定められていない。

 

（12）共同支配事業

IFRS（IFRS第11号「共同支配の取決め」）の下では、共同支配事業の共同支配を有する企業は、その持分に関

連して、共同支配事業から生じるその資産、負債、収益及び費用を認識する。

日本の会計原則の下では、共同支配事業に対する投資は連結財務書類上、持分法により会計処理される。日本の

会計原則は、共同支配事業及びジョイント・ベンチャーの会計上の取扱いを区分していない。
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（13）リース

IFRS第16号（「リース」）の下では、借手はリースをファイナンス・リース又はオペレーティング・リースに

分類しないが、短期リースや少額リースといった認識免除が選択される場合を除き、使用権資産及びリース負債を

認識する。貸手は、借手に原資産の所有に関連する全てのリスク及び報酬を借手に実質的に移転するかどうかに基

づいて、リースをファイナンス・リース又はオペレーティング・リースに分類する。

日本の会計原則の下では、ファイナンス・リースは解約不能及びフルペイアウトであることが必要であり、次の

条件を満たす必要がある。

（ⅰ）解約不能な期間にわたる支払リース料総額の現在価値が当該資産の見積現金購入価格の90%以上であること

（ⅱ）当該リース期間が当該関連資産の経済的耐用年数のおよそ75%以上であること

IFRS第16号（「リース」）の下では、借手は、リース期間が開始日から12ヶ月以内の短期リース契約及び原資

産が少額のリース契約に関して、使用権資産及びリース負債を認識することなく費用として支払リース料を認識す

ることを選択できる。エネル・グループは当該認識免除を適用している。

日本の会計原則の下では、いくつかの条件が充たされる場合（すなわち、支払リース料総額が３百万円未満の

リース）、リース資産及び負債を認識することなくオペレーティング・リースとしてリースの会計処理の目的で

「簡便法」を用いることができる。

IFRS第16号（「リース」）の下では、開始日に借手は当初使用権資産を取得原価で、リース負債をリース期間

にわたる支払リース料の現在価値で測定する。

日本の会計原則の下では、ファイナンス・リースのリース資産とリース負債は次のように測定される。

 

（Ⅰ）貸手の購入価格が明らかな場合

（a）所有権移転：貸手の購入価格

（b）所有権移転外：貸手の購入価格及び最低支払リース料の現在価値（当該資産の残存価値を含む）のうちい

ずれか低い方

（Ⅱ）貸手の購入価格が不明な場合、支払リース料の現在価値（割引後の資産購入権の価値を含む）及び借手の

見積現金購入価格のうちいずれか低い方

 

主な表示と区分の相違

 

（1）売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業

IFRS第５号（売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業）の下では、（i）売却目的保有として分類される

要件を充たす非流動資産（または処分グループ）は、帳簿価額又は売却費用控除後の公正価値のいずれか低い金額

で測定され、売却目的で保有している間又は売却目的で保有している処分グループの一部である間は当該資産に係

る減価償却は停止され、また、（ⅱ）売却目的保有として分類される要件を充たす非流動資産（または処分グルー

プ）及び処分グループの負債は、連結財政状態計算書上で他の資産および負債と区別して表示され、非継続事業の

損益は連結損益計算書で区別して表示される。

日本の会計原則の下では、売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業に関する基準は定められていない。

 

（2）連結財政状態計算書

IFRS（IAS第１号「財務諸表の表示」）は財政状態計算書の特定の様式を定めていない。流動性表示がより信頼

ある適切な情報を提供する場合を除き、資産及び負債の流動／非流動が用いられる。エネル・グループは、その連

結財政状態計算書において、流動／非流動の表示を選択している。

日本の会計原則は、一般的な財政状態計算書の様式を定めている。財政状態計算書の見出しは、IFRSと比較して

より詳細に表示することが求められる。公開会社は特定の開示要件への準拠が求められる。
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（3）連結損益計算書及びその他の包括利益

IFRS（IAS第１号「財務諸表の表示」）は、標準的な様式を定めていない。支出は二つの形式（機能別又は性質

別）のうちいずれかで表示され、エネル・グループは性質別に費用を分類する方法を選択している。損益計算書に

おける表示を必要としている最小限の項目がある。

IFRSでは損益項目及びその他の包括利益の構成要素の表示について、下記の選択がある。

‐小計を伴う包括利益計算書単一方式

‐二つの別個の計算書方式

エネル・グループは二つの別個の計算書にて当期包括利益項目を表示することを選択している。

日本の会計原則は、営業利益、経常利益、及び純利益により、利益の三区分での表示を求めている。表示は通常

は性質別になされる。損益計算書の見出しに関して、日本の会計原則は、IFRS／IASのフレームワークと比較して

より詳細な表示を求めている。

 

（4）例外的（重要）項目

IFRS（IAS第１号「財務諸表の表示」）は、例外的（重要）項目という用語を用いていないが、企業の業績をよ

りよく説明するために、その金額、影響を及ぼす範囲及び性質を考慮して、説明する必要がある項目の個別開示を

求めている。

日本の会計原則は、例外的項目を損益計算書の「特別損益」の区分での別掲を求めている。
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第７【外国為替相場の推移】

 

　ユーロと日本円の為替相場は、最近５年間及び最近６ヶ月間の日本において時事に関する事項を報道する２以上の日刊新聞

紙に掲載されていることから、ユーロに関する記載は省略した。
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第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

 

１【日本における株式事務の概要】

 

　当社株式を取得する者（本項において以下「実質株主」という。）と、その取得窓口となった証券会社（以下「窓口証券会

社」という。）との間の外国証券取引口座に関する規則（以下「外国証券取引口座約款」という。）により、実質株主の名義

で外国証券取引口座（以下「取引口座」という。）が開設される。売買の執行、売買代金の決済、証券の保管及びその他当社

株式の取引に関する事項は全てこの取引口座を通じて処理される。

　以下は、外国証券取引口座約款に従った、当社株式に関する事務手続の概要である。

(1) 当社株式の保管

当社株式は、窓口証券会社のためにイタリアにおける保管機関（以下「保管機関」という。）又はその名義人の名義で登録

され、保管機関により保管される。原則として、窓口証券会社は実質株主に対して受領書を発行するが、かかる受領書を譲

渡することはできない。

(2) 当社株式の譲渡に関する手続

窓口証券会社が発行する受領書を提出することで、実質株主は、その持株の保管替え又は売却注文をなすことができる。実

質株主と窓口証券会社との間の決済は、円貨又は窓口証券会社が応じ得る範囲内で実質株主が指定した外貨による。

(3) 実質株主に対する諸通知

当社が株主に対して行い、窓口証券会社が受領した全ての通知及び通信は、窓口証券会社が保管し、窓口証券会社の店頭に

おいて実質株主の閲覧に供される。実質株主が、かかる通知及び通信の送付を希望する場合は、窓口証券会社はかかる実質

株主にそれらを送付し、実費は当該実質株主に請求される。

(4) 実質株主の議決権の行使に関する手続

議決権の行使は、実質株主が窓口証券会社を通じて行う指示に基づき、保管機関又はその名義人が行う。実質株主が指示を

しない場合、保管機関又はその名義人は議決権を行使しない。

(5) 現金配当の交付手続

外国証券取引口座約款に従い、現金配当は、窓口証券会社による保管機関又はその名義人からのかかる配当金の一括受領に

従い、取引口座を通じて実質株主に交付される。

(6) 株式配当の交付手続

株式配当により割り当てられた株式は、実質株主から特に指示がない限り、窓口証券会社を代理する保管機関によりイタリ

アで売却され、その手取金純額は、窓口証券会社による保管機関又はその名義人からのかかる手取金の一括受領に従い、取

引口座を通じて実質株主に支払われる。

準備金の資本組入により発行される株式は、一般に、保管機関又はその名義人に対して交付され、窓口証券会社は実質株主

に対して領収証を発行する。

(7) 新株引受権

当社株式について新株引受権が与えられた場合、かかる新株引受権は、原則として窓口証券会社を代理する保管機関により

イタリアで売却され、その手取金純額は、窓口証券会社による保管機関又はその名義人からのかかる手取金の一括受領に従

い、その取引口座を通じて実質株主に支払われる。

 

２【日本における実質株主の権利行使方法】

 

(1) 名義書換代理人及び名義書換取扱場所

当社は、日本に、当社株式に関する名義書換代理人又は名義書換取扱場所を有していない。各窓口証券会社は、取引口座を

有する全ての実質株主の明細表（以下「実質株主明細表」という。）を作成し、かかる明細表には各実質株主の名前及びそ

れら実質株主の各人の代わりに保有される当社株式の株数が記載される。

(2) 実質株主明細表の基準日

当社は配当の支払に関する権利落ちの基準日を定めなければならない。かかる配当を受領する資格を有する実質株主を決定

するための実質株主明細表の基準日は、通常当該基準日の直前の営業日となる。

(3) 事業年度の終了

当社の事業年度は毎年12月31日に終了する。
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(4) 公告

日本において公告を行わない。

(5) 実質株主に対する株式事務に関する手数料

実質株主は、取引口座を開設するときに窓口証券会社の定めるところにより年間口座管理料を支払う他、必要に応じて実費

を支払う。

(6) 当社株式の譲渡制限

当社株式に譲渡制限はない。

(7) 日本における配当等に関する課税上の取扱い

(イ)配当

　当社から株主に支払われる配当は、日本の税法上、配当収入として取扱われる。日本の居住者たる個人又は日本の法

人に対して支払われる当社の配当金については、当該配当金額（イタリアにおける当該配当の支払の際にイタリア又は

その地方公共団体の源泉徴収税が徴収される場合、当該控除後の金額）につき、当該配当の支払を受けるべき期間に応

じ、下表に記載された源泉徴収税率に相当する金額の日本の所得税・住民税が源泉徴収される。

 

配当課税の源泉徴収税率

 

配当を受けるべき期間 日本の法人 日本の居住者たる個人

2014年１月１日～2037年12月31日 所得税15.315% 所得税15.315%、住民税５%

2038年１月１日～ 所得税15% 所得税15%、住民税５%

 

　日本の居住者たる個人は、当社から株主に支払われる配当については、源泉徴収がなされた場合には確定申告をする

必要はなく、また当該配当については、配当金額の多寡に関係なく確定申告の対象となる所得金額から除外することが

できる。

　当社から株主に支払われる配当については、日本の居住者たる個人は、申告分離課税を選択することが可能である。

本書の日付け現在、申告分離課税を選択した場合の確定申告の際の税率は、2014年１月１日以降に当社から当該個人株

主に支払われる配当については20.315%（所得税15.315%、住民税５%）であるが、かかる配当所得の計算においては、

2009年度以後における上場株式等の株式売買損を控除することができる。上記にかかわらず、日本の居住者である個人

が2016年１月１日以後に支払を受ける配当所得の計算においては、上場株式等及び一定の公社債等の売買損・譲渡損を

控除することができる。

　なお、配当控除(個人の場合）及び受取配当益金不算入(法人の場合）の適用はない。

　イタリアにおいて課税された税額は、配当につき確定申告した場合には日本の税法の規定に従い外国税額控除の対象

となりうる。

(ロ)売買損益

1)　居住者である個人株主の株式の売買によって生じた株式売買益は、原則として所得税の対象となり、株式売買損

は、他の株式売買益から控除することができる。また、2009年度以後における上場株式等の株式売買損については、当

社株式及びその他の上場株式等の配当所得の金額(申告分離課税を選択したものに限る。）から控除することができる。

上記にかかわらず、日本の居住者である個人による2016年１月１日以後の上場株式等の株式売買損は、当社株式及びそ

の他の上場株式等の配当所得の金額（申告分離課税を選択したものに限る。）並びに一定の公社債等の利子所得の金額

等から控除することができる。

2)　当社株式の内国法人株主については、株式の売買損益は、課税所得の計算上益金・損金に算入される。

(ハ)相続税

日本の税法上日本の居住者である実質株主が、イタリアで発行された株式を相続又は遺贈によって取得した場合、日本

の相続税法によって相続税が課されるが、国外で日本の相続税に相当する税が課される等、一定の要件を満たしている

ときには、外国税額控除が認められることがある。

イタリアにおける課税上の取扱いについては、「第一部－第１－３ 課税上の取扱い」を参照のこと。
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第９【提出会社の参考情報】

 

１【提出会社の親会社等の情報】

 

　当社には親会社等は存在しない。

 

２【その他の参考情報】

 

　事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に提出された、金融商品取引法第25条第１項各号に掲げる書類は、

以下のとおりである。

 
１．有価証券報告書 2022年６月29日関東財務局長に提出

２．半期報告書 2022年９月29日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

第１【保証会社情報】

 

　該当なし。

 

第２【保証会社以外の会社の情報】

 

該当なし。

 

第３【指数等の情報】

 

　該当なし。
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エネル・エスピーエー

ヴィアレ　レジーナ　マルゲリータ　137

00198 ローマ

 

エネル・エスピーエー取締役会　宛

 

2022年6月7日 

 

独立登録会計事務所の同意書
 

各位

 

私たちは、エネル・エスピーエー及びその子会社（エネル・グループ）の2021年12月31日現在の財政状

態計算書並びに同日をもって終了する会計年度における損益計算書、包括利益計算書、持分変動計算

書、キャッシュ・フロー計算書、及びそれらに関する重要な会計方針の要約を含む注記から構成されて

いる連結財務諸表についての私たちの2022年４月14日付の監査報告書が、東京の金融庁に提出されるエ

ネル・エスピーエーの有価証券報告書に記載されることに同意します。

 

KPMG・エスピーエー

 

Renato Naschi

監査ディレクター

 

次へ
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Enel S.p.A.

Viale Regina Margherita, 137

00198 Roma

 

To the Board of Directors of Enel S.p.A.

 

7 June 2022

 

Consent of independent Registered Public Accounting Firm

 

Dear Sirs

we consent to the inclusion of our report dated April 14, 2022, with respect to the consolidated financial statements

of Enel S.p.A. and its subsidiaries (“Enel Group”) as of December 31, 2021 and for the year then ended, which

comprise the statement of financial position as at 31 December 2021, the income statement and the statements of

comprehensive income, changes in equity and cash flows for the year then ended and notes thereto, which include

a summary of the significant accounting policies, in the Annual Security Report of Enel S.p.A. to be filled with the

FSA Tokyo.

 

KPMG S.p.A.

 

Renato Naschi

Director of Audit

 

次へ
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2010年1月27日政令第39号第14条及び2014年4月16日EU規制第537号第10条に準拠した独立監査

人の報告書

(イタリア語原文からの翻訳版)

エネル・エスピーエーの株主各位

連結財務書類の監査報告書

監査意見

当監査法人は、2021年12月31日現在の財政状態計算書、及び同日をもって終了する連結会計年度の損益計算書、包

括利益計算書、持分変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、並びにそれらに関する重要な会計方針の要約を含む

注記から構成されている、エネル・グループ（以下「グループ」という。）の連結財務書類について監査を行っ

た。

当監査法人は、連結財務書類が、EUが採択している国際財務報告基準及びイタリアの規定が施行する政令38/05号

第9条準拠し、2021年12月31日現在のグループの財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を、公正かつ妥当に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、国際監査基準（ISAイタリア）に準拠して監査を行った。当該監査基準に基づく当社の責任は、本

監査報告書の「連結財務書類監査における監査人の責任」の項に記載されている。当監査法人は、イタリアにおけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務書類の監査において、監査人が職業的専門家として特に

重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務書類全体に対する監査の実施過程及び監

査意見の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではな

い。
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未請求の電気及びガスの供給から生じた収益の認識

連結財務書類注記2.1 「見積り及び経営者の判断の利用‐顧客との契約から生じた収益」、2.2 「重要な会計方針‐

顧客との契約から生じた収益」、10.a 「販売及びサービスから生じた収益」及び33 「売掛金」

監査上の主要な検討事項
監査上の主要な検討事項に対処するための監査手

続

最終需要者への電気及びガスの供給から生じた収

益は、電気又はガスが供給された時点で認識さ

れ、定期的な検針に基づいた又は販売業者及び輸

送業者によって通知された量に基づいて請求され

た金額に加えて、その年度に供給されたがまだ請

求されていない電気及びガスの見積りを含み、送

電網の損失も考慮に入れて算定されている。直近

の検針日から年末までの間に発生した収益は、主

に過去の情報に基づいて決定された、個々の顧客

の1日の消費量の推定に基づいており、気候要因

又は推定消費量に影響を及ぼす可能性のあるその

他の事項を反映して調整される。

基礎となる前提条件の性質を踏まえると、当該推

定は非常に複雑である。

したがって、未請求の電気及びガスの供給による

収益の認識が監査上の主要な検討事項であると考

える。

当監査法人の監査手続は以下を含んでいる。

－　未請求の電気及びガスの供給から生じた収益

の認識プロセスの理解

－　監査の目的上重要であるとみなされた、IT統

制を含む統制の設計、整備状況及び運用状況

の有効性の評価、及びIT専門家の関与

－　見積られた電気及びガスの量に関する実証手

続の実施

－　見積りにあたり用いられた販売価格の正確性

の確認

－　連結財務書類で認識された見積とその後の実

際の数値との比較

－　未請求の電気及びガスの供給による収益に関

する注記に記載された開示の妥当性の評価

連結財務書類における親会社の取締役及び監査役会（Collegio Sindacale）の責任

親会社の取締役は、連結財務書類が、EUが採択している国際財務報告基準及びイタリアの規定である政令第

38/2005号第9条に準拠し、公正妥当に表示され、作成されていることの責任を負う。また、不正か誤謬かにかかわ

らず、重要な虚偽表示のない財務書類の作成に必要であると判断される内部統制を、イタリアの法令で規定された

条件の範囲内で整備する責任を負う。

取締役は、グループが継続企業として存在する能力を評価し、連結財務書類の作成にあたり継続企業の公準の妥当

性の評価及びその適切な開示に責任を負う。取締役は、親会社の清算又は業務を停止する予定がある、もしくはそ

れ以外に現実的な代替手段が存在しない場合でない限り、継続企業の前提を基に連結財務書類を作成する。

監査役会（Collegio Sindacale）は、イタリアの法令で規定された条件の範囲以内で、グループの財務報告プロセス

を監視する責任を負う。

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

1036/1075



連結財務書類の監査における監査人の責任

当監査法人の目的は、連結財務書類全体が、不正又は誤謬かにかかわらず、重大な虚偽の表示がないことに対する

合理的な保証を得て、当監査法人の意見を含む監査報告書を提出することである。合理的な保証とは、相当に高い

程度の保証であり、重要な虚偽表示が存在する場合に、国際監査基準（ISAイタリア）に基づき実施した監査によ

り、それを常に発見することを保証するものではない。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生し、個別に又は全体

として、連結財務書類に基づき経済的な意思決定をする利用者に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要

であると判断される。

当監査法人は、国際会計基準（ISAイタリア）に準拠する監査の一環として、職業的専門家としての判断を行い、

職業的懐疑心を保持して監査を実施する。当監査法人は、また、

－　不正又は誤謬にかかわらず、連結財務書類の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。当監査法人の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手する。不正は、共謀、偽造、故意の不作為、不実表示、又は内部統制の無効化が関係するため、不正

による虚偽表示が発見されない可能性は、誤謬による虚偽表示の発見よりも高い。

－　内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適

切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制の理解を入手する。

－　経営者が採用した会計方針の適切性、会計上の見積り及び関連する開示の合理性を評価する。

－　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連

結財務書類の関連開示項目に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務書類の開示が適切で

ない場合は、除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、グループが継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

－　開示を含む連結財務書類の全体的な表示、構成及び内容、並びに連結財務書類が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

－　連結財務書類に対する意見を表明するために、グループの各事業体の財務情報に関する十分かつ適切な監査証

拠を入手する。当監査法人は、連結財務書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。当監査

法人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

当監査法人は、特に監査計画の範囲及び時期、並びに監査中に特定した内部統制の重要な欠陥を含む監査の重要な

発見事項について、ISAイタリアが要請する適切なレベルであると特定されたガバナンス担当者に報告する。

また、当監査法人は、イタリアで適用される倫理及び独立性の要件を満たしている旨の声明をガバナンスの担当者

に提供し、また、同担当者に、独立性に影響を与えると合理的に考えられる全ての事象、並びに必要に応じ、関連

する保護手段について報告する。

ガバナンス担当者に報告した事項の中で、当期の連結財務書類の監査に関して当監査法人が最も重要であると判断

した内容を、監査上の主要な検討事項とする。当該主要な検討事項は、当監査法人の監査報告書に記載している。
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EU規制第537/14号第10条に準ずる追加情報

2019年5月16日、親会社の株主は、2020年12月31日から2028年12月31日に終了する会計年度に係る個別及び連結財

務書類の監査に、当監査法人を関与させることを決定した。

当監査法人は、EU規制第537/2014号第5条1項に定められた、禁止されている監査以外のサービスの提供は行ってお

らず、法定監査を実施するにあたり親会社から独立した関係を維持していたことを宣言する。

当監査法人は、本報告書に含まれる連結財務書類の意見は、EU規制第537/2014第11条に従い作成され、監査役会の

権限内で監査役会（Collegio Sindacale）に提出した追加報告書の内容と一貫性を有していることを確約する。

その他の法的及び規制要件の遵守に関する報告

欧州委員会委任規則（EU）第 2019/815号の規定への適合に関する意見

親会社の経営者は、年次財務報告書に含まれる連結財務書類に対する単一の電子報告フォーマット（ESEF）の仕

様に関する規制技術基準に関する欧州委員会委任規則（EU）第2019/815号の規定の適用において責任を負う。

当監査法人は、連結財務書類が欧州委員会委任規則（EU）第2019/815号を遵守しているかに関する意見を表明する

ために、監査基準（SAイタリア） 700 Bにより要求された手続を実施した。

当監査法人は、連結財務書類がXHTML形式で作成され、すべての重要な点において欧州委員会委任規則（EU）第

2019/815号の規定に準拠して表示されているものと認める。

政令第39/10号第14条2項e）及び政令第58/98号第123条の2第4項に基づく意見

親会社の経営者は、2021年12月31日現在のグループの事業、コーポレート・ガバナンス、及び株主構成に関する報

告書を作成し、関連する連結財務書類との整合性及び適用する法律の遵守において責任を負う。

当監査法人は、政令第58/98号第123条の2第4項により示されたコーポレート・ガバナンス及び株主構成に関する報

告書の中で表示された業務報告書及び具体的な情報が、2021年12月31日現在の連結財務書類と一致していること、

適用する法令に準拠していることの意見を表明する目的で、及びに当監査法人が重要な虚偽表示を特定したかどう

かを表明する目的で、監査基準（SAイタリア）720 Bにより要求された監査手続を実施した。

当監査法人は、上記のコーポレート・ガバナンス及び株主構成に関する報告書に記載された業務報告書及び具体的

な情報が、2021年12月31日現在のグループの連結財務諸表と一致し、かつ適用する法令に従って作成されているも

のと認める。

政令第39/10号第14.2.e）条によって要求されている上記の記述に関し、監査を通じて得た企業及びその環境に関す

る当監査法人の知識と理解に基づき、当監査法人は報告すべきものはない。
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政令第254/16号を施行するConsob（イタリア国家証券委員会）規制第4条に関する声明

エネル・エスピーエーの取締役は、政令第254/16号に従い、連結非財務情報を作成する責任を負う。当監査法人

は、非財務情報が取締役の承認を得ていることを確認した。

 

2022年4月14日　ローマ

KPMG S.p.A

 

（原文に署名）

Renato Naschi

監査ディレクター
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(This independent auditors’ report has been translated into English solely for the convenience of international readers.

Accordingly, only the original Italian version is authoritative.)

Independent auditors’ report pursuant to article 14 of Legislative decree no. 39
of 27 January 2010 and article 10 of Regulation (EU) no. 537 of 16 April 2014

To the shareholders of
Enel S.p.A.

Report on the audit of the consolidated financial statements

Opinion

We have audited the consolidated financial statements of the Enel Group (the “group”), which comprise the

statement of financial position as at 31 December 2021, the income statement and the statements of

comprehensive income, changes in equity and cash flows for the year then ended and notes thereto, which include

a summary of the significant accounting policies.

In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view of the financial position of the Enel

Group as at 31 December 2021 and of its financial performance and cash flows for the year then ended in

accordance with the International Financial Reporting Standards endorsed by the European Union and the Italian

regulations implementing article 9 of Legislative decree no. 38/05.

Basis for opinion

We conducted our audit in accordance with International Standards on Auditing (ISA Italia). Our responsibilities

under those standards are further described in the “Auditors’ responsibilities for the audit of the consolidated

financial statements” section of our report. We are independent of Enel S.p.A. (the “parent”) in accordance with the

ethics and independence rules and standards applicable in Italy to audits of financial statements. We believe that

the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion.

Key audit matters

Key audit matters are those matters that, in our professional judgement, were of most significance in the audit of

the consolidated financial statements of the current year. These matters were addressed in the context of our audit

of the consolidated financial statements as a whole, and in forming our opinion thereon, and we do not provide a

separate opinion on these matters.
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Recognition of revenue from the supply of electricity and gas not yet invoiced

Notes to the consolidated financial statements: notes 2.1 “Use of estimates and management judgement –

Revenue from contracts with customers”, 2.2 “Significant accounting policies – Revenue from contracts with

customers”, 10.a “Revenue from sales and services” and 33 “Trade receivables”

Key audit matter Audit procedures addressing the key audit matter

Revenue from the supply of electricity and gas to end

users is recognised at the time the electricity or gas is

delivered and includes, in addition to amounts invoiced

on the basis of periodic meter readings or on the

volumes notified by distributors and transporters, an

estimate of the electricity and gas delivered during the

year but not yet invoiced that is calculated also taking

account of any network losses. Revenue accrued

between the date of the last meter reading and the year-

end is based on estimates of the daily consumption of

individual customers, primarily determined on their

historical information, adjusted to reflect the climate

factors or other matters that may affect the estimated

consumption.

These estimates are very complex given the nature of

underlying assumptions.

Therefore, we believe that the recognition of revenue

from the supply of electricity and gas not yet invoiced is

a key audit matter.

Our audit procedures included:

－understanding the process for the recognition of

revenue from the supply of electricity and gas not yet
invoiced;

－assessing the design, implementation and operating

effectiveness of controls, including IT controls, deemed

material for the purposes of our audit, including by

involving our IT specialists;

－performing substantive procedures on the electricity

and gas volumes considered in the estimation;

－checking the accuracy of the selling prices used in the
estimation;

－comparing the estimates recognised in the

consolidated financial statements with the subsequent

actual figures;

－assessing the appropriateness of the disclosures

provided in the notes about the revenue from the supply

of electricity and gas not yet invoiced.

Responsibilities of the parent’s directors and board of statutory auditors (“Collegio Sindacale”) for the

consolidated financial statements

The directors are responsible for the preparation of consolidated financial statements that give a true and fair view

in accordance with the International Financial Reporting Standards endorsed by the European Union and the Italian

regulations implementing article 9 of Legislative decree no. 38/05 and, within the terms established by the Italian

law, for such internal control as they determine is necessary to enable the preparation of financial statements that

are free from material misstatement, whether due to fraud or error.

The directors are responsible for assessing the group’s ability to continue as a going concern and for the

appropriate use of the going concern basis in the preparation of the consolidated financial statements and for the

adequacy of the related disclosures. The use of this basis of accounting is appropriate unless the directors believe

that the conditions for liquidating the parent or ceasing operations exist, or have no realistic alternative but to do so.

The Collegio Sindacale is responsible for overseeing, within the terms established by the Italian law, the group’s

financial reporting process.
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Auditors’ responsibilities for the audit of the consolidated financial statements

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the consolidated financial statements as a whole

are free from material misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditors’ report that includes our

opinion. Reasonable assurance is a high level of assurance, but is not a guarantee that an audit conducted in

accordance with ISA Italia will always detect a material misstatement when it exists. Misstatements can arise from

fraud or error and are considered material if, individually or in the aggregate, they could reasonably be expected to

influence the economic decisions of users taken on the basis of these consolidated financial statements.

As part of an audit in accordance with ISA Italia, we exercise professional judgement and maintain professional

scepticism throughout the audit. We also:

－identify and assess the risks of material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to

fraud or error, design and perform audit procedures responsive to those risks, and obtain audit evidence that is

sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion. The risk of not detecting a material misstatement

resulting from fraud is higher than for one resulting from error, as fraud may involve collusion, forgery, intentional

omissions, misrepresentations, or the override of internal control;

－obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures that are

appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the

group’s internal control;

－evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates and

related disclosures made by the directors;

－conclude on the appropriateness of the directors’ use of the going concern basis of accounting and, based on the

audit evidence obtained, whether a material uncertainty exists related to events or conditions that may cast

significant doubt on the group’s ability to continue as a going concern. If we conclude that a material uncertainty

exists, we are required to draw attention in our auditors’ report to the related disclosures in the consolidated

financial statements or, if such disclosures are inadequate, to modify our opinion. Our conclusions are based on

the audit evidence obtained up to the date of our auditors’ report. However, future events or conditions may

cause the group to cease to continue as a going concern;

－evaluate the overall presentation, structure and content of the consolidated financial statements, including the

disclosures, and whether the consolidated financial statements represent the underlying transactions and events

in a manner that achieves fair presentation;

－obtain sufficient appropriate audit evidence regarding the financial information of the entities or business activities

within the group to express an opinion on the consolidated financial statements. We are responsible for the

direction, supervision and performance of the group audit. We remain solely responsible for our audit opinion.
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We communicate with those charged with governance, identified at the appropriate level required by ISA Italia,

regarding, among other matters, the planned scope and timing of the audit and significant audit findings, including

any significant deficiencies in internal control that we identify during our audit.

We also provide those charged with governance with a statement that we have complied with the ethics and

independence rules and standards applicable in Italy and communicate with them all relationships and other

matters that may reasonably be thought to bear on our independence, and where applicable, related safeguards.

From the matters communicated with those charged with governance, we determine those matters that were of

most significance in the audit of the consolidated financial statements of the current year and are, therefore, the key

audit matters. We describe these matters in our auditors’ report.

Other information required by article 10 of Regulation (EU) no. 537/14

On 16 May 2019, the parent’s shareholders appointed us to perform the statutory audit of its separate and

consolidated financial statements as at and for the years ending from 31 December 2020 to 31 December 2028.

We declare that we did not provide the prohibited non-audit services referred to in article 5.1 of Regulation (EU) no.

537/14 and that we remained independent of the parent in conducting the statutory audit.

We confirm that the opinion on the consolidated financial statements expressed herein is consistent with the

additional report to the Collegio Sindacale, in its capacity as audit committee, prepared in accordance with article 11

of the Regulation mentioned above.

Report on other legal and regulatory requirements

Opinion on the compliance with the provisions of Commission Delegated Regulation (EU) 2019/815

The parent’s directors are responsible for the application of the provisions of Commission Delegated Regulation

(EU) 2019/815 with regard to regulatory technical standards on the specification of a single electronic reporting

format (ESEF) to the consolidated financial statements to be included in the annual financial report.

We have performed the procedures required by Standard on Auditing (SA Italia) 700B in order to express an

opinion on the compliance of the consolidated financial statements with Commission Delegated Regulation (EU)

2019/815.

In our opinion, the consolidated financial statements have been prepared in XHTML format and have been marked

up, in all material respects, in compliance with the provisions of Commission Delegated Regulation (EU) 2019/815.
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Opinion pursuant to article 14.2.e) of Legislative decree no. 39/10 and article 123-bis.4 of Legislative decree

no. 58/98

The parent’s directors are responsible for the preparation of the group’s reports on operation and on corporate

governance and ownership structure at 31 December 2021 and for the consistency of such reports with the related

consolidated financial statements and their compliance with the applicable law.

We have performed the procedures required by Standard on Auditing (SA Italia) 720B in order to express an

opinion on the consistency of the report on operations and the specific information presented in the report on

corporate governance and ownership structure indicated by article 123-bis.4 of Legislative decree no. 58/98 with

the group’s consolidated financial statements at 31 December 2021 and their compliance with the applicable law

and to state whether we have identified material misstatements.

In our opinion, the report on operations and the specific information presented in the report on corporate

governance and ownership structure referred to above are consistent with the group’s consolidated financial

statements at 31 December 2021 and have been prepared in compliance with the applicable law.

With reference to the above statement required by article 14.2.e) of Legislative decree no. 39/10, based on our

knowledge and understanding of the entity and its environment obtained through our audit, we have nothing to

report.

Statement pursuant to article 4 of the Consob regulation implementing Legislative decree no. 254/16

The directors of Enel S.p.A. are responsible for the preparation of a consolidated non-financial statement pursuant

to Legislative decree no. 254/16. We have checked that the directors had approved such consolidated non-

financial statement. In accordance with article 3.10 of Legislative decree no. 254/16, we attested the compliance of

the non-financial statement separately.

Rome, 14 April 2022

KPMG S.p.A.

(signed on the original)

Renato Naschi

Director of Audit
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エネル・エスピーエー

ヴィアレ　レジーナ　マルゲリータ　137

00198 ローマ

 

エネル・エスピーエー取締役会　宛

 

2022年6月７日 

 

独立登録会計事務所の同意書
 

各位

 

私たちは、エネル・エスピーエーの2021年12月31日現在の財政状態計算書並びに同日をもって終了する

会計年度における損益計算書、包括利益計算書、持分変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、及びそ

れらに関する重要な会計方針の要約を含む注記から構成されている個別財務諸表についての私たちの

2022年4月14日付の監査報告書が、東京の金融庁に提出されるエネル・エスピーエーの有価証券報告書に

記載されることを同意します。

 

KPMG・エスピーエー

 

Renato Naschi

監査ディレクター
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Enel S.p.A.

Viale Regina Margherita, 137

00198 Roma

 

To the Board of Directors of Enel S.p.A.

 

7 June 2022

 

Consent of independent Registered Public Accounting Firm

 

Dear Sirs

we consent to the inclusion of our report dated April 14, 2022, with respect to the financial statements of Enel S.p.A.

as of December 31, 2021 and for the year then ended, which comprise the statement of financial position as at 31

December 2021, the income statement and the statements of comprehensive income, changes in equity and cash

flows for the year then ended and notes thereto, which include a summary of the significant accounting policies, in

the Annual Security Report of Enel S.p.A. to be filled with the FSA Tokyo.

 

KPMG S.p.A.

 

Renato Naschi

Director of Audit
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2010年1月27日政令第39号第14条及び2014年4月16日EU規制第537号第10条に準拠した独立監査

人の報告書

(イタリア語原文からの翻訳版)

エネル・エスピーエーの株主各位

個別財務書類の監査報告書

監査意見

当監査法人は、2021年12月31日現在の財政状態計算書、及び同日をもって終了する事業年度の損益計算書、包括利

益計算書、持分変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及びそれらに関する重要な会計方針の要約を含む注記から

構成されている、エネル・エスピーエー（以下「会社」という。）の個別財務書類について監査を行った。

当監査法人は、個別財務書類が、EUが採択している国際財務報告基準及びイタリアの規定が施行する政令第

38/2005号第9条に準拠し、2021年12月31日現在の会社の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、公正かつ妥当に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、国際監査基準（ISAイタリア）に基づいて監査を行った。当該基準に基づく当社の責任は、本監査

報告書の「個別財務書類の監査における監査人の責任」の項に記載されている。当監査法人は、イタリアにおける

職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たして

いる。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項は、当事業年度の個別財務書類の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要で

あると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、個別財務書類全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

監査上の主要な検討事項

報告すべき主要な検討事項はない。
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個別財務書類における会社の取締役及び監査役会（Collegio Sindacale）の責任

会社の取締役は、個別財務書類が、EUが採択している国際財務報告基準及びイタリアの規定である政令第38/2005

号第9条に準拠し、公正妥当に表示され、作成されていることの責任を負う。また、不正か誤謬かにかかわらず、

重要な虚偽表示のない財務書類の作成に必要であると判断される内部統制を、イタリアの法令で規定された条件の

範囲内で整備する責任を負う。

取締役は、会社が継続企業として存在する能力を評価し、個別財務書類の作成にあたり継続企業の公準の妥当性の

評価及びその適切な開示に責任を負う。取締役は、会社を清算する、又は業務を停止する予定がある、もしくはそ

れ以外に現実的な代替手段が存在しない場合でない限り、継続企業の前提を基に個別財務書類を作成する。

監査役会（Collegio Sindacale）は、イタリアの法律で定められた条件の範囲以内で、会社の財務報告プロセスを監

視する責任を負う。

個別財務書類の監査に対する監査人の責任

当監査法人の目的は、個別財務書類全体が、不正又は誤謬かにかかわらず、重要な虚偽の表示がないことに対する

合理的な保証を入手するとともに、当監査法人の意見を含めた監査報告書を提出することである。合理的な保証と

は、相当に高い程度の保証であり、重要な虚偽表示が存在する場合に、国際監査基準（ISAイタリア）に基づき実

施した監査により、それを常に発見することを保証するものではない。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生し、

個別又は全体として、個別財務書類に基づき経済的な意思決定をする利用者に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要であると判断される。

当監査法人は、国際会計基準（ISAイタリア）に準拠する監査の一環として、職業的専門家としての判断を行い、

職業的懐疑心を保持して監査を実施する。また、

－　不正又は誤謬にかかわらず、個別財務書類の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。当監査法人の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手する。不正は、共謀、偽造、故意の不作為、不実表示、又は内部統制の無効化が関係するため、不正

による虚偽表示が発見されない可能性は、誤謬による虚偽表示の発見よりも高い。

－　内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適

切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制の理解を入手する。

－　経営者が採用した会計方針の適切性、会計上の見積り及び関連する開示の合理性を評価する。

－　経営者が継続企業を前提として個別財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において個

別財務書類の関連開示項目に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する個別財務書類の開示が適切で

ない場合は、除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、会社が継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

－　開示を含む個別財務書類の全体的な表示、構成及び内容、並びに基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いるかどうかを評価する。
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当監査法人は、特に監査計画の範囲及び時期、並びに監査中に特定した内部統制の重要な欠陥を含む監査の重要な

発見事項について、ISAイタリアが要請する適切なレベルであると特定されたガバナンス担当者に報告する。

また、当監査法人は、イタリアで適用される倫理及び独立性の要件を満たしている旨の声明をガバナンスの担当者

に提供し、また、同担当者に、独立性に影響を与えると合理的に考えられる全ての事象、並びに必要に応じ、関連

する保護手段について報告する。

ガバナンス担当者に報告した事項の中で、当期の連結財務書類の監査に関して当監査法人が最も重要であると判断

した内容を、監査上の主要な検討事項とする。当該主要な検討事項は、当監査法人の監査報告書に記載している。

EU規制第537/14号第10条に準ずる追加情報

2019年5月16日、会社の株主は、2020年12月31日から2028年12月31日に終了する会計年度に係る個別及び連結財務

書類の監査に、当監査法人を関与させることを決定した。

当監査法人は、EU規制第537/2014号第5条1項に定められた、禁止されている監査以外のサービスの提供は行ってお

らず、監査を実施するにあたり会社から独立した関係を維持していたことを宣言する。

当監査法人は、本報告書に含まれる個別財務書類の意見は、EU規制第537/2014第11条に従い作成され、監査役会の

権限内で監査役会（Collegio Sindacale）に提出した追加報告書の内容と一貫性を有していることを確約する。

その他の法的及び規制要件の遵守に関する報告

欧州委員会委任規則（EU）第 2019/815号の規定への適合に関する意見

会社の経営者は、年次財務報告書に含まれる個別財務書類に対する単一の電子報告フォーマット（ESEF）の仕様

に関する規制技術基準に関する欧州委員会委任規則（EU）第2019/815号の規定の適用において責任を負う。

当監査法人は、個別財務書類が欧州委員会委任規則（EU）第2019/815号を遵守しているかに関する意見を表明する

ために、監査基準（SAイタリア） 700 Bにより要求された手続を実施した。

当監査法人は、個別財務書類がXHTML形式で作成され、すべての重要な点において欧州委員会委任規則（EU）第

2019/815号の規定に準拠して表示されているものと認める。

政令第39/10号第14条2項e）及び政令第58/98号第123条の2第4項に基づく意見

会社の経営者は、2021年12月31日現在の事業、コーポレート・ガバナンス、及び株主構成に関する報告書を作成

し、関連する個別財務書類との整合性及び適用する法律の遵守において責任を負う。

当監査法人は、政令第58/98号第123条の2第4項により示されたコーポレート・ガバナンス及び株主構成に関する報

告書の中で表示された業務報告書及び具体的な情報が、2021年12月31日現在の個別財務書類と一致していること、

適用する法令に準拠していることの意見を表明する目的で、及びに当監査法人が重要な虚偽表示を特定したかどう

かを表明する目的で、監査基準（SAイタリア）720 Bにより要求された監査手続を実施した。
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当監査法人は、上記のコーポレート・ガバナンス及び株主構成に関する報告書に記載された業務報告書及び具体的

な情報が、2021年12月31日現在の会社の個別財務諸表と一致し、かつ適用する法令に従って作成されているものと

認める。

政令第39/10号第14.2.e）条によって要求されている上記の記述に関し、監査を通じて得た事業体及びその環境に関

する当監査法人の知識と理解に基づき、当監査法人は報告すべきものはない。

 

2022年4月14日　ローマ

KPMG S.p.A

 

（原文に署名）

Renato Naschi

監査ディレクター
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(This independent auditors’ report has been translated into English solely for the convenience of international readers.

Accordingly, only the original Italian version is authoritative.)

Independent auditors’ report pursuant to article 14 of Legislative decree no. 39
of 27 January 2010 and article 10 of Regulation (EU) no. 537 of 16 April 2014

To the shareholders of
Enel S.p.A.

Report on the audit of the separate financial statements

Opinion

We have audited the separate financial statements of Enel S.p.A. (the “company”), which comprise the statement

of financial position as at 31 December 2021, the income statement and the statements of comprehensive income,

changes in equity and cash flows for the year then ended and notes thereto, which include a summary of the

significant accounting policies.

In our opinion, the separate financial statements give a true and fair view of the financial position of Enel S.p.A. as

at 31 December 2021 and of its financial performance and cash flows for the year then ended in accordance with

the International Financial Reporting Standards endorsed by the European Union and the Italian regulations

implementing article 9 of Legislative decree no. 38/05.

Basis for opinion

We conducted our audit in accordance with International Standards on Auditing (ISA Italia). Our responsibilities

under those standards are further described in the “Auditors’ responsibilities for the audit of the separate financial

statements” section of our report. We are independent of the company in accordance with the ethics and

independence rules and standards applicable in Italy to audits of financial statements. We believe that the audit

evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion.

Key audit matters

There are no key audit matters to report.

Responsibilities of the company’s directors and board of statutory auditors (“Collegio Sindacale”) for the

separate financial statements

The directors are responsible for the preparation of separate financial statements that give a true and fair view in

accordance with the International Financial Reporting Standards endorsed by the European Union and the Italian

regulations implementing article 9 of Legislative decree no. 38/05 and, within the terms established by the Italian

law, for such internal control as they determine is necessary to enable the preparation of financial statements that

are free from material misstatement, whether due to fraud or error.
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The directors are responsible for assessing the company’s ability to continue as a going concern and for the

appropriate use of the going concern basis in the preparation of the financial statements and for the adequacy of

the related disclosures. The use of this basis of accounting is appropriate unless the directors believe that the

conditions for liquidating the company or ceasing operations exist, or have no realistic alternative but to do so.

The Collegio Sindacale is responsible for overseeing, within the terms established by the Italian law, the company’s

financial reporting process.

Auditors’ responsibilities for the audit of the separate financial statements

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the separate financial statements as a whole are

free from material misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditors’ report that includes our

opinion. Reasonable assurance is a high level of assurance, but is not a guarantee that an audit conducted in

accordance with ISA Italia will always detect a material misstatement when it exists. Misstatements can arise from

fraud or error and are considered material if, individually or in the aggregate, they could reasonably be expected to

influence the economic decisions of users taken on the basis of these separate financial statements.

As part of an audit in accordance with ISA Italia, we exercise professional judgement and maintain professional

scepticism throughout the audit. We also:

－identify and assess the risks of material misstatement of the separate financial statements, whether due to fraud

or error, design and perform audit procedures responsive to those risks, and obtain audit evidence that is

sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion. The risk of not detecting a material misstatement

resulting from fraud is higher than for one resulting from error, as fraud may involve collusion, forgery, intentional

omissions, misrepresentations, or the override of internal control;

－obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures that are

appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the

company’s internal control;

－evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates and

related disclosures made by the directors;

－conclude on the appropriateness of the directors’ use of the going concern basis of accounting and, based on the

audit evidence obtained, whether a material uncertainty exists related to events or conditions that may cast

significant doubt on the company’s ability to continue as a going concern. If we conclude that a material

uncertainty exists, we are required to draw attention in our auditors’ report to the related disclosures in the

separate financial statements or, if such disclosures are inadequate, to modify our opinion. Our conclusions are

based on the audit evidence obtained up to the date of our auditors’ report. However, future events or conditions

may cause the company to cease to continue as a going concern;

－evaluate the overall presentation, structure and content of the separate financial statements, including the

disclosures, and whether the separate financial statements represent the underlying transactions and events in a

manner that achieves fair presentation.

EDINET提出書類

エネル・エスピーエー(E05955)

有価証券報告書

1052/1075



We communicate with those charged with governance, identified at the appropriate level required by ISA Italia,

regarding, among other matters, the planned scope and timing of the audit and significant audit findings, including

any significant deficiencies in internal control that we identify during our audit.

We also provide those charged with governance with a statement that we have complied with the ethics and

independence rules and standards applicable in Italy and communicate with them all relationships and other

matters that may reasonably be thought to bear on our independence, and where applicable, related safeguards.

Other information required by article 10 of Regulation (EU) no. 537/14

On 16 May 2019, the company’s shareholders appointed us to perform the statutory audit of its separate and

consolidated financial statements as at and for the years ending from 31 December 2020 to 31 December 2028.

We declare that we did not provide the prohibited non-audit services referred to in article 5.1 of Regulation (EU) no.

537/14 and that we remained independent of the company in conducting the statutory audit.

We confirm that the opinion on the separate financial statements expressed herein is consistent with the additional

report to the Collegio Sindacale, in its capacity as audit committee, prepared in accordance with article 11 of the

Regulation mentioned above.

Report on other legal and regulatory requirements

Opinion on the compliance with the provisions of Commission Delegated Regulation (EU) 2019/815

The company’s directors are responsible for the application of the provisions of Commission Delegated Regulation

(EU) 2019/815 with regard to regulatory technical standards on the specification of a single electronic reporting

format (ESEF) to the separate financial statements to be included in the annual financial report.

We have performed the procedures required by Standard on Auditing (SA Italia) 700B in order to express an

opinion on the compliance of the separate financial statements with Commission Delegated Regulation (EU)

2019/815.

In our opinion, the separate financial statements have been prepared in XHTML format in compliance with the

provisions of Commission Delegated Regulation (EU) 2019/815.

Opinion pursuant to article 14.2.e) of Legislative decree no. 39/10 and article 123-bis.4 of Legislative decree

no. 58/98

The company’s directors are responsible for the preparation of the reports on operation and on corporate

governance and ownership structure at 31 December 2021 and for the consistency of such reports with the related

separate financial statements and their compliance with the applicable law.

We have performed the procedures required by Standard on Auditing (SA Italia) 720B in order to express an

opinion on the consistency of the report on operations and the specific information presented in the report on

corporate governance and ownership structure indicated by article 123-bis.4 of Legislative decree no. 58/98 with

the company’s separate financial statements at 31 December 2021 and their compliance with the applicable law

and to state whether we have identified material misstatements.

In our opinion, the report on operations and the specific information presented in the report on corporate

governance and ownership structure referred to above are consistent with the company’s separate financial

statements at 31 December 2021 and have been prepared in compliance with the applicable law.

With reference to the above statement required by article 14.2.e) of Legislative decree no. 39/10, based on our

knowledge and understanding of the entity and its environment obtained through our audit, we have nothing to

report.

Rome, 14 April 2022
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KPMG S.p.A.

(signed on the original)

Renato Naschi

Director of Audit
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エネル・エスピーエー

ヴィアレ　レジーナ　マルゲリータ　137

00198 ローマ

 

エネル・エスピーエー取締役会　宛

 

2023年6月5日 

 

独立登録会計事務所の同意書
 
各位

 
私たちは、エネル・エスピーエー及びその子会社（エネル・グループ）の2022年12月31日現在の財政状

態計算書並びに同日をもって終了する会計年度における損益計算書、包括利益計算書、持分変動計算

書、キャッシュ・フロー計算書、及びそれらに関する重要な会計方針の要約を含む注記から構成されて

いる連結財務諸表についての私たちの2023年４月6日付の監査報告書が、東京の金融庁に提出されるエネ

ル・エスピーエーの有価証券報告書に記載されることに同意します。

 
KPMG・エスピーエー

 

Renato Naschi

監査ディレクター
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Enel S.p.A.

Viale Regina Margherita, 137

00198 Roma

 

To the Board of Directors of Enel S.p.A.

 

5 June 2023

 

Consent of independent Registered Public Accounting Firm

 

Dear Sirs

we consent to the inclusion of our report dated April 6, 2023, with respect to the financial statements of Enel S.p.A.

as of December 31, 2022 and for the year then ended, which comprise the statement of financial position as at 31

December 2022, the income statement and the statements of comprehensive income, changes in equity and cash

flows for the year then ended and notes thereto, which include a summary of the significant accounting policies, in

the Annual Security Report of Enel S.p.A. to be filled with the FSA Tokyo.

 

KPMG S.p.A.

 

Renato Naschi

Director of Audit
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2010年1月27日政令第39号第14条及び2014年4月16日EU規制第537号第10条に準拠した独立監査

人の報告書

(イタリア語原文からの翻訳版)

エネル・エスピーエーの株主各位

連結財務書類の監査報告書

監査意見

当監査法人は、2022年12月31日現在の財政状態計算書、及び同日をもって終了する連結会計年度の損益計算書、包

括利益計算書、持分変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、並びにそれらに関する重要な会計方針の要約を含む

注記から構成されている、エネル・グループ（以下「グループ」という。）の連結財務書類について監査を行っ

た。

当監査法人は、連結財務書類が、EUが採択している国際財務報告基準及びイタリアの規定が施行する政令第38/05
号第9条準拠し、2022年12月31日現在のグループの財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、公正かつ妥当に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、国際監査基準（ISAイタリア）に準拠して監査を行った。当該監査基準に基づく当社の責任は、本

監査報告書の「連結財務書類監査における監査人の責任」の項に記載されている。当監査法人は、イタリアにおけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務書類の監査において、監査人が職業的専門家として特に

重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務書類全体に対する監査の実施過程及び監

査意見の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではな

い。
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未請求の電気及びガスの供給から生じた収益の認識

連結財務書類注記2.1 「見積り及び経営者の判断の利用‐顧客との契約から生じた収益」、2.2 「重要な会計方針‐

顧客との契約から生じた収益」、11.a 「販売及びサービスから生じた収益」及び34 「売掛金」

監査上の主要な検討事項 監査上の主要な検討事項に対処するための監査手続

最終需要者への電気及びガスの供給から生じた収益
は、電気又はガスが供給された時点で認識され、定期
的な検針に基づいた又は販売業者及び輸送業者によっ
て通知された量に基づいて請求された金額に加えて、
その年度に供給されたがまだ請求されていない電気及
びガスの見積りを含み、送電網の損失も考慮に入れて
算定されている。直近の検針日から年末までの間に発
生した収益は、主に過去の情報に基づいて決定され
た、個々の顧客の1日の消費量の推定に基づいてお

り、気候要因又は推定消費量に影響を及ぼす可能性の
あるその他の事項を反映して調整される。

基礎となる前提条件の性質を踏まえると、当該推定は
非常に複雑である。

したがって、未請求の電気及びガスの供給による収益
の認識が監査上の主要な検討事項であると考える。

当監査法人の監査手続は以下を含んでいる。

・未請求の電力及びガスの供給から生じた収益の認識

プロセスの理解

・監査の目的上重要であるとみなされた、IT統制を含

む統制の設計、整備状況及び運用状況の有効性の評

価、及びIT専門家の関与

・見積られた電力及びガスの量に係る実証手続の実施

・見積りの際に用いられた販売価格の正確性の確認

・連結財務書類で認識された見積とその後の実際の数

値との比較

・未請求の電力及びガスの供給による収益に関する注

記に記載された開示の妥当性の評価

 

連結財務書類における親会社の取締役及び監査役会（Collegio Sindacale）の責任

親会社の取締役は、連結財務書類が、EUが採択している国際財務報告基準及びイタリアの規定である政令第

38/2005号第9条に準拠し、公正妥当に表示され、作成されていることの責任を負う。また、不正か誤謬かにかかわ

らず、重要な虚偽表示のない財務書類の作成に必要であると判断される内部統制を、イタリアの法令で規定された

条件の範囲内で整備する責任を負う。

取締役は、グループが継続企業として存在する能力を評価し、連結財務書類の作成にあたり継続企業の公準の妥当

性の評価及びその適切な開示に責任を負う。取締役は、親会社の清算又は業務を停止する予定がある、もしくはそ

れ以外に現実的な代替手段が存在しない場合でない限り、継続企業の前提を基に連結財務書類を作成する。

監査役会（Collegio Sindacale）は、イタリアの法令で規定された条件の範囲以内で、グループの財務報告プロセス

を監視する責任を負う。

 

連結財務書類の監査における監査人の責任

当監査法人の目的は、連結財務書類全体が、不正又は誤謬かにかかわらず、重大な虚偽の表示がないことに対する

合理的な保証を得て、当監査法人の意見を含む監査報告書を提出することである。合理的な保証とは、相当に高い

程度の保証であり、重要な虚偽表示が存在する場合に、国際監査基準（ISAイタリア）に基づき実施した監査によ

り、それを常に発見することを保証するものではない。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生し、個別に又は全体

として、連結財務書類に基づき経済的な意思決定をする利用者に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要

であると判断される。
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当監査法人は、国際会計基準（ISAイタリア）に準拠する監査の一環として、職業的専門家としての判断を行い、

職業的懐疑心を保持して監査を実施する。当監査法人は、また、

・不正又は誤謬にかかわらず、連結財務書類の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。当監査法人の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を

入手する。不正は、共謀、偽造、故意の不作為、不実表示、又は内部統制の無効化が関係するため、不正による

虚偽表示が発見されない可能性は、誤謬による虚偽表示の発見よりも高い。

・内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切

な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制の理解を入手する。

・経営者が採用した会計方針の適切性、会計上の見積り及び関連する開示の合理性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務

書類の関連開示項目に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務書類の開示が適切でない場合

は、除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、グループが継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・開示を含む連結財務書類の全体的な表示、構成及び内容、並びに連結財務書類が基礎となる取引や会計事象を適

正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務書類に対する意見を表明するために、グループの各事業体の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手する。当監査法人は、連結財務書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。当監査法人

は、単独で監査意見に対して責任を負う。

 

当監査法人は、特に監査計画の範囲及び時期、並びに監査中に特定した内部統制の重要な欠陥を含む監査の重要な

発見事項について、ISAイタリアが要請する適切なレベルであると特定されたガバナンス担当者に報告する。

また、当監査法人は、イタリアで適用される倫理及び独立性の要件を満たしている旨の声明をガバナンスの担当者

に提供し、また、同担当者に、独立性に影響を与えると合理的に考えられる全ての事象、並びに必要に応じ、当該

脅威を除去するために取られた手段、又は適用する保護手段について報告する。

ガバナンス担当者に報告した事項の中から、当期の連結財務書類の監査に関して当監査法人が最も重要であると判

断した内容を、監査上の主要な検討事項とする。当該主要な検討事項は、当監査法人の監査報告書に記載してい

る。

EU規制第537/14号第10条に準ずるその他の情報

2019年5月16日、親会社の株主は、2020年12月31日から2028年12月31日に終了する会計年度に係る個別及び連結財

務書類の監査に、当監査法人を関与させることを決定した。

当監査法人は、EU規制第537/2014号第5条1項に定められた、禁止されている監査以外のサービスの提供は行ってお

らず、法定監査を実施するにあたり親会社から独立した関係を維持していたことを宣言する。

当監査法人は、本報告書に含まれる連結財務書類の意見は、EU規制第537/2014第11条に従い作成され、監査役会の

権限内で監査役会（Collegio Sindacale）に提出した追加報告書の内容と一貫性を有していることを確約する。
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その他の法的及び規制要件の遵守に関する報告

欧州委員会委任規則（EU）第 2019/815号の規定への適合に関する意見

親会社の経営者は、年次財務報告書に含まれる2022年12月31日現在の連結財務書類に対する単一の電子報告フォー

マット（ESEF）の仕様に関する規制技術基準に関する欧州委員会委任規則（EU）第2019/815号の規定の適用にお

いて責任を負う。

当監査法人は、連結財務書類が欧州委員会委任規則（EU）第2019/815号を遵守しているかに関する意見を表明する

ために、監査基準（SAイタリア） 700 Bにより要求された手続を実施した。

当監査法人は、2022年12月31日現在の連結財務書類がXHTML形式で作成され、すべての重要な点において欧州委

員会委任規則（EU）第2019/815号の規定に準拠して表示されているものと認める。

特定の技術的な制約により、連結財務書類の注記において、XHTML形式からXBRL対象で抽出された際に、

XHTMLフォーマットで連結財務書類に表示された対応する情報に関して同一の方法で再現されない情報がある。

政令第39/10号第14条2項e）及び政令第58/98号第123条の2第4項に基づく意見

親会社の経営者は、2022年12月31日現在のグループの事業、コーポレート・ガバナンス、及び株主構成に関する報

告書を作成し、関連する連結財務書類との整合性及び適用する法律の遵守において責任を負う。

当監査法人は、政令第58/98号第123条の2第4項により示されたコーポレート・ガバナンス及び株主構成に関する報

告書の中で表示された業務報告書及び具体的な情報が、2022年12月31日現在の連結財務書類と一致していること、

適用する法令に準拠していることの意見を表明する目的で、及び当監査法人が重要な虚偽表示を特定したかどうか

を表明する目的で、監査基準（SAイタリア）720 Bにより要求された監査手続を実施した。

当監査法人は、上記のコーポレート・ガバナンス及び株主構成に関する報告書に記載された業務報告書及び具体的

な情報が、2022年12月31日現在のグループの連結財務諸表と一致し、かつ適用する法令に従って作成されているも

のと認める。

政令第39/10号第14.2.e）条によって要求されている上記の記述に関し、監査を通じて得た企業及びその環境に関す

る当監査法人の知識と理解に基づき、当監査法人は報告すべきものはない。

政令第254/16号を施行するConsob（イタリア国家証券委員会）規制第4条に関する声明

エネル・エスピーエーの取締役は、政令第254/16号に従い、連結非財務情報を作成する責任を負う。当監査法人

は、非財務情報が取締役の承認を得ていることを確認した。

 

2023年4月6日　ローマ

KPMG S.p.A
 
（原文に署名）

Renato Naschi
ディレクター
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(This independent auditors’ report has been translated into English solely for the convenience of international readers.

Accordingly, only the original Italian version is authoritative.)

Independent auditors’ report pursuant to article 14 of Legislative decree no. 39 of 27
January 2010 and article 10 of Regulation (EU) no. 537 of 16 April 2014

To the shareholders of
Enel S.p.A.

Report on the audit of the consolidated financial statements

Opinion

We have audited the consolidated financial statements of the Enel Group (the “group”), which comprise the

statement of financial position as at 31 December 2022, the income statement and the statements of

comprehensive income, changes in equity and cash flows for the year then ended and notes thereto, which include

a summary of the significant accounting policies.

In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view of the financial position of the Enel

Group as at 31 December 2022 and of its financial performance and cash flows for the year then ended in

accordance with the International Financial Reporting Standards endorsed by the European Union and the Italian

regulations implementing article 9 of Legislative decree no. 38/05.

Basis for opinion

We conducted our audit in accordance with International Standards on Auditing (ISA Italia). Our responsibilities

under those standards are further described in the “Auditors’ responsibilities for the audit of the consolidated

financial statements” section of our report. We are independent of Enel S.p.A. (the “parent”) in accordance with the

ethics and independence rules and standards applicable in Italy to audits of financial statements. We believe that

the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion.

Key audit matters

Key audit matters are those matters that, in our professional judgement, were of most significance in the audit of

the consolidated financial statements of the current year. These matters were addressed in the context of our audit

of the consolidated financial statements as a whole, and in forming our opinion thereon, and we do not provide a

separate opinion on these matters.
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Recognition of revenue from the supply of electricity and gas not yet invoiced

Notes to the consolidated financial statements: notes 2.1 “Use of estimates and management judgement –

Revenue from contracts with customers”, 2.2 “Significant accounting policies – Revenue from contracts with

customers”, 11.a “Revenue from sales and services” and 34 “Trade receivables”

Key audit matter Audit procedures addressing the key audit matter

Revenue from the supply of electricity and gas to end

users is recognised at the time the electricity or gas is

delivered and includes, in addition to amounts invoiced

on the basis of periodic meter readings or on the

volumes notified by distributors and transporters, an

estimate of the electricity and gas delivered during the

year but not yet invoiced that is calculated also taking

account of any network losses. Revenue accrued

between the date of the last meter reading and the year-

end is based on estimates of the daily consumption of

individual customers, primarily determined on their

historical information, adjusted to reflect the climate

factors or other matters that may affect the estimated
consumption.

These estimates are very complex given the nature of

underlying assumptions.

Therefore, we believe that the recognition of revenue

from the supply of electricity and gas not yet invoiced is

a key audit matter.

Our audit procedures included:

－understanding the process for the recognition of

revenue from the supply of electricity and gas not yet
invoiced;

－assessing the design, implementation and operating

effectiveness of controls, including IT controls, deemed

material for the purposes of our audit, including by

involving our IT specialists;

－performing substantive procedures on the electricity

and gas volumes considered in the estimation;

－checking the accuracy of the selling prices used in the
estimation;

－comparing the estimates recognised in the

consolidated financial statements with the subsequent

actual figures;

－assessing the appropriateness of the disclosures

provided in the notes about the revenue from the supply

of electricity and gas not yet invoiced.

Responsibilities of the parent’s directors and board of statutory auditors (“Collegio Sindacale”) for the

consolidated financial statements

The directors are responsible for the preparation of consolidated financial statements that give a true and fair view

in accordance with the International Financial Reporting Standards endorsed by the European Union and the Italian

regulations implementing article 9 of Legislative decree no. 38/05 and, within the terms established by the Italian

law, for such internal control as they determine is necessary to enable the preparation of financial statements that

are free from material misstatement, whether due to fraud or error.

The directors are responsible for assessing the group’s ability to continue as a going concern and for the

appropriate use of the going concern basis in the preparation of the consolidated financial statements and for the

adequacy of the related disclosures. The use of this basis of accounting is appropriate unless the directors believe

that the conditions for liquidating the parent or ceasing operations exist, or have no realistic alternative but to do so.

The Collegio Sindacale is responsible for overseeing, within the terms established by the Italian law, the group’s

financial reporting process.
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Auditors’ responsibilities for the audit of the consolidated financial statements

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the consolidated financial statements as a whole

are free from material misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditors’ report that includes our

opinion. Reasonable assurance is a high level of assurance, but is not a guarantee that an audit conducted in

accordance with ISA Italia will always detect a material misstatement when it exists. Misstatements can arise from

fraud or error and are considered material if, individually or in the aggregate, they could reasonably be expected to

influence the economic decisions of users taken on the basis of these consolidated financial statements.

As part of an audit in accordance with ISA Italia, we exercise professional judgement and maintain professional

scepticism throughout the audit. We also:

・　identify and assess the risks of material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to

fraud or error, design and perform audit procedures responsive to those risks, and obtain audit evidence that is

sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion. The risk of not detecting a material misstatement

resulting from fraud is higher than for one resulting from error, as fraud may involve collusion, forgery,

intentional omissions, misrepresentations, or the override of internal control;

・　obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures that are

appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the

group’s internal control;

・　evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates and

related disclosures made by the directors;

・　conclude on the appropriateness of the directors’ use of the going concern basis of accounting and, based on

the audit evidence obtained, whether a material uncertainty exists related to events or conditions that may cast

significant doubt on the group’s ability to continue as a going concern. If we conclude that a material

uncertainty exists, we are required to draw attention in our auditors’ report to the related disclosures in the

consolidated financial statements or, if such disclosures are inadequate, to modify our opinion. Our

conclusions are based on the audit evidence obtained up to the date of our auditors’ report. However, future

events or conditions may cause the group to cease to continue as a going concern;

・　evaluate the overall presentation, structure and content of the consolidated financial statements, including the

disclosures, and whether the consolidated financial statements represent the underlying transactions and

events in a manner that achieves fair presentation;

・　obtain sufficient appropriate audit evidence regarding the financial information of the entities or business

activities within the group to express an opinion on the consolidated financial statements. We are responsible

for the direction, supervision and performance of the group audit. We remain solely responsible for our audit

opinion.
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We communicate with those charged with governance, identified at the appropriate level required by ISA Italia,

regarding, among other matters, the planned scope and timing of the audit and significant audit findings, including

any significant deficiencies in internal control that we identify during our audit.

We also provide those charged with governance with a statement that we have complied with the ethics and

independence rules and standards applicable in Italy and communicate with them all relationships and other

matters that may reasonably be thought to bear on our independence, and where applicable, the measures taken

to eliminate those threats or the safeguards applied.

From the matters communicated with those charged with governance, we determine those matters that were of

most significance in the audit of the consolidated financial statements of the current year and are, therefore, the key

audit matters. We describe these matters in our auditors’ report.

Other information required by article 10 of Regulation (EU) no. 537/14

On 16 May 2019, the parent’s shareholders appointed us to perform the statutory audit of its separate and

consolidated financial statements as at and for the years ending from 31 December 2020 to 31 December 2028.

We declare that we did not provide the prohibited non-audit services referred to in article 5.1 of Regulation (EU) no.

537/14 and that we remained independent of the parent in conducting the statutory audit.

We confirm that the opinion on the consolidated financial statements expressed herein is consistent with the

additional report to the Collegio Sindacale, in its capacity as audit committee, prepared in accordance with article 11

of the Regulation mentioned above.

Report on other legal and regulatory requirements

Opinion on the compliance with the provisions of Commission Delegated Regulation (EU) 2019/815

The parent’s directors are responsible for the application of the provisions of Commission Delegated Regulation

(EU) 2019/815 with regard to regulatory technical standards on the specification of a single electronic reporting

format (ESEF) to the consolidated financial statements at 31 December 2022 to be included in the annual financial

report.

We have performed the procedures required by Standard on Auditing (SA Italia) 700B in order to express an

opinion on the compliance of the consolidated financial statements with Commission Delegated Regulation (EU)

2019/815.

In our opinion, the consolidated financial statements at 31 December 2022 have been prepared in XHTML format

and have been marked up, in all material respects, in compliance with the provisions of Commission Delegated

Regulation (EU) 2019/815.

Due to certain technical limitations, some information included in the notes to the consolidated financial statements

when extracted from the XHTML format to an XBRL instance may not be reproduced in an identical manner with

respect to the corresponding information presented in the consolidated financial statements in XHTML format.
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Opinion pursuant to article 14.2.e) of Legislative decree no. 39/10 and article 123-bis.4 of Legislative decree

no. 58/98

The parent’s directors are responsible for the preparation of the group’s reports on operation and on corporate

governance and ownership structure at 31 December 2022 and for the consistency of such reports with the related

consolidated financial statements and their compliance with the applicable law.

We have performed the procedures required by Standard on Auditing (SA Italia) 720B in order to express an

opinion on the consistency of the report on operations and the specific information presented in the report on

corporate governance and ownership structure indicated by article 123-bis.4 of Legislative decree no. 58/98 with

the group’s consolidated financial statements at 31 December 2022 and their compliance with the applicable law

and to state whether we have identified material misstatements.

In our opinion, the report on operations and the specific information presented in the report on corporate

governance and ownership structure referred to above are consistent with the group’s consolidated financial

statements at 31 December 2022 and have been prepared in compliance with the applicable law.

With reference to the above statement required by article 14.2.e) of Legislative decree no. 39/10, based on our

knowledge and understanding of the entity and its environment obtained through our audit, we have nothing to

report.

Statement pursuant to article 4 of the Consob regulation implementing Legislative decree no. 254/16

The directors of Enel S.p.A. are responsible for the preparation of a consolidated non-financial statement pursuant

to Legislative decree no. 254/16. We have checked that the directors had approved such consolidated non-

financial statement. In accordance with article 3.10 of Legislative decree no. 254/16, we attested the compliance of

the non-financial statement separately.

Rome, 6 April 2023

KPMG S.p.A.

(signed on the original)

Renato Naschi

Director
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エネル・エスピーエー

ヴィアレ　レジーナ　マルゲリータ　137

00198 ローマ

 

エネル・エスピーエー取締役会　宛

 

2023年6月5日 

 

独立登録会計事務所の同意書
 
各位

 

私たちは、エネル・エスピーエーの2022年12月31日現在の財政状態計算書並びに同日をもって終了する

会計年度における損益計算書、包括利益計算書、持分変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、及びそ

れらに関する重要な会計方針の要約を含む注記から構成されている個別財務諸表についての私たちの

2023年4月6日付の監査報告書が、東京の金融庁に提出されるエネル・エスピーエーの有価証券報告書に

記載されることを同意します。

 

KPMG・エスピーエー

 

Renato Naschi

監査ディレクター
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Enel S.p.A.

Viale Regina Margherita, 137

00198 Roma

 

To the Board of Directors of Enel S.p.A.

 

5 June 2023

 

Consent of independent Registered Public Accounting Firm

 

Dear Sirs

we consent to the inclusion of our report dated April 6, 2023, with respect to the consolidated financial statements of

Enel S.p.A. and its subsidiaries (“Enel Group”) as of December 31, 2022 and for the year then ended, which

comprise the statement of financial position as at 31 December 2022, the income statement and the statements of

comprehensive income, changes in equity and cash flows for the year then ended and notes thereto, which include

a summary of the significant accounting policies, in the Annual Security Report of Enel S.p.A. to be filled with the

FSA Tokyo.

 

KPMG S.p.A.

 

Renato Naschi

Director of Audit
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2010年1月27日政令第39号第14条及び2014年4月16日EU規制第537号第10条に準拠した独立監査

人の報告書

(イタリア語原文からの翻訳版)

エネル・エスピーエーの株主各位

個別財務書類の監査報告書

監査意見

当監査法人は、2022年12月31日現在の財政状態計算書、及び同日をもって終了する事業年度の損益計算書、包括利

益計算書、持分変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及びそれらに関する重要な会計方針の要約を含む注記から

構成されている、エネル・エスピーエー（以下「会社」という。）の個別財務書類について監査を行った。

当監査法人は、個別財務書類が、EUが採択している国際財務報告基準及びイタリアの規定が施行する政令第

38/2005号第9条に準拠し、2022年12月31日現在の会社の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、公正かつ妥当に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、国際監査基準（ISAイタリア）に基づいて監査を行った。当該基準に基づく当社の責任は、本監査

報告書の「個別財務書類の監査における監査人の責任」の項に記載されている。当監査法人は、イタリアにおけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項は、当事業年度の個別財務書類の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要で

あると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、個別財務書類全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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監査上の主要な検討事項

報告すべき主要な検討事項はない。

個別財務書類における会社の取締役及び監査役会（Collegio Sindacale）の責任

会社の取締役は、個別財務書類が、EUが採択している国際財務報告基準及びイタリアの規定である政令第38/2005
号第9条に準拠し、公正妥当に表示され、作成されていることの責任を負う。また、不正か誤謬かにかかわらず、

重要な虚偽表示のない財務書類の作成に必要であると判断される内部統制を、イタリアの法令で規定された条件の

範囲内で整備する責任を負う。

取締役は、会社が継続企業として存在する能力を評価し、個別財務書類の作成にあたり継続企業の公準の妥当性の

評価及びその適切な開示に責任を負う。取締役は、会社を清算する、又は業務を停止する予定がある、もしくはそ

れ以外に現実的な代替手段が存在しない場合でない限り、継続企業の前提を基に個別財務書類を作成する。

監査役会（Collegio Sindacale）は、イタリアの法律で定められた条件の範囲以内で、会社の財務報告プロセスを監

視する責任を負う。

個別財務書類の監査に対する監査人の責任

当監査法人の目的は、個別財務書類全体が、不正又は誤謬かにかかわらず、重要な虚偽の表示がないことに対する

合理的な保証を入手するとともに、当監査法人の意見を含めた監査報告書を提出することである。合理的な保証と

は、相当に高い程度の保証であり、重要な虚偽表示が存在する場合に、国際監査基準（ISAイタリア）に基づき実

施した監査により、それを常に発見することを保証するものではない。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生し、

個別又は全体として、個別財務書類に基づき経済的な意思決定をする利用者に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要であると判断される。

当監査法人は、国際会計基準（ISAイタリア）に準拠する監査の一環として、職業的専門家としての判断を行い、

職業的懐疑心を保持して監査を実施する。また、

・不正又は誤謬にかかわらず、個別財務書類の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。当監査法人の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を

入手する。不正は、共謀、偽造、故意の不作為、不実表示、又は内部統制の無効化が関係するため、不正による

虚偽表示が発見されない可能性は、誤謬による虚偽表示の発見よりも高い。

・内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切

な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制の理解を入手する。

・経営者が採用した会計方針の適切性、会計上の見積り及び関連する開示の合理性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として個別財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において個別財務

書類の関連開示項目に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する個別財務書類の開示が適切でない場合

は、除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、会社が継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・開示を含む個別財務書類の全体的な表示、構成及び内容、並びに基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

るかどうかを評価する。
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当監査法人は、特に監査計画の範囲及び時期、並びに監査中に特定した内部統制の重要な欠陥を含む監査の重要な

発見事項について、ISAイタリアが要請する適切なレベルであると特定されたガバナンス担当者に報告する。

また、当監査法人は、イタリアで適用される倫理及び独立性の要件を満たしている旨の声明をガバナンスの担当者

に提供し、また、同担当者に、独立性に影響を与えると合理的に考えられる全ての事象、並びに必要に応じ、当該

脅威を除去するために取られた手段、又は適用した保護手段について報告する。

EU規制第537/14号第10条に準ずるその他の情報

2019年5月16日、会社の株主は、2020年12月31日から2028年12月31日に終了する会計年度に係る個別及び連結財務

書類の監査に、当監査法人を関与させることを決定した。

当監査法人は、EU規制第537/2014号第5条1項に定められた、禁止されている監査以外のサービスの提供は行ってお

らず、監査を実施するにあたり会社から独立した関係を維持していたことを宣言する。

当監査法人は、本報告書に含まれる個別財務書類の意見は、EU規制第537/2014第11条に従い作成され、監査役会の

権限内で監査役会（Collegio Sindacale）に提出した追加報告書の内容と一貫性を有していることを確約する。

その他の法的及び規制要件の遵守に関する報告

欧州委員会委任規則（EU）第 2019/815号の規定への適合に関する意見

会社の経営者は、年次財務報告書に含まれる2022年12月31日現在の個別財務書類に対する単一の電子報告フォー

マット（ESEF）の仕様に関する規制技術基準に関する欧州委員会委任規則（EU）第2019/815号の規定の適用にお

いて責任を負う。

当監査法人は、個別財務書類が欧州委員会委任規則（EU）第2019/815号を遵守しているかに関する意見を表明する

ために、監査基準（SAイタリア） 700 Bにより要求された手続を実施した。

当監査法人は、2022年12月31日現在の個別財務書類がXHTML形式で作成され、すべての重要な点において欧州委

員会委任規則（EU）第2019/815号の規定に準拠して表示されているものと認める。

政令第39/10号第14条2項e）及び政令第58/98号第123条の2第4項に基づく意見

会社の経営者は、2022年12月31日現在の事業、コーポレート・ガバナンス、及び株主構成に関する報告書を作成

し、関連する個別財務書類との整合性及び適用する法律の遵守において責任を負う。

当監査法人は、政令第58/98号第123条の2第4項により示されたコーポレート・ガバナンス及び株主構成に関する報

告書の中で表示された業務報告書及び具体的な情報が、2022年12月31日現在の個別財務書類と一致していること、

適用する法令に準拠していることの意見を表明する目的で、及び当監査法人が重要な虚偽表示を特定したかどうか

を表明する目的で、監査基準（SAイタリア）720 Bにより要求された監査手続を実施した。

当監査法人は、上記のコーポレート・ガバナンス及び株主構成に関する報告書に記載された業務報告書及び具体的

な情報が、2022年12月31日現在の会社の個別財務諸表と一致し、かつ適用する法令に従って作成されているものと

認める。

政令第39/10号第14.2.e）条によって要求されている上記の記述に関し、監査を通じて得た事業体及びその環境に関

する当監査法人の知識と理解に基づき、当監査法人は報告すべきものはない。
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2023年4月6日　ローマ

KPMG S.p.A
 
（原文に署名）

Renato Naschi
ディレクター
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(This independent auditors’ report has been translated into English solely for the convenience of international readers.

Accordingly, only the original Italian version is authoritative.)

Independent auditors’ report pursuant to article 14 of Legislative decree no. 39 of 27
January 2010 and article 10 of Regulation (EU) no. 537 of 16 April 2014

To the shareholders of
Enel S.p.A.

Report on the audit of the separate financial statements

Opinion

We have audited the separate financial statements of Enel S.p.A. (the “company”), which comprise the statement

of financial position as at 31 December 2022, the income statement and the statements of comprehensive income,

changes in equity and cash flows for the year then ended and notes thereto, which include a summary of the

significant accounting policies.

In our opinion, the separate financial statements give a true and fair view of the financial position of Enel S.p.A. as

at 31 December 2022 and of its financial performance and cash flows for the year then ended in accordance with

the International Financial Reporting Standards endorsed by the European Union and the Italian regulations

implementing article 9 of Legislative decree no. 38/05.

Basis for opinion

We conducted our audit in accordance with International Standards on Auditing (ISA Italia). Our responsibilities

under those standards are further described in the “Auditors’ responsibilities for the audit of the separate financial

statements” section of our report. We are independent of the company in accordance with the ethics and

independence rules and standards applicable in Italy to audits of financial statements. We believe that the audit

evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion.

Key audit matters

There are no key audit matters to report.

Responsibilities of the company’s directors and board of statutory auditors (“Collegio Sindacale”) for the

separate financial statements

The directors are responsible for the preparation of separate financial statements that give a true and fair view in

accordance with the International Financial Reporting Standards endorsed by the European Union and the Italian

regulations implementing article 9 of Legislative decree no. 38/05 and, within the terms established by the Italian

law, for such internal control as they determine is necessary to enable the preparation of financial statements that

are free from material misstatement, whether due to fraud or error.
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The directors are responsible for assessing the company’s ability to continue as a going concern and for the

appropriate use of the going concern basis in the preparation of the separate financial statements and for the

adequacy of the related disclosures. The use of this basis of accounting is appropriate unless the directors believe

that the conditions for liquidating the company or ceasing operations exist, or have no realistic alternative but to do

so.

The Collegio Sindacale is responsible for overseeing, within the terms established by the Italian law, the company’s

financial reporting process.

Auditors’ responsibilities for the audit of the separate financial statements

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the separate financial statements as a whole are

free from material misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditors’ report that includes our

opinion. Reasonable assurance is a high level of assurance, but is not a guarantee that an audit conducted in

accordance with ISA Italia will always detect a material misstatement when it exists. Misstatements can arise from

fraud or error and are considered material if, individually or in the aggregate, they could reasonably be expected to

influence the economic decisions of users taken on the basis of these separate financial statements.

As part of an audit in accordance with ISA Italia, we exercise professional judgement and maintain professional

scepticism throughout the audit. We also:

・　identify and assess the risks of material misstatement of the separate financial statements, whether due to

fraud or error, design and perform audit procedures responsive to those risks, and obtain audit evidence that is

sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion. The risk of not detecting a material misstatement

resulting from fraud is higher than for one resulting from error, as fraud may involve collusion, forgery,

intentional omissions, misrepresentations, or the override of internal control;

・　obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures that are

appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the

company’s internal control;

・　evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates and

related disclosures made by the directors;

・　conclude on the appropriateness of the directors’ use of the going concern basis of accounting and, based on

the audit evidence obtained, whether a material uncertainty exists related to events or conditions that may cast

significant doubt on the company’s ability to continue as a going concern. If we conclude that a material

uncertainty exists, we are required to draw attention in our auditors’ report to the related disclosures in the

separate financial statements or, if such disclosures are inadequate, to modify our opinion. Our conclusions

are based on the audit evidence obtained up to the date of our auditors’ report. However, future events or

conditions may cause the company to cease to continue as a going concern;

・　evaluate the overall presentation, structure and content of the separate financial statements, including the

disclosures, and whether the separate financial statements represent the underlying transactions and events in

a manner that achieves fair presentation.
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We communicate with those charged with governance, identified at the appropriate level required by ISA Italia,

regarding, among other matters, the planned scope and timing of the audit and significant audit findings, including

any significant deficiencies in internal control that we identify during our audit.

We also provide those charged with governance with a statement that we have complied with the ethics and

independence rules and standards applicable in Italy and communicate with them all relationships and other

matters that may reasonably be thought to bear on our independence, and where applicable, the measures taken

to eliminate those threats or the safeguards applied.

Other information required by article 10 of Regulation (EU) no. 537/14

On 16 May 2019, the company’s shareholders appointed us to perform the statutory audit of its separate and

consolidated financial statements as at and for the years ending from 31 December 2020 to 31 December 2028.

We declare that we did not provide the prohibited non-audit services referred to in article 5.1 of Regulation (EU) no.

537/14 and that we remained independent of the company in conducting the statutory audit.

We confirm that the opinion on the separate financial statements expressed herein is consistent with the additional

report to the Collegio Sindacale, in its capacity as audit committee, prepared in accordance with article 11 of the

Regulation mentioned above.

Report on other legal and regulatory requirements

Opinion on the compliance with the provisions of Commission Delegated Regulation (EU) 2019/815

The company’s directors are responsible for the application of the provisions of Commission Delegated Regulation

(EU) 2019/815 with regard to regulatory technical standards on the specification of a single electronic reporting

format (ESEF) to the separate financial statements at 31 December 2022 to be included in the annual financial

report.

We have performed the procedures required by Standard on Auditing (SA Italia) 700B in order to express an

opinion on the compliance of the separate financial statements with Commission Delegated Regulation (EU)

2019/815.

In our opinion, the separate financial statements at 31 December 2022 have been prepared in XHTML format in

compliance with the provisions of Commission Delegated Regulation (EU) 2019/815.

Opinion pursuant to article 14.2.e) of Legislative decree no. 39/10 and article 123-bis.4 of Legislative decree

no. 58/98

The company’s directors are responsible for the preparation of the reports on operation and on corporate

governance and ownership structure at 31 December 2022 and for the consistency of such reports with the related

separate financial statements and their compliance with the applicable law.

We have performed the procedures required by Standard on Auditing (SA Italia) 720B in order to express an

opinion on the consistency of the report on operations and the specific information presented in the report on

corporate governance and ownership structure indicated by article 123-bis.4 of Legislative decree no. 58/98 with

the company’s separate financial statements at 31 December 2022 and their compliance with the applicable law

and to state whether we have identified material misstatements.
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In our opinion, the report on operations and the specific information presented in the report on corporate

governance and ownership structure referred to above are consistent with the company’s separate financial

statements at 31 December 2022 and have been prepared in compliance with the applicable law.

With reference to the above statement required by article 14.2.e) of Legislative decree no. 39/10, based on our

knowledge and understanding of the entity and its environment obtained through our audit, we have nothing to

report.

Rome, 6 April 2023

KPMG S.p.A.

(signed on the original)

Renato Naschi

Director
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